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第1章　調査研究の背景と目的

（1）本調査研究の背景

都道府県及び政令指定都市における科学技術政策は、近年、大きく変化しており、その

変化は多方面にわたって表れている。

例えば、地方公共団体が科学技術振興を推進するための基本的考え方を取りまとめたも

のである「基本指針」（政策大綱、基本方向、ビジョン等）については、これを策定した

団体数は平成9年10月までで合計20団体に達したが、このうち8団体は平成7、8年度に

新規策定しており、これらの他に、平成9、10年度中の新規策定を予定している団体が11

ある。

また、地方公共団体が科学技術振興を推進する際、実際に施策展開の実施主体となる機

関にも設立増加の動向が表れている。地方公共団体設置の自然科学系博物館や理科系大学

（短期大学）の設立が顕著に増えている点が指摘できる。

更に、変化は国際交流活動にも表れており、近年、地方公共団体が海外の地方公共団体

と姉妹関係を提携し、地方公共団体間で直接交流する動きが急増しているが、そうした国

際交流の実績を踏まえて、研究交流等、科学技術面での交流を推進する団体も出始めてい

る。

以上のような地方公共団体における地域科学技術政策の変化は、「科学技術基本法」の

制定、「地域における科学技術活動の活性化に関する基本指針」の策定、「科学技術基本

計画」の策定等の国の地域科学技術振興政策と相互に影響し合って進んでいる。

（2）本調査研究の目的

本調査研究「地域における科学技術振興に関する調査研究」は、地域における科学科学

活動について、その実態がほとんど把握されていない、という状況下にあって、先ず、都道

府県及び政令指定都市について、科学技術振興のための体制、施策及び経費について、そ

の実態を総合的に調査することが最重要、最優先であるとの考えから始められた。本調査

研究の目的は、地方公共団体による科学技術振興の体制づくりや新たな科学技術政策の企

画立案に資すること、また、国による地方公共団体の科学技術振興の支援施策の立案に資

することなどである。
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第2章　調査研究の方法

2．1　調査研究方法について

本調査研究は、都道府県及び政令指定都市に対して実施した科学技術関係経費に関する

アンケート調査結果を基本データとして進めた。この基本データを基にして都道府県及び

政令指定都市への追加的調査、関連諸統計の利用、ヒヤリング調査、文献調査等により得

られたデータや知見によって補充するという方法により実施した。

2．2　都道府県及び政令指定都市に対する科学技術関係経費アンケート調査

（1）調査対象

平成9年1月27日付けの「地域における科学技術振興に関する調査研究（第3回調査）

への協力依頼について」（9科政研企第9号）により、科学技術政策研究所所長名で、都

道府県（47団体）の知事及び政令指定都市（12団体）の市長に対し、科学技術関係経費等

について調査の協力依頼を行った。その結果、これら調査対象団体全て（59団体）から回

答を得た。

（2）調査項目

調査票の構成は次の通りである。質問は一部変更を加えたが、基本的枠組みは変えず、

前回との比較ができるようにした。

【質問票の構成（第3回調査）】
問1　総合的推進
問2　公設試（機関別経費）
問3　公設試（再編）
問4　公設試（機能強化）
間5　高等教育機関
問6　医療機関
間7　財団法人（研究開発）
問8　財団法人（その他）
間9　基金

問10　博物館
間11　共同研究（実施段階）
間12　共同研究（その他）
問13　民間企業研究支援

間14　研究開発型企業誘致
間15　技術指導
問16　公募形式
間17　情報制度
間1′8　知的所有権制度普及
間19　発明奨励
間20　人材育成（技術者）
間21　人材育成（研究者）
問22　国際交流（拠点整備）

問23　国際交流（交流促進）
間24　科学技術教育
間25　住民理解
問26　重点的課題
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第3章　地域における総合的な科学技術政策の推進及び科学技術関係経費の状況

3．1地域における科学技術政策の総合的な推進

（1）科学技術関係審議会の設置

平成9年10月現在において、18道府県が科学技術会議等の科学技術関係審議会を設置し

ており、4つの県が設置を予定している。前回調査では、10道府県で科学技術関係審議会

が設置されていた。

（2）科学技術政策基本指針の策定

平成9年10月現在において、20道府県において科学技術政策基本指針が策定されており、

11県において新たな策定が予定されている。前回調査では、平成5年度末までに、12道府

県において科学技術政策基本指針が策定されていた。

科学技術政策基本指針策定数の策定時期別推移を、平成9年10月現在で策定されている

もの（20道府県、22指針、2団体は改訂済み）について図示すると、平成8年度に策定が

急増していることがわかる。

（3）科学技術政策担当専任部署の設置

科学技術担当の専任部署を設置しているという回答のあったのは、12道県である。

（4）総合的推進のための体制整備

各地方公共団体において科学技術政策を総合的に推進するための体制整備ということに

ついて、上述の3点（審議会の設置、基本指針の策定、専任部署の設置）を用いて、それ

らのいずれかにより実施している地方公共団体をみると、該当するのは24道府県であり、4

7都道府県の約半分の団体で総合的推進のための体制整備が行われている。
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3．．2　地域の科学技術関係経費

（1）地域の科学技術関係経費の総額

47都道府県の平成7年度科学技術関係経費は6，602億円、12政令指定都市のそれは557億円

で、合わせて7，143億円である。伸び率としては、地域科学技術関係経費の前回調査結果（平

成4年度対象）6，140億円に対し16．3％で、国の経費の同期間伸び率17．1％とほぼ同じ伸びを

示している。

国の平成7年度の科学技術関係経費総額（当初予算）は、2兆4，995億円となっており、

都道府県と政令指定都市の平成7年度科学技術関係経費7，143億円は、国の科学技術関係経

費の28．6％に相当している。なお、前回調査では、国の平成4年度の科学技術関係経費総額

（当初予算）2兆1，347億円に対し、都道府県及び政令指定都市の平成4年度科学技術関係

経費6，140億円は28．8％に相当していた。

（2）地域の科学技術関係経費の所管部局別内訳

地域科学技術関係経費を所管部局別にみると、最も構成比の高いのは、農林水産系の32．1％

である。次いで多いのが、商工系の23．4％、企画・総務系の17．4％となっている。

（3）地域の科学技術関係経費の目的別内訳

目的的にみた地域科学技術関係経費で、最も構成比の高いのは公設試関係経費の51．6％で、

次が高等教育機関の25．0％となっており、この2つで約4分の3を占めている。過去の調査

と比較してみると、最も構成比の高い公設試が比率を下げている一方で、高等教育機関、

啓発普及等が構成比を上げており、公設試中心の政策から種々の科学技術政策による総合

的政策へと政策の多様化が起きていることが注目される。
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3．3　科学技術関係経費の地域比較

（1）科学技術関係経費（総槙）による地域比較

都道府県と政令指定都市を別々にして見た59の地方公共団体別経費では、最大の大阪府

と最小の千葉市では約100倍の開きがある。都道府県間でも最大の大阪府と最小の鳥取県と

では約18倍の格差があり、全体としても広い範囲に分散している。

（2）経常的科学技術関係経費による地域比較

科学技術関係経費について、年度による変動の大きいと考えられる「公設試の再編整備

経費」と、所有の有無による地域間の変動が大きいと考えられる「理科系高等教育機関に

係る経費」とを除いた経費を「経常的な科学技術関係経費」として、これによりみると、

都道府県間でも最大の東京都と最小の鳥取県では約11倍の開きがあり、全体としても非常

に広い範囲に分散している。

（3）人口胃人当たり科学技術関係経黄（総額）による地域比較

人口1人当たりの科学技術関係経費（総額）を、政令指定都市の分を都道府県に含めた4

7地域について見ると、1人当たり経費が多いのは岐阜県（13，307円）、滋賀・県（12，907円）、高

知県（12，489円）、秋田県（12，224円）、岩手県（11，991円）、福島県（10，153円）であり、少ないのは

埼玉県（1，412円）、愛知県（2，806円）、千葉県（2，981円）となっている（図参照）。

（4）財政歳出に占めるr科学技術関係経費（総額）の割合による地域比較

財政歳出に占める科学技術関係経費（総額）の割合を、59の地方公共団体別にみると、

経費総額では、割合が高いのは岐阜県（3．35％）、滋賀県（2．74％）、福島県（2．21％）、京都府（2・18％）、

岩手県（2．12％）、大阪府（2．10％）であり、低いのは都道府県の中では埼玉県（0．57％）、東京都（0・

65％）、兵庫県（0．69％）となっている。
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人口1人当たり科学技術関係軽費

40側　　　6∞0　　　8∞0　　1∞∞　　120∞（単位：円）14∝氾
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3．4　公設試験研究機関関係経費

（1）公設試験研究機関の機関数等

公設試験研究機関について、機関数、研究員数、運営経費に注目し分析した。

機関数は、都道府県が546機関、政令指定都市が26機関の合計572機関であった。前

回調査と比較すると3機関の減少となった。

研究員数は、都道府県が14，945人で、政令指定都市が787人の合計15，732人である。

これは前回調査と比較すると約2．2％の増加となる。

運営経費総額は、都道府県が約3，221億円、政令措定都市が約144億円のあわせて約3，365

億円となった。これも前回調査と比べると、2．6％の増加である。

公設試験研究機関を事業性格別にみると、農林水産系の割合が、機関数、研究員数、運

営経費ともに5割以上の割合を占めている。商工系と、環境土木・保健衛生系はほぼ同じ

割合を示し、それぞれ農林水産系の約半分である。

運営経費の内訳をみると、人件費の割合が最も高く約6割を占める。事業性格別に比較

すると、環境土木・保健衛生系が人件費の割合が高い。また商工系は施設整備費の割合が

高い。

（2）公設試験研究機関の地域比較

都道府県毎に公設試の機関数、研究員数、運営経費を比較した。機関数では最も多いの

が千葉県の22機関で、逆に少ないのが奈良県・熊本県の6機関であった。前回調査から

機関数の減った県は、再編整備を行い、整理統合を行っている。

研究員数は、北海道（1，060人）、東京（912人）、愛知（766人）の順に多い。各県とも

前回調査と比較して増減は少ない。

運営経費は、最も金額の多いのが北海道（約228億円）で、東京、大阪と続く。少ない

県としては鳥取県（約27億円）が最も少なく島根、高知と続く。前回調査と比較して大

幅に金額の上昇したのが、山形県、新潟県、大阪府、長崎県等があげられる。逆に減少し

たのが、岩手県、秋田県、長野県である。増減理由は、主として施設整備によるものであ

る。

1機関あたりの平均運営経費は約6億円である。大阪府（約16億円）福岡県、熊本県な

どは、金額が大きく、岐阜県（約2．4億円）、佐賀県、滋賀県などは少ない。各県公設試

の規模、あり方の違いがうかがえる。
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表　各団体の公設試運営経費内訳
団　　 体　 名

1豊 慧
決　　 算　　 額 人　　 件　　 費

維　　　　 持 調　　　　 査 依 頼 試 験 指　　　 導 施　　　　 設 庁　　　　 舎
研 究 員

研 究 員 常　　 勤 非 常 勤
職 員 計

ヨ ■■ 詣 ■ ■ 巨 石井　　 密　　 着 始　 香　 書 普　 乃　 魯 蕗　　 イ蔚　　 曹 己ケ　　 條　 著 以　　 外 I能　 昌　 三† 脇　　 昌

北　 梅　 這 13 2 2 ．7 9 4 ．8 2 4 1 1 ．3 9 6 ．1 9 g 3 ，1 3 3 ．4 1 6 2 ．0 1 4 ．4 2 7 6 7 ．8 1 3 2 4 0 ，3 6 1 2 ．0 1 5 ．6 8 6 4 ，2 7 8 ，0 3 0 1 ，0 1 8 6 9 1 1 ．7 0 9 6 1 1 ．7 7 0

青　 森　 県 1 7 8 ，3 7 0 ．1 1 4 5 ，4 6 5 ．8 4 0 9 2 8 ．4 1 1 8 7 9 ．9 8 5 9 1，1 3 1 6 3 ．6 1 7 4 3 2 ．4 3 2 5 0 8 ．6 9 8 3 こ1 6 2 9 2 6 2 8 1 6 6 7 9 4

岩　 手　 県 1 1 5 ．8 3 3 ．0 2 4 3 ，1 7 7 ，2 2 2 8 7 5 ．4 8 6 1 ，0 5 4 ．1 8 5 3 7 ．0 5 1 1 0 4 ，3 4 2 4 7 9 ．1 2 7 1 0 4 ．2 4 7 2 8 5 1 1 7 4 0 2 1 7 7 5 7 9

宮　 城　 県 15 5 ．6 6 9 ，7 8 7 3 ．6 1 0 ．3 7 8 7 2 9 ，2 7 1 7 1 5 ．6 6 5 8 0 ，7 2 7 4 1 ．5 1 3 2 4 8 ．8 8 6 2 4 3 ．3 4 7 3 0 1 1 6 8 4 6 9 1 9 4 8 8

秋　　 田　 県 1 1 7 ．7 4 0 ，4 4 1 3 ．8 8 3 ．3 7 9 1 ，0 8 0 ．0 6 1 1 ，4 4 6 ．0 8 5 1 0 ．8 3 7 5 9 ，4 0 3 1 ．0 7 0 ．1 1 5 4 6 4 ．0 9 0 2 9 1 1 9 5 4 8 6 4 3 5 2 9

山　　 形　 県 1 2 7 ．7 8 0 ．5 0 0 3 ．4 6 6 ．6 2 9 5 2 9 ．5 0 8 5 9 7 ．8 0 こ1 3 0 ．3 0 6 4 1 ，6 3 4 2 ．9 7 5 ．7 3 5 1 3 8 ．8 8 5 3 1 0 1 4 6 4 5 6 5 2 5 0 8

福　 島　 県 14 6 ．8 2 7 ．2 0 8 4 ．2 4 1 ．6 2 0 1 ．0 0 0 ．5 8 2 7 0 5 ．9 8 7 8 2 ．8 5 6 3 1 ，0 6 6 9 4 9 ．6 4 9 8 1 ，4 4 8 3 2 5 2 0 6 5 3 1 1 8 5 4 9

茨　 城　 県 16 6 ．0 8 1 ．8 1 5 3 ．0 8 8 ，9 7 6 4 8 6 ．7 4 6 7 1 9 ，4 7 2 3 1 ．3 9 0 1 9 5 ．2 1 0 1 ．5 0 5 ．5 3 7 5 4 ．4 8 4 2 8 2 1 8 0 4 6 2 7 8 5 4 0

栃　 木　 県 15 4 ．7 6 こし 6 5 5 ］ ．2 1 3 ，7 8 9 5 0 6 ．3 0 2 3 3 9 ，0 8 8 2 7 ．9 4 1 5 5 ．6 3 8 6 0 0 ，8 5 5 3 8 ．8 3 7 2 7 0 1 6 5 4 3 5 6 3 4 9 8

群　 馬　 県 9 4 ．5 1 6 ．4 3 2 3 ．1 2 9 ，7 6 1 3 1 1 ．0 5 2 6 2 4 ．7 0 7 9 2 ，5 2 4 4 6 ．3 7 1 3 1 1 ．0 1 7 1 ．0 0 0 2 7 0 1 0 2 3 7 2 8 3 4 5 5

埼　 玉　 県 2 0 6 ，5 9 5 、1 6 3 4 ．6 0 7 ．7 7 1 5 1 2 ，4 6 8 5 捕 ．5 2 0 1 2 3 ．0 1 6 4 3 ．5 2 5 3 7 9 ．5 6 0 3 7 9 ．3 0 3 3 9 9 2 0 0 5 9 9 1 4 6 1 3

千　 葉　 県 2 1 1 1 ，2 5 1 ．0 2 8 7 ．8 8 6 ．5 7 0 1 ．4 1 8 ．0 7 4 8 4 8 ．6 2 0 7 7 ．4 2 0 3 7 ，0 2 4 8 3 9 ．2 8 8 1 4 4 ．0 3 2 4 5 5 4 5 2 9 0 7 2 9 9 3 6

東　 京　 都 19 1 7 ．8 8 5 ，8 0 6 8 ，9 6 0 ．1 1 8 2 ，6 3 0 ．8 6 8 2 ．9 2 4 ．0 6 8 1 5 8 ，7 2 0 6 6 5 ．5 2 4 2 ．0 7 3 ．5 5 2 4 7 2 ，9 3 6 9 1 2 3 8 3 1 ．2 9 5 1 4 2 1 ．4 ニ1 7

神　 奈　 川　 県 り 12 ．3 9 6 ．7 4 1 7 ．7 招 ．0 5 2 1 ．9 9 4 ．3 1 9 1 ．0 8 7 ．2 2 5 1 0 7 ．9 5 1 3 6 2 ．2 5 8 1 ．9 4 4 ．4 8 2 5 7 ，4 5 4 4 9 8 2 5 3 7 5 1 1 1 2 8 6 3

新　 潟　 県 14 9 ．5 も0 ．6 4 9 3 ．8 4 4 ．3 1 2 6 3 4 ．6 1 1 6 0 0 －8 7 4 5 ．2 4 6 8 5 ．0 0 6 3 ．0 0 3 ，7 4 2 1 ．3 8 6 ．8 5 8 3 2 5 1 5 4 4 7 9 8 4 5 6 3

富　　 山　　 県 1 0 4 ，7 8 b ．7 6 9 3 ．1 1 4 ．6 0 9 5 3 9 ．2 5 0 5 6 6 ．6 9 4 4 0 ．6 8 9 6 3 ．4 0 0 4 5 9 ．7 2 7 2 ，4 0 0 2 8 3 1 0 9 3 9 2 6 5 4 5 7

石　 川　　 県 10 6 ．1 1 4 ，1 7 4 3 ．5 4 7 ．2 9 5 9 5 4 ．2 1 9 7 1 1 ．0 7 6 8 5 ，4 4 8 4 4 ，7 4 5 2 こ1 6 ．0 0 4 5 3 5 ．3 8 7 2 5 6 1 5 3 4 0 9 3 2 4 4 1

福　 井　 県 10 5 ．3 2 3 ，1 8 0 3 ．1 6 1 ．5 8 2 6 2 6 ，6 7 9 5 9 5 ．1 0 8 1 8 ，5 6 3 5 0 ，5 8 9 7 9 5 ．9 1 0 7 3 ．7 3 9 2 5 2 1 2 0 3 7 2 1 9 3 9 1

山　　 梨　 県 10 4 ，9 9 9 ．1 7 5 2 ，2 2 1 ．3 日 4 2 4 ．0 0 8 2 9 6 肩6 9 8 4 3 ．1 0 6 2 6 ．4 6 g 1 ．7 8 2 ，2 7 0 2 0 5 ．3 1 0 1 8 8 9 2 2 8 0 8 7 3 6 7

長　 野　 県 16 5 ．5 4 0 ，2 1 6 4 ．0 0 0 ．3 8 3 3 5 2 ，4 6 t） 4 4 6 ．4 6 2 3 ．3 8 1 2 5 2 ．7 0 6 4 3 6 ．9 1 0 】7 ．3 7 5 3 6 3 1 8 7 5 5 0 2 0 5 7 0

岐　 阜　 県 18 4 ．3 4 4 ，8 9 9 2 ．5 9 9 ．9 4 7 4 2 5 ，5 8 5 4 5 7 ．2 3 7 再 ．4 2 2 6 5 ．2 3 0 5 1 2 ．0 8 1 2 9 ，5 0 7 2 7 9 1 4 9 4 2 8 2 5 4 5 3

静　 岡　 県 1 1 8 ．9 7 2 ∴1 9 8 5 ．0 8 7 ．4 6 3 1 ，1 7 1，4 2 0 8 2 9 ．9 0 7 5 8 ．2 6 4 1 0 8 ，4 6 7 1 ．5 6 1 ．3 9 3 1 5 2 ．2 8 4 4 2 3 2 1 4 6 3 7 3 5 6 7 2

愛　 知　 県 14 1 2 ．5 6 3 ，2 9 3 7 ．8 3 7 ．8 9 2 1 、5 6 5 ．2 4 1 1 ．0 8 6 ．9 0 5 8 7 ．7 2 6 8 0 ．8 8 1 1 ．8 4 8 ．9 3 7 5 5 ．7 1 1 6 7 4 2 5 7 9 3 1 1 2 9 4 3

三　 重　 県 8 4 ，4 4 7 ，2 2 9 3 ．2 6 3 ．1 6 7 2 二1 7 ，9 2 5 3 2 9 ．7 6 7 5 6 ．4 9 5 3 8 ．2 7 6 4 5 4 ．8 0 0 6 6 ．7 9 9 2 3 4 1 5 5 3 8 9 8 3 9 7

滋　　 賀　 県 13 3 ．8 7 9 ．8 0 8 2 」 7 6 ．8 8 0 7 7 6 ，7 6 5 5 1 1 ．2 0 0 5 6 ．0 9 0 8 4 ．0 3 3 2 1 6 ．9 0 7 5 7 ，9 3 2 2 2 4 9 7 3 2 1 1 3 3 3 4

京　 都　 府 1 1 5 ，0 2 0 ．2 7 6 3 、4 8 7 ．7 4 7 6 川 ，0 1 5 3 2 b ．3 0 2 1 8 3 ．5 6 9 1 5 9 ，4 9 7 2 0 7 ．3 3 7 3 5 ．8 0 9 2 3 2 1 7 1 4 0 3 9 4 1 2

大　 阪　 府 8 1 3 ．7 9 2 ，7 7 1 6 バ 3 3 ，5 5 9 1 ．0 4 3 ．4 8 7 6 0 0 ，1 0 1 8 3 ．0 3 9 4 0 ．4 9 3 5 ．8 2 5 ．5 4 7 6 6 ，5 8 5 4 4 9 2 1 6 6 6 5 1 2 4 7 8 9

兵　 庫　 県 13 8 ．5 9 8 ，8 9 8 5 ．3 3 5 ．7 6 1 8 6 1 ．4 4 1 8 1 2 ，2 1 l 3 7 ．3 0 9 3 1 ，5 2 9 8 1 0 ．3 0 2 7 1 0 ．2 8 2 3 5 5 2 5 7 6 1 2 1 4 4 7 5 6

奈　 良　 県 6 3 ．4 6 8 ．2 9 8 2 7 9 ，3 8 1 1 6 8 ，9 6 2 1 4 ，9 4 9 3 2 ．3 6 9 1 9 0 ．3 5 3 5 0 8 ．0 0 3 】9 3 7 5 2 6 8 1 5 2 8 3

和　 歌　 山　 県 1 5 5 ，1 6 1 ．5 7 5 2 ，8 9 8 ，4 3 5 2 6 2 ，4 7 2 7 8 9 ，6 3 8 5 2 ，8 9 8 4 4 ．7 6 3 9 9 3 ，7 0 0 1 1 9 ，6 6 9 2 1 9 1 2 7 3 4 6 0 3 4 6

鳥　 取　 県 8 2 ．7 2 6 ．9 0 0 1 ．7 5 5 ．日 7 1 6 6 ．2 6 6 4 8 4 ，8 3 4 2 8 ．1 9 3 1 9 ．9 9 4 2 5 0 ．6 7 4 2 1 ．8 2 2 1 5 5 1 0 7 2 6 2 1 9 2 8 1

島　 根　 県
9 3 ．2 4 6 ．8 3 0 2 ．0 2 9 ．0 9 8 3 9 9 ．4 1 7 5 1 5 ．2 0 6 5 5 ．6 4 3 1 1 0 ．7 7 5 3 3 7 ．4 5 0 7 0 ．8 9 7 1 8 4 1 1 8 3 0 2 6 8 3 7 0

岡　　 山　 県 8 4 ．9 0 9 ．0 6 7 2 ，8 2 1 ．1 2 5 8 1 6 ．4 銅 6 8 1 ．2 8 2 9 8 ．9 4 3 】2 9 ，5 5 3 3 0 4 ．9 4 7 5 6 ．7 3 3 2 4 2 1 3 2 3 7 4 1 3 7 5

広　 島　 県 8 5 ．7 1 1 ．8 2 3 3 ，9 0 8 ．0 6 5 5 4 8 ，1 0 5 5 9 3 ．4 5 8 2 5 ，9 2 1 2 1 7 ．5 4 7 2 4 6 ．3 7 3 1 7 2 ．0 5 9 2 9 4 1 7 9 4 7 こ） 1 ・1 7 4

山　　 口　　 県 7 4 ．0 1 9 ．1 3 0 2 ．6 0 6 ．0 2 2 3 6 9 ．7 9 3 4 8 9 ．4 7 ：l 7 1 ．8 2 9 1 7 5 ．0 1 1 2 6 ，2 銅 3 8 ．7 6 8 2 1 9 ユ1 3 3 3 2 2 0 3 5 2

徳　 島　 県 10 4 ，4 3 0 ．9 3 4 2 ，5 3 4 ，5 2 8 5 6 1 ．6 6 7 ‘拍 5 ．8 6 6 1 6 ．2 8 8 3 1 ．8 8 5 7 8 1 ．3 4 7 5 9 ．3 5 3 2 0 1 川 0 3 0 1 2 9 3 3 0

香　 川　　 県 8 3 ．4 4 8 ．5 1 1 2 ．1 0 6 ．0 6 6 3 9 3 ．9 5 1 5 1 2 ．0 6 6 9 3 ．6 6 7 2 9 ．1 4 2 3 1 2 ．9 5 1 6 6 8 1 8 0 1 0 1 2 8 1 9 8 3 7 9

愛　 媛　 県 1 4 4 ，7 8 3 ．0 6 1 2 ，6 4 6 ．1 1 2 5 1 8 ．7 8 8 6 8 5 ．6 7 9 2 1 5 ．2 5 8 8 0 ．6 5 1 4 6 6 ，5 4 6 1 7 0 ．0 2 7 2 7 8 8 3 j 6 1 4 1 4 0 2

高　 知　 県 9 3 ．3 7 1 ．2 9 1 2 ，0 9 5 ．8 5 6 2 5 3 ，1 7 7 5 9 7 ．3 4 8 9 1 ，8 9 5 9 1 ，8 0 5 2 4 2 ．0 1 0 0 2 0 4 1 1 0 3 1 4 5 1 3 6 5

福　 岡　 県
D

7 ，9 2 5 ．4 3 4 5 ．0 2 1 ．9 4 9 7 3 7 ．9 5 7 1 ．3 3 9 ．3 4 6 4 1 ．3 8 1 7 1 ，3 J 9 5 9 9 ．8 3 9 1 1 3 ．6 3 3 3 5 6 2 3 3 ；8 9 1 2 6 0 1

佐　 賀　　 県 1 7 4 ．7 7 1 ，6 4 6 2 ，6 6 9 ，9 2 7 4 8 3 ．3 1 3 5 7 1 ，2 7 1 2 5 ．0 7 6 1 0 8 ．0 4 7 7 1 3 ．8 6 5 1 9 0 ．1 7 6 2 1 6 1 6 2 J 7 8 2 3 4 0 1

長　　 崎　 県 7 8 ．O t］3 ．8 8 9 3 3 5 ．3 7 J 6 7 9 ．6 7 1 9 ．I 9 6 3 5 ．6 7 6 4 ，3 7 5 ．2 2 0 9 4 ．6 2 3 1 り8 1 2 6 3 2 4 1 6 3 4 0

熊　　 本　 県 6 6 ．0 6 0 ．9 8 3 4 ．0 7 3 ．1 7 2 8 1 2 ，0 4 1 7 1 5 ，9 3 2 1 9 0 ．7 5 1 9 0 ．1 4 8 1 3 7 、3 8 8 4 1 ．5 5 1 2 5 1 1 8 0 4 J l 7 4 3 8

大　 分　 県 1 2 6 ．0 5 1 ，1 3 6 3 ．6 7 6 ．9 8 7 4 4 2 ．3 0 9 7 9 7 ，8 0 2 1 3 9 ．8 0 0 2 3 ．8 9 2 9 3 2 ．3 6 0 3 5 ，0 3 1 2 8 2 】3 7 4 1 9 3 7 4 5 6

富　　 崎　　 県 8 4 ，5 2 6 ，1 3 3 2 ．8 4 4 ．7 6 2 4 4 4　 6 5 1 8 0 7 ．5 5 1 1 2 1 ．7 3 3 4 8 ．7 6 9 1 6 3 ．3 1 3 9 5 ．3 5 4 2 1 3 1 6 9 3 8 2 l J J 9 5

鹿　 児　 島　 県 1 4 8 ．6 2 9 ．5 7 6 4 ．3 8 6 ．5 1 1 1 ．2 6 1 ，0 5 0 8 4 1 ．2 2 9 2 9 ．3 4 7 2 3 ．6 8 8 8 2 4 ．8 9 9 1 ，2 6 2 ．8 5 2 3 5 0 2 4 3 5 9 3 】3 6 0 6

軸　　 組　　 県 7 4 ．3 6 1 ．1 0 6 2 ．8 5 2 ，4 4 5 3 6 6 、6 3 2 2 9 6 ．9 二1 1 9 4 ．9 1 5 1 7 ．8 4 4 7 2 6 ．1 3 1 6 ．2 0 8 2 2 1 1 2 0 3 4 1 6 8 4 0 9

都 道 府 県 計 1 5 4 6 題　 3 2 2 ．1 1 7 ，3 9 6 1 8 5 ．4 0 1 ，2 9 6 3 5 ．8 2 5 ，5 2 b 3 4 ．6 9 2 ，9 2 4 3 ，2 4 0 ．7 1 3 4 ，5 0 1 ．7 0 5 4 6 ．8 4 5 ．3 8 8 l l 3 ，4 2 0 ．1 9 6 1 1 4 ．9 4 5 8 ．4 く沌 2 3 ．4 4 1 2 ．2 6 6 1 2 5 ，7 0 7

札　 幌　 市
2 3 6 8 ，1 2 2 5 4 ，2 4 6 8 2 ，0 4 0 4 5 ，1 8 り 1 6 5 ．1 8 7 0 2 1 ，4 6 0 0 4 2 1 0 5 2 1 5 3

仙　 台　 市 l 6 5 8 ，9 3 6 4 0 2 ．0 4 8 1 4 2 ．1 7 1 5 ．J O 2 4 ．5 6 0 0 3 6 ，0 り7 6 8 ．7 5 8 0 5 5 5 5 0 5 5

千　 葉　 市 1 5 1 6 ，0 0 7 3 5 5 ．2 4 3 3 4 ，3 9 8 1 2 ．4 3 3 8 9 －4 0 9 2 2 8 2 4 ，2 9 6 0 4 0 4 5 5 0

横　 浜　 市
D 1 －2 1 3 ．3 8 1 0 6 8 3 ．2 8 6 1 0 3 ．5 0 4 5 3 ．6 3 5 摘 ．0 0 6 8 5 ，0 7 1 1 9 ，8 7 9 1 4 5 ‘1 2 1 8 7 8 1 9 5

川　　 崎　　 市 2 6 6 7 ，7 2 8 4 7 2 ．8 1 8 7 3 ．7 7 7 7 7 ．0 7 5 0 1 ，3 3 9 1 2 ，5 3 4 3 0 ，1 8 5 3 8 3 5 7 3 2 7 5

名　 古　 屋　 市 1 1 ．7 6 0 ．9 1 8 1 ．0 6 8 ．4 3 4 1 9 8 ．8 b l 1 5 2 ．2 7 4 3 6 ，6 7 4 2 5 5 ．7 0 6 1 9 ．2 5 5 2 9 ．7 】4 9 2 1 5 】0 7 0 1 0 7

京　 都　 市
つ 1 ．9 1 9 ．4 3 0 1 ．1 5 8 ．9 1 1 4 （］3 ．7 7 1 9 1 ，9 9 3 2 5 ．5 6 9 8 5 ．2 3 0 1 4 こ1 ．9 3 0 1 0 ．0 2 6 8 4 1 3 0 2 1 4 0 2 1 4

大　 阪　 市 3 3 ．9 0 7 ，8 5 0 3 ．0 0 4 ．2 3 4 2 5 2 ．3 7 4 3 4 9 ．6 3 6 9 5 ，2 4 1 5 4 ，8 0 9 5 2 ．9 0 8 9 8 ，6 4 8 1 6 7 1 1 1 2 7 8 0 2 7 8

神　 戸　 市 2 、 7 9 8 ，0 0 4 5 4 7 ．4 8 0 1 0 3 ．8 b b 2 4 ．1 6 5 8 7 ．1 8 0 1 ．8 9 7 1 6 ．3 0 5 1 7 ．1 1 1 4 0 1 7 5 7 1 5 8

広　　 島　 市 2 1 ，1 0 3 ．5 9 9 5 1 8 ．3 0 6 3 ］8 ，5 3 5 7 9 5 0 0 2 5 5 ．1 0 8 1 0 ．8 5 5 5 6 6 6 2 0 6 2

北　 九　 州　 市 1 6 4 5 、6 1 0 4 4 7 ，1 2 5 6 8　 4 9 8 2 5 ，6 9 8 6 0 ．0 0 0 0 2 4 ．1 1も 2 0 ．1 7 5 4 6 3 4 9 0 1 9

福　　 岡　　 市 1 8 0 6 ．7 3 3 3 7 1 ．1 】2 3 6 8 ，6 2 8 5 ．3 1 9 0 0 5 b ，5 6 9 5 ，1 0 5 3 7 6 4 3 0 4 3

政　 令　 市　 計 2 6 】 1 4 ．3 6 6 ．3 1 8 8 ，3 9 9 ．9 5 7 8 9 3 ，J 8 3 6 1 7 ．4 5 5 l 6 6 7 ，2 】5 7 4 7 ．6 4 9 1 3 1 0 ，4 5 6 1 7 8 7 拍 5 題 】．2 2 2 ］7 1 ．2 3 9

総　　　　 計 ち 7 2 1 J 3 6 ．4 8 3 、7 1 4 3 5 ，5 8 6 ．3 0 7 3 ．8 5 8 ．1 6 ＝ 5 ，1 6 8 ．9 2 0 4 7 ．5 くり ．0 3 7 1 1 3 ．7 3 0 ，6 5 2 l 1 5 ，7 二1 2 8 ．9 J l l 2 4 ．6 も3 l 2 ．2 8 3 l 2 6 ．9 4 b

（3）公設試験研究機関の再編整備費

公設試の再編整備費には、総計で約500億円以上が支出されている。公設試の再編整備

を行っているとして回答があったのは31道府県である。金額の大きかった事業をあげる

と、大阪府の「新産業技術総合研究所整備事業」の約240億円、岩手県の「農業研究セン

ター（仮称）整備事業」の約60億円、長崎県の「総合水産試験場建設事業」の約41億円

などがある。この他にも10億円を超える支出が7県であり、施設整備を新たに行うこと

により、多大な支出がなされる。

（4）公設試験研究機関の研究機能強化費

公設試に高度な研究機能が求められつつあり、研究機能強化を行っているが、回答のあ

った都道府県の約8割で、商工系に支出があった。逆に農業系では約4割しか支出がなく、

工業系技術の高度化に熱心であるという姿がうかがえる。
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3．5　理科系高等教育機関関係経費

理科系高等教育機関関係経費は、科学技術関係経費総額の中でも公設試関連経費についで

高い割合を占め（25％）、総額約1，864億円となった二

公立の理科系教育機関として回答があったのは、117校である（予定も含む）。そのうち

の約半数は、ほぼ全道府県に設置されている農業大学校である。

前回調査以降（平成5年度から7年度にかけて）に設立された公立大学は15校あるが、

そのうち11校までが看護系大学かあるいは看護系の学部・学科を有する大学である。ま

た平成8，9年度に設立された大学は13校あるが、このうち8校までが看護系に関連が

ある大学である。

今後もいくつかの県で大学の新設が予定されており（長崎県立大学、山梨県立産業技術

短期大学校、埼玉県立看護福祉大学　など）、公立大学新設はしばらく続きそうである。

またさらなる高度な教育機関として大学院の設置も予定されているところがあり、大阪

府立看護大学院、広島市立大学大学院（情報科学研究科等）などが、平成10年度開設予

定である。

表　都道府県別（政令指定都市を含む）理科系高等教育機関数と経費（単位二千円）

都 道 府 県
公 立 理 科 系 金 額 （私 立 へ

都 道 府 県
公 立 理 科 系 金 額 （私 立 へ

教 育 機 関 数 支　 出 含　 む ） 教 育 機 関 数 支　 出　 含　 む ）

北　 海　 道 2 2 3 ，2 6 2 ，1 9 3 滋　 賀　 県 3 1 ，6 6 2 ，3 5 1

青　 森　 県 0 京　 都　 府 4 1 3 ，5 5 5 ，0 3 2

岩　 手　 県 4 4 ，6 4 9 ，2 9 2 大　 阪　 府 3 2 9 ，8 4 9 ，1 1 4

宮　 城　 県 2 7 9 0 ，6 5 8 兵　 庫　 県 6 1 6 ，6 6 4 ，2 8 0

秋　 田　 県 2 4 ，8 9 9 ，5 0 0 奈　 良　 県 3 6 ，5 8 8 ，3 9 2

山　 形　 県 3 79 4 ，8 5 6 和 歌 山 県 1 1 ，8 2 6 ，8 7 3

福　 島　 県 3 1 3 ，8 3 4 ，9 5 2 鳥　 取　 県 0

茨　 城　 県 2 2 ．2 3 7 ，0 9 7 島　 根　 県 1 6 1 8 ，9 6 1

栃　 木　 県 1 6 5 1 ，0 9 6 岡　 山　 県 3 2 ，8 5 4 ，8 3 0

群　 馬　 県 2 1 ，0 6 2 ，3 5 8 広　 島　 県 3 3 ，6 7 3 ，1 4 1

埼　 玉　 県 3 1 ，6 4 2 ，8 9 9 山　 口　 県 2 9 8 4 ，1 0 5

千　 葉　 県 2 1 ，7 2 9 ，0 6 6 徳 ‾島　 県 1 3 6 9 ，0 0 4

東　 京　 都 5 1 2 ，26 5 ，7 5 0 香　 川　 県 0

神 奈 川 県 6 3 ，4 4 6 ，1 1 3 愛　 媛　 県 2 1 ，2 2 8 ，3 1 8

新　 潟　 県 2 3 ，54 0 ，5 7 4 高　 知　 県 3 4 ，9 4 7 ，9 5 4

富　 山　 県 1 3 ，7 1 2 ，3 6 2 福　 岡　 県 5 3 ，6 8 8 ，1 3 9

石　 川　 県 1 1 ，1 4 6 ，9 3 2 佐　 賀　 県 1 3 8 6 ，2 3 3

福　 井　 県 3 1 ，6 5 6 ，4 5 1 長　 崎　 県 4 3 1 3 ，6 2 6

山　 梨　 県 3 8 2 5 ，3 1 0 熊　 本　 県 2 2 ，7 4 7 ，4 4 2

長　 野　 県 5 2 ，2 1 5 ，9 0 2 大　 分　 県 0

岐　 阜　 県 3 16 8 ，7 6 2 宮　 崎　 県 3 6 6 6 ，6 2 9

静　 岡　 県 3 3 ，02 9 ，6 5 2 鹿 児 島 県 1 7 3 1 ，6 8 2

愛　 知　 県 4 1 ，5 5 4 ，6 9 0 沖　 縄　 県 1 2 4 7 ，9 3 3

三　 重　 県 3 3 ，6 4 1 ，6 6 9 計 1 1 7 1 8 6 ，3 6 2 ，1 7 3
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3．6　第3セクター、財団法人等の研究開発（支援）機関

（1）　財団法人等の研究開発（支援）機関の設立動向

財団法人等の研究開発（支援）機関は平成9年度までに183機関が設立されている。設

立推移は、1990年の26機関をピークに、これ以降減少している。前回調査から延べ17機

関増えているが増加率は低下している。

財団法人等の研究開発（支援）機関の設立推移（設立年度別）

ロ国の制度調達　■地方公共団体凰独

（2）　財団法人等の研究開発（支援）機関の基金・資本金、事業費

今回の調査に回答のあった183機関の研究開発（支援）機関の資本金ー基金の累積総額

は約2961億円である（前回調査では約2324億円）。これら財団法人等の資本金・基金の

総額に占める都道府県及び政令指定都市の累積負担は約1255億円で、その割合は全体の

42％となっている。この累積支出額は前回調査（平成4年度実績）の約865億円に比べ大

きく増大し、負担割合も37％から5ポイント増加している。

平成7年度の単年度に財団法人等の研究開発（支援）機関へ支出した金額は、約385億

円で、科学技術関係経費総額の5．4％となっている（前回調査では、支出額が約337億円、

科学技術関係経費総額の5．5％）。

この支出額の内訳は、基金の造成・出資に約78億円（約20％）、委託あるいは補助等の

事業に約307億円（約80％）となっている。前回調査では基金の造成・出資が約118億円

（約33％）、委託あるいは補助等が約219億円（約67％）となっており、既存の財団法人

等に対する事業費について単年度支出が大幅に増加している。
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3．7　研究開発活動の支援

研究開発活動の支援については前回調査との整合性を保つことを目的に、以下の

（1）「医療機関の研究促進（公立及び私立）」

（2）「研究交流の促進」（「共同研究推進事業」、「研究交流推進事業」、「科学

技術情報制度整備」）

（3）「研究所・研究開発型企業の誘致」

（4）「研究開発型企業の育成支援」（「研究所・研究開発型企業の支援」、

「技術相談・技術指導」、「公募形式の研究開発制度」）

（5）「知的所有権制度普及」

（6）「発明奨励」

六つの項目について集計した。なお、（5）「知的所有権制度普及」と（6）「発明奨励」

は今回の調査から新たに設定し回答を依頼した項目である。

調査項目別の経費は、「医療機関の研究促進」が約168億円、「研究交流の促進」が約68

億円、「研究所・研究開発型企業の誘致」が約168億円、「研究開発企業の育成支援」が約

222億円、「知的所有権制度普及」が約4000万円、「発明奨励」が約9000万円となってい

lる。これらの合計約619億円は、科学技術関係経費総額約7143億円の8．7％に相当する。

また、前回調査（平成4年度実績）での研究開発活動の支援に係る経費総額約437億円の

約1．4倍、全体の経費に占める割合は2ポイント増加した。

研究開発活動支援の経費（平成7年度）
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（1）医療機関の研究促進

「医療機関の研究促進」に係る経費は公立あるいは私立の病院が所在する都府県に偏在

している。この経費を支出している地方公共団体は22で、支出総額は約168億円となっ

ている。

（2）研究交流の促進

「研究交流の促進」は「共同研究推進事業」、「研究交流推進事業」、「科学技術情報制度

整備」の三つの項目から構成されている。研究交流の促進に係る経費の総額は全国で約68

億円となっている。

（共同研究推進事業）

「共同研究推進事業」は46都道府県及び6政令指定都市で実施されており、経費の総額

は約54億円となっている。

（研究交流推進事業）

「研究交流推進事業」は45都道府県及び7政令指定都市と多くの地方公共団体におい

て実施されている事業である。異業種交流の推進あるいは交流を進めるための場の提供が

この事業の特徴である。

（科学技術情報制度整備）

「科学技術情報制度整備」は33道府県及び4政令指定都市において実施されており、

経費の総額は約9億6000万円となっている。

（3）研究所l・研究開発型企業の誘致

「研究所・研究開発型企業の誘致」については37の道府県及び政令指定都市がこの事

業を行っているが、これら地方公共団体の間で使用経費の額に大きな差が明確に現れてい

る。企業誘致は地方活性化における伝統的な政策手法で、研究開発機能の新規立地を目的

とする研究所・研究開発型企業の誘致もこの延長上に考えられる。生産拠点としての企業

誘致が近年特に困難となっているため、従来型の誘致政策の延長における意味での研究開

発機能誘致の効果を期待することも容易ではない。しかし、研究開発機能については単な

る社会基盤整備だけでなく、地域内発型の科学技術活動を誘導するための政策の一つとし

て重要である。地方公共団体全体では約168億円が支出されている。

（4）研究開発型企業の育成支援

「研究開発型企業の育成支援」に係る事業は「研究所・研究開発型企業支援」、「技術相

談・技術指導」、及び「公募形式研究開発制度」の三つから構成される。経費の支出状況

を見ると「研究所・研究開発型企業育成支援」及び「技術相談・技術指導」がほとんどす

べての地方公共団体で実施されているのに対し、「公募形式の研究開発制度」を実施して
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いる地方公共団体は22と全体の半数以下である。また、「研究開発型企業の育成支援」に

ついて1億円以上の経費を支出している地方公共団体は29の道府県及び政令指定都市と

なっている。都道府県及び政令指定都市の合計では約222億円が支出されている。

（研究所・研究開発型企業の支援）

この事業は全体として、中小企業技術改善費助成、地域産業活性化推進事業、中小企業

融合化開発促進事業、中小企業創造活動促進法、特定中小企業集積の活性化に関する臨時

措置法などの国の制度を活用した補助あるいは助成事業の多いことが特徴である。また、

地方公共団体が単独で行う事業についても中小企業が実施する製品開発あるいは技術開発

に対する補助・助成事業が多く、事業規模の程度の差はあるものの、多くの地方公共団体

で類似の事業が展開されている。

（技術指導・技術相談）

この事業は全体として技術アドバイザーによる指導による中小企業の新製品・新技術開

発に対する指導が多数を占めており、これは国関連の事業として行われている。研究所・

研究開発型企業の支援についての項目と同様に事業規模の程度の差はあるものの、多くの

地方公共団体で類似の事業が展開されている。

（公募形式の研究開発制度）

この事業に関しては22の地方公共団体で合計48の事業が実施されているのみである。

しかも、「研究所・研究開発型企業の支援」の事業と重複して実施している地方公共団体

が多く、中小企業創造活動活性化法に基づく新製品や新技術の開発に対する助成・補助事

業の多いことが特徴である。事業規模も地方公共団体毎に多様である。

（5）知的所有権制度普及

今回の調査で知的所有権普及に関する事業を行っているとの回答があったのは18府県

に過ぎず、支出した経費も約3600万円である。すべてが府県の単独事業で、事業内容が

「発明奨励」や「科学技術情報制度整備」と重複して実施されているものが多い。全体で

18の事業のうち、発明協会の地方支部に対する補助事業の占める割合が高く、地方公共団

体自らが知的所有権普及を積極的に展開している様子は見られない。

（6）　発明奨励

発明奨励事業は42都道府県及び5政令指定都市において実施されているが、全体の経

費は約8500万円と事業規模は小さい。多くの事業が発明工夫展の事業補助あるいは創意

工夫功労者の表彰などの事業である。また発明協会支部等への事業補助も多くなっている。
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3．8　研究開発人材の育成

地方公共団体が行っている人材育成事業には「専門技術分野」と「研究者の研究能力向

上」の各々について企業等を対象とするものと地方公共団体の職員（以下、「県の職員」

という）を対象とするものがある。

企業等を対象とした事業についてみると、「専門技術分野の人材育成」が約205億円、

「研究者の育成」が約2億円となっており、前者の事業経費が圧倒的に多くなっている。

県職員を対象とした事業についてみると、「専門技術分野の人材育成」が約5億円、「研

究者の育成」が約3億円となっている。重複を除く事業経費の合計は約210億円で、科学

技術関係経費総額の約3％となっている。

（企業等を対象とした人材育成事業）

専門技術分野の人材育成に係る経費については生涯能力開発給付金、中小企業技術者育

成経費・助成金、高等職業技術専門校経費が主となっている。

企業等の研究者の育成に係る事業を実施している地方公共団体の数は少なく、また支出

経費も少ない。事業内容は研究会の開催支援と工業技術センター等の公設試験研究機関に

おける県と地元企業との共同研究が多くなっている。

（県の職員を対象とした人材育成事業）

専門技術分野の人材育成に係る事業は多くの都道府県で実施されているが事業規模は多

様で、その内容は県職員の研修が中心となっているが、県内のみならず県外の公設試験研

究機関、大学あるいは海外への派遣なども含まれている。

県職員の研究者の育成に係る事業を実施している地方公共団体の数は専門技術分野の人

材育成事業を行っているところよりも少ない。事業内容は専門技術分野の人材育成と同様

に研究者・技術者の他機関への派遣が中心となっているが、特定の研究分野の実施に係る

費用の支出や外部専門家の招聴事業などが含まれていることに特徴がある。
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都道府県の企業を対象とした人材育成に係る経費（平成7年度）

日暮■の事門技術書■■肩の研究書

都道府県の職員を対象とした人材育成に係る経費（平成7年度）

田嶋肩の専門技術者●鴨肩の研究者
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3－9　国際交流の推進

本節では、地方自治体が実施している科学技術分野における国際交流に係わる施策を、

3つの視点から捉えて考察する。すなわち、国際交流施設等の整備を中心とした事業とし

ての「国際交流拠点の整備」、外国人研究者の受け入れ、研究者の海外派遣、国際会議の

開催誘致、国際共同研究などの事業の推進としての「国際交流の推進」、及び海外の都市

や州等との姉妹関係に係わる事業の推進としての「姉妹県州関係」、に関するそれぞれの

施策の状況について述べる。

図3－9－1都道府県及び政令指定都市の科学技術分野における国際交流に係わる経費
（平成7年度）

北肩蕾］冒襖Ju福ミl垢II嶋千肩加糖書石和山果せ静ま三も京大兵東絹日日■閂広ルqHHH■福住よ力日日■慶神社仙キ檀川名京大神広北は
柵轟手は81811循l木■王■窟棄鶉山川弁生野■罷知1肩書蔽肩n hもl欄ニu■ロ▲川■知Rl．114こ分■兜■4台■腐■古■K P■九R

t■●■tll t t t t肩It■Hll．ll　■いtll t t t■■胃肩t t LJ tll tll tll．t t，t t tlい．■」．t ul胃胃＝ホホ■胃1胃Illl肩l胃
肩　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鼻　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　市　　　　　　布

平成7年度における各都道府県及び政令指定都市別の科学技術分野における国際交流全

体に係る経費は、図3・9－1に示すとおりである。経費の多い順に見ると、第1位は広島県

（約21億円）であり、他より際だって突出しており、次いで岐阜県（約5．2億円）、神戸

市（4．8億円）、愛知県（1．2億円）、神奈川県（1億円）の順になっている。これらのうち

上位4位までは、国際交流拠点の整備事業に係わる経費を含んでいる。

また、この国際交流全体に係る経費を、第1回調査から第3回調査まで比較すると、図

3－9・4となり、第1回調査の「国際交流拠点の整備」に係る経費が突出している。
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図3－9－4　　国際交流拠点の整備及び国際交流の推進の調査別経費比較
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一方、国際交流拠点の整備及び国際交流の推進の事業件数を、第1回調査から第3回調

査まで比較すると、図3・9・5となり、都道府県及び政令指定都市を合わせた全体では、第

3回調査は、117件となり、第1回調査の3．1倍増、第2回調査の10．3％増となってい

る。

図3－9－5　国際交流拠点の整備及び国際交流の推進の調査別事業件数比較（重複事業を除く）

国際交流推進　　国際交流拠点　　国際交流推進　　国際交流拠点　　国際交流推進　　国際交流拠点

第1回調査　　　第1回調査　　　第2回調査　　　　第2回臍査　　　第3匹はl査　　　第3回調査

□都道府県

口政令指定都市

■合計
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図3－9－6に「姉妹県州関係」の多い都道府県及び政令指定都市の締結等の件数の状況を

示す。この図から明らかなように締結等の件数では、政令都市が上位を占めており、政令

都市の1都市当たりの全体の平均件数は4．5件となり、1都道府県当たりの平均件数1．9

件を大幅に上回っている。工かし、「最近の科学技術関係の交流実績」からみると、研修

生の受け入れや研究者の派遣など、活発な交流事業を推進しているのは、図3－9－6で明ら

かなように、むしろ都道府県であり、政令都市では、「姉妹県州関係」においては科学技

術に関連した交流の実績について、ほとんどの都市が「交流実績なし」と回答している。

しかしながら、政令指定都市は′、この「姉妹県州関係」とは別に、図3・9－5で明らかな

ように「国際交流の推進」の事業では、むしろ活発な国際交流事業を展開している。

園3－9－6　姉妹関係締結件数の多い県市の科学技術関係の交流実績件数
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姉妹県州関係等の締結等の件数を、相手国別に見ると図3－9－7　となり、中国が第1位で

42件、全件数の30％を占め、次いで米国27件（20％）、オーストラリア10件（8％）、

ブラジル9件（7％）、フランス、ロシア及び韓国各7件（5％）と続いている。また最

近における科学技術関係の交流実績から見ても、中国は、締結等の件数42件中、27件（63％）

の交流事業を進めており、非常に活発な状況が窺えるが、一方第‾2位の米国については、

締結等の件数27件中、僅かに5件（12％）の事業が回答されているに過ぎない。中国との交

流実績の主な内容は、農業、工業、医療、環境保全等の分野における技術指導、研究者の

派遣、研究生の受け入れ等である。
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3－10　博物館、科学技術教育、住民理解、

本節では、地方自治体が行っている科学技術の啓蒙普及に関する施策の状況について、

3つの視点、すなわち、公立の「自然科学系博物館・科学技術系教育施設」、青少年教育、

生涯教育等の分野における「科学技術教育」及び科学技術についての県民の関心を高める

ことを目的とした「住民理解」、の各視点から調査結果を述べる。

図3－10－1都道府県及び政令指定都市の科学技術の普及啓発に係る経費（平成7年度）

北肩書7枚u朝日ト甑群埼キ1日目F t石福日日臣畦榊t三滋京大兵象和肩■国広u仕事■轟和佐鼻肩大言t jや札は千■ハl毛京大和広北福
1表l手車lロボt■木肩玉東瓦無二議・u川井梨邪車＝ヨ錮1肩も蔽■良tl重用ul．RII H■知日Il嶋コl分■兜車l幡台l］i胃古書■戸■れ杓

tllll●　■　t t t　胃　－1■●　H t t h●1．ll tll t t tll4　t t Lh t　■t t tll t t t t　■t t t■t■胃l胃Il胃l胃　■　Ml胃・l PI tl t
■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　肩　　　　　　　　　市　　　　　　布

1両巨音、：

平成7年度における都道府県及び政令指定都市別の科学技術の普及啓発（上記の3視

点）に係る経費では、図3・10－1のとおり、滋賀県が突出し、次いで群馬県が非常に高く、

栃木県、宮崎県と続いている。

上記の科学技術の普及啓発に係る経費を、第1回調査（平成2年度実績）及び第2回調

査（平成4年度実績）と比較すると、第3回調査の合計額（約406億円）は、第1回調査

の合計額（約175億円）の約2．3倍となり、第2回調査の合計額（約315億円）の約29％

増の伸びを示している。
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図3－10－7　博物館等の施設の調査別類型別比較
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図3－10胃8　博物館等の施設の調査別簸型別比較（修正データ）
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D第2回調査
■第3回調査

博物館等の施設を4つの類型（A型＝総合博物館の一部として整備、B型＝自然科学系として独立して整備、C型：

科学技術系教育施設（博物館以外）、D型．その他）別に第2回調査と第3回調査を比較した。なお、前回

調査では、C型及びD型の設問がなかったため、両者を比較可能にするため設立年月日か

ら、前回調査の施設数を修正した（図3・10－8）。今回調査の実質的な伸び率は、全体的に40％

となり、かつすべての類型において顕著な増加を示している。

－21－



3．11重点的に取り組んでいる研．究課題

この節では、地方公共団体が「特に重点的に取り組んでいる研究開発課題、技術課題」

の状況について述べる。経費の総額は約55億円で、課題数は177である。

事業性格別に見ると、経費の構成比は農林水産が54％、次いで商工が43％となってお

り、大多数の支出はこれら二つの事業で占められている。課題数については、農林水産が

55％、商工が35％、環境土木・保健衛生が9％となっている。これらの傾向を平成4年

度のそれと比較すると、課題数は全体で10件増加しているが、経費の総額では前回調査

の約81億円から55億円とおよそ16億円減少している。

事業性格別の構成比では、農林水産系が24％から大幅に増加している。研究課題数の事

業性格別の構成比についても農林水産系が増加し、一方で環境土木・保健衛生系が減少し

ている。商工系の課題数の構成比に大きな変化は見られない。

都道府県（政令指定都市を含む）の重点的な研究開発課題数（平成7年息　事業性格別）
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第4章　今回調査結果からみた地域科学技術政策の特徴

第4章では、第3章の基本項目毎に記述した内容から、地域科学技術政策及び地域科学

技術関係経費の動向として特徴的と思われる事項を選び出し、他の関連調査や過去2回の

調査との関係等の視点を加えて記述することにより、地域科学技術政策をより多元的に、

より総合的に把握しようとした。

具体的項目としては、次の12項目について記述した。

4．1　科学技術振興基本指針の策定団体急増

4．2　総合的推進のための体制整備進む

4．3　地域科学技術関係経費は国の経費の約3割

4．4　多様化進む目的別にみた地域科学技術関係経費

4．5　依然としてバラツキが大きい団体別経費

4．6　公設試験研究機関の拡充整備

4．7　県立理科系大学（短大）の設立増加とその背景

4．8　設立が急増している博物館

4．9　地域における知的所有権活用状況と地方公共団体の役割

4．10　拡大する地方公共団体による国際交流と科学技術交流

4．11＿過去3回の調査結果からみた地域科学技術政策の特徴

4．12　ブロック別にみた地域科学技術関係経費
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第5章　まとめと今後の課題

第5章では、本報告書全体のまとめと地域科学技術政策が抱える課題について書きまと

めた。

「まとめと今後の課題」の具体的内容（全文）は本章の第5章に載せてあるので、そち

らを見ていただきたいが、その構成としては、下記の5つの主要政策課題について問題点

を要約し、それらを解決するための政策提言を行っている。

（1）総合的推進体制

（2）科学技術関係経費

（3）科学技術基盤整備

（4）科学技術振興施策

（5）国際交流
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付章1地域科学技術振興のための施策展開例

この章では、地域科学技術の施策の事例を紹介する。各事業の概要は、アンケートの回

答という中で、簡易に答えていただいているものの、科学技術関係経費に関する把握を主

眼としているため、詳細な内容までは答えていただいていない。しかし、今後、各自治体

の方が、施策を考える上で参考とするには、さらなる情報を必要とするため、回答の中か

ら、当研究所において積極的、独創的、あるいは典型的と思われる施策をいくつかピック

アップしたうえで、再度、各自治体の方に御協力をいただいて追加的調査を実施した。

アンケートの回答だけでは掴みきれなかった各事業の内容について、各事業の開始年度

や、事業を始めたきっかけ等を含め、各間毎に施策例としていくつか紹介することとする。

紹介例 問3　公設試験研究機関の再編整備

団体名

事業名

平成7年度決算額

対象機関名（整備後）

再編整備の目的等

再編整備の時期

再編整備の内容

整備後の事業内容

青森県

花き振興促進センター（仮称）整備事業

1，297，422千円

フラワーセンター21あおもり

花き生産の飛躍的な振興を図るため、それまでの県畑作園芸試

験場の1部門であった花きの試験研究部門を独立させ、新たな試
験研究機関として整備した。

平成8年8月

整備前

組織　　畑作園芸試験場（の一部）
人員　　栽培部　1名　　作物改良部　1名

整備後

組織　　フラワーセンター21あおもり

人員　　栽培開発部　6名　　生産技術部　4名

試験研究

指導者の養成

生産者の拡大や技術力向上のための各種研修

新品目の展示紹介

優良種苗の提供

再編整備のきっかけ　　青森県の花き生産は、昭和50年には作付面積30㌶・生産額2．4
億円程度で、その後順調に拡大したものの消費額では全国27位に
対し生産額では41位という状況である。そこで花きを県内農政の
柱として発展させるため、平成8年度から10年間を期間とする、「第
二次花き振興計画」を掲げ、1200戸の生産者を2500戸に、また1
戸あたりの作付面積を増やし品質向上による単価の向上で、平成7
年に作付面積300㌶で33億円の生産額を、平成17年には作付面積

7qO㌶で150億円の生産額にのばす計画をたてたC
この計画の中核を担う拠点施設として日本唯一の花き専門試験場

である「フラワーセンター21あおもり」を設立した。
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付章2　団体別にみた科学技術関係経費等の状況

本章では、まずはじめに平成7年度時点において、個々の団体（都道府県及び政令指定

都市）別に、科学技術関係施策事項（地域科学技術政策の総合的推進、公設試験研究機関

関係、理科系高等教育機関関係、財団法人関係、研究交流、人材育成、国際交流、科学技

術の普及啓発関係等）にそれぞれ総額でどれぐらいの経費が支出されているか、また、ど

のような科学技術関係機関及び施設（公設試験研究機関、理科系高等教育機関、博物館、

財団法人・第3セクター等）がその域内にあり、それらがどれぐらいの人的規模で運営さ

れているのか、を個別に一瞥できるように表示するとともに、ついで平成9年度時点での、

それらの科学技術関係機関の所管部課及び科学技術振興関係窓口の所管部課を組織図化し、

かつそれらの科学技術関係機関及び施設を、各都道府県の地図上の区・市・町・村にプロ

ットし、表示した。　本章の構成は、各都道府県及び政令指定都市ごとに、I．間別経費

（第3回調査）、Ⅲ．目的別経費（第3回調査）、Ⅲ．基本データ（公設試験研究機関、理

科系高等教育機関、博物館・科学技術系教育施設、財団法人・第3セクター）、Ⅳ．組織

図（主要機関所管課，平成9年度）、，及び都道府県地図（公設試験研究機関、大学及び博

物館）、をまとめ、表示した。以下に、兵庫県及び神戸市（政令指定都市）を例として示

す。
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ　匡手⊂垂画
l　間別経費（第3回調査ノ

1（総合的推進）
間2（公設沐　機関別経費）
問3（公設試　再編整備）

問ト1（公設試　機能強化）
間5（理科系高等教育機関）

呂】6（医療機関）
問T（財団法人　研究開発）
間8（財団法人　その他）

間9（基金）
間10（博物館）
問日（研究交流　共同研究実施）

問12（研究交流・その他）
13（企業高度化〉

関目（企業誘致）

問15（技術指導）
閏上6（公募形式）
間17（情印制度）

聞18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）

20（人材育成こ技術者）
間21（人材育成．研究者）
間22（国際交流・拠点整備）

間23（国際交点　交流促進）
問24（日学技術教育）

間25（住民理解）
26（重点的課題）

【経費】　　t構成比）
千円
823

8．598．898

8．600

7，496，349

174，176

571．443

5．150

8．750

395，866

7．580

18．264

395．866

1．945

760，954

3．820

3．978

18．452，382

421，832

基本データ（第3回調査）

1　公設試験研究機関

くり　公設欽験研究機関数＿
（2）研究音数

（3）職員数
（4）人件費

（5）維持経費
（6）調査研究費

（7）依搾調査検査費
は）指導普及費

（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

13

355

756

5．335，761

861，441

8眩2日

37．309

31．529

810．302

710．282

2　理科系高等教育機関（理科系学部）
（l）　県立姫路工業大学

学生数・　2，108人
（2）　県立看護大学

学生歌　　40（1人
（3）　県立姫路短期大学

学生数，　400人

関
　
　
　
門

機

人

人

千

教員数　　263人

教員数　　　60人

教員数　　　48人

3　博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員叙）
（り人と自然の博物館　　－53（5）

4　財団癌人・第3セクター（職員数、内政は研究員数）
（1）（財）ひようご科学技師創造協会　　　　．5（0）
（2）（快）エーリノク　　　　　　　　　　　．7（0）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■ 総合 的 推漣 t 公設 試

ロ高 等教 育機 関 日医 療機 関

ロ財団 法 人 8 研 究交 流促 通

回企 業誘 致 ■民 間研 究 支援

も人材 育 成 ℡国 際交 流

喝住 民卯 年・科 学教 育 ロ重 点的 言果題

Ⅳ　組織図（主斐機関所管臥平成9年度）
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カラーグラフでみる地域科学技術政策

1．　基本指針の策定団体急増

2．　総合的推進体制の整備進む

3．　地域経費は国の約3割

4．　地域と国の財政支出割合

5．　分野別経費の推移
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15．　財団法人等の設立推移

16．　姉妹関係締結件数・交流件数の相手国別比較
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1．基本指針の策定団体急増

｛細l当該年度策定数－◆一累計策定数

c
U

当
該
年
度
策
定
数

＊地域（都道府県）における科学技術政策基本指針策定数の推移。

＊平成9年10月現在での策定道府県数は20（累計策定数22のうち2は改訂）。

＊平成8年度に策定が急増。

2．総合的推進体制の整備進む

♂

＊地方公共団体における科学技術政策の総合的推進体制の整備状況を示す。

＊上図の着色部は（1）審議会の設置、（2）基本指針の策定、（3）専任部署の設置、のいずれかの

施策を実施している都道府県を示す。

＊前回調査の15道府県から今回調査では24道府県に増えており、47都道府県の約半分の

団体で総合的推進のための体制整備が進んでいる。
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3．地域経費は国の約3割

＊国及び地域（都道府県＋政令指定都市）の科学技術関係経費総額の推移。

＊各調査年度（1990，1992，1995）における地域経費は国の経費の約3割。

＊伸び率（92→95年度）は両者ともほぼ同じ（国17．1％、地域16．3％）。

4．地域と国の財政支出割合

都道府県・政令指定都市

国（一般会計）

口平成4年度□平成7年度

＊地域と国（一般会計）の科学技術関係経費の財政支出総額に対する割合。

＊今回調査（平成7年度）では地域分は7，143億円／63兆6，417億円で1．12％。

＊国（一般会計）の科学技術経費は1兆2，029億円／70兆9，871億円で1．69％。
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5．分野別経費の推移

ロ商工茶　園農林 水産糸　口環境・土木・保健・衛 □県民・生活系　口教育系　田企画・総務系

10％　　　　20‰　　　　30％　　　　40％　　　　50％　　　　60％　　　　70％　　　　80％　　　　90％　　　100％

＊分野別（所管部局別）にみた地域（都道府県＋政令指定都市）の技術関係経費の割合。

＊農林水産系（32．1％）が一番高い割合を占めるが、前回、前々回と比べると漸減しており、

これらに代わって環境土木・保健衛生系（15．7％）、教育系（8．9％）が増加している。

6．地域と国の分野別割合比較

田商工圏農林水産口環境土木・保健衛生口県民・生活口数青　田企画・総務

ロ文部省盈科学技術庁田通商産業省口防衛庁薗農林水産省□厚生省囁郵政省口運輸省嬉その他

＊地域と国の科学技術関係経費を分野別（所管部局別、所管省庁別）の比較を示す。

＊地域では農林水産、商工、国では文部省、科学技術庁の割合が大きい。
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7．多様化進む目的別経費割合

口総合的推進　　薗公設試　　　　口高等教育機関　□医療機関　　　事財団法人　　　田研究交流促進

口企業誘致　　　口企業支援　　　■人材育成　　　Ⅲ国際交流　　　口啓発普及　　　拡重点課題

＊目的別にみた地域（都道府県＋政令指定都市）の科学技術関係経費の割合。

＊公設試関係経費（51．6％）、高等教育機関（25．0％）が高い割合を占める（第3回調査）。

＊前回、前々回と比較すると、公設試が減少し、多様化が進む傾向がうかがえる。

8．地域と国の目的別割合比較

口総合的推進 臆公設試 Ⅲ高等教育機関 口医療機関 ■財団法人 昏研究交流促進

瘢企業誘致 口企業支援 表人材育成　　 函国際交流 □啓発普及 匪重点課題

□国立大学等経費 薗国立試験研究機関等経費口助成費・政府出資金等□行政費その

＊地域と国の科学技術関係経費を目的別の比較を示す。

＊「研究所等」の経費と「大学等」に係わる経費がほぼ逆転した構造になっている。
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9．都道府県別科学技術関係経費（単位：億円）

摩　700・0～800・0
鰹　600・0～700・0
［コ　500・0～600・0

［＝l　400・0～500・0

［コ　300．0～400・0

⊂］200・0－300・0

車100．0～200・0
車　0・0～柑0・0

＊都道府県（含政令指定都市）別の科学技術関係経費総額の比較。

＊最大は大阪府（783億円）、最小は鳥取県（30億円）と広い範囲に分散。

＊平均値（152億円）を上回るのは14のみ、残り33地域は平均値以下。

10．人ロー人当たりの科学技術関係経費（単位：円）

搬12000・0～14000・0
国10000・0～12000・0
□　8000・0－10000・0
口　6000・0－8000・0
［コ　4000・0－6000・0

■l　2000．0～4000・0
離　　0・0－2000・0

＊人口一人当たりの科学技術経費総額（含政令指定都市）の比較。

＊多いのは岐阜県（13，307円）、滋賀県（12，907円）、高知県、秋田県が12，000円以上。

＊少ないのは埼玉県（1，412円）をはじめ3地域が3，000円以下。
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11．都道府県別財政支出割合

＊財政支出に占める科学技術関係経費（総額）の割合の都道府県別比較。

＊高いのは岐阜県（3．35％）、滋賀県（2．74％）、福島県等6府県が2％を越えている。

＊低いのは埼玉県（0．57％）、東京都（0．65％）、兵庫県（0．69％）等である。

12．産業系（農林水産＋商工）の経費割合

事業性格別にみた科学技術関係経費の農林水産系と商工系の割合

＊各都道府県の科学技術関係経費（総額）の事業性格別構成割合（農林水産系と商工系）。

球の大きさは経費総額の大きさを表す。

＊グラフ斜めの線は全国平均レベルの「産業系」（農林水産系＋商工系）の比率63．6％を示す。

＊右上が「産業系」が多く、左下が「非産業系」が多い。
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13．農林水産系の経費割合と産業構造シェア

農林水産系事業性格経贅割合と第1次産業のGDP割合

0・眺　　　1・帆　　　　2帆　　　　31仇　　　　4・仇　　　　5・喝　　　　61仇　　　　7・帆　GDP　8臓

＊横軸は各都道府県の県内総生産（GDP）に占める第1次産業の割合、縦軸は科学技術関係経費におけ

る農林水産系の割合を示す。球の大きさは農林水産系経費の金額の大きさを表す。

＊グラフ斜めの線は上記の両者割合の全国平均値（各3．1％，41．6％）と原点を結んだライン。

＊上記ラインよりも左上にある地域は農林水産系に多くの科学技術関係経費を支出していることになる。

14．商工系の経費割合と産業構造シェア

商工系事業性格経費割合と第2次産業のGDP割合

00ヽ　　　　　　　　tOOl－　　　　　　　　～00ヽ　　　　　　　　300㌔　　　　　　　　40［tl　　　　　　　　500＼　　　　　　　600㌔

GDP

＊横軸は各都道府県の県内総生産（GDP）に占める第2次産業の割合、縦軸は科学技術関係経費におけ

る商工系の割合を示す。球の大きさは商工系経費の金額の大きさを表す。

＊グラフ斜めの線は上記の両者割合の全国平均値（各35．2％，22．0％）と原点を結んだライン。

＊上記ラインよりも左上にある地域は商工系に多くの科学技術関係経費を支出していることになる。
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15．財団法人等の設立推移

！四国の制度関連　廠l地 方公共団体単独

♂ぜ耳
∴　　　　　　・・　　　　　　・　　　　　　　－

＊地方公共団体による財団法人等の研究開発及び研究開発支援機関の設立動向。

＊1997年度までに183機関が設立。1990年（26機関）が設立のピーク。

＊前回調査対象時点（1992年）以降の設立は明らかに減少している。

16．姉妹関係締結件数・交流件数の相手国別比較

その他

パラオ

クロアチア

インドネシア

スペイン

カナダ

英国

メキシコ

イタリア

ドイツ

鏑国

ロシア

フランス

ブラジル

オ肩ストラリア

米国

中国

0　　　　　5　　　　10　　　　15　　　　　20　件数　25　　　　　30　　　　　35　　　　　40　　　　　45

＊都道府県・政令指定都市の姉妹関係及び交流実績の相手国別件数。

＊中国とは単に姉妹関係締結件数が多いだけでなく、交流実績も多く、活発な交流がうかがえる。

＊一方、第2位の米国とは締結件数の割に交流実績が少ない。
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第1章　調査研究の背景と日的

（1）本調査研究の背景

都道府県及び政令指定都市における科学技術政策は、近年、大きく変化しており、その

変化は多方面にわたって表れている。

例えば、地方公共団体が科学技術振興を推進するための基本的考え方を取りまとめたも

のである「基本指針」（政策大綱、基本方向、ビジョン等）については、これを策定した

団体数は平成9年10月までで合計20団体に達したが、このうち7団体は平成7、8年度に

新規策定しており、これらの他に、平成9、10年度中の新規策定を予定している団体が11

ある。

また、地方公共団体が科学技術振興を推進する際、実際に施策展開の実施主体となる機

関にも設立増加の動向が表れている。具体的動向は、本報告書の第3章で報告することに

なるが、地方公共団体設置の自然科学系博物館や理科系大学（短期大学）の設立が顕著に

増えている点が指摘できる。

更に、変化は国際交流活動にも表れており、近年、地方公共団体が海外の地方公共団体

と姉妹関係を提携し、地方公共団体間で直接交流する動きが急増しているが、そうした国

際交流の実績を踏まえて、研究交流等、科学技術面での交流を推進する団体も出始めてい

る。

以上のような地方公共団体における地域科学技術疲策の変化は、国の地域科学技術振興

政策と相互に影響し合っている。

平成7年11月に成立・施行された「科学技術基本法」では、その第四条において「地方

公共団体の責務」が規定され、「地方公共団体は、科学技術の振興に関し、国の施策に準

じた施策及びその地方公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、及びこれ

を実施する責務を有する。」と謳われた。上述の平成8年度以降の基本指針策定急増には

この点も影響している。

また、内閣総理大臣は、科学技術会議からの第22号答申を受け、平成7年12月に「地

域における科学技術活動の活性化に関する基本指針」を決定した。この指針は、地域にお

ける科学技術活動の活性化を目的として、政府が行うべき施策と地方公共団体による実施

が期待される施策を中心にまとめられたものである。

こうした各方面の動きを受け、科学技術施策の関係省庁は、地方公共団体の科学技術振

興事業を促進する事業を新規に始めている。例えば、科学技術庁の場合、「地域研究開発

促進拠点支援事業」（1拠点当たり年間4千万円程度、原則4年間）を平成8年度から、

「地域結集型共同研究事業」（1地域当たり年間4億円程度、原則5年間）を平成9年度

から創設し、地域主導の科学技術振興施策を推進している。
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（2）本調査研究の目的

本調査研究「地域における科学技術振興に関する調査研究」は、地域における科学科学

活動について、その実態がほとんど把握されていないという状況下にあって、先ず、都道

府県及び政令指定都市について、科学技術振興のための体制、施策及び経費について、そ

の実態を総合的に調査することが最重要、最優先であるとの考えから始められたものであ

り、地方公共団体による科学技術振興の体制づくりや新たな科学技術政策の企画立案に資

すること、また、国による地方公共団体の科学技術振興の支援施策の立案に資することを

目的とするものである。

本調査研究の第1回調査は平成2年度を対象年度とし、第2回調査は平成4年度を対象

年度として実施された。今回の調査は第3回目の調査であり、平成7年度が対象年度であ

る。

各地方公共団体が地域に適した施策を企画立案するためには、地域科学技術活動の構造

的特徴を掴むことが必要となる。そして、地域の構造的特徴を掴むためには、地域科学技

術の主要な担い手である都道府県及び政令指定都市の科学技術政策動向を継続的に把握す

ることが不可欠である。今回の第3回目の調査はこうした基本認識に基づき実施されたも

のである。
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第2章　調査研究の方法

2．1　調査研究方法について

本調査研究は、都道府県及び政令指定都市に対して実施した科学技術関係経費に関する

アンケート調査結果を基本データとして進めた。これに都道府県及び政令指定都市への追

加的調査、関連諸統計の利用、ヒヤリング調査、文献調査等により得られたデータや知見

によって補充するという方法により実施した。

2．2　都道府県及び政令指定都市に対する科学技術関係経費アンケート調査

（1）調査対象

平成9年1月27日付けの「地域における科学技術振興に関する調査研究（第3回調査）

への協力依頼について」（9科政研企第9号）により、科学技術政策研究所所長名で、都

道府県（47団体）の知事及び政令指定都市（札幌市、仙台市、千葉市、横浜市、川崎市、

名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、広島市、北九州市及び福岡市の12団体）の市長に対

し、科学技術関係経費等について調査の協力依頼を行った。その結果、これら調査対象団

体全て（59団体）から回答を得た。

なお、調査票の送付先は、都道府県については科学技術政策担当部局、政令指定都市に

ついては企画担当部局を原則とした。

（2）調査項目

調査票の質問は∴全部で26問であり、各問の主要質問項目は表2－2－1の通りである。

表2－2－1　　主要質問項目一覧

【問1】秤漸 劫の総口、 推

問1 －1 J′ヽ
、⊂I ’

間1 －2 総口、　　 ［事業名、平成7年度支出、専業概要詞

問1 －3 秤 隷獅担当専任部署

問1－4 一匿 昏十画）有無

問1－5 審議会等 脱 謬執 構成等］

問1－6 疋 尉画）有無

間1 －7 基棉 博 ［策定年月、基柵 欄

【間2】ノ鳩　　　　　　 胸 l麒費等）

間2－1 ノ塘　　　　 謁 勝 拓、平成7年度支出、設立喝臥 職員数等】

【間3】ノ唱　　　　　　 輌編勤㈲

問3－1 再話

間3胃2 再編整備 ［事業名、平成7年度究理割

【間4】ノ培 ‾　　　　 弓師聯 旨射り
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間4 －1 舶 封ヒ触 、平成7年度文型割

【問5】理科系高　 日

問 5－1 県立理事lノ、　 目　　　　 ［機関名、設立時期、学生数等］

問 5胃2 理事ミ系一　 目　 （私立餌 への県支出 ［平成7年度恕且 内訳等］

、【間6】医療機関

問6 －1 ［機関名、平成7年度支出等］

【間7】財団臥 ・第3セクター 解 職 支援

問 7－1 県出資とけ酷 人 ㈲賀開勅 の概要 股 立生月、基叙 職級 事業概要

等

間 7－2 県出配球酷 人 卿究開勅 への支出 ［機関名、平成7年度支出、内評判

【間8】財団法人・第3セクター （科学脚 支援

問 8－1 県出資出‘酷 人 網棚 の概要 ［設立年月、基象 職員数等］

問 8－2 県出資と団酷 人 胴学技柑柵 への支出 脚 名、平成7年度支出等］

【間9】基金 （法人以外）

間 9－1 基金 （法人以外）の概要 ［基金名、管理者∴基金額等］

間 9－2 基金 （法人以外主への支出 ［平成7年度支出等］

【間1 0 】自然科学系博物館・科誰琳辞教部恕

間1 0 －1 博物館・ 日　　　　 と県支出 ［施設名、職敵 平成7年度支出等］

【間1 1 】　　　 ’ 快 百

間 1 1 －1 期司研究 嘲 推進 ［事業名、平成7年痍支出、機船 爛

【間1 2 】研究交流推進 、頭顆浣魁娩掛軸 ）

問 1 2ー 1 研究交流推進 ［事業名、平成7唖 爛

【間1 3 】研究所 ・　　 1企遥臣絞踵

間 1 3 －1 研究所・研究開発型企

間 1 3 －2 刃銅事業 ㈲資以珊 ［事業名、平成7年度克輩割

問 1 3 －3 支障事業 ㈱ ［事巣名、平成7棚

【間1 4 】研究所・　　　 仏 ヨ

間 1 4 －1 研究所 ・　　　 1企　‾　 事業の南無

間 1 4 －2 誘致事業 （融資以珊 ［事業名、平成7年度支出等］

間 1 4 －3 誘致事業 偏虫資事業） 障業名、平成7年度支出等］

【間1 5 】技手掛目談 ・技術支援

間 1 5 －1 技術相談・技術指導 ［事業名、平成7年度支出等］

【間1 6 】公募形式研究開発制度

間 1 6 胃1 公劾惨窃！究開発制度の有無

間 1 6 －2 公募形式研究開発制度 ［事業名、平成7年度支出等］

【間1 7 】秤 詫醜聞脚喉整脾

間 1 7 －1 科学技術情報提供制度の有無

間 1 7 －2 科’　 日　 蹟整備 ［事業名、平成 7年度支出等］

【問1 8 －1】知権柄亨権制度普及

間 1 8 －1 知拍野師篩り度普狂蹄 ）有無

間 1 8 －2 知］斬 硝削度普及 ［事業名、平成7　　　　 ］

【問1 9 】発明奨励

間 1 9 －1 発目

間 1 9 －2 発明奨励 ［事業名、平成7年度支出等］

【問2 0 】人材育成 博門的技術無印

間 2 0 －1 ノ届楕 械H 帯門的挽術無臥 企業対象） ［事業名、平成7年度文型割

問2 0 －1 人材育成 （専門的政捕分野、県職員対象） ［事業名、平成7年度支出等］

I 【問2 1】＜友情城 ㈲究ポテンシャル向上

間2 1 －1 人材葡戎 緋 郡 テル叶向上、企業） ［事業名、平成7年度克型割

問2 1 －1 人材育成 師闇討テル叶向上、県職鄭 ［事業名、平成7年度支出等］

【問2 2 】国際交流 御底地㈲

問2 2 －1 国際交流拠点の有無

間2 2 胃2 国際交流つ拠点整備） ［事業名、平成7唖 爛

【間 2 3 】国軌 充 佼流推㊨
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問2 3 －1 国梁交流推進

間2 3 －2 国際交流 佼流推㊨ ［事業名、平成7年度支出等］

問2 3 胃3 脚 、H関係 ［柏手∴締結時期、近申瑚哨筍≡術爛

【問2 4 】科学技術教育

問2 4 －1 科学技術教育充実 ［事業名、平成7鞄真鯛

【問 2 5 】住民理解

間2 5 －1 イ

問2 5 －2 住民理解 ［事業名、平成7年度支出等］

【問2 6 】重点的研究課障

問2 6 －1 重‖、、

問2 6 －2 圏寒路、事業名、平成7年度支出等］
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また、平成4年度を対象とした第2回調査との相違点は表2－2－2の通りである。地域科

学技術政策の動向をより正確かつ適切に把握すべきとの考えから、調査項目の一部追加、

質問順序の組替え等の変更を加えたが、前2回調査と比較検討ができるよう基本的には継

続性を保った調査内容とした。

表2－2－2　　　前回調査と今回調査の相違点

今 回 前 回 質 問項 目 平成 4 年 度に比 べ平成 7年度の変更点

間 1 間 1 総合的な科学技術 行政の推進

間 2 間 2 公設試験研究機関の運営経費 再編時期 を追加

間 3 間 3 公設試の再編整備 計画 大幅な組織変更 を伴 うものの注を追加

間 4 間 4 公設試の研究機能強化

間 5 間 5 理科系高等教育機関 設立時期 、学生数 、教員数 を追加

間 6 間 6 医療機関の研究経費

間 7 間 7 出資出捕法人 （研 究開発 ）支援 職員数、研究員数 、平成 7 年度収入概要 を追加

間 8 出資出椙法人 （科学技術振 興）支援 新規

間9 間 8 基金 （法人形態以外） 平成 7 年度県支 出額 は新規

間 10 間 9 博物館 ・教育施設 科学技術系教育施設 を追加

間 11 間 10 ・14 ・17 研究交流推進 （共同研 究実施段階） 前回の問 10 （国 との共 同研 究） 、間 14 （産学官の研

究交） 、間 17 （民間研究 交流促 進）を 2 間 （問 11，1

2） に組替 え

間 12 間 10 ・14 ・17 研究交流推進 （その他研 究交流） ／1

間 13 間 11 研究所 ・研究開発型企業支援 民営研究所 を追加

間 14 間 12 研究所 ・研究開発型企業誘 致 研究所 を追加

問 15 間 13 技術相談 ・技術指導

問 16 間 15 公募形式研究開発制度

間 17 間 16 科学技術情報制度整備

間 18 知的所有権制度普及 新規

間 19 発明奨励 新規

間20 間 19 人材育成 （専門的技術分野）

間 2 1 間 20 人材育成 （研究ポテ ンシャル 向上）

間 22 間 21 国際交流 （拠点整備）

間 23 間 22 国際交流 （女流推進） 姉妹関係 、近年 の科 学技術 交流実績等 を追加

間 24 間 18 科学技術教育

間 25 間 23 住民理解

間 26 間 24 重点的研究課題 理 由 ・根拠 を追加
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2．3　その他資料等

上記アンケート調査の他に、都道府県及び政令指定都市には関連追加調査を数度お願い

した。特に、付章1「地域科学技術振興のための積極的な施策展開例」及び付章2「団体

別にみた科学技術関係経費等の状況」に関しては、全対象団体に協力をお願いした。

また、関連する既存の統計資料・報告書として本調査研究に活用したもののうち主要な

ものは表2－3－1の通りである。

表2－3－1　　　本調査研究に用いた主要統計・資料

（資料名） （田扼も作成元 （備考）

県民経済計算 脚 蠣 胸済企画罰
予算案科学技術関係経費 科学技術庁科学技術政策局
地域樹 年報 財部か彪力蠣据絵
博物館研究 財団臥 ロ　　　　 ム
日本の姉妹自治体一覧 財団臥 自指体国際化協会
循珪行政業務報告 財団去人厚生統計協会 厚生都
中小・中堅企抱こ細ナる工業所有権情報管

理・活用実鯨岡査
社団法人発明協会 特許庁委託調査

看膏鵬 怒一憤料集 株式会社目　 肩　ム
看護教育調査 社団法人日本看護協会
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第3章　地域における総合的な科学技術政策の推進及び科学技術関係経費の状況

この章では、平成9年1～2月に各都道府県と政令指定都市に対して行った「地域にお

ける科学技術振興に関する調査研究」のアンケート調査の結果をもとに、都道府県と政令

指定都市における平成7年度（1995年度）の科学技術関係政策と科学技術関係経費の状況

について述べる。

なお、ここで取り上げる「地域科学技術関係経費」とは、今回の調査で明らかとなった

都道府県（47）と政令指定都市（12）の支出した科学技術関係経費を意味しており、政令

指定都市以外の市町村、民間企業、国、更には、地方公共団体の出資又は出指によって設

立された第3セクターや財団法人直接支出した経費については、対象としていない。

／′′、、
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3．1地域における科学技術政策の総合的な推進

（1）科学技術関係審議会の設置

表3－1－1に示すように、平成9年10月現在において、18道府県が科学技術会議等の科学技

術関係審議会を設置しており、4つの県が設置を予定している。前回調査では、10道府県

で科学技術関係審議会が設置されていた。その後、広島県で基本方向策定後の平成6年3

月に廃止されたが、一方で、平成6年度以降に、千葉県（平成6年11月）、埼玉県（平成

7年1月）、佐賀県（平成8年2月）、岐阜県（平成8年7月）、福島県（平成9年5月）

福井県（平成9年6月）、高知県（平成9年7月）、香川県（平成9年9月）、長崎県（平

成9年9月）、の9県で新たに設置された。また、青森県、山形県、群馬県、三重県の4

県で設置が予定されている。

科学技術関係審議会設置数の設置時期別推移を、平成9年10月現在で設置されているも

の（18道府県）について図示すると（図3－ト1）、平成9年度に設置が急増している。

また、これらの科学技術関係審議会の設置根拠、任務、所管部局を見ると（表3－1－2）、

設置根拠は要綱によるものが多く、任務としは振興指針の策定、振興指針実施の推進、知

事への提言が多い。

表3－卜1　　　審議会の概要

団体 名 名称 会長 役 職 定数 放 置 時期 備考
1 北 海道 北 海道 科 学技 術 審種 会 丹 保烹 仁 北海 道 大学 総長 3 0 昭 和 2 7 年9 月

2 京 都府 京 都府 科 学技 術 署 語会 雪 我直 弘 京都 大 学工 学部 教 授 15 昭 和 3 6 年9 月

3 石 川 県 石 川 県技 術 振興 会 護 安 井武 司 金 沢大 学工 学部 教 授 13 昭 和 5 7 年8 月

4 冨 山 県 冨 山 県科 学 技術 会 議 柳 田友 這 東 京大 学名 誉教 授 2 0 昭 和 5 8 年 1 1 月 平 成 6 年 4 月より休止

5 兵 庫 県 兵 庫 県科 学技 術会 諸 熊 谷信 昭 大阪 大学 名 誉教 授 2 1 昭 和 6 1 年7 月 一平成 4 年 3 月

6 大 阪府 大 阪府 科 学技 術 懇談 会 7 昭 和6 1 年 1 2 月 平 成 7 年 4 月 より休 止

7 神 票 川県 神 票 川県 科学 技 術会 穫 長 倉三 郎 神奈 川 科学 技術 アカテ ミー 理事 長 15 昭 和6 3 年6 月

8 着 手 県 岩 手 県科 学技 術 振興 推 進会 話 増 田貫 也 岩手 県 知事 18 平 成 元年 4 月

9 山口 県 山 口県科 学技 術 会 諾 日 中 良平 粟 京工 業大 学 名著 教授 12 平 成 3 年 5 月

10 山 梨 県 山 梨 県科 学技 術 会議 大村 智 北里 研究 所 長 1 6 平 成3 年 9 月

1 1 広 島 県 広 島 県科 学技 術 探興 会 津 苫 田輿 可 広島 大学 教 授 17 平 成4 年 5 月 ～ 平成 6 年3 月

12 千 葉 県 干 菓 県科 学会 話 小 田　 稔 東京 情報 大 学学 長 10 平 成6 年 1 1 月

13 埼 玉 県 埼 玉 県科 学技 術 会孫 有 馬用 人 理 化学 研究 所理 事 長 17 平 成 7 年 1 月

14 佐 賀県 佐 賀 県科 学技 術 会議 佐古 王 道 佐賀 大学 学 長 1 6 平 成8 年 2 月

15 岐 阜県 岐 阜 県科 学技 術 振興 会 議 金城 俊 夫 岐阜 大学 学 長 1 6 平 成8 年 7 月

16 福 島 県 福 島 県科 学技 術 推進 会 議 中 川治 男 福 島県副 知 事 2 1 平 成9 年 5 月

17 福 井 県 福 井 県科 学技 術 握興 懇 話会 旭　　 正 福井 県 立大 学交 流 センター 長 10 平 成9 年 6 月

18 高 知県 高 知 県科学 技 術振 興 会 縫 末松 受 贈 高知 工科 大 学学 長 18 平 成9 年 7 月

19 香 川県 香 川 県科 学技 術 会陰 （仮 称 ） 同市 友 利 香川 大学 名 誉教 授 1 2 平 成9 年9 月

20 長 崎 県 長 崎 県科 学技 術 振興 ビジョン策定 委 員会 小林 和 夫 長崎 大学 地 域共 同 研究 センター長 23 平 成9 年9 月

2 1 青 森 県 雷 蘇 県産 菓科 学 技 術会 議 （仮 称 ） 木 村守 男 青森 県 知事 平 成9 年度 （予定 ）

22 山 形 県 山 形 県科 学技 術 政 策大 綱 策定 委員 会 （仮称 ） 平 成9 年 度（予定 ）

23 群 馬県 群 馬 県科 学技 術 振興 会 語 検 討中

24 三 重 県 三 重 県科 学技 術 会経 平 成9 年度 （予定）
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図3胃ト1　　　審議会設置の推移

昭和57年度以前　　　　昭和60年度　　　　　昭和63年度　　　　　平成3年度　　　　　平成6年度　　　　　平成9年度

表3－1－2　　　　審議会設置根拠、任務等

名 繍 紺 青 棺 I■室姿令 事 任 精 1困 当 t毘事

1 北 海 道 北 海 道 科 学 技 術 書 繕 会 北 海 道 科 学 技 術 書 旛 会 条 例 科 学 の 同 上 発 達 を図 り、道 政 に 科 宇 按 術 を 反 映 させ る ため の 諸 万

議 事奮 旗 す る＿
企 画 振 興 部 調 整 課

2 岩 手 県 岩 手 県 科 学 技 術 撮 興 推 進 会 議 拉 t 要 綱
本 県に お け る科 学 技 術 振 興 策 を総 合 的 か つ 長 期 的 な視 点 に 立 っ

て 企 画 緒 進 す る ため の 奮 旗
企 画 調 整 部 科 学 技 術 幾 興 圭

3 福 島 県 福 島 県 科 学 技 術 養 興 会 誌 科 学 技 術 振 興 基 本 方 針
科 学 技 術 撮 興 基 本 方 針 に基 つ く科 学 技 術 振 興 方 策 の 具 体 化 を 推

ニー・ ・・
商 工 労 働 部 工 業 課

4 増 王 県 埼 玉 鴨 科 学 技 術 会 津 埼 玉 興 科 学 技 術 会 議 設 置 要綱
次 に 掲 げ る事 項 に つ い て検 討 し、必 要 に 応 じて 粗 動 こ提 言 を 行 う。

（1）科 学 技 術 に 関 す る基 本 的 か つ 総 合 的 な 政 策 に 関 す るこ と（2 ）そ

の 他 科 挙 技 術 の 塩 島 に必 署 な 暮 】薯に 関 す るこ と

企 画 財 政 部 企 画 総 務 詳 科 学 技

術 ・基 地 対 策 担 当

5 干 璽欄l 干 雪 ■ 動 学 全 l薫 手 璽 県 税 茸 全 書■設 置 凛 賛 専 且 太 ■ に お け る料 肇 棟騒瞳 に つ い てま 喫．有述 べ る ． 命 闇 黒 令 画 昆

6 神 奈 川 県 神 奈 川 県 科 学 技 術 会 織 神 奈 川 県 科 学 技 術 会 議 放 置 要 綱

は）次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 、審 議 し．必 要 に 応 じて 知 事 に提 言 を行

う。② 科 学 技 術 に 関 す る基 本 的 か つ 総 合 的 政 策 に 関 す ること。③

県 の 行 う重 要 な 研 究 開 発 に 関 す るこ と。④ 県 試 験 研 究 機 関 の 活 性

化 に 出 す るこ と＿（弓）その 他 粗 学 籍 瘡 の 梅 鼠 に 必 喜 な ■ 尊 暮 I■に 田

企 画 部 科 学 技 術 政 策 室

7 書 山 県 古 山 腋 科 学 技 術 会 離 （休 止 ） 富 山 県 科 学 技 術 会 議 設 置 要 欄
富 山 県 の 目 指 す べ き料 率 技 術 の 振 興 の 方 向 及 び そ の 施 策 の あ り

方 薯 に 崩 し審 議 し．必 署 に 応 じて 知 事 に隷 書 を行 う．
企 園 部 計 画 課

8 石 川 県 石 川 紮 技 術 橿 ■l全 旛 手 綱 技 術 振 矧 こ必 喜 な 事 環 に つ いて の 1対 応 萱 の 樺 言 芽行 う 所 工 努 l■部 （石 川 ■ 工 暮 K 臓

9 llテj ．1 摺 ＃ 専l私 学 1番衡 1■取 欒 語 舎 な し 福 井 県 科 学 I看術 語 鴨 指 針 の 箸 冒 騒 工 萌 l■l托 工 暮 拝 所 l監

10 山 梨 県 山 梨 県 科 学 技 術 会 纒 山 梨 県科 学 技 術 会 議 設 置 要 綱

次 の 事 項 の 審 議 及 び 提 言 こ・科 学 技 術 捷 興 の 基 本 的 な 方 向 及 び 施

策 の あ り方 ・県 立 試 験 研 究 機 関 の あ り方 ・そ の 他 科 学 技 術 の 振 興

に あ 署 な事 項

企 画 興 民 局

11 畦 旦 ■ 蛤 且 ■ 租 畢 権 衡 犠 諷 全 盲■ l良旦 ■1臥彗ニ1重衝 篭 髄 会 苫■，狩青 書 ■ 県 の 重 要 な 私 学 技 術 lh 誓 書 に つ い て 知 事 へ 1馨胃 を 行 うl■Ⅶ 駿 務1札数 会 も 篭 慢
13 l こ了・花 貫 罷 暦 科 学 持 術 玉 11 全 貫 】m I符附 IE　 ＿凹 貯 ℡ 条 例 租 筆 技 術 の 桿 凰 1村雷 に胡 す る王瀾l i鮪工 親 藩 暮 権 道 昆

14 大 阪 府 大 阪 府 科 学 技 術 懇 話 会 （休 止 ） 大 阪 府 科 学 技 術 懇 話 会 詮 ■要 綱 本 府 の 科 学 技 術 振 興 の あ り方 等 に つ い て幅 広 い 視 野 に 立 っ た 書

見 蜜 橡 を 行 う
休 止 中

15 広 島 県 広 島 県 科 学 技 術 振 興 会 議 な し
広 島 勲 こお け る科 学 技 術 の 振 興 に 関 す る基 本 方 向 並 び に施 策 等

の 検 討

商 工 労 働 部 新 産 業 瘢 興 重 科 学

技 術 係 （平 成 7 年 度 よ り現 組 織 に

穂 首 ）

16 山 口 集 山 白 黒 科 学 技 術 捷 興 会 l書 山 口 県 科 学 技 術 轟 興 会 描 設 置 運 営 要

次 に 掲 げ る事 項 に つ いて 、必 要 に 応 じて 知 事 に 提 言 を行 う。 ・科 学

技 師 こ関 す る基 本 的 か つ 総 合 的 な政 策 に 関 す る こと。・県 拭 験 研

究 機 関 の 活 性 化 に 関 す るこ と。・そ の 他 科 辛 技 術 の 握 興 に 必 要 な

書 手 事 項 に 朋 す る ことハ

商 工 労 働 部 工 業 振 興 課

17 香 川 欒l 香 川 ■ 租 竿 接 衝 会 圧 未 定 未 定 企 画 部 政 策 企 画 儀 雇

18 高 知 紮 t瓢 箪 1奄折 垢 も全 ！■ な し 語 針 豊 富 」 排 撃 腋 路 線 租 の 肩 騙＿妄 I調く 瀞 工 だ片lh t和工 糞 幕 甘 霞

19 佐 賀 県 佐 t 腋 科 学 技 術 会 膳 佐 賀 県 科 学 技 術 会 雄 設 t 要 綱 佐 賀 県 に お け る科 学 技 術 の 振 興 を回 り、佐 賀 県 経 済 の 発 農 と県 民

生 活 の 富 の 向 上 に 督 す るた め 絶 置 す る
企 画 局 企 画 調 整 課

20 ・■l爵蠣l 肩 鹸 照腸 l堂 持 術 語 艶 ピジ］ン笠 定 番 ■ な し 肩 鰭 県 科 学 技 術 振 租 ピ ジョン（仮 称 ）の 警 官 　 読　 ・．t
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（2）科学技術政策基本指針の策定

表3－ト3に示すように、平成9年10月現在において、20道府県において科学技術政策基本

指針が策定されており、11県において新たな策定が予定されている。前回調査では、平成

5年度末までに、12道府県において科学技術政策基本指針が策定されていたが、その後、

平成6年度に京都府、千葉県、三重県で、平成7年度に埼玉県、福島県、岐阜県、香川県、

佐賀県で新たに科学技術政策基本指針が策定された。また、滋賀県（平成7年度）と神奈

川県（平成8年度）においては、科学技術政策基本指針の改訂が行われた。

科学技術政策基本指針策定数の策定時期別推移を、平成9年10月現在で策定されている

もの（20道府県）について図示すると（図3－1－2）、平成8年度に策定が急増していること

がわかる。

また、これらの科学技術政策基本指針の内容を見ると（表3－1－4）、章建て、重点施策等

において多様な内容となっている。

表3胃1－3　　　　指針一覧（概要）

団 体名 指針 の名 称 策 定 時 期 備 考

1 大 阪 府 大 阪府 研 究 開 発 大 綱 B召和 6 3年 3 月

2 静 岡 県 静 岡 県 にお ける科 学 技 術 振 興 施 策 の基 本 方 向 平成 2 年 1月

3 岩 手 県 岩 手 県 科 学 技 術 振 興 推進 指 針 平成 2 年 5 月

4 神 奈 川 県 神 奈 川 県 科 学 技 術 政 策 大 綱 平成 2 年 5 月

5 兵 庫 県 兵庫 県 科 学 技 術 政 策 大 綱 平成 3年 3 月

6 北 海 道 北海 道 にお ける科 学 技 術 振 興 の基 本 指針 平成 3年 4 月

7 富 山 県 富 山 県 科 学 技 術 プラン 平成 3 年 10 月

8 山 梨 県 山梨 県 科 学 技 術 政 策 大 綱 平成 4 年 3 月

9 滋 賀 県 滋賀 県 科 学 技 術 ビジョン 平成 5年 3 月

10 広 島 県 広 島 県 に お ける科 学 技 術 振 興 の 基本 方 向 平成 5年 1 1 月

11 茨城 県 茨城 県 科 学 技 術 ビジョン 平成 6年 3月

12 山 口県 山 口県 科 学 技 術 振 興 指針 平成 6年 3月

13 京 都 府 京都 産 業 技 術 振 興 構 想 平成 7年 2 月

14 滋 賀 県 滋賀 県 科 学 技 術 政 策 大 綱 平成 7年 3 月 ビジョン→ 大 綱

15 千 葉 県 千葉 県 科 学 政 策 大 綱 平成 8年 2 月

16 三 重 県 三 重 県 にお ける科 学 技 術 振 興 の基 本 方 向 平成 8 年 3 月

17 埼 玉 県 埼 玉 県 の科 学 技術 政 策 に対 す る提 言 平成 8年 4 月

18 福 島 県 福 島 県 科 学 技 術 振 興 基 本 方 針 平成 8年 1 2 月

19 神 奈 川 県 神奈 川 県 科 学 技 術 政 策 大 綱 平成 9年 1 月 改 訂

20 岐 阜 県 岐 阜 県 科 学 技 術 基 本 戦 略 平成 9年 3 月

2 1 香 川 県 香川 県 科 学 技 術 振 興 ビジ ョン 平成 9年 3 月

2 2 佐 賀 県 佐賀 県 科 学 技 術 振 興 平成 9年 3 月

23 青 森 県 青 森 県 産 業 科 字 技 術 振 興 推 進 指 針 （仮 称 ） 平成 10 年 度 予 定

24 埼 玉 県 埼 玉 県 基 本 計 画 （仮 称 ） 平成 9年 度 予 定 提 言 → 基 本 計 画

2 5 愛 知 県 愛知 県 科 学 技 術 推 進 大 網 （仮 称 ） 平成 1 0年 3 月 予 定

26 岡 山 県 岡 山 県 科 学 技 術 振 興 計 画 （仮 称 ） 平成 10 年 3 月 予 定

27 高 知 県 高 知 県 科 学 技 術 振 興 指 針 （仮 称 ） 平成 10 年 3 月 予 定

28 長 崎 県 長 崎 県 科 学 技 術 振 興 ビジ ョン （仮称 ） 平成 10 年 3 月 予 定

29 山 形 県 山 形 県 科 学 技 術 政 策 大 綱 （仮 称 ） 平成 10 年 度 予 定

30 栃 木 県 栃 木 県 科 学 技 術 振 興 指 針 （仮 称 ） 平成 1 0年 10 月 予 定

31 新 潟 県 新潟 県 科 学 技 術 大 綱 （仮 称 ） 平成 9年 度 予 定

32 福 井 県 福 井 県 科 学 技 術 振 興 指 針 （仮 称 ） 平成 9年 度予 定

33 福 岡 県 福 岡 県 科 学 技 術 政 策 大 綱 （仮 称 ） 平成 10 年 6 月 予 定

34 沖 縄 県 沖 縄 県 産 業 ・科 学 技 術 大 綱 （仮 称 ） 平成 9年 度 予 定

35 大 阪 府 大 阪府 産 業 科 学 技 術 振 興 指 針 （仮 称 ） 平成 9年 度 予 定 改 訂

36 兵 庫 県 兵 庫 県 科 学 技 術 政 策 大 綱 （仮 称 ） 平成 10 年 3 月 予 定 改 訂
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図3－卜2　　　　指針策定の推移

－，当該年度策定数十累計策定数
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表4－卜5科学技術基本指針（目次抄録）

大阪府

「大阪府研究開発大綱　一研究開発の新たな推進に
向けて－」（昭和63年3月）

第1　基本的な考え
第2　研究開発の方向

第3　研究開発力を総合的に発揮していくための

府の役割

1．研究開発資源の充実
2．産学官の連携

3．民間活力の活用

4．大学頭脳の活用
5．基盤的な研究環境の整備

6．諸外国、国、並びに関係諸団体との連携

7．府の研究開発力の強化
第4　府立試験研究機関の活性化について

静岡県

「静岡県における科学技術振興施策の基本方向」

（平成2年1月）
第1部　科学技術立県をめざして

第2部　科学技術振興のための基盤整備のあり方
第3部　産業活性化のためのエレクトロニクス技

術の活用策

第4部　研究開発機能高度化を中心とした情報化
のあり方

岩手県

「岩手県科学技術振興推進指針」（平成2年5月）
序章　　科学技術振興推進策定の意義

第1章　科学技術振興の意義
第2章　先端的、独創的科学技術研究開発の推進
第3章　地域のニーズへの対応

第4章　新たな科学技術振興拠点の創出

第5章　既存拠点の整備
第6章　研究交流の推進

第7章　研究者、技術者の養成・確保
第8章　研究成果の利活用

第9章　推進組織等
第10章　東北インテリジェント・コスモス構想

の推進

兵庫県

「兵庫県科学技術政策大綱」（平成3年3月）
第1章　科学技術政策の基本的考え方

第2章　科学技術振興の重点方策

1　科学技術振興拠点の整備
2　基盤的研究機関の形成

3　県立試験研究機関の拡充整備

4　国際社会とのネットワーク化の推進
5　創造的人材の育成と定着

第3章　研究開発の重点推進分野
第4章　科学技術振興のための推進体制の整備

北海道
「北海道における科学技術振興の基本指針」

（平成3年4月）

工　基本的な考え方
1　科学技術を巡る新たな潮流

2　北海道における科学技術
3　「基本指針」の位置づけ

4　基本目標

Ⅱ　科学技術振興の基本的方向

1　研究開発機能の拡充強化

2　研究交流の推進
3　人材の育成

4　研究開発推進のための体制づくり

5　研究開発基盤の整備
6　匡I際交流の促進

7　科学技術情報の活用

富山県

「富山県科学技術プラン　頭脳基地富山の創造をめ
ざして」（平成3年10月）

I　プラン策定の趣旨

Ⅱ　科学技術の現状と課題
Ⅲ　プランの理念と目標

Ⅳ　頭脳基地富山への重要視点
Ⅴ　科学技術振興施策

1　フロンティアに挑む人づくり
2　研究開発を推進する基盤づくり

3　新しい科学技術を創造するシステムづくり
Ⅵ　プラン推進にあたって

山梨県

「山梨県科学技術政策大綱
一新たな世紀への飛翔・文化としての科学技術の
確立をめざして一」（平成4年3月）

第1章　科学技術政策大綱策定の背景

第2章　科学技術振興の理念
第3章　科学技術振興の基本的考え方

第4章　科学技術振興の目標
第5章　科学技術振興のための主要な施策

1　科学技術に親しむ環境づくり

2　創造的な人づくり
3　研究開発を推進する基盤づくり

4　研究開発を推進するシステムづくり

5　科学技術振興のための体制の整備
第6章　科学技術政策大綱の計画的推進

広島県

「広島県における科学技術振興の基本方向」
（平成5年11月）

I　科学技術振興の意義

Ⅱ　科学技術振興の基本目標及び基本方向
Ⅲ　科学技術振興に係る重点的研究開発分野

Ⅳ　科学技術振興施策の方向
Ⅴ　重点的に取り組むべき施策

1　地域型COEの形成
2　県立試験研究機関の研究機能強化

3　大学院レベルの研究・教育機能の充実強化

4　技術者の育成・継続教育機能の充実強化
5　科学技術振興のための大規模な基金の造成

茨城県
「いばらきヒューマン・サイエンスピア21

（茨城県科学技術政策大綱）」（平成6年3月）
I　科学技術振興のグランド・デザイン

Ⅱ　科学技術の県「いばらき」のすがた
Ⅲ　ヒューマン・サイエンスピアいばらきの創造

Ⅳ　21世紀に向けた科学技術振興施策

施策の方向1科学技術に親しむ環境づくり
（1）科学技術に親しむ環境の創出
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（2）科学技術の啓蒙
施策の方向2　創造性豊かな人づくり

（1）次世代を担う人材の養成
（2）研究者・技術者の育成等

施策の方向3　研究開発を推進する基盤づくり
（1）県立試験研究機関の整備・機

能強化
（2）研究開発環境の整備
（3）研究開発産業の育成
（4）交流基盤の整備

施策の方向4　科学技術を推進するシステムづ
くり

（1）交流機会の拡大

（2）多様な研究開発活動の推進

（3）科学技術情報システムの構築
（4）科学技術支援機関との連携

（5）科学技術推進体制の整備

山口県
「山口県科学技術振興指針

－21世紀への飛翔「頭脳交流県山口」の創造」

（平成6年3月）
序説

I　地域における科学技術振興の考え方
Ⅱ　地域における科学技術振興の意義

Ⅲ　山口県の現状とポテンシャル
Ⅳ　山口県における科学技術振興の基本方向

1　場づくり

（1）研究開発拠点の形成

（2）研究交流の推進
2　人づくり

3　風土づくり
Ⅴ　指針の推進のために

京都府

「京都産業技術振興構想

21世紀の創造的技術革新をめざして」
（平成7年2月）

序章　　構想の基本的視点

第1章　産業社会を取り巻く潮流の変化
第2章　産業技術をめぐる京都産業の現状と課題
第3章　産業技術振興の基本方針

第4章　創造的技術革新のための新戦略

1　産・学・官交流システムの構築
2　先端技術と生活文化を結び付ける産業

デザイン発展基盤の形成

3　創造的技術革新を支援する基盤の整備
4　創造的技術革新を担う人材の育成

5　次世代型産業の芽となる起業化の促進
6　国際的な技術交流ネットワークの構築

滋賀県

「滋賀県科学技術政策大綱

～人・環境・創造と科学～」（平成7年3月）
第1章　滋賀県における科学技術振興の基本的な

考え方

第2章　滋賀県における科学技術振興の方向
1．創造的人材の育成・確保

（1）科学技術に親しむ環境づくり

（2）優れた研究者・技術者の育成・確保
2．科学技術振興基盤の整備

（1）研究開発基盤の整備
（2）研究交流・国際交流の推進

（3）科学技術振興体制の整備

3．重点分野における科学技術の振興

千葉県

「千葉県科学技術政策大綱」（平成8年2月）
序章　　ちば新時代へ向けて

第1章　科学振興の基本目標

第2章　千葉県の科学技術振興の基本的な施策の
方向

1　知の探究への支援～“ひピ’
（1）知の探究を支える“ひピ’の育成

（2）独創的・創造的な“ひどの支援

2　学際的な研究の推進～“場”
（1）先導的な科学研究ゾーンの形成

（2）新産業創造拠点の整備

（3）研究情報環境の整備
3　世界に開かれた科学県づくり～“交流”

（1）研究における国際的連携の推進
（2）地域からの国際貢献の推進

第3章　千葉県の科学技術推進体制

三重県

「三重県における科学技術振興の基本方向
きらめく人・自然・科学－インテリジェント・フロンティア

みえー」（平成8年3月）
第I章　科学技術振興の基本理念

第Ⅱ章　科学技術振興の背景

第Ⅲ章　現況と課題
第Ⅳ章　基本方向

第Ⅴ章　科学技術振興の領域における基本方向の
展開

～知の集積と科学技術を育む風土の形成～
●科学技術の基盤づくり

～研究主体の活性化・機能強化
○公設試験研究機関の研究機能強化

○科学技術と連携する人文・社会科学

研究機能の強化
○地域産業の科学技術力強化

○環境研究の拠点としての役割の強化
○生活に係る先導的な研究開発の推進

○科学技術政策推進体制の整備
●科学技術のネットワークづくり

～連携・交流の推進

○産学官連携・交流の高度化・活性化
○公設試験研究機関などのコーディネ

ート機能の強化
○環境問題を基本とした国際貢献の推

進
●科学技術の担い手づくり

～人材の育成・集積
○研究人材・技術人材の育成・集積

○大学との連携と高等教育機能の充実

○学校教育機能の充実
○県民への科学技術の普及・啓発

○科学技術学習施設の整備

埼玉県

「埼玉県の科学技術政策に対する提言
一育み、究め、創る　彩の国の新たな飛躍を目指

して－」（平成8年4月）

1　地域の科学技術をめぐる潮流
2　埼玉県の現状と科学技術政策の今後の方向

3　埼玉県の現状・課題に対する科学技術の果た
す役割

4　科学技術政策の政策的位置付け
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5　基本目標

6　施策展開に当たっての基本的な考え方
7　科学技術振興のための重点施策

（1）体験型サイエンス・ミュージアム等の整備

（2）大学院大学等の整備促進
（3）社会・産業を支える技術者の育成

（4）彩の国ハイテク・ハイウェイ・ネットワー
ク構想

（5）研究者に魅力のあるまちづくり

（6）県立試験研究機関の再編整備

（7）研究コーディネート機能の充実

（8）新技術を基にした起業化・商品化等の支援
（9）研究ネットワークの形成

（10）科学技術の振興に必要な経費の確保と支
援体制の整備

8′　重点的に振興を図るべき研究・技術開発分野

福島県

「福島県科学技術振興基本指針」（平成8年12月）
序章

第1章　福島県科学技術の現状

第2章　福島県科学技術振興の基本的考え方
第3章　福島県科学技術振興の推進方策

1．地域に密着した研究開発システムの構築
2．共同研究を促進するシステムの構築

3．研究情報ネットワークの形成

4．産学官共同研究事業の推進及び企業化の支
援

5．県試験研究機関の試験研究機能の充実
6．大学等の研究機能の活用と研究

7．科学技術を担う人材の育成
8．科学技術を担う人材の定着

9．学校における科学教育の推進
10．科学技術に親しむ機会の創出

第4章　福島県科学技術振興の推進体制

神奈川県
「神奈川県科学技術政策大綱」（平成9年1月）

第1　神奈川県の科学技術政策の基本的考え方
第2　重要施策の推進

1　研究機能の充実・強化

2　研究交流の促進
3　研究成果の活用

4　コーディネート機能の充実
5　人材の育成・確保

第3　重点研究テーマ

1　地域経済の活性化を目指した研究
2　県民生活の質の向上を目指した研究

3　基礎的、独創的な研究
第4　政策の展開に当たって

岐阜県

「岐阜県科学技術振興基本戦略」（平成9年3月）

第1章　科学技術振興の背景と動向

第2章　科学技術基本戦略の目標と基本方向
第3章　科学技術振興施策

第1節　科学技術政策の立案機能の強化

I　研究開発推進本部
Ⅱ　科学技術振興センターの企画機能の

強化
Ⅲ　科学技術振興会議

第2節　研究開発拠点の機能強化
I　「研究ネットワーク都市・アークぎ

ふ」構想の推進

Ⅱ　県試験研究機関の整備と充実・強化

第3節　ネットワーク型研究体制の推進
I　産学官連携の推進

Ⅱ　民間研究活動への支援

Ⅲ　高度情報化の推進
第4節　創造的研究人材の育成・確保

I　県研究者の育成・確保

Ⅱ　民間研究者の育成・確保

第5節　科学技術振興のための環境づくり
I　科学技術教育の充実

Ⅱ　科学技術に親しむ環境づくりの推進

第4章　重点的開発分野

香川県

「香川県科学技術振興ビジョン」（平成9年3月）
I　科学技術振興ビジョン策定の趣旨

Ⅱ　本県の科学技術振興を図るうえでの課題
Ⅲ　科学技術振興の基本的考え方

Ⅳ　科学技術振興施策の基本方向と主要施策

1　未来を拓く人づくり
（1）研究者・技術者等の育成・確保

（2）次代を担う人材の育成
2　新たな科学技術を創造する基盤づくり

（1）研究開発環境の整備
（2）研究情報基盤の整備

3　グローバルな連携とネットワークづくり

佐賀県

「佐賀県科学技術振興ピジョン」（平成9年3月）
第1章　基本理念

1　時代の潮流

2　佐賀県の科学技術発展の素地

3　佐賀県の科学技術振興の基本理念
4　ビジョンの推進に当たっての考え方

第2章　基本構想
1　基本目標

2　政策展開に当たっての考え方
第3章　基本計画

1　科学技術の推進に関する総合的な方針
（1）研究開発推進の基本的方向

（2）科学技術を支える人材の育成・確保と
県民の理解の増進

（3）研究開発の持続的な推進とその成果を
活用していくシステムの整備

（4）研究開発基盤の整備

（5）科学技術振興のための推進体制の整備
2　研究開発の重点分野
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（3）科学技術政策担当専任部署の設置

表3－ト5に示すように、科学技術担当の専任部署を設置しているという回答のあったのは、

12道県である。前回調査の9道県に対し、福島県、千葉県、岐阜県、滋賀県の4県で新た

に専任部署が設置されている。なお、佐賀県では組織替えにより情報科学技術係がなくな

っている。

表3－1－5　　　　地方公共団体の専任部署

部 署 名 設 置 時 期
1 北 海 道 企 画 振 興 部調 整 課 （現 在 ） 昭 和 5 4 年 5 月 （開 発調 整 部 参 事 （高 等教 育 ・科 学 ））

2 岩 手 県 企 画 調 整 部科 学 技 術 振興 室 平 成 5 年 4 月 1 日
3 福 島 県 商 工 労 働 部工 業 課 平 成 6 年 4 月

4 埼 玉 県 企 画 財 政 部企 画 総 務課 科 学 技 術 ・基 地 対 策担 当 昭 和 6 0 年 （前 身 ：科 学 技 術 振興 長　 昭 和 5 4年 ）

5 千 葉 県 企 画 部 企 画課 情 報 ・科 学 推 進班 平 成 6 年 4 月

6 神 奈 川 県 企 画 部 科学 技 術 政 策室 平 成 3 年 6月

7 山梨 県 企 画 県 民 局．企 画 課　 科学 技 術 担 当 平 成 4 年 4 月
8 岐 阜 県 総 務 部 総 合政 策 課 （担 当政 策審 議 監 ） 平 成 7年 4 月
9 滋 賀 県 企 画 部 企 画調 整 課 科学 ・学 術政 策 担 当 平 成 5 年 4 月

10 兵 庫 県 知 事 公 室審 議 員（科学 技 術 担 当） 平 成 8 年 4 月
1 1 広 島 県 商 工 労働 部 新 産 業 振興 室 科 学 技 術係 平 成 4 年 4 月 （平 成 7年 度 より現 組紛 こ改 訂 ）
12 山 口県 商 工 労働 部 工 業 振 興課 平 成 3 年 4 月 1 日

（4）総合的推進のための体制整備

各地方公共団体において科学技術政策を総合的に推進するための体制整備ということに

ついて、上述の3点（審議会の設置、基本指針の策定、専任部署の設置）を用いて、それ

らのいずれかにより実施している地方公共団体を図示したのが図3－ト3である。前回調査

では該当する地方公共団体数が15道府県であったが、今回調査では24道府県に増えており、

全調査対象59団体に対し、3分の1を越えている。政令指定都市では該当する団体がない

ことから、都道府県のみに限ってみると、47都道府県の約半分の団体で総合的推進のため

の体制整備が行われていると言える。

図3－卜3　　　　地方公共団体における科学技術政策の総合的推進体制の整備状況
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表3－1－6　　　　総合的推進体制の整備状況

第 3 回調査 第 2 回調査
審議会　 基本指針 専任部署 いずれ か○ 審議会　 基本指針 専任部署 いずれか○

1 北海道 0　　　　 0　　　 0　　　　 0 ●　　　　　 ●　　　　　 ●　　　　　　 ●

0　　　 0　　　 0　　　 0

0　　　 0　　　　　　　　 0

0　　　　 0

0　　　 0　　　 0　　　　 0

‘0　　　 0　　　　　　　　 0

0　　　 0　　　 0　　　　 0

0　　　　　　　　 0

2 青森県 △　　　　　 △
3 岩手県

4 宮城県
5 秋 田県
6 山形県

0　　　　 0　　　 0　　　　 0

△　　　　　 △
7 福 島県 0　　　　 0　　　 0　　　　 0
8 茨城県 0　　　　　　　　　 0
9 栃 木県 △

10 群馬県 △
1 1 埼 玉県 0　　　　 0　　　 0　　　　 0
12 千葉県

13 東京都
14 神奈川 県

0　　　　 0　　　 0　　　　 0

0　　　　 0　　　 0　　　　 0
15 新 潟県 △
16 富山県 0　　　　 0　　　　　　　　　 0

0　　　　　　　　　　　　　　 017 石川県
18 福 井県 ○　　　　 △　　　　　　　　　 ○
19 山梨県

20 長野県
2 1 岐阜 県

0　　　　 0　　　 0　　　　 0

0　　　　 0　　　 0　　　　 0
22 静 岡県 0　　　　　　　　　 0
2 3 愛知県 △ 0　　　　　　　　 0

0　　　　　　　　　　　　　 0 ．

2 4 三重県 △　　　　 0　　　　　　　　　 0
2 5 滋 賀県 0　　　 0　　　　 0
2 6 京都府 0　　　　 0　　　　　　　　　 0
2 7 大阪府 0　　　　 0　　　　　　　　　 0 0　　　 0　　　　　　　　 0

2 8 兵庫県
2 9 奈 良県
3 0 和歌山県
3 1 鳥取県
3 2 島根 県
3 3 岡山県

0　　　 0　　　　 0

△

0　　　 0　　　　 0

0　　　 0　　　 0　　　 03 4 広島県 0　　　 0　　　　 0
3 5 山口県

3 6 徳島県
3 7 香川県
38 愛媛県
3 9 高 知県

0　　　　 0　　　 0　　　　 0

0　　　　 0　　　　　　　　　 0

0　　　　 △　　　　　　　　　 ○

0　　　 0　　　 0　　　 0

0　　　　 0

10　　　 12　　　　 9　　　　 15

4 0 福 岡県 △
4 1 佐 賀県 0　　　　 0　　　　　　　　　 0
4 2 長崎県

4 3 熊本県
4 4 大分県
4 5 宮崎県
4 6 鹿児島県
4 7 沖縄県
4 8 札幌市
4 9 仙台市
50 千葉市
5 1 横 浜市
52 川崎市
53 名古屋市
54 京都市
55 大阪市
5 6 神戸市
5 7 広島市
5 8 北九州市
5 9 福岡市

5 9 団体計（○のみ

○　　　　 △　　　　　　　　　 ○

△

18　　　　 20　　　 12　　　　　 24
注．△は計画
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（5）総合的推進事業

科学技術に関する総合的な推進事業を実施していると回答のあったのは、岩手県、福島

県、埼玉県、山口県、鹿児島県等の17道県であり、科学技術会議の運営、セミナーやシン

ポジウムの開催、科学技術政策の総合調整、試験研究機関の連携強化等、総合的、横断的

な取組がなされている（表3－1－7）。

表3胃1－7　　　　総合的推進事業

団体 名 事 業 名 所管 部 局 決 算 額 県 単 事 案 概 要

北 海 道
各種 審 議 会 運 営 費 （北 海 道 科 学

企 画 振 興 部 1．23 5 道草
科 学 の 向 上 発 達 を 図 り、道 政 に科 学 技 術 を反 映 させ るた

技 術 審 議 会 ） め の 諸 方 策 を審 議 す る北 海 道 科 学 技 術 審議 会 を開 催 す

岩 手 県 科学 技 術 振 興 推 進 費 企 画 調 整 部 1 0．26 1 県 単

総 合 長 期 的 な科 学 技 術 振 興 策 を企 画 推 進 す るた め の 科

学 技 術 振 興 推 進 会 議 、科 学 技 術 セミナーの 開 催 等 （6 56 1），研

究 開発 プロジェクトの 導 入 等 に よる北 の 学 術 研 究 機 能 集 積

構 想 の 推 進 （3 700 ）

岩 手 県 宇 宙 航 空 開 発 推 進 企 画 調 整 部 5，40 0 県単
岩 手 県 宇 宙 開 発 推 進 協 議 会 負 担 金 （4 5 0 0 ）、東 北 宇 宙

開 発 推 進 協 議 会 負 担 金 （9 0 0 ）

岩 手 県
東 北 インテ リジェント・コスモス 構

想 推 進 費
企 画 調 整 部 5 5．85 0 県単

東 北 インテリジェントコスモス構 想 推進 協 議 会 負 担 会 （5 00 0）、東

北 インテリジェントコスモス構 想 推 進 協議 会 負 担 金 （8 50）、（財 ）イ

ンテリジェントコスモス学 術 振 興 財 団 出 損 金 （5 000 0 ）

福 島 県 科 学 技 術 振 興 事 業 商 工 労 働 部 1 1．24 4 県単
科 学 技 術 振 興 基 本 方 針 策 定 の ため の 検 討 委 員 会 の 開 催

及 び 基 本 方 針 案 の 作 成 委 託
茨城 県 科 学 技 術 政 策 推 進 事 業 商 工 労 働 部 0 県単 茨 城 県 科 学 技 術 推 進 事 務 協 議 会 等 の

埼 玉 県 科 学 技 術 政 策 推 進 費 企 画 財 政 部 2 4．04 2 県単

ひ 科 学 技 術 政 策 推 進 費 ・埼 玉 県 科 学 技 術 会 議 の 運 営 、政

策 の 企 画 ・調 整 等 （a 科 学 技 術 普 及 啓 発 推 進 費 ・「宇 宙 ふ

れ あ い 塾 95」、試 験 研 究 機 関 の 公 開 促 進 等 ③ 研 究 活 動 推

進 費 ・研 究 職 員 の 学 会 等 へ の 参 加 促 進 、共 同研 究 の推 進

等 （初地 域 科学 技 術 活 動 の 活 性 化 促 進 ・学 術 会 議 等 の 後

千 葉 県 科 学 会 議運 営 費 企 画 部 1．88 5 県単
本 県 にお け る科 学 振 興 に つ いて意 見 を聴 くた め 、科 学 会

議 を開 催 す る 。

千 葉 県 科 学 顧 問経 費 企 画 部 3．0 00 県単
科 学 振 興 施 策 に つ いて 、県の 求 め に 応 じ、相 談 、指 導 、助

言 を行 う。

神 奈 川 県 科 学 技 術推 進 調 整 費 企 画 部 9．62 2 県単

1 県 の 科 学 技 術 政 策 の基 本 的 方 向 を定 め る 「神 奈 川 県

科 学 技 術 政 策 大 綱 」の 改 定 及 び 県 試 験 研 究 機 関 の 重 点
基 礎 研 究 等 につ い て審 誰 した。2 ．科 学 技 術 政 策 推 進 の

総 合 調 整を 図 った 。

富 山 県 科 学 技 術振 興 会 議 費 企 画 部 2，36 9 県単 科 学 技 術 会議 の 運 営 等

山 梨 県 科 学 技 術振 興 事 業 企 画 県 民 局 8，4 3 0 県単
・科学 技 術 会 議 の 開催 ・や さしい 科 学 技 術 セ ミナ ー の 開

催 ・科 学 技 術 シ ンポ ジウ ムの 開催 ・産 学 官 共 同 研 究 促 進
岐 阜 県 研 究 開 発 総 合 調 整 推 進 総 務 部 総 合 政 策 300 県単 研 究 開 発 推進 本 部 の 開 催 、県 書式験 研 究 機 関 の統 合 推 進
静 岡 県 試 験 研 究 調 整 事 業 費 商 工 労 働 部 2，764 県単 試 験 研 究 の総 合 的 か つ 計 画 的 な推 進 を図 る。
滋 賀 県 科 学 技 術 の総 合 推 進 企 画 部 企 画 調 整 1．0 9 3 県単 庁 内 調 整 、科 学 技 術 政 策 大 綱 作 成 等

兵 庫 県
科 学 技 術振 興 費 （科 学 技 術 政 策

調 整 費 ） 企 画 部 8 2 3 県単 科 学 技 術 政 策 調 整 に 要 する額

広 島 県 科 学 技 術 振 興 事 業

商 工 労 働 部 新 産

業 振 興 室

（平 成 7 年 度 より現

組 織 に移 管 ）

0 県 単

平 成 4 年 5 月 か ら平 成 6 年 3 月 まで 「広 島 県 科 学 技 術 振 興

会 護 」を設 置 し、平 成 5 年 1 1 月 に 「広 島 県 に お ける科 学 技

術 振 興 の 基 本 方 向 」を提 言。（H 4－ 5年 度 に実 施 ）

山 口 県 地 域 科 学 技 術 振 興 事 業 商 工 労 働 部 1 1．2 03 県 単
多 目的 な 地 域 科 学 技 術 振 興 施 策を 展 開 し、2 1世 紀 に 向

け た技 術 ・産 業 集 積 県 作 りを推 進 す る。

佐 賀 県 さが ・つ くば 研 究 交 流 推 進 費 企 画 局 1，4 65 県 単

筑 波 研 究 学 園 都 市 等 の 研 究 者 と交 流 会 を実 施 しこれ らの

研 究 者 と佐 賀 県 内 の 研 究 者 ・技 術 者 との 研 究 交 流 の 推 進

を図 り地 域 に根 ざした 特 色 ある研 究 を活 発 化 す る

佐 賀 県 科 学 技 術 シンポ ジウ ム 費 企 画 局 1．2 08 県 単
科 学 技 術 に対 す る県 民 の 理 解 を深 め るため 、県 民 の 関 心

が 大 きい テー マを 選 びシ ンポ ジウム を開 催 す る

佐 賀 県 佐 賀 県 科 学 技 術 会 議 設置 費 企 画 局 5 70 県 単
佐 賀 県 に お ける科 学 技 術 の 振 興 を図 り佐 賀 県 経 済 の 発

展 と県 民 生 活 の 質 の 向上 に資 す るため に設 置 す る

佐 賀 県 科 学 技 術 振 興 ビ ジョン策 定 費 企 画 局 3．2 93 県 単
佐 賀 県 に お ける科 学 技 術 の 振 興 を図 り佐 賀 県 経 済 の 発

展 と県 民生 活 の 質 の 向 上 の に 資 す るため の 基本 計 画 を

鹿 児 島 県 新 技 術 総 合 推 進 事 業 企 画 部 11．8 13 県 単

県 試 験 研 究 機 関 技 術 開 発 協 議 会 ほ か ，関 係 会 議 の 運 営

地 域 産 業 技 術 の 高 度 化 及 び試 験 研 究 機 関 の 技 術 開 発 の

円 滑 な推 進 を 図 る
鹿 児 島 県 新 技 術 研 究 開 発 促 進 事 業 企 画 部 1，45 9 県 単 県 試 験 研 究 間 の 共 同 研 究 の 推 進 ，研 究 概 要 の 県 民 へ の
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3・2　地域の科学技術関係経費

（1）地域の科学技術関係経費の総額

47都道府県の平成7年度科学技術関係経費は6，587億円、12政令指定都市のそれは557億円

で、合わせて7，143億円であり、その平均は、1都道府県当たり140億円、1政令指定都市当

たり46億円である。

国の平成7年度の科学技術関係経費総額（当初予算）は、2兆4，995億円となっており、

都道府県と政令指定都市の平成7年度科学技術関係経費7，143億円は、国の科学技術関係経

費の28・6％に相当している。なお、前回調査では、国の平成4年度の科学技術関係経費総額

（当初予算）2兆1，347億円に対し、都道府県及び政令指定都市の平成4年度科学技術関係

経費6，140億円は28．8％に相当していた。

伸び率としては、地域科学技術関係経費の前回調査結果（平成4年度対象）6，140億円に

対する伸び率は16．3％で、国の経費の同期間伸び率17．1％とほぼ同じ伸びを示している。

都道府県と政令指定都市の科学技術関係経費の7，143億円は、都道府県と政令指定都市の

同年度（平成7年度）の財政歳出総額63兆6，417億円（都道府県計52兆8，235億円と政令指定

都市計10兆8，182億円の合計）の1．12％を占めている。一方、国の科学技術関係経費につい

ては、一般会計計上分1兆2，029億円についてみると、一般会計予算総額70兆9，871億円の1．6

9％（平成7年度）を占めている。

また、都道府県と政令指定都市の科学技術関係経費（平成7年度）7，143億円は、都道府

県の県内総生産合計（平成6年度）468兆6，077億円の0．15％に相当している。一方、国の科

学技術関係経費（平成7年度）約2兆4，995億円のGNP（平成6年度）482兆8，564億円に

対する比率は0．52％になっている。

図3－2－1　　　国と地域の科学技術関係経費の推移

匝車］
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（2）地域の科学技術関係経費の所管部局別内訳

図3－2－2は、都道府県合計での科学技術関係経費を所管部局別にみた内訳である。最も構

成比の高いのは、農林水産系の32．1％である。次いで多いのが、商工系の23．4％で、両者で

全体の過半（56％）を構成している。次いで、企画・総務系の17．4％、環境土木・保健衛生

系の15．7％となっている。前回調査と比べると、商工系、農林水産系が減少し、企画・総務．

系、環境土木・保健衛生系が増加している。

図3－2－2　　　　所管部局別にみた地域科学技術関係経費の推移

ロ■工系■■♯水度裏白環境・土木・優t・■生系d欄艮・生活系■緻肩系□企■・総蕎系

表3－2－1　　　所管部局別にみた地域科学技術関係経費の推移

（単位：％）
第 1 回 第 2 回 第 3 回

商 工 系 2 6 ．3 2 6 ．5 2 3 ．4

農 林 水 産 系 4 0 ．2 3 4 ．1 3 2 ．1

環 境 ・土 木 ・保 健 ・衛 生 系 1 1 ．4 1 3 ．3 1 5 ．7

県 民 ・生 活 系 3 ．2 4 2 ．6

教 育 系 4 、1 8 ．4 8 ．9

企 画 ・総 務 系 1 4 ．8 1 3 ．7 1 7 ．4
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（3）地域の科学技術関係経費の目的別内訳

地域科学技術関係経費を目的別に見るために、本調査アンケート票の26の間を、12のグ

ループに分類し再集計してみる。表3－2－2は、調査票の設問項目、問番号と目的別区分の対

応関係を示したものである。

目的的にみた地域科学技術関係経費で、最も構成比の高いのは公設試関係経費の52．3％で、

次に高等教育機関の25．0％となっており、この2つで約3分の2を占めている。3番目以後

に続くのは、3番目が財団法人等の研究開発（支援）機関等で5．4％、4番目が啓発普及で

5．2％となっている。

目的別経費について、前回結果と比較してみると、最も構成比の高い公設試が比率を下

げている一方で、高等教育機関、企業支援などが構成比を上げており、公設試中心の政策

から種々の科学技術政策による総合的政策へと政策の多様化が続いていることが注目され

る。

表3－2－2　　　12の目的別グループ

①　総合的推進：
②　公設試：

（診　高等教育機関
（彰　医療機関：
⑤　財団法人：

⑥　研究交流：

⑦　企業誘致：
（砂　民間研究支援

⑨　人材育成：
⑩　国際交流：

⑪　住民理解・科学教育

⑫　重点的課題：

間1　総合的推進

問2　公設試（機関別経費）、間3　公設試（再編）
問4　公設試（機能強化）
問5　高等教育機関
問6　医療機関
問7　財団法人（研究開発）、問8　財団法人（その他）
問9　基金
問11研究交流（実施段階）、問12　研究交流（その他）
問1．7　情報制度
間14　研究開発型企業誘致
間13　民間企業研究支援、問15　技術指導

間16　公募形式、問18　知的所有権制度普及
間19　発明奨励
間20　人材育成（技術者）、間21　人材育成（研究者）

問22　国際交流（拠点整備）、問23　国際交流（その他）
問10　博物館、問24　科学技術教育
問25　住民理解
問26　重点的課題
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図3－2－3　　　　目的別にみた科学技術関係経費の推移

表3－2－3　　　　目的別にみた科学技術関係経費の推移

第 1 回 第 2 回 第 3 回

総 合 的 推 進 0 ．0％ 0 ．1％ 0 ．0％

公 設 試 6 5 ．3％ 5 8 ．7％ 5 1 ．6％

高 等 教 育 機 関 18 ．7％ 1 9 ．9％ 2 5 ．0％

医 療 機 関 0．3％ 2 ．4％ 2．3％

財 団 法 人 2．6％ 5 ．3％ 5．4％

研 究 交 流 促 進 0．9 ％ 1 ．0％ 0．9％

企 業 誘 致 2．8 ％ 2 ．8％ 2．3％

企 業 支 援 1．9 ％ 0 ．7％ 2．9％

人 材 育 成 3 ．3％ 2．7％ 3 ．2％

国 際 交 流 1．0％ 0 ．2％ 0 ．6 ％

啓 発 普 及 3 ．0％ 4 ．9 ％ 5 ．2 ％

重 点 課 題 0 ．1％ 1．3％ 0 ．8 ％
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3．3　科学技術関係経費の地域比較

（1）科学技術関係経費（総額）による地域比較

図3－3－1は、都道府県と政令指定都市の科学技術関係経費を示し、図3－3－2は、政令指定

都市の分を含めた都道府県別の科学技術関係経費総額を示している。

都道府県と政令指定都市を別々にして見た59の地方公共団体別経費では、都道府県間で

は最大の大阪府と最小の鳥取県では約18倍の開きがあり、政令指定都市間では最大の大阪

市と最小の千葉市では約45倍の開きがあり、全体としても非常に広い範囲に分散している。

次に、政令指定都市の分を都道府県に含めて描いた47地域別の経費でみても、最大の大

阪府（大阪市分を含む）と最小の鳥取県では約20倍の開きがあり、やはり広い範囲に分散

している。大阪府（783億円、大阪市分を含む）、北海道（526億円、札幌市分を含む）、

東京都（459億円）の3地域が400億円を越え、4番目以下を引き離している。また、47地

域の平均値は152億円であるが、平均値以上の経費を有する地域は14地域のみであり、残り

33地域は平均値以下の経費である。

次に、前回調査からの変化を、都道府県別（47団体）にみるために、平成7年度の経費

の平成4年度の経費に対する比率を表したのが図3－3－3である。この3年間に大幅な伸びを

示した団体が多く、岐阜県の6．7倍の伸びを先頭に、高知県、群馬県、北海道が2倍以上の

伸びを示している。

（2）経常的科学技術関係経費による地域比較

ここでは、科学技術関係経費について、年度による変動の大きいと考えられる「公設試

の再編整備経費」と、所有の有無による地域間の変動が大きいと考えられる「理科系高等

教育機関に係る経費」とを除いた経費を「経常的な科学技術関係経費」として、これを用

いてより経常的な経費の動向を見てみることにする。

59団体別に経常的経費等を示したが（図3－3－4）、経常的経費についてみると、都道府県

間でも最大の東京都と最小の鳥取県では約10倍の開きがあり、全体としても非常に広い範

囲に分散してし、る。
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59団体別にみた科学技術関係経費

（単位：億円）
400　　　　　　　　　5脚　　　　　　　　　600

図3－3－1



都道府県別科学技術関係経費（政令指定都市含む）

（単位．億円）

400　　　　500　　　　600　　　　　700　　　　800　　　　900

図3－3－2
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図3－3－3　　　　都道府県別伸び率（第2回→第3回）

（単位倍）
700　　　　　　800100　　　　　200　　　　　300　　　　　400　　　　　　500　　　　　6．00
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図3－3－4 経常的経費と変動的経費（59団体別）

■公設試再編日高等教育機関l　　　　　　　　　　　（億円）
100　　　　　　　　　200　　　　　　　　　300　　　　　　　　　400　　　　　　　　　500　　　　　　　　　600

参照：表3－3・2
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（3）人口ー人当たり科学技術関係経費（総額）による地域比較

人口1人当たりの科学技術関係経費（総額）を、政令指定都市の分を都道府県に含めた4

7地域について見ると（図3－3－5）、1人当たり経費が多いのは岐阜県（13，307円）、滋賀県（12，

907円）、高知県（12，489円）、秋田県（12，224円）、岩手県（11，991円）、福島県（10，153円）であり、

少ないのは埼玉県（1，412円）、愛知県（2，806円）、千葉県（2，981円）となっている。

（4）財政歳出に占める科学技術関係経費（総額）の割合による地域比較

財政歳出に占める科学技術関係経費（総額）の割合を、59の地方公共団体別にみると（図

3－3－6）、経費総額では、割合が高いのは岐阜県（3．35％）、滋賀県（2．74％）、福島県（2．21％）、京

都府（2．18％）、岩手県（2．12％）、大阪府（2．10％）であり、低いのは都道府県の中では埼玉県（0．57％）、

東京都（0．65％）、兵庫県（0．69％）となっている。

（5）事業性格別科学技術関係経費（総額）による地域比較

都道府県別科学技術関係経費を事業性格別に分けたもので比較してみる。先ず、図3－3－7

は、事業性格別構成比を商工系、農林水産系、その他の3つに分けて各都道府県別に棒グ

ラフにしたものである。団体により事業性格別の構成にかなり大きな差異があることが分

かる。

次に、図3－3－8は、科学技術関係経費（総額）に占める農林水産系事業性格割合と商工系

事業性格割合を縦軸と横軸にとり、各都道府県の位置を描いたものである。球の大きさは

科学技術関係経費（総額）の大きさを表す。47都道府県の分布が両方向に散らばっている

ことが分かる。グラフ上の斜めの線は「農林水産系＋商工系」（＝仮に「産業系」と呼ぶ）

の全国平均63．6％（農林水産系41．6％＋商工系22．0％）のラインであり、これより右上にあ

る団体は全国平均より「産業系」の割合が大きく、左下にある団体は全国平均より「産業

系」の割合が小さいことになる。ラインから離れるほど全国平均との差異が大きい。鳥取

県、鹿児島県、大分県、宮崎県、長崎県、山形県、宮城県、秋田県は「産業系」の割合が

大きく85％を超えている。一方、岐阜県、滋賀県、京都府、東京都、奈良県、福島県は「非

産業系」（「産業系」以外）の割合が大きく65％を超えている。
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人口1人当たり科学技締朗係経費図3－3－5

4000　　　6000　　　80鋤．10脚　　12∝氾（単位：円）140的
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財政支出に占める科学技術関係経費のシェア（59団体）

150ヽ　　　　　　2．00ヽ

図3－3－6
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図3ト3－7　　　　事業性格別にみた構成比

画幸車重車豪盲高手車重画］

0，6　　　　10％　　　　20％　　　　30％　　　　40％　　　　50％　　　　60％　　　　70％　　　　80％　　　　90，‘　　　100％

参照：表3－3－4
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図3－3－8　　　　事業性格別にみた科学技術関係経費の農林水産系と商工系の割合
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表3－3－1　　　59団体別データ（1）

人 口 財 政 支 出 科 学 技 術 関 係 経 科 学 技 術 関 係 径 伸 び 率 財 政 シ ェ ア

19 9 5 年 、千 人 平 成 7 年 度 、百 万 円 第 3 回 調 査 、千 円 第 2 回 調 査 、千 円 第 2 回 → 第 3 回 、侶 ％

北 海 道 5 ，6 9 2 3 ，0 16 ，2 7 4 5 1 ，4 10 ．9 16 2 4 ．0 8 4 ．2 3 2 2 ．1 3 1 ．7 0 ％

青 森 県 1 ．4 8 2 7 8 8 ．5 5 6 1 2 ．7 18 ，1 6 8 1 0 ，3 4 8 ．19 4 1 ．2 3 1 ．6 1 ％

岩 手 県 1，4 2 0 8 0 4 ，2 4 0 1 7 ，0 2 7 、4 7 3 1 1 ．6 8 7 ．19 0 1 ．4 6 2 ．1 2 ％

宮 城 県 2 ，3 2 9 8 9 5 ．4 6 6 9 ，7 5 3 ．3 6 3 1 0 ．5 6 1 ．9 5 7 0 ．9 2 1 ．0 9 ％

秋 田 県 1 、2 1 4 7 4 8 ．3 3 3 1 4 ．8 4 0 ．4 9 8 1 3 ．9 74 ，10 8 1 ．0 6 1 ．9 8 ％

山 形 県 1，2 5 7 6 9 8 ．3 6 4 1 2 ，1 10 ．9 5 2 1 3 ，14 6 ．0 9 2 0 ．9 2 1 ．7 3 ％

福 島 県 2 ，1 3 4 9 7 9 ，4 3 3 2 1 ．6 6 7 ，0 0 9 3 3 ，0 2 7 ．8 9 2 0 ．6 6 2 ．2 1 ％

茨 城 県 2 ．9 5 6 1 ．0 4 2 ．20 7 1 1 ，5 6 7 ．6 4 2 1 3 ，0 10 、18 8 0 ．8 9 1 ．1 1 ％

栃 木 県 1．9 8 4 7 8 5 ，9 6 7 8 ．4 1 4 ，0 0 4 7 ．0 6 9 ．7 26 1 ．1 9 1 ．0 7 ％

群 馬 県 2 ．0 0 4 7 6 6 ．7 0 9 1 3 ．2 8 7 ．5 6 9 5 ．9 0 4 ．4 8 6 2 ．2 5 1 ．7 3 ％

埼 玉 県 6 ．7 5 9 1 ，6 8 7 ．78 5 9 ，5 4 1 ，2 6 0 7 ．9 7 3 ．7 0 0 1 ．2 0 0 ．5 7 ％

千 葉 県 5 ，7 9 8 1 ，5 7 4 ．3 3 8 1 6 ，7 6 6 、0 0 1 2 1，3 2 7 ．10 2 0 ．7 9 1 ．0 6 ％

東 京 都 1 1．7 7 4 7 ，0 0 8 ，0 0 0 4 5 ．8 7 8 ．0 8 5 3 5 ．4 1 2 ．0 5 8 1 ．3 0 0 ．6 5 ％

神 奈 川 県 8 ，2 4 6 1 ，8 4 0 ，7 4 5 2 0 ．2 1 3 ．9 5 5 3 7 ．2 2 1 ．10 5 0 ．5 4 1 ．1 0 ％

新 潟 県 2 ，4 8 8 1 ，29 7 ，7 8 5 1 4 ，8 5 9 ．3 2 9 7 ，9 6 8 ，0 4 5 1 ．8 6 1 ．1 4 ％

富 山 県 1．1 2 3 6 0 9 ．9 5 8 8 ，74 8 ．0 3 6 8 ．6 6 8 ．9 2 3 1 ．0 1 1 ．4 3 ％

石 川 県 1．1 8 0 6 1 5 ．6 9 9 9 ．4 7 2 ．5 7 7 7 ，79 4 ．9 4 4 1 ．2 2 1 ．5 4 ％

福 井 県 8 2 7 5 2 0 ，4 8 9 7 ．3 2 7 ，2 9 2 1 7 ．4 1 1 ，8 2 3 0 ．4 2 1 ．4 1％

山 梨 県 8 8 2 4 9 4 ．2 7 1 7 ．17 9 ，7 0 7 4 ．3 5 4 ．7 0 4 1 ．6 5 1 ．4 5 ％

長 野 県 2 ，1 9 4 1．1 2 4 ．8 4 5 9 ．19 3 ．0 5 5 7 ，6 7 8 ．8 4 9 1 ．2 0 0 ．8 2 ％

岐 阜 県 2 ，1 0 0 8 3 4 ，9 6 6 2 7 ．9 4 4 ，8 2 9 4 ．16 1 ，1 0 7 6 ．7 2 3 ．3 5 ％

静 岡 県 3 ．7 3 8 1 ．3 3 1 、2 5 1 1 4 ．0 6 9 ．0 8 8 1 3 ．6 5 5 ．8 2 0 1 ．0 3 1 ．0 6 ％

愛 知 県 6 ，8 6 8 2 ．1 4 4 ．4 1 7 17 ．3 0 1 ，5 10 1 4 ．2 6 6 ．8 6 3 1 ．2 1 0 ．8 1％

三 重 県 1．8 4 1 7 4 0 ，3 6 7 1 0 ．0 5 3 ，3 8 2 7 ．8 3 9 ．8 1 1 1 ．2 8 1 ．3 6 ％

滋 賀 県 1．2 8 7 6 0 5 ．4 0 4 1 6 ．6 1 1 ．7 4 1 1 0 ．2 8 5 ．4 2 3 1 ．6 2 2 ．7 4 ％

京 都 府 2 ，6 3 0 8 8 1 ．3 4 2 1 9 ．2 1 1 ，9 8 5 1 7 ．7 3 2 ，3 6 7 1 ．0 8 2 ．18 ％

大 阪 府 8 ，7 9 7 2 ，6 5 5 ，9 9 1 5 5 ．8 2 2 ，7 7 7 3 8 ．9 5 0 ，2 5 2 1 ．4 3 2 ．10 ％

兵 庫 県 5 ，4 0 2 2 ．6 3 1 ，3 3 4 1 8 ．0 3 0 ．5 5 0 2 0 ，4 7 0 ．4 4 0 0 ．8 8 0 ．6 9 ％

奈 良 県 1，4 3 1 5 6 4 、0 0 1 1 0 ．4 8 2 ．0 2 0 9 ，8 8 8 ．0 4 9 1 ．0 6 1 ．8 6 ％

和 歌 山 県 1，0 8 0 5 7 5 ，1 9 9 7 ．6 6 2 ，4 0 8 8 ，5 4 8 ，5 4 3 0 ．9 0 1 1．3 3 ％

鳥 取 県 6 15 4 2 1 ．6 7 4 3 ．0 5 1 ．4 1 9 3 ．0 0 8 ．6 2 6 1 ．0 1 0 ．7 2 ％

島 根 県 7 7 1 5 8 3 ，9 3 1 4 ．3 3 2 、5 2 4 4 ，7 7 7 ，9 4 8 0 ．9 1 0 ．7 4 ％

岡 山 県 1，9 5 1 8 0 6 ．4 6 7 9 ，4 2 2 ．7 1 2 9 ．7 4 7 ，2 2 3 0 ．9 7 1 ．17 ％

広 島 県 2 ．8 8 2 1 ．0 4 9 ．1 4 8 13 ．7 8 1 ．2 8 7 1 2 ．7 9 8 ．8 0 2 1 ．0 8 1 ．3 1％

山 口 県 1．5 5 6 7 8 0 、4 0 7 6 ．0 6 3 ，9 3 4 6 ，9 8 5 ．2 1 6 0 ．8 7 0 ．7 8 ％

徳 島 県 8 3 2 5 5 8 ，5 7 3 6 ，3 0 9 ，5 8 5 4 ．8 2 6 ，9 5 7 1 ．3 1 1 ．13 ％

香 川 県 1．0 2 7 5 1 2 ，1 3 4 3 ，8 4 7 ，4 1 2 4 ．5 3 5 ．5 4 4 0 ．8 5 0 ．7 5 ％

愛 媛 県 1．5 0 7 6 9 3 ，9 9 6 7 ，0 6 3 ，6 4 6 8 ．9 7 3 ，0 3 4 0 ．7 9 1 ．0 2 ％

高 知 県 8 1 7 6 1 1 ，4 19 10 ，2 0 3 ．6 0 4 3 ，9 2 6 ，0 0 5 2 ．6 0 1 ．6 7 ％

福 岡 県 4 ，9 3 3 1 ．4 6 3 ．8 2 3 14 ，2 3 0 ，4 0 1 15 ．9 5 4 、7 0 4 0 ．8 9 0 ．9 7 ％

佐 賀 県 8 8 4 5 0 8 ．2 2 4 5 ，9 1 2 ．9 8 9 6 ．3 6 1 ．2 3 3 0 ．9 3 1 ．16 ％

長 崎 県 1，5 4 5 7 8 6 ，8 3 6 9 ，7 3 8 ，1 8 1 5 ，3 7 2 ．6 5 7 1 ．8 1 1 ．2 4 ％

熊 本 県 1，8 6 0 8 6 4 ．3 7 3 10 ．5 2 2 ．5 4 9 12 、6 2 1 ，5 4 2 0 ．8 3 1 ．2 2 ％

大 分 県 1，2 3 1 6 5 8 ，1 0 6 6 ，5 4 5 ．8 5 5 9 ．9 9 4 ，3 1 7 0 ．6 5 0 ．9 9 ％

宮 崎 県 1，17 6 6 3 6 ，0 7 4 9 ．3 3 2 ，6 5 6 5 ，5 8 8 ，6 8 7 1 ．6 7 1 ．4 7 ％

鹿 児 島 県 1，7 9 4 9 9 1 ，6 9 1 12 ．0 3 8 ．7 5 9 9 ，7 19 ．8 4 7 1 ．2 4 ，1．2 1％

沖 縄 県 1，2 7 3 6 3 2 ，8 5 4 7 ，0 8 6 ，9 4 5 5 ，4 4 6 ，0 3 6 1 ．3 0 1 ．12 ％

4 7 都 道 府 県 計 1 2 5 ，5 7 1 5 2 ，8 2 3 ，4 6 6 6 5 8 ，6 5 1 ，6 3 9 5 7 5 ，0 6 2 ，3 7 1 1 ．15 1 ．2 5 ％

札 幌 市 1，7 5 7 7 8 4 ，8 16 1 ．14 3 ，2 9 7 7 2 ．3 3 1 1 5 ．8 1 0 ．15 ％

仙 台 市 9 7 1 3 8 6 ．5 2 3 1 ．2 8 1 ，6 3 5 1 ，12 6 ．9 5 9 1 ．14 0 ．3 3 ％

千 葉 市 8 5 7 3 3 7 ，7 7 6 5 16 ．0 0 7 6 5 8 7 8 4 ．2 1 0 ．15 ％

横 浜 市 3．3 0 7 1 ．5 2 2 ．8 2 8 3 ．5 5 3 ．6 3 4 10 ．14 8 ．1 3 0 0 ．3 5 0 ．2 3 ％

川 崎 市 1，20 3 5 2 2 、5 8 2 4 ，0 17 ，9 17 9 3 4 ．8 5 0 4 ．3 0 0 ．7 7 ％

名 古 屋 市 2、15 2 1 ，12 1 ，19 0 1 ，9 7 3 ，0 7 1 1 ，8 2 0 ，3 0 5 1 ．0 8 0 ．18 ％

京 都 市 1、46 4 6 9 9 ．5 2 5 2 ．8 7 0 ，3 3 1 1 ，5 4 4 ，7 1 9 1 ．8 6 0 ．4 1％

大 阪 市 2，6 0 2 1 ．9 0 2 、8 6 1 2 2 ．4 6 9 ，5 5 7 16 ．3 2 3 ，0 0 5 1 ．3 8 1 ．18 ％

神 戸 市 1，4 2 4 1 ，7 6 1 ，8 8 9 10 ，9 7 9 ．6 0 0 3 ，6 7 3 ，3 6 9 2 ．9 9 0 ．6 2 ％

広 島 市 1，10 9 5 6 7 ．7 3 2 2 ．9 8 7 ．8 2 2 1 ．8 5 3 ．0 6 1 1 ．6 1 0 ．5 3 ％

北 九 州 市 1，0 2 0 5 0 3 、15 2 1 ．9 6 0 ，6 7 2 1 ．3 8 8 ．4 9 7 1 ．4 1 0 ．3 9 ％

福 岡 市 1，28 5 7 0 7 ，3 2 1 1 ，9 0 5 ，7 2 3 2 7 ，8 8 4 6 8 ．3 4 0 ．2 7 ％

1 2 政 令 指 定 都 市 吉 19，1 5 1 1 0 ，8 1 8 ，19 5 5 5 ，6 5 9 ，2 6 6 3 8 ，9 13 ，7 6 8 1 ．4 3 0 ．5 1％

5 9 団 体 計 6 3，6 4 1 ，6 6 1 7 14 ，3 10 ，9 0 5 6 1 3 ，9 7 6 ，1 3 9 1 ．16 1 ．12 ％
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表3－3－2　　　　59団体別データ（2）

科 学 技 術 関 係 経 経 常 的 経 費 公 設 試 再 編 高 等 教 育 機 関

第 3 回 調 査 、億 円 億 円 億 円 億 円

北 海 道 514 28 1 0 23 3

青 森 県 127 1 14 13 0

岩 手 県 170 64 60 46

宮 城 県 98 6 3 27 8

秋 田 県 148 94 6 49

山 形 県 121 113 0 8

福 島 県 217 113 0 13 8

茨 城 県 116 9 3 0 22

栃 木 県 84 6 1 17 7

群 馬 県 133 12 2 1 11

埼 玉 県 95 7 8 1 16

千 葉 県 168 15 0 0 17

東 京 都 459 33 6 0 123

神 奈 川 県 202 17 1 8 22

新 潟 県 149 9 7 16 35

富 山 県 87 49 1 37

石 川 県 95 8 3 0 11

福 井 県 73 5 7 0 17

山梨 県 72 4 7 17 8

長 野 県 92 7 7 0 15

岐 阜 県 279 27 8 0 2

静 岡 県 141 110 0 30

愛 知 県 173 15 7 1 16

三 重 県 101 64 0 3 6
滋 賀 県 166 14 9 0 17

京 都 府 192 5 7 0 135
大 阪 府 558 18 3 24 0 13 5

兵 庫 県 180 10 5 0 75
奈 良 県 105 39 0 6 6

和 歌 山 県 77 54 5 18

鳥 取 県 31 3 1 0 0

島 根 県 43 37 0 6

岡 山 県 94 5 7 8 29
広 島 県 138 98 3 37

山 口県 61 5 1 0 10
徳 島 県 63 59 0 4

香 川 県 38 38 0 0
愛 媛 県 71 58 0 12

高 知 県 10 2 4 2 10 49

福 岡 県 142 10 5 0 37

佐 賀 県 59 5 5 0 4
長 崎 県 97 5 3 4 1 3

熊 本 県 105 78 0 27
大 分 県 65 6 5 0 0

宮 崎 県 93 7 2 14 7
鹿 児 島 県 120 110 3 7

沖 縄 県 71 5 6 12 2

4 7 都 道 府 県 計 6 587 449 4 50 4 15 88

札 幌 市 11 11 0 0

仙 台 市 13 13 0 0
千 葉 市 5 5 0 0

横 浜 市 36 24 0 12
川 崎 市 40 40 0 0

名 古 屋 市 20 2 0 0 0
京 都 市 29 2 8 0 1
大 阪 市 225 6 1 0 16 4
神 戸 市 110 18 0 9 2
広 島 市 30 30 0 0
北 九 州 市 20 20 0 0

福 岡 市 19 19 0 0

1 2 政 令 指 定 都 市 計 557 289 0 268

5 9 団 体 計 7 143 478 3 504 1856

一72一



表3－3－3　　　　都道府県別データ（1）

科 学 技 術 関 係 経 費 人 口 1 人 当 た り経 費 自主 財 源 比 率

政 令 指 定 都 市 を含 1 9 9 5 年 、 政 令 指 定 都 市
1 9 9 4 年 度 、％

む 、億 円 千 人 を含 む 、円

北 海 道 52 6 5 6 9 2 9 2 3 3 3 8 ．8

青 森 県 1 2 7 14 8 2 8 5 8 2 2 7 ．2
岩 手 県 1 7 0 14 2 0 1 19 9 1 3 1 ．2

宮 城 県 1 1 0 2 3 2 9 4 7 3 8 4 4 ．0

秋 田 県 1 4 8 12 14 12 2 2 4 2 9 ．5
山 形 県 1 2 1 12 5 7 9 6 3 5 3 2 ．0

福 島 県 2 1 7 2 13 4 10 15 3 3 9 ．7

茨 城 県 1 1 6 2 9 5 6 3 9 13 5 0 ．5
栃 木 県 84 19 8 4 4 2 4 1 4 9 ．6

群 馬 県 1 3 3 2 0 0 4 6 6 3 1 5 0 ．5、

埼 玉 県 9 5 6 7 5 9 14 12 5 7 ．2
千 葉 県 1 7 3 5 7 9 8 2 9 8 1 5 8 ．6

東 京 都 4 5 9 1 17 7 4 3 8 9 7 7 8 ．2
神 奈 川 県 2 7 8 8 2 4 6 3 3 7 0 6 5 ．6

新 潟 県 14 9 2 4 8 8 5 9 7 2 3 7 ．9

富 山 県 8 7 1 12 3 7 7 9 0 4 2 ．0

石 川 県 9 5 1 18 0 8 0 2 8 4 2 ．0
福 井 県 7 3 8 2 7 8 8 6 0 3 9 ．3

山 梨 県 72 8 8 2 8 14 0 3 7 ．3

長 野 県 9 2 2 19 4 4 19 0 4 0 ．7
岐 阜 県 2 7 9 2 10 0 13 3 0 7 4 5 ．2

静 岡 県 14 1 3 7 3 8 3 7 6 4 5 5 ．7
愛 知 県 19 3 6 8 6 8 2 8 0 6 6 9 ．8

三 重 県 10 1 18 4 1 5 4 6 1 4 6 ．9
滋 賀 県 16 6 12 8 7 12 9 0 7 4 9 ．7

京 都 府 2 2 1 2 6 3 0 8 3 9 6 5 4 ．7

大 阪 府 78 3 8 7 9 7 8 9 0 0 6 6 ．5

兵 庫 県 2 9 0 5 4 0 2 5 3 7 0 4 9 ．2
奈 良 県 10 5 14 3 1 7 3 2 5 3 8 ．7

和 歌 山 県 77 10 8 0 7 0 9 5 3 6 ．6

鳥 取 県 3 1 6 15 4 9 6 2 3 2 ．3

島 根 県 4 3 7 7 1 5 6 19 2 8 ．8

岡 山 県 9 4 19 5 1 4 8 3 0 4 3 ．0

広 島 県 16 8 2 8 8 2 5 8 19 4 6 ．2

山 口 県 6 1 15 5 6 3 8 9 7 4 0 ．4

徳 島 県 6 3 8 3 2 7 5 8 4 3 9 ．4

香 川 県 3 8 10 2 7 3 7 4 6 4 7 ．8

愛 媛 県 7 1 15 0 7 4 6 8 7 4 9 ．2

高 知 県 10 2 8 17 1 2 4 8 9 3 2 ．2

福 岡 県 18 1 4 9 3 3 3 6 6 9 4 9 ．5

佐 賀 県 5 9 8 8 4 6 6 8 9 3 4 ．1

長 崎 県 9 7 15 4 5 6 3 0 3 3 0 ．0

熊 本 県 10 5 18 6 0 5 6 5 7 3 5 ．7

大 分 県　 ′ 6 5 12 3 1 5 3 18 3 2 ．3

宮 崎 県 9 3 1 17 6 7 9 3 6 2 6 ．4

鹿 児 島 県 12 0 1 7 9 4 6 7 1 1 2 7 ．7
沖 縄 県 7 1 12 7 3 5 5 6 7 2 2 ．6

合 計 （平 均 ） 7 14 3 12 5 5 7 1 5 6 8 9 4 3 ．0
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表3胃3－4　　　都道府県別データ（2）

G D P 構 成 事 業 性 格 別 経 費 構 成

第 1 次 第 2 次 そ の 他 農 林 水 産 系 商 工 系 そ の 他

北 海 道 4 ．＿6％ 24 ．7％ 7 0 ．7％ 37 ．2％ 12 ．9％ 4 9 ．9％

青 森 県 7 ．0％ 25 ．3％ 6 7 ．7％ 6 2 ．8％ 10 ．7％ 2 6 ．5％

岩 手 県 6 ．1％ 34 ．2％ 5 9 ．7％ 60 ．9％ 8 ．3％ 3 0 ．7％

宮 城 県 3 ．1％ 29 ．4％ 6 7 ．5％ 50 ．2％ 37 ．5％ 12 ．3％

秋 田 県 6 ．0 ％ 3 1．8％ 6 2 ．2％ 66 ．4％ 20 ．2％ 13 ．4％

山 形 県 5 ．1％ 35 ．6％ 5 9 ．3％ 48 ．3％ 40 ．8％ 10 ．9％

福 島 県 3 ．‾2％ 38 ．1％ 5 8 ．7％ 2 1．6％ 10 ．5％ 6＿8 ．0％

茨 城 県 2 ．9％ 45 ．8％ 5 1．3％ 37 ．4％ 2 7．3％ 3 5 ．3％

栃 木 県 2 ．5％ 45 ．8％ 5 1．7％ 34 ．9％ 20 ．1％ 4 5 ．1％

群 馬 県 1 ．9％ 46 ．7％ 5 1．4％ 10 ．6％ 2 5．4％ 6 4 ．0％

埼 玉 県 0 ．9％ 38 ．4％ 6 0 ．7％ 34 ．6％ 18 ．3％ 4 7 ．2％

千 葉 県 2 ．0％ 33 ．3％ 6 4 ．7％ 58 ．2％ 6 ．5％ 3 5 ．4％

東 京 都 、 0 ．1％ 25 ．8％ 74 ．1％ 4 ．6％ 2 3 ．8％ 7 1．5％

神 奈 川 県 0 ．3％ 39 ．3％ 6 0 ．4％ 34 ．9％ 2 7 ．8％ 3 7 ．3％

新 潟 県 3 ．3％ 36 ．7％ 6 0 ．0％ 58 ．7％ 2 2 ．8％ 1・8 ．5％

富 山 県 2 ．2％ 4 2．3％ 55 ．5％ 33 ．4％ 9 ．9％ 56 ．7％

石 川 県 1 ．9％ 3 1．7％ 6 6 ．4％ 36 ．1％ 3 7 ．3％ 26 ．6％

福 井 県 2 ．3％ 3 2 ．4％ 6 5 ．3％ 3 5 ．9％ 28 ．6 ％ 35 ．5％

山 梨 県 2 ．8％ 3 8 ．2％ 59 ．0％ 5 2 ．4％ 16 ．2％ 3 1．4％

長 野 県 3 ．1％ 4 2 ．0％ 54 ．9％ 4 2 ．8％ 3 1 ．3％ 25 ．9％

岐 阜 県 1．7％ 3 9 ．7％ 58 ．6％ 10 ．1％ 7 ，2％ 82 ．7％

静 岡 県 1．8％ 4 4 ．5 ％ 53 ．7％ 48 ．4％ 2 7 ．1％ 24 ．6％

愛 知 県 0 ．9％ 4 2 ．8 ％ 56 ．3％ 3 1 ．7％ 2 9－．4％ 38 ．9％

三 重 県 3 ．0％ 4 3 ．6 ％ 53 ．4％ 29 ．7％ 13 ．7％ 56 ．5％

滋 賀 県 1．2％ 5 2 ．0 ％ 46 ．8％ 11 ．5％ 8 ．9％ 79 ．6％

京 都 府 0 ．7％ 3 1 ．3 ％ 68 ．0％ 13 ．8％ 12 ．1％ 74 ．1％

大 阪 府 0 ．1％ 2 7 ．8 ％ 72 ．1％ 2 ．9％ 6 3 ．8％ 33 ．3％

兵 庫 県 0 ．9％ 3 7 ．9 ％ 6 1．2％ 2 3 ．0％ 19 ．4％ 5 7．6％

奈 良 県 1．8％ 3 6 ．3％ 6 1．9％ 2 1 ．9％ 9 ．1％ 69 ．0％

和 歌 山 県 4 ．8％ 3 8 ．0 ％ 5 7．2％ 3 8 ．8％ 28 ．9％ 32 ．3％

鳥 取 県 4 ．3％ 33 ．9 ％ 6 1 ．8％ 7 2 ．9％ 2 6 ．1％ 1 ．0％

島 根 県 3 ．8％ 30 ．7％ 65 ．5％ 5 1 ．7％ 12 ．6％ 35 ．7％

岡 山 県 1．7％ 4 3 ．6 ％ 54 ．7％ 4 3 ．5％ 2 1．3％ 35 ．2％

広 島 県 1．2％ 33 ．2％ 65 ．6％ 2 5 ．3％ 28 ．0％ 46 ．7 ％

山 口県 2 ．0％ 39 ．8％ 58 ．2％ 56 ．6％ 2 1．4％ 2 2 ．0 ％

徳 島 県 4 ．6％ 35 ．5％ 59 ．9％ 5 1．4％ 18 ．1％ 30 ．5 ％

香 川 県 2 ．4％ 32 ．3％ 6 5 ．3％ 59 ．4％ 22 ．6％ 17 ．9 ％

愛 媛 県 4 ．2％ 38 ．0％ 5 7 ．8％ 4 3 ．8％ 22 ．0％ 34 ．2 ％

高 知 県 ノ　6 ．8％ 27 ．4％ 6 5 ．8％ 29 ．2％ 16 ．9％ 5 3 ．9 ％

福 岡 県 1．3％ 27 ．0％ 7 1 ．7％ 4 1．0％ 25 ．．8％ 3 3 ．2 ％

佐 賀 県 4 ．7％ 34 ．9％ 60 ．4％ 54 ．5％ 20 ．7％ 24 ．8 ％

長 崎 県 4 ．0％ 22 ．8％ 7 3 ．2％ 6 9 ．0％ 20 ．2％ 10 ．8 ％

熊 本 県 5 ．6％ 29 ．0％ 6 5 ．4％ 55 ．4％ 19 ．9％ 24 ．7％

大 分 県 4 ．1％ 38 ．8％ 5 7 ．1％ 6 6 ．9％ 23 ．8％ 9 ．4 ％

宮 崎 県 7．0％ 30 ．3％ 6 2 ．7％ 6 6 ．7％ 22 ．6％ 10 ．6 ％

鹿 児 島 県 5 ．7％ 24 ．1％ 70 ．2％ 6 5 ．5％ 28 ．8％ 5 ．8 ％

沖 縄 県 2 ．5％ 20 ．7％ 76 ．8％ 4 9 ．3％ 26 ．5％ 24 ．2 ％

単 純 平 均 3 ．1％ 35 ．2％ 6 1 ．8％ 4 1．6％ 22 ．0％ 36 ．4 ％
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表3－3－5　　　　59団体の目的別にみた科学技術関係経費構成

公 設 試
高 等 教

育 機 関

医 療 機

関

財 団 法

人

研 究 交

流 促 進

企 業 誘

致

民 間 研

究 支 援

人 材 育 国 際 交

流

住 民 理

解 ・科

学 教 育

重 点 的

課 題

総 合 的

推 進 成

北 海 i亘 0 ．0％ 4 4 ．4 ％ 4 4 ．9 ％ 0 ．0 ％ 3 ．0 ％ 0 ．8 98 3 ．2％ 0 ．9 ％ 2 ．4 ％ 0 ．1％ 0 ．1 ％ 0 ．2％

青 森 県 0 ．0％ 7 6 ．1 ％ 0 ．0 ％ 0 ．2 ％ 2 0 ．5 ％ 0 ．7 ％ 0 ．0％ 1 ．0 ％ 1 ．2 ％ 0 ．0％ 0 ．3 ％ 0 ．0％

岩 手 県 0 ．4 ％ 6 4 ．3 ％ 2 5 ．3 ％ 0 ．0 ％ 2 ．5 ％ 1 ．7 ％ 0 ．1％ 1 ．4 ％ 0 ．4 ％ 0 ．4％ 0 ．5 ％ 3 ．1 ％

宮 城 県 0 ．0％ 8 6 ．2％ 8 ．1 ％ 0 ．0％ 2 ．6％ 0 ．6％ 0 ．0 ％ 0 ．7％ 0 ．3％ 0 ．5％ 0 ．3％ 0 ．7％

秋 田 県 0 ．098 5 4 ．7％ 33 ．5 ％ 8 ．2％ 0 ．3％ 0 ．1％ 0 ．0％ 1 ．4％ 0 ．0％ 0 ．0％ 1 ．0％ 0 ．7％

山 形 県 0 ．0％ 6 1 ．4％ 6 ．3 ％ 0 ．0％ 1 ．8％ 9 ．5％ 0 ．0％ 0 ．8％ 16 ．8％ 0 ．0％ 0 ．3％ 3 ．1％

福 島 県 0 ．1％ 3 1 ．3％ 6 3 ．2 ％ 0 ．0％ 0 ．9％ 0 ．7％ 0 ．0％ 0 ．3 ％ 0 ．4 ％ 0 ．1％ 2 ．1％ 1 ．0 ％

茨 城 県 0 ．0％ 6 1 ．1％ 19 ．3 ％ 0 ．0％ 0 ．5％ 0 ．3％ 0 ．0％ 2 ．3 ％ 3 ．7 ％ 0 ．0％ 10 ．5％ 2 ．2 ％

栃 木 県 0 ．0％ 6 6 ．0％ 6 ．7 ％ 0 ．0％ 0 ．1％ 2 ．5 ％ 1．6％ 4 ．7 ％ 0 ．2 ％ 0 ．1％ 17 ．8％ 0 ．3％

群 馬 県 0 ．0％ 3 4 ．5％ 8 ．0 ％ 0 ．0％ 0 ．1％ 0 ．2 ％ 0 ．8％ 1 ．8 ％ 0 ．3 ％ 0 ．0％ 5 4 ．2％ 0 ．0 ％

埼 玉 県 0 ．2％ 6 4 ．5 ％ 1 5 ．6 ％ 7 ．5 ％ 0 ．0％ 1 ．5 ％ 0 ．3％ 0 ．8 ％ 2 ．1 ％ 0 ．5％ 6 ．0％ 1 ．0％

千 葉 県 0 ．0％ 6 6 ．9％ 10 ．3％ 1 ．69ら 1 1 ．0％ 0 ．5％ 0 ．0 ％ 0 ．2％ 3 ．2％ 0 ．0％ 5 ．5％ 0 ．8 ％

東 京 都 0 ．0％ 3 2 ．1％ 2 2 ．0 ％ 17 ．7％ 1 7 ．7％ 0 ．1％ 0 ．0％ 0 ．1％ 9 ．8％ 0 ．1％ 0 ．6％ 0 ．0 ％

神 奈 川 県　 L 0 ．0％ 6 2 ．4％ 10 ．6％ 1 ．8％ 1 2 ．5％ 0 ．7％ 0 ．0 ％ 2 ．0％ 5 ．4 ％ 0 ．5％ 2 ．4％ 1 ．6 ％

新 潟 県 0 ．0％ 6 8 ．0％ 2 3 ．7 ％ 0 ．1％ 1 ．5％ 0 ．3％ 0 ．0％ 2 ．3％ 0 ．2％ 0 ．0％ 3 ．6％ 0 ．2 ％

富 山 県 0 ．0％ 5 4 ．7％ 4 2 ．4 ％ 0 ．0％ 0 ．2％ 0 ．7％ 0 ．0％ 1 ．0％ 0 ．3％ 0 ．1％ 0 ．2％ 0 ．4 ％

石 川 県 0 ．0％ 6 4 ．5％ 12 ．1 ％ 0 ．0％ 1 3 ．2％ 0 ．7％ 6 ．7％ 1 ．8％ 0 ．1％ 0 ．0％ 0 ．7％ 0 ．2 ％

福 井 県 0 ．0％ 7 2 ．9％ 22 ．6 ％ 0 ．0％ 1 ．5％ 0 ．7 ％ 0 ．0％ 1 ．9 ％ 0 ．2％ 0 ．1％ 0 ．0％ 0 ．0 ％

山 梨 県 0 ．1％ 6 8 ．7％ 1 1 ．3％ 0 ．0％ 1 ．0％ 0 ．8 ％ 0 ．0 ％ 0 ．7％ 0 ．3％ 0 ．0 ％ 17 」 ％ 0 ．0 ％

長 野 県 0 ．0％ 5 1．8％ 14 ．8％ 0 ．0％ 1 ．0％ 1 ．4 ％ 11 ．0 ％ 0 ．6％ 19 ．0 ％ 0 ．3 ％ 0 ．0％ 0 ．0 ％

岐 阜 県 0 ．0％ 16 ．0％ 0 ．6％ 0 ．0％ 3 ．2％ 1 ．5％ 2 7 ．5％ 4 5 ．5％ 3 ．0％ 1．9 ％ 0 ．7％ 0 ．2 ％

静 岡 県 0 ．0％ 5 9 ．4％ 2 0 ．0％ 0 ．4％ 2 ．0％ 0 ．8％ 1．9％ 3 ．5％ 5 ．2％ 0 ．1％ 0 ．0％ 6 ．7 ％

愛 知 県 0 ．0％ 6 4 ．5％ 8 ．0 ％ 10 ．0％ 1 3 ．5％ 1 ．1％ 0 ．0 ％ 0 ．7％ 0 ．4％ 0 ．6％ 0 ．0％ 1 ．1％

三 重 県 0 ．0％ 4 4 ．6％ 3 5 ．6％ 0 ．0％ 0 ．2％ 0 ．5％ 1．3％ 1 ．6％ 0 ．1％ 0 ．5％ 14 ．6％ 1 ．0 ％

滋 賀 県 0 ．0％ 2 4 ．2％ 10 ．0 ％ 0 ．2％ 0 ．0％ 0 ．1％ 0 ．0％ 0 ．8％ 0 ．1％ 0 ．0％ 6 4 ．6％ 0 ．0 ％

京 都 府 0 ．0％ 2 6 ．1％ 70 ．1 ％ 0 ．0％ 0 ．1％ 0 ．3％ 0 ．0％ 0 ．7％ 2 ．5％ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．1％

大 阪 府 0 ．0％ 6 5 ．9％ 2 3 ．4 ％ 2 ．6％ 1 ．3％ 0 ．4 ％ 0 ．0 ％ 0 ．2％ 5 ．8％ 0 ．1％ 0 ．0％ 0 ．2 ％

兵 庫 県 0 ．0％ 4 7 ．6％ 4 1 ．5％ 1．0％ 0 ．0％ 0 ．1％ 0 ．0 ％ 2 ．3％ 4 ．2％ 0 ．0 ％ 3 ．2％ 0 ．0 ％

奈 良 県 0 ．0％ 3 3 ．6％ 6 1 ．5％ 0 ．0％ 0 ．4％ 0 ．5％ 0 ．0％ 0 ．8％ 2 ．0％ 0 ．0 ％ 0 ．1％ 1 ．2 ％

和 歌 山 県 0 ．09ら 6 6 ．39も 2 3 ．5 ％ 3 ．3％ 0 ．0％ 1 ．3％ 0 ．4％ 1 ．0％ 2 ．7％ 0 ．0％ 1．1％ 0 ．4 ％

鳥 取 県 0 ．0％ 8 9 ．2％ 0 ．0 ％ 0 ．0％ 1 ．3％ 0 ．1％ 6 ．9％ 1 ．0％ 0 ．4％ 0 ．1％ 1．0％ 0 ．0 ％

島 根 県 0 ．0％ 7 6 ．2％ 15 ．6 ％ 0 ．0％ 0 ．3％ 0 ．7％ 0 ．0％ 0 ．6％ 0 ．0％ 0 ．1％ 6 ．4％ 0 ．0 ％

岡 山 県 0 ．0％ 5 9 ．9％ 29 ．3 ％ 0 ．0％ 2 ．5％ 1 ．4％ 0 ．1％ 2 ．4％ 3 ．1％ 0 ．4％ 0 ．6％ 0 ．4 ％

広 島 県 0 ．0％ 3 7 ．9％ 2 4 ．1 ％ 0 ．2 ％ 1 5 ．8％ 2 ．3 ％ 0 ．0％ 0 ．3 ％ 4 ．7％ 13 ．9％ 0 ．0％ 0 ．8 9ら

山 口 県 0 ．2％ 5 9 ．69ら 14 ．6％ 0 ．0％ 10 ．3％ 4 ．2％ 0 ．0 ％ 4 ．7％ 0 ．7％ 0 ．0 ％ 1．6％ 4 ．2 ％

徳 島 県 0 ．09ら 7 2 ．0％ 5 ．7％ 0 ．0％ 0 ．2％ 1 ．5％ 0 ．0％ 0 ．8％ 4 ．2％ 0 ．0 ％ 1 4 ．9％ 0 ．7 ％

香 川 県 0 ．098 9 0 ．6％ 0 ．0％ 0 ．0％ 2 ．7％ 1 ．3％ 0 ．1％ 3 ．1％ 0 ．2％ 0 ．0 ％ 0 ．5％ 1 ．4 ％

愛 媛 県 0 ．0％ 6 6 ．4％ 17 ．0 ％ 0 ．7％ 2 ．4％ 2 ．5％ 0 ．0％ 1 ．0％ 1 ．1％ 0 ．0％ 6 ．7％ 2 ．2 ％

高 知 県 0 ．0％ 4 2 ．2％ 4 7 ．6 ％ 0 ．3％ 0 ．0％ 0 ．7％ 0 ．0％ 0 ．7％ 8 ．4％ 0 ．0％ 0 ．098 0 ．0 ％

福 岡 県 0 ．0％ 5 8 ．7％ 25 ．1 ％ 0 ．0％ 6 ．6％ 1 ．4 ％ 0 ．0％ 1 ．5％ 0 ．9％ 0 ．1％ 3 ．8％ 2 ．0 ％

佐 賀 県 0 ．1％ 8 1 ．6 ％ 6 ．5 ％ 0 ．3％ 2 ．3％ 2 ．9 ％ 0 ．0％ 1 ．1 ％ 0 ．3％ 0 ．7％ 1 ．7％ 2 ．5 ％

長 崎 県 0 ．0％ 8 2 ．3％ 3 ．2％ 0 ．09ら 5 ．9％ 0 ．3％ 3 ．1％ 1 ．9％ 2 ．0 ％ 0 ．0 ％ 1．0％ 0 ．3 ％

熊 本 県 0 ．0％ 5 5 ．4 ％ 2 5 ．1％ 0 ．0％ 3 ．1％ 1 ．7％ 6 ．6％ 1 ．2％ 1 ．6％ 0 ．6 ％ 4 ．0％ 0 ．8 9ら

大 分 県 0 ．0％ 9 6 ．4％ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．6％ 0 ．5％ 0 ．0％ 1 ．2％ 0 ．3％ 0 ．0％ 0 ．0％ 1 ．0 ％

宮 崎 県 0 ．0％ 6 9 ．4％ 7 ．7 ％ 0 ．0％ 1 ．2％ 1 ．4％ 1．3％ 0 ．4％ 0 ．2％ 0 ．0 ％ 18 ．5％ 0 ．0 ％

鹿 児 島 県 0 ．1％ 7 4 ．5％ 6 ．1 ％ 0 ．0％ 1 5 ．8％ 0 ．7％ 0 ．0％ 0 ．5％ 1 ．4％ 0 ．0％ 0 ．9％ 0 ．0 ％

沖 縄 県 0 ．0％ 7 8 ．1％ 3 ．5 ％ 0 ．0％ 1 4 ．6％ 0 ．4％ 0 ．1％ 0 ．2％ 0 ．0％ 0 ．2％ 2 ．5％ 0 ．4 ％

4 7 郡 ］亘府 県 平 0 ．0％ 5 3 ．7 ％ 2 3 ．2 ％ 2 ．4 ％ 5 ．1％ 1 ．0 ％ 1 ．9％ 2 ．9 ％ 3 ．4 ％ 0 ．5％ 4 ．9％ 0 ．8 ％

札 幌 市 0 ．0 ％ 3 2 ．0 9ら 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 1 2 ．2 ％ 0 ．5 9ら 0 ．0％ 0 ．1 ％ 1 ．0％ 0 ．098 5 2 ．1％ 2 ．0 ％

仙 台 市 0 ．0％ 5 1 ．4％ 0 ．0％ 0 ．0％ 4 ．4％ 0 ．0％ 0 ．0％ 9 ．0％ 0 ．0 ％ 0 ．5％ 3 4 ．7％ 0 ．0 ％

千 葉 市 0 ．0％ 10 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0％ 0 0 ％

横 浜 市 0 ．0％ 3 4 ．2％ 33 ．7 ％ 0 ．0％ 1 ．0％ 0 ．3％ 2 ．8％ 1 1 ．0％ 0 ．0％ 0 ．0％ 16 ．8％ 0 ．1％

川 崎 市 0 ．0％ 16 ．6％ 0 ．0 ％ 0 ．4 ％ 1 0 ．5％ 0 ．0％ 7 0 ．5％ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．0％ 1 ．9％ 0 ．0 ％

名 古 屋 市 0 ．0％ 9 1 ．4 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．7％ 1 ．9 ％ 0 ．0％ 1 ．5％ 1 ．8％ 2 ．7％ 0 ．0％ 0 ．0 ％

京 都 市 0 ．0 ％ 6 6 ．5 ％ 2 ．6 ％ 0 ．0 ％ 1 2 ．9％ 0 ．2 ％ 0 ．2％ 2 ．1 ％ 1 ．2 ％ 0 0％ 13 ．2％ 1 ．2 ％

大 阪 市 0 ．0 ％ 1 7 ．3 ％ 7 2 ．4 ％ 0 ．4 ％ 5 ．2 ％ 0 ．0 ％ 1 ．3％ 0 ．4 ％ 0 ．2 ％ 0 ．3％ 2 ．4％ 0 ．0 ％

神 戸 市 0 ．0％ 7 ．3 ％ 8 3 ．5 ％ 0 ．3％ 0 ．2％ 0 ．1％ 0 ．1％ 0 ．5％ 0 ．2％ 4 ．4 ％ 3 ．5％ 0 ．0 ％

広 島 市 0 ．0％ 3 2 ．5％ 0 0 ％ 0 ．0 ％ 4 1 ．7％ 0 ．1 ％ 0 ．0％ 0 ．2％ 0 ．3％ 0 ．7％ 2 4 ．1％ 0 ．4 ％

北 九 州 市 0 ．0％ 3 2 ．2％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 3 1 ．4％ 3 ．0 ％ 1 1 ．8％ 6 ．3％ 0 ．7 98 0 ．3％ 14 ．4 ％ 0 ．0 ％

福 岡 市 0 0 ％ 3 3 ．9 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 1 9 ．9 98 0 ．2 ％ 0 ．0％ 2 0 ．2％ 0 ．4 98 0 0％ 2 5 ．4％ 0 ．0 ％

1 2 政 令 市 平 均 0 ．0 ％ 2 5 ．5 ％ 46 ．8 ％ 0 ．3 ％ 8 ．7 ％ 0 ．2 ％ 6 ．1％ 2 ．4 98 0 ．3 ％ 1 ．1％ 8 ．5％ 0 ．1％

5 9 団 体 半 均 0 ．0 ％ 5 1 ．6 ％ 2 5 ．0 ％ 2 ．3 ％ 5 ．4 ％ 0 ．9 ％ 2 ．3 ％ 2 ．9 ％ 3 ．2 ％ 0 ．6％ 5 ．2％ 0 ．8％
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3．4　公設試験研究機関関係経費

公設試験研究機関（以下「公設試」と略記。）は、地域科学技術の主たる担い手である。

公設試は、主として地域の産業を支援することを目的として設立されていて、試験・研究・

指導・普及等、様々な業務を行っている。

（1）公設試験研究機関の機関数等

表3胃4」は、公設試の機関数、関係経費、研究者数を示している。

都道府県の公設試は546機関、政令指定都市の公設試は26機関、合計で572機関であ

る。

都道府県の公設試関係経費は、約3，676億円、政令指定都市は146億円で、合計で3，822

億円となり、科学技術関係経費全体の51．6％を占める。

研究者数は、都道府県が14，945人で、政令指定都市が787人の合計15，732人である。

これを国立の73の自然科学系研究機関（大学関係機関を除く）と比較してみると、平成

7年度末の研究職員数は　9，157人（資料：科学技術庁　平成7年度予算案科学技術関係

経費）であり、約1．7倍となる。

1機関あたりの運営経費は、588百万円（336，484百万円／572機関）であり、1機関あ

たりの研究員数は、27．5人（15，732人／572機関）となる。国立の自然科学系研究機関と

比較すると、この場合は125人（9，157人／73機関）であり、公設試の研究員規模は、国

立研究機関の1／5である。ただし公設試の中にも研究員数が100－人以上の所が、10機関

以上はある。

表3－4－1公設試の機関数、関係経費、研究者数

都　 道　 府　 県 政 令 指 定 都 市 合　　 計
項 目 実 数 構 成 比 実 数 構 成 比 実 数 構 成 比

機 関 数 5 4 6 － 2 6 － 5 7 2 －
公 設 試 関 係 経 費 （百 万 円 ） 3 6 7 ，6 2 6 1 0 0 ．0％ 1 4 ，6 0 7 1 0 0 ．0％ 3 8 2，2 3 2 1 0 0 ．0 9ら

※

運 営 経 費 3 2 2 ，1 1 7 8 7 ．6％ 1 4 ，3 6 6 9 8 ．4％ 3 3 6 ，4 8 4 8 8 ．0 ％
再 編 整 備 経 費 50 ，4 1 3 1 3 ．7％ 0 0 ．0％ 5 0 ，4 1 3 13 ．2 ％
研 究 機 能 強 化 経 費 1 1，3 7 9 3 ．1％ 3 0 3 2 ．1％ 1 1，6 8 2 3 ．1％

研 究 者 数 （人 ） 14 ，9 4 5 － 7 8 7 － 15 ，7 3 2 －

※　経費については重複計上があるため、公設試関係経費とその内訳の合計は一致しない。

図3－4－1は、事業性格別の機関数、研究者数、運営経費を示している。農林水産系が、

機関数、研究員数、運営経費ともに5割以上の割合を占めている。商工系と環境土木・保

健衛生系はほぼ同じ割合を示し、それぞれ農林水産系の約半分である。
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図3－4－1　公設試の事業性格別機関数、研究者数、運営経費
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運営経費の内訳をみると、人件費が最も多く、58％である。商工系、農林水産系、環境

土木・保健衛生系で比較すると、環境土木・保健衛生系が人件費の比率が最も高く62％で、

また依頼試験検査費の割合が他の事業性格に比して高い。商工系は施設整備費の割合が他

に比べ高い。（図3－4→2）
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図3－4－2公設試（政令指定都市含む）の事業性格別運営経費の内訳構成比
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研究員一人あたりの調査研究費は、全体平均として226万円である。農林水産系が多く

（274万円）、逆に環境土木・保健衛生系が少ない（155万円）。また、環境土木・保健衛

生系は、研究員数が増加したのに対して、調査研究費が逆に減少したため、研究員一人あ

たりの調査研究費は大きく減少している。

施設整備費でみると、商工系が最も多く（392万円）、環境土木・保健衛生系は商工系の

約4割（154万円）しかない。

図3－4－3公設試（政令指定都市を含む）の研究員一人あたりの調査研究費と施設整備費

研究員一人あたりの調査研究費（千円） 研究員一人あたりの施設整備費（千円）

一78－



図3－4－4は、公設試の商工系と農林水産系の研究員についての度数分布を表したもので

ある。農林水産系は研究員が15人以下の機関がほとんどであるのに対して、商工系は研

究員が30人以上いる機関もかなりの割合を占めることがわかる。ただしどちらにしても、

′J、規模の公設試が多いことは、明らかである。

図3－4－4商工系と農林水産系公設試の研究員度数分布

田農林系
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研究員数

表3－4－2公設試の事業性格別の機関数、職員数、運営経費

機　関　数

今 回調 査 機 関数 割合

商 工系 110 19 ．2％

農 林 水 産 系 330 57 ．79ら
環 境 土 木 ・保 健 衛 生 系 12 5 2 1．9％

県 民 ・生活 系 4 0 ．7％
教 育 系 2 0 ．3％

企 画 ・総 務 系 1 0 ．2％

合 計 572 100 ．09ら

前 回調 査 機 関 数 割 合

商 工 系 117 20．3％

農 林水 産 系 335 58．3％

環 境 土 木 ・保 健 衛 生 系 117 20 ．3％

県 民 ・生 活 系 4 0．7％

教 育系 2 0．3％

企 画 ・総 務 系 0 0．0％

合 計 575 100．0％
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研　究　員　数　　　　（人）

今 回 調 査 人 数 割 合

商 工 系 3 ，9 7 3 2 5 ．3 ％

農 林 水 産 系 8 ，0 0 8 5 0 ．9 ％

環 境 土 木 ・保 健 衛 生 系 3 ，57 3 2 2 ．7 ％

県 民 ・生 活 系 6 2 0 ．4 9ら

教 育 系 10 2 0 ．6 ％
企 画 ・総 務 系 14 0 ．1％

合 計 15 ，7 32 10 0 ．0 ％

運　営　経　費

前 回 調 査 人 数 割 合

商 工 系 3，94 7 2 5．6％

農 林 水 産 系 7，96 6 5 1．8％

環境 土木 ・保 健衛 生 系 3，30 3 2 1．5％

県 民 ・生 活 系 71 0 ．5％

教 育 系 105 0 ．7％

企 画 ・総 務 系 0 0 ．0％

合 計 15，39 2 1 0 0．0％

今 回調 査 金 額 （百 万 円） 割 合

商 工 系 77 ，80 4 2 3 ．1％

農 林 水 産 系 19 1，6 12 5 6 ．9％

環境 土木 ・保 健 衛 生 系 64 ，156 19 ．1％

県 民 ・生活 系 1，06 4 0 ．3％

教 育 系 1，82 6 0 ．5％

企 画 ・総 務 系 2 1 0 ．0％
合計 336 ，48 4 10 0％

研究員一人あたり研究費

前 回 調 査 金 額 （百 万 円 ） 割 合

商 工 系 77，324 23 ．6％

農 林 水 産 系 189，404 57．7％

環 境 土木 ・保 健 衛 生 系 58，958 18．0％

県 民 ・生 活 系 1，0 14 0．3％

教 育 系 1，393 0 ．4％

企 画 ・総 務 系 200 0 ．0％

合 計 328，293 100％

l

今 回 調

調 施　　 云 研 究 員 1 人 あた り1人 あ たり

研 究 整 備 数 研 究 施 設 整

（百 万 円） （百万 円）（ 人 ）（万 円 ）曹 （万 円）

総 額 3 5，5 8 6 ．3 4 7，5 9 3．0 15，7 3 2 2 2 6．2 3 0 2．5

商 工 系 7，8 3 2 ．0 1 5，5 7 4．9 3，9 7 3 19 7．1 3 9 2．0

農 林水 産 系 2 1，9 2 3 ．6 26 ，3 6 1．3 8，0 0 8 2 7 3．8 3 29 ．2

葬 境 土木 ・

保 健衛 生 系 5，5 5 0．0 5，5 1 7．1 3，5 7 3 15 5．3 1 54 ．4

県 民 ・生活 系 12 0 ．9 3 4．7 6 2 19 5 ．0 5 5．9

教 育 系 14 5 ．5 10 5．0 10 2 14 2 ．6 1 0 3．0

企 画 ・総 務 系 14 ．2 0 14 10 1．6 0 ．0

前 回 詞

調 施　　 舌 研 究 1人あたり1人あたり

研 究 整 備 数 研 究 施 設整

（百万円）（百万円）（ 人 ）（万 円 ）曹 （万 円）

総額 35，149 47 ，86 5 15，392 228 ．4 3 11 ．0

商工系 7，28 1 15 ，13 3 3 ，947 184 ．5 383．4

農林水産系 2 1，809 28 ，376 7 ，966 273 ．8 356．2

環境土木・

保健衛生系 5，584 4，28 2 3 ，303 169 ．1 129．6

県民・生活系 203 11 71 286 ．3 15．5

教育系 72 6 3 10 5 68 ．5 60．0

企画 ・総務系 199 0 0 － －

運 営 経 費 内 訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単 位 ：百 万 円 ）

人 件 費
維　 持 調　 査 依 頼 試 験 指　 導 施　 設 庁　 舎

決 算 額
運 営 費 研 究 費 検 査 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費

商 工 系 42 ，18 7 8 ，7 0 1 7 ，8 32 7 2 8 2 ，3 8 2 15 ．5 75 1 ，4 15 7 7 ，8 0 4
農 林 水 産 系 10 9 ．9 4 7 18 ，9 5 8 2 1 ，9 24 1 ．0 3 6 2 ．3 1 8 2 6 、3 6 1 1 1 ，2 5 2 19 1 ，6 1 2
環 境 土 木 ・保 健 衛 生 系 39 ，7 9 7 10 ，5 1 7 5 ，5 50 2 ，0 9 3 34 6 5 ，5 1 7 9 4 6 6 4 ，15 6
県 民 ・生 活 系 7 3 8 79 12 1 2 1 3 3 5 7 6 1，0 6 4
教 育 系 1，13 1 2 9 7 14 5 0 10 6 10 5 4 1 1，8 2 6
企 画 ・総 務 系 0 4 14 0 3 0 0 2 1
総 計 19 3 ，8 0 1 3 8 ，5 5 6 3 5 、58 6 3 ，8 5 8 5 ，16 9 4 7 ．5 9 3 1 3 ，7 3 1 3 3 6 ．4 8 4

（割　　 合 ）

人 件 費
維　 持 調　 査 依 頼 試 験 指　 導 施　 設 庁　 舎

決 算 額
運 営 費 研 究 費 検 査 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費

商 工 系 5 4 ．2％ 1 1 ．2％ 10 ．1％ 0．9％ 3．1％ 20 ．0％ 1．8％ 10 0％
農 林 水 産 系 5 7 ．4％ 9．9％ 1 1 ．4％ 0．5％ 1．2％ 13 ．8％ 5．9％ 10 0％
環 境 土 木 ・保 健 衛 生 系 6 2 ．0％ 16 ．4％ 8．7％ 3．3％ 0．5％ 8．6％ 1．5％ 1 0 0％
県 民 ・生 活 系 6 9 ．4％ 7．4％ 1 1 ．4％ 0．2％ 1．2％ 3．3％ 7．2％ 10 098
教 育 系 6 2 ．0％ 1 6 ．3％ 8．0％ 0．0％ 5．8％ 5．8％ 2．2％ 10 0 ％
企 画 ・総 務 系 0．0％ 1 7 ．4％ 6 6 ．9％ 0．0 98 1 5 ．6％ 0．0％ 0．0％ 10 0 ％
全 体 5 7 ．6％ 1 1 ．5％ 10 ．6％ 1．1％ 1．5％ 14 ．1％ 4．1％ 10 0 ％
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前回調査と比較して、機関数は若干の減少、運営経費、研究員数は微増ということと

なった。機関数については、公設試の再編が進んでいることが理由である。再編が進む

中にも前回調査以降に新規に設立されたのが、青森県の「グリーンバイオセンター」、千

葉県の「廃棄物情報技術センター」、岐阜県の「食品加工ハイテクセンター」、兵庫県の

「高齢者脳機能研究センター」などである。これらは既存の公設試にない分野を対象と

している。

（2）公設試験研究機関の地域比較

図3－4－5は、都道府県（政令指定都市を含む）ごとの公設試の機関数、研究員数、運営

経費を、前回調査との比較等も含め、示したものである。

機関数で見ると、1県あたり、12機関であり、最も多いのが千葉県の22機関である。

逆に少ないのが、奈良県・熊本県の6機関である。前回から数字を減らした都道府県とし

て神奈川県などがあるが、これは公設試の再編整備により、整理統合を行ったためである。

また、公設試を社団法人化したりして、組織を整理しているところもある。

研究員数は、1県あたり平均が334人である。北海道（1060人）、東京都（912人）、愛

知県（766人）、神奈川県（681人）、大阪府616人）の順に研究員が多い。どの都道府県

も前回調査と比較して増減が少ない。

運営経費は、1県あたり、約72億円である。単純に金恋の多いのは、研究員同様、北

海道（228億円）であり、東京都、大阪府と続く。少ない県としては、鳥取（27億円）県が

最も少なく、島根県、高知県と続き、その開きは8倍以上にのぼる。しかし人口一人あた

りに換算すると、多い県から福井県、山形県、秋田県の順で、少ないのは、埼玉県、東京

都、神奈川県とな早。ただし人口一人あたりに換算しても開きは6倍以上ある。前回調査

と比較すると、大幅に金額の増加した県として、山形県、新潟県、大阪府、長崎県などが

あげられる。逆に減少したのは、岩手県、秋田県、長野県などである。増減理由は主とし

て施設整備によるものであり、この有無が数億を越える支出金額の増減を産む。

1機関あたりの平均運営経費は、約6億円である。これを県別に比較すると、金額の大

きい県は大阪府（16億円）、福岡県、熊本県などで、逆に少ないのが、岐阜県（2．4億円）、

佐賀県、滋賀県などである。1機関あたりの研究員数をみても同様の傾向となるためこれ

らのことにより、各県公設試の規模の違い、あり方の違いがうかがえる。
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図3－4－5都道府県（政令指定都市を含む）の公設試数、研究員数、運営経費
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図　3－4－6都道府県別の事業性格による公設試運営経費と研究員（単位百万円：人）

都画楓政醐兢細雨痛むの増顕嘲費
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表3－4－3a　都道府県及び政令指定都市における公設試運営経費及び職員の内訳

団 ‘ 体　 名
芸 慧

決　 算　 額 人　 件　 費
維　　　 持

遺　 骨　 曹

調　　　 査

研　 密　 着

依 頼 試 験

1台　 香　 曹

指　　 導

書　 薄　 着

施　　　 設

恕　 儒　 者

富 膳 ヨ
研 究 員

研 究 員

以　 外

蕊 昌 盟 非 常 勤

脇　 昌
職 員 計

北　 海 13 2 2 ，7 9 4 ．8 2 4 1 1 ．3 9 6 ，19 9 3 ．1 3 3 ．4 16 2 ，0 1 4 ，4 2 7 6 7 ，8 1 3 2 4 0 ．3 6 1 2 ．0 15 ，6 8 6 4 ，2 7 8 ．0 3 0 1 ，0 1 8 6 9 1 1 ．7 0 9 b l 1 ．7 7 0

青　 森　 目 1 7 8 ，3 7 0 ．1 14 5 ，4 6 5 ．8 4 0 9 2 8 ．4 1 1 8 7 9 ，9 8 5 9 1 ．13 1 6 3 ．6 1 7 4 3 2 ．4 3 2 5 0 8 ．6 9 8 3 3 6 2 9 2 6 2 8 1 6 6 7 9 4

岩　 手 1 1 5 ，8 3 3 ，0 2 4 3 ．1 7 7 ，2 2 2 8 7 5 ，4 8 6 1 ．0 5 4 ，18 5 3 7 ，0 5 1 1 0 4 ，3 4 2 4 7 9 ．1 2 7 10 4 ，2 4 7 2 8 5 1 1 7 4 0 2 1 7 7 5 7 9

宮　 城 1 5 5 ，6 6 9 ，7 8 7 3 －6 1 0 ，3 7 8 7 2 9 ，2 7 1 7 1 5 ．6 6 5 8 0 ，7 2 7 4 1 ，5 1 3 2 4 8 ，8 8 6 2 4 3 ．3 4 7 3 0 1 1 6 8 4 6 9 19 4 8 8

秋　 田 1 1 7 ，7 4 0 ，4 4 1 3 ，8 8 3 ，3 7 9 1 ，0 8 0 ，0 6 1 1 ，4 4 6 ，0 8 5 1 0 ，8 3 7 5 9 ，4 0 3 1 ，0 7 0 ，1 15 4 6 4 ，0 9 0 2 9 1 1 9 5 4 8 6 4 3 5 2 9

山　 形 1 2 7 ，7 8 0 ，5 0 0 3 ，4 6 6 ，6 2 9 5 2 9 ，5 0 8 5 9 7 ，8 0 3 3 0 ，3 0 6 4 1 ，6 3 4 2 ，9 7 5 ，7 3 5 13 8 ，8 8 5 3 1 0 1 4 6 4 5 6 5 2 5 0 8

福　 島 14 6 ，8 2 7 ．2 0 8 4 ，2 4 1 ，6 2 0 1 ，（期 0 ，5 8 2 7 0 5 ，9 8 7 8 2 ，8 5 6 3 1 ，0 6 6 9 4 9 ，6 4 9 8 1 ，4 4 8 3 2 5 2 0 6 5 3 1 18 5 4 9

茨　 城 1 6 6 ．0 8 1 ．8 1 5 3 ，0 8 8 ．9 7 6 4 8 6 ，7 4 6 7 1 9 ．4 7 2 3 1 ．3 9 0 1 9 5 ，2 1 0 1 ，5 0 5 ，5 3 7 5 4 ．4 8 4 2 8 2 1 8 0 4 6 2 7 8 5 4 0

栃　 木 1 5 4 ，7 6 3 ，6 5 5 3 ，2 1 3 ，7 8 9 5 0 6 ，3 0 2 3 3 9 ．0 8 8 2 7 ，9 4 1 5 5 ，6 3 8 6 0 0 ．8 5 5 3 8 ．8 3 7 2 7 0 1 6 5 4 3 5 6 3 4 9 8

群　 馬 9 4 ，5 1 6 ，4 3 2 3 ，12 9 ，7 6 1 3 1 1 ，0 5 2 6 2 4 ，7 0 7 9 2 ，5 2 4 4 6 ，3 7 1 3 1 1 ．0 1 7 1 ，0 0 0 2 7 0 1 0 2 3 7 2 8 3 4 5 5

埼　 玉 2 0 6 ，5 9 5 ，1 6 3 4 ，6 0 7 ，7 7 1 5 1 2 ，4 6 8 5 4 9 ，5 2 0 1 2 3 ，0 1 6 4 3 ，5 2 5 3 7 9 ，5 6 0 3 7 9 ．3 0 3 39 9 2 0 0 5 9 9 14 6 1 3

千　 葉 2 1 1 1 ，2 5 1 ，0 2 8 7 ，8 8 6 ，5 7 0 1 ，4 1 8 ，0 7 4 8 4 8 ，6 2 0 7 7 ，4 2 0 3 7 ，0 2 4 8 3 9 ，2 8 8 14 4 ，0 3 2 4 5 5 4 5 2 9 0 7 2 9 9 3 6

東　 京 1 9 1 7 ，8 8 5 ，8 0 6 8 ，9 6 0 ，1 18 2 ，6 3 0 ，8 8 8 2 ，9 2 4 ，0 6 8 1 5 8 ，7 2 0 b 6 5 ，5 2 4 2 ，0 7 3 ，5 5 2 4 7 2 ，9 3 6 9 1 2 3 8 3 1 ，2 9 5 14 2 1 ，4 3 7

神 奈 川 9 1 2 ，3 9 6 ，7 4 1 7 ，7 4 3 ，0 5 2 1 ，9 9 4 ，3 1 9 1 ，0 8 7 ，2 2 5 1 0 7 ，9 5 1 3 6 2 ，2 5 8 1 ，9 4 4 ，4 8 2 5 7 ，4 5 4 4 9 8 2 5 3 7 5 1 1 1 2 8 6 3

新　 潟 1 4 9 ，5 6 0 ，6 4 9 3 ，8 4 4 ，3 1 2 6 3 4 ，6 1 1 6 0 0 ，8 7 4 5 ，2 4 6 8 5 ，0 0 6 3 ，0 0 3 ．7 4 2 1 ，3 8 6 ，8 5 8 3 2 5 1 5 4 4 7 9 8 4 5 6 3

富　 山 1 0 4 ，7 8 6 ，7 6 9 3 －1 1 4 ．6 0 9 5 3 9 ，2 5 0 5 6 6 ，6 9 4 4 0 ，6 8 9 6 3 ，4 0 0 4 5 9 ．7 2 7 2 ，4 0 0 2 8 3 1 0 9 3 9 2 6 5 4 5 7

石　 川　 昌 1 0 6 ，1 1 4 ，1 7 4 3 ．5 4 7 ，2 9 5 9 5 4 ．2 1 9 7 1 1 ．0 7 6 8 5 ．4 4 8 4 4 ，7 4 5 2 3 b ，0 0 4 5 3 5 ，38 7 2 5 6 1 5 3 4 0 9 3 2 4 4 1

福　 井 1 0 5 ，3 2 3 ，1 8 0 3 ．16 1 ，5 8 2 6 2 6 ．6 7 9 5 9 5 ，1 0 8 18 ，5 6 3 5 0 ，5 8 9 7 9 5 ，9 1 0 7 3 ，7 3 9 2 5 2 1 2 0 3 7 2 19 3 9 1

山　 梨 1 0 4 ，9 9 9 ，1 7 5 2 ，2 2 1 ，3 14 4 2 4 ，0 0 8 2 9 6 ．6 9 8 4 3 ．1 0 6 2 6 ，4 6 9 1 ，7 8 2 ，2 7 0 2 0 5 ，3 1 0 1 8 8 9 2 2 8 0 8 7 3 6 7

長　 野 l b 5 ，5 4 0 ，2 1 6 4 ，0 0 0 ，3 8 3 3 5 2 ，4 6 9 4 4 8 ，4 6 2 3 ，3 8 1 2 5 2 ，7 0 6 4 3 6 ，9 1 0 1 7 ，3 7 5 3 6 3 1 8 7 5 5 0 2 0 5 7 0

岐　 阜 1月 4 ，3 4 4 ．8 9 9 2 ．5 9 9 ，9 4 7 4 2 5 ，5 8 5 4 5 7 ．2 3 7 1 4 ，4 2 2 6 5 ，2 3 0 5 1 2 ，0 8 1 2 9 ，5 0 7 2 7 9 1 4 9 4 2 8 2 5 4 5 3

静　 岡 1 1 8 ，9 7 2 ，1 9 8 5 ，0 8 7 ，4 6 3 1 ，1 7 4 ．4 2 0 8 2 9 ，9 0 7 5 8 ，2 6 4 1 0 8 ，4 6 7 1 ，5 6 1 ，3 9 3 1 5 2 ．2 8 4 4 2 3 2 14 6 3 7 3 5 6 7 2

愛　 知 1 4 1 2 ，5 6 3 ，2 9 3 7 ．8 3 7 ，8 9 2 1 ，5 6 5 ，2 4 1 1 ，0 8 6 ，9 0 5 8 7 ．7 2 6 8 0 ，8 8 1 1 ，8 4 8 ，9 3 7 5 5 ，7 1 1 6 7 4 2 5 7 9 3 1 1 2 9 4 3

三　 重 8 4 －4 4 7 ，2 2 9 3 ，2 6 3 ，16 7 2 3 7 ．9 2 5 3 2 9 ，7 6 7 5 6 ，4 9 5 3 8 ，2 7 6 4 5 4 ，8 0 0 6 6 ，7 9 9 2 3 4 1 5 5 3 8 9 8 3 9 7

滋　 賀 1 3 3 ，8 7 9 ，8 0 8 2 ，1 7 6 ，8 8 0 7 7 6 ．7 6 5 5 1 1 ，2 0 0 5 6 ，0 9 0 鋸 ，0 3 3 2 1 （］．9 0 7 5 7 ．9 3 2 2 2 4 9 7 3 2 1 1 3 3 3 4

京　 都　 、 1 1 5 ，0 2 0 ，2 7 6 3 ，4 8 7 ，7 4 7 6 2 0 ，0 1 5 3 2 6 ，3 0 2 18 3 ，5 6 9 15 9 ，4 9 7 2 0 7 ，3 3 7 3 5 ，8 0 9 2 3 2 1 7 1 4 0 3 9 4 1 2

大　 阪　 、 8 13 ，7 9 2 ，7 7 1 6 ，1 3 3 ，5 5 9 1 ，0 4 3 ，4 8 7 6 0 0 ，1 0 1 8 3 ，0 3 9 4 0 ，4 9 3 5 ，8 2 5 ，5 4 7 6 6 ，5 8 5 4 4 9 2 16 6 6 5 12 4 7 8 9

兵　 庫 1 3 8 ，5 9 8 ，8 9 8 5 ．3 3 5 ，7 6 1 8 6 1 ，4 4 1 8 1 2 ，2 1 1 3 7 ．3 0 9 3 1 ．5 2 9 8 1 0 ，3 0 2 7 1 0 ，2 8 2 3 5 5 2 5 7 6 12 14 4 7 5 6

奈　 良 6 3 ，4 6 8 ．2 9 8 2 ，2 5 8 ，5 7 4 2 7 9 ．3 8 1 16 8 ，9 6 2 1 4 ，9 4 9 3 2 ．3 6 9 1 9 0 ，3 5 3 5 0 8 ．0 0 3 1 9 3 7 5 2 6 8 1 5 2 8 3

和 歌 山 1 5 5 ．1 6 1 ，5 7 5 2 ，8 9 8 ，4 3 5 2 6 2 ，4 7 2 7 8 9 ，6 3 8 5 2 ，8 9 8 4 4 ．7 6 3 9 9 3 ，7 0 0 1 1 9 ，6 6 9 2 1 9 1 2 7 3 4 6 0 3 4 6

鳥　 取 8 2 ，7 2 6 ，9 0 0 1 ，7 5 5 ．1 1 7 1 6 6 ．2 6 6 4 8 4 ，8 3 4 2 8 ，19 3 1 9 ，9 9 4 2 5 0 ，6 7 4 2 1 ，8 2 2 1 5 5 1 0 7 2 6 2 1 9 2 8 1

島　 根　 日 9 3 ，2 4 b ，8 3 0 2 ，0 2 9 ．0 9 8 3 9 9 ，4 1 7 5 1 5 ，2 0 6 5 5 ，b 4 3 1 1 0 ，7 7 5 3 3 7 ，4 5 0 7 0 ，8 9 7 1 8 4 1 18 3 0 2 6 8 3 7 0

岡　 山 8 4 ，9 0 9 ，0 6 7 2 ，8 2 1 ，1 2 5 8 16 ，4 8 4 6 8 1 ，2 8 2 9 8 ，9 4 3 12 9 ，5 5 3 3 0 4 ，9 4 7 5 6 ，7 3 3 2 4 2 1 3 2 3 7 4 1 3 7 5

広　 島 R 5 ，7 1 1 ，8 2 3 3 ，9 0 8 ，0 6 5 5 4 8 ，1 0 5 5 9 3 ，4 5 8 2 5 ，9 2 1 2 1 7 ，5 4 7 2 4 6 ，3 7 3 1 7 2 ，0 5 9 2 9 4 1 7 9 4 7 3 1 4 7 4

山　 口 7 4 ，0 19 ，1 3 0 2 ，6 0 6 ，0 2 2 3 6 9 、7 9 3 4 8 9 ．4 7 3 7 1 ，8 2 9 1 7 5 ，0 1 1 2 6 8 ，2 3 4 3 8 ．7 6 8 2 19 1 1 3 3 3 2 2 0 3 5 2

徳　 島 1 0 4 ，4 3 0 ，9 3 4 2 ，5 3 4 ，5 2 8 5 6 1 ．6 6 7 4 4 5 －8 6 6 1 6 ，2 8 8 3 1 ．8 8 5 7 8 1 －3 4 7 5 9 ．3 5 3 2 0 1 1 0 0 3 0 1 2 9 3 3 0

香　 川 8 3 ，4 4 8 ，5 1 1 2 ，1 0 6 ，O b 6 3 9 3 ．9 5 1 5 1 2 ，0 b b 9 3 ，6 6 7 2 9 ，14 2 3 1 2 ，9 5 1 6 6 8 18 0 1 0 1 2 8 1 9 8 3 7 9

愛　 嬢 14 4 ，7 8 3 ．0 6 1 2 ，6 4 6 ．1 1 2 5 18 ．7 8 8 6 8 5 ，6 7 9 2 1 5 ，2 5 8 8 0 ，6 5 1 4 6 6 ，5 4 6 1 7 0 ．0 2 7 2 7 8 8 3 3 6 1 4 1 4 0 2

高　 知 9 3 ，3 7 1 ，2 9 1 2 ，0 9 5 ，0 5 6 2 5 3 ，1 7 7 5 9 7 ，3 4 8 9 1 ，8 9 5 9 1 ，8 0 5 2 4 2 ，0 1 0 0 2 0 4 1 1 0 3 14 5 1 3 6 5

福　 間
〇 7 ，9 2 5 ，4 3 4 5 ，0 2 1 ，9 4 9 7 3 7 ，9 5 7 1 ，3 3 9 ，3 4 6 1 1 ，3 8 1 7 1 ，3 3 9 5 9 9 ，8 3 9 1 13 ，6 3 3 3 5 6 2 3 3 5 8 9 1 2 6 0 1

佐　 賀 1 7 4 ，7 7 1 ，6 4 6 2 ，6 6 9 ，9 2 7 4 8 3 ，3 13 5 7 1 ，2 7 1 2 5 ，0 7 6 1 0 8 ，0 4 7 7 1 3 ，8 6 5 1 9 0 ，1 7 6 2 1 6 16 2 3 7 8 2 3 4 0 1

長　 崎 7 8 ．0 6 3 ．8 8 9 2 ，5 3 4 ．1 3 0 3 3 5 ，3 7 3 6 7 9 ，6 7 1 9 ，19 6 3 5 ．6 7 6 4 ，3 7 5 ，2 2 0 9 4 ，6 2 3 19 8 1 2 （） 3 2 4 1 6 3 4 0

熊　 本 b 6 ，O b O ，9 8 3 4 ，0 7 3 ，1 7 2 8 1 2 ．0 4 1 7 1 5 ．9 3 2 19 0 ，7 5 1 9 0 ，14 8 1 3 7 ，3 8 8 4 1 ，5 5 1 2 5 1 18 0 4 3 1 7 4 3 8

大　 分 12 6 ，0 5 1 ．1 3 6 3 ．6 7 6 ．9 8 7 4 4 2 ，3 0 9 7 9 7 ，8 0 2 1 3 9 ．8 0 0 2 3 ，8 9 2 9 3 2 ．3 6 0 3 5 ，0 3 1 2 8 2 13 7 4 1 9 3 7 4 5 6

宮　 崎　 日 8 4 ，5 2 6 ．1 3 3 2 ．8 4 4 ．7 6 2 4 4 4 ，6 5 1 8 0 7 ，5 5 1 1 2 1 ，7 3 3 4 8 ，7 6 9 1 6 3 ．3 1 3 9 5 ，3 5 4 2 1 3 16 9 3 8 2 1 3 3 9 5

鹿 児 島 14 8 ，6 2 9 ，5 7 6 4 ，3 8 6 ，5 1 1 1 ，2 6 1 ，0 5 0 8 4 1 ，2 2 9 2 9 ．3 4 7 2 3 ，6 8 8 8 2 4 ，8 9 9 1 ，2 6 2 ，8 5 2 3 5 0 2 4 3 5 9 3 1 3 6 0 6

沖　 縄 7 4 ，3 6 1 ，1 0 6 2 ，8 5 2 ，4 4 5 3 6 6 ，6 3 2 2 9 6 ，9 3 1 9 4 ，9 1 5 1 7 ，8 1 4 7 2 6 ，1 3 1 6 ，2 0 8 2 2 1 1 2 0 3 4 1 6 8 4 0 9

都 道 府 県 計 l 5 4 6 1 3 2 2 ，1 1 7 ，3 9 6 18 5 ，4 0 1 ，2 9 6 3 5 ．8 2 5 ，5 2 6 3 4 ，6 9 2 ，9 2 4 3 ，2 4 0 ．7 1 3 4 ．5 0 1 ，7 0 5 4 6 ，8 4 5 ．3 8 8 1 3 ，4 2 0 ．1 9 6 1 1 4 ，9 4 5 8 ．4 9 6 2 3 ，4 4 1 2 ．2 6 6 2 5 ，7 0 7

札　 幌 2 3 6 8 ，1 2 2 5 4 ，2 4 6 8 2 ，0 4 0 4 5 ，18 9 1 6 5 ，18 7 0 2 1 ，4 6 0 0 4 2 1 0 5 2 1 5 3

仙　 台 1 b 5 8 ，9 3 b 4 0 2 ，0 4 8 1 4 2 ，17 1 5 ，3 0 2 4 ，5 6 0 0 1　 3 6 ，0 9 7 6 8 ．7 5 8 0 5 5 5 5 0 〇〇

千　 葉 1 5 1 6 ，0 0 7 3 5 5 ，2 4 3 3 4 ，3 9 8 1 2 ，4 3 3 8 9 ，4 0 9 2 2 8 2 4 ．2 9 6 0 4 0 5 4 5 〇 5 0

横　 浜
〇 1 ，2 1 3 ，3 8 1 0 6 8 3 ，2 8 6 1 0 3 ，5 0 4 5 3 ．6 3 5 2 6 8 ，0 0 6 8 5 ，0 7 1 1 9 ，8 79 14 5 4 2 18 7 8 1 9 5

川　 崎 2 6 6 7 ，7 2 8 4 7 2 ，8 1 8 7 3 ，7 7 7 7 7 ，0 7 5 0 1 ，3 3 9 12 ，5 3 4 3 0 ，1 8 5 3 8 3 5 7 3 2 7 5

名 古 屋 1 1 ，7 6 0 ，9 18 1 ，0 6 8 ，4 3 4 1 9 8 ，8 6 1 1 5 2 ，2 7 4 3 6 ，6 7 4 2 5 5 ．7 0 6 19 ，2 5 5 2 9 ，7 1 4 9 2 1 5 1 0 7 0 1 0 7

京　 都
〇 1 ，9 1 9 J 3 0 1 ，1 5 8 ］9 1 1 4 0 3 ，7 7 1 9 1 ，9 9 3 2 5 ，5 b 9 8 5 ，2 3 0 1 4 3 ，9 3 0 1 0 ，0 2 6 8 4 1 3 0 2 1 4 0 2 1 4

大　 阪 3 3 ，9 0 7 ，8 5 0 3 ．0 0 4 ，2 3 4 2 5 2 ，3 7 4 3 4 9 ，6 3 6 9 5 ．2 4 1 5 4 ，8 0 9 5 2 ，9 0 8 9 8 ，6 4 8 16 7 1 1 1 2 7 8 0 2 7 8

神　 戸 2 7 9 8 ，0 0 4 5 4 7 ，4 8 0 1 0 3 ，8 6 6 2 4 ，1 6 5 8 7 ，1 8 0 1 ，8 9 7 16 ，3 0 5 1 7 ，1 1 1 4 0 1 7 5 7 1 5 8

広　 島 2 1 ，10 3 ，5 9 9 5 18 ，3 0 6 3 1 8 ，5 3 5 7 9 5 0 0 2 5 5 ．1 0 8 1 0 －8 5 5 5 6 6 6 2 0 6 2

北 九 州 1 b 4 5 ，b l O 4 4 7 ，1 2 5 6 8 ，4 9 8 2 5 ，b 9 8 6 0 ．0 0 0 0 2 4 ，1 1 6 2 0 ，1 7 5 4 6 3 4 9 0 4 9

福　 岡 1 8 0 6 ，7 3 3 3 7 1 ，1 1 2 3 6 8 ，6 2 8 5 ，3 1 9 0 0 5 6 ，5 6 9 5 ，10 5 3 7 6 4 3 0 4 3

政 令 市 計 l 2 6 1 1 4 ，3 6 6 ，3 1 8 8 ，3 9 9 ，9 5 7 2 ，7 3 0 ，2 0 5 8 9 3 ，3 8 3 6 1 7 ，4 5 5 6 6 7 ．2 1 5 1　 7 4 7 ．6 4 9 3 1 0 ，4 5 6 1　 78 7 4 3 5 1 ，2 2 2 1 7 1 ，2 3 9

総　　　 計 l 5 7 2 1 3 3 6 ，4 8 3 ，7 1 4 19 3 ，8 0 1 ，2 5 3 3 8 ，5 5 5 ，7 3 1 3 5 ，5 8 6 ，3 0 7 3 ，8 5 8 ，1 6 8 5 ，1 6 8 ，9 2 0 4 7 ，5 9 3 ，0 3 7 1 3 ，7 3 0 ，6 5 2 1 1 5 ，7 3 2 8 ，9 3 1 2 4 ，6 6 3 2 ，2 8 3 2 6 ，9 4 6
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表　3－4－3b都道府県における公設試運営経費の人口あたり経費等

人　　 口

（ 千 人 ）

公　 設　 試

運 営 経 費

（百 万 円 ）

人　　　 口

あ　 た　 り 公 設

公　 設　 試

あ　 た　 り
一 般 行 政

職　 員　 数

（ 人 ）

研 究 員

数

（ 人 ）

研 究 員

公　 設　 試

あ　 た　 り

研　 究　 員

あ　 た　 り

運 営 経 費

（ 千　 円 ）

試 数 運 営 経 費

（百 万 円 ）

割　 合 研 究 員 数

（　 人　 ）

運 営 経 費

（百 万 円 ）

北　 海　 道 5 ，6 9 2 ．3 2 3 ，1 6 2 ．9 4 ．1 29 7 9 8 ．7 2 8 ，2 6 9 1 ，0 6 0 3 ．7％ 3 6 ．6 2 1 ．9

青　 森　 県 1 ，4 8 1 ．7 8 ，3 70 ．1 5 ．6 1 7 4 9 2 ．4 9 ，0 2 9 3 3 6 3 ．7％ 19 ．8 24 ．9

岩　 手　 県 1 ，4 19 ．5 5 ，8 3 3 ．0 4 ．1 1 1 5 3 0 ．3 12 ，16 3 2 8 5 2 ．3％ 2．5 ．9 20 ．5

宮　 城　 県 2 ，3 2 8 ．7 6 ，3 28 ．7 2 ．7 16 3 9 5 ．5 9 ，2 9 4 3 0 1 3 ．2 ％ 18 ．8 2 1 ．0

秋　 田　 県 1 ，2 13 ．7 7 ，74 0 ．4 6 ．4 1 1 7 0 3 ．7 7 ，2 9 2 2 9 1 4 ．0 ％ 2 6 ．5 26 ．6－

山　 形　 県 1 ，2 5 7 ．0 7 ，7 80 ．5 6 ．2 12 6 4 8 ．4 9 ，18 6 3 1 0 3 ．4 ％ 2 5 ．8 2 5 ．1

福　 島　 県 2 ，13 3 ．6 6 ，82 7 ．2 3 ．2 14 4 8 7 ．7 11 ，18 1 3 2 5 2 ．9 ％ 2 3 ．2 2 1 ．0

茨　 城　 県 2 ，9 5 5 ．5 6 ，0 8 1 ．8 2 ．1 16 3 8 0 ．1 10 ，9 5 2 2 8 2 2 ．6 ％ 17 ．6 2 1 ．6

栃　 木　 県 1，9 8 4 ．4 4 ，76 3 ．7 2 ．4 15 3 1 7 ．6 8 ，3 8 7 2 7 0 3 ．2 ％ 18 ．0 1 7 ．6

群　 馬　 県 2 ，0 0 3 ．5 4 ，5 16 ．4 2 ．3 9 5 0 1 ．8 8 ，6 5 3 2 7 0 3 ．1％ 3 0 ．0 16 ．7

埼　 玉　 県 6 ，7 5 9 ．3 6 ，5 9 5 ．2 1 ．0 2 0 3 2 9 ．8 1 6 ，4 7 0 3 9 9 2 ．4 ％ 2 0 ．0 16 ．5

千　 葉　 県 5 ，7 9 7 ．8 1 1 ，76 7 ．0 2 ．0 2 2 5 34 ．9 1 9 ，1 6 1 4 9 5 2 ．6 ％ 2 2 ．5 2 3 ．8

東　 京　 都 1 1，7 7 3 ．6 1 7 ，8 8 5 ．8 1 ．5 19 9 4 1 ．4 9 6 ，7 7 8 9 1 2 0 ．9 ％ 4 8 ．0 19 ．6

神 奈 川 県 8 ，2 4 5 ．9 14 ，57 9 ．1 1 ．8 16 9 1 1 ．2 2 0 ，9 2 8 68 1 3 ．3 ％ 4 2 ．6 2 1 ．4

新　 潟　 県 2 ，4 8 8 ．4 9 ，5 6 0 ．6 3 ．8 14 6 8 2 ．9 1 4 ，2 5 4 32 5 2 ．3 ％ 2 3 ．2 2 9 ．4

富　 山　 県 1，12 3 ．1 4 ，7 8 6 ．8 4 ．3 10 4 78 ．7 7 ，1 0 2 28 3 4 ．0 ％ 2 8 ．3 16 ．9

石　 川　 県 1，18 0 ．1 6 ，1 14 ．2 5 ．2 10 6 1 1 ．4 6 ，7 5 6 2 5 6 3 ．8 ％ 2 5 ．6 2 3 ．9

福　 井　 県 8 2 7 ．0 5 ，3 2 3 ．2 6 ．4 10 5 32 ．3 5 ，9 4 4 2 52 4 ．2 ％ 2 5 ．2 2 1 ．1

山　 梨　 県 8 8 2 ．0 4 ，9 9 9 ．2 5 ．7 10 4 9 9 ．9 5 ，8 5 9 18 8 3 ．2 ％ 1 8 ．8 2 6 ．6

長　 野　 県 2 ，19 4 ．0 5 ，5 4 0 ．2 2 ．5 16 3 4 6 ．3 1 0 ，1 2 6 36 3 3 ．6 ％ 2 2 ．7 15 ．3

岐　 阜　 県 2 ，10 0 ．3 4 ，3 4 4 ．9 2 ．1 18 2 4 1 ．4 9 ，0 5 4 2 79 3 ．1％ 1 5 ．5 15 ．6

静　 岡　 県 3 ，7 3 7 ．7 8 ，9 7 2 ．2 2 ．4 1 1 8 15 ．7 1 1 ，5 1 7 4 2 3 3 ．7 ％ 3 8 ．5 2 1 ．2

愛　 知　 県 6 ，8 6 8 ．3 14 ，3 2 4 ．2 2 ．1 15 9 5 4 ．9 1 9 ，2 2 1 76 6 4 ．0 ％ 5 1 ．1 1．8 ．7

三　 重　 県 1，8 4 1．4 4 ，4 4 7 ．2 2 ．4 8 5 5 5 ．9 8 ，8 2 8 2 3 4 2 ．7 ％ 2 9 ．3 19 ．0

滋　 賀　 県 1 ，2 8 7 ．0 3 ，8 7 9 ．8 3 ．0 13 2 9 8 ．4 6 ，1 7 7 2 2 4 3 ．6 ％ 1 7 ．2 17 ．3

京　 都　 府 2 ，6 2 9 ．6 6 ，9 3 9 ．7 2 ．6 16 4 3 3 ．7 1 0 ，09 1 3 16 3 ．1％ 1 9 ．8 2 2 ．0

大　 阪　 府 8 ，7 9 7 ．3 17 ，7 0 0 ．6 2 ．0 1 1 1 ，6 0 9 ．1 2 3 ，6 1 4 6 16 2 ．6 ％ 5 6 ．0 2 8 ．7

兵　 庫　 県 5 ，4 0 1．9 9 ，3 9 6 ．9 1 ．7 15 6 2 6 ．5 1 8 ，92 0 39 5 2 ．1％ 2 6 ．3 2 3 ．8

奈　 良　 県 1 ，4 3 0 ．9 3 ，4 6 8 ．3 2 ．4 6 5 7 8 ．0 7 ，7 3 2 19 3 12 ．5 ％ 3 2 ．2 18 ．0

和 歌 山 県 1 ，0 8 0 ．4 5 ，16 1．6 4 ．8 15 3 4 4 ．1 6 ，8 4 9 2 19 3 ．2 ％ 1 4 ．6 2 3 ．6

鳥　 取　 県 6 1 4 ．9 2 ，7 2 6 ．9 4 ．4 8 3 4 0 ．9 5 ，1 1 9 15 5 3 ．0 ％ 1 9 ．4 17 ．6

島　 根　 県 7 7 1 ．4 3 ，2 4 6 ．8 4 ．2 9 3 6 0 ．8 6 ，4 2 8 18 4 2 ．9 ％ 20 ．4 17 ．6

岡　 山　 県 1 ，9 5 0 ．8 4 ，9 0 9 ．1 2 ．5 8 6 13 ．6 8 ，1 3 4 2 4 2 3 ．0 ％ 3 0 ．3 2 0 ．3

広　 島　 県 2 ，8 8 1 ．7 6 ，8 15 ．4 2 ．4 10 6 8 1 ．5 1 0 ，6 3 1 35 0 3 ．3 ％ 3 5 ．0 19 ．5

山　 口　 県 1 ，5 5 5 ．5 4 ，0 19 ．1 2 ．6 7 5 7 4 ．2 7 ，7 3 3 2 19 2 ．8 ％ 3 1 ．3 18 ．4

徳　 島　 県 8 3 2 ．4 4 ，4 3 0 ．9 5 ．3 10 4 4 3 ．1 6 ，10 5＿ 2 0 1 3 ．3 ％ 20 ．1 2 2 ．0

香　 川　 県 1 ，0 2 7 ．0 3 ，4 4 8 ．5 3 ．4 8 4 3 1 ．1 6 ，26 6 18 0 2 ．9 ％ 22 ．5 19 ．2

愛　 媛　 県 1 ，5 0 6 ．7 4 ，7 8 3 ．1 3 ．2 14 3 4 1 ．6 8 ，7 5 9 2 7 8 3 ．2 ％ 19 ．9 17 ．2

高　 知　 県 8 1 6 ．7 3 ，3 7 1．3 ▼　4 ．1 9 3 7 4 ．6 7 ，3 5 6 2 0 4 2 ．8 ％ 22 ．7 16 ．5

福　 岡　 県 4 ，9 3 3 ．4 9 ，3 7 7 ．8 1 ．9 7 1 ，3 3 9 ．7 1 4 ，4 4 7 4 3 9 3 ．0 ％ 62 ．7 2 1．4

佐　 賀　 県 8 8 4 ．3 4 ，7 7 1．6 5 ．4 17 2 8 0－．7 5 ，74 6 2 16 3 ．8 ％ 12 ．7 2 2 ．1

長　 崎　 県 1 ，5 4 4 ．9 ・8 ，0 6 3 ．9 5 ．2 7 1 ，15 2 ．0 8 ，2 5 5 19 8 2 ．4 ％ 28 ．3 4 0 ．7

熊　 本　 県 1 ，8 5 9 ．8 6 ，0 6 1．0 3 ．3 6 1 ，0 10 ．2 7 ，74 0 2 5 1 3 ．2 ％ 、4 1 ．8 2 4 ．1

大　 分　 県 1 ，2 3 1 ．3 6 ，0 5 1．1 4 ．9 12 5 0 4 ．3 7 ，6 1 2 2 8 2 3 ．7 ％ 2 3 ．5 2 1．5

宮　 崎　 県 1 ，1 7 5 ．8 4 ，5 2 6 ．1 3 ．8 8 5 6 5 ．8 7 ，6 0 4 2 13 2 ．8 ％ 26 ．6 2 1．2

鹿 児 島 県 1 ，7 9 4 ．2 8 ，6 2 9 ．6 4 ．8 14 6 16 ．4 1 0 ，2 4 5 3 5 0 3 ．4 ％ 2 5 ．0 2 4 ．7

沖　 縄　 県 1 ，2 7 3 ．4 4 ，3 6 1 ．1 3 ．4 7 6 2 3 ．0 ・ 9 ，5 3 2 2 2 1 2 ．3 ％ 3 1 ．6 19 ．7

全 国 平 均 2 ，6 7 1 ．7 7 ，16 5 ．6 2 ．7 12 ．5 5 7 4 ．7 1 2 ，2 8 7 ．2 3 3 1 ．9 2 ．7 ％ 26 ．6 2 1．6

※北海道の機関数は分場を含んだ数字である．
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表3－4－4都道府県及び政令指定都市における公設試の事業性格別の状況

（1）機関数

商　 工　 系 農 林 水 産 系
環 境 土 木 ・

保 健 衛 牛 系

県　 民　 ・

牛　 活　 系
教　 育　 系

企　 画　 ・

総　 務　 系
合　　　　 計

北　 一毎　 i亘 3 5 5 1 3

青　 森　 県 3 1 3 1 1 7

岩　 手　 県 1 8 2 1 1

宮　 城　 県 1 1 1 3 1 5

秋　 田　 県 2 7 2 1 1

山　 形　 県 1 9 2 1 2

福　 島　 県 1 1 0 3 1 4

茨　 城　 県 1 1 3 2 1 6

栃　 木　 県 6 7 2 1 5

群　 馬　 県 2 6 1 9

埼　 玉　 県 5 1 0 5 2 0

千　 葉　 県 2 1 4 5 2 1

東　 京　 都 6 6 5 1 1 1 9

神 奈 川　 県 1 4 4 9

新　 潟　 県 2 1 1 1 1 4

富　 山　 県 1 5 3 1 1 0

石　 川　 県 2 6 2 1 0

福　 井　 県 1 6 3 1 0

山　 梨　 県 2 7 1 1 0

長　 野　 県 4 1 1 1 1 6

岐　 阜　 県 7 1 0 1 1 8

静　 岡　 県 1 9 1 1 1

愛　 知　 県 6 3 5 1 4

三　 重　 県 3 3 2 8

滋　 賀　 県 4 6 3 1 3

京　 都　 府 2 8 1 1 1

大　 阪　 府 1 3 4 8

兵　 庫　 県 1 6 5 1 1 3

奈　 良　 県 1 3 2 6

和　 歌　 山　 県 2 1 1 2 1 5

鳥　 取　 県 2 6 8

島　 根　 県 1 6 2 9

岡　 山　 県 1 5 2 8

広　 島　 県 3 4 1 8

山　 口　 県 1 5 1 7

徳　 島　 県 1 7 2 1 0

香　 川　 県 2 4 2 8

愛　 媛　 県 4 7 3 1 4

高　 知　 県 2 5 2 9

福　 岡　 県 1 3 1 5

佐　 賀　 県 2 9 4 1 1 1 7

長　 崎　 県 2 4 1 7

熊　 本　 県 1 4 1 6

大　 分　 県 1 1 0 1 1 2

宮　 崎　 県 2 5 1 8

鹿 児　 島　 県 2 9 3 1 4

沖　 縄　 県 1 5 1 7

都 道 府 県 計 1 0 4 3 2 9 1 0 7 3 2 1 5 4 6

札　 幌　 市 2 2

仙　 台　 市 1 1

千　 葉　 市 1 1

横　 浜　 市 1 1 3 5

川　 崎　 市 2 2

名　 古 屋 市 1 1

京　 都　 市 2 3 5

大　 阪　 市 1 2 3

神　 戸　 市 1 1 2

広　 島　 市 1 1 2

北　 九 州　 市 1 1

福　 岡　 市 1 1

政 令 都 市 計 6 1 1 8 1 0 0 2 6

総　　　　 計 1 1 0 3 3 0 1 2 5 4 2 1 5 7 2
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（2）研究員数

商　 工　 系 農 林 水 産 系
環 境 土 木 ・

保 健 衛 牛 系

県　　 民　 ・

牛 ．　 ‥活　 系
教　 育　 系

企　　 画　 ・

絵　 務　 系
合　　　　 計

北　 海　 道 1 5 5 6 8 5 1 7 8 1 ．0 1 8

青　 森　 県 5 7 2 3 3 4 6 3 3 6

岩　 手　 県 5 7 1 9 9 2 9 2 8 5

宮　 城　 県 4 0 1 9 3 6 8 3 0 1

秋　 田　 県 5 2 1 9 5 4 4 2 9 1

山　 形　 県 8 9 1 7 9 4 2 3 1 0

福　 島　 県 7 7 2 1 1 3 7 3 2 5

茨　 城　 県 6 2 1 7 7 4 3 2 8 2

栃　 木　 県 8 2 1 5 8 3 0 2 7 0

群　 馬　 県 6 1 1 7 4 3 5 2 7 0

埼　 玉　 県 1 1 3 1 7 3 1 1 3 3 9 9

千　 葉　 県 5 9 3 0 3 9 3 4 5 5

東　 京　 都 2 7 7 1 3 0 3 6 1 5 2 9 2 9 1 2

神　 奈　 川　 県 1 7 9 1 7 1 1 4 8 4 9 8

新　 潟　 県 9 4 1 7 4 5 7 3 2 5

富　 山　 県 6 1 1 3 6 7 2 1 4 2 8 3

石　 川　 県 7 4 1 1 9 6 3 2 5 6

福　 井　 県 7 4 1 2 7 5 1 2 5 2

山　 梨　 県 6 9 9 7 2 2 1 8 8

長　 野　 県 1 0 7 2 1 3 4 3 3 6 3

岐　 阜　 県 9 9 1 3 9 4 1 2 7 9

静　 岡　 県 1 3 2 2 2 8 6 3 4 2 3

愛　 知　 県 19 8 2 4 6 2 3 0 6 7 4

三　 重　 県 7 2 1 1 6 4 6 2 3 4

滋　 賀　 県 5 9 1 1 2 5 3 2 2 4

京　 都　 府 5 7 1 3 5 4 0 2 3 2

大　 阪　 府 1 8 3 7 6 1 9 0 4 4 9

兵　 庫　 県 1 0 0 1 5 5 9 0 1 0 3 5 5

奈　 良　 県 3 2 1 0 2 5 9 1 9 3

和　 歌　 山　 県 5 7 1 2 2 4 0 2 1 9

鳥　 取　 県 3 7 1 1 8 1 5 5

島　 根　 県 3 0 1 2 8 2 6 1 8 4

岡　 山　 県 6 6 1 3 9 3 7 2 4 2

広　 島　 県 1 1 6 1 3 5 4 3 2 9 4

山　　 口　　 県 4 0 1 3 1 4 8 2 1 9

徳　 島　 県 4 5 1 1 6 4 0 2 0 1

香　 川　 県 3 6 1 0 3 4 1 1 8 0

愛　 媛　 県 5 6 1 5 4 6 8 2 7 8

高　 知　 県 4 6 1 2 7 3 1 2 0 4

福　 岡　 県 1 0 3 1 8 8 6 5 3 5 6

佐　 賀　 県 4 3 1 3 0 3 3 0 1 0 2 1 6

長　 崎　 県 4 2 1 2 5 3 1 1 9 8

熊　 本　 県 3 3 1 8 4 3 4 2 5 1

大　 分　 県 5 4 1 8 8 4 0 2 8 2

宮　 崎　 県 4 6 1 4 3 2 4 2 1 3

鹿　 児　 島　 県 6 5 2 4 4 4 1 3 5 0

沖　 鰻　 県 2 1 1 6 1 3 9 2 2 1

都 道 府 県 計 3 ．7 0 7 7 ，9 9 2 3 ．0 6 8 6 2 1 0 2 1 4 1 4 ．9 4 5

札　 幌　 市 4 2 4 2

仙　 台　 市 0 0

千　 葉　 市 4 0 4 0

横　 浜　 市 8 1 6 1 2 1 1 4 5

川　 崎　 市 3 8 3 8

名　 古　 屋　 市 9 2 9 2

京　 都　 市 6 0 2 4 8 4

大　 阪　 市 9 6 7 1 1 6 7

神　 戸　 市 4 0 0 4 0

広　 島　 市 1 0 4 6 5 6

北　 九　 州　 市 4 6 4 6

福　　 岡　　 市 3 7 3 7

政 令 都 市 計 2 6 6 1 6 5 0 5 0 0 0 7 8 7

総　　　　 計 3 ，9 7 3 8 ．0 0 8 3 ．5 7 3 6 2 1 0 2 1 4 1 5 ．7 3 2
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（3）運営経費

商　 工　 系 農 林 水 産 系
環 境 土 木 ・

保 健 衛 生 系

県　　 民　 ・

生　 活　 系
教　 育　 系

企 画 ・総 務

系
合　　　　 計

北　 海　 道 2 ，7 7 5 ，0 6 6 1 7 ．9 9 2 ，1 9 8 2 ，0 2 7 ．5 6 0 2 2 ．7 9 4 ，8 2 4

青　 森　 県 9 8 1 ．0 5 1 6 ，6 5 8 ，3 5 8 7 3 0 ，7 0 5 8 ，3 7 0 ，1 1 4

岩　 手　 県 1 ，0 0 5 ，9 2 9 4 ，4 0 1 ．4 8 8 4 2 5 ．6 0 7 5 ．8 3 3 ，0 2 4

宮　 城　 県 6 8 9 ，5 7 1 3 ．9 4 5 ．0 2 9 1 ，0 3 5 ．1 8 7 5 ．6 6 9 ，7 8 7

秋　 田　 県 1 ，9 6 7 ，5 9 7 5 ，1 3 8 ，6 8 5 6 3 4 ．1 5 9 7 ．7 4 0 ，4 4 1

山　 形　 県 1 ，5 0 1 ，2 7 6 5 ，8 4 4 ，9 7 6 4 3 4 ，2 4 8 7 ，7 8 0 ，5 0 0

福　 島　 県 1 ．8 9 4 ．9 6 7 4 ，3 8 5 ，0 3 6 5 4 7 ．2 0 5 6 ，8 2 7 ，2 0 8

茨　 城　 県 1 ，3 3 9 ．2 9 8 3 ，3 0 1 ，4 8 2 1 ．4 4 1 ，0 3 5 6 ，0 8 1 ，8 1 5

栃　 木　 県 1 ．4 12 ．3 5 8 2 ，9 0 6 ．4 5 2 4 4 4 ．8 4 5 4 ．7 6 3 ，6 5 5

群　 馬　 県 8 7 0 ，4 4 5 3 ，1 3 6 ．8 1 2 5 0 9 ．1 7 5 4 ．5 1 6 ，4 3 2

埼　 玉　 県 1 ，2 8 8 ，9 3 6 3 ，2 3 3 ，1 2 9 2 肩0 7 3 ．0 9 8 6 ．5 9 5 ，1 6 3

千　 葉　 県 8 5 9 ，9 6 9 8 ．5 8 7 ．3 9 4 1 ．8 0 3 ．6 6 5 1 1 ．2 5 1 ，0 2 8

東　 京　 都 5 ，4 6 1 ，8 2 1 2 ，1 0 3 ，3 4 2 8 ，2 1 8 ．0 4 6 7 2 2 ，2 8 0 1 ，3 8 0 ．3 1 7 1 7 ．8 8 5 ，8 0 6

神 奈 川　 県 3 ，7 3 6 ，7 9 8 5 ，3 5 0 ，0 1 8 3 ，3 0 9 ，9 2 5 1 2 ，3 9 6 ，7 4 1

新　 潟　 県 2 ，2 10 ．8 2 3 6 ，6 6 9 ，3 1 2 6 8 0 ．5 1 4 9 ，5 6 0 ，6 4 9

富　 山　 県 7 4 4 ，9 8 7 2 ，9 1 3 ．3 7 2 1 ，1 0 7 ．1 7 0 2 1 ．2 4 0 4 ．7 8 6 ，7 6 9

石　 川　 県 1 ．4 9 4 ．7 8 6 3 ，4 1 4 ．7 4 3 1 ．2 0 4 ．6 4 5 6 ．1 1 4 ，1 7 4

福　 井　 県 1 ．7 8 0 ，8 1 9 2 ，6 0 0 ，2 8 7 9 4 2 ．0 7 4 5 ，3 2 3 ，18 0

山　 梨　 県 1 ．0 4 8 ．9 2 2 3 ，6 0 7 ．4 4 1 3 4 2 ．8 1 2 4 ．9 9 9 ．1 7 5

長　 野　 県 1 ．5 2 1 ，7 8 6 3 ，5 4 6 ，1 0 3 4 7 2 ，3 2 7 5 ．5 4 0 ，2 1 6

岐　 阜　 県 1 ．3 7 2 ．3 4 7 2 ．4 4 2 ．5 3 4 5 3 0 ．0 1 8 4 ．3 4 4 ，8 9 9

静　 岡　 県 2 ，1 2 2 ，4 1 1 5 ，8 1 3 ，3 9 7 1 ，0 3 6 ．3 9 0 8 ．9 7 2 ，1 9 8

愛　 知　 県 2 ，7 5 6 ．1 0 6 5 ．4 8 6 ．6 2 1 4 ．3 2 0 ．5 6 6 1 2 ．5 6 3 ，2 9 3

三　 重　 県 1 ．0 7 5 ，8 3 1 2 ，7 7 6 ，7 2 6 5 9 4 ．6 7 2 4 ．4 4 7 ，2 2 9

滋　 賀　 県 1 ，1 8 2 ，8 5 3 1 ，8 4 6 ，9 9 0 8 4 9 ，9 6 5 3 ，8 7 9 ，8 0 8

京　 都　 府 1 ，6 3 5 ，3 8 2 、 2 ，6 2 4 ，8 2 2 7 6 0 ，0 7 2 5 ．0 2 0 ，2 7 6

大　 阪　 府 7 ，9 4 1 ，8 0 4 1 ，6 0 7 ，5 8 5 4 ．2 4 3 ．3 8 2 1 3 ．7 9 2 ，7 7 1

兵　 庫　 県 2 ，3 2 3 ，8 3 8 4 ，1 4 4 ，8 6 9 1 ，9 0 4 ．1 9 1 2 2 6 ，0 0 0 8 ，5 9 8 ，8 9 8

奈　 良　 県 5 8 1 ．7 0 6 2 ，1 7 8 ，4 0 3 7 0 8 ．1 8 9 3 ，4 6 8 ，2 9 8

和 歌　 山　 県 1 ，6 9 7 ，8 7 0 2 ，9 0 2 ，4 9 6 5 6 1 ，2 0 9 5 ，1 6 1 ，5 7 5

鳥　 取　 県 5 0 7 ，2 8 3 2 ．2 1 9 ，6 1 7 2 ．7 2 6 ，9 0 0

島　 根　 県 5 19 ，2 3 4 2 ．2 2 4 ，0 7 0 5 0 3 ，5 2 6 3 ．2 4 6 ．8 3 0

岡　 山　 県 1 ，1 9 6 ，4 2 8 2 ，7 1 3 ，6 7 1 9 9 8 ．9 6 8 4 ．9 0 9 ，0 6 7

広　 島　 県 1 ．7 4 2 ，8 0 8 3 ，3 1 6 ，9 2 5 6 5 2 ，0 9 0 5 ．7 1 1 ，8 2 3

山　 口　 県 7 0 8 ，0 8 3 2 ，4 9 8 ．8 2 8 8 1 2 ．2 1 9 4 ．0 19 ，1 3 0

徳　 島　 県 8 2 6 ，3 9 9 2 ，6 9 8 ．6 7 3 9 0 5 ，8 6 2 4 ，4 3 0 ，9 3 4

香　 川　 県 5 8 8 ，3 0 1 2 ，1 8 8 ．8 4 4 6 7 1 ，3 6 6 3 ，4 4 8 ，5 1 1

愛　 媛　 県 1 ，1 2 9 ，3 3 1 2 ，6 7 2 ，5 8 7 9 8 1 ，1 4 3 4 ．7 8 3 ，0 6 1

高　 知　 県 7 9 5 ．8 1 8 2 ，0 6 4 ，8 0 6 5 1 0 ，6 6 7 3 ．3 7 1 ，2 9 1

福　 岡　 県 2 ．0 16 ．3 6 3 4 ，9 8 9 ．7 2 9 9 1 9 ．3 4 2 7 ．9 2 5 ．4 3 4

佐　 賀　 県 8 12 ，2 7 3 2 ，7 2 5 ，4 0 0 7 1 2 ，4 3 5 7 5 ．5 9 1 4 4 5 ，9 4 7 4 ，7 7 1 ，6 4 6

長　 崎　 県 1 ．0 2 4 ．3 9 5 6 ．5 0 4 ．8 0 4 5 3 4 ，6 9 0 8 ，0 6 3 ，8 8 9

熊　 本　 県 7 6 6 ．4 1 8 4 ，6 7 7 ，6 8 9 6 1 6 ，8 7 6 6 ．0 6 0 ，9 8 3

大　 分　 県 1 ．0 6 0 ．2 9 0 4 ，3 7 7 ．7 5 2 6 1 3 ．0 9 4 6 ．0 5 1 ．1 3 6

宮　 崎　 県 6 0 2 ．7 2 6 3 ，5 9 7 ．5 2 7 3 2 5 ．8 8 0 4 ．5 2 6 ，13 3

鹿 児　 島 県 1 ．2 6 2 ．2 8 4 6 ．8 0 1 ．0 6 4 5 6 6 ．2 2 8 8 ．6 2 9 ，5 7 6

沖　 縄　 県 3 1 8 ，0 3 2 3 ，4 2 2 ．9 9 8 6 2 0 ，0 7 6 4 ．3 6 1 ，1 0 6

都 道 府 県 計 7 3 ，1 5 3 ，8 1 9 1 9 1 ，2 5 5 ，0 8 4 5 4 ，8 3 7 ．1 1 8 1 ，0 2 3 ．8 7 1 1 ，8 2 6 ，2 6 4 2 1 ．2 4 0 3 2 2 ．1 1 7 ，3 9 6

札　 幌　 市 3 6 8 ．1 2 2 3 6 8 ．1 2 2

仙　 台　 市 6 5 8 ，9 3 6 6 5 8 ，9 3 6

千　 葉　 市 5 1 6 ，0 0 7 5 1 6 ，0 0 7

横　 浜　 市 3 4 4 ，9 5 7 3 5 6 ，7 7 2 5 1 1 ．6 5 2 1 ，2 1 3 ，3 8 1

川　 崎　 市 6 6 7 ．7 2 8 6 6 7 ，7 2 8

名　 古 屋 市 1 ，7 6 0 ，9 1 8 1 ．7 6 0 ，9 1 8

京　 都　 市 4 2 2 ，8 0 8 1 ，4 9 6 ，6 2 2 1 ．9 1 9 ，4 3 0

大　 阪　 市 1 ，7 9 3 ，3 4 4 2 ，1 1 4 ．5 0 6 3 ，9 0 7 ，8 5 0

神　 戸　 市 7 5 8 ，0 5 7 3 9 ，9 4 7 7 9 8 ，0 0 4

広　 島　 市 3 2 8 ．2 6 0 7 7 5 ．3 3 9 1 ，1 0 3 ，5 9 9

北　 九　 州　 市 6 4 5 ，6 1 0 6 4 5 ，6 1 0

福　 岡　 市 8 0 6 ．7 3 3 8 0 6 ，7 3 3

政 令 都 市 計 4 ，6 5 0 ．2 8 7 3 5 6 ．7 7 2 9 ．3 1 9 ．3 1 2 3 9 ．9 4 7 0 0 1 4 ．3 6 6 ，3 1 8

総　　　　 計 1 7 7 ，8 0 4 ，1 0 6 1 9 1 ，6 1 1 、8 5 6 6 4 ，1 5 6 ，4 3 0 1 ．0 6 3 ．8 1 8 1 ，8 2 6 ．2 6 4 2 1 ，2 4 0 3 3 6 ．4 8 3 ，7 1 4
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（3）公設試験研究機関の再編整備費

公設試の再編整備には、総計で約500億以上が支出されている。経費の約6割が、商工

系（301億円）となっている。ついで農林水産系が4割を占め、それ以外の支出はあまり

ない。公設試の再編整備の推進を行っている都道府県は、31道府県である。今回の回答と

して、基本計画などを策定するための支出、公設試の統合整備等への支出がほとんどであ

った。

金額の大きなものとしては、大阪府の「新産業技術総合研究所整備事業」が、約240億

円、その他、岩手県の「農業研究センター（仮称）整備事業」の約60億円、長崎県の、「総

合水産試験場建設事業」の41億円などがある。このほかにも10億円を越える支出が7県

であり、施設整備を伴う再編整備は非常に大きな支出を伴うものである。

表3－4－5　公設試の事業性格別再編整備内訳

決 算　 須

（百 万　 円 ） 構 成 比

件 数

構 成 比

商　　　 工　　　 系 3 0 ，1 2 2 5 9 ．8 ％ 1 4 2 1 ．5 ％

農　 林　 水　 産　 系 1 8 ，1 8 9 3 6 ．1 ％ 3 8 5 8 ．5 ％

そ　　　 の　　　 他 2 、1 0 2 4 ．2 ％ 1 3 2 0 ．0 ％

総　　　　　　　 計 5 0 ，4 1 3 1 0 0 ．0 ％ 6 5 1 0 0 ．0 ％

（4）公設試験研究機関の研究機能強化費

公設試に高度な研究機能が求められつつあり、そのため研究機能強化も必要である。回

答では、約8割の都道府県において商工系に支出がある。逆に農業系では、約4割しかな

く、工業系技術の高度化に熱心に対応している姿がうかがえる。

研究機器の整備は、もちろんであるが、各県が研究機能強化に人材関連の事業を多くあ

げていて、それは研究会や交流会、客員研究員の招聴あるいは研究員の派遣研修、また共

同研究の実施によるものなどである。

表3－4－6　公設試の研究機能強化の内訳

研 究 機 能 強 化 の 内 容 実 施 団 体 数 件 数 金 額 （千 円 ）

施 設 整 備 ・設 計 、機 器 の 設 置 等 2 5 5 7 9 ．8 2 6 ．4 6 5

調 査 、 研 究 1 4 3 5 9 0 2 ．3 7 6

客 邑 研 究 官 等 の 招 鴨 1 4 2 0 1 0 6 ．3 1 8

共 同 研 究 等 の 実 施 1 1 1 6 5 9 8 ．0 1 8

研 究 昌 の 派 遣 研 修 1 0 1 6 4 9 ．6 7 3

研 究 交 流 会 等 の 開 催 1 4 1 5 6 5 ．9 2 5

そ の 他 （計 画 の 策 定 等 ） 7 8 1 3 3 ．1 7 7

計 4 6 1 6 7 1 1 ．6 8 1 ．9 5 2

表3－4－7　公設試の事業性格別研究機能強化費

決 算 額

（百 万 円 ） 構 成 比

件 数

構 成 比

商　　　　 工　　　　 系 4 0 2 9 ．5 3 4 ．5 ％ 8 2 4 9 ．1％

農　 林　 水　 産　 系 6 8 3 6 ．0 5 8 ．5 ％ 5 3 3 1 ．7％

環 境 土 木 ・保 健 衛 生 系 4 8 9 ．0 4 ．2 ％ 1 8 1 0 ．8 ％

企　 画　 ・　 総　 務　 系 3 2 7 ．5 2 ．8 ％ 1 4 8 ．4％

総　　　　　　　　　　　 計 1 1 6 8 2 ．0 1 0 0 ．0 ％ 1 6 7 1 0 0 ．0 ％
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3．5　理科系高等教育機関関係経費

理科系高等教育機関関係経費は、科学技術関係経費総額の中でも公設試に次いで高い割

合を示し、総額、約1，864億円、割合としては25％を占める。

この場合の「理科系」とは、理学・工学・農学・医学・保健学・看護学・食品栄養学・

教育学理数系等のことであり、「高等教育機関」とは大学（大学院を含む）・短大・工業高

等専門学校・農業大学校等のことである。

公立の理科系高等教育機関として回答があったのは、117校である（予定を含む）。その

うちの約半数は、はぼ全都道府県に設置されている農業大学校である。今回調査の特徴と

して前回調査以降に設立された（平成5年度から7年度にかけて）、公立大学は15校ある

が、そのうち11校までが、看護系あるいは看護系学部、学科を有する大学である。また

平成8年度、9年度に設立された大学は13校あるが、このうち8校が看護系関連の大学

である。これは今後の社会状況を見越しての人材育成の面が大きいことは確かであろう。

大学等の新増設については原則として抑制（平成5年度以降の高等教育の整備の在り方

について大学審議会の答申）するとされているが、看護職員等の養成に関するもの、地域

振興上極めて必要性の高いものは抑制の例外として扱われているためこのような増加とな

っている。また今後の就学者数の減少を考え、全く新規での学部の設置は難しいため、既

設の学部を廃止して、改組する例もいくつかある（家政学部から看護学部へ　等）。

今後もいくつかの県で大学の新設が予定されていて（長崎県立大学、山梨県立産業技術

短期大学校、埼玉県立看護福祉大学　など）公立大学新設はしばらく続きそうである。

またさらなる高度な教育機関として大学院の設置も予定されているところがあり、大阪

府立看護大学大学院とか、広島市立大学大学院（情報科学研究科等）などが、平成10年

度開設予定である。

図3－5胃1　　　理科系高等教育機関関係経費（政令指定都市を含む）（単位：千円）
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都道府県別の経費は最も多いのが大阪府で、約298億円の支出がある。これは、市立大

学と府立大学があるためで、次に札幌医科大学のある北海道が、約233億円、さらに兵庫、

福島、京都、東京と続き、これらの県は、100億円以上を支出している。

表3胃5－1都道府県（政令指定都市を含む）の理科系高等教育機関数と経費（単位・千円）

都 道 府 県
公 立 理 科 系 金 額 （私 立 へ

都 道 府 県
公 立 理 科 系 金 額 （私 立 へ

教 育 機 関 数 支　 出 含 む ） 教 育 機 関 数 支　 出　 含　 む ）

北　 海　 道 2 23 ，2 6 2 ，19 3 滋　 賀　 県 3 1 ，6 6 2 ，3 5 1

青　 森　 県 0 京　 都　 府 4 13 ，5 5 5 ，0 3 2

岩　 手　 県 4 4 ，6 4 9 ，29 2 大　 阪　 府 3 2 9 ，8 4 9 ，1 14

宮　 城　 県 2 79 0 ，6 5 8 兵　 庫　 県 6 16 ，6 6 4 ，2 8 0

秋　 田　 県 2 4 ，8 9 9 ，5 0 0 奈　 良　 県 3 6 ，5 8 8 ，3 9 2

山　 形　 県 3 79 4 ，8 5 6 和 歌　 山　 県 1 1，8 2 6 ，8 7 3

福　 島　 県 3 1 3 ，8 3 4 ，9 5 2 鳥　 取　 県 0

茨　 城　 県 2 2 ，23 7 ，09 7 島　 根　 県 1 6 18 ，9 6 1

栃　 木　 県 1 6 5 1，0 9 6 岡　 山　 県 3 2 ，8 5 4 ，8 30

群　 馬　 県 2 1，0 6 2 ，35 8 広　 島　 県 3 3 ，6 7 3 ，14 1

埼　 玉　 県 3 1 ，6 4 2 ，89 9 山　 口　 県 2 9 8 4 ，10 5

千　 葉　 県 2 1 ，72 9 ，06 6 徳　 島　 県 1 3 6 9 ，0 0 4

東　 京　 都 5 12 ，26 5 ，7 50 香　 川　 県 0

神 奈 川　 県 6 3 ，4 4 6 ，1 13 愛　 媛　 県 2 1，2 2 8 ，3 1 8

新　 潟　 県 2 3 ，54 0 ，5 74 高　 知　 県 3 4 ，9 4 7 ，9 54

富　 山　 県 1 3 ，7 12 ，36 2 福　 岡　 県 5 3 ，6 8 8 ，13 9

石　 川　 県 1 1 ，14 6 ，9 32 佐　 賀　 県 1 3 8 6 ，2 3 3

福　 井　 県 3 1 ，6 56 ，4 5 1 長　 崎　 県 4 3 13 ，6 2 6

山　 梨　 県 3 82 5 ，3 10 熊　 本　 県 2 2 ，74 7 ，4 4 2

長　 野　 県 5 2 ，2 15 ，90 2 大　 分　 県 0

岐　 阜　 県 3 16 8 ，7 6 2 宮　 崎　 県 3 6 6 6 ，6 2 9

静　 岡　 県 3 3 ，0 29 ，6 5 2 鹿 児 島 県 1 73 1，6 8 2

愛　 知　 県 4 1 ，55 4 ，69 0 沖　 縄　 県 1 2 4 7 ，9 3 3

三　 重　 県 3 3 ，64 1 ，66 9 計 1 17 18 6 ，3 6 2 ，17 3
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3．6　第3セクター、財団法人等の研究開発（支援）機関

この節では地方公共団体の出資あるいは出指による財団法人あるいは第3セクター（株

式会社）の研究開発及び研究開発支援機関（以下、「財団法人等の碗究開発（支援）機関」

という）の状況について述べる。これらの機関は、地域における技術の高度化、研究開発

基盤整備、あるいは研究開発拠点として設立されている。特に、1983年（昭和58年）の

高度技術工業集積地域開発促進法（テクノポリス法）の策定以降に設立された機関が多い。

（1）　財団法人等の研究開発（支援）機関の設立動向

今回の調査結果では、財団法人等の研究開発（支援）機関は平成9年度までに183機関

が設立されていることがわかった（前回調査では166機関）。その内訳は、国の制度関連

の機関が61、地方公共団体独自のものが122である。国の制度関連では、テクノポリス法

に基づくものが23機関、リサーチコアによるものが9機関、頭脳立地法に基づくものが

9機関、生物系特定産業技術研究推進機構法（生研機構）に基づくものが6機関、その他

（先導的・基盤的地域科学技術施設整備等）が14機関となっている（表3－6－3）。

設立推移を見ると、1990年に設立件数が26機関とピークとなったが、これ以降設立件

数は減少している（図3－6－1）。この傾向は、特に国の制度に関連する機関の設立動向に反

映されている。前回調査との単純な比較では延べで17機関の増加となっているものの、

経年的な設立動向を設立件数の累積でみると、前回調査時点（1992年）以降の増加率は明

らかに低下している（図3－6－2）。

図3－6－1財団法人等の研究開発（支援）機関の設立推移（設立年度別）

口国の制度関連　■地方公共団体．■独

参照：表3－6－1
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図3－6－2　財団法人等の研究開発（支援）機関の設立推移（累積設立件数）
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表3－6－1財団法人等の研究開発（支援）機関の設立推移

国 の 制 度 関 連 地 方 公 共

団 体 単 独

累積 設 立 件 数

19 80 年 以 前 0 14 14

198 0 0 0 14

198 1 1

9

5

5

6

1

6

2

8

2 1

198 2 2 2、

198 3 3 7

198 4 4 4

198 5 5 7

198 6 6

2

5

6

10

6

3

2

1

7

6

2

70

19 87 78

19 88 8 5

19 89 12 10 3

19 90 16 129

19 9 1 7 142

19 92 12 157

19 93 7

9

5

1

166

19 94 176

19 95 18 1

19 96 182

19 9 7 1 183
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都道府県別の設立情況については、埼玉県以外の46都道府県に財団法人等の研究開発

（支援）機関が設立されている。大阪府が17機関と最も多く、次いで、北海道、福岡県

の12機関、宮城県の11機関の順となっている（図3－6－2）。

図3－6－2　財団法人等の研究開発（支援）機関敷く都道府県別）

■鴎の制度舞遵　■地方公共団体♯独

18

16

14

12

参照：表3－6－2　財団法人等の研究開発（支援）機関数（都道府県別）
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表3－6－2 財団法人等の研究開発（支援）機関数（都道府県別）

都道府県 機関数

うち地方

公共団体
単独機関

備考

北海道 12 5
青森県 6 1
岩手県 3 1
宮城県 11 8
秋田県 4 3
山形県 2 1
福島県 3 3
茨城県 2 1
栃木県 2 1
群馬県 3 2
埼玉県
千葉県 2 2
東京都 4 4
神奈川県 7 6
新潟県 6 3
富山県 3 2
石川県 2 1
福井県 2 2
山梨県 1
長野県 6 5
岐阜県 6 5
静岡県 4 3
愛知県 7 7
三重県 2 2
滋賀県 2 2
京都府 4 4

大阪府 17 13
（株）イオン工学センター＼（株）イオン工学研究所、（財）地
球環境産業技術研究機構（奈良県と重複）

兵庫県 3 2

奈良県 8 1
（株）イオン工学センター、（株）イオン工学研究所、（財）地
球環境産業技術研究機構（大阪府と重複）

和歌山県 1 1
鳥取県 2 1
島根県 1 1
岡山県 4 3
広島県 5 4
山口県 2 1
徳島県 2 1
香川県 2 1
愛媛県 6 3
高知県 1 1
福岡県 12 7 （財）久留米・鳥栖地域技術振興センター（佐賀県と重複）

佐賀県 2 1 （財）久留米・鳥栖地域技術振興センター（福岡県と重複）

長崎県 2 1
熊本県 2 1
大分県 2
宮崎県 2 1
鹿児島県 3 1
沖縄県 2 1
合計（重

183 122

上記のほか、東北7県による（株）インテリジェント・コスモス

複のため
縦計は一
致しない）

研究機構、東北7県及び仙台市の（財）インテリジェント・コ
スモス学術振興財臥 及び（財）全日本地域研究交流協会
が含まれる
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表3－6－3　財 団 法人 等 の研 究 開発 （支 援）機 関一 覧

施策 設立年 機関名

都道府 県・政令指定都

市名等

テクノポリス 1984 （財）テクノポリス函館技術振興協会 北海道

23 198 8 （財）道央テクノポリス開発機構 北海道

1984 （財）青森テクノポ リス開発機構 青森県

1986 （財 ）岩手県高度技術振興協会 岩手県

198 6 （財）宮城県高度技術振興財団 宮城県・仙台市

1984 （財）秋 田テクノポリス開発機構 秋田県

198 5 （財）山形県テクノポリス財団 山形県

198 3 栃木 県産業技術振興協会 栃木県

198 3 （財）信濃川テクノポリス開発機構 新潟県

198 3 （財）富 山技術開発財団 富山県

1986 （財）山梨2 1世紀産業開発機構 山梨県

1985 （財）浅間テクノポリス開発機構 長野県

198 1 （財）浜松地域テクノポリス推進機構 静岡県

1983 岡 山県新技術振興財団 岡山県

1983 （財）広島県産業技術振興機構 広皐県

1983 （財）山口県産業技術開発機構 山 口県

1984 （財）香 川県産業技術振興財団 香川県

1989 （財）愛媛テクノポリス財団 （ハイ・イノベーション研究所） 愛媛県

1983 （財）久留米 ・鳥栖地域技術振興センター 福岡県 ・佐賀県

1984 （財）ナガサキ ・テキノポリス財団 長崎県

1983 （財）熊本テクノポリス技術開発基金 熊本県

1983 （財）大分県地域技術振興財団 大分県

1985 （財）宮崎 県産業技術情報センタ胃 宮崎県

1993 （財）鹿児 島県新産業育成財団 鹿児島県

リサーチコア

9

19 88 恵庭 リサ ーチ・ビジネスパーク（株） 北海道

1988 （株）テクノプラザみやぎ 宮城県 ・仙台市

1988 （株）つくば研究支援センター 茨城県

1986 （株）ケイエスピー 神奈川県 ・川崎市

1990 （財）石川県産業振興基金協会（石川 トライアルセンター） 石川県

1988 （株）千里ライフサ イエンスセンター 大阪府

1991 （株）エーリツク 兵庫県

1987 （株）久留米リサーチパーク 福岡県

1991 （株）福 岡ソフト・リサーチパーク 福岡県 ・福岡市

頭脳立地

9

19 92 （株）旭 川産業高度化センター 北海道

1989 （株）八戸インテリジェントプラザ 青森県

1991 ぐんま産業高度化センター 群馬県

1990 （株）新産 業創造センター 鳥取県

1989 （株）．徳 島健康科学総合センター 徳島県

1990 （株）北九州テクノセンター 福岡県・北九州市

1983 （財）大分 県高度技術開発研究所 大分県

1990 （株）鹿児 島頭脳センタ胃 鹿児島県

1990 （株）トロピカルテクノセンタ胃 沖縄県

生研機構

6

19 87 （株）北海道グリーンバイオ研究所 北海道

1991 （株）糖鎖工学研究所 青森県

1989 （株）冷水性高級魚養殖技術研究所 岩手県

1992 （株）植物 防御システム研究 所 新潟県

1991 （株）海藻 資源研究所 愛媛県

1994 （株）愛媛柑橘資源開発研究所 愛媛県

その他 1989

19 90

（株）地下無重力実験センター

（財）環境科学技術研究所

北海道

青森県14
19 91 （株）ソフトアカデミーあおもり 青森県

1992 （財）全 日本地域研究交流協会 神奈川県など12 県

19 90 （株）レーザー応用工学センター 新潟県

1990

19 85

（株）日本無重量総合研究所

（株）イオン工学研究所

岐阜県

大阪府・奈良県

1985 （株）イオン工学センター 大阪府・奈良県

1990 （財）地球環境産業技術研究機構 大阪府・奈良県

1986 （株）国際電気通信基礎技術研究所（A T R） 奈良県

198 6 （財）関西文化学術研究都市推進 機構 奈良県

198 9 （株）けいはんな 奈良県

1993 （株）新世代通信網開発センター 奈良県

199 0 （株）超高温材料研究センター 山口県
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北海道科学・産業技術振興財団
（財）室蘭テクノセンター
札幌エレクトロニクスセンター
（財）旭川生活文化産業振興協会
（財）オホーツク地域振興機構
（財）十勝圏振興機構
（財）八戸地域高度技術振興センター
（財）岩手生物工学研究センター
（財）東北産業技術開発協会
財団法人東北産業技術開発協会

（財）青草工学振興会
財団法人青葉工学振興会
株式会社インテリジェント・コスモス研究機構
翠生農学振興会
株式会社採種実用技術研究所
財団法人宮城県水産公社
東北マルチメディアアプリケーション推進協議会
（財）インテリジェントコスモス学術振興財団
（財）秋田県分析化学センター
（財）秋田県資源技術開発機構
（財）秋田県木材加工推進機構
（財）山形大学産業研究所
財団法人福島県工業技術振興財団
財団法人福島県きのこ振興センター
財団法人福島県学術教育振興財団
財団法人茨城県科学技術振興財団
とちぎ総合研究機構
（財）群馬地方発明センター
（財）群馬県工業技術振興基金
（財〉千葉県工業技術振興センター
（財）かずさディー・エヌ・エー研究所
東京都神経科学総合研究所
東京都精神医学総合研究所
東京都臨床医学総合研究所
東京都老人総合研究所
川崎市建設技術センター
（財）木原記念横浜生命科学振興財団
（財）神奈川科学技術アカデミー
（財）神奈川高度技術支援財団
（財）宇宙科学振興会
（財）国際生態学センター
（財）長岡技術科学大学技術開発教育研究振興会
（財）新潟県県央地域地場産業振興センター
（財）新潟工学振興会
（財）高岡短期大学協力会
（財）富山県高等教育振興財団（設立予定）
北陸先端科学技術大学院大学支援財団
財団法人福井県産業振興財団
財団法人若狭湾エネルギー研究センター
（財）長野県科学振興会
（財）地震予知総合研究振興会
（財）長野県テクノハイランド開発機構
（財）飯伊地場産業振興センター（工業技術センター分）
（社）長野県原種センター
（社）つくば・けいはんな岐阜県情報センター
（財）ソフトピアジャパン
（財）岐阜県研究開発財団
（財）岐阜県国際バイオ研究所
（社）岐阜県工業会
（社）静岡県農業振興基金協会
（財）静岡県学術教育振興財団
静岡県科学技術振興財団
（財）名古屋産業科学研究所
愛知県健康づくり振興事業団
（財）名古屋市工業技術振興協会
（財）ファインセラミックスセンター
（財）東海産業技術振興財団
（財）人工知能研究振興財団
（財）科学技術交流財団
国際環境技術移転研究センター
三重県工業技術振興機構
財団法人滋賀県工業振興協会
財団法人日本発酵機構余呉研究所
財団法人京都衛生検査研究センター
京都高度技術研究所
京都ソフトアプリケーション
財団法人京都産業技術振興財団
（財）大阪市立大学後援会
（財）関西
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（財）大飯がん予防検診センター
財団法人大阪府大学学術隻輿基金
（財）大阪科学振興協会
（財）大阪市都市型産業振興センター
（財）大阪府研究開発型企業振興財団
財団法人千里ライフサイエンス振興財団
（財）大庭コミ1二ティ財団
（財）大阪市都市工学情報センター
（財）イメージ情報科学研究所
（財）地球環境センター
（財）大阪市立大学医学振興協会
（財）ひょうご科学技術舗造協会
（財）新産業銅遼研究機構
（財）奈良先端科学技術大学院大学支援財団
（財）和歌山県テクノ振興財団
財団法人鳥取県工業技術振興協会
財団法人しまね技術振興協会
（財）岡山県環境保全事集団
（社）岡山県農業開発研究所
岡山セラミックス技術振興財団
（財）広島県農業ジーンバンク
（株）広島テクノプラザ
（財）広島市歴史科孝教育事業団
（財）広島市産業振興センター
（財）徳島県地域産業技術開発研究機構
㈱香川産業頭脳化センター
財団法人　愛媛県保健医療財団
財団法人　愛媛県技術開発振興財団
財団法人　東予産業創造センター
（財）高知県産業高度化支援財団（平成8年4月（財）高知県産業技術振興機構）に変更
（財）北九州都市協会
（財）国際東アジア研究センター
（財）福岡県科学技術振興財団
（財）北九州市産業技術振興基金
財団法人福岡県青少年科学教育普及協会
（財）福岡県飯塚研究開発機構
（財）九州システム情報技術研究所
（財）佐賀産業技術情報センター（平成8年4月合併により（財）佐賀県地域産業支援センターに改称
（財）長崎県建設技術研究センター
（財）熊本テクノポリス財団
（財）宮崎県栽培漁業協会
社団法人鹿児島県ファインセラミック製品開発協会
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（2）　財団法人等の研究開発（支援）機関の基金・資本金、事業費

今回の調査に回答のあっキ183機関の研究開発（支援）機関の資本金・基金の累積総額

は約2961億円である（前回調査では約2324億円）。これら財団法人等の資本金・基金の

総額に占める都道府県及び政令指定都市の累積負担は約1255億円で、その割合は全体の

42％となっている。この累積支出額は前回調査（平成4年度実績）の約865億円に比べ大

きく増大し、負担割合も37％から5ポイント増加している。

累積基金の出捕元別構成（国、都道府県及び政令指定都市、その他の市町村、及び民間

等）についてもは、国からは約80億円（約3％）、政令指定都市以外の市町村からは約200

億円（約7％）、民間等からは約301億円（約10％）となっている。このように、都道府

県及び政令指定都市の出資・出捕元が最も大きくなっている。

平成7年度の単年度に財団法人等の研究開発（支援）機関へ支出した金額は、約385億

円で、科学技術関係経費総額の5．4％となっている（前回調査では、支出額が約337億円、

科学技術関係経費総額の5．5％）。

この支出額の内訳は、基金の造成・出資に約78億円（約20％）、委託あるいは補助等の

事業に約307億円（約80％）となっている。前回調査では基金の造成・出資が約118億円

（約33％）、委託あるいは補助等が約219億円（約67％）となっており、既存の財団法人

等に対する事業費について単年度支出が大幅に増加している。

（3）研究開発及び支援のための基金

上記の研究開発（支援）機関に対する基金・資本金、事業費の他に、愛知県、滋賀県、

広島県、香川県、及び大阪市の4県1政令指定都市において約16億円の科学技術振興に

関する基金が造成されている（表3－6－4）。前回調査では7府県市で約62億円の基金造成

が行われており、金額は著しく減少している。

表3－6－4　都道府県及び政令指定都市における各種の科学技術振興基金

都道府県名 基金名 平成 7 年度県支出額 （千円）

愛知県 科学技術振興基金 500，000

滋賀県 工業技術振興基金 360

広島県 科学技術振興基金 1，000，000

香川県 香川県産業技術開発等基金 12，363

大阪市 大阪市立大学振興基金 38，639
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3．7　研究開発活動の支援

研究開発活動の支援については前回調査との整合性を保つことを目的に、以下の

（1）「医療機関の研究促進（公立及び私立）」

（2）「研究交流の促進」（「共同研究推進事業」、「研究交流推進事業」、「科学

技術情報制度整備」）

（3）「研究所・研究開発型企業の誘致」

（4）「研究開発型企業の育成支援」（「研究所・研究開発型企業の支援」、

「技術相談・技術指導」、「公募形式の研究開発制度」）

（5）「知的所有権制度普及」

（6）「発明奨励」

六つの項目についてほぼ同じ項目別に集計した（表3－7－1）。なお、（5）「知的所有権制度

普及」と（6）「発明奨励」は今回の調査から新たに設定し回答を依頼した項目である。

調査項目別の経費は、「医療機関の研究促進」が約168億円、「研究交流の促進」が約68

億円、「研究所・研究開発型企業の誘致」が約168億円、「研究開発企業の育成支援」が約

222億円、「知的所有権制度普及」が約4000万円、「発明奨励」が約9000万円となってい

る（図3－7－1）。これらの合計約619億円は、科学技術関係経費総額約7143億円の8．7％

に相当する。また、前回調査（平成4年度実績）での研究開発活動の支援に係る経費総額

約437億円の約1．4倍、全体の経費に占める割合は2ポイント増加した。

図3－7－1研究開発活動支援の経費（平成7年度）

参照：表3－7－1
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表3－7－1研究開発活動の支援状況（平成7年度）

調 査 項 目 支 出 額 （億 円 ）

医 療 機 関 の 研 究 促 進 （公 立 及 び 私 立 ） 16 7．6

研 究 交 流 の 促 進 68 ．3

内 訳 共 同 研 究 推 進 事 業 54 ．4

研 究 交 流 推 進 事 業 4 ．8

科 学 技 術 情 報 制 度 整 備 9．6

研 究 所 ・研 究 開 発 型 企 業 の 誘 致 16 7．6

研 究 開 発 型 企 業 の 育 成 支 援 22 2．1

内 訳 研 究 所 ・研 究 開 発 型 企 業 の 育 成 20 1．4

技 術 相 談 、指 導 14 ．0

公 募 形 式 の 研 究 開 発 制 度 16 ．5

知 的 所 有 権 制 度 普 及 0 ．4

発 明 奨 励 0 ．9

研 究 開 発 活 動 の 支 援 合 計 （a） 6 18 ．7

都 道 府 県 及 び 政 令 指 定 都 市 の 科 学 技 術 関 係 経 費 （b） 7 143

（a）／（b ） 8．7％

研究開発活動の支援について都道府県（政令指定都市を含む）別の状況を図3－7－2に示

す。

図3－7－2　都道府県（政令指定都市を含む）の研究開発活動の支援に係る経費

北肩羞・富l秋山福茨櫛＝陣場干薫神新書石福山長岐紳ま三滋：束㌧大兵褒和肩島，岡広山亀番先高福佐長鳥大富鹿沖
鶉森手城□日　形島繊木　馬　玉葉東泉潟山川　弁・梨野暮関知題上■　薗＝阪題目良敬＝眈根　山■　口　も川嬢知崗t胃本分崎児縄
遭■肩肩l■■肩ll県Il肩肩書川肩肩」l興肩」l　象れ■胃胃＝府網目■肩山肩肩＝■肩■肩舞肩＝肩肩■県蝿■肩題l象

■　　　　　　　　　　　　舞　　　　　　　　　　　　胃

参照：表3－7－2
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表3－7－2　都道府県及び政令指定都市の研究開発活動の支援に係る経費（平成7年度）

都道府県名 医療機関の研究促進 研究交流の促進 研究開発型企業の誘致

研究開発型企某

の育成支援

知的所有権制度

普及 発明奨励 合計（千円）

北 海 道 3 9 3．6 2 9 1，66 3，74 5 4 54，3 28 9 0 0 2．4 8 4．17 4

青 森 県 1 9．2 80 9 4，6 0 3 0 2 2 7，2 0 1 4 0 0 4 0 0 34 1，4 8 4

岩 手 県 3 11，5 5 9 10，0 0 0 6 8，2 04 6 0 0 3 9 0．3 6 3

宮 城 県 6 1．9 2 3 60，4 2 7 3，50 0 3 0 0 12 6．15 0

秋 田 県 1，2 0 1．9 79 11，9 5 0 2 0 6，7 2 1 1，0 0 0 1．4 2 1．65 0

山 形 県 1，20 5，3 6 1 10 5，0 6 7 1，0 0 0 1，3 1 1，4 2 8

福 島 県 14 5．8 8 3 6 3，5 1 2 36 4 1．13 7 2 10．89 6

茨 城 県 3 7．3 17 2 6 6，13 2 1，19 0 1，6 2 7 30 6．26 6

栃 木 県 23 5．9 8 8 16 1，23 0 4 5 7，5 6 7 1，99 5 6，6 1 8 65 0，18 1

群 馬 県 2 6，0 8 4 10 4，19 8 2 3 9，4 88 2，57 0 3，3 2 6 37 3．0 9 6

埼 玉 県 7 8 6．3 92 150，11 9 3 7，85 7 6 7，13 2 2，98 4 19，2 7 8 1．0 6 0．77 8

千 葉 県 2 64．9 60 8 6．9 1 0 4 0，9 63 8 5 2 39 3，68 5

東 京 都 9，8 5 1．5 69 30，6 7 3 4 8，4 35 7，7 3 8 9．9 17．25 0

神 奈 川 県 3 74．9 56 15 1．78 8 4 2 8，8 2 7 9 0 0 95 6，4 7 1

新 潟 県 20．00 0 50，0 18 2，80 0 3 4 7，10 6 6 4 8 4 2 0，5 7 2

富 山 県 1．30 5 5 8，6 8 1 8 1，8 40 2，6 1 2 14 4．4 3 8

石 川 県 6 5，18 1 64 0，90 2 17 5，3 03 88 1．3 8 6

福 井 県 5 3，6 7 7 0． 14 1，6 0 9 1，0 3 5 19 6，3 2 1

山 梨 県 5 5，7 2 3 0 4 9，9 1 9 10 5．64 2

長 野 県 140，2 8 2 1．1 10．93 9 5 6，3 6 2 3，7 4 9 1，3 1 1，3 3 2

岐 阜 県 4 12，9 4 1 7．73 5，0 0 4 1 2，8 30，162 2 0，8 9 9，4 0 7

静 岡 県 54，0 6 1 1 18，4 9 4 29 0，56 3 5 10，4 44 9，18 2 4 ，4 6 9 98 6，6 13

愛 知 県 1，94 5，14 8 2 18．2 2 1 13 9，3 65 5 80 2，29 7，294

三 重 県 5 3，4 9 8 13 4．0 5 1 8 5，2 68 69 1 2 4 3 27 3，75 1

滋 賀 県 26，3 53 15，6 6 6 1 19．9 4 1 1，5 0 0 6．8 1 9 17 0，2 7 9

京 都 府 5 6．6 00 14 3．4 55 20 0，0 5 5

大 阪 府 1，4 89，14 1 2 33．8 3 6 4．25 0 10 7．4 33 1，0 0 0 8 00 1．8 3 6．4 60

兵 庫 県 1 74，176 15，8 4 5 7，50 0 8 0 9．9 96 1．0 0 7．5 17

奈 良 県 48，8 7 5 8 5．8、02 1．0 4 0 8 7 6 13 6．2 85

和 歌 山 県 2 58．10 5 104，9 6 3 3 1，8 8 0 73．9 3 1 1，3 64 4 7 0．2 43

鳥 取 県 3，10 0 2 1 1，97 8 2 9，6 27 14 9 2 4 4，8 54

島 根 県 29，40 4 23，5 68 5 2，9 72

岡 山 県 132，9 6 8 6，17 0 2 3 7，12 1 1，0 00 3 7 7，2 59

広 島 県 3 6，3 79 3 44，80 2 0 3 9，9 50 9 78 4 2 1，7 89

山 口県 2 83，0 95 0 3 15，8 60 6 0 0 2 52 5 9 9，80 7

徳 島 県 1・02，9 3 2 0 53，8 10 6 6 3 6 63 15 7．40 5

香 川 県 44，8 75 4．15 5 1 2 1，10 9 170．139

愛 媛 県 5 3，85 2 182，4 83 6 92，43 0 3 82 9 2 9．14 7

高 知 県 3 6，0 8 9 7 7，7 9 1 0 69．7 63 3，14 7 2 70 18 7．0 60

福 岡 県 20 2，15 3 2 13．80 2 、4 15，95 5

佐 賀 県 15，87 7 170，24 9 63．2 15 5 6 2 5 62 2 49，90 3

長 崎 県 27．74 1 3 0 1，0 00 1 83，9 70 5 12，7 1 1

熊 本 県 187，28 0 7 1 7，3 34 1 27，29 5 2 9 8 2 98 1，0 32，10 7

大 分 県 3 0，06 0 78，22 9 4 94 98，34 9

宮 崎 県 72 5 119．7 7 7 10 9，9 85 3 1，06 4 3．5 9 1 3．5 9 1 2 65．14 2

鹿 児 島 県 80，84 5 65，09 1 1 45．93 6

沖 縄 県 27，94 7 3．8 50 16，0 5 7 1，0 15 16 7 4 9，03 6

小 計 16，6 10，3 4 7 6，6 93，79 0 13，2 8 9．3 9 1 2 0，85 3．90 1 36，2 9 2 77，6 77 5 7，5 6 1，39 8

札 幌市 6，1 18 80 0 4 0 0 7，3 18

仙 台市 0 1 15．4 0 0 1 15．4 0 0

千 葉 市 0 0

横 浜 市 10．28 4 99，13 6 38 7，93 1 4．4 7 9 50 1．83 0

川 崎 市 18，0 00 0 2，8 34．03 7 0 6 3 0 2，8 5 2，66 7

名 古 屋 市 3 8，62 5 2 9，98 6 6 8，6 11
京 都 市 4，97 0 6，30 8 6 1，3 4 2 72，6 20

大 阪市 9 7，15 6 7．8 2 2 2 88，5 19 9 3．2 2 1 4 2 6．6 6 7

神 戸市 3 3，8 12 5．75 8 9，0 16 5 1，8 05 10 0．3 9 1
広 島市 2．7 3 2 7，17 7 1．4 6 8 11，3 7 7

北 九 州 市 5 9，2 0 0 23 6．5 11 12 6，5 00 3 7 6，2 1 1
福 岡市 4 ，9 6 9 4 7 9，4 30 4 80 4 84，8 79

小 計 148，9 68 140 ，4 7 8 3，4 73，5 2 7 1．3 5 3，5 92 0 7，4 5 7 5．0 17，9 7 1
県 市 の 計 1 6．7 59，3 15 6，8 34 ，2 6 8 16，76 2，9 18 2 2，2 0 7．4 93 3 6，29 2 8 5，134 6 2．5 7 9．3 69

注 ：重 複 計 上 が あ るた め 内 訳 の 合 計 は 一 致 しな い 場 合 が ある。
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表 3－7－3 都道 府 県 及 び政 令 指 定 都 市 の 研 究 交 流 の 促 進 に係 る経 費 の 内 訳 （単 位 ：千 円 ）

都 道 府 県 支 出 額 共 同 研究 推 進 事 業 研 究 交 流推 進 事 業 科 学 技 術情 報 制 度 整備

北 海 道 3 93 ．6 29 2 38 ，0 31 18．7 12 1 36．86 6

青 森 県 94 ，6 03 95 ．00 3

岩 手 県 3 1 1，5 59 3 03 ．9 93 7 ．1脚 46 6

宮 城 県 6 1．9 23 59 ．7 95 1．5 75 55 3

秋 田 県 1 1．9 50 10 ．4 50 1．5∝ I

山 形 県 1，2 05 ．3 61 1．0 60 ．6 30 7．40 4 13 7．32 7

福 島 県 145 ．8 83 141 ．46 3 2．9 60 1．4 60

茨 城 県 37 ．3 17 34 ．3 17 3．α氾

栃 木 県 2 35 ．9 88 2 18 ．85 5 15．62 6 10，73 2

群 馬 県 26 ．0 84 24 ．65 0 1．43 4 2．570

埼 玉 県 150 ．1 19 136 ．95 1 14．46 6 7．89 1

千 葉 県 86 ．9 10 57 ．19 8 29．7 12

東 京都 30 ．6 73 29 ．73 1 94 2

神 奈 川 県 1 5 1．7 88 122 ．54 2 19．72 2 9．524

新 潟 県 50 ．0 18 30 ．95 0 4．94 2 14 ．126

富 山 県 53 ．6 81 56，18 1 2．50 0

石 川 県 65 ．1 81 4 1 ．9 71 3．3 35 19．8 75

福 井 県 53 ．6 77 37，53 5 8．28 4 7．8 58

山 梨 県 55 ．7 23 4 6 ．70 7 9，0 16

長 野 県 140 ．2 82 60，48 8 3．∝泊 76 ．7 94

岐 阜 県 4 12 ．9 41 2 88．10 4 6．38 8 118 ．4 49

静 岡 県 118 ．4 94 1 10，25 8 6，43 6 10 ．9 82

愛 知 県 2 13 ．2 21 71．56 2 23，28 5 123 ，3 74

三 重 県 53 ．4 98 31．74 7 2．3 77 18 ，8 74

滋 賀 県 15 ．6 66 9．92 2 2，55 0 3 ，194

京 都 府 56 ．60 0 5 1．40 0 5．200

大 阪 府 2 33 ．8 36 13 4．30 8 4 6．12 3 3 ，4 05

兵 庫 県 15 ．8 45 5．15 0 8．75 0 1，9 45

奈 良 県 48，8 75 3 4．14 9 14．39 1 3 35

和 歌 山 県 1 04，9 63 10 1．28 7 2．（X 氾 1．6 76

鳥取 県 3，10 0 3．100

島根 県 29，40 4 17．23 6 1．56 2 10 ．6 06

岡 山 県 1 32，9 68 12 6．19 7 6．56 2 2 09

広 島 県 3 44，80 2 33 7．50 0 7．30 2

山 口 県 2 83，0 95 28 1．06 5 2．0 3 0

徳 島 県 1 02，9 32 2 5．32 0 4．27 3 74 ．0 02

香 川 県 44，8 75 4 3．26 6 1．0 9 1 5 18

愛 媛 県 1 82，4 83 1 72．35 9 10．12 4

高 知 県 77．7 91 16．14 1 5 9．10 6 2 ．5 44

福 岡 県 2 02．1 53 14 0．56 7 11．13 4 50 ．4 52

佐 賀 県 1 70．24 9 9 8．49 7 8．83 4 63 ．4 80

長 崎 県 27．74 1 17．77 2 5．55 7 4 ，4 12

熊 本 県 1 87．2 80 1 71．65 8 10．33 5 5 ．5 85

大 分 県 30．0 60 2 7．23 4 2．82 6

宮 崎 県 1 19．7 77 10 9．08 5 1．63 6 12 ．6 47

鹿 児 島 県 80．84 5 4 8．98 9 3 1．85 6 11 ．1 11

沖 縄 県 27，94 7 2 7．94 7

小 計 6 ．6 93，7 90 5 ．35 6．16 1 44 0．55 8 9 43 ．8 62

札 幌 市 6 ．1 18 6．1 18

仙 台市 0

千葉 市 0

棟 浜市 10 ．2 84 7．24 2 3 ．0 42

川崎 市 0

名古 屋市 38，6 25 11．63 4 15．5 18 11 ．4 73

京 都 市 4 ．9 70 4．】2 0 8 50

大 阪市 7 ．8 22 7．05 6 7 66

神 戸市 5 ．7 58 4．00 0 1．75 8

広 島市 2 ．7 32 29 5 2，43 7

北 九 州市 59 ．2 00 56，40 0 2．80 0

福 岡 市 4 ．9 69 3．20 0 1，76 9

小 計 1 40 ．4 78 85，76 7 38．58 0 16 ．1 3 1

県 市 の計 6 ．8 34 ．2 68 5 ，44 1 ．92 8 4 79．13 8 9 59 ．9 93

注．重複計上があるため内訳の合計は一致しない場合がある。
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表 3 －7－4 都 道 府 県 及 び 政 令 指 定 都 市 の 研 究 開 発 型 企 業 の 育 成 支 援 に係 る 経 費 （単 位 ：千 円 ）

都 道 府 県 等 支 出 額

内 訳 （重複 が あるの で支 出額 と内訳 の計 は 必 ず しも一致 しない ）

研究 所 ・研究 開発 型 企 業 の支 技 術 相 談 ・技 術 指 導 公 募形 式 の 研 究 開 発 制 度

北 海 道 4 54 ．3 28 33 8．220 175 ．5 41

青 森 県 22 7．2 0 1 1 19，64 0 1 1，8 09 9 5．75 2

岩 手 県 6 8．2 04 1 56，90 6 19 ．2 98

宮 城 県 60 ．4 27 38．66 6 20 ．7 6 1 1 ．00 0

秋 田 県 20 6．72 1 1 87 ．26 4 1 6．0 27 3 ．4 30

山 形 県 10 5，0 6 7 86 ．9 31 1 8．136

福 島 県 6 3．51 2 52 ．40 0 11．112

茨 城 県 26 6．13 2 2 37 ，94 0 2 8．192

栃 木 県 45 7．56 7 3 42 ，00 8 1 0．155 168 ．8 68

群 馬 県 23 9．4 8 8 2 18 ．2 69 2 1．219

埼 玉 県 6 7．13 2 54 ．1 50 12．98 2

千 葉 県 4 0．96 3 36 ．4 13 4．550 33 ．7 0 1

東 京 都 4 8，43 5 2 7．27 0 2 1．165

神 奈 川 県 42 8．82 7 3 43 ．0 00 3 7．22 7 4 8，6 00

新 潟 県 34 7．10 6 32 3，2 18 23．88 8

富 山 県 8 1．84 0 79 ．8 40 2，94 0

石 川 県 1 75．30 3 15 2．8 00 22，50 3 15 2．800

福 井 県 14 1，60 9 12 9．5 22 12，08 7

山梨 県 4 9，9 19 3 6．0 00 13，9 19

長 野 県 56，36 2 3 9．8 24 16，53 8

岐 阜 県 12 ，8 30，16 2 12．80 9．9 85 27 ．34 6

静 岡 県 5 10 ．44 4 47 3，4 2 3 35 ．28 1 5．74 0

愛 知 県 139 ．36 5 9 5，9 14 38 ．94 9 4，50 2

三 重 県 85 ．26 8 7 7．0 00 8 ．26 8 7 7．00 0

滋 賀 県 119 ．94 1 10 7．56 1 12 ．3 80

京 都 府 143 ．4 55 12 1．81 5 23 ，3 35

大 阪 府 10 7．4 33 4 7．63 2 59 ，80 1

兵 庫 県 8 09 ，9 96 39 5．86 6 18 ．2 64 39 5．86 6

奈 良 県 85 ．80 2 4 1，34 0 44 ．4 62 4 1．34 0

和 歌 山 県 73 ．9 3 1 63，16 4 6．4 96 4 ．2 71

鳥 取 県 29 ．6 27 6．32 7 23 ．30 0

島 根 県 2 3．5 68 18．30 0 5．2 68

岡 山 県 23 7．12 1 2 30．26 1 6．8 60

広 島 県 3 9．9 50 39．50 0 4 50

山 口県 31 5，8 60 2 93．4 77 2 2．383 2 92 ．40 3

徳 島 県 5 3，8 10 46．4 38 7．372 15 ．00 0

香 川 県 12 1．10 9 1 15，2 37 5．87 2

愛 媛 県 ．69 2．4 30 6 78，6 30 1 3．800 24 ．6 30

高 知 県 6 9．76 3 64 ．9 83 4．780

福 岡 県 21 3．80 2 66 ．9 34 6 7．54 6 114 ．7 70

佐 賀 県 6 3．21 5 53 ．3 14 9，90 1

長 崎 県 18 3．97 0 177 ．3 14 6，65 6

熊 本 県 12 7．29 5 117 ．2 00 10．09 5

大 分 県 7 8，22 9 70 ．4 34 7．79 5

宮 崎 県 3 1．06 4 15 ．9 98 15．06 6

鹿 児 島 県 6 5．09 1 49 ．9 55 2 6．24 7

沖 縄 県 16．05 7 6．53 3 9 ，524

小 計 2 0，85 3．90 1 1 9．2 5 1，0 13 99 7．36 0 1，533 ．6 62

札 幌 市 80 0 8 00

仙 台 市 1 15．40 0 115 ，4 00

干 葉 市 0

横 浜 市 38 7．93 1 120 ，0 00 26 7．93 1

川 崎 市 0

名 古 屋 市 2 9．98 6 19 ，6 95 10 ．29 1

京 都 市 6 1．34 2 4 ，6 00 56．74 2

大 阪 市 9 3．22 1 85 ．6 39 7．58 2

神 戸 市 5 1．80 5 9 ，3 47 4 2．45 8

広 島 市 7，17 7 6 ．5 5 1 62 6

北 九 州 市 12 6．50 0 55 ，5 00 2 5．00 0 10 1，500

福 岡 市 47 9．43 0 4 74 －4 60 4．97 0

小 計 1．35 3，59 2 8 9 1．9 92 40 5．30 9 11 1，791

県 市 の t十 2 2．20 7．49 3 20 ．143 ．0 05 1．40 2．66 9 1．645 ．4 53
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（1）医療機関の研究促進

「医療機関の研究促進」に係る経費は公立あるいは私立の病院が所在する都府県に偏在

している。この経費を支出している地方公共団体は22で、支出総額は約168億円となっ

ている。

個々の経費についてみると、財団法人の研究所（老人総合研究所、神経科学研究所、精

神医学総合研究所、臨床医学総合研究所）を有する東京都が約99億円と他の県と比較し

て圧倒的に多額を支出している。次いで、県がんセンター研究所等を有する愛知県の約19

億円、成人病センター研究所及び多数の府立病院を有する大阪府の約15億円、県立脳血

管研究センターを有する秋田県の約12億円の順となっている。この4都府県はの経費総

額が10億円を超えている（表3胃7－2）。事業の運営経費に関しては神奈川県及び愛知県の

一部を除きほぼ県の単独事業となっているのが特徴である。

（2）　研究交流の促進

「研究交流の促進」は「共同研究推進事業」、「研究交流推進事業」、「科学技術情報制度

整備」の三つの項目から構成されている（表3－7－2及び表3－7－3）。研究交流の促進に係る

経費の総額は全国で約68億円となっている。

（2．1）共同研究推進事業

「共同研究推進事業」は46都道府県及び6政令指定都市で実施されており、経費の総

額は約54億円となっている。事業規模としては山形県が約11億円と最も多く、次いで広

島県、岩手県、岐阜県、山口県が約3億円、北海道、栃木県、大阪府、愛媛県、熊本県が

約2億円、福島県、福岡県、埼玉県、神奈川県、静岡県、岡山県、和歌山県、宮崎県が約

1億円となっており、その他の都府県と政令指定都市の支出額は1億円未満である（表3－

7－3）。

共同研究推進事業が約11億円と他の都道府県と比較して圧倒的に多額となっている山

形県では、「生体光情報プロジェクト（生体光現象の解明とその計測装置の開発に関する

研究開発、国関連事業）」、「生物ラジカル研究開発プロジェクト（生物ラジカル計測とそ

の応用技術に関する研究、県単独事業）」、「マイクロマシン研究開発事業（超微細加工に

よるマイクロマシンの研究開発、県単独事業）」、及び「画像情報広域共同研究開発事業（北

海道・東北地域の画像処理技術の地域的な能力の向上を図るために共通テーマを設定した

技術開発、国関連事業）」となっている。

（2．2）研究交流推進事業

「研究交流推進事業」は45都道府県及び7政令指定都市と多くの地方公共団体におい

て実施されている事業である。異業種交流の推進あるいは交流を進めるための場の提供が

この事業の特徴である。事業規模は最も少ない東京都で約100万円、最も経費の多い高知

県の約5900万円となっており、全体の経費総額は約4億4000万円である。1000万円以上

の経費を支出している地方公共団体は、北海道、栃木県、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛
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知県、大阪府、和歌山県、愛媛県、高知県、福岡県、熊本県、鹿児島県、及び名古屋市で

ある（表3－7－3）。

交流事業は比較的古くから行われている事業の一つであるが、岩手県の「地域研究交流

促進事業費（筑波研究学園都市内の研究機関との人的交流）」、山形県の「3県工業技術セ

ンター連携促進事業（山形・福島・新潟3県の公設試の職員が集まる交流会を行い、研究開

発力・技術指導力の向上を図り、相互の連携を図りながら地域の技術振興に寄与する）」、

新潟県の「沿岸諸国との水産交流事業（内水面水産試験場と中国黒龍江省との水産技術交

流、水産試験場とロシア極東地域との水産技術交流）」、福井県の「福井筑波交流会（福井

県の工業技術センター職員や企業の技術者と本県ゆかりの筑波の研究官との交流）」、滋賀

県の「‘95京滋産学ジョイントベンチャー開催費補助（京都府と滋賀県の工業技術に関す

る産学交流大会の経費助成）」、岡山県の「おかやま・つくば交流会（つくばの最先端技術

を入手するために岡山とつくばの研究者の交流を行う）」、及び広島県の「アグリプラザ人

的交流事業（マツダ（株）・中国店力（株）との交流会及び島根県、宮城県、鳥取県との

技術交流）」など広域での技術連携や技術交流に関わる事業を展開している地方公共団体

もみられるようになった。

（2．3）科学技術情報制度整備

「科学技術情報制度整備」は33道府県及び4政令指定都市において実施されており、

経費の総額は約9億6000万円となっている。事業規模の順は、山形県の約1億4000万円、

北海道の約1億4000万円、愛知県の約1億2000万円、岐阜県の約1億2000万円となっ

ており、これらの道及び県で1億円超の支出があり、他の府県では支出額規模に差が見ら

れる。全般的にインターネット環境の整備による技術情報の提供に係る業務が多く、次い

でJOIS（科学技術振興事業団による科学技術情報データベース）、PATORIS（日本特許情報

機構による特許情報のデータベース）、SMRIRS（中小企業事業団による情報提供）、MAFFIN

（農林水産業関係研究ネットワーク）などのオンラインサービスを提供するための事業が

多い（表3－7－3）。

特色のある事業としては、埼玉県の「産業情報センター整備運営事業（パソコン通信に

より中小企業事業団、日本科学技術情報センター等のデータベースの技術情報を提供する

ほか、業界紙、専門紙等から技術関係記事を収集し抄録を光ディスクに蓄積して希望者に

提供する）」、愛知県の「がん診療施設情報ネットワーク事業費（国立がんセンターのがん

診療情報ネットワークと結び、臨床及び研究学術情報を共有することにより診断、治療技

術、研究の向上を図る）」、福岡県の「工業技術情報ネットワーク整備事業（県内中小企業

の新分野進出、新技術研究、新製品開発等の創造活動の支援強化を図るため工業技術情報

の提供を行う）」、及び佐賀県の「教育情報システム事業（教育センターをシステムのセン

ターとし、小・中・県立学校、教育行政機関、教育研究機関等をネットワークで結び教師

の教育に関する専門的知識や教育技術の習得を支援する）」などが挙げられる。

科学技術情報制度整備」に関わる事業では（5）「知的所有権制度普及」に関連する事業を
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回答している地方公共団体が多いものの、事業の内容を検討するとどちらかといえば物理

的なネットワークの構築等施設整備に関連する事項が多く報告されているのが特徴である。

（3）研究所・研究開発型企業の誘致

「研究所・研究開発型企業の誘致」については37の道府県及び政令指定都市がこの事

業を行っているが、これら地方公共団体の間で使用経費の額に大きな差が明確に現れてい

る。企業誘致は地方活性化の手段として古くから用いられている政策手法である。研究開

発機能の新規立地を目的とする研究所・研究開発型企業の誘致もこの延長上に考えられる。

生産拠点としての企業誘致が近年特に困難となっているため、従来型の誘致政策の延長に

おける意味での研究開発機能誘致の効果を期待することも容易ではない。通常の企業誘致

は土地、建物等の社会基盤整備で事業を終了することとなるが、研究開発機能については

単なる社会基盤整備だけでなく、l既存の科学技術資源を活用すること、あるいはこれらの

育成及び強化も含めた広い意味での社会的・経済的な要請に合致する科学技術の基盤整備

が必要となる。このため、研究所・研究開発型企業の誘致は地域内発型の科学技術活動を

誘導するための政策の一つとして重要である。

経費総額が10億円以上の地方公共団体は、北海道、長野県、岐阜県、川崎市の3道県

及び1政令指定都市となっている。このほか1億円以上の経費を支出している地方公共団

体は栃木県、群馬県、石川県、静岡県、三重県、鳥取県、長崎県、熊本県、宮崎県、大阪

市、北九州市となっている（表3－7－2）。地方公共団体全体では約168億円が支出されてい

る。

個々の支出経費の規模についてみると、「ソフトピアジャパンプロジェクト（マルチメ

ディアなどの映像産業、情報通信産業の集積地となるソフトピアジャパンを整備し、セン

ターゾーンに立地企業及び地域産業の情報化を支援する中核施設を建設）」を実施してい

る岐阜県が約77億円と極めて多く、次いで「マイコンシティ建設事業（ェレクトロニク

ス関連産業をはじめとする先端的な産業を集積させ地域産業の活性化を行う）」を実施し

ている川崎市の約28億円、「企業立地促進費補助金（工場・試験研究施設などを新設また

は増設するものに対する助成）」を支出している北海道の約17億円、「県営産業団地造成

事業（上田及び佐久リサーチパークの分譲）」を行っている長野県の約11億円、「第二テ

クノパーク（地域企業起業化のための開発拠点の建設）」を行っている熊本県の約7億円、

「先端産業等立地促進補助金（先端産業に属する事業を行う工場、研究所で、助成対象と

して指定を受けた場合、投下固定資産額に応じて補助金を交付）」を支出している石川県

の約6億円、「工場関連施設整備補助金（県外からの製造業、試験研究機関、ソフトウエ

ア産業の企業が立地する場合、工場関連施設に対して補助金を交付）」を支出している長

崎県の約3億円、「新成長産業立地事業費助成（技術先端型企業・研究所等を誘致）」を支

出している静岡県の約3億円、「都市型小規模工場団地（CIT）建設事業（工業専用地

域の大・中規模工場跡地を利用して、周辺の都市環境と調和の取れた工場集約化用地の造
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成を行い、中小企業に区画分譲を行う）」を実施している大阪市の約3億円の順となって

いる。

（4）研究開発型企業の育成支援

「研究開発型企業の育成支援」に係る事業は「研究所・研究開発型企業支援」、「技術相

談・技術指導」、及び「公募形式研究開発制度」の三つから構成される。経費の支出状況

を見ると「研究所・研究開発型企業育成支援」及び「技術相談・技術指導」がほとんどす

べての地方公共団体で実施されているのに対し、「公募形式の研究開発制度」を実施して

いる地方公共団体は22　と全体の半数以下である。また、「研究開発型企業の育成支援」に

ついて1億円以上の経費を支出している地方公共団体は29の道府県及び政令指定都市と

なっている。都道府県及び政令指定都市の合計では約222億円が支出されている（表3－7－

2及び表3－7－4）。

都道府県別の経費の支出状況ではを見ると、岐阜県の「ソフトピアジャパン」及び関連

する事業に係る経費約128億円が突出している。次いで、兵庫県が約8億円、愛媛県が約

7億円、静岡県が約5億円、福岡市が約5億円、栃木県が約5億円、北海道が約5億円、

神奈川県が約4億円、横浜市が約4億円、山口県が約3億円、茨城県が約3億円、岡山県

が約2億円、福岡県が約2億円の順となっている。

（4．1）研究所・研究開発型企業の支援

この事業は全体として、中小企業技術改善費助成、地域産業活性化推進事業、中小企業

融合化開発促進事業、中小企業創造活動促進法、特定中小企業集積の活性化に関する臨時

措置法などの国の制度を活用した補助あるいは助成事業の多いことが特徴である。また、

地方公共団体が単独で行う事業についても中小企業が実施する製品開発あるいは技術開発

に対する補助・助成事業が多く、事業規模の程度の差はあるものの、多くの地方公共団体

で類似の事業が展開されている。この様な全般的傾向の中にあって特色のある事業として

は、石川県の「石川ブランド技術開発補助金（県内中小企業が開発した優秀な新製品等の

企業化を促進するため販売促進活動に対する補助）」、岡山県の「岡山県先端技術等育成支

援事業（ヤングエジソン育成事業、大学院生等の研究開発から創業までの支援）」、静岡県

の「ハイテク看護機器開発事業費（看護業務省力化機器の開発支援）」、北海道の「移動工

業試験場費（道内のニーズに基づき移動工業試験場の開催による技術相談・指導）」が挙げ

られる。これらはいずれも道あるいは県の単独事業として実施されている。

（4．2）技術指導・技術相談

この事業は全体として技術アドバイザーによる指導による中小企業の新製品・新技術開

発に対する指導が多数を占めており、これは国関連の事業として行われている。研究所・

研究開発型企業の支援についての項目と同様に事業規模の程度の差はあるものの、多くの

地方公共団体で類似の事業が展開されている。特色のある事業としては、神戸市の「技術

相談コーナーの運営（中小企業の現場における身近な問題に対し技術士等が相談）」、北海

－108－



道の「北方型住宅普及及び啓発事業（北方型住宅に関する情報提供を行うことで、北方型

住宅の建設促進を図るとともに、道民の生活・福祉の向上と住宅産業の振興を図る）」、北

九州市の「中小企業総合相談・コンサルタント派遣（独自技術の開発、新分野への進出、

生産管理システムの構築等に取り組もうとする中小企業に対して、個別相談から長期間の

コンサルタント派遣まで総合的な支援を行う）」、奈良県の「高山サイエンス交流会推進事

業（奈良先端科学技術大学院大学の研究者が企業の個別の技術課題の相談に応じ共同研究

事業家の足がかりとする）」等が挙げられる。技術相談・技術指導に関する経費を最も多

く支出している事業は横浜市の「技術指導事業等」で約2億7000万円（一部国の補助金）

となっている。

（4．3）公募形式の研究開発制度

この事業に関しては22の地方公共団体で合計48の事業が実施されているのみである。

しかも、「研究所・研究開発型企業の支援」の事業と重複して実施している地方公共団体

が多く、中小企業創造活動活性化法に基づく新製品や新技術の開発に対する助成・補助事

業の多いことが特徴である。事業規模も地方公共団体毎に多様である。公募形式の研究開

発制度として課題設定が明確に設定されている事業として、宮城県の「公募技術研究事業

（魚介類由来の酵素利用技術の開発）」、及び兵庫県の「産地振興対策費（地場産業等技術

支援事業、地場産業の抱える技術課題である環境に調和する技術開発1テーマについての

研究開発）」などが挙げられる。

（5）知的所有権制度普及

「知的所有権制度普及」と次節で述べる「発明奨励」は今回の調査から新たに追加した

項目である。地域における科学技術活動として知的所有権と関わりが深いのは中′卜中堅

企業における工業所有権の利用と普及に関することである。これについては平成8年3月

に特許庁が「中小・中堅企業における工業所有権情報管理・活用実態調査」に関する報告

書を取りまとめている。地域における科学技術活動の周辺としての知的所有権に関する状

況を概観する。

工業所有権関係の法律には主要なものとして「特許法」、「実用新案法」、「意匠法」、「商

標法」、「不正競争防止法」、「著作権法」、「種苗法」、「半導体チップ保護法」が挙げられる。

通例、知的所有権4法としては狭義に「特許法」、「実用新案法」、「意匠法」、「商標法」を

示すことが多い。これら4法については中小・中堅企業あるいは大企業の双方に利用実績

のあることがわかっている。中小・中堅企業では早期権利化を目的として、′これら4法の

うち、平成6年1月に改正された実用新案制度（無審査制、保護期間6年）を利用する割

合が高くなっている。

工業所有権研修の実施状況に関しては中小・中堅企業の大多数が発明協会等の外部での

研修に参加する傾向を示し、自社内での研修を行っている企業は少ない。一方、工業所有

権に関する表彰・報酬制度についても導入の促進を進めている。
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工業所有権出願手続きについては中小・中堅企業ほど特許事務所への委任が多く、中で

も弁理士に要望する業務の多くは特許庁に対する手続き、権利の解釈と確定をはじめとし

たこう業所有権に関する直接的な業務のほか、企業に対する助言、工業所有権情報の提供、

判例等の情報提供など情報提供についても弁理士に期待している。

特許情報の利用目的については中小・中堅企業、大企業とも技術情報の取得、他社の技

術動向の調査、出願に選考する技術調査をはじめとした「技術情報」としての位置づけが

高く、権利情報の取得あるいは異議申立て等自らの「知的所有権保護」する目的での利用

の低さが指摘されている。すなわち、特許情報等は第一に技術情報としての位置づけが高

く技術開発の参考として利用されている実状が明らかとなる。こうした特許情報の入手先

としては、特に大都市以外では地方閲覧所を利用する傾向が大きい。これを受けて、地方

公共団体への要望としては、大都市では知的所有権に関する講習会・セミナー開催が大き

いが、地方では対照的に地方閲覧所の充実を第一に挙げている。特許庁では平成8年から

「知的所有権センター」を全国的に整備し地方での知的所有権情報提供の強化を図ること

としているが、これは地方の企業の特許情報入手に際して利便を図る施策として評価する

ことができる。

今回の調査で知的所有権普及に関する事業を行っているとの回答があったのは19府県

に過ぎず、支出した経費も約3600万円である。すべてが府県の単独事業で、事業内容が

「発明奨励」や「科学技術情報制度整備」と重複して実施されているものが多い。全体で

19の事業のうち、発明協会の地方支部に対する補助事業の占める割合が高く、地方公共団

体自らが知的所有権普及を積極的に展開している様子は見られない。特許庁の調査が示す

ように、地方の企業、しかも中小・中堅企業ほど特許を技術情報として利用する傾向にあ

る。このため、知的所有権普及に関する事業は技術相談・技術指導に匹敵する重要な事業

として位置づけることが必要である。

（6）発明奨励

発明奨励事業は42都道府県及び5政令指定都市において実施されているが、全体の経

費は約8500万円と事業規模は小さい。多くの事業が発明工夫展の事業補助あるいは創意

工夫功労者の表彰などの事業である。また発明協会支部等への事業補助も多くなっている。

事業規模別には、埼玉県が約2000万円と最も大きく、次いで東京都の約800万円、滋賀

県の約700万円、栃木県の約700万円となっている。特徴的な事業としては、埼玉県の「埼

玉県高等学校産業教育フェア（生徒の作品展示、職業技術体験、ロボットコンテスト）」、

富山県の「創意くふう促進事業（県民の発明考案に対する意欲の向上を図るため、県内の

各層を対象に富山県発明とくふう展・ワンバク発明教室開催・少年少女発明クラブ育成事

業・発明実施化奨励金交付事業）」、及び横浜市の「発明奨励事業（日曜発明教室の開催）」

などが挙げられる。
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3．8　研究開発人材の育成

この節では、地方公共団体が行っている人材育成事業について「専門技術分野」と「研

究者の研究能力向上」について、各々ノ企業等を対象とするものと地方公共団体の職員（以

下、「県の職員」という）を対象とするものに分けて調査した結果について述べる。

企業等を対象とした事業についてみると、「専門技術分野の人材育成」が約196億円、

「研究者の育成」が約2億円となっており、前者の事業経費が圧倒的に多くなっている。

県職員を対象とした事業についてみると、「専門技術分野の人材育成」が約5億円、「研

究者の育成」が約3億円となっている。重複を除く事業経費の合計は約205億円で、科学

技術関係経費総額の約3％となっている（図3－8・1及び2、表3・8－1）。

企業等を対象とした事業についての回答をみると、専門技術分野の人材育成に係る経費

については生涯能力開発給付金、中小企業技術者育成経費・助成金、高等職業技術専門校

経費が主要な構成要素となっている。主な経費の総額では、東京都が約54億円、大阪府

が約33億円、長野県が約19億円、北海道が約12億円、神奈川県が約10億円の順となっ

ている。

企業等の研究者の育成に係る経費は総額で約2億円と専門技術分野の人材育成と比較し

て事業を実施している地方公共団体も少なく、また支出経費も少ない。事業内容は研究会

の開催支援と工業技術センター等の公設試験研究機関における県と地元企業との共同研究

に関わる制度の占める割合が多くなっている。

県別に事業の内容を見ると支出額の大きい順に、茨城県の「中小企業オンリーワン技術

支援事業（技術開発毎の研究会の組織）」が約3000万円、奈良県の「人材養成事業（工業

技術センターにおいて中小企業の技術者を対象とした各種固有技術の養成）」が約2000万

円、徳島県の「県内企業パワーアップ共同研究（企業毎の課題を公募し、工業技術センタ

ーの職員との共同研究により課題解決及び研究者の養成）」が1500万円、大分県の「中小

企業研究者育成事業（人材育成を目的に公設試験研究機関と企業との共同研究）」が約1400

万円、岐阜県の「技術指導促進費（技術者講習会、技術・市場交流研修会、創造的中小企

業の育成等）」が約1100万円、鹿児島県の「工業技術支援事業（人材育成を目的とする研

究会の支援）」が約1000万円、岡山県の「技術パイオニア養成事業（中小企業の研究技術

者の養成）」が約900万円、福岡県の「技術パイオニア養成事業（工業技術センターが行

う先端技術に関する研究に中小企業の技術者を参加させることにより、創造的研究開発能

力を有する技術者の養成を測る）」が約900万円となっている。全般的に商工系の事業に

属するものが多く、主として中小企業の研究者、技術者の養成がこの事業の中心となって

いる。

県の職員を対象とした専門技術分野の人材育成に係る経費は全体で約5億円となってい

る。この事業は多くの都道府県で実施されているが事業規模は多様である。事業内容は県

職員の研修が中心で県内のみならず県外の公設試験研究機関、大学あるいは海外への派遣

なども含まれている。事業性格別にみると、農林水産、商工、保健衛生・環境土木等様々
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な部所での事業が行われている。

事業ごとの規模の大きさの順は、福島県の「土木部門専門研修（建設技術研究所での研

修、建設大学校への派遣研修）」が約4100万円、愛媛県の「改良普及職員研修費（農業改

良普及員研修、生活改良普及員研修、専門技術員研修、経営指導能力向上研修）」が約3100

万円、新潟県の「普及職員経営・技術指導能力向上研修」が約2000万円、埼玉県の「改

良普及職員研修費（普及活動基本研修、課題解決研修、職務研修、派遣研修）」が約1700

万円、東京都の「職業訓練指導員研修」が約1700万円、徳島県の「専門技術研修（専門

的・技術的業務に従事する職員を国・都道府県・その他試験研究機関等へ派遣し。新しい

技術・技能を修得させる、機関は1ケ月以上6ケ月以内）」が約1500万円、宮城県の「情

報処理教育促進事業（ワープロ、パソコン等の実技指導）」が約1400万円、福岡県の「保

健所職員検査技術研修（保健環境研究所に研修備品を購入し検査職員の研修を実施）」が

約1200万円、及び「普及職員研修強化事業費（高度先進的な農業技術等に関する指導能

力を有する普及員を養成）」が約1200万円。福島県の「高等学校教員先端技術等研修（県

立高等学校職業科の教員を大学、研究機関または企業等に派遣し、先端技術をはじめとす

る専門的な知識、技術を習得させ、その資質向上と実践的指導力の向上を図る）」が約1200、

万円となっている。

県職員の研究者の育成に係る経費は総額で約3億円と専門技術分野の人材育成に係る経

費よりやや規模が小さくなっている。またこの事業を実施している地方公共団体の数は専

門技術分野の人材育成事業を行っている団体の数よりも少ない。1000万円以上の経費を支

出しているのは北海道、岩手県、東京都、神奈川県、岐阜県及び大阪市である。事業内容

もまた専門技術分野の人材育成と同様に研究者・技術者の他機関への派遣が中心となって

いるが、特定の研究分野の実施に係る費用の支出や外部専門家の招聴事業などが含まれて

いることに特徴がある。

事業規模の大きさの順は、神奈川県の「重点基礎研究推進事業（社会ニーズに対応でき

る新たな科学技術シーズを創出するとともに、研究職員の研究能力向上を図り、県の科学

技術資源の蓄積と拡大の促進を目的とした基礎研究の実施）」が約7000万円、東京都の「教

員の特別研究（極低温における熱電能測定装置の開発他14件）」が約3000万円、神奈川

県の「研究人材育成事業（産業技術総合研究所において取り組む先端基礎技術を中心とす

る新技術分野について研究職員の人材育成）」が約1800万円、北海道の「長期海外研究事

業（道立試験研究機関の研究員を海外の先進的な試験研究機関や大学に派遣（4名、6ケ

月以上1年以内））が約1700万円、岩手県の「先導的・基盤的技術研究推進事業（工業技

術センターの研究能力の向上と技術シーズの創出を目的とした目的基礎研究の実施）」が

約1100万円、大阪市の「在外研究員制度′（若手教員（35歳以下）の海外出張費助成）」

が約1000万円となっている。
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図3－8－1都道府県の企業を対象とした人材育成に係る経費（平成7年度）

ロ■肩の事円技術書■■■の研究者

北t鐘官秋山橿茨栃群埼千束神新書石橋山長l虔Il愛三滋京大兵棄和■島内、広山鹿軸受高福佐長熊大宮■沖
潜森手城田形■城木馬玉葉東森・漏l山川弁髪野暮聞知1賃都飯オ良取取棟山■ロ■主■知冊上嶋本分嶋児■
遭肩県県県肩県肩県県県外・鮎川県縄県照れ■県県県県県府府肩肩山肩肩県肩県県摩れ県県県県肩葵l県題l肩

県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　肩

図3－8－2　都道府県の職員を対象とした人材育成に係る経費（平成7年度）

田儀属の専門技締者■■肩の研究書
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表 3 －8－1 研 究 開 発 人 材 の 育 成 に 係 る経 費 （単 位 ：千 円 ）

県 名

内 訳 （重複 が あ るの で支 出 額 と内 訳 の積 計 は 必 ず しも一 致 しな い ）

支 出 額 民 間 の 専 門 技 術者 民間 の 研 究 者 県 職 員 の専 門 技 術者 県 職 員 の 研究 者

北 海 道 1，26 0．71 4 1，2 25 ．10 6 4，009 3 3．20 8

青 森 県 13．60 4 7，1 18 3．740 1，598 1．14 8

岩 手 県 70．73 9 4 5 ．60 8 5．19 1 2．440 17．500

宮 城 県 2 9．99 9 5 ．32 0 4 ．0 00 20 ，679

秋 田 県 0

山 形 県 2 4．54 9 24，54 9

福 島 県 79．91 8 18．0 10 5 9．67 7 2．23 1

茨 城 県 5 9．8 11 29，83 2 2 8．4 1 8 1．56 1

栃 木 県 11．56 7 6，550 5．0 1 7

群 馬 県 3 9．63 1 39．68 1

埼 玉 県 22 5．58 4 20 0，17 7 2 3，90 7 1．500

千 葉 県 4 0．15 6 38．34 8 1，092 71 6

東 京 都 5，44 7．08 0 5 ．3 96 ．8 18 20 ．312 2 9．950

神 奈 川 県 1，14 8．83 5 1．04 5，93 5 2．6 00 10 0．300

新 潟 県 2 5．08 9 25 5 2 1．470 3．36 4

富 山 県 2 3．05 4 12 ．32 5 10．729 6．83 4

石 川 県 5，8 17 4 ．63 5 1．182

福 井 県 11，00 7 5 ．7 79 5．228

山 梨 県 20 ．60 7 12 ．64 5 5．562 2．400

長 野 県 1 ．9 18，26 4 1．90 4 ．4 17 1．0 50 10．464 2．33 3

岐 阜 県 85 8．80 3 8 20 ．14 8 1 8，32 1 15．752 19．35 1

静 岡 県 79 0，88 9 7 73 ．4 77 17．41 2

愛 知 県 65，45 4 20 ．94 1 9 9 5 4 9．988 7．96 7

三 重 県 11 ．9 74 5 ．64 6 4．030 2．29 8

滋 賀 県 14，0 17 1 1．94 5 2．07 2

京 都 府 4 86，53 7 4 78 ．69 6 7．0 2 3 818

大 阪 府 3 ．34 7．9 71 3 ．3 42 ．30 4 92 7 4．74 0

兵 庫 県 7 65 ．95 4 7 60 ．28 4 5，00 0 670

奈 良 県 2 12 ．85 4 18 7．86 5 2 3．4 8 5 1．504 1．504

和 歌 山 県 20 6 ．86 3 199 ．10 8 2．88 8 4．86 7

鳥 取 県 11 ．3 79 6 ．32 7 5．0 5 2

島 根 県 1 ．50 4 75 2 752

岡 山 県 30 3 ．78 6 2 79 ．3 10 1 6．59 8 5．348 2．530

広 島 県 7 11 ．4 75 7 02 ．23 5 9．240

山 口県 50，42 6 44 ．6 77 5．252 4 9 7

徳 島 県 2 72，1 79 2 39 ．30 7 1 5，0 00 14．69 1 3．18 1

香 川 県 10 ．42 2 3 ．14 2 7．280

愛 媛 県 77 ．73 1 16 ．53 9 6．32 1 5 3．350 2．24 6

高 知 県 8 73，7 13 8 63 ．25 2 8．46 1 2．0 00

福 岡 県 1 28，26 6 8 7．86 0 9．12 2 3 3．654 6．75 2

佐 賀 県 16 ．35 6 4 ．3 52 1．0 80 11．142 86 2

長 崎 県 192 ．76 6 184 ．5 12 3．685 4 ．56 9

熊 本 県 174，45 7 156 ．88 0 6，0 00 11．57 7 1，37 8

大 分 県 38 ．73 0 13 ．80 0 1 3，800 5．565 5．56 5

宮 崎 県 22 ．76 4 8 ．2 12 6，87 2 1．340 6．340

鹿 児 島 県 165 ．4 90 165 ．3 39 1 1．11 1 15 1

沖 縄 県 0

小 計 20 ．2 68 ．8 35 19 ．3 93 ．46 8 18 6，6 54 46 3．082 28 8，200

札 幌 市 11 ．04 1 1 1，04 1

仙 台 市 0

千 葉 市 0

横 浜 市 7 20 7 20

川 崎 市 0

名 古 屋 市 35，80 5 34 ．96 4 84 1

東 都 市 34，08 3 31 ．55 7 2．526

大 阪 市 4 8，98 2 34 ．3 77 14 ．6 05

神 戸 市 26，18 3 25 ．58 9 594

広 島 市 10 ．2 15 1．82 6 8．13 3 128 1 28

北 九 州 市 14．60 0 14 ．60 0

福 岡 市 9，38 8 3 ．03 8 6 ．350

小 言十 19 1．0 17 1 57，7 12 8 ．9 74 9 ．598 14 ．7 33

県 市 の 計 20 ．45 9．85 2 19 ．5 51，18 0 195 ．6 28 47 2．680 3 02 ．9 33
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3－9　国際交流の推進

本節では、地方自治体が実施している科学技術分野における国際交流に係わる施策を、

3つの視点から捉えて考察する。すなわち、国際交流施設等の整備を中心とした事業とし

ての「国際交流拠点の整備」、外国人研究者の受け入れ、研究者の海外派遣、国際会議の

開催誘致、国際共同研究などの事業の推進としての「国際交流の推進」、及び海外の都市

や州等との姉妹関係に係わる事業の推進としての「姉妹県州関係」、に関するそれぞれの

施策の状況について述べる。

平成7年度における科学技術分野の国際交流に係わる施策に要した全体の経費は、

約42億円となり、そのうち「国際交流拠点の整備」は、約32億円、「国際交流の推進」

は、約9．7億円である。表3・9－1及び図3－9－1に都道府県及び政令指定都市別に科学技術

分野における国際交流に係わる経費を示す。経費の多い順に見ると、第1位は広島県（約

21億円）であり、他より際だって突出しており、次いで岐阜県（約5．2億円）、神戸市（4．8

億円）、愛知県（1．2億円）、神奈川県（1億円）の順になっている。これらのうち上位4

位までは、国際交流拠点の整備事業に係わる経費を含んでいる。

図3－9－1都道府県及び政令指定都市の科学技術分野における国際交流に係わる経費
（平成7年度）

． 円 ．円 ．
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一方、国際交流全体の事業を件数で見ると、図3－9－2の「都道府県及び政令指定都市
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表3－9－1都道府県及び政令指定都市の国際交流に係わる経費（平成7年度）（単位：千円）

郡 i亘府 県 支 出 額 国 際 三乳 酪 拠 点 の 警 備 国 際 交 流 擢 瑳

花 母1旦 31，311 U 3 1，3 11

青森 県

着 手 県 70，440 7 0，440

苫 塀 県 48，522 4 8，522

秋 田県

山 形 県

福 島 県 15，293 1 5，293

茨 城 県 5，000 5，000

栃 木 県 5，650 5，650

群 馬 県 999 9 9 9

埼 玉 県 49，140 4 9，140

千 乗 県

東 京 都 4 1，40 1 4 1，40 1

弓甲奈 川 県 10 1，093 1 0 1，093

新 潟 県

富 山県 9，478 9，478

石 川 県 2，757 2，757

福 井 県 7，729 7，729

山梨 県 14 1 14 1

長 野 県 30，652 3 0，652

岐 阜 県 524，485 5 2 2，893 1，592

静 岡 県 12，000 1 2，000

愛 知 県 12 1，684 9 9，704 2 1，980

二 重 県 46，863 4 6，863

i琵賀 県 5，259 5，259

京 都 府
．大匪 1付 62っ3 12 6 2，3 12

兵 庫 県

奈 良県

；和歌 山県

鳥 取 県 3，589 3，589

島 ノ限県 4，497 4，497

岡 山県 34，967 3 4，967

広 島 県 2，1 15，448 2，072，42 3 4 3，025

山 口県 100 10 0

蘭 島 県

香 川 県

愛 嬢 県

南 郊 県
福 岡 県 14，486 14，486

圧 貿 県 44，027 4 4，027

長 崎 県 2，5 13 2，5 13

熊 本 県 62，156 6 2，156

大 分 県

苫 崎 県
鹿 児 島 県 932 9 3 2

押 穐 県 1 1，672 1 1，672

小 計 3，492，596 2，695，020 7 9 7，576

札 幌 市

仙 台 市 6，000 6，000

千 乗 市

横 洪 市

川 崎 市
名 古 屋 市 55，028 5 5，028

京 都 市

大 阪 市 62，977 6 2，977

神 戸 市 481，285 4 6 7，020 1 4，265

広 島 市 27，960 2 7，960

北 九 州 市 6，000 6，000

福 岡 市

小 計 639，250 4 6 7，020 1 7 2，230

県 市 の 合 計 4 ，131，846 3，162，040 9 6 9，806
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の国際交流事業件数（平成7年度）」に示すとおり、第1位は大阪市（11件）であり、次

いで北海道及び広島県（7件）、岩手県及び愛知県（6件）、宮城県及び福岡県（5件）

図3－9－2　都道府県及び政令指定都市の国際交流事業件数（平成7年度）
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と続いている。また、この事業件数を第1回調査から第3回調査まで比較すると、図3－9－

3の「科学技術分野における国際交流事業数の調査別比較（重複事業を除く）」に示すとお

り、都道府県及び政令指定都市はともに増加傾向を示している。

図3－9－3　都道府県及び政令指定都市の国際交流事業件数の調査別比較（重複事業を除く）
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図3－9－4　　国際交流拠点の整備及び国際交流の推進の調査別経費比較

第1回調査　　　　　　　第2回調査　　　　　　　　第3回調査

「国際交流拠点の整備」では、第1回調査から第3回調査までの調査別経費比較は、図

3・9・4のとおりである。平成7年度の決算額、約32億円は、第2回調査（平成4年度実績）

の約4億円を大幅に上回っているが、第1回調査（平成2年度実績）と比べると、大幅に

下回っている。また、事業件数により、調査別に都道府県と政令指定都市の状況を比較す

ると、図3－9－5のようになり、都道府県と政令指定都市の両者の国際交流拠点の合計件数

は、第1回調査が10件で一番高いが、3調査とも大きな変化はない。

図3－9－5　国際交流拠点の整備及び国際交流の推進の調査別事業件数比較（重複事業を除く）
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表3－9－2　都道府県及び政令指定都市の国際交流拠点の整備事業 （平成 7‾年度）

事項 （事業名） 所管部局
平成 7 年度

決算額 事業概要

秋 田県

海外鉱業技術者研
修 （事業主体

（財）秋 田県資源
技術開発機構の独

商工労働部 0

8 月 2 1 日～ 1 1 月 1 0 日　 2 1 ヶ国
自事業） 2 1 人

岐阜県
ソフ トピアジャバ

企画部 522，89 3

海外 との業務提携、共同研究の実施の

核 となるマルチメディア開発拠点であ
ンセンターの建設 るソフ トピアジャパンを整備する。

愛知県
科学技術交流セン

ター施設整備事業 商工部 99，704 施設整備のための基本設計を実施

大阪府

千里 ライフサイエ 企画調整部

0

ライフサイエンスに関する国際的な研

ンスセンター ビル 企画室　 開 究交流拠点’（第 3 セクター方式によ
の整備 発チーム り平成4 年 7 月開業）

広島県
広島国際協カセン

総務部 2，036，414

広島の特性を生か しながら，開発途上

国の国づくりに貢献するとともに，県
民の国際化や草の根 レベルの国際協力
活動の支援などを行 う，総合的な国際

クー整備事業 人材育成拠点を整備する。

広島県

放射線被曝者医療

福祉保健部 36，009

（1）研修医師の受入，専門医等の派遣
国際協力推進事業 （2）放射線被曝者医療国際協力普及啓

（放射線被曝者医 発事業 （3）調査 ・検討事業 （4）被爆
療国際協力推進協 5 0 周年事業 （放射線被曝者医療に関
議会） する国際シンポジウム ・パネル展）

神戸市

W H O 神戸セン
ターの設立 ・運営 震災復興本

467，020

管理運営費一部負担、W H O 神戸セン

支援 部総括局 タ一事業支援

3，162，040

「国際交流の推進」では、平成7年度の決算額、約9．7億円は、平成2年度実績の約9

億円及び平成4年度実績の約8．6億円と比較して約1億円程度の増加を示しているが、大

きな変化はない（図3・9・4参照）。一方、事業件数で見ると、図3・9－5のとおり、都道府県

及び政令指定都市を合わせた全体では、第3回調査は、110件となり、第2回調査の10％

増、第1回調査の4倍増となっている。これは、政令指定都市の件数が増加しているため

である。

平成7年度における都道府県及び政令指定都市の国際交流推進事業の一覧表を表3・9・3

に示す。
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表 3－9－3　　 都 道 府 県 及 び 政 令 指 定 都 市 の 国 際 交 流 推 進 事 業 一 覧 表 （平 成 7 年 度 ）

事項 （事業名） 所 管部局

平成 7 年度決算

額 県単か国関連か

北海道 海外客員研究員招へい事業費 企画 振興部 6，364 道単

北海道 長期海外研究事業 （一般管理諸費 （人事課分）） 企画 振興部 （総務部） 17，152 道単

北海道

海外技術導入促進事業 （一般管理諸費 （人事課

分）） 企画 振興部 （総務部） 5，888 道単

北海道 フォ ノン 9 5 国際会議開催事業 商工労働観光部 500 道単

北海道

第 7 回イ ンジウム燐及び 関連材料 に関す る国際会議

開催事業 商工労働観光部 1，000 道単

北海道
寒地建築技術国際交流事業費 （アルバー タ州 、黒竜

江省） 住宅都市部 1，562 道単

北海道 水 産技術国際交流事秦 （ロシア共和国サハ リン州） 水 産部 4，845 道単

岩手県 高エネル ギー物理学国際 ワー クシ ョップ開催事 業 企 画調整部 9，765 県単

岩手県 高温超電導国際学術 シンポジウム開催事業 企 画調整部 3，500 県単

岩手県

国際技 術研究推進事業 （アイル ラン ド ・リマ リック

大学） 商工労働部 53，162 国関連 （補 助率 1／2）

岩手県 国際会議 にお ける研究発表 商工労働部 753 県単

岩手県 海外研修員受入事業 （中国 からの研修生） 総務 部 260 国関連 （補助 率1／2）

岩手県 職員長期海外派遣研修 （全職員向 け） 総務部 3，00 県単

宮城県

宮城県海外技術研修員受入事業 （ア ジア ・ア フ リ

カ ・中南米） 総務部 35，218 国関連

宮城 県 中国吉林省公害防止技術研修員受入事業 環境 生活部 2，739 県単

宮城 県 吉林省 医療技術交流 保健福祉 部 3，916 県単

宮城県 宮城 県工業関係国際学会補助事業 商 工労働 部 2，00 0 県単

宮城 県 海 外技術交流推進事業 （中国吉林省） 商 工労働 部 4，64 9

山形県 国際産 学官交流推進 事業 商工 労働観 光部 0 県単

福 島県 国際、学術交流推進 事業 総務部 （会津大学） 15，29 3 県単

茨城 県 国際学 会等参加経費助成事業 商 工労働 部 5，00 0 県単

栃木 県 漸 江省 技術交流事業 商工 労働観 光部 3，08 9 県単

栃木 県 漸 江省農 業技術交流事業 農務部 900 県単

栃木 県 漸 江省林 業技術交流事業 林務部 1．66 1 県単

群馬 県 中国研修 医受け入れ 事業 衛生環境 部 999 県単

埼 玉県 埼 玉県海外 技術研修員 受入れ事業 総務部 33，38 5

国関連 （国か らの補

助 金等 16，69 2）

埼 玉県 WHO研究協力セ ンター事業 衛生部 1，93 2 県単

埼 玉県 埼玉県 ・山西省 友好 県省 医療衛生交流事業 衛生部 6，82 1県 単

埼 玉県 埼 玉県 ・山西省農業 交流事業 農林部 7，00 2 県単

東京都

リア　 ニューサウス ウェルズ州立技術高等教育機

関） 総務局 1，917 6 都 単

東京都 外 国人研 究者 の受け入 れ 東京都 立大学事 務局 10，57 2 都 単

東京都 研究者 の海外 派遣 東京都 立大学事務 局 16，63 6 都 単

東京都 北京市経 済技術 交流事 業 労働経済 局 12，217 都 単

神奈川 県

（財 ）神奈川科 学技術 アカデ ミー研 究プ ロジェク トへ

．の S T A フェロー受 け入 れ （（財）神 奈川科学技術ア
カデ ミー） 企画部 7，32 7 国関連

神奈川県

コロンビア大学との共同研 究プ ロジェク トの実施

（（財）神奈川 科学技術 アカデ ミー） 企画部 91．216 県単

神奈川県 海外協力員推進事業費 渉外部 ・衛生部 1．05 県 単

神奈川県 国際研究交流推進事業 商工部 1．50 0 国関連
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新潟 県

国際協力事業団イン ドネシア国別特設研修 （環境中

微 量有 害金属分析 コース） 福祉保健部 0 国関連

富 山県 日中農 業技術 交流事 業
農林水産部 （晋及】支冊
課） 6，537 県単

’富 山県 環 日本海環境協 力推進 事業費 生活環境部 2，941 県単

石川 県

海 外研 究交流 （石川 ハイテ クサテ ライ トセ ンター）

事 業

商工労働部 （工業試験

場） 2，6 17 県単

石川 県 海外 技術研修員 受け入れ （中国、韓国）

県民生活局 ・農林水産部

（農業総合セ ンター） 140 国補

福井 県 中国斬 江省農林 水産技 術交流事業 農林水産部 4，316 県単

福井県 漸 江省 高度 医療 技術研修員 受入事業 福祉保健部 3，413 県単

山梨 県 研 究員海 外派遣 事業 商工労働観光部 141 県単

長野 県 長 野県海 外技術研修員 受入事業 総務部 29，152 国補 （14，2 95プ

長野 県 日中医学交流事 業 衛生部 1，500 県単

岐阜県 ユ タ州研修 生受入れ事 業 企画部 1，592 県単

静岡県

アジア ・太 平洋 マ リンバイオテク ノロジー会議 開催

事 業費助 成 商工労働部 2，000 県 単

静 岡県 95国際超 電導シ ンポジ ウム開催事業費助成 商工労働部 10，000 県単

愛知 県 医師海外 派遣研修 衛生部 1，988 県単

愛知県 看護婦海 外派遣研修 衛生部 2，087 県単

愛知県 がんセ ンター国際シンポジ ウム 衛 生部 2，585 県単

愛知県 国際長寿科学 シンポジ ウム開催費負 担金 衛 生部 12，000 県単

愛知 県 企 画情 報費 （先 端技術 海外派遣研 修事業費） 農業水産部 3，320 県単

三重 県 国際衆境 技術移 転研 究セ ンターの支援事業 企画振興部 17，991 県単

三重 県

国際農 林水産技術 交流促 進事業 （ブ ラジル ・サンパ

ウロ州 、中匡 ・河南州 ） 農林水産部 2，725 県単

三重県 海外技術 生活文化部 26，14 7 国関連 （1／2）

滋賀 県

リオ ・グランデ ・ド・スール州科 学技術交流団派遣

事 業 国際交流課 5，259 県単

大 阪府 研 究職 員海外派 遣研修 事業 総務部人事課職員研修所 1，462 県単

大阪府 大阪府 国際友好 奨学金 制度 企画調整部　 国際室 60，850 県単

鳥取 県 河 北省農 業研 究者受入 事業 農林水産部 693 県単

鳥取 県 河 北省農 業研 究者派遣 事業 農林水産部 645 国関連

鳥取 県 日韓農 林業研究者相互 派遣 事業 （韓国江原道） 農林水産部 2，251 国関連

島根 県 島根 県 と韓国慶尚北道 との酸性雨現象 に関する研 究 健康福祉部 2，478 県単

島根 県 島根 県 ・中国農 業技術交流促進事業 農林水産部 2，019 県 単

岡山県 国際技術 交流事業 商工労働部 1，495 県単

岡 山県 国際技術 交流事 業 （マ レーシア ゴム研究所） 商工労働部 33，4 72 国

広 島県 環境 国際協力事 業 （中国四川省） 県民生活部 6，80 7 県単 （一部国関連）

広 島県 国際科 学技術交流促進 支援事業 商工労働部 3，0 00 県単

広 島県

J I C A （国際協力事業団） （カ ンボジアか らの研

修 生） 農政部 120 国関連

広 島県 中国 ・四川省 緑の長城 造成協力事業 林務部 30，148 県単

広 島県 マ レーシア ・サ ラワク州熱帯林保 全対策事業 林務部 2，950 県単

山口県 中国山東省 か らの研 究員受入れ 農林部 100 県単

福 岡県 国際交流費 （九州歯科大学） 総務部学事課 755 県 単

福 岡県 国際交流費 （福 岡県立大学） 総務部学事課 3，804 県単

福 岡県 漁 業友好親善事業 （ハ ワイ州） 水産林務部漁政課 7，289 県単

福 岡県 福 岡県ハ ワイ州農業技術交流事業費 農政部農政課 1，759 県単

福 岡県 福 岡県江蘇省農 業技術 交流事業費 農政部農政課 879 県単
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佐賀県 日韓海峡沿岸環境技術交流事業 （釜 山市等） 保健環境部 6，000 県単

佐賀県 有田国際や きものフォー ラム開催 費補助事業 商工労働部 5．000 県単

佐賀県 海外技術研修員受入事 業 総務部 33，027 国関連

長崎県 海外農業技術交流事業 （中国福建省及び韓国全羅南 農林部 2，513 県単

熊本県

国際技術創造研究事業 （英国へ イオッ トワット大

学） 商工観光労働部 51，828 国関連

熊本県 国際テクノポリス協会費 商工観光労働部 1，03 1 県単

熊本県 農研センター　試験研究高度化推進事業 農政部 9，29 7 県単

鹿児島県 中国 との農業技術交流推進事業 農政部 932 県単

沖縄県 運営費 （海外研修） 農林水産部 472 県単

沖縄県 試験研 究費 農林水産部 2，940 県単

沖縄県 JICA研修生受入事業 農林水産部 8，26 0 国関連

仙台市 仙台市国際学術都市推進補助金交付事 業 企画局 6，00 0 市単・

名古屋市 新技術開発等の研究 経済局 50，02 8 国関連

名古屋市 マイク ロマシン国際シンポジウムの開催 経済局 5，00 市単

大阪市 海外技術協力 （ア ジア ・中南米） 経済局 ・環境保健局 20，00 市単

大阪市 中小企業先端技術国際交流事業 経済局 4，00 0 市単

大阪市 大阪 ビジネスステイ事業 （上海市） 経済局 1，20 0 市単

大阪市 国際ハイテク ・フォー ラム’ 9 5 経済局 8，00 0 市単

大阪市 イ ンフォテ ック’ 9 5 経済局 2，00 0 市単

大阪市 海外留学 環境保健 局 491 市単

大阪市 国際学術交流 市立大学 11，28 6 市単

大阪市 外国人研究者招へい 市立大学 3，65 1 市単

大阪市 アジア ・日本研 究フェローシ ップ 市立大学 4．49 6 市単

大阪市 大学院生海外派遣 市立大学 2，85 3 市単

大阪市 国際 シンポジ ウム 市立大学 5，00 0 市単

神戸市 モスクワ大学 との学術交流 外国語大学事務局 4，73 市単独

神戸市 北京大学 との学術交流 外国語大学事務局 4，79 0 市単独

神戸市
アルカ ラ ・デ ・エナー レス大学 （スペイン） との学
術交流 外国語大学事務局 4，73 9 市単独

広島市 重慶市 との環境保全交流 衛生局 1，19 5 市単

広島市 放射線被曝者医療 国際協力の推進事業 衛生局 26，76 5 市単

北九州市 第 1 6 回国際低温 工学会議／国際低温材料会議 経済局新規事業振興課 6，00 0 市の負担金

969，806

「姉妹県州関係」は、今回の調査（平成7年度実績）で初めて取り上げた設問である。

都道府県及び政令指定都市が海外の都市や州などと姉妹県州関係等を結んでいる件数（姉

妹関係の締結は行っていないが、友好の確認や交流の同意を行っているものも含む）は、

全体で141件である。図3－9－6に主な都道府県及び政令指定都市の締結等の件数の状況を

示す。この図から明らかなように締結等の件数では、都道府県と比較して、政令指定都市

が上位を占めており、政令指定都市の1都市当たりの平均件数は4．5件である。これに対

して、1都道府県当たりの平均値は1．9件となり、かなり低い。一方、最近の科学技術

関係の交流実績から見ると、研修生の受け入れや研究者の派遣など、活発な交流事業を推

進しているのは、むしろ都道府県であり、政令指定都市では、科学技術に関連した交流の

実績についてはほとんどの都市が、「交流実績なし」と回答している。しかしながら、政

令指定都市は、この「姉妹県州関係」とは別に、「国際交流の推進」の事業では、前述し

たとおり、むしろ活発な国際交流事業を展開しているのである。
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姉妹県州関係等の締結等の件数を、相手国別に見ると図3－9－7　となり、中国が第1位で

42件、全件数の30％を占め、次いで米国27件（20％）、オーストラリア10件（8％）、

ブラジル9件（7％）、フランス、ロシア及び韓国各7件（5％）と続いている。また最

近における科学技術関係の交流実績から見ても、中国は、締結等の件数42件中、27件

（63％）の交流事業を進めており、非常に活発な状況が窺えるが、一方第2位の米国につ

いては、締結等の件数27件中、僅かに5件（12％）の事業が回答されているに過ぎない。

一123一



中国との交流実績の主な内容は、農業、工業、医療、環境保全等の分野における技術指導、

研究者の派遣、研修生の受け入れ等である。

平成7年度時点における都道府県及び政令指定都市の科学技術関係の国際交流実績の一

覧表を表3・9・4に示す。
表 3 －9 －4　　 科 学 技 術 関 係 の 国 際 交 流 実 績 一 覧 表

相手 の国名 相手 の州等 の名称 姉妹関係締 結時期 近年 にお ける科学技術関係の交流実績

北海道 カナダ アルバ ータ州 1980 年 9月 ・海外客員研究員招 へい事 業　 （平成

6 年度 1 名 （農務省 レスブ リッジ農 業
研究所））・寒地建築技術国際交流事 業

（平成 7 年度　 派遣 2 名、受入 2 名）・

北方 医学研究事業 （平成 7 年 度　 派遣

4 名、受入 3 名 ほか）

北海道 中国 黒竜江省 1986 年6 月 ・黒竜江省 医学技術 交流事 業 （平成 7

年 度　 派遣 3 名、 受入 2 名 ） ・中国

農 業技 術交 流促 進 事業 （平 成 7 年 度
派 遣 2 名 、受入 2 名 ）・寒 地建築 技術

国際交 流事 業 （平 成 7 年度　 派遣 2

名 、受入 2 名　 ほか）
北海道 アメ リカ マサチューセ ッツ州 1990年 2月 ・長期海外研究事業 （平成 5年 度 1名 （ハー

バ ード大学 ），平成6年 度 1名 （ウッブホール海

洋 生物研 究所 ），平 成8 年度 1名 （タフツ大
学 ））・海外 客員研 究員招へ い事業 （平
成7年度 1名 （マサチューセッツ大学），，平成8年

度 1名 （海洋生物学研究所））

宮城県 中華 人民共和 国 吉林省 1987年6 月 医療 、工業 、公 害防止、農 業等の技術

研修員 の受入れ。漢 方医学研 修員の派
遣 、医療技術視察団 の相互派遣

福 島県 中国 （姉妹提 携ではな く、

交流 同意 書等 に基づ く交
流）

湖北省 1994年 5月 技術研修員 の受入 （2 名 、 1 0 ケ月間）

栃木 県 中国 漸 江省 平成5年 10月 13 日 平成 7 年度　 ・漸 江省 技術交流事業

技術者 7 名 を 1 0 日間派遣　 ・漸江
省農業 技術 交流事業　　 技術者 2 名 を

1 0 日間派遣　　 ・漸江省林業技術
交流事業　　 技術者 2 名 を 1 2 日間派
遣

埼玉 県 中華人民共和 国 山西省 昭和57年 10月 27 日 「埼 玉県 と山西省 との交流事業に 関す

る合意書 」に基 づき山西省 医療衛 生技
術者 （研修生 ）の受入れ、及び埼玉県

医療衛 生交流団の派遣等の事業 を行っ

ている。
東京都 オース トラ リア ニュー ・サ ウスウェ

ル ズ州

昭和 5 9 年 平成 8 年度派遣　 「オース トラリア に

おけ る科 学教育 ・研 究の調 査」 、平成

8 年度受 入　 「日本 におけ る職業教育
の調査 」

オース トラ リア ニュー ・サ ウスウェ

ル ズ州

昭和 6 1 年 信 号処理 の情報通信 への応 用に関す る

共 同研究 な ど

中華 人民共和 国 北京 市 昭和 6 1 年 中国の設 計、製 造技術の発 展過程 と到

達 点に関す る調査研究 など

アメ リカ ニュー ヨー ク 昭和 5 7 年 多 重機 能 を有 す る金錯 体集 合 体の 合

性 、構造、物性 に関す る研究な ど

中華 人民共和 国 北京 市 昭和 5 4 年 北京 市派遣 、技術指 導団 4 名 （金型、

めっ き等 ）経済視 察団 4 名 、 北 京市
技術研修生受入　 4 名

新潟県 中国 黒竜江省 昭和 5 8 年 内水面水産専門家の相互派遣

米国 イ リノイ州 平成元年 農業改 良普及員の派遣研修
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富山県 中国 遼寧省 1984年5月9日

農業技術者の毎年 3 名受入及び農業研

究者の各年 2 名の相互交流を、、水稲、

園芸分野 において幅広 く実施 し、技術

向上に寄与 した。

長野県 中国 河北壷 昭和 5 8 年

技術研修員の受入　 平成 7 年　 医学

3 人 （6 ケ月） 平成 8 年　 医学　 2

人　 （6 ケ月）　 工業技術指導者の

派遣　 平成 7 年　 3 人 （2 ～ 3 週

間） 平成 8年　 3 人 （2 ～3 週間）

岐阜県 アメ リカ合衆国 ユタ州 1993年10月16日 研修生の受入れ、職員の現地駐在

愛知県 中国 江蘇省 昭和 5 5 年 研究員の交流

三重県 ブラジル ア　 サ ンパ ウロ州 1973年11月7日

海外技術研修員の受入。研究員 の受入

（農業、水産等）

中国 河南省 1986年11．月19日

海外技術研修員の受入。共同研 究によ

る研究員の相互派遣 （農業）

パラオ 1996年7月25日

海外技術研修員の受入。調査団の派遣

（水産）

中華人民共和国 湖南省 昭和58年3月25日 特になし

滋賀県 ブラジル連邦共和国

リオ ・グランデ ・

ド・スール州 昭和55年5月5日 科学技術交流団の派遣および受入れ

京都府 中華人民共和国 陳酉省 1 9 8 3 ． 7 ． 1 6

省医学研 究生の受入 （2名 1 年間）、

省農業研 究生の受入 （1名 1 年間）

大阪府 中国 上海市 1 9 8 0 ． 1 1 ． 2 1 環境保全、医学、消防防災等技術交流

イン ドネシア 東 ジャワ州 1 9 8 4 ． 1 1 ． 2 6 大学間交流や保健衛生等の技術交流

鳥取県 中国 河北省 1986年6月

本県と河北省の研究者 を相互の試験場

に派遣 し、果樹 ・野菜等の栽培技術に

ついて共同研究を行った。

韓国 江原道 1994年11月

韓国江原道 との間で、それぞれ 3 名ず

つを相互の試験場に 1 ケ月派遣 し、高
冷地野菜 ・森林病害虫 ・農林水産加 工

分野の共同研究を行った。

島根県 韓国 慶 尚北道 平成元年

酸性雨現象 に関す る研究 （H 5 ～H

7 ）

岡山県 オース トラリア

南オース トラ リア州

アデ レー ド市 平成 5 年 5 月

南オース トラリア州政府への派遣研修

（アデレー ド大学、南オース トラリア

州製造業センター、企業調査）

中国 江西省 平成 4 年 6 月

環境技術協力ニ胃スマ調査のため江西省へ

職員派遣

山口県 中華人民共和国 山東省 1 9 8 2 年 研究員の相互訪問の実施

高知県 中国 安徽省 H6．11．8

H7．6～H8．3　安徽省林業庁林業研修生

受入 2 名　 H8．6～H9．3安徽省林業庁林

業研修生受入 2 名　 H9．1安徽省林業庁

視察団受入 5 名　 H9．3県技術職員 の安

徽省派遣 1名

福岡県 中華人民共和国 江蘇省 平成 4 年 1 1 月 H7．6～H8．2研究員の受入

大韓民国 ソウル市延世大学 平成 4 年 1 月 講座間交流

中華人民共和国

上海市上海鉄道医学

院 平成 6 年 6 月 講座間交流

中華人民共和国 江蘇省南京師範大学 平成 6 年 1 1 月 調査研究事業

アメリカ合衆国 ハワイ州 昭和 5 6 年 9 月

平成 3 、 4 年度 ；行政交流　　 平成 5

～ 7年度 ；生態系活用型農業に関す る
情報交換や天敵微生物の調査。

中華人民共和国 江蘇省 平成 4 年 1 1 月

平成 5 年度 ；行政交流　　 平成 6 、 7

年度 ；農業技術の交流や農業用遺伝資

源の調査。
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長崎県 中国 福建省 昭和 5 7 年

研究員の交互派遣、農作物遺伝子源の
導入、学術文献の交換

熊本県 中華人民共和国 広西壮族自治区 昭和 5 7 年 5 月

毎年、研修生5名を3 カ月間受け入
れ、県の研究機関等において研修を実
施

横浜市 中国　 その他 5 カ所 上海 4 8 年 横浜・上海経済技術交流会議の開催他

名古屋市 中国 南京市 研修生の受入

マレーシア マレーシア 研修生の受入

広島市 中華人民共和国 四川省重慶市 1986年10月23日
環境保全交流 （技術者の派遣及び受
入）
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3－10　博物館、科学技術教育、住民理解

若者の科学技術離れが大きな問題となっている中で、国としては科学技術庁が中心とな

って、「科学技術に対する国民全体の関心と理解が一層高まり、科学技術の裾野が広がる

ことにより、科学技術に夢と希望を持った優れた科学技術系人材が輩出することが極めて

重要である」として、青少年をはじめとする一般の人々が研究者・技術者と直接触れ合う

機会の充実、研究の現場の一般公開の拡充などにより、青少年をはじめ広く国民の科学技

術に対する興味や関心を深める普及啓発活動を積極的に推進している。

科学技術庁では、また、若者の科学技術離れの具体的な対策の一つとして、青少年が先

端科学技術を身近に体験することにより、科学技術への興味を喚起し、理解と認識を深め

ることを目的として、地方公共団体が行う先端科学技術体験センター施設整備事業に対し

て積極的な支援を行っている。

一方、地方自治体においても、青少年をはじめ広く国民に対する科学技術の啓蒙普及に

様々な施策が練られ、積極的に実施されている。

本節では、地方自治体が行っている科学技術の啓蒙普及に関する施策の状況について、

3つの視点、すなわち、公立の「自然科学系博物館・科学技術系教育施設」、青少年教育、

生涯教育等の分野における「科学技術教育」及び科学技術についての県民の関心を高める

ことを目的とした「住民理解」、の各視点から調査結果を述べる。

平成7年度における科学技術の啓蒙普及に関する施策に要した全体の経費は、約406億

円となり、このうち「自然科学系博物館・科学技術系教育施設」は約340億円、「科学技

術教育」は約32億円、「住民理解」は約34億円である（表3－10－1）。これは、科学技

術関係経費総額の5．7％に当たる。
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表3－10－1都道府県及び政令指定都市の科学技術の啓蒙普及事業（平成7年度）（単位：千円）

注 記 ：重 複 が あ る の で 合 計 額 と 内 訳 の 計 と は 一 致 し な い

自 然 科 学 系 博 物 館 ・科 学 技 術 系 教 育 施 設

A 型 B 型 C 型 D 型

都 道 府 県 支 出 額 博 物 館 斗 学 技 術 教 住 民 理 解 設 立 済 計 画 中 設 立 ご 計 画 中 設 立 済 計 画 設 立 こ 計 画 中

北 海 i亘 7 1 ，6 2 1 0 4 ，0 7 8 6 7 ，5 4 3

青 森 県 3 2 ，0 6 5 2 3 ，0 7 9 8 ，9 8 6 1

岩 手 県 8 9 ，8 9 7 8 9 ，5 9 7 3 0 0 1 1

冨 祇 県 3 3 ，3 4 1 3 ，3 4 1 30 ，0 0 0

秋 田 県 14 2 ，7 8 3 1 4 2 ，7 8 3 1 1

山 形 県 6 3 ，8 9 0 5 3 ，3 0 4 10 ，5 8 6 1 1 1

福 島 県 4 6 1 ，4 6 7 4 5 8 ，0 7 8 3 ，3 8 9 1 1

次 塀 県 1 ，2 1 7 ，5 9 5 1 ，2 13 ，9 2 2 3 ，6 7 3 1 1

フ防 木 県 2 ，4 2 2 ，16 7 1 ，0 3 3 ，3 3 5 6 9 4 ，4 1 6 6 94 ，4 1 6 1 1

群 馬 県 7 ，2 0 7 ，3 9 4 7 ，1 8 2 ，19 3 2 5 ，2 0 1 1

埼 玉 県 6 4 0 ，16 9 6 0 0 ，5 16 2 0 ，6 9 2 1 8 ，9 6 1 1 1 1 7

千 葉 県 9 2 4 ，6 7 9 9 0 0 ，3 0 4 19 ，3 7 5 5 ，0 0 0 2 2 1

東 京 都 3 3 1 ，3 8 5 3 6 ，2 4 0 2 7 3 ，9 7 9 2 1 ，1 6 6 1

神 奈 川 県 5 1 8 ，2 9 4 4 9 6 ，19 8 12 ，5 9 7 9 ，4 9 9 1 1

新 潟 県 5 3 2 ，1 7 1 5 3 2 ，17 1 1

富 山 県 1 9 ，5 4 7 1 8 ，9 2 3 6 2 4 1

石 川 県 1 2 6 ，1 9 4 1 2 6 ，19 4 1 1 1 2

福 井 県 1 1 1 1 1 1

山 梨 県 1 ，24 5 ，4 9 8 1 ，2 2 9 ，13 3 16 ，3 6 5 1 1 1

長 野 県

岐 阜 県 1 8 3 ，4 0 0 1 3 2 ，18 9 4 2 ，4 4 2 8 ，7 6 9 1 1

静 岡 県 1 ，2 0 0 1 ，2 0 0

愛 知 県 1 3 ，1 0 9 3 ，5 3 7 9 ，5 7 2

二 重 県 1 ，50 6 ，3 7 0 1 ，4 7 7 ，0 1 1 2 7 ，2 7 3 2 ，0 8 6 1 1

滋 賀 県 10 ，72 8 ，5 0 0 1 0 ，7 2 7 ，0 0 0 1 ，5 0 0 1

京 都 胴 こ 5 2 0 5 2 0

l▼． 3 ，1 6 1 3 ，1 6 1

兵 庫 県 57 5 ，2 6 3 5 7 1 ，4 4 3 3 ，8 2 0 1

奈 艮 県 6 ，4 6 1 8 7 6 5 ，5 8 5

：和 歌 山 県 8 5 ，9 8 4 8 5 ，9 8 4 1

鳥 取 県 30 ，8 2 0 3 0 ，7 7 5 4 5 1

島 ノ限 県 4 18 ，70 2 4 1 8 ，7 0 2 1 1

岡 リ」県 8 0 ，0 1 0 6 2 ，3 3 0 17 ，6 8 0 1

広 島 県 5 ，8 5 0 2 ，8 5 0 3 ，0 0 0

山 口 県 10 5 ，9 3 9 9 5 ，9 6 3 5 ，7 7 6 4 ，2 0 0 1

1匝 島 県 9 5 9 ，8 3 9 9 5 9 ，8 3 9 1 1 1

香 川 県 19 ，3 7 4 18 ，7 6 2 6 12 1

愛 媛 県 5 3 8 ，2 7 1 4 6 0 ，9 5 8 7 2 ，3 9 2 4 ，9 2 1 1

高 知 県 1 ，4 2 6 1 ，4 2 6

福 岡 県 1，0 0 5 ，30 7 4 4 4 ，4 3 6 5 6 0 ，2 4 3 6 2 8 ⊥ 1

佐 賀 県 19 4 ，9 1 4 9 6 ，6 4 7 9 8 ，2 6 7 1

長 崎 県 10 2 ，2 9 0 1 0 2 ，2 9 0

熊 本 県 4 3 3 ，8 5 2 4 7 ，2 0 1 2 8 8 ，4 0 7 9 8 ，2 4 4 1

大 分 県

1引崎 県 2 ，2 7 9 ，8 9 3 6 6 5 ，4 0 6 1 ，6 14 ，4 8 7 1

ノ毘 児 島 県 12 5 ，6 4 7 9 4 ，4 9 1 19 ，5 0 7 1 1，6 4 9 1

押 縄 県 17 8 ，7 1 4 16 4 ，7 4 1 1 3 ，9 7 3 1 1

小 計 3 5 ，6 6 4 ，2 2 4 3 0 ，6 8 8 ，9 8 8 2 ，2 2 5 ，0 5 3 2 ，7 5 0 ，18 3 1 4 6 12 5 9 5 14 3

札 幌 市 5 9 9 ，2 2 8 5 8 5 ，0 9 7 1 ，6 3 1 12 ，5 0 0 1 1

仙 台 市 4 4 5 ，2 9 9 4 4 5 ，1 2 5 1 7 4 1

二「菓 市 1

横 洪 市 5 9 5 ，9 2 1 2 ，2 0 0 5 9 3 ，7 2 1 1
川 崎 市 7 5 ，3 9 0 7 4 ，5 3 3 8 5 7 1
名 古 屋 市 1

京 都 市 4 8 0 ，4 0 5 3 8 0 ，5 7 6 72 ，4 0 3 2 7 ，4 2 6 1

大 阪 市 5 4 9 ，8 6 1 5 4 9 ，8 6 1 1 1
神 戸 市 3 8 8 ，6 0 5 3 8 4 ，4 0 0 4 ，2 0 5 1
広 島 市 9 3 1 ，7 6 5 6 1，9 9 8 8 6 9 ，7 6 7 1
北 九 州 市 3 0 7 ，4 4 9 2 6 9 ，8 4 9 18 ，8 0 0 1 8 ，8 0 0 1 1 2
福 岡 而’ 6 04 ，7 2 3 6 0 3 ，8 3 9 8 8 4 1

小 計 4 ，9 7 8 ，6 4 6 3 ，3 5 5 ，2 7 8 9 7 0 ，9 2 1 6 5 2 ，4 4 7 1 1 6 1 6 2 0 0

県 市 の 計 4 0 ，6 42 ，8 7 0 34 ，0 4 4 ，2 6 6 3 ，19 5 ，9 7 4 3 ，4 0 2 ，6 3 0 15 7 1 8 6 1 5 7 1 4 3

2 2 2 4 2 2 1 7

8 5
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図3－10－1都道府県及び政令指定都市の科学技術の普及啓発に係る経費（平成7年度）
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都道府県及び政令指定都市別の平成7年度の科学技術の普及啓発に係る経費を図3－

10胃1に示す。この図から明らかなように、普及啓発全体の経費では、滋賀県が突出し、

次いで群馬県が非常に高く、栃木県、宮崎県と続いている。これらの県が高い原因を上記

の3つの視点から考察すると、図3－10－2～図3－10肩4のようになる。

図3－10－2都道府県及び政令指定都市の自然科学系博物館・科学技術系教育施設に係る経費
（平成7年度）
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すなわち、滋賀県と群馬県が高い原因は、すべて、図3－10－2に示す「自然科学系博

物館・科学技術系教育施設」によるためであり、栃木県が高い原因は、図3－10－3の「科

学技術教育」と図3－10－4の「住民理解」の両方によるためである。また宮崎県の場合
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は、図3－10－4に示すとおり、「住民理解」が突出している。

図3－10－3廓道府県及び政令指定都市の科学技術教育に係る経費（平成7年度）
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図3－10－4都道府県及び政令指定都市の住民理解に係る経黄（平成7年度）
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上記の3つの科学技術の啓蒙普及に関する施策に要した経費を、第1回調査（平成2年

度実績）及び第2回調査（平成4年度実績）と比較すると、図3－10－5のようになる。

図3－10－5　科学技術の普及啓発に係る経費の調査別比較

□第1回調査
■第2回調査

■第3回調査

全体的には、第3回調査の合計額は、第1回調査の合計額の約2．3倍となり、第2回調

査の合計額の約29％増の伸びを示している。以下に3つの施策を個別に考察する。

「自然科学系博物館・科学技術系教育施設」では、経費の面から見ると、平成7年度に

おいては、前述の図3－10－2のとおりとなり、支出額の大きな博物館等の施設を挙げる

と、滋賀県の滋賀県立琵琶湖博物館の約107億円と、群馬県の自然史博物館の約72億円

が際だって高く、次いで三重県のセンター博物館（仮称）及び県立博物館の約15億円、

山梨県の青少年科学センター等（3施設）及び茨城県のミュージアムパーク茨城県自然博

物館等（2施設）のそれぞれ約12億円が続いている。また調査別の経費の比較において

は、図3・10－5に示すとおり、第3回調査は、第1回調査の約2．6倍となり、第2回調査の

約18％増と伸びている。

今回調査は、博物館等の施設を4つの類型（すなわち、A型：総合博物館の一部として

整備，B型：自然科学系として独立して整備，C型：科学技術系教育施設（博物館以外），

D型：その他）に分けて設問した。このうち、前回調査と異なる点は、C型及びD型が今

回新たに追加されている点である。
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平成7年度における都道府県及び政令指定都市の類型別施設数（計画中も含む）を図

3－10－6に示す。

図3－10－6　都道府県及び政令指定都市の博物館等施設の類型別施設数（計画中も含む）
（＼平成7年度）
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施設数の最も多い県・市は、埼玉県の10（B型：1，C型：2，D型：7），次いで千

葉県の5（A型：4，B型：1）、石川県の5（B型：2，C型：1，D型：2）及び北

九州市の5（B型：2，C型3），山形県，山梨県及び徳島県がそれぞれ3と続いている。

平成7年度時点において都道府県及び政令指定都市が既に設立（または今後予定）して

いる自然科学系博物館・科学技術系教育施設の一覧表を表3－10－2に示す。
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表3－10－2　　 都道府県及び政令指定都市別博物館等施設胃覧表

団体名 施設名 設立 （予定）年月 施設類型

青森県 青森県立郷土館 昭和4 8 年 9 月 A

岩手県 岩手県立博物館 昭和5 5 年 1 0 月 A

岩手県 岩手県立水産科学館 昭和6 1年 4 月 B

秋田県 子ども博物館 昭和5 5 年 4 月 D

秋田県 秋田県立農業科学館 平成3年5月22日 C

山形県 県立自然博物園 － D

山形県 山形県立博物館 昭和4 6 年4 月 A

山形県 山形県産業科学館 （仮称） 平成 1 3 年 1 月 （予定） C

福島県 福島県立博物館 昭和 6 1 年4 月 A

福島県 海洋文化学習施設 （仮称） 平成 1 1 年度末 D

茨城県 ミュージアムパーク茨城県自然博物館 平成 6 年 1 1 月 B

茨城県 茨城県きのこ博物館 平成 1 0 年4 月 B

栃木県 栃木県立博物館 昭和 5 7 年4 月 A

栃木県 子ども総合科学館 昭和6 3 年5 月 D

群馬県 自然史博物館 平成 8 年 1 0 月 B

埼玉県 小川少年自然の家 昭和4 6 年 D

埼玉県 名栗少年自然の家 昭和 5 6 年 D

埼玉県 埼玉県立自然史博物館 昭和 5 6 年 1 2 月 B

埼玉県 埼玉県立大滝グリーンスクール 平成4 年 7月 D

埼玉県 埼玉県自然学習センター 平成4 年 7月 D

埼玉県 所沢航空発祥記念館 平成5年4月3日 C

埼玉県 彩の国ふれあいの森 森林科学館 平成6年6月1日 D

埼玉県 埼玉県狭山丘陵いきものふれあいの里センター 平成6 年 7月 D

埼玉県 さいたま緑の森博物館 平成 7年 7月 （一部オープン） D

埼玉県 環境科学国際センター （仮称） 平成 1 2 年4 月 （予定） C

千葉県 千葉県立大利根博物館 昭和5 4 年4 月 A

千葉県 千乗県立中央博物館 平成元年 1月 A

千葉県 千葉県立現代産業科学館 平成 6年4 月 B

千葉県 海の博物館 （仮称） 平成 1 0 年度 A

千葉県 山の博物館 （仮称） 未定 A

東京都 高尾自然科学博物館 昭和4 1 年 B

神奈川県 神奈川県立青少年センダー 昭和 3 7 年 3 月 C

神奈川県 神奈川県立生命の星・地球博物館 平成 7年 3月 B

新潟県 新潟県立自然科学館 昭和 5 6 年 1 1 月 C

富山県 日本海博物館 （仮称） 未定 A

石川県 中宮展示館 昭和4 8 年4 月 D

石川県 海洋漁業科学館 平成 6年4 月 B

石川県 のと海洋ふれあいセンター 平成 6年 4月 D

石川県 ふれあい昆虫館 （仮称） 平成 1 0 年春 B

石川県 いしかわこども科学館 （仮称） 平成 1 3 年春 C

山梨県 青少年科学センター 昭和4 6 年4 月 C

山梨県 環境科学研究所 平成 9年 4月 D

山梨県 児童 ・青少年科学館 （仮称） 平成 1 0 年 7 月 C

岐阜県 岐阜県博物館 昭和51年5月 A

岐阜県 先端科学技術体験センター 未定 C

三重県 三重県立博物館 昭和 2 8 年 A

三重県 三重県センター博物館 （仮称） 未定 A

滋賀県 滋賀県立琵琶湖博物館 平成 8年4 月 （平成 8年 1 0 月開館） A

兵庫県 兵庫県立入と自然の博物館 平成 4年10月 B

和歌山県 和歌山県立自然博物館 昭和 5 7 年 B
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鳥取県 鳥取県立博物館

開館 ；昭和4 7 年 1 0 月 （設立は同年

5月） A

島根県 県立三瘢自然館 平成 3年 7月 D

島根県 三瓶フィールドミュージアム 平成 5年4 月 C

岡山県 吉備高原ニューサイエンス館 昭和60年10月 C

山口県 山口県立山口博物館 大正 6年 4月 A

徳島県 徳島県立博物館 平成 2年 4月 A

徳島県 徳島県立二十一世紀館 平成 2年 4月 D

徳島県 徳島県子ども科学体験施設 （仮称） 平成 1 2 年度完成予定 B

香川県 香川県自然科学館 昭和 4 0 年 6 月 C

愛媛県 愛媛県総合科学博物館 平成 6年 1 0 月 B

福岡県 福岡県農業資料館 昭和 5 8 年 1 1 月 （開館年月） D

福岡県 福岡県青少年科学館 平成 2年 4月 B

佐賀県 宇宙科学館 （仮称） 平成 1 1 B

熊本県 熊本県鳥獣保護センター 昭和 5 6 年 C

宮崎県 宮崎県総合博物館 昭和 4 6 年3 月 A

鹿児島県 鹿児島県立博物館 昭和 2 8 年3 月 B

沖縄県 沖縄県立博物館 昭和21年4月 A

沖縄県 沖縄県立博物館新館 未定 A

札幌市 札幌市青少年科学館 昭和5 6 年1 0 月 C

札幌市 未定 A

仙台市 仙台市科学館 平成2年9月 B

千葉市 （仮称）科学館 C

横浜市 ユニバーシティプラザ 未定 C

川崎市 川崎市青少年科学館 昭和4 6 年8 月 B

名古屋市 名古屋市科学館
昭和37年11月天文館、S昭和37年10月
理工館、平成1年4月生命館 A

京都市 京都市青少年科学センター 昭和44年5月 B

大阪市 大阪市立自然史博物館 昭和4 9 年4 月 B

大阪市 大阪市立科学館 平成元年 1 0 月 C

神戸市 神戸市立青少年科学館 昭和 5 9 年4 月 C

広島市 広島市江波山気象館 平成4年6月 B

北九州市 北九州市立児童文化科学館 昭和 3 5 年 6 月 C

北九州市 北九州市立自然史博物館 昭和 5 6 年 5 月 B

北九州市 北九州市立交通科学館 昭和 6 0 年 7 月 C

北九州市 北九州市立自然史博物館 新館 平成14年（予定） B

福岡市 福岡市立少年科学文化会館 昭和4 6 年 5 月 C
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図3－10－7　博物館等の施設の調査別類型別比較

施設数

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

′，ぅ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ド ∵

ド ロ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ートド バ

ネこ，Ll

抽 5

一一　 ト　　 ‾－　　 て
ぺ7 1ブ　r

jl

h ′ヽ

′ヽ

3 9

2 2　　　　　　 2 4　　　　　　 2 2

1 3

一 ■ 2 0

1 7

■　 ■
一題5

．■

8 ・　「A型　　　　　　　B型　　　　　　　C型　　　　　　　D型　　　　　　　合計

A型総合博物館の一部として整備　B型：自然科学系として独立して整備　C型：科学技術系教育施設（博物館
以外）D型・その他

ロ第2回調査

■第3回調査

今回調査と前回調査を比較すると、図3－10・7となる。この図において，前回調査では設

問されなかったC型及びD型が，前回調査のデータとして，この図に含まれている理由は，

今回の調査の中でC型とD型に類別された同一の施設が前回の調査でも回答されていたた

め、それらの施設を前回調査のC型及びD型として類別した．施設数の比較では、前回調

査時点に比べ、今向は、2．18倍と大幅に増加している。

図3－10－8　博物館等の施設の調査別類型別比較（修正データ）

施設数

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

／

／

8 5

．．

2 4
2 2　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2 2

一■ 1 6

一■2 1

．▲ 1 4

1 7

ll 書喜 」■9l
A型　　　　　　　　B型　　　　　　　　C型　　　　　　　　D型　　　　　　　合計

一135－

ロ第2回調査

■第3回調査



図3－10・8は、図3・10－7をさらに修正を加え、今回の調査で回答された施設の設立年月

日から見て、当然前回の調査にも含まれるべきと思われる施設を考慮して、前回回答され

た施設数を修正してみたものである。この図から施設数の今回の実質的な伸び率は、40％

増となった。何れの図においても、今回調査は、前回調査より、すべての類型において顕

著な増加を示している。

「科学技術教育」では、都道府県及び政令指定都市のいずれにおいても、教育委員会等

が中心となり、主として青少年を対象にした科学技術の普及啓発活動が活発に行われてい

る。その主な活動の実施例を挙げると、「子ども科学教室」、「科学体験セミナー」、「科学

に親しむ教育（「サイエンスウイーク」、「わくわく科学体験教室」等の実施）」、「サマース

クール」、「青少年科学館の活用」、「移動天体観測車の利用」などがある。また県民を対象

とした生涯教育に関しては、「科学技術公開講座」や「高等学校公開講座（情報・科学技

術関連教育講座）」が実施されている。経費の面から見ると、平成7年度においては、前

述の図3・10－3のとおり、1位の栃木県（約7億円）と2位の福岡県（5．6億円）が際だっ

て高く、次いで熊本県（約3億円）、東京都（2．7億円）と続いている。「科学技術教育」

全般に係わる事業の集計結果では、今回調査は、前回調査と比較して事業件数が8％減、

支出額が75％増という結果ではあるが、その内訳から科学技術教育が主体的である事業に

ついて見ると、前回調査と比較して事業件数で18％増、支出額で89％増と大幅な伸びを

示しており、上記の実施例のような普及啓発活動が一層拡充されて展開されている。

「住民理解」では、都道府県及び政令指定都市が、科学技術に対する県民や市民の関心

と理解を高めることを目的として展開する事業について考察する。主な事業内容は、「科

学技術週間における県の公設試験研究機関の一般公開」、「県民の発明創作による発明工夫

展」、「高度情報社会を担う最新技術（マルチメディア）についての一般市民への普及啓蒙」、

「県や市が行う農林水産事業の理解増進（試験場体験学習、普及啓発施設の設置等）」、「が

んの正しい知識についての公開講座」、「薬の正しい使い方（薬草、生薬、漢方製剤）の啓

発」、「生活科学セミナー（消費者に科学的な視野から合理的な消費生活を営んでもらうた

めの、身近なテーマによる体験学習）」などである。経費の面から見ると、平成7年度に

おいては、前述の図3・10－4のとおり、宮崎県（約16億円）が突出し、次いで栃木県

（約7億円）、横浜市（約6億円）、佐賀県及び熊本県がそれぞれ約1億円と続いている。

「住民理解」に関する今回調査を前回調査と比較すると、事業件数が22％増となり、支出

額では約4倍（389％）増となり、如何に県や市が「住民理解」の施策に力を入れている

かが明らかである。

ー136－



．3．11　重点的に取り組んでいる研究課題

この節では、地方公共団体が「特に重点的に取り組んでいる研究開発課題、技術課題」

の状況について述べる。経費の総額は約56億円で、課題数は177である。

事業性格別に見ると、経費の構成比は農林水産が54％、次いで商工が43％となってお

り、大多数の支出はこれら二つの事業で占められている。課題数については、農林水産が

55％、商工が35％、環境土木・保健衛生が9％となっている（図3－11－1及び2）。

図3－11－1都道府県（政令指定都市を含む）の重点的な研究開発課題に係る経費

（平成7年度　事業性格別）

鋳工　　　　　　　農林水産　　　　環境土木・保健衛生　　　肩民・生活　　　　　　　教書　　　　　　　企画・総務

参照：表3－1卜1

これらの傾向を平成4年度のそれと比較すると、課題数は全体で10件増加しているが、

経費の総額では前回調査の約81億円から56億円とおよそ15億円減少している。

事業性格別の構成比では、農林水産系が24％から大幅に増加している。研究課題数の事

業性格別の構成比につい七も農林水産系が増加し、一方で環境土木・保健衛生系が減少し

ている。商工系の課題数の構成比に大きな変化は見られない。

都道府県別の経費について支出額の多さは、静岡県、岩手県、山形県、神奈川県、福岡

県、山口県、茨城県、福島県、愛知県の順になっている。重点的な研究開発を行っていな

い地方公共団体は10都県及び7政令指定都市となっている。一方、先に示した県につい

て経費の額を見ると静岡県の約10億円、岩手県の約6億円、山形県の約4億円と大きな

格差が明らかとなった。

個別の研究開発課題をみると、静岡県では試験研究の基本方針として、「低コスト生産
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技術の開発研究（先進的茶業経営実証モデル事業、大型機械の導入による生産性の高い茶

業経営のモデルとなる茶業実証は場の新設）」、「新しい作目、優良品種の研究開発（農業

試験場作物部移転整備事業費、水稲の優良品種の育成等のための新しいは場・施設等の整

備）」、「新しい作目、優良品種の開発研究（オリジナル品種育成緊急整備事業、イチゴ、

メロン、キク、バラ等について高品質な品種を育成するために必要な機器・温室等の整備）」

を進めておりこれらの研究開発課題のために大部分の経費が支出されている。

図3－11－2　都道府県（政令指定都市を含む）の重点的な研究開発課題数

（平成7年度　事業性格別）

｛エ　　　　　　　　■林水産　　　　環境土木　保鎗衛生　　　　■民　生語　　　　　　　　数肩　　　　　　　企■・総務

参照：表3－11－1

表3－11－1都道府県（政令指定都市を含む）の重点的な研究開発課題

（平成7年度）

事 業 の 性 格 支 出 額 （千 円 ） 構 成 比 課 題 数 構 成 比

商 工 2 ，4 2 7 ，2 8 8 4 3 ．4 6 1 3 4 ．5

農 林 水 産 3 ．0 18 ，2 2 1 5 4 ．0 9 7 5 4 ．8

環 境 土 木 ・

保 健 衛 生 5 1，4 3 1 0 ．9 15 8 ．5

県 民 ・生 活 8 2 ，6 5 6 1．5 2 1．1

教 育 4 ，8 0 4 0 ．1 1 0 ．6

企 画 ・総 務 2 ．1 6 5 0 ．0 1 0 ．6

計 5 ，5 8 6 ，5 6 5 1 0 0 ．0 1 7 7 1 0 0 ．0
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山形県では県新総合研究発展計画の主要なプロジェクトとして「ライフサポートテクノ

ロジー研究開発構想の推進（ライフサポートテクノロジー研究開発構想、生物ラジカル研

究開発、生体発光情報研究等）」が行われている。

岩手県では「バイオテクノロジー研究（基礎的バイオテクノロジー技術開発促進事業、

農林水産業及び食品工業等の各専門試験場におけるバイオテクノロジー応用化研究の支

援・促進を図るための基礎的研究を（財）岩手生物工学研究センターに委託）」を行って

いる。都道府県及び政令都市が行っている重点的研究開発の中で経費の規模が大きいこれ

らの研究開発課題が県の単独事業として行われているとも特徴である。国関連の事業とし

て実施されている重点研究開発課題としては、神奈川県科学技術政策大綱推進計画の「超

微粒子技術研究事業（将来の基礎技術となる超微粒子の製作技術・取扱技術を確立し、中

小企業へ技術移転するための応用開発研究）」、大阪府で地域産学官共同研究として行われ

ている「ナノ制御材料の開発による高機能部品産業の育成と環境保全・浄化産業への応用

（ナノ制御によるセラミックスの強靭化とその多孔性を利用した吸着材としての応用開発

研究）」、山口県で地域産学官共同研究事業として行われている「薄膜電子デバイス等の研

究（産学官の連携の下に薄膜電子デバイス等の研究開発の実施）」、愛媛県で新技術開発産

学官共同研究事業として行われている「金属系新材料の創製と超精密加工技術開発（西中・

四国スーパーテクノゾーン形成の一つに位置付け）」、秋田県新総合発展計画として実施さ

れている「食品加工の振興（味噌用乳酸菌の検索と乳酸菌利用技術、他26課題）」が挙げ

られている。ここで紹介した重点研究開発課題は1億円以上の経費が支出されている。

図3－11－3　都道府県（政令指定都市を含む）の重点的な研究開発課垣に係る経費

（平成7年度　都道府県別）
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表3－11－2　都道府県及び政令指定都市の重点的な研究開発課題

（平成7年度，金額の単位：千円）

都 道 府 県 支 出 額 課 題 数

北 海 道 120．7 14 5

青 森 県

岩 手 県 5 6 9，1 18 14

宮城 県 70．47 3 4

秋 田 県 10 2，79 5 1

山 形 県 3 9 6，36 2 1

福 島 県 2 15，19 4 4

茨 城 県 24 9．2 91 4

栃 木 県 30，40 7 2

群 馬 県

埼 玉 県 10 8．56 6 3

千 葉 県 14 0．93 0 ．2

東 京 都

神 奈 川 県 34 6，95 4 16

新 潟 県 34，58 6 1

富 山 県 3 6，53 3 2

石 川 県 19，69 7 2

福 井 県

山 梨 県

長 野 県

岐 阜 県 70，14 2 3

静 岡 県 1，0 15，36 9 5

愛 知 県　 ． 2 14，6 88 18

三 重 県 10 3，5 28 8

滋 賀 県

京 都 府 13．30 0 1

大 阪 府 13 2，50 2 3

兵 庫 県 6，67 8 2

奈 良 県 13 0，88 7 4

和 歌 山 県 28．94 9 4

鳥 取 県

都 道 府 県 支 出額 課 題 数

島 根 県 58 2 1

岡 山 県 35，3 32 3

広 島 県 1 15．2 34 7

山 口 県 2 80，4 42 6

徳 島 県 4 6，84 3 1

香 川 県 5 5．6 59 2

愛 媛 県 1 60．176 5

高 知 県 1，3 50 1

福 岡 県 2 96．239 13

佐 賀 県 1 50．4 18 8

長 崎 県 30，9 49 3

熊 本 県 82．2 58 8

大分 県 65．4 76 1

宮崎 県

鹿 児 島 県

沖 縄 県 29，0 00 1

小 計 5．5 07，6 2 1 16 9

札幌 市 23．505 3

仙 台 市

干 葉 市

横 浜 市 4，8 04 1

川 崎 市

名古 屋 市

京 都 市 33．4 26 3

大 阪 市

神 戸 市

広 島 市 17．2 09 1

北 九 州 市 0

福 岡 市

小 計 78，9 44 8

合 計 5，5 86．5 65 17 7
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第4章　今回調査結果からみた地域科学技術政策の特徴

4．1科学技術振興基本指針の策定団体急増

国においては科学技術振興施策を進めるに当たっての長期的かつ総合的な基本指針を、

昭和36年の科学技術振興大綱策定以降、随時策定し、その基本指針に基づいて施策展開を

してきたが、地方公共団体においても、近年、地域の科学技術振興施策を総合的に進める

ための基本指針を策定するところが増加している。第3章では、平成9年10月現在におい

て基本指針を策定済みの20団体について、策定時期の推移を示したが、昭和62年度に大阪

府が「大阪府研究開発大綱」を策定したのを始めに、平成元年以降は毎年いずれかの団体

で策定され、平成8年度には前年度（平成7年11月）の科学技術基本法施行もあり指針を

策定する団体が急増している。

更に、平成9年度、平成10年度における策定を計画しているところが14団体あり（改訂

予定の団体3を含む）、これらを含めると31道府県が基本指針を策定することとなり、47

都道府県の約3分の2の団体で基本指針が策定されることになる。

これまでに策定された基本指針の内容をみると、策定の背景・課題、基本的考え方、主

要施策、重点的研究分野等を主要項目として、内容において各団体の地域特性を活かした

ものにすべく工夫されている（表4－ト1に2例紹介）。神奈川県は平成9年1月に「神奈川

県科学技術政策大綱」を改訂しているが、今回の改訂では地域の特性を生かした施策展開

の重要性が一段と強調されている。また、佐賀県は平成9年3月、新規に「佐賀県科学技

術振興ビジョン」を策定したが、ビジョン中、研究開発重点分野として地域に密着した具

体的研究課題を明記している。

表4－1－1科学技術振興基本指針の例

神奈川県「神奈川県科学技術政策大綱」（平成9年1
第1神奈川県の科学技術政策の基本的考え方

1科学技術振興の意義と神奈川県の取組
2　経済社会・科学技術等の動向と政策課題
3　基本目標
4　科学技術政策の基本的方向

第2　重要施策の推進

1研究機能の充実・強化
2　研究交流の促進

3　研究成果の活用
4　コーディネート機能の充実
5　人材の育成・確保

第3　重点研究テーマ
1　地域経済の活性化を目指した研究

2　県民生活の質の向上を目指した研究
3　基礎的、独創的な研究

第4　政策の展開に当たって
1　総合的な施策の推進
2　県民に開かれた科学技術政策の推進
3　国際化、情報化への対応
4　国の施策との連携
5　政策の評価とフォローアップ

月） 佐賀県「佐賀県科学技術振興ビジョン」（平成9年3月）
第1章基本理念

1　時代の潮流
2　佐賀県の科学技術振興の素地
3　佐賀県の科学技術振興の基本理念
4　ビジョンの推進に当たっての考え方

第2章基本構想
1　基本目標
2　政策展開に当たっての考え方

第3章基本計画
1　科学技術の推進に関する総合的な方針
2　研究開発の重点分野

一自然や産業など地域資源を生かした新たな発展の基礎
づくり一

［サイエンス・ビレッジをフィールドとした生態復元の
研究］
一県民の生活の質の向上と地域経済の活力の維持・増進

［佐賀の気候・風土に適した居住環境の創造］

一地域に根ざした独自の分野における国際的な研究開発
拠点の形成－

［有明海の自然環境生物等に関する基礎的研究］
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4．2　総合的推進のための体制整備進む

地域科学技術政策を総合的に推進するための各地方公共団体の体制整備を、①審議会設

置、②基本指針策定、③専任部署設置の3点の整備状況に着目して整理してみる。第3章

では、3点のうちいずれか1つでも行われている都道府県の状況を、前回調査と今回調査

の両方を比べて図示した。前回調査では該当する地方公共団体が15道府県であったのが、

今回調査では24道府県（実績ベース）にふえており、全調査対象団体数59に対し、3分の

1を超えている。47都道府県においては、過半の団体で総合的推進のための体制整備が進

んでいると言える。ここでは、計画段階のものも含めてみることにすると、アンケート調

査回答によれば、9年度、10年度において審議会設置を4団体、指針策定を新規11団体が

予定しており、これらを加えると上記条件を満たす団体数は33道府県となり全国47都道府

県の4分の3近くの団体において体制整備が進むことになる（図4－2－1参照）。

また、総合的推進体制整備の内容を見る意味で、専任部署について企画系と商工系の割

合をみると、企画・総務系が9団体、商工系が3団体である。更に、企画系と商工系の割

合を、科学技術庁科学技術振興局との窓口課リストよりみると、59団体のうち約3分の

2（39団体）は企画部系が窓口課となっているが、残り3分の1（20団体）は商工労働部

が窓口課になっている（表4－2－1）。

図4－2－1　計画を含めた場合の総合的推進体制整備の状況
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表4－2－1　科学技術庁科学技術振興窓口課

企但い総務糸 商工糸

北海道 総合企画部科学技術振興課
青森県 企画部企画諷整課
岩手県 企画振興部情報科学課
宮城県 企画部企画総務課
秋田県 企画調整部企画調整課
山形県 ⅡE画調整部企画調整課
福島県 商工労働部工業課
茨城県 商工労働部商工政策課
栃木県 商工労働観光部工業課
群馬県 商工労働部産業政策課
埼玉県 総合政策部政策調整課
千葉県 企画部企画課
東京都 総務局総務部行政管理課

神奈川県 企画部科学技術政策室
新潟県 ⅡE画調整部企画課
冨山県 ⅡE画部計画課
石川県 止画開発部高等教育振興室
福井県 商工労働部工業技術課
山梨県 1E画県民局企画課
長野県 商工部工業課
岐阜県 科学技術振興センター企画調整課
静岡県 商工労働部技術開発課
愛知県 商工部工業振興課
三重県 企画振興部企画課
滋賀県 企画県民部企画課
京都府 商工部産業推進課
大阪府 企画調整部企画室
兵庫県 知事公室審議員
奈良県 企画部企画課

和歌山県 商工労働部商工振興課

鳥取県 企画部企画課
島根県 商工労働部企業振興課
岡山県 商工労働部工業振興課
広島県 商工労働部新産業振興室

山口県 商工労働部工業振興課
徳島県 企画調整部政策調整課
香川県 企画部政策企画総室
愛媛県 企画部企画課
高知県 商工労働部工業振興課

福岡県 商工部新産業・技術振興課
佐賀県 企画局企画調整課
長崎県 企画部企画課
熊本県 企画開発部企画調整課
大分県 商工労働観光部産業振興課
宮崎県 企画調整部企画調整課

鹿児島県 企画部新技術情報課
沖縄県 企画開発部企画調整室

小計 30 17
札幌市 企画調整局企画部
仙台市 企画局企画課
千葉市 企画調整局企画課
川崎市 総合企画局企画部企画推進室
横浜市 企画局企画調整部企画課
名古屋市 経済局商工部産業振興室

京都市 産業環境局商工部経済企画課

大阪市 計画調整局企画調整課
神戸市 震災復興本部総括局復興推進部総合計画≡課
広島市 経済局経済振興課

北九州市 企画局新大学設立準備室
福岡市 総務局企画調整部企画課

小計 9 3
総計 39 20
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4．3　地域科学技術関係経費は国の経費の約3割

国の科学技術関係経費（科学技術関係予算）は科学技術庁科学技術政策局において、毎年、

科学技術関係予算の関係省庁との総合調整の過程で把握されており、近年、順調に増加し

ている。一方、地域の科学技術関係経費（都道府県及び政令指定都市）は、科学技術政策

研究所の本調査研究（「地域における科学技術振興に関する調査研究」）によって、今回

を含め過去3回調査されている。地域科学技術関係経費の推移としては、平成2年度（1990

年度）が5，732億円、平成4年度（1992年度）が6，140億円、平成7年度（1995年度）が7，143億円で

あった。平成7年度の地域科学技術関係経費の前回（平成4年度）に対する伸び率は16．3％

であり、同期間の国の科学技術関係経費の伸び率17．1％とほぼ同じ伸び率となっている。ま

た、地域科学技術関係経費が国の科学技術関係経費に対してどの程度の割合に相当するか

をみると、平成2年度が29．9％、平成4年度が28．8％、平成7年度が28．6％となっており、

過去3回の調査結果を通じて地域科学技術関係経費は国の経費の約3割に相当する規模で

ある（表4－3－1）。

国と地域の役割分担を考えるための参考資料の1つとして、目的別にみた財政支出にl占

める国と地域の割合をみると、図4－3－1のようになっている。防衛費と民生費（年金関係）

が国100％となっている他は、概ね地域が7～9割を占めている。歳出全体としても、国が

53兆3115億円で35．4％、地方公共団体が97兆制93億円で64．6％となっており、地域が約3分

の2を分担している。

表4－3－1　国と地域の科学技術関係経費の推移

（単位：億円、％）
国 の 科 学 技 術 関 係 経 費 地 域 の 科 学 技 術 関 係 経 費 比 率

（A ） （B ） （B ／ A ）

1 9 8 5 年 1 5 ，2 1 6

1 9 8 6 年 1 5 ，9 9 0

1 9 8 7 年 1 6 ，5 5 0

1 9 8 8 年 1 7 ，0 6 5

1 9 8 9 年 1 8 ，1 4 8

1 9 9 0 年 1 9 ，1 9 6 5 ，7 3 2 2 9 9 ％

1 9 9 1 年 2 0 ，2 2 6

1 9 9 2 年 2 1 ，3 4 7 6 ，1 4 0 2 8 ．8 ％

1 9 9 3 年 2 2 ，6 6 3

1 9 9 4 年 2 3 ，5 8 5

1 9 9 5 年 2 4 ，9 9 5 7 ，1 4 3 2 8 ．6 ％

1 9 9 6 年 2 8 ，1 0 5

1 9 9 7 年 3 0 ，0 2 6
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図4－3－1目的別にみた財政支出に占める国と地域の割合
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資料：東洋経済新聞社「図説地方財政」（自治省編）
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4．4　多様化進む目的別にみた地域科学技術関係経費

第3章では地域科学技術関係経費の内容を掴みやすくするために、26の間を12の目的別

グループに再集計した結果を用いて地域科学技術関係経費の動向を調べ、全体的傾向とし

ては、公設講の割合が減少しているのに対して、高等教育機関、啓発普及の割合が増加し、

地域科学技術政策は、目的別経費からみると、公設試中心の内容から、公設試を中核とし

ながらも多様な事業による総合的事業展開へと推移しつつある状況が窺えた。

ここでは更に、地域科学技術関係経費の特徴を掴むための参考に、地域の科学科学技術

関係経費を国の科学技術関係経費と目的別に比べてみる。図4－4－1は、地域と国の科学技

術関係経費を目的別に分類して表したものである。国の経費の場合、「研究所」と「大学」

がほぼ1：2セあるのに対し、地域の経費の場合には、「研究所」と「大学」がほぼ2：

1の比率になっており、両者の比率がほぼ逆転した構造になっている。．

図4－4－1　　　地域と国の目的別割合の比較

⊂コ総　合　的　推　進　　　 ■ 公　設　試　　　　　　　 ⊂コ高　等　教　育　機‾関　　 ■ 医　療　機　関
－ 財　立　法　人　　　　　 【正l研　究　交　流　促　進　　 t■企　業　誘　致　　　　　　 ⊂コ企　業　支　接
屈国人　材　育　成　　　　　 ■ 国　際　交　流　　　　　 ⊂コ啓　発　普　及　　　　　 ■■重　点　課　題

仁 ／
l
l
l

l

地　域 5 1　6　％ 2　5　0 ，i
■ 題

l　　　　　　　　 ［　　　　　　　　 ［　　　　　　　　 l　　　　　　　　 l

－　　　　　／　　 ／／　 ／／／　　／
0％　　　　　　　20％　　　　　　　40，‘　　　　　　609i　　　　　　　80％　　　　　100％
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4．5　依然としてバラツキが大きい団体別経費

第3章では地域別（都道府県別等）相互の科学技術関係経費を経費総額、伸び率、経常

的経費、人口1人当たり経費、財政歳出シェア、事業性格別経費等によって比較してみた。

いずれの場合も団体間、地域間の格差が大きかった。

ここでは更に、農林水産系経費と商工系経費とについて、各都道府県の産業構造との対

比において調べてみることにする。図4－5－1は、横軸に県内総生産に占める第1次産業の割

合を、縦軸に科学技術関係経費に占める農林水産系の割合を取って、各団体の位置を示し

たものである（球の大きさは農林水産系科学技術関係経費の金額の大きさを表す）。グラ

フ上の右上がり斜めの線は両者割合の全国単純平均値（3．1％，41．6％）と原点を結んだライ

ンであり、これより左上にある団体は全国平均の両者比率よりも大きな割合で農林水産系

に経費を支出していると言える。また、図4－5－2は、横軸に県内総生産に占める第2次産業

の割合を取り、縦軸に科学技術関係経費に占める商工系の割合を取って、各団体の位置を

示したものである（球の大きさは商工系科学技術関係経費の金額の大きさを表す）。グラ

フ上の右上がり斜めの線は両者割合の全国単純平均値（35．2％，22．0％）と原点を結んだライ

ンであり、これより左上にある団体は全国平均の両者比率よりも大きな割合で商工系に経

費を支出していると言える。両グラフとも、ラインから左上、右下に離れた団体が多く各

団体の科学技術関係経費は産業構造シェアとの関係でも多様な経費形態になっていると言

えよう。
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図4－5－1　　　農林水産系事業性格経費割合と第1次産業のGDP割合
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図4胃5－2商工系事業性格経費割合と第2次産業のGDP割合
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4．6　公設試験研究機関の拡充整備

（1）構造転換の進む公設試：新設公設試の動向

公設試験研究機関（以下「公設試」と略記。）は地域科学技術の主たる‘担い手であり、

歴史的にも古く、前身をさかのぼると19世紀末頃設立されているものもあり、地域にお

いて果たしてきた役割は非常に大きなものがあることは間違いない。現在においても全国

の公設試の数は600機関近くもあり、平均すると各都道府県に10以上もの公設試がある

計算になる。設立された主たる目的は、産業の育成であり、工業試験場、農業試験場と呼

ばれる公設試が、それを行ってきた。

しかし、時代と共に公設試のあり方は変化する。今回調査のデータによると、公設試数

は572機関となっていて、前回調査と比較すると3機関の減少となった。トータル数で見

ると変化がないように見えるが、実体は変化しており、平成5年以降に新規設立された公

設試は20機関近くもある。ということは、廃止された機関がそれ以上にあるといえる。

また、新規設立ではないが、組織替えを行ったり、機関の統廃合（以下「再編整備」と

いう。）を行った機関が30機関以上もある。新規設立と、再編整備を行った機関数を合計

すると、全機関数の約1／10にもなるということを考えると、各自治体は、時代に即する

よう公設試の改編を行っていることがわかる。

最近設立された公設試を見てみると、千葉県の「廃棄物情報技術センター」や、兵庫県

の「高齢者脳機能研究センター」など、今までになかった分野での設立、言い換えると産

業育成分野でない公設試の設立を見ることができる。また、バイオテクノロジーなどのよ

り高度な知識や技術を必要とされる分野での設立がある。さらに設立された機関の名前を

見ると、そのほとんどが、研究所、あるいはセンターといった名が付いており、試験場と

いった名前の機関はほとんど存在しない。このことは、公設試が、試験機関から研究機関

へとその機能を変えていこうという姿勢を想起させ、ただ単純に産業育成だけを担ってい

た時代ではなくなってきたと考えて良いだろう。

（2）再編整備の効果：統合整理の意味するところ

公設試の再編整備が行われてはいるが、このことは実態としてどのような影響を、公設

試に与えるのだろうか、一つの再編整備の例として神奈川県をあげる。

表4－6－1神奈川県における公設試験研究機関の再編整備（一部）

再 編整 備 前 再 編 整 備 後

環　 境　 系
公 署 セ ンター ・
衛 生 研 究 所 （廃 棄物 部 門） 環 境 科 学 センター に統 合

農 林 水 産 系 農 業 総 合 研 究 所 ・
園 芸 試 験 場 （4 分 場 ）・蚕 業 セ ンター 農 業 総 合 研 究 所 （3試 験 場 と蚕 糸 検 査 場 を含 む ）に改編

工　 業　 系
工 業 試 験 所 ・工 芸 指 導所 ・
繊維 工 業 指 導 所 ・家 具指 導セ ンター 産 業 総 合 研 究 所 （工 芸 技 術 セ ンター を含 む ）に統 合
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表4－6－1は、神奈川県の公設試の再編整備の一部を表したものである。これを見ると明

らかなように、組織の整理統合が行われ、組織数が減少している。ということは、一機関

あたりの規模が拡大するということである。規模は拡大するが、その内容がどう変化する

のか、アンケートのデータを使って考えてみる。

平成5年から平成7年にかけて新設された、あるいは再編整備を行ったと回答のあった

48機関を変更があった機関の代表とし（「組織変更あり」）、それ以外の機関（「組織変更な

し」）と比較することとする。

表4－6－2－公設試あたりの運営経費内訳（単位：千円）

云 讐 笥 決 算 尋 人 件 司 維 調 依 頼 試 指 施 庁　　 口

運　 営 研　 究 検　 査 普　 及 皐　 備 改　 修

変 更 なし 565 ，40 5 ．5 3 26 ，8 62 ．7 6 4 ，68 5 ．7 5 9 ，5 79 ．4 6，6 44 ．6 7，58 9 ．5 78 ，4 18 ．2 2 3 ，3 66 ．9

構 成 比 100 ．（兆 5 7．8％ 11．4％ 10．5％ 1．2％ 1．3％ 13．t粍 4 ．1％

変 更 あり 8 54 ，09 6 ．4 48 1 ，6 89 ．0 9 8，17 3 ．1 9 2，2 14 ．1 7，7 94 ．4 24 ，99 1 ．5 1 36 ，5 2 1．2 3 1，4 53 ．5

構 成 比 1（泊．（粍 56 ．4％ 1 1．5％ 10．8％ 0．！兆 2．9弘 16．（粍 3．7％

表4－6－3　－公設試あたり職員規模（単位：人）

云 讐 習
研 究 員

研 究 員

以　　 外

常　　 勤

職 員 計

非 常 勤

職　　 員
職 員 計

変 更 なし 2 6 ．8 15 ．2 4 2 ．0 3 ．9 4 5 ．9

構 成 比 58 ．3％ 3 3 ．1％ 9 1．5％ 8 ．5％ 10 0 ．0 ％

変 更 あり 36 ．1 2 0 ．3 5 6 ．3 4 ．5 60 ．8

構 成 比 59 ．3％ 3 3 ．3％ 9 2 ．6％ 7 ．4％ 10 0 ．0 ％

表4－6－4研究員一人あたりの運営経費内訳（単位：千円）

研　 究　 員

一 人あたり

決 算 司 人 件 司 慧 営 溺 票 究 習 悪 習 慧 誓 及 笥 霊 備 習 庁　　 ロ
改　 修

変更なし 21，120．4 12，209．8 2，416．3 2，225．6 248．2 283．5 2，929．3 ・872．9

変更あり 23，683．8 13，357．1 2，722．3 2，557．1 2 16．1 693．0 3，785．7 872．2

表4－6－2あるいは表4－6－3を見て明らかなように再編整備後の公設試の規模は拡大して

いる。再編整備は整理統合であるからである。ここではその運営経費の内訳構成比の変化

等に注目し、再編整備の意味について考える。

再編整備は公設試の研究機能の強化が、大きな目標の一つと考えられる。これは、各団体

の科学技術の基本指針において、公設試の活性化や拡充整備としてうたわれているのをみ

ても明らかである。しかし表4－6－2の調査研究費の構成比を見るとその差はないに等しい。

また表4－6－3職員の構成比を見ると、研究員の構成比は若干ではあるが上昇はしているも

のの、その差もわずかである。これでは再編整備が、あまり組織の合理化が行われず、形

だけの統合のようにも見える。
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表4－6－4のように、公設試の運営経費を研究員一人あたりに換算して比較してみると、

依頼試験検査費以外はほぼ全て増加している。しかし、この依頼試験検査費こそが、公設

試の担ってきた大きな役割の一つであることを考えると、地域の公設試利用者にとって公

設試の存在が遠いものとなってはいないことを期待したい。

図4－6－1一機関あたりの公設試運営経費内訳
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4．7　県立理科系大学（短大）の設立増加とその背景

今回の調査回答により、都道府県及び政令指定都市が設立（公設民営を含む）する理科

系高等教育機関は117機関（うち15機関は計画段階）であることが分かった。このうち前回

調査以降（平成5年度以降）の設立又は設立予定が28機関あり、地方公共団体が理科系高

等教育機関を自ら持とうとする傾向が強いことが確認された。

地方公共団体が、自ら大学や短期大学を持とうとする背景としては、県内の専門家需要

に応えるための人材育成要因、若年層の地元定着期待、学校所在地域の活性化対策、大学

研究者が地元企業の研究開発に寄与することへの期待等多くの要因が働いている場合が多

いと思われる。

このうち人材育成についてみれば、一般に、国立大学より公立大学の卒業生の方が地元

就職率が高いと言われる。例えば、富山県の場合、国立富山大学工学部（定員442名）の平

成9年3月新規卒業者の県内就職率は35％であるのに対し、県立富山大学工学部（定員160

名）は50％（前年62％）である。

また、最近、大学の教育・研究の両機能におけるより弾力的な運営を期待して「公設民

営方式」（地方公共団体が全額負担して設置し、運営は私立大学として行うもの）を取る

大学が幾つか設立されている（表4－7－1）。理工系の学部学科を持つ大学としては、東北芸

術工科大学（平成4年4月開校、定員デザイン工学部200名）、高知工科大学（平成9年4

月開校、定員工学部400名）が挙げられる。

平成9年4月に開校した高知工科大学の場合、「社会に開かれた大学」をスローガンに、

産学官の共同研究を積極的に推進するため、企業側が大学に研究相談できるリエゾン・オ

フィスを設置し、企業の相談に応じて、学内研究者を紹介したり、具体的研究チーム作り

を行うなど、大学運営に柔軟性、機動性を発揮させる方針である。

表4－7－1公設民営大学

定義
地方 自治体の イニシアテ ィブによ り、かつ地方公共 団体 が創設費の全額 を負担 して、学校法人 を

設立 し、設置 後は私立 大学 と して運営 してい く，もの。 （既設学校法人の分校 開校 型でないもの）

実例 （4 校 ）：

東北芸術工科大学
山形市 創設費負担 デ ザ イ ン工 学 部 200

平成 2 年開校 （山形 県、山形市） 名、芸術学部 200 名

長岡造形大学
新潟県長岡市 創設費負担

造形学部 200 名
平成 6 年開校 （長岡市、新潟 県）

名桜 大学
沖縄県名護市 創設費負担

国際学部 330 名
平成 6 年開校 （名護市、他の 1 1 町村）

高知工科大学
高知県土佐山田町

平成 9 年開校
創設費負担 （高知県） 工学部 40 0 名
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前回調査以降（平成5年度以降）の大学（短期大学）の設立（又は計画）数28のうち19

校は看護系の高等教育機関であった（表4－7－2、表はアンケート回答に独自調査分を追加）。

看護系大学の急増の背景としては、文部省が大学学科原則抑制の中、看護職員や社会福

祉人材養成に係るものを抑制の例外としているという制度上の理由と別に、地域社会の高

齢化や医療福祉サービスの高度化等、看護婦や保健婦に対する社会ニーズが大きく変化し

ているという点があると思われる。

看護婦（保健婦）養成機関としては、従来、医師会等が准看護婦養成校を殻立運営し、

都道府県等が正看護婦養成機関を設立運営し、数は少なかったが国（文部省）が大学を設

立運営するというのが基本的役割分担であった（図4－7－1）も　しかし、近年、看護婦・保健

婦ニーズを巡る社会の変化は大きく、これに都道府県が公立の大学や短大を設置すること

で対応しているものと思われる。表4－7－3は、看護婦養成過程を持つ4年制大学（国立、私

立を含む）の設立時期を一覧表にしたものであるが、平成5年度以降の4年制大学看護婦

養成学科急増の中で、とりわけ公立大学が増えており、高齢化社会に対応する人材育成機

関の中で重要な位置を占めるようになってきている（平成10～12年度計画は公立大学分の

み調査）。近年の看護婦・保健婦ニーズを巡る大きな変化に都道府県が公立の大学や短大

を設置することで変化に対応しているものと思われる。

表4－7－2平成5年度以降設立（予定）の看護系大学（短期大学）

－154－



図4－7－1設立主体別看護婦養成学校数
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表4－7－3　県別にみた看護系学科を有する4年制大学一覧

ー
い
い
の
ー

l　　　　　　　　 平成 4年度以前 l　　　　　　　 平成 5 －7年＃ 平虞 8、9年度 平慮＝ 0・－12 年■
鳶嘉1 札幌医科大学（保t 医■学部t E 学制）

［私立］北海遺臣■柵址大学（t 護福祉学部）

【国立題旭川医科大字（■l■手製）

◆露■ 胃轟県立保●医肩章部（保 t 医書学部）
岩手肩 岩手県立大学（■霞学科）
耳減肩 宮城大学（t Il 学部）
秋日■

山形■ 【日立】山形大学（■晴学科）
柵■■ 柵■■立医科大学（■睫学部）
ま■■ 東城県立医■大学（保t 医書学部■慎学科）
毛木肩 【私立］胃陪臣■趨社大学（■醸讐細）
Il■肩
鳩王胃 肩立 t ll 播社大学（● ll I事社手書l）
千■■ 【邑立】千葉大学（t 櫻学部）

土倉■ 【私立］聖経加■陳大学（昭和 3 9 年、書経学部）

【国立】1 東大掌（昭和2 8 年、t 肩科学・■壇学科）
［私立］日本赤十字t 渡大学（昭和 6 1 年、t 護学部）

【私立】文京慈貴会医科大竿（■■手科）
【私立］北里大学（■譲響軋 昭和6 1年）

【国立】肩東正利■科大学（保健胃生学科）

［私立］杏林大学（保 t 学部●檀学科） 文京■立榊 科学大字（良書科学学部）

柵乗用■ ［私立］東海大学（t 廣科学細事匪学科）
鵬渇肩

書山肩 【包立】暮山医科薗科大学（書経学科）

石川■ 【自立】金沢大学（保t 学科） 石川県立■錐大学（■誰学部）
柵井■ 福井県立大学（t ll It 社手書l）
山■■ 【国立】山梨医科大学（■許学科） 山奥れ立 t ll 大学（t ll 字書l）
長野肩 長野県■繍大手（書経半袖）
岐暮肩 畦●■立■離大学（t t 字鮪）
■■■ ［私立］聖繍クリストファー■性大学（t 瘻学部） 【国立】点松医科大学（■檀学制） ■闘県立大学（t ■字書l）
t ■■ 【私立］■日保t 衛生大事（胃生学部） 先知県立■檀大学（■旺学部）
三 1 県 三 1 県立■■大字（t F 学部）
■ t ■ 【国立】遭肩医科大学（t 虻学科）
貴書府

大IE 府 大阪府立 t 匪大学（■性学部〉
【自立】大阪大学（■醸学科）

兵暮■ 兵庫県立■性大学（■匪学部）
【包立】神戸大学（■■学科）

■戸市立t ■大学（t は学部〉

套良■

和故山 l■
▲取■

▲穣■

■l山■ 岡山県立大牢（像 t 橿社学著lt 撲学科）

【私立】川■医療福祉大手（医療橿社学部書譲学科）
［私立】吉■包陣大学（保書科学部書経学科）

広▲■ t国立】広▲大学（保t 学科）

山口■ 山口肩立大字（t 譜学部）
竃▲■
香川肩 【国立】香川医科大攣（■江華料）
t ■■ 【昏立】t 蟻大学（書雄学科）

暮匁l■ ■知女子大（t 醸学部）
福 l■■ 【私立］久留米大学（●瘻学科） 【私立］塵彙医科大学（産兼良■学部■飜学割）

【私立］西胃女学院大手（良健福社竿部 t ll 季科）
佐 t ■ 【自立】佐肩医科大学（書経学科）
塵■■ 畏胃県立断大学（肩濱栄養学部）
■書■

大分■ 【国立】大分医科大学（■江学割） 大分 l■立1 11 科学大事（事案肩．攣部〉
富Il ■ 富 l■県立●櫨大学（■飜学部）
■児▲肩 【私立1書児■串l心女子大学（t ll字書の
工中■■ 【国立】壌増大竿（任せ学部」昭和 4 3 年） ■立ヨ■■大．革（■ l■．軍曹l）

雫l蜜■ l 1 3 1蜜（日立 5、公立 1、私立 7） 1　　　　 2 5 1賓（日立 1 1 、公立 7、私立7 ） 1　　　 1 0 1蜜（国立 2、公立 8、私立 2） 1　　　　　 1 2 校　公立 1 2 ）



4．8　設立が急増している博物館

博物館は地域科学技術振興の視点からみると、科学技術教育の補充、科学技術活動に対

する住民理解の向上、学芸員による調査研究推進等多様な役割を果たしている。

今回調査の結果から、「自然科学系博物館等」として85施設の回答があった。このうち6

2施設が既設であり、23施設が計画中である。本調査で、自然科学系博物館等は、4つの類

型に分けて質問しており、類型別施設数（計画中を含む）では、「A型：総合博物館の一

部として整備」が22、「B型：自然科学系として独立して整備」が24、「C型：科学技術

系教育施設（博物館以外）」が22、「D型：その他」が17となっている。これらを開館時

期別にグラフにしてみると（図4－8－1）、全類型通じて、平成元年（1989年）以降開館が増

えていることが分かり、また、特に自然科学系独立博物館（B型）の場合は平成2年（199

0年）以降の開館（又は開館予定）が目立っている。

図4－8－1自然科学系博物館設立推移

tコA mB DC■D

上記グラフは本調査回答に基づくものであるが、博物館全体の総数が近年増加傾向にあ

るいわれていることから、次に、博物館協会資料を用いて、館種を全館種（美術館、歴史

民族館等を含む）に広げ、設立主体も都道府県及び政令指定都市だけでなく、私立や市町

村立を加えた全ての登録博物館（720館）について調べてみると（図4－8－2）、登録博物館

に占める割合では私立の美術館が一番多い。また、この10年間の増加傾向は、ほぼ全館種
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に共通した傾向であると言える（図4－8－3）。また、同資料に基づき、都道府県別（所在地）

の登録博物館数をみると（図4－8－4）、多いところは東京都（67館）、長野県（55館）、北

海道（35館）の順になっている。

図4－8－2分野別博物館教（公立私立別）
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図4－8－3　　館種別博物館致（最近10年肺の増加）
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4．9　地域における知的所有権活用状況と地方公共団体の役割

今回調査から、知的所有権制度普及事業についての質問を加えた。近年における知的所

有権保護の世界的趨勢と国内での地方公共団体の役割増大から、同事業が地域科学技術振

興に与える影響の重要性を踏まえての追加措置である。国の科学技術関係経費でも同種事

業を対象に含めている。

回答は19府県からあり、知的所有権制度普及経費は合計3，629万円でり、経費総額に占め

る割合は0．04％である。政令指定都市からの回答はなかった。

事業内容としては、発明協会の地域支部への補助事業が多い。団体別にみて経費の一番

多いのは、静岡県の918万円（「特許情報強化対策費助成事業」）であった。

地嘩中小企業における工業所有権の活用状況等を、社団法人発明協会「中小・中堅企業

における工業所有権制度利用実態調査報告書」（平成8年3月）によってみると、公開公

報の活用目的としては、大企業（出願上位企業）に比べ相対的には「他社技術・開発動向

把握」「アイデア発掘ヒント」の割合が多く、中小企業においては、工業所有権情報を権

利情報としての活用するとともに、技術情報としての活用を重視していると言える。

また、社団法人発明協会「中小・中堅企業における工業所有権情報管理・活用実態調査

報告書」（平成9年3月）によれば、中小企業が地方公共団体に期待する事項としては、

「講習会・セミナーの開催」、「地方閲覧所の充実」が多く、地方公共団体が工業所有権

制度普及にさらに積極的に関与することを期待しているとしている。

特許庁は、地域の産業特性等のニーズに応じた特許情報提供体制の不備、中小企業への

普及活動の不足等の実態を踏まえ、平成8年度からこ知的所有権センター整備活用補助事

業を開始した。これは特許情報の利用について、従来の閲覧中心から地域技術開発に積極

的に活用する方向へと転換を図り、その実現に当たって、従来の地方閲覧所を整理統合し、

都道府県が主体となって実施する知的所有権センター整備事業を促進しようとするもので

ある。
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図4－9－1公開公報の活用目的
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図4－9－2　地方公共団体への期待
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4．10　拡大する地方公共団体による国際交流と科学技術交流

科学技術面での国際交流を推進する際に、その基盤的関係となる姉妹都市（姉妹県州）

関係について、今回調査で初めて質問した。59の調査対象団体のうち42団体（32都道府県

と10政令指定都市）から姉妹提携関係「有り」の回答を得た。

姉妹関係を有する場合に、「近年における科学技術関係の交流実績」の回答を求めたと

ころ、24団体から実績有りとして回答を得た。交流実績の内容をみると、交流相手国とし

ては、中国、韓国が多く、例えば、鳥取県は中国河北省との間で果樹・野菜等の栽培技術

について共同研究を実施しており、島根県は韓国慶尚北道との間で酸性雨現象の機構解明

に関する共同研究を実施している。

地方公共団体の姉妹提携関係について、市区町村も含めた長期的動向を掴むため、財団

法人自治体国際化協会の「日本の姉妹自治体一覧」を見ると、自治体の種類別には、市が

先行して1950年代後半から提携関係を始めたのに対して、都道府県や区町村は1980年代以

降に急増しており、特に、町での姉妹提携は1990年代に入って急増していることが分かる

（図4－10－1）。

図4－10－1　　　　地方公共団体の姉妹提携関係推移
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資料：財団法人自治体国際化協会「日本の姉妹自治体一覧」
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また、姉妹提携の相手国としては、市区町村ではアメリカ、オーストリア、カナダ、ニ

ュージーランドのような英語圏国家の割合が多いのに対して、都道府県では中国、韓国、

ブラジル、インドネシアのような発展途上国の割合が多くなっている（図4－10－2）。

科学技術関係の共同研究実績を有する団体について経緯を調べてみると、先ず、姉妹提

携関係を締結して数年聞入的交流を推進し、そうした交流の中から研究活動面での共通課

題を見つけて共同研究へと発展している場合が多い。

国4－10－2　　　　　地方公共団体姉妹提携の相手国

資料：財団法人自治体国際化協会「日本の姉妹自治体一覧」
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地方自治体の国際交流は、従来の人的な交流を中心としたものから発展した形態として

上記の共同研究実施の他に、国際協力事業を独自に行うところも増えている。地方公共団

体が独自に専門家を海外に派遣したり、海外からの研修員を受入れたりしている。第3章

では、主に、県が単独事業として発展途上国等と技術交流を推進している状況を報告した

が、これらの県単独事業とは別に、多くの地方公共団体が、国際協力事業団（JICA）

に連携協力する形態で発展途上国等に対する国際協力事業を推進している。図4－10－3は、

平成7年度において、地方公共団体（都道府県及び市区町村）がJICAと連携して行っ

た国際協力事業の実績一覧である。地方公共団体との連携がプログラム内容に含まれてい

る研修員受入事業「青年招稗」（100％）と登録者に消防士、警察官の比率が大きい国際緊

急援助隊登録者（93％）は別にしても、代表的事業形態である研修員受入事業（集団コー

ス）、専門家派遣（プロジェクト専門家）、青年海外協力隊においても、地方公共団体（機

関・職員）は各々3．0％、6．3％、7．1％の割合を占めている。

図4－10－3　　　　　国際協力書集団（JICA）事業における地方公共団体との連携
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資料：国際協力事業団（JICA）「国際協力事業団年報1997」
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4．11過去3回の調査結果からみた地域科学技術政策の特徴

今回の調査においても第2回調査に続き全部の都道府県及び政令指定都市における科学

技術関係経費を把握することができた。この結果、これら地方公共団体において支出され

た科学技術関係経費の規模について、それが国の科学技術関係経費の約3割に相当すると

いう特徴を再度確認した。第3章第2節で示したように、都道府県及び政令指定都市の科

学技術関係経費の総額は第1回調査（平成2年度）の5732億円（この額は東京都、長崎

県、札幌市、横浜市及び神戸市からの回答が得られなかったため推計値で、実数は4924

億円）、第2回調査（平成4年度）の6140億円、そして今回の第3回調査（平成7年度）

の7143億円となっている。併せて、これら経費の規模だけでなく、対応する期間におけ

る経費の伸び率も国の経費の伸びとほぼ同じ傾向を示している。このように地域（都道府

県及び政令指定都市）の科学技術関係経費は、国を基準として比較すると全体的には概ね

適切な規模で推移しているものと見るべきである。例えば、公設試験研究機関、高等教育

機関、研究開発型企業の誘致、あるいは博物館の建設など、科学技術の振興に関して基盤

整備は順調に進展している。しかしながら、第3章第3節で示したように、地域間の科学

技術関係経費には依然として大きな格差が認められ、人口規模あるいは財政規模に対する

比率を用いて比較しても格差がある。

（1）公設試験研究機関

科学技術関係経費の大部分は依然として公設試験研究機関に対する支出である。科学技

術関係経費に占める構成比は過去3回の調査を通じ減少しているが、支出された経費は増

加している。この経費は大きく公設試験研究機関の経常的経費と再編整備に関わる経費に

分けられる。公設試験研究機関の再編整備に関わる支出は単年度に多額の支出があり、大

きな変動の原因となる。再編整備事業の経費として、平成2年度に約421億円、平成4年

度に約505億円、平成7年度には約504億円が支出されている。再編整備は機関の研究機

能強化を目的とする統合整備が主となっている。このため、機関の数が減少しても、研究

機能強化のための後年度負担が増加することとなり′、公設試験研究機関の経常的な経費を

増加させる傾向にある。。

（2）高等教育機関

科学技術関係経費の中で近年特に増加が著しいのは理科系高等教育機関の新設あるいは

増強の傾向である。これらの設立目的が主に高齢社会に対応する看護・福祉に関わる人材

の養成にあることは第4章第7節に示した。第1回調査（平成2年度）から第2回調査（平

成4年度）の期間は公立大学の新設時期に対応し約200億円の大幅な経費の増加が認めら

れた。このため、第1回調査の時点では既存の公立大学の設立経費が計上されていなかっ

たものと考えられる。第2回調査（平成4年度）から第3回調査（平成7年度）の間に高
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等教育機関について地方公共団体の支出は約760億円増加した。これは過去3回の調査に

おいて科学技術関係経費の増額としては最も大きく、大学などを設置した地域は限定され

るため、科学技術関係経費の地域格差に最も影響を与える。看護・福祉などの生活と直接

に係る局面に対処できる人材育成は確かに求められている。しかし、高等教育機関は設置

時の多額の経費ばかりか、後年度負担も多く、公立大学の有無は地域における科学技術関

係経費の格差を一層大きくする要因となる。

（3）財団法人等の研究開発（支援）機関

財団法人等の研究開発（支援）機関は1983年以降、国の施策の支援もあり急速に設立

されてきた。しかし、これらの機関の運営状況は長期にわたる不況の影響もあり、明らか

に地方公共団体にとっては負担が増加している。このため、これらの機関の設立は急速に

減少している。累積基金に占める地方公共団体の出資あるいは出指金額は平成7年度まで

に基金全体の42％となっており、特に第2回調査（平成4年度）から第3回調査（平成7

年度）の間に約365億円の増加となっている。平成7年度に地方公共団体からこれらの法

人等に支出された経費は385億円で、このうち約307億円（前回調査から約40％の増加）

が補助である。これらの機関の所有の有無も地域の経費に変動を与える要因となるが、第

4章第4節で示したように、前二者（1）及び（2）に比べこの経費構成比は小さい。

地域間における科学技術関係経費に変動を与える主な理由として、「公設試験研究機関

の再編整備費」と「高等教育機関に関する経費」であることを述べた。この傾向は過去2

回の調査でも同じ結論である。「科学技術関係経費総額」からこれらの二つの目的別経費

を経費を除くものを「経常的な科学技術関係経費」として、過去2回の調査結果との比較

を行った。

図4－11・1及び4－11－2はそれぞれ、「科学技術関係経費総額」と「経常的な科学技術関係

経費」について都道府県別の構成比を求め、この値の大きい順に並べ替え、さらに構成比

の累積を求めた。図の斜線（対角線に相当するもの）は全都道府県が同額の経費を支出し

た状態を表し、累積曲線と斜線で囲まれる部分の面積は経費の地域偏在の程度を示す（注：

第1回調査（1990年）については母数が異なるため参考として示した）。

1992年と1995年を比較すると、後者の「科学技術関係経費総額」の曲線の立ち上がり

が前者よりも早く、構成比が上位10位以内の地域における経費の偏在が明らかとなる。

一方、「経常的な科学技術関係経費」について同様に比較すると、上位6～20位の地域で

1995年の累ノ積曲線が1992年の曲線に比べ上に広がっている。各々の図につき、面積を近

似的に求めたところ、1995年と1993年の差については「経常的経費」の方が「経費総額」

よりも少なくなっている。地域における政策を反映し、「経費総額」に変動と偏在が大き

いことは明らかであるが、地域に定着した科学技術活動を検討する上で「経常的経費」は

変動要素が少なく有効であるものと考えられる。
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図4－11－1都道府県の「科学技術関係経費総額」の累積構成比
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図4－11－2　都道府県の「経常的な科学技術関係経費」の累積構成比

餌

　

　

5

0

　

　

棚

当
世
婁
犀
帳

12　3　月　5　6　7　8　91011121314151617柑柑20212223242526272829303132333435363738394041424344454647

都道府県

ー167一



4．12　ブロック別にみた地域科学技術関係経費

これまで都道府県別を主体に科学技術関係経費をみてきたが、地域ブロック毎の特徴を考える

ことで、より広域な観点で科学技術関係経費をみることとする（政令市についてもその地域ブロック

に含む）。ブロック区分については以下の通りとした。
I

①全国を8つに分ける場合。

北海道　　北海道

東北　　青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県
関東　　　新潟県、茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、

山梨県、長野県、静岡県
部
畿
国
国
州

中
近
中
四
九

富山県、石川県、岐阜県、愛知県、三重県
福井県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県
鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県
徳島県、香川県、愛媛県、高知県
福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県

②大都市圏と地方圏で分ける場合。

東京圏　　東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県
名古屋圏　愛知県、三重県
大阪圏　　大阪府、京都府、兵庫県
地方圏　　上記以外の38道県

（1）所管部局別比較

ブロック別経費を、所管部局別に比較する。商工系の割合が最も高かったのが近畿ブロックで

29．9％。最も少なかったのが北海道ブロックで12．9％。農林水産系の割合が最も高かったのが、

九州ブロックで55．9％。逆に最も少ないのが近畿ブロックで、10．6％となった。

図4－12－1所管部局によるブロック別経費割合
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（2）事業性格別比較

次に事業の性格別に比較することとする。先ほどは、割合で示したので、額で比較する。

商工系はやはり近畿ブロックが多く、約513億円。これは四国ブロックの約10倍にあたる。農林

水産系は、関東ブロックが最も多く、約545億円。次が九州ブロックで442億円となった。

図4－12－2　事業性格によるブロック別経費

（3）目的別比較

最後に、アンケートの26の間を12の目的グループに分類し集計したもので比較する。今度は、

大都市圏と地方圏とで比較する。

公設試の割合が最も高いのが名古屋圏で、59．8％。大阪圏は公設試経費の割合よりも高等教育

機関の経費割合が高く、45．7％となった。また、東京圏は、財団法人への支出割合が高い。地方

圏は、全国平均に拝して医療機関関係の経費割合が少なく、全国平均の1／5以下となった。

図4－12－3　目的別による大都市圏・地方圏経費割合
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表4－12－1　プロ・ツク別にみた地域科学技術関係経費（金額　単位：百万円）

●地域ブロック別

所 管 部 局 別 北 海 道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 匡I l　 四 匡l 九 州 l　 合 計

商　　　　 工 6 ．7 5 4 1 7 ．1 4 2 4 3 ．7 5 5 1 4 ．7 13 5 1 ．2 8 9 9 ．6 1 4 5 ．2 4 8 1 8 ．6 2 2 16 7 ．1 3 5

農　 林　 水　 産　 、 1 9 ．17 9 4 4 ．8 4 7 5 5 ．0 8 8 1 7 ．6 3 0 1 8 ．24 0 17 ．8 9 6 1 1 ．8 7 9 4 4 ．3 1 5 2 2 9 ．0 7 5

土　　　 木　　　 系 17 3 8 7 2 ．16 3 5 1 7 5 1 6 1 5 1 14 4 1 ．15 1 4 ．9 0 3

保 健 ・環 境 ・衛 生 系 2 ．2 5 0 8 ．6 1 4 4 2 ．0 5 6 13 ，2 72 2 7 ．20 7 3 ．3 2 3 3 ．9 0 2 6 ．4 6 5 10 7 ．0 9 0

県　 民 ・ 生　 活　 、 7 5 1 ．3 2 9 12 7 15 ．2 8 0 1 ．2 6 5 5 2 8 0 18 ．5 4 1

教　　　　 育 5 8 1 1 ．1 9 5 2 3 ．2 8 0 1 ．6 7 1 3 1 ．4 3 8 1 ．0 6 4 9 6 7 3 ．0 4 7 6 3 ．2 4 4

企　 画 ・ 総　 務 ．、 2 3 ．6 10 1 7 ，5 0 8 1 1 ．3 8 6 2 7 ，56 3 2 7 ，4 9 7 6 ，3 2 7 4 ，7 5 6 5 ．6 7 6 12 4 ，3 2 3

総　　　　　　　　　 。 5 2 ．5 5 4 8 9 ．3 9 9 17 9 ．0 5 7 7 5 ．4 9 3 1 7 1．4 6 8 3 9 ．6 4 0 2 7 ．4 2 4 7 9 ．2 7 5 7 14 ．3 1 1

事 業 性 格 別 北 海 道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 匡l 四 国 九 州 l　 合 計

商　　　　 工 6 ．8 0 9 16 ．7 6 5 4 2 ．5 6 9 14 ．84 3 5 1 ．3 3 7 9 ．6 2 1 5 ．2 9 9 1 9 ．0 9 8 16 6 ．3 4 2

農　 林　 水　 産　 系 19 ．1 1 8 4 3 ．6 2 9 5 4 ．5 10 17 ．6 4 3 18 ．2 4 0 1 5 ．4 8 1 1 1 ．5 9 9 4 4 ．2 3 6 2 2 4 ．4 5 5

環 境 土 木 ・保 健 衛 生 ′、 2 ．4 3 0 8 ．7 0 7 4 0 ．7 2 4 8 ．74 7 3 2 ．89 9 4 ．4 13 4 ．10 0 6 ．8 8 0 10 8 ．8 9 9

県　 民　 生　 活　 、 0 0 1 ．4 75 9 7 1 ．3 1 2 3 ．5 3 2 0 76 6 ．4 9 2

教　　　 育　　　 ′、 2 3 ．2 5 1 19 ．9 6 6 3 3 ．0 5 7 6 ．7 5 3 6 5 ．8 8 4 4 ．13 5 6 ．3 9 7 8 ．5 56 16 7 ．9 9 8

企　 画　 絵　 務　 、 9 4 6 3 3 3 6 ，7 2 1 2 7 ，4 1 1 1 ．7 9 7 2 ．4 5 8 3 0 4 2 8 4 0 ，1 2 5

【　　　　　　　 ・ 5 2 ．5 5 4 8 9 ．3 9 9 1 7 9 ．0 5 7 7 5 ．4 9 3 1 7 1 ．4 6 8 39 ．6 4 0 2 7 ．4 2 4 7 9 ．2 7 5 7 14 ．3 1 1

目 的 別　　 l 北 海 道 東 北 1 ．関 東 l　 中 部 近 i畿 中 国　 l　 四 国 九 州 l　 合 計

総　 合　 的　 推　 ’ 1 8 3 50 3 2 1 1 0 2 0 16 9

公　　　　 設 2 3 ．3 7 4 5 3 ．19 7 9 9 ．0 6 0 3 4 ．3 6 6 7 6 ．3 4 2 2 2 ．6 3 0 1 7 ．3 3 8 5 5 ．9 2 5 3 8 2 ．2 3 3

高　 等　 教　 育　 機 2 3 ．26 2 2 4 ．9 6 9 3 1 ．9 2 8 10 ．2 2 4 7 1 ．8 0 2 8 ．13 1 6 ．5 4 5 8 ．7 8 2 18 5 ．6 4 4

医　　 療　　 機 0 1 ．2 2 1 1 1 ．3 70 1 ．9 4 6 2 ．0 7 9 3 6 9 0 1 7 16 ．7 5 9

財　　 団　　 法 1 ．69 5 3 ．8 5 8 1 5 ．6 0 6 4 ．8 2 5 2 ．5 2 7 5 ．0 10 2 8 8 6 ．2 1 2 4 0 ．0 2 0

研　 究　 交　 流　 促 ’ 40 0 1 ．8 3 2 1 ．1 1 8 8 4 7 5 4 8 7 9 6 4 0 9 9 1 5 6 ．8 6 4

企　　 業　　 誘 1 ．66 4 10 4 ．6 3 8 8 ．5 0 4 3 4 7 2 18 4 1 ．3 6 9 16 ．7 5 4

民　 間　 研　 究　 支 4 5 6 9 4 1 2 ．9 6 8 13 ．4 1 2 1 ．3 0 7 6 5 8 3 18 1 ．3 9 1 2 1 ．4 5 1

人　　 材　　 育 1．2 7 2 2 ．4 6 6 1 0 ．5 9 8 1 ．0 0 5 5 ．1 5 4 1 ．0 8 8 1 ．2 3 3 7 3 3 2 3 ．5 4 9

国　　 際　　 交　　 l 3 7 14 0 2 4 6 7 6 0 6 2 0 2 ．18 7 0 14 2 4 ．1 3 2

住 民 理 解 ・科 学 数 日 6 7 1 1 ．2 3 9 1 5 ．0 0 6 1 ．7 7 1 12 ．7 1 4 1 ．3 9 0 1 ．4 6 6 3 ．9 9 6 3 8 ．2 5 2

重　 点　 的　 課 1 4 4 1 ，3 5 4 1 ，9 3 1 4 4 5 3 4 6 4 4 9 2 6 4 6 5 4 5 ，5 8 7

ノゝ⊂I　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 P 5 2 ．9 7 6 9 1 ．3 10 1 9 4 ．5 1 7 7 8 ．1 0 8 17 3 ．7 8 9 4 2 ．6 0 4 2 7 ．9 5 5 8 0 ．1 5 5 7 4 1 ．4 1 5

●大都市・地方圏

所 管 部 局 別 東 京 l葛 名 古 屋 圏 大 阪 圏 大 都 市 圏 計 地 方 圏 l　 合 計

商　　　　 工　　　　 系 2 5 ．6 3 1 8 ．3 2 4 4 4 ．5 9 7 7 8 ．5 5 3 8 8 ．5 8 3 1 6 7 ．13 5

農　 林　 水　 産　 系 2 0 ．3 7 1 8 ．4 7 8 8 ．4 2 5 3 7 ．2 7 4 19 1 ．8 0 1 2 2 9 ，0 7 5

土　　　 木　　　 系 2 ．1 6 3 5 13 3 6 5 3 ．0 4 2 1 ．8 6 1 4 ．9 0 3

保 健 ・環 境 ・衛 生 、 3 0 ．4 6 2 10 ．3 4 4 1 8 ．8 3 9 5 9 ．6 4 5 4 7 ．4 4 5 10 7 ．0 9 0

県　 民 ・ 生　 活 1 ．、 1 ．3 2 9 3 1 1 4 ．3 14 15 ．6 7 4 2 ．8 6 8 1 8 ．5 4 1

教　　　 育　　　 系 14 ．0 7 4 1 ．5 0 3 2 0 ．6 2 4 3 6 ．2 0 1 2 7 ．0 4 2 6 3 ．2 4 4

企　 画 ・ 総　 務 ．、 6 ，4 5 6 13 5 2 2 ，2 2 1 2 8 ，8 1 1 9 5 ，5 1 1 1 2 4 ，3 2 3

総　　　　　　　　 。 10 0 ．4 8 7 2 9 ．3 2 8 12 9 ．3 8 5 2 5 9 ．2 0 0 4 5 5 ．1 1 1 7 1 4 ．3 1 1

事 業 性 格 別 東 京 圏 名 古 屋 圏 大 阪 圏 大 都 市 圏 計 地 方 圏 l　 合 計

商　　　　 工　　　　 系 2 3 ．1 1 9 8 ．4 4 2 4 4 ．5 9 7 7 6 ．1 5 8 9 0 ．18 3 1 6 6 ．3 4 2

農　 林　 水　 産　 ノ、 2 2 ．6 2 0 8 ．4 78 8 ．4 2 5 3 9 ．5 2 3 18 4 ．9 3 2 2 2 4 ．4 5 5

魔 境 土 木 ・保 健 衛 生 系 3 1 ．0 8 6 5 ．8 0 6 1 2 ．9 4 4 4 9 ．8 3 6 59 ．0 6 3 1 0 8 ．8 9 9

県　 民　 生　 活　 系 7 8 1 0 2 6 6 1 ．0 4 7 5 ．4 4 5 6 ．4 9 2

教　　　 育 19 ．2 1 3 6 ．5 59 6 2 ．3 7 4 8 8 ．1 4 6 79 ．8 5 2 1 6 7 ．9 9 8

企　 画　 総　 務　 系 3 ．6 6 8 4 3 7 7 8 4 ，4 8 9 3 5 ，6 3 6 4 0 ．12 5

総　　　　　　　　 吾 10 0 ．4 8 7 2 9 ．3 2 8 1 2 9 ．3 8 5 2 5 9 ．2 0 0 4 5 5 ．1 1 1 7 14 ．3 1 1

目 的 別 東 京 圏 名 古 屋 圏 大 阪 圏 大 都 市 圏 計 地 方 薗 l　 合 計

総　 合　 的　 推　 進 3 9 0 1 3 9 13 0 16 9

公　　　 設 5 1 ．5 8 2 1 8 ．9 6 9 5 8 ．2 1 4 12 8 ．7 6 4 2 5 3 ．4 6 9 3 8 2 ．2 3 3
高　 等　 教　 育　 機 19 ．0 8 4 5 ．19 6 6 0 ．0 6 8 8 4 ．3 4 9 10 1 ．2 9 5 r1 8 5 ．6 4 4

医　　 療　　 機 1 1 ．2 9 6 1 ．9 4 5 1 ．7 9 4 15 ．0 3 5 1 ．7 2 4 16 ．7 5 9

財　　 団　　 法 I4 ．8 2 1 2 ．6 7 0 2 ．3 7 3 19 ，8 6 4 2 0 ．1 5 6 4 0 ．0 2 0

研　 究　 交　 流　 促 ’ 4 3 3 3 10 3 2 0 1 ．0 6 3 5 ．8 0 1 6 ．8 6 4
企　　 業　　 誘 2 ．9 6 8 13 4 3 1 6 3 ．4 1 8 13 ．3 3 6 16 ．7 5 4

民　 間　 研　 究　 支　 虎 1 ，0 1 0 3 3 3 8 7 3 2 ，2 1 6 19 ．2 3 5 2 1 ．4 5 1

人　　 材　　 育 7 ．3 5 3 12 1 4 ．7 0 5 12 ，1 7 9 1 1 ．3 7 0 2 3 ．5 4 9

国　　 際　　 交　 l 1 9 2 2 2 4 6 0 7 1 ．0 2 2 3 ．11 0 4 ．13 2

住 民 理 解 ・科 学 数 日 3 ．0 6 4 1 ．5 0 0 1 ．8 9 4 6 ．4 5 8 3 1 ．7 9 4 38 ．2 5 2
重　 点　 的　 課 60 1 3 18 18 3 1 ，1 0 3 4 ，4 8 4 5 ，5 8 7

合　　　　　　　　 吾 1 12 ．44 3 3 1 ．7 2 1 1 3 1 ．3 4 7 2 7 5 ．5 1 0 4 6 5 ．9 0 5 7 4 1 ．4 1 5
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表4－12－2　　ブロック別にみた地域科学技術関係経費（割合）

●地域ブロック別

所 管 部 局 別 北 海 道 東 北 関 東 中 部 近 畿 中 国 四 匡I 九 州 l 合 計

商　　　　 工 1 2．9％ 19 ．2％ 2 4．4％ 1 9．5％ 2 9 ．9％ 2 4 ．3％ 19．1％ 2 3．5％ 2 3．4％

農　 林　 水　 産　 系 3 6．5％ 5 0 ．2％ 3 0．8％ 2 3．4％ 10．6％ 4 5 ．1％ 4 3．3％ 5 5．9％ 3 2 ．1％

土　　　　 木　　　　 系 0 ．3％ 0 ．1％ 1．2％ 0．7％ 0．3％ 0 ．4％ 0．5％ 1．5％ 0 ．7％

保 健 ・環 境 ・衛 生 系 4 ．3％ 9 ．6％ 2 3．5％ 1 7．6％ 1 5．9％ 8．4％ 14．2％ 8．2％ 15 ．0％

県　 民 ・ 生　 活　 系 0 ．0％ 0 ．0％ 0．7％ 0 ．2，8 8．9％ 3．2％ 1．9％ 0．0％ 2 ．6％

教　　　　 育　　　　 系 1．1％ 1．3％ 1 3．0％ 2 ．2％ 1 8．3％ 2 ．7％ 3．5％ 3．8％ 8 ．9％

企　 画 ・ 総　 務　 ′、 4 4 ．9％ 19 ．6％ 6．4％ 3 6 ．5％ 1 6．0％ 16 ．0％ 1 7．3％ 7．2％ 17 ．4％

．
10 0 ．0％ 10 0 ．0％ 1 0 0．0％ 10 0 ．0％ 1 0 0．0％ 1 0 0．0％ 1 0 0．0％ 1 00 ．0％ 10 0 ．0％

事 業 性 格 別 北 海 道 東 北 関 東 中 部 近 畿 l　 中 国 四 国 九 州 l 合 計

商　　　　 工 1 3．0％ 18 ．8％ 2 3．8％ 19 ．7％ 2 9．9％ 2 4．3％ 1 9．3％ 24 ．1％ 2 3．3％

農　 林　 水　 産　 系 36 ．4％ 4臥 8％ 3 0．4％ 2 3 ．4％ 1 0．6％ 3 9．1％ 4 2．3％ 55 ．8％ 3 1．4％

環 境 土 木 ・保 健 衛 生 ．、 4 ．6％ 9 ．7％ 2 2．7％ 1 1．6％ 1 9．2％ 1 1．1％ 1 4．9％ 8 ．7％ 1 5．2％

県　 民　 生　 活　 系 0 ．0％ 0 ．0％ 0．8％ 0 ．1％ 0．8％ 8．9％ 0．0％ 0 ．1％ 0．9％

教　　　　 育　　　　 系 4 4 ．2％ 2 2 ．3％ 1 8．5％ 8 ．9％ 3 8．4％ 1 0．4％ 2 3．3％ 10 ．8％ 2 3．5％

企　 画　 総　 務　 系 1．8％ 0 ．4％ 3．8％ 3 6 ．3％ 1．0％ 6．2％ 0 ．1％ 0 ．5％ 5．6％

．
10 0 ．0％ 10 0 ．0％ 10 0．0％ 10 0 ．0％ 10 0．0％ 1 00 ．0％ 10 0 ．0％ 10 0 ．0％ 1 0 0．0％

目 的 別 北 海 道 東 北 関 東 中 部 近 i艶 中 国 四 国 九 州 l 合 計

総　 合　 的　 推　 ’ 0 ．0％ 0 ．1％ 0 ．0 ％ 0 ．0％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％ 0 ．0％ 0 ．0 ％

公　　　　 設 4 4 ．1％ 5 8 ．3％ 5 0 ．9 ％ 4 4 ．0％ 4 3 ．9 ％ 5 3 ．1％ 6 2 ．0 ％ 6 9 ．8 ％ 5 1．6 ％

高　 等　 教　 育　 機 4 3 ．9％ 2 7 ．3％ 1 6 ．4 ％ 13 ．1％ 4 1 ．3 ％ 19 ．1％ 2 3 ．4 ％ 1 1．0％ 2 5 ．0 ％

医　　 療　　 機 0 ．0％ 1．3％ 5 ．8 ％ 2 ．5％ 1 ．2 ％ 0 ．1％ 0 ．3 ％ 0 ．0％ 2 ．3 ％

財　　 団　　 法 3 ．2％ 4 ．2％ 8 ．0 ％ 6 ．2％ 1 ．5 ％ 1 1 ．8 ％ 1 ．0 ％ 7 ．8％ 5 ．4 ％

研　 究　 交　 流　 促 ’ 0 ．8％ 2 ．0％ 0 ．6 ％ 1．1％ 0 ．3 ％ 1 ．9 ％ 1 ．5 ％ 1．1％ 0 ．9 ％

企　　 業　　 誘 3 ．1％ 0 ．0％ 2 ．4 ％ 10 ．9％ 0 ．2 ％ 0 ．5 ％ 0 ．0 ％ 1．7％ 2 ．3 ％

民　 蘭　 研　 究　 支 0 ．9％ 1．0％ 1 ．5 ％ 17 ．2％ 0 ．8 ％ 1 ．5 ％ 1 ．1％ 1．7％ 2 ．9 ％

人　　 材　　 育 2 ．4％ 2 ．7％ 5 ．4 ％ 1．3％ 3 ．0 ％ 2 ．6 ％ 4 ．4 ％ 0 ．9 ％ 3 ．2 ％

国　　 際　　 交 0 ．1％ 0 ．2％ 0 ．1％ 1．0％ 0 ．4 ％ 5 ．1％ 0 ．0 ％ 0 ．2％ 0 ．6 ％

住 民 理 解 ・科 学 教 1 ．3％ 1．4％ 7 ．7 ％ 2 ．3％ 7 ．3 ％ 3 ．3 ％ 5 ．2 ％ 5 ．0 ％ 5 ．2 ％

意　 点　 的　 諌 0 ．3％ 1．5％ 1 ．0 ％ 0 ．6％ 0 ．2 ％ 1 ．1％ 0 ．9 ％ 0 ．8 ％ 0 ．8 ％

A
lコ

10 0 ．0％ 1 0 0 ．0％ 10 0 ．0 ％ 10 0 ．0％ 10 0 ．0 ％ 10 0 ．0 ％ 10 0 ．0 ％ 10 0 ．0 ％ 10 0 ．0 ％

●大都市・地方圏

所 管 部 局 別 東 京 圏 名 古 屋 圏 大 阪 鰯 大 都 市 圏 計 地 方 圏 l　 合 計

商　　　　 工 2 5 ．5％ 2 8 ．4％ 3 4 ．5 ％ 3 0 ．3％ 1 9 ．5 ％ 2 3 ．4 ％

農　 林　 水　 産　 ノ、 2 0 ．3％ 2 8 ．9％ 6 ．5 ％ 1 4 ．4 ％ 4 2 ．1％ 3 2 ．1％

土　　　　 木　　　　 系 2 ．2％ 1．8％ 0 ．3 ％ 1．2％ 0 ．4 ％ 0 ．7 ％

保 健 ・環 境 ・ 衛 生 ′、 3 0 ．3％ 3 5 ．3％ 1 4 ．6 ％ 2 3 ．0％ 1 0 ．4 ％ 1 5 ．0 ％

県　 民 ・ 生　 活　 系 1．3％ 0 ．1％ 1 1 ．1％ 6 ．0％ 0 ．6 ％ 2 ．6 ％

教　　　　 育 14 ．0％ 5 ．1％ 1 5 ．9 ％ 1 4 ．0％ 5 ．9 ％ 8 ．9 ％

企　 画 ・ 総　 務　 ノ、 6 ．4％ 0 ．5％ 1 7 ．2 ％ 1 1．1 9も 2 1 ．0 ％ 1 7 ．4 ％

．
1 0 0 ．0％ 1 0 0 ．0％ 1 0 0 ．0 ％ 1 0 0 ．0％ 1 0 0 ．0 ％ 1 0 0 ．0 ％

事 業 性 格 別 東 京 圏 名 古 屋 圏 大 阪 圏 大 都 市 圏 計 地 方 圏 l　 合 計

商　　　　 工 2 3 ．0％ 2 8 ．8％ 3 4 ．5 ％ 2 9 ．4％ 1 9 ．8 ％ 2 3 ．3 ％

農　 林　 水　 産　 ′、 2 2 ．5％ 2 8 ．9％ 6 ．5 ％ 15 ．2％ 4 0 ．6 ％ 3 1 ．4 ％

環 境 土 木 ・保 健 衛 生 ．、 3 0 ．9％ 1 9 ．8％ 1 0 ．0 ％ 19 ．2％ 1 3 ．0 ％ 15 ．2 ％

県　 民　 生　 活　 系 0 ．8％ 0 ．0％ 0 ．2 ％ 0 ．4％ 1 ．2 ％ 0 ．9 ％

教　　　　 育　　　　 系 19 ．1％ 2 2 ．4％ 4 8 ．2 ％ 3 4 ．0％ 1 7 ．5 ％ 2 3 ．5 ％

企　 画　 総　 務　 系 3 ．7％ 0 ．1％ 0 ．6 ％ 1 ．7％ 7 ．8 ％ 5 ．6 ％

．
10 0 ．0％ 1 0 0 ．0％ 10 0 ．0 ％ 10 0 ．0％ 1 0 0 ．0 ％ 10 0 ．0 ％

目 的 別 東 京 圏 名 古 屋 圏 大 阪 圏 大 都 市 圏 計 地 方 圏 l　 合 計

総　 合　 的　 推　 ’ 0 ．0％ 0 ．0％ 0 ．0 ％ 0 ．0％ 0 ．0 ％ 0 ．0 ％

公　　　　 設 4 5 ．9％ 5 9 ．8％ 4 4 ．3 ％ 4 6 ．7％ 5 4 ．4 ％ 5 1 ．6 ％

高　 等　 教　 育　 機 17 ．0％ 1 6 ．4％ 4 5 ．7 9ら 3 0 ．6％ 2 1 ．7 ％ 2 5 ．0 ％

医　　 療　　 機 10 ．0 ％ 6 ．1％ 1 ．4 ％ 5 ．5％ 0 ．4 ％ 2 ．3 9も

財　　 団　　 法 13 ．2 ％ 8 ．4％ 1 ．8 ％ 7 ．2％ 4 ．3 ％ 5 ．4 ％

研　 究　 交　 流　 促　 進 0 ．4 ％ 1 ．0％ 0 ．2 ％ 0 ．4％ 1 ．2 ％ 0 ．9 9ら

企　　 業　　 誘 2 ．6 ％ 0 ．4％ 0 ．2 ％ 1 ．2％ 2 ．9 ％ 2 ．3 ％

民　 間　 研　 究　 支 0 ．9 ％ 1 ．1％ 0 ．7 ％ 0 ．8％ 4 ．1％ 2 ．9 ％

人　　 材　　 育 6 ．5 ％ 0 ．4％ 3 ．6 ％ 4 ．4 ％ 2 ．4 ％ 3 ．2 ％

国　　 際　　 交　　 l 0 ．2 ％ 0 ．7％ 0 ．5 ％ 0 ．4 ％ 0 ．7 ％ 0 ．6 ％

住 民 理 解 ・科 学 数 日 2 ．7 ％ 4 ．7％ 1．4 ％ 2 ．3 ％ 6 ．8 ％ 5 ．2 ％

看　 点　 的　 課 0 ．5 ％ 1 ．0％ 0 ．1％ 0 ．4 ％ 1 ．0 98 0 ．8 ％

∠ゝ
［コ

10 0 ．0 ％ 1 0 0 ．0 ％ 1 0 0 ．0 ％ 1 0 0 ．0 ％ 1 0 0 ．0 ％ 1 0 0 ．0 ％
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第5章　まとめと今後の課題

国は平成7年に制定した科学技術基本法で、わが国の科学技術振興における地方公共団

体の責務を明確にしたところである。このような状況を配慮して、以下わが国における地

域科学技術振興施策の基本的枠組みとその現状について、5つの課題、すなわち（1）総

合的推進体制、（2）科学技術関係経費、（3）科学技術基盤整備、（4）科学技術振興施

策、（5）国際交流について、政策課題別に問題点を要約し、それらに対応していくため

の政策提言を示すこととする。

（1）総合的推進体制

地域における科学技術振興のための総合的推進体制の整備は着実に進んでいるが、

①基本指針の策定に贋しては、政策目標の設定や政策フレームの枠組みが、これまで

指針を策定してきた都道府県の間で相互に類似すると言う傾向がみられた。科学技術基

本法第四条の規定からも各自治体においても何らかの取組がなされることが期待されて

いるところであるが、都道府県ごとに地域の特色を生かした、重点的あるいは戦略的な、

個性ある政策創りが強く望まれる。科学技術資源の集積状況は今回の調査からも明らか

なように地域によって極端に異なっている現状を考慮すると、その格差を無視してどこ

の地域でも類似の政策を実施することは、結果的に地域間格差をむしろ広げる可能性が

あるからである。

②すでに基本指針等を策定ないし予定している団体は47都道府県中33団体に達し

ているが、行政組織内の改編等により科学技術振興のために独立した専門部署を設けて

いる団体は比較的少なく、政令指定都市も含めると59団体中12団体であった。この

ことは、地域における科学技術振興のための体制づくりは、国の地域科学技術振興に関

する基本方向を示した22号答申や、科学技術振興における地方公共団体の責務を明確

にした科学技術基本法の制定と共に、徐々にではあるが地方公共団体による主体的な科

学技術振興へ取り組みが始動しはじめたとみるべきであろう。

さらに、

③それらを行政組織別にみると、20の基本指針のうち14が企画調整系で、6が商

工労働系で策定されている。また、専門部署では12団体中、企画調整系に所属してい

る部署が9、商工労働系に所属している部署が3となっており、両者ともほぼ3割が商

工労働系の所掌となっている。こうした状況は、本来、企画調整系の組織で総合的に科
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学技術振興を図ることが望まれるが、地域によっては、科学技術振興政策の重点がその

まま地域における産業振興政策に向いているところが多いことを反映している。科学技

術が産業競争力の基盤になっていることは改めて指摘するまでもないことであるが、第

4章4節で触れた通り科学技術関係経費の多様化が一段と進んでいることは、他方にお

いて地域社会ニーズにあった固有の科学技術開発に向けて、それらを担える多様な科学

技術主体の創出が期待され始めていることを示唆している。地域社会ニーズにあった科

学技術開発への対応のための仕組づくりが望まれている。

（2）科学技術関係経費

地方公共団体における科学技術関係費は順調な伸びを示している。しかしながら、

①平成7年度の総額は7、143億円で、前回調査（平成4年度）に比べ、その伸び

率は16．3％で、同期間の国の科学技術関係経費の伸び率17．1％とほぼ括抗して

いる。また、その規模は前回が国のそれに比べ、28．8％相当であったのに対し、今

回は28．6％と0．2ポイント下がっているが、相変わらず地方公共団体が自主的に

支出しているの科学技術関係経費の総額は国のほぼ3割に相当している。地方公共団体

における財政状況が一段と厳しさを増している現状を考慮すると、今後その財源も含め

て役割分担のための枠組みについて政策的検討が加えられる必要があろう。

例えば、国と地方公共団体との財政歳出における役割分担は、防衛費と年金関係費（国

が100％財政支出）を含めたすべての財政支出で平均しても、国対地方の歳出比率は

35：65′となっており、圧倒的に地方公共団体が国民に対する歳出分担を担っている。

具体的には、学校教育費では、地方85％に対し国15％、商工費では65％の歳出が

地方公共団体によって分担支出されている（いずれも、平成7年度）。科学技術関係経

費が公共財としての科学技術資源の開発費と位置付けられる側面があることを考慮する

と、地域における科学技術振興に関し、今後、国と地方公共団体との相互の関係とそれ

ぞれが担っていくべき役割について検討されるべき時期に来ている。

②歳出の中身は、前回に比べ一段と経費の多様化が進んでいることを示している。特

に、注目すべき傾向は、総宅削こ占める公設試験研究機関の経費の比率が第1回調査（平

成2年度）では65．3％であったのに比べ、今回は51．6％と5年間で13．7ポ

イントも減少し、地域における科学技術関係経費はすでに大幅な構造的転換を示してい

ることにある。他方、その分増えているのが、高等教育機関関係費、科学技術支援財団

等への経費負担費、企業誘致費、企業支援費、人材育成費、国際交流費、などである。

このことは、地域における科学技術関係費は新たに住民ニーズに応える形で、それだけ

多様化してきていることを意味しているが、こうした歳出構造の多様化は、従来農林漁
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業政策や商工業政策の枠組みの中で支出されてきた科学技術関係支出の政策転換も意味

している。科学技術振興のための特定財源を持たない地方公共団体にあっては、こうし

た新たな財政出動に対して何らかの説明義務が生じてきていることを意味している。

一方、

③国はすでに科学技術基本法で、わが国の科学技術振興における地方公共団体の責務

を明確にしたところであるが、前述したように科学技術振興のための特定財源を持たな

い地方公共団体にあっては、科学技術関係経費の多様化と共に、それらの財政出動に対

し、相応の説明が求められている。こうした状況は、地方公共団体が担っている科学技

術関係経費の財源に関して、今後地方公共団体に科学技術振興のための特定財源を保証

するなり、あるいは国による政策的な財政負担等を検討するなり、基本的な枠組みにつ

いて検討が必要になろう。

（3）科学技術基盤整備

地域における科学技術基盤の整備は国による誘導政策も手伝って、公設試等の再編整

備計画も含めて大幅に進んでいる。しかしながら、その内容には以下のような問題が含

まれている。

①公設試の再編整備にみる限り、その実態は必ずしも財政負担を軽減する方向に進ん

でいるとは言い難い。特に、農林水産系及び工業系の公設試再編整備計画には、統合に

よる一箇所集中立地型と、地域産業の立地状況に合わせて整備する分散立地型が考えら

れてきたが、今回の調査で見る限り、再編整備後の1公設試あたりの平均規模は、職員

数で1．3倍、運営費で1．5倍になっており、結果的には統合による一箇所集中立地

型となっていることが示された。確かに、再編整備により研究機能は一段と強化された

が、従来からの業務もそのまま義務づけられており、限られた資源で多く業務を担い過

ぎているきらいがある。

また、地方公共団体における公設試への財政負担が相変わらず大きいことを考慮する

と、こうした研究機能の拡充強化に加え、近い将来、公設講が担って来た依頼試験・検

査等の業務に、さらにISO9000等への対応を新たな業務として加えて行くのか等々、今

後公設試験研究機関のあり方が公設民営化も含めて再検討されるべき時期に来ていると

みるべきであろう。

②公設試等の再編整備計画と平行して進められてきた、研究財団等（第三セクターの
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株式会社も含む）あるいは研究支援財団等の設立は前回調査以降も続いているが、今回

の調査でそれらが地方公共団体に大きな財政負担を強いていることが一層顕著になって

いることが明らかになった。実際、前回調査に比べ、科学技術関係費総額は16．3％

の伸びに留まっているのに比べ、研究財団等あるいは研究支援財団等への財政負担（補

助金等）の伸び率は3年間で40．1％も急増している。第三セクター方式による科学

技術主体の運営方式そのもののあり方が問われていると見ることもできるが、今後はこ

れらの財団等のメリットを活かす方向で、それらの統廃合やその役割の明確化や機能の

拡充等について検討される必要があろう。

③加えて、これらの研究財団等の多くは基礎研究指向が強く、巨額な費用負担に見合

った成果の地元還元が求められている。地域に展開するこれらの基礎研究機関は、まず

もって、それぞれの機関ごとに設立日的（ミッション）をより明確にし、研究分野を地

域ニーズにあった特定分野に絞り込むこと等により、改めてその役割評価のための枠組

を早急に設定する必要があろう。他方、国は科学技術基本計画の中で、国による基礎研

究の推進をすでに決定しているが、今後、地方公共団体が行っている基礎研究推進のあ

り方が国との役割分担の枠組みの中で改めて検討されることが望まれる。

さらに、近年の傾向として、公立の高等教育機関の設立が急速に進んでいることが挙げ

られる。その内容から背景と問題点を解析すると、

④新設の公立理科系高等教育機関の多くは看護系大学または短大で、平成5年以降そ

の数は総新設高等教育機関数28機関（計画も含む）中19機関にも上っている。大学

等の理科系高等教育機関の設立（平成7年度で117機関（計画も含む））は後年度負

担が大きいだけに、その設立は慎重になされるべきであるが、少子高齢化社会に向けて

福祉ニーズが高まっていることに加え、看護・福祉系の学科増が文部省による学科増設

抑制の適用除外となっていることも原因して、新増設ラッシュが続いている。また、後

年度負担を軽減させる一つの方法として、一部の自治体で公設民営大学の設立が試みら

れているが、今後この種の方法のメリット、デメリットについて地域科学技術の振興の

立場から調査・検討を進める必要があろう。

さらに、近年、これらの公立大学の地域への貢献が検討されはじめているが、公立大

学においては設置者たる地方公共団体が大学運営に直接関与できない仕組みがあったり、

教員任用が地方公務員法にしぼられたりしており、今後地域での研究交流や研究連携を

密にしていく上でも、地方公共団体と公立大学とのあり方が再検討されるべき時期に来

ている。
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（4）科学技術振興施策

地域における科学技術振興施策の基本的枠組みは着実に拡充整備される方向にある。

特に、研究推進体制等のソフト面での整備は、研究交流の促進、研究開発型企業の誘致・

育成支援体制の強化、人材育成のためのプログラムの充実、さらに地元ニーズにあった

重点研究の推進等々、質量ともに一段と向上してきたことは高く評価されるべきである。

注目すべきことは、

①その内容をみると、共同研究促進事業、研究交流推進事業および科学技術情報制度

整備等、技術革新のためのプロセス投資額の合計が約6－8億（平成4年度64億）円で、

伸び率6．25％、科学技術主体である研究開発型企業への直接投資額（研究開発型企

業への支援費）が222億（同47億）円で、伸び率372．3％∴研究所・企業等の

誘致のための経費が総額168億（同175億）円で、伸び率マイナス4．0％となっ

ており前回と比べ支出構造が大幅に変わってきている。注目すべきことは、これらの変

化が、地方公共団体における地域振興施策が従来からの誘致型政策から域内開発型政策

へと、その政策対応が大幅に転換されつつあることを示していることにある。科学技術

主体の創出に向けた域内開発政策は地方公共団体にとっては未経験の政策領域であるだ

けに、政策策定に際しての専門家の育成が急がれていると言えよう。

また、科学技術活動を活性化するための経費であるいわゆるプロセス投資額も前回よ

りも増加しているが、その伸び率は直接投資額に比べ／同房で、これらの経費の科学技術

活動活性化のた釧こ果たす役割が重要であるだけに、今後も国によろ積極的な協力と支

援が望まれる。

②人材育成に関しては、各団体とも極めて熱心であるが、その内容をみると圧倒的に

専門的技術分野の人材養成に主力が置かれ、官民あわせた研究者の育成のための経費は

人材育成経費総額の205億円中5億円に過ぎない。地域科学技術政策の中でも人材育

成は大きな政策課題となっているが、特に研究者等の育成は地方公共団体だけに任され

るべき問題ではなく、今後国との連携をどう図るかが大きな課題になるであろう。

③近年の特色として、博物館等の新設及び科学技術に対する住民の理解の増進等に関

する政策展開が急速に進んでいる（関連経費の伸び率は3年間で31．0％）ことが挙

げられる。これらの政策は長期的にみてわが国科学技術の基盤を向上させる上で極めて

重要な政策である。例えば、都道府県立の自然科学系博物館（自然科学教育施設も含む）

の総数は62館で計画中も含めると85館であったが、この内平成元年以降に開設され

たものは36館に上っている。現在（平成9年時点）、博物館法に基づき登録されてい

る我が国の公立の博物館総数は407館（私立も含めると総数は720館）であるが、
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その多くは圧倒的に市町村立で、都道府県立の数は少ない。住民に親しまれると言う意

味では規模は小さくても、住民密着型の市町村立が好まれているようであるが、今後規

模と内容も含め国立と市町村立の間に立って都道府県立博物館の役割と機能が問われる

ことになろう。

④今回の調査で初めて都道府県及び政令指定都市における知的所有権制度普及事業の

実態について調査を行ったが、その対応は極めて低く、回答があった団体は19府県か

らで、その事業内容の多くは発明協会支部への補助事業であった。その経費総額も3、

629万円で、科学技術関係経費総額の0．04％に過ぎなかった。地域に展開する中

小企業にとって、知的所有権保護のために工業所有権制度の活用は極めて重要な課題に

なっているにも拘わらず、今回の調査からも明らかなようにその取り組みは極めて遅れ

ている。今後は国とも密接な連携を図りながら、都道府県等の地方公共団体によるより

積極的な取り組みが望まれる。

（5）国際交流

国際化の進展と共に、地域における科学技術分野での国際交流の実績は着実に伸びつ

つあるが、

①関係経費の内容では、相変わらず、その大部分が拠点整備（箱もの作り）のために

支出されているが、交流事業そのものの数は着実に伸びつつある。交流件数も110件に

達しており、前回調査に比べ10％の伸びを示している。交流内容も地域の特色を生かし

たものが多く、産業関連の科学技術分野に加え、福祉、医療、環境と言った生活・社会関

連科学技術分野の質の高い交流が始まっている。今後、地方公共団体による科学技術分野

の国際交流は益々活発化されることが予測され、特に都道府県レベルの交流は市町村レベ

ルのそれと異なり、国境を超えた地域間連携へと進展しつつあることを考慮すると、国と

してこれらの交流事業をどう支援して行くか、その対応が望まれている。
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付章1地域科学技術振興のための施策展開例

各事業の概要は、アンケートの回答という中で、答えていただいているものの、科学技

術関係経費に関する把握を主眼としているため、詳細な内容までは答えていただいていな
い。しかし今後各自治体の方が、施策を考える上で参考とするには、さらなる情報を必要

とするた臥　アンケートの回答から、当研究所において積極的、独創的、あるいは典型的
と思われる施策をいくつかピックアップし、再度、各自治体の方に御協力をいただいて追
加的調査を実施した。

当初のアンケートの回答だけでは掴みきれなかった各事業の内容について、各事業の開
始年度や、事業を始めたきっかけ等を含め、各間毎に、施策例としていくつか紹介する。
（紙面の都合上、追加的調査の回答を、全て掲載できてはいません。）

間1科学技術行政の総合的推進

間　2　公設試験研究機開

聞　3　公設試験研究機関の再編整備

間　4　公設試験研究機関の研究機能強化

間　5　理科系高等教育機関の概要

間　6　病院等医療機関の研究

間　7　財団法人等（研究開発）

間　8　財団法人等（研究開発以外）

間　9　基金（法人以外）

間10自然科学系博物館及び科学技術系教育施設

間11共同研究（実施段階）

間12研究交流推進

間13研究所・研究開発型企業支援

間14研究所・研究開発型企業誘致

間15技術指導・技術相談

間16公募形式研究開発制度

間17科学技術情報提供

間18知的所有権制度普及

間19発明奨励事業

間20人材育成（専門的技術分野）

間21人材育成（研究ポテンシャル向上）

間22国際交流（拠点整備）

間23国際交流（交流推進）

間24科学技術教育の充実

間25科学技術行政の普及啓発

間26重点的研究課題
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埼玉県、山口県

秋田県、神奈川県、長野県、京都府、
兵庫県、大阪市、広島市

青森県、岩手県、埼玉県、大阪府

北海道、神奈川県、奈良県

宮城県、富山県、高知県

秋田県、東京都

千葉県、沖縄県、札幌市、横浜市

長野県、大阪市

広島県

神奈川県、滋賀県、愛媛県、京都市

北海道、岩手県、山形県、栃木県、
神奈川県、広島県、徳島県

神奈川県、名古屋市

青森県、石川県、大阪府、岡山県、
大阪市

岐阜県、三重県、兵庫県

北海道、石川県、滋賀県

静岡県、兵庫県

石川県

静岡県

埼玉県、富山県

北海道、神奈川県、京都市、静岡県
香川県

青森県、茨城県千葉県、神奈川県
奈良県、宮崎県、大阪市
広島県、神戸市

島根県、広島県、熊本県

埼玉県、富山県、北九州市

神奈川県、宮崎県

山形県、千葉県、岐阜県



間1

総合的な科学技術行政の推進

団体名

事業名

所管部局

平成7年度決算額

事業開始年度

事業のきっかけ

事業概要

埼玉県

科学技術政策推進費

企画財政部

24，042千円（県単）

昭和54年度

科学技術振興長という職制が設置され、試験研究機関の機器の共同

利用などに取り組んだ。

（1）埼玉県科学技術会議の運営等

平成7年1月に県内外の有識者17名により「埼玉県科学技術会

議」を設置（座長　理化学研究所理事長有馬朗人氏）した。県

内産業、大学、研究所など地域と連携した科学技術政策を推進す

るために、科学技術振興の基本方針について検討がなされ、・4回

の本会議と5回の専門部会等を経て、平成8年4月に「埼玉県の

科学技術に関する提言」を作成した。

その後、平成9年2月に策定された埼玉県長期ビジョンのなかで

も科学技術政策を明確に位置づけ、さらに、総合的な指針として、

埼玉県科学技術基本計画試案を作成した。

（2）科学技術の普及啓発の推進

（3）学際交流の推進

（4）共同研究の推進
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間1

総合的な科学技術行政の推進

団体名

事業名

所管部局

平成7年度決算額

事業開始年度

事業概要

山口県

地域科学技術振興事業

商工労働部

11，203千円（県単）

平成3年度

地域の活力の維持、活性化を図るため、多角的な地域科学技術振興

施策を推進する。

○山口県科学技術振興奨励賞の表彰

・表彰人数　　1名／年度

・研究奨励金　　3，000千円

・表彰開始年度　平成4年度

○山口県産業科学技術振興賞の表彰

・表彰人数　　　若干名／年度

・表彰開始年度　平成7年度

○国際科学技術シンポジウムの開催

・産学官の共同研究を推進するため、（財）山口県産業技術開発機

構が行う「国際科学技術シンポジウム」開催に要する費用を補助
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間2

公設試験研究機関の紹介

団体名

試験研究機関名

平成7年度決算額

研究員数／職員数

設置年

設置場所

目的等

事業内容

秋田県

生物資源総合開発利用センター

511，602千円

15／31人

平成3年9月

秋田県南秋田郡大潟村

県内の他の試験研究機関との連携のもとに、バイオテクノロジー手

法を使った新品種、優良種苗、新技術を効率的に開発するとともに、

これを生産現場へ迅速に普及・定着を目的とする。

愛称はアキタバイオミックエリア

施設として、「遺伝資源開発利用センター」「農業技術交流館」「種

苗センター」「生態系公園」が設置されている。

・遺伝資源開発利用センター

農業短期大学及び附属生物工学研究所で実施される基礎研究と関

係試験場の実用化研究とを連結する機関。応用研究の実施と遺伝

資源の収集・調査・保存等を行う。

・農業技術交流館

農業技術の研修と農業者などの交流の場で、実験室やコンピュー

ター研修室、多目的ホールなどを備え、また宿泊施設とレストラン

も併設する。平成7年度に、交流館で開催された研修の延べ受講者

数は5，000人を越える。

・生態系公園

自然を観察・学習し理解を深めるため秋田県を代表する6つの植物

群落と身近に見られる植物を配置するとともに、芝生公園、池、四

阿なども配置し憩いの場としている。また公園の一角に3つの温室

を持つ「デモンストレーションファーム」を設置し、21世紀に向

けた施設園芸の展開方向をイメージした展示などを行っている。
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間2

公設試験研究機関の紹介

団体名

試験研究機関名

平成7年度決算額

研究員数／職員数

設置年（再編年）

設置場所

目的等

事業内容

神奈川県

農業総合研究所

2，255，964千円

80／161人

平成7年（再編年）

神奈川県平塚市

産業として自立し、都市と共存する「かながわ農業」の実現のため、

バイオテクノロジーを活用した県独自の新品種の育成、メカトロニク

スを活用した野菜などの低コスト・省力生産技術の開発、天敵昆虫な

どを利用したより安全な農産物の生産技術の開発、コンピューターに

よる農業動向の分析と予測手法の開発などの研究に取り組む。

施設として、20．3haの敷地に本館、温室エリア、野菜・普通作物

エリア、果樹エリア、資源リサイクルエリアなどがある。

もともと3所・1室・4部・4分場であったものを平成7年に再編整

備を行い、1所・5部・3試験場・1蚕糸試験場とした。これは、統

合により組織の命令系統一本化をはかり、また作物的縦割り組織（科

制）から、横断的で柔軟性のある技術別組織（都制）への移行をする

などして、研究機能の強化を図ったものである。県民サイド（生産者）

からみると部所毎の役割がわかりにくいなどの問題点はある。

また県民に親しまれる研究所となるよう「オープンラボラトリー（開

放実験室）」「農林水産情報センター」「文献資料室・閲覧室」などを

利用できる施設として開放している。
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間2

公設試験研究機関の紹介

団体名

試験研究機関名

平成7年度決算額

研究員数／職員数

設置年（再編年）

設置場所

目的等

事業内容

長野県

情報技術試験場

427，288千円

31／37人

平成7年4月（再編）

長野県松本市

中小企業の技術の高度化、情報化を図るため、コンピューター利用

技術、デザイン技術、繊維技術等に関する研究、技術相談・指導、人

材育成、依頼試験、機器貸付を行っている。

平成7年度に若干の組織改正を行い、利用者にわかりやすい部名へ

の変更を行うとともに、デザイン開発技術を総合的に支援するため

のデザイン部と繊維関連技術の高度化に対応するための繊維科学部を

設置した。（元々繊維第一部・第二部であったものを改組）現在は、

・ソフト開発部

・生産システム部

・設計技術部

・デザイン部

・繊維科学部

・管理部

の6部で構成されている。
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間2

公設試験研究機関の紹介

団体名

試験研究機関名

平成7年度決算額

研究員数／職員数

設置年（再編年）

設置場所

目的等

事業内容

京都府

中小企業総合センター

1，222，165千円

37／84人

平成元年10月（再編）

京都市

昭和61年6月に京都府科学技術審議会から、21世紀における京都

産業の姿を展望し、開発研究や産学官共同研究を推進する開発センタ

ーの機能と、企業が自社の試験研究等を促進するため、施設を主体的

に活用できる開放試験センター機能の強化を目指して整備拡充が必要

との提言をうけ、京都リサーチパーク内に設置された。府内の中小企

業を対象に経営、技術などに関する指導・調査・研究・情報の提供な

どを行うとともに、人材の育成や、融資の斡旋、異業種間の交流・融

合化の促進など、地元産業の活性化を図るための機関。

施設の特徴として、企業・業界のための、全館利用開放やデザイン

開発支援の充実があげられる。

本館5F

本館4F

本館3F

本館2F

本館1F

本館BF

「デザイン」ゾーン

「試験・研究」ゾーン

「分析」ゾーン

「経営相談」ゾーン

「交流」ゾーン　　　　研究交流棟「技術開発ゾーン」

「精密計測」ゾーン

－185一



間2

公設試験研究機関の紹介

団体名

試験研究機関名

平成7年度決算額

研究員数／職員数

設置年（再編年）

設置場所

目的等

事業内容

兵庫県

生活科学研究所

226，000千円

10／14人

昭和53年

兵庫県神戸市

県立生活科学センターを設置し、生活の科学化・消費者行政に取り組

んでいたが、より高度な問題を解決するため、生活科学センターの商

品テスト機能を集中させ、「県民に開かれた試験研究施設」として全

国に先駆けて設置された。県民生活の科学化及び消費者保護のための

試験研究、情報管理、リーダー養成等を行う。

運営方針として、広く消費者の意向を吸収しその反映を図るため、

①消費者の参加、②生活科学センターとの一体的運営、③市町消費者

行政との連携を積極的に推進し、県民に「開かれた試験研究施設」

として運営していく。

事業として

（1）試験及び研究

①企画試験研究　暮らしの安全確保のための調査・試験研究

商品の適正な晶質・性能を見極めるための試験研究

新しいライフスタイル創造の支援

②依頼試験・技術相談

（2）情報の収集・管理、提供

（3）指導者養成

（4）一般県民に対する学習支援

（5）施設の開放

（6）研究会

（7）情報交換会 等を行っている。
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問2

公設試験研究機関の紹介

団体名

試験研究機関名

平成7年度決算額

研究員数／職員数

設置年（再編年）

設置場所

目的等

事業内容

大阪市

大阪市立工業研究所

1，793，344千円

96／123人

昭和57年（新築移転）

大阪市城東区

大正5年に当時全国でも数少ない公設試験研究機関として設立され

その後、ニューテクノロジーの時代にも先端的技術、ファイン化技術

の開発に対する地域工業界の多様なニーズに効果的に応えるため、企

業の研究開発の支援設備として開放研究室・開放試験室等の設置、ま

た分析機器センター等の研究施設や業務内容の充実を図り、研究指導

機能の整備・強化に努めている。

指令研究　工業界共通の重要開発研究課題について研究を行う。

受託研究　主として中小企業からの依頼を受けて実施。共同研究も

行う。

依頼試験・分析　企業の依頼により、試験分析を行う。

技術相談　無料で応じる。

指導普及　講師の派遣

講習会の開催

刊行物の発行

工業所有権の公開　取得した特許権について、企業者の実施申し込み

に応じ、技術の普及に努める。

設備使用　開放研究室

開放試験室

研究機器の使用　　など

図書の公開　工業所有権に関する公報など

技術者養成　約1年間の長期研修を実施

海外技術交流　発展途上国の技術者の研修を実施
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間2

公設試験研究機関の紹介

団体名

試験研究機関名

平成7年度決算額

研究員数／職員数

設置年（再編年）

設置場所

目的等

事業内容

広島市

広島市工業技術センター

328，260千円

10／13人

昭和62年（移転新築）

広島市中区

工業技術の指導、人材の育成等を行うことにより、中小企業の技術

力の向上を図り、中小企業の振興及び発展に寄与するために設立。

平成4年4月には、中小企業に対して、経営・技術両面にわたる総

合的な診断指導、人材の育成、国際経済交流を広島市に代わって支援

する組織として財団法人広島市産業振興センターを設立した。

工業技術センターには、企画総務係と研究指導係の2つの係しか無

く、それ以外は、（財）広島市産業技術振興センターの技術振興部（第

1から第4まで4つの研究室がある）で事業を行っている。

（1）依頼試験　年間約4，000件　数量は約30，000件

（2）設備利用　件数は約150件　数量は約350件

（3）技術指導相談　約1，700件
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間3

公設試験研究機関の再編整備

団体名

事業名

平成7年度決算額

対象機関名（整備後）

再編整備の目的等

再編整備の時期

再編整備の内容

整備後の事業内容

青森県

花き振興促進センター（仮称）整備事業

1，297，422千円

フラワーセンター21あおもり

花き生産の飛躍的な振興を図るため、それまでの県畑作園芸試

験場の1部門であった花きの試験研究部門を独立させ、新たな試

験研究機関として整備した。

平成8年8月

整備前

組織　　畑作園芸試験場（の一部）

人員　　栽培部1名　　作物改良部1名

整備後

組織　　フラワーセンター21あおもり

人員　　栽培開発部　6名　　生産技術部　4名

試験研究

指導者の養成

生産者の拡大や技術力向上のための各種研修

新品目の展示紹介

優良種苗の提供

再編整備のきっかけ　　青森県の花き生産は、昭和50年には作付面積30㌶・生産額2．4

億円程度で、その後順調に拡大したものの消費額では全国27位に

対し生産額では41位という状況である。そこで花きを県内農政の

柱として発展させるため、平成8年度から10年間を期間とする「第

二次花き振興計画」を掲げ、1200戸の生産者を2500戸に、また1

戸あたりの作付面積を増やし晶質向上による単価の向上で、平成7

年に作付面積300㌶で33億円の生産額を、平成17年には作付面積

700㌶で150億円の生産額にのばす計画をたてた。

この計画の中核を担う拠点施設として日本唯一の花き専門試験場

である「フラワーセンター21あおもり」を設立した。

一189一



間3

公設試験研究機関の再編整備

団体名

事業名

平成7年度決算額

対象機関名（整備後）

再編整備の目的等

再編整備の時期

再編整備の内容

岩手県

農業研究センター（仮称）整備事業

5，964，868千円

岩手県農業研究センター

農業の発展方向に即し、時代を先取りした研究を進めることが

必要であるが、新たな試験研究ニーズへの的確な対応に配慮する

ためには、試験研究機関を専門別に設置し、研究員を分散配置し

ている体制のもとでは、期待される試験研究．の円滑な推進が難し

い。そこで時代の要請に応え得る試験研究体制を確立する。

平成9年4月

整備前

組織　　農業試験場

蚕業試験場

園芸試験場

畜産試験場

整備後

組織　　農業研究センター

整備後の内容　　農業研究センター（北上市：本部）

総務部

企画経営情報部

農産部

園芸畑作部

生産環境部

畜産研究所（岩手郡滝沢村）

県北農業研究所（九戸郡軽米町）
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間3

公設試験研究機関の再編整備

団体名

事業名

平成7年度決算額

対象機関名（整備後）

再編整備の目的等

再編整備の時期

施設の特色

埼玉県

環境科学国際センター（仮称）整備事業

77，238千円

環境科学国際センター（仮称）整備事業

今日の環境問題は企業の事業活動に伴う公害問題が一定の改善

を見る一方、都市・生活公害問題、廃棄物問題、地球環境問題な

ど、複雑多様化してきている。これらの問題解決のため、環境科

学の試験研究の充実、環境学習の推進、環境情報の収集・発信な

どの対応が求められており、この時代のニーズに対応するため、

公害対応型の試験研究機関に代わる、新しい環境の複合施設とし

て整備する。

平成12年春

環境にかかる多岐にわたる機能を充実させた複合施設

北埼玉郡騎西町に設置

敷地　約4ha

（1）環境に配慮した施設づくり

（2）緑の田園地帯に調和した環境に優しい建物

（3）子供から大人まで楽しみながら学べる体感的な展示

（4）環境情報の収集・発信拠点

（5）身近な自然の仕組みを体感する生態園

（6）学際的研究、県民の行う環境保全活動を支援する施設
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間3

公設試験研究機関の再編整備

団体名

事業名

平成7年度決算額

対象機関名（整備後）

整備の経緯、目的等

再編整備の時期

再編整備の内容

整備後の事業内容

大阪府

新産業技術総合研究所整備事業

23，976，000千円

産業技術総合研究所

○新しい技術基盤の要請

・一流の研究者、異分野研究者との研究交流の場の提供

・開かれた研究環境・支援設備と専門的アドバイザーの存在

・多様な技術課題に対する高密度なヒューマンネットワークの存在

・企業ニーズに迅速、的確に対応できる弾力的な組織と運営

・産学共同研究などのプロジェクトへの用地や施設の提供

○公設試験研究機関としての課題

・施設の老朽化、設備の陳腐化による魅力の低下

・総花的対応による企業ニーズとのミスマッチの増加

・OJT、ORTリーダーの減少による研究活力の底下

○新研究所の整備方針

・革新的な研究開発の推進拠点の整備

・多様な研究交流の先導拠点の整備

・大阪産業の産業振興拠点の整備

平成8年4月

7ヶ所の研究所機能のうち5ヶ所を大阪府和泉市に集約統合

総整備費　39，831百万円

1研究業務（共同研究、受託研究）

2　依頼試験業務

3　施設・設備の開放業務（機器　開放試験室　研修室など）

4　技術指導業務（実地指導　技術アドバイザーの派遣など）

5　人材育成事業

6　技術情報提供事業

7　技術交流事業
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間4

公設試験研究機関の研究機能強化

団体名

事業名

平成7年度決算額

所管部局

事業開始年度

事業の目的・内容

事業の成果・実績

北海道

海外客員研究員招へい事業費（平成8年度より国内も対象）

6，364千円

企画振興部

平成4年度

国内外の先進研究機関から研究員を客員として招へいし、，道立試

験研究機関における研究開発機能の向上と研究交流ネットワーク

の構築を図ることを目的とする。海外客員研究官は2名以上（延

べ12ケ月以内）、国内客員研究官は4名以上（1回5日間で年

3回以内）招へいする。指導内容は、受け入れを行う道立試験研

究機関の長があらかじめ定めた研究テーマに関する研究開発指導

を行う。

欧米の大学や研究所等から各年度2名ずつ招へいした。
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間4

公設試験研究機関の研究機能強化

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業内容

事業実績

参考

北海道

長期海外研究事業（一般管理費（人事課分））

企画振興部（総務部）

平成2年度

17，152千円（県単）

今後、道立試験研究機関として重要となる研究課題について、

研究職員を海外の試験研究機関又は大学に派遣し、先進的な研究

開発への参画や創造的研究能力の開発などを通じて、研究職員の

資質の向上と試験研究機関の研究領域の拡充等を図ること。

資格　大学卒業者又はこれと同等の学力を有する者。

研究歴3年以上かつ45歳未満の者。

外国で試験研究を行うのに必要な語学力を有する者。

派遣期間　原則として6か月以上1年末満

欧米の研究所等を中心に毎年4名が派遣されている。

●農業試験場の場合

海外研修は、「北海道職員外国派遣研修（研究職、技術職）（以下、派遣

研修と略す）」と企画振興部が所管する「長期海外研究事業・海外技

術導入促進事業（長期研究・技術導入）」がある。派遣研修は期間が

2ケ月以内で行政制度や試験研究、医療等の分野における専門的

な知識、技術等の習得および調査研究を目的としており、長期研

究（6ケ月以上1年以内）・技術導入（二つ以上の研究機関で編成、1

ケ月以内）は、先進的創造的研究能力の開発や導入を行おうとする

もの。毎年の派遣者数は、農業（畜産）試験場の場合、派遣研修

が2～3名、長期研究・技術導入が1～2名で、最近10年（昭和60

年度～平成6年度）の派遣実績総数は32名となっている。派遣者

の決定は、各々の実施要鏡によるが、試験場内では推薦方法につ

いての内規によって候補者を選定し、中央農試場長が農政部長へ

推薦するという手順をとる。内規は、海外研修を含め種々の事業

で農畜試職員が海外へ派遣される機会の公平化と調整を図る目的

で決定され、派遣先での研修の円滑化と効率化を期するため候補

者は、実用英語検定資格2級以上を有することを必須としている。
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間4

公設試験研究機関の研究機能強化

団体名

事業名

平成7年度決算額

所管部局

事業開始年度

事業の目的・内容

神奈川県

研究職員海外学会発表派遣事業

4，370千円

総務部

平成4年度

県の試験研究機関において研究に携わる職員が、国外の学会等に

参加することにより、研究意欲の高揚と研究成果の向上を図り、

もって県の科学技術基盤の充実に資することを目的に創設。

事業の成果・実績　　　　平成4年度一

平成5年度

平成6年度

平成7年度

平成8年度

平成9年度

15名

15名

8名

8名

8名

8名　　　を派遣した。
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間4

公設試験研究機関の研究機能強化

団体名

事業名

平成7年度決算額

所管部局

事業開始年度

事業の目的」内容

事業の成果・実績

奈良県

インターネット情報研究事業

21，574千円（国関連）

商工労働部

平成7年度

インターネットの情報収集に関する機動性に着目し、県内中小企

業の進出のツールとして利用できないものかと思考していた。県

内工業界においては予想を上回るスピードで普及するインターネ

ットへの対応に苦慮し、技術面でのよりどころとして様々な相談

を持ち込む企業が多く見られた。工技センターは、奈良先端科学

技術大学院大学（奈良先端大）に職員を派遣しネットワーク技術

の習得に努めてきた。その後、専用線接続を実施し、利用技術研

究を始めた。

ホームページ開設（http：〟www．niit．pre£nara．jp）

回線速度　768kbps

工業技術センターの技術指導件数約13，000件のうち約1，000件

が、インターネット関連のものであった（平成8年度）。
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問5

県立理科系高等教育機関の概要

団体名

高等教育機関名称

所管部局

設立時期

所在地

設立の趣旨・内容

大学の内容・定員

宮城県

、宮城大学

企画部

平成9年4月

宮城県黒川郡大和町

21世紀の東北・宮城の発展を担う個性的で創造性豊かなリーダ

ーを育成するため宮城県初の4年制県立大学として、看護学部と

事業構想学部の2学部で関学した。

看護学部は、保健医療・福祉ニーズの増大、高度化・多様化、

複雑化に対応できる資質の高い看護職員の育成を図り、宮城県が

目指している“日本一の福祉先進県’’を実現するための人材育成

拠点として中核的役割を担う。

事業構想学部は全く新しい発想のもとに、今後ますます重要度

を増すであろうサービス産業を中心とした各種の事業プロジェク

トを企画・開発・推進できる実践的な人材を育成するもの。

○看護学部　　　　看護学科　　　　　定員90名

○事業構想学部　　事業計画学科　　　定畠100名

デザイン情報学科　定員100名
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間5

県立理科系高等教育機関の概要

団体名

高等教育機関名称

所管部局

設立時期

平成7年度決算額

所在地

設立の趣旨・内容

大学の内容・定員

卒業生の進路等

富山県

富山県立大学

総務部

平成2年4月

3，682，362（千円）

富山県射水郡小杉町

富山県における地域住民の高等教育についての受容要求の拡大と

地域社会における諸産業の高学歴者人材に対する需要の拡大など

を背景とする。建学の趣旨として、次代を担う青年の、多様な個

性の開発を促し、視野の広い、人間性豊かな創造力と実践力を兼

ね備えた、社会に有為な人材を育成する。また、学術と産業との

有機的連携を進めるとともに、地域振興の原動力としての期待や

生涯学習に対する多様な要請に応え、科学技術の新たな拠点とし

て、学術文化の向上と産業の振興、発展に寄与することである。

工学部

機械システム工学科　　　　定員80名

電子情報工学科　　　　　　定員80名

大学院（修士課程）

生物学専攻　　　　　　　　定員8名

機械システム工学専攻　　　定員20名

電子情報工学専攻　　　　　定員20名

大学院（博士課程）

機械システム工学専攻　　　定員4名

電子情報工学専攻　　　　　定員4名

短期大学部

農業技術学科　　　　　　　定員70名

環境工学科　　　　　　　　定員30名

平成9年3月卒業者　学部については約3割が進学

残りの7割が就職

富山県内に就職したのは、5割（前年までは6割）
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間5

県立理科系高等教育機関の概要

団体名

高等教育機関名称

所管部局

設立時期

平成7年度決算額

所在地

設立の趣旨・内容

設置による効果

大学の内容・定員

高知県

高知工科大学（公設民営）

企画部

平成9年4月

4，411，518（千円）

高知県香美郡土佐山田町

高等教育機関の収容力が低い高知県において、進学機会を拡大

するとともに、これからの我が国及び地域の発展に不可欠な、高

等教育の振興と科学技術系の人材の育成を目指して、県の最重要

プロジェクトとして設置した。

（1）大学進学の機会の拡大、収容力の向上

（2）若年層の定着

（3）幅広い支店を持った技術者の養成

（4）教育研究機能の向上、頭脳の集積

（5）共同研究等を通じた地域産業への技術移転、研究開発能力の向

上、起業家促進

（6）第二次産業の振興、新たな企業の立地

（7）大学を中心とした町づくり

（8）地域文化の向上、国際交流の促進

物質・環境システム工学科

知能機械システム工学科

電子・光システム工学科

情報システム工学科

社会システム工学科

一199胃
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間6

病院等医療機関の研究に対する財政支出について

団体名

病院等医療機関名称

所管部局

設立時期

平成7年度決算額

所在地

設立の趣旨・内容

機関の内容・定員

（1）施設

（2）診療科目

（3）職員

秋田県

秋田県立脳血管研究センター

福祉保健部

昭和43年開所　　昭和58年再編

1，201，979千円（県単）

秋田県秋田市

昭和40年代当初、秋田県は脳卒中、すなわち主として高血圧

に起因する脳血管障害の最多発県であり、その予防と治療は秋田

県（当時小畑勇二郎知事）の医療政策上最も重要な課題であっ

た。そこで、脳卒中とその関連疾患（広くは脳と血管系の諸疾患）

の基礎的・臨床的研究を目的として「脳血管研究センター」が設

立されることになった。

構造：鉄骨鉄筋コンクリート造（一部鉄筋コンクリート造）、地上7階、搭屋2階

規模：敷地面積14，150rd

建築延面積（本体16，867．58nf，附属棟363．16I迂）計17，230．74nf

内科　　　（20床）

神経内科　（40床）

脳神経外科（40床）

理学診療科（60床）

医師、薬剤師、サイクロトロン技師、ME技師の大部分は研究員または主

任研究員として研究局に所属し、務を兼ねている。

輸l　　　 ］■ 定 数

8m　　　　　　　　　　　　　 ■巾 2 8

看　　 己饗　　 掃　 く　士 ） 1 2 1

医　　 療　　 妻蚕　　 術　　 買 4 6

莱　　　　 斉u　　　　　 e市 7

放　 題寸　 動も　 ‡支　 l市 9

臨　 床 ‡乗　 査 ‡乗　 合而 1 2

栄　　　　 秦　　　　　 士 2

号　 ：害　 治　 療　 士 2

I実　 字　 療　 法　 士 3

作　 美　 商　 法　 士 2

疇岳　 床　 工　 芋　 妻安　 土 3

h庇　　　 E　　　　 支　　　 所 3

サ イ タ ロ ト ロ ＝ノ‡蚕 l乖 2

写　　 真　　 ‡重　　 合雨 1

事　　　 務　　　 職　　　 買 1 8

そ　　　　　　 の　　　　　　　 f也 1 1

竃十 2 2 4
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問6

病院等医療機関の研究に対する財政支出について

団体名

病院等医療機関名称

所管部局

設立時期

平成7年度決算額

所在地

設立の趣旨・内容

プロジェクト研究

東京都

財団法人東京都老人総合研究所

養育院

昭和47年開所　　平成2年再編

3，277，370千円（都単）

東京都板橋区

昭和47年、近い将来に到来が予想される高齢化社会に対応した

社会福祉対策の一環として、老化、老人病及び老人間題について

科学的かつ総合的な研究を進めるため、都立の研究機関として設

立された。高齢者をとりまく諸問題が複雑化かつ多様化するにし

たがい、研究業務の特性に応じた柔軟な運営のもとに、より自由

で活発な研究活動を進めるため、昭和56年から財団法人に改組。

更に平成2年に個々の部門の研究活動をより明確にする目的で、

研究機構を再編成し、時の二一ズに応じた部門の見直しを進めた。

東京都老人医療センター、多摩老人医療センター及び老人福祉

施設等との密接な連携のもと、兼務研究員制度を介して高度でユ

ニークな研究を進め、老年学をはじめとする諸科学の振興に大き

く貢献。その成果を行政に反映させるとともに、直接都民の方々

に還元するため公開講座等を開催し、老人福祉の向上に努めた。

一方、わが国唯一の老化、老人間題の総合的な研究機関として、

各国機関と提携して共同研究や学術交流を進める等、国際的な研

究交流活動にも力を入れる。

長期プロジェクト

老人性痴呆に関する総合的研究

中年からの老化予防総合的長期追跡研究

短期プロジェクト

細胞接着とその異常

ニューロンの可塑性とその異常

PETによる生体機能計測法の開発
高齢者における鍼治療の科学的解明

高齢者の生活と健康関する縦断的・比較文化的研究

多機能性タンパク質による細胞機能の調節と老化

血管細胞の加齢に伴う機能変化の解析　　　　　等
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間7

財団法人等（研究開発）への支出について

団体名

機関名称

所管部局

事業開始時期

平成7年度決算額

事業のきっかけ・内容

現在の研究分野

千葉県

（財）かずさディー・エヌ・エー研究所

企画部

平成3年度

1，703，231千円（県単）

かずさDNA研究所は、かずさアカデミアパークの先導的・中

核的施設として、平成6年10月に開所した。同研究所は、生命

科学の根幹であるDNAの研究をとおして、

（1）健康、食糧、環境といった人類の直面している課題の解決

（2）国際的研究交流拠点の形成

（3）千葉県の産業構造の高度化、新しい産業分野の創出

（4）千葉県の科学技術の振興、科学知識の普及

という、県民生活の向上につながる目的をもって、県が計画、建

設したものである。

この目的を達成するた桝こ、研究所の運営主体である当財団に対

して支援を行っている。

1遺伝子構造の研究

（1）ラン藻のDNA解析（世界初）

（2）シロイヌナズナのゲノム解析

（3）ヒト遺伝子の構造解析

2　遺伝子機能の研究

3　DNA解析技術の研究

4　ゲノム情報の蓄積・提供
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間7

財団法人等（研究開発）への支出について

団体名

機関名称

所管部局

事業開始時期

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業内容

沖縄県

㈱トロピカルテクノセンター

商工労働部

平成2年度

378，500千円（県単）

産官学の連携のもと、研究開発・企業化を推薦し、これを支え

る人材を育成することによって地域の産業の高度化に寄与すると

ともに、国内外に開かれた研究交流拠点（Researchin Resort）

の形成を目指すため、沖縄頭脳立地構想の中核的推進機関として

設立。

●研究開発事業

（1）熱帯・亜熱帯地域資源の工業的高度利用分野の研究。

・製糖副産物からのポリウレタン製造技術研究開発事業

・紅麹菌の抗酸化物質に関する研究開発事業　　　など

（2）企業化推進のための実証段階の研究開発。

（3）レンタルラボ、機器の賃貸や研究受託、指導による企業化支援。

●情報開発事業

（1）新技術、新製品の調査研究と企業化支援。

（2）公共的、先進的な情報化プロジェクトのコンサルティング及び

コーディネート。

（3）SE、指導管理者の人材育成。

（4）先進的高機能の情報機器や通信ネットワークの共同利用及び賃

貸。

●人材育成・交流促進事業

（1）異業種交流・産学官交流などの支援。

（2）講演会、シンポジウム、広報誌の発行。

（3）研究開発、新技術に関する情報提供。

（4）研究開発、情報開発に関する調査研究。

●施設賃貸事業

（1）レンタルラボ、レストランテナントの賃貸。

（2）多目的ホール、研修室、会議室の賃貸。
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間7

財団法人等（研究開発）への支出について

団体名

機関名称

所管部局

事業開始時期

平成7年度決算額

財団の設立

財団の目的

事業総括表

札幌市

財団法人札幌エレクトロニクスセンター

経済局商工部

昭和61年度

140，201千円（市単）

産・学・官の共同により設立されたもので、札幌市から札幌市

エレクトロニクスセンターの管理運営を受託する他、同施設の一

部をエレクトロニクス関連企業に提供することによって得られる

事業費などをもって、研究開発支援、広報普及及び情報提供事業

等を実施する。

・研究開発型団地「札幌テクノパーク」の造成、分譲

・札幌テクノパークの中核施設として、開発機材、会議室、研修

室等を提供する「札幌市エレクトロニクスセンター」の管理・

運営

・地元企業の育成、支援のため、研究開発や人材養成事業を行う。

エレクトロニクス応用技術に関する研究、開発、技術指導及び

普及啓発を促進し、札幌市の情報産業の振興及び地域産業の高度

化を図り、もって経済の発展に寄与すること。

基本的な考え方

エレクトロニクス相通企

業が今後取り鯛むべき技

絹分野引削こ把握する。

農学の共同研究に対する支

露を回る。

企業が直面する連携開発俺
剃作りに向け自らのリーダ

ーシップを発揮しながらそ

の仲介的な提別を積極轍こ

果たす。

事某の考え方

r t－t

〃－l
h．肩

e－．
一一．

lllllllll－ プロシ工クト手業

技簡謬I套手業

連携推進奮禦
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指摘柑三先事業

ド
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間7

財団法人等（研究開発）への支出について

団体名

機関名称

所管部局

事業開始時期

平成7年度決算額

財団の設立

財団の主な活動

横浜市

木原記念横浜生命科学振興財団

市立大学事務局

昭和60年

37，051千円（市単）

コムギの研究を中心に遺伝・進化学の分野で世界的業績を残し

た故木原均博士を記念し、21世紀に向けて生命科学の振興を図

ることを目的として設立された。

①共同研究の組織化・調査研究

②情報出版

③遺伝子バンクの運営

④情報交流

⑤国際フォーラムの開催

⑥研究助成

⑦学術奨励賞

⑧知識の普及
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間8

財団法人等（研究開発以外）への支出について

団体名

機関名称

所管部局

事業開始時期

平成7年度決算額

財団の設立

財団の目的

事業内容

基本財産（基金）

長野県

財団法人長野県科学振興会

総務部

昭和35年度

4，500千円（県単）

昭和32年に、当時の県議会議長が、科学講演会を聞き、科学

振興の重要性・必要性を感じたことがきっかけ。

長野県内における科学水準の高揚、科学知識の普及、その他科学

の振興を目的とする。

1発明・研究等を行っている個人及び団体に対し助成金を交付

する。

2　科学振興に関する知識の普及を図るため講演会・講習会等を

開催する。

3　科学振興に関する資料を作成しこれを配布する。

4　このほか科学振興に関する必要な事業を実施する。

5　財源については、県に財政的な支出を全面的に求めることが

出来ないので、広く県民運動として有志から資金を募り、こ

れを基金としてその利子を財源とする。

1科学研究費助成金の交付

・平成8年度19件193万円を交付（累計1，074件　9，612万円）

2　科学知識の普及啓発

・各種試験場等の開放

・科学映画（ビデオ）を見る会

・暮らしの科学講座

3　寄付金の募集　　　　　，

141，095千円任I9．3．31）目標2億円
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間8

財団法人等（研究開発以外）への支出について

団体名

機関名称

所管部局

事業開始時期

平成7年度決算額

財団の設立

事業内容

大阪市

財団法人大阪科学振興協会

教育委員会

平成元年度

395，616千円（市単）

昭和12年に設置された大阪市立電気科学館は、日本初のプラ

ネタリウムを導入するなど斬新なものであったが、老朽化し、平

成元年の大阪市政100周年にあたり、記念事業として移転、リニ

ューアルした。そこで新たに大阪市立科学館として開館するとと

もに、当財団を設置してその運営にあたっている。

「魅力ある事業展開」、「利用しやすい設備」、「ゆとりと安らぎの

ある環境づくり」を主眼に科学館の運営を行った。

年間入場者は、延べ約60万人

1展示事業

2　プラネタリウム投影事業

3　オムニマックス上映事業

4　普及啓発事業

（1）サイエンスショー

（2）科学講演会

（3）科学教室・工作教室

（4）現代科学講座「量子の世界から見た現代化学」

（5）市民天体観望会

（6）楽しい科学実験

5　その他普及事業

6　友の会事業

7　資料収寒・調査研究活動

8　広報活動

9　建物、設備等に関する管理

10売店・駐車場事業

11その他
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問9

基金（法人以外）への支出について

団体名

基金名称

所管部局

事業開始時期

平成7年度決算額

きっかけ

基金の目的等

その他

広島県

科学技術振興基金

商工労働部

平成7年度

1，000，000千円（県単）

平成5年度に「広島県における科学技術振興の基本方向」を策

定したが、基本方向の一つとして「科学技術振興のための推進支

援体制の整備」が不可欠なものとして位置づけられた。行政の単

年度予算のみによる研究資金の限界を解消し、科学技術の振興を、

中・長期的な観点から、計画的かつ機動的に推進するため、安定

的・継続的な財源を確保するために、大規模な基金を官民一体と

なって造成することが不可欠とされ、これがきっかけとなって積

み立てを開始。

現在整備中の「産業科学技術研究所（仮称）」にて行う基礎的・

先導的な研究にかかる研究資金を安定・継続して供給することを

目的とする。

◇第1期（7年度～11年度）：50億円　基金目標額：100億円

◇第2期（12年度～16年度）：50億円

基金造成財団：（財）広島県産業技術振興機構

広島県産業科学技術研究所の概要

・所在地　　東広島市（広島中央サイエンスパーク内）

・敷地面積　約7，600nf

・施設規模　RC3階建て　延床面積約3，000Iが

・開所　　　平成10年4月予定
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間10

公立の自然科学系博物館及び科学技術系教育施設の概要と支出について

団体名

施設名称

所管部局

設立時期

所在地

学芸員数／職員数

平成7年度決算額

設置日的

施設の概要

利用状況

神奈川県

神奈川県卑生命の星・地球博物館

教育庁

平成7年3月

神奈川県小田原市

21／37名

486，252千円（県単）

県立博物館再編整備事業が昭和61年に第二次新神奈川県計画に

位置づけられて以来、県と小田原市の協調事業として、博物館法

に基づき、地球及び生命の営みに関する資料の収集、保管及び展

示並びにこれに関する調査研究、情報提供を行い県民の学習活動

を支援することを目的として設立。

「地球」をテーマにした自然科学史の博物館で、敷地面積41，792

誼で、延床面積14，220I武地上4階建ての建物は、自然科学系

の博物館としては日本一の規模であり、館内には46億年にわた

る地球の歴史が一杯に詰まっている。「地球を考える」、「生命を

考える」、「神奈川の自然を考える」、「自然との共生を考える」と

いう4つのテーマに沿った展示フロアーは、それぞれにストーリ

ー性を持った内容となっており、多くの生命の歴史を自然に学ぶ

ことができる。この博物館の特徴は、標本など展示品の多くが見

学者にオープンになっていて、自由に手にとって触ることができ

ることで、太古の昔の生物から身近な動物まで、地球に生きる生

命を、見て、触って、楽しみながら勉強する施設である。

平成7年度入館者数　　　　　453，210人
平成8年度入館者数　　　　　393，932人
高校生までと65歳以上等は無料となっている。

（1F生命を考える展示室）　　　　　　（3Fジャンボブック展示室）
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間10

公立の自然科学系博物館及び科学技術系教育施設の概要と支出について

団体名

施設名称

所管部局

設立時期

所在地

学芸員数／職員数

平成7年度決算額

設置のきっかけ

基本理念

施設の概要

滋賀県

滋賀県立琵琶湖博物館

教育委員会

平成8年10月開館

滋賀県草津市

20／29名

10，727，000千円（県単）

琶湖博物館の建設は、琵琶湖への社会的関心が高まった昭和54

年に、県の高等学校理科教育研究会から県に料して要望書が出さ

れたことが発端となり、その気運が生まれ、その流れの中で県と

して博物館整備への準備がはじまった。

1　テーマを持った博物館

「湖と人間」というテーマにそって、未知の世界を吸収し、成
長発展する博物館

2　フィールドへの誘いとなる博物館

魅力ある地域への入り口として、フィールドへの誘いの場と
なる博物館

3　交流の場としての博物館

多くの人々による幅広い利活用と交流を大切にする博物館

「潮と人間のよりよい共存関係」をめざすための入り口。A展示

室：琵琶湖のおいたち、B展示室：人と琵琶湖の歴史、C展示

室：湖の環境と人びとのくらし・淡水の生き物たち、ディスカ

バリールーム等の常設展示のほか、企画展示室等の施設がある。

・庶跨予宣経理
・管理遷言の総括
・棚の経緯菅環

研究詳長山膿■■域

灌苫計画」総合罰駐
博物館の広報
博物柑脇は会

湖沼瑚覚黒

く脚糠のn荏腑慮り立ちE
像わ副的喧l食）

集水■研究黒
く洞の…の伽止り

立ちに優わも7究ilt）
応用地棟研究黒

く濾沼肩■及び■棚塊の■明電
■まえて行う店月取氾〉

博物館竿研究黒
く糊芋に鰻わも柵）

貨幣‖斗最 交流センタ一員 憬絹センタ一息

常設展．企t邑隈示、　・博物館資料（映像、・t瞭会、見学会その他・信輔システムの笠膿、

屋外農示、移動鳥示　　図書文献を隙く）の　の変温活動　　　　　　運用
水城の飼育、保護増殖　収集、笠環、腸管、・手l用者の受け入れ　・峨像、国書・文献の

利用
・博物相即の値入、
貸出

・博物館資料の評価

ネゥトワークづくり　　収集．整理、侶菅、

利用等
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間10

公立の自然科学系博物館及び科学技術系教育施設の概要と支出について

団体名

施設名称

所管部局

設立時期

所在地

学芸員数／職員数

平成7年度決算額

設置日的

施設の概要

愛媛県

愛媛県総合科学博物館

生活文化部

平成6年10月

愛媛県新居浜市

17／50名

460，958千円（県単）

自然や科学技術に対する理解を楽しみながら深めるとともに、

東伊予地の方に生涯学習の情報や機会を提供する施設として建設。

敷地面積　　25，800汀f　　　建物延床面積　17，400nf

［自然館］　自然館は、宇宙から地球、愛媛へとズームアップす

る構成。宇宙・地球の生い立ちから身近な自然環境にいたる′まで

を、実物標本や復元模型、体験装置等により来館者が自ら学べ

るように展示。

［科学技術館］　科学技術館では参加体験型展示で科学と親しむ。

科学の原理や医療の科学、素材などの実物に触れる事ができる。

［産業館］　産業館では、愛媛の産業を実物・模型・グラフィッ

ク・映像等でわかりやすく紹介。基幹産業コーナーでは、農林水

産、製紙、造船、鉱業、交通運輸、繊維、石油・化学・電力、機

械・金属の分野の展示があり、伝統産業コーナーでは、手すき和

紙、水引・水引製品、桜井漆器、菊間瓦、伊予かすり、竹工芸、

砥部焼、かまぼこの展示がある。また、手すき和紙と伊予かすり

については、実演も行っており、実際に自分で紙すきや機織りを

体験することもでき、とても人気がある。

博物館全景（プラネタリウムは世界最大）
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間10

公立の自然科学系博物館及び科学技術系教育施設の概要と支出について

団体名

施設名称

所管部局

設立時期

所在地

学芸員数／職員数

平成7年度決算額

設置日的

施設の方針

京都市

京都市青少年科学センター

教育委員会事務局

昭和44年5月

京都市伏見区

3／39名

380，576千円（市単）

科学者精神∴・科学的なものの見方、考え方、扱い方など「科学

の方法」及びこれを活用する心構え…を体得した将来の市民を育

てることを目的とする。

・センター学習　市立小学校5・6年生、中学校1・2年生の児童・

生徒及び市立定時制高等学校、養護学校の児童・生徒を対象に、

センターの諸施設（実験室・展示場・プラネタリウム・工作室・

屋外施設）を利用した理科学習を実施している。科学博物館での

学習を、学校の授業の一環として行うという点でユニーク。

・教員研修　市立小・中・高等学校の理科教員を対象とし、指導
能力など教員としての資質の向上を図るために、さまざまな教員
研修を行っている。理科教育の改善を目的とする。

・市民科学事業　広く市民を対象に、各種の催し、理科相談、展
示場やプラネタリウムの一般公開を行い、科学を身近なものとし
て感じさせ、科学的事象に関心を持たせることを目的。

プ ラネ タ リウ ムの 特 徴 － ワ イヤ レス リモ コ ン　 記 憶 させ た命 令 の 中か ら

好 き な もの を選 ん で操 作 す る と、 プ ラネ タ リウ ム が動 い た り、 ビデ オ が

映 っ た りす る世 界 初 で 多 機 能 な シ ステ ム。 解 説 者 が 客 席 で イ ン タ ビュ ー

を しな が ら、 リク エ ス トを 聞 き な が ら プ ラネ タ リウム を操 作 で き る。
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間11

共同研究（実施段階）推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

共同研究組合せ

事業経緯

事業目的

事業概要・

北海道

共同研究推進費

企画振興部

昭和60年度

163，089千円（道単）

道立試相互、大学、民間企業等

公設試験場側（連絡協議会）から知事に対して、それまで経常

研究予算の枠内に組み込まれていた共同研究を別枠で措置するよ

う要望があり、検討の結果事業化された。

近年の技術革新の中で研究内容が高度化、複雑化す争傾向にあ

り、単独の試験研究機関では解決できない学際領域や複合領域が

拡大し、研究機関相互や大学、民間等との学際的、横断的な連携

が必要。

（1）一般研究、民間等

道立試験研究機関、大学、民間企業等が、相加的相乗的な効果

が期待される研究開発を推進し、地域産業の技術力の強化や道

民生活の向上を図っていくため道立試相互にまたは大学や民間

等と共同で研究する。

（2）重点研究

産業技術の高度化や生活環境の質的向上などに結びつく社会的、

行政的に重要性・緊急性の高い研究課題について、道立試がこ

れまでの研究成果を持ち寄り、プロジェクト方式による一体的、

組織的な研究開発を行う。

共同研究実績　　　　　※上段一課題数　下段一金額（千円）

区　　　　 分 4 年 度 5 年 度 6 年 度 7 年 度 8 年 度

般

道 立試相 互 ・
大 学

16 16 15 16 18

53 ，740 5 3，6 90 53 ．690 53 ．690 6 1，0 00

産　 学　 官
6 6 6 6 6

22，750 2 2，8 00 22 ，8 00 22 ，8 00 23 ．0 00

民　 間　 等
5 1 58 5 4 50 50

66，700 78 ，60 0 78 ．8 42 73 ．5 30 82，2 27

重　　 点
2 2 2 2 2

16．0 00 16 ，00 0 16，0 00 16，0 00 2 0，0 00

合　　 計
75 8 2 77 74 76

15 9，190 17 1，09 0 1 71．3 32 166．0 20 18 6．22 7
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問11

共同研究（実施段階）推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

共同研究組合せ

事業経緯

事業概要

事業費

岩手県

トリアジンチオールのスーパーファイン化に関する総合研究

企画調整部

平成5年度

44，204千円（県単）

大学、民間企業、公設試

岩手大学工学部（昭和34年開設）では、開設当初から県内の鉱

山から産出される硫黄を用いた研究を開始し、トリアジンチオー

ル（硫黄化合物）の研究を続けていた。昭和47年に重金属除去

剤として最初の工業生産が開始され、その後の研究により、現在

も様々の用途に使用されている。岩手県のオリジナル技術である

この研究を、産学官共同研究として促進することを目的として、

科学技術庁の「生活・地域流動研究」の導入を図り、岩手大学教

授を中核オーガナイザーとして、平成5～7年度に実施した。

超撥水性、超撥油性、防錆性及び潤滑性などの優れた様々の特

性を持つ、約60種類のSFTT（スーパーファイントリアジン

チオール）の開発に成功している。

平 成 5 年 度 平 成 6 年 度 平 成 7 年 度 計

国　　 費 4 8 ，5 02 7 2 ，4 34 70 ，0 9 4 19 1，0 3 0

県　　 費 3 8 ，9 6 3 8 0 ，00 0 44 ，2 0 4 16 3 ，16 7

計 8 7 ，46 5 15 2 ，4 34 1 14 ，2 9 8 3 5 4 ，19 7
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問11

共同研究（実施段階）推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

共同研究組合せ

事業経緯

事業概要

研究内容

山形県

生物ラジカル研究開発プロジェクト

商工労働観光部

平成5年度

337，537千円（道単）

公設試、大学、民間企業

山形大学工学部の研究シーズを基に、科学技術庁の地域流動研

究制度の採択をうけ（平成2～4年度）、「生物ラジカルの計測と

その応用技術に関する研究を推進するた桝こ（財）山形県テクノ

ポリス財団付設研究所として生物ラジカル研究所を設立した。

①　生きたままの生体内での活性酸素やフリーラジカルの計測、

画像化のためのシステム、それに使用する試薬などの研究開発。

②　生体内での反応機構の解明を進める。
③　活性酸素・フリーラジカル消去剤、抗酸化剤の研究開発。

④　食品科学など健康科学への応用研究を進め、高齢化社会での

健康と福祉に貢献

計測法開発研究部

①ESR測定法の高感度か及び高速化

②生体計測用invivoESR画像化システムの開発

③新規高度化ESR観測法の開発

化学第一研究部

①生体内NOの金属錯体による好感度検出法の開発

②金属タンパク質中の局所的反応場における生物ラジカルと金

属イオンとの相互作用

③微生物のエネルギー代謝に関わる金属タンパク質の特性

化学第二研究部

①生物ラジカル計測のための新規スピンとラップ剤の開発

②画像化に用いる新規スピンラベル剤の開発

医学薬学研究部

①老化及び諸疾患とフリーラジカルに関する研究

②予防薬及び治療薬の開発

応用研究部

①ESR装置を用いた免疫測定系の研究開発

②食品中のフリーラジカル制御物質の検索とその作用機構の研

究

③光増感物質からの活性酸素種生成機構の解明と生成する活性

酸素種の工学的応用
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間11

共同研究（実施段階）推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

共同研究組合せ

事業経緯

事業概要

栃木県

産学官共同研究事業

商工労働観光部

平成7年度

115，470千円（県単）

工試、国研（1）、国立大（1）、私立大（3）、民間企業（1）

従来から県産資源の有効利用を目的として県工業試験研究所が

中心となり、地元大学や地理的に近いつくば研究学園都市の機関

及び地元企業の、産学官が連携を密にした「ファインセラミック

ス研究会」を設置しており、石炭・ドロマイト等のファイン化、

用途開発等のための特性把握、分析、評価を行ってきた。

こうした中、関係する大学において難溶性物質の新しい溶解分

離法を考案したことから、栃木県が全国一産出するドロマイトか

ら機能性成分を効率よく分離回収できる可能性が兄いだされたこ

とにより、高度利用が図られていなかったドロマイトの新たな用

途開発の道を拓くための研究を実施するに至った。

ドロマイトは機能性成分として活用されているマグネシア（MgO）

とカルシア（CaO）を多く含んでいるが、MgOとCaOは同じアル

カリ土類金属に属し、その特性が極めて類似していることから、

効率的に分離する適当な方法が兄いだされておらず未だ高度利用

が図られていない現状にある。しかしイオン交換樹脂による溶解

分離法を用いることにより、簡便な方法で分離回収できるように

なった。

・イオン交換樹脂による溶解分離技術と分離成分を超微粒・高純

度に回収する技術を研究する。

・回収したMgOとCaOの特性を利用し高機能化、高度利用（機

能性セラミックスの創製、粉体特性による高機能化のための理

論構築等）する。

産学官の連携を密にした研究を展開することで、ドロマイトの高

付加価値化や先端技術を担う素材開発のための基礎的知見の蓄積

を図る。
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共同研究（実施段階）推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

共同研究組合せ

事業経緯

事業概要

神奈川県

産学公地域総合研究推進事業

企画部

平成3年度

48，256千円（県単）

公設試、大学、他県公設試、第3セクター

昭和54年度から、神奈川県の公設試験研究機関同士が共同して

行う「神奈川県試験研究機関共同研究事業」を実施してきた。こ

の事業をさらに発展的に推進するため、公設試験研究機関が、民

間企業、大学等と共同で事業を行う際の特許等の取り扱い事項を

定めた指針を策定し、平成3年度から産学公の研究機関による共

同研究を実施している。

行政上重要且つ緊急を要している研究課題で、県の試験研究機

関だけでは対応が困難であり、民間企業、大学においても取り組

みにくいものについて、産学公が得意な分野で力を出し合い、密

接な連携のもとに研究に取り組むもの。

・研究課題：高齢者・障害者へのヒューマンテクノロジー応用研

究

・研究内容：高齢者及び障害者の積極的社会参加を促進するため

に、移動の際のハンディキャップを緩和するための交通手段等

に関する研究を行う。

・研究期間：平成3～7年度

・研究成果：①高齢者・障害者を考慮した移動システムの研究

・段差のある日本式屋内の移動、旅行等の長距離の

移動、野外レクリエーション等が行いやすい車イ

スの開発

・高齢者や運転手に対して負担をかけないリフト付

バスの開発

②パソコン通信を利用した社会参加に関する研究

・高齢者や障害者が簡単に操作できるパソコン通信

システムを開発

・研究費：255，043千円（5か年間の総額）
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共同研究（実施段階）推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業経緯

研究目的

研究内容

研究成果

展開事業

参加機関

広島県

多次元情報高度映像化システムの研究開発

商工労働部

平成5年度（～7年度）

38，500千円（県単）

広島県先端技術共同研究センター運営協議会で先端的・基礎的

研究テーマ等を決定し、オーガナイザーを中心に産学官の英知を

結集した共同研究を実施。その成果は、県立工業技術センターや

（株）広島テクノプラザの応用研究、技術指導や研修などをとお

して県内企業の技術力向上に活かす。

多目的に利用できるコンピューターグラフィックスのソフトを開

発するとともに、県内でコンピューターグラフィックス関連産業

の育成を図号。

■ソフトウェアの内容を自由に変更・保存・追加等が可能な映像

化システムの開発

■構造解析等の結果を評価する可視化システムを研究者がコンピ

ュータと対話しながら、操作可能にする連続表示法の開発

■基本モジュールの開発

■応用ソフトウェアの開発

物質構造、生物構造、流体現像等の可視化技術や景観、工業デ

ザイン等の表示技法を開発

■光配線知能LSIの開発

低コストCGアニメ作成システムを開発し、ハイビジョンCG
の作成が可能

CG工房（（株）広島テクノプラザが開設）

13機関（産：6社　学：4大学　官：3機関）

■研究員　富農逮荒舶増血　叫
竜
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間11

共同研究（実施段階）推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

共同研究組合せ

事業経緯

事業概要

事業実績

事業成果

徳島県

県内企業パワーアップ共同研究事業

商工労働部

平成6年度

15，000千円（県単）

公設試、企業

小規模零細・下請性の高い企業が大多数の徳島県にとって、現

在の経済情勢に対応し、地域内発型の産業構造の高度化を図るた

め、技術力の向上が不可欠。そこで、研究開発過程において技術

的課題を有する企業について、工業技術センターと共同研究をす

ることにより、技術的課題を克服し実用化に結びつけ、当該企業

のレベルアップを図るとともに、研究活動が業界に波及し、県内

産業の活性化に結びつける。

（1）対象企業

・中小企業基本法に定義される中小企業であること。

・県内に事業所を置く製造業であり、かつ研究開発部門を持って

いること

・原則として個別企業であること

（2）共同研究につγ、て

研究テーマは公募で、企業が共同研究計画書で提出。ヒアリン

グ・審査会を経て承認。企業は研究費の1／2以上を負担すること

とし、研究に専任できる担当者を定め、工業技術センターの職員

と密接な連携を保ちながら研究を進める。概ね週に2日程度は工

業技術センターで職員とともに研究。

平成7年度　5件　事業費　43百万円　　県負担額15百万円

平成8年度　4件　事業費　43百万円　　県負担額15百万円

企業において製品化されたものもある。また最終製品をつくるこ

とにより、工業所有権取得の必要性の認識も高まり成果があった。

平成9年度からは、研究者養成型共同研究事業（ポストパワーア

ップ共同研究事業）として再スタートしている
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共同研究推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果等

神奈川県

科学技術ネットワーク化推進事業

企画部

平成3年度（かながわ研究交流推進協議会：平成3年設立）

14，373千円（県単　県負担額は8，740）

神奈川県内には多くの研究所や研究開発型企業が活発に活動して

おり、在住している研究者数、技術者数は全国一である。（平成

2年国勢調査結果）。「かながわ研究交流推進協議会」は、こうし

た県内の研究機関や研究者、技術者が業種や専門分野を越えて交

流し、相互に刺激しあうことによって、新しい発想や技術、会員

同士の結びつきを生み、ひいては科学技術の発展に寄与すること

を目的に設立された。

県内に立地する大学、研究機関、企業研究部門の集積効果の発揮

に寄与するために、県主導で設立された「かながわ研究推進協議

会」の活動を支援することにより、科学技術の一層の振興を図る。

県が「かながわ研究交流推進協議会」の活動を支援してきた結果、

施設見学会や研究会の実施、広報誌の発行などの事業は順調に実

施されており、会員相互の交流が図られている。また設立当初は

公設試験研究機関や県主導第3セクターを中心として42であっ

た会員数は、平成9年8月では民間企業や個人を含めて267に拡

大している。

○事業

・施設見学会の開催

・研究会の開催

・研究交流ニュースの発行

・オンラインによる情報提供

・新技術説明会の開催

・サイエンスミうイングの開催
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年5回（平成9年度計画）

年3回（平成9年度計画）

隔月及び別冊の発行（平成9年度計画）

随時

年2回開催（平成9年度計画）

年2回開催（平成9年度計画）



間12

共同研究推進事業について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果等

名古屋市

インバース・マニュファクチャリング・システム研究会の運営

経済局

平成7年度

1，500千円（市単）

平成6年10月に名古屋市で開催した「世界都市産業会議」に

おける提言に基づき、長期的な視点にたって段階的に新産業を創

造するきっかけとするために開始した。

資源循環型の生産システムに関する研究を通して、環境と調和

した新しいものづくり産業について研究する。

現在、事例研究やシンポジウムを開催するなど、産・学・行政

の各界の研究者の技術情報交流の場となっている。

インバースマニュファクチュアリングシステムの趣旨及び概念図

これまでのような産業発展が拡大し続けれ

ば、有限な資源は枯渇し、地球環境が損なわ

れるなど、重大な影響を与える恐れがある。

このため、資源やエネルギーを最大限有効活

用し、工業製品の廃棄を極力抑制し、環境へ

の負荷をできるだけ軽減させようという考え

方が、国際的にも広く認識されるようになっ

てきた。このため、「世界的な産業技術の中枢

圏域」と位置づけられる当地域に集積してい

る卓越した生産技術を生かして、従来の生産

プロセスの「順工程」（設計→生産→販売→消

費→廃棄）に「逆（インバース）工程」（未利

用資源の回収、再製品化、再材料化、再エネ

ルギー化等）を組み込んだ資源循環型の新し

い生産システムの確立をめざす活発な技術情

報交流を行い、21世紀のモノづくり産業の

あり方を提案する。
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民営研究所又は研究開発型企業の育成、民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果等

青森県

研究開発スーパーバイザー活用促進事業

商工観光労働部

平成7年度

3，500千円（県単）

中小企業が中堅企業へと成長していくためにはいくつかの「壁」

があり、その一つが製品化に向けた研究開発の過程で発生する技

術的課題であるが、県内中小企業の場合、この課題を自社の技術

力で突破することが、人材面及び資金面で困難となっており、そ

のために製品化に結びつかないというケースが多く見られる。こ

の事業はこのような状況を踏まえ、大学教授や進出企業の技術者

等、研究開発に係る技術分野で高度な専門知識を有する専門家を

スーパーバイザーとして活用し、県内企業の製品化に向けた技術

的課題を解決し、事業化を促進するために実施。

県内中小企業者のバイオテクノロジー、メカトロニクス等の先

端技術分野に係る研究開発及び新製品開発を促進するため、外部

の技術専門家をスーパーバイザーとして活用して行う経費を助成

する。

平成8年度まで5企業の研究開発に対する補助実績があり、県

内企業の自社技術だけでは解決困難な技術的課題の解決が図られ、

製品化、事業化に寄与した。
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民営研究所又は研究開発型企業の育成、民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果等

石川県

石川ブランド技術開発補助金
l

商工労働部

昭和37年

50，000千円（県単）

県内中小企業の新製品開発促進と、県外への販路拡張支援

中小企業の開発した新製品等の企業化を促進し、もって中小企

業の安定成長を図るとともに県内産業の高度化に資する。

優秀な新製品に対する助成、顕彰により、開発新製品の企業化

促進ばかりでなく企業イメージの向上等の効果も大きく結果とし

て、多くのニッチトップ型中堅中小企業群の育成につながった。
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民営研究所又は研究開発型企業の育成、民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

平成7年度決算額

事業開始

事業の目的

事業の成果等

参考

大阪府

間接ベンチャーキげタル制度（大阪府研究開発型企業振興財団で実施）

商工部

712，935千円（財団実績）

社会経済状況が大きく変化しつつある状況下で、従来の業種に

とらわれない新しい研究開発型企業が活躍できる土壌が拡大して

きた。このため、従来からの支援制度に加えて、直接金融による

支援制度を創出するなどして、こうした企業群のニーズに応えて

いく必要があった。

研究開発型企業等の資本充実を図るため投資等の支援を行う。

平成2～7年度

○間接投資ⅣCへの預託）　　　　　　　4，504百万（99社）

○債務保証（間接投資のうち特別預託が対象）2，058百万（65社）

○直接投資げORECSの直接投資）　　　　116百万（24社）

財団法人大阪府研究開発型企業振興財団（FORECS）は、研究開

発型企業等の振興と育成を図ることにより、大阪府における産業

構造の高度化を推進し、経済の発展に寄与することを目的に、平

成2年に設立され、この目的を達成するため、間接投資等の創造

的中小企業創出支援事業、債務の保証を行うベンチャービジネス

融資支援事業、新規創業者を支援するインキュベーション事業、

および新産業創出のための先導的研究事業等を実施。

創造的中小企業創出支援事業の仕組み

ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル

胃224－

1．投資の申込

2．預託の申込

3．諮問

4．報告

5．預託金

6．預託金に基づきVCが投資

（最高1億円／社）

7．社債の償還を保証

（引受額の70％，特別預託のみ）

8．財団が直接投資

（最高1000万円／社）



問13

民営研究所又は研究開発型企業の育成、民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果等

岡山県

技術パイオニア養成事業

商工労働部

昭和62年度

9，486千円（県単）

昭和62年度から岡山県技術パイオニア養成事業（国庫補助事

業）として3年間実施。その後、県単事業として継続実施してい

る。

県下の中小企業技術者の研究能力の向上。工業技術センターで

実施する研究開発に企業の技術者を受け入れ、創造的な研究開発

を行い得る中核技術者の養成を図る

この事業を通して、共同での学会発表、技術移転、研修での成

果をベースとした新製品開発、技術開発でのリーダー的役割を演

じている等の種々の成果が得られている。

実施テーマ例（毎年10名程度・3か月研修生を受け入れている）′

平成7年度

・繊維製品の淡色化技術の開発

・新規原料処理法による発酵食品製造技術の開発

・ハードウェア・リフけェアプラットフォームを利用した制御システムの開発

平成8年度

・高性能エラストマーの開発とその応用に関する研究

・数値解析法による材料設計技術の開発

・光造形システムの実用化研究

平成9年度

・高性能エラストマーの開発とその応用に関する研究

・数値解析法による材料設計技術の開発

・知識情報処理技術の生産工程への適用研究
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間13

民営研究所又は研究開発型企業の育成、民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の内容等

岡山県

岡山県先端技術産業等育成支援事業（ヤングエジソン育成支援）

商工労働部

14，000千円（県単）

前知事の「若者の奇想天外というか、独創的なアイディアを生

かす方法はないのか？」という提言により、大学院生等の高度に

専門的な知識をもとに、独創的なアイディアの実用化、事業化へ

の支援を行う制度を創設。

大学院生などの独創的なアイディアによる研究開発から創業ま

でを支援することにより、若い人達のアイディアによる開業を活

性化させるため。またこれが、従来の県内産業全体に刺準を与え

ることにつながっていくことを期待している。

条件・原則として、岡山県内で事業を実施。

・補助金を受けた最終年度の翌年度から2年以内に岡山県内

に会社を設立し、最低5年間は岡山県内に本社を置いて

企業活動を行うこと。

支援（1）研究開発への補助

・2年間にわたり2，400万円（年間1，200万円）を補助。

・月額最高20万円までの人件費の助成。

・平成9年度は年間4件（2件は継続）

（2）専門のアドバイザーによる指導・助言

・弁護士や中小企業診断士などから、事業化のためのソフト

面の指導・助言を受けることができる。また必要な場合

には、支援企業などの紹介・斡旋も受けられる。

（3）施設貸与＆技術支援

・テクノサポート岡山の貸研究室の無料貸与。

・創業にあたっては、民間貸工場の賃借料の助成を受られる。

・テクノサポート岡山にある岡山県工業技術センターの機器

の無償利用及び、技術指導を受けることができる。

（4）投資制度（創業のための投資）

（5）融資制度（創業のための融資）
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民営研究所又は研究開発型企業の育成、民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

平成7年度決算額

事業開始年度

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果等

大阪市

ハイテク融資

経済局

3，590，000千円（預託）

昭和61年度（～平成7年度）

昭和61年度から、市内中小企業者の先端技術等にかかる研究

開発・企業化に必要な資金融資として実施し、平成2年度には、

市内中小企業者の先端機器の導入による経営の合理化に必要な資

金融資として「先端技術開発促進融資」をハイテク融資Iとして、

旧来のものをハイテク融資Ⅱとした。Iについては平成6年度に

廃止、新たに「設備・機器近代化促進融資」を創設し、Ⅱについ

ては平成7年度を以て廃止し、8年度から「新事業育成支援融資」

を創設した。

昭和60年9月以降の急激な円高や、アジアNIESの追い上

げ等の厳しい情勢のもとで、市内研究会発型中小企業が、研究開

発、独自製品の企業化、情報化を図るための資金需要に対応する

必要が生じた。

ハイテク融資I　市内小企業者の先端機器導入による経営の合

理化に必要な資金の経費

ハイテク融資Ⅱ　市内中小企業者の先端技術等にかかる研究

開発・企業化に必要な資金の融資

融資実績　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：件：億円）

昭 6 1 6 2 6 3 平 1 2 3 4 5 6 7

件 数 1 2 8 5 、5 1 2 7 8 9 5 2 6 3 8 9 5

金 額 5 ．2 3 ．5 4 ．2 1 ．7 6 2 ．5 2 9 ．5 1 1 0 ．1 1 5 ．2 1 7 ．1 1．0
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研究所又は研究開発型企業の誘致に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

沿革

事業の目的

岐阜県

ソフトピアジャパンプロジェクト

企画部

平成7年度

21，567，102千円（県単）

岐阜県では、マルチげげ関連産業を次世代の基幹産業として位置

づけ、新産業育成や地域産業の高度化、さらには県民生活の向上

を目指すため、国際的なソフトウエアの研究開発の中核拠点となる「リフ

トピアジャパン」を創設し、国際リフトピア・コジブレックスの中核センターとして

我が国の情報化推進の一翼を担うこととした。

昭和62年度　岐阜県ソフトピアジャパン構想調査報告策定

平成2年度　　ソフトピアジャパンマスタープラン策定

平成5年度　　土地造成工事・着工

ソフトピアジャパンセンター建設工事・着工

平成6年度　　財団法人ソフトピアジャパン設立

民間分譲地第1期分譲開始

土地造成工事竣工

平成8年度　　ソフトピアジャパンセンターオープン

民間分譲地第2期分譲開始

情報産業の集積拠点　　　　　　・新産業おこし

・ソフト生産力の向上

・若者の定着

・地域経済社会発展の貢献

産業の情報化支援の中核拠点

地域情報化支援の中核拠点

・地域産業の活性化

・地場産業の高付加価値化

・ニュービジネスの展開

・県民生活の質の向上

・地域間格差の解消

・ハイテクギャップの克服

・人材の発掘

「高度情報基地ぎふ」の戦略拠点」・全国、世界への情報受発信

・交流、連携、創造の場
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研究所又は研究開発型企業の誘致に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

三重県

三重ハイテクプラネット21構想推進事業

（鈴鹿山麓研究学園都市センター（仮称）建設のための調査）

企画振興部

平成7年度

10，562千円（県単）

三重ハイテクプラネット21構想の中心地域である鈴鹿山麓研

究学園都市の中核的施設として計画された。平成7年度基本設

計・実施設計、平成8年10月着工（平成10年1月竣工予定）

産学官の研究者の交流、研修、情報交換の場の提供。

開館は平成10年度。現在は企業誘致（研究所誘致）のため。

鈴鹿山麓研究学園都市の中心地区として、環境保護技術、バイオ、

新素材などに関する研究開発機能の集積を図るため、共同利用研究

施設、展示施設、研修施設などの研究学園都市の核となる施設およ

び会議場施設などを整備。すでに四日市市桜地区に21haの用地造

成が完成。中核的施設として、環境保全技術の海外移転を図る（財）

国際環境技術移転研究センター（ICETT）が立地し、研究者の交

流拠点となる鈴鹿山麓研究学園都市センター（仮称）、県立研究機

関である県環境総合センター（仮称）などの建設準備も進められて

いる。さらに民間の研修施設である（株）三重北勢ソフトウエアセ

ンターの施設が竣工。今後、理工系大学、公設中央研究所などの学

術・研究施設の整備を図る。

○中核的施設

国際環境技術移転研究センター（H4．10完成）

鈴鹿山麓研究学園都市センター（仮称）（H9年度完成予定）
開放型試験研究施設

湯の山会議場（仮称）
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捌脚膿の卜動車づ●

濁葛訴桃と交流ゾ騨ンe

憮幽康アグリハイテクヒルズ¢

皿擦悪漁ゾーンe

三重ハイテクプラネット21構想は、平

成3年1月に多極分散型国土形成促進法

に基づく、振興拠点地域基本構想として

全国に先がけて国の承認を得たもの。

三重県随一の工業集積や環境保護、バ

イオ、新素材等の分野に関する研究開発

機能の集積を生かし鈴鹿山麓研究学園都

市を中心として、これらの分野に関する

研究開発機能及びこれを支援する交流、

研修等の研究支援機能の集積、充実をさ

らに進め、産業の活発な展開を促進し、

地域振興を図るもの。



間14

研究所又は研究開発型企業の誘致に対する支援事業

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果等

参考

王三日月■

県道上書≡白月■

兵庫県

工業開発推進費（西播磨テクノポリス企業誘致特別対策事業）

商工部

昭和62年度

7，500千円（県単）

昭和61年度の播磨科学公園都市の建設開始

播磨科学公園都市への企業誘致（視察会、パンフレット作成、

企業訪問等）

企業　5社立地

播磨科学公園都市は開かれた都市として、2千ヘクタールに及ぶ

緑に包まれた新宮町・上郡町・三日月町にまたがる西播磨丘陵を

舞台に、豊かな自然環境の中で21世紀の科学技術の発展を支え

る学術研究機能と、優れた先端産業の集積を中心に、快適な住居

環境等、高次元機能を備えた「国際的な科学公園都市」の形成を

目標とし、世界都市’’KANSAI”の学術研究機能の枢軸とな

る近畿リサーチ・コンプレックスの一翼を担っている。

如■自動事這
毛欝己l．C．

1大型放射光施設（SPdng・8）

2（仮称）県立粒子線治療センター

3地区センター

4県立先端科学技術支援センター

5県立姫路工業大学理学部

6県立姫路工業大学附属高等学校

7西播磨コンピュータ・カレッジ

8播磨高原東中学校

9播磨高原東小学校

10幼稚園予定

11生活サービスセンター

12播磨科学公園都市建設局

13西播磨高原浄化センター

14運動公園（予定）

濯罰憲配：濫誉15金出地ダム（予定）

彙議′　腰紆∴麺
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17　ゴルフ場

H県立播磨へリポート



間15

地元企業に対する技術相談・技術指導にかかる経費について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業の内容

北海道

技術開発派遣指導事業費

商工労働観光部

平成3年度

34，618千円（道単）

中小企業等が行う技術開発を人材面から支援するため、工業技

術センターの研究職員を中長期間、企業や地域の中核的な試験研

究機関等に派遣し、研究開発に必要な技術指導を行う。

人材面からの支援策として平成3年11月に道立工業試験場内に

工業技術指導センターを新設。工業試験場の研究員を中小企業者

等または地域の中核的な試験研究機関に派遣して、派遣先の技術

者と一緒になって、新製品や新技術を開発することを目的として、

本事業は、技術支援や技術移転の手法として、全国の公設試で初

めての試みであり、これまで200件を越す派遣指導を実施して、

多くの成果が得られ、企業からも好評。

＜対象技術分野＞

化学応用分野（高分子・複合材料、セラミックスなど）

電子応用分野（システム設計、計測制御、メカトロニクスなど）

産業機械分野（機械設計、機械加工、工業デザインなど）

金属加工分野（金属加工、金属材料、表面処理など）

生産技術分野（工程管理、プロセス設計、制御、省エネシステム、バイテクなど））

＜指導日数と期間＞

指導目数は21日以上で、3ケ月までの範囲内で派遣。特に必要

と認める場合は延長することができる。

＜費用＞

指導手数料として、指導日、1日たっき5，090円を納入してもら

うが、研究職員の派遣旅費、滞在費用などは不要。
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間15

地元企業に対する技術相談・技術指導にかかる経費について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

事業の目的

事業の内容

北海道

グリーンダイヤル

林務部

昭和60年度

森林・林業の、知識・技術の普及のため緑化や林業全般の技術

的な相談を受ける。

平成8年度実績

○相談者

国・道の機関　　239

市町村・学校　　　83

○相談の内容

林業経営

造林

森林保護

緑化樹

機能保全

きのこ

特用樹

林業機械

普及方法

その他

計

相談項目例

ナメコはだ木栽培の植菌管理方法について

家畜糞尿堆積地の遮蔽緑化について

アカナラの別の呼び方は

雪で折れ曲がったツツジの枝の手当てについて

たちごけの除去方法について

鉢栽培のビワの木の管理について

チシマザクラの勇定について

サワグルミの樹種特性と苗木の入手について

刈払い機騒音の法的規制について

森林のオーナー募集について
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間15

地元企業に対する技術相談・技術指導にかかる経費について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果

成功事例

石川県

環境対応型生産システム技術指導

商工労働部

平成7年度

2，612千円（県単）

円高不況の現在、企業ではコスト削減のための生産システム作

りをすすめているが生産コストに影響を与える環境問題を考慮し

た環境対応型生産システムの構築が必要に迫られている。

環境対応のためのマイナス要因をプラスに転換させるシステム

作りの技術支援を行うため、プロジェクトチームが工業試験場及

び石川トライアルセンターの試験計測機器を有効に活用しながら

長期にわたる指導を実施することにした。

産業廃棄物・廃エネルギーの発生企業に対し、大学教授等の環

境・エネルギーの専門家と生産管理技術専門家とで編成したプロ

ジェクトチームが生産現場に出向き計測機器を利用して測定分析

を行った。さらに、データに基づいた廃棄物を減量化させる工程

の改善、処理費を必要とした廃棄物の原料工程へのリサイクルシ

ステムの確立、廃棄されていたエネルギーの有効利用システムの

構築等の環境対応型生産システムの指導に当たった。

①鋳物工場における鋳物砂のリサイクル及び減量化による砂処理

システムの改善

②高分子材料の廃棄物を処理しやすいシステムの開発

③フロン撤廃にともなう新たなはんだ付け技術を用いた生産シス

テムの移行

④低レベルエネルギー（低温排水など）の有効利用による生産

環境の改善

⑤窯業廃材の再利用による原料消費の低減可能な生産システム

への転換
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地元企業に対する技術相談・技術指導にかかる経費について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の目的

事業の成果

滋賀県

地場産業デザイン向上事業技術指導費

商工労働部

平成2年度

6，452千円（県単）

繊維地場産業が洋装分野への転換を図る中で、新商品の企画、

デザインの重要性が増大してきた。しかし地場産業を構成してい

る企業の大半は、中小零細企業で占められ、新製品の開発につい

て十分な対応が困難な状況であった。このような状況下で、新製

品を開発することや、今後地場産地に新製品の企画、開発、デザ

インの人材を養成する必要もあり、本制度が発足した。

地場産業のデザインをより向上させ、今後の産地活性化、発展

に寄与するため、産地実体に応じた気鋭のデザイナー、コーディ

ネーターを「デザイン相談役」として迎え、各種デザイン相談に

応じる。

各地場産業毎にデザイン相談役を選定し、本事業を行った結果、

新商品の開発や、展示会の開催を通じて、マーケットの開発や新

分野への進出に大きな効果があった。
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間16

公募式研究開発制度

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の内容

静岡県

ハイテク看護機器開発事業費

保健衛生部

平成7年度

4，000千円（県単）

看護・介護部門に共通する業務の負担を調査したところ、精神

的負担と感じる業務については、看護部門に係るものが高いとい

う結果を得た。これに対応するため、最先端の産業技術を駆使し

て、安全性、利便性及び快適性に優れ、且つ低価格の看護業務省

力化機器を開発することにより、医療施設等における勤務環境を

改善し、看護職員の離職防止及び就職促進を図るべく当該事業を

開始した。

平成7年度　自動尿検査便器

ヒップリフター

平成8年度　ベッド移乗機器

5，548千円

6，270千円

5，000千円

ベッドサイド設置型シャワー入浴洗浄装置　　4，600千円

（助成額の上限は2，000千円：数字は開発事業費）
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間16

公募式研究開発制度

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業内容

事業実績

静岡県

地域医療研究奨励事業

保健衛生部

昭和61年度（～平成7年度）

1，740千円（県単）

県内の医療機関等に勤務する医師の資質向上を図り、もって地

域の医療水準の向上を図るため医師の行う医学研究に対して助成

する。

平成8年度以降は保険医療関係者研究奨励事業とし、県内の医

師等保健医療関係者の研究環境を整備し、研究水準、資質向上、

連携強化等、人材定着確保を図り、もって地域の医療水準の向上

させ、県民福祉の向上に資するため、県内の保健医療関係者の研

究活動に対し助成する。

平成7年度　研究課題数　　　　　　8件

研究参加者数　　　　31人

助成額　　　　　2，000千円
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公募式研究開発制度

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の内容

兵庫県

工業振興対策費（新産業創造研究開発費補助事業）

商工部

平成6年度

246，700千円（県単）

平成5年度に策定した「ひょうご産業ビジョン」の中で、「新産

業創造プログラム」の実施が盛り込まれたことを受けて事業化。

細事那輝痘

／

事引ヒ計画の提出

ノYだ
事皺計画醇認定

／

摘草勤寮鳶

〆職加柚朝坤新津抑Ⅳ叫沖卵価聯叫碗「‘こか戦

車…亨、細運轟瘢蠣
′　ノ′′ノノ′ノノンノノ′　ノノノノ′ノノノ′．．′′．．．′　′．　′　ノノ′　‾＿　‾　′．　　　　′　r　′　．．く　‾′　′′′

F、′新地i貰懇掌
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研究成果例

・小型軽量インテリジェント大腿義足

マイコン制御でよりなめらかな歩行を可

能にする義足を開発。国内シェア約23％

・FF車用ドライブシャフトのリビルト

部品の再利用を商品化

・SR用高精度ミラーの研磨技術の開発



問17

科学技術情報の提供

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の成果

石川県

つくば・研究機関交流（技術情報ネットワーク）

商工労働部

平成元年度

14，834千円（県単）

昭和63年度に科学技術庁の地域研究交流促進事業のモデル地

区指定を受け、筑波研究学園都市の筑波ネットワークを始め、他

モデル地域と連携して、県内の技術者・研究者の情報交流を促進

するためパソコン通信網を目指した。

会員数は、496名（公設試験研究機関：245　大学・高等学校：59　民

間企業：182　団体他：10）、年間アクセス件数：3，469件（平成8年

度）を数え、会員間で次のような情報交流を行った。

・筑波研究学園都市及び他地域との情報交流

・地域内の情報交流（ローカルテクノロジー関連）

・各種技術情報の提供（催事情報、セミナー情報、技術者からの

問い合わせ）

パソコン通信が苦手な中小企業の技術者等に対しては、パソコン

通信と連携したFAX自動発信システムによる技術情報の提供を

実施し、情報提供サービスを拡充した（登録企業1，000社）

さらに、この2年間で、県内ではパソコン通信が基礎となり、

インターネットの普及が急激に進み、技術交流の方痕が大きく転

換しようとしている。
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間18

知的所有権制度普及事業

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の成果

参考（発明協会）

静岡県

特許情報強化対策費助成

商工労働部

昭和61年度

9，182千円（県単）

特許等工業所有権関連の情報を県内企業等に対し提供する体制

を整備するため、特許資料の中央地区閲覧所である（社）発明協

会静岡県支部が行う特許資料等のマイクロフィルム化や相談業務

に要する経費を助成し、県内企業の必要とする特許情報の迅速、

円滑な入手の便宜を向上させ、もって、技術開発の促進並びに県

内企業の保護及び発展に資する。

（1）公告公報のマイクロフィルム化（意匠及び商標）　計64件（7年度）
（2）CD検索装置の整備

（3）公告公報の分類製本

（4）技術相談員の設置

○発明協会は、発明考案の奨励と併せて工業所有権の啓蒙、普及、

情報の提供を目的に設立され、各種の表彰・発明コンクール、講

習会、特許情報の提供等の事業を行う。

1公報閲覧所

特許公報、実用新案、公開特許公報、公開実案公報、意匠公報、商

標公報、審決公報、公表特許公報、ガゼットの閲覧ができる。（無料）

51円／頁で公報類の複写サービスも可能。

2　特許情報検索

PATOLISによる国内外の特許情報の検索を行う。（有料）

3　電子出願

電子出願端末によりオンライン出願手続きが可能。また、出願

書類、原簿等のオンライン閲覧ができる。

4　特許相談会

毎週水曜日13：30から、弁理士の先生による特許相談会を実施。

工業所有権についてわからないこと、困ったな点があれば事前に

連絡の上、相談する。（無料）

5　講習会等

工業所有権に関する説明会、講習会を開催。
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問19

発明奨励事業

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業目的

事業の成果等

事業実績

埼玉県

新製品新技術開発推進事業費

商工部

昭和63年度（～平成8年度）

9，819千円（県単）

専門技術分野の狭い中小企業が技術の高度化・複合化に対応す

るためには、技術交流や技術移転をするとともに、新製品・新技

術の奨励が必要であるため。

中小企業の技術高度化・複合化による新製品・新技術開発を促進

し、活力ある企業の育成を図ることを目的とする。

・研究開発コンクール（工業技術大賞・工業デザイン大賞）によ

り、県内中小企業の研究開発に対する意欲の熟成を図った。

・新製品新技術フェアについては、中小企業振興公社の展示商談

会と同時開催するなど、商談の機会を積極的に設け、展示企業

の受発注拡大を図った。
．

・各試験場・所において異業種交流グループを設置、支援するな

ど企業間の技術交流や技術移転を図った。

（1）研究開発コンクール　　　　　（単位：件）

年　　　　 度 2 3 4 5 6 7 合 計

甲 込
件 数

技　 術 18 2 6 29 2 9 3 7 37 176
デ ザ イ 」 14 2 3 16 2 7 2 2 14 116

（2）新製品新技術フェア　　　　　　　　（単位：件・人）

年　 度 フt 2 3 4 5 6 合　 計

出品 件 数 57 50 6 5 6 5 57 5 8 35 2
来 場者 数 2，00 0 2 ，00 0 3，0 0 0 2，0 00 2 ，30 0 2，00 0 13，30 0
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間19

発明奨励事業

団体名

事業名

所管部局

平成7年度決算額

事業開始年度

事業の目的・成果

富山県

創意工夫促進事業

商工労働部

2，612千円（県単）

・富山発明と工夫展

・ワンバク発明教室

・少年少女発明クラブ

・発明実施化奨励金

昭和38年度

昭和56年度

昭和56年度

昭和56年度

県民の発明考案に対する意欲の高揚を図るため、各層に事業を

実施

◎富山発明と工夫展

（目的）県民の発明工夫に対する関心と創作意欲の向上を図るた

め、創意工夫晶や発明考案晶を一堂に集め公開するもの

（成果）例年の出品数　　　　約　400～　500点

例年の来館者数　　　約2，500～－3，000人

◎ワンバク発明教室

（目的）児童の発明工夫や創造性をのばすことを目的に指導員の

下で工作活動を行うもの

（成果）毎年、高岡・富山の2会場で各30名の児童を集め開催

◎少年少女発明クラブ

（目的）発明工夫、創造性の高揚を図ることを目的に、県内の少

年少女発明クラブの活動に対し奨励金を交付し、児童育

成を図るもの

（成果）年間1～2件程度（計300千円）

◎発明実施化奨励金

（目的）県内における優秀な発明・考案を奨励するため、県内の

個人、中小企業を対象に工業所有権出願者に対して助成

を行うもの。

（成果）年間1～2件程度（計300千円）
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間20

専門的分野における人材の育成にかかる経費について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業概要

北海道

地域ハイテク・カレッジ推進事業費負担金

商工労働観光部

平成4年度

2，400千円（道単）

地域の技術者に高度かつ最新の技術を習得させるために、道内

の大学等の教官が連携して行う「移動大学講座」の開催に要する

費用の一部を負担することにより、高度技術者の養成と先端技術

の導入の推進を図る。

1事業主体　　移動大学講座運営委員会

2　実施地域　　6地域

3　対象者　　　企業等の技術者で、高度かつ最新の技術の習得

を希望するもの

4　研修内容　　先端技術に関する専門的な講義

CAD／CAM等を使用した実習

※地域ごとの企業ニーガを踏まえてカリキュラムを編成

5　受講生

6　講師

7　費用

10～15名程度（一地域）

大学等の教官及び民間の専門技術者

関係市町の負担金及び受講料
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間20

専門的分野における人材の育成にかかる経費について

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の日的

事業概要

参考

神奈川県

（財）神奈川県科学技術アカデミー補助金

企画部

平成2年度

71，523千円（県単）

科学技術分野における人材育成の実施については、財団の設立

目的の一つとして、寄付行為に定められている。これに対応する

のが財団の教育事業であり、企業等の研究者・技術者等を対象に、

先端的科学技術分野の教育講座を実施している。

教育講座受講生2，500名参加企業・団体数800社以上

（平成2年度～平成7年12月）

今最も注目されている科学技術分野を判りやすく体系的に解説す

る総論コース、最新動向に特化し短期間に集中して実施するコー

ス等、ニーズに即し多彩なコースを4期に分けて開講

分野 コース
数

平成9年度コース例

材料 ・物性 4

高分子材料 工学の基礎

薄膜・表 面の基礎物性と最新技術

エレクトロニクス・

5

オプトエレクトロニクス
情報通信 情報通信ネットワーク

機 械 7

メカトロニクス演習 ・実習

アクチュエーターの最前線

ライフサイエンス 4

組替えD N A 実習

2 1世紀の医療を変える遺伝子診断

宇 宙・地球 ・環

3

廃棄物問題 の課題と対策技術
境 誰 にでも分かるライフサイクルアセスメント

基盤技術 5

計算力学

実験を通して学ぶ利用者 のための電気化学

科学技術マネジ

メント・その他 2

産

物流システム

神奈川科学技術アカデミー…神奈川県の「頭脳センター構想」に
基づき、科学技術の創造拠点として中核的な役割を担う高等研究・
教育機関。産学公の連携のもとに地域の産業・科学技術のニーズを
ふまえ、地域産業の振興及び県民生活の質的向上に寄与し、また、
人材・技術・知識の交流をとおして国際的な研究機関としての展開
を図り、地球規模での科学技術の発展に貢献する。
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間20

専門的分野における人材の育成にかかる経費について

団体名

事業名

所管部局

平成7年度決算額

開始年度・きっかけ

事業内容

事業例

京都市

伝統産業技術後継者育成

産業観光局

4，269千円（市単）

京都市では、工業試験場・染織試験場において伝統産業から近

代産業にいたる幅広い分野における優秀な技術者を育成するため、

様々な研修や講習会を開いている。磨き抜かれた技術を有する人

材を生み出すこれらの研修全体の愛称を「みやこ技塾」とし、各

研修の連携を深めることによって、ものづくり都市・京都の再生

に取り組む。（H9予算26，893千円）

・染織デザイン技術者研修　　　　　　昭和31年度～

・本友禅染（手描）技術者研修　　　　昭和42年度～

・西陣織物技術者研修　　　　　　　　昭和43年度～　など

◎工業科…工業技術者の技術力向上と人材の育成を図る

○電気電子コース

○専門分野コース

○○RTコース

◎工芸科・‥伝統を守り育て新たな創造を目指して技術を学ぶ

○陶磁器コース

○工芸コース

○○RTコース

◎染織科…繊維工業技術者の技術力向上と人材の育成を図る

○染織コース

○西陣織コース

○専門分野コース

○デザインコース

○手描友禅染コース

課 程と定員 西陣織コース 12名

研 修期間

平成9年 5 月 7 日～ 10年 3月 28 日（約 1年 間）

毎週月 ・水 ・金 （年後5 時 40分 ～8 時 40分）

研修 時間 総研 修時 間　 38 1時 間 （127 日）

1．講義　 261時間 （87 日）　 2．実習 120時間 （40 日）（うち企業見学実習 12時間）
研修 の講 師 大 学教授 ．業界技術者 ．京都 市染織試験場職眉 などを予定

受講 料及び賛助金

研修 の場所

受 講料　 約 75．00 0円 （年額 ．教材費 等含む）　 賛助金　 15．000 円

京都 市染織試験 場

応募 資格 染紐関係の中小企業者又はその従業昌で．塗絵措術に関する実務経験を右する者
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間20

専門的分野における人材の育成（県職員を対象とする事業）

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業実績

事業成果

静岡県

客員研究官招へい事業

商工労働部

平成3年度

7，982千円（県単）

産業技術の著しい進展に対応して、工業技術センターにおいて

も高度な専門技術と幅広い視野を持つ研究員の養成が急務となっ

ている。このため、工業技術センターにおいて更に高度な技術研

究開発を推進するために、研究職員に対し、適切な指導・助言を

与える客員研究官を工業技術センターに招聴している。

年度 5 年度 6 年度 7 年度 8 年度

実績 2 10 （38） 2 10 （39） 2 10 （42） 2 10 （48）

（招聴日数・人目、　（）は実人員）

1実験データの解析等専門家の適切なアドバイスにより問題

点が明確になり、研究内容の高度化が図られる。

2　新技術の習得をはじめ、新たな人材ネットワークを形成する

ことができるなど研究職員の資質の向上が図られる。
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間20

専門的分野における人材の育成（県職員を対象とする事業）

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業概要

香川県

客員研究官設置事業

商工労働部

平成元年度

7，280千円（県単）

工業技術センター、食品試験場、発酵食品試験場は急速な技術

革新に対応し、県内企業の技術水準の向上に貢献するため、県内

技術振興の中核機関として機能していくことが求められる。研究

技術者を中心とした質の向上が重要な課題となっており、職員、

中でも若手職員を育成し、これまで以上に既存技術の高度化や先

端技術の導入などに重点を置いた研究を進められるよう、研究体

制の強化を図る必要がある。そこで高度な学識経験を有する研究

者を客員研究官として招聴、研究ポイント・進め方の具体的な助

言・指導を受けると共に、技術に関する情報を得ることによって、

職員の研究開発力の強化と研究内容のレベルアップに努め、県内

中小企業の技術振興に資する。

○平成9年度設置予定

・工業技術センター

材料部門

生産部門

システム部門

・食品試験場

酵素部門

油脂部門

バイオ部明

流通部門

名
　
名
　
名

1
　
　
3
　
　
4

名
　
名
　
名
　
名

l

 

l

 

l

 

l○客員研究官の招聴

・所長・場長の推薦による

・客員研究官1名につき12～24日程度
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間21－1

研究ポテンシャル向上に係る経費（企業等を対象とする事業）

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業実績

青森県

埠業後継者海外研修事業

水産部

平成7年度

1，040千円（県単）

近年漁業関係者の減少、高齢化は生産基盤の弱体化を招きつつ

あり、さらには急速な技術革新と漁業技術の高度化、輸入水産物

の増大及び輸出規制等水産を取り巻く国際情勢の変化は、これま

での「生産するだけ」の漁業者からこれらに対処できる中核的漁

業者の育成が緊急の課題となっている。これらの情勢に対処でき

る、国際的視野で物を考える能力のある優れた中核的漁業者を育

成し、水産業の振興、漁材の活性化を図る必要がある。

年度 研　 修　 先 目　　　　　　　　 的 派遣人数

7 スペイバガルシア州 水産部直」臥イカ・タ礁 市場調査等 男性生名

8

米国（ハワイ） アメリカに椒ナる萄苗生産、放流と資源管理 男性3名
米国（ポストの ボストンシ」フードシ勺ウ他　 水塾拠功臣通事情 男性Z・女性1名

9 ノルウェイ サケ嘲 ト加工出荷、体験乗船、　　 、魚市陽 男触 名

研修期間　　各年8月下旬～9月上旬を予定

補助率　　　県4／10（26万円）

市町村3／10・個人負担3／10　　計65万円
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間21－1

人材育成（研究ポテンシャル向上）

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業の概要

茨城県

中小企業オンリーワン技術支援事業

商工労働部

平成6年度

28，418千円（県単）

大手企業を中心とする製造業の海外展開及び製品、部品の輸入

の急増により、産業の空洞化が進行している。このため脱下請化

とともに地場産業においても、特色ある製品展開が急務となって

いる。しかし中小企業は、技術者・研究設備・資金等の不足に悩

ませられている。このため独自技術（オンリーワン技術）を持う

企業への脱皮を図るため、工業技術センターにおいて中小企業の

技術開発ニーズを捉えた技術支援を強化する必要があると判断し、

事業を開始した。

1研究会活動推進事業

独自技術の開発や新分野進出を支援するため、技術課題毎に工

業技術センター研究員と中小企業社で研究会（オンリーワン研究

会）を組織し、技術ニーズに密着した研究開発を行うと共に参加

企業との共同研究を実施する。

研究全数　継続18　新規8　　計26

技術分野　械金属7デザイン・工芸2　食品7　繊維6　窯業4

2　共同研究推進事業

3　つくば産学官共同研究事業
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間21－2

研究ポテンシャル向上に係る経費（職員を対象とする事業）

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業概要

千葉県

かずさDNA研究所と県立試験研究機関の研究交流事業

企画部

平成7年度

716千円（県単）

かずさDNA研究所と県立試験研究機関との研究交流を進める

ことにより、研究活動の一層の活性化を図り、併せて県産業の振

興に資する。

○平成7年度

・参加者13名（二日間）

・場所　　かずさDNA研究所

・内容　初日　講義「遺伝子構造のコンピューター解析」

実習「コンピューター解析」

2日　実習「コンピューター解析」

講義「生物情報データベース」

○平成8年度

・参加者18名（二日間）

・場所　　かずさDNA研究所

・内容　　初日　実習「PCR法による遺伝子の同定とジケンス解析」

セミト「ゲノムプロジェクトにつ！いて」

2日　実習「PCR法による遺伝子の同定とジケンス解析」
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問21－2

研究ポテンシャル向上に係る経費（職員を対象とする事業）

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業内容

神奈川県

重点基礎研究推進事業

企画部

平成3年度（平成8年度変更）

69，912千円（県単）

県試験研究機関の再編整備とともに、ソフト面の充実を図るた

め、研究職員の資質向上と研究強化の高度化を進めている。この

一環として、研究者の自由な発想による基礎的研究活動を推進し、

社会経済ニーズに対応できる新たな技術シーズの創出を促す重点

基礎研究事業を実施する。

神奈川県科学技術政策大綱に示された研究開発の重点分野のう

ち、神奈川県科学技術政策推進委員会が決定した研究課題の実施

に必要な経費を配分し重点基礎研究の推進に努める。

○研究の種類

（1）創出型基礎研究（第1段階）

・アイデアを試行し、新しい理論の構築や技術シーズの創出の可

能性を判断する研究

・行政課題の解決を目的とする応用研究上の行き詰まりを打開す

るため基礎的部分に立ち返って行う研究。

（2）戦略型基礎研究（第2段階）

・過去2年以内の第1段階の研究をコアにした基礎的研究で、そ

の発展性があり、その発展性があり、将来の応用研究につなが

ることが期待できる研究

○研究費

・創出型基礎研究1研究課題あたり概ね年額100万円

・戦略型基礎研究1研究課題あたり概ね年額　200万円
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間21－2

研究ポテンシャル向上に係る経費（職員を対象とする事業）

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業目的

事業内容

参考

奈良県　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し

奈良先端科学技術大学院大学職員派遣事業

商工労働部

平成5年度

224千円

関西文化学術研究都市（学研）と奈良県産業界との関わりについて

「橋渡し」といった表現を用いている。この意味は、工業技術センターが

学研内の研究機関と交流を行い、得られた成果を中小企業が使える形

に加工し、提供するというものである。学研の中でも特異的存在として

奈良先端科学技術大学院大学（奈良先端大）がある。学研の中核的施

設としては唯一奈良県内（生駒市高山地区）に立地しているもので、県

との関わりも大きく、交流の相手として標的に定め、具体的な方法論を

検討してきた。さらにインターネットの情報収集に関する機動性に着目

し、中小企業の進展のツールとして利用出来ないかものかと思考してき

た。県内工業界においては、予想を上回るスピードで普及するインター

ネットへの対応に苦慮し、技術面でのよりどころとして、様々の相談を持

ち込む企業が多く見られた。そこで、平成5年度予算で、工業技術セン

ターの職員の県費による先端大への派遣が認められ交流が始まった。

奈良先端科学技術大学院大学へ工業技術センターに勤務する職員を

派遣することにより、高度な専門的知識を習得させ、研究成果の産業

界への速やかな導入による産業の高度化・活性化を図ると共に、大学

院大学との人的交流の一環とする。

派遣期間　　原則2年

経費　　　　検定料、入学金及び授業料は県費負担

○奈良先端科学技術大学院大学

学部を置かない国立の大学院大学として、先端科学技術分野に

おける高度な基礎研究を推進するとともに、大学、企業等におい

て先端科学技術分野の研究開発に携わる人材を組織的に養成する

ことを目的としている。
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間21－2

研究ポテンシャル向上に係る経費（職員を対象とする事業）

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業内容

宮崎県

みやざき21世紀みらい新技術創出事業

農政水産部

平成7年度（～9年度）

5，000千円

試験研究機関の若手職員を中心として、それぞれの独創性を発

揮し、自由な発想に基づく研究を行うことが、21世紀に役立つ

新技術の開発・提供ができる研究者の育成の一端になると考えた。

農水産業の主要課題について、予備的研究、話題性のある研究

等、自由、闊達な研究を行う。

・研究期間　1年（2年もあり得る）

・研究費　　1研究課題あたり70万円を限度とする。

・平成9年度研究課題例

・ストレスは人類を救うか？－ストレスで虫も退散－

・カメムシは水稲の色香がお好き

・「クリスマスぶどうを作る　一二期作への挑戦－

・お茶のエレキトリック防除法

・空飛ぶイチゴはいかがですか　一立体栽培の試み－

・早起きで3文得するスイートピーースイートピー発芽メカニガムを知る－

・ハーブで牛のストレス解消

・rみやざきハマユウ豚」グップPAT．第1段子豚自動哺乳装置の開発

・アカメは何処へ
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間21－2

研究ポテンシャル向上に係る経費（職員を対象とする事業）′

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業概要等

事業実績

大阪市

アジア・日本研究フェローシップ事業

市立大学事務局

平成4年度

4，496千円

市ではアジアとの交流を一層深めることを目指し、各界からの

提言を受けるための機関として「大阪21世紀アジアフォーラ

ム」を設置し、平成2年11月に、「アジア・プラザ・オオサカ

構想」をとりまとめた。その中で、大阪とアジアの交流の架け橋

となる研究者を育成する「アジア・日本研究フェローシップ」の

創設が提案されたことを受け、大阪市立大学で、事業の具体化を

図ることとした。

大阪市立大学の若手教員を中心とした研究グループをアジアに

派遣し、現地共同研究者との国際共同研究を助成することによっ

て、大阪とアジアの架け橋となる研究者の育成を行うとともに、

アジアの発展と相互理解の増進を目的とする。

事業は2年にまたがり、1年目は教員の派遣（10月以内）、2年

目は研究成果の公表（現地共同研究者を招聴し、研究報告会等を

開催する等）を行う。

派遣先　　　平成4年度

5年度

6年度

7年度

8年度

受け入れ　　平成5年度

6年度

7年度

8年度
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韓国

フィリピン、インド、中国、カダフスタン

中国

中国、シンガポール

中国

韓国

フィリピン、インド

中国

インド、中国



間22

科学技術の分野における国際交流拠点の整備

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

所在地

事業のきっかけ

事業概要等

広島県

広島国際協力センター整備事業

総務部

平成2年度

2，036，414千円（県単）

東広島市（広島中央サイエンスパーク内）

国内外から世界に貢献する日本の役割が期待され、地方におい

ても地域の特性を生かした国際貢献が大きな課題となっていく中、

平成2年度に設置した「国際人材育成拠点構想策定委員会」から

平成3年2月に「広島国際協力センター（仮想）構想」が提言さ

れた。

「ひろしま国際プラザ」一この施設は広島国際協力センターと

JICA中国国際センターとを一体化した複合施設で、地方と国

の関係機関が連携した、中国・四国地方の国際協力事業の拠点と

なる。広島国際協力センターでは、国際貢献の声が高まる今、

人材育成などを通じて国際協力を行い、NGO活動を支援すると

ともに、県民・企業の国際化を応援し、JICA中国国際センタ

ーでは、開発途上国の人材開発に協力し、各国から研修員を受け

入れ、専門的な知識や技術の習得を図る。ひろしま国際プラザの

施設は、広島国際協力センター（広島県）単独棟、JICA中国

国際センター（JICA）単独棟、広島県・JICA合築棟に分

かれている。
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問22

科学技術の分野における国際交流拠点の整備

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

所在地

事業のきっかけ

事業概要

神戸市

WHO神戸センターの設立・運営支援

震災復興本部総括局

平成2年度

467，020千円（市、県及び地元経済界（三者負担））

神戸市中央区（神戸商工会議所会館内（仮事務所））

神戸にWHO健康開発総合研究センターを設立する要望書を、

兵庫県知事と神戸市長が1991年12月にWHO事務局長に提出。

兵庫県一神戸市から、阪神淡路大震災にかかわらず招致の申し出

は依然変わらないとの確認を受けて、WHO執行理事会は1995

年1月に、設置を承認した。

地球規模で進行する都市化に伴う諸問題に対処し、21世紀に向

けた新たな保健の枠組みを構築するため、社会、経済、環境、疫

学的要因など他分野にわたる総合的な研究を行うWHO本部直轄

の研究機関（WHOCenterforHealthDevelopment・世界保健機

関健康開発総合センター）

○役割　世界保健機関は、全世界の様々な研究機関が有してい

る膨大な健康関連のデータを集める立場にあり、それらのデータ

を比較し、政策決定者、研究者だけでなく一般大衆にも使うこと

ができるような情報として変換することができ、従って、WHO

神戸センターの主な役割として考えられるものとして次のものが

挙げられる。

1．　情報収集と分析、特に健康に関連した社会経済学的、環

境的、文化的及び社会福祉部門に関する公衆衛生政策の

開発について

2．健康と健康、に関連した問題、特に都市部に集中した急速

な人口増加との相互関係に関する学際的研究

3．　分析、研究活動から生じる方法論や調査結果の普及

4．　多分野に跨る問題に関する学際的な保健分野の研究にお

いて国内的、国際的能力を高める教育訓練。
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問23

科学技術の分野における国際交流の推進

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業目的

事業成果

姉妹県との関係

島根県

島根県と韓国慶尚北道との酸性雨現象に関する研究

健康福祉部

平成5年度

2，478千円（県単）

平成3年度に海外技術研修員として衛生公害研究所で研修した

慶尚北道保健環境研究院の研究士から、酸性雨に関する共同調査

を提案された。

島根県と慶尚北道が、一致協力して酸性雨現象の実態を把握し、

その機構解明をはかるための基礎資料を得ると共に、共同調査を

通じて、両県道の友好親善をより一層推進する。

共同調査を実施したことにより慶尚北道及び島根県の酸性雨の

実体がわかった。また、共同調査を通じて分析技術の交流が出来

た。

1989年に両県道間で取り交わされた姉妹提携宣言の趣旨に従い、

研究分野での友好親善を促進した。
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問23

科学技術の分野における国際交流の推進

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業概要

姉妹都市関係

広島県

中国・四川省緑の長城造成協力事業

林務部

平成4年度

30，148千円（県単）

当時の中国友好協会会長による1991年の「緑の万里の長城」計

画の提案がきっかけ

中国四川省の荒廃林地における緑化技術の普及

中国四川省との友好提携に基づく各種事業の一部と位置づけら

れる。
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間23

科学技術の分野における国際交流の推進

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業概要

姉妹都市関係

広島県

環境国際協力事業（四川省との環境保護合作事業）

県民生活部

平成3年度

6，807千円（一部国関連）

環境保全分野での協力について四川省からの提案が契機

→平成3年度環境保護視察団を派遣

友好提携を結んでいる中国四川省と平成3年10月に環境保護

合作に関する覚書を締結し、人材育成・技術協力などソフト面を

中心とする「四川省との環境保護合作事業」を実施

（1）研修員の受け入れ‥ド毎年　2名　6か月

（2）技術協力員の派遣…毎年　2～4名　2週間

（3）共同研究員の相互派遣…隔年　2～3名　2週間

（4）酸性雨研究交流センターの運営支援…適宜

（5）調査団の相互派遣…適宜

・四川省からの受入…延べ38名

・四川省への派遣‥‥日延べ21名

中国四川省とは昭和59年4月に友好提携を締結し、以来様々

の分野で交流を行っており、環境保護合作事業もこの友好提携に

係る事業の一環。
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問23

科学技術の分野における国際交流の推進

団体名

事業名

所管部局′

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業概要

広島県

JICAの集団研修事業

県民生活部

平成元年度

6，807千円（一部国関連）

JICAの要請による。

○研修員の受入

・個別研修

・集団研修　　3～4か月　8～9名で実施

生活環境保全　　大気、水質、騒音等に係る測定技術、分析

技術及び工場等における公害対策等指導

廃棄物処理　　　廃棄物処理に係る計画、分析技術等の研修

○研修員の派遣

・平成3～7年度　　毎年1～2名　派遣
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間23

科学技術の分野における国際交流の推進

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業目的

事業概要

事業参考

研究内容

熊本県

国際技術創造研究事業

商工観光労働部

平成6年度（～平成7年度）

51，828千円（国補）

工業技術センターが、海外の試験研究機関と各々の技術や研究

能力を活用しあう国際共同研究を実施することにより、地域中小

企業の新技術等の創造を促進する。

米製焼酎の減圧蒸留法を行う球磨焼酎で特に問題となっている

ジアセチル等の異臭成分の問題を解決するため、工業技術センタ

ーが、蒸留酒の香気成分の生成機構にノウハウを持つイギリスの

へリオットワット大学と共同研究を行い、その成果を焼酎業界に

普及し、焼酎に品質の向上を図る。

平成6年度・イギリスに出向き、契約調印及び研究打ち合わせ

・ヘリかトワット大学からの技術指導受け入れ

・ヘリかトワット大学からの研究員の招へい、共同研究

平成7年度・ヘリわトワット大学での技術研修（工技センター研究員派遣）

・ヘリかトワット大学からの研究員招へい、共同研究

・へリオットワット大学で研究経過打合せのため研究員派遣

・工技センターで研究経過打合せのため研究員招へい

平成8年度・ヘリかトワット大学での技術研修（工技センター研究員派遣）

・ヘリわトワット大学からの研究員招へい、共同研究

・イギリスに行き研究結果、成果、報告について打合せ

へリオット・ワット大学国際醸造蒸留酒センター（ICBD）

（イギリス国エジンバラ）は、大学の生化学部門の内部組織で、

醸造用酵母のリサイクルや若い酵母細胞の採取方法検討、香気生

成のメカニズム解析等について研究する他方、醸造業界向けの講

習会を開催する等、英国内企業と密着した活動を展開しているイ

ギリス有数の醸造研究機関。

1酵母の育種による焼酎香気の改善

2　製造工程の改良による焼酎香気の改善
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問24

科学技術教育の充実

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業内容

埼玉県

宇宙ふれあい塾’95

企画財政部

平成7年度

7，200千円（県単　但し国等と同時共同開催）

埼玉県大宮市出身の宇宙飛行士・君田光一氏がスペースシャト

ルに搭乗することを記念して、科学技術庁からの申し出で、東京

で開催していたイベントを、大宮市でも開催することとなった。

会場　大宮市民会館大ホール　3元中昭

（東京虎ノ門ホール・アメリカヒューストン）

対象　小学生（5年生以上）・中学生及びその関係者

定員1，200名

〇第1部は、作文コンテスト、絵画コンテストの入賞者表彰式。

第2部が今回の「宇宙ふれあい塾’95」のクライマックスで、

東京の向井千秋、埼玉の毛利衛、アメリカ・テキサス州ヒュー

ストンの若田光一と、3会場3人の宇宙飛行士を衛星中継回線

で結んだ対談「宇宙ふれあいトークショー」。会場に設置され

た大スクリーンに、他の会場にいる宇宙飛行士の表情が生き生

きと映し出され、お互いへの激励の言葉、控えているプロジェ

クトの現況や抱負など、会話が弾みながらトークショーは進み、

スペースシャトル搭乗が決まっていた若田宇宙飛行士を応援。

「宇宙ふれあいスクール」と題して行われた第3部は、宇宙の

謎について解き明かすコーナーで、毛利宇宙飛行士、向井宇宙

飛行士による丁寧な説明に、子供たちは熱心に耳を傾けていた。
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間24

科学技術教育の充実

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ等

事業概要

埼玉県

科学に親しむ教育総合推進事業

教育局

平成7年度

11，761千円（県単）

理科離れ、科学技術離れが指摘されるなか、児童生徒の科学技術

への興味・関心や科学する心を育てるため、本事業を開始。学校

教育や社会教育との連携を保ちながら、地域や関係機関による科

学教育推進施策を県下全域で幅広く、多面的・総合的に実施し、

「創造性に富んだ人材の育成」を首指す。

1事業運営委員会（8年度　3回開催　委員19名）

2　サイエンスウイーク…県内21ヶ所の試験研究機関において

施設公開すると共に施設機能を活用した科学体験教室を実施

（8年度延べ参加者　5，864名）

3　わくわく科学体験教室

・県の教育機関で、児童生徒を対象に科学体験教室を開催

・県と大学・研究所との共催による各種の科学体験教室を開催

・県と16の市町村との共催による各種の科学体験教室を実施

4　魅力ある実験学習…サイエンスインストラクターが学校など

において楽しい講演及び実験を実施

5　サイエンスインストラクターの育成（活動者172名）

・市町村における科学の振興と普及をはかるため、その推進者

としての科学の専門的な知識・技術を持つ科学教育のボラン

ティアを育成

・9年度も新たに50名の科学ボランティアを委嘱し、7・8年

度委嘱のサイエンスインストラクターを含め合計175名でわ

くわく科学体験教室、魅力ある実験学習などを実施

・サイエンスインストラクターの中から特別養成により中核的

役割を果たし、学校における講演・実験を行う人材を育成

6　体験型科学教育の研究開発…教材教具の開発、科学教育指導

法の研究、科学教育指導手引き書の作成など
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間24

科学技術教育の充実

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業の目的

事業内容

富山県

ふるさと発見科学創造体験推進事業

教育委員会

平成3年度（～8年度）

624千円（県単）

県内各地の自然科学上の観察地、社会科学・伝統文化に関する

史跡・施設等を有機的に結び、青少年を中心に体験を通じて科学

する心を培い、ふるさと富山への理解と愛情を育む。

自然科学上の観測地、天然・記念物指定地及び社会科学・伝統文

化等の史跡施設を有機的に結び、郷土理解を深める5コースをモ

デル的に設置。各コースには案内板・ガイドポストが設置してあ

り、気軽に散策が可能。さらに学校や児童・生徒の団体、グルー

プ等が利用する場合、解説ガイドを派遣している。
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間24

科学技術教育の充実

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ

事業内容

北九州市

科学と遊ぼう、ジュニアサマースクール

教育委員会

平成6年度

18，800千円（市単）

青少年の理科離れが進んでいる中、子供たちに科学の楽しさを

学ばせる場を提供するとともに、科学への探求心や創造性を育み

未来を担う人材を育成するために開始した。

対象　市内及び全国の小学校5，6年生及び中学生

コース　全5コース各40名（市内160名全国40名　計200名）

地球環境・自然体験・天体と宇宙・原理と法則・身近な科学

内容　　講話・講義・実験・観察・工作・製作・見学　など

記念講演、わくわくサイエンス広場（一般参加可）を実施

夏休み中の8日間開催する。

大学や、企業も講座会場とし、実験等が、直接体験可能。

講師　　理化学研究所理事長を校長とし、関連分野の大学教授や、

北九州市内の企業、教育関係施設の技術者等専門家。

さらに北九州市内の小・中学校教員が指導。

実績

第 1 回

H 6　7／31～8／8 115名

市外　 32名
市内　 83名

第 2 回
H 7　8／1－8／8 134名

市外　 36名
市内　 98名

第 3 回

H 8　8／1～8／8 13 7名

市外　 33名

市 内 104 名

市外は、札幌や仙台等の遠隔地を含め、全国各地から

参加している。

－264－



間25

科学技術行政の普及啓発

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ等

事業成果

参考

神奈川県

科学技術政策普及啓発事業

企画部

平成3年度

3，499千円（県単）

科学技術の健全な発展に努め、科学技術に対する県民の信頼を
得るため、県が推進している科学技術政策の内容、方向について、
的確な情報を県民に提供する。

神奈川県科学技術白書の発行など

○平成7年版神奈川県科学技術白書の内容

第1部　ときめき、活力、ゆとりの神奈川をめざして
第1章　科学技術に対する期待
第1節　これまでの科学技術の役割
第2節　これからの科学技術を考える上での潮流
第3節　新たな期待を担う地域の科学技術政策

第2章　「ときめき」の神奈川
第1節　キャッチアップ型から独創型へ

第2節　ときめきを育む環境
第3章　「活力」の神奈川
第1節　神奈川の活力を支えてきた科学技術
第2節　企業環境の変化
第3節　新たな活力を生み出す科学技術

第4章　「ゆとり」の神奈川
第1節　多様な生活とニーズにこたえる科学技術
第2節　環境・安全を守る科学技術
第3節　住みやすい社会をつくる科学技術

第5章今後の科学技術政策の推進にあたって
第1節　県民とのコミュニケーション
第2節　ボーダーレス化時代に対応した科学技術政策の展開
第3節　科学技術人材の育成確

第2部　神奈川の科学技術を取り巻く状況
第1章　神奈川の科学技術活動の状況
第1節　神奈川と日本
第2節　神奈川と世界
第3節　地域の科学技術政策

第2章神奈川県の科学技術政策の展開
第1節　神奈川県科学技術政策大綱
第2節　科学技術政策の総合推進体制
第3節　主要施策の概要
第4節　県試験研究期間の概要
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間25

科学技術行政の普及啓発

団体名

事業名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ等

事業成果

宮崎県

宮崎県農業科学公園整備事業

農政水産部

平成5年度（～8年度）

1，612，087千円（県単）

平成4年度に県内有数の農業地帯である西部・児湯地域を先進

的な農業の確立と魅力ある農村づくりのモデルとしようとする

「宮崎アグリトピア構想」の一環として、広く一般県民を対象に

農業の果たしている役割や姿、農村の伝統文化などを理解しても

らうための拠点施設として整備することが提案された。

平成9年6月オープン（愛称「ルビナスパーク」）

農業を「おいしく」…農業の恵みを味わう

「たのしく」…農業を通じて学ぶ

「おもしろく」…農業を考える

所在地　湯児郡高鍋町　総面積約16㌶　総事業費約44億円

わくわくブサ＝「農業科学公園」を中

心に、農業についての歴史や、農機具

の仕組を楽しく遊びながら学ぶことが

できる。

いこいのブーン…「SAPの森」を中心

として、「ジャスミン・ハーブ園」、「花しょう

ぶ園」、「桜の並木道」など。

ふれあいジーン‥・公園内最大の四季の花

i　壇のまわりに、ふれあい牧場、ふれあ

（ルビナスは、花の名前で花言葉は「多くの仲間」）
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い農園、ふれあい体験館、ピクニック広場、

冒険の広場などのレのェーシ］ン施設が整っ

ている。

のびのびジーン∵約3㌶の広さを持つ「太

陽の広場」とダイナミックに遊べる「ウオーター

ランド」は、子供もおとなも元気いっぱ

いに走りまわりたくなるようなデーン。



間26

重点的研究課題

団体名

事業名

研究課題名

所管部局

重点的とする理由・根拠

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ等

事業成果

山形県

ライフサポートテノロジー研究開発構想

ライフサポートテクノロジー研究開発構想の推進

商工労働観光部

県新総合発展計画において主要プロジェクトに位置づけ

昭和63年度

396，362千円（県単）

（財）山形県テクノポリス財団の基金造成には県内全市町村か

ら出資を受けているが、テクノポリス圏域を越えてその成果を波
及させるため、又、他のテクノポリス地域にない、特色ある産学

官の共同研究の推進等を図るために、財団理事長の提唱する、「ラ

イフサポートテクノロジー」の構築を目指して展開された。
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フイジかけポート（身体）・人工臓器、それに使用され
る生体適合材料、福祉システム、医療システム、危険な作
業や極限の作業を支援するためのロガプト等の研
究開発。

ブレーンサポート（知識）…より高度な生活設計、経営、
オフィスの能率化、より専門的な知識の習得などを

支援するためのコンピュータ等の研究開発。

サイコサポート（こころ）…現代人は、社会の複雑化、加
速化で不安が増大し、技術の進展は人間のストレス
を与えている。これを解消させるための研究

開発。

ヘルシーサポート（健康）‥・食生活、住環境、心理環境等
をベースにした健康管理、老化防止等の予防医学、

スポーツ医学等の研究開発。

生活支援
食生活やフ門ションの豊かさ、多様化、個性化…消
費者ニーガは、多様化、個性化し、生き生きと暮ら

したいという方向に変わってきている。衣、食

生活への対応。
家庭生活の技術化…ニューメディアによるニューライフの
形成、ホームオートメーシ］ン化による家庭生活のサービス

を向上等、いわゆる技術の大衆化への対応。

生活空間（住宅、勤務環境）の創造と安全管
理技術…生活行動の全天候化、24時間化、さら

に医療、福祉、娯楽等の社会生活のサービスを向上
させ労働の効率を高め、快適に働き、快適に生

活できる療境の創造。

交通、通信インフラの高度技術化…移動準離に見
合った交通の高速化、さらに安全性、乗心地な

ど操縦性の向上。国際化、地方化、POS化を
進めるための高速、大容量の通信技術の開発。



問26

重点的研究課題

団体名

事業名

研究課題名

所管部局

重点的とする理由・根拠

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ等

事業の内容

事業の成果

千葉県

芝草の無農薬管理試験研究

芝草の無農薬管理技術の開発

農林部

ゴルフ場の無農薬化の県方針

平成2年度

66，580千円（県単）

将来の環境面への影響を考慮するとともに農薬使用に対する県

民の不安感の解消を図るた吟、平成2年4月1日以降、県内で開

設されるゴルフ場は農薬を使用しないことを基本方針とした。

農業試験場内に、芝草試験地や関連施設を設け、専任研究スタ

ッフが中心となり農業試験場芝草プロジェクトチームが、これま

での試験研究で積み重ねた実績を生かしつつ、国や民間企業との

共同研究等による高度な試験研究を進めるとともに、ゴルフ場関

係者の協力を得て、技術開発に取り組んでいる。

シバットガ、スジキリヨトウの性ホルモンを利用した防除剤の

開発や、尿素によるダラースポット病の抑制、コウライシノミの刈

高による雑草の発生抑制などの成果が得られている。

県で育成した病害に強い「チバグリーンB－1、B・2」は、平成9

年3月に種苗法に基づく品種登録となった。また、造成工事を実

施しているゴルフ場を対象として、全ホールのグリーンにチバグ

リーンB－1を植え付け、県内初のモデルゴルフ場としていく考え。

－268－

チバグリーンB・1とペンクロスの耐病

性比較試験の状況（平成8年7月25日）

（左チバグリーンB－1、右ペンクロス）



問26

重点的研究課題

団体名

事業名

課題名

所管部局

事業開始年度

平成7年度決算額

事業のきっかけ等

研究成果等

岐阜県

未利用資源等リサイクル技術開発支援事業

リサイクル技術開発

商工労働部

平成6年度

19，200千円（県単）

環境・リサイクルに対する関心が高まっている中、未利用資源

の活用、廃棄物の低減、リサイクル技術の確立は急務であり、業

界からも大きく期待されるに至った。そこで、これまでの研究の

蓄積を踏まえ、企業化に向けた技術支援を展開し、地球環境保全

と調和のとれた地場産業の発展に貢献する。

研究課題ノ 研究内容 効果 実施期間
非木材繊維の利用技術研究 木材資源の枯渇に対応するため成長の早い 木材資源の枯渇対策と

H 6～8年度（紙業試験場） 非木材繊維の製紙原料としての適正判定、 不足する製紙原料の確
保適用紙種の検討を行う。

2層構造ハイタッチタイルの開発 下層に未利用粘土等、上層に上質原料を用 タイル用粘土資源の枯渇
H 7～8年度（陶磁器試験場） いた2層構造タイルを作成し、上層に加飾を 化対策

施し、天然石調のハイタッチタイルを開発。 高付加価値の製品開発
木製品廃材の化学修飾による木質 残端材を微細化し、化学処理により熱溶融性 木製品廃材の家具への

H 8～9年度系材料の開発 を付加する。さらに合成樹脂との複合化によ 再利用
（工芸試験場） り物性加工性向上を図るn

製造リサイクル技術 鋳造用廃砂のリサイクルのため、その実態調 産業廃棄物の低減
H 9～10年度（金属試験場） 査や成形加工技術を検討し、多孔質体製品

の開発を行う。

胃269－





付章2　団体別にみた科学技術関係経費等の状況





付章2　団体別にみた科学技術関係経費等の状況

付章2では、調査対象59団体について、今回のアンケート調査結果をもとに科学技術

関係経費及び科学技術振興施策の基本的事項を、各都道府県及び政令指定都市ごとに整理

した。

本章の概要は、以下のとおりである。

1．「I．問別経費（第3回調査）」では、第3回調査の全質問（間1～間26）につい

て、各問別の平成7年度決算額、重複額計、経費総額及びそれらの構成比を表示した。

2．「Ⅱ．目的別経費（第3回調査）」では、科学技術政策の総合的推進、公設試験研究

機関、高等教育機関等の目的別の経費を比較し、円グラフ化した。なお、この円グラフ上

には、主要な目的別項目のみデータ値を表示したが、その他の項目についてのデータ値は、

第3章第3節の表3－3－5を参照のこと。

3．「Ⅲ．基本データ」では、第3回調査データをもとに、科学技術振興関係主要機関

につき、以下の基本的なデータを表示した。

（1）公設試験研究機関：個々の公設試毎には表示せず、各地方公共団体単位にまと

めて、機関数、研究者数、職員数、人件費、維持運営経費、調査研究費、依頼

試験検査費、指導普及費、施設整備費、庁舎改修費を表示した。

（2）理科系高等教育機関（理科系学部）：公立及び公設民営の教育機関を対象とし、

各教育機関名毎に学部名、学生数及び教員数を表示した。

（3）自然科学系博物館及び科学技術系教育施設：各機関名毎に職員数及びその内数

として学芸員数を表示した。

（4）財団法人・第3セクター：研究開発を実施している機関のみならず、研究開発

以外を実施している機関も対象にして、各機関名毎に職員数及びその内数とし

て研究員数を表示した。

4．「Ⅳ．組織図（主要機関所管課，平成9年度）」では、平成9年度における、科学技

術振興関係窓口の所管部課、及び公設試験研究機関、理科系高等教育機関及び自然科学系

博物館・科学技術系教育施設の所管部課を表示した組織図を作成した。なお、組織図中、

科学技術振興関係窓口の所管部課は、臣≡ヨで示した。

5．「都道府県地図」では、各都道府県の地図上に、第3回調査データに基づき公設試

験研究機関、理科系高等教育機関及び自然科学系博物館・科学技術系教育施設を、それら

の機関が所在する区・市・町・村にマッピングした。政令指定都市を持つ道府県について

は、政令指定都市上に道府県立の機関と市立の機関を区別して表示した。

【地図上の記号】：●　公設試験研究機関

○　理科系高等教育機関

□　自然科学系博物館・科学技術系教育施設
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 1　北海道

I　間別軽費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）

ー

N

↓

N

・

1

問9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
問25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

1，235　　　　　0．0

22，794，824　　　　43．8

1，000　　　　　0．0

341，044　　　　　0．7

23，262，193　　　　　44．7

0　　　　　　0．0

1，554，988　　　　　3．0

0　　　　　　0．0

0　　　　　　0．0

0　　　　　　0．0

238，031　　　　　0．5

18，712　　　　　0．0

338，220　　　　　0．7

1，663，745　　　　　3．2

175，541　　　　　0．3

0　　　　　　0．0

136，886　　　　　0．3

0　　　　　　0．0

900　　　　　　0．0

1，229，115　　　　　2．4

33，208　　　　　0．1

0　　　　　　0．0

37，311　　　　　0．1

4，078　　　　　0．0

67，543　　　　　0．1

120，714　　　　　0．2

52，019，288　　　100．0

608，372　　　　　1．2

51，410，916　　　　　98．8

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　30
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼謝査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

1，018

1，770

11，396，199

3，133，410

2，014，427

67，813

143，368

2，015，686

4，278，030

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　札幌医科大学（医学部、保健医療学部）

学生数：1，049人　　　教員数：　374人
（2）　農業大学校

学生数：　70人　　　　教員数：　25人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）財団法人北海道科学・産業技術振興財団　：7（0）
（2）（財）室蘭テクノセンター

（3）（株）地下無重力実験センター
（4）（財）テクノポリス函館技術振興協会
（5）恵庭リサーチ・ビジネスパーク（株）

（6）（財）道央テクノポリス開発機構
（7）（株）旭川産業高度化センター
（8）（財）旭川生活文化産業振興協会

（9）（株）北海道グリーンバイオ研究所
（10）（財）オホーツク地域振興機構
（11）（財）十勝圏振興機構

Ⅳ　組織圃（主要機関所管課、平成9年度）

学技術振興課

農業試験場（7カ所）

（中央・上川・道南・

十勝・根釧・北見・

天北）

畜産試験場（2カ所）
（新得・滝川）

植物遺伝資源センター

農業大学校

寒冷住宅都市研究所

水産試験場（5カ所）

（中央・函館・釧路

網走・稚内）

水産解化場

林業試験場

林産試験場



北海道及び札幌市

（札幌市内　道立）ー

●衛生研究所

●環境科学研究センター

●工業試験場

●地下資源調査所

●寒地住宅都市研究所

r二l北海道立札幌医科大学

（札幌市内　市立）　‾‾‾
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●札幌市衛生研究所

□札幌市青少年科学館
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 2　青森県

I　問別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
問3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）

－
N
q
A
－

間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

8，388，468　　　　65．7

1，305，701　　　10．2

5，745　　　　　0．0

0．0

19，280　　　　　0．2

2，607，709　　　　20．4

0．0

0．0

23，079　　　　　0．2

95，003　　　　　0．7

0．0

119，640　　　　　0．9

0．0

11，809　　　　　0．1

0．0

0．0

400　　　　　　0．0

400　　　　　　0．0

151，559　　　　　1．2

4，888　　　　　0．0

0．0

0．0

8，986　　　　　0．1

0．0

0．0

12，742，667　　　100．0

6，145　　　　　0．0

522　　　　100．0

Ⅲ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関

（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費

16

335

791

5，465，382

927，262

898，670

（7）依頼調査検査費　　　　　　91，131
（8）指導普及費　　　　　　　　64，893
（9）施設整備費　　　　　　　　432，432
（10）庁舎改修費　　　　　　　　508，698

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

関
　
　
　
円

機
人
人
千

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）郷土館　：27（8）

）

　

）

　

）

　

）

　

）

　

）

1

　

2

　

3

　

4

　

5

　

6

（

　

（

　

（

　

（

　

（

　

（

4 財団法人・第3セクター（職員数、

（株）糖鎖工学研究所
（財）青森テクノポリス開発機構

（株）八戸インテリジェントプラザ

内数は研究員数）

（財）八戸地域高度技術振興センター
（株）ソフトアカデミーあおもり
（財）環境科学技術研究所

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進

の高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

D人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

q医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

日国際交流

□重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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りんご試験場

畜産試験場

林業試験場

水産試験場

水産増殖センター

水産物加工研究所

内水面水産試験場

（魚病指導総合センターを含む）
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／内水面水産試験場（魚病指導総合センターを含む）

農産物加工指導センター

畑作園芸試験場

機械金風試験所

水産物加工研究所



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 3　岩手県

I　間別経費（第3回調査）

問1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

71，511　　　　　0．4

5，833，024　　　　　31．7

5，965，868　　　　　32．4

13，281　　　　　0．1

4，649，292　　　　　25．3

0．0

459，485　　　　　2．5

0．0

0．0

89，597　　　　　0．5

303，993　　　　　1．7

7，100　　　　　0．0

156，906　　　　　0．9

10，000　　　　　0．1

19，298　　　　　0．1

95，752　　　　　0．5

466　　　　　　0．0

0．0

600　　　　　　0．0

48，048　　　　　0．3

22，691　　　　　0．1

0．0

70，440　　　　　0．4

300　　　　　　0．0

0．0

569．118　　　　　3．1

18，386，770　　　　100．0

1，359，297　　　　　7．4

17，027，473　　　　　92．6

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

Ⅱ　基本デ胃タ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　11
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

285

579

3，177，222

875，486

1，054，185

37，051

104，342

479，127

104，247

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　岩手県立盛岡短期大学

学生数：　70人　　　　教員数：15人
（2）　岩手県立大学（看護学部、ソフトウェア情報学部）

学生数：　250人　　　教員数：　111人
（3）　岩手県立産業技術大学校

学生数：100人　　　教員数：　30人
（4）　岩手県立農業大学校

学生数：135人　　　教員数：　36人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）水産科学館　　　　　　　　　　　　　　　：3（0）
（2）博物館　　　　　　　　　　　　　　　　：25（18）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

（1）（財）インテリジェント・コスモス学術
振興財団

（2）（財）岩手県高度技術振興協会

（3）（財）岩手県生物工学研究センター
（4）（株）冷水性高級魚養殖技術センター

）
　
）
　
7
　
）
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0
　
2
　
0

1
　
0
0
　
2
　
0

3

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

総務学事課

県立大学整備室
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生活環境部

商工労働管理部

総務生活課

盛岡短期大学

県立大学

公害センター

衛生研究所

工業技術センター

産業技術短期大学校

教育委員会

農業研究センター

生物工学研究所

農業大学校

林業技術センター

水産技術センター

内水面水産技術

センター

水産科学館

博物館
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内水面水産技術センター

農業試験場

畜産試験場

岩手県立大学

林業技術センター

岩手県立産業技術短期大学校

生物工学研究所

包茎試験場

岩手県立農業大学校

蚕業試験場／

衛生研究所

公害センター

／工業技僑センター

／／博物館

岩手県立盛岡短期大学

－・廿
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－水産技術センター



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 4　宮城県

I　閉別経費（第3回調査）

－
N
↓
∞
－

間1（総合的推進）
聞2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）
問8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
問12（研究交流：その他）
問13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

5，669，787　　　　58．0

2，671，548　　　　27．3

77，896　　　　　0．8

790，658　　　　　8．1

0．0

125，940　　　　1．3

124，589　　　　1．3

0．0

0．0

59，795　　　　　0．6

1，575　　　　　0．0

38，666　　　　　0．4

0．0

20，761　　　　0．2

1，000　　　　　0．0

553　　　　　　0．0

3，500　　　　　0．0

300　　　　　　0．0

25，999　　　　　0．3

4，000　　　　　0．0

0．0

48，522　　　　　0．5

3，341　　　　0．0

30，000　　　　　0．3

70，473　　　　　0．7

9，768，903　　　100．0

15，540　　　　　0．2

9，753，363　　　　99．8

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費

15

301

488

3，610，378

729，271

715，665

関
　
　
　
円

機
人
人
千

（7）依頼調査検査費　　　　　　80，727
（8）指導普及費　　　　　　　　41，513
（9）施設整備費　　　　　　　248，886
（10）庁舎改修費　　　　　　　243，347

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　宮城県農業短期大学

学生数：　320人　　　教員数：　39人
（2）　宮城大学（看護学部、事業構想学部）

学生数：　290人　　　教員数：　57人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）博物館：－（－）
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4 財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（株）インテリジェントコスモス研究機構
（財）イン習ジェントコスモス学術振興財団
（財）宮城県高度技術振興財団

（財）東北産業技術開発協会
（株）テクノプラザみやぎ
（財）青葉工学振興会

（財）翠生農学振興会
（財）宮城県水産公社

Ⅳ　組織個（主要機関所管課、平成9年度）

商工労働部 地域産業振興

県立大学

境生活総務

宮城大学

農業短期大学

一一一保健環境センター

－工業技術センター

農業センター

古川農業試験場

園芸試験場

畜産試験場

蚕業試験場

仙沼水産試験場

内水面水産試験場

水産加工研究所

栽培漁業センター

林業試験場

水産研究開発

センター

内水面水産試験場
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 5　秋田県

I　聞知経費（第3回調査）

問1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
問12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

7，402，855　　　　　50．7

589，448　　　　　4．0

5，029　　　　　0．0

4，899，500　　　　　33．5

1，201，979　　　　　8．2

42，626　　　　　0．3

5，000　　　　　0．0

0．0

142，783　　　　　1．0

10，450　　　　　0．1

1，500　　　　　0．0

187，264　　　　　1．3

0．0

16，027　　　　　0．1

3，430　　　　　0．0

0．0

0．0

1，000　　　　　0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

102，795　　　　　0．7

14，611，686　　　100．0

108，774　　　　　0．7

912　　　　　99．3

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　10
（2）研究音数　　　　　　　　　　　274
（3）職員数　　　　　　　　　　　　488
（4）人件費　　　　　　　　　3，667，107
（5）維持経費　　　　　　　1，011，784
（6）調査研究費　　　　　　1，393，048
（7）依頼調査検査費　　　　　　10，837
（8）指導普及費　　　　　　　　59，403
（9）施設整備費　　　　　　1，070，115
（10）庁舎改修費　　　　　　　　464，090

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　秋田県立農業短期大学附属木材高度加工研究所

学生数：　一人　　　　教員数：12人
（2）　秋田県立農業短期大学

学生数：　300人　　　　教員数：　60人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）農業科学館　　　　　　　　　　　　　：8（0）
（2）子ども博物館　　　　　　　　　　　　　：11（2）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）秋田テクノポリス開発機構　　　：11（0）
（2）（財）秋田県資源技術開発機構　　　　：11（5）
（3）（財）秋田県木材加工推進機構　　　　：6（0）
（4）（財）秋田県分析化学センター　　　　：50（ナシ）

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進

日高等教育機関

■財団法人

鵜企業誘致

の人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

日医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

臼国際交流

□重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

センター

匝針匪車重車上一一一一環境技術センター

匝垂司　「　一一農業短期大学

流通経済課

農業短期大学附属

木材高度加工

研究所（注）

農業試験場

果樹試験場

総合食品研究所

畜産試験場

林業技術センター

工業技術センター

高度技術研究所

（注）農業短期大学附属木材高度加工研究所の窓口部課：

林務部　林政課
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 6　山形県

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
問2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
問13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】

千円　　　　　　％
0．0

7，780，500、　　61．3

0．0

0．0

794，856　　　　　6．3

0．0

230，565　　　　　1．8

0．0

0．0

33，977　　　　　0．3

1，060，630　　　　　8．4

7，404　　　　　0．1

86，931　　　　　0．7

0．0

18，136　　　　　0．1

0．0

137，327　　　　　1．1

0．0

1，000　　　　　0．0

2，128，932　　　　16．8

0．0

0．0

0．0

10，586　　　　　0．1

0．0

396，362　　　　　3．1

12，687，206　　　100．0

595，581　　　　　4．7

12，091，625　　　　　95．3

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　12
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

310

508

3，466，629

529，508

466，045

30，306

19，229

2，625，808

4，000

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

（1）　山形県立農業大学校
学生数：103人　　　　教員数：　21人

（2）　山形県立保健医療短期大学

学生数：120人　　　教員数：　40人
（3）　東北芸術工科大学

学生数：　一人　　　教員数：，一人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

1
　
2
　
3
　
　
　
　
　
　
　
　
1
　
2
　
3

（
（
（
　
　
4
（
（
（

館
園

学
物

｛‖…－…1．バ．‖バ‥・－バー

（仮称）

：12（6）

：未定（未定）

財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

（財）山形県テクノポリス財団　　　　　：30（19）
（財）山形大学産業研究所’　　　　　：2（0）
（株）インテリジェント・コスモス研究機構

：11（0）

（4）（財）インテリジェント・コスモス学術振興財団
：3（0）

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

言二画調惟部　　hl両糾整l坪

工業技術センター

高度技術研究開発

センター

産業科学館（仮称）
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砂丘地農業試験場

養豚試験場　　＼

水産試験場

園芸試験場

林業言式験場

自然博物園
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ヽ　　　　　　　　　l

一＿／蚕糸総合研究センター

畜産試験場

・「・

内水面水産試験場

衛生研究所

環境保全センター

工業技術センター

農業試験場

東北芸術工科大学（公設民営）

山形県立保健医療短期大学

博物館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 7　福島県

I　閉別軽費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）

－
N
∞
皐
－

間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

経費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

11，244　　　　　0．1

6，827，208　　　　　31．2

17，300　　　　　0．1

3，043　　　　　0．0

13，834，952　　　　　63．2

0．0

190，688　　　　　0．9

15，000　　　　　0．1

0．0

458，078　　　　　2．1

141，463　　　　　0．6

2，960　　　　　0．0

52，400　　　　　0．2

0．0

11，112　　　　　0．1

0．0

1，460　　　　　0．0

364　　　　　　0．0

1，137　　　　　0．0

77，687　　　　　0．4

2，231　　　　0．0

0．0

15，293　　　　　0．1

3，389　　　　　0．0

0．0

215，194　　　　　1．0

21，882，203　　　　100．0

215，194　　　　　1．0

21，667，009　　　　　99．0

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　17
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

325

549

4，241，620

1，000，582

705，987

82，856

31，066

949，649

81，448

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　会津大学（コンピューター理工学部、短期大学部）

学生数：1，040人　　　教員数：120人
（2）　福島県立医科大学（医学部）

学生数：　547人　　　教員数：　198人
（3）　福島県立農業短期大学校（農学部）

学生数：　60人　　　　教員数：　31人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）博物館　　　　　　　　　　　　　　　　：25（20）
（2）海洋文化学習施設（仮称）　　　　　　：4（0）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）福島県工業技術振興財団　　：11（1）
（2）（財）福島県きのこ振興センター　：4及び臨時8

（4）

（3）（財）福島県学術教育振興財団　　：臨時1（ナシ）

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

県立大学整備 会津大学

林水産。 業経営指導－

園蛍蚕糸

T

コ耳　　ノヽ

直垂司
」

林業振興

匝画
［

農業短期大学校

農業試験場

果樹試験場

たばこ試験場

蚕業試験場

畜産試験場

養鶏試験場

林業試験場

民の森（管理委託）

水産試験場

水産種苗研究所

内水面水産試験場
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 8　茨城県

I　問別経費（第3回調査）

間
開
聞
開
閉
開
聞
間

1（総合的推進）
2（公設試：機関別経費）
3（公設試：再編整備）
4（公設試：機能強化）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

6，081，815　　　　52．6

0．0

987，297

5（理科系高等教育機関）　　　2，237，097
6（医療機関）
7（財団法人：研究開発）
8（財団法人：その他）

53，829

－
N
伽
の
－

間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
問12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

1，213，922

34，317

3，000

237，940

28，192

1，190

1，627

401，034

28，418

5，000

3，673

249，291

8．5

19．3

0．0

0．5

0．0

0．0

10．5

0．3

0．0

2．1

0．0

0．2

0．0

0．0

0．0

0．0

3．5

0．2

0．0

0．0

0．0

0．0

2．2

11，567，642　　　100．0

0　　　　　　0．0

642　　　　100．0

皿　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　16
（2）研究者数　　　　　　　　　　　282
（3）職員数　　　　　　　　　　　　540
（4）人件費　　　　　　　　　3，088，976
（5）維持経費　　　　　　　　　486，746
（6）調査研究費　　　　　　　　719，472
（7）依頼調査検査費　　　　　　31，390
（8）指導普及費　　　　　　　195，210
（9）施設整備費　　　　　　1，505，537
（10）庁舎改修費　　　　　　　　54，484

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　茨城県立農業大学校

学生数：　90人　　　　教員数：　45人
（2）　茨城県立医療大学（保健医療学部）

学生数：　543人　　　　教員数：　57人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）茨城県きのこ博物館　　　　　　　　　：－（0）
（2）ミュージアムパーク茨城県自然博物館　：29（6）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）茨城県科学技術振興財団　　　　　：13（0）
（2）（株）つくば研究支援センター　　　　　：12（2）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総 合的推進 ■公設試

p 高等教育機関 日医療機関

■財団法人 ■研究交流促進

■企業誘致 書民 間研 究支援

n 人材育成 ■国際交 流

■住民理解 ・科 学教育 ロ重 点的課 題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匝蜃画画一－匪画垂車トー公害技術センター

衛生研究所

医学研究センター

療大学校

匡画画一一一一工業技術センター

臓林水産。　　 業技術　　 農業総合セ

廃業総合セ

農業総合セ

農業総合セ

蚕業研究所

農業大学校

畜産竃
林政「ご芸慧
麺画已慧芸

教育委員会

志ト匝仁

センター

ンター生物

工学研究所

ンター園芸

研究所

ンター農業

研究所

場一山間地支場

館

ユージアムパーク

城県自然博物館
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 9　栃木県

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
問10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

4，763，655　　　し　44．1

1，687，791　　　　15．6

276，530

651，096

8，380

2．6

6．0

0．0

0．1

－
N
∞
∞
－

問13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

0．0

0．0

1，033，335　　　　　9．6

218，855　　　　　2．0

15，626　　　　　0．1

342，008　　　　　3．2

161，230　　　　　1．5

10，155　　　　　0．1

168，868　　　　　1．6

10，732　　　　　0．1

1，995　　　　　0．0

6，618　　　　　0．1

18，063　　　　　0＿2

5，017　　　　　0．0

0．0

5，650　　　　　0．1

694，416　　　　　6．4

694，416　　　　　6．4

30，407　　　　　0．3

10，804，843　　　100．0

2，390，839　　　　22．1

004　　　　　77．9

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　15
（2）研究者数　　　　　　　　　　　270
（3）職員数　　　　　　　　　　　　498
（4）人件費　　　　　　　　　3，213，789
（5）維持経費　　　　　　　　　506，302
（6）調査研究費　　　　　　　　339，086
（7）依頼調査検査費　　　　　　27，941
（8）指導普及費　　　　　　　　55，638
（9）施設整備費　　　　　　　　600，855
（10）庁舎改修費　　　　　　　　　38，837

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　栃木県農業大学校

学生数：120人　　　　教員数：　43人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）子ども総合科学館　　　　　　　　　　　：51（0）
（2）博物館　　　　　　　　　　　　　　　：26（15）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）栃木県産業技術振興協会　　　　　：8（0）
（2）（財）とちぎ総合研究機構　　　　　　　：16（14）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合 的推進 ■公設試

n 高等 教育機 関 q 医療機 関

■財 団法人 ■研 究交流促進

■企業誘 致 ■民間研究支援

り人材 育成 ふ国際交流

■住民理解 ・科 学教 育 □重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 10　群馬県

I　開別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）

開
聞
開
聞
開
聞
間

8（財団法人：その他）
9（基金）
10（博物館）

【経費】　【構成比】

千円　　　　　　％
0．0

4，516，432　　　　34．0

68，857　　　　　0．5

9，981　　　　0．1

1，062，358　　　　　8．0

0．0

18，752　　　　　0．1

0．0

0．0

7，182，193　　　　54．0

11（研究交流：共同研究実施）　　　24，650　　　　　0．2
12（研究交流：その他）
13（企業高度化）
14（企業誘致）

－

N

の

0

－

間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

1，434．　　　　0．0

218，269　　　　　1．6

104，198　　　　　0．8

21，219　　　　　0．2

0．0

2，570　　　　　0．0

2，570　　　　　0．0

3，326　　　　　0．0

39，681　　　　　0．3

0．0

0．0

999　　　　　　0．0

25，201　　　　　0．2

0．0

0．0

13，302，690　　　100．0

15，121　　　　0．1

569　　　　　99．9

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　9
（2）研究者数　　　　　　　　　　　270
（3）職員数　　　　　　　　　　　　455
（4）人件費　　　　　　　　　3，129，761
（5）維持経費　　　　　　　　　311，052
（6）調査研究費　　　　　　　　624，707
（7）依頼調査検査費　　　　　　92，524
（8）指導普及費　　　　　　　　　46，371
（9）施設整備費　　　　　　　　311，017
（10）庁舎改修費　　　　　　　　　1，000

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　群馬県立農林大学校（農林学部、研究部）

学生数：：170人　　　教員数：：31人
（2）　群馬県立医療短期大学

学生数：：380人 教員数：　：46人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）自然史博物館　　　　　　　　　　　　　：18（0）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（株）ぐんま産業高度化センター　　　　：16（10）
（2）（財）群馬県工業技術振興基金　　　　：4（0）
（3）（財）群馬地方発明センター　　　　　：2（0）

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進

日高等教育機関

■財団法人

細企業誘致

日人材育成

■住民理解・科学教育

鵜公設試

n医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

国国際交流

口重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 11　埼玉県
I　開別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等療育機関）
問6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
問11（研究交流：共同研究実施）

－
N
¢
N
－

間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
問17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計
経費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

24，042　　　　　0．2

6，595，163　　　　　62．5

86，472　　　　　0．8

112，211　　　　1．1

1，642，899　　　　15．6

786，392　　　　　7．4

0．0

0．0

0．0

600，516　　　　　5．7

136，951　　　　1．3

14，466　　　　　0．1

54，150　　　　　0．5

37，857　　　　　0．4

12，982　　　　　0．1

0．0

7，891　　　　　0．1

2，984　　　　　0．0

19，278　　　　　0．2

224，084　　　　　2．1

1，500　　　　　0．0

0．0

49，140　　　　　0．5

20，692　　　　　0．2

18，961　　　　　0．2

108，566　　　　　1．0

10，557，197　　　100．0

1，015，937　　　　　9．6

9，541，260　　　　　90．4

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　20
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

399

613

4，607，771

512，468

549，520

123，016

43，525

379，560

379，302

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

（1）　埼玉県立衛生短期大学
学生数：　680人　　　　教員数：　88人

（2）　埼玉県立看護福祉大学（仮称）（看護福祉学部）
学生数：120人　　　　教員数：　70人

（3）　埼玉県農業大学校

学生数：150人　　　　教員数：　39人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

（1）環境科学国際センター（仮称）　：未定（未定）
（2）自然学習センター　　　　　　　　：6（0）
（3）狭山丘陵いきものふれあいの里

センター　：3（0）
（4）さいたま緑の森博物館　　　　　　：3（0）
（5）彩の国ふれあいの森森林科学館　：4（0）

（6）所沢航空発祥記念館　　　　　　　：10（1）
（7）自然史博物館　　　　　　　　　　：17（7）

（8）小川少年自然の家　　　　　　　　：13（－）
（9）名栗少年自然の家　　　　　　　　：13（－）
（10）大滝グリーンスクール　　　　　：7（－）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 12　千葉県

I　周別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
問13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】

千円　　　　　　％
4，885　　　　　0．0

11，251，028　　　　　66．7

2，067　　　　　0．0

0．0

1，729，066　　　　10．3

264，960　　　　　1．6

1，845，462　　　　10．9

900，304

57，198

29，712

36，413

4，550

33，701

0．0

0．0

5．3

0．3

0．2

0．2

0．0

0．0

0．2

0．0

0．0

0．0

3．1

0．0

0．0

0．0

0．1

0．0

0．8

16，856，393　　　100．0

90，392　　　　　0．5

001　　　　　99．5

Ⅱ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関

（1）公設試験研究機関数：　　　　　21
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

455

936

7，886，570

1，418，074

848，620

77，420

37，024

839，288

144，032

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　千葉県農業大学校

学生数：　200人　　　　教員数：　49人
（2）　千葉県立衛生短期大学

学生数：　520人　　　教員数：　57人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）大利根博物館　　　　　　　　　　　　　：8（3）
（2）中央博物館　　　　　　　　　　　　　　　：98（17）
（3）現代産業科学館　　　　　　　　　　　　　：49（1）
（4）海の博物館（仮称）　　　　　　　　　　　　－（－）
（5）山の博物館（仮称）　　　　　　　　　　　　－（一）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）かずさディー・エヌ・エー研究　　：68（56）
（2）（財）千葉県工業技術振興センター　　　：12（2）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的 推進 ■公設試

国高等教育機関 日医療機関

■財 団法人 ■研 究交流促進

■企 業誘 致 ■民間研究支援

再人材育成 の国際交流

■住民理解 ・科学教 育 □重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匹逗トー胃一一一国

医車上一一環境研究所
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博物館

℃産業科学館

博物館（仮称）

山の博物館（仮称）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 13　東京都

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
問4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
問9（基金）
問10（博物館）
問11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）

－
N
也
の
ー

間15（技術指導）
間16（公募形式）
問17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計
経費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

17，885，806　　　　　32．1

0．0

8，163　　　　　0．0

12，265，750　　　　　22．0

9，851，569　　　　17．7

9，851，569　　　　17．7

0．0

0．0

36，240　　　　　0．1

29．731　　　　　0．1

942　　　　　　0．0

0．0

0．0

27，270　　　　　0．0

21，165　　　　　0．0

0．0

0．0

7，738　　　　　0．0

5，417，130　　　　　9．7

29，950　　　　　0．1

0．0

41，401　　　　0．1

273，979　　　　　0．5

21，166　　　　　0．0

、0．0

55，769，569　　　　100．0

9，891，484　　　　17．7

45，878，085　　　　　82．3

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

19

912

1，437

8，960，118

2，630，888

2，924，068

158，720

665，524

2，073，552

472，930

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　科学技術大学

学生数：　720人　　　　教員数：　62人
（2）　東京都立大学（理工学部、工学部、理学部大学院、

工学部大学院）
学生数：　2，456人　　教員数：　384人

（3）　医療技術短期大学
学生数：　200人　　　　教員数：　80人

（4）　工業高等専門学校
学生数：　160人　　　　教員数：　108人

（5）　航空工業高等専門学校
学生数：　200人　　　　教員数：　103人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学
芸員数）

（1）高尾自然科学博物館　　　　　　　　　　：13（3）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）東京都老人総合研究所　　　　　：184（167）
（2）（財）東京都神経科学総合研究所　　　：168（137）
（3）（財）東京都精神医学総合研究所　　　：95（73）
（4）（財）東京都臨床医学総合研究所　　　：160（119）

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

衛生研究所

医療技術短期大学

環境科学研究所

労働研究所

アイソトープ研究所

皮革技術センター

産業技術研究所

繊維工業試験場

食品技術センター

農業試験場

畜産試験場

林業試験場

水産試験場

土木技術研究所

清掃研究所

消防科学研究所

教育研究所

工業高等専門学校

航空工業専門学校

高尾自然科学博物館
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 14　神奈川県

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
問8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

9，622　　　　　0．0

12，396，741　　　　57．9

827，609　　　　　3．9

181，471　　　　　0．8

2，247，186　　　　10．5

374，956　　　　　1．8

2，665，125　　　　12．5

0．0

0．0

496，198　　　　　2．3

間11（研究交流：共同研究実施）　　122，542　　　　　0．6

－
N
の
∞
－

間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
問15（技術指導）
間16（公募形式）
問17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計
経費総額

19，722　　　　　0．1

343，000　　　　1．6

0．0

37，227　　　　　0．2

48，600　　　　　0．2

9，524　　　　　0．0

0．0

900　　　　　　0．0

1，045，935　　　　　4．9

102，900　　　　　0．5

0．0

101，093　　　　　0．5

12，597　　　　　0．1

9，499　　　　　0．0

346，954　　　　　1．6

21，399，401　　　100．0

1，185，446　　　　　5．5

20，213，955　　　　　94．5

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関

（1）公設試験研究機関数
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費

9

498

863

7，743，052

1，994，319

関
　
　
　
円

機
人
人
千

（6）調査研究費　　　　　　1，087，225
（7）依頼調査検査費　　　　　107，951
（8）指導普及費　　　　　　　　362，258

（9）施設整備費　　　　　　1，944，482
（10）庁舎改修費　　　　　　　　　57，454

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　かながわ農業アカデミー

学生数：　40人　　　　教員数：16人
（2）　神奈川県立栄養短期大学

学生数：143人　　　教員数：135人

（3）　産業技術短期大学校
学生数：　200人　　　教員数：　47人

（4）　神奈川県立衛生短期大学校
学生数：　一人　　　　教員数：　一人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）青少年センター　　　　　　　　　　　：101（0）

（2）生命の星・地球博物館　　　　　　　　：37（21）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）国際生態学センター
（2）（財）神奈川科学技術アカデミー
（3）（財）神奈川高度技術支援財団
（4）（財）木原記念横浜生命科学振興財団
（5）（財）宇宙科学振興会
（6）（財）全日本地域研究交流協会
（7）（株）ケイエスビー

10（5）

185（139）

42（27）

22（7）

60（21）

26（0）

24（0）

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

科学技術政策

能力開発

青少年センター

境科学センター

温泉地学研究所

産業技術短期大学校

竃≡
工業振興課 業技術総合研究所

業総合研究所

、ながわ農業

アカデミー

畜産研究所

水産総合研究所

森林研究所

匪亘亘ト－匝麺トー生命の星・地球博物館
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（川崎市内　市立）

●川崎市衛生研究所

●川崎市公害研究所

二」lI崎市立看護短期大学

U川崎市青少年科学館

／ノ　（横浜市内　県立）

●衛生研究所

●がんセンター臨床研究所

l－1神奈川県立産業技術短期大学校

ト神奈川県立栄養短期大学

リ神奈川県立衛生短期大学

□青少年センター

（横浜市内　市立）

●横浜市衛生研究所

●横浜市工業技術支緩センター

●横浜市木原生物学研究所

●横浜市環境科学研究所

●横浜市水質試験所

圧横浜市立大学

水産総合研究所



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本デ胃タ 15　新潟県

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
問2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）

－
〕
0
0
－

間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
問8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

9，560，649　　　　　57．2

1，581，838　　　　　9．5

786，896　　　　　4．7

3，540，574　　　　21．2

20，000　　　　　0．1

224，307　　　　　1．3

0．0

0．0

532，171　　　　3．2

30，950　　　　　0．2

4，942　　　　　0．0

323，218　　　　　1．9

2，800　　　　　0．0

23，888　　　　　0．1

0．0

14，126　　　　　0．1

0．0

648　　　　　　0．0

21，725　　　　　0．1

3，364　　　　　0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

34，586　　　　　0．2

16，706，682　　　100．0

1，847，353　　　　11．1

14，859，329　　　　　88．9

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

Ⅲ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関

（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費

14

325

563

3，844，312

634，611

600，874

関
　
　
　
円

機
人
人
千

（7）依頼調査検査費　　　　　　　5，246
（8）指導普及費　　　　　　　　　85，006
（9）施設整備費　　　　　　　3，003，742
（10）庁舎改修費　　　　　　1，386，858

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　県立新潟女子短期大学

学生数：　50人　　　　教員数：　9人
（2）　新潟県農業大学校

学生数：132人　　　　教員数：　24人

3．博物館及び科学技術系教育施設‾（職員数、内数は学

芸員数）
（1）自然科学館　　　　　　　　　　　　　　：44（0）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（株）植物防御システム研究所
（2）（財）信濃川テクノポリス開発機構
（3）（財）新潟工学振興会
（4）（財）長岡技術科学大学

技術開発教育研究振興会　：1（0）

（5）（株）レーザー応用工学センター　　　　：14（5）
（6）（財）新潟県県央地域

地場産業振興センター　：47（3）

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 16　富山県

I　開別経費（第3回調査）

間
間
開
聞
開
聞
間
開
聞
間

1（総合的推進）
2（公設試：機関別経費）
3（公設試：再編整備）
4（公設試：機能強化）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

2，369　　　　　0．0

4，786，769　　　　54．1

89，550　　　　1．0

0．0

5（理科系高等教育機関）　　　3，712，362　　　　42．0
6（医療機関）
7（財団法人：研究開発）
8（財団法人：その他）
9（基金）
10（博物館）

間11（研究交流：共同研究実施）
問12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

1，305　　　　　0．0

13，566　　　　　0．2

500　　　　　　0．0

0．0

18，923　　　　　0．2

56，181　　　　0．6

2，500　　　　　0．0

79，840　　　　　0．9

0．0

2，940　　　　　0．0

0，0

0．0

0．0

2，612　　　　　0．0

23，054　　　　　0．3

6，834　　　　　0．1

0．0

9，478　　　　　0．1

624　　　　　　0．0

0．0

36，533　　　　　0．4

8，845，940　　　100．0

97，904　　　　　1．1

036　　　　　9

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　10
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

283

457

3，114，609

539，250

566，694

40，689

63，400

459．727

2，400

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　富山県立大学（大学院、工学部、短期大学部）

学生数：1，047人　　　教員数：109人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（l）日本海博物館（仮称）　　　　　：未定（未定）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）富山技術開発財団　　　　　　　　：10（2）
（2）（財）富山県高等教育振興財団　　　　　：5（0）
（3）（財）高岡短期大学協力会　　　　　　　：5（ナシ）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進

り高等教育機関

輸財団法人

m企業誘致

り人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

口医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

Q国際交流

□重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

ユニ蓋一日本海博物館（仮称）

中央研究所

繊維研究所

機械電子研究所
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 17　石川県

I　間別経費（第3回調査）

問1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
問9（基金）
問10（博物館）
問11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計
経費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

6，114，174　　　　　63．3

0．0

26，730　　　　　0．3

1，146，932　　　　11．9

0．0

1，210，100　　　　12．5

42，830　　　　　0．4

0．0

67，564　　　　　0．7

41，971　　　　　0．4

3，335　　　　　0．0

152，800　　　　1．6

634，951　　　　6．6

22，503　　　　　0．2

152，800　　　　　1．6

19，875　　　　　0．2

0．0

0．0

5，817

2，757

19，697

0．1

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．2

9，664，836　　　100．0

250，889　　　　　2．6

9，413，947　　　　　97．4

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　　9
（2ド研究音数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

247

425

3，421，455

939，103

697，875

79，269

44，745

233，554

535，387

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　石川県農業短期大学

学生数：　220人　　　　教員数：　46人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）中宮展示館

（2）のと海洋ふれあいセンター
（3）海洋漁業科学館

（4）いしかわこども科学館（仮称）
（5）ふれあい昆虫館（仮称）

0

　

3

　

0

　

0

　

0

3

　

7

　

3

　

一

　

一

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）石川県産業振興基金協会（研究開発助成金）

：－（－）

（2）（財）石川県産業振興基金協会
（石川トライアルセンター）　　　　：27（3）

■総合的推進 ■公設試

日高等教育機関 ロ医療機 関

■財団法人 ■研究交 流促 進

■企業誘致 ■民間研 究支援

ロ人材青原 田国際交 流

■住民理解 ・科学疲 育 □重点的課題

Ⅳ　組織圃（主要機関所管課、平成9年度）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 18　福井県

I　開別軽費（第3回調査）

開
聞
開
聞
開
聞

1（総合的推進）
2（公設試：機関別経費）
3（公設試：再編整備）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

5，323，180　　　　72．6

0．0

4（公設試：機能強化）　　　　　　20，116　　　　　0．3
5（理科系高等教育機関）　　　1，656，451　　　　22．6
6（医療機関）

間7（財団法人：研究開発）　　　　107，377
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）　　　37，535
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

0．0

1．5

0．0

0．0

0．0

0．5

8，284　　　　　0．1

129，522　　　　1．8

0．0

12，087　　　　　0．2

0．0

7，858　　　　　0．1

0．0

1，035　　　　　0．0

11，007　　　　　0．2

5，000　　　　　0．1

0．0

7，729　　　　　0．1

0．0

111　　　　　0．0

0．0

7，327，292　　　100．0

0　　　　　　0．0

292　　　　100．0

Ⅱ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　10
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

252

391

3，161，582

626，679

595，108

18，563

50，589

795，910

73，739

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　福井県立大学（生物資源学部）

学生数：104人　　　　教員数：　56人
（2）　福井県立大学（看護短期大学部）

学生数：110人　　　教員数：　37人
（3）　福井県立看護専門学校

学生数：120人　　　教員数：　8人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）福井県産業振興財団　　　　　　　：2（0）
（2）（財）若狭湾エネルギー研究センター　　：14（5）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設試

の高等教育機 関 日医療機 関

■財団法人 ■研究 交流促 進

■企業誘致 ■民 間研 究支援

臼人材育成 可国際 交流

■住民理解 ・科学 教育 D 重 点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 19　山梨県

I　開別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
問10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円

8，430

4，999，175

1，676，920

10，357

825，310

71，066

1，229，133

46，707

9，016

36，000

13，919

18，207

2，400

141

16，365

8，963，146

1，783，439

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　10
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

188

367

2，221，314

424，008

296，698

43，106

26，469

1，782，270

205，310

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　県立看護短期大学

学生数：150人　　　　教員数：　52人
（2）　県立農業大学校

学生数：　96人　　　　教員数：　38人
（3）　県立産業技術短期大学

学生数：100人　　　　教員数：　52人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）環境科学研究所　　　　　　　　　　　：42（0）
（2）青少年科学センター　　　　　　　　　：11（0）
（3）児童・青少年科学館（仮称）　　　　：検討中

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）山梨21世紀産業開発機構　　　　：9（0）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

住民理解・科学教育　＿一■■

l二三”公設試
69％

17％

高等教育機
11％

■総合的推進

日高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

臼人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

n医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

匂国際交流

口重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

国一一一■囲

環境科学研究所

技術センター

工業技術

センター

商工労働観光部

業技術短大校設備準備室

」　　産業技術短期大学校

森林総合研究所

青少年科学センター

児童・青少年科学館

（仮称）



酪農試験場

山梨県立農業大学校
＼

＼

総合農業試験場

蚕業試験場　　＼

畜産試験場～、＿＿

森林総合研究所

／水産技術センター

／／

／

果樹試験場

衛生公害研究所

一一一ジー票㌫大学
青少年科学センター

富士工業技術センター

環境科学研究所



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 20　長野県

I　問別軽費（第3回調査）

問
間
開
聞
間
問

1（総合的推進）
2（公設試：機関別経費）
3（公設試：再編整備）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

5，229，857　　　　　51．7

0．0

4（公設試：機能強化）　　　　　　23，400　　　　　0．2
5（理科系高等教育機関）　　1，497，750　　　14．8
6（医療機関）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．0

間7（財団法人：研究開発）　　　　　96，938　　　　1．0
問8（財団法人：その他）　　　　　　4，500　　　　　0．0
間9（基金）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．0
間10（博物館）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0．0
間11（研究交流：共同研究実施）　　　60，488　　　　　0．6
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
問25（住民理解）
問26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

3，000　　　　　0．0

39，824　　　　　0．4

1，110，939　　　　11．0

16，538　　　　　0．2

0．0

76，794　　　　　0．8

0．0

3，749　　　　　0．0

1，914，881　　　18．9

3，383　　　　　0．0

0．0

30，652　　　　　0．3

0．0

0．0

0．0

10，112，693　　　100．0

107，779　　　　　1．1

10，004，914　　　　98．9

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

15

348

523

3，736，518

321，795

438，716

2，171

249，754

393，357

17，375

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　長野県短期大学

学生数：　528人

（2）　長野県工科短期大学
学生数：　160人

（3）　長野県看護大学
学生数：　340人

関
　
　
　
円

機
人
人
千

教員数：　49人

教員数：　20人

教員数：　60人
（4）　長野県農業大学（指導学部、営農学部）

学生数：　420人　　　教員数：　29人
（5）　長野県林業大学

学生数：　20人 教員数：　54人（外部講師
含む）

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学
芸員数）

）

　

）

　

）

．

1

　

2

　

3

4 財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（財）地震予知総合研究振興会　　　　：32（19）
（財）長野県テクノハイランド開発機構　：17（0）
（財）浅間テクノポリス開発機構

（4）（社）長野県原種センター

（5）（財）飯伊地場産業振興センター
（工業技術センタ一分）

（6）（財）長野県科学振興会

：6（0）

：24（0）

：7（3）

：1（ナシ

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 21　岐阜県

I　間別経費（第3回調査）

－
∽
－
N
－

問1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
問10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
計（粗計）

重複額計

経費総額

【経費1　【構成比1
千円　　　　　　％
300　　　　　　0．0

4，344，899　　　　　4．7

300　　　　　　0．0

148，280　　　　　0．2

168，762　　　　　0．2

0．0

836，108　　　　　0．9

51，101　　　　　0．1

0．0

132，189　　　　　0．1

288，104　　　　　0．3

6，388　　　　　0．0

12，809，985　　　　　45．4

7，735，004　　　　　27．4

27，346　　　　　0．0

0．0

118，449

835，900

37，672

522，893

1，592

42，442

8，769

70，142

28，186，625

241．796

27，944，829

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　18
（2）研究者数　　　　　　　　　　　279
（3）職員数　　　　　　　　　　　　453
（4）人件費　　　　　　　　　2，599，947
（5）維持経費　　　　　　　　　425，585
（6）調査研究費　　　　　　　　457，237
（7）依頼調査検査費　　　　　　44，432
（8）指導普及費　　　　　　　　65，230
（9）施設整備費　　　　　　　　512，081
（10）庁舎改修費　　　　　　　　29，507

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　岐阜県農業大学校

学生数：　65人　　　　教員数：　44人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）博物館　　　　　　　　　　　　　　：23（3）
（2）先端科学技術センター　　　　　　　：検討中

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）ソフトピアジャパン

（2）（財）岐阜県研究開発財団
（3）（株）日本無重量総合研究所

（4）（財）岐阜県国際バイオ研究所
（5）（社）岐阜県工業会
（6）（杜）発明協会岐阜県支部

（7）（杜）つくば・けいはんな岐阜県情報
センター

：33（0）

：8（0）

：20（4）

：7（3）

：2（ナの

：4（ナシ）

：9（ナシ）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 m 公設試

包高等教 育機 関 q 医療機 関

■財 団法人 表研 究交流促進

■企 業誘致 ■民間研究支援

n 人材 育成 日国際交流

■住民理解 ・科学教 育 ロ重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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（温泉医学研究所）



岐　阜　県

ノヘ）F′1－へ、へ

紙業試験場

林業センター

＼

金属甜場　＼、
養鶏試験場

博物館＼、

保健環境研究所

農彙総合研究センター

、、、＼、、、＼

人
　
ヽ
－

へー」了、＼ノブ、ノ

＞
〕
バ
J

工業技術センター

食品加工ハイテクセンター

線維試験場

工）／、、′＼

」へ
荘川村　　〕

ノ

ニ二つ
＼ブ二二キ／／

．

＼ぐ譲二竺

烹扁IlH誓

ド工ナ’い‥

バ　＿　…・－・“
哺垢ir一‾ノ

岐阜県農業大学校

しノ」」
王宮プノ

高冷地農彙試験場

工芸試験場

寒冷地林業試験場

．＿＿＿　＿．一肉用牛駄鹸嶋

＿＿．．．・・一　水産試験場

蚕糸研究所

／　畜翻

ド＿一一中山間地農業試験場

陶磁器試験場



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 22　静岡県

I　間別軽費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
問．3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

2，764　　　　　0．0

8，972，198　　　　　59．2

0．0

14，268　　　　　0．1

3，029，652　　　　20．0

54，061　　　　　0．4

300，000　　　　　2．0

6，472　　　　　0．0

0．0

0．0

110，258　　　　　0．7

6，436　　　　　0．0

473，423　　　　　3．1

290，563　　　　　1．9

35，281　　　　　0．2

5，740　　　　　0．0

10，982　　　　　0．1

9，182　　　　　0．1

4，469　　　　　0．0

790，889　　　　　5．2

0．0

0．0

12，000　　　　　0．1

0．0

1，200　　　　　0．0

1，015，369　　　　　6．7

15，145，207　　　100．0

1，076，119　　　　　7．1

088　　　　　92．9

Ⅲ　基本デ胃タ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　11
（2）研究者数　　　　　　　　　　　　423
（3）職員数　　　　　　　　　　　　　672
（4）人件費　　　　　　　　　5，087，463
（5）維持経費　　　　　　　1，174，420
（6）調査研究費　　　　　　　　829，907
（7）依頼調査検査費　　　　　　58，264
（8）指導普及費　　　　　　　108，467
（9）施設整備費　　　　　　1，561，393
（10）庁舎改修費　　　　　　　152，284

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　農林短期大学校

学生数：　300人　　　　教員数：　36人
（2）　静岡県立大学（薬学部、食品栄養学部、看護部、

大学院）
学生数：1139人　　　教員数：　19人

（3）　静岡県立大学短期大学部
学生数：　620人　　　　教員数：　68人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）静岡県科学技術振興財団　　　　　：6（0）
（2）（財）静岡県学術教育振興財団　　　　　：8（0）
（3）（社）静岡県農業振興基金協会　　　　　：3（0）
（4）（財）浜松地域テクノポリス推進機構　　：8（ナシ）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設試

匂高等教 育機 関 ロ医療機 関

■財 団法人 ■研 究交流促進

9 企 業誘 致 書民間研究支援

田人材 育成 田国際交流

■住 民理解 ・科学教育 □重点的課題

Ⅳ　細織図（主要機関所管課、平成9年度）

県立大学
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－工業技術センター
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静岡、浜松）
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 23　愛知県

I　開別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
問9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
問13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
問25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計
経費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

12，563，293　　　　60．6

85，373　　　　　0．4

1，147，205　　　　　5．5

1，554，690　　　　　7．5

1，945，148　　　　　9．4

1，576，339　　　　　7．6

558，631　　　　　2．7

500，000　　　　　2．4

0．0

71，562　　　　　0．3

23，285　　　　　0．1

95，914　　　　　0．5

0．0

38，949　　　　　0．2

4，502　　　　　0．0

123，374　　　　　0．6

0．0

580　　　　　　0．0

70，929　　　　　　0．3

8，962　　　　　0．0

99，704　　　　　0．5

21，980　　　　　0．1

3，537　　　　　0．0

9，572　　　　　0．0

214，688　　　　　1．0

20，718，217　　　100．0

3，416，707　　　　16．5

17，301，510　　　　　83、5

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　14
（2）研究者数　　　　　　　　　　　674
（3）職員数　　　　　　　　　　　　943
（4）人件費　　　　　　　　　7，837，892
（5）維持経費　　　　　　　1，565，241
（6）調査研究費　　　　　　1，086，905
（7）依頼調査検査費　　　　　　87，726
（8）指導普及費　　　　　　　　80，881
（9）施設整備費　　　　　　1，848，937
（10）庁舎改修費　　　　　　　　55，711

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　愛知県立大学（情報科学部）

学生数：　未定　　　　教員数：　未定
（2）　愛知県立看護大学（看護学部）

学生数：　336人　　　教員数：　56人
（3）　愛知県立看護短期大学

学生数：120人　　　教員数：10人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）ファインセラミックスセンター

（2）（財）東海産業技術振興財団
（3）（財）名古屋産業科学研究所
（4）（財）人工知能研究振興財団

（5）（財）科学技術交流財団
知：98（71）

：2（0）

：10（1）

：2（5）

：8（4）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進

日高等教育機関

書財団法人

9企業誘致

田人材育成

■住民理解・科学教育

書公設試

口医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

団国際交流

口重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

県立大学

環境調査センター

心身障害者コロニー
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●建設技術研究所

。l愛知県立大学

0愛知県立看護大学

り愛知県立看護短期大学
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、＼、、
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 24　三重県

I　圃別経費（第3回調査）

開
聞
問
間
開
閉
開
聞
開
聞
開
聞

1（総合的推進）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

2（公設試：機関別経費）　　　4，447，229　　　　41・9
3（公設試：再編整備）　　　　　　32，042　　　　　0・3
4（公設試：機能強化）　　　　　　77，288　　　　　0・7
5（理科系高等教育機関）　　　3，641，669　　　　34・3
6（医療機関）
7（財団法人：研究開発）
8（財団法人：その他）
9（基金）
10（博物館）
11（研究交流：共同研究実施）
12（研究交流：その他）

－

〕

－

∽

－

間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

経費総額

0．0

20，339　　　　　0．2

0．0

0．0

1，461，337　　　　13．8

31，747　　　　　0．3

2，877　　　　　0．0

77，000　　　　　0．7

134，051　　　　1．3

8，268　　　　　0．1

77，000　　　　　0．7

18，874　　　　　0．2

691　　　　　0．0

243　　　　　　0．0

9，676　　　　　0．1

2，298　　　　　0．0

0．0

46，863　　　　　0．4

27，273　　　　　0．3

2，086　　　　　0．0

103，528　　　　1．0

10，222，379　　　100．0

183，811　　　　1．8

10，038，568　　　　98．2

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　8
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

234

397

3，263，167

237，925

312，143

56，495

38，276

454，800

66，799

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　三重県立看護短期大学

学生数：　235人　　　　教員数：　37人
（2）　三重県農業大学校

学生数：　80人　　　　教員数：　66人
（3）　三重県立看護大学（看護学部）

学生数：　400人　　　教員数：　50人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）博物館　　　　　　　　　：5（3）
（2）センター博物館（仮称）　：検討中

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）三重県工業技術振興機構　　　　　：4（0）
（2）（財）国際環境技術移転研究センター　　：38（0）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進

臨高等教育機関

■財団法人

鴨企業誘致

臼人材育成

■住民理解・科学教育

書公設試

臼医療機関

■研究交流促進

書民間研究支援

臼国際交流

口重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

11一一Ili　恥、和　　　一下軸貞

看護短期大学

看護大学

環境科学センター

センター博物館

（仮称）

博物館
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工業技術センター

衛生研究所

三重県立看護短期大学

三重県立看護大学

博物館

＿水産技術センター



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 25　滋賀県

I　同別経費（第3回調査）

問1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
問4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
問9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

1，093　　　　　0．0

3，879，808　　　　23．4

0．0

147，574　　　　　0．9

1，662，351　　　10．0

26，353　　　　　0．2

2，500　　　　　0．0

0．0

360　　　　　　0．0

10，727．000　　　　64．6

9，922　　　　　0．1

2，550　　　　　0．0

107，561　　　　0．6

0．0

12，380　　　　　0．1

0．0

3，194　　　　　0．0

1，500　　　　　0．0

6，819　　　　　0．0

14，017　　　　　0．1

0．0

0．0

5，259　　　　　0．0

1，500　　　　　0．0

0．0

0．0

16，611，741　　　100．0

0　　　　　　0．0

16，611，741　　　100．0

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（l）公設試験研究機関数：　　　　13
（2）研究者数　　　　　　　　　　　224
（3）職員数　　　　　　　　　　　　354
（4）人件費　　　　　　　　　2，176，880
（5）維持経費　　　　　　　　　776，765
（6）調査研究費　　　　　　　　511，200
（7）依頼調査検査費　　　　　　56，090
（8）指導普及費　　　　　　　　84，033
（9）施設整備費　　　　　　　　216，907
（10）庁舎改修費　　　　　　　　57，932

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

．（1）　滋賀県立大学（環境科学学部、工学部、
人間文化学部）

学生数：1，047人　　　教員数：148人
（2）　滋賀県立大学（看護短期大学）

学生数：120人　　　教員数：16人
（3）　滋賀県立農業大学校

学生数：　56人　　　　教員数：　7人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）琵琶湖博物館　：29うち併任2（20うち併任2）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）日本発酵機構余呉研究所　　　　、：8（7）
（2）（財）滋賀県工業振興協会　　　　　　　：11（ナシ）

■総合的推進

■高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

臼人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

9医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

■国際交流

口重点的課題

Ⅳ　細織図（主要機関所管課、平成9年度）

匪酔－匪頭‾‾□慧芸護短期
大学部

巨這直喜選一一一一一国

一二芸芸＝

林務緑政 一一森林センター

商工労働部 産業振興

‾琶悪霊㌶‾
センター



滋　賀　県

車線工賽指導所

醍井義曽場

藁書指導所



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 26　京都府

I　問別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

5，020，276　　　　26．1

0．0

0．0

13，479，785　　　　70．1

0．0

20，962と

間11（研究交流：共同研究実施）　　　51，400

－
U
N
N
－

間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

0．1

0．0

0．0

0．0

0．3

0．0

0．6

0．0

0．1

0．0

0．0

0．0

0．0

2．5

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．1

19，223，130　　　100．0

11，145　　　　　0．1

985　　　　　99．9

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公役試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　11
（2）研究者数’　　　　　　　　　232
（3）職員数　　　　　　　　　　　　412
（4）人件費　　　　　　　　　3，487，747
（5）維持経費　　　　　　　　　619，925
（6）調査研究費　　　　　　　　326，302
（7）依頼調査検査費　　　　　183，542
（8）指導普及費　　　　　　　159，497
（9）施設整備費　　　　　　　　207，337
（10）庁舎改修費　　　　　　　　35，809

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　京都府立医科大学

学生数：1，181人　　　教員数：　342人
（2）　京都府立（医療技術短期大学部）

学生数：　365人　　　教員数：　36人
（3）　京都府立大学（農学部）

学生数：　529人　　　教員数：　55人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）京都産業技術振興財団　　　　　　：9（0）

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設 試

E 高等教育機 関 8 医療機関

■財団 法人 ■研 究交流促進

m 企業誘 致 ■民間研究 支援

ロ人材 育成 日国際 交流

■住民理解 ・科学教 育 □重点 的課 題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）
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茶業研究所‾‾一一一一

山城園芸研究所



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 27　大阪府

I　同別経費（第3回調査）

問1（総合的推進）
問2（公設試：機関別経費）
聞3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
問25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

13，792，771　　　　23．9

23，991，502　　　　　41．6

184，787　　　　　0．3

13，495，867　　　　　23．4

1，489，141　　　　2．6

770，195　　　　　1．3

1，560　　　　　0．0

0．0

0．0

184，308　　　　　0．3

41，123　　　　　0．1

47，632　　　　　0．1

4，250　　　　　0．0

59，801　　　　　0．1

0．0

3，405　　　　　0．0

1，000　　　　　0．0

800　　　　　　0．0

3．342，304　　　　　5．8

5，667　　　　　0．0

0．0

62，312　　　　　0．1

0．0

3，161　　　　　0．0

132，502　　　　　0．2

57，614，088　　　　100．0

1，791，311　　　　3．1

55，822，777　　　　　96．9

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

8

449

789

6，133，559

1，043，487

600，101

83，039

34，957

5，825，547

66，585

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　大阪府立大学（工学部、農学部、総合科学部理系、

社会福祉学部、経済学部、大学院）
学生数：　5，963人　　　教員数：　687人

（2）　大阪女子大学（学芸学部、修士課程）
学生数：　916人　　　教員数：　78人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）千里ライフサイエンス振興財団　　：9（0）
（2）（財）イメージ情報科学研究所　　　　　：28（11）
（3）（財）大阪府研究開発型企業振興財団　　：11（0）
（4）（株）
（5）（株）
（6）（財）
（7）（財）
（8）（財）
（9）（財）
（10）（株）
（11）（財）

イオン工学センター
イオン工学研究所

大阪コミュニティ財団
大阪がん予防検診センター

地球環境センター
地球環境産業技術研究機構
千里ライフサイエンスセンター

大阪府大学学術振興基金

：26（0）

：25（20）

：4（0）

：78（9）

：24（0）

：98（70）

：9（ナシ）

：7（ナシ）

．．

ンター

水道企業管理



大阪府及び大阪市

河内柵市＼ヽ　し＼

～J
了　ノ／一

（大阪市内　府立）

●　産業技術総合研究所、、

●　公害監視センター

●　成人病センター

●　公衆衛生研究所

（大阪市内　市立）

●　大阪市立工業研究

●　大阪市立環境科学藍㌃＼＼＼
●　大阪市水道局工務部水質試験所

ド、大阪市立大学

□　大阪市立科学館

□　大阪市立自然史博物館

大阪府立大学

大阪女子大学

P　岬し→」
＼JJ＼ノー

、ノJLノノ／

－11－－11－－・水産拭膿場

淡水魚試験場

農林技術センター

一　母子保健総合医療センター



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 28　兵庫県

I　閉別軽費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％
823　　　　　　0．0

8，598，898　　　　46．6

0．0

8，600　　　　　0．0

7，496，349　　　　40．6

174，176　　　　　0．9

0．0

0．0

0．0

571，443　　　　　3．1

間11（研究交流：共同研究実施）　　　5，150　　　　　0．0
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
問25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

8，750　　　　　0．0

395，866　　　　　2．1

7，500　　　　　0．0

18，264　　　　　0．1

395，866　　　　　2．1

1，945　　　　　0．0

0．0

＿0．0

760，954　　　　　4．1

0．0

0．0

0．0

3，820　　　　　0．0

0．0

3，978　　　　　0．0

18，452，382　　　100．0

421，832　　　　　2．3

550　　　　　　97．7

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　13
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

355

756

5，335，761

861，441

812，211

37，309

31，529

810，302

710，282

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　県立姫路工業大学

学生数：　2，108人　　　教員数：　263人
（2）　県立看護大学

学生数：　400人　　　教員数：　60人
（3）　県立姫路短期大学

学生数：　400人　　　教員数：　48人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）人と自然の博物館　　：53（5）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

（1）（財）ひようご科学技術創造協会　　　　：5（0）
（2）（株）ユーリック　　　　　　　　　　　：7（0）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進

包高等教育機関

■財団法人

n企業誘致

n人材育成

■住民理解・科学教育

書公設試

8医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

国国際交流

□重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匝至≡司

はテ†泊－

匝E憲

路工業大学

看護大学

短期大学

東洋医学研究所

成人病臨床研究所

営 高齢者脳機能研究

センター

工業技術センター

央農業技術センター

ヒ部農業技術センター

路農業技術センター

森林・林業技術

センター

水産試験場

旦馬水産事務所

」人と自然の博物館



兵庫県及び神戸市

淡路農業技術センタ胃

碗訂C］

ノ／／

高齢者脳機能研究センター

兵庫県立姫路工業大学

兵庫県立姫路短期大学＼＼

／
成人病舶研究所／／／水産試験場

兵庫県立看護大学

＿．＿＿．＿＿－‥一一一一一　北部農責技術センター

／人と自然の博物館

東洋医学研究所

（神戸市内　県立）

●衛生研究所

一一一一●工業技術センター

●公害研究所

●生活科学研究所

＼　　　　（神戸市内　市立）

●神戸市環境保健研究所

●神戸市消防科学研究所

○神戸市立看護大学

○神戸市立看護大学短期大学部

l⊃神戸市立工業高等専門学校

口神戸市立青少年科学館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 29　奈良県
I　間別経費（第3回調査）

問1（総合的推進）
問2（公設試：機関別経費）
問3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）
問8（財団法人：その他）
問9（基金）
問10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
問13（企業高度化）
問14（企業誘致）
問15（技術指導）
問16（公募形式）

－
U
N
∞
－

問17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

3，468，298　　　　31．4

0．0

406，308　　　　　3．7

6，588，392　　　　　59．7

0．0

0．0

42，000　　　　　0．4

0．0

0．0

34，149　　　　　0．3

19，391　　　　　0．2

41，340　　　　　0．4

0．0

44，462　　　　　　0．4

41，340　　　　　0．4

335　　　　　　0．0

1，040　　　　　0．0

876　　　　　　0．0

189，369　　　　　1．7

24，989　　　　　0．2

0．0

0．0

876　　　　　　0．0

5，585　　　　　0．1

130，887　　　　　1．2

11，039，637　　　100．0

557，617　　　　　5．1

10，482，020　　　　　94．9

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　　6
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

193

283

2，258，574

279，381

168，962

14，949

32，369

190，353

508，003

2，理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　奈良県立医科大学

学生数：124人／学年　　教員数
（2）　奈良県立医科大学（看護短期大学部）

関

　

　

　

円

機
人
人
千

313人

学生数：　80人／学年　　教員数：19人
（3）　奈良県農業大学校

学生数：　40人　　　　　教員数：　19人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（株）国際電気通信基礎技術研究所　　：228（224）

（2）（株）新世代通信網開発センター　　　：11（5）l

（3）（財）地球環境産業技術研究機構　　　：430（0）
（4）（株）イオン工学センター　　：36うち出向者28

派遣職員：4（7－全員出向者）
（5）（株）イオン工学研究所　　　：25うち出向者17

（23うち出向者16）

（6）（財）関西文化学術研究都市推進機構　：21（ナシ）

（7）（財）奈良先端科学技術大学院大学

支援財団　　：9（ナシ）
（8）（株）けいはんな 35（なし）

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

囲一一匡蚕到

衛生研究所

医科大学

医科大学看護短期

大学部

工業技術センター

－植原考古学研究所
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 30　和歌山県

I　問別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
閏20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計
経費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

5，018，989　　　　61．0

450，018　　　　　5．5

139，597　　　　　1．7

1，826，873　　　　22．2

258，105　　　　　3．1

2，000　　　　　0．0

0．0

0．0

85，984　　　　1．0

101，287　　　　　1．2

2，000　　　　　0．0

63，164　　　　　0．8

31，880　　　　　0．4

6，496　　　　　0．1

4，271　　　　　0．1

1，676　　　　　0．0

0．0

1，364　　　　　0．0

201，996　　　　　2．5

4，867　　　　　0．1

0．0

0．0

0．0

0．0

31，649　　　　　0．4

8，232，216　　　100．0

712，394　　　　　8．7

7，519，822　　　　91．3

Ⅲ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　14
（2）研究者数　　　　　　　　　　　214
（3）職員数　　　　　　　　　　　　337
（4）人件費　　　　　　　　　2，826，620
（5）維持経費　　　　　　　　240，825
（6）調査研究費　　　　　　　　775，628
（7）依頼調査検査費　　　　　　52，898
（8）指導普及費　　　　　　　　糾，763
（9）施設整備費　　　　　　　　992，849
（10）庁舎改修費　　　　　　　　85，406

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　和歌山県立医科大学

学生数：　60人　　　　教員数：174人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）自然博物館　　　　　　　　　　　　　：15（4）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）和歌山テクノ振興財団　　　　　　：5（1）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進

由高等教育機関

■財団法人

9企業誘致

田人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

q医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

包国際交流

□重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

画頭－画画一一一一医科大学

匝画頑一一匝画画画一一一一一一一一衛生公害研究
センター

一胃一一工業技術センター

匝車「－匝重き司

匪亘垂トー一回垣頭－自然博物館
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 31　鳥取県

I　問別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
問7（財団法人：碗究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間′17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
計（粗計）

重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

2，726，900　　　　89．2

1，012　　　　　0．0

0．0

0．0

－　0，0

0．0

39，192　　　　　1．3

0．0

30，775　　　　1．0

0．0

3，100　　　　　0．1

6，327　　　　　0．2

211，978　　　　　6．9

0．0

23，300　　　　　0．8

0．0

0．0

149　　　　　　0．0

6，327　　　　　0．2

5，052　　　　　0．2

0．0

3，589　　　　　0．1

45　　　　　　0．0

0．0

0．0

3，057，746　　　100．0

6，327　　　　　0．2

3，051，419　　　　99．8

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　8
（2）研究者数　　　　　　　　　　　155
（3）職員数　　　　　　　　　　　　281
（4）人件費　　　　　　　　1，755，117
（5）維持経費　　　　　　　　166，266
（6）調査研究費　　　　　　　　484，834
（7）依頼調査検査費　　　　　　28，193
（8）指導普及費　　　　　　　　19，994
（9）施設整備費　　　　　　　　250，674
（10）庁舎改修費　　　　　　　　21，822

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

関
　
　
　
円

機
人
人
千

3，博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）博物館　：21（8）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（株）新産業創造センター　　　　　：12（3）
（2）（財）鳥取県工業技術振興協会　　　　　：8（ナシ）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進

m高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

も人材育成

■住民理解・科学教育

書公設試

n医療機関　ノ

■研究交流促進

■民間研究支援

■国際交流

口重点的課題

産

化



－
・
∽
い
い
－



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 32　島根県

I　両別錘費（第3回調査）

－
い
い
麻
－

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

3，016，910　　　　59．2

45．054　　　　　0．0

152．460　　　　　0．1

618，961　　　　20．0

0．4

11，000　　　　　2．0

0．0

0．0

253，196　　　　　0．0

17．236　　　　　0．7

1．562　　　　　0．0

18．300　　　　　3．1

1．9

5，268　　　　　0．2

0．0

10，606　　　　　0．1

0．1

0．0

752　　　　　　5．2

0．0

0．0

4，497　　　　　0．1

0．0

0．0

582　　　　　　6．7

4，156．384　　　100．0

219，286　　　　　7．1

098　　　　　92．9

‖　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　6
（2）研究音数　　　　　　　　　　　176
（3）職員数　　　　　　　　　　　　326
（4）人件費　　　　　　　　1，903，640
（5）維持経費　　　　　　　　　361，003
（6）調査研究費　　　　　　　　497，686
（7）依頼調査検査費　　　　　　46，723
（8）指導普及費　　　　　　　105．968
（9）施設整備費　　　　　　　　306．272
（10）庁舎改修費　　　　　　　　　67，634

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

（1）　島根県立看護短期大学
学生数：　80人　　教員数：　27人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

（1）三瓶自然館　　　　　　　　　‥7（6）
（2）三瓶フィールドミュージアム　：6（0）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

（1）（財）しまね技術振興協会　：6（0）

日　目的別経費（第3回調査）

鵜総合的推進

日高等教育機関

邑財団法人

9企業誘致

田人材育成

口住民理解・科学教育

■公設試

口医療機関

の研究交流促進

m民間研究支援

田国際交流

口重点的課題

Ⅳ　組織個（主要機関所管課、平成9年度）

匝車トー匝堕壁画一一看護短期大学

三瓶自然館

三瓶フィールド

ミュージアム

画一匪針衛生公害研究所

匠堅≡堕計1蜃璽到一一－1業技術センター
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 33　岡山県

I　開別経費（第3回調査）

－
U
U
の
－

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
開7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
問17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】

千円　　　　　　％
0．0

4，909，067　　　　　50．3

845，547　　　　　8．7

77，573　　　　　0．8

2，854．830　　　　29．3

0．0

241，278　　　　　2．5

0．0

0．0

62，330　　　　　0．6

126，197　　　　1．3

6，562　　　　　0．1

230，261　　　　　2．4

6，170　　　　　0．1

6，860　　　　　0．1

0．0

209　　　　　　0．0

0．0

1，000　　　　　0．0

284，658　　　　　2．9

19，128　　　　　0．2

0．0

34，967　　　　　0．4

0．0

17，680　　　　　0．2

35，332　　　　　0．4

9，759，649　　　100．0

336，937　　　　　3．5

9，422，712　　　　　96．5

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　8
（2）研究者数　　　　　　　　　　　242
（3）職員数　　　　　　　　　　　　375
（4）人件費　　　　　　　　　　821，125
（5）維持経費　　　　　　　　　816，484
（6）調査研究費　　　　　　　681，282
（7）依頼調査検査費　　　　　　98，943
（8）指導普及費　　　　　　129，553
（9）施設整備費　　　　　　　　304，947
（10）庁舎改修費　　　　　　　　56，733

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　岡山県立大学（保健福祉部、情報工学部）

学生数：　220人　　教員数：104人
（2）　岡山県立農業大学校

学生数：　50人　　教員数：14人
（3）　（財）中国四国酪農大学校

学生数：　40人　　教員数：12人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学
芸員数）

（1）吉備高原ニューサイエンス館　　　　　　：5（0）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）岡山県新技術振興財団　　　　：22（1）
（2）岡山セラミックス技術振興財団：20（13）
（3）（財）岡山県環境保全事業団　：109（0）
（4）（杜）岡山県農業開発研究所　：14（11）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

高等教育機関
30％

■総合的推進

日高等教育機関

m財団法人

■企業誘致

田人材育成

鵜住民理解・科学教育

■公設試

口医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

患国際交流

臼重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

画画－画室各一一一一県立大学

商工労働部

匪車重司一一一一一環境保健センター

工業振興 工業技術センター

吉備高原ニュー

サイエンス館



岡　山　県

（財）中国四国酪農大学校（公設）

八」ご竺村「て＼、＼ヽ

吉備高原ニューサイエンス館

岡山県立大学ジ

＿1＿＿＿．．水産試験場

総合畜産センター

岡山県立農業大学校

農業試験場

工業技術センター

建設技術センター

環境保健センター



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 34　広島県

l　開別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
問4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
問12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
問16（公募形式）
問17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

5，711，823　　　　36・8

307，294　　　　　2．0

66，822　　　　　0．4

3，673，141　　　　23．6

36，379　　　　　0．2

1，408，832　　　　　9．1

0．0

1，000，000

337，500

7，302

39，500

450

978

711，475

6．4

0．0

2．2

0．0

0．3

0．0

0．0

0，0

0．0

0．0

0．0

4．6

0．0

2，072，423　　　　13．3

43，025

2，850

3，000

115，234

0．3

0．0

0．0

0．7

15，538，028　　　100．0

1，756，741　　　1L3

13，781，287　　　　88．7

Ⅱ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　8
（2）研究者数　　　　　　　　　　　294
（3）職員数　　　　　　　　　　　　474
（4）人件費　　　　　　　　　3，908，065
（5）維持経費　　　　　　　　　548，105
（6）調査研究費　　　　　　　　593，458
（7）依頼調査検査費　　　　　　25，931
（8）指導普及費　　　　　　　　217，547
（9）施設整備費　　　　　　　　246，373
（10）庁舎改修費　　　　　　　172，059

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

（1）　広島県立大学（生物資源学部、大学院）
学生数：　500人　　教員数：　71人

（2）　広島県立保健福祉短期大学
学生数：　660人　　教員数：　71人

（3）　広島県立農業技術大学校（バイオ園芸課程、
畜産管理課程）

学生数：　63人　　教員数：13人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

（l）（財）広島県産業技術振興機構　　　　　：24（7）
（2）（株）広島テクノプラザ　　　　　　　　：14（6）
（3）（財）広島県農業ジーンバンク　　　　　：5（0）

■総合的推進 ■公設試

日高等教育機関 白医療機 関

■財団法人 田研 究交流促進

P 企業誘致 ■民間研 究支援

臼人材 育成 臼国際交流

田住 民理解 ・科 学教育 ロ重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匝頭‾‾‾‾‾画「；慧芸期大学

匝画画一一一一一画画一保健環境センター



広島県及び広島市

＼寸、

（広島市内　県立）

●保健環境センター

●　食品工業技術センター

（広島市内　市立）

●　広島市衛生研究所

●　広島市工彙技術センター

□　広島市江波山気象館
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 35　山口県

I　問別軽費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）

ー
〕
－
0
－

問3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
複額計

費総額

【経費】　【構成比】

千円　　　　　　％
11，203　　　　　0．2

4，019，130　　　　　57．1

0．0

3，350　　　　　0．0

984，105　　　　14．0

0．0

697，925　　　　　9．9

0．0

0．0

95，963　　　　　1．4

281，065　　　　　4．0

2，030　　　　　0．0

293，477　　　　　4．2

0．0

22，383　　　　　0．3

292，403　　　　　4．2

0．0

600　　　　　　0．0

252　　　　　　0．0

49，929　　　　　0．7

497　　　　　　0．0

0．0

100　　　　　　0．0

5，776　　　　　0．1

4，200　　　　　0．1

280，442　　　　　4．0

7，044，830　　　100．0

980，896　　　　13．9

6，063，934　　　　86．1

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　　7
（2）研究者数　　　　　　　　　　　219
（3）職員数　　　　　　　　　　　　352
（4）人件費　　　　　　　　　2．606，022
（5）維持経費　　　　　　　　　369，793
（6）調査研究費　　　　　　　　489，473
（7）依頼調査検査費　　　　　　71，829
（8）指導普及費　　　　　　　175，011
（9）施設整備費　　　　　　　　268，234
（10）庁舎改修費　　　　　　　　38，768

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　山口県立大学（家政学部、看護学部）

学生数：　400人　　　　教員数：　52人
（2）　山口県立農業大学校（園芸部、畜産部）

学生数：　50人　　　　教員数：　18人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）山口博物館　　　　　　　　　　　　　　：11（6）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（株）超高温材料研究センター　：39（21）
（2）（財）山口県産業技術開発機構　：22（0）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進

■高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

の人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

口医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

■国際交流

口重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

画画－匡車重画一一項立大学

政

工業振興

政

産

育

衛生公害研究センター

精神保健福祉センター

工業技術センター

囲1芸
水産試験場

水産試験場

栽培漁業センター

栽培漁業センター



山　口　県

山口県立農彙大学校

畜産賦験場

外海水産試験場

工集技術センター

農業試験場

林彙指導センター

／内海水産試験場

／　衛生公害研究センター

山口県立大学

山口博物館
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 36　徳島県

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
問3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円

4，430，934

273，349

369，004

9，750

959，839

20，827

4，273

46，438

％

0．0

67．8

0．0

4．2

5．6

0．0

0．1

0．0

0．0

14．7

0．3

0．1

0．7

0．0

7，372　　　　　0．1

15，000　　　　　0．2

74，002　　　　　1．1

663　　　　　　0．0

663　　　　　　0．0

253，998　　　　　3．9

18，181　　　　　0．3

0．0

0．0

0．0

0．0

46，843　　　　　0．7

6，531，136　　　100．0

221，551　　　　3．4

6，309，585　　　　　96．6

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　10
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

201

330

2，534，528

561，667

445，866

16，288

31，885

781，347

59，353

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　徳島県立看護専門学校

学生数：　一人　　教員数：12人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）博物館　　　　　　　　　　　　：20（14）
（2）二十一世紀館　　　　　　　　：10（0）
（3）子ども科学体験施設（仮称）　：未定（未定）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）徳島県地域産業技術開発研究機構　：2（0）
（2）（株）徳島健康科学総合センター　　　　：7（1）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設 試

匂高等教 育機 関 ロ医療機 関

■財団法 人 ■研 究交流促進

n 企業誘 致 ■民間研究支援

臼人材 育成 S 国際交流

■住 民理解 ・科学教育 □重点的課題

Ⅳ　細韓国（主要機関所管課、平成9年度）

施設（仮称）

－匝画堕尋一一一一保健環境センター

－匪車重画一－工業技術センター

林水産部

匪亘蚕亘司

匝頭重画一一一一蚕業技術センター

産試験場

畜試験場

果樹試験場

営農振興

林業振興課 林業総合技術センター

水産試験場

博物館

二十一世紀館
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 37　香川県

I　開別経費（第3回調査）

－
∽
畠
－
－

問1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
間16（公募形式）
問17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
問25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

3，448，511　　　　89．5

0．0

44，543　　　　　1．2

0．0

0．0

41，814　　　　　1．1

50，277　　　　　1．3

12，363　　　　　0．3

18，762　　　　　0．5

47，759　　　　　1．2

1，091　　　　　0．0

115，237　　　　　3．0

4，155　　　　　0．1

5，872　　　　　0．2

0．0

518

7，519

0．0

0．0

0．0

0．2

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

1．4

3，854，692　　　100．0

7，280　　　　　0．2

3，847，412　　　　　99．8

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　　8
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

180

379

2，106，066

393，951

512，066

93，667

29，142

312，951

668

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

関
　
　
　
円

機
人
人
千

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）自然科学館　　　　　　　　　　　　　　：14（0）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）香川県産業技術振興財団　　　　　：8（0）
（2）（株）香川産業頭脳化センター　　　　　：11（ナシ）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推 進 ■公 設試

看高等教育機関 臼医療機関

■財 団法 人 ■研 究交流促進

■企 業誘 致 鵜民間研 究支援

8 人材育成 ■国際交流

■住民理解 ・科 学教 育 □重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匝針国頭童画一一一衛生研究所

工業技術センター

食品試験場

酵食品試験場

然科学館
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都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 38　愛媛県

I　間別経費（第3回調査）

開
聞
開
閉
問
開
閉
開
聞
間
間

1（総合的推進）
2（公設試：機関別経費）
3（公設試：再編整備）
4（公設試：機能強化）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

4，783，061　　　　65．4

24，006　　　　　0．3

2，968　　　　　0．0

5（理科系高等教育機関）　　　1，228，318　　　　16．8
6（医療機関）
7（財団法人：研究開発）
8（財団法人：その他）
9（基金）
10（博物館）
11（研究交流：共同研究実施）

ー
‥
小
心
の
－

間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計
経費総額

53，852　　　　　0．7

170，772　　　　　2．3

0．0

0．0

460，958　　　　　6．3

172，359　　　　　2．4

10，124　　　　　0．1

54，630　　　　　0．7

0．0

13，800　　　　　0．2

24，630　　　　　0．3

0．0

0．0

382　　　　　　0．0

72，792　　　　　1．0

8，567　　　　　0．1

0．0

0．0

72，392　　　　1．0

4，921　　　　0．1

160，176　　　　　2．2

7，318，708　　　100．0

255，062　　　　　3．5

7，063，646　　　　　96．5

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　14
（2）研究者数　　　　　　　　　　　278
（3）職員数　　　　　　　　　　　　402
（4）人件費　　　　　　　　　2，646，112
（5）維持経費　　　　　　　　　518，788
（6）調査研究費　　　　　　　　685，679
（7）依頼調査検査費　　　　　215，258
（8）指導普及費　　　　　　　　80，651
（9）施設整備費　　　　　　　　466，546
（10）庁舎改修費　　　　　　　170，027

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　愛媛県立医療技術短期大学

学生数：　360人　　　　教員数：　57人
（2）　愛媛県立農業大学校

学生数：　90人　　　　教員数：106人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）総合科学博物館　　　　　　　　　　　：50（17）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）愛媛県保健医療財団　　　　　　：2（0）
（2）（財）愛媛テクノポリス財団

（ハイ・イノベーション研究所）
（3）（財）東予産業創造センター
（4）（財）愛媛県技術開発振興財団
（5）（株）愛媛柑橘資源開発研究所
（6）（株）

12（3）

5（0）

3（0）

9（8）

15（11）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進

の高等教育機関

■財団法人

回企業誘致

り人材育成

鵜住民理解・科学教育

■公設試

n医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

召国際交流

□重点的課題

地域医療

境計画課

画壇画トー匪頭

医療技術短期大学

衛生研究所

環境保全センター

技術センター

産業試験場

試験場

試験場

吾漁業センター

栽培漁業センター

建設研究所



衛生研究所
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工業技術センター

果樹試験場
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林業試験場
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水産試験場

中予水産試験場、

＼＼＼＼＼

打
急

＼＼ ′／／／一一ジ／養鶏拭糾

総合科学博物館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 39　高知県

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）

－
〕
－
∞
－

問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
問11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

3，371，291　　　　32．4

1，009，325　　　　　9．7

8，831　　　　　0．1

4，947，954　　　　　47．6

36，089　　　　　0．3

3，000　　　　　0．0

0．0

0．0

0．0

16，141　　　　0．2

59，106　　　　　0．6

64，983　　　　　0．6

0．0

4，780　　　　　0．0

0．0

2，544　　　　　0．0

3，147　　　　　0．0

270　　　　　　0．0

871，713　　　　　8．4

2，000　　　　　0．0

0．0

0．0

1，426　　　　　0．0

0．0

1，350　　　　　0．0

10，403，950　　　　100．0

200，346　　　　　1．9

604　　　　　　98．1

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　　9
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

204

365

2，095，056

253，177

597，348

91，895

91，805

242，010

0

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　高知工科大学（工学部）

学生数：　400人　　　　教員数：　80人
（2）　高知県立実践農業大学校

学生数：101人　　　教員数：　39人
（3）　高知女子大学（家政学部）

学生数：　40人　　　　教員数：　25人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学
芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）高知県産業高度化支援財団　　　　　：10（－）

（H8．4変更（財）高知県産業技術振興機構）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設試

日高等教育機 関 田医療機 関

鵜財団法 人 ■研 究交流促進

■企業誘 致 ■民間研究支援

日人材 育成 由国際交流

■住 民理解 ・科学教育 口重点的課題

組織図　日三夢機関所管課、平成9年度）

1二村大整備調整 －高知工科大学

画画一一個一一高知女子大学

良寿社会政策 車一一胃衛生研究所

匝酔匝軒環境研究センター

匠正直訃一一一 プ菜振興甜 ド業技術センター

も廃業技術センター



－

〕

－

∽

－



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 40　福岡県

I　間別経費（第3回調査）

－
い
い
○
－

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
問10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
問12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
問25（住民理解）
問26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

7，925，434　　　　52．3

0．0

681，661　　　　4．5

3，688，139　　　　　24．3

0．0

519，350　　　　　3．4

444，436　　　　　2．9

0．0

444，436　　　　　2．9

140，567　　　　　0．9

11，134　　　　　0．1

66，934　　　　　0．4

0．0

67，546　　　　　0．4

114，770　　　　　0．8

50，452　　　　　0．3

0．0

0．0

121，514　　　　　0．8

15，874　　　　　0．1

0．0

14，486　　　　　0．1

560，243　　　　　3．7

628　　　　　　0．0

296，239　　　　　2．0

15，163，843　　　100．0

933，442　　　　　6．2

14，230，401　　　　93．8

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　5

（2）研究者数　　　　　　　　　　356
（3）職員数　　　　　　　　　　　　　601
（4）人件費　　　　　　　　　5，021，949
（5）維持経費　　　　　　　　　737，957
（6）調査研究費　　　　　　1，339，346
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

41，381

71，339

599，839

113，633

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　福岡女子大学（人間環境学部）

学生数：　360人　　　　教員数：　29人
（2）　九州歯科大学

学生数：　638人　　　教員数：　127人
（3）　看護専門学校

学生数：156人　　　教員数：16人
（4）　福岡県農業大学校

学生数：　90人　　　　教員数：　22人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）青少年科学館　：29（0）
（2）農業資料館

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）福岡県産業・科学技術振興財団　　：9（0）
（2）（財）久留米・鳥栖地域技術振興センター　：9（0）
（3）（財）福岡県飯塚研究開発機構　　　　　：7（0）
（4）（株）福岡ソフト・リサーチパーク　　　：9（0）
（5）（株）久留米リサーチパーク　　　　　　：15（0）
（6）（株）北九州テクノセンター　　　　　　：12（0）
（7）（財）福岡県青少年科学教育普及協会　　：29（ナシ）

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匝牽司

私学学事振興 福岡女子大学

九州歯科大学

保健環境研究所

看護専門学校

匡≡ヨー一一匝狂喜廼憂国一一［業技術センター

転上

教育庁指導第二

匝「＝
農業総合試験場

農業資料館

匪車重画一一一一一一一一農業大学校

匪画一一一一一一一一森林林業技術

センター

水産海洋技術

センター

土会教育 青少年科学館



福岡県及び北九州市及び福岡市

／
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い
い
－
－



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 41　佐賀県

I　問別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）

ー
〕
∽
N
－

間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
問9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間、26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

6，536　　　　　0．1

4，771，646　　　　　79．2

14，406　　　　　0．2

48，999　　　　　0．8

386，233　　　　　6．4

15，877　　　　　0．3

137，396　　　　　2．3

0．0

0．0

96，647　　　　1．6

98，497　　　　1．6

8，834　　　　　0．1

53，314　　　　　0．9

0．0

9，901　　　　0．2

0．0

63，480　　　　　1．1

562　　　　　　0．0

562　　　　　　0．0

15，494　　　　　0．3

1，942　　　　　0．0

0．0

44，027　　　　　0．7

0．0

98，267　　　　1．6

150，418　　　　　2．5

6，023，038　　　100．0

110，049　　　　　1．8

5，912，989　　　　98．2

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　17
（2）研究者数　　　　　　　　　　　216
（3）職員数　　　　　　　　　　　　401
（4）人件費　　　　　　　　　2，669，918
（5）維持経費　　　　　　　　　483，313
（6）調査研究費　　　　　　　　571，271
（7）依頼調査検査費　　　　　　25，076
（8）指導普及費　　　　　　　108，047
（9）施設整備費　　　　　　　　713，865
（10）庁舎改修費　　　　　　　190，176

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　佐賀県農業大学校

学生数：　50人　　　　教員数：　一人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）宇宙科学館（仮称）：検討中

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）佐賀産業技術情報センター（h8．4．1合併によ

り（財）佐賀県地域産業支援センターに改称）：10（－）
（2）（財）久留米鳥栖地域技術振興センター　：10（0）

Ⅲ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進

鵜高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

P人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

n医療機関

■研究交流促進

鵜民間研究支援

e国際交流

口重点的課題

組織図（主要機関所管課、平成9年度）

宇宙科学館（仮称）



佐　賀　県

茶業試験場



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 42　長崎県

I　聞別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）

【経費】　【構成比】
千円l　　　　　％

0．0

8．063，889　　　　44．1

4，111，289　　　　22．5

4，370，943　　　　23．9

313，626　　　　　1．7

0．0

574，814　　　　　3．1

0．0

0．0

0．0

間11（研究交流：共同研究実施）　　17，772　　　　0．1
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

5，557　　　　　0．0

177，314　　　　1．0

301，000　　　　1．6

6，656　　　　　0．0

0．0

4，412　　　　　0．0

0．0

0．0

188，197　　　　　1．0

4，569　　　　　0．0

0．0

2，513　　　　　0．0

102，290　　　　　0．6

0．0

30，949　　　　　0．2

18，275，790　　　100．0

8，537，609　　　　46．7

9，738，181　　　　53．3

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　7
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

198

340

2，534，130

335，373

679，671

9，196

35，676

4，375，220

94，623

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　長崎県農業大学校

学生数：　80人　　教員数：　22人
（2）　長崎保健看護学校

学生数：　60人　　教員数：　8人
（3）　佐世保看護学校

学生数：　30人　　教員数：　9人
（4）　長崎県立新大学

学生数：　240人　教員数：　90人（見込）

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）ナガサキ・テキノポリス財団　　　：13（0）

（2）（財）長崎県建設技術研究センター　　　：53（29）

〃総合的推進 ■公設試

患高等教育機 関 ロ医療機 関

■財団法人 ■研究交流促 進

■企業誘致 ■民 間研 究支援

仕人材 育成 9 国際交醇

■住 民理解 ・科 学教育 ロ重 点的課 題

組織図（主要機関所管課、平成9年度）

県立新大学

匝画‾一画1二慧芸慧

匝針匪痙頭一一一一一衛生公害研究所

匝画一匝奉聖
工業技術センター

窯業技術センター

匝麺ト－匝頭－水産試験場



て
こ

＞



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 43　熊本県

I l軋別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
問8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
開17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
問25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
複額計
費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

6，060，983　　　　　55．4

1，739　　　　　0．0

4，119　　　　　0．0

2，747，442　　　　　25．1

0．0

343，562　　　　　3．1

0．0

0．0

47，201　　　　　0．4

171，658　　　　　1．6

10，335　　　　　0．1

117，200　　　　　1．1

717，334　　　　　6．6

10，095　　　　　0．1

0．0

5，585　　　　　0．1

298　　　　　　0．0

298　　　　　　0．0

168，457　　　　　1．5

7．378　　　　　0．1

0．0

62，156　　　　　0．6

288，407　　　　　2．6

98，244　　　　　0．9

82，258　　　　　0．8

10，944，749　　　100．0

422，200　　　　　3．9

10，522，549　　　　　96．1

Ⅱ　基本デ胃タ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　6
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

251

438

4，073，172

812，041

715，932

190，751

90，148

137，388

41，551

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　熊本県立大学（生活科学部）

学生数：　323人　　　　教員数：　23人
（2）　熊本県立農業大学校

学生数：100人　　　　教員数：　31人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学
芸員数）

（1）鳥獣保護センター　：所在町（御船町）に管理運
営委託

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）熊本テクノポリス財団　　　　：33（11）
（2）（財）熊本テクノポリス技術開発基金　：13（0）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合 的推進 ■公設試

■高等教育機関 り医療機 関

■財団法人 ■研究交流促進

■企業誘致 ■民間研 究支援

0 人材育成 ■国際交流

■住民理解 ・科 学教 育 口重点的課題

組織国（主要機関所管課、平成9年度）

県立大学

康福祉政策

商工振興

一一一保健環境科学

研究所

－工業技術センター

画1芸



－サハ中瀬撞錮噛

儲朴米糠嶋倒醸せ桜

－小六平館醇績疇

喋　格　磋

－小六中ポ匿磯煮

駐球磨卦露郵貯鱒嘘

掛ペ倒瘻≠雀

駐餌缶線堤

経賊詰H長嶋鎖

－小六単輩ぜ績H



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 44　大分県

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
問3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

6，051，136　　　　92．0

0．0

269，431

42，098

間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）　　27，234

－
い
い
∽
－

間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
開18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
複額計
費総額

65，476

4．1

0．0

0．0

0．6

0．0

0．0

0．0

0．4

0．0

1．1

0．0

0．1

0．0

0．0

0．0

0．0

0．3

0．3

0．0

0．0

0．0

0．0

1．0

6，575，654　　　100．0

29，799　　　　　0．5

6，545，855　　　　99．5

Ⅱ　基本デ胃タ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　12
（2）研究者数　　　　　　　　　　　282
（3）職員数　　　　　　　　　　　　456
（4）人件費　　　　　　　　　3，676，987
（5）維持経費　　　　　　　　　442，309
（6）調査研究費　　　　　　　　797，802
（7）依頼調査検査費　　　　　139，800
（8）指導普及費　　　　　　　　23，892
（9）施設整備費　　　　　　　　932，360
（10）庁舎改修費　　　　　　　　　35，031

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）大分県地域技術振興財団　　　　　：7（0）
（2）（財）大分県高度技術開発研究所　　　　：6（3）
なお、上記の両財団は、平成8年4月1日に統合し、
（財）大分県技術振興財団と名称変更。

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設試

■高等教 育機 関 ロ医療磯 関

■財 団法 人 鵜研 究交流促進

■企 業誘 致 ■民間研究支援

白人材育成 鵜国際交流

■住民理解 ・リ科学教 育 □重 点的課題

組織図（主要機関所管課、平成9年度）

生活環境部 生活環境課 衛生環境研究

センター

産業科学技術

センター

大分県・工業

技術院研究

交流センター

農業技術センター

農業大学校

農水産物加工総合

指導センター

柑橘試験場

温泉熱花き研究

指導センター

畜産試験場

草地畜産開発

センター

林業試験場

きのこ研究

指導センター

海洋水産研究

センター

（浅海研究所、

内水面研究所）

林業水産部 林業振興課

水産振興課



大　分　県

農水産物加工総合指導センター

きのこ研究指導センター



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 45　宮崎県

I　同別軽費（第3回調査）

－

U

の

0

－

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
問7　く財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
計（粗計）

重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

4，526，133　　　　51．8

1，427，289　　　　16．3

105，905　　　　　1．2

666，629　　　　　7．6

725　　　　　　0．0

106，661　　　　1．2

0．0

0．0

0．0

109，085　　　　　1．2

1，636　　　　　0．0

15，998　　　　　0．2

109，985　　　　1．3

15，066　　　　　0．2

0．0

12，647　　　　　0．1

3，591　　　　　0．0

3，591　　　　0．0

8，212　　　　　0．1

13，212　　　　　0．2

0．0

0．0

0．0

1，614，487　　　　18．5

0．0

8，740，852　　　100．0

73，602　　　　　0．8

8，667，250　　　　99．2

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費

8

213

395

2，844，762

444，651

関
　
　
　
円

機
人
人
千

（6）調査研究費　　　　　　　807，551
（7）依頼調査検査費　　　　121，733
（8）指導普及費　　　　　　　48，769
（9）施設整備費　　　　　　　163．313
（10）庁舎改修費　　　　　　　　95，354

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　宮崎県立農業大学校

学生数：141人　　　教員数：　38人
（2）　宮崎県高等水産研修所

学生数：14人　　　教員数：　7人
（3）　宮崎県立看護大学（看護学部）

学生数：100人　一　　教員数：　62人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）総合博物館　：18（7）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）宮崎県産業技術情報センター　　　：7（0）
（2）（財）宮崎県栽培漁業協会　　　　　　　：10（0）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進

9高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

口人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

口医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

■国際交流

口重点的課題

組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匝廼到一一一一

国一一一－ t芸
開発センター

林業総合センター

総合博物館



宮　崎　県

林業総合センター

一／一一一一宮崎県立農業大学棟

畜産試験場

優良受精卵総合センター

工業試験場

食品加工研究開発センター

水産試験場

衛生環境研究所

宮嶋県立書経大学

総合博物館

宮崎県高等水産研修所



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 46　鹿児島県

工　開別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設拭：再編整備）

4（公役試：機能強化）
5（理科系高等教育機関）

間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）

8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）

24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

【経費】　【構成比】
千円

13，272

8，584，959

284，527

97，326

731，682

1，895，306

％

0．1

71．1

2．4

0．8

6．1

0．0

15．7

0．0

0．0

94，491　　　　0．8

48，989　　　　　0．4

31，856　　　　　0．3

49，955　　　　　0．4

0．0

165，490

11，111

932

19，507

11，649

12，078，410

84，268

11，994，142

Ⅲ　基本データ（第3回洞査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　13
（2）研究音数　　　　　　　　　　　346
（3）職員数　　　　　　　　　　　　601
（4）人件費　　　　　　　　　3，016，730
（5）維持経費　　　　　　　1，248，293
（6）調査研究費　　　　　　　840，729
（7）依頼調査検査費　　　　　　29，347
（8）指導普及費　　　　　　　　23，688
（9）施設整備費　　　　　　　822，539
（10）庁舎改修費　　　　　　1，261，513

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　鹿児島県立農業大学校（畜産工学部、畜産学部、

園芸学部、茶業学部、果樹学部）
学生数：193人　　　教員数：　34人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）博物館　　　：10（7）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究負数）
（1）（杜）鹿児島県ファインセラミック製品開発協会

：13（8）

（2）（株）鹿児島頭脳センター　　：20（2）
（3）（財）鹿児島県新産業育成財団　：20（2）

田総合的推進

窃高等教育機関

口財団法人

宙企業誘致

貯人材育成

伍住民理解・科学教育

■公設試

口医療機関

臼研究交流促進

田民間研究支援

田国際交流

□重点的課題

錦織園（主要機関所管課、平成9年度）

技術情報

匪車重画‾‾匪画画一慧霊ニタ＿

匝画画一一一一画車重麺トー→衛生研究所

麺画丁芸書芸芸芸孟孟
センター

産

業技術センター

匪画画一一一林業試験場



鹿児島県

林業拭鹸場

大島紬技術指導センター

苗ノ／

養鶏試験場、

川内環境監視セント

・ふ・l・ド・・

C〕

＿一　／

「「軸一
理名ワ　ン

与詣町

農業試験場

水産試験場

衛生研究所

環境センター

博物館

茶業試験場

鹿児島県立農業大学校

工業技術センター

／畜産試験場



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 47　沖縄県

I　問別軽費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

4，361，106　　　　61．1

1，210，625　　　　17．0

8，000　　　　　0．1

247，933　　　　　3．5

0．0

1，044，687　　　　14．6

0．0

0．0

164，741　　　　2．3

間11（研究交流：共同研究実施）　　　27，947　　　　　0．4
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計
経費総額

0．0

0．0

3，850　　　　　0．1

6，533　　　　　0．1

9，524　　　　　0．1

0．0

1，015　　　　　0．0

167　　　　　　0．0

0．0

0．0

0．0

11，672　　　　　0．2

13，973　　　　　0．2

0．0

29，000　　　　　0．4

7，140，773　　　100．0

53，828　　　　　0．8

7，086，945　　　　99．2

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　7
（2）研究者数　　　　　　　　　　　221
（3）職員数　　　　　　　　　　　　409
（4）人件費　　　　　　　　　2，852，445
（5）維持経費　　　　　　　　　366，632
（6）調査研究費　　　　　　　　296，931
（7）依頼調査検査費　　　　　　94，915
（8）指導普及費　　　　　　　　17，844
（9）施設整備費　　　　　　　　726，131
（10）庁舎改修費　　　　　　　　　6，208

関
　
　
　
門

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　農業大学校

学生数：　90人　　教員数：14人（常勤）

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）博物館新館　：未定

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（株）トロピカルテクノセンター　　　　：46（11）
（2）沖縄県建設技術センター　　　　　　　　：51（10）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進

陣高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

口人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

口医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

9国際交流

口重点的課題

組織図（主要機関所管課、平成9年度）

企画調整

衛生環境研究所

匪∈牽画個一一一一工業試験場

教育委員会

手Lご＿ 匝頭一一一一一一博物館



南よふ

一‘l、

北大責付

畜産試験場

■品

亡二＼



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 48　札幌市

I　開別軽費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）　　　6，118　　　　　0．5

－
∽
①
の
ー

間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

0．0

800　　　　　　0．1

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

400　　　　　　0．0

11，041　　　　1．0

0．0

0．0

0．0

1，631　　　　0．1

12，500　　　　1．1

23，505　　　　　2．0・

1，149，415　　　100．0

6，118　　　　　0．5

1，143，297　　　　99．5

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　2
（2）研究者数　　　　　　　　　　42
（3）職員数　　　　　　　　　　　53
（4）人件費　　　　　　　　　54，246
（5）維持経費　　　　　　　　82，040
（6）調査研究費　　　　　　45，189
（7）依頼調査検査費　　　165，187
（8）指導普及費　　　　　　　　　0
（9）施設整備費　　　　　　　21，460
（10）庁舎改修費　　　　　　　　　0

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

関
　
　
　
円

機
人
人
千

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

（1）札幌市青少年科学館　　　　　　　　　：40（2）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

（1）（財）札幌エレクトロニクスセンター　：12

うち嘱託2（3）

Ⅱ　目的別軽費（第3回調査）

■総合的推進

e高等教育機関

■財団法人

表企業誘致

n人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

日医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

包国際交流

口重点的課題

組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匝トー匹召一一一一巨頭

匝頭一一札幌市土木技術センター

匪車重訃一一一匪頭－札幌市青少年科学館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 49　仙台市

I　問別軽費（第3回調査） Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　1

組織図（主要機関所管課、平成9年度）

ー
い
か
q
 
I

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
問10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
問17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
問20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）
計（粗計）

重複額計

6，000

174

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．5

0．0

0．0

0．0

1，281，635　　　100．0

0　　　　　　0．0

1，281，635　　　100．0

（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

0

55

402，048

142，171

5，302

4，560

0

36，097

68，758

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

関
　
　
　
円

機
人
人
千

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）仙台市科学館　：23（6）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（株）東北インテリジェント・コスモス研究機構

：10（0）

（2）（株）採種実用研究所　　　　　　　　　：12（11）
（3）東北マルチメディアアプリケーション推進協議会

：5（1）

（4）（財）宮城県高度技術振興財団　　　　　：7（0）
（5）（財）東北産業技術開発協会　　　　　　：4（0）
（6）（財）青葉工学振興会　　　　　　　　　：5（0）

Ⅲ　目的別軽費（第3回調査）

■総合 的推進 ■公設試

看高等教育機関 n 医療機 関

■財 団法人 ■研 究交流促進

■企業誘致 ■民間研究支援

日人材 育成 臼国際交流

■住民理解 ・科学教育 口重点的課題

匝麺衰軒－一極重車重司

匝瑳真吾一一一匪亘司－仙台市科学館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 50　千葉市

I　岡別線責（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
問17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
問25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　1
（2）研究者数　　　　　　　　　　40
（3）職員数　　　　　　　　　　　50
（4）人件費　　　　　　　　　355，243
（5）維持経費　　　　　　　　34，398
（6）調査研究費　　　　　　12，433
（7）依頼調査検査費　　　　　89，409
（8）指導普及費　　　　　　　　　228
（9）施設整備費　　　　　　　24，296
（10）庁舎改修費　　　　　　　　　0

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

関
　
　
　
円

機
人
人
千

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学
芸員数）

（1）（仮称）科学館　：－（－）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進

9高等教育機関

■財団法人

■企業誘致

薗人材育成

■住民理解・科学教育

■公設試

り医療機関

■研究交流促進

■民間研究支援

■国際交流

□重点的課題

組織図（主要機関所管課、平成9年度）

囲－一一一巨頭

環境保健研究所

（仮称）科学館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 51　横浜市

I　問別線責（第3回調査）

ー
U
S
－

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
問3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
複額計
費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

1，213，381　　　　34．1

0．0

1，000　　　　　0．0

1，198，927　　　　33．7

0．0

37，051　　　　1．0

0．0

0．0

0．0

0．0

7，242　　　　　0．2

120，000　　　　　3．4

99，136　　　　　2．8

267，931　　　　7．5

0．0

3，042　　　　　0．1

0．0

4，479　　　　　0．1

720　　　　　　0．0

0．0

0．0

0．0

2，200　　　　　0．1

593，721　　　　16．7

4，804　　　　　0．1

3，553，634　　　100．0

0　　　　　　0．0

3，553，634　　　100．0

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　　5
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

145

195

0

466，505

103，504

53，635

268，006

85，071

19，879

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

（1）　横浜市立大学
学生数：　一人　　　　　教員数：　一人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）ユニバーシティプラザ　　　：未定（未定）．

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）木原記念横浜生命科学振興財団　：－（－）

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

■総合 的推 進 ■公設 試

■高 等教育機関 8 医療機 関

■財 団法人 ■研 究交流促進

■企業誘致 ■民間研究支援

日人材育成 ■国際交流

■住民理解 ・科学教 育 0 重点的課題

Ⅳ　組織鈎（主要機関所管課、平成9年度）

匹喜遍一一一画ト■巨逼回

衛生研究所

環境科学研究所

匪亘奉ト一一一一■一一一一匡車重奉画一一一一一工業技術支援

センター

水質試験所

横浜市立大学

市立大学事務局

‾‾‾‾‾‾T

木原生物学研究所

ユニバーシティプラザ



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 52　川崎市

I　閉別経費（第3回調査）

開1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
問10（博物館）
間11（碗究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

667，728　　　　16．6

0．0

18，000

387，132

35，000

74．533

0．0

0．0

0．4

9．6

0．9

0．0

1．9

0．0

0．0

0．0

2，834，037　　　　70．5

0．0

630

857

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

0．0

4，017，917　　　100．0

0　　　　　　0．0

4，017，917　　　100．0

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費

2

38

75

472，818

73，777

関
　
　
　
円

機
人
人
千

（6）調査研究費　　　　　　　77，075
（7）依頼調査検査費　　　　　　　0
（8）指導普及費　　　　　　　1，339
（9）施設整備費　　　　　　12，534
（10）庁舎改修費　　　　　　　30，185

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　川崎市立看護短期大学

学生数：　240人　　　　教員数：　30人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）川崎市青少年科学館　　　　　　　　　　：10（3）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）神奈川科学アカデミー
（2）川崎市建設技術センター
（3）神奈川高度技術支援財団

（4）ケイエスビー

：181（132）

：16（2）

：39（25）

：15（ナシ）

Ⅲ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設試

回高等教 育機 関 〇医療 機関

■財団法 人 ■研 究交流促進

9 企業誘 致 ■民間研究支援

n 人材 育成 〇国際交流

■住 民理解 ・科学教育 □重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匪車重童画一一一一一一一匡童画－公害研究所

川崎市立看護短期大学

川崎市青少年科学館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 53　名古屋市

I　問別経費（第3回調査）

問1（総合的推進）
問2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
問9（基金）
問10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
問17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）
問25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

1，760，918　　　　87．0

0．0

87，737

15，000

10，291

4．3

0．0

0．0

0．7

0．0

0．0

0．6

0．8

1．0

0．0

0．0

0．5

11，473　　　　　0．6

0．0

Ⅲ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　1
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

92

107

1，068，434

198，861

152，274

36，674

255，706

19，255

29，714

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　名古屋市立大学（医学部、薬学部）

学生数：　720人　　　　教員数：　248人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）名古屋市科学館　：39（10）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

（1）（財）ファインセラミックスセンター　：103（0）
（2）（財）名古屋市工業技術振興協会　　　：21（ナシ）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合 的推進 ■公設試

き高等教育機 関 ロ医療機 関

■財 団法人 ■研究交 流促進

1 企業誘致 ■民間研 究支援

町人材 育成 ロ国際 交流

■住民理解 ・科学教 育 ロ重点的課題

Ⅳ　細接回（主要機関所管課、平成9年度）

古屋市立大学総務

済

育

名古屋市立大学

衛生研究所

環境科学研究所



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 54　京都市

1　閤別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

1，919．430　　　　64．2

0．0

0．0

75，247　　　　　2．5

0．0

332，103　　　　11．1

40，347　　　　1．4

0．0

380，576　　　　12．7

間11（研究交流：共同研究実施）　　　4，120　　　　0．1
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

0．0

4，600　　　　　0．2

6，308　　　　　0．2

56，742　　　　　1．9

0．0

850　　　　　　0．0

0．0

0．0

34，083　　　　　1．1

0．0

0．0

0．0

72，403　　　　　2．4

27，426　　　　　0．9

33，426　　　　1．1

2．987，661　　　100．0

117，330　　　　　3．9

331　　　　　96．1

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　5
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

、84

214

1，158，911

403，771

91，993

25，569

85，230

143．930

10．026

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　京都市立看護短期大学

学生数：150人　　教員数：16人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）京都市青少年科学センター　：39（3）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）京都高度技術研究所　　　　　　：29（19）
（2）京都ソフトアプリケーション　　　　　　：8（ナシ）
（3）（財）京都衛生検査研究センター　　　　：5（ナシ）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設試

鴎高等教育機関 巳医療機関

■財団法人 ロ研究交流促進

■企業誘致 ■民間研究支援

臼人材育成 伍国際交流

表住民理解 ・科学教育 口重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

匝t琶
匝画ト－匝奉司－水質試験所

匡車重司－匝亘司－水質試験所

教育委員会事務局

青少年科学センタ 京都市青少年科学

センター



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 55　大阪市
I　同別経費（第3回調査）

－
U
↓
い
ー

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
問8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
問11（研究交流：共同研究実施）
問12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
問15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
問22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
問24（科学技術教育）

間25（住民理解）
間26（重点的課題）

計（粗計）
重複額計

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％r

O．0

3，907，850　　　　17．3

0．0

0．0

16，353，247　　　　　72．4

97，156　　　　　0．4

751，267　　　　　3．3

395，616　　　　　1．8

38，639　　　　　0．2

549，861　　　　　2．4

0．0

7，056　　　　　0．0

85，639　　　　　0．4

288，519　　　　　1．3

7，582　　　　　0．0

0．0

766　　　　　　0．0

0．0

0．0

34，377　　　　　0．2

14，605　　　　　0．1

0．0

62，977　　　　　0．3

0．0

0．0

0．0

22，595，157　　　100．0

125，600　　　　　0．6

22，469，557　　　　　99．4

Ⅱ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

3

167

278

3，004，234

252，374

349，636

95，241

54，809

52，908

98，648

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　大阪市立大学

学生数：　2，484人　　　教員数：　603人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）大阪市立科学館　　　　：34（9）
（2）大阪市立自然史博物館　：30（13）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）大阪市都市型産業振興センター
（2）（財）大阪市都市工学情報センター
（3）（財）関西情報センター
（4）（財）大阪市立大学後援会
（5）（財）大阪市立大学医学振興協会
（6）（財）大阪科学振興協会

：5（0）

：14（11）

：49（31）

：36（0）

：315（0）

：34（ナシ）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合 的推進 鵜公設試

日高等 教育機 関 ロ医療機 関

■財 団法人 ■研究 交流促 進

■企業 誘致 ■民間研 究支援

0 人材 育成 e 国際交流

鵜住民理解 ・科学教育 ロ重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

工業研究所　‾

環境科学研究所

匪画一一一一国頭－水質試験所

市立大学事務 阪市立大学



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 56　神戸市

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）

【経費】　【構成比】
千円

798，004

0．0

0．0

9，167，931　　　　83．5

33，812　　　　　0．3

22．000　　　　　0．2

0．0

0．0

384，400　　　　　3．5

問11（研究交流：共同研究実施）　　　4，000　　　　　0．0

1

∽

可

－

1

間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
問25（住民理解）
間26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計

1，758　　　　　0．0

9，347　　　　　0．1

9，016　　　　　0．1

42，458　　　　　0．4

0．0

0．0

0．0

0．0

26，183 0．2

0．0

4．3

0．1

0．0

0．0

0．0

10，984，399　　　100．0

4，799　　　　　0．0

10，979，600　　　100．0

Ⅱ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関

（1）公設試験研究機関数：　　　　2
（2）研究者数　　　　　　　　　　40
（3）職員数　　　　　　　　　　　58
（4）人件費　　　　　　　　　547，480
（5）維持経費　　　　　　　103，866
（6）調査研究費　　　　　　　24，165
（7）依頼調査検査費　　　　　87，180
（8）指導普及費　　　　　　　1，897
（9）施設整備費　　　　　　16，305
（10）庁舎改修費　　　　　　17，111

関
　
　
　
門

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　神戸市立看護大学（看護学部）

学生数：　400人　　　　教員数：　30人
（2）　神戸市立看護大学短期大学部

学生数：　500人　　　教員数：　44人
（3）　神戸市立工業高等専門学校

学生数：1，181人　　教員数：　93人

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学
芸員数）

（1）神戸市立青少年科学館　：18（1）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）新産業創造研究機構　　　　　　　：19（12）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合的推進 ■公設試

日高等教 育機 関 ロ医療機 関

■財 団法人 m 研 究交流促進

m 企業 誘致 ■民間研究支援

ロ人材 育成 臼国際交流

■住民理解 ・科学教 育 口重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

震災復興本部総括

育委員会事務局

画頭＿＿匝轟司

防科学研究所

神戸市立工業高等

専門学校

神戸市立青少年科学館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本デ胃タ 57　広島市

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
問2（公設試：機関別経費）
問3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
問5（理科系高等教育機関）
問6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
問12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
問19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
問23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）
合計（粗計）
重複額計
経費総額

【経費】　【構成比】

千円　　　　　　％
0．0

1，103，599　　　　　28．5

0．0

151，950　　　　　3．9

0．0

0．0

742，252　　　　19．2

869，767　　　　　22．5

0．0

61，998　　　　1．6

295　　　　　　0．0

2，437　　　　　0．1

6，551　　　　　0．2

0．0

626　　　　　　0．0

0．0

0．0

0．0

1，468　　　　　0．0

1，954　　　　　　0．1

8，261　　　　　0．2

0．0

27，960　　　　　0．7

869，767　　　　　22．5

0．0

17，209　　　　　0．4

3，866，094　　　100．0

878，272　　　　　22．7

2，987，822　　　　　77．3

Ⅲ　基本データ（第3回調査）

1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　　　2
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

56

62

518，306

318，535

795

0

0

255，108

10，855

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

関
　
　
　
円

機
人
人
千

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

（1）広島市江波山気象館　　：5（1）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）広島市産業振興センター　　　　　：64（22）

（2）（財）広島市歴史科学教育事業団　　　　：70（ナシ）

■総合 的推進 ■公設試

田高等教育機関 n 医療機 関

■財 団法人 ■研究交流促進

】企業誘致 m 民間研 究支援

ロ人材育成 田国際交流

■住 民理解 ・科 学教育 ロ重点的課題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

衛生研究所

匝垣トー一一直垂直幸画－工業技術センター

匝萱画一－国頭－江波山気象館



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 58　北九州市

I　間別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
間3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）

ー
冥
ぶ
－

間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
間7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
間10（博物館）
間11（研究交流：共同研究実施）
間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
間14（企業誘致）
間15（技術指導）
間16（公募形式）
間17（情報制度）
間18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
間21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
問26（重点的課題）

計（粗計）

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

645．610　　　　　31．0

0．0

0．0

0．0

0．0

629，602　　　　　30．3

0．0

0．0

269，849　　　　13．0

56，400　　　　　2．7

2，800　　　　　0．1

55，500　　　　　2．7

236，511　　　　11．4

25，000　　　　　1．2

101，500　　　　　4．9

0．0

0．0

0．0

14，600　　　　　0．7

0．0

0．0

6，000　　　　　0．3

18，800　　　　　0．9

18，800　　　　　0．9

0．0

2，080，972　　　　100．0

120，300　　　　　5．8

1，960，672　　　　　94．2

Ⅱ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関
（1）公設試験研究機関数：　　　1
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

0

49

447，125

68，498

25，698

60，000

0

24，116

20，175

関
　
　
　
円

機
人
人
千

2．理科系高等教育機関（理科系学部）
（1）　北九州大学（（仮称）国際舞境工学部）

学生数：160人　　　教員数：　未定

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）
（1）北九州市立自然史博物館　　：12（7）
（2）北九州市立自然史博物館新館　（平成14年予定）
（3）北九州市立児童文化科学館　：16うち嘱託9（0）
（4）北九州市立交通科学館　　　：7（0）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）
（1）（財）国際東アジア研究センター　：23（9）
（2）（財）北九州都市議会　　　　　　：20（8）
（3）（株）北九州テクノセンター　　　：14（0）
（4）（財）北九州市産業技術振興基金　：23（0）

Ⅱ　目的別経費（第3回調査）

■総合 的推進 ■公設試

り高等教育機関 n 医療機関

■財 団法人 ■研究 交流促 進

■企業誘致 ■民 間研 究支援

8 人材育成 減国際 交流

■住民理解 ・科 学教育 D 重 点的課 題

Ⅳ　組織図（主要機関所管課、平成9年度）

大学設立準備

北九州大学　（仮称）国際環境

工学部

画頭　　　　　環境科半研究所

匝車重直垂垂画一一一一北九州市立交通

科学館

水 質試験所



都道府県及び政令指定都市別の科学技術関係経費及び基本データ 59　福岡市

I　開別経費（第3回調査）

間1（総合的推進）
間2（公設試：機関別経費）
問3（公設試：再編整備）
間4（公設試：機能強化）
間5（理科系高等教育機関）
間6（医療機関）
問7（財団法人：研究開発）
間8（財団法人：その他）
間9（基金）
問10（博物館）
閏11（研究交流：共同研究実施）

ー
∽
↓
↓
－

間12（研究交流：その他）
間13（企業高度化）
問14（企業誘致）
間15（技術指導）
問16（公募形式）
間17（情報制度）
問18（知的所有権普及）
間19（発明奨励）
間20（人材育成：技術者）
問21（人材育成：研究者）
間22（国際交流：拠点整備）
間23（国際交流：交流促進）
間24（科学技術教育）
間25（住民理解）
間26（重点的課題）

重複額計
経費総額

【経費】　【構成比】
千円　　　　　　％

0．0

806，733　　　　　33．0

0．0

61，888　　　　　2．5

0．0

0．0

474，460　　　　19．4

0．0

0．0

603，839　　　　　24．7

3，200　　　　　0．1

1，769　　　　　0．1

474，460　　　　19．4

0．0

4，970　　　　　0．2

0．0

0．0

0．0

480　　　　　　0．0

9．388　　　　　0．4

0．0

0．0

0．0

884　　　　　　0．0

0．0

0．0

2，442，071　　　100．0

536，348　　　　　22．0

1，905，723　　　　　78．0

Ⅱ　基本データ（第3回調査）
1．公設試験研究機関

（1）公設試験研究機関数：　　　　1
（2）研究者数
（3）職員数
（4）人件費
（5）維持経費
（6）調査研究費
（7）依頼調査検査費
（8）指導普及費
（9）施設整備費
（10）庁舎改修費

37

43

371，112

368，628

5，319

0

0

56，569

5，105

2．理科系高等教育機関（理科系学部）

関
　
　
　
円

機
人
人
千

3．博物館及び科学技術系教育施設（職員数、内数は学

芸員数）

（1）福岡市立少年科学文化会館　　　　　　　：10（0）

4．財団法人・第3セクター（職員数、内数は研究員数）

（1）（株）福岡ソフトリサーチパーク　　：14（0）
（2）（財）九州システム情報技術研究所　：14（2）

■総合的推進 ■公設試

日高等 教育機 関 ロ医療機 関

■財 団法人 ■研 究交流促 進

鵜企業誘 致 鵜民間研 究支援

n 人材 育成 由国際交流

■住 民理解 ・科学教育 口重点的課題

Ⅳ　細雑菌（主要機関所管課、平成9年度）





資料編

・質問票
・回答内容





「地域における科学技術振興に関する調査研究（第3回調査）」

－回答に当たってのお願い一

科学技術庁
科学技術政策研究所

1．本調査では、基本的には、平成7年度に県からの支出のあった科学技術関係の経費を決算額
ベースにてお答え頂きます。県からの支出があれば、たとえその事業の実施主体が県以外（例
えば財団法人、第3セクター）でも対象に含みます。実施主体が県以外の場合には、事業主
体名を事業名の欄に付記してください。

2．道府県及び政令指定都市におかれましては、質間中の「県」を「道府県」又は「政令指定都
市」と読み換えて答えて下さい。

3．本調査では、関係部局が複数にまたがると思われますので担当窓口の方を確定し、【フェイスシー
ト】に担当者の氏名、電話番号等を記入して下さい。

4・窓口担当者におかれましては、取りまとめた回答を里盛＿旦＿生＿乙且＿旦j且」＿金＿Lまでに科学技
術政策研究所へ送付して下さい。

5．「事業性格コード」の欄には、次の事業の性格の区分コードの番号を記入してください。事
業の性格コードについては、例えば、企画部所管の事業であっても、その事業の性格から、
商工系と考えられる場合には、1を記入してください。なお、教育機関については、例えば
衛生短大のような場合、教育系の6を記入してください。

事 業 の性 格 コー ド

商 工 系 1

農 林水 産 系 2

環 境 ・土木 系 3

保健 ・衛 生 系 4
県 民 ・生 活 系 5
教 育 系 6
企 画 ・総 務 系 7

6．すべての事業経費表に、県単事業か、国関連事業かを答えてもらう欄（「県単か国関連
か」）があります。県単事業のときは、「県単」とだけ記入して下さい。国関連事業のとき
は、「国関連」と記入し、「国からの補助金額等」も併せて記入して下さい。

なお、【問2】の公設試験研究機関（機関別経費等）においては各機関毎の合計額におい
て、その内訳（県の分、国からの分）を記入して下さい。

また、本調査では県単事業と国関連事業の区別は次の区分けに従ってお願いします。
1）「県単」（県単事業）　　　　その事業に国からの補助金、委託金等が入っていな

い事業
2）「国関連」（国関連事業）…　その事業に国からの補助金、委託金等が一部（又は

全部）入っている事業

7．「重複の問番号・額」の欄には、他の問で重複回答している事業費等がある場合に、その重
複先の間番号及び重複金額を記入してください。

8．回答事業の拾い出しにあたっては、同封の前回調査の各県の事業一覧を参照してください。

－379－



9．回答は原則として電子ファイル方式とし、下記要領にてお願いします。
・送付したフロッピディスクには下記のファイルが入っています。

「質問表I」（間2以外）　…「一太郎（バ
「質問表Ⅱ」（問2）　　　　…「一太郎（バ
「回答様式」　　　　　　　　　…「一太郎（バ

「回答様式」には各問の各項目が打ち込んであ

ジ
ジ
ジ
ま

】

一

一

り

ヨ　ン6

ヨ　ン　6

6
該ン

。
ヨ
す

）
）
）
当

「テキスト形式」

に所個 該当する回答内容を打
ち込んで下さい。罫線は不要です。

・一つの問（例えば問1－1、問2－1、問3－2等）に、複数の回答事項がある場合には、
「回答事項1」「回答事項2」のように番号付けをして下さい。

・下記に、科学技術研究所より送付したフロツピに打ち込まれている回答様式の一部と回答し
て頂く場合の例を示しておきます。

・回答の科学政策研究所への送付は、回答ファイルの入ったフロツピとその印刷打ち出しの両
方をお願いします。

10．科学技術政策研究所における本調査担当は次の通りです。
第3調査研究グループ　坂田、添嶋

Tel：0　3　胃　3　5　81－　213　9　3

Fax：　0　3　－　3　5　0　3　－　3　9　9　6

（回答様式）　※注：事前に送付フロツピに打′ち込まれているもの

●問1－1：

●問1－2　◎総合的な科学技術行政の推進に係る経費について
①事業性格コード
②事項（事業名）
③所管部局：
④平成7年度決算額：
⑤県単か国関連か：
⑥事業概要：
⑦重複の問番号・額：

（回答方法例）　※注：回答様式の各項目に沿って回答して頂く場合の例
（下線部が回答部分です。塞＿匿旦＿旦登ヱ＿主星＿三選＿旦主＿杢＿重＿王土）

●問1－1：　Y E S

●間1－2　◎総合的な科学技術行政の推進に係る経費について

回答事項1
①事業性格コード
②事項（事業名）
③所管部局：
④平成7年度決算額：
⑤県単か国関連か：
⑥事業概要：

⑦重複の間番号・額：

回答事項2
①事業性格コード
②事項（事業名）
③所管部局：
④平成7年度決算額：
⑤県単か国関連か：
⑥事業概要：

⑦重複の問番号・額：

ヱ
科学技術会議費
企厘＿塾
4，7　2　5千円

旦＿里

総合的な科学技術政策に係る基本事項等について審議する、神奈

Ⅱ＿昼＿塾＿芝垣＿敬呈＿轟＿堂＿園＿埋ヱ透

立上

ヱ

乱呈旦遡＿壁＿昼去風致迫真
全＿整＿塾

⊥⊥」」L旦＿王＿旦

昼＿里

⊥埜＿直上ll＿塁＿型＿豊．選．塵．盛運＿左週⊥」ヒ王L上進進旦旦⊥公地
プを行う。

皇＿上
－380－



「地域における科学技術振興に関する調査研究（第3回調査）」

質　問－覧（各間見出し）

フェースシート】窓口担当者

問
問
問
間
問
問
問
間
問
間
間
間
間
間
開
聞
間
開
聞
開
聞
間
問
間
問
間

1
　
2
　
3
　
4
　
5
　
6
　
7
　
8
　
9
　
0
　
1
　
2
　
3
　
4

5

6

7

18

19

2　0

21

2　2

2　3

2　4

2　5

2　6

科学技術行政の総合的推進
公設試験研究機関（機関別経費等）
公設試験研究機関（再編整備）
公設試験研究機関（研究機能強化）
理科系高等教育機関
医療機関
財団法人・
財団法人・
基金（法人

3

3

外

第
第
以

自然科学系博物
研究交流推進（

セ
セ
）
館
共

援
援

支
支

一
一

タ
タ

ク
ク

（研究開発）
（その他）

科学技術系教育施設
段施実究研同 階）

研究交流推進（その他研究交流）
研究所・研究開発型企業支援
研究所・研究開発型企業誘致
技術指導・技術相談
公募形式研究開発制度
科学技術情報制度整備
知的所有権制度普及
発明奨励
人材育成（専門的技術分野）
人材育成（研究ポテンシャル向上）
国際交流（拠点整備）
国際交流（交流推進）
科学技術教育
住民理解
重点的研究課題

－381－



【フェイスシート】窓口担当者

◎窓口担当者について：

都道府県又は

政令指定都市名　①

窓 口担当者 部署名　　　　　　 ②

担当者役職名　　 ③

担当者氏名　　　 ④

電話番号　　　　 ⑤

ファックス番号　‾⑥

一382－



【間　1】科学技術行政の総合的推進

●間1－1　審議会設置や大綱策定等により、科学技術に関する県行政を総合的に推進していま
すか。推進している場合にはY E S、推進していない場合にはNOと記入して下さ
い。

●間1－2　間1－1でY E Sの場合は、事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入して下
さい。

◎総合的な科学技術行政の推進に係る経費について：

事業
性格

コード

①

事　　　　　　 項

（事業名）

②

所管

部局

③

平成 7 年

度決算額

④

県単か

国関連

か

⑤

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の問
番号

・額
⑦

千円

●間1－3　貴県では、科学技術担当の専任部署を設置していますか。設置している場合には場
合には、その部署名及び設置時期を記入して下さい。

◎科学技術担当専任部署について：

部　　 署　　 名①
設　 置　 時　 期②

●間1－4　貴県では科学技術会議や審議会等を設置していますか。また、設置する計画はあり
ますか。設置している場合はYE S、設置計画中の場合は計画中、どちらでもない
場合はN Oと記入してください。

●間1－5　間1－4でY E S又は計画中の場合、下表に記入して下さい。

◎科学技術会議 ・審議会等について：
名　　　　　　　　 称①

設立 （予定）年月②
設置根拠条例等　 ③
会　　　　　　　　 長④
構　　　　　　　　 成⑤

任　　　　　　　 務⑥

担当部署　　　　 （診

肩383－



●間1－6　貴県では科学技術政策の基本指針等がありますか。また、指針等を策定する計画は
ありますか。基本指針等がある場合にはY E S、計画がある場合には計画中と記入
して下さい。

●間1－7　問1－6でY E Sの場合、下表に記入して下さい。

◎科学技術政策基本指針等について：
名　　　　　　 称　 ①
策定 （予定）年月②

策定根拠条例等　 ③
政策の基本方向　 ④

具体的な施策提言⑤

担　 当　 部　 署　 ⑥

一384－



【間　2】公設試験研究機関（機関別経費等）

●問2－1　貴県公設試験研究機関の平成7年度決算額等を以下の表に記入して下さい。経費は各機関計上分と本庁計上分を合わせた合計の経費を記入して下さい。
なお、内訳については下記の注意書きを参考にして下さい。

◎公設試験研究機関の経費について：

事業
性格

コード

①

試験研究
機関名

②

設立
時期

③

再編
時期

④

所管
部局

⑤

平成 ．7 年度 決　 算　 額 （⑥）　 の　 内　 訳 （千円） 重複

の間
番号

・額

職　 員　 数

決　 算　 額

うち国か
らの財源
分

人件費

⑧

維　 持

運営費

調　 査

研究費

依　 頼
試　 験
検査費

指　 導

普及費

施　 設

整備費

庁　 舎

改修費

常　 勤　 職　 員 非常
勤
職員

合計

⑳

研究
者

研究
者以

小計

⑱⑥ ⑦ ⑨ ⑩ ⑪ ⑩ ⑬ ⑭ ⑮ ⑩ 外⑰ ⑲

〇〇〇試験場 千円
○，〇〇〇

千円
○，〇〇〇

合　　 計

注意　人　件　費
維持管理費
調査研究費
依頼試験検査費
指導普及費
施設整備費
庁舎改修費

職員の給与、非常勤職員の報酬等
庁舎及び車両の維持運営、光熱水費、安全衛生の費用並びにその他の諸経費をいう。
研究管理（図書、学界参加、会議開催）、経常・特定・共同及び受託の調査研究の費用をいう。
依頼試験・検査並びに委託試験業務等の費用をいう。
技術の指導・相談、情報提供、市町村職員等研修及び宣伝等の費用をいう。
比較的大型の共益的な試験研究設備・施設の整備及び試験機器更新補修の費用等をいう。
庁舎改修工事及び船舶更新補修等の費用をいう。



【間　3】公設試験研究機関（再編整備）

●間3－1　平成7年度において、貴県では公設試験研究機関の再編整備計画（大幅な組織変更等
を伴うもの）を推進しましたか。推進した場合にはY E S、推進しなかった場合
にはN Oと記入して下さい。

●間3－2　問3－1でY E Sの場合は、事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入して下
さい。

◎公設試験研究機関の再編整備計画（大幅な組織変更等を伴うもの）に係る調査費、設計費、
用地取得費、建設費、推進費等について：

事業

性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連

か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の問
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円

肩386一



【間　4】公設試験研究機関（研究機能強化）

●間4－1　貴県では、公設試験研究機関の研究機能の強化を目的としてどのような事業に放り
組んでいますか。取り組んでいる場合は、事業名、平成7年度決算額等を以下の表
に記入してください。

◎公設試験研究機関の研究機能強化について：

事 業

性 格

コード

（り

事　　　　　 項

（事 業 名 ）

②

所 管 部

局

③

平 成 7 年 度

決 算 額

④

県 単 か

国 関 連 か

⑤

事　 業　 概　 要

⑥

重 複

の 問

番 号

・窄
⑦

千 円

1
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【間　5】理科系高等教育機関

●間5－1　貴県における県立（公設民営
む）についてお尋ねし
て、設立（予定）時期

なお、本調査では、

0
生

す
学

ま
、

を
県
数

理科系
「理科系」とは、理学、工学、
教育学理数系に当たるもの。「

含
立
（
」
農
高

等
む

高
含

系
を

科
営

理
民

の
設

）
公

む
（

教育機関（計画中のものを含
）の理科系高等教育機関につい

定員）、教員数等、その概要をお応え下さ
及び「高等教育機関」とは次のものとしま
学、医学、保健学、看護学、食品
等教育機関」とは、大学（大学院

工業高等専門学校、農業大学校等。

◎県立（公設民営又計画中のものを含む）理科系高等教育機関の概要：

学
）

養
む

栄
含

学
を

0
　
　
　
0

い
す

及び
短大

高 等 教 育機 関

名　　　 称

県 立又 は

公 設 民 営

の別

所 管 部 局

③

設 立 時 期
（予 定 ）

④

学部 学 科 別
学生 数
（定員 ）

教 員 数

⑥① ② ⑤

●間5－2　貴県における理科系高等教育機関（私立を含む）に対し県からの財政支出のある場
合について、財政支出額等等を以下の表に記入して下さい。（内訳には、人件費も
明示してください）

なお、総合大学については理科系学部に対する財政支出について計上して下さい。

◎理科系の高等教育機関（私立を含む）に対する県からの財政支出について：

事業

性格

コード

①

高等教育機関

名　　　 称

②

公立
私立
の別

③

所管部局

④

平成 7 年度

財政支出額

⑤

内　　　　　 訳

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦

千円

一388－



【間　6】医療機関

●間6－1　貴県における病院等医療機関（公立及び私立）における研究についてお尋ねします。
上記医療機関の研究に対し平成7年度の県からの財政支出額等を以下の表に記入し
て下さい。

◎病院等医療機関（公立及び私立）の研究に対する財政支出について：

事業
性格

コード

①

病院等医療

機関名称

②

公立

私立

の別

③

所管部

局

④

平成 7 年度

財政支出額

⑤

県単か

国関連か

⑥

内　　　　　 訳

⑦

重複

の間
番号

・額
⑧

千円

－389－



【間　7】財団法人・第3セクター支援（研究開発）

●間7－1　貴県が出捕又は出資して設立した財団法人又は第3セクター等の機関で、研究開発
を実施又は支援する機関についてお尋ねします。上記機関の概要として機関名、法
人の種類（財団法人、社団法人、株式会社等）、職員数等を次表に記入して下さい。

◎県が出捕出資して設立した財団法人又は第3セクター等（研究開発）の概要について：

機関名

①

法人の 設立

年月

③‾

基金又は資本 職員数

うち

所管 平成 7 平成 7 平成 7
種類

②

部局

⑧、

年度の
収入の

年度の
支出の

年度の
事業の

金額

④

出摘出
資別内

訳
⑤ ⑥

研究
者数
⑦

概要

⑨

概要

⑩

概要

⑪

千円 千円 人 人 千円 千円

●問7－2　間7－1の表に記入した機関又はその他の財団法人等で研究開発を実施又は支援す
る機関に対し、平成7年度に県からの支出のあった機関について、その支出額等を
記入して下さい。

◎財団法人等（研究開発）への平成7年度の県からの支出について：

事業
性格

機　　 関　　 名

②

所管

部局

③

平成 7 年
度県支出

県単か

国関連か

⑤

内　　　　　　 訳 重複の
間番号基金造成 補助、委託等

コード 額 又は出資 の事業資金 ・額
① ④ ⑥ ⑦ ⑧

千円 千円 千円

ー390一



【間　8】財団法人・第3セクター支援（その他）

●間8－1　貴県が出指又は出資して設立した財団法人又は第3セクター等の機関（【間7】に
該当する機関を除く）で、研究開発以外の方法（科学教育、啓発活動等）により科
学技術の振興を図ることを目的とする機関についてお尋ねします。上記機関の概要
として機関名、法人の種類（財団法人、社団法人、株式会社等）、職員数等を次表
に記入して下さい。

◎県が出指出資して設立した財団法人又は第3セクター等（研究開発以外）の概要について：

機関名

①

法人の 設立

年月

③

基金又は資本 職員数

⑥

所管 平成 7 平成 7 平成 7
種類

②

部局

⑦

年度の
収入の
概要

（診

年度の

支出の
概要

⑨

年度の
事業の
概要

⑳

金額

④ 、

出捕出
資別内

訳
⑤

千円 千円 人 千円 千円

●間8－2　間8－1の表に記入した機関又はその他財団法人等で研究開発以外の方法により科
学技術の振興を図ることを目的とする機関に対し、平成7年度に県からの支出のあ

った機関について、その支出額等を記入して下さい。

◎財団法人等（研究開発以外）への平成7年度の県からの支出について：

事業
性格

機　　 関　　 名

②

所管
部局

③

平成7 年
度県支出

県単か

国関連か

⑤

内　　　　　　 訳 重複

の問基金造成 補助、委託等

コード 額 又は出資 の事業資金 番号

・額
⑧① ④ ⑥ ⑦

千円 千円 千円

一391一



【間　9】基金（法人以外）

●問9－1　貴県には、【間7】【間8】で回答したもの以外に（法人形態以外のもの）、科学
技術の振興に用いられている基金がありますか。ある場合には、その基金について、
名称、基金額、管理運営者及び平成7年度の事業概要等を以下の表に記入して下さ
い。

◎科学技術の振興に用いられる基金（法人以外）について：

基金の名称

①

基金の管

理運営者
（機関）

②

所管部局

③

基金額

（目標基金額）
④

平成7 年度の事業概要

⑤

千円

●問9－2　上記基金に対し、平成7年度に県から基金造成のための支出のあった場合には、そ
の支出額等を記入して下さい。

◎基金（法人以外）への平成7年度の県からの支出について：

事業 基　　　 金　　　 名

②

所　 管

部　 局
③

平成 7 県単か 重複の
性格

コード
甘

年度県
支出額
④

国関連か

⑤

間番号

・額
⑥

千円

－392－



【間10】自然科学系博物館・科学技術系教育施設

●間10－1　貴県における県立の自然科学系博物館及び科学技術系教育施設（博物館以外）に
ついてお尋ねします。設立済又は計画中の自然科学系博物館又は科学技術系教育
施設がある場合には、その施設名称、施設類型、設立（予定）年月、平成7年度
県支出、職員数、学芸員数等について以下の表に記入して下さい。なお、施設類
型については下記の注1に従って記入して下さい。

◎県立の自然科学系博物館及び科学技術系教育施設の概要と県支出について：

事業 施設の 施設 設立 職員数

うち
学芸
員数

⑤　　 ⑥

所管 平成 7 年 県単か 事業概要

⑳

重複
性格

コード

①

名称 類型

③

（予定）

年月

④

部局

⑦

度県支出
決算額

⑧

国関連
か

⑨

の間
番号

・額

⑪

人 人 千円

注1：施設類型については、次の4種のうちのいずれかを記入して下さい。
A型：総合博物館の一部として整備
B型：自然科学系と、して独立して整備
C型：科学技術系教育施設（博物館以外）
D型：その他

注2：計画中のものについては、自然科学系博物館の建設に係る調査費、設計費、用地取得
費、建設費、推進費等を記入してください。

注3：既設のものについては、研究のためであると否とを問わず、当該機関全体の支出総額
（人件費を除く）を記入して下さい。（総合博物館の場合は、自然科学系として計上

できるもの及び共通経費等について共通部分を除き自然科学系と他の分野の研究、展
示等に係る面積比費等により按分したものの和を記入して下さい）

－393－



【間11】研究交流推進（共同研究実施段階）

●間11－1　貴県の研究交流推進事業のうち、共同研究（実施段階）を推進している事業につ
いてお尋ねします。実施段階の研究交流を推進する事業について、事業名、平成
7年度決算額、共同研究実施機関の組合せ等を以下の表に記入して下さい。「共
同研究実施機関の組合せ」の欄は、公設武と国研、公設武と特殊法人、民間企業
と大学、県内公設試と他県公設試、民間企業間等、事業が対象として考えている
組合せを記入して下さい。

◎共同研究（実施段階）推進事業について：

事業 事　　　　 項

（事業名）

所管 平成 7 県単か 共同研究実 事　 業　 概　 要

⑦

重複

性格 部局

③

年度 国関連 施機 関の組 の間
コード 決算額 か 合せ 番 号

・額
⑧① ② ④ ⑤ ⑥

千円

．

－394胃



【間12】研究交流推進（その他研究交流）

●間12－1　貴県の研究交流推進事業のうち、共同研究（実施段階）推進事業以外のものにつ
いてお尋ねします。本間では、共同研究の形成を目的とする交流会、研究成果普
及のための交流会、異業種交流等を回答して下さい。該当する事業について、事
業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入して下さい。

◎研究交流推進事業（共同研究実施段階以外）について：

事業

性格

コード

①

事　　　　 項

（事業名）

②

所管部
局

③

平成 7 年度

決算額
④

県単か
国関連

か

⑤

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦

千円

－395－



【問13】研究所・研究開発型企業支援

●間13－1　貴県は、民営研究所又は研究開発型企業の育成や地元企業が行う技術の開発や高
度化を支援していますか。支援している場合にはY E S、支援していない場合に
はNOと記入して下さい。

●間13－2　問13－1でY E Sの場合、先ず、融資事業以外の事業について、その事業名、
平成7年度決算額等を以下の表に記入して下さい。

◎民営研究所又は研究開発型企業の育成、民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援
事業に係る経費について（融資事業以外のもの）

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部
局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の問
番号

・額
⑦甘 ② ④ ⑤

千円

●問13－3　間13－1でY E Sの場合、次に、融資事業について、その事業名、平成7年度
決算額等を以下の表に記入して下さい。

◎民営研究所又は研究開発型企業の育成、民間の新技術の開発や技術の高度化に対する支援
事業に係る経費について（融資事業）

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部
局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の問
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円

－396－



【間14】研究所・研究開発型企業誘致

●間14－1　貴県は、サイエンスパーク整備事業等推進により、研究所又は研究開発型企業の
誘致に取り組んでいますか。事業として実施している場合にはY E S、していな
い場合にはNOと記入して下さい。

●間14－2　間14－1でYE Sの場合、先ず、融資事業以外の事業について、その事業名、
平成7年度決算額等を以下の表に記入して下さい。

◎研究所又は研究開発型企業の誘致に対する支援事業に係る経費について
（融資事業以外のもの）

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部
局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の問
番号・

・額
⑦① ② ④ ⑤

千 円

●間14－3　間14－1でY E Sの場合、次に、融資事業について、その事業名、平成7年度
決算額等を以下の表に記入して下さい。

◎研究所又は研究開発型企業の誘致に対する支援事業に係る経費について
（融資事業）

事 業
性 格

コード

事　　　　　 項

（事 業 名 ）

所 管 部
局

③

平 成 7 年 度

決 算 額

県 単 か
国 関 連

か

事　 業　 概　 要

⑥

重 複

の 間
番 号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千 円

－397－



【間15】技術相談・技術指導

●間15－1　貴県の地元企業に対する技術相談や指導についてお尋ねします。貴県が、平成7
年度、地元企業に対して行った技術相談又は技術指導について、その事業名、平
成7年度決算額等を以下の表に記入して下さい。

◎地元企業に対する技術相談・技術指導に係る経費について：

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 磯　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円

一398－



【間16】公募形式研究開発制度

●間16－1　貴県には、公募形式の研究開発を促進するための制度（県支出を伴うもの）があ
りますか。ある場合にはY E S、ない場合にはNOと記入して下さい。

●間16－2　問16－1でYE Sの場合は、事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入し
て下さい。

◎公募形式研究開発制度（科学技術研究費補助金や科学技術振興調整費のようなもの）に係る
経費について：

事業

性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦① ② ① ⑤

千円

－399－



【間17】科学技術情報制度整備

●間17－1　貴県には、県内の研究者が利用できる国全体や他県など県外からの科学技術情報
（特許情報を含む）を提供するシステムがありますか。ある場合にはY E S、な

い場合にはNOと記入して下さい。

●問17－2　間17－1でY E Sの場合は、事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入し
て下さい。

◎科学技術情報の提供に係る経費について：

事業

性格

コード

事　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連

か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の問
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円

一400－



【間18】知的所有権制度普及

●間18－1　貴県では、知的所有権制度の普及を目的とする事業（県支出を伴うもの）をおこ
なっていますか。行っている場合にはY E S、行っていない場合にはNOと記入
して下さい。

●間18－2　問18－1でY E Sの場合は、事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入し
て下さい。

◎知的所有権制度普及事業の経費について：

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成7 年度

決算額

県単か
国関連

か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円

一401－



【間19】発明奨励

●間19－1　貴県では、発明奨励を目的とする事業（県支出を伴うもの）をおこなっています
か。行っている場合にY E S、行っていない場合にはNOと記入して下さい。

●間19－2　問19－1でY E Sの場合は、事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入し
て下さい。

◎発明奨励事業の経費について：

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連

か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円

－402一



【間20】人材育成（専門的技術分野）

●間20－1　貴県における技術研修の実施や職業能力の開発など専門的技術分野における人材
の育成事業（職業訓練、職業能力開発に関する事業を含む）についてお尋ねしま
す。初めに、企業等を対象とする事業について、その事業名、平成7年度決算額
等を以下の表に記入して下さい。

◎専門的分野における人材の育成に係る経費について：．
（企業等を対象とする、事業）

事 業

性 格

コード

事　　　　　 項

（事業名 ）

所 管 部
局

甲

平成 7 年度

決 算 額

県 単 か
国関連

か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番 号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千 円

●問20－2　次に、県職員を対象とする事業について、その事業名、平成7年度決算額等を以
下の表に記入して下さい。

◎専門的分野における人材の育成に係る経費について：
（県職ノ員を対象とする事業）

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

′平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の問
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円
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【間21「人材育成（研究ポテンシャル向上）

●間21－1　貴県における若手研究者の育成等、県内研究者の研究ポテンシャル向上のために
講じている特別の施策についてお尋ねします。初めに、企業等を対象とする事業
について、その事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入して下さい。

◎研究ポテンシャル向上に係る経費について：
（企業等を対象とする事業）

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦寸 ② ④ ⑤

千円

●間21－2　次に、県職員を対象とする事業について、その事業名、平成7年度決算額等を以
下の表に記入して下さい。

◎研究ポテンシャル向上に係る経費について：
（県職員を対象とする事業）

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部
局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

① ② ④ ⑤
・額
⑦

千円
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【間22】国際交流（拠点整備）

●間22－1　貴県では、科学技術の分野における国際交流を推進するための拠点がありますか。
ある場合にはYE S、整備中の場合は整備中、ない場合にはNOと記入して下さ
い。

●間22－2　間22－1でY E S又は整備中の場合、事業名、平成7年度決算額等を以下の表
に記入して下さい。

◎科学技術の分野における国際交流拠点の整備に係る経費：

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部
局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円
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【間23】国際交流（交流推進）

●間23－1　貴県では、外国人研究者の受け入れ、研究者の海外派遣、国際会議の開催誘致、
国際共同研究など科学技術の分野における国際交流を推進していますか。推進し
ている場合にはY E S、推進していない場合にはNOと記入して下さい。

●間23－2　間23－1でY E Sの場合、事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入して
下さい。

◎科学技術の分野における国際交流の推進に係る経費について：

事業

性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成 7 年度

決算額

県単か

国関連
か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の問
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円

●問23ノー3　貴県は海外の州などと姉妹県州関係等を結んでいますか。結んでいる場合には次
の表に、相手国、姉妹関係締結時期、近年における科学技術関係の交流実績等に
ついて記入して下さい。科学技術関係の交流実績が特にない場合も姉妹関係につ
いては記入して下さい。

◎姉妹県州関係について：

相手の国名

①

相手の州等の名称

②

姉妹関係 近年における科学技術関係の交流
締結時期 実績

③ ④
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【間24】科学技術教育

●間24－1　貴県における青少年教育、生涯教育等の分野での科学技術教育充実を目的とする
事業についてお尋ねします。平成7年度において実施された該当、事業について、
事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入して下さい。

◎科学技術教育の充実に係る経費について：

事業
性格

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部
局

③

平成 7 年度

決算額

県単か
国関連

か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円
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【間25】住民理解

●問2　5－1　貴県では、科学技術についての県民の関心を高めることを目的とした施策を推進
していますか。推進している場合にはY E S、特に推進していない場合にはNO
と記入して下さい。

●間25－2　間25－1でY E Sの場合、事業名、平成7年度決算額等を以下の表に記入して
ください。

◎科学技術行政の普及啓発に係る経費につし、て：

事業
性格－

コード

事　　　　　 項

（事業名）

所管部

局

③

平成 7 年度

決算額

県単か
国関連

か

事　 業　 概　 要

⑥

重複

の間
番号

・額
⑦① ② ④ ⑤

千円
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【間26】重点的研究課題

●問26－1　貴県では、特に重点的に取り組んでいる研究開発課題、技術課題はありますか。
ある場合にはY E S、特にない場合にはNOと記入して下さい。

●間26－2　間26－1でYE Sの場合、その課題名、事業名、特に重点的とする理由・根拠
（例えば、県総合計画での位置付け、大綱上の位置付け、予算上位置付け等）、

平成7年度決算額等を以下の表に記入してください。

◎重点的研究課題について：

事業
性格

コード

①

課　 題　 名

②

事　　 項

（事業名）

③

理由・

根拠

④

所管
部局

⑤

平成 7

年度
決算額

⑥

県単か
国関連

か

⑦

事　 業　 概　 要

⑧

重複

の間
番号

・額
⑨

千円
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総合的な科学技術の推進にかかる経費（問1－2）

部局名 団体名 1 事項（事業名） 所管部局 決算額
県単か
国関連
か

商工系 福島県 科学技術振興事業 商工労働部 羊11，244 県単
茨城県 科学技術政策推進事業 商工労働部 0 県単
静岡県 試験研究調整事業費 商工労働部　 ′ 2，764 県単

広島県 科学技術振興事業
商工労働部新産業振興室
（平成7年度より現組織に移管） 0 県単

山口県 地域科学技術振興事業 商工労働部 11，203 県単
企画・
総務系 北海道

各種等議会運官費
（北海道科学技術審議会） 企画振興部 1，235 道単

岩手県 企画調整部 10，261 県単
岩手県 宇宙航空開発推進 企画調整部 5，400 県単

岩手県 東北インテリジェント・コスモス構想推進費 企画調整部 55，850 県単

埼玉県 科学技術政策推進費 企画財政部 24，042 県単
千葉県 科学会議運営費 企画部 1，885 県単
千葉県 科学顧問経費 企画部 3，000 県単

神奈川県 科学技術推進調整費 企画部 9，622 県毎

富山県 科学技術振興会議費 企画部 2，369 県単

山梨県 科学技術振興事業 企画県民局 8，430 県単
岐阜県 研究開発総合調整推進 総務部総合政策課 30．0 県単
滋賀県 科学技術の総合推進 企画部企画調整課 1，093 県単
兵庫県 科学技術振興費（科学技術政策調整費） 企画部 823 県単

佐賀県 さが・つくば研究交流推進費 企画局 1，465 県単
佐賀県 科学技術シンポジウム費 企画局 1，208 県単
佐賀県 佐賀県科学技術会議設置費 企画局 570 県単

佐賀県 科学技術振興ビジョン策定費 企画局 ゝ 3，293 県単

鹿児島県 新技術総合推進事業 企画部 11，813 県単
鹿児島県 新技術研究開発促進事業 企画部 1，459 県単
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総合的な科学技術の推進にかかる経費（問1－2）

事業概要

科学技術振興基本方針策定のための検討委員会の開催及び基本方針案の作成委託
茨城県科学技術推進事務協議会等
試験研究の総合的かつ計画的な推進を図る。
平成4年5月から平成6年3 月までl広島県科学技術振興会議」を設置し、平成5年 11月にl広島県における科学技
術振興の基本方向」を提言。（H 4～5年度に実施）
多 目的な地域科学技術振興施策を展開し、2 1世紀に向けた技術・産業集積県作りを推進する。
科字の向上発達を図り、道政に科字技術を反映させるための諸方策を審議する北海道科学技術等議会を開催す
る。
総合長期的な科字技術振興策を企画推進するための科学技術振興推進会議、科学技術セミナーの開催等（6，561）、研
究開発プロジェクトの導入等による北の学術研究機能集積構想の推進（3，700）
岩手県宇宙航空開発推進協議会負担金（4，500）、東北宇宙開発推進協議会負担金（900）
東北インテリジェント・コスモス構想推進協議会負担金（5，000）、東北インテリジェント・コスモス構想推進協議会負担金（850）、（財）
インテリジェントコスモス学術振興財団出損金（50，000）
Cp 科字技前政策推進費・埼玉県科字技術会議の運官、政策の企画・調整等（夢科字技術晋及啓発推進費・l宇野ふ
れあい塾95」、試験研究機関の公開促進等③研究活動推進費・研究職員の学会等への参加促進、共同研究の推進
等④地域科学技術活動の活性化促進・学術会議等の後援
本県における科学振興について意見を聴くため、科学会議を開催する。
科学振興施策について、県の求めに応じ、相談、指導、助言を行う。
1 ：県の科字技術政策の基本的方向を定めるl神奈川県科学技術政策大綱」の改定及び県試験研究機関の重点基
礎研究等について審議した。2 ：科学技術政策推進の総合調整を図った。
科学技術会議の運営等
・科字技術会議の開催・やさしい科学技術セミナーの開催・科学技術シンポジウムの開催 ・産字官共同研究促進事
業
研究開発推進本部の開催、県試験研究機関の統合推進
庁内調整、科学技術政策大網作成等
科学技術政策調整に要する額
筑波研究字園都市等の研究者と交流会を実施しこれらの研究者と佐賀県内の研究者・技術者との研究交流の推進
を図り地域に根ざした特色ある研究を活発化する
科学技術に対する県民の理解を深めるため、県民の関心が大きいテーマを選びシンポジウムを開催する
佐賀県における科学技術の振興を図り佐賀県経済の発展と県民生活の質の向上に資するために設置する
佐賀県における科学技術の振興を凶り佐賀県経済の発展と県民生活の質の向上に資するための基本計画を策定
する
県試験研究機関技術開発協議会ほか，関係会議の運嘗　 地域産業技術の高度化及び試験研究機関の技術開発
の円滑な推進を図る
県試験研究間の共同研究の推進，研究概要の県民への紹介
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科学技術会議・審議会等について（問1－5）

団体名 名称 設立（予定）年月 設置根拠条令等 会長

北海道 北海道科学技術審議会 昭和27年9月1 日
北海道科学技術審議会条
例 丹保憲仁

青森県
（仮称）
青森県産業科学技術会議 平成9年度（予定）

岩手県 岩手県科学技術振 興推進会議 平成 1年4月 設置要綱 県知事

山形県
科学技術政策大網策 定委員会
（仮称） 平成9年度（予定）

福島県 科学技術推進会議 （仮称） 平成9年4月（予定） 科学技術振興基本方針 未定
群馬県 科学技術振興会議 平成9年 なし 未定

埼玉県 埼玉県科学技術会議 平成7年 1月
埼玉県科学技術会議設置
要綱

（座長）有馬朗人　理
化学研究所理事長

千葉県 千葉県科学会議 平成6年 1月
たヨ・ノ〇ヽま　宝u　　l

座長　 小田　稔子コミ　　巨叉l邑
要綱

神奈川県 神奈川県科学技術会議 昭和63年6月
神奈川県科学技術会議設
置要綱 （座長）長倉　三郎

富山県 富山県科学技術会議 昭和58年 11月
富山県科学技術会議設置
要綱 柳田友道

石川 県 石川県技術顧問 昭和58年3月 要領

石川 県 石川県技術振興会議 昭和57年8月 要綱
金沢大学教授　 安井
武司

福井県 福井県科学技術振興懇話会 平成9年4月 なし 未定

山梨 県 山梨県科学技術会議 平成3年9月
山梨県科学技術会議設置
要綱 大村　智

岐阜県 岐阜県科学技術振興会議 平成 8年7月
岐阜県科学技術振興会議
設置要綱

∠　　　2も　　　　　　　　′≡三・蕉　　　　　　　 子
学長

三重県 三重県科学技術会議 平成 9年4 月 要綱制定予定 未定

京都府 京都府科学技術審議会 昭和36年9月 京都府附属機関設置条例
曽我直弘（京都大学
工学部教授）

大阪府 大阪府科学技術懇話会（休止） 昭和61年 12月
大阪府科学技術懇話会設
置要綱 大阪府顧問

広島 県 広島県科学技術振興会議 平成4年5月 なし
広島大学教授 （当
時）吉田典可

山口県 山口県科学技術振興会議 平成3年5月1日
山口県科学技術振興会議
設置運営要綱

議長 （委員の互選に
よる）

香川 県 香川県科学技術会議（仮称） 平成9年度 未定 未定

高知県 科学技術振興会議
平成9年5月
（予定） なし 未定

佐賀 県 佐賀県科学技術会議 平成8年2月 14 日
佐賀県科学技術会萬設置
要綱

′！三至り亡竺ゝ佐賀大子干長　佐古
宣道

長崎 県
長崎県科学技術振興ピジョン策
定委員会（仮称）

平成9年4 月
（予定） なし 未定
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科学技術会議・審議会等について（間1－5）

構成 任務 担当部署

学識経験者30人以内
科字の向上発達を凶り、道政に科学技術を反映させるための

企画振興部調整課諸方策を審議する。

県幹部職員及び学識経験者
′空手　‘　　　　　　　　 ′ヽ∠ゝ　　　ヽ 企画調軍部、」　　　　　　　　　　　　　　　 、口　　　 つ　　　　　　　 日、」

立って企画推進するための審議 科学技術振興室

産学官の有識者
科字技術振興基本方針に基づく科字技術振興万策の具体化
を推進する。 商工労働部工業課

未定 科学技術をめぐる課題の提起 未定

県内外の産学官の有識者 17

次に掲げる事項について楔討し、必要に応じて宍口早に1定言を 企担I財政部
行う。 企画総務課
（1）科学技術に関する基本的かつ総合的な政策に関すること 科学技術・基地対策

人 （2）その他科学技術の振興に必要な事項に関すること 担当

学識経験者10名 本県における科学振興について意見を述べる。 企画部企画課

外部有識者15名を委員とし

U 次に掲げる早唄について、背高し、必異に兄、じて5印早に1定吉

企画部

を行う。②科学技術に関する基本的かつ総合的政策に関する
こと。③県の行う重要な研究開発に関すること。④県試験研究
機関の活性化に関すること。⑤その他科学技術の振興に必要

ている。（下部組織あり） な重要事項に関すること。 科学技術政策室

20名
富山県の目指すべき科学技術の振興の方向及びその施策の

企画部計画課あり方等に関し審議し、必要に応じて知事に提言を行う。

大学教授等8人
専門的立場から工業技術振興に関する幅広い助言・提言を行 商工労働部

フ （石川県工業試験場）

産学官委員13人 技術振興に必要な事項についての対応策の提言を行う
商工労働部
（石川県工業試験場）

未定 福井県科学技術振興指針の廉定
商工労働部
工業技術課

科学技術有識者20名以内
次の事項の審議及び提言：・科字技術振興の基本的な方向及

企画県民局
び施策のあり方・県立試験研究機関のあり方・その他科学技術

（平成7 年度 16名） の振興に必要な事項

14 県の重要な科学技術施策等について知事へ提言を行う機関 総務部総合政策課

未定
科字技術振興施策の提言、科字技術振興計画策定に当たって

企画振興部企画課の意見
学識経験者 15名
（学界 10名・産業界5名） 科学技術の振興対策に関する審議 商工部産業推進課
（財）大阪科字技術センター会
長、大阪大学総長、（社）大阪 本府の科学技術振興のあり方等について幅広い視野に立った

休止中工業会会長等 意見交換を行う

17名 （産業関係8名、学識経
験者5名、行政関係3名、マスコミ広島県における科学技術の振興に関する基本方向並びに施

前⊥労働部新産業
振興室科学技術係
（平成7 年度より現組

関係 1名） 策等の検討 織に移管）

委員20名以内、
次に掲げる事項について、必要に応じて三和早に提言を打つ。

・科学技術に関する基本的かつ総合的な政策に関すること。
商工労働部委員の内から議長及び副議 ・県試験研究機関の活性化に関すること。

長各 1名 ・その他科学技術の振興に必要な重要事項に関すること。 工業振興課

未定 未定
企画部
政策企画総室

産字官から各分野を網羅す
る委員を選定する 指針策定、科学技術振興の意見を聞く

商工労働部
工業振興課

会議の委員は知事が委嘱す 佐賀県における科字技術の振興を図り、佐賀県経済の発展と
企画局企画調整課る20人以内の委員で構成 県民生活の質の向上に資するため設置する

未定（産学官 15名程度） 長崎県科学技術振興ビジョン（仮称）の策定 企画部企画課
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科学技術政策基本指針等について（間トー7）

団体名 名称
策定（予定）

年月
策定根拠
条例等

担当部署

北海道 北海道における科学技術振興のための基本方針 平成3年4月 なし
企画振興部
調整課

青森県 （仮称）青森県産業科学技術振興指針
平成10年度
予定

岩手県 岩手県科学技術振興推進指針 平成2年5月
企画調整部
科学技術振興室

福島県 福島県科学技術振興基本方針 平成8年 12月
ふくしま新世紀
プラン

商工労働部
工業課

茨城県 茨城県科学技術政策大綱 平成6年3 月
商工労働部
商工政策課

埼玉県

埼玉県の科学技術政策に対する提言 （埼玉県科学
技術会議）

平成8年4 月

埼玉県科学技
企画財政部

※　当提言を踏まえ、県の科学技術政策の総合的 企画総務課
な基本計画として埼玉県基本計画（仮称）を策定予 術会議設置要 科学技術・基地対
定（平成9年度前半中を目途に策定予定）。 綱 策担当

千葉県 千葉県科学政策大綱 平成8年2月 なし 企画部企画課

神奈川県 神奈川県科学技術政策大綱 平成9年 1月
企画部
科学技術政策室

富山県 富山県科学技術フラン 平成3年 10月 無 企画部計画課

山梨県 山梨県科学技術政策大綱 平成4年3月 なし 企画県民局

岐阜県 岐阜県科学技術基本戦略
平成9年3 月末
予定 なし

科学技術振興セン
ター

静岡県 静岡県における科学技術振興施策の基本方向 平成2年 1月 なし
商工労働部
技術開発課

愛知県 愛知県科学技術推進大綱（仮称） 平成10年3月 なし
商工部工業振興課
（予定）

三重県

三重県科学技術振興計画 ※平成7年度に三重県
科学技術懇話会の提言を「三重県における科学技
術振興の基本方向」としてとりまとめた。 平成9年度中 企画振興部企画課

滋賀県 滋賀県科学技術政策大綱 平成7年3月 なし 企画部企画調整課 ′
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科学技術政策基本指針等について（問1－7）

政策の基本方向 具体的な施策提言

1地域産業の活性化と創造　2 自然との調和と生括環
境の向上 3 国際化の推進 4創造的、横断的な科
学技術振興の推進　 5創造的人材の育成

科字王支術分野にこ拓ける県が推］賃すべき施策の頑 バイテク、新素材、〒厨科字等先端的独創的研究開発の推堰。
標。国、大学、市町村に対する施策の実現に関する 地域ニーズへの対応、新たな科学技術振興拠点の創出、研究者
協力要請。民間企業等に対する自発的、積極的活 及び技術者の養成確保、研究成果の利活用、東北インテリジ工ン
動の展開の働きかけ。 ト・コスモス構想の推進など
基本 目標 （茸地域産業の活性化と新産業の創出（抄 基本方向 （リ人・技術 ・情報の交流づくり （抄産業科学技術の
豊かでゆとりある県民生活の実現③豊かな創造性を 創出基盤づくり　③科学技術を担う人づくり④創造性を育む環

境づくり育む地域社会の実現
県民が科字技術に親しむ環境づくりを］革める、創造
性豊かな人づくりを進める、研究開発を推進する基
盤づくりを進める、科学技術を推進するシステム作り

科学技術政策の基本理念

科学技術振興のための重点施策
①体験型サイエンス・ミュージアム等の整備②大学院大学等の整備
促進③社会・産業を支える技術者の育成④彩の国ハイテク・ハイ
ウェイ・ネットワーク構想の推進⑤研究者に魅力のあるまちづくり⑥

（1）より長期的視野に立った、創造性豊かな地域社会 県立試験研究機関の再編整備⑦研究コーディネート機能の充実
の構築 ⑧新技術を基にした起業化・商品化等の支援⑨研究ネットワーク
（2）うるおいとゆとりのある県民生活の実現 の形成⑳科学技術の振興に必要な経費の確保と支援体制の
（3）地域産業の活性化と新産業の創出 整備
1．1ひと」の育成や支援
2 ．研究の「場」の整備
3 ．研究における「交流」の推進 大綱の具体化は県の総合計画の中で推進する。

①地域経済の活性化

○研究機能の充実・強化：研究機関の機能強化、研究環境の
整備・研究機関のネットワーク化の推進
○連携・交流の促進と研究成果の活用：研究交流の促進・地域
経済の活性化、県民生活の向上への研究成果の活用・コーディ
ネ一夕の育成、配置
○科学技術系人材の育成・確保：研究者、技術者の育成・確保

②県民生活の質の向上 ・将来の科学技術系人材の育成 ・高齢人材の活躍の場の整
③創造的で魅力ある文化的な地域社会の形成 備
頭脳基地冨山を創造すること 日本海博物館、県立大学大学院の開設等

・創造性豊かな文化的風土の実現 ・科学技術に親しむ環境づくり
・豊かな県民生活の実現 ・創造的な人づくり
・自然と人間が調和した快適な風土の実現 ・研究開発を推進する基盤づくり
・特色ある産業構造の実現 ・研究開発を推進するシステムづくり
・国際交流、国際協力の推進 ・科学技術振興のための体制の整備

研究開発立県の形成

科字技術振興の企画機能の強化、研究開発拠点の機能兜
化、ネットワーク型研究体制の強化、創造的研究者の育成確
保、科学技術環境づくりの推進

科学技術立県をめざして

科字技術振興のための基盤整備のあり方・産業活性化のため
のエレクトロニクス技術の活用策・研究開発機能高度化を中
心とした情報化のあり方

未定 未定

自然と人とが調和する中で、豊かでゆとりある県民生
活を実現し、活力にあふれた地域を形成していくた
め、「人・環境・創造」をテーマに、生活の質の向上のた
めの科学技術、自然との共生のための科学技術、産
業の振興のための科学技術を重点分野として科学
技術振興を図る 具体的施策は例示のみ
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科学技術政策基本指針等について（問1胃7）

団体名 名称
策定（予定）

年月
策定根拠
条例等

担当部署

京都府 京都産業技術振興構想 平成7年2月 商工部産業推進課

大阪府 大阪府研究開発大綱 昭和63年3月 なし
試験研究機関
連絡調整事務局

兵庫県 兵庫県科学技術政策大綱 平成3年3月 なし 企画部

岡山県 岡山県科学技術振興計画（仮称） 平成10年3月 商工労働部

広島県 広島県における科学技術振興の基本方向 平成5年11月 なし

商工労働部
新産業振興室
科学技術係
（平成7年度より現
組織に移管）

山口県 山口県科学技術振興指針 平成6年3月
商工労働部
工業振興課

香川県 香川県科学技術振興ビジョン（仮称） 平成9年3月
企画部
政策企画総室

高知県 科学技術振興指針
平成10年3月
（予定） なし

商工労働部
工業振興課

長崎県 長崎県科学技術振興ビジョン（仮称）
平成10年3月
（予定） なし 企画部企画課
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科学技術政策基本指針等について（間1－7）

政策の基本方向 具体的な施策提言

京都産業が目指すべき産業技術革新の方向を明ら

①産学官交流システムの構築②先端技術と生活文化を結び
つける産業デザイン発展基盤の形成③創造的技術革新を支
援する基盤の整備④創造的技術革新を支援する人材の育成

かにするとともに京都府が展開しようとする産業技術 ⑤次世代型産業の芽となる起業化の促進⑥国際的な技術交
振興施策の基本方向を示すものである。 流ネットワークの構築

地域の活性化に資すること、府民生活の向上に資す

先端技術を柱とした研究集団の醸成、技術の高度化・複合化
を誘発する集合体の形成、より質の高い生活を支える社会資
本の構築、誇りに出来る地域社会の構築、研究交流を促進す

ること、国際化に資すること る拠点機能の高揚、研究、協力事業の促進
（1）県民生活の向上と地域経済活性化のための科学 （1）科学技術振興拠点の整備、（2）基盤的研究機関の形成、（3）
技術振興 県立試験研究機関の拡充・整備、（4）国際社会とのネットワーク
（2）地域の特性を生かした基礎研究の重視 化の推進、（5）創造的人材の育成と定着、（6）科学技術振興のた
（3）総合的科学技術政策の展開 めの推進体制の整備

○地域産業の創造的革新～地域産業の再構築
○豊かで住みよい地域社会の創出～地域社会にお
ける生活の再構築 ○地域型C O E の形成　 ○創造的技術開発・企業化支援シス
○基礎的・先導的研究開発の推進～知的資源の再 テムの形　 ○創造的科学技術人材の育成確保 ○県内外を
構築 結ぶ研究交流ネットワークの形成　 ○科学技術を育む創造性
○科学技術を通じた地域からの国際協力～国際協 豊かな地域づくり　○科学技術振興のための推進支援体制の
力の再構築 整備

「場づくり」「人づくり」「風土づくり」を一体的に推進す

高等教育機関の整備充実、研究開発関係機関の整備充実、研
究開発型企業の導入・育成、研究開発機能の集積。連携、研究
者の居住環境 ・交通・情報通信基盤の整備
先端的基礎的研究開発の推進、学会・シンポジウム等の開催、国
際研究交流活動の推進、研究交流関係団体の活動支援、研究
交流施設の整備、科学技術関係調査の実施
若手研究者の育成、優秀な研究者の派遣・研修、研究者の国
際交流の促進、魅力ある研究環境の整備、創造的な研究開発
活動の支援、優れた研究指導者の誘引、外国人研究者受入れ
の促進、体験学習の推進、生涯学習機会の充実、科学技術イ

ることにより、2 1世紀に向けて飛翔する「頭脳交流県 ベントの開催、発明・発見・創造的な研究開発活動の奨励、科学
山口」の創造を目指す。 技術情報の提供
・地域経済の活性化に資する科字技術の振興 ・研究者、技術者等の育成、確保 ・次代を担う人材の育成
・県民生活の向上に資する科学技術の振興 ・研究開発環境の整備 ・研究情報基盤の整備 ・研究交流
・産学官の連携による総合的な科学技術の振興 の推進、コーディネイト機能の充実・強化及び国際交流の推進

地域特性に応じた科学技術振興：産学官全体の研究
研究成果を円滑に社会、経済に還元 。公設試の技術支援機
能の強化。研究施設・設備の計画的な改善。ニーズに対応し

開発能力の向上と最大限発揮・公設講の研究開発、た研究開発の強力な推進・研究者、研究頁援者の養成・確保
連携力の強化・民間が行う創造的な研究開発に対す 。評価の仕組みを整備 県民理解のための各種体験事業など
る支援・産学官の人的交流促進・研究者の海外派遣 普及啓発活動

未定 ′±こナ疋
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科学技術政策基本指針等について（問1一一7）

団体名 名称
策定（予定）

年月
策定根拠
条例等

担当部署

神戸市 第4 次神戸市基本計画 平成7年10月

震災復興本部総括

局、
保健福祉局、
産業振興局、
外国語大学事務
局、
教育委員会
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科学技術政策基本指針等について（間1－7）

政策の基本方向 具体的な施策提言

第6部国際性にあふれる文化交流のまち
第2章生涯を通じて学び、豊かな人間性を養う
第4節高等教育機関の充実・強化
「（1）知的文化は21世紀においても都市発展の基礎と
なるという認識のもとに、学術・技術の創造・発展の核
となる高等教育機関の充実・強化を図る。（2）市民の
高度な学習意欲に対応するため、高等教育機関が有
する専門的な教育・学習機能を社会に開放し、地域
文化の拠点となる高等教育機関づくりを進める。」
第7部次代を支える経済躍動のまち
第2章高次都市機能を強化する
第2節中枢管理・研究機能の強化「（1）既存産業の中
枢管理・研究開発機能の強化や新たな中枢管理研
究開発機能の導入を進め、産業の高度化を図り、経
済の活性化に結びつける。（2）中枢管理・研究開発機
能の立地しやすいまちをつくる。（3）近畿圏などの周
辺都市との機能分担を考慮しながら、神戸の特色を
生かした中枢管理・研究開発機能の強化を図

第6部関係
（1）高等教育機関の教育・研究機能の充実・教育内容の充実、
高等教育機関の誘致・整備、高等教育機関の交流の促進l
（2）開かれた高等教育機関づくり・公開講座の開催促進、社会
人の受け入れ促進、地域住民との交流の促進
（3）産学官の交流・連携
第7部関係
（2）研究開発に関する人材育成・交流の推進・人材の育成、産
学官の交流・連携の強化、研究開発機能を育む都市づくり
（3）研究開発の場づくり・多様な研究開発拠点づくり、研究開発
のシンボルとなる機関の設置（WHO神戸センターを核とした研究開
発拠点の形成等）、研究開発型企業の育成・誘致
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公設試験研究機関経費（問2－1）

部 局 名 団 体 名 試 験 研 究 機 関名 所 管部 局
設 立

時期

再 編
時 期

平成 7 年 度
決　 算　 額

（千 円）

う　 ち

国か らの
財源 分

商 工系 北 海 道 工業 試 験 場 商 工 労働 観 光部 192200 199200 1，502 ，6 36 80 ，98 5
北 海 道 地 下 資 源 調 査 所 商 工 労働 観 光部 195000 779 ，146 4 ，9 52
北海 道 食 品加 工 研 究 センター 商 工 労働 観 光部 199200 493 ，284 15，539
青 森 県 青 森 県 工業試 験所 商 工 観 光 労働 部 192300 198800 450 ，8 36 7，0 50
青 森 県 青 森 県 機 械金 属試 験 所 商 工 観 光 労働 部 196300 197300 17 1，9 50 0
青 森 県 青 森 県 産 業 技 術 開発 セ ンター 商 工観 光 労働 部 198800 358 ，26 5 12，382
岩 手 県 岩 手 県 工 業 技 術セ ンター 商 工 労働 部 18730 0 199400 1，005 ，929 76，171
宮城 県 宮城 県 工業 技 術セ ンター 商 工 労働 部 196812 199900 689 ，571 4 1，217
秋 田 県 秋 田県 工業 技 術セ ンター 商 工 労働 部 198210 1，109 ，70 3 148，391

秋 田 県 秋 田県高 度 技 術研 究 所 商 工 労働 部 199211 199604 857 ，894 100，00 0
山形 県 山形 県 工業 技 術 センター 商 工 労働 観 光 部 191803 198004 1，50 1，276 233，844
福 島 県 福 島 県ハイテクプラザ 商 工 労働 部 199200 1，894 ，967 362，802
茨 城 県 工 業技 術 センター 商 工 労働 部 192200 198500 1，339 ，29 8 146，541
栃 木 県 栃 木 県 工 業 技 術 センター 商 工 労働 観 光部 194700 444 ，704 11，298
栃 木 県 栃 木 県 繊 維 工 業試 験 場 商 工 労働 観 光部 19・2404 305 ，313 35，471
栃 木 県 栃 木 県 県 南 工 業 指導 所 商 工 労働 観 光部 194709 274 ，59 7 15，267
栃 木 県 栃 木 県 紬 織 物 指 導所 商 工 労働 観 光 部 195302 8 3，6 39 26 2
栃 木 県 栃 木 県 食 品工 業 指導 所 、 商 工 労働 観 光部 195004 180 ，69 7 2，875
栃 木 県 栃 木 県 窯 業 指 導所 商 工 労働 観 光部 193904 12 3，40 8 31
群 馬 県 工業 試 験 場 商 工 労働 部 192200 196800 547 ，510 14，487
群 馬 県 繊 維 工 業 試 験 場 商 工 労働 部 191400 197700 322 ，9 35 0
埼 玉 県 埼 玉 県 鋳 物機 械 工業 試 験 場 商 工 部 193310 352 ，511 0
埼 玉 県 埼 玉 県 食 品 工 業試 験 場 商 工 部 192108 178 ，351 1，589
埼 玉 県 埼 玉 県 製 紙 工 業試 験 場 商 工 部 193606 70 ，0 79 0
埼 玉 県 埼 玉 県 繊 維 工 業試 験 場 商 工 部 19300 9 353 ，4 14 0
埼 玉 県 埼 玉 県 工 業 技 術研 究 所 商 工 部 196712 334 ，58 1 0
千 葉 県 工業 試 験 場 商 工 労働 部 193600 323 ，394 2 ，00 3
千 葉 県 機 械 金 属 試 験 場 商 工 労働 部 195400 536 ，575 16 ，2 57
東 京 都 労働 研 究 所 労 働 経 済 局 197800 52 ，080 0
東 京 都 工業 技 術 センター 労 働 経 済 局 197000 2，760 ，15 1 510 ，200
東 京 都 繊 維 工 業試 験 場 労 働 経 済 局 192 700 1，026 ，837 29
東 京 都 アイソトー プ総 合 研 究 所 労働 経 済 局 195900 872，85 1 0
東 京 都 皮 革 技 術 センター 労働 経 済 局 198 300 285 ，108 3 ，380
東 京 都 食 品技 術 センター 労働 経 済 局 199000 464 ，794 0
東 京 都 農 業 試 験 場 労働 経 済 局 190000 198800 423，268 6 ，890
東 京 都 小 笠 原 亜熱 帯農 業 セ ンター 労働 経 済 局 19 7000 197200 3 18，9 13 289 ，000
東 京 都 畜 産 試 験 場 労働 経 済 局 192000 198000 352，939 0
東 京 都 林 業 試 験 場 労働 経 済 局 198800 199400 186，959 200
東 京 都 水 産 試 験 場 労働 経済 局 192800 196900 628，522 9 ，755
東 京 都 小 笠 原 水 産セ ンター 労働 経済 局 197300 197200 192，74 1 49 ，429
神 奈 川 県 産 業 技 術 総合 研 究 所 商 工部 199500 3，736，798 0
新 潟 県 工 業 技 術 総合 研 究 所 商 工 労働 部 196304 199504 “2，154，297 548 ，539
新 潟 県 醸 造試 験 場 商 工 労働 部 193004 195204 56，526 0
富 山県 富 山県 工 業技 術 セ ンター 商 工 労働 部 19 1300 198600 744，987 420
石 川 県 石 川 県 工 業試 験 場 商 工 労働 部 196200 1，405，449
石 川 県 石 川 県 九谷 焼 試 験 場 商 工 労働 部 198304 89，337
福 井 県 工 業 技術 セ ンター 商 工 労働 部 190204 198504 1，780，819 366 ，225
山梨 県 山梨 県 工 業技 術 センター 商 工 労働 観 光 部 195 108 198604 792，173 24，829
山梨 県 富 士 工 業 技術 センター 商 工 労働 観 光 部 1905 12 195012 256，749 18，482
長 野 県 情 報技 術 試 験 場 商 工部 19 1600 199500 4 27，288 10，118
長 野 県 工 業試 験場 商 工部 193900 199300 372 ，056 11，811
長 野 県 精密 工業 試 験 場 商 工部 195700 198900 4 59 ，34 5 2，159
長 野 県 食 品 工業 試 験 場 商 工部 197000 198400 26 3，09 7 14，235
岐阜 県 工 業技 術 セ ンター 商 工労働 部 190900 372 ，344 27，44 3
岐阜 県 食 品加 工ハイテクセンター 商 工 労働 部 199400 60 ，089
岐 阜 県 繊 維 試 験 場 商 工 労働 部 190900 19 7700 158 ，948 16，48 8
岐 阜 県 陶磁 器 試 験 場 商 工 労働 部 191100 254 ，588 0
岐 阜 県 紙 業 試 験 場 商 工 労働 部 190500 147 ，222 930
岐 阜 県 金 属 試 験 場 商 工 労働 部 193400 186，292 2 メ120
岐 阜 県 工芸 試 験 場 商 工 労働 部 193700 192，864 13，338
静 岡 県 工業 技 術 センター 商 工 労働 部 190603 199 104 2，122，4 11 57 ，046
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公設試験研究機関経費（問2－1）

人 件 費
維　 持 調　 査

依　 頼

試 験

槍 査 脅

指 導 施　 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 外 職　 員 合　 計

9 5 6 ，0 68 2 10 ，2 8 8 1 59 ，9 9 6 10 ，5 4 7 5 2 ，0 4 8 1 13 ，6 8 9 0 9 1 2 9 12 0 0 1 2 0

3 2 2 ，1 8 1 2 8 ，3 6 5 1 10 ，9 5 9 1 ，11 6 1 ，3 3 3 30 5 ，19 2 0 3 1 1 5 4 6 0 4 6

2 8 5 ，1 64 1 12 ，9 5 7 72 ，0 3 9 1 ，2 7 6 2 1 ，8 4 8 0 0 3 3 1 1 4 4 0 4 4

36 1 ，5 72 3 9 ，3 9 6 2 0 ，0 8 5 2 ，7 4 3 2 ，2 7 1 2 4 ，7 6 9 0 3 3 9 4 2 2 44

1 19 ，4 34 1 1 ，3 2 4 2 9 ，0 9 8 1 ，2 2 8 4 1 7 10 ，4 4 9 0 10 3 1 3 0 1 3

1 9 0 ，9 02 2 5 ，2 0 5 1 0 2 ，0 4 7 0 1 ，8 3 2 3 8 ，2 7 9 0 14 、9 2 3 4 2 7

5 6 7 ，4 4 4 14 8 ，6 9 6 9 1 ，3 2 6 1，4 7 0 2 7 ，3 7 8 16 8 ，2 5 1 0 57 1 3 7 0 1 1 8 1

4 1 6 ，6 3 1 3 1 ，2 5 1 94 ，4 9 5 2 9 ，6 9 3 3 2 ，2 1 1 8 5 ，2 9 0 0 4 0 8 4 8 1 4 9

2 8 6 ，9 7 7 8 1 ，10 7 2 7 2 ，1 7 3 0 1 3 ，3 6 2 30 4 ，4 3 1 3 8 8 ，7 9 4 3 1 1 0 4 1 1 4 5 5

2 18 ，14 0 17 9 ，8 6 8 4 59 ，8 8 6 0 0 0 0 2 1 6 2 7 3 3 0

74 9 ，5 8 3 10 8 ，2 8 5 1 3 1 ，7 5 8 4 ，4 3 3 2 2 ，4 0 5 34 9 ，9 2 7 1 3 4 ，8 8 5 8 9 1 4 10 3 2 1 0 5

70 6 ，3 19 18 2 ，4 56 1 59 ，3 9 9 12 ，6 5 0 1 6 ，8 2－7 8 17 ，3 16 0 7 7 7 8 4 1 8 5

5 0 1 ，2 4 5 8 6 ，4 7 5 1 8 2 ，4 0 7 0 4 9 ，8 3 5 48 7 ，9 2 3 3 1，4 13 6 2 8 7 0 3 7 3

2 9 4 ，6 8 4 3 2 ，7 30 2 4 ，8 0 9 0 2 ，7 8 2 10 8 ，4 9 4 0 2 7 6 3 3 1 3 4

1 9 1 ，2 8 5 2 2 ，3 3 5 7 ，5 9 8 0 2 ，2 10 6 6 ，0 54 15 ，8 3 1 1 7 5 2 2 0 2 2

1 66 ，2 22 16 ，9 6 9 1 1 ，6 6 6 0 2 ，13 3 7 7 ，6 0 7 0 16 4 2 0 0 2 0

6 0 ，1 94 14 ，1 1 1 1 ，6 7 2 0 5 3 4 3 ，50 2 3 ，6 2 6 2 5 7 3 1 0

1 29 ，6 34 18 ，9 9 3 6 ，5 5 9 0 1 ，6 6 6 2 3 ，8 4 5 0 12 3 15 2 1 7

1 0 1 ，7 1 0 12 ，16 4 2 ，4 0 2 0 6 3 7 6 ′，4 9 5 0 8 3 1 1 0 1 1

3 4 7 ，2 1 0 8 9 0 1 5 ，7 8 0 6 1 ，6 9 3 2 8 ，8 4 4 9 3 ，0 9 3 0 3 7 6 4 3 6 4 9

2 2 5 ，6 3 8 2 ，52 4 1 6 ，6 2 3 2 8 ，2 1 1 17 ，5 2 7 3 1 ，4 1 2 1，0 0 0 24 5 2 9 2 3 1

2 6 6 ，0 7 5 15 ，3 14 1 0 ，5 2 1 5 ，3 0 5 7 ，5 4 6 4 7 ，7 50 t　O 29 4 3 3 2 3 5

1 3 6 ，6 4 3 9 ，3 12 2 3 ，7 3 9 1，4 2 7 7 ，2 3 0 0 0 14 3 17 3 2 0

60 ，2 00 2 ，2 14 5 ，7 9 1 3 8 2 1，4 9 2 0 0 6 2 8 2 1 0

3 1 0 ，9 1 9 12 ，2 8 5 1 9 ，2 7 9 1 ，9 4 5 8 ，9 8 6 0 0 3 4 7 4 1 0 4 1

2 6 6 ，0 4 9 1 1 ，2 5 9 4 5 ，6 8 1 5 ，2 6 7 6 ，3 2 5 0 0 3 0 6 3 6 3 3 9

2 5 7 ，9 2 2 2 0 ，5 6 1 1 7 ，12 8 2 ，4 16 5 ，3 6 7 2 0 ，0 0 0 0 2 5 3 2 8 0 2 8

4 1 3 ，5 1 6 3 7 ，6 8 7 1 0 ，12 3 7 ，8 9 3 4 ，7 16 6 2 ，6 4 0 0 3 4 5 3 9 0 3 9

2 8 ，3 74 4 8 2 2 3 ，2 2 4 ′0 0 0 0 0 10 10 16 2 6

1 ，7 6 3 ，5 0 3 38 5 ，8 4 5 1 8 1 ，5 9 8 4 2 ，3 5 5 7 8 ，9 0 3 14 6 ，5 1 4 16 1 ，4 3 3 1 5 4 3 2 18 6 12 19 8

7 0 4 ，2 5 4 8 0 ，5 3 8 7 9 ，1 2 7 5 ，3 6 6 4 2 ，8 7 1 6 1 ，9 4 7 52 ，7 3 4 6 3 13 7 6 10 8 6

5 8 5 ，2 4 3 86 ，5 1 7 5 4 ，3 3 0 1 ，3 30 4 8 ，4 13 8 0 ，1 2 0 16 ，8 9 8 4 0 17 5 7 3 6 0

1 2 3 ，5 9 5 4 5 ，1 2 4 2 5 ，3 7 0 8 2 9 3 1 ，7 0 7 5 ，9 0 6 52 ，5 7 7 9 4 13 0 13

1 8 7 ，0 3 7 2 1 7 ，1 9 8 2 7 ，16 2 9 70 7 ，0 7 3 1 0 ，4 7 0 14 ，8 8 4 1 1 3 14 6 2 0

0 26 1 ，3 9 0 1 3 0 ，4 9 9 0 12 ，9 4 5 1 8 ，4 3 4 0 4 8 4 5 9 3 2 4 1 17

0 16 ，4 6 5 5 ，12 3 0 0 2 9 7 ，3 2 5 0 －9 7 16 0 1 6

0 13 1 ，7 64 1 1 1 ，0 6 4 0 0 11 0 ，1 1 1 0 2 1 4 5 6 6 12 7 8

0 7 5 ，0 7 9 3 9 ，7 0 2 0 0 7 2 ，17 8 0 9 5 14 3 17

0 1 59 ，9 0 1 9 7 ，0 8 2 0 2 3 3 ，9 16 13 7 ，6 2 3 0 3 9 6 0 9 9 1 1 1 10

0 30 ，0 0 1 9 ，4 3 2 0 10 3 ，4 8 0 4 9 ，4 2‘9 3 9 9 4 14 18 0 18

2 ，9 5 5 ，0 9 0 5 1 1 ，7 6 0 5 0 7 ，8 3 3 1 3 ，0 6 5 14 5 ，6 2 4 4 9 9 ，0 3 0 4 ，3 9 6 1 7 9 3 9 2 18 2 2 2 4 0

9 0 3 ，1 0 9 16 9 ，0 0 1 1 8 9 ，6 3 7 4 ，38 8 4 8 ，0 14 8 4 0 ，1 4 8 0 8 9 13 10 2 4 10 6

4 0 ，3 3 7 6 ，5 0 7 3 ，9 3 7 0 4 5 7 5 ，2 8 8 0 5 1 6 0 6

5 6 7 ，7 3 8 1 2 3 ，1 0 9 6 ，8 5 2 36 ，8 64 10 ，4 2 4 0 0 6 1 10 7 1 1 7 2

7 4 8 ，7 4 5 3 9 5 ，1 8 7 13 5 ，7 18 1 3 ，3 1 2 3 9 ，2 0 9 7 3 ，2 7 8 0 6 8 19 8 7 1 1 9 8

6 2 ，8 0 3 14 ，6 2 3 7 ，4 8 6 1 ，0 0 0 5 0 1 2 ，9 2 4 0 6 1 7 0 7

8 7 3 ，7 0 1 2 34 ，4 2 1 8 5 ，3 5 7 4 ，9 9 9 3 4 ，7 8 4 5 4 7 ，5 5 7 0 7 4 18 9 2 2 9 4

5 4 9 ，0 0 9 14 1 ，1 6 5 4 0 ，6 9 0 8 ，2 9 8 13 ，2 7，0 3 9 ，7 4 1 0 5 3 17 7 0 7 7 7

1 6 9 ，2 6 4 1 1 ，6 6 8 12 ，14 4 1 ，2 9 9 6 ，9 10 5 5 ，4 6 4 0 1 6 5 2 1 5 2 6

2 6 8 ，3 1 7 2 6 ，3 7 6 2 ，9 16 0 7 9 ，10 5 4 9 ，9 2 3 1 ，5 5 1 3 1 6 37 0 3 7

2 6 0 ，9 0 6 4 9 ，7 5 7 6 ，6 9 8 2 ，1 7 1 5 ，0 2 7 4 7 ，4 9 7 0 3 1 5 36 0 3 6

2 9 6 ，17 2 44 ，3 0 8 7 2 ，3 0 7 0 4 0 ，0 14 6 ，5 4 4 0 3 1 12 4 3 0 4 3

15 9 ，18 8 2 9 ，7 0 1 0 0 6 ，5 7 0 3 4 ，5 4 0 3 ，6 6 8 1 4 1 1 2 5 0 2 5

2 5 2 ，12 1 2 8 ，3 0 7 3 5 ，5 6 4 0 14 ，0 7 1 3 3 ，4 7 4 8 ，8 0 7 2 9 6 3 5 3 3 8

2 1 ，5 24 5 ，0 8 6 3 ，3 16 0 8 7 1 2 9 ，2 9 2 0 4 0 4 0 4

1 0 7 ，4 2 1 20 ，0 0 7 4 1 4 ，8 6 0 1 ，9 0 0 24 ，1 6 0 5 5 9 1 5 1 16 0 1 6

6 7 ，7 8 8 1 8 ，5 4 6 2 9 ，7 5 1 7 8 6 3 ，17 9 2 7 ，9 9 9 6 ，5 39 1 8 4 2 2 0 2 2

9 6 ，3 0 3 1 0 ，6 2 7 2 6 、，6 3 3 36 3 4 ，5 5 9 8 ，7 3 7 0 1 0 5 1 5 1 16

1 14 ，5 5 3 6 ，5 6 7 7 ，2 6 6 2 ，1 4 5 9 ，9 2 4 4 1 ，5 2 4 4 ，3 13 1 2 4

5

19

16 3

1

2

1 9

10 8 ，4 0 3 1 4 ，7 5 7 5 ，2 3 4 10 3 9 ，0 19 5 3 ，7 7 8 1 ，5 7 0

0

1 1 16 1 7

1 ，2 4 6 ，6 7 9 4 8 5 ，7 3 2 15 6 ，3 3 7 3 1 ，0 0 0 7 3 ，13 7 12 9 ，5 2，6 1 3 2 15 1 1 5 3
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公設試験研究機関経費（問2－1）

部 局 名 団 体 名 試 験 研 究 機 関 名 所 管 部 局
設 立

時 期

再 編

時 期

平 成 7 年 度

決　 算　 額

（千 円 ）

う　 ち

国 か らの

財 漁 分

愛 知 県 愛 知 県 常 滑 窯 業 技 術 セ ン ター 商 工 部 1 9 3 8 1 2 2 8 2，2 9 7 1，0 3 6

愛 知 県 愛 知 県 瀬 戸 窯 業 技 術 セ ン ター 商 工 部 1 9 7 1 0 2 2 5 0，7 7 1 9 5 1

愛 知 県 愛 知 県 工 業 技 術 セ ン ター 商 工 部 1 9 4 9 0 9 8 2 8 ，7 2 6 2 ，19 6

愛 知 県 愛 知 県 食 品 工 業 技 術 セ ン ター 商 工 部 19 5 6 0 4 5 4 9 ，5 8 8 1，4 0 1

愛 知 県 愛 知 県 尾 張 繊 維 技 術 セ ン ター 商 工 部 1 9 3 0 0 9 4 6 3 ，6 19 1，4 82

愛 知 県 愛 知 県 三 河 繊 維 技 術 セ ン ター 商 工 部 1 9 2 7 0 7 3 8 1，10 5 1，0 4 2

三 重 県 工 業 技 術 セ ン ター 商 工 労 働 部 19 0 9 0 0 1 9 7 2 0 0 6 7 9 ，9 5 5 2 2 ，59 5

三 重 県 金 属 試 験 場 商 工 労 働 部 19 4 0 0 0 13 5 ，0 5 6 8 ，8 5 8

三 重 県 窯 業 試 験 場 商 工 労 働 部 19 3 4 0 0 2 6 0 ，8 2 0 8，2 7 1

滋 賀 県 工 業 技 術 セ ン ター 商 工 労 働 部 19 8 5 0 4 6 0 8 ，8 8 1 1 3，4 4 8

滋 賀 県 信 楽 窯 業 試 験 場 商 工 労 働 部 19 2 7 0 4 18 0 ，0 4 4 2 5

滋 賀 県 繊 維 工 業 指 導 所 商 工 労 働 部 19 1 10 4 1 9 5 7 0 4 2 5 0 ，19 2 1 2，1 1 2

滋 賀 県 機 械 金 属 工 業 指 導 所 商 工 労 働 部 19 4 6 0 4 1 9 5 2 0 4 14 3，7 3 6 0

京 都 府 京 都 府 中 小 企 業 総 合 セ ン ター 商 工 部 19 6 2 0 0 1 9 8 9 0 0 1，2 2 2 ，16 5 59 ，2 76

京 都 網＝ 棘 物 指 導 所 商 工 部 19 0 5 0 0 4 13 ，2 1 7 16 ，3 1 8

大 阪 府 大 阪 府 立 産 業 技 術 総 合 研 究 所 商 工 部 19 2 9 0 4 1 9 8 7 1 1 7 ，9 4 1，8 0 4 2 5，6 6 3

兵 庫 県 県 立 工 業 技 術 セ ンター 商 工 部 19 17 0 0 1 9 9 0 0 0 2 ，3 2 3，8 3 8 1 6 7，3 2 5

奈 良 県 奈 良 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 1 7 0 0 1 9 9 4 0 0 5 8 1，7 0 6 7 5，0 8 1

和 歌 山 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 1 6 0 0 1 9 9 6 0 0 1，5 3 2 ，0 7 3 8 1，7 16

和 歌 山 県 漆 器 試 験 場 商 工 労 働 部 19 4 0 0 0 1 9 6 3 0 0 16 5 ，7 9 7 9 ，4 9 9

鳥 取 県 鳥 取 県 工 業 試 験 場 商 工 労 働 部 工 業 振 興 課 19 2 3 0 4 1 9 8 8 0 4 3 7 6 ，0 2 7 2 0，1 1 5

鳥 取 県 鳥 取 県 食 品 加 工 研 究 所 商 工 労 働 部 工 業 振 興 課 19 4 8 0 5 1 3 1，2 5 6 6 ，34 7

島 根 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 2 10 0 1 9 7 6 0 0 5 19 ，2 3 4 8 2 ，76 6

岡 山 県 岡 山 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 18 0 0 1，19 6 ，4 2 8 29 ，＿0 1 5

広 島 県 食 品 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 18 0 0 1 9 8 4 0 0 4 4 9 ，3 7 6 1 6，34 4

広 島 県 西 部 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 4 8 0 0 1 9 8 7 0 0 6 9 6 ，4 6 1 2 5 7，8 9 7

広 島 県 東 部 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 0 7 0 0 1 9 8 7 0 0 5 9 6 ，9 7 1 1 5 5，1 72

山 口 県 山 口 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 6 7 0 0 1 9 8 8 0 0 7 0 8 ，0 8 3 1 0 1，0 2 5

徳 島 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 17 0 0 1 9 9 10 0 8 2 6 ，3 9 9 44 ，8 4 5

香 川 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 7 6 0 0 3 2 7，16 0 1 0，0 2 2

香 川 県
食 品 試 験 場 ・

発 酵 食 品 試 験 場 商 工 労 働 部 19 10 0 0 1 9 9 10 0 2 6 1，14 1 16 ，4 56

愛 媛 県 工 業 技 術 セ ンター 経 済 労 働 部 19 0 2 0 0 1 9 8 10 0 7 7 8 ，7 16 2 58 ，7 0 3

愛 媛 県 窯 業 試 験 場 経 済 労 働 部 19 2 6 0 0 19 6 2 0 0 4 5，9 0 0 6 5 6

愛 媛 県 繊 維 産 業 試 験 場 経 済 労 働 部 19 2 10 0 1 9 6 8 0 0 15 7 ，6 0 6 1，4 5 1

愛 媛 県 製 紙 試 験 場 経 済 労 働 部 19 2 6 0 0 1 9 7 0 0 0 14 7 ，10 9 3 7，6 5 7

高 知 県 工 業 技 術 セ ン ター 商 工 労 働 部 19 9 0 0 4 5 3 5 ，9 3 0 38 ，5 5 2

高 知 県 紙 産 業 技 術 セ ンタ ー 商 工 労 働 部 19 9 50 4 2 5 9 ，8 8 8 3 0，3 1 7

福 岡 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 部 新 産 業 ・技 術 振 興 課 19 2 5 0 4 1 9 9 0 0 4 2 ，0 16 ，3 6 3 1 5 3，4 4 7
佐 賀 県 工 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 5 8 0 0 1 9 9 2 0 0 5 2 6 ，3 0 8 38 ，6 1 7

佐 賀 県 窯 業 技 術 セ ン ター 商 工 労 働 部 19 2 8 0 0 19 9 2 0 0 2 8 5，9 6 5 7，4 8 2

長 崎 県 長 崎 県 工 業 技 術 セ ン ター 商 工 労 働 部 19 5 0 0 0 19 8 9 0 0 6 3 2，76 3 6 0，3 1 7

長 崎 県 長 崎 県 窯 業 技 術 セ ンター 商 工 労 働 部 19 3 0 0 0 19 9 2 0 0 3 9 1，6 3 2 7 1，9 9 2

熊 本 県 工 業 技 術 セ ン ター 商 工 観 光 労 働 部 19 2 2 0 0 7 6 6 ，4 1 8 5 9，94 0
大 分 県 産 業 科 学 技 術 セ ン ター 商 工 労 働 観 光 部 19 2 1 12 19 9 4 0 4 1，0 6 0，2 9 0 2 9，4 3 5

宮 崎 県 工 業 試 験 場 商 工 労 働 部 工 業 振 興 課 19 4 80 0 6 0 2，72 6 3，3 7 6
宮 崎 県 食 品 加 工 研 究 開 発 セ ン ター 商 工 労 働 部 工 業 振 興 課 19 9 1 0 0 0 2 0，0 0 9
鹿 児 島 県 工 業 技 術 セ ン ター 商 工 労 働 部 19 8 70 0 9 8 1，18 7 1 3，0 74

鹿 児 島 県 大 島 紬 技 術 指 導 セ ン ター 商 工 労 働 部 19 2 70 0 19 8 10 4 2 8 1，0 9 7 9，8 3 7

沖 縄 県 工 業 試 験 場 商 工 労 働 部 19 5 9 0 5 3 1 8，0 3 2 2 4，5 1 9

横 浜 市 工 業 技 術 支 援 セ ン ター 経 済 局 1 99 4 0 0 4 3 4，2 5 2 1，7 3 2

名 古 屋 市 名 古 屋 市 工 業 研 究 所 名 古 屋 市 経 済 局 19 3 70 7 1，7 6 0 ，9 18 3 0，8 7 2

京 都 市 染 織 試 験 場 産 業 観 光 局 19 1 6 10 15 3，0 0 2 3 6，1 3 4

京 都 市 京 都 市 工 業 試 験 場 産 業 観 光 局 19 2 0 1 0 19 6 6 12 2 6 9，8 0 6 2 6，3 6 2
大 阪 市 大 阪 市 立 工 業 研 究 所 経 済 局 1 9 1 6 0 7 19 4 30 1 1，7 9 3，34 4 2 1，8 4 2

広 島 市 広 島 市 工 業 技 術 セ ン ター 経 済 局 19 4 0 10 3 2 8，2 6 0 8，2 10
農 林

水 産 系 北 海 道 農 業 試 験 場 （1 0 場 ） 農 政 部 19 0 1 0 0 1 1，3 1 8，5 14 4 3 4，0 1 2
北 海 道 水 産 試 験 場 （6 場 2 支 場 ） 水 産 部 19 0 1 0 0 19 8 2 0 0 3，2 5 6，56 9 6 91，0 9 1
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公設試験研究機関経費（問2－1）

人 件 費
維　 持 調　 査

依　 頼

試　 験

検 査 費

指　 導 施 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 外 職　 員 合　 計

2 2 5 ，9 7 2 1 1 ，1 8 2 3 2 ，0 4 3 4 ，6 0 3 3 ，7 4 2 4 ，4 5 5 3 0 0 20 5 2 5 0 2 5

2 0 3 ，0 2 8 1 1 ，9 4 8 2 1 ，4 7 0 2 ，8 5 0 3 ，5 1 7 5 ，7 6 4 2 ，1 9 4 19 5 2 4 0 2 4

5 6 1 ，2 1 6 7 6 ，2 1 5 7 8 ，8 9 5 3 7 ，9 4 2 1 2 ，2 0 8 4 6 ，2 2 3 1 6 ，0 2 7 5 5 10 6 5 0 6 5

3 8 9 ，8 5 6 6 0 ，3 3 6 54 ，9 8 6 18 ，6 6 6 9 ，5 7 3 1 1 ，2 9 9 4 ，8 7 2 3 8 7 4 5 0 4 5

3 9 8 ，3 2 2 3 3 ，79 5 1 5 ，4 8 6 4 ，6 4 4 4 ，7 0 9 6 ，6 6 3 0 36 6 4 2 0 4 2

3 1 3 ，1 4 1 2 0 ，3 8 6 2 8 ，2 2 5 4 ，7 5 9 3 ，8 7 8 8 ，3 54 2 ，3 6 2 3 0 5 3 5 0 3 5

4 4 3 ，6 2 9 3 5 ，10 3 1 3 ，0 2 2 1 ，9 8 1 5 ，9 0 4 16 9 ，8 3 5 1 0 ，4 8 1 4 5 8 5 3 1 1 54

9 4 ，7 6 0 10 ，13 6 8 ，1 1 8 0 0 2 2 ，0 4 2 0 9 3 12 2 14

1 7 5 ，9 8 0 12 ，7 0 5 9 ，5 0 6 0 0 6 2 ，6 2 9 0 18 3 2 1 0 2 1

2 1 1 ；0 6 4 2 4 2 ，9 18 6 8 ，16 3 1 6 ，3 8 7 9 ，6 1 5 6 0 ，7 34 0 2 1 5 2 6 0 2 6

1 2 7 ，6 5 0 1 1 ，0 9 5 9 ，0 34 2 ，8 5 1 2 ，3 7 9 1 5 ，1 9 8 1 1 ，8 3 7 14 2 16 0 16

1 6 7 ，8 3 8 2 5 ，6 0 6 1 1 ，6 3 1 2 ，8 7 6 9 ，5 5 4 32 ，6 8 7 0 16 2 18 0 1 8

8 3 ，6 2 9 1 3 ，9 4 5 10 ，5 1 4 14 ，19 3 2 1，4 5 4 0 0 8 1 9 0 9

7 12 ，4 3 4 2 3 6 ，0 2 4 73 ，3 4 6 8 ，1 6 3 1 3 6 ，5 0 9 5 5 ，6 8 9 0 3 7 4 7 8 4 1 8 5

3 4 2 ，0 4 8 13 ，0 4 1 12 ，19 4 1 0 ，0 4 9 1 3 ，9 4 2 2 1 ，9 4 3 0 2 0 2 0 4 0 0 4 0

1 ，9 4 2 ，2 7 6 18 9 ，0 5 1 32 ，7 8 6 4 7 ，2 9 7 2 7 ，0 8 5 5 ，70 1 ，1 9 1 2 ，1 1 8 18 3 4 0 2 2 3 9 2 32

1 ，2 06 ，9 6 2 2 4 1 ，15 8 2 10 ，39 2 0 1 2 ，4 3 3 3 76 ，0 70 2 7 6 ，8 2 3 10 0 1 5 1 15 8 0 19 5

3 3 4 ，1 3 1 7 7 ，4 8 7 6 ，0 2 2 3 ，6 9 3 2 0 ，9 8 8 13 9 ，38 5 0 3 2 7 3 9 －　0 39

5 2 9 ，7 8 8 8 2 ，6 9 5 4 4 8 ，16 2 1 4 ，9 14 6 ，4 9 6 4 5 0 ，0 18 0 5 0 10 6 0 0 6 0

9 4 ，3 2 5 5 ，19 2 4 7 ，9 9 6 0 3 ，4 7 8 0 1 4 ，8 0 6 7 4 1 1 0 1 1

2 4 6 ，9 1 4 2 4 ，3 0 8 7 1 ，2 8 9 5 ，9 0 7 2 ，9 3 9 2 4 ，6 70 0 2 8 9 3 7 0 3 7

1 14 ，7 6 5 3 ，7 0 9 3 ，6 8 5 1 6 2 3 5 8 8 ，5 7 7 0 9 6 15 0 15

2 4 7 ，1 1 7 4 9 ，0 6 0 2 0 ，0 6 5 3 3 ，2 3 1 2 1 ，8 0 3 13 8 ，6 16 9 ，3 4 2 3 0 6 3 6 0 3 6

6 3 3 ，2 3 8 2 2 7 ，9 7 8 1 12 ，6 5 5 1 7 ，4 2 3 1 5 ，7 7 2 18 9 ，36 2 0 6 6 10 7 6 0 7 6

3 2 2 ，0 7 6 4 1 ，16 7 7 6 ，0 4 9 1 ，6 2 2 6 ，0 6 2 1 ，0 0 0 1 ，4 0 0 3 1 6 3 7 0 3 7

4 1 7 ，8 2 8 8 0 ，9 8 5 14 5 ，19 0 8 ，5 0 0 7 ，3 5 8 3 6 ，6 0 0 0 4 3 5 4 8 0 4 8

4 3 5 ，2 38 5 5 ，2 9 6 8 7 ，2 8 0 6 ，4 5 2 6 ，7 0 5 3 ，8 0 5 2 ，2 0 0 4 2 8 5 0 0 5 0

3 8 3 ，8 5 3 3 5 ，2 2 0 9 4 ，4 8 4 4 ，6 5 5 1 7 ，4 6 5 17 2 ，4 0 6 0 4 0 6 4 6 3 4 9

4 6 4 ，3 5 2 16 9 ，7 6 1 1 16 ，7 4 1 0 2 0 ，5 4 5 5 5 ，0 0 0 0 4 5 6 5 1 1 5 2

2 0 8 ，2 2 5 3 8 ，2 18 4 2 ，16 3 3 8 ，5 54 0 2 1 1 1 3 2 3 3 5

17 6 ，2 19 2 8 ，0 4 3 2 5 ，2 9 3 3 1 ，58 6 0 1 5 9 2 4 4 2 8

2 8 7 ，9 5 1 4 7 ，3 9 4 5 8 ，0 8 5 1 ，9 3 1 1 7 ，7 4 1 2 9 2 ，52 8 7 3 ，0 8 6 3 2 7 3 9 8 4 7

36 ，0 2 5 4 ，16 3 3 ，5 4 6 2 5 2 1 ，9 1 4 0 0 5 1 6 1 7

13 6 ，7 98 9 ，8 2 4 3 ，1 1 1 7 5 0 5 ，3 3 5 1 ，78 8 0 1 3 6 1 9 0 19

6 0 ，0 7 5 6 ，7 0 1 12 ，8 9 0 7 5 0 3 ，6 4 8 6 3 ，0 4 5 0 6 4 1 0 0 10

2 9 1 ，6 59 4 1 ，1 4 1 12 2 ，0 4 4 1 4 ，6 4 0 6 6 ，4 4 6 0 0 3 4 3 3 7 1 3 8

12 4 ，0 2 8 2 6 ，6 5 9 5 9 ，9 6 4 2 ，3 5 0 2 5 ，3 5 9 2 1 ，52 8 0 12 2 1 4 1 15

1 ，2 2 7 ，3 8 2 1 6 0 ，8 7 7 5 2 5 ，8 10 1 0 ，7 9 8 3 7 ，5 8 0 5 3 ，92 6 0 ユ0 3 2 6 1 2 9 0 12 9

2 9 3 ，9 0 5 2 3 ，3 0 1 6 8 ，4 7 6 4 ，1 4 7 9 ，1 1 3 12 7 ，3 6 6 0 2 5 5 3 0 4 3 4

16 6 ，0 3 1 6 5 ，7 1 2 3 5 ，8 0 0 1 ，8 3 9 2 ，8 8 5 13 ，6 9 8 0 1 8 3 2 1 1 2 2

3 38 ，8 4 9 10 1 ，6 5 4 1 10 ，3 0 2 2 ，4 2 3 2 ，5 3 1 7 7 ，0 0 4 0 2 9 6 3 5 8 4 3

16 2 ，7 1 5 9 3 ，16 4 2 3 ，9 4 3 7 0 5 2 ，5 5 8 10 8 ，54 7 0 13 5 1 8 3 2 1

3 7 3 ，4 8 2 5 1，7 4 8 19 8 ，7 4 5 0 4 4 ，7 2 1 9 7 ，72 2 0 3 3 10 4 3 0 4 3

5 0 8 ，0 6 5 15 3 ，8 15 6 5 ，2 13 3 ，9 0 0 4 ，2 7 1 3 17 ，8 4 3 7 ，18 3 5 4 8 6 2 2 6 4

3 9 5 ，0 0 0 3 5 ，4 6 8 6 4 ，9 5 2 5 ，0 7 6 1 9 ，1 0 3 16 ，2 88 3 ，0 9 0 3 2 5 3 7 3 4 0

0 9 ，5 3 8 5 1 ，9 6 4 2 ，2 4 7 0 0 0 14 0 1 4 0 14

4 4 0 ．，7 3 7 2 6 5 ，2 0 1 8 4 ，0 5 2 0 1 1 ，1 1 1 18 0 ，．0 8 6 0 5 0 12 6 2 1 6 3

1 59 ，5 0 8 3 3 ，5 6 4 2 9 ，4 8 9 0 2 ，8 7 6 5 5 ，6 6 0 0 15 3 1 8 1 19

2 0 6 ，9 8 1 13 ，6 0 3 36 ，3 2 5 0 6 ，5 3 3 54 ，5 90 0 2 1 2 2 3 1 2 4

8 9 ，2 9 5 7 7 ，0 2 6 0 0 2 6 7 ，9 3 1 0 0 8 9 17 1 18

1 ，0 6 8 ，4 3 4 19 8 ，8 6 1 15 2 ，2 74 3 6 ，6 7 4 2 5 5 ，7 0 6 19 ，2 5 5 2 9 ，7 1 4 9 2 1 5 1 0 7 0 10 7

0 4 5 ，8 4 2 5 3 ，6 5 1 2 ，1 9 9 4 7 ，9 1 4 0 3 ，3 9 6 2 9 8 3 7 0 3 7

0 16 4 ，0 9 9 38 ，3 4 2 4 ，9 0 2 3 7 ，3 1 6 2 5 ，1 4 7 0 3 1 8 3 9 0 3 9

1 ，4 2 6 ，4 2 1 10 2 ，5 7 3 2 14 ，6 1 2 3 ，4 12 7 ，5 3 7 0 3 8 ，7 8 9 9 6 2 7 1 2 3 0 12 3

10 4 ，4 4 9 16 7 ，0 6 4 0 0 0 56 ，74 7 0 10 3 13 0 13

4 ，4 6 6 ，4 2 6 1 ，0 7 2 ，13 8 7 9 0 ，8 8 8 0 0 1 ，1 9 3 ，6 0 4 3 ，7 9 5 ，4 5 9 3 4 7 3 1 8 6 6 5 19 6 8 4

1 ，9 8 5 ，7 3 4 6 0 4 ，9 7 9 3 6 1 ，8 1 3 5 ，2 5 8 1 9 ，6 3 4 9 7 ，0 0 0 18 2 ，1 5 1 14 1 12 2 2 6 3 0 26 3
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公設試験研究機関経費（問2－1）

部 局 名 団 体名 試 験研 究 機 関名 所 管 部 局
設 立

時 期

再 編
時 期

平 成 7 年 度

決　 算　 額
（千 円）

う　 ち

国か らの
財 源 分

北海 道 水 産 醇 化 場 水 産 部 188800 19940 0 9 16，775 13 ，21 1

北海 道 林 業 試 験 場 林 務 部 195700 19640 0 860，196 9 ，105
北海 道 林 産 試 験 場 林 務 部 195000 19930 0 1，640，144 22，095

青森 県
青 森 県
農 産 物 加 工 指 導 センター 農 林 部 199000 212，651 36 ，555

青森 県 青森 県グリー ンバ イオセンター 農 林 部 199400 340，337 3 ，000
青森 県 青森 県農 業 試 験 場 農 林 部 190 100 1，073，213 26 1，743
青 森 県 青森 県畑 作 園芸 試 験 場 農 林 部 197200 518，577 11，336
青森 県 青森 県 りんご試 験場 農 林部 193 100 539，767 3，705
青森 県 青森 県 畜産 試 験 場 農 林 部 195600 1，299，876 15 ，22 1
青 森 県 青森 県農 業 研 究 推 進 センター 農 林 部 199400 281，081 18 ，800
青 森 県 青森 県林 業 試 験 場 農 林 部 196 100 197700 261，9 16 8 ，989

青 森 県 青 森 県水 産 試 験 場 水 産部 190000 805，496 50 ，725

青 森 県 青 森 県水 産増 殖 センター 水 産 部 196800 893，102 5 7，608

青 森 県 青 森 県 水 産 物加 工研 究 所 水 産 部 19 5600 、267 ，168 118 ，38 5

青 森 県 青森 県 内水 面水 産 試 験所 水 産部 198 100 134，798 4 ，792
青 森 県 魚 病 指 導総 合 センター 水 産部 198 100 30，376 1，8 17

岩 手 県
岩手県生物工学研究所
（（財）岩手生物工学研究センター） 農 政部 199300 57 1，686

岩 手 県 岩 手 県 立農 業試 験 場 農 政 部 190 100 196200 84 1，859 2 7，722
岩 手 県 岩 手 県蚕 業試 験 場 農 政 部 190 100 192200 160，520 6 15
岩 手 県 岩 手 県 園 芸試 験 場 農 政 部 190 100 196200 377，59 1 9 ，730
岩 手 県 岩 手 県 畜 産試 験 場 農 政部 189800 196200 825，072 76 ，158
岩 手 県 岩 手 県 林 業 技術 センター 林 業 水産 部 194700 199300 452，6 13 9 ，053
岩 手 県 岩 手 県 水 産 技術 センター 林 業水 産 部 19 1000 199400 1，034，238 111，72 1
岩 手 県 岩 手 県 内水 面水 産 技 術 センター 林 業 水産 部 195200 199400 137，909 68 ，942
宮 城 県 農 業 センター 農 政 部 190300 197300 1，234，059 18 ，606
宮 城 県 古 川 農 業試 験場 農 政 部 19 7300 307，144 78 ，354
官 城 県 園 芸試 験場 農 政部 197300 347，124 5 ，830
宮 城 県 畜 産 試 験場 農 政 部 197300 590，340 645
宮 城 県 蚕 業試 験 場 農 政 部 19 1700 197300 125，149 0
宮 城 県 水 産 研 究 開発 セ ンター 水 産 林業 部 189900 199300 456，2 13 54 ，2 11
宮 城 県 気 仙 沼 水 産試 験 場 水 産 林業 部 19 700．0 134，8 11 14 ，257
宮 城 県 内水 面 水 産試 験場 水 産 林業 部 198 100 14 1，839 16 ，173
宮 城 県 水 産加 工研 究所 水 産林 業 部 196400 98，456 24 ，24 1
宮 城 県 栽 培 漁 業セ ンター 水 産林 業 部 197600 354，948 70 ，629
宮 城 県 林 業試 験 場 水 産林 業 部 197000 198900 154，946 10 ，408
秋 田県 生 物 資源 総 合 開発 利 用 センター 農 政 部 199 100 511，602 4 ，204
秋 田県 農 業 試 験 場 農 政 部 189 100 199900 1，085，909 62 ，5 17
秋 田県 果 樹 試 験 場 農 政 部 192400 198300 422，289 10 ，155
秋 田県 水 産 振 興 センター 農 政 部 1985 10 831，505 78，246
秋 田県 畜 産 試 験場 農 政部 192、000 19600 0 800，185 863
秋 田県 秋 田県 総合 食 品研 究 所 農 政部 199503 1，149，609 36，632
秋 田県 林 業 技術 セ ンター 林 務 部 194800 19900 0 337，586 9 ，242
山形 県 農 業 試 験場 農 林水 産 部 2，941，010 20，656
山形 県 砂 丘 地農 業試 験 場 農 林水 産 部 164，532 2，200
山形 県 園 芸 試 験場 農 林水 産 部 398，445 23，660
山形 県 蚕 糸 総合 研 究センター 農 林 水 産 部 191304 199204 40 3，253 2，786
山形 県 畜 産試 験 場 農 林 水 産 部 190400 19520 0 1，0 72 ，551 34，703
山形 県 養 豚 試 験 場 農 林 水 産 部 193700 170 ，482 8，261
山形 県 水 産試 験 場 農 林 水 産 部 19 1900 19 240 0 306 ，819 32，734
山形 県 内水 面水 産 試 験 場 農 林 水 産 部 197900 109 ，272 13，151
山形 県 林 業試 験 場 農 林 水 産 部 195800 19730 0 2 78 ，6 12 3，271
福 島 県 農 業 試 験 場 農 林 水 産 部 196100 1，290 ，171 40 ，5 51
福 島 県 果 樹 試 験 場 農 林 水 産 部 198000 427 ，188 17，746
福 島 県 た ばこ試 験 場 農 林 水 産 部 192500 85，00 1 0
福 島 県 蚕 業 試 験 場 農 林 水 産 部 192200 322 ，795 1，180
福 島 県 畜産 試 験 場 農 林 水 産 部 190200 667 ，649 4 ，550
福 島 県 養 鶏 試 験 場 農 林 水 産 部 193600 22 1，452 1，883
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公設試験研究機関経費（間2－1）

人 件 費
維 持 調　 査

依　 頼

試　 験

検 査 費

指　 導 施 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 外 職　 員 合　 計

4 0 3 ，7 8 5 2 2 4 ，7 7 4 11 3 ，3 2 9 1 ，7 14

9 6 ，9 9 3

（事 業 経

費 含 む ） 0 7 6 ，18 0 4 8 7 5 5 0 5 5

6 1 2 ，2 0 5 8 1 ，2 3 6 1 14 ，7 2 7 0 4 ，9 5 4 4 7 ，0 7 4 0 ，5 8 3 3 9 1 3 9 4

1，0 8 8 ，9 7 0 1 7 6 ，3 8 1 9 8 ，7 2 9 2 ，1 2 3 5 ，9 7 1 5 3 ，7 3 0 2 14 ，2 4 0 9 1 7 1 1 6 2 3 16 5

1 1 9 ，9 5 3 2 2 ，8 1 4 1 5 ，7 17 3 8 0 1 0 ，8 6 6 4 2 ，9 2 1 0 8 6 1 4 1 15

1 7 4 ，0 4 3 9 4 ，5 8 7 5 5 ，2 3 5 6 ，0 7 7 0 0 10 ，3 9 5 1 6 7 2 3 16 3 9

6 3 0 ，3 9 2 1 0 2 ，0 7 5 7 9 ，0 2 1 1 2 ，3 7 9 2 0 ，5 4 2 10 8 ，14 8 12 0 ，6 5 6 4 4 30 7 4 6 1 13 5

34 8 ，3 5 9 8 3 ，0 9 1 5 2 ，3 2 8 6 ，0 0 3 0 17 ，9 3 5 10 ，8 6 1 2 2 2 0 4 2 、2 2 6 4

4 0 3 ，2 5 3 7 9 ，58 9 4 9 ，2 8 4 4 ，7 9 4 0 0 2 ，8 4 7 2 7 15 4 2 2 7 6 9

9 8 4 ，0 0 8 7 9 ，6 4 0 1 9 6 ，3 9 5 9 0 0 2 0 ，3 6 7 11 ，19 7 7 ，3 6 9 3 3 7 7 1 1 0 3 3 1 4 3

2 6 0 ，0 6 9 5 ，8 8 1 1 5 ，13 1 0 0 0 0 7 1 7 2 4 0 2 4

1 8 9 ，3 8 0 4 2 ，3 3 1 2 7 ，0 0 4 0 1，5 6 3 1 ，6 3 8 0 14 6 2 0 0 2 0

5 7 1 ，5 1 8 5 8 ，8 9 3 6 6 ，6 8 3 3 9 ，15 7 2 ，6 3 8 1 7 ，0 6 0 4 9 ，5 4 7 16 5 4 7 0 0 7 0

3 3 4 ，6 4 3 9 6 ，9 8 9 1 2 1 ，1 4 8 16 ，0 0 7 0 2 1 ，6 6 9 3 0 2 ，6 4 6 24 12 3 6 0 3 6

1 1 5 ，1 6 1 1 3 ，5 6 6 2 2 ，5 8 2 0 1 14 1 15 ，7 4 5 0 1 0 3 1 3 0 13

90 ，5 6 2 2 2 ，2 9 7 1 4 ，6 2 0 0 5 1 7 ，、2 6 8 0 1 1 2 1 3 0 13

2 0 ，0 9 9 7 ，32 1 0 0 2 ，9 5 6 0 0 1 2 3 0 3

2 7 ，8 5 6 16 7 ，6 4 6 3 7 6 ，1 8 4 0 0 0 0 2 3 5 2 7

5 4 6 ，7 6 0 5 6 ，9 1 2 1 2 0 ，5 2 3 0 1 5 ，3 0 0 9 7 ，0 7 5 5 ，2 8 9 5 9 1 5 7 4 5 8 13 2

14 1 ，0 2 2 1 5 ，0 2 6 4 ，4 7 2 0 0 0 0 10 5 1 5 8 2 3

2 7 1 ，4 5 3 5 3 ，0 9 5 5 3 ，0 4 3 0 0 0 0 2 7 6 3 3 32 6 5

4 5 6 ，4 3 5 12 6 ，0 8 0 1 1 7 ，1 6 7 0 9 9 3 12 4 ，3 9 7 0 2 8 3 5 6 3 4 7 1 10

2 6 0 ，1 6 6 8 1 ，4 6 3 5 7 ，4 0 8 2 ，5 9 6 4 8 ，4 8 7 5 5 0 1 ，9 4 3 2 7 5 3 2 6 3 8

5 34 ，3 1 8 16 5 ，5 1 5 2 0 4 ，2 3 5 0 0 3 6 ，3 3 0 9 3 ，8 4 0 4 0 2 8 6 8 10 7 8

6 7 ，5 4 3 3 7 ，1 1 8 1 4 ，8 6 1 5 9 5 1 1 ，2 7 0 3 ，4 5 0 3 ，0 7 2 6 2 8 0 8

8 0 0 ，9 0 9 18 5 ，7 1 1 1 5 1 ，0 4 9 5 ，2 5 7 2 ，0 6 3 1 7 ，0 7 3 7 1 ，9 9 7 6 5 4 1 1 0 6 2 1 0 8

1 9 2 ，0 3 9 2 6 ，1 3 2 6 6 ，5 6 6 15 ，3 6 7 0 7 ，0 4 0 0 1 1 1 5 2 6 0 2 6

2 4 7 ，6 1 8 5 5 ，6 7 9 3 1 ，7 6 1 4 ，4 0 6 0 7 ，6 6 0 0 2 3 8 3 1 1 3 2

4 2 2 ，6 6 2 10 7 ，7 4 7 1 2 ，9 9 5 0 0 4 6 ，9 3 6 0 2 3 3 0 5 3 3 5 6

9 3 ，5 9 3 19 ，9 4 3 5 ，7 9 9 18 6 2 ，6 3 0 2 ，9 9 8 0 10 9 1 9 1 2 0

2 6 2 ，5 6 4 7 5 ，4 9 6 9 5 ，8 7 4 6 ，9 6 8 4 ，0 7 7 1 ，0 0 1 10 ，2 3 3 14 2 1 3 5 1 3 6

8 3 ，7 1 1 1 0 ，3 5 1 3 6 ，3 5 7 2 ，2 0 8 0 2‾，1 8 4 0 9 3 1 2 1 13

74 ，4 2 1 1 7 ，4 4 4 1 9 ，4 4 2 9 ，13 3 0 6 ，0 0 0 15 ，3 9 9 8 2 1 0 0 10

4 5 ，8 0 9 10 ，2 14 1 5 ，9 3 7 0 0 2 4 ，7 0 0 1 ，7 9 6 6 0 6 0 6

86 ，8 8 7 3 8 ，0 2 1 7 9 ，6 1 8 0 0 6 ，5 0 0 14 3 ，9 2 2 10 2 1 2 0 12

1 0 7 ，5 3 0 6 ，4 5 7 3 4 ，0 0 0 2 ，2 3 0 5 3 2 4 ，1 9 7 0 14 10 2 4 3 2 7

2 56 ，6 7 1 2 16 ，17 0 2 3 ，3 3 5 1 5 ，4 2 6 15 16 3 1 3 1

8 4 3 ，9 0 3 7 0 ，2 4 4 1 3 5 ，3 6 6 36 ，3 9 2 3 6 ，3 9 2 5 7 4 3 1 00 1 、1 0 1

3 0 4 ，9 4 4 6 4 ，7 6 5 5 2 ，5 8 0 2 4 16 4 0 4 0

4 1 2 ，8 4 8 8 0 ，7 2 3 2 2 8 ，2 6 0 8 ，3 6 0 7 4 ，9 8 3 2 6 ，3 3 1 24 30 5 4 4 5 8

5 4 6 ，2 4 1 10 3 ，5 0 9 9 2 ，8 6 1 1 ，0 5 8 46 ，2 04 1 0 ，3 1 2 2 6 5 0 76 7 6

3 2 4 ，6 1 7 9 9 ，5 4 9 1 0 2 ，7 9 5 9 ，9 7 0 2 1 ，1 9 7 5 9 1 ，4 8 1 3 2 6 38 1 3 9

2 16 ，2 7 2 6 8 ，2 7 7 5 3 ，0 3 7 0 0 0 0 17 8 2 5 16 4 1

7 5 2 ，6 0 0 8 4 ，2 8 5 1 0 8 ，2 3 0 12 ，1 19 0 1 ，9 8 3 ，7 7、6 0 6 0 13 7 3 9 8 2

12 1 ，0 3 5 2 5 ，＿8 5 5 1 6 ，0 8 9 1，5 5 3 0 0 0 9 10 19 2 2 1

2 7 7 ，2 7 3 5 3 ，0 2 6 6 2 ，6 4 5 5 ，5 0 1 0 0 0 2 9 15 44 5 4 9

3 6 6 ，4 2 7 2 4 ，0 5 9 9 ，7 6 7 0 0 3 ，0 0 0 0 13 3 5 48 2 5 0

2 9 9 ，5 30 9 5 ，0 4 4 6 6 ，0 0 1 1 ，4 10 0 6 1 0 ，5 6 6 0 2 2 2 1 4 3 10 5 3

9 7 ，9 15 16 ，1 1 1 2 7 ，3 1 2 0 14 ，1 0 7 15 ，0 3 7 0 7 1 1 1、8 0 1 8

18 2 ，9 6 4 4 5 ，4 9 3 7 8 ，3 6 2 0 0 0 0 1 1 15 2 6 5 3 1

5 7 ，3 1 7 3 8 ，8 3 4 1 3 ，1 2 1 0 0 0 0 7 2 9 3 1 2

2 18 ，18 3 2 9 ，17 5 2 6 ，1 6 2 2 ，4 7 0 2 ，6 2 2 ．0 2 1 6 2 7 9 3 6

1 ，0 4 2 ，0 0 1 4 7 ，4 3 9 1 62 ，7 0 1 2 2 ，2 2 4 4 ，1 8 0 1 1 ，62 6 0 7 8 5 5 1 3 3 1 1 3 4

3 35 ，4 6 7 3 1 ，5 9 7 3 5 ，0 3 2 1 4 ，8 9 9 2 ，0 0 2 8 ，19 1 0 2 0 19 3 9 4 4 3

6 7 ，7 4 9 5 ，0 5 2 9 ，6 9 1 5 9 4 3 0 1 ，8 8 5 0 3 5 8 1 9

2 6 8 ，8 8 1 3 2 ，4 0 5 2 1 ，5 0 9 0 0 0 0 18 13 3 1 0 3 1

5 2 7 ，0 4 0 1 1 2 ，7 3 4 2 1 ，7 5 8 0

0

1 ，5 5 4 4 ，5 6 3 0

1　 3 ，0 7 7

2 8 3 9 6 7 10 7 7

12 0 ，6 4 2 4 4 ，6 3 8 4 3 ，6 4 0 1 ，1 0 7 8 ，34 8 8 8 16 0 16
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公設試験研究機関経費（間2－1）

部 局名 団体名 試験研究機 関名 所管部局
設立
時期

再編
時期

平成 7年度
決　 算　 額
（千 円）

う　 ち

国からの
財源分

福 島県 林業試験場 農林水産部 196900 309，739 5 ，530

福 島県 水産試験場 農林水産部 190200 696，165 10 ，803

福 島県 内水 面水産試験場 農林水産部 19・3300 195，668 5 ，465

福 島県 水産種苗研究所 農林水産部 198300 169，208 4 ，5 39
茨城 県 生物 工学研究所 農林水産部 199200 199200 191，809 32 ，5 43

茨城 県 園芸研究所 農林水産部 196000 199200 211，724 0
茨城 県 農業研究所 農林水産部 190000 199200 513，588 5 1，0 12
茨城 県 蚕業研究所 農林水産部 19 1900 199200 120，397 1，300
茨城 県 山間地帯特産指導所 農林水産部 195700 199200 91，585 28 5

茨城 県 鹿 島地帯特産指導所 農林水産部 193700 199200 100，469
茨城 県 畜産試験場 農 林水産部 190200 354，90 1 20 ，8 52
茨城 県 畜産試験場 山間地支場 農林水産部 195900 198900 211，857 0

茨城 県 養豚試験場 農林水産部 194200 197000 297，727 0
茨城 県 養鶏試験場 農林水産部 196500 179，659 0
茨城 県 林業試験場 農林水産部 195500 196400 193，5 14 6 ，8 79

茨城 県 水産試験場 農林水産部 190000 628，756 52 ，728

茨城県 内水 面水産試験場 農林水産部 196800 205，496 7 ，4 11

栃木 県 栃木 県林業センター 林務部 196304 197404 176，167 2 ，626
栃 木県 栃木 県農業試験場 農務部 189500 196900 1，356，804 132 ，943
栃木県 栃木 県水産試験場 農務部 193600 200000 226，505 1，542
栃木県 栃木 県蚕業センター 農務部 198700 307，187 0
栃木県 栃木 県畜産試験場 農務部 192600 196300 375，67 1 2 ，7 52
栃木県 栃木 県酪農試験場 農務部 195 100 196300 375，635 8 ，8 19
栃木 県 栃木 県家畜衛生研 究所 農務部 196400 88，483 4 ，423
群馬県 農業試験場 農 政部 866，898 45 ，737
群馬県 蚕業試験場 農 政部 314，525 3 ，785
群馬県 畜産試験場 農 政部 761，727 16 ，122
群馬県 園芸試験場 農政部 678，123 8 ，185
群馬県 水産試験場 農政部 307，409 11，379
群馬 県 林業試験場 林務部 196 100 208，130 4 ，4 56
埼 玉県 埼玉 県農業試験場 農林部 190004 585，183 12，206
埼 玉県 埼玉 県園芸試験場 農林部 1965 11 715，903 7 ，8も5
埼 玉県 埼玉 県花植木センター 農林部 197405 174，344 0
埼 玉県 埼 玉県蚕業試験場 農林部 19 1304 262，087 3 ，290
埼玉県 埼 玉県茶業試験場 農林部 192804 245，262 24 ，258
埼玉県 埼玉県畜産試験場 農林部 196 104 535，460 0
埼玉県 埼玉 県養鶏試験場 農林部 196304 208，195 1，332
埼玉県 埼 玉県林業試験場 農林部 195704 179，740 2 ，7 10
埼玉県 埼 玉県水産試験場 農林部 195 104 246，722 0
埼玉県 埼玉県秩父農林振興センター・（試験部）農林部 197804 80，233 700
千葉県 農業試験場 農林部 190800 196300 2，284，976 53 ，404
千葉県 暖地園芸試験場 農林部 193300 196600 581，63 1 1，000
千葉県 原種農場 農林部 195700 198400 657，622 0
千葉県 農業化学検査所 農林部 197300 198700 142，685 0
千葉県 病害虫防除所 農林部 195500 198700 237，776 0
千葉県 畜産センター 農林部 192700 196300 1，275，291 2 ，967
千葉県 嶺岡乳牛試験場 農林部 19 1100 196300 3、92，222 0
千葉県 家畜衛 生研究所 農林部 197300 230，549 5 ，850
千葉県 乳牛育成牧場 農林部 197200 319，061 0
千葉県 林業試験場 農 林部 196400 199000 291，901 5，739
千葉県 栽培漁業センター 水産部 198200 271，639 0
千葉県 東京 湾栽培漁業センター 水産部 199 100 252，943 0
千葉県 内水 面水産試験場 水産部 196500 197400 255，920 5，630
千葉県 水産試験場 水産部 189900 197400 1，393，178 18，327
神奈川県 農業総合研究所 農政部 189600 199500 2，255，964 23，970
神 奈川 県 畜産研究所 農 政部 192000 199 500 864 ，036 18ノ，067
神奈川 県 水産総合研究所 農政部 19 1200 199500 1，949 ，537 43，050
神 奈川 県 森林研究所 農政部 196800 199500 280 ，481 5，646
新潟県 農業試験場 農林水産部 189504 721，218 440
新潟県 高冷 地農業技術センター 農林水産部 197504 84 ，132 1，200
新潟県 佐渡農業技術センター 農林水産部 197504 108 ，283 0
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公設試験研究機関経費（間2－1）

人 件 費
維 持 調 査

依　 頼

試 験

検 査 費

指 導 施　 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 外 職　 員 合　 計

2 4 1 ，4 2 1 4 3 ，1 2 3 2 4 ，0 6 5 1 ，1 30 0 0 0 2 0 1 0 3 0 0 3 0

3 6 2 ，12 6 9 7 ，2 2 6 1 6 6 ，8 1 3 0 0 7 0 ，0 0 0 0 16 3 0 4 6 0 4 6

12 4 ，7 4 1 35 ，8 4 5 2 5 ，8 0 8 0 0 0 9 ，2 74 1 1 3 14 0 14

9 1 ，9 9 8 4 1 ，1 7 3 1 2 ，5 2 5 0 0 0 2 3 ，5 1 2 9 2 1 1 0 1 1

14 4 ，4 9 7 0 4 7 ，3 1 2 0 0 0 0 2 2 0 2 2 19 4 1

1 5 8 ，0 9 0 0 5 3 ，1 84 0 0 4 5 0 0 2 5 0 2 5 2 0 4 5

3 6 3 ，6 9 1 2 3 ，4 6 1 6 1 ，7 2 9 0 0 6 4 ，70 7 0 2 9 3 4 6 3 2 1 8 4

8 5 ，3 1 6 5 ，9 9 4 1 6 ，8 1 8 0 0 1 1 ，1 38 1 ，1 3 1 6 6 12 2 14

6 3 ，5 5 4 7 ，6 4 8 9 ，5 5 8 0 0 10 ，8 2 5 0 4 5 9 3 12

6 2 ，2 72 6 ，7 0 9 7 ，96 4 0 0 2 3 ，5 2 4 0 4 5 9 3 12

2 4 2 ，0 84 9 ，2 1 1 0 1 7 ，3 7 5 7 5 ，8 8 1 10 ，3 5 0 0 1 6 2 3 3 9 0 3 9

1 3 3 ，9 1 5 4 ，4 7 5 5 7 ，2 56 0 2 ，7 3 3 13 ，4 7 8 0 1 0 1 0 2 0 1 2 1

1 9 7 ，8 74 13 ，9 0 1 5 3 ，9 44 0 0 3 2 ，0 0 8 0 1 1 1 8 2 9 0 2 9

12 8 ，2 5 5 4 ，14 8 39 ，54 3 0 1 ，8 70 4 ，9 6 7 8 76 7 14 2 1 1 2 2

1 3 3 ，9 8 4 9 ，9 5 2 1 5 ，32 5 0 28 ，5 9 3 5 ，6 6 0 0 1 2 1 0 2 2， 1 2 3

3 72 ，24 5 4 5 ，15 6 1 3 9 ，0 52 0 1 6 ，7 5 3 5 5 ，5 5 0 0 1 9 3 2 5 1 0 5 1

1 3 7 ，0 72 5 ，13 9 3 0 ，9 16 0 1 9 ，5 4 5 12 ，8 2 4 0 1 2 6 18 0 18

1 12 ，8 9 1 3 6 ，3 8 8 15 ，3 9 6 0 7 ，2 14 4 ，2 7 8 0 1 1 6 1 7 0 17

9 7 3 ，79 1 13 7 ，9 2 3 78 ，78 9 1 6 ，6 6 3 16 ，59 1 13 3 ，0 4 7 0 8 0 5 2 1 3 2 5 3 18 5

14 0 ，8 0 3 3 7 ，0 8 1 26 ，57 9 1 ，18 3 18 ，0 3 8 0 2 ，82 1 1 4 4 1．8 3 2 1

24 4 ，34 5 3 3 ，7 5 6 2 6 ，0 6 8 0 0 3 ，0 18 0 1 1 2 3 3 4 0 3 4

2 3 5 ，4 4 8 2 6 ，4 10 6 2 ，10 1 0 6 7 0 4 1 ，2 6 8 9 ，7 74 1 7 2 0 3 7 0 3 7

2 4 7 ，7 6 1 2 2 ，8 3 0 5 8 ，30 0 0 5 54 3 9 ，9 9 5 6 ，19 5 1 8 2 9 4 7 0 4 7

6 2 ，0 9 9 7 ，3 8 6 8 ，20 0 0 0 10 ，3 9 1 4 0 7 7 1 8 0 8

6 14 ，0 2 9 6 1 ，5 2 8 18 0 ，59 8 0 0 10 ，7 4 3 0 5 5 1 9 7 4 1 8 9 2

2 39 ，2 29 3 8 ，9 0 0 2 5 ，9 3 3 0 0 10 ，4 6 3 0 1 9 1 0 2 9 3 3 2

50 1 ，36 5 4 8 ，2 2 8 18 7 ，52 7 0 0 2 4 ，6 0 7 0 3 1 3 1 6 2 1 7 7 9

4 8 0 ，79 6 4 5 ，0 2 0 7 3 ，33 0 0 0 7 8 ，9 7 7 0 4 1 1 2 5 3 18 7 1

2 0 1 ，4 52 17 ，18 5 7 3 ，1 18 0 0 15 ，6 5 4 0 1 4 9 2 3 2 2 5

1 6 3 ，79 2 18 ，6 9 7 1 7 ，74 8 2 ，6 2 0 0 5 ，2 7 3 0 1 4 5 1 9 1 3 3 2

4 8 8 ，5 3 9 3 1 ，2 9 1 39 ，9 5 9 1 ，7 1 0 4 ，9 8 9 17 ，3 3 4 1 ，3 6 1 3 1 2 9 6 0 0 6 0

4 12 ，4 8 1 4 0 ，9 6 9 8 1 ，29 1 3 ，5 2 1 2 ，8 50 8 ，0 4 3 16 6 ，74 8 3 2 2 8 6 0 0 6 0

14 0 ，0 4 6 7 ，4 4 4 1 5 ，2 70 1 ，2 5 0 0 4 ，7 0 0 5 ，6 34 1 5 3 1 8 0 18

2 1 6 ，7 1 5 2 1 ，6 2 4 1 8 ，79 6 0 0 5 12 4 ，44 0 1 5 1 3 2 8 0 2 8

18 7 ，2 6 3 18 ，0 3 8 1 3 ，8 6 6 9 ，18 4 0 16 ，9 1 1 0 1 9 10 2 9 0 2 9

3 1 7 ，2 59 4 5 ，3 7 5 5 3 ，54 6 0 0 1 19 ，2 8 0 0 2 0 2 5 4 5 0 4 5

1 6 8 ，74 2 13 ，1 10 26 ，34 3 0 0 0 0 1 2 1 2 2 4 0 2 4

1 4 0 ，4 7 0 13 ，2 8 3 2 1 ，4 5 8 0 1 ，9 4 7 2 ，5 8 2 0 1 0 1 1 2 1 0 2 1

18 6 ，3 16 2 8 ，0 6 2 18 ，55 7 0 1 ，6 8 7 3 ，10 0 9 ，0 00 1 3 1 3 2 6 0 2 6

69 ，7 26 4 ，5 4 7 3 ，6 32 0 0 2 ，3 2 8 0 6 5 1 1 4 15

1 ，5 9 5 ，4 5 7 14 7 ，8 3 2 2 0 2 ，2 3 3 0 0 33 9 ，4 5 4 0 9 2 1 1 6 2 0 8 6 2 14

4 7 1 ，7 7 2 5 3 ，9 4 1 1 1 ，9 1 8 0 0 4 4 ，0 0 0 0 2 0 4 1 6 1 1 6 2

5 1 2 ，5 1 9 1 16 ，1 72 0 0 0 2 8 ，9 3 1 0 、2 0 4 8 6 8 0 6 8

1 1 7 ，3 3 8 2 5 ，3 4 7 0 0 0 0 0 1 1 2 1 3 0 13

2 0 8 ，3 4 6 2 3 ，1 1 1 6 ，3 1 9 0 0 0 0 4 2 0 2 4 0 2 4

9 3 2 ，9 4 5 12 1 ，1 1 1 1 1 8 ，0 5 0 5 ，9 3 5 0 9 7 ，2 5 0 ′　0 4 7 6 1 1 0 8 5 1 13

2 9 2 ，0 0 4 3 3 ，5 8 7 5 2 ，1 8 8 1 ，4 4 3 0 13 ，0 0 0 0 12 2 4 3 6 2 3 8

1 9 3 ，1 2 8 2 0 ，4 6 1 5 ，2 6 0 0 0 1 1 ，7 0 0 0 1 4 5 19 0 19

2 2 6 ，5 0 4 8 4 ，1 8 8 4 ，8 3 0 0 0 3 ，5 3 9 0 10 1 5 2 5 1 2 6

2 2 9 ，6 5 8 26 ，3 0 5 18 ，0 7 6 7 ，7 19 6 4 0 7 ，50 0 2 ，0 0 3 13 1 2 2 5 1 2 6

7 6 ，9 8 8 9 7 ，0 4 9 8 3 ，2 9 5 0 0 9 ，6 6 7 4 ，6 4 0 5 3 8 0 8

7 7 ，5 1 7 7 2 ，3 0 9 8 0 ，8 5 5 0 0 18 ，0 0 7 4 ，2 5 5 6 3 9 0 9

12 0 ，2 4 7 7 2 ，5 5 6 2 6 ，18 7 0 1，5 3 1 1 7 ，8 9 9 17 ，5 0 0 8 5 13 0 13

9 0 7 ，4 6 8 2 6 9 ，4 3 4 5 7 ，10 5 15 ，3 7 6 3 3 ，3 0 0 1 10 ，4 9 5 4 1 6 3 10 4 9 1 1 3

1 ，3 7 3 ，17 8 2 4 4 ，4 3 8 1 12 ，2 2 4 84 0 8 1 ，5 2 9 4 4 3 ，7 5 5 0 8 0 8 1 16 1 3 6 19 7

4 9 0 ，7 7 1 2 7 ，7 8 0 8 1，2 3 9 0 1，2 0 0 2 6 3 ，0 4 6 0 2 3 3 4 5 7 14 7 1

9 7 5 ，3 4 8 1 0 4 ，1 5 4 16 0 ，7 0 7 2 4 ，6 16 10 ，5 3 5 6 3 2 ，3 6 2 4 1 ，8 15 5 9 5 2′ 1 1 1 16 1 2 7

19 7 ，5 5 0 1 8 ，5 2 8 4 3 ，7 3 2 0 2 0 ，6 7 1 0 0 9 12 2 1 2 2 3

6 15 ，4 8 6 6 5 ，7 6 0 2 2 ，2 8 3 0

0

0

0

0

0

17 ，6 8 9 0

0

0

5 1

5

6

3 0

1

6

8 1 2 4

3

6

1 0 5

70 ，3 8 2

7 6 ，8 3 2

5 ，7 6 5

7 ，4 4 5

5 ，2 3 1

9 ，5 3 0

2 ，7 5 4

14 ，4 7 6

6

1 2

9

1 8
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公設試験研究機関経費（問2－1）

部 局名 団 体名 試 験研 究機 関名 所 管 部 局
設 立
時期

再 編
時 期

平 成 7 年 度
決　 算　 額

（千 円）

う　 ち
国か らの
財 源 分

新 潟 県 食 品研 究所 農 林 水 産 部 194105 207，105 13，9 19
新 潟 県 園 芸試 験場 農 林 水 産 部 195904 498，932 92，850
新 潟 県 中 山間 地農 業 技 術 センター 農 林 水 産 部 199404 230，535 52，000

新 潟 県 畜 産試 験場 農 林 水 産 部 191508 198504 470，95 1 40，599

新 潟 県 林 業試 験場 農 林 水 産 部 195204 239 ，23 1 4，254

新 潟 県 水 産試 験場 農 林 水 産 部 189904 3，406，477 642 ，19 1

新 潟 県 栽 培 漁 業セ ンター 農 林 水 産 部 197604 322 ，389 11，745

新 潟 県 内水 面 水 産試 験 場 農 林 水 産 部 196508 380 ，059 22 ，003

富 山県 富 山県 食 品研 究所 農 林 水 産 部 198300 199103 264 ，480 29 ，688

富 山県 冨 山県 林 業 技術 セ ンター 農 林 水 産 部 193504 198704 623 ，07 1 1107 ，110
富 山 県 富 山県 農 業 技術 セ ンター 農 林 水 産 部 188904 198604 1，102 ，890 107 ，743
富 山 県 富 山県 畜 産試 験場 農 林 水 産 部 192000 199700 442 ，744 4 ，542
富 山 県 水 産試 験 場 農 業 水 産 部 194 104 480 ，18 7 43 ，504
石 川 県 石川 県 農 業 総合 試 験 場 農 林 水 産 部 ′ 190200 199500 842 ，48 7 49 ，45 1
石川 県 石川 県 砂 丘 地試 験 場 農 林 水 産 部 192300 199500 225 ，522 2 ，2 30
石川 県 石 川 県 畜 産試 験場 農 林 水 産 部 196500 464 ，099 3 ，4 58
石川 県 石川 県 肉牛 生 産 指 導 場 農 林 水 産 部 194300 2 18 ，150
石川 県 石 川 県 林 業試 験 場 農 林 水 産 部 196200 199600 2 13 ，124 3 プ808
石川 県 石川 県水 産 総 合 センター 農 林 水 産 部 199400 1，45 1，36 1 39 ，602
福 井 県 農 業試 険 場 農 林 水 産 部 190000 90 1，6 36 159 ，935

福 井 県 園 芸試 験 場 農 林 水 産 部 193800 245 ，009 19 ，47 1
福 井 県 水 産試 験 場 農 林 水 産 部 192000 409 ，9 13 38 ，310
福 井 県 総 合グリー ンセ ンター 農 林 水 産 部 198000 473 ，495 10 ，328
福 井 県 栽培 漁 業 センター 農 林 水 産 部 197500 240 ，509 7 ，8 16
福 井 県 畜 産試 験 場 農 林 水 産 部 196300 198 100 329 ，725 5 ，970
山梨 県 水 産技 術 センター 農 務 部 197200 162 ，008 1，458
山梨 県 総 合農 業 試 験 場 農 務 部 189900 198400 423 ，082 12 ，560
山梨 県 果樹 試 験 場 農 務 部 193700 196600 1，3 18 ，303 29 ，060
山梨 県 蚕 業試 験 場 農 務 部 19 1700 196800 130 ，360 1，9 15
山梨 県 畜 産試 験 場 農 務 部 193600 197900 180 ，043 0
山梨 県 酪 農試 験 場 農 務 部 193600 195 100 903 ，607 33 ，686
山梨 県 森 林 総合 研 究 所 祢 務 部 193500 199300 490 ，038 4 ，987
長 野 県 農 業総 合 試 験 場 農 政 部 197600 397 ，089 47 ，5 19
長 野 県 農 事試 験 場 ． 農 政 部 189700 259 ，208 6 1，489
長 野 県 果 樹試 験 場 農 政 部 195900 225 ，160 11，125
長 野 県 野 菜 花き試 験 場 農 政 部 197600 4 12 ，254 7，950
長 野 県 畜 産試 験 場 農 政 部 196400 682，886 65，836
長 野 県 中信 農業 試 験 場 農 政 部 193700 296，770 140，530
長 野 県 南 信農 業試 験 場 農 政 部 192600 200，15 1 2，116
長 野 県 営 農技 術 センター 農 政 部 199200 1 14 ，57 1 0
長 野 県 林 業 総合 センター 林 務 部 198800 280，056 4，423
長 野 県 水 産試 験場 農 政 部 192900 367，599 25，059
長 野 県 蚕 業セ ンター 農 政 部 3 10，359 0
岐 阜 県 農 業 総合 研 究 センター 農 政 部 190 100 198600 596，36 6 19，295
岐 阜 県 高 冷 地農 業 試 験 場 農 政 部 192300 196600 156，182 0
岐 阜 県 中 山間 地農 業 試 験 場 農 政 部 197400 116，334 250
岐 阜 県 蚕 糸研 究所 農 政 部 19 1200 298，083 2，374
岐 阜 県 畜 産試 験 場 農 政 部 1‾96300 339，162 1，907
岐 阜 県 肉 用牛 試 験 場 農 政 部 193 100 193700 371，696 8，493
岐 阜 県 養 鶏試 験 場 農 政 部 192000 203，605 2，908
岐 阜 県 水 産試 験 場 農 政 部 195200 169，100 8，4 80
岐阜 県 林 業セ ンター 林 政 部 195400 104 ，494 4，291
岐 阜 県 寒 冷地 林 業試 験場 林 政 部 197000 87，512 2 ，48 1
静 岡 県 林 業技 術 センター 林 業 ・水 産 部 195700 198800 339 ，669 4 ，78 1
静 岡 県 水 産試 験 場 林 業 ・水 産 部 190300 1，168 ，136 8 1，106
静 岡 県 栽培 漁 業 センター 林 業 ・水 産 部 197800 2 56 ，2 31 6 ，72 1
静 岡 県 農 業 試 験 場 農 政 部 19000 5 1，752 ，531 52 ，104
静 岡 県 茶 業 試 験 場 農 政 部 191104 823 ，2 15 3 ，194
静 岡 県 柑 橘 試 験 場 農 政 部 194004 483 ，604 7 ，756
静 岡 県 畜産 試 験 場 農 政 部 192900 199 100 543 ，886 585
静 岡 県 中小 家 畜試 験 場 農 政 部 192900 198700 406 ，114 9 ，7 14
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公設試験研究機関経費（問2－1）

人 件 費
維　 持 調　 査

依　 頼

試 験

桧 査 曹

指 導 施　 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 外 職　 員 合　 計

1 5 1 ，74 7 16 ，2 6 7 9 ，6 24 0 13 ，6 2 6 15 ，8 4 1 0 16 2 18 2 2 0

2 6 4 ，4 6 7 6 6 ，3 0 4 5 0 ，3 8 4 0 0 1 17 ，7 7 7 0 2 4 13 3 7 0 3 7

1 1 7 ，9 2 3 14 ，4 2 8 1 1 ，0 06 0 0 8 7 ，17 8 0 6 8 14 1 15

33 5 ，7 12 2 7 ，5 13 5 3 ，0 3 5 0 0 5 4 ，6 9 1 0 2 1 2 1 4 2 1 3 5 5

10 5 ，9 8 3 3 1 ，14 9 1 1 ，5 29 0 8 ，0 4 5 7 5 ，7 0 8 6 ，8 1 7 9 6 1 5 1 16

3 3 1 ，0 6 2 2 4 ，2 3 7 7 1 ，99 1 0 6 ，4 13 1 ，7 2 9 ，6 7 2 1 ，2 4 3 ，1 0 2 14 2 5 3 9 4 4 3

17 9 ，2 9 2 5 5 ，5 5 8 56 ，16 4 0 0 2 ，3 5 4 2 9 ，0 2 1 9 10 1 9 1 1 3 0

2 17 ，9 7 8 4 0 ，4 2 1 4 7 ，0 1 1 0 8 ，4 5 1 2 6 ，0 13 4 0 ，1 8 5 13 10 2 3 12 3 5

13 7 ，5 3 5 5 9 ，4 7 7 2 3 ，86 0 1 ，4 68 1，0 4 0 4 1 ，1 0 0 0 1 8 2 2 0 0 2 0

3 0 4 ，8 19 4 0 ，5 4 9 4 1 ，55 9 0 2 ，7 0 9 2 3 1 ，9 8 4 1 ，4 5 1 2 8 6 3 4 0 3 4

7 3 4 ，6 3 0 5 7 ，5 3 6 2 4 4 ，8 2 6 2 ，3 5 7 0 6 3 ，5 4 1 0 5 6 3 3 8 9 6 2 1 5 1

2 5 1 ，5 4 8 2 2 ，6 9 2 4 1 ，5 72 0 3 7 ，3 8 2 8 9 ，5 5 0 0 2 2 1 5 3 7 0 3 7

2 8 0 ，4 10 7 3 ，0 8 5 1 13 ，8 8 3 0 0 1 1 ，8 6 0 9 4 9 1 2 2 4 3 6 1 3 7

5 4 2 ，9 7 4 1 1 1，6 0 8 14 4 ，57 1 66 6 1 4 0 3 9 ，7 4 0 2 ，7 8 8 3 8 2 6 6 4 9 7 3

14 9 ，8 6 9 12 ，8 3 5 3 1 ，8 18 0 0 3 1 ，0 0 0 0 9 9 1 8 1 1 9

3 9 0 ，3 6 7 4 0 ，5 3 3 2 0 ，9 8 1 58 5 0 7 ，6 3 3 4 ，0 0 0 1 8 1 1 2 9 4 3 3

17 9 ，6 6 5 2 2 ，4 0 4 7 ，15 6 0 0 3 ，4 6 1 5 ，4 6 4 9 5 1 4 1 1 5

16 9 ，2 9 5 1 1 ，8 8 8 16 ，2 5 1 0 0 1 5 ，6 9 0 0 1 4 5 1 9 3 2 2

6 18 ，6 5 6 1 1 1 ，6 3 3 18 4 ，4 9 6 0 4 ，8 9 5 8 ，5 4 6 5 2 3 ，13 5 3 1 6 3 9 4 0 9 4

6 0 0 ，9 4 0 5 8 ，6 0 6 2 0 6 ，0 3 6 3 15 0 2 9 ，5 3 9 6 ，2 0 0 5 8 2 2 8 0 0 8 0

17 5 ，8 5 1 1 4 ，3 0 9 4 5 ，2 6 8 0 0 7 ，4 5 0 2 ，13 1 1 3 13 2 6 1 2 7

2 7 8 ，16 3 1 8 ，5 4 7 7 4 ，3 7 7 0 0 6 ，4 3 5 3 2 ，3 9 1 1 7 2 1 38 0 38

2 7 3 ，6 6 9 1 5 1 ，9 4 6 2 3 ，4 3 6 5 ，0 5 4 1 2 ，4 8 1 6 ，9 0 9 0 1 1 13 2 4 10 34

12 2 ，4 2 5 5 5 ，4 1 2 2 0 ，3 9 4 0 0 4 2 ，2 7 8 0 9 5 14 4 18

2 2 3 ，3 6 4 3 0 ，7 2 6 3 6 ，4 4 2 0 0 2 7 ，0 7 9 12 ，1 14 1 9 8 2 7 1 2 8

9 4 ，0 17 6 0 ，9 1 3 2 ，0 4 0 0 2 ，2 28 2 ，8 1 0 0 9 3 12 1 13

3 1 6 ，9 0 3 5 5 ，9 1 4 4 1，3 8 7 8 ，8 －7 8 0 0 0 2 9 1 1 4 0 2 6 6 6

2 1 4 ，3 4 5 1 2 ，0 0 1 4 1，4 5 6 5 ，6 5 4 0 1 ，0 4 4 ，84 7 0 1 9 10 2 9 1 0 3 9

1 0 2 ，5 4 9 2 1 ，8 2 6 5 ，3 7 0 6 15 0 0 0 8 3 1 1 4 15

1 4 2 ，8 1 9 1 5 ，7 1 8 2 1，5 0 6 0 0 0 0 8 10 18 6 2 4

1 5 8 ，3 2 2 16 ，7 3 0 8 1，2 5 7 15 ，2 2 5 0 6 3 2 ，0 7 3 0 10 1 1 2 1 1 1 3 2

2 2 6 ，5 6 8 2 4 ，3 0 2 3 0 ，0 6 0 0 4 ，0 6 1 0 2 0 5 ，0 4 7 14 15 2 9 1 5 4 4

3 0 2 ，1 2 3 52 ，1 2 3 19 ，8 9 8 0 13 ，32 8 4 ，5 0 9 5 ，1 0 8 2 2 19 4 1 0 4 1

2 0 3 ，7 3 6 0 2 4 ，10 1 0 6 ，1 13 2 5 ，2 58 0 2 2 6 2 8 0 2 8

1 7 6 ，6 4 0 0 2 8 ，18 7 0 8 ，5 6 0 1 1 ，7 73 0 2 0 5 2 5 0 2 5

2 5 5 ，3 4 1 2 2 ，4 5 6 3 0 ，4 9 5 0 2 ，13 5 10 1 ，2 19 6 0 8 2 7 8 3 5 0 3 5

4 6 6 ，3 8 7 4 ，6 8 1 1 0 8 ，8 3 2 0 5 4 ，2 7 3 4 4 ，4 5 9 4 ，2 5 4 2 9 3 6 6 5 0 6 5

1 8 5 ，4 6 7 7 ，7 38 4 7 ，9 6 0 0 3 ，0 4 9 5 1 ，7 8 5 7 7 1 19 8 2 7 0 2 7

1 66 ，1 2 3 15 ，4 0 9 1 5 ，9 4 5 0 1 ，3 3 5 1 ，3 3 9 0 17 8 2 5 0 2 5

1 0 5 ，1 14 2 ，0 6 2 5 ，4 6 0 0 し9 3 5 0 0 5 1 0 15 0 1 5

2 10 ，6 7 5 16 ，7 8 2 1 0 ，9 5 8 0 2 ，6 0 2 3 9 ，0 3 9 0 16 1 0 2 6 2 2 8

26 1 ，4 68 3 0 ，7 6 6 6 0 ，4 7 9 0 8 19 12 ，6 5 2 1 ，4 1 5 2 1 1 4 3 5 4 3 9

2 6 3 ，86 5 3 0 ，6 74 9 ，7 4 6 1 ，2 1 0 3 5 0 4 ，5 14 0 15 2 3 3 8 9 4 7

4 0 0 ，59 5 5 8 ，0 6 7 5 6 ，5 0 1 5 0 0 1，3 6 3 7 7 ，3 6 4 1 ，9 7 6 3 8 1 9 5 7 0 5 7

1 7 ，1 3 3 2 3 ，4 2 5 1 1 ，0 04 0 0 4 ，6 2 0 0 1 1 6 1 7 0 1 7

7 3 ，38 9 2 2 ，2 2 7 1 0 ，8 89 0 1，0 0 8 8 ，4 4 1 3 8 0 9 5 1 4 0 14

2 3 5 ，2 54 2 5 ，2 0 2 8 ，4 8 5 1 8 ，9 9 9 4 ，9 4 1 3 ，3 3 9 1 ，8 6 3 8 2 5 3 3 1 34

19 5 ，76 1 2 7 ，2 9 1 3 5 ，08 0 0 9 2 4 6 9 ，2 16 0 17 1 4 3 1 0 3 1

18 0 ，19 8 17 ，9 18 10 9 ，0 5 1 0 1．4 8 6 4 ，3 8 1 0 12 1 3 2 5 5 30

12 2 ，6 2 2 2 8 ，17 6 36 ，90 7 0 0 1 5 ，9 0 0 0 8 19 1 7 8 2 5

13 1 ，4 1 1 10 ，2 4 0 2 1 ，56 6 0 5 ，1 6 9 7 14 0 15 3 18 1 19

4 ，0 2 5 7 2 ，4 0 5 16 ，86 4 2 ，7 00 0 5 ，0 0 0 3 ，50 0 15 18 3 3 0 3 3

7 0 ，8 33 6 ，2 2 3 5 ，6 5 8 0 1 ，5 2 9 3 ，2 6 9 0 6 3 9 0 9

2 3 6 ，19 5 5 5 ，8 2 6 3 2 ，4 0 3 0 8 ，0 9 1 5 ，7 3 3 1 ，4 2 1 1 7 10 2 7 0 2 7 ′

6 7 5 ，5 0 2 2 2 1，5 7 6 8 5 ，8 1 1 0 2 ，8 0 8 1 2 6 ，2 4 7 5 6 ，19 2 4 2 4 8 9 0 6 9 6

13 0 ，6 8 2 3 7 ，0 4 3 4 7 ，36 4 0 3 8 8 1 5 ，9 1 0 2 4 ，8 4 4 1 0 6 16 3 19

9 0 8 ，6 4 8 9 2 ，7 18 9 7 ，8 5 3 9 ，9 16 6 ，5 1 4 6 0 8 ，6 8 2 2 8 ，2 0 0 6 7 4 6 1 13 9 12 2

2 8 1 ，9 3 7 3 7 ，4 3 2 4 0 ，14 9 3 30 1 ，7 2 2 4 5 4 ，2 0 0 7 ，4 4 5 2 3 13 3 6 1 3 7

3 5 2 ，8 8 9 2 2 ，3 5 9 4 0 ，0 5 7 5 70 1 ，2 8 2 5 4 ，8 7 7 1 1 ，5 7 0 2 7 16 4 3 6 4 9

3 7 3 ，5 5 3 6 4 ，3 3 5 7 4 ，8 16 58 5 7 ，7 9 5 1 6 ，4 0 1 6 ，4 0 1 2 1 2 8 4 9 3

2

5 2

2 5 0 ，6 9 9 4 9 ，7 3 4 5 8 ，6 5 5 1 1 ，1 14 6 ，3 3 0 1 8 ，4 6 2 1 1 ，12 0 1 6 16 3 2 3 4
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公設試験研究機関経費（問2－1）

部局名 団体名 試験研究機関名 所管部局
設 立
時期

再編
時期

平成 7年度

決 算　 額
（千円）

う　 ち

国からの
財漉分

静岡県 家畜衛生研 究所 農政部 19620 0 40 ，0 11 1，0 24

愛知県 愛知県農業総合試験場 農業水産部 19660 0 1‾99400 3 ，888 ，32 1 3 71，2 80
愛知県　 ノ愛知県水産試験場 農業水産部 18940 0 199404 685 ，823 48，115
愛知県 愛知県林業センター 農 地林務部 19490 0 198600 9 12 ，477 73，126
三重県 農業技術センター 農林水産部 18 7700 197000 1，76 1，852 24，292
三重県 林業技術センター 農林水産部 196 30 0 197400 332 ，748 24，876
三重県 水産技術センター 農林水産部 18990 0 198400 682 ，126 46，159
滋賀県 滋賀県農業試験場 農林水産部 189504 563 ，52 5 16，365
滋賀県 滋賀県茶業指導所 農林水産部 19590 0 92 ，084 1，020
滋賀県 滋賀県水産試験場 農林水産部 190000 268 ，72 7 9，6 29
滋賀県 滋賀県醒井養鱒場 農林水産部 18780 0 175 ，42 1 1，578
滋賀県 滋賀県畜産技術振 興センター 農林水産部 19320 4 198504 57 1，6 14 5，0 83
滋賀県 滋賀県森林センター 農林水産部 197300 175 ，6 19 25，971
京都府 農業総合研究所 農 産流通課 446 ，262 20，596

京都府 山城園芸研究所 農産流通課 174 ，885 0
京都府 丹後農業研 究所 農産流通課 177 ，098 1，402
京都府＝ 茶業研究所 農 産流通課 178 ，848 3，4 44

京都府 畜産研究所 農林水産部 198000 385 ，332 8，745
京都府 碇高原総合牧場 農林水産部 1979 00 378 ，2 15 8，747
京都府 海洋センター 農林水産部 19 760 5 678 ，437 52，4 59
京都府 林業試験場 農林水産部 196800 205 ，745 11，4 11
大阪府 大阪府立農林技術センター 農林水産部 19630 0 1，24 1，348 40，6 34
大阪府 大阪府立水産試験場 農林水産部 19 38 10 256 ，297 21，586
大阪府 大阪府淡水魚試験場 農林水産部 195504 196704 109 ，940 9 00
兵庫県 県立 中央農業技術センター 農林水産部 19870 4 1，608 ，92 1 31，189
兵庫県 県立北部農業技術センター 農林水産部 199 30 4 768 ，987 8，2 71
兵庫県 県立淡路農業技術センター 農林水産部 198 10 4 44 1，792 700
兵庫 県 県立森林 ・林業技術センター 農林水産部 19 3404 5 15 ，289 2，777
兵庫県 但馬水産事務所試験研究室 農林水産部 19800 4 236 ，752 8，9 48
兵庫県 水産試験場 農林水産部 19240 0 573 ，128 58，16．4
奈 艮県 農業試験場 農林部 19 230 0 1，173 ，124 27，352
奈 艮県 畜産試験場 農林部 196 700 364 ，43 1 4 ，8 15
奈 艮県 林業試験場 農林部 19630 4 1973 11 640 ，848 12，4 57
和歌 山県 農業試験場 農林水産部 19090 0 394 ，922 15，6 71
和歌 山県 果樹園芸試験場 農林水産部 191400 343 ，659 28，164
和歌 山県 暖地 園芸センター 農林水産部 199 20 0 228 ，909 20，8 23
和歌 山県 畜産試験場 農林水産部 19 3700 196800 266 ，023 2，2 66
和歌 山県 養鶏試験場 農林水産部 194700 197700 168，896 0
和歌 山県 林業センター 農林水産部 19360 0 197400 283 ，396 7，4 13
和歌 山県 山村産業試 験場 農林水産部 19 7400 122，70 1 0
和歌 山県 水産試験場 農林水産部 190200 196700 638 ，490 24，204
和歌 山県 水産増殖試験場 農林水産部 19680 0 15 1，5 18 2，102
和 歌山県 内水 面漁業センター 農林水産部 197300 16 1，396 5，9 68
和 歌山県 栽培漁業センター 農林 水産部 1979・0 0 142 ，586 0
鳥 取県 農業試験場 農林水産部 19020 0 335 ，8 14 10 ，129
鳥取 県 園芸試験場 農林水産部 19020 0 198900 622，609 12 ，5 52
鳥 取県 畜産試験場 農林水産部 19030 0 198600 498 ，6 16 5，139
鳥取県 中小家畜試験場 農林水産部 196 20 0 274，278 0
鳥取県 林業試験場 農林水産部 19550 0 203，535 18 ，3 34
鳥取 県 水産試験場 農林水産部 19000 0 198900 284，765 28 ，9 57
島根県 農業試験場 農林水産部 19 7400 1，022，674 4 1，386
島根県 畜産試験場 農 林水産部 19 640 0 199200 258 ，950 5，2 38
島根 県 林業技術センター 農林水産部 19 3700 197 100 223，947 11，988
島根 県 水産試験場 農林水産部 190 100 193500 569，794 36 ，399
島根 県 家畜衛生研究所 農林水産部 196 30 8 69，660 1，648
島根 県 しまねの昧開発指導センター 農林水産部 199 100 79，045 2 ，038
岡山県 岡山県立農業試験場 農林部 19680 4 1，011，455 4 1，7 10
岡山県 岡山県総合畜産センター 農林部 195604 198905 1，000，382 4 ，900
岡山県 岡山県林業試験場 農林部 195204 210，514 1，873
岡山県 岡山県木材加工技術センター 農林部 198804 80，342 695
岡山県 岡山県水産試験場 農林部 190204 197804 410，978 30 ，076
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公設試験研究機関経費（問2胃1）

人 件 費
維 持 調　 査

依 頼

試 験

検 査 費

指 導 施 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 外 職　 員 合 計

3 0 ，3 5 2 4 ，0 6 8 3 ，0 7 4 0 4 0 0 1 ，3 8 2 7 3 5 5 0 5 1 6

2 ，2 9 5 ，2 6 7 3 5 6 ，2 9 4 3 2 8 ，5 3 8 0 3 2 ，14 0 8 7 6 ，0 8 2 0 1 78 9 7 2 75 0 2 7 5

4 8 0 ，0 7 7 7 3 ，7 3 5 1 15 ，3 2 5 0 0 0 16 ，6 8 6 5 7 8 6 5 3 6 8

2 2 5 ，8 8 4 3 2 ，0 8 9 3 2 ，9 2 8 0 7 ，5 3 6 6 1 4 ，0 4 0 0 1 1 19 3 0 1 3 1

1 ，4 0 1 ，2 5 7 8 8 ，2 5 2 15 4 ，8 2 3 2 6 ，0 34 9 ，5 10 4 8 ，5 0 1 3 3 ，4 7 5 ノ79 8 7 16 6 0 16 6

1 8 4 ，8 0 8 1 0 ，4 0 0 14 ，4 119 70 0 2 2 ，0 4 9 10 0 ，3 72 0 9 12 2 1 0 2 1

4 7 2 ，6 2 3 4 9 ，0 6 2 10 5 ，4 9 9 6 ，5 50 8 13 2 4 ，73 6 2 2 ，8 4 3 2 8 3 0 5 8 2 60

3 3 3 ，5 7 0 9 0 ，1 1 6 8 0 ，4 0 6 5 ，8 2 5 0 2 7 ，1 33 2 6 ，4 7 5 5 4 3 1 8 5 3 88

6 9 ，0 17 9 ，6 4 6 13 ，15 2 2 6 9 0 0 0 6 3 9 0 9

17 9 ，8 8 3 4 9 ，4 4 4 3 2 ，2 2 7 1 33 2 9 0 4 ，36 0 2 ，3 9 0 2 0 2 2 2 5 2 7

9 2 ，8 5 1 5 9 ，5 6 6 5 ，2 4 2 0 9 3 2 3 ，39 5 13 ，4 3 5 5 4 9 1 10

3 6 2 ，5 1 7 14 2 ，9 5 7 6 3 ，8 8 1 0 2 ，2 5 9 0 0 16 3 2 4 8 2 5 0

1 0 6 ，0 4 5 19 ，80 7 2 3 ，8 9 8 0 5 7 6 2 3 ，2 9 3 2 ，0 0 0 1 1 2 13 0 13

3 9 0 ，5 0 9 1 7 ，7 4 1 2 6 ，0 0 5 4 ，2 0 3 6 0 3 7 ，2 0 1 0 3 4 1 5 4 9 0 4 9

1 3 6 ，6 7 2 2 5 ，3 2 2 2 ，6 4 7 3 ，7 6 4 3 ，2 6 5 3 ，2 15 0 10 8 18 0 18

1 3 1 ，1 9 4 2 8 ，9 1 9 6 ，3 8 8 9 9 8 1 ，3 7 8 8 ，2 2 1 0 9 8 17 0 17

1 4 8 ，2 6 4 7 ，9 6 7 1 2 ，8 9 7 4 ，2 2 0 0 5 ，5 0 0 0 14 6 2 0 0 2 0

3 0 8 ，5 2 2 4 8 ，3 1 8 2 2 ，4 4 2 9 8 4 0 0 5 ，5 5 2 0 16 1 7 3 3 1 3 4

2 5 3 ，0 9 8 8 3 ，14 6 36 ，9 7 1 0 3 ，0 0 0 2 ，0 0 0 0 1 6 1 2 2 8 2 3 0

4 5 5 ，9 3 9 7 8 ，5 3 1 8 8 ，9 7 3 17 ，6 5 9 0 2 ，8 6 2 34 ，4 7 3 2 4 2 6 5 0 4 5 4

1 5 3 ，3 8 2 13 ，0 0 0 3 6 ，3 3 9 6 0 0 4 0 0 6 8 8 1 ，3 3 6 12 4 16 0 16

9 2 9‾，0 0 0 1 14 ，2 16 1 6 3 ，2 1 3 7 ，3 5 2 7 ，3 8 6 9 ，4 0 5 1 0 ，7 7 6 5 8 4 4 10 2 6 8 17 0

1 4 3 ，6 9 6 4 9 ，34 9 4 6 ，1 7 5 0 0 8 7 1 1 6 ，2 0 6 1 1 7 1 8 1 2 3 0

7 2 ，2 4 6 2 2 ，8 5 0 8 ，5 8 7 7 2 1 5 ，5 3 6 0 0 7 2 9 2 1 1

1 ，2 4 1 ，1 76 14 6 ，1 59 1 8 3 ，3 3 3 0 1 2 ，96 8 2 5 ，2 8 5 0 7 1 10 0 1 7 1 14 18 5

5 2 7 ，7 9 2 9 8 ，18 8 1 4 1 ，3 1 3 0 0 1 ，6 9 4 0 2 2 3 7 5 9 8 6 7

3 7 1 ，7 04 2 1 ，6 2 5 3 7 ，8 5 6 0 0 10 ，6 0 7 0 1 8 2 4 4 2 3 4 5

1 4 ，4 6 3 18 ，6 79 2 1 ，4 1 3 0 1 ，0 3 5 12 5 ，7 18 3 3 3 ，9 18 2 0 1 6 3 6 3 3 9

1 4 3 ，8 0 6 3 ，7 1 3 3 2 ，3 2 4 0 0 5 ，3 6 8 5 1 ，54 1 7 1 4 2 1 1 2 2

3 6 1 ，8 5 0 8 1 ，0 5 6 1 0 2 ，2 13 2 4 ，6 16 3 ，3 9 3 0 0 17 1 8 3 5 6 4 1

7 50 ，76 0 6 5 ，9 6 7 7 1 ，4 5 5 10 ，0 0 4 3 ，6 9 0 12 ，5 5 7 2 59 ，19 1 5 6 3 5 9 1 15 10 6

26 2 ，1 5 1 3 9 ，4 4 0 5 2 ，2 5 9 0 88 2 9 ，6 9 9 0 1 6 2 0 3 6 0 3 6

3 2 7 ，3 6 0 39 ，8 0 4 3 1 ，2 2 6 0 2 ，10 0 16 ，0 5 9 2 24 ，2 9 9 3 0 7 3 7 0 3 7

3 14 ，7 2 9 1 5 ，14 0 4 1 ，1 1 2 1 ，7 2 5 8 9 6 13 ，5 4 0 7 ，7 80 2 3 1 6 3 9 0 3 9

2 6 1 ，1 7 7 2 1 ，2 39 3 2 ，19 4 2 ，9 0 1 2 0 0 17 ，9 6 2 7 ，9 86 2 4 1 0 3 4 0 3 4

1 6 6 ，1 7 8 14 ，2 2 7 2 4 ，9 4 8 3 ，8 7 0 2 0 0 13 ，0 0 0 6 ，4 86 13 8 2 1 0 2 1

1 8 3 ，4 1 1 10 ，2 6 8 2 3 ，4 5 7 0 5 ，9 5 1 10 ，5 0 3 32 ，4 3 3 8 1 6 2 4 0 2 4

1 32 ，9 86 7 ，7 1 3 2 1 ，4 1 3 0 0 5 ，7 6 4 1 ，0 2 0 7 8 1 5 0 1 5

20 3 ，2 6 2 10 ，8 6 8 24 ，9 4 7 5 14 2 1 ，9 5 3 8 ，0 3 3 1 3 ，8 19 8 1 6 24 0 2 4

9 5 ，2 0 0 6 ，9 9 5 9 ，8 4 9 0 0 10 ，6 5 7 0 7 6 1 3 0 13

2 3 2 ，7 2 3 7 ，74 9 4 6 ，4 7 4 2 ，5 6 0 0 34 8 ，9 8 4 0 13 1 3 2 6 0 2 6

1 1 7 ，6 4 2 6 ，0 4 6 1 4 ，8 5 3 4 ，17 0 0 7 ，7 3 1 1 ，0 7 6 7 6 1 3 0 13

1 1 4 ，4 3 3 2 3 ，1 6 6 1 6 ，2 9 7 0 0 7 ，5 0 0 0 7 5 1 2 0 12

7 1 ，8 1 5 2 1 ，6 4 7 14 ，0 1 0 0 0 8 5 1 3 4 ，26 3 5 4 9 0 9

2 3 5 ，7 8 1 1 1 ，0 4 0 3 9 ，9 3 1 7 ，4 2 2 0 4 1 ，6 4 0 0 2 3 1 5 38 1 3 9

4 0 5 ，7 2 0 6 0 ，2 4 3 5 5 ，5 3 5 13 ，7 6 1 0 8 7 ，3 5 0 0 3 6 2 6 6 2 8 7 0

2 7 5 ，4 8 8 8 ，1 1 0 1 6 9 ，1 3 0 0 0 4 5 ，8 8 8 0 15 1 8 3 3 2 3 5

1 6 9 ，0 3 9 1 1 ，6 1 1 5 4 ，0 2 9 0 0 3 9 ，5 9 9 0 15 7 2 2 1 2 3

1 3 2 ，8 8 4 3 4 ，7 7 1 19 ，18 3 0 16 ，6 9 7 0 0 13 5 1 8 4 2 2

1 7 4 ，5 2 6 12 ，4 74 7 2 ，0 5 2 9 4 1 0 2 ，9 5 0 2 1 ，8 2 2 16 2 1 3 7 3 4 0

6 2 4 ，7 1 8 1 1 2 ，2 9 3 16 5 ，7 0 5 8 ，6 3 8 2 4 ，9 9 7 8 0 ，16 7 6 ，1 5 6 6 7 4 1 1 0 8 1 10 9

3 1 4 ，9 16 6 3 ，2 3 9 10 4 ，7 0 1 0 2 ，、8 0 0 4 5 ，0 5 4 2 5 6 19 2 0 3 9 16 5 5

1 4 9 ，0 8 9 2 2 ，5 4 4 4 9 ，4 9 8 0 2 ，8 1 6 0 0 13 7 2 0 7 2 7

3 2 4 ，7 12 5 9 ，4 6 3 7 0 ，10 7 0 5 3 ，5 5 2 10 ，2 6 2 5 1，6 9 8 、2 1 2 7 4 8 14 6 2

4 7 ，9 0 1 8 ，9 9 5 5 ，2 6 3 0 0 3 ，87 8 3 ，2 6 3 5 1 6 1 7

4 5 ，3 6 9 1 6 ，6 1 2 1 2 ，2 5 7 0 4 ，8 0 7 0 0 3 2 5 2 7

7 6 3 ，3 0 1 6 3 ，6 5 9 15 7 ，0 0 8 2 ，3 0 5 0 15 ，3 7 2 9 ，8 1 0 6 6 3 0 9 6 0 9 6

6 3 4 ，2 9 2 7 5 ，8 1 2 2 6 6 ，8 10 5 5 0 4 ，4 7 0 18 ，4 4 8 0 3 8 5 1 8 9 0 8 9

1 1 1 ，7 8 9 2 2 ，1 6 3 3 3 ，5 4 0 0 3 4 ，2 9 3 7 ，18 8 1，5 4 1 8 14 2 2 0 2 2

4 6 2 2 7 8 7 7 3 1 1 7 9 2 0

0

0 1 3 5 50 0 6

2 1

0

6

6 1

0

7
I

19 2 ，4 6 4
I

4 2 ，2 2 4
I

7 8 ，13 9 6 8 ，9 9 4
I

2 8 ，5 5 2 6 0 5 2 7 2 7
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公設試験研究機関経費（問2－1）

部 局 名 団 体名 試 験 研 究 機 関名 所 管 部 局
設 立
時 期

再編
時期

平 成 7 年 度
決　 算　 額

（千 円）

う　 ち
国か らの
財 源 分

広 島 県 農 業 技 術セ ンター 農 政部 190000 199 100 1，492，921 62 ，355

広 島 県 畜 産 技 術セ ンター 農 政 部 190000 199500 1，009，307 60 ，3 15

広 島県 水 産 試 験 場 農 政部 190000 196700 390，869 24 ，153

広 島県 林 業 試 験 場 林 務 部 194800 423，828 7 7，292

山 口県 山 口県 農 業試 験 場 農 林 部 189600 197200 940，566 744 ，450

山 口県 山 口県 畜 産試 験場 農 林 部 190600 199000 624，5 15 35 ，399

山 口県 山 口県 林 業 f旨導セ ンター 農 林 部 194900 226 ，773 6 ，46 2
山 口県 山 口県 内海 水 産試 験 場 水 産 部 19 5100 253 ，338 13，64 2
山 口県 山 口県 外 海 水 産試 験場 水 産 部 190000 453 ，636 3 7，0 19
徳 島 県 林 業 総 合 技 術 センター 農 林 水 産 部 195300 198700 258 ，994 7，32 4

徳 島 県 畜 産試 験 場 農 林 水 産 部 192900 196500 344 ，72 1 2 4，68 3
徳 島 県 肉 畜試 験 場 農 林 水 産 部 196500 19 1，092 2，89 3
徳 島 県 水 産試 験 場 農 林 水 産 部 190100 42 1，299 16，2 38
徳 島 県 農 業試 験 場 農 林 水 産 部 190300 868 ，20 1 2 2，99 9
徳 島 県 果樹 試 験 場 農 林 水 産 部 195300 283 ，096 0
徳 島 県 蚕 業技 術 センター 農 林 水 産 部 190600 199 300 331，2 70 90 3
香川 県 森 林 セ ンター 農 林 水 産 部 195400 199 100 71，442 1，32 6
香川 県 香川 県 農 業 試 験 場 農 林 水 産 部 189900 1，085 ，72 7 13，44 5
香 川 県 水 産試 験 場 ・赤 潮研 究 所 農 林 水 産 部 190000 198 300 532 ，306 4 9，88 2
香 川 県 畜 産試 験 場 農 林 水 産 部 192900 196200 499 ，369 4，8 58
愛媛 県 農 業試 験 場 農 林 水 産 部 190000 659 ，798 7，22 8
愛媛 県 果樹 試 験 場 農 林 水 産 部 194800 39 1，392 10，0 30
愛媛 県 畜 産試 験 場 農 林 水 産 部 197300 30 3，746 7，12 1
愛媛 県 養 鶏試 験 場 農 林 水 産 部 197200 143 ，426 5，576
愛媛 県 林 業試 験 場 農 林 水 産 部 195200 2 79 ，884 19，373
愛媛 県 水 産試 験 場 水 産 局 190000 198000 4 55 ，870 35，2 30
愛媛 県 中予水 産 試 験 場 水 産 局 199000 4 38 ，4 71 4 9，30 0
高 知 県 農 業技 術 センター 農 林 水 産 部 199104 828 ，042 11，58 5
高 知 県 畜 産試 験 場 農 林 水 産 部 196600 407 ，156 2，70 0
高 知 県 林 業試 験 場 森 林 局 194705 162 ，137 5，24 8
高 知 県 海 洋 深 層 水 研 究 所 海 洋 局 198．900 77 ，635 0
高 知 県 水 産試 験 場 海 洋 局 190100 589 ，836 30，28 8
福 岡 県 福 岡 県農 業 総 合 試 験 場 農 政 部 農 政課 198106 199 300 3，357 ，93 7 8 6，52 7
福 岡 県 森林 林 業 技 術 センター 水 産 林 務 部林 政 課 199409 476 ，332 0
福 岡 県 水 産海 洋 技 術 センター 水 産 林 務 部漁 政 課 189804 199204 1，155 ，460 110，4 78
佐 賀 県 農 業試 験 研 究 センター 農 林 部 190000 894 ，3 16 18，26 2
佐 賀 県 上場 営 農 センター 農 林 部 193800 199000 296 ，032 2 6，69 0
佐 賀 県 果 樹 試 験 場 農 林 部 194800 2 19 ，994 5，84 3
佐 賀 県 茶 業 試 験 場 農 林 部 194700 142 ，458 1，300
佐 賀 県 畜産 試 験 場 農 林 部 196300 455 ，7 11 26 ，40 5
佐 賀 県 林 業 試 験 場 農 林 部 195200 136 ，05 1 5，74 3
佐 賀 県 玄海 水 産 振 興 センター 水 産 局 194700 263 ，923 30 ，63 3
佐 賀 県 有 明水 産 振 興 センター 水 産 局 196200 177 ，5 14 20 ，629
佐 賀 県 栽 培 漁 業 センター 水 産 局 198000 139′，40 1 1，74 7
長 崎 県 長 崎 県 水 産 試 験 場 水 産 部 190000 199700 4 ，802 ，940 24 3，364
長 崎 県 長 崎 県 総 合 農林 試 験場 農 林 部 190000 197300 1，000，164 79 ，398
長 崎 県 長 崎 県 果 樹試 験 場 農 林 部 19 7200 266，604 4 1，059
長 崎 県 長 崎 県 畜 産試 験 場 農 林 部 19 7300 435，096 1，130
熊 本 県 農 業 研 究 センター 農 政 部 198900 3，064，128 44 ，977
熊 本 県 食 品加 工研 究所 農 政 部 198800 120，048 7 ，759
熊 本 県 水 産 研 究セ ンター 林 務 水産 部 199000 656，908 25，99 1
熊 本 県 林 業 研 究 指 導所 林 務水 産部 196 100 836，605 144，023
大 分 県 海 洋 水 産研 究センター （上 浦 ） 林 業水 産 部 190000 199604 499，985 25，000
大 分 県 海 洋 水 産研 究センター （浅 海 ） 林 業水 産 部 195 10 1 199604 197，494 13，619
大 分 県 海 洋 水 産研 究 センター （内 水 面 ） 林 業水 産 部 199604 81，919 2，180
大 分 県 畜 産試 験 場 農 政部 19060 1 198804 875，333 4，290
大 分 県 柑橘 試 験 場 農 政 部 195200 239，910 0
大 分 県 農水 産物 加 工 総 合 指 導 センター 農 政 部 198400 199300 155，487 0
大 分 県 温 泉熱 花 井 研 究 指 導 センター 農 政 部 195200 199200 179 ，0 79 6 80
大 分 県 林 業試 験 場 林 業 水 産 部 197 100 386 ，774 82，147
大 分 県 きのこ研 究 指 導 センター 林 業 水 産 部 198800 20 1，539 5 10

ー432一



公設試験研究機関経費（問2－1）

人 件 費
維 持 調　 査

依　 頼

試 験

桧 査 着

指 導 施 設 庁　 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 軍 改 修 費 以 外 職　 員 合　 計

1 ，1 4 2 ，8 2 2 1 5 7 ，5 7 0 1 4 4 ，0 2 9 0 0 4 8 ，5 0 0 0 7 5 6 9 14 4 0 14 4

5 6 1 ，8 7 5 4 3 ，5 4 9 4 6 ・，4 8 7 0 1 8 9 ，1 8 4 6 ，0 9 3 16 2 ，1 19 2 6 4 4 7 0 0 7 0

30 0 ，1 6 0 2 5 ，0 3 3 5 0 ，7 3 6 7 ，0 0 0 0 5 ，2 0 0 2 ，7 4 0 17 17 3 4 0 3 4

2 2 0 ，1 7 4 2 5 ，4 3 6 2 5 ，2 9 7 0 7 ，4 4 6 14 5 ，17 5 0 1 7 10 2 7 1 2 8

6 8 4 ，5 0 8 7 0 ，4 6 3 1 3 0 ，1 8 1 8 ，6 13 0 4 6 ，8 0 1 0 6 7 2 5 9 2 0 9 2

4 0 4 ，5 1 8 32 ，6 9 2 5 0 ，6 2 8 0 1 0 5 ，9 6 4 2 5 ，4 5 3 5 ，2 6 0 2 8 3 2 6 0 0 6 0

1 4 6 ，4 8 5 1 3 ，2 7 3 1 5 ，7 7 2 0 5 0 ，7 5 2 4 9 1 0 8 14 2 2 1 2 3

1 1 5 6 ，0 0 0 1 8 ，7 0 7 7 7 ，2 1 7 0 0 1 ，4 14 0 1 3 6 19 10 2 9

2 9 7 ，4 2 6 2 3 ，9 8 8 9 9 ，8 3 4 0 2 3 0 0 3 2 ，1 58 1 5 2 2 37 2 3 9

1 7 9 ，2 9 1 5 2 ，8 2 1 1 5 ，0 80 2 ，4 6 2 9 ，3 4 0 0 0 1 1 10 2 1 1 2 2

2 4 1 ，5 5 4 2 7 ，14 2 6 2 ，0 9 9 0 2 ，0 0 0 11 ，0 4 0 8 8 6 17 1 1 2 8 9 3 7

1 1 9 ，7 3 6 1 8 ，9 5 6 3 7 ，9 0 2 0 0 14 ，4 9 8 0 9 3 12 6 18

2 7 0 ，9 6 4 4 0 ，9 6 5 5 1 ，7 1 3 0 0 0 5 7 ，6 5 7 1 8 2 2 4 0 3 4 3

4 5 5 ，5 2 7 4 3 ，5 6 2 1 0 8 ，4 0 1 8 ，1 18 0 2 5 2 ，5 9 3 0 38 19 5 7 0 5 7

19 1 ，0 5 7 4 9 ，2 4 7 3 1 ，7 6 6 4 ，5 4 3 0 6 ，4 8 3 0 1 8 6 2 4 0 2 4

1 8 2 ，5 0 4 2 4 ，3 0 7 8 ，2 9 4 1 ，16 5 0 1 15 ，0 0 0 0 5 17 22 0 2 2

4 9 ，4 5 0 1 2 ，6 9 2 7 ，3 6 9 0 9 8 9 9 4 2 0 2 3 5 2 7

7 3 7 ，9 4 8 1 52 ，8 2 0 1 2 5 ，1 4 9 0 0 6 9 ，8 10 0 6 5 38 1 0 3 6 7 1 70

2 1 0 ，8 8 9 30 ，6 6 9 2 6 8 ，9 1 8 10 ，0 3 0 0 1 1 ，8 0 0 0 1 8 13 3 1 0 3 1

3 1 1 ，2 7 6 2 2 ，2 9 9 3 8 ，2 4 1 1，4 2 7 2 8 ，15 3 9 7 ，3 0 5 6 6 8 1 8 2 1 39 5 4 4

4 2 1 ，5 8 5 9 2 ，5 6 1 1 2 6 ，1 7 3 1 1 ，6 0 4 7 ，8 7 5 0 0 5 2 1 3 6 5 2 6 7

2 5 5 ，9 5 1 2 2 ，2 8 1 9 6 ，5 7 6 1 1 ，0 0 0 0 1，9 13 3 ，6 7 1 2 8 10 3 8 0 3 8

19 5 ，9 1 9 4 1 ，9 5 7 5 8 ，3 3 8 0 3 8 4 7 ，14 8 0 1 9 10 2 9 0 2 9

9 0 ，7 8 0 9 ，8 9 2 4 2 ，7 5 4 0 0 0 0 9 4 1 3 0 13

1 5 5 ，2 1 8 5 5 ，7 3 7 2 6 ，2 7 0 13 8 4 0 ，6 6 4 1 ，8 5 7 0 1 6 6 2 2 2 2 4

2 2 9 ，3 8 5 7 0 ，56 5 1 7 ，0 0 6 9 1 ，7 6 7 18 1 13 ，0 9 8 3 3 ，8 6 8 1 0 1 3 2 3 0 2 3

1 7 0 ，5 1 0 9 9 ，16 8 1 1 8 ，4 0 2 5 ，2 0 0 0 1 3 ，5 7 0 3 1 ，6 2 1 2 0 2 2 2 2 2 4

4 4 1 ，9 5 1 7 4 ，5 8 8 1 3 4 ，7 2 0 0 0 17 6 ，7 8 3 0 7 3 4 4 1 1 7 2 6 14 3

3 1 9 ，3 6 2 4 8 ，4 0 0 1 6 ，3 4 3 0 0 2 3 ，0 5 1 0 1 9 2 2 4 1 10 5 1

14 4 ，0 0 2 1 2 ，8 8 7 5 ，2 4 8 0 0 0 0 1 2 6 1 8 2 2 0

4 0 ，7 7 6 12 ，7 70 2 4 ，0 8 9 0 0 0 0 4 0 4 1 5

3 6 3 ，3 1 3 1 1 ，4 4 7 2 0 8 ，6 1 1 6 ，4 6 5 0 0 0 1 9 2 0 39 4 4 3

2 ，0 2 7 ，5 8 3 2 34 ，1 1 5 4 8 9 ，1 2 3 2 3 ，2 6 9 7 ，0 8 7 4 6 3 ，12 7 1 13 ，6 3 3 1 3 9 1 17 2 56 1 1 2 6 7

34 4 ，7 4 7 3 7 ，2 8 0 7 2 ，8 3 0 0 1 6 ，4 9 6 4 ，9 7 9 0 1 6 18 34 1 3 5

7 0 1 ，5 0 7 13 6 ，8 7 5 2 4 1 ，9 0 3 0 1 0 ，1 7 6 6 4 ，9 9 9 0 3 3 5 7 9 0 0 9 0

4 7 1 ，8 0 0 5 8 ，5 9 5 8 0 ，8 7 3 0 3 4 ，3 0 2 2 4 8 ，7 4 6 0 4 5 3 3 7 8 0 7 8

1 3 8 ，5 9 6 3 7 ，9 4 4 1 3 ，2 6 5 4 ，7 17 2 ，5 8 9 3 8 ，6 15 6 0 ，3 0 6 1 0 12 2 2 9 3 1

1 1 3 ，5 2 0 2 0 ，8 3 4 3 1 ，6 9 5 0 0 1 6 ，4 2 9 3 7 ，5 16 1 6 8 2 4 1 2 5

8 5 ，0 4 4 1 4 ，0 7 9 1 1 ，3 0 8 0 1 3 6 2 3 ，9 0 2 7 ，9 8 9 7 5 12 0 12

2 8 4 ，5 8 0 2 3 ，4 0 0 6 1 ，3 8 7 0 1 ，9 3 1 7 0 ，6 0 4 3 ，8 0 9 1 8 3 0 4 8 0 4 8

8 9 ，4 3 5 9 ，2 9 4 7 ，9 0 1 4 8 5 8 ，3 9 6 4 ，5 7 5 15 ，9 6 5 6 6 12 0 12

16 9 ，6 2 4 1 7 ，2 9 7 5 9 ，3 1 6 0 7 ，9 1 6 9 ，7 7 0 0 1 1 1 1 2 2 1 2 3

1 1 4 ，9 2 1 2 1 ，5 0 2 3 6 ，2 8 3 0 4 ，8 0 8 0 0 9 8 1 7 1 18

7 2 ，6 7 2 7 ，0 6 7 3 4 ，2 24 0 4 4 0 4 ，1 8 5 2 0 ，8 13 8 1 9 0 9

4 29 ，3 9 0 5 3 ，6 2 9 1 3 7 ，8 1 1 0 2 3 ，6 5 8 4 ，11 1 ，2 8 9 4 7 ，16 3 3 5 2 6 6 1 0 6 1

7 1 5 ，2 6 8 3 8 ，4 8 5 1 9 4 ，1 0 5 1 4 3 0 2 2 ，3 2 1 2 9 ，8 4 2 5 8 3 9 9 7 3 1 0 0

1 8 0 ，1 3 9 1 2 ，9 4 6 3 9 ，5 7 2 5 ，6 4 7 0 2 8 ，3 0 0 0 1 6 9 25 0 2 5

3 19 ，5 4 6 15 ，8 5 4 5 9 ，9 58 2 7 8 6 ，9 2 9 14 ，9 1 3 17 ，6 18 16 3 1 4 7 0 4 7

2 ，19 2 ，5 4 4 5 1 1 ，7 0 9 3 5 9 ，8 7 5 0 0 0 0 14 4 1 12 2 5 6 5 2 6 1

7 3 ，7 4 8 14 ，9 1 8 2 7 ，6 4 7 2 9 6 3 ，4 3 9 0 0 9 7 16 0 16

3 8 2 ，7 6 5 10 9 ，4 6 4 9 2 ，9 6 8 19 ，0 8 8 9 ，8 2 8 1 ，2 4 4 4 1 ，5 5 1 2 2 2 6 4 8 2 5 0

74 2 ，2 1 1 18 ，16 4 3 5 ，2 8 7 6 6 7 3 2 ，1 6 0 8 ，1 1 6 0 9 18 2 7 0 2 7

3 0 7 ，1 4 3 2 8 ，6 6 1 1 3 2 ，4 70 0 0 3 1 ，7 1 1 0 1 5 12 2 7 3 3 0

10 2 ，3 8 1 1 2 ，4 2 7 6 0 ，3 1 2 0 0 2 2 ，3 7 4 0 8 2 10 2 1 2

5 4 ，7 7 3 2 ，5 2 4 5 ，6 0 8 6 9 3 0 1 8 ，3 2 1 0 6 1 7 4 1 1

5 4 3 ，8 6 1 2 9 ，0 7 8 1 7 3 ，1 9 3 0 2 ，8 3 3 1 1 6 ，8 82 9 ，4 8 6 2 7 3 6 6 3 2 3 8 6

1 5 8 ，6 8 6 2 1 ，4 3 6 2 8 ］8 4 8 0 0 30 ，9 4 0 0 12 5 17 0 1 7

1 1 9 ，9 5 8 2 1 ，3 8 5 9 ，7 0 7 0 1 ，5 1 9 2 ，9 1 8 0 10 3 13 0 、1 3

1 4 8 ，4 1 4 9 ，6 1 8 1 1 ，0 1 2 6 8 0 6 ，4 0 0 0

18 9 ，8 6 5

0

2 ，7 5 0

9

12

7

5

16 0

1

1 6

1 5 1 ，0 1 9 1 7 ，6 5 5 2 4 ，5 5 1 0 9 3 4 17 1 8

1 10 ，9 1 9 4 3 ，8 3 3 3 8 ，9 2 5 0 6 ，4 7 0 1 ，0 2 8 3 6 4 9 ′6 15 1 16
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公設試験研究機関経費（問2－1）

部 局名 団体名 試 験研 究機 関名 所 管 部局
設 立
時 期

再 編

時 期

平 成 7 年 度
決　 算　 額

（千 円）

う　 ち

国か らの
財源 分

大分 県 農 業技 術 センター 農 政 部 196604 1，56 0，232 23，613
宮崎 県 畜産 試 験 場 。 農 政 水産 部 192000 88 4，953 9，989
宮崎 県 優 良受 精 卵 総合 センター 農 政 水 産部 199000 94 ，9 10 0
宮崎 県 総 合 農 業 試 験 場 農 政 水 産部 196500 1，6 13，76 6 124，277
宮崎 県 水 産 試 験 場 農 政 水産 部 197000 200 200 69 4，287 20，5 18
宮崎 県 林 業 総 合 センター 林 務 部 196800 199200 309 ，6 11 5，843

鹿 児 島 県 農 業試 験 場 農 政 部 190004 1，80 4，354 0

鹿 児 島 県 果 樹 試 験 場 農 政 部 192700 40 9，224 3，4 10

鹿 児 島 県 蚕 業 試 験 場 農 政 部 192400 18 0，710 894

鹿 児 島 県 茶 業試 験 場 農 政 部 198 300 39 5，94 0 1，680
鹿 児 島 県 畜 産試 験 場 農 政 部 196500 6 37，503 18，028

鹿 児 島 県 肉 用牛 改 良研 究 所 農 政 部 199400 564 ，4 81 9，746
鹿 児 島 県 養 鶏 試 験 場 農 政 部 194300 16 1，150 0
鹿 児 島 県 林 業試 験 場 林 務 水 産部 192900 318，172 30，59 1
鹿 児 島 県 水 産試 験 場 林 務 水 産部 197100 2，32 9，530 44，696
沖縄 県 農 業 試 験 場 農 林 水 産 部 188100 19 7200 1，92 5，441 329，4 19
沖縄 県 林 業試 験 場 農 林 水 産部 195000 174，287 8，895
沖縄 県 家 畜衛 生 試 験 場 農 林 水 産部 192200 196 100 135，6 28 7，795
沖縄 県 畜 産試 験 場 農 林 水 産部 189400 378，895 4，942
沖縄 県 水 産試 験 場 農 林 水 産部 80 8，747 22，182

土 木 系 北海 道 寒 地住 宅 都 市研 究所 住 宅都 市 部 195500 198 900 12 1，358 8，414
福 島県 福 島 県建 設 技 術研 究所 土 木 部 196500 4 5，328 0
埼 玉 県 埼 玉 県建 設 技 術 試 験所 土 木 部 1971 11 19 7904 10 2，323 0
東 京 都 土木 技 術 研 究 所 建 設 局 192200 1，454，719 1，922
福 井 県 雪対 策 ・建 設 技 術 センター 土 木 部 151，0 12
愛 知 県 愛 知 県建 設 技 術 研 究所 建 築 部 198100 513，401 0
島根 県 建 設 総 合 センター 土 木 部 196608 199 604 81，215 3，048
岡 山県 岡 山 県建 設 技 術 センター 土 木 部 197300 199 700 6 9，686 0
愛媛 県 建 設研 究所 土 木 部 196300 14 4，014 0
佐 賀 県 建 設 技術 センター 土 木 部 197 100 136，168 0
札幌 市 札 幌 市 土木 技 術 センター 建 設 局 道 路維 持 都 198000 2 6，873 0
京都 市 水 質試 験 所 下 水 道 局 197200 352，088 0

保 健 ・

環 境 ・
衛 生 系

北海 道 衛 生研 究所 保 健 環 境 部 194900 538，465 16，696
北海 道 環 境 科 学 研 究 センター 保 健 環境 部 197000 199 100 46 2，4 22 0

北海 道
原子力環境センター
（農業研究科、水産研 究科 ） 保 健 環 境 部 198600 99，408 0

北海 道 開 拓 記念 館 保 健 環境 部 197100 80 5，907 0
青森 県 青森 県環 境 保 健 センター 環 境保 健 部 199000 730，705
岩 手 県 岩 手 県衛 生研 究 所 環 境 保健 部 194800 24 1，326
岩 手県 岩 手 県公 害センター 環 境 保健 部 197 100 184，281 0
宮城 県 保 健 環境 セ ンター 環 境 生 活 部 194700 69 8，156 0
宮城 県 原 子 力セ ンター 環 境 生 活 部 198 100 135，222 32，268
宮城 県 県 立 がんセ ンター研 究所 保 健 福 祉 部 199304 201，809 0
秋 田県 環 境 技術 セ ンター 生 活 環 境部 197007 198104 296，449 0
秋 田県 秋 田県衛 生科 学 研 究 所 福 祉 保 健 部 190200 337，710 27，504
山 形 県 衛 生研 究所 健 康 福 祉 部 195400 253，526 17 ，053
山形 県 環境 保 全 センター 文 化 環 境 部 197304 199404 180，722 0
福 島 県 福 島 県衛 生公 害 研 究 所 保 健 福 祉 部 197300 未 定 336，657 0
福 島 県 福 島 県環 境 医学 研 究 所 保 健 福祉 部 197600 未 定 165，220 0
茨城 県 公 害 技術 センター 生 活 環境 部 196800 1，213，977 756，882
茨城 県 衛 生研 究 所 衛 生 部 195500 227，058 1，250
栃 木 県 栃 木 県衛 生研 究 所 衛 生 環 境 部 194900 199604 277，614 0
栃木 県 栃 木 県公 害研 究 所 衛 生 環境 部 197000 199 604 16 7，231 0
群 馬 県 衛 生 環境 研 究 所 衛 生 環 境 部 199204 50 9，175 20，322
埼 玉 県 埼 玉 県公 害センター 環 境 部 1970 10 447，833 0

埼 玉 県
埼玉県立総合リハビリテーションセンター
（リハビリテーション工学研究室） 生 活 福祉 部 198104 199 403 39，052 0

埼 玉 県 埼 玉 県衛 生研 究 所 衛 生 部 195302 197010 814，215 6，2 18
埼 玉 県 埼 玉 県 立 がん セン ター （研 究 所 ） 衛 生 部 1975 11 669，675 0
千葉 県 廃 棄 物 情 報 技 術 センター 環 境 部 199400 19 6，02 7 0
千葉 県 水 質保 全 研 究 所 環 境 部 197200 4 52，585 589
千葉 県 環 境 研 究所 環 境 部 196800 38 5，136 6，117
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公設試験研究機関経費（問2－1）

人 件 費
維 持 調 査

依 頼

試 験

検 査 費

指 導 施　 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 外 職　 員 合　 計

1，0 6 8 ，0 4 6 7 8 ，3 3 6 2 4 2 ，1 12 14 ，4 7 5 0 14 5 ，7 5 3 1 1，5 10 8 0 4 7 12 7 0 1 2 7

5 2 6 ，2 8 7 2 4 ，7 6 6 2 3 4 ，3 4 4 3 ，13 0 0 6 6 ，15 5 3 0 ，2 7 1 2 7 4 4 7 1 0 7 1

4 3 ，7 9 2 1 ，9 7 0 4 2 ，16 1 0 3 ，8 9 5 0 3 ，0 9 2 4 2 6 0 6

1 ，1 0 5 ，6 7 4 18 1 ，5 9 4 2 9 2 ，7 7 3 0 0 3 3 ，7 2 5 0 74 7 4 14 8 5 1 5 3

3 7 1，8 6 7 8 8 ，8 4 3 9 5 ，6 2 5 1 1 1 ，2 8 0 1 ，0 9 5 3 ，2 7 1 2 2 ，3 0 6 2 3 3 2 5 5 5 6 0

1 6 0 ，8 9 5 6 3 ，5 7 8 2 1，9 4 3 0 24 ，6 76 1 ，9 2 4 3 6 ，5 9 5 1 5 9 2 4 0 2 4

1 ，16 4 ，9 1 3 3 0 7 ，8 2 9 18 9 ，6 6 3 0 5 ，1 50 13 0 ，6 7 7 6 ，1 2 2 10 5 9 6 2 0 1 3 2 0 4

2 3 6 ，8 1 8 4 9 ，7 7 1 4 7 ，3 16 0 1 ，6 6 2 7 3 ，6 5 7 0 19 12 3 1 0 3 1

1 2 3 ，3 15 6 ，5 2 2 1 1，9 5 0 0 1 ，1 7 7 3 7 ，7 4 6 0 9 4 13 0 1 3

2 2 9 ，7 6 8 6 8 ，1 9 5 2 5 ，8 0 1 2 ，8 7 0 16 7 3 1，7 3 5 3 7 ，4 0 4 17 1 4 3 1 0 3 1

3 54 ．，8 0 0 5 2 ，4 3 8 1 3 9 ，18 6 2 ，6 3 3 1 ，3 26 7 8 ，12 6 8 ，9 9 4 2 4 2 3 4 7 2 4 9

2 26 ，5 4 4 2 4 5 ，0 1 5 5 4 ，0 9 5 3 ，0 6 2 0 3 4 ，4 2 6 1 ，3 3 9 1 3 1 7 3 0 3 3 3

1 1 2 ，3 15 1 1 ，1 0 3 2 3 ，8 6 7 0 0 5 ，3 14 8 ，5 5 1 7 7 14 0 14

19 0 ，9 54 14 ，30 3 3 8 ，0 1 0 0 0 6 2 ，0 9 4 1 2 ，8 1 1 1 7 5 2 2 0 2 2

7 4 8 ，1 8 5 1 0 7 ，0 5 2 1 9 0 ，9 1 1 2 0 ，7 8 2 0 8 4 ，9 7 8 1 ，1 7 7 ，6 2 2 3 3 4 1 7 4 3 7 7

1 ，32 7 ，3 3 5 96 ，2 74 1 3 2 ，3 9 2 8 9 ，0 8 5 0 2 8 0 ，3 5 5 0 10 3 6 6 1．6 9 4 0 2 0 9

12 1 ，4 3 6 1 0 ，6 0 9 1 1 ，2 3 6 4 ，8 9 5 1 1 ，3 1 1 1 4 ，8 0 0 0 10 4 14 5 19

10 4 ，6 6 9 5 ，58 4 1 8 ，7 3 5 9 3 5 0 0 5 ，7 0 5 9 3 1 2 1 13

2 5 1 ，4 7 4 39 ，6 9 4 4 0 ，0 6 5 0 0 4 7 ，6 6 2 0 2 1 1 4 3 5 7 4 2

3 9 4 ，3 5 0 56 ，7 7 5 4 0 ，6 2 8 0 0 3 1 6 ，9 9 4 0 18 2 5 4 3 12 5 5

36 8 ，0 6 7 4 7 ，7 5 7 3 0 ，1 1 7 8 ，0 9 6 28 ，4 2 8 0 0 3 9 1 4 5 3 0 5 3

9 ，6 8 1 9 ，6 04 1 9 ，6 6 7 0 3 ，9 18 1，7 4 2 7 1 6 4 6 1 0 1 1 1

7 6 ，6 6 3 5 ＿，4 0 0 7 34 1 ，9 9 1 4 7 3 1 6 ，8 4 5 2 1 7 0 1 0 1 0 0 1 0

4 1 1 ，4 80 54 ，5 18 9 7 3 ，5 9 5 0 0 1 5 ，1 2 6 0 4 1 9 5 0 3 5 3

9 9 ，1 8 8 7 ，1 3 7 2 5 ，6 8 6 4 ，6 8 3 0 0 14 ，3 0 8 8 5 1 3 0 13

32 1 ，0 8 3 1 09 ，64 8 5 2 ，9 3 1 3 ，7 7 4 2 ，77 5 1 5 ，6 0 9 7 ，5 8 1 0 3 4 3 4 3 3 7

3 2 ，18 8 12 ，8 0 7 0 8 ，9 2 0 0 2 7 ，3 0 0 0 0 1 1 1 1 19 3 0

16 ，7 3 2 16 ，8 9 6 0 7 ，9 3 4 6 ，0 2 4 1，7 5 7 2 0 ，34 3 0 5 5 0 5

1 10 ，0 0 9 12 ，5 3 5 4 ，2 00 8 4 0 1 ，2 6 0 1 0 ，4 1 2 4 ，7 5 8 9 1 1 0 2 3 3 3

9 4 ，6 4 5 29 ，44 5 0 3 2 0 2 ，12 8 8 ，2 4 6 1 ，3 8 4 0 1 3 1 3 1 14

0 0 26 ，8 7 3 0 0 0 0 3 3 6 1 7

2 7 3 ，56 4 2 9 ，0 19 0 1 8 ，4 6 8 0 3 1，0 3 7 0 2 4 9 3 3 ‘0 3 3

3 2 ，7 3 3 2 79 ，4 4 0 1 1 1 ，5 29 3 7 ，6 8 3 0 7 7 ，0 8 0 0 6 2 3 5 9 7 16 11 3

3 3 9 ，7 0 2 58 ，09 3 2 ，5 0 1 0 0 5 2 ，1 2 6 1 0 ，0 0 0 4 0 1 0 5 0 0 5 0

5 1 ，3 30 14 ，6 8 7 1 6 ，66 2 0 0 1 6 ，7 2 9 0 7 1 3 2 0 1 2 1

4 8 3 ，8 34 2 2 2 ，32 1 3 1 ，1 3 8 0 9 ，15 2 5 9 ，4 6 2 0 3 0 1 3 4 3 19 6 2

5 5 2 ，4 9 2 14 3 ，4 12 1 3 ，6 0 7 1 ，4 6 3 0 1 5 ，3 5 4 4 ，3 7 7 4 6 2 0 6 6 0 6 6

1 75 ，5 5 4 2 2 ，2 7 9 7 8 9 3 2 ，3 9 0 19 3 1 0 ，0 1 8 1 0 3 17 3 2 0 3 2 3

12 8 ，6 7 1 1 ，6 5 6 1 4 ，1 7 7 0 7 2 1 3 9 ，0 5 6 0 12 2 1 4 0 1 4

5 9 6 ，9 1 1 6 0 ，3 50 1 1 ，4 1 5 1 ，9 7 8 0 2 7 ，5 0 2 0 5 5 1 3 6 8 4 7 2

6 4 ，0 9 6 3 3 ，0 2 5 3 4 ，8 0 0 3 ，3 0 1 0 0 0 5 3 8 0 8

1 14 ，9 9 7 5 1 ，4 5 0 2 5 ，5 5 7 0 0 9 ，8 0 5 0 8 3 1 1 2 13

19 3 ，9 0 8 8 3 ，56 8 3 ，8 3 7 0 0 1 2 ，8 7 5 2 ，2 6 1 15 5 2 0 1 2 1

2 7 8 ，8 5 8 3 2 ，2 8 1 2 1 ，9 5 5 8 6 7 3 ，7 4 9 2 9 5 3 4 3 3 7

2 2 2 ，0 8 4 5 ，8 4 1 1 1 ，3 6 3 5 ，2 9 0 9 6 8 3 ，9 8 0 4 ，0 0 0 2 6 4 3 0 4 3 4

1 2 1 ，7 1 8 ’3 ，5 0 0 4 6 ，9 9 3 0 1 ，6 84 6 ，8 2 7 0 16 （4 ）兼 務 1 6 1 17

2 5 6 ，8 4 7 29 5 ，5 3 4 3 ，0 6 2 2 2 ，3 8 9 1 ，4 4 8 2 0 ，4 4 8 2 ，9 2 9 2 5 8 3 3 0 3 3

8 6 ，7 0 7 2 1 ，7 5 6 3 1 7 8 ，9 7 0 0 5 ，5 3 0 4 1 ，9 4 0 8 1 9 0 1 9

2 1 1 ，6 0 6 2 2 7 ，6 5 5 3 8 2 0 0 7 5 3 ，2 7 0 2 1 ，0 6 4 2 3 6 2 9 0 2 9

1 5 3 ，2 7 6 3 6 ，8 2 2 4 ，0 8 2 14 ，0 15 0 18 ，8 6 3 0 2 0 3 2 3 4 2 7

1 5 1 ，7 4 0 4 2 ，5 2 6 1，14 8 8 ，8 19 2 ，6 09 7 0 ，6 7 7 9 5 1 7 3 2 0 0 2 0

1 0 1 ，1 8 2 4 4 ，7 0 0 7 ，8 0 1 1 ，2 7 6 0 12 ，18 4 8 8 1 3 1 14 1 15

3 5 6 ，2 5 0 7 8 ，0 8 0 3 4 ，0 5 0 0 0 4 0 ，7 9 5 0 3 5 5 4 0 4 4 4

3 5 6 ，4 8 0 9 ，4 2 1 7 3 ，6 14 0 0 8 ，3 1 8 0 3 4 7 4 1 0 4 1

2 7 ，7 9 3 5 ，8 8 3 5 ，3 7 6 0 0 0 0 5 0 5 0 5

5 0 3 2 0 8 6 9 6 9 0 9 7 0 2 9 1 ，0 34

0

0

0

9 ，3 9 4

0

0

14 4 5 9 12 6 ，12 2 4 6 9 5 5 0 55
I

2 7 6 18 4
I

14 7 9 4 7
I

6 2 3 6 5
1

1 1 7 39 8 6 5 ，7 8 1

0

2 8

9

3

5

7

6

3 1 0

1

0

0

3 1

l
1 12 0 6 8

I
3 2 3 2 5

I
9 3 4 6 7 ，4 90

0

0

I
2 5 40 4 14 1 5

1
3 1 7 ，3 6 1

I
4 1，12 9

］
5 9 ，5 3 6

I
3 0 ，0 0 0 4 ，5 5 9 2 4 3 1 3 1

2 9 7 ，0 8 3 2 5 ，8 0 5 3 1 ，6 7 1 2 9 ，9 9 7 5 8 0 2 3 29 29
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公設試験研究機関経費（間2－1）

部 局 名 団 体名 試 験 研 究 機 関 名 所 管部 局
設 立
時 期

再編
時 期

平成 7 年 度
決　 算　 額

（千 円）

う　 ち

国 からの
財源 分

千 葉 県 衛 生 研 究 所 衛 生 部 194900 552 ，806 0

千 葉 県 血 清 研 究 所 血 清研 究所 194600 2 17 ，111 、 0

東 京 都 環 境 科 学 研 究 所 環 境保 全 局 196800 1，32 1，424 12 ，199

東 京 都 補 装 具 研 究 所 福祉 局 197 100 239 ，72 1 0

東 京 都 衛 生 研 究 所 衛 生 局 194900 4 ，80 1，87 1 5 ，153

東 京 都 清 掃 研 究 所 清 掃 局 196000 400 ，3 11 0

神 奈 川 県 環 境 科 学 センター 環 境 部 199 100 199 100 1，653 ，0 17 0
神 奈 川 県 温 泉 地 学 研 究 所 環 境 部 196 100 199500 40 1，456 0
神 奈 川 県 衛 生研 究 所 衛 生 部 194800 1，022 ，496 6 ，9 56
神 奈 川 県 がんセ ンター 臨床 研 究所 衛 生 部 198600 2 32 ，9 56 0
新潟 県 衛 生公 害研 究 所 福 祉 保 健 部 19 7104 19850 4 680 ，5 14 74 1
富 山 県 富 山県衛 生研 究 所 厚 生 部 19 6000 5 77，9 34． 0
富 山 県 富 山県薬 事研 究 所 厚 生 部 19 3200 2 12 ，44 1 0
富 山 県 富 山県環 境 科 学 センター 生 活 環 境 部 19 7006 3 16 ，7 95 0
石川 県 石 川 県保 健 環 境 センター 厚 生 部 （衛 生 総務 課 ） 194 901 199 204 1，04 1，8 59 202 ，245
石川 県 白 山 自然 保 護 センター 環 境 安 全 部 162，7 86 12 ，985
福 井 県 衛 生研 究所 福 祉 保 健 部 19 4900 351，7 93 9 ，156
山梨 県 衛 生公 害研 究 所 厚 生 部 19 4905 19 5504 34 2，8 12 0
長 野 県 衛 生公 害研 究 所 衛 生 部 19 4800 19 6800 4 72，327 3，318
岐 阜 県 保 健 環 境 研 究 所 環 境 衛 生 部 19 9300 530，0 18 16 ，744
静 岡 県 衛 生 環境 センター 保 健 衛 生 部 19 8200 19 9700 1，0 36，390 55，943
愛 知 県 愛 知 県環 境 調 査 センター 環 境 部 19 7004 19 7200 773，310 0

愛 知 県
愛知県
心身障害者コロニー発達障害研究所 民生 部 19 7200 8 04，6 31 0

愛 知 県 愛 知 県衛 生研 究 所 衛 生 部 19 4804 5 26，6 39 3，435
愛 知 県 愛 知 県 がんセンター研 究所 衛 生 部 19 6404 20 0101 1，702，585 55，258
三 重 県 衛 生研 究所 健 康 福 祉 部 19 4800 2 87，4 08 4 ，192
三 重 県 環 境 科 学センター 環 境 安 全 部 307，2 64 3，727
滋 賀 県 滋 賀 県衛 生環 境 センター 健 康 福 祉 部 19 5208 19 7704 4 34，2 06 ’13，14 3
滋賀 県 薬 事 指 導所 健 康 福 祉 部 19 5400 19 590 0 39，7 97 0
京都 府 保健 環境 研 究 所 保 健 福 祉 部 19 7．600 760，0 72 138 ，648
大 阪府 大 阪府 公 害監 視 センター 環 境 保 健 部 19 8809 9 26 ，7 27 24 ，854
大 阪府 大 阪府 立成 人 病 センター 環 境 保 健 部 19 5909 19 7804 1，2 13，7 92 0
大 阪府 大阪府立母子保健総合医療センター 環 境 保 健 部 19 9107 2 81，6 68 6 ，325
大 阪府 大 阪府 立公 衆 衛 生研 究 所 環 境 保 健 部 18 8012 19 600 7 1，8 21，19 5 64 ，740
兵庫 県 県 立衛 生 研 究 所 保 健 環 境 部 19 4808 720 ，88 5 27，888
兵庫 県 県 立東 洋 医学 研 究 所 保 健 環 境 部 19 7704 55，6 95 0
兵庫 県 県 立成 人 病 臨 床 研 究 所 保 健 環 境 部 19 8904 127，06 1 0
兵庫 県 県 立 高齢 者 脳 機 能研 究 センター 保 健 環 境 部 19 9304 4 53，50 3 0
奈 良 県 奈 良 県衛 生研 究 所 福 祉 部 健 康 局 19 4800 未 定 58 3，3 16 0
奈 良 県 奈 良 県薬 事 指 導 所 福 祉 部 健 康 局 19 2804 194 504 124 ，8 73 0
和 歌 山 県 薬 事指 導 所 福 祉 保 健 部 19 6200 33，596 0
島根 県 衛 生公 害 研 究 所 健 康 福祉 部 19 500 0 422 ，3 11 0
広 島県 保 健 環 境 センター 福 祉 保 健 部 199200 652 ，090 3 ，4 12
山 口県 山 口県衛 生 公 害研 究 センター 環 境 保健 部 19 7400 198700 8 12 ，2 19 13 ，750
徳 島県 保 健 環 境 センター 環 境 生 活 部 19 8300 804 ，898 2 ，9 10
徳 島県 製 薬 指 導 所 保 健 福祉 部 196 300 100 ，964 0
香 川 県 衛 生研 究 所 生 活 環 境部 195000 364 ，100 18 ，953
香 川 県 環 境 研 究 センター 生 活 環境 部 197 100 197600 307 ，266 13 ，175
愛 媛 県 衛 生 研 究 所 保健 環境 部 195200 402 ，722 －
愛 媛 県 環 境 保 全 センター 環 境 局 197000 197200 434 ，407 17，72 1
高 知 県 公 害 防 止 センター 文 化 環境 部 197304 18 1，967 5，520
高 知 県 衛 生 研 究 所 健 康 福 祉 部 194800 328，700 5，0、31
福 岡 県 保 健 環 境研 究所 保 健 環境 部 衛 生 総 務課 197309 199204 9 19，342 18，435
佐 賀 県 衛 生研 究 所 保 健 環境 部 194800 134，737 0
佐 賀 県 薬 業 指 導 所 保 健 環 境 部 196700 ．47，625 0
佐 賀 県 佐 賀 県 環境 セ ンター 保 健 環 境 部 196600 393，905 90，311
長 崎 県 長 崎 県衛 生公 害 研 究 所 生活 環 境 部 195 100 197300 534，690 0
熊本 県 保健 環 境 科 学 研 究 所 衛 生 部 199600 616，876 0
大分 県 衛 生環 境 研 究 センター 保 健 環 境 部 195 100 197300 613，094 14，24 7
宮崎 県 衛 生環 境 研 究 所 環 境 保 健 部 194900 199000 325，880 6 ，580
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公設試験研究機関経費（問2－1）

人 件 費
維　 持 調　 査

依 頼

試 験

検 査 費

指 導 施　 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

小 計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 ．外 職　 員 合　 計

4 15 ，2 57 7 2 ，3 10 14 ，32 3 5 ，9 1 6 0 4 5 ，0 0 0 0 3 2 5 3 7 0 3 7

1 1 1 ，4 7 2 2 4 ，8 5 4 4 0 ，17 7 38 ，60 8 0 2 ，0 0 0 0 5 3 8 3 1 1

5 9 8 ，52 8 2 8 6 ，7 6 8 13 1 ，10 0 0 3 ，3 9 5 3 0 1 ，6 3 3 0 4 4 2 2 6 6 1 2 7 8

18 2 ，0 4 5 6 ，6 6 8 5 1 ，0 0 8 0 0 0 0 18 4 2 2 3 2 5

2 ，6 6 9 ，5 9 9 5 5 2 ，7 4 2 7 3 9 ，8 2 2 0 15 ，6 5 2 6 7 8 ，8 3 1 1 4 5 ，2 2 5 2 4 1 5 5 2 9 6 1 7 3 13

2 4 5 ，5 6 5 17 ，0 0 1 2 9 ，9 3 5 10 7 ，4 1 1 0 0 3 9 9 17 1 0 2 7 1 2 8

6 8 3 ，5 9 9 8 0 6 ，6 4 8 6 0 ，3 5 1 0 10 0 ，8 7 4 0 1 ，5 4 5 5 4 1 9 7 3 4 7 7

15 2 ，9 6 8 12 9 ，0 1 1 ・10 ，5 8 4 2 ，60 4 0 10 6 ，2 8 9 0 13 4 1 7 0 17

7 6 0 ，8 10 15 2 ，0 0 0 3 1 ，3 3 7 6 6 ，82 6 1 ，8 2 5 0 9 ，6 9 8 6 6 9 7 5 16 9 1

15 3 ，7 3 8 0 7 9 ，2 18 0 0 0 0 15 3 1 8 2 2 0

4 3 4 ，0 0 2 10 4 ，2 5 6 5 9 ，5 12 8 58 0 14 ，15 3 6 7 ，7 3 3 5 7 8 6 5 3 6 8

4 3 9 ，7 3 6 7 5 ，9 4 8 4 9 ，8 0 2 0 0 12 ，4 4 8 0 3 2 4 3 6 1 3 7

14 3 ，6 7 9 3 9 ，3 5 3 2 3 ，2 8 4 0 1 ，19 9 4 ，9 2 6 0 16 3 1 9 0 19

2 5 4 ，5 14 4 3 ，7 9 9 6 ，8 3 7 0 7 ，3 2 7 4 ，3 18 0 2 4 4 2 8 0 2 8

5 5 9 ，0 8 1 2 18 ，3 9 2 14 9 ，3 9 8 6 3 ，70 6 0 5 1 ，2 8 2 0 5 4 9 6 3 1 6 4

12 5 ，8 4 0 15 ，1 16 13 ，2 0 1 6 ，1 79 0 2 ，4 5 0 0 9 5 1 4 2 16

2 6 9 ，8 4 7 5 5 ，5 7 5 3 ，6 0 9 3 ，5 1 2 0 12 ，6 5 5 6 ，5 9 5 19 8 2 7 1 2 8

2 4 7 ，5 18 6 3 ，7 7 1 2 0 ，78 8 3 ，1 3 7 0 7 ，3 3 5 2 6 3 2 2 7 2 9 2 3 1

4 18 ，8 6 1 19 ，6 3 6 4 ，4 8 0 0 2 7 ，4 9 1 1 ，8 5 9 0 4 3 6 4 9 5 5 4

4 0 0 ，6 13 3 0 ，5 14 3 7 ，4 2 7 1 3 ，9 66 6 ，6 2 5 4 0 ，8 7 3 0 4 1 9 5 0 2 5 2

6 0 0 ，3 2 7 10 3 ，5 9 7 19 3 ，3 8 8 4 ，7 4 9 0 12 9 ，9 7 3 4 ，3 5 6 6 3 1 2 7 5 2 7 7

5 1 1 ，7 5 4 14 2 ，7 6 3 8 6 ，18 4 0 3 8 0 2 9 ，2 7 3 2 ，9 5 6 5 0 1 0 6 0 4 6 4

6 7 6 ，7 4 4 6 ，9 5 4 10 6 ，0 7 2 0 0 14 ，8 6 1 0 8 7 6 9 3 1 9 4

3 4 2 ，2 4 2 13 5 ，8 8 2 3 0 ，5 0 4 10 ，4 8 8 4 2 3 4 ，36 7 2 ，7 3 3 3 7 1 1 4 8 0 4 8

8 9 3 ，3 0 6 4 9 4 ，0 14 10 3 ，3 18 0 0 2 1 1 ，9 4 7 0 5 6 3 4 9 0 0 9 0

2 2 2 ，2 4 6 14 ，0 5 8 3 ，18 9 2 1 ，2 30 0 2 6 ，6 8 5 0 2 1 ∂ 2 6 3 2 9

2 6 7 ，8 6 4 18 ，2 0 9 2 1 ，19 1 0 0 0 0 2 5 7 3 2 0 3 2

2 9 3 ，6 0 9 7 2 ，7 3 4 8 ，9 2 7 12 ，8 7 2 0 4 4 ，2 6 9 1 ，7 9 5 3 4 6 4 0 1 4 1

18 ，0 4 7 8 ，0 4 9 5 ，3 16 6 8 4 1，8 6 3 5 ，8 3 8 0 5 1 6 0 6

4 5 5 ，6 8 5 6 8 ，0 0 6 8 ，10 0 1 3 3 ，8 1 5 0 9 4 ，4 6 6 0 4 0 8 4 8 1 4 9

6 3 5 ，0 3 9 8 7 ，6 5 0 7 9 ，7 6 9 14 ，2 0 9 4 8 6 10 9 ，6 14 0 12 7 3 8 5 10 9 5

9 6 7 ，4 5 2 19 0 ，4 9 1 5 5 ，8 4 9 0 0 0 0 6 8 9 7 7 0 7 7

14 1 ，18 0 8．4 ，4 6 6 5 1 ，3 13 0 0 4 ，4 6 6 24 3 10 0 1 0 14 2 4

1 ，3 0 2 ，6 7 0 3 0 5 ，4 14 16 2 ，4 0 9 1 3 ，4 6 0 0 0 3 7 ，2 4 2 10 0 4 1 14 1 9 15 0

4 7 3 ，8 5 5 5 7 ，3 0 6 7 ，0 2 9 1 ，9 5 0 0 18 0 ，7 4 5 0 3 3 1 1 4 4 6 5 0

4 4 ，4 4 5 2 ，8 0 7 3 ，5 5 8 0 0 4 ，8 8 5 0 2 0 2 6 8

9 1 ，5 0 0 10 ，6 2 3 15 ，0 0 5 6 ，0 1 8 0 3 ，9 15 0 4 2 6 3 9

2 6 9 ，7 2 9 13 5 ，9 3 9 4 1 ，1 10 3 ，7 2 5 0 3 ，0 0 0 0 14 7 2 1 7 2 8

5 0 0 ，7 9 4 4 6 ，9 9 0 5 ，7 2 7 0 0 9 ，6 5 3 3 ，9 4 5 5 1 5 5 6 0 5 6

8 3 ，3 7 8 9 ，6 9 3 2 ，2 7 3 1 ，2 5 2 4 ，7 0 9 3 ，0 0 0 2 0 ，5 6 8 8 1 9 0 9

2 8 ，9 1 1 2 ，9 0 0 6 7 5 54 3 0 5 6 7 0 3 0 3 0 3

2 4 3 ，0・8 8 5 4 ，4 0 4 8 7 ，6 10 4 ，8 54 0 3 2 ，17 3 1 8 2 2 6 3 2 9 8 3 7

5 0 7 ，8 9 2 1 19 ，0 6 9 18 ，3 9 0 2 ，34 7 7 9 2 0 3 ，6 0 0 4 3 2 0 6 3 0 6 3

5 3 3 ，2 3 2 17 5 ，4 5 0 2 1 ，3 5 7 58 ，56 1 6 0 0 2 1 ，6 6 9 1 ，3 5 0 4 8 8 5 6 4 6 0

3 4 8 ，2 10 13 2 ，3 5 9 6 ，4 9 6 0 0 3 17 ，8 3 3 0 3 4 5 3 9 5 4 4

8 1 ，3 3 3 2 ，5 4 7 7 ，3 7 4 t　O 0 8 ，9 0 0 8 10 6 1 7 4 1 1

2 2 7 ，6 9 5 6 5 ，0 3 3 3 14 6 5 ，52 8 0 5 ，5 3 0 0 2 0 5 2 5 9 3 4

18 4 ，3 6 4 4 4 ，17 7 4 ，6 19 16 ，6 8 2 0 5 7 ，4 2 4 0 2 1 1 2 2 8 3 0

2 5 2 ，4 18 2 0 ，0 8 9 7 ，7 5 8 9 1 ，0 2 6 0 9 ，8 2 9 2 1 ，6 0 2 2 7 4 3 1 1 3 2

2 4 3 ，4 8 8 2 5 ，9 2 1 1 10 ，5 7 0 0 1，6 4 9 5 1 ，3 5 8 1 ，4 2 1 3 2 2 34 2 3 6

12 5 ，3 3 4 17 ，1 14 12 ，6 3 7 2 6 ，8 8 2 0 0 0 14 3 1 7 1 1 8

2 4 4 ，6 3 1 8 ，17 1 13 ，6 9 2 4 1 ．55 8 0 2 0 ，6 4 8 0 17 10 2 7 5 3 2

7 2 0 ，7 3 0 16 8 ，8 10 9 ，6 8 0 7 ，3 14 0 12 ，8 0 8 0 6 5 1 5 8 0 0 8 0

1 17 ，3 8 1 4 ，6 8 1 1 ，2 2 6 5 ，8 7 9 0 5 ，5 7 0 0 13 2 1 5 0 1 5

3 4 ，8 7 4 3 ，5 3 3 0 0 3 ，2 7 2 4 ，6 0 7 1 ，3 39 3 1 4 1 5

17 2 ，5 3 7 1 3 ，10 7 8 8 ，2 2 5 7 ，6 8 9 0 1 12 ，3 4 9 0 1 7 4 2 1 1 2 2

3 8 8 ，2 2 3 19 ，6 4 1 1 13 ，9 8 0 0

17 0 ，7 0 0

0

0

1 ，4 6 5

0

12 ，8 4 6 0

0

3 ，7 38

0

3 1 10 4 1 2

0

1

0

4 3

3 0 8 ，4 2 2 10 6 ，0 3 8 1 ，4 10 3 0 ，3 0 6 3 4 7 4 1 4 1

4 0 3 ，7 2 2 2 3 ，5 4 1 5 ，8 5 1 12 0 ，0 5 2 5 4 ，7 2 5 ． 4 0 5 4 5 4 6

2 4 1 ，2 4 7 3 8 ，8 9 4 3 ，7 8 9 0 4 1 ，9 5 0 2 4 3 2 7 2 7
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公設試験研究機関経費（間2－1）

部 局名 団 体名 試 験 研 究 機 関名 所 管部 局
設 立
時期

再 編
時期

平 成 7 年 度

決 算　 額
（千 円）

う　 ち

国か らの
財源 分

鹿 児 島県 衛 生研 究 所 保 健福 祉 部 194900 198200 249，308 0

鹿 児 島県 環 境 センター 環 境 生活 部 198205 198604 272，303 0

鹿 児 島県 川 内 環 境 監視 センター 環 境 生活 部 197502 198107 44，617 29，113

沖 縄 県 衛 生 環 境 研 究 所 環 境 保健 部 19460 1 620，076 52，267

札 幌 市 札 幌 市 衛 生研 究 所 衛 生 局 196200 341，249 0

仙 台 市 仙 台 市 衛 生研 究 所 健 康 福祉 局 195504 658，936 6，300

千葉 市 千 葉 市 環 境保 健研 究所 保 健 衛 生 部 199303 5 16，007 0

横 浜 市 環 境 科 学 研 究 所 環 境 保 全 局 197600 2 18，270 0

横 浜 市 水 質 試 験 所 水 道 局 196 100 92，360 0

横 浜 市 衛 生 研 究 所 衛 生 局 196800 20 1，022 0

川 崎 市 衛 生 研 究 所 衛 生 局 19520 1 373，923 0

川 崎 市 公 害研 究 所 環 境 保 全 局 19740 1 293，805 499

京 都 市 京 都 市 衛 生 公 害 研 究 所 衛 生 局 192008 199004 895，497 0

京都 市 水質 試 験 所 水 道 局 197 100 249，037 0

大 阪 市 大 阪 市 立環 境 科 字研 究 所 環 境 保 健 局 190608 1，5 19 ，2 10 11，266

大 阪 市 水 質試 験 所 水 道 局 595 ，296 0

神 戸 市 環境 保 健 研 究 所 保 健 福 祉 局 健 康 部 19 120 5 197303 758 ，057 －
広 島 市 広 島 市衛 生研 究 所 衛 生 局 196904 198200 775，339 0

北 九 州 市 北 九州 市 立環 境 科 字 研 究所 環 境 局 19 7400 199400 645 ，6 10 7 ，205

福 岡 市 福 岡 市衛 生試 験 所 衛 生 局 19 70 10 806 ，733 59 ，500

県 民 ・
生 活 系

東京 都 消 防科 学研 究 所 東 京 消 防 庁 196 100 197300 722 ，280 0

福 井 県 環境 科 学センター 県 民生 活 部 19 7000 439 ，269 5 ，9 17

兵庫 県 県 立公 害研 究 所 生活 文 化 部 196 50 0 547 ，047 0

兵 庫 県 県 立 生 活科 学 研 究 所 生 活 文 化 部 19 7800 226 ，000 0

和 歌 山 県 衛 生公 害研 究 セ ンター 生活 文 化 部 19 5000 198300 527 ，6 13 22 ，204

神 戸 市 消 防科 学研 究 所 消 防 局 19 7900 39 ，947 0

教 育 系 東 京 都 教 育研 究所 教 育委 員 会 19 5400 1，380 ，3 17 0

佐 賀 県 教 育 センター 教 育庁 19 7900 445 ，947 0

横 浜 市 木 原 生 物 学研 究所 ． 横 浜 市 立大 学 事 務 局 19 8400 568 ，682 0

企 画 ・
総 務 系 富 山県

富山県
バイオテクノロジーセンター 総務 部 19 9210 2 1，240 0

滋 賀 県 滋 賀 県 琵 琶湖 研 究所 企 画部 19 8204 3 75 ，962 0
岡 山県 岡 山県 環 境保 健 セ ンター 地域 振 興部 19 7604 929 ，282 102 ，46 1
佐 賀 県 消 費 生 活 センター 企 画 局 19 7000 75，59 1 6 ，392
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公設試験研究機関経費（間2－1）

人 件 費
維　 持 調 査

依　 頼

試 畢

検 査 者

指 導 施 設 庁 舎
研 究 者

研 究 者
常 勤

職 員

／」、計

非 常 勤 職 員 数

運 営 費 研 究 費 普 及 費 整 備 費 改 修 費 以 外 職　 員 合　 計

16 9 ，39 0 2 5，7 7 2 6，1 0 6 0 0 4 8 ，0 4 0 0 1 5 3 1 8 0 18

2 0 0 ，2 6 4 6 1，5 2 8 2 8 3 0 2 19 0 1 0，0 0 9 2 2 5 2 7 0 2 7

2 9 ，0 0 0 12 ，7 5 7 5 0 0 0 0 2 ，3 6 0 0 4 1 5 0 5

4 4 6 ，2 0 0 14 4 ，0 9 3 1 7，5 5 0 0 0 1 1，7 3 0 5 0 3 3 9 6 4 5 2 4 7

5 4 ，2 4 6 8 2 ，0 4 0 1 8，3 1 6 16 5，1 8 7 0 2 1，4 6 0 0 3 9 7 4 6 0 4 6

4 0 2 ，0 4 8 14 2 ，1 7 1 5，3 0 2 4，5 6 0 0 3 6，0 9 7 6 8，7 5 8 0 5 5 55 0 5 5

3 5 5 ，2 4 3 3 4 ，3 9 8 1 2，4 3 3 8 9，4 0 9 2 2 8 2 4 ，2 9 6 0 4 0 5 4 5 5 5 0

0 2 16 ，7 8 1 0 0 0 1，4 8 9 0 2 7 10 3 7 3 4 0

0 4 ，0 7 0 5 1，8 0 0 0 7 5 3 6，4 15 0 4 3 9 52 0 5 2

0 8 9 ，9 8 0 2 0，64 4 5 3，6 3 5 0 16，8 8 4 1 9，8 7 9 5 1 9 6 0 4 6 4

2 6 3 ，4 16 4 0 ，5 6 3 3 1，9 3 6 0 1，3 3 9 12 ，5 3 4 2 4，1 3 5 2 9 8 37 1 3 8

2 0 9 ，4 0 2 3 3 ，2 14 4 5，1 3 9 0 0 0 6，0 5 0 9 2 7 3 6 1 3 7

6 8 6 ，0 0 0 14 4 ，5 1 7 0 0 0 5 8，3 5 0 6，6 3 0 8 5 （8 5） 8 5 0 8 5

19 9 ，3 4 7 2 0 ，2 9 4 0 0 0 2 9，3 9 6 0 0 2 0 2 0 0 2 0

1，12 4 ，5 8 4 12 2 ，7 78 8 9，4 5 6 8 9，2 5 5 0 3 3，2 7 8 5 9，8 5 9 7 1 4 0 1 1 1 0 1 1 1

4 5 3 ，2 2 9 2 7 ，0 2 3 4 5，5 6 8 2，5 7 4 4 7 ，2 7 2 19，6 3 0 0 0 4 4 4 4 0 4 4

5 10 ，7 5 7 10 3 ，8 6 6 2 1，7 04 8 6，8 3 4 1，8 9 7 15，8 8 8 1 7，1 1 1 4 0 13 5 3 1 5 4

4 13 ，8 5 7 15 1，4 7 1 7 9 5 0 0 19 8，3 6 1 1 0，8 5 5 4 6 3 4 9 0 4 9

4 4 7 ，12 5 6 8 ，4 9 8 2 5，6 9 8 6 0，0 0 0 0 2 4，1 16 2 0，1 7 5 4 6 3 4 9 ‘0 4 9

3 7 1，1 12 3 6 8 ，6 2 8 5，3 1 9 0 0 5 6，5 6 9 5，1 0 5 3 7 6 4 3 0 4 3

5 3 5 ，4 4 0 4 7 ，3 0 5 1 1 0，6 8 9 4 5 9 0 0 2 8，3 8 7 5 2 0 5 2 0 5 2

2 4 4 ，4 3 4 0 7 4，5 0 3 0 3 ，32 4 1 16，0 0 8 0 2 4 7 3 1 0 3 1

4 6 6 ，5 9 4 2 4 ，6 8 4 8，9 3 7 0 0 4 6，8 3 2 0 3 7 9 4 6 3 4 9

12 1，8 8 5 19 ，5 0 4 7，7 2 8 1，0 0 0 1，70 0 2 6，18 3 4 8，0 0 0 1 0 4 14 4 18

3 5 1，8 5 5 2 6 ，6 2 7 2 3，2 5 1 2 1，7 0 1 5 ，5 8 9 9 8，5 9 0 0 3 7 5 4 2 0 4 2

3 6 ，7 2 3 0 2，4 6 1 3 4 6 0 4 17 0 0 4 4 0 4

9 2 5 ，4 5 5 17 5 ，5 8 2 1 0 4，2 0 6 0 8 7 ，16 9 8 7 ，9 0 5 0 9 2 2 8 12 0 9 12 9

2 0 6 ，0 39 12 1，6 10 4 1，2 9 2 0 18 ，8 5 0 17 ，12 8 4 1，0 5 5 1 0 15 2 5 0 2 5

2 1 1，9 10 2 9 5 ，4 2 9 3 1，0 6 0 0 0 3 0 ，2 8 3 0 1 6 5 2 1 0 2 1

0 3，7 0 2 1 4，2 1 9 0 3 ，3 19 0 0 1 4 8 2 2 0 2 2

13 1，16 0 30 ，8 8 2 1 7 8，8 0 9 0 35 ，1 1 1 0 0 1 4 6 2 0 1 2 1

4 2 3 ，0 8 2 3 58 ，9 7 9 2 1，3 3 8 7 0，7 3 1 0 3 0 ，7 18 2 4，4 3 4 3 7 16 5 3 0 5 3

4 4 ，32 3 1 1，9 1 2 0 0 1 1，2 8 1 8 ，0 7 5 0 0 5 5 3 8
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公設試験研究機関の再編整備（問3－2）

部局名 団体名 事項（事業名） 所管部局 決算額
県単か

国関連か

l商工系 青森県 公設試験研究機関整備計画策定事業 商工観光労働部 5，745 県単
宮城県 産業技術総合センター（仮称）整備事業 商工労働部 2，671，548 県単

秋田県 秋 田県工業技術センター整備拡充事業 商工労働部 464，182

施盲設既修⊥早 ；県早
機械設備購入 ；国関
連（開放試験室施設
設置事業、電力移出
県等交付金）

栃木県 工業技術センター整備事業 商工労働観光部 1，825 県単

群馬県
（仮称）産業技術総合研究所基本計画策
定調査 商工労働部 9，981 県単

埼玉県 工業技術センター整備事業費 商工部 イ 1，012 県単
埼玉県 食品、製紙、繊維工業試験場再編事業費 商工部 ．V l，559 県単
大阪府 新産業技術総合研究所整備事業 商工部 澄3，976，00 府単
和歌山県 工業技術センター再編整備事業 商工労働部 ′　450，018 県単

岡山県
新工栄技術センター整備事業
（平成7年4 月開所） 商工労働部

下

0

愛媛県 スーパーテクノゾーン推進事業 経済労働部 ＼遁4，006 県単
佐賀県 工業技術センター施設整備費設計費 商工労働部 Y 14，406 県単

宮崎県 工業総合センター
商工労働部
工業振興課

プY

1，350，6．64 県単

沖縄県
技術振興対策費
（工業技術センター建設事業費） 商工労働部

1適 ，162
県単

北海道 水 産試験場整備 構想 水産部 1，000 道単

青森 県 試 験研 究体制推進調査費 農林部 2，0 11 県単
青森県 試 験研 究推進計画策定費 農林部 523 県単

青森県 花 き振 興促進センター （仮称）整備 事業 農林部 1，297 ，422 県単

岩手県 農 業研 究センター （仮称）整備事業 農 政部 5，964 ，868 県単

秋 田県 農業試験場再編整備事 業 農政部 125，266 県単

福島県 農 業総合研究センター （仮称）基本調査 農林水産部 17，300 県単
栃木県 農 業試験場整備基本計画策定事業 農務部 4，000 県単
栃木県 水産試 験場整備事業 農務部 20，000 県単
栃木県 宇都 宮家畜保健衛生所移転整備事業 農務部 29 1 県単
埼玉県 畜産センター （仮称）整備計画策定事業 農林部 3，143 県単

千葉県 栽培漁業センター （勝浦）増築事業 水 産部 2，067 県単
千葉県 公 設試験研究機関の再編整備 の検討 農林部 0
神 奈川 県 乳牛飼養 実験棟改修工事費 農政部 78，3 18 県単
神 奈川 県 環境保全 実験棟新築工事費 農政部 84，728 県単
神奈川 県 水 産総 含研究所新築工事費 農政部 628，462 県単
新潟県 水 産試験場建設事業 農林水産部 1，58 1，838 県単

富山県 畜産試験場整備 費 農林水産部 89，550 県単

山梨 県 果樹試験場整備 費 農務部 1，044，847 県単
山梨 県 酪農試験場整備 費 農務部 632，073 県単
岐阜県 農業 関係試験研 究機 関調査研究 農政部 0 県単
愛知県 水産試験場整備調査費 農業水産部 1，943 県単

大阪府 農林技術センター整備計画 農林水産部 メ 6，974 県単
大阪府 府民牧場整備推進事業費 農林水産部 Y　 5，401 県単

大阪府 淡水魚試験場将来方 向検討事業 農林水産部
、　′
ノ、2，127 県単

鳥取県 畜産関係機 関整備構想策定事業 農林水産部 ＼ 1，012 県単
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公設試験研究機関の再編整備（問3－2）

事業概要

平成6年度に策定したl公設試験研究機関基本構想」の具体化に向けたI整備計画」（備えるべき部門、その編成万
法等）を策定する。
基本設計・実施設計・地質調査

工業技術センターの施設改装工事及び指導用機械設備の整備
現行6工業試験研究機関の再編に伴う新工業技術センターの設計競技等査会

産業技術の中核施設建設へ向け基本計画策定のための調査を行った。
鋳物機械工業試験場と工業技術研究所を統合し、川口市に工業技術センター（仮称）として整備する。
食品工業試験場、製紙工業試験場、繊維工業試験場（本場・2支場）の3機関5施設を再編整備する。
府立産業技術総合研究所を統合・移転・拡充する。7年度は建設工事を実施
工業技術センター実証棟建設等

岡山市内2カ所に分散していた工業技術センターを統合し、研究団地 「岡山リサーチパーク」へ移転統合した。
（施設整備は平成5～6年度）
酉甲・四国スーパーテクノゾーンの形成促進を凶るとともに、工業関係試験研究機関の再編整備を図るための整備計
画を策定する。
機械金属棟改築設計費

工業試験場、食品加工研究開発センターを、関係機関とともに 移転整備するもの。（平成10年12月開設予定）
平成7年度は、実施設計、用地購入等。

工業技術センター建設用地購入費及び設計委託料等（平射0．3竣工予定）
近年多様化・高度化している研究ニーズへの対応と研究の高度化・効率化を目指すため、研究課題の見直し・集約
化を図るとともに施設の再編を行う基本構想を策定する。
研究体制に係る先進県調査
各試験場ビジョンに基づくl農林業試験研究基本方向」の策定
省力、周年生産技術の確立や新品種育成などの試験研究、各種研修、優艮種苗の提供などを行う本県花き振興の
拠点施設の建設
農業試験場、蚕業試験場、園芸試験場、畜産試験場を統合し、農業研究センターとして整備するもの
平成7年度工事 （本部）用地造成設計・工事 本館・付属棟建築等 （県北）用地取得 用地造成設計・工事 本館
建築等 （畜産）付属棟設計・建築 外山用地造成 既存施設解体等
再編整備基本計画の策定、用地買収、土壌調査
既存の農業関係試険研究機関を統合しl農業総合研究センター（仮称）」を設置するが、この本部の整備場所決定
に係る調査。
農業試験場の試験研究体制・施設等の整備計画のための調査業務委託
基本計画策定調査費
宇都宮家畜保健衛生所と家畜衛生研究所の移転統合整備
畜産試験場と養鶏試験場を統合し、畜産センター（仮称）を整備するための計画を策定した。
マダイ、ヒラメの増産、防疫体制の確立を目的とした施設整備を行う。
再編整備について検討を行った。
乳牛飼養実験棟改修工事（実施設計、工事監理）
環境保全実験棟新築工事（実施設計、工事監理）
本館新築工事費
水産試験場を強化し、栽培漁業センターを統合一元化する。

畜産試験場の老朽化により、本県畜産の技術革新の拠点とすべく、畜産振興の原動力となる畜産技術の開発をはじ
め、飼料 ・土壌の分析サービス、情報提供及び研修等の機能を備えた総合的なセンターとして、移転整備する。
果樹農業の多様化に対応し、果樹王国にふさわしい果樹試験場の整備を行う。
新しい時代の要請に応えるため、酪農試験場の改築、整備を行う。
農業関係試験研究機関の再編・整備について（規定経費で対応）
水産試験場の改築に関する調査、基本構想の策定
試験研究の総合的展開及び普及機能との連携強化を凶るため、農林技術センターの再編整備を進めており、7年度
は、施設の現況調査及び研究ゾーンの施設整備に向けた検討調査を行った。
農林技術センター能勢種畜場のリニューアルに向け、土地利用基礎調査として測量調査を実施した。
水辺の自然環坑の保全回復に関する調査、研究機龍の強化が重要となっており、また、府民の内水面やそこに生息
する淡水生物への関心も高まりをみせていることから、これらの社会的要請に対応できるよう、当試験場の将来方向
の検討調査を実施した。
委員会を設置して、畜産関係機関の整備等の検討を行った。
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公設試験研究機関の再編整備（間3－2）

部局名 団体名 事項 （事業名） 所管部局 決算 額
県単か

国関連か

島根県 畜産試験場整備事業 農林水産部 45，0 54 国関連
岡 山県 バイオテクノロジー研究所費 農林部 ＼845，54 7 国関連

広 島県 畜産技術センター整備事業 農政部 f 162 ，119 国関連　 40，548

広 島県 木材 実験棟整備事業 林務部 Y 145 ，175 国関連
高知県 林業総合センター（仮称）整備 事業 森林局 X 862 ，744 県単

高知県 農業技術センター施設整備 農林水産部 Y 146 ，581 県単

長崎県 総合水産試験場建設事業 水産部 4，11I滋89 国関連

熊本県 林業研 究指導体制調査 林務 水産部
／

ケ 1，739 県単

宮崎県
′ヽA　　　　　≡

農政水産部 r 65，82 3 県単
呂崎 県総 口農業試験場畑 作園芸支湯整
備 事業

宮崎県
宮崎 県総合農業試 験場 亜熱帯作物支場
整備基本計画策定事業 農政水産部 ド　 8，76 5 県単

宮崎県
農 業試験研究機 能両度化整備計画策定
事業 農政水産部

Y 2，0 37
県単

鹿 児島県
農業試験研究機 関の再編整備
（農 業開発総合センター整備事業） 農政部 N 284 ，52 7 県単

沖縄県 農業研 究センター整備事業 農林水産部 Y　 59，463 県単

1禾健 ．
環境 ・
衛生系

岩手県 環境保健センター （仮称）整備調査 環境保健部 1，000 県単

栃 木県 衛生環境センター （仮称）整備事業 衛 生環境部 1，66 1，675 県単

群 馬県 衛生環境研究所改築 衛 生環境部 58，876 県単

埼 玉県 環境科学国際センター （仮称）整備事業費 環境 部 77，238 県単

神 奈川県 健康科学センター （仮称）新築基本設計費 衛 生部 36，10 1 県単
愛知県 がんセンター研 究所棟改築実施 設計費 衛 生部 83，430 県単
三重県 衛生研究所移転整備事業 健康福祉部 14，337 ＝
三重県 環境総合センター整備事業 環境 安全部 17，705 ＝

大阪府 環境科学センター （仮称）基本計画検討費 環境保健部

＼／1，000

県単

県民 ・
生活系

埼 玉県
生活科学センター （仮称）機能整備 詳細調
査 県民部 520 県単

埼 玉県 福祉工学支援機構 （仮称）調査費 生活福祉部 3，000 県単

企画 ・
総務系 岐 阜県 研究開発総合調整推進事務費 総務部総合政策課 300 県単
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公設試験研究機関の再編整備（問3－2）

事業概要

備品購入
バイオテクノロジー専用の研究施設を設置（H 7～8年度）
○先端技術研究施設整備　 ○名称変更
○木材加工施設及び試験機器の整備 （平成8年度繰越分303，800を除く）
林業試験場移転計画
養蚕試験場を農業技術センターに統合するに伴う施設整備
現水産試験場等の再編整備を目的とした総合水産試験場建設に必要な経費

林業研究指導所について、今後の試験研究機関としての施設や体制・あり方について調査報告書を作成した。

試験研究機能強化のため、畑地かんがいの受益地に移転整備を行う。
試験研究機能強化を図るとともに、全国でも珍しい亜熱帯作物の研究成果を広く県民にP R するための再整備を行
う。
2 1世紀の本県農業を先導し、支援する拠点機関として、国際化に対応した技術や、地球環境に優しい技術等の開
発に、的確に対応し得る試験研究機能の充実・強化を図る。

整備基本計画策定のための基礎調査，用地取得事前調査，建設予定地の農家に対する営農対策
予定面積90㌶ ・事業費 ：26184百万 （リ用地取得費9508百万 Q ）基本設計費164百万 ③実施設計費969 百万 包）建
設費15327百万 ⑤事務費2 16百万 ：予定工期 輔7～13
衛生研究所と公害センターの統合整備を図るための調査
衛生研究所と公害研究所を統合整備し、健康と快適な生活環境に対する新たなニーズに対応できる効率的な試験
検査体制を持つ施設の整備
建設工事実施設計費 （51，230千円）展示工事実施設計費（7，646千円）
環坑科字の試験研究を充実させ、加えて環境学習、環場面での国際貢献などの新しいニーズに対応した、環境科
学の総合的中核機関となる環境科学国際センター（仮称）を整備する。

衛生研究所と保健教育センターを統合し、新しい保健医療系試験研究機関を建設するための基本設計等を行う。
研究所棟改築実施設計
基本設計
H 7～H 8基本設計、地質調査、実施設計
公害監視センターの機尾を見直し、循環・共生型社会へ導くた桝 こ府が取りj阻むべき実証研究、体験型の環坑教
育・学習、開発途上国への技術移転、有害化学物質のリスク管理など、環境科学センターが担うべき機能について
検討を行った。
体！険型字習施設を甲心とした消費者字習支援機能や衣食住製品を対象とした総合的な商品テスト機能、消費生宿に
関する総合的な情報収集・提供機能及び相談・苦情処理、交流・研修、調査・研究機能を備えた生活科学センター（仮
称）を設置するため、各機能についての詳細調査を行う
福祉機器の操作性・買全性・デザイン等、福祉工学の研究・研究支援を行うとともに、福祉機器に関する情報の提供
等を通じて利用者、製造業者、研究機関等の支援を行う福祉工学支援機構 （仮称）の設置に向けて、そのあり方等に
ついての調査・検討を行う。

科学技術振興センターの新設（県試験研究機関の統合化）
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公設試験研究機関の研究機能強化（問4）

部局名 団体名 事項 （事業名） 所 管部局 決算額
県単か

国関連か

商工系 青森 県 公 設試験研究機関整備計画策 定事業 商工観光労働部 5，74 5 県単

岩 手県 基盤 的・先導的技術研 究推進事 業 商 工労働部 11，200 県単

岩 手県 工業試験研究特別強化費 商工労働部 2，08 1 県単

宮城 県 工業技術センター機械器具整備事業 商工労働部 1，535 県単 ′

宮城 県 工業技術センター設備拡充事業 商工労働部 4 5，320 県単

宮城県 工業技術センター開放試験室施設設置事業 商工労働部 31，04 1 国関連

福 島県 福島県ハイテクプラザ客員研究 員制度 商工労働部 3，043 県単

茨城県 窯業指導所建設整備 事業 商工労働部 Y 968，715 県単

栃木県 工業技術 センター整備 事業 商工労働観光部 ’受＿1，825 県単

栃木県 高度技術者招へい事業 商工労働観光部 5，017 県単

栃木県 研究開発 協力企業等登録事業 商工労働観光部 170 県単

栃木県 機器等整備 事業 商工労働観 光部 269，5 18

県単，

一部国関連

群馬県
（仮称）産業技術 総合研究所基本計画策
定調査 商工労働部 9，98 1 県単

埼 玉県 産 学官共 同技術 開発推進事業費 商工部 53，432 県単

埼玉県
先 導的技術開発推進事業費
（テクノフロント2 1） 商工部 57，279 県単

新潟県 戦略技術研究会開催 商工労働 部 2，588 県単

新潟県 戦 略技術研究 商工労働 部 166，55 1 国関連

新潟県 共同研究 商工労働 部 30，000 県単

新潟 県 起業化センター等施設整備 事業 商工労働 部 587，757 国関連

石川 県
海外研究交流 （石川ハイテクサテライトセ 商工労働 部

2，6 17 県単ンター）事業 （工業試験場）

石川 県 研 究交流 「客員研 究員 」活動
商工労働部
（工業試験場） 526 県単

福 井県 客員研究員招へい事業 商工労働 部 11，400 県単
山梨 県 高度研究 開発促進 事業 商工労働観 光部 4，165 県単

長 野県 設備拡充事業 商工部 23，400 県単

岐阜県 革新技術者研修参加費 商工労働部 1，535 県単
岐阜県 客員研究員制度事業 商 工労働部 1，100 県単

岐阜県 岐阜県科学技術顧問設置費 商工労働部 7，600 県単

岐阜 県 未 踏科学技術開発促進事業費 商工労働部 2，066 県単
静岡県 客員研究員招へい事業費 商工労働部 7，982 県単

三重県 試 験場活性化推進事業 商工労働部 39，5 14 県単

滋賀 県 研 究機器整備 商工労働部 135，574

県単および
国庫補助

大阪府 中核 的研究 商工部 13，4 13 府単
大阪府 先行的調査研究 商工部 13，680 府単

大阪府 地域産学官共 同研究 商工部 113，586

国関連
（5 1，284）

大阪府 産学官共 同研究開発 商工部 3，906 府単

大阪府 広域共同研究 商工部 16，75 1

国関連
（7，62 1）

兵庫県
工業技術センター維持運営費及 び試験研究
費 （SR関連技術推進事業） 商工部 3，978 県単

兵庫県
工業技術センター維持運営費及 び試験研究
費 （研 究促進事業） 商工部 4，622 県単

奈 良県
プラスチック系産業原葉物の高度利用技
術 に関する研 究 商工労働 部 27，166

国関連
（13，515）

奈 良県 複 合セラミックス材 料の研究開発 商工労働 部 80，8 14
国関連
（39，964）

奈 良県 インターネット情報研究事業 商工労働 部 2 1，574

国関連
（10，0 00）

奈 良県 技術指導員養成研修 商工労働 部 1，280 国関連（3 19）

奈 良県 奈良先端科学技術大学院大学職員派遣事業 商工労働部 224 県単
和歌山県 高付加価値化支援事業 商工労働部 103，9 18 県単
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公設試験研究機関の研究機能強化（問4）

事業概要

平成6年度に策定した】公設試験研究機関基本構想」の具体化に向けたl整備計画」（備えるべき部門、その編成方
法等）を策定する。
工業技術センター研究員の技術ポテンシャルの向上と技術シーズの創出を目的とした目的基礎研究を実施する
工業技術センターの研究機能の強化を図るため先端的分野等について客員研究員を招塀する
工業技術センターの研究開発等に必要な機械器具を整備する。
工業技術センターの研究開発等に必要な機械器具を整備する。
工業技術センター食品開放試験室の機器を整備する。
大字教授等外部研究員を客員研究員として招へいし、本県の技術開発力の向上を目指す。（6人、年12回）
新庁舎整備等
現行6工業試験研究機関を再編整備する。
民間等の高度技術者を招へいして、指導助言を受けることにより研究開発の円滑な推進を図る。
登録者との技術情報交流会の開催、工業試験研究機関が行う研究開発業務への指導・助言。

工業試験研究機関の研究室等の施設整備、研究開発・技術指導等に係る機器の整備。

産業技術の中核施設建設へ向け基本計画策定のための調査を行った
県内甲小企業が急速な技術革新に対応し、技術の高度化を凶るため、産字官が共同して研究開発を進め、その成
果を普及する。
科字技術振興事業団、金属材料技術研究所等の国の研究機関及び大字、企業と先導的な研究を行い、地域の独
創的な技術を開発する。（事業団の共同研究促進事業に参加）
戦略技術研究テーマの検討等を行う産学官の委員会の開催
当県工業の高度化に必要な戦略技術の研究
地元企業ニーズに基づいた研究テーマについて企業と共同で研究を行う
新潟テクノタンク構想の推進に伴い、新潟起業化センター、上越起業化センター、レーザー応用研究室の3施設を
建設した

国際共同研究の実施と最新技術情報の収集

県内大学との研究交流の推進
国内外の著名な研究者を招へいし、工業技術センター職員および企業技術者への指導を受ける。
客員研究員を招博し、地場産業の技術及びデザインの高度化を図る。
老朽化した設備の更新、最新設備の導入
最先端技術を有する大学、国立試験研究機関に技術職員を派遣する
研究の効率化と資質向上のため外部専門家を利用する
世界的に活躍する学識経験者から科学技術、技術振興施策について提言を受ける
大学への委託研究および技術職員の派遣
外部の専門研究員の招へい・工業技術センター研究員の能力向上、研究内容の高度化
試験場の研究開発テーマの発掘、地域の中核となる技術の研究開発と技術移転など

研究機器の整備
中核的技術に関する産字官の共同研究
今後取り組むべき研究の芽出しを行う

セラミックスのナノ制御技術に関する共同研究
酵素に関する産字官共同研究

近畿圏の公設試との共同研究

工業技術センター等の研究員のSR 利用技術能力の向上 ・研究会・勉強会の設置、講演会の開催

民間企業等から工業技術センターに優秀な専門技術者を招碑 ・技術参与5名　 客員研究員2人

プラスチック系産業廃棄物の高度利用技術を開発するため、改質及び最適成形加工技術の研究を行った。

セラミックスの脆さを改善する高靭化及び切削材料等機械構造材料への適用のための研究開発を行う。
工業技術センターにインターネットの専用棟接続を先端大を通じ行い、技術情報の受発信を開始するとともに、ネッ
トワーク研究を開始した。
中小企業大字校へ工業技術センター職員を派遣し、技術指導者としての能力を向上させる。
奈艮先端科学技術大学院大字へ工業技術センター職員を入学させ、職員の能力向上を図るとともに、研究成果の
県内産業界への速やかな導入を図る。
地場産業の知識集約型、高付加価値型産業への転換を支援するため先端機器を整備する

－445一



公設試験研究機関の研究機能強化（問4）

部局名 団体名 事項 （事業名） 所管部局 決算額
県単か

国関連か

島根 県
近赤外分析技術を用いた食品製 造システ

ムの開発 商工労働部 1，784 国関連

島根 県 乾燥 の自動化技術 に関する研 究 商工労働部 26，674 国関連

島根 県 光熱伝導性吸着剤の開発とそのガス吸着特性 商工労働部 2，000 県単

島根 県 高精度金型加工システム開発事 業 商工労働部 58，000 国関連

島根県
島根 県産ゼオライトによる有 等微量元素 の
安定化技術の開発 商工労働部 55，223 国関連

岡山県 共同研究開発事業 商工労働部 50，525 国
岡山県 共 同研究開発事業 商工労働部 27，048 県
広 島県 工業技術センター活性化推進事業 商工労働部 24，822 県単

山 口県 客員研究員招へい事業 商工労働部 3，350 県単

徳 島県 特別研究 商工労働部 51，853 国補

香川県 客員研究員設置事業 商工労働部 7，280 県単

愛媛県 試験研究機 関職員技術研修事 業 経済労働部 1，065 県単

愛媛県 技術リサーチフォーラム開催 事業 経済労働部 1，903 県単

高知県 客員研究員招聴制度 商工労働部 8，831 県単

福岡県 工業技術振興会議
商工部
新産業 ・技術振興課 1，269 県単

福岡県 指定研究事業
商工部
新産業 ・技術振興課 4，113 県単

福岡県 新技術研究開発特別事業
商工部
新産業 ・技術振興課 76，831 県単

福岡県 加 工組立産業基盤 的技術 開発事業
商工部
新産業 ・技術振興課 51，316 県単

福岡県 福祉機器研究開発事業
商工部
新産業 ・技術振興課 1，487 県単

佐賀県 先端技術指導員養成 事業 商工労働部 86 2 県単
佐賀県 先導的技術流動研究促進事業 商工労働部 5，381 県単
長崎 県 工業技術センター施設整備費 商工労働部 77，004 国関連 、県単
長崎県 窯業技術センター施設整備費 商工労働部 108，547 国関連、県単
熊本県 特別研究員招へい事業 商工観光労働部 4，119 県単
大分県 大分県産業科学技術センター機器整備事業 商工労働観光部 寸269，431
宮崎県 技術指導員養成研修 商工労働部工業振興 1 1，340 国関連（437）
宮崎県 設備 関連事業 商工労働部工業振興 16，288 県単
鹿児 島県 工業基盤技術研 究事業 商工労働部 14，325 県単
鹿児島県 地域資源の高度利用研究事業 商工労働部 6，12 5 県単

鹿児 島県 新素材 ・新材料開発研 究事業 商工労働部 15，516 国関連

鹿児 島県 生産 ・加工システム開発研 究事業 商工労働部 4 1，04 3 国関連
鹿児 島県 発酵飲食品開発 研究事業 商工労働部 3，629 県単
鹿 児島県 環境対応技術研 究事業 商工労働部 3，4 16 県単
沖縄県 技術開発研究事業費（地域技術研究会事業）工業試験場 8，000 国関連

横浜市 先導的技術開発研 究
経済局

工業技術支援センター 1，000 単独
名古屋市 新技術開発等の研究 経済局工業研究所 50，028 国関連
名古屋市 新技術開発等の研究 経済局工業研究所 37，709 国関連

広島市
広 島市工業技術 センター技術指導用機
器整備 経済局 15，20 1 国関連

農 林・
水産系

北海道 中央水産試験場 改築費 （平成4 ～7年） 水産部 K 97，000 道草
北海道 稚 内水産試験場建設基本計画策定費 水産部 Y l，000 道草

北海道 林業試験場温室改築 工事費 林務部 ＼ ！25，450 道草
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公設試験研究機関の研究機能強化（間4）

事業概要

非破壊検査法である近赤外分析技術を食品製造へ応用することにより、迅速に食品甲の各成分を分析し、原料や
工程管理及び製品の品質管理まで一貫して成分を把握する食品製造システムを開発する。
乾燥工程における含水率分布の空間的及び時間的変化のデータを収集する芙験システムを開発し、それを用いて
得られたデータと乾燥状況、不良等の関連についての解析を行う。
高純度ゼオライトの応用を目的とした研究の一環で、ゼオライトの持つ特殊なガス吸着性を利用し、温度によるガス
吸着量の変動が機械的動力変動と成り得るかどうかの可能性を探る。
Y A G レーザ及びプラズマC V D を利用したプレーティング技術のインテリジェントを図ることにより、インテリジェント・
マテリアルの開発を行う。
本県で開発した高純度化成形ゼオライトを用いて、有等廃液中の有害微量元素を除去し、安定化した個体化とする
処理技術の研究
海外（マレーシア）研究所及び近県公設試験研究機関等と役割分担による研究開発の推進
国立研究所及び大学との役割分担による研究開発の推進
工業技術センターの人材活性化や設備機器の更新を行い，業務の充実強化を狙う。
工業技術センターの先端分野における研究開発能力を凶るとともに、民間大企業のもつ高度な技術を多くの甲小企
業に円滑に移転するため、民間大企業等の高度技術者を工業技術センターに一定期間招へいし、その進んだ技術
や知識を業務に活用する。
四国地域に存在する技術ポテンシャルを向上するため公設試が連携して共同研究に取り組む。
理工系大字等に属する教授等学識経険を有する研究者を招へいし、高度な技術に関する研究業務に助言、指導を
得、職員の資質の向上を図る。
試験研究機関職員の資質向上を図るため、国立の研究機関等への派遣研修を実施する。
県内中小企業が直面している技術的課題、あるいは2、3歩先を見据えた新しい技術について自由な意見・情報交
換等を行う産・学・官の研究会を開催する。
高度な技術力を持つ大字教授等を招博し、工業技術センター、紙産業技術センターの研究開発力の向上につなげ
る
産字官の代表で構成される会議で、センターが甲長期的に取り組むべき重点目標等について、総合的に審議、検
討を行う。

経常研究の中から、特に緊急を要するテーマについて数年間の研究を実施。

本県の地域産業に波及効果が大きいエレクトロニクス、新素材、バイオテクノロジー等の新技術開発を行う。

高度加工組立産業への転換促進のため、核となる共通基盤的先端技術に関する研究開発を推進。
高齢者や身障者のニーズに対応したより艮い福祉機器の企業及び産字官による研究開発を促進し、中小企業の福
祉機器産業への参入と育成・強化を図る。
公設試研究員の国内留学制度 （博士課程）
国内外の研究者との相互協力により公設許の研究開発能力の向上を図る
研究開発機器整備など
研究開発機器整備など
工業技術センターの研究員の資質向上のため、国研、大学、民間の研究者を招へいした。
H ．6年度オープンした産業科学技術センターの機器整備を行う
研究員の中小企業大学校への派遣研修
研究機器の購入
技術創出（シーズ創出）研究，技術高度化（ニーズ対応）研究
超臨界法による樹木等からの有用物質の抽出，アルミノ珪酸塩の高度利用に関する研究
商透光性・商硬質薄膜形成技術に関する研究，ステンレス鋼のガス窒化処理技術の研究開発，スマートストラク
チャーセラミックスに関する研究，高分子複合材料の開発と特性評価
焼酎原料の自動供給システムの開発，画像処理による微細加工技術の研究，遠隔地間制御技術の研究，甲小断面
集成材の製造システムの開発
新蒸留法による酒質の改善研究，焼酎原料の加熱処理技術の開発
デザイン情報のデータベース化に関する研究，焼酎粕の処理に関する研究
産・字・官による地域技術に関する研究会の実施

表面処理技術の研究開発
先進めっきプロセスによる高機能性合金めっきの開発
両機能機器への材料制御技術の適用に関する研究と指導

中小企業庁技術指導施設費（開放試験室）補助金補助事業
中核的な試験場の設置。
北海道道北海域の研究拠点である稚内水産試験場の建設基本計画を策定する。
林業試験場が開発を進めているグイマツ雑種F lの大量増殖技術の実用化を促進するため、既存の温室を改築し、
′実用化に向けたコスト低減等の技術課題の解決を図る。
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公設試験研究機関の研究機能強化（間4）

部局名 団体名 事項 （事業名 ） 所管部局 決算額
県単か

国関連か

北海道
試 験研究用備 品整備費 （インターネット接
続機器導入費） 林務部 8，827

国関i要
（国費 ：4，414）

秋 田県 調査指導船千秋 丸代船建造事業 農政部 1，000 県単

茨城 県 客員流動研 究員招へい事業 農林水産部 18，582 県単

東京都 農林水産試験研 究総合推進事業 労働 経済局農林水産 8，163 都単

神奈 川県 農林水産技術 開発 推進費、 農政部 900 県単

石川県 機械器具整備 費 農林水産部 （畜産課） 3，087

国関連597
（うち補助金

299）、
県単2490

福井県 客員研究員招へい事業 農林水産部 7，600 県単

岐阜県 試験研究機 関連絡調整 費 農政部 1，134 県単

岐阜県 農業試験研究パワーアップ推進事業 農政部 96 0 県単

岐阜県 グリーンビジネスマルチメディア工房整備費 農政部 2，8 85 県単

岐阜県 グリーンビジネスマルチメディア工房運営費 農政部 1，000 県単

岐阜県 岐阜 県農業新技術開発研 究会 農政部 530 県単

岐阜県 試険研究施設整備 農政部 129，4 70 県単

静岡県 先端技術研修派遣事業費 林業 ・水産部 1，289 県単

静岡県 外部研究員招へい事業費 林業 ・水産部 1，106 県単

静岡県 農業 関係試験場研究員派遣研修事業費 農政部 3，891 県単

愛知県 企画情報費 農業水産部 2 3，59 7 県単

愛知県 中央研究棟整備費 農業水産部 2 19，69 3 県単
愛知県 花き研究所整備費 農業水産部 18 5，794 県単
愛知県 水産試験場・整備調査費 農業水産部 1，943 県単

愛知県 林業センター試験研究等施設整備費 農地林務部 、394，908 県単
愛知県 林業センター国産材加 工試験設備整備費 農地林務部 162，245 国関連

愛知県 林業センター林木育種場整備費 農地林務部 ！56，887 県単

奈艮県 農業試験場整備事業 農林部 2 59，19 1 県単

奈 良県 林業試験場研究機器整備事業 農林部 16，059 県単

和歌 山県 クリーン豚舎新 築事業 農林水産部 Y 35，679 県単
島根県 バイオテクノロジー技術実用化事業 農林水産部 4，269 県単
島根県 木材の高品質化 技術 開発事業 農林水産部 3，4 70 県単

島根県 地域 に適合した林業機械作業システム研究 農林水産部 1，040 国関連

広島県 バイオテクノロジー研 究機器整備事業 農政部 39，000 県単
広島県 バイオテクノロジー研 究推進事業 農政部 3，000 国関連

徳島県 2 1世紀型農 業技術 開発施設整備 事業費 農林水産部 Y 215，000 県単

香川県 海況等予報システム整備 事業 農林水産部 22，363 県単
香川県 水産試験場整備強化事業 農林水産部 2，000 県単
香川県 栽培センター整備 強化事 業 農林水産部 9，800 県単

香川県 赤潮生物発生監視強化事業 農林水産部 3，100 県単
福岡県 試験研究用機器整備近代化事業費 農政部農政課 50，38 2 県単

福岡県 農業総合試験場施設整備 近代化事業費 農政部農政課
梅 96，26 3

県単

佐 賀県 ハイテク農業研究推進事業 農林部 1，142 県単
佐賀県 種苗量産技術開発事業 水産局 34，871 県単
佐賀県 コウライエビ放流 技術開発事業 水産局 2，975 国関連
佐賀県 海底牧場基礎技術導入 事業 水産局 3，768 県単
長崎県 総合水産試験場建設事業 水産部 、ブ4，111，289 国関連
長崎県 長崎県総合農林試験場施設整備費 農林部 22，32 1 県単
長 崎県 農林水産省研 究ネットワーク（M A F F IN ） 農林部 4，000 国関連
長崎県 新技術開発普及促進費 農林部 3，558 県単
長崎県 依頼研究員長期研 修事業 農林部 1，0 11 県単
長 崎県 長崎県果樹試験場施設整備費 農林部 28，300 県単
長 崎県 長崎県畜産試 験場施設整備費 農林部 14，9 13 県単
宮崎 県 畜産試 験場川 南支場総合整備 計画事業 農政水産部 88，277 県単
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公設試験研究機関の研究機能強化（問4）

事業概要

並　　　　 －　　　　　 、、　　　　　　　　 、　　－　 、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 －　　 †’　　　　　　　　　　　　　　 手，l
El　　　　　R　　　　　　　　　　　　　　」 、　ン′　　　 ッ　　　　　　 」日　　　 ツ　　　　 」一、　　 日　　　　　 伝又

する。
漁業調査指導船の建造 （建造方針の検討）
助教授クラスの研究員の招へい
農林水産技術会議の開催 ・人材の育成 ・情報収集 ・東京都農林水産事業
外部有識者等が参加す る農林水産技術会議を開催し、研究課題設定成果評価等 を行う。

試験検査機器等の整備
国内外の著名な研 究者 を招へいし、農業試験場職員等への指導を受ける。

農業関係試験研究機 関における試験研究の連絡調整
試験研究推進のためのアドバイザー招聯
マルチメディア工房設置に伴なう関連工事
マルチメディア工房聖の運 営
産、字、官 による技術研 究開発のための研 究会 開催
有用天敵開発利用試験温室 1棟、サクランボ前進 作型 ビニールハウス、粗飼料 庫の整備

研究職員の資質、研究水準の向上を図るため、国等 の試験研 究機 関において先端の技術を修得する。

重要研究課題関連分野の外部 専門研究員等を招へいし、研究に対する助言、指導 を受ける。
農業試験場等の研 究員 を農林水産省 の試険研究機 関等へ派遣 し、先端技術等を修得させる。
試験研究の企 画調整 、分析機器 の共 同利用、プロジェクト研究の推進、情報 処理技術 の開発 、成果の公表、研究員
研修を実施する。
高性能分析機器の導入と情報ネットワークシステムの運営を行う。
花き研究の高度化 を図るための施設整備。
水産試験場の改築に関する調査、基本構想の策定
中央研究棟 、木材加 工研 究棟 、機械 実習棟 の建設等
木材加工研究棟等の備 品購入
新城育種地の廃 止に伴う代替育種地の整備
調査管理棟改築
基礎的、基盤 的備 品の内、老朽化 したものについて順次更、新整備する。
平成7年度購入備 品は、水ポテンシャル測定装置 、蛍光Ⅹ線元素分析装置、気象観測装置の3点である。
専殖豚の資質向上のため、研究推進に必要な豚舎の建設
組織培養等のバイオテクノロジー技術 を使って優 良な林木の系統を短期間に多量増殖する技術を開発 する。
太陽熱利用 乾燥 により、乾燥 時期を短縮 して損傷の少ない材木を作る技術を開発する。
高性能林業機械を用いて行われる集材作業について現地調査 を行い、本県の立地 的特性 と事業規模 に応じた新し

い作業システムを検討する。
1遺伝子操作 」実験 に不可欠な施設 ・機器を整備する。
バイオテクノロジー関係 の研究員を国又は大学の研 究機 関に派遣する。
温室等の整備 、ほ場整備 、環境制御システム等の整備
海況等の情報として、水温 日動観測ブイ浅海 足線調査等 による水温、塩分、透明度 ，D O 、栄養塩等の情報を採取
し、情報を提供 している。そのシステムの整備 をはかる事業である。
水産試験研 究機能 を高めるとともに研 究成 果をあげるため、施設整備を行うものである。
紫外源殺菌装置の設置をするもので栽培漁業センター整備 について年次計画に沿って進めていくものである。
温度及び照 明をプログラムによりコントロールする培養 装置購 入するものであり、赤潮 関係事業の設備 について、年
次計画 に沿って進 めていくものである。
バイオテクノロジー等高度先端試験研究用備 品整備や大型農業機具等業務用の備 品整備
研究施設の整備 近代化を凶り、試験研 究の高度化に対応するとともに、研究の効率的な運営に貸する。

平成 7年度は乳用牛舎の施設整備を実施。
研究課題等 に対し外部からの助言を得る。研修のため研究員を大学等へ派遣する。
有用魚種の種苗量産の開発研究
コウライエビの種苗量産 の開発研 究
新技術 （電気牧冊施設）による飼 育技術 開発
総合水 産試 験場建設 に係る経費
試験研 究機器整備など
M A F F IN 接続機器整備
バイオテクノロジーの研 究開発を促進するため、国の試験研究機 関において県研 究員の研修を行う。

課題 に即して国の研 究機 関において研修を行う。
試験研 究機器整備 など
試 験研 究機器整備 など
試 験内容の高度化 に対応する施設整備
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公設試験研究機関の研究機能強化（間4）

部局名 団体名 事項（事業名） 所管部局 決算額 県単か
国関連か

1禾1種．
環境・
衛生系

秋 田県 地域保健推進特別事業 福祉保健部 4，029 国関連
神奈川県 温泉地学研究所総合研究システム開発 環境部 106．289 県単
石川県 地方衛生研究所機能強化モデル事業 厚生部 （衛生総務課） 16，500 国関連

石川県 感染症検査体制モデル事業 厚生部 （衛生総務課） 4，000 国関連4，000

福井県 衛生研究所特別調査研究事業 福祉保健部 1，045 県単
福井県 衛生研究所所内研修会 福祉保健部 71 県単

愛知県 がん診療施設情報ネットワーク事業費 衛生部 102，138 国関連

三重県 衛生研究所移転整備事業 健康福祉部 14，337 県単
三重県 環境総合センター整備事業 環境安全部 17，705 県単
三重県 地球環境調査一酸性雨・酸性霧実態調査 環境安全部 2，436 県単

三重県 未規制物質等環境実態調査 環境安全部 3，296 県単

滋賀県
（仮称）健康科学センターおよび
（仮称）成人病センター研究所整備構想 健康福祉部

当 2，。。。
県単

徳島県 衛生関係調査研究費 環境生活部 2，451 県単

徳島県 公害関係調査研究費 環境生活部 4，045 県単

広島市 広島市衛生研究所検査機器整備事業 衛生局 85，992 国関連

広島市 広島市衛生研究所実験施設整備事業 衛生局 50，757 市単
福岡市 試験検査機器整備 衛生局 56，569 市単

福岡市 調査研究事業 衛生局 5，319 市単

企画・
総務系 北海道 共同研究推進費 企画振興部 163，089 道単

北海道 創造的研究推進事業費 企画振興部 9，777 道草
北海道 海外客員研究員招へい事業費 企画振興部 6，364 道草

北海道
試供研究機関研究交流ネットワーク整備
費（平成6 ～7年度） 企画振興部 6，497 道単

北海道
長期海外研究事業
（一般管理諸費 （人事課分）） 企画振興部（総務部） 17，152 道単

北海道
海外技術導入促進事業
（一般管理諸費 （人事課分）） 企画振興部（総務部） 5，888 道単

岩手県
試験研究機関フォーラム（東北インテルYェント・コ

スモス構想推進岩手県協議会） 企画調整部 0 県単

埼玉県 学会・研究集会等参加事業 企画財政部 1，500 県単

神奈川県 重点基礎研究推進事業 企画部 69，912 県単

神奈川県 研究職員海外学会発表派遣事業費 総務部 4，370 県単

山梨県 産学官共同研究促進事業 企画県民局 6，192 県単

大阪府 研究開発推進事業
環境保健部、商工晋臥
農林水産部 23，451 県単

鹿児島県 新技術研究開発促進事業 企画部 1，459 県単

鹿児島県 新技術総合推進事業 企画部 11，813 県単
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公設試験研究機関の研究機能強化（問4）

事業概要

感染症病原体情報システム開発事業
所内ネットワークによるデータの共有化及び一元管理を行い、調査研究機能の充実・強化を図る。
地方衛生研究所の機能強化のあり方をモデルの策定を通して明らかにする
感染症の検査における地方衛生研究所と保健所との分担や連携の適正なあり方を策定することで防疫・衛生対策を
強化する
外部の研究者の助言をうけながら調査・研究を行い研究機能のレベルアップを行う。
全国的レベルの研究者を招いて講演指導をうけ、最新の動向、先進事例を習得する。
国立がんセンターのがん診原情報ネットワークシステムと結び、臨床及び研究字術情報を共有することにより診断、
治療技術、研究の向上をはかる
基本設計
基本設計
県下全域を対象とし、長期的に雨、湖沼水と霧の採取を実施し、化学組成と酸性化の状況を把握する・。
未規制物質等について大気、水質等における芙態調査及び生愚影響に係る研究を行い、今後の環坑行政を推進
していく基礎資料とする。
レイカティア構想実現のため、健康と長寿に関する長寿科字研究の拠点を整備することとしていたが、健康長寿施
設の機能を健康科学センターと成人病センター研究所の2つのセンターとして整備することとした。
環境中の病原細菌、食品の残留農薬の系統分析法等の研究
化学物、酸性雨に関する調査、環境放射能測定手法等の調査研究
衛生研究所の検査機器の更新整備
危険度の高い病原体を取り扱う職員のバイオハザードを防止するため安全実験室を整備する
試験検査に必要な機器の整備
保健 ・環境行政における将来課題の予測
研究内容の高度化、複雑化に対応し、道立試験研究機関が道立試相互や大字、民間等と字際的、横断的な連携に
より行う共同研究。
道立試験研究機関による新たなシーズを育成する研究。
道立試験研究機関に海外の先進研究機関から研究員を受入れ、指導を受ける。（2名、6か月以内）
パソコン通信のホスト局であるレ、イテクネット北海道」と道立試験研究機関を接統し、筑綬ネットワークに参加すると
ともに、道立試験研究機関相互の研究開発情報ネットワークを構築する。（6年度：13機関、7年度 ：14機関）
道立試験研究機関の研究貞を海外の先進的な試験研究機関や大字に派還し、研究する。（4名、6か月以上1年以
内）
遁立試験研究機関の研究員を海外の先運的な研究機関、大字、企業、国際字会等に派還し、技術シースの調査、
発砲を行う。
（2班 （2 人×2組）、1か月以内）

県内の試験研究機関の交流や共同研究を促進するためフォーラムを開催
研究職貞の資質向上を凶るとともに、産字官の研究者との交流を深めるため、研究職員の各種字会・研究集会等へ
の参加を促進する。
社会ニーズに対応できる新たな科学技術シーズを創出するとともに、研究職員の研究能力向上を凶り、本県におけ
る科学技術資源の蓄積と拡大を促進することを目的とした基礎的研究を実施する。
県試験研究機関の研究職員が国外の学会等で行う研究発表に対して、派遣のための旅費を支給する。
県立試験研究機関と大字、企業等との共同研究を促進し、県立試験研究機関をはじめ県内における研究機能の向
上を図る。

府立試験研究機関研究開発推進会議の開催等
県試験研究間の共同研究の推進，研究概要の県民への紹介
県試験研究機関技術開発協議会ほか，関係会詩の運営
地域産業技術の高度化及び試験研究機関の技術開発の円滑な推進を図る
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理科系高等教育機関の概要（問5－1）

部局名 団体名 高等教育機関名称 県立又は
公設民営の

所管部局 設立（予定）時期

商工系 岩手県 岩手県立産業技術短期大学校 県立 商工労働部 平成9年4月 1日

神奈川県 産業技術短期大学校 県立 労働部 平成 7年4月

山梨県 県立産業技術短期大学 県立 商工労働観光部 平成11年4月

農林
水産系

北海道 農業大学校 道立 農政部 昭和21年

岩手県
岩手県立農業大学校
（本科2年 110×2年 研究科1年25人） 県立 農政部 昭和 56年4月1日

秋 田県
秋田県立農業短期大字附属木材高度
加工研究所 県立 農政部 （林務部） 平成7年10月

秋田県 秋 田県立農業短期大学 県立 農政部 昭和48年4月

山形県 山形県立農業大学校 県立 農林水産部 昭和30年1月
福島県 福島県立農業短期大学校 県立 農林水産部 昭和42年

茨城県 茨城県立農業大学校 県立 農林水産部 昭和43年4月

栃木県 栃木県農業大学校 県立 農務部 昭和60年

群馬県 群馬県立農林大学校 県立 農政部 昭和58年
埼玉県 埼玉県農業大学校 県立 農林部 昭和60年
千葉県 千葉県農業大学校 県立 農林部 昭和54年
神奈川県 かながわ農業アカデミー 県立 農政部 昭和18年11月1 日
新潟県 新潟県農業大学校 県立 農林水産部 昭和38年4月

新潟県 新潟県農業技術学院 県立 農林水産部 昭和62年4月
山梨県 県立農業大学校 県立 農務部 昭和45年4月

長野県 長野県農業大学 県立 農政部 大正2年
長野県 長野県林業大学 県立 林務部 昭和54年
岐阜県 森林文化大学校 （仮称） 県立 林政部林政課 平成12年

岐阜県 岐阜県農業大学校 県立 農政部農業技術課 昭和49年
静岡県 農林短期大学校 県立 農政部 昭和55年
三重県 三重県農業大学校 県立 農林水産部 昭和61年（改組）
滋賀県 滋賀県立農業大学校 県立 農林水産部 昭和44年4月
奈良県 奈艮県農業大学校 県立 ． 農林部 昭和46年
岡山県 岡山県立農業大学校 県立 農林部 昭和43年
岡山県 （財）中国四国酪農大学校 公設 農林部 昭和40年

広島県 広島県立農業技術大学校 県立 農政部 昭和60年度

山口県 山口県立農業大学校 県立 農林部 昭和9年7月
愛媛県 愛媛県立農業大学校 県立 農林水産部 昭和46年4月
高知県 高知県立実践農業大学校 県立 農林水産部 昭和47年4月
福岡県 福岡県農業大学校 県立 農政部農業技術課 昭和55年
佐賀県 佐賀県農業大学校 県立 農林部 明治43年
長崎県 長崎県農業大学校 県立 農林部　 t 昭和46年
熊本県 熊本県立農業大学校 県立 農政部 昭和54年

宮崎県 宮崎県立農業大学校 県立 農政水産部
昭和47年4月
（平成6年4月改組）

宮崎県 宮崎県高等水産研修所 県立 農政水産部 昭和45年

鹿児島県 県立農業大学校 県立 農政部 昭和53年4月
沖縄県 農業大学校 県立 農林水産部 昭和54年
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理科系高等教育機関の概要（問5－1）

学部学科別学生数 （定員） 教員数　　　　 、

メカトロニクス技術科，電子技術科，建築科，産 業デザイン科，情報技術科　 各

3020人
生産技術科 40名、制御技術科 40名 、電子技術科 40名 、産業デダイン科 40名、情

47報技術科 40名（各科 2年課程 ）

・生産技術科 20人 ・情報技術科 30 人、・電子技術科 30人 ・観光ビジネス科 20人 52
畜産経営学科 30人 、畑作園芸経営学科 30 人、稲作経常専攻コース10人 指導職員 25人 （職員 35人のうち）
本科 ：農 産20 人，園芸 40人，畜産 40人，生活文化 10人

36研 究科 ：生物 工学 15人 ，経営 10人

0人 12
総定員 300 人 ：内訳 （1年 生と2年 生） 農学科 120人　 畜産学科 60人　 農業

6 0 人工学科60 人　　 農村 生活 学科60 人
103人（10 0）（内訳）稲作専攻 17人 、野菜専攻22 人、果樹専攻 25人、花き専攻 3 1

2 1人、酪農専攻 5人、肉用牛専攻 3人
農学部本科 60 人 農学部研 究科　 若干名 3 1

農学 20人，畜産 10人，経 営 10人，果樹 10人，野菜 20人，花井 10人 ，研究 10 人 45

1学年の定員 120名

43［本科 （農業科 25人、園芸科 35人、畜産科 20人、生活科 20人）、研究科 20人 ］

農林学部園芸学科 4 5人 畜産学科 25 人 経 営学科 35人　 蚕業学科 10人　 農蚕学

農林学部園芸学科 9 畜産学科 4

経 営学科 2 蚕 業学科 1 農蚕 学科
科 25人 林学科 15人 研 究部園芸専攻 5人 畜産専攻 5人 林業専攻 5人 3　林学科 2 研究部 4 研修部 6

150人（75人 ×2学年） 3 9 （うち兼務 1）
農学科：160人、研究科：40人 49
生産技術科 1学年 10名 、2年制。研究科 20名 16
132人（130人） 24

6 （6）人

県職員 の甲からカリキュラムに適 当
なものを講師 に派遣 （兼務数 168

人）
本科 （畜産、養蚕 、園芸学科）71人（80人）、研究科　 25人 （20 人） 38
指導宇部　 各学科 150名　 専攻科　 若干名

29営農学部　 営農学科 8 0名　 各実科 190名　 各研 究科 若干名

林学科 20人 54 （外部講師含む）

未定 未定
野菜 ・果樹学科 1年 14人 2年 19人　 花き学科 1年 12人 2年 8人

44畜産学科 1年 4人 2年 8人 1学年 40人

300人 36
80人（1学年 40人） 専任　 3 （外 部　 6 3 ）
56人（60人） 7
40人 19
園芸課程、畜産課程 50 人 14
4 0人 12
バイオ 園芸課程 45人 （野菜コース 15人，花きコース15人，バイオ専攻コース

13名 （校長 1名，教授 3名，教員 915人），畜産管理課程 I8人 （肉用牛コース 8人，酪農コース 10 人），果樹園芸課

程 4人　 研究科 6人 名 ）

本科園芸部 2 5 人　 本 科畜産部 15 人　 研究科 園芸部 5人 研究科畜産部 5 人 18
養成部 門80名 、専攻科 10名 106
園芸学科 8 1人（定員 50人 、2学年）農産畜産学科 20人（定員 15人、2学年） 39名
農業 自営科 70名、農業指導科 20名 22
本科生 5 0 ，専科生若干名
養成部 70名 （野菜学科、花 き学科 、果樹学科 、畜産学科） 研究部 10名 2 2名

農 学科　 25名（25名）、園芸 学科　 45名（45名）、 畜産学科　 30名（30名） 3 1

農産学科2 5人 （30） 園芸学科60 人（50） 畜産学科 47人（50） 専攻科　 9人（20）38
本科 12人 （25） 専攻科　 2人 （5） 4 人、嘱託講師 3人

畜産工学部 34　　 畜産学部 52　 園芸学部48　　 茶業学部 3 3　 果樹学部 26 34

2 年制 （90人） 常勤 14 人 （非 常勤 25人）
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理科系高等教育機関の概要（間5－1）

部局名 団体名 高等教育機関名称 県立又は
公設民営の

所管部局 設立（予定）時期

保健・
環境・
衛生系

山形県 山形県立保健医原短期大学 県立 健康福祉部 平成9年4月
茨城県 茨城県立医寮大字 県立 衛生部 平成7年4月

群馬県 群馬県立医療短期大学 県立 衛生環境部 平成5年4月1 日

埼玉県 埼玉県立衛生短期大学 県立 衛生部 昭和50年

埼玉県 埼玉県立看護福祉大学（仮称） 県立 衛生部
平成 11年4月関学予
定

千葉県 千葉県立衛生短期大学 県立 衛生部 昭和56年
東京都 医庶技術短期大学 都立 衛生局 昭和61年
神奈川県 栄養短期大学 県立 衛生部 昭和28年
福井県 福井県立看護専門学校 県立 福祉保健部 昭和28年
山梨県 県立看護短期大学 県立 厚生部 平成7年4月

長野県 長野県工科短期大学 県立 社会部 平成7年
長野県 長野県看護大字 県立 衛生部 平成7年
岐阜県 岐阜県立看護大学（仮称） 県立 衛生環境部 、 平成12年
愛知県 愛知県立看護大字 県立 衛生部 平成7年度
愛知県 愛知県立看護短期大学 県立 衛生部 昭和43年度

三重県 三重県立看護短期大学 県立 健康福祉部 昭和52年4月
三重県 三重県立看護大学 県立 健康福祉部 平成9年4月
奈艮県 奈艮県立医科大字 県立 福祉部健康局 昭和27年
奈良県 奈良県立医科大学看護短期大学部 県立 福祉部健康局 平成8年
徳島県 徳島県立看護専門学校 県立 保健福祉部 昭和28年

愛媛県 愛媛県立医療技術短期大学 県立 保健環境部 昭和63年4月
福岡県 看護専門学校 県立 保健環境部・衛生総務課 昭和46年4月
長崎県 長崎保健看護学校 県立 福祉保健部 昭和46年
長崎県 佐世保看護学校 県立 福祉保健部 昭和46年
川崎市 川崎市立看護短期大学 市立 衛生局 平成7年4月
京都市 京都市立看護短期大学 市立 衛生局 昭和29年
神戸市 神戸市立看護大字 市立 保健福祉局 平成8年 4月
神戸市 神戸市立看護大学短期大学部 市立 保健福祉局 昭和56年4月

県民・
生活系

大阪府 大阪府立大学 府立 生活文化部 昭和24年
大阪府 大阪女子大学 府立 生活文化部 昭和24年

広島県 広島県立大学，同大学院 県立 県民生活部学事課
平成元年度（大字），
平成6年度 （大学院）

広島県 広島県立保健福祉短期大学 県立 県民生活部学事課 平成7年度

教育系 東京都 東京都立大学 都立 東京都立大学事務局
大字　昭和24年
大学院　昭和28年

東京都 工業高等専門学校 都立 教育委員会 昭和37年
東京都 航空工業専門学校 都立 教育委員会 昭和37年

神奈川県 衛生短期大学 県立
教育委員会（平成9
年度から衛生部） 昭和42年

横浜市 横浜市立大学 市立 横浜市立大学事務局
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理科系高等教育機関の概要（問5一－1）

学 部 学 科 別 学 生 数 （定 員） 教員 数

看 護 学 科 80人 、理 学原 法学 科 20人 、作 業 費 法 学 科20 人 40人 （内 助 手 12人）
保 健 医療 宇 部 343人 （686），看 護 学 科 10 0人 （200） 77

看 護 学 科 239人 診 療 放 射線 学 科 111人 専攻 科 30人
看 護 学 科 26　診 原 放 射 源 学 科 16
専 攻 科 4

総 定員 680 人（入 学 定 員 3 10人）

88

《学科 》第一 看 護 学 科24 0人 （80 人 ×3年）第 二看 護 学 科 80人 （40人 ×2年）衛 生技
術 学 科 120人 （40人 ×3年 ）歯 科衛 生 学 科 60人 （30 人 ×2年 ）保 育 学 科 120人 （60

人 ×2年 ）
《専攻 科 》地 域 看護 学 専攻 4 0人 （40 人 ×1年 ）助 産 学 専攻 20人 （20人 ×1年 ）

看 護 福 祉 宇 部 120人 看 護 字科 8 0人　 理 学 原 法 学 科 20人 作 業 原 法 字 科 20人
約 70※（関学 時 の 1 学年 の定 員 。学 部 ・学 科 名 は予 定 。）

第 一 看 護 ：240人 、第 二看 護 ：80人 、歯 科衛 生 ：100 人 、栄 養 ：100 人 57
200人 80
143人 （135） 62
1 学年　 40名 （3年 120名 ） 8
看 護 学 科 150人 （150人） 52
専 門課 程　 生産 技 術 科 40人　 制 御 技 術 科 40人 電 子 技術 科 40人　 情 報 技 術 科

2640人　 専門 短 期課 程　 各年 次計 画 による
340人 60
看 護 学 部 看護 学科 80名 程 度 60名 程 度
看 護 学 部 看護 学科 80 人 （最 終 336） 43人 （最 終56人 ）

120 10

第 1看 護 学 科 150人 （100人）、第 2看 護 学 科 40人 （30人） 専攻 科 45人 （45人 ） 37 （H 7）、※6 （H 9）

看 護 学 部 400 人 （1学年 100 人） 定数 50名 ※H 9 は40名
宇 部 100名 ／ 学 年　 大 学 院 24名 ／ 学 年 313
学 部 80名 ／ 学 年 19
保 健 助 産 学 科 看護 学 科 12名 （校 長 1名 は別 ）

第一 看 護 字 科 （3年課 程 ）1字 年　 50人 ：第 二看 護 字 科 （2年 課 程 ）1学 年　 50人 ：

57

臨床 検 査 学 科 （3年課 程 ）1学 年　 20人 ：専攻 科 （地 域 看護 学 専 攻 ）30人 ：専 攻 科
（助 産 学 専 攻 ）20人

156 16
保 健 学 科 30名 、看 護 学 科 30名 8 名
看 護 学 科 30名 9 名
1学 年 80名　 3年 制　 総 定 員 240名 定 数 30名 （1995年 度 は 25名 ）

看 護 科 （3年 修 業 ）1学 年 50名 16
看 護 学 部　 400 30
第 1看 護 学 科　 400 人　 第 2 看 護 学科 100人 44

工学 部 1，894（1，740）、農 学 部 825（740）、経 済 学 部 1，102 （1，000）、総合 科 学部 文 系

687

299（240）、理 惑449（360）、社 会 福祉 学 部 274（280）、合 計 4，84 3（4，360）

大学 院 学 生 数 （定 員）：工 学研 究科 M 56 7（26 4）D 74人 （198）、農 学 研 究 科
M 152 （104）D 79（114）、経 済学 研 究 科 M 42（72）D 2 1（39）、総 合 科 学 研 究 科 文 系
M 26（10）理 系 M 63（20）、人 間科 学 研 究 科 D 35（15）、理 学 系 研 究科 D 37（30）、社 会福

祉 学 研 究 科 M 15（10）D 9 （9）、合 計 M 865（480）D 255（405）　 ※M 修 士課 程 、D 博 士
課 程

学 芸学 部 862人 （720人） 修 士課 程 54人 （54人） 78
生物 資源 宇 部 480人 （生 物 資源 開 発 字 科 240人 ，生 物 資源 管理 字 科 240 人），

7 1名大 学院 （生物 生 産 システム研 究科 ）20人
660名 （看 護 字 科 300名 ，放 射 源 技 術 字科 90名 、理 字屏 法 学 科 90名 ，作 業 屏

7 1名法 学科 90名 ，言 語聴 覚療 法 学 科 90名 ）
理 宇部 850 人　 工学 部 1，280人　 理 学部 大字 院 168人　 工 宇 部 大 学院

理 学 部 199 人　 工学 部 185人158人
機械 工 学科 80 人　　 電 子 情 報 工学 科 40人　　 電 気 工 学 科 40 人 108
航 空 工 学科 40 人　　 機 械 工学 科　 80 人　 電 子 工学 科 80 人 10 3

衛 生看 護科 248人 （240人 ）、衛 生 技 術 科 89人 （90人）、専 攻 科40 人 （40 人） 69
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理科系高等教育機関の概要（間5肩1）

部局名 団体名 高等教育機関名称 県立又は
公設民営の

所管部局 設立（予定）時期

大阪市 大阪市立大学 市立 市立大学 昭和24年

神戸市 神戸市立工業高等専門学校 市立 教育委員会 昭和37年12月

企画・
総務系 北海道 札幌医科大学 道立 総務部 昭和25年

岩手県 岩手県立盛岡短期大学（理系分のみ）県立 総務部 昭和21年7月 1日
岩 手県 岩手県立大学（理系分のみ） 県立 総務部 平成10年4月1日

冨城県 宮城県農業短期大学 県立 総務部 昭和27年4月

宮城県 宮城大学 県立 企画部 平成9年4月

山形県 東北芸術工科大学 公設民営 企画調整部 平成4年4月

福島県

会揮大字

県立 総務部

短期大学部（昭和40年
（コンピューター理工学部、短期大学 4月）：コンピューター理工
部食物栄養学科） 学部（平成5年4月）

福島県 福島県立医科大学 県立 総務部
昭和22年6月18 日（昭
和25年4月1日開催）

東京都 科学技術大学 都立 総務局 昭和61年
新潟県 新潟工科大学 公設民営 企画調整部 平成7年4月
新潟県 県立新潟女子短期大学 県立 総務部 昭和38年4月

富山県 富山県立大学 県立 総務部 平成2年4月
石川県 石川県農業短期大学 県立 総務部（総務課） 昭和46年

福井県 福井県立大学（生物資源学部） 県立 総務部 平成4年

福井県 福井県立大学（看護短期大学部） 県立 総務部 昭和50年 ‘

長野県 長野県短期大学 県立 総務部 昭和25年

静岡県 静岡県立大学 県立 企画部

昭和62年4月
（一部平成9年4月関
学）

静岡県 静岡県立大学短期大学部 県立 企画部

昭和62年4月
（一部平成9年4月関
学）

愛知県 愛知県立大学情報科学部 県立 総務部
平成10年4月
（学部新設）

滋賀県 滋賀県立大学 県立 総務部 平成7年4月

滋賀県 滋賀県立大学看護短期大学部 県立 総務部

平成8年4月（昭和46
年4月県立短期大学
看護学科として設置

京都府 京都府立医科大学 府立 総務部 大正10年
京都府 京都府立医原技術短期大学部 府立 総務部 平成5年
京都府 京都府立大学農学部 府立 総務部 昭和24年

兵庫県 県立姫路工業大学 県立 総務部 昭和24年
兵庫県 県立看護大学 県立 総務部 平成5年4月

兵庫県 県立姫路短期大学 県立 総務部 昭和25年4月
和歌山県 和歌山県立医科大字 県立 総務部 昭和23年
島根県 島根県立看護短期大学 県立 総務部 平成7年4月

岡山県 岡山県立大学 県立 総務部 平成5年4月 1日
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理科系高等教育機関の概要（間5－1）

学部学科別学生数 （定員） 教員数

（9 埋写欄i双芋科 88 閉埋芋科 lUU 御製科芋村 bU 化芋科 68 生野宇科 UU 地球
理 学部 145学科 66 小計 460 ◎ 工学部 機械 工学科 184 電気工学科 164 応用化学科 136

建築学科 152 土木工学科 172 応用物理学科 132 情報工学科 60 生物応用化学 工学部 126
科 60 小計 1060 ◎ 医学部　 医学科 4 80　 ◎生活科学部 食 品栄養科学科 112生 医学部 279
活環境学科 196 人間福祉学科 176　小計 484　　　 合 計 （理科 系学部のみ） 生活科学部 53

2 ，484 合計 （理科系学部のみ）603

機械工学科　 3 9 1名　 電気 工学科　 2 0 2 名　 電子 工学科 1 9 8名　 応用化字科

931 9 3 名　 土木 工学科 7 9名　 都市 工学科 1 18 名　 計 1 1 8 1名

医学部 600人、大学院医学研 究科 89 人、 374 人 （学長 1人、教授 60人 、助教
保健 医療学部 ；看護学科 200人 、理 学療法学科 80人 、作業療法学科 80人 授 57 人、講師97 人、助手 159人）
生活科学科 70人 15
看護学部 90人，ソフトウェア情報宇部 160人 5 1，60
農業科、園芸科 、畜産科、農 業土木科 各 80人 39

看護学部 90人 事業構想学部 200人 （H 9年 4月）
看護学部 30人　 事業構想 宇部　 27
人 （H 9 ．4 月）

300人 （内訳）デザイン工学部20 0人 （生産デザイン学科 50人、環境デザイン字 80 （デザイン工学部 50，、芸術宇部
科 50人、情報デザイン学科 100 人）　 芸術 学部 100人 30）

短期大学部 80人 （40人 ×2学年）、コンピューター理工学部 960 人 （24 0人 ×4学 短期大学部 11人
年） コンピューター理 工学部 109人

医学部医学科 504人 （定員は4 80 人） 医学研究科4 3人 （定員 は 108人） 198 人 （定員は2 12人）
機械システム工字科 180人　 電子システム工学科 180 人　 航 空宇宙システム

62工学科 180人　 生産情報システム工学科 180人
工学部 29 1（240） 58
生活科学科食物栄養 専攻40 人 （40人）、専攻科食物栄養 専攻 10 人（10 人） 9
平成 8年 5月 1 日現在　　 大字院 113人 （定員 120人）　 工学部　 716人 （定員

109 人 （平成 8年 5月 1 日現在）640人）　 短期大学部 2 18人（定員 200人）
生物生産学科 100人 食品工学科 60 人 食 品化学科 60人 46
生物資源学部　 生物 資源学科 40名、生物 資源宇部　 海洋生物資源学科 40名

56、大学院 生物資源学研究科 24名
看護短期大字郡　 第 一看護学科　 50名、看護短期大学部　 第二看護 学科　 40

37名、専攻科 地域看護学専攻 20名
文学科 178人（160人），生活科字科 174人（160人），幼児教 育科 88 人（80 人），教養

49学科 88人（80人）
楽宇部楽字科 240人 ・製楽字科　 240人 ・食 品栄養科宇部食 品字科 100人 ・宋

190 人 （うち38人は平成 9年 4月以養学科 100人 ・看護学部看護学科 240人 （平成9年 4月開学）・大学院薬 学研

究科 105人 ・大学院生活健康科学研究科 114 人 降）

食物栄養字科 80人第 1看護字科 90人 （平成9年4月 180 人に増貞）・第 2看護字

68

科 60人 （平成 9年 4月 80人に増員 ）・歯科衛 生学科 80人 （平成 9年 4月関学）・社

会福祉学科 200（平成 9年 4月関学）

未定 未 定

環境科学部 370人（360人） 工宇部 283人（240 人） 人間文化宇部 394 人（320
148 人 （学長含む。）人）

看護短期大学部 120人（120人） 16
1，18 1人 342
365人 36
529人 55
工宇部電気工字科 180人、機械工芋科 180人、応用化字科 200 人、産業機械 工字

263

科 180人、電子 工学科 180人、材料 工学科 200人、機械知能工学科 144人、情報 工

学科 144人 ：理学部物 質科学科 360 人、生命科学科 340人
看護学科　 400 人 60
生活環境学科 100人、 食物栄養学科 100 人、 幼児教育学科 100人、 経営

48情報学科 100人
60 人 174
看護学科　 80人 27
保健福 祉部 120人 ・看護学科 40人 ・栄養 学科40 人 ・保健福祉学科 40人 ：情

104報 工学部 100人 ・情報通信学科 50人 ・情報システム学科 50人
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理科系高等教育機関の概要（間5－1）

部局名 団体名 高等教育機関名称 県立又は
公設民営の

所管部局 設立（予定）時期

山口県 山口県立大学 県立 総務部 平成3年4月
高知県 高知工科大字 公設民営 企画部 平成9年4月
高知県 高知女子大学家政学部 県立 総務部 昭和24年4月

福岡県 福岡女子大学人間環境学部 県立 総務部学事課
平成7年4月
（家政学部から改組）

福岡県 九州歯科大字 県立 総務部学事課 大正14年

長崎県 長崎県立新大学 県立 総務部 平成 11年4月
熊本県 熊本県立大学（生活科学部） 県立 総務部 昭和22年
宮崎県 宮崎県立看護大字 県立 未定 平成9年4月

名古屋市

名百屋市立大字
名古屋市立女子短期大学・名古屋市
立保育大学の2大学については平成9
年 3月をもって名古屋市立大学に統合 市立 総務局 昭和25年4月

北九州市 北九州大学 （仮称）国際環境工学部 市立 企画局及び・北九州大学 平成 13年度
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理科系高等教育機関の概要（問5－1）

学部学科別学生数 （定員） 教員数

家政宇部食生活科字科　 100人　 家政 宇部栄養学科 120人
52看護学部看護学科 180人

工学部（入学定員 400人） 80名程度
食物栄養学科定員 20人、看護学科定員 20人 （4学年） 2 5名

360 29

638 127
人文社会学部 （国際文化学科 80 名、社会情報字科 60名 ）看護栄養宇部 （看護

90名程度 （見込み）学科 60名、栄養健康学科40名 ）

食物 栄養学科 162名 （160名）、生活環境学科 161名 （160名） 23

看護 学部看護学科（100） 62名 （予 定）

医学部　 80　薬学部 100 （1学年） 医学部 188 、薬学部60

学部入学定員 160 人 （1学部 40 人で4学科 予定） 未 定
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理科系高等教育機関（問5－2）

部局名 団体名 事項 （事 業名）
公私立

の別
所 管部局 決 算額

商工系 岩手県 岩手県立産業技術短期 大学校 県立 商工 労働部 Y 817，44 1
岩手県 岩手大学 国立 （財）岩手高度技術振興協会 0
長野県 長野県工科短期大学校 公 立 社会 部 7 18，152

農林 ・
水産系 北海道 農業大学校 道 立 農政部 598，780

岩手県 岩手県立農業大学校 県立 農政部 1，284，669
岩手 県 北里大学水産学部 私立 林 業水産部 1，2 15
秋 田県 秋田県立農業短期大学附属木材高度加工研究所 公立 農政部 （林務部） 3，20 1，525

秋 田県 秋 田県立農業短期大学 公 立 農政部 1，697，975

山形 県 山形 県立農 業大学校 公立 農林 水産部 3 54，856
福 島県 福 島県立農業短期大学校 公立 農 林水産部 2 13，79 1
茨城 県 茨城 県立農 業大学校 県立 農林 水産部 786，097
栃木県 栃木 県農 業大学校 公立 農務部 65 1，096

群馬県 群馬 県立農林 大学校 公立 農政部 33 3，59 7
埼玉県 埼 玉県農 業大学校 公立 農林部 465，566
千葉県 千葉 県農業 大学校 公立 農林部 766，666
神奈川県 かながわ農業アカデミー 公立 農政部 1，0 70，59 3

新潟県 新潟 県農 業大学校 公立 農林 水産部 2，005，776
新潟県 新潟 県農業 技術学院 公立 農林水産部 11，630
山梨県 県立農業大学校 公立 農務部 151，168

長野県 長野県農 業大学校 公立 農政部 37 1，684

長野県 長野県林業大学校 公立 林務部 117，9 32
岐阜県 森林文化大学校 （仮称） 公立 林政部 750

岐阜県 岐阜県農業大学校 公立 農政部 168，0 12
静 岡県 農林短期大学校 公立 農政部 672，9 38
三重県 三重県農業大学校 公 立 農林水産部 140，535
滋賀県 滋賀県立農業大学校 県立 農林水産部 66，675

奈 良県 奈 良県農業大学校 公立 農林部 117，690
岡山県 岡山県立農業大学校 公立 農林部 22 1，165
岡山県 （財）中国 四国酪農 大学校 公設 農林部 3 15，444
広 島県 県立農業技術大学校 公立 農政部 130，5 13
広 島県 広 島県立保健福祉短期大学 公 立 県民生活部学事科 2，28 4，76 8
山 口県 山 口県立農業大学校 公 立 農林部 ．562，364
徳 島県 農業大学校 県立 農林水産部 328，842
愛媛県 愛媛県立農業大学校 公立 農林 水産部 329，146
高知 県 高知 県実践農業大学校 県立 農林水産部 276，340
福 岡県 福 岡県農業大学校 県立 農政部農 業技術課 459，996
佐賀県 佐賀県農業大学校 県立 農林部 386，233
長崎県 長崎県農業大学校 公立 農 林部 207，332
熊本県 熊本県立農業大学校 公立 農政部 764，096

宮崎県 宮崎県立農業大学校 公立 農 政水産部 608，3 14

宮崎県 宮崎県高等水産研修所 公立 農政 水産部 58，315
鹿児 島県 県立農業大学校 公立 農政部 731，682
沖縄県 農業大学校 公立 農林 水産部 247，933

保健 ・
環境 ・
衛 生系

岩手県 岩手医科大学 私立 環境保健部 ノ；紆0，000
岩手県 岩手医科大学 私立 環境保健部 2 0，00 0
岩手県 岩手医科大学 私立 医療 局 37，000
岩手県 弘前大学 国立 医療 局 1，00 0
岩手県 順天堂大学 私立 医原局 6，00 0
岩手県 帝京 大学 私立 医庶局 4，000
岩手県 福島県立医科大学 他県立 医梗局 30 0
山形県 山形 県立保健 医原短期大学 公 立 健康保険部 0
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理科系高等教育機関（問5－2）

事業 概 要

造 成 工事 、建 設 工事 及 び 要 員 確保 カリキュラム検 討 等
地 域 技 術 の 高度 化 に資 する研 究 シーズ の育 成 を図 るた め委 託 研 究 を実施 （750 ×4 テ ーマ）
人件 費 166，5 13　管 理運 営 及 び 教 育指 導 に要 す る経 費 551，6 39
人 件 費 （248，2 14）農 業 大 字 校 運 営 費（232 ，870）（うち 国費 26，190） 農 業 大字 校 改 築 設 計費 （116 ，256）字 資 補 給 金
（1，440）
人 件 費 （430 ，409）、施 設 整 備 費 （649，032），維 持 管理 費 （205，228）
1ホタテ貝 の麻 痺 性 貝 毒 の研 究 」の委 託 費
維 持 運 営 費 92 ，469　　 調 査研 究費 106 ，545　　 施 設整 備 費 3 ，002 ，5 11
1，042 ，5 14　 管 理運 営 費 262 ，205　 学 生 教 育 費 21，521　 教 官研 究費 24 ，766　 農 場 管 理 費 80，554　 施設 整 備

費 265 ，945　 公 開講 座 費 470
管 理 運 官 費 45，002、農 業 経 常 費 16，268、担 い 手 教 育 推進 費 28 ，803 、海外 研 修 強 化 事 業 費 4，066、農 業 者 生 涯 教 育
推 進 費 9，94 1、施設 整 備 費 38 ，406、人件 費 2 12 ，370
運 営 費 60，466 、教 育研 修 費27 ，198 、調 査研 究 費 2 ，000 、農 場 経 常 費 39 ，145 、施設 整備 費 84 ，982

運 営 費 50 ，9 13 、教 育 費 10 7，60 8、施 設 整備 費 312，256、職 員 給 与 費 315，320
人件 費 480 ，7 10 、運 営 費 159 ，813 、施 設 整備 費 10，573
字 校 運 嘗 135 ，460 校 生指 導 17 ，594 生 産施 設 運 営4 7，643　 研 修 教 育 指導 5，343 婦 人 の家 展 示 館 運 嘗 3，4 21 機
会 化 センター 3，878　 学 校 施 設 整備 120，2 58
人件 費 273 ，396 運 営 費 48，015　 教 育 費 24 ，14 4　公 開講 座 1，756 施 設 整備 118 ，25 5
人件 費 497 ，878 、物件 費 100 ，0 54 、維 持 補 修 費 16 ，387 、その他 消 費 的 経 費 22，34 7、施 設 整備 費 130 ，000
新 館 工事 費 、教 育 指 導 ・維 持 運 営 費 、人件 費
農 業 後 継 者 養 成 を 目的 として作 物 、園芸 、畜産 、蚕 業 分 野 を履 修 す る。
職 員 給 与 費 456 ，495 、運 営 費50 ，223 、管 理 費 60，151、事業 費 13 1，722、施 設 整 備 費 1，307，185

短 大 又 は新 潟 県農 業大 学 校 卒 業 者 を対 象 に農 業 改 良普 及 員 等 の養 成 教 育 を行 う
人件 費 113 ，866 、運 営 費 37，30 2
人件 費 266 ，938、報酬 14 ，189 、賃金 8，502 、旅 費 7，34 5、需 用費 30 ，10 4、役 務 費 3，13 0、委 託料 5，9 34 、使 用料 4 ，702、備
品費 2 ，25 3、工 事 請負 費 15，177 その他 13，4 10

人件 費 76 ，264 、報 酬 3，926 、賃 金 3，680、旅 費 5 ，797、 需 用費 11，059 、委 託料 3 ，192 、使 用料 11，8 37 、その他 2 ，17 7

基 本 構 想 の 検 討
運 官 費 15 ，2 50 人材 養 成 費 42，777 学 生海 外 研 修 費 54 1 機 会 研 修 費 70 3 研 修 館 、運 官費 1，079　肉 用 牛舎 建 設 費
82 ，749 人件 費 24 ，9 13
人件 費　 344 ，698・管 理 費　 98 ，242 ・施設 整 備 費　 229 ，998
人件 費 125 ，4 74　 運 営費 11，205　 施 設 整備 費 3，856
報酬 、共 済 費 等 16，751 需 用 費 、委 託 料 その他 33 ，630　 工事 請 負 費 、備 品費 16，294
学校 運 営管 理 事 業 36，587 ・教 育 指 導 事 業 31，109・・実 践 教 育推 進 事 業 11，47 1・指 導 職 員 調 査 研 究事 業 2 ，344 ・農
業 大 学校 施 設 整 備 事 業 36，179

人件 費 10 5，44 7、管 理 運 営費　 59 ，750 、施 設 整 備 費　 55 ，968
人件 費　 135，684 、施設 整 備 費 179 ，760
事 業 費
職 員 給 与費 、施 設 整備 費 、運 営 費
人件 費 196 ，2 10 運 営費 1431，800 施 設 整 備 費 222，354
給 与 費264 ，428 運 営費 45 ，13 1 施 設 整備 費 19，283
運 営 費 12 ，520　教 育費 4 1，539　 施 設 整備 128，346　人 件 費 146 ，74 1
人件 費 144 ，5 29　運 営費 106 ，452　施 設 整備 費 25，359
施 設 整備 費 94 ，748　 運 営 費　 88，773　 人 件 費　 276，475
運 営 費2 164 04、人 件 費 169829
人 件 費　 32，398
人 件 費 2 88，9 67、運 営 費 194，699、施 設 整 備 費 280，430
学校 管理 運 営 費 78 ，023　 庁 舎 維 持 補修 費 2 ，46 2 農 学部 教 育 費 106，565 字 生 生活 指 導 費 39 ，548　研 修セ ンター

研 修 費 35，273　 施 設 整 備 費 52，527 人 件 費 293，916
人 件 費 6，117（嘱 託 分）・賃 金 共 済 1，4 79 ・報償 費 100 ・旅 費 759 ・ 需 用 費 5，832 ・役務 費 7 13 ・委託 料 3 ，110 ・使 用 料

75 ・備 品50 ・ 人件 費 40 ，080（職 員 分 ）
人 件 費 4 28，283、そ の他 303，399
人 件 費 166104 ・運 営 費 52929 ・施 設 整備 費289 00
岩 手 医 科 大 学付 属 循 環器 医 原 センター 建 設 費 補 助
岩 手 医科 大 字 の研 究者 が行 う保 健 医療 の研 究 に対 す る助成
医 師 養 成 にかか る医 学研 究 補 助 金 として 関連 各 教 室 に 対し助 成
医療 確 保 が 困難 な特 定 診 賛科 に医 師 派遣 を受 けている関連 大 字 医 局 に対 す る医 学研 究 助 成 金
医療 確 保 が 困難 な特 定 診 療科 に医 師 派 遣 を受 けている関連 大 学 医 局 に対 す る医 学研 究 助 成 金
医療 確 保 が 困難 な特 定 診 療科 に医 師 派遣 を受 けている関連 大 学 医 局 に対 す る医 学研 究 助 成 金
医療 確 保 が 困難 な特 定 診 梗科 に医 師 派遣 を受 けている関連 大 学 医 局 に対 す る医 学研 究 助 成 金
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理科系高等教育機関（間5－2）

部局名 団体名 事項（事業名） 公私立
の別

所管部局 決算観

茨城県 茨城県立医原大学 県立 衛生部 1，45 1，0 00
群馬県 群馬県立医原短 期大学 公立 衛生環境部 72 8，761
埼玉県 埼玉県衛生短期 大学 公立 衛生部 1，177，333
千葉県 千葉 県立衛生短期大学 公立 衛生部 96 2，400
東京都 医原技術短期大学 公立 衛生局 1，6 91，350
神奈川 、栄養短期大学 公立 衛生部 77，570
福井県 福井県立看護 専門学校 公立 福祉保健部 15 0，34 1
福井県 自治 医科大学 私立 福祉保健部 12 7，000
山梨県 県立看護短期大学 公立 厚生部 674，142
愛知県 愛知 県立看護 大学 公立 衛生部 778，381
愛知県 愛知 県立看護短期大学 公立 衛生部 76，309
愛知県 名 古屋市立大学 公立 衛生部 700，000
三重県 三重 県立看護短期大学 公立 健康福祉部 54 5，355
三重県 三重県立看護大字 公立 健康福祉部 2，9 55，779
奈艮県 奈 艮県立医科大字 公立 福祉部健康局 6，4 70，702
徳島県 徳 島県立看護専門学校 公立 保健福祉部 40，162
愛媛県 愛媛 県立医庶技術短期大学 公立 保健環境部 899，172
福岡県 看護専門学校 県立 保健環境部衛生総務課 44，776
長崎県 長崎保健看護 字校 公立 福祉保健部 59，04 2
長崎県 佐世保看護学校 公立 福祉保健部 47，252
京都市 京都市立看護短期大学 公立 衛生局 75，247
神戸市 神戸市看護大学 公立 保健福祉局 6，845，764
神戸市 神 戸市看護大字短期大学部 公立 保健福祉局 524，958

県民・
生活系

大阪府 大阪府 立大学 公立 生活文化部 11，29 5，989

大阪府 大阪女子大学 公立 生活文化部 2，199，878
広島県 広島電機大字 私立 県民生活部学事課 1，100
広島県 広島工業大字 私立 県民生活部学事課 1，460
広島県 近畿大学 私立 県民生活部学事課 1，160
広島県 福山大学 私立 県民生活部学事課 1，750
広島県 広島自動車短期大学 私立 県民生活部学事課 800
広島県 広島医学技術専門学校 私立 県民生活部学事課 621
広島県 広島歯科技術専門学校 私立 県民生活部学事課 414
広島県 山陽看護専門学校 私立 県民生活部学事課 358
広島県 広島工業大学専門学校 私立 県民生活部学事課 383
広島県 広島電子専門学校 私立 県民生活部学事課 2，54 9
広島県 広島県立大学、大学 院 公立 県民生活部学事課 1，247，265

教育系

企画 ・
総務系

東京都 東京都 立大学理学部 公立 東京都立大学事務局 3，6 31，488
東京都 東京都立大学工学部 公立 東京都立大学事務局 3，4 18，946

東京都 工業高等専門学校 公立 教育委員会 406，216
東京都 航空工業高等専門学校 公立 教育委貞会 473，686

神奈川県 衛生短期大学 公立
教育委員会
（平成9年度から衛生部） 1，09 9，023

横浜市 神奈川県立衛生短期大学 公立 教育委員会 84 0
横浜市 横浜市立大学 公立 教育委員会 3，260
横浜市 横浜国立大学 公立 教育委員会 2，909
横浜市 東京工業大 学 公立 教育委貞会 1，4 76
横浜市 関東学院大学 私立 教育委員会 59 5
横浜市 慶応義塾大字 私立 教育委員会

市立大学事務局

84 8
横浜市 鶴見大学医学部 私立 875
横浜市 横浜市立大学（理学部） 公立 1，188，124
大阪市 大阪市立大学 公立 市立大学 16，35 3，24 7
神戸市

北海道

神戸市立工業高等専門学校

札幌医科大学

公立

道立

教育委員会

総務部

1，79 7，20 9

22，598，2 13
北海道 北海学園大学 私立 総務部 10，000
北海道 藤女子大字 私立 総務部 4，000
北海道 北海道工業大学 私立 総務部 2，600
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理科系高等教育機関（間5－胃2）

事 業 概 要

教 員 及 び職 員 給 与 費686 ，3 15
人 件 費 531，4 46 大 学 運 営 管 理費 ・学 生 経 費 ・教 育研 究 費 19 7，315
給 与 費 979 ，815　運 営 費 19 7，518
人 件 費 686 ，901 運 営 費 2 18 ，048 、施 設 設 備整 備 費 57，4 51
人 件 費 1，037，885、物 件 費 447 ，465、維 持補 修 費 11，630 、施 設 整 備 費 35，020 、貸 付 金 10，0 49
維 持 運 営費 39 ，316 教務 運 営費 2 1，240 教 授 等 研 究 費 3，896
人 件 費 115，045、物 件 費 35，29 6
負 担 金 127，000
人 件 費 374 ，09 3、運 営 費 300 ，103
人件 費　 5 74 ，166 ・その他　 204，2 15
人件 費　 76，309
人件 費　 研 究 棟 建 設 費 補 助 金
人件 費 4 18 ，883 運 営 費 114 ，860　 施 設 整 備 費 11，6 12

2，955，779
人件 費 4 ，85 1，6 29　管理 運 営 費 1，121，880 試 験研 究 費 171，74 5 施設 整 備 費 325，448
保健 婦 、助 産 婦 、看 護 婦 の養 成 事業
管 理 運 営費 12 1，317 教 員給 与費　 6 52，860 教 育研 究費 124 ，995
運 営 費44 ，776
実 習 指 導委 託 、施 設 整備 等
実 習 指 導委 託 、施 設 整備 等
教 員 経 費 10 ，2 10、学 生 経 費 37，448、管 理経 費 27 ，589
看護 大 字建 設 費
看護 婦養 成 事業 （市の負 担ル ー ル に より按 分 ）
人 件 費6 ，776 ，369、教 育 研 究 費 1，196，051、管 理 費 597，484、補 助 活 動 事 業 費60 ，9 10、所 定支 払 費 1，657，602、その他 の
消 費 的 支 出40 ，793、建 築 費 319，496、設 備 ・備 品 費 584，492、図書 購 入 費 62，792 （理科 系 ＜工 ・農 ・総 合 科 学 理 系

＞学 部 ・大 学院 のみ ）
人 件 費 1，114 ，217、教 育研 究 費 100，185、管 理費 10 7，13 5、補 助 活 動 事 業 費8 ，327 、所 定 支払 費303 ，284、その 他 の消
費 的 支 出 13，222、建 築 費 472 ，874、設備 ・備 品 費48 ，250 、図 書 購 入 費 32，384

機器 備 品及 び 図書 の取 得 に要 す る経 費
機 器備 品及 び 図書 の取 得 に要 す る経 費
機 器備 品及 び 図書 の取 得 に要 す る経 費
機器 備 品及 び 図書 の取 得 に要 す る経 費
機器 備 品及 び 図書 の取 得 に要 す る経 費
機 器 備 品及 び 図書 の取 得 に要 す る経 費
機 器 備 品 及 び 図書 の取 得 に要 す る経 費
機 器 備 品 及 び 図 書 の取 得 に要 す る経 費
機 器 備 品及 び 図 書 の取 得 に 要す る経 費
機 器 備 品 及 び 図 書 の取 得 に要 す る経 費
関係 学 部 、大 学院 の 職 員 の給 与 費 、運 営 費
理 学 部 ；人 件 費 2，533，256、教 育研 究費 454 ，63 1、管 理 費 137，4 38、補 助 活 動 事 業費 3 ，0 17 、施設 整 備 費 503 ，146

工学 部 人 件 費 2，433 ，390、教 育研 究費 432 ，148、管 理 費 54 ，767、施 設 整備 費498 ，64 1
運 官 費 320，040、研 究奨 励 費 86 ，176

※ 工業 高 等 専 門 学 校 及 び航 空 工業 高 等 専 門 学 校 の合 計 （分 離 不 可 ）給 与 関係 費 2，302，451、入 学 選抜 費 6，001
運 営 費　 388，30 4　 研 究 奨 励 費 85 ，38 2

人件 費 92 1，692 （うち退職 手 当等 48，586）、管 理 費76 ，790 、設 備 費 3 ，640、研 究 費．8 ，707、貸 付 金 等 88，194

横 浜 市 地域 研 究 費 補 助 金
横 浜 市 地域 研 究 費 補 助 金
横 浜 市 地域 研 究 費 補 助 金
横 浜 市 地域 研 究費 補 助 金
横 浜 市 地域 研 究 費 補 助 金
横 浜 市 地域 研 究 費 補 助 金
横 浜 市 地域 研 究費 補 助 金
人 件 費 ：1，083，309 物 件 費 ：620 ，978 （財 源 ） 大字 収 入 496，198補 助 金 19，965、市費 1，188 ，124
人 件 費 ：9，643，291　 管 理 経 費 ：117，476　 教 育 研 究 費 ：1，870，385　施 設 整 備 費 ：4，722，095

教職 員 費 1，500 ，96 3　 運 営費　 296，246
消 費 的 支 出 ＊人件 費 11，36 3，794 （うち附属 柄 院 7，114，0 10） ＊教 育研 究費 1，157 ，997 （うち附 属 柄 院 689 ，464） ＊管理

費 3，94 1，326 （うち附 属 病 院 2 ，905 ，343） ＊補 助活 動 事 業 費 17 ，25 3 （うち附 属 病 院 －） ＊所 定支 払 金 1，905，448 （うち附 属
病 院 1，294 ，336） ＊資 本 的 支 出4 ，2 12，39 5（うち附属 病 院 2 ，88 1，799） （総 額 うち附属 病 院 14，884，952）

設 備 整 備 費 補 助 金
設 備 整 備 費 補 助 金
設 備 整 備 費 補 助 金
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理科系高等教育機関（問5－2）

部 局名 団 体名 事 項 （事 業 名 ）
公 私 立

の別
所 管 部 局 決算 額

北 海 道 北 海 道 東 海 大 学 私 立 総務 部 4，800
北 海 道 酪 農 学 園 大 学 私 立 ′▼． 2，600
北海 道 北 章毎道 薬 科 大学 私 立 総務 部 2，600
北海 道 東 京 農 業 大 学 私 立 総務 部 2，600
北海 道 道 都 大 字 私 立 総務 部 2，200
北海 道 北 海 道 医 原 大学 私 立 総務 部 7，400
北海 道 東 京 理 科 大 学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 天 使 女 子 短期 大 学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 北 海 道 自動 車短 期 大 学 私 立 総務 部 2，200
北 海 道 北 海 道 文 教 短期 大学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 光 塩 学 園 女 子短 期 大学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 函 館 短 期 大 学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 駒 澤 大 学 苫 小 牧 短期 大 学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 専 修 大 学 北海 道 短期 大 学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 北海 道 文 理 科短 期 大 学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 拓 殖 大 学 北海 道 短 期 大 学 私 立 総務 部 2，200
北海 道 道 都 大 字 短 期 大 学部 私 立 総務 部 2，200
北海 道 市 立 名 寄 短期 大 学 市 立 総務 部 2，200
岩 手 県 岩 手 県 立 盛 岡短 期大 学 （生 活 科 学 科 ） 県 立 総務 部 657，919
岩 手 県 岩手 県立大 学 （看 護学部 ・ソフトウェア情 報学部 ） 県 立 総務 部 メ 1，539，292
岩 手 県 岩 手 大 学 工 学部 国 立 企 画調 整 部 10，000
岩 手 県 岩 手 大 学 工 学部 国 立 企 画調 整 部 456
宮 城 県 宮 城 県 農 業 短期 大 学 公 立 総務 部 790，658
山形 県 東 北 芸 術 工 科 大 学 私 立 企画 調 整 部 440，000
福 島県 会 津 大 学 （短期 大 学部 食 物 栄 養 学 科 ） 公 立 総務 部 178，720
福 島県 会 津 大 学 （コンピューター 理 工 学 部 ） 公 立 総務 部 4，111，723

福 島 県 福 島 県 立 医科 大 学 公 立 料務 部 9，330，718
東 京 都 科 学 技 術 大 学 公 立 総務 局 2，6 44，064
新 潟 県 県 立 新 潟 女子 短 期 大 学 公 立 総務 部 110，168
新 潟 県 新 潟 工 科 大 字 私 立 企 画 調 整 部 ＼丑，4 13，0 00
富 山県 冨 山女 子 短期 大 学 私 立 総務 部 Y 30，0 00
富 山県 富 山県 立 大 学 公 立 総 務 部 3，6 82，362
石 川 県 石 川 県農 業短 期 大 学 公 立 総 務 部 （総 務 課 ） 1，146，9 32
福 井 県 福 井 県 立 大 学生 物 資 源 学 部 公 立 総 務 部 9 68，4 09
福 井 県 福 井 県 立 大 学看 護 短 期 大 学 部 公 立 総 務 部 4 10 ，701
長 野 県 長 野 県 短 期大 学 公 立 総 務 部 6 56 ，334
長 野 県 飯 田女 子 短期 大 学 私 立 総 務 部 メ、3 50 ，0 00
長 野 県 松 本 短期 大学 私 立 総 務 部 羊　　　 9 00
長 野 県 東 京 理科 大学 諏 訪 短 期 大 学 私 立 総 務 部 Y　　　 900
静 岡 県 静 岡 県 立 大学 公 立 企 画 部 1，648 ，8 30
静 岡 県 静 岡 県 立 大学 短 期 大 学 部 公 立 企 画 部 707 ，884
愛 知 県 愛 知 県 立 大学 情 報 科 学 部 （学 部新 設 ） 公 立 総 務 部 0
滋 賀 県 滋 賀 県 立 大学 県 立 総 務 部 1，386 ，227
滋 賀 県 滋 賀 県 立大 学 看 護 短 期 大 学部 県 立 総 務 部 209 ，449
京 都府 京 都 府 立 医科 大 学 府 立 総 務 部 11，528 ，856
京 都府＝ 京都 府 立 医療 技 術 短期 大 学部 府 立 総 務 部 655 ，3 17
京 都 府 京 都 府 立 大 学 農 学 部 府 立 総 務 部 1，295 ，6 12

兵 庫 県 県 立姫 路 工 業 大 学 公 立 総 務 部 5，4 11，297

兵 庫 県 県 立看 護 大 学 公 立 総 務部 1，024，9 10

兵 庫 県 県 立 姫 路 短期 大 学 公 立 総務 部 1，060，142

和 歌 山県 和 歌 山県 立 医科 大 学 公 立 総 務 部 1，826 ，873
島 根 県 島 根 県 立看 護 短 期 大 学 公 立 総 務 部 県 立 大 学 準備 室 618，9 61
岡 山県 岡 山県 立 大学 公 立 総 務 部 2 ，318 ，22 1
山 口県 山 口女子 大学 家 政 学 部 公 立 総 務 部 42 1，74 1
高 知 県 高 知 工科 大 字 私 立 企 画 部 4 ，4 11，5 18
高 知 県 高 知女 子 大 学 家 政 学 部 県 立 ▼． 260 ，096
福 岡 県 福 岡女 子 大 学 人 間 環 境 学部 県 立 総 務 部 学 事課 468，968
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理科系高等教育機関（間5－2）

事 業 概 要

設備 整 備 費 補 助金
設備 整 備 費 補 助金
設 備 整 備 費 補 助金
設備 整備 費 補 助金
設備 整 備 費 補 助 金
設備 整 備 費 補 助金
設備 整 備 費 補 助金
設備 整 備 費 補 助金
設 備 整 備 費 補 助金
設 備 整 備 費 補 助金
設 備 整 備 費 補 助 金
設 備 整 備 費 補 助金
設備 整 備 費 補 助 金
設 備 整 備 費 補 助 金
設 備 整 備 費 補 助金
設 備 整 備 費 補 助 金
設 備 整 備 費 補 助金
設 備 整 備 費 補 助 金
人 件 費 545，999、備 品整 備 等 112 ，290 （区分 が 出来 ない ため、保 育 学科 ・法経 学 科 第 二 部 を含 む ）
用 地 造 成 、建 築 基本 設 計 他 （区分 が 出来 ないた め、社 会 福 祉 宇 部 ・総 合 政 策 学部 を含 む）
共 同研 究 Iトリアジンチオール応 用 技 術 開発 研 究 」
岩 手 大 学 情 報 工 学 科 へ の研 究 員 派遣 （受 託 研 究 員 ）
人 件 費 570 ，00 1：事 務 費 88，606：教 育 費 34 ，151：実 習費 15 ，220 ：研 究 費30，140 ：施 設 整 備 費 52 ，540
創 設 期 運 営 補 助 290，000 （（補 助対 象 ）人件 費 1，174 ，9－29 ・教 育 研 究 費 506，262）、大 学院 設 置 費 補 助 150 ，00 0
人 件 費 117 ，147、物 件 費 6 1，573
人 件 費 1，464 ，992　物 件 費2 ，646 ，73 1
人 件 費 3 ，196 ，11L5 、物 件 費 1，194 ，089 、維 持 補修 費 10 ，063、補 助 費 等 36 ，677、その他 44，000、投 資的 経 費 478，143、
その 他 経 費 4，371，63 1

人 件 費 883 ，823　 通 勤 手 当等 177 ，184　 事 業 費 1 ，583 ，057
職 員 給 与 、大 字運 営費 、維持 管理 費 等
大 字 新 設 経 費 へ の助 成 （校 舎建 設 、機器 購 入等 ）
福 祉 学 科 新 設 に伴 う校 舎 建 設 等 に対 す る補 助
職 員 給 与 費 1，452 ，555、大 学運 営 費 470，082、教 育研 究費 1，232 ，179 、施 設 整備 費 527，54 6
人 件 費　 732，523、教 員研 究 費 84 ，03 7、学 生 経費 25 ，311、管 理 経 費 305，06 1
人 件 費　 510，406、物 件 費 458，00 3
人 件 費 357 ，2 14、物 件費　 53 ，487
人 件 費 554，402 そ の他 101，932
補 助 金 （施 設 ・設備 ）
補 助 金 （施 設 ・設備 ）
補 助 金 （施 設 ・設備 ）
人 件 費 1，250 ，14 1・教 育研 究 費　 279，363 ・その他 119，326
人 件 費　 578，578 ・教 育研 究 費 88，812 ・そ の他 40，494

－
経 常 費 1，084 ，053　 人件 費 745，289　 物 件 費338 ，76 4　 臨 時費 302 ，174
給 与 費 166 ，75 1　 専 任 教 員給 与費 143 ，792　 事 務 職 員 給 与 費 22，959　 研 究 費そ の他 42，698
繰 入 金 11，528 ，8ち6
繰 入 金 655，3 17
人 件 費 755，086，教 育 研 究 費 160 ，646 ，設 備 ・備 品費 69 ，166 ，そ の他 3 10，7 14
人 件 費 3 ，692 ，793、維 持 運 営 費 1，234，858、施 設 整 備 費 434，885 、厚 生 費 2 1，998 、 学術 振 興 奨 励 費 15，156 、災

害 関 係 費 11，607
人 件 費 690 ，070、維 持運 営 費 194，248、施 設 整備 費 70，112、厚 生 費 24 ，190、 学 術 振 興 奨励 費 5，389、．災 害 関係 費

40，90 1
人 件 費 872 ，306、 維 持 運 官 費 169 ，7 19 、 施 設 整 備 費 10 ，962、厚 生 費 1，594、学術 振 興 奨 励 費 4，875、災 害 関係 費

686
人 件 費 1，2 19 ，505、図 書館 費 48，394 、研 究 費 258，105 、学 生 経 費 49，104、そ の他 25 1，765 （大 字 、応 用 医 学研

究 所 の決 算 ）
管 理 運 営 費　 210，009　 人件 費408 ，952
人 件 費　 1，2 15 ，832 、 教 育 研 究費　 569 ，712、 管 理 運 営 費　 532，677
人 件 費 3 13 ，750‾教 育 研 究 費 等 4 1，56 7　共 済費 42 ，946　 設 備 、備 品 費 等23 ，4 78
建 設 費 補 助 金　 4 ，4 11，518
人 件 費 189，827　運 営 費 70，269
事 業 費 184 ，110　人 件 費 284，858
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理科系高等教育機関（問5－2）

部局名 団体名 事項 （事 業名） 公私立
の別

所管部局、 決算額

福 岡県 九州歯科大字 県立 総務部学事課 2，7 14，39 9
熊本 県 熊本県立大字 （生活科学部） 公 立 総務部 1，98 3，34 6
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理科系高等教育機関（間5－2）

事 業概 要

事業 費 850 ，952　 人 件 費 1，863，447
人件 費 1 ，170 ，734 、物件 費 8 12 ，6 12
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医療機関の研究に対する支出（問6）

部局名 団体名 事項（事業名）
公私立

の別
所管部局 決算額 県単か

国関連か
1禾1煙．
環境・
衛生系

青森県 県立中央病院 公立 環境保健部 19，280 県単

秋田県 秋田県立脳血管研究センター 公立 福祉保健部 1，20 1，979 県単
埼玉県 埼玉県立がんセンター（研究所） 公立 衛生部 669，675 県単
埼玉県 埼玉県立小原循環器病センター 公立 衛生部 41，129 県単　 ’
埼玉県 埼玉県立小児医庶センター 公立 衛生部 59，492 県単
埼玉県 埼玉県立精神保健総合センター 公立 衛生部 16，096 県単
千葉県 千葉県がんセンター 公立 衛生部 264，960 県単
東京都 財団法人東京都老人総合研究所 私立 養育院 3，277，370 都単
東京都 財団法人東京都神経科学総合研究所 私立 衛生局 2，614，924 都単
東京都 財団法人東京都精神医学総合研究所 私立 衛生局 1，518，439 都単
東京都 財団法人東京都臨床医学総合研究所 私立 衛生局 2，440，836 都単
神奈川県 聖マリアンナ医科大学医学部 私立 衛生部 8，000 県単
神奈川県 北里大学医学部 私立 衛生部 8，000 県単
神奈川県 東海大学医学部 私立 衛生部 8，000 県単
神奈川県 がんセンター臨床研究所 公立 衛生部 232，956 県単

神奈川県 北里大学東病院 私立 衛生部 37，500
県単、
国関連

神奈川県 東海大学病院 私立 衛生部 37，500
県単、
国関連

神奈川県 聖マリアンナ医科大学病院 私立 衛生部 29，000
県単、
国関連

神奈川県 横浜市立大学医学部附属病院 公立 衛生部 11，000
県単、
国関連

神奈川県 北里大学医学部 私立 衛生部 750 県単
神奈川県 東海大学医学部 私立 衛生部 750 県単
神奈川県 聖マリアンナ医科大学 私立 衛生部 750 県単
神奈川県 横浜市立大学医学部 公立 衛生部 750 県単
新潟県 がんセンター新潟病院 公立 病院局 18，0 00 県単
新潟県 中央病院 公立 病院局 2，000 県単

富山県 富山医科薬科大学附属病院 公立 厚生部 1，000
国関連
（500）

富山県 富山県立中央病院 公立 厚生部 305 県単
静岡県 県立総合病院 公立 保健衛生部 30，646 県単
静岡県 県立病院養心荘 公立 保健衛生部 6，464 県単
静岡県 県立こども病院 公立 保健衛生部 16，9 51 県単

愛知県 愛知県がんセンター 公立 衛生部 1，754，7 14 国関連
愛知県 城山病院 公立 衛生部 1，362 国関連
愛知県 愛知病院 公立 衛生部 103，564 県単
愛知県 尾張病院 公立 衛生部 81，129 県単
滋賀県 滋賀県立成人病センター 県立 健康福祉部 18，007 県単
滋賀県 滋賀県立小児保健医寮センター 県立 健康福祉部 4，937 県単
滋賀県 滋賀県立精神保健総合センター 県立 健康福祉部 3，409 県単 ，
大阪府 大阪府立成人病センター 公立 環境保健部 1，213，792 県単
大阪府 大阪府立母子保健総合医療センター 公立 環境保健部 275，349 県単
兵庫県 県立尼崎病院 公立 保健環境部 24，920 県単
兵庫県 県立塚 口病院 公立 保健環境部 16，524 県単
兵庫県 県立西宮病院 公立 保健環境部 16，894 県単
兵庫県 県立加古川病院 公立 保健環境部 1・4，667 県単
兵庫県 県立淡路病院 公立 保健環境部 20，897 県単
兵庫県 県立光風病院 公立 保健環境部 8，286 県単
兵庫県 県立相原病院 公立 保健環境部 16，550 県単
兵庫県 県立こども病院 公立 保健環境部 18，106 県単
兵庫県 県立成人病センター 公立 保健環境部 20，043 県単
兵庫県 県立姫路病院 公立 保健環境部 17，289 県単
広島県 県立病院（広島、安芸津、瀬戸田、神石三和）公立 福祉保健部 36，379 県単
高知県 高知県立中央病院 公立 病院局 36，089 県単
佐賀県 県立病院好生館 公立 保健環境部 15877 県単
宮崎県 宮崎県立宮崎病院　外3県立病院 公立 環境保健部 725 県単
川崎市 聖マリアンナ医科大学病院 私立 衛生局 18，000 市単
神戸市 神戸市立中央市民病院 公立 保健福祉局 21，378 市単独費
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医療機関の研究に対する支出（問6）

事業概要

医師及 び看護婦等の研究研修に伴う不採算経費
研究所 運官費 （1）人件費 25 1，074 （2）材料費 4，300　 （3）経費 （光熱 水道費 等）32 1，711

（4）研究費 9 5，39 5（旅費、図書費、消耗品費等） （5）支払利息、起債償還 490 ，799
人件費 276 ，184　 維持運官費 147 ，947　調査研究費 62，365　 施設整備 費 117，398 庁舎改修費 65．，78 1
人件費 15，298　調査研究費 15，4 76　 施設整備 費 10 ，355
調査研 究費 59，492
調査研 究費 16 ，096

人件費 19 1，72 1、施設 整備費 15 ，860、運官費57 ，390
補助金 3，277 ，370
補助金 2，6 14 ，924
補助金 1，5 18 ，439
補助金 2，427，938　委託料 12 ，898
救急医寮の研 究に要する機械 、器具、材料等の研究用施設整備 にかかる経費補助。
救急医寮の研 究に要する機械 、器具、材料等の研究用施設整備 にかかる経費補助。
救急医寮の研 究に要する機械 、器具、材料等の研究用施設整備 にかかる経費補助。
人件 費 153 ，7 38　調査研究費79 ，2 18

難病治療研究センター運営費補助、老人性痴呆疾患治療研究センター運 営費補助

難病治療研究センター運営費補助、老人性痴呆疾患治療研究センター運営費補助

難病治療研究センター運営費補助、老 人性痴呆疾患治療研究センター運 営費補助

老人性痴呆疾患治療研究センター運営費補助

特定疾患治療研究委託費
特定疾患治療研究委託費
特定疾患治療研究委託費
特定疾患治療研究委託費
がん研究費
がん研究費

エイズ診療 体制研 究委 託

イタイイタイ病 と慢性カドミウム中毒症との鑑別診断に関する研 究委託
研究材料費 3，5 31 その他 27，115

研究材料費 6 41 ・その他 5，823
研究材料費 2，0 16 ・その他 14 ，935
給与費 893 ，307 ・経費 260，313・減価償却費 229 ，74 9・資産減耗費 1，686 ・研 究研修費 155 ，44 7・繰延勘 定責 2，2 12 ．

建設費 84 ，9 75・医療器械購入費 126 ，972 ・消費税 53
研究研修費
給与費 36 ，120 ・経費 17，410 ・研究研修費 10 ，4 54 ・減価償却費 2 1，62 1・医療機器購入費 17 ，959

給与費 33 ，3 80 ・経費 17，303 ・研究研修費 11，062 ・減価償却費 17 ，922 ・医療機器購入費 1，462

人件費 、運営費等
人件費 、運営費等
研究研修費

研究研修費
研究研修費
研究研修費
研究研修 費
研修研 究費
研究研修費
研究研修 費
研究研修 費
研究研修費
研 究材料 2，471，謝金 604 ，図書費 5，511，旅費 18，189 ，研究雑費 9，60 4
給与費 31，834、材料費 2，7 14、経費 1，067 、研究研修 4 74
研 究研修 に要する経費
県立病院 共同事業
難病治療研 究センター運営補助費
研 究研修 費 （市の負担ルール により按分）
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医療機内の研究に対する支出（問6）

部局名 団体名 事項（事業名）
公私立

の別
所管部局 決算額

県単か
国関連か

神戸市 神戸市立酉市民病院 公立 保健福祉局 3，430 市単独費

神戸市 西神戸医庶センター 公設民営 保健福祉局 9，00．4 市単独碧

県民・
生活系 愛知県 心身障害者コロニー中央病院 公立 民生部 4，379 県単

教育系 大阪市 大阪市立大学医学部附属病院 公立 市立大学 97，156 市単
企囲．
総務系

和歌山県 和歌山県立医科大学病院 公立 総務部 258，105 県単

愛媛県 県立中央病院 公立 公営企業管理局 26，96 7 県単
愛媛県 県立今治病院 公立 公営企業管理局 ．8，199 県単
愛媛県 県立伊予三島病院 公立 公嘗企業管理局 4，769 県単

≡　一書　≡ 県立南宇和病院 公立 公営企業管理局 4，662 県単
愛媛県 県立北宇和病院 公立 公営企業管理局 1，450 県単
愛媛県 県立新居浜病院 公立 公営企業管理局 7，80 5 県単
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医療機関の研究に対する支出（問6）

事業概 要

研究研修費 （市の負担ル ールにより按分）
研究研修費 （市の負担ル ールにより按分）

一般研 究費 49 ×28 人、特別研究費 3，0 23
材料 費 ：6 7，139　 その他 ：30 ，017

研 究費 2 58，105
医師の研 究研 修に係る費用について、その1／2を一般会計で負担 している。
医師の研 究研修に係る費用について、その 1／2を一般会計で負担している。
医師の研 究研修に係る費用について、その 1／2を一般会計で負担している。
医師の研 究研修に係る費用について、その 1／2を一般会計で負担している。
医師の研 究研修に係る費用について、その 1／2を一般会計で負担している。
医師 の研究研修に係る費用 について、その 1／2を一般会計で負担している。
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財団法人・第3セクターの概要（問7－1）

部 局 名 団 体 名 機 関 名 法 人 の 種 類 設 立 年 月
基 金 又 は

資 本 金 額
出 資 出精 別 内 訳

職 員

数

うち研

究 者

数

所 管 部 局

商 工 系 北 海 道 （財 ）室 蘭 テクノセ ンター 財 団 法 人 昭 和 6 1年 12 月

基 金 79 ，850

産 業 育 成 支

援 基 金

1 ．0 00．000 8 ．557 （道 出捕 ） 14 5 商 工労働 観光 部

北 海 道 ㈱ 地下無重力実験センター

株 式 会 社
（第 三 セクター）平 成 元年 3月 2 ．650 ．000 2 0 0 ．000 （道 出 資 ） 23 0 商 工労働観 光部

北 海 道 （財）テクノポリス函館技術振興協会 財 団 法 人 昭 和 59年 4 月 2 ．0 12 ．493 9 4 8 ．000 （道 出絹 ） 28 20 商 工労働観 光 部

北 海 道 恵庭リサーチゼジネスパーク㈱

株 式 会 社

（第 三 セクター）昭 和 63年 4月 1．508 ，000 3 0 0 ．000（道 出 資 ） 28 3 商 工労働 観 光部

北 海 道 （財）道央テクノポリス開発機構 財 団 法 人 昭 和 63年 6月 1，800 ，000 7 0 0 ．000（道 出 捕 ） 10 0 商 工労働 観光 部

北 海 道 ㈱旭川産業高度化センター

株 式 会 社
（第 三 セクター）平 成 4年 4月 1．000 ．000 13 0 ．000（道 出 資 ） 12 0 商工 労働 観光 部

北 海 道 （財）旭川生活文化産業振興協会 財 団 法 人 平 成 4年 6 月 1．824 ．000 7 0 0 ．000（道 出 捕 ） 5 0 商工 労働観 光 部

青 森 県 （財）青森テクノポリス開発機構 財 団 法 人 昭 和 59年 10 月 1．184 ．330

県 640 ，0 00、
市 町 村 2 00，000 、

民 間338 ，330、

そ の他　 6．000 6 0 商工観 光 労働 部

青 森 県 （株）八戸インテリジェントプラザ 株 式 会 社 平 成 元 年 5月 1，370．80 0

］毯］戟振 興 竪 備 公 団

10 2 商 工観 光 労働部

600 ，000、青 森 県

220，000、地 域 内 市

町 220 ，000、地 域 内

民 間 企 業 等

青 森 県

（財 ）八 戸 地 域 高 度技 術

振 興 センター 財 団 法 人 昭 和 60年 11月 6 10．900

青 森 県 14 5，000、地
域 内 市 町村

402，00 0、地 域 内 民
間 企 業 等 63 ．900 4 0 商 工観 光労 働部

青 森 県 （株）ソフトアカデミーあおもり株 式 会 社 平 成 3年 4月 900．000

匹I（IPA ）400 ，000、青
森 市 200 ，000、県

50，000 、民 間企 業
（83社 ）250．000 16 0 商 工観 光労働 部

岩 手 県 （財）岩手県高度技術振興協会 財 団 法 人 昭 和 6 1年 9月 1，940，000

国 、県 、市 町 村 、民

間 8 0 商 工 労働 部

宮城 県 （財）宮城県高度技術振興財団 財 団 法 人 昭 和 61年 2月 1 日 1，4 52．100 1．050 ．000 7 0 商 工 労働 部
宮城 県 （財）東北産業技術開発協会 財 団 法 人 昭 和 41年 9月 16 日 527．725 3 4 0．000 5 0 商 工 労働 部

宮城 県 （株 ）テクノプラザ み や ぎ 株 式 会 社 昭 和 63年 3月 3 1 日 3 ．555，000

出 資 1，000 ，000
補 助 24．39 9 13 0 商 工 労働 部

秋 田 県 （財）秋田テクノポリス開発機構 財 団 法 人 昭 和 59年 2月 2，206 ．094

県 1，090 ，225
他 1，115 ．869 1 1 0 商 工 労 働 部

秋 田 県 （財）秋 田県資源技術開発機構 財 団法 人 平 成 2年 11月 42 7．000

県2 00，000　市 町 （2

市 1 町 ）120，000 企

業 （12社 ）107 ，000 1 1 5 商 工 労 働 部

秋 田 県 （財）山形県テクノポリス財団 財 団法 人 昭 和 60年 4 月 7．40 1．500

県 6 ，46 1，588、

市町 村 600，000 、

民 間33 9．9 12 3 0 19 商 工 労働観 光部

秋 田県 （財 ）山形大 学産 業研 究所 財 団 法 人 昭 和 58年 9月 99．030

県 26 ，bUU、米 沢 雨
22，500、長 井 市

2，000 、（社 ）米 沢 工

業 会 5 ，000、

企 業 ・個 人 4 3月30 2 0 商 工労働 観 光部

福 島 県

財 団 法 人 福 島 県 工業 技

術 振 興 財 団 財 団 法 人 昭 和 59年 10月 1，00 1，282

県 727，6 50、

市 町 村 125 ，0 00、

民 間 148．6 32 1 1 1

商 工 労 働 部

工 業 課

茨 城 県
財 団 法 人 茨 城 県 科 学 技

術 振 興財 団 財 団法 人 平成 元 年 10月 664 ，382 14 3 ．797（県 ） 13 0 商 工 労 働 部

茨 城 県

株 式 会 社 つ くば研 究 支

援 セ ンター 株 式 会 社 昭 和 63年 2 月 2 ，800 ．000 5 13 ，250（県 ） 12 2 商 工 労働 部
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財団法人・第3セクターの概要（問7－1）

平 成 7 年 度 収 入 の 概 要 平 成 7 年 度 支 出 の概 要 平成 7 年 度 の 事 業 概 要

183 ．723 1、159 、477 技 術 力 強 化 事業 、経 営 力 強 化 事 業 、情 報 提 供 事 業 、 新 技 術 開発 支 援 事 業

1，29 7，605（営 業 収 益 ） 1月4 1，649（営 業 費 用 ） 無 重 力 実 験 施 設 の 賃貸

592．045 54 6 ．326

債 務 保 言址．低利 誤算 草 葉 新 技 術 開発 をイ丁フ企 業 へ の 資 金 の 肥 資 及 び 慣 務 1禾副リ竹
究 開 発 ，起 業 化 等 の 助 成 事 業 （新 技 術 開 発 ，新 製 品 生 産 等 を行 う企 業 へ の 資 金 助

成）研 究指 導 事 業 （企 業 経 営 者 ．技 術者 へ の研 修 指 導 や 研 修 生 の 受 入 れ 等）科 学 技

術 情 報 等 提 供 事 業 0 0 IS，P A T O L IS等 の研 究 及 び 企 業 情 報 の提 供）研 究 開 発 事 業

等 （受 託 研 究 、共 同研 究等 の研 究 開 発 業 務 等 ）

1．605 ．589（営 業 収 益 ） 1．521 ．0 63（営 業 費 用）

インキュヘ‾一夕早 業 （インキュヘ‾一夕至 の 賃 貸 、大 字 ・研 究機 関 ・企 業 等 へ の 静呂介 等 ）、研 究 支
援 事 業 （試 験研 究 機 器 の 開 放 、試 験 ・検 査 業 務 委 託 等 ）、交 流 事 業 （異 業 種 交流 事

業 、交流 展 示 室 ・会 議 室 の 開放 等）、付 帯 事 業 （情 報 処 理 、電 子 計 算 業 務 、O A 機 器

等 リース事 業等 ）、関 連 事 業 （研 究 施 設 等 関連 用 地 分 譲 ）

10 5，2 12 9 1．34 6（総 事 業 費）

債 務 1未祉 早 業 、周り芙1支冊 開 発 l班資 早 業 、研 修 早 業 は支冊研 修 草 案 等 人調 食 竹 光 争
業 高 度 技 術 開 発 委 託事 業 、研 究 開発 助 成 事 業 、先 端 技 術 普 及 事 業 （先 端 技術 普 及

事 業 、広 報 活 動 事 業）、技 術 情 報 事 業 、高 度 技術 工 業 推 進 事業 、地 域 技 術 波 及促 進

事 業 、テクノネッけ －ク形 成 事 業 、地 域 産 業 活 性 化 事 業 （販 路 開拓 事 業 、研 修 指 導 事 業

等 ）

64 ，156（営 業 収 益 ） 73 ．09 0（営 業 費 用） 研 究 開 発 事 業 、人 材 育 成 事 業 、交 流促 進 事 業 ほ か

42 ，109（基 本 財 産 運 用 収 入 ） 68．314（事 業 費 ＋ 管 理 費 ） 高 度 技 術 開 発 事 業 、研 究 開 発 助 成 事 業 、人 材 育 成 助 成 事 業

53 ．343 4 0．09 1

低 利 融 資 ・債 務 保 証 事 業 、研 修 指 導 ・調 査 事 業 、研 究 開発 助 成 事 業 、地 域 技術 起

業 化 推 進 事 業

63 ．66 9 1 9 0．489

研 究 開発 事 業 、研 究 開発 支 援 事 業 、人 材 育 成 事 業 、情 報 提 供 事 業 、交 流促 進 事

業

20，0 52 （うち 前 期 繰 越 金 3．605） 2 32，42 1

債 務 保 証 事 業 、低 利 融 資 事 業 、研 修 指 導事 業 、調 査 研 究 事 業 、研 究 開 発 助 成 事

業 、情 報 提供 事 業

362．509 3 4 9．855

人 材 育 成 事 業 、開 発 斡 旋 事 業 、受 託 運 用 事 業 、実 践 指 導 事 業 、C A D セ ンター 事

業

6 2．364 5 3 ．734 債 務 保 証 、研 修 指 導 、技 術 開 発 ・開 発 助 成 、調 査 研 究
116，607 12 3．462 研 究 開 発 貸 金 貸 付 ・起 業 化 助 成 等
58．037 3 0 ．92 1 試 験研 究 や 産 学 協 同研 究 助 成

175．795 18 7．228 貸研 究 室 の 運 営

2 21．265 2 0 6 ．613 債 務 保 証 、研 修 指 導 、研 究 開 発 支援 、調 査 研 究 、地 域 技 術 起 業 化 推 進

151．738 14 0 ，533 研 究 開 発 事 業 、研 修 事 業 交 流 事 業 、施 設 の 管 理 運 営 事 業

702 ，5とは 円 訳 財 産 ・基 金 等 連
用 収 入 129，149 、事 業 収 入

110 ，936、補 助 金 収 入 186，46 5

6 8 8 ，62い 円訳　 生 物 フジ
カル 研 究 費2 48，5 11、 プ ロ

ジェクト推 進 費 54，577、管 人 材 養 成 ・技 術 交 流 ・研 究 開 発 支 援 、生 物 ラジカル 研 究 、ライフサ ポ ー トテ クノロ

等 理 運 営 費 4 1．702 等 ジ ー フェアの 開 催　 等

36 ，660
（内 訳 ）会 費 ・入 会 金 収 入

2 ，330、
24，28 1
（内訳 ）事 業 費 19 ，8 16 、 実 践 的 な 技 術 開 発 調 査 事 業 、研 究 教 育機 関 及 び 地 域 社 会 との 連 携 交 流 事 業 、

補 助 金 等 収 入 17．200 管 理 費4 ．464 工 業 技 術 に関 す る研 究 発 表 会 ・講 演 会 ・研 修 会 等 の開 催 、公 開 講 座　 等

基 本 財 産 運 用 収 入 12 ，435、

付「修 ．閉 尿 早 業J U，243 リス
トラ促 進 緊 急支 援 モデル事

業 費 50，208 会 津 大 学 マル 中小 企 業 リストラ促 進 緊 急 支 援 モデ ル 形 成 事 業 、先 端 技術 者 研 修 事 業 、高度 技術

補 助 金 等 収 入 162 ，356 チメディアセンタ胃事 業 費 者 研 修 事 業 、技 術 資 格 者 養 成 研 修 事 業 、工業 技 術 研 修 受 託 事業 、産 学 官 共 同研

そ の他 収 入 1，673 3 9 ，169　管 理 費 等 58 ，941 究 助 成 事 業 、先 端 技 術 研 究 開発 助 成 事 業 、会 津 大 学 マル チメデ ィアセ ンター 管理

計 176 ．464 計 178 ．56 1 運 営 事 業 他

財 産 等 収 入 7，477 ， 一 般 会 計 8，694、併 発 開 （1 ）科 字 技 術 交 流 支援 事 業
補 助 金 等 16 ，072 ， 発 奨励 10 ，526、つ くば 企 （2 ）研 究 開 発 奨 励 事 業
その 他 7 業 育成 5，8 11 （3 ）つ くば研 究 開発 型 企 業 育 成 事 業

営 業 収 益 48 1，248 ，
官 業 費 用 455 ，2 28、営 業
外 費用 6，509 、特 別 損 失 （1 ）施 設 提 供 事 業 （2 ）人 材 育 成 事 業 （3 ）情 報 提 供 事 業 （4 ）技 術 協 力 事 業

営 業 外 収 益 7．297 12 ．230 （5 ）交 流 事 業
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財団法人・第3セクターの概要（間7－1）

部 局名 団 体 名 機 関 名 法 人 の 種類 設 立 年 月
基 金 又 は

資 本 金 額
出資 出 指別 内 訳

職 員

数

うち研

究 者

数

所 管 部 局

栃 木 県 栃木 県産 業技術 振興 協会 財 団 法 人 昭 和 58年 10 月 1．50 0 ．00 0

県 70 0 ，00 0 、2 市2

町3 0 0，00 0 、民 間

企 業 500．00 0 8 0 商 工労働 観 光部

群 馬 県 ぐんま産 業 高度 化センター 株 式 会 社 平 成 3年 1．52 0，00 0

群 馬 県 200，00 0
太 田 市 100，00 0

地 振 公 団 600 ，00 0

民 間 （30社 ）6 20，00 0 16 10 商 工 労働 部

群 馬 県 （財）群馬県工業技術振興基金 財 団 会 社 平 成 4年 3月 76 6，84 0

群 馬 県 450，00 0

市 町 村 150 ，00 0

民 間 企 業 等

133 ，84 0
繰 り入 れ 33．00 0

射県
職 員

が 兼

務

専 任

は 0） 0 商 工 労働 部

群 馬 県 （財）群馬地方発明センター 財 団 会 社 昭 和 37年 9月 20 日 1，30 0 2 0 商 工 労 働 部

千 葉 県

（財 ）千 葉 県 工 業 技 術 振

興 センター 財 団 法 人 昭 和 6 1年 4 月 93 7，60 0

県 5 1 1，00 0、
企 業 426 ．60 0 1 2 2 商 工 労 働 部

神 奈 川 県 ㈱ ケイエスピー 株 式 会 社 昭 和 61年 12月 4，50 0 ．00 0

県 55 0 ，00 0、川 崎 市

550 ，0 0 0、日本 開 発
銀 行 500 ，00 0、そ の

他 民 間 2 ，99 9．90 0 2 4 0 商 工 部

神 奈 川 県
（財 ）神 奈 川 高 度 技 術 支

援 財 団 財 団 法 人 平成 元 年 8月 1．2 0 0，00 0

県 1 ，0 0 0，00 0 、
川 崎 市200 ．00 0 4 2

2 7（技
術 職 ） 商 工 部

新 潟 県
（財 ）信 濱 川 テクノポ リス

開発 機 構 財 団 法 人 昭 和 58年 3月 2．314 ．13 0 1．05 0 ．00 0 1 2 0 商 工 労働 部

新 潟 県 （財 ）新 潟 工 学 振 興 会 財 団 法 人 平成 5年 2月 2 70 ，94 7 6 0，00 0 1 0 商 工 労働 部

新 潟 県 財 団 法 人 昭 和 57年 1月 37 8 ．39 4 4 5．00 0 1 0 商 工 労働 部
子　 手

術 開発 教育研 究振興 会
新 潟 県 ㈱レーザー応用工学センター 株 式 会 社 平成 2年 3月 1．05 0 ．00 0 10 0，00 0 14 5 商 工 労働 部

新 潟 県
（財 ）新 潟 県 県 央 地 域 地
場 産 業振 興 セン ター 財 団 法 人 昭和 60 年 1月 44 ，00 0 10 ．00 0 4 7 3 商 工 労働 部

富 山 県 （財 ）富 山技 術 開 発 財 団 財 団法 人 昭 和 58年 12 月 3 ．26 1 ．34 8

慣 可労1禾軋ヒ患 うE
25 0 ，00 0　技 術 開 発
基 金 356，10 0　技 術

振 興 基 金 1，0 87，45 8

技 術 者 育 成 基 金

234 ，00 0　地 域 産 業
活 性 化 基 金

900 ，00 0　デダ イン振
興 基 金 417，29 0　学

術 文 庫 基 金 15 ，50 0

基 本 財 産 1．00 0 1 0 2 商 工 労 働 部

石 川 県

（財 ）石 川 県 産 業 振 興 基

金 協 会 （研 究 開 発 助 成 財 団 法 人 昭 和 63年 3 月 50 0 ，00 0 出捕 50 0．00 0

商 工 労 働 部

（商 工 政 策 課 ）

石 川 県

（財 ）石 川 県 産 業 振 興 基
金 協 会 （石 川 トライアル

財 団法 人 平 成 2年 4 月
1，58 0 ，72 0 出捕 1，58 0，72 0（協

27（協
会 全

3 （協
会 全 商 工 労 働 部

セ ンター ） （協 会 全 体 ） 会 全 体 ） 体 ） 体 ） （工 業 試 験 場 ）

福 井 県 財団法人福井県産業振興財団 財 団 法 人 昭 和 62年 3月 12 日 1．28 6．90 0 出 摺

専 任

職 員

2 名 0 商 工 労 働 部

山梨 県
（財 ）山梨 2 1 世 紀 産 業
開 発 機 構 財 団 法 人 昭 和 6 1年 11月 2 ．47 9，00 0 1．50 2，05 0 9 0 商工 労働観 光部

長 野 県

（財 ）長 野 県テ クノハ イラ

ンド開 発 機 構 財 団 法 人 昭 和 6 1年 3．96 8．10 0

県 1，6 0 0，00 0
市 町 村 800 ，00 0

企 業 1，56 8．10 0 1 7 0 商 工 部

長 野 県 （財）浅間テクノポリス開発機構 財 団 法 人 昭 和 60 年 1，80 1．20 0

県 1，10 0，00 0
市 町 村 200 ，的 0

企 業 50 1．20 0 6 0 商 工部

長 野 県

（財 ）飲 伊．地 場 産 業 振 興
センター （工 業 技 術 セ

ンタ一 分 ） 財 団 法 人 昭 和 62年 17．00 0 県 5．00 0 7 （3 ） 3 商 工 部

静 岡 県 （財）静岡県科学技術振興財団 財 団 法 人 平成 3年 6月 1 日 9．05 2 ，22 3

こ．星　…

8 ，00 0 ，00 0、民 間 企

業 寄 附　 52 ，22 3、

中 小 企 業 高 度 化 資

金 1，000 ，00 0 6 0 商 工 労 働 部

愛 知 県 （財）ファインセラミックスセンター 財 団 法 人 昭 和 60年 5 月 7 日 3 ，46 7 ．15 3

愛 知 県 500 ，00 0 ・

名 古屋 市 500 ，00 0 ・

民 間　 2 ，46 7 ，15 3 9 8 7 1 商 工部
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財団法人・第3セクターの概要（問7－1）

平成 7 年 度 収 入 の概 要 平 成 7 年 度 支 出 の概 要 平成 7年 度 の事 業 概 要

1，145 ．70 4 9 2 0 ，87 9 債 務 保 証 、利 子 補 給 、研 修 、共 同 研 究 助 成 等

64 ，20 7 14 5 ，48 9 研 修 事 業 、研 究 開 発 、情 報 提 供 、開 発 支 援

37 ，6 2 7 2 1．64 8 研 究 委 託 産 学 官助 成

12．774 10 ．00 7 発 明相 談 、講 習 会 開催 、研 究 設 備 開 放 、情 報 提 出

174，38 9 16 8．12 0 研 究 開 発 の促 進 、技 術 交流 、技 術 移 転 の促 進 、人 材 育成 、啓 蒙 啓 発 の 各 事 業

株 式 会 社 の ため 表 記 困 難 株 式会 社 の ため 表 記 困 難 インキュベ ー ト事 業 等

690 ，00 3 6 9 0 ．00 3 技 術 市 場 事 業 、試 験 計 測 事 業

204 ，50 8 19 1．15 2 研 究 開 発 支 援 指 導 ほか
22 ．51 8 1 0 ，71 2 研 究 開 発 支 援 指 導 ほか

87 ，15 9 5 2 ．8 78 研 究 開 発 支 援 指 導 ほか
528 ．69 6 4 4 5，832 受 託研 究 ほか

678，29 5 6 7 5，29 5 産 地 企 業 の活 性 化 を図 るため の 共 同研 究 、ネ ットワー ク事 業 等

233，88 4 （以 下 内 訳 ）

基 金 取 り崩 し7，216　 貸 付 助 成

23 3，67 4 （以 下 内 訳 ）
債 務 保 証 事 業 、

金 返 還 収 入 20 ，03 2　 財 産 運 用 技 術 開発 事業 、
収 入 120 ，0 3 4　 負 担 金 収 入 債 務 保 証 事 業 8，513 研 修 指 導 事業 、
3，662　 債 務 保 証 料 収 入 67 5 技 術 開 発 事 業 36 ，4 2 9 情 報 技 術 者 育 成 事 業 、
委 託 金 収 入 40 ，87 6　 補 助 金 収 インダストリアルデダイン事 業 地 域 技 術 起業 化 推 進 事 業 、
入 34 ，27 4　 使 用 料 収 入 4 ，42 8 3 9 ，64 0 特 定 中小 企 業集 積 活 性 化 支 援 事 業 、
雑 収 入 2，686 一 般 管 理 費 2 1．10 9 インダ ストリアル ・デ ザ イン事 業

3 ，69 1 15 ，00 0 研 究 開 発 助 成 金 5件 交 付

14 ，19 5 2．02 0

1蹄 物 贋 砂 等 利 用 に応 用 製 品 の 開 発 、
2複 合 撚 糸 機 に よる新 制 織 物 の 開 発 、

3 圧 電 トランス素 子 の 開発

203 ，38 8 1 8 6 ．83 3

王支術 研 究 開発 草 葉 ，技 術 交 流移 転 促 避 早 業 、王支術 者 の 貨 貫 同上 草 葉 、技 術 J許蒙 晋
及 事 業 、研 究 開発 型 企 業 育 成 事 業 、特 定 中小 企 業 集 積 支 援 技 術 開発 受 託 事業 、

創 造 的 繊 維 産 業 技 術 開 発 受 託 事 業 、間 接 ベ ン チャー キャピタル 事 業 、債 務 保 証 事

業

159 ，30 3 1 5 9 ．30 3

テ クノポ リス法 に基 づ く ・債 務 保 言正 ・研 究 開発 助 成 ・人 材 育成 ・調 査 研 究 ・企

業 化 助 成 事 業 ・情 報 事 業　 等

226 ，39 8 1 9 3．74 8

調 査研 究 ・情 報 提 供 事 業 産 学 官 技 術 交 流 促 進 事 業　 研 究 開 発 助 成 事 業

人材 育成 事 業　　　　 等

93 ，96 5 2 0．56 1

研 修 指 導 事 業 、調 査 研 究 事 業 、技 術 痢 発 助 成 事 業 、啓 発 普 及 、起 業化 研 修 普 及

事 業 、起 業 化 調 査 研 究 事 業 、地 域 産業 活 性 化 支 援 事 業

95 ．88 1 9 5．88 1 工 業製 品 の検 査 ・測 定 、測 定 技 術 講 習 会 の 開 催　 技 術 指 導 等

9 ，9 87，84 9 （うちベンチャー企 業 支
9 ，986 ，70 7 （うちベ ンチャー企

研 究 開 発 花 店 早 業
中 小企 業 者 等 の研 究 開 発 に対 す る助 成 等 ・成 果 普 及 事 業

研 究成 果 の発 表 会 等 ・交 流 促 進 事 業

業 支 援 事 業 分 国 際研 究 会 議 助 成 ・ベ シチャー企 業 支 援 事 業 ・
援 事 業 分　 4．00 0．23 3 ） 4 ．00 0 ，10 0） そ の 他

総 額 1，77 0，06 3：基 本 財 産 運 用

繹 研 1，日間，UZ l：瓢 釈仰「
究 事 業 費 1，439 ，89 4 ・中 小

企 業 振 興 事 業 費 6 ，450 ・ ファインセラミックスに 関 す る次 の 事 業 ：

収 入 46 ，94 0 ・会 費 収 入 国 際 交 流 事 業 費 7，778 ・ 試 験 、検 査 及 び そ の 結 果 の 証 明 、
136 ，48 2 ・事 業 収 入 1，4 7 8，2 16 ・ 啓 蒙 普 及 等 事 業 費 評 価 ・評 価 方 法 の 開発 ・標 準 化 、
不 動 産 貸 付 収 入 31，3 17 ・補 助 2 0，88 4 ・管 理 費 136，64 0 ・ 規 格 化 の調 査 及 び研 究 ・製 造 及 び利 用 に 関 す る研 究 開 発 ・技 術 指 導 、

金 等 収 入 43，91 0 ・ 寄 附 金 収 固 定 資 産 取 得 支 出 講 習 会 の 開催 、
入 2 ，200・雑 収 入 2 1，32 5 ・その 54，79 6 ・積 立 金 等 支 出 普 及啓 蒙 、
他 の 収 入 9，6 73 8 2．4 79 国 際 交 流 の促 進
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財団法人・第3セクターの概要（問7－1）

部 局 名 団 体 名 機 関名 法 人 の 種 類 設 立 年 月
基 金 又 は

資 本 金 額
出 資 出 捕 別 内 訳

職 員

数

うち研

究 者

数

所 管 部 局

愛 知 県 （財）東海産業技術振興財団 財 団 法 人 昭 和 62年 7月 1 日 1．103．500

愛 知 県 60 ，0 00・

豊 橋 市 始 め 14 自治

体　 44 ，000 ・

民 間 799，50 0 ・

日本 自転 車 振 興 会

50．000 2 0 商 工 部

愛 知 県 （財）名古屋産業科学研究所 財 団 法 人 昭 和 18年 7月 1 日 755．00 0

愛 知 県 150 ，000

名 古 屋 市 150 ，000

民 間　 455 ．000 10 1 商 工 部

愛 知 県 （財）人工知能研究振興財団 財 団 法 人 平 成 2年 3月 22 日 8 13．09 6

愛 知 県 100 ，000

名 古 屋 市 100 ，000

民 間 513，09 6

日本 自転 車 振 興 会

100．00 0 2 0 商 工部

愛 知 県 （財 ）科 学 技 術 交 流 財 団 財 団 法 人 平 成 6年 9月 3 ．4 16，300

愛 知 県 2 ，500，00 0

民 間　　 9 16 ．300 8 4 商 工部

三 重 県 三重県 工業技 術振興機 構 財 団 法 人 平 成 2年 5月 9 60．900

県 480 ，400 、

民 間 4 80．50 0 4 0 商 工 労働 部

京 都 府

財 団法 人 京 都 産 業 技 術

振 興 財 団 財 団 法 人 平 成 3年 12月 19 日

2 3，250 （基

本 ），

2 ，867 ，790

（運用 基 金 ） 10．000

6 ＋2

＋ 1 0

商 工 部

産 業 推 進 課

大 阪府 （財）イメージ情報科学研究所 財 団 法 人 平 成 4年 3月 156．000 1 0．000 2 8 1 1 商 工 部

大 阪 府
（財 ）大 阪 府研 究 開 発 型
企 業 振 興 財 団 財 団 法 人 平成 2年 8月 1．9 01．000 1．700 ．000 1 1 0 商 工 部

大 阪 府 （株 ）イオ ン工 学 センター 株 式 会 社 昭 和 63年 11月 3，900 ．000 3 3 1．500 2 6 0 商 工 部

大 阪 府 （株 ）イオ ン 工学 研 究所 株 式 会 社 昭 和 63年 11月 246 ．000 8 ．500 2 5 2 0 商 工 部

大 阪 府 （財 ）大 阪コミュニティ財 団 財 団 法 人 平 成 3年 11月 78 1．985 2 5．000 4 0 商 工 部

兵 庫 県 （株 ）ェ ー リック 株 式 会 社 平 成 3年 4 月 2 ．583 ．250

／E 呵 巾 17 ．4 ％　 兵
庫 県 12 ．4％　 日

本 開発 銀 行 12．4 ％

（株 ）神 戸 製 鋼 所

8 ．6％　 日本 国 土 開

発 （株 ）5 ．8％　 他 7 0 商 工 部

奈 良 県
（財 ）地 球 環 境 産 業 技 術
研 究 機 構 財 団 法 人 平 成 2年 7月 9 ，200 ．000 出摺 430 0 商 工 労働 部

奈 良 県 （株）イオ ン 工 学 センター 株 式 会 社 昭 和 63年 11月 3 ．900．000 出 資 （1．950）

Jb工石
（うち

出 向

者

28、
派 遣

職 員

7 名 （う

ち出

向 者

7名 ） 商 工 労働 部

奈 良 県 （株 ）イオ ン工 学 研 究所 株 式 会 社 昭 和 63年 11月 246 ．000 出 資 （500）

25（う
ち出

向 者

17）

23（ウ
ち出

向者

16） 商 工 労 働 部

和 歌 山 県 （財）和歌 山県テクノ振興財団 財 団 平成 3年 3月 906 ．000

田 消 13 ．000
出 資 893 ．000 5 1 商 工 労 働 部

鳥 取 県 株式会社新産業創造センター 株 式 会 社 平成 2年 4 月 1．759 ．000 1 2 3 商 工 労働 部

島根 県 財団法人しまね技術振興協会 財 団法 人 平 成 元 年 5 月 333 ．975

固 122 ，125、

県 81，732、

産 業 界 130．118 6 0 商 工 労働 部
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財団法人・第3セクターの概要（間7－1）

平 成 7 年 度 収入 の概 要 平 成 7 年 度 支 出 の概 要 平 成 7年 度 の事 業 概 要

総 額 43 ，46 2：

基 本 財 産 運 用収 入 39 ，26 1・

事 業 収 入 400・

総 額 5 7，47 4 ・研 究 助 成 事

業 費 36 ，18 3 ・セミナ ー 事

業 費 1，074 ・産 学 官 交 流

研 究 会 事 業 費 854 ・技 術

相 談 指 導 ・普 及 啓 発 事 業 東 海 地 域 にお ける産 業 技 術 に関 す る研 究 に 対 す る助 成 ・

会 費 収 入 150・ 費 2，60 8 ・管 理 費 15，7 55 ・ 産 業 技 術 に関 す るセ ミナ ー 、シ ンポ ジ ウム、研 究会 等 の 開 催 ・

雑 収 入 3．65 1 そ の他 1，00 0 産 業 技 術 に関 す る相 談 及 び 指 導 ・産 業 技 術 に 関す る普 及 啓 発

総 額 713 ，64 4： 基 本 財 産 運 用

収 入 14 ，36 3 ・会 費 収 入 12 ，75 0・

事 業 収 入 32 3，59 2 ・補 助 金 収

紺 奄R ．／13，駅柏：研 冗早 業 貫
204，90 4 ・受 託 研 究 事 業

費 138，7 9 3・人 材 研 修 事 業

費 17，75 2・技 術 交 流 事 業

費 3 ，170 ・管 理 費 46 ，7 7 3・ 産 業 の 科 学 に 関 す る基 礎 的研 究 。産 業 の生 産 技 術 に 関す る研 究 。

入 9，3 70 ・ 負 担 金 収 入 2 1，99 9 固 定 資 産 取 得 支 出 産 業 の 研 究 ・一開 発 ・設 計 ・生産 技 術 等 に従 事 す る人 材 の 育 成 。

・寄 附 金 収 入 16 ，920 ・ 雑 収 入 10 ，32 5 ・積 立金 等 支 出 産 業 の 科 学 ・生 産 技 術 に関 す る調 査 、研 究 の受 託 。

7 ，776 ・その 他 の 収 入 306．8 74 2 9 2 ．2 79 産 ・学 ・官 の交 流 お よび 共 同 開 発 研 究 の促 進 に 資す る諸 事 業

総 額 48 ，0 8 5：寄 附金 収 入

輝 明 4 JJ r ／：4升ヲ己明 成 早
業 費 6，144・講 演 会 等 開 催

事 業 費 2 ，145 ・調 査 研 究 事 人 工知 能 の研 究 に 対 す る助 成

24 ，80 0 ・基 本 財 産 運 用 収入 業 費 6 ，3 43・そ の 他 事 業 費 人 工知 能 に関 す る講 演 会 、シ ンポジ ウム、セ ミナ ー 等 の 開 催

5 ，439 ・会 費 収 入 7 ，12 0 ・事 業 収 75 1・管 理 費 12，99 4・基 本 人 工知 能 に関 す る調 査 ・研 究
入 1，950 ・補 助 金 等 収 入 2 ，995 ・ 財 産 へ の 繰 り入 れ 金 等 人 工 知 能 に関 す る情 報 の収 集 ・提 供

雑 収 入 5．78 1 1 5 ．00 0 人 工知 能 の研 究 に関 す る相 談 ・指 導

総 額 2 ，593 ．54 7 ：基本 財 産 運 用

収 入 4 1，78 8 ・事 業 収 入 13 ，25 5 ・
補 助 金 等 収 入 85 ，52 5 ・基 本 財

産 等 収 入　 2 ．452 ．97 9

総 額 2 ，55 4 ，39 7 ：研 究 交 流

事 業 費 36 ，45 9 ・共 同 研 究

促 進 事 業 費 343 ・情 報 提 供

事 業 費 8 ，113 ・中 小 企 業 技

術 支 援 事 業 費 29，32 8 ・受

託 事 業 費 6 ，03 7 ・管 理 費

57 ，182 ・固 定 資 産 取 得 等
支 出2 ．4 16．93 5 研 究 交 流 事 業 、共 同 研 究促 進 事 業 、情 報提 供 事 業 、中 小企 業 技 術 支 援 事 業

525 ．4 16 5 2 5，4 16 技 術 研 究 開発 助成 事 業 、交 流 促 進 事 業 、人材 育 成 事 業 ほ か

140 2 4 6 1 4 0 2 4 6

5 6 8 ，6 5 3
（調 査 及 び 研 究事 業 収 入 な

ど）

545 ，66 8
（事業 費 支 出 な ど） イメー ジ情 報 科 学 に関 す る調 査 及 び研 究 、技 術 指 導 、人 材 育 成 普 及 啓 発

6 ，263 ，44 7 （財 産 運 用 収 入 、基
金 等 取 崩 収 入 等 ）

6，16 4，75 0 （事 業 費 、借 入
金 返 済 等 ） 間接 ベ ンチャーキげ タル事 業 、直接 投 資事 業 、債 務 保 証 事 業 、産 学 共 同研 究 事 業

1，337 ，13 7 （機 器 の 賃 貸 料 収

入 な ど）

1，30 9，80 4 （借 入 金 返 済 、
減 価 償 却 な ど） イオ ン工 学 に関 す る研 究 開 発 施 設 の 賃 貸

982 ．04 2 （受 託 研 究収 入 など） 977 ．25 7 （研 究 費 用 な ど） イオ ン工 学 に関 す る研 究 開 発 受 託 等

424 ，58 3 （基 本 財 産 収 入 、基 本
財 産 運 用 収 入 等 ）

38 1，779 （基 本 財 産 繰 入 支
出 、事 業 費 等 ）

企 業 等 の社 会 貢 献 活 動 による科 字 技 術 の振 興 、芸 術 文 化 の 同 上な どに資 す る事 業

を行 うもの に 対 す る助 成 な ど （科 学 技 術 等 に対 す る助 成 は 9 件 、 5．20 0）

営 業 収 益 3 16，08 9 、

営 業 原 価 333 ，79 3 、

販 管 費 72，16 5 、 1．長 期 賃 貸 施 設 （インキュベーター・地 域 産 業 高 度 化 施 設 等 入 居 ）

受 取利 息 1，162 、 支 払 利 息 32，0 1 4 、 2 一 時 賃 貸 施 設 （多 目的 ホール、会 議 室 、研 修 施 設 他 ）

そ の 他 36 6 、 そ の他 1，80 6 、 3 ．交 流 事 業 （起 業 家 養 成 セミナー、シルバービジネス研 究 会 、インターネット講 習 会 他 ）

運 営 費 補 助 金 30．88 7 災 害 損 失 17 ．55 2 4 ．その 他 （保 険 代 理 他 ）

3 、264 ．08 9 2．716 ．43 3 地 球 環 境 の 保 全 に 資 す る産 業 技 術 に 関 す る研 究 開 発 、調 査 研 究 等

イオ ン工 学 に関 す る研 究 開 発 施 設 の 賃 貸 等

イオ ン工 学 に関 す る研 究 開 発 受 託 等

3 8，02 6 3 2 ．32 6

人 材 育成 事業 、 情 報 提 供 事 業 、交 流支 援 事 業 、 インキュベ ー ター 事 業 、共 同 研

究促 進 事 業

5 1，55 4 9 7 ．15 1

U 研 究 開発 事 業 、② 販 売 促 進 事 業 、③ 研 修 事 業 、① 情 報 提 供 ・交 流促 進 事 業 、①

施 設 賃貸 事 業

4 3．09 9 4 2 ．77 5

技 術 交 涜促 進 事 業 、 人材 養 成 事 業、 技 術 普 及 促 進 事 業 、 情 報 提 供 事 業 、 技

術 研 究 開発 事 業、 地 域 産 業 育 成 支 援 事 業
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財団法人・第3セクターの概要（問7胃1）

部 局 名 団 体 名 機 関 名 法 人 の 種 類 設 立年 月
基 金 又 は

資 本 金 額
出 資 出捕 別 内訳

職 員

数

うち研

究 者

数

所 管 部 局

岡 山県 岡 山県 新 技 術 振 興 財 団 財 団 法 人 昭 和 58年 12 月 1．426 ．396

県 1，174，29 0、

民間 141，2 63、
市 町 村 111，7 34 22 1 商 工 労 働 部

岡 山県 岡山セラミックス技術振興財団 財 団 法 人 平成 2 年 3月 4 ．000 ．0 00 150 ．000 20 13 商 工 労 働 部

広 島 県 （財）広島県産業技術振興機構 財 団 法 人 昭 和 58年 11月 3 ．748 ，300 県 出楕　 3，020 ．000 24 7 商 工 労 働 部

広 島 県 （株 ）広 島 テクノプラ ザ 株 式 会 社 平成 2年 4月 2 ．685 ．0 00 県 田 警 800．00 0 14 6 商 工 労 働 部

山 口県

株 式 会 社 超 高 温 材 料研

究 センター 株 式 会 社 平 成 2年 3月

資 本 金 額

2，250 ．000

N E D O 出 貰

1，500 ，000

山 口県 出資

200 ．0 00 39 2 1 商 工 労 働 部

山 口県

財 団 法 人 山 口県 産 業 技

術 開 発機 構 財 団 法 人 昭 和 58 年 10月

皇 不 財 腫
510，600

その 他 基 金

3，2 10 ，470

合 計

3．72 1．070）

県 出 指　 2 ，691，020

市 町 村 出指

452，200
企 業 出 絹 577．850 22 0 商 工 労働 部

徳 島 県
（財 ）徳 島 県 地 域 産 業 王支

財 団 法 人 昭 和 60 年 8月 15 日 1，24 7．8 10

県 1，135，000、市

34．000 、民 間 78 ．810

2 （兼

務 除） 0

商 工 労働 部

商 工政 策課術 開 発研 究 機 構

徳 島 県 （株）徳島健康科学総合センター 株 式 会社 平 成 元 年 4月 1．849 ．200 730．000 7 1 商 工 労働 部

香 川 県 （財）香川県産業技術振興財団 公 益 法 人 昭 和 59 年 10月 1．606 ．982

県 1，274，400 、

市 町 203，88 2、・

企 業 等 128 ．700 8 0 商 工 労働 部

愛 媛 県

財 団 法 人　 愛 媛 ラ‾クノボ

リス財 団 （ハ イ ・イノベ ー

シ ョン研 究 所 ） 財 団 法人

昭 和 6 1年 11月

（平 成 元 年 4月 ） 1．250 ．000

県　 950，000 、

市 町 100 ，000

企 業 200 ．000 12 3 経 済 労働 部

愛 媛 県

財 団 法 人　 東 予 産 業 創

造 セ ンター 財 団 法 人 平 成 2年 9 月 188 ，834

県 15 ，000、

市 町 59，000

企 業 114 ．834 5 2 経 済 労 働 部

愛 媛 県
財 団 法 人　 愛 媛 県 技蘭 ‘

開 発 振 興 財 団 財 団 法 人 昭 和 59年 7月 700 ．000

県 600 ，000、
民 間 100 ．000 3 0 経 済 労 働 部

高 知 県

（財 ）高 知 県 産 業 高 度 化

支 援 財 団 （H 8 ．4変 更 （財）

高 知 県産 業 技 術 振 興 機

構 ） 財 団 法 人 平 成 6年 1月

基 本 財 産

35 ．550

高 知 県 16，000 、

四 国 銀 行 5，000 、

高 知 銀 行 5，000 、

そ の他 市 町 村

専 1士
3、非
常 勤

1、県
兼 務 商 工 労 働 部

福 岡 県

（財 ）福 岡 県科 学 技 術 振

興 財 団 財 団 法 人 平 成 元 年 11月 2 ．444 ．155

構 岡 県 2，200 ，UUU
福 岡 市 30，000　北

九 州 市 30 ，000 そ

の 他 市 町村 60，00 0
民 間 企 業 124．15 5 9 0

商 工 部 新 産 業 ・

技 術 振 興 課

福 岡 県
（財 ）久 留 米 ・鳥栖 地 域 技

術 振 興 セ ンター 財 団 法 人 昭 和 58年 11月 1．356 ．600

子邑I珂県 Z》U ，UUU
佐 賀 県 28 0，000

久 留 米 市 260，000

鳥 栖 市 116，000

そ の他 町 40，000

銀 行 2 63，800　 民

間 企 業 116．800 9 0

商 工 部 新 産 業 ・

技 術 振 興 課

福 岡 県 （財）福岡県飯塚研究開発機構 財 団 法 人 平 成 4年 4 月 3 12 ．5 13

福 岡 県 150 ，000

飯 塚 市 150，000

民 間 企 業 12．5 13 7 0

商 工 部 新 産 業 ・

技 術 振 興 課

福 岡 県

㈱ 福 岡ソフ ト・リサ ー チ

パ ー ク 株 式 会 社 平 成 3年 9月 6 ．928 ．000

格 間 県　　 5UU ，UUU
福 岡 市　 3 ，270，000

日本 開 発 銀 行

500 ，000　 民 間 企
業 2 ．658 ．0 00 9 0

商 工 部 新 産 業 ・

技術 振 興 課

福 岡 県 ㈱ 久 留 米リサ ー チパ ー ク 株 式 会 社 昭 和 62年 12 月 1．166 ．000

〒昌岡 県 260，000
久 留 米 市 260 ，000

日本 開 発 銀 行

60 ，000　 民 間 企 業

586 ．000 15 0

商 工 部 新 産 業 ・

技術 振 興 課

福 岡 県 ㈱ 北 九州 テ クノセンター 株 式 会 社 平 成 2 年 4 月 2 ．229 ．600

格 間 県 500，00 0
北 九州 市 6 10 ，000

地 域 整 備 公 団

600 ．000　民 間 企 業 12 0

商 事 部 新 産 業 ・

技術 振 興 課

佐 賀 県

懐 け 匠 賀 産 業 技 術 情 報
セン ター （h 8．4 ．1合 併 に

より（財 ）佐 賀 県 地 域 産

業 支 援 セ ンター に改 称 ） 財 団 法 人 平 成 元 年 3 月 837 ．0 15

匡I150000 ，
県 350000 ，

市 町村 24 20 15，

民 間9 5000 10 商 工 労働 部

佐 賀 県
（財 ）久 留 米 鳥栖 地 域 技
術 振 興 セ ンター 財 団 法 人 昭 和 58年 11月 593 ．2 00

行 政 320 ，000、

民 間273 ．200 10 0 商 工 労働 部
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財団法人・第3セクターの概要（間7－1）

平 成 7年 度 収 入 の概 要 平 成 7 年 度 支 出 の概 要 平成 7 年 度 の 事 業 概 要

220 ．453 3 0 9 ．386

技 術 高度 化 のた めの 人 材 養 成 、新 技 術 研 究 開発 の ため の 技術 交 流 、ベ ンチャー ビ

ジネスの 支 援 、科 学館 の 運 営 、等

2 10 ．582 2 0 7，0 77

セラミックスに 関 す る技 術 相 談 、技 術 交 流 、人 材 育 成 、試 験 分 析 、研 究 開発 等 。

セラミックスセン ター の 管 理 運 営 。

569，82 7 5 4 1．659
U 産 字 官 プ ロジェクト研 究 の 推進　 U 術 開 開 発 支 援　 U 技 術 交 流 支 援　 U 起 業
化促 進　 ○ 情 報 収 集 提 供 事 業　 等

232．250 3 74 ．998 0 研 究 開 発 支 援　 ○ 人材 育 成　 U 産 字 官 交 流 促 進　 ○ 情 報 提 供

売 上 高 930，000

営 業 外 収 入 6，000

収 入 合 計 936 ．000

官 業 費 用 889，000
営 業 外 支 出 34 ，000

法 人税 等 2 ，000

支 出合 計9 25．00 0 研 究設 備 ・研 究 室 の 賃 貸　 設 備 利 用 者 に対 す る設 備 運 転 の指 導 ・助 言

基 金 運 用 収 入 13 1，670 補 助

金 ・委 託 収 入 399 ，380　 事 業 収

入 8 ，0 80　 会 費 収 入 2 ，360 そ

人 件 費 45 ，330 管 理 費

12 ，170 事 業 費 487 ，720 研 修 指 導 ・調 査 研 究 事 業 、メカトロ技 術 セ ンター 事 業 、債 務 保 証 事 業 、研 究 開 発助
の 他 46 ，600　 収 入 合 計 そ の他 42，8 70 支 出 合 計 成 事 業 、地域 科 学 技 術 振 興 事 業 、地 域 技 術 起 業 化 推 進 事 業 、情 報 事 業 、情 報 化

588 ．090 5 8 8 ．0 90 支 援 事 業

56 ，730（前 年 度 か らの繰 越 金 ） 20．59 5

高度 技 術 研 究 開発 草 葉 （産 字 官 共 同研 究 ）、高 度 技 術 研 究 開 発 助 成 事 業 （企 業 の
技 術 開発 等 に対 す る助 成 ）

99 ．33 1 1 6 3 ．8 31 研 究 開発 事 業 、人材 育 成 事 業 、情 報 提 供 、交 流 促 進 事 業 、施 設 支 援 事 業

137 ．583 1 1 7，987

・債 務 保 証 、利 子 補 給 事 業 ・研 修 指 導 、調 査 研 究事 業 ・技 術 振 興 事 業 ・学 術 研

究 支 援 事 業 ・芦 原研 究 支 援 事 業 ・地 域 技 術 起 業 化 支 援 、助 成 事 業

807．8 35 8 0 6 ．646

債 務 保 証 、研 修 ・指 等 、社 会 システ ム調 査 、両 度 】支術 の 開発 ・成 果 普 及 、高 度技 術
の研 究 助 成 、地 域 技 術 起 業化 推 進 テクノプ ラザ 愛 媛 の 管 理 ・運 営 、研 究 開 発型 企 業

等 投 資 支 援

62．129 5 3 ．767

新 産 業 創 造 事 業 、人 材 育 成 事 業 、技 術 コンサ ル ティング事 業 こ交 流 事 業 、情 報 収 集

提供 事 業

51．390 3 9 ．176

新 製 品 及 び 新 技 術 の 研 究 開 発 に対 す る助 成 、人材 の養 成 、技 術 交 流 の促 進 、技

術 に関 す る意 識 啓 発

2 6．422 2 6 ，422 研 究 開 発 事業 、人 材 育 成 事 業
農 本 財 産 ］要用 収 入 30，b 92　早
業 収 入 109，4 50 補 助 金 等 収 入 管 理 費 70，457 産 学 官 共 同研 究事 業
117，492　 基 本 財 産 収 入 事 業 費 190 ，174 科 学 技 術 交流 事 業
121，600 前 期 繰 越 葦 額 15，54 5 特 定預 金 支 出 12 1，6 00 国際 科 学技 術 交 流 事 業
雑 収 入 188 繰 入 金 支 出 7．229 科 学 技 術 振 興 調 査 事 業

欄 明 並 1以人 34，b bU
基 本 財 産 運 用 収 入 12 ，160

会 費 9 ，000

そ の 他 の 助 成 金 36 ，2 50

管 理 費 23，780 新 技 術 開

発 費 65，164 人 材 育 成 費

3，29 7　 技 術 情 報 提 供 費 久 留 米 ・鳥 栖 テクノポ リス 開 発 計 画 の 推 進 機 関 として 、久 留 米 ・鳥 栖 地 域 にお け る技

事 業 収 入 2，000 4，59 7　地 域 技 術 波 及 促 進 術 高 度 化 を促 進 す るため の 事 業 を実 施 。
雑 収 入 2 00 事 業 2，6 09　 積 立 金 300 新 技 術 開 発 事 業 地域 技 術 企 業 化 推 進 事 業　 技 術 情 報 提 供 事 業　 地域 技 術 波
前 期 繰 越 金 6．48 7 予 備 費 1．000 及 促 進 事 業　 人 材 育 成 事 業　 債 務 保 証 事 業

農 本 財 産 連 用 収 入 5 ，240　禰 助
金 収 入 13，656　 委託 料 収 入

2 13 ，4 10　 雑 収 入 236　 受 託

管 理 費 90，775

事 業 費 142 ，475 研 究 開 発 支 援 事 業　 人材 養 成 事 業　 産 学 官 交 流 事 業 情 報 提 供 事 業 施 設 提

供 事 業事 業 収 入 930 特 定 預 金 支 出 222

営 業 収 益 113 ，000

雑 収 入 6 5，000 営 業 費 349，00 0 情 報 関 連 産 業 の 研 究 開発 を支 援 す るた めの 交 流 ・教 育 ・人 材 育 成 の 拠 点 とな る支

援 施 設 。損 益 △ 207 ．0 00 営 業 外 36 ．0 00

補 助 金 収 入 19 ，000　 営 業 収 入

340 ．800　 営 業外 収 入 1，900

一 般 管 理 販 売 費 240，100

償 却 費 89 ，900

支 払 利 息 15．600 研 究 開 発 支 援 事 業　 研 究 開発 型 企 業 育 成 事 業　 人 材 育 成 交 流 事 業

補 助 金 収 入 24，004　 事 業 収 入 一 般 管 理 費 362 ，2 11 頭 脳 立 地 法 に 基 づ く北 九 州 地 域 集 積 促 進 計 画 を推 進 す るた めの 中 核 施 設 として 、

18 1，4 15 貸 借 料 収 入 102，563 特 定 事 業 費 122 ，206 地 域 産 業 の 高 度 化 の た 桝 こ次 の 事 業 を推 進 。

雑 収 入 4 ，631 損 益 △ 172 ，784 税　 980 情 報 提 供 事 業　 交 流 促 進 事 業　 人材 育 成 事 業

補 助 10 1，72 1、負 担 2，112、

受 託 20 ，269 、会 員 5，682 、

他 33 ．680

情 報 センダー 早 業

10 2，37 1、
技 術 振 興 3 ，796、

他 57．29 7 情 報 セ ンター 事 業 、技 術 振 興 事 業

9537 3 9 1 5 5 8 新 技 術 開 発 事 業 、地域 技 術 起 業 家 推 進 事 業 ほか
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財団法人・第3セクターの概要（間7－1）

部 局名 団 体 名 機 関名 法 人 の 種 類 設 立 年 月
基 金 又 は

資 本 金 額
出 資 出捕 別 内訳

職 員

数

うち研

究 者

数

所 管 部 局

長 崎 県

（財 ）ナ ガ サキ ・テ キノボ

リス財 団 財 団 法 人 昭 和 59年 7月 2．93 6 ．18 3 出損　 2 ．93 6 ．18 3 13 0 商 工 労働 部

熊 本 県 （財 ）熊 本 テクノポリス財 団 財 団 法 人 昭 和 58年 11月 5．09 9 ，91 7

県 2，4 50 ，00 0、

市 町 村 634 ，51 5、

民 間 2 ，0 1 5．40 2 3 3 1 1 商 工観 光 労働 部

熊 本 県

（財 ）熊 本 テクノポリス技 術

開 発 基 金 財 団法 人 昭 和 58年 11月 1．24 7．10 4

県 58 0 ，0 0 0、市 町
村 264 ，0 7 4、民 間

40 7．03 0 1 3 0 商 工観 光 労働 部

大 分 県 （財）大分県地域技術振興財団 財 団 法 人 昭 和 58年 12月 8 3 9．90 0

国2 0 0，00 0 、県

305 ，00 0、市 町 村

114 ．97 0 、他 7 0 商工 労働観 光 部

大 分 県 財 団 法 人 昭 和 58年 12月 4 1 3，43 8

県6 5，00 0 、

民 間 他 348．43 8 6 3 商工 労働観 光 部
（財 ）大 分 県 高 度 技 術‘開
発研 究 所

宮 崎 県
（財 ）宮 崎 県 産 業 技 術 情
報 センター 財 団 法 人 昭 和 6 0年 4月 15．00 0

県9 ，00 0　 市 町村

3．00 0　民 間 3，00 0 7 0 商 工 労 働 部

鹿 児 島 県

社 団 法 人 鹿 児 島 県ファ

インセラミック製 品 開 発

協 会 社 団 法 人 昭 和 58年 11月 3 0 0．00 0

県 10 0 ，00 0

民 間 100，00 0

日本 自転 車 振 興 会

100．00 0 1 3 8 商 工 労 働 部

鹿 児 島 県 株式会社鹿児島頭脳センター 株 式 会 社 平 成 2年 4月 1．3 6 1．00 0 県 出 資 300．00 0 2 0 2 商 工 労 働 部

鹿 児 島 県

財 団 法 人 鹿 児 島 県 新

産 業 育 成 財 団 財 団 法 人

平 成 5年 6月

（名 称 変 更 ） 7，164．15 0

出 指　 5，69 7，15 0

貸 付 金 1．46 7．00 0 2 0 2 商 工 労 働 部

沖 縄 県 ㈱ トロピカル テクノセンター

株 式 会 社

（第 三 セクター）平成 2年 10月 25 日 1，2 8 2．00 0 2 0 0．00 0 4 6 1 1 商 工 労 働 部

札 幌 市 札幌エレクトロニクスセンター 財 団 法 人 昭 和 61年 5月 30．00 0 札 幌 市 16．00 0

12（嘱
託 2

名 含

3 （技

術 職 ） 経 済 局 商 工部

仙 台 市
財 団 法 人 冨 城 県 両度 王支
術 振 興 財 団 財 団 法 人 昭 和 61年 2月 1，4 5 2．10 0 1 3 2．00 0 7 0 経 済 局

仙 台 市
財 団 法 人 東 北 産 業 技 術
開 発 協 会 財 団 法 人 昭 和 41年 10月 5 2 7．57 5 2 8，2 10 4 0 経 済 局

仙 台 市 財 団 法人青葉 工学振 興会 財 団 法 人 昭 和 60年 3月 2 0 0．00 0 1 0．00 0 5 0 経 済 局

仙 台 市 株式会社テクノプラザみや ぎ 株 式 会 社 昭 和 63年 3月 3，5 5 5．00 0 6 0 0 ．00 0 1 1 0 経 済 局

川 崎 市 神 奈川科学技術アカデミー 財 団 法 人 平成 1年 7月 1 日 4．0 1 0．00 0 7 0．00 0 18 1 13 2

挫 折 局
産 業 政 策 課

川 崎 市 神 奈川 高度技 術支援財 団 財 団 法 人 平 成 1年 8月 1 日 1．2 0 0，00 0 2 0 ．00 0 3 9 2 5
挫 折 局
産 業 政 策 課

名 古 屋 市 （財）ファインセラミックスセンター財 団 法 人 昭 和 60年 5月 7 日 3．46 7，15 2

名 古 屋 市 5倍 円
愛知 県 5 億 円　 岐

阜 ・三 重 県 各 5 千 万 10 3 0 経 済 局

京 都 市 京都 高 度 技 術 研 究 所 財 匡l法 人 昭 和 6 3年 8月 2 5 7．50 0 出踊 京 都 市 29 1 9 産 業 観 光 局

大 阪 市
（財 ）大 阪 市 都 市 型 産 業
振 興 センター 財 団法 人 平 成 元年 10月 50 ．00 0 大 阪 市 25．00 0 5 0 経 済 局

神 戸 市 （財 ）新 産業創 造研究機 構 財 団法 人 平 成 9年 3月 18 日 20 0 ．00 0 2 2 ．00 0 19 1 2 産 業 振 興 局

広 島 市 （財）広島市産業振興センター 財 団 法 人 平 成 4年 4 月 50 ，00 0 広 島 市 50．00 0 6 4 2 2 経 済 局

北 九 州 市 （株）北 九州 テクノセンター 株 式 会 社 平 成 2年 4 月 2．22 9 ．60 0 6 10 ．00 0 1 4 0

経 済 局 新 規 事
業 振 興 課

北 九 州 市
（財 ）北 九 州 市 産 業 技

術 振 興 基 金 財 団 法 人 平 成 2年 3月 80 0，00 0 8 0 0 ．0 0 0

2 3（全

員 市

職 員

兼 0

経 済 局 新 規 事

業 振 興 課

福 岡 市

（株 ）福 岡 ソフトリサー チ

パ ー ク 株 式 会 社 平成 3年 9月 6 ，92 8，00 0

福 岡 市 3，270 ，00 0

その 他　 3．65 8，00 0

14 けE
常勤

役 員

を除

く） 0 経 済 振 興 局
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平 成 7年 度 収 入 の 概 要 平 成 7 年 度 支 出 の概 要 平 成 7年 度 の事 業 概 要

563 ，855 5 6 3．76 5
（ガ技 術 開発 支 援 事 業 （抄人 材 育 成 事 業 Q ）情 報 1是供 事 莱 （幼 苛拝 技術 振 興 事 業 （∂ベ

ンチ ャー 企 業 支 援 事 業

753 ．143 6 9 2．094

1 電 応 研 に よる研 究 開 発 、技 術 指 導 、技 術 相 談 等　 2 起 業 化 推 進 事 業　 3 人

材 育 成　 4 情 報 提 供 、広 報 交 流 事 業　 5 バ イオ研 究 開発 推 進 事 業

23 1．519 2 1 1．725

1 債 務 保 証 ・利 子 補 給

2　人 材 育成

3　研 究 開発 助 成 事 業

7173 5 5 7 2 8 7 異 業 種 交 流 、産 学 交 流 、人 材 育 成 、販 路 開 拓

8 027 5 7 0 3 9 8 製 品 開 発 、福 祉 機 器 調 査 、技 術 相 談 、技 術 斡 旋 、研 究 情 報 提 供

34 0．422 3 2 9 ．197
産 字 官 に よる共 同 研 究 の 芙 ：晦 、地 場 産 粟 等 の 高 度 化 のた めの 金 離 円 滑化 並 び に
人 材 育 成 等 の 実 施

26 ．172 2 0 ，9 00 ファインセ ラミック工 芸 品 に 係 る研 究 開 発

110 ，094 2 2 0 ．550
コンピュー タ機 器 を利 用 した研 究 開発 ，人 材 育 成 事 業 のほ か 、産 菜 の j覗脳 部 門 の 育
成 ・導入 を促 進 す るた めの 情 報 提 供 や 普 及 交 流 事 業 を実 施

2．28 3．9 14 2 ．249 ．292

① 研 究 開 卦 起 業 化 の 支 援 （1）研 究 開 発 助 成 事 業 （2）債 務 保 証 ・低 利 融 資 事 業 （3）創

造 的 中小 企 業 創 出 支 援 事 業 （4）研 究 開発 委 託 事 業 （5）技 術 コーディネート事 業 （6）地 域

産 業 高 度 化 促 進 事 業 ② 人 材 育成 （1）人 材 育 成 センター運 営 事 業 （2）ソフけェア技 術者 養

成 事 業 （3）バ イオ研 修 センター運 営 事 業 （4）公 開 講座 等 助 成 事 業 （5）「鹿 児 島 経 営者 セミ

ナー」の 開 催 （6）システムエンジニアル グセミナーの 開 催 （7）高 度 技 術 者 研 修 事 業 ③ 調 査 研

究 事 業 ・情 報 提 供 事 業 （1）起 業 化 支援 情 報 提 供 事 業 （2）調 査 事 業 （3）調 査 研 究 事

業 ④ 成 果 普 及 （1）商 品 開 発 ・デダ イン開発 事 業 （2）需 要 ・販 路 開 拓 事 業 （3）地 域 技術 波

及 促 進 事 業 ⑤ 交 流 事 業 （1）指 導 ・研 修 事 業 （2）普 及 交 流 事 業 （3）情 報 産 業 支 援 事 業

4273 0 8 5 18 8 6 1 研 究 開 発 ・受 託 研 究 ・情 報 開 発 ・人材 育 成 ・施 設 賃 貸 ・交 流促 進

350，73 2 3 4 6 ．5 16 コンピュー タネ ットワー ク事 業

146 ．126 12 3 ，462 債 務 保 証 、低 利 融 資 、起 業 化 助 成 、技 術 研 修 、業 種 交 流 支 援 、講 演 会 開催

58 ．036 3 0 ，920 研 究助 成 、業 種 交 流 支 援 、講 演 会 開催
48 1，792 3 7 8 ．011 学 術 研 究 助 成 、業 種 交 流 支援 、講 演 会 開催
17 5，795 1 8 7 ．228 技 術 指 導 、研 究施 設 、機 器 貸 与 、業 種 交 流 支 援 、講 演会 開 催 、起 業 家 育 成

2 ，102，780 2．0 96．435 科 学 技 術 分 野 の 研 究 、人 材 育 成 、学 術 交 流

690 ．002 6 9 0．00 2 技 術 の 交 流 及 び 移 転 に 関す る支 援 、試 験 計 測 に 関 す る事 業

1770 0 6 3 1 7 4 8 9 2 2 研 究 開 発 事 業 、受 託 事 業 、中小 企 業 振 興 事 業 、国 際 交 流 事 業 、啓 蒙 普 及 事 業

657 ．558 6 6 2，78 1

1 3 9 ，396 1 3 9．396
インキュベ ー タの運 嘗 （研 究 開 発 スペ ー スの 賃 貸 、技 術 ・経 官 に 関す る相 談 ・指 導 、
セミナ ー の 開 催 、企 業 交 流 活 動 の支 援 ）

0 （H 9 年 度 1．69 7，058） 0 （H 9年 度 1．697．058） 0 （事 務 所 ビル 区分 所 有 者 ）
74t），9 49
内 訳 ：広 島 市 補 助 金 収 入

395，118

広 島 市 受 託 収 入 347 ，134

そ の他 4 ．697 7 4 5 ，678

産 業 振 興 事 業　 技 術 振 興 事 業　 施 設 管 理 運 営 事 業　 中小 企 業 勤 労 者 共 演 事

業

4 35，9 37 5 6 2 ．780

地 域 産 業 の 高 度 化 、多 種 化 を図 るため 、地 域 企 業 の新 分 野 進 出 や 技 術 の 高 度 化 を

支 援 す る。（研 究 開 発 、人 材 育 成 、情 報 提 供 、交 流 促 進 ）

13 1，405 1 3 0．12 6

北 九州 テ クノセ ンター と連 携 して 、地 域 産 業 の発 展 に 寄与 す る創 造 的 研 究 開発 等

に 対 して支 援 す る。

88 ．6 18 3 7 3，115 H 8 ．2 にビル 竣 工 貸 研 究 室 、インキュー ベ ー ト室 、ホー ル 、会 議 室 、研 究 室 等
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財団法人・第3セクターの概要（間7肩1）

部 局 名 団 体名 機 関 名 法人 の種 類 設 立 年 月
基 金 又 は

資 本 金 額
出 資 出 精 別 内 訳

職 員

数

うち研

究 者

数

所 管 部 局

福 岡 市

（財 ）九 州 シス テム情 報

技 術 研 究 所 財 団 法 人 平 成 7年 12 月 200 ．000

福 岡 市 200，000

そ の他　 20 ，000

14t大
学 兼

賢

み 、

非 常

勤 を

除 く） 2 経 済 振 興 局

農 林

水 産 部 北 海 道
㈱ 北 海 道 グリー ンバイオ

研 究所 株 式 会 社 昭 和 62年 4 月 1．026 ，000 100 ．000（出 資 金 ） 20 13 農 政 部

北海 道 （財）オホーツク地域振興機構 財 団 法 人 平 成 5年 7 月
基 金

532 ．486 250 ，000（道 出 捕 ） 11 5 農 政 部

北 海 道 （財）十 勝 圏 振 興 機 構 財 団 法 人 平 成 5年 8 月
基 金

7 16 ．676 330 ．000（道 出 捕 ） 10 5 農 政 部

岩 手 県
（財 ）岩 手 生 物 工 字研 究
セン ター 公 益 法 人 平 成4 年 2月 100 ，000 100 ．000（岩 手 県 ） 32 27 農 政 部

岩 手 県

（株 ）冷 水 性 高 級 魚 養 殖

技 術 研 究所 株 式 会 社 平 成 元 年 3月 985 ．000

生 研 機 1再6こ柑
日本 水 産 33

ニ チ モウ3 3
新 日銭 33

岩 手 県 28　ほ か 0 0 林 業 水 産 部

秋 田県

（財 ）秋 田県 木 材 加 工 推

進 機 構 財 団 法 人 平 成 4年 9月 600．000

県 300 ，000
市 150 ，0 00

業 界 150 ．000 6 0 林 務 部

福 島 県

財 団 法 人 福 島 県きの こ

振 興 セ ンター 財 団 法 人 平 成 4 年 11月 300．000

県 180 ，0 00、

市 町 村 90 ，000，

関 係 団 体 30 、000

4 （臨

時 8 ） 4

農 林 水 産 部

林 業 振 興 課

新 潟 県 ㈱植 物防御システム研究所 株 式 会 社 平 成 4 年 3月 988．000 20．000 9 6 農 林 水 産 部

長 野 県 （社 ）長 野 県 原 種 セ ン 社 団 法 人 昭 和 62年 1，72 2．058 県 688．82 3 24 0 農 政 部

静 岡 県 （杜）静岡県農業振興基金協会 社 団 法 人 昭 和 56年 8月 2．60 0，000

県 出 消 1，300，000

農 業 団 体 出資

1，300 ．000 3 0 農 政 部

岡 山 県 （社）岡山県農業開発研究所 社 団 法 人 昭 和 6 1年 12 月 378 ，000

単位 農 協
176，000 、農 業 関係

団 体 連 合 会

151，000 、岡 山．県

50 ．000、岡 山 県食 14 11 農 林 部

広 島 県 （財）広島県農業ジーンバンク 財 団 法 人 平 成 元 年 12 月 3 10 ，350

し財 ノ農 民 雲 脂 1畔筋
残 余 財 産 2 52，220

広 島 県 信 用 農 業 協

同組 合 連 合 会

11，000 広 島 県 経
済農 業 協 同 組 合 連 5 0 農 政 部

山 口県 （杜）山 口県栽培 漁業公 社 社 団 法 人 昭 和 37年 10 月 1．000 ．860 293 ．035

モ旺＿貝

19
職 員

39
計 58 32 水 産 部 水 産 課

愛 媛 県

株 式 会 社 愛 媛 柑 橘 資

源 開発 研 究 所 株 式 会 社 平 成 6年 3月 29 1，000

生 研 機 構 ZU：∠，UUU
愛 媛 県 17，800 青

果 連 4 4，200　 経 済

連 10 ，000　 信 連

7 ，0 00　三 菱 重 工

5 ，000　匹 国 製 缶 9 8 農 林 水 産 部

愛 媛 県 株式会社 海藻資源研究所 株 式 会 社 平 成 3年 3月 973 ，300

生 問糸 符 E 産 業 技
術 研 究 推 進 機 構

682 ，000　 民 間 企
業 等 266 ，300、県

25 ．000 15 11 水 産 局

宮 崎 県

（財 ）宮崎 県栽 培 漁 業 協

．ゝ了て 財 団 法 人 平 成 4年 4月 257 ，540 143 ．000（出 損 額 ） 10 0 農 政 水 産 部

土 木 系 曇 崎 県
財 長 崎 県 建 設 技 術 研

究 セ ンター 財 団 法 人 平成 6年 10月 10 ．000 出 損 10 ．000 53 29 土 木 部
沖 縄 県 沖縄 県 建設 技 術センター 財 団 法 人 昭 和 58年 3月 30 ．000 18 ．000 5 1 10 土木 確 築 部

川 崎 市
川 崎 市建 設 技 術 セン

ター 財 団 法 人 昭 和 58 年 1月 1 日 20．000 10．000 16 2 土 木 局

保 健 ・
衛 生 ・

環 境 系 東 京 都 東 京 都 老 人 総 合研 究 所 財 団 法 人 昭 和 56年 100．000 都 100 ．000 184 167 表 育 院

東 京 都 東京都神経科学総合研究所 財 団 法 人 昭 和 56 年 100，000 都 100 ．000 168 137 衛 生 局
東 京 都 東京都精神医学総合研究所 財 団 法 人 昭 和 56年 100，000 都 100 ．000 95 73 衛 生 局
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財団法人・第3セクターの概要（間7－1）

平 成 7 年 度 収 入 の概 要 平成 7 年 度 支 出 の概 要 宰 成 7年 度 の事 業 概 要

440 ，20 1 4 4 0．20 1 財 団 設 立 、本 格 的 稼 働 に向 けての 準備

0 74 ，824 耐冷 性 作 物 等 生 物 資 源 の研 究 ・開 発

350，113（うち基 本 財 産 繰

入 金 支 出 208 ，662）（うち基 本 財 産収 入 208 ．662） 検　 分 析 事 業 、試 験 研 究事 業 、技 術 指 導 事 業 、技 術 交 流 事 業 、情 報 提 供 事 業 、人
材 育成 事 業

452 ，575 4 4 9，067（うち基 本 財 産 操 検 査 分 析 事 業　 試 験 研 究 事 業　 技 術 指 導 事 業　 技術 交 流 事 業　 情 報 提 供 事 業　 人
（うち基 本 財 産 収 入 30 1．309） 入 金支 出 30 1．309） 材 育成 事 業

379 ，6 25 3 7 2．072 バ イオ テ クノロジー 基 礎 的研 究 による独 創 的 な品 種 開 発 等

H 7 ．3 で研 究 期 間 終 了

50 ，292 4 7．644 性 能試 験 研 究 受 託 技 術 情 報 研 修 等

59 ，513 5 4，449 種 苗 販 売 、技 術 指 導 、検 査 分析 、事 業 委 託

125 ，544 1 1 7．638 病 害抵 抗 性 誘 導 物 質 の 開発 、抵 抗 性 誘 導 因 子 により活 性 化 され る遺 伝 子 の 解 明

267．04 6 2 7 4 ．433 種 苗 等 の 生産 配 布 、遺 伝 資源 の 収集 保 存

703，64 0 6 9 9 、388 新 技 術 等 研 究 開 発 促 進 事 業 ・農 業 生 産 研 究 グル ープ 育 成 事 業

14 6，868 1 3 7，155

農 産 加 工 部 門 ・穀 類 、野菜 、果 実 等 の加 工 に関 す る開 発 研 究 ・農 産 物 の保 存 に関

す る調 査 研 究 ・食 品 分 析 等 ：

バ イオテ クノロジ ー 部 門 ・組 織 培 養 による種 苗 の 作 出 、増 殖 、栽 培 に関 す る研 究

15 ，290 1 5，290

○植 物 遺 伝 資 源 情報 の 収集

○植 物 遺 伝 資 源 の 探 索 収集

○植 物 遺 伝 資 源 の保 存 管理

624．484 6 2 1．136

（1）放 流 用 種 苗 生 産 事 業

（2）養 殖 用 種 苗 生 産 事 業

（3）栽 培 漁 業 事 業 化 促 進 事 業
（4）栽 培 漁 業 に 開 運 す る事 業

890 5 9 ．766

人 為 的 合 成 周 縁 キメラを利 用 した 高 付 加 価 値 柑 橘 の 育 成

果 実 の 特 性 を活 か す 加 工 技術 開 発 及 び 高 付加 価 値 商 品 の 育成

141，520 1 3 6．02 8 南 方 性 海 藻 の 生 態 研 究 や利 用 技 術 の 研 究 開発
2 22，492　 帝 切 金 収 入 56 ，325

受 託 金 収 入 100 ，980 寄 付 金 収
222，49 2
管 理 費 14，708 栽 培 漁 業 振 興 事 業

入 5，500 会 費 収 入 5，700 そ の 事 業 費 174，374 栽 培 漁 業 事 業 化 促 進 事 業
他 53 ．987 そ の他 33．4 10 種 苗 生 産 マ ニュアル 化 事 業 種 苗 供 給 事 業

52 3，9 18 4 6 7．29 3 工 事 用 材 料 試 験

7709 1 5 7 7 0 9 1 5 研 究 開 発 ・受 託 研 究 ・情 報 開 発 ・人 材 育 成 ・施 設 賃 貸 ・交 流 促 進

526 ，322 4 9 4，736 土木 技 術 に関 す る調 査 研 究 、研 修 、品 質 管 理 、 試 験 、建 設 発 生 土 再 利 用 事 業

3 ，277，370 3．277 ．370

老 化 及 び 老 人 病 等 に 由 す る研 究 並 び に老 人 間腰 に 関 す る研 究 と疾 病 等 の 診 療 、

研 究 成 果 の 普 及 事 業 等

2 ，645，300 2 ．645，300 脳 、神 経 及 びそ の 障 害 に関 す る研 究
1，531．555 1．53 1．555 精 神 医 学 に関 す る研 究
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財団法人・第3セクターの概要（間7－1）

部 局 名 団 体名 機 関 名 法 人 の種 類 設 立 年 月
基 金 又 は

資 本 金 額
出資 出 捕 別 内 訳

職 員

数

うち研

究者

数

所 管 部 局

東 京 都 東京都臨床医学総合研究所 財 団 法 人 昭 和 56年 100 ．000 都 100 ．000 1 6 0 1 19 衛 生 局

神 奈 川 県 （財 ）国際 生 態学 セ ンター 財 団 法 人 平 成 5年 10月 1．962 ．000

県 1，150 ，000、

市 町 村 100 ，000 、

民 間 712．000 10 5 環 境 部

岐 阜 県 （財）岐阜県国際バイオ研究所 財 団 法 人 平 成 7年 1 1月 1 日 7．500

県 （5 ，000）

市 町 村 （2 ，500） 7 3 衛 生 環 境 部

大 阪府 （財）大阪がん予防検診センター 財 団 法 人 昭 和 60年 10月 2 2．000

大 阪 府 10，0 00 、
大 阪府 医 師 会

10 ，000 、
大 阪 市 2．00 0 7 8 9 環 境 保 健 部

大 阪 府 （財 ）地 球 環 境 センター 財 団 法 人 平 成4 年 1月 1．56 2．110 6 50 ．000 2 4 0 寮 境 保 健 部

大 阪府

（財 ）地 球 環 境 産 業 技 術

研 究 機 構 財 団 法 人 平 成 2年 7月 8．12 0．000 2 00 ．000 9 8 7 0 環 境 保 健 部

愛 媛 県

財 団 法 人　 愛 媛 県 保 健

医療 財 団 財 団 法 人 昭 和 50年 2月 60 1．000

県　 50 0，000 、

市 町 村 100 ，000 、

そ の 他 1，000 1 2 0 保 健 環 境 部

県 民 ・

生 活 系 長 野 県 （財）地震予知総合研究振興会 財 団 法 人 昭 和 56年 300 ．000 5，000 （県 支 出 分 ） 32 19 生 活 環 境 部

教 育 系 横 浜 市
木 原 記 念 横 浜 生命 科 学

振 興 財 団 昭 和6 0年 3 月 802 ，060

県 50 ，000 ，

市50 0．000

横 浜 市 立 大学
事 務 局

大 阪市
（財 ）大 阪 市 立 大 字 後 援
∠ゝ
フ耳

財 団 法 人 昭 和 40年 1月 2 3．500 大 阪 市 20 ，0 00 3 6 0 市 立大 学

大 阪 市
（財 ）大 阪市 立 大 学 医 学
振 興 協 会 財 団 法 人 平成 5年 3月 100 ．000 大 阪 市 50，0 00 3 15 0 市 立大 学

企 画 ・

総 務 系 北 海 道

北 海 道 科 学 ・産 業 技 術

振 興 財 団 財 団 法 人 平 成 5 年 7月

資 本 金

3 ，355，310 、

基 金

1．000，000 出指 金　 3 ．200．000 7 0 企 画 振 興 部

青 森 県 （株 ）糖 鎖 工学 研 究所 株 式 会 社 平 成 3 年 2月 874 ．000

生 研 機 構 6 06 ，000 、
民 間 226 ，300、県

25 ，000、弘 前 市

16 ．700 1 6 1 1 企 画 部

青 森 県 （財 ）環 境科 学技術 研究所 財 団 法 人 平 成2 年 12月 2．048 ．500

民 間 1，048 ，500
県　 1，000 ．000 4 2 19 むつ小川原開発室

岩 手 県
（財 ）インテリジェントコスモス
学 術 振 興 財 団 財 団 法 人 平 成 8年 3月 400 ．000

（東 北 7 県 ＋仙 台
市 ）×50 ，000 1 0 企 画 調 整 部

宮 城 県

株 式 会 社インテ リジェン

ト コスモ ス研 究 機 構 株 式 会 社 平 成 元 年 2月 7 ．856 ，500 8 0 0 ，000

10人

（従 業

員 ） 0 企 画 部

宮 城 県

財 団 法 人 インテ リジェン

ト・コス モス学 術 振 興 財

団 財 団 法 人 平 成 8年 3 月 200，000 5 0，000

4人
（事 務

局 職

員 ） 0 企 画部

秋 田 県

㈱ インテ リジェント・コス

モ ス研 究機 構 株 式 会 社 平 成 2年 2 月 7 ．856．500

東 北 域 内 自治 体 、

域 内 外 企 業 等 2 5 1

法 人 11 0 企 画 調 整 部

秋 田 県

（財 ）インテリジェント・コ

スモス学 術 振 興 財 団 財 団 法 人 平 成 8年 3月 2 00．000

岩 手 県 、冨城 県 、

山 形 県 、仙 台 市 各

5 0．000 3 0 企 画 調 整 部

栃 木 県 （財 ）とちぎ総 合研 究 機 構 財 団 法 人 昭 和 63年 4月 3 00 ．000

県60 ，000 、市 町 村

30 ，000 、民 間 企 業

2 10 ．000 16 14 企 画 部

千 葉 県

（財 ）か ず さデ ィー ・エヌ ・

エ ー研 究 所 財 団 法 人 平 成 3年 3月 4 ．795 ，000

県 3，750 ，000、

市 90 ，000、

民 間 955 ．000 6 8 5 6

企 画 部

かず さアカ デ ミ

アパ ー ク推 進 室

神 奈 川 県

（財）神 奈 川 科 学 技 術 ア

カデ ミー 財 団 法 人 平 成 元 年 7月 4 ．0 10 ．000

県 3 ，500 ，000

川 崎 市 70，000

企 業 440 ，000 18 5 13 9 企 画 部

神 奈 川 県

（財）木原 記 念 横 浜 生 命

科 学 振 興 財 団 財 団 法 人 昭 和 60年 3月 802．06 0

県 50 ，000

自 己30 ，030

横 浜 市 500 ，000

企 業 222 月30 2 2 7 企 画 部
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財団法人・第3セクターの概要（問7胃1）

平 成 7 年 度 収 入 の概 要 平 成 7 年 度 支 田の 概 要 平 成 7 年 度 の 事 業 概 要

2．46 1．559 2 ．46 1．559

がん 、感 染 症 をは じめ とす る禾 聯 明の 茎 葉疾 患 の制 御 に 関す る研 究 及 び博 康科 学

に 関す る研 究
699，76 3

（基 本 財 産 収 入 57 0，000 基 本

財 産 運 用 収 入 23，083 事 業 収

入 120．094　そ の 他 46．58 6）

6 99，337㈹ 博 開 発 草 葉

10 2，823 その 他 事 業

28 ，2 13 管 理 費 55 ，8 01 特
定預 金 支 出 5 12 ．50 0） 研 究 開 発 事 業 、人 材 育 成 事 業 、交 流 事 業 、普 及 啓 発 事 業

出 捕 （県 ）5 ，000 補 助 金 7，790

出 捕 （市 ）900　諸 収 入 8

遵 官 費　 4 ，9 49
研 究 事 業 費　 2 ，849

基 本 財 産 積 立 5 ．9 00 設 立記 念 講 演 会 （H 8 ．3．22 150名 参 加　 講 演 2 題 ）

1，222 ．510 1．218．083

・施 設 及 び 検 診 車 によるが ん検 診

・がん 予 防 の 普 及 、啓 発 、調 査 、研 究 並 び に研 修 、精 度 管 理

400 ，320 397 ．738

・U N E P （国連 環 境 計 画 ）の 実 施 す る開 発 途 上 国 にお ける大都 市 の環 境 保 全 に 資

す る活 動 に 対 す る支 援 ・情 報 の収 集 ・提 供 、啓 発 普及 、セ ミナ ー等 の 開催

2 ．7 15，274 2 ．716，433

．地 球 1策1亮の1未生 に 資 す る産 業 坂 村に 関 す る調 査 併 発 などに5町す る：支援
・地 球 環境 の保 全 に 資 す る産 秦技 術 に 関 す る国 際 交 流 の 推進 、情 報 の 収 集 及 び 提

供 、

セ ミナ ー 、シ ンポジ ウム等

6 ，701 6 ．2 33

（1）保 健 医療 知 識 普 及 事 業

（2）へ き地 医 師 確 保 に対 す る調 査 研 究 事 業

0 0 地 震 予 知 に関 す る調 査 研 究 活 動 、研 究 推 進 協 力 活 動 、知 識 普 及 啓 蒙 活 動 等

229 ，280 204 ．514 生 命 科 学 振 興 をは かるため ．学 術 奨 励 や知 識 普 及 等 に 関 する諸 事 業 を行 う
一 股 会 計 ：383 ，890　特 別 会 計 ：

83 ．041

一 般 会 計 ：38 3，890

特 別 会 計 ：8 3．04 1 教 育 研 究等 諸 活 動 の 奨 励 助 成 、学 資 金 等 貸 付 、留 学 生 交流 事 業 、受 託 研 究 等
一 股 会 計 ：2，2 06，79 3　特 別 会

計 ：555 ．135
‾ 殿 合 計 ：2 ，206，793
特 別 会 計 ：5 55．135 医 学 研 究 の奨 励 助 成 、受 託 研 究 等

羞 不 財 産 ］要用 l以＜ 83 ，392、地
域 産 業 育 成 支 援 基 金 収 入

30，159、北 海 道 補 助 金 収 入

35 ，4 04、委 託 事 業 収 入 87，179 、 事 業 費 192 ，022、 産 学 官 ネ ットワー ク形 成 手 業 ，研 究 開 発 支 援 事 業 ，地 域 産 業 育 成 支 援 事 業 ，科 学 技

雑 収 入 129、前 年 度 繰 越 金 管 理 費 4 5，842 、 術 調 査 委 託 事 業 ，地 域 研 究 交 流 促 進 事 業 ，新 技 術 斡 旋 事 業 ，地 域 先 導 研 究 事 業 ，

5，的 1、〔合 計 〕24 1．293 〔合 計 ］237 ．864 ネットワー ク調 査 委 託 事 業

0 145．93 7

褐 草 類 に含 まれ る硫 酸化 多 糖 の利 用．．技 術 の 開 発 を 目指 し、この 多 糖 の 分 解 酵 素 の

検 索 を行 うとともに 、酵 素 的 ・化 学 的 に 多 糖 を分 解 して得 られ るオ リゴ糖 に つ い て、

構 造 の 解 析 とその 応 用 開発 研 究

3．9 17，946 3．79 1，160

原 子 力 と環 境 との 関 わ りをメインテ ー マ に 、放 射 線 や 放 射 性 物 質 が環博引こ与 える影

響 などを中 心 として調 査 研 究 を行 う。

200 ．0 00（基 金 造 成 ）

144 ，4 53

′

2 30．257 R ＆D の 設 立 支 援 、研 究 開 発 用 施 設 の貸 与 、研 究 成 果 の 実 用 化 支 援 等

自然 科 学 研 究 助 成 、国 際 的 研 究 交流 助 成 、 産 学 官 連 携 推 進 事業 の 実施 支 援 等

148，90 7

（内 訳 ）賃 貸 料 81，74 5、

24 3、235 （内訳 ）人件 費

9 3，854、減 価 償 却 費

5 7，725、一 般 管 理 費

24 ，026、諸 税 公 課 22，443 、 自然 科 学 及 び 社 会 科 学 に関 す る研 究 開発 ・調 査 及 び そ の成 果 の 販 売 、研 究 開 発

その 他 67 ，172 ル テナンス費 17 ．5 02等 用 施 設 等 の 賃 貸 、研 究 開発 会 社 等 の 設 立 の 支 援 等

自然 科学 研 究 に 対 す る助 成 、国 際 的 研 究 交 流 に 対 す る助 成 、産 学 官 連 携 の 推 進

等

369 ．256 3 12 ．122 地 域 振 興 、地 域 経 済 の活 性 化 等 に 関す る調 査 ・研 究

1．774 ．21 1 1 ．771．578 D N A 研 究

基 本 財 産 運 用 収 入 18，030 事 業
収 入 69 ，2 51 補 助 金 収 入

1．869 ．6 84

事 業 費 1，791，2 39　管 理 費

149，60 5　固 定資 産 取得
支 出 145 ，595 研 究 プ ロジェクト8 、同 準 備 1 、教 育 講 座 30 コー ス、碗 究 助 成 ・集 会助 成 ・セミナ ー 等

基 本 財 産 運 用 収 入 24，730　早
業 収 入　 20，22 5　補 助金 収 入

24 ，475　その 他 収 入 33，754 繰

事 務 局 費 4 1，244 事 挙 費

149，45 0　特 定 預 金 支 出 共 同 研 究 ・調 査 等 、横 浜 バ イオ テ クノロジー 懇 談 会 、学 術 研 究 交 流 事 業 、学 術 奨 励

越 金 収 入 126 ．096 13，820 の推 進 、知 識 普 及 事 業
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財団法人・’第3セクターの概要（問7－1）

部 局 名 団 体 名 機 関名 法 人 の種 類 設 立 年 月
基 金 又 は

資 本 金 額
出 資 坦捕 別 内 訳

職 員

数

うち研

究者

数

所 管 部 局

神 奈 川 県 （財 ）宇 宙 科 学 振 興 会 財 団 法 人

昭 和2 0年 4月

平 成 2年 6月 改 組 432 ．50 2

県　 30 ，00 0

相 模 原 市 10，00 0

企 業 392．50 2 6 0 2 1 企 画 部

神 奈 川 県 （財）全 日本地域研究交流協会 財 団 法 人 平成 4 年 6月 60 0 ．00 0

県 50 ，00 0

他 県 550．00 0 2 6 0 企 画 部

富 山 県

（財 ）富 山 県 高 等 教 育 振

興 財 団 財 団 法 人 平 成 12年 10月 48 7 ．45 0

県 3 0 0，00 0

市 町 村 100，00 0

民 間 87．45 0

机県
職 員

が職

専 免

で 対
応 ） 0 総 務 部

福 井 県
財 団 法 人若 狭 湾 エネ ル

ギ ー研 究 センター 財 団 法 人 平 成 6 年 9月 1，60 0 ．00 0 出絹 14 5 総 務 部

岐 阜 県 （財 ）ソフトピアジャパ ン 財 団 法 人 平 成 6 年 3月 5 ．00 0 全 額 県 33 0 企 画 部

岐 阜 県 （財）岐阜 県研 究開発財 団 財 団 法 人 平 成 6 年 10月 5 ．00 0 全 額 岐 阜 県 8 0

総 務 部

総 合 政 策 課

岐 阜 県 ㈱ 日本 無 重量総合 研 究所 株 式 会 社 平 成 2年 4 月 27 日 95 4 ．050

岐 阜 県 200，00 0　土
岐 市 50 ，00 0　民 間

704 ，05 0 2 0 4

企 画 部

企 画 調 整 課

静 岡 県 （財）静岡県学術教育振興財団 財 団 法 人 昭 和 62年 3月 50 0 ．36 1 県 田摺　 500．00 0 8 0 企 画 部

三 重 県 国際環境技術移転研究センター 財 団 法 人 平 成 2年 12月 6 ．26 7，00 0

県 1，50 0 ，00 0、四 日
市 市 1，50 0 ，00 0、民

間 3，26 7 ，00 0 3 8 0 企 画 振 興 部

滋 賀 県

財 団 法 人 日本 発 酵 磯 構

余 呉 研 究 所 財 団 法 人 平 成 6年 2 月 11 0．00 0

県 50 ，00 0、

町 50 ，00 0、
県 酒 造 組 合 連 合 会

10，00 0 8 7 企 画部

大 阪 府

財 団 法 人 千 里 ライフサ

財 団 法 人 平 成 2年 7 月

3，04 0 ，50 0
（平成 7年 度

大 阪 府 1，00 0，00 0
そ の他 5 1者 出掃

（他 に運 用 財 産 寄

9 0

企 画調 整 部

企 画 室　 開 発

イエ ンス振 興 財 団 末 時 点 ） 付 4 者 あ り） チ ー ム

兵 庫 県

（財 ）ひ ょうご科 学 技 術 創

造 協 会 財 団 法 人 平 成 4年 7 月 4 ．0 0 0．00 0 全 額 県 出 捕 5 0 企 画 部

奈 良 県
（株 ）国 際 電 気 通信 基 礎
技 術 研 究所 （A T R ） 株 式 会 社 昭 和 6 1年 3月 22 ．0 3 5．20 0 1 4．4 50 2 2 8 2 2 4

企 画 部 字 研都

市 推 進 室

奈 良 県 株 式 会 社 平 成 5年 3 月 1 ．11 1，00 0 1 7，00 0 1 1 5

ノト．　‾‾　　　′蛍．
lコ

センタ－
1E　 P　子
市 推 進 室

増山 県 （財）岡山県環境保全事業団 財 団 法 人 昭 和 49年 10 月 1．6 2 6．50 0 県 10 0，00 0 10 9 0 地 域 振 興 部

仙 台 市
株 式 会 社 インテ リジェン
ト・コスモス研 究 機 構 株 式 会 社 平 成 元 年 2 月 7 ，72 7．14 0 0 10 0 企 画 局

仙 台 市
株 式 会 社 採 種 実用 技 術
研 究 所 株 式 会 社 平 成 6年 3月 2 8 5．00 0 0 1 2 1 1 企 画 局

仙 台 市
東 北 マル チメデ ィア アプ

リケー ション推 進 協議 会 任 意 団 体 平 成 7 年 12月 0 0 5 1 企 画 局

大 阪 市 （財 ）関 西 情 報 セ ンター 財 団 法 人 昭 和 45年 6月 30 0 ，00 0

大 阪 市 50，00 0
大 阪 府 50，00 0

財 界 200．00 0 4 9 3 1 計 画 局

大 阪 市
（財 ）大 阪 市 都 市 工 字 情

報 セン ター 財 団 法 人 平 成 3年 1月 10 0 ．00 0 大 阪 市 100．00 0 1 4 1 1 計 画 局

北 九州 市

（財 ）国 際東 アジア研 究

センター 財 団 法 人 平 成 元 年 9月 937 ．35 2 2 0 1，00 0 2 3 9 企 画 局 企 画 課
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財団法人・第3セクターの概要（問7－1）

平成 7 年 度 収 入 の概 要 平 成 7年 度 支 出 の 概 要 平 成 7 年 度 の事 業 概 要

基 本 財 産 利 息 収 入 17，46 3　賛
助 会 費 収 入 4 ，800 事 業 収 入

9，002 その 他 収 入 4 ，550 繰 越

金 収 入 5 ．000

事 業 費 2 1，134

管 理 費 8 ，626

寄 付 金 支 出4 ．500 研 究助 成 事 業 、海 外 の研 究 、集 会 参 加 助 成 、事 業 、知 識 普 及 ・啓 蒙 事 業

基本 財 産 連 用 収 入 10，897　早
業収 入 256．82 6 会 費 収 入

5，300 基本 財 産 取 崩 収 入

480 ，000

事 業 費 2 39 ，28 1 管 理 費

3 0，627　特 定 預 金 支 出

2 ，000　基 本 財 産 繰 入 金

支 出 480 ．0 00 研 究交 流 促 進 事 業　 課 題 探 索 事 業 研 究 支援 事 業

財 産 運 用 収 入 7，593

補 助 金 収 入 13，56 6

寄 付 金 収 入 18，150

繰 越 金 1，030　 雑 収 入 2

事 業 費 19，910

管 理 費 153

基 本 財 産 特 定預 金 支 出

19 ，476 県 内高 等 教 育 機 関 （教 員 ）の 学 会 開 催 や 公 開 講 座 開 催 、特 定研 究 、海 外 派 遣 費 な

どに対 し助 成計 40，34 1 計 39 ，539

9 4 ．007 8 3 ．782 科 学 技 術 活 用 調 査 、講 演 会 開催 、機 関 誌 発 行 等

758 ，272 7 5 8 ，272
U 人 材 育 成 、教 育 研 修 事 業 U 研 究 開 発 支 援 事 業 U 情 報 サービス提 供 事 業 U 情 報
交 流 、啓 蒙 普 及 事 業 ○ センタービルオープニング関 連 事 業

62，3 11 6 2，311

人 材 パンク等 研 究 開発 D B の 構 築 4，4 30、情 報 誌 の発 行 1，200 、交 流 サロンの運 嘗 （技 術
図 書 購 入 ）5，00 0、研 究ネットワーク都 市 アークぎ ふ 交流 会 の 開 催 10 ，000、月 面 都 市 わた し

の夢 コンテストの 開 催 17，000 、創 造 性 開発 ケーススタディ講 座 3 ，90 0

3 1 0，5 10 2 7 9，90 8 無 重 量 環 境 実 験 の で きる施 設 の整 備

35．028 3 4．49 7 県 立 大 学 ・高 校 の 教 員 に 対 し研 究 助 成 ・学 会 開 催 助 成

1．308 ．233 1．273 ．185

研 修 事 業 （国 内 1 2コー ス 1 0 9 名 、褥 外 3コー ス 12 1名 ）

研 究 開 発 事 業 1 5件

調 査 情報 事 業　 7 件
収 ．入官 冒す4 1，4UZ 円訳　 農 本 財
産 運 用 収 入 1，262、会 費 収 入

8 ，100 、事 業 収 入 56 1、借 入 金 収

入 2 3，500 、補 助 金 等 収 入 支 出 合 計　 36，164 自主 研 究 （滋賀 県 内 酒 造 業 活 性 化 のた めの 技 術 導 入 に 関 す る研 究等 ）5 件 、受 託

2 ，500、負 担 金 収 入 1，463、その 内 訳 事 業 費 14，900 、 研 究 2件 、共 同 研 究 2 件 他 の研 究 事業 の実 施

他 雑 収 入 管 理 費 そ の他 2 1，264 講 習 会 、講 演 会 、公 開 講座 等 の 開 催

94 ，7 18 9 8．595 ライフサ イエンスに係 る人 材 育成 、研 究 助 成 ・支 援 等 の諸 事 業

基 本 財 産運 用 収 入 88，470、

事 業 収 入 6，900、

受 託 収 入 49 ，095、

総 合 企 画 事 業 費 9 12、 調

査 研 究 事 業 費 6，988 、共

同研 究 開 発 推 進 事 業 費

14 ，374、学 術 研 究支 援 事
業 費 47 ，196、学 術 交 流 事

業 費 10 ，928、普 及 啓 発 事

業 費 4 ，104、管理 費

22 ，801、再 受 託 費 43，694、1．生 活 ・地 域 流 動 研 究 な ど産 学 官大 型 共 同 研 究 の 推 進

そ の他 505、 研 究 事 業 費 5，9 18、そ の他 2優 れ た研 究 者 へ の 研 究 助 成

前 期 繰 越 42 ，278、 131、次 期 繰 越 30 ，203、合 3．SP 血 g－8兵 庫 県 ビームライン設 置 事 業 や 関 西 科 学 技 術 セ ミナ ー など科 学 技 術 振 興プ

合 計 187 ．2 48 計 187 ．2 48 ロジ工クトへ の 参 画

2 ．044 ．7 39 1．705．07 9 通 信 基 礎 技 術 の 研 究 開発

586 ．320 6 5 1．597 広 帯 域 通 信 網 の 研 究 開 発

2 ．002，0 31 2 ．6 12．9 24 ・廃 棄 物 の 処 理 処 分 事 業 ・環 境 緑 化 事 業 ・環 境保 全 サ ー ビス事 業

78 ．729 8 7 ．011 R ＆ D の 設 立 運 営 の 支 援 （（株 ）環 境 電 磁 技 術 研 究 所 の設 立）及 び 実 用 化 研 究 支 援

0 89 ．374

野 菜 の 高 効 率 一 代 雑 種 技 術 の 開発 並 び にそ の 実 用 化 に関 す る研 究 開 発 及 び そ の

成 果 の 販 売

13 ．251．14 1 8 ．751．06 8 普 及 啓 発 として講 演 会 の 開催 、研 究 開 発 推 進 のた め のワー キンググル ー プを開 催

1．305 ．5 04 1，294，69 4

コンピュー タを用 い た情 報 処 理 方 式 の 開 発 研 究 、情 報 処 理 に関 す る指 導 等 を通 じ

て、情 報 処 理 ・情 報 産 業 の 調 査 を行 う。

77 1，17 1 7 6 9 ．809

総 合 的 な郡 市 整 備 に 関す る調 査 研 究 、都 市 計 画 及 び郡 市 工 字 に 関 す る晋 及 啓 発

を行 う。

268 ，362 2 6 8 ，037

東 アジ アの経 済 ・社 会 に 関 す る調 査 ．研 究
講 演 会 、セ ミナ ー 、シ ンポ ジウム等 の 開催

ニューズ レター 等 の 刊 行 及 び研 究報 告 書 の 出版

大 学 ・研 究機 関 との 連 携 協 力
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財団法人・第3セクターの概要（間7－1）

部 局名 団体名 機関名 法人の種類 設 立年月
基金 又は
資本金額 出資出捕別内訳

職員
数

うち研
究者
数

所管部 局

北九州 市 （財）北九州都 市協会 財 団法人 昭和52年 11月 2．0 00 2．000 20 8 企画 局企画課
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財団法人・第3セクターの概要（間7－1）

平成7年度 収入の概 要 平成7年度支 出の概要 平成 7年度 の事業概 要

173．163 173 ．153

自主事業 （1）協会誌の発行 （2）市民資料の作成 及び配布 （3）市民行事の開催
（4）調 査研究活動 （5）啓発広報活動ド等

受託事業 （1）調 査研究事業 （2）出版事業 （3）行政 資料室、文書館等 の管理運営
（4）北 九州市美しいまちづくり基金事 業
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財団法人・第3セクター支援（間7胃2）

部局卑 団体名 事項 （事業名） 所管部局 決算額
県単か

国関連か

商工系 北海道 （財）室蘭テクノセンター 商工労働観 光部 40，580

国関連 （補助金）
（国費：12，050）

北海道 （財）テクノポリス函館技術振興協会 商工労働観 光部 34 8，100

一部国関連（補助金）
（国費：34，308）

北海道 （財）道央テクノポリス開発機構 商工労働観 光部 12，352

一部国関連（補助金）
（国費：1，176）

北海道 ㈱旭川産業高度化センター 商工労働観 光部 2，569 道 草
青森県 （財）青森テクノポリス開発機構 商工観光労働部 2，709 国関連 2，709
岩手県 （財）岩手県高度技術振興協会 商工労働部 9，′852 県単

宮城県 宮城県高度技術振興財 団 商工労働部 20，000 県単

宮城県 東 北産業技術開発協会 商工労働 部 5，940 県単

秋 田県 （財）秋 田テクノポリス開発機構 商工労働 部 2 1，42 1 県単
秋 田県 （財）秋 田県資源技術開発機構 商工労働部 18，656 県単
山形県 （財）山形県テクノポリス財団 商工労働観 光部 177，965 県単
山形県 （財）山形大学産業研究所 商工労働観 光部 2，600 県単
福島県 財団法人福島県工業技術振興財団 商工労働部 工業課 14 9，434 県単

茨城県 財団法人茨城県科学技術振興財団 商工労働部 13，622 県単

茨城県 株式会社つくば研究支援センター 商工労働 部 40，207 県単
栃木県 （財）栃木県産業技術振興協会 商工労働観 光部 8，380 県、一部国関連

群馬県 ぐんま産業 高度化センター 商工労働部 18，452 国関連 （集積活性化）

群馬県 （財）群馬県 工業技術振興基金 商工労働部 －0
群馬県 （財）群馬地方発明センター 商工労働部 300 県単
千葉県 （財）千葉県工業技術振興センター 商工労働部 14 2，231 県単
神奈川県 （財）神奈川高度技術支援財 団 商工部 628，503 県単

新潟県 （財）信濃川テクノポリス開発機構 商工労働部 34，002 国関連
新潟県 ㈱レーザー応 用工学センター 商工労働部 4 8，163 国関連

新潟県
（財）新潟県県央地域地場産業
振興センター 商工労働 部 137，142 国関連

石川県 石川 トライアルセンター
商工労働部
（工業試 験場） 1，208，600 県単

福井県 財団法人福井県産業振興財 団 商工労働 部 59，377 県単
山梨県 （財）山梨 2 1世紀産 業開発機構 商工労働観 光部 71，066 国関連（25，398）
長野県 （財）長野県テクノハイランド開発機構 商工部 52，2 13 県単
長野県 （財）浅間テクノハイランド開発機構 商工部 10，332 県単、国補（9，156）
長野県 （財）上伊那産業振興会 商工部 1，588 国補 （7 94 ）
長野県 （財）松本ソフト開発 センター 商工部 8，700 国補 （4，350）
長野県 （財）さかきテクノセンター 商工部 9，500 国補（4，750）

静 岡県 （財）静 岡県科学技術振興財 団 商工労働 部 （9，620，000）

（県単 5，520 ，000）
（国関連 （中小企業高度化
資金）4，100 ，000）

愛知県 財 団法人科学技術交流財 団 商工部 1，576，339 県単
三重県 財団法人　 三重県工業技術振興機構 商工労働部 3，100 県単
京都府 財 団法人京都産業技術振興財団 商工部産業推進課 20，962 県単
和歌 山県 （財）和歌 山県テクノ振興財団 商工労働部 2，000 県単

島根県 財 団法人しまね技術振興協会 商工労働 部 11，000

県単　 3，000 、
国関連 8，000

岡山県 岡山県新技術振興財団 商工労働 部 105，730 国関連 （1／2）
岡山県 岡山セラミックス技術振興財団 商工労働 部 61，782 県単
岡山県 岡山セラミックス技術振興財団 商工労働 部 52，757 県単
岡 山県 岡山セラミックス技術振興財 団 商工労働 部 19，000 国 （1／2）

広 島県 （財）広 島県産業技術振興機構 商工労働 部 1，352，172
県単 1，100 ，282 ，国関連
251，890（83，065）

広 島県 （株）広 島テクノプラザ 商工労働部 56，660
県単 4 4，86 0，
国関連 11，800（5，600）

山 口県 財団法人山口県産業技術開発機構 商工労働 部 329，500
県単 106 ，780 、
国関連22 2，720

徳 島県 （株）徳 島健康科学総合センター 商工労働部 9，750 県単
香川県 （財）香川県産業技術振興財 団 商工労働部 39，462 県単
香川県 （財 ）香川 県産業技術振興財 団 商工労働 部 2，352 国関連 （1／2）

県単 150 ，948
国関連　 627，100愛媛県 財 団法人　 愛媛テクノポリス財団 経済労働部 154，048

愛媛県 財団法人 愛媛県技術開発振興財団 経済労働部 2，824 国関連、1，4 12
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財団法人・第3セクター支援（問7－2）

基 金 造 成 又 は 出 資 補 助 ・委 託 等 の 事 業 資 金

0 4 0，5 8 0（補 助 金 ）

6 5，5 0 0 委 託 1 5 9，6 4 0 補 助 3 1，7 9 0

0 補 助 金 12 ，3 5 2 ， （他 に 貸 付 金 3，7 6 8あ り）

0 補 助 金　 2 ，5 6 9
補 助 2 ，3 5 2 、委 託 3 5 7 （他 に 貸 付 金 2 0 ，6 3 1 （県 単 ）あ り）

0 委 託 料 （7，50 0），補 助 金 （2，3 5 2）

0 2 0，0 0 0

0 5 ，9 4 0

10 ，0 0 0 1 1，4 2 1

1 8 ，6 5 6

な し 1 7 7，9 6 5

な し 2，6 0 0

0 1 4 9 ，4 3 4

0 1 3 6 2 2

0 4 0 ，2 0 7

0 8 ，3 8 0

な し 1 8 ，4 5 2

0 0

0 3 0 0

0 14 2 ，2 3 1

0 6 2 8 ，5 0 3

0 3 4 ，0 0 2

0 4 8 ，16 3

0 13 7 ，14 2

1，2 00 ，0 0 0 8 ，6 0 0

0 委 託 事 業 費　 59 ，37 7

0 7 1 ，0 6 6

0 5 2 ，2 13

0 10 ，3 3 2

0 1 ，58 8

0 8 ，70 0

0 9 ，50 0

研 究 開 発 推 進 事 業 に係 る貸 付 金 5，5 2 0 ，0 0 0

ベ ンチ ャー 企 業 支 援 事 業 に 係 る貸 付 金 4，1 0 0 ，0 0 0

出 捕 1，5 0 0 ，0 0 0 補 助　　 7 6 ，3 3 9
出 捕 金　 2 0 0 、（他 に 貸 付 金 4 0 0 ，0 0 0あ り） 補 助 金 2，9 0 0

0 補 助 金

0 2，0 0 0

0 1 1，0 0 0

0 10 5 ，7 3 0委 託 、補 助

委 託

補 助

補 助

県 単 1，0 0 0，0 0 0 県 単 10 0，2 8 2，国 関 連 2 5 1，8 9 0

0 県 単 4 4 ，8 6 0 ，国 関 連 1 1，8 0 0 （国 費 5 ，6 0 0）

0 補 助 金 2 80 ，89 0 、委 託 金 3 2，0 3 0、そ の 他 1 6，5 8 0

0 9 ，7 5 0

0 補 助 金 3 9，4 6 2

0 補 助 金 2，3 5 2

（貸 付 金 6 2 4 ，0 0 0あ り） 15 4，0 4 8

0 2 ，8 2 4
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財団法人・第3セクター支援（間7－2）

部局 名 団 体名 事 項 （事 業 名 ） 所 管 部 局 決 算 額
県 単 か

国 関 連 か

高 知 県

（財）高 知 県 産 業 高度 化支 援 財団
（H 8 ．4変 更 （財）高 知 県 産 業 技術
振 興機 構 ） 商 工 労働 部 3 ，000 県 単

福 岡 県 （財）福 岡 県 科 学 技 術 振 興財 団
商 工 部
新 産 業 ・技 術振 興 課 2 17 ，492 県単

福 岡 県 （財）久留米・鳥栖地域技術振興センター

商 工 部
新 産 業 ・技 術 振 興課 34，650 県単

福 岡 県 （財 ）福 岡県 飯 塚 研 究 開 発機 構
商 工部
新 産 業 ・技 術振 興課 224 ，204 県単

福 岡 県 ㈱福 岡ソフト・リサ ー チ
商 工部
新 産 業 ・技 術 振 興課 0

福 岡 県 ㈱ 久 留米 リサ ー チパ ーク
商 工部
新 産 業 ・技術 振 興 課 19，000 県 単

福 岡 県 ㈱ 北 九州 テクノセンター
商 工部
新 産 業 ・技術 振 興課 24，004 県 単

佐 賀 県

（財 ）佐 賀 産 業 技術 情 報セ ンター
（h8 ．4．1合 併 により（財 ）佐 賀 県 地
域 産 業 支援 センター に改称 ） 商 工 労働 部 10 1，72 1 国 関 連

佐 賀 県 （財）久留米鳥栖地域技術振興センター 商 工 労働 部 35 ，675 県 単

長 崎 県 （財 ）ナガ サキ ・テキノポリス財 団 商 工 労働 部 27 1，163 国 関 連 、県 単

熊 本 県 （財 ）熊 本 テクノポリス財 団 商 工観 光 労働 部 189 ，298
国 関 連 、
国か らの補 助金 額 等

熊 本 県 （財 ）熊 本 テクノポリス技 術 開発 基金 商 工観 光 労働 部 154 ，264

国 関 連 、
国 か らの補 助 金 額 等

119 ，778

大分 県 （財 ）大 分 県 地 域 技 術 振 興財 団 商 工 労働 観 光部 3 ，352

県 単 ＋国 関 連 （1，000（県 ）

＋2，352（国））

大分 県 （財 ）大 分 県 高度 技 術 開発 研 究 所 商 工 労働 観 光部 38 ，746

2 1，138以 外 は県 単
（2 1，138＋2 ，573＋2，0 35＋13

，000）

宮崎 県 （財）宮崎 県産業 技術情 報センター 商工 労 働 部 28 ，738
国 関 連
（県 26 ，386 、国 2，352）

鹿 児 島県
社 団法 人 鹿 児 島 県 ファインセラ
ミック製 品開 発 協 会 商 工 労働 部 6 ，49 1 県 単

鹿 児 島県 財 団法人鹿 児島県新産 業育成財 団 商工 労働 部 1，888 ，815

県単 169 ，46 3
国 関連 1，7 19 ，352

沖縄 県 ㈱ トロピカルテ クノセンター 商 工 労働 部 378 ，500 県単

札 幌 市 財団法人札幌エレクトロニクスセンター 経 済 局 商 工 部 140 ，20 1 市 単

川 崎 市 神 奈 川 科 学 アカデミー 経 済 局 産 業 政策 課 10 ，000 市単
名 古屋 市 （財 ）ファインセラミックスセンター 経 済 局 15，000 市 単
京都 市 （財 ）京 都 高度 技 術 研 究 所 産 業 観 光 局 332 ，10 3 市 単
大 阪市 （財 ）大阪市都市型産業振興センター 経 済 局 60 ，0 51 市 単
神 戸市 （財 ）新 産業 創 造 研 究 機 構 産 業 振 興 局 ．22 ，000 市 単 独 費
広 島 市 （財 ）広 島 市産 業 振 興 センター 経 済 局 742 ，252 市 単

北 九州 市 （株 ）北 九州 テクノセンター
経 済 局
新 規 事 業 振 興課 124 ，272 市 単

北 九州 市 （財 ）北 九州 市産 業 技 術振 興 基 金
経 済 局
新 規 事 業 振 興課 129 ，930 市 単

福 岡市 （株 ）福 岡ソフトリサ ーチパ ーク 経 済 振 興 局 64 ，402 国 関 連 （128，802）
福 岡 市 （財）九州システム情 報技術 研究 所 経 済 振 興 局 4 10 ，058 市 単

農 林 ・
水 産 系 北海 道 （財）オホー ツク地 域 振 興機 構 農 政 部 178 ，520 道 単

北海 道 （財 ）十 勝 圏 振 興機 構 農 政 部 237 ，463 道 草
岩 手 県 （財）岩手 県生物 工学研究 センター 農 政 部 376 ，184 県 単
秋 田県 （財 ）秋 田県木材 高度加 工推進機構 林 務 部 2 ，549 県 単
福 島県 財団法人福 島県きのこ振興 センター 農 林 水 産 部 4 1，254 県 単
新 潟 県 ㈱揮 物 防御 システム研 究所 農 林 水 産 部 5，000 県 単
長 野 県 （社 ）長 野 県 原 種 センター 農 政部 14，605 県 単
静 岡 県 （社 ）静 岡 県 農 業 振 興 基金 協会 農 政 部 300 ，000 県 単
岡 山県 （社 ）岡 山県 農 業 開 発研 究所 農 林部 2，009 県 単
山 口県 （社 ）山 口県 栽培 漁 業公 社 水産 部 水 産 課 368，425 県 単
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財団法人・第3セクター支援（間7－2）

基 金 造 成 又 は 出 資 補 助 ・委 託 等 の 事 業 資 金

0 3，0 0 0

1 0 0 ，0 0 0 11 7 ，4 9 2

0 3 4 ，6 5 0

0 2 2 4 ，2 04

0 0

0 1 9 ，00 0

0 2 4 ，0 0 4

0 1 0 1，7 2 1
0 3 5 6 75
1 15 ，9 2 0 1 5 5 ，2 4 3

0 1 8 9 ，2 9 8

1 5 0 ，0 0 0 4，2 64

0 1 ，00 0（県 ）＋2 ，3 5 2（国 ）＝ 3，3 5 2

1 3 ，0 0 0 （県 単 ） 2 5，7 4 6

0 2 8 ，7 3 8

1，0 0 0 5，49 1

1，6 1 7，0 0 0 1 0 2 ，3 5 2
0 3 7 8 ，50 0

0

1 ，5 1 1（財 団 管 理 費 補 助 ）1 3 8，6 9 0 （札 幌 エレクトロニクスセンター管 理
運 営 委 託 ） ※ 研 究 開 発 の た め の 支 出 は 行 っ て い な い 。

10，0 0 0 0

0 1 5 ，0 0 0

0 3 3 2 ，10 3

0 6 0 ，0 5 1
出 資　 2 2，0 0 0 0

0 74 2 ，2 52 （内 訳 ）補 助 金 3 9 5，1 1 8、委 託 料 3 4 7，13 4

0 1 2 4 ，2 72

0 1 2 9 ，9 30

0 市 6 4 ，4 0 2、国 12 8 ，8 0 2

2 0 0 ，0 0 0 2 1 0 ，0 58

出　 指 10 0 ，0 0 0 補 助 金　 4 6，3 9 0、 委 託 料　 3 2 ，13 0

出　 捕 15 0，0 0 0 補 助 金 5 4，12 9，委 託 料 3 3，3 3 4

0 委 託 （3 7 6 ，18 4）

2 ，5 4 9

0 補 助 7 ，0 3 7 、委 託 料 3 4 ，2 17

5，0 0 0 0

0 1 4 ，6 0 5

3 0 0 ，0 0 0 0

0 2 ，0 0 9（委 託 費 ）

委 託 料 3 6 8，4 2 5 0
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財団法人・第3セクター支援（問7－2）

部 局名 団 体名 事項 （事 業 名 ） 所 管部 局 決 算 額
県 単か

国 関連 か

愛 媛 県 株式会社　 愛媛柑橘資源開発研究所 農 林 水 産部 8，900 県 単

愛 媛 県 株 式 会 社　 海 藻 資 源 研 究 所 水 産 局 5，00 0 県 単

宮 崎 県 （財 ）宮 崎 県 栽 培 漁 業 協 会 農 政 水 産 部 77，92 3 国 関連 （19 ，4 11）

土木 系 長 崎 県 （財 ）長 崎県 建設技術 研 究センター 土木 部 30 3，6 51 県 単
沖 縄 県 沖 縄 県 建 設 技 術センター 土木 建 築 部 66 6，18 7 県 単及 び 国 関連

川 崎 市 川 崎 市 建 設 技 術 センター 土木 局 377，132 市 単

保 健 ．
環境 ・
衛 生系

青 森 県 （財 ）環 坑 科 学 技 術研 究所 む つ 小川 原 開発 室 2，60 0，00 0 国 関連

東 京 都 東 京 都 老 人 総 合研 究所 養 育 院 3，277，370 都 単

東 京 都 東 京 都 神 経 科 学 総合 研 究所 衛 生 局 2，614，924 都 単

東 京 都 東 京 都 精 神 医 学 総合 研 究所 衛 生 局 1，518，439 都 単

東 京 都 東 京 都 臨 床 医 学 総合 研 究所 衛 生 局 2，440，836 都 単
神 奈 川 県 （財）国 際 生 態 学セ ンター 環 境 部 178，254 県 単

石 川 県 名 古 屋 工 業 大 字 厚 生部 （衛 生総 務課 ） 1，50 0 国 関連 1，500

岐 阜 県 （財 ）岐 阜 県 国 際バ イオ研 究所 衛 生 環 境 部 18，49 6 県 単

大 阪府 （財 ）大 阪 がん 予 防検 診 センター 環 境 保 健 部 707，617 県 単

大 阪府 （財 ）地 球 環 境 センター 環 境 保 健 部 40，138 県 単
大 阪府 （財 ）地 球環 境 産 業 技 術研 究 機構 環 境 保 健 部 22，440 県 単

県 民 ・
生活 系 長 野 県 （財 ）地 震 予 知 総合 研 究 振興 会 生 活 環 境 部 0
教 育系 横 浜 市 木 原 記念 横 浜 生命 科 学振 興 財 団 市 立 大 学 事 務 局 37，051 単独

企 画 ・ 北 海 道 北 海 道 科 学 ・産 業 技術 振 興財 団 企 画 振 興 部 735，40 4 道 単
総務 系 青 森 県 （株 ）糖 鎖 工 学 研 究 所 企 画 部 5，00 0 県 単

岩 手県
（財 ）インテ リジェント・コスモス字
術 振 興財 団 企 画 調 整 部 50，000 県 単

岩 手 県 （財 ）岩 手 県 高 度 技術 振 興協 会 企 画 調 整 部 2 3，44 9 県 単

宮 城 県
株 式 会 社インテリジェン ト コスモ

ス研 究 機 構 企 画 部 50，000 県 単

宮 城 県
財 団 法 人 インテリジェント・コスモ

ス学 術 振 興 財 団 企 画 部 50，000 県 単

山形 県 ㈱ インテリジェントコスモス研究機構 企 画 調 整 部 0
山形 県 （財）インテリジェント コスモス学術財団 企 画 調 整 部 50，000 県 単
千 葉 県 （財）かずさディー ・エヌ・エー研 究所 企 画 部 1，70 3，231 県 単
神 奈 川 県 （財）神 奈 川 科 学 技 術 アカデ ミー 企 画 部 1，858，36 8 県 単
富 山県 （財）富 山県 高 等 教 育 振 興財 団 総 務 部 13，566 県 単
福 井 県 財団法人若狭湾エネルギー研究センター 総 務 部 48，000 国 関 連

岐 阜 県 （財 ）岐 阜 県 研 究 開発 財 団 総 務 部 総 合 政 策課 61，687 県 単
岐 阜 県 ㈱ 日本 無 重 量 総 合研 究 所 企 画 部 企 画 調整 課 10，00 0 県 単
岐 阜 県 （財 ）ソフトピアジャパ ン 企 画 部 74 5，925 県 単
三 重 県 国際 環 境 技 術 移 転研 究 センター 企 画 振 興 部 17，239 県 単

滋 賀 県 財 団法 人 日本発酵機構余 呉研 究所 企 画 部 2 ，500

県 早 （その他 田 同職 員 人
件 費 1人 分 、嘱 託 職 員 1

人 分 を県費 負 担 ）

奈 良 県 ㈱国際電気通信基礎技術研究所（ATR）
企 画部
学 研 都 市 推 進 室 0 0

奈 良 県 （株 ）新 世 代 通 信 網 開 発 センター
企 画部
学研 都 市 推 進 室 0 0

仙 台 市
株 式会 社 東 北 インテリジェント・コ

スモス研 究 機 構 企 画局 50 ，000 市 単
仙 台 市 株 式 会社 採 種 実 用 研 究 所 企 画局 5 ，000 市 単

仙 台 市
東 北マル チ メディアアプ リケー ショ

ン推 進 協 議 会 企 画局 1，000 市 単

大 阪 市 （財）大 阪市都 市工学情 報センター 計 画局 69 1，2 16 市 単
北 九 州 市 （財）国 際東 アジア研 究 センター 企 画局 企 画 課 248 ，5 10 市 単
北 九 州 市 （財 ）北 九 州都 市協 会 企 画局 企 画 課 126 ，890 市 単
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財団法人e第3セクター支援（問7－－2）

基 金 造 成 又 は 出 資 補 助 ・委 託 等 の 事 業 資 金

8，9 0 0 0
5 ，0 0 0 0
0 県 6 0 ，5 1 2 国 1 9 ，4 1 1
0 3 0 3 ，6 5 1
0 6 6 6 1 8 7
0 3 7 7 ，13 2

2 ，6 0 0 ，0 0 0

1 00 ，00 0 補 助 金 3 ，2 7 7 ，3 7 0 受 託 研 究 事 業 費 8 5 ，8 0 8

0 2 ，6 1 4 ，9 2 4
0 1 ，5 1 8 ，4 3 9
0 2 ，4 4 0 ，8 36
1 50 ，0 0 0 事 業 費 補 助 15 ，0 0 0 運 営 費 補 助 13 ，2 5 4 ′

0 1 ，50 0
5 ，0 0 0 （補 助 ）7 ，79 0
0 補 助 金 5 3 0 ，0 0 0 、建 物 賃 借 料 17 4 ，．5 2 7 、 委 託 料 3 ，0 9 0

0 4 0 ，1 38
0 2 2 ，4 4 0

0 0

3 7 ，0 5 1
田 捕　 7 0 0 ，0 0 0 補 助 金　 3 5 ，4 0 4
出 資　 5，0 0 0

出 損　 50 ，0 0 0 0
0 2 3 ，4 4 9 （委 託 ）

5 0 ，0 0 0 0

5 0 ，0 0 0 0
0 0
5 0 ，0 0 0 0
0 1 ，70 3 ，2 3 1

0 補 助 金 1，8 5 7 ，7 5 8 委 託 料 （教 育 庁 ）6 0 0

0 13 ，5 6 6

0 委 託 事 業 費 4 8 ，0 00

な し 6 1 ，6 8 7
0 10 、0 0 0 （落 下 実 験 推 進 費 ）

な し 7 4 5 ，9 2 5
0 人 件 費 8，2 3 9 調 査 委 託 3，0 0 0　 シ ン ポ 負 担 金 6，0 0 0

0 2 ，50 0

0 0

0 0

5 0 ，0 00 0

5 ，0 0 0 0

0 0
0 6 9 1 ，2 1 6

0 2 4 8 ，5 1 0 （市 補 助 2 3 5 ，1 10 市 助 成 13 ，4 0 0 ）

0 1 2 6 ，8 9 0 （市 補 助 12 4 ，3 8 0 市 助 成 2，5 10 ）
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財団法人・第3セクター支援（その他）の概要（間8－1）

部 局 名 団 体 名 機 関名
法 人の
種 類

設 立 年 月
基 金 又 は
資 本 金 額

出資 出捕 別 内 訳 職 員 数

商 工 系 宮 城 県 （財 ）青葉 工学 振 興 会 財 団法 人 昭和 60年 3月 27 日 200 ，054 20，000 1

岐 阜 県 （社 ）岐 阜 県工 業 会 社 団法 人 平成 6年 12月 15 日 18 ，700 0 2

岐 阜 県 （社）発 明協会岐阜 県支 部 社 団法 人 1，23 1 0 4

岐 阜 県

（社 ）つ くば ・けい はんな

岐 阜 県情 報センター 社 団 法人 平成 2年 4月 1 日 22 ，205 2，164 9

静 岡 県
（財 ）浜松 地域 テクノポ リ

ス推進 機 構 財 団 法人 昭和 56年 4月 1，770，000

園 田 弼 477，790
県 出 絹 535，210
市 町 出 捕 543，000

民 間 出 捕 214，700 8

滋 賀 県 財団法人滋賀県工業振興協会 財 団法 人 昭和 60年 3月 10 ，100、県 4，000 11

鳥 取 県
財 団 法人 鳥 取 県 工 業 技
術 振 興 協 会

公 益法 人
（財 団法

人 ） 昭和 6 1年 4月

暴 ノト財 産
2 1，0 00
研 究 開発
基 金

29 5，584
産 業 振 興
基 金 8

香 川 県 ㈱香川産業頭脳 化センター 株 式 会 社 平成 4年 4月

2 ，33 5，00 0
（うち県

900 ，000）
2，335，000
（うち県 900，001） 11

川 崎 市 ケイエスピー 株 式 会 社 昭 和 61年 12月 1 日 4 ，50 0，000 500，050 15

名 古屋 市
（財 ）名 古 屋 市 工 業 技術
振 興 協 会 財 団法 人 昭 和 54年 9月 45390

名 古屋 市20 ，000
企 業 25，390 21

京 都 市 京 都ソフトアプリケー ション 株 式 会 社 平 成 2年 4月 1，20 1，000 558，000 8

神 戸市 （財）新産業創 造研 究機 構 財 団 法 人 平 成 9年 3月 18 日 20 0，000 22，000 19
農 林
水 産 系 宮 城 県 財 団法人翠 生農学振 興会 財 団 法 人 平 成 元 年 3月 10 0，0 00 35，000 16

宮 城 県 財 団法人宮城 県水産公 社 財 団 法 人 平成 7年 4月 255 ，12 5

宮城 県 ；50 ，000

沿 海 市町 ；47，000
漁 業 団体 ：48，125

そ の他 ；110，000 2 1

保 健 ・
環 境 ・
衛 生 系 愛 知 県 愛知県健康づくり振興事業団 財 団法 人

昭 和36年 8月 25 日
（昭和 6 1年 4月 1 日
組 織 変 更 ） 379 ，500

県 300，000

その他 79 ，500 90

京 都 市
財 団 法人 京 都 衛 生 検 査
研 究セ ンター 財 団法 人 昭 和 54年 6月 16，500 4，000 5

県 民 ・
生 活系 秋 田県 （財）秋田県分析化学センター 財 団 法 人 昭 和 47年 6月 8，500 5，00 0 50

大 阪 府
財 団 法 人 大 阪府 大学

学 術 振 興 基金 財 団 法 人 昭 和62年 1月 2 72 ，0 00

大 阪府 200 ，000
寄 付 等 72 ，000 7
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財団法人・第3セクター支援（その他）の概要（問8－1）

所 管 部 局
平成 7 年 度 平 成 7 年 度 平成 7 年 度 の
収 入 の概 要 支 出の概 要 事 業 概 要

商 工労 働 部 481，792 3 7 8 ，011 研 究 開発 助成 、研 究 成 果 の助 成

商工 労 働 部

29 ，846
（会 費 等 18，800、県補 助

金 1，000、そ の他 10 ，146）
22 ，489 （事業 費 12，273、管理
費 9 ，900 、その他 3 16） 講 演 会 、研 究 会 等

商 工労 働 部

50 ，839
（会 費 12 ，900、寄 付 金

8 ，950、補助 金 7 ，13 5 他
2 1，854）

50 ，32 5（事 業費 29，87 1、管理 費

19 ，65 1、他 803） 発 明 奨励 、発 明 普 及 、発 明 振 興 事 業 等

商 工 労 働 部

50 ，403
5 0 ，402 筑 波研 究 学 園都 市 及 び 関 西 文化 学術 研

（管 理 費 39 ，109、交 流 サロン費 究都 市 の各 研 究機 関の 情 報 収集 及 び 県
（会 費 5 ，770、補 助 金 505 、事 業 費 10 ，3 14、技術 指 導 内企 業 との交 流 の場 、並び に技術 情 報の

44 ，60 1、雑 収入 32） 経 費 250、その他 224） 提 供 を 目的 として事 業 を実 施 す る。

商 工 労 働 部 4 18 ，58 1 3 8 8，281

人材 養 成 早 業 ・
債 務保 証 事業 ・
情 報提 供 事業 ・

研 修 指導 事業

商 工 労 働 部
51 ，6 14 県 補 助 金 、試 験
分 析 業 務 受 託 事 業

5 1，428　人 件 費 、管 理 運 官
費 、事 業 費

人材 育成 、技 術 情 報 収集 ・提 供 、技 術 ・

人 的 交 流 、産 学 官 交 流促 進

、商 工 労 働 部

202 ，964

一 般 会 計 66，130
研 究 開 発 事 業特 別 会 計 194 ，264　 －般 会 計 63，873 産 ・学 ・官 の連 携 のもと、県 内に お ける先

82 ，8 13 研 究 開発 事 業 特別 会 計 端 技術 の開 発 普 及 の推 進 、技 術 改 革 を

産 業 振 興 事 業特 別 会 計 82 ，529 産 業振 興 事 業 特別 担 う人 材 を育 成 、技術 等 に関す る情 報 の

54 ，02 1 会 計 47 ，862 提 供 等 を行 った。

商 工 労 働 部 64 ，0 72 8 5，224

・人材 育成 事業 ・交流 事 業 ・研 究 開

発 事 業 ・受 託 事 業
経 済 局

1，274 ，82 3 1 ，32 1，865

インキュベ ー ト事業 、情報 交流 事 業 、ネッ
産 業 政 策 課 トワーク事 業 、施 設 サ ービス事 業

経 済 局 399 32 2 3 9 3 3 2 2 研 修 等

産 業観 光 局 245 ，847 2 6 3，441

人材 育成 事業 、SE養 成 、実 践 指 導 事 業 、

JO B 斡 施 事 業

産 業 振 興 局 0 （H 9 年 度 1，鍋 7，058）0 （H 9年 度 1，69 7，058）
0 （H 9年 度　 機 構 立 上 げの ための諸 費
用 、研 究 事 業 費 等 ）

農 政 部 、 105 ，700 9 6，236 シ ンポジウムの 開催 等

水 産林 業 部

プリビ樗 由生 産 支 託
25，853
種 苗飼 育 業務 受 託

17，716

アワビ種 苗 生産 ；25，853

種 苗 飼 育 業 務 ；14 ，712 アワビ種 苗 生 産

ヒラメパ イロット事 業 補 助 ヒラメパイロット事 業 補 助 種 苗飼 育 業務

金 26，020 金 ；2も020 ヒラメパ イロット事 業

衛 生 部

事 業 収入 844 ，770．・ 補 助
金 等 収入 576 ，30 7・特 定

預 金 取崩 し収 入 93，648 ・

健 康 増 進 費 327，30 6・がん健

診 費 630，147 ・結 核 成 人 病 検
診 費 431，331 ・管 理 費 53，902 ・健 康 増 進 事 業 、

その他 50 ，780 ・ 計 特 定 預 金 支 出 36 ，336・その がん健 診 事 業 、

1，565，505 他 86 ，483 ・計 1，565 ，505 結 核 成 人病 検 診 事 業

衛 生 局 30 ，340 3 0，206 衛 生検 査 の受 託

生活 環 境 部 605 ，273 6 0 2，383

委 託 分 村「、一 般分 析 、浄化 槽 法 定検 査 、
水 道 水 ・飲 用 井 戸 検 査 、温 泉 分 析 、公 害
防 止コンサル タント

生 活文 化 部 17 ，033 1 7，033

海 外 研 究 者 招 聴 事 業 、研 究 者海 外 派遣

事 業 、海 外 学 術雑 誌 論 文 掲 載 助成 事
業 、国 際 シンポ ジウム開催 助成 事 業 等
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財団法人・第3セクター支援（その他）の概要（間8一－1）

部 局 名 団 体 名 機 関名
法人 の
種 類

設 立年 月
基 金 又 は
資 本 金 額

出 資 出指 別 内訳 職 員 数

教 育 系 福 島 県
財 団 法 人福 島 県 学術 教
育 振 興財 団 財 団 法 人 平 成 5年 3月 1，106 ，000 全 額 県 出捕

1 （臨時
事務局
員）

石 川 県
北 陸 先端 科 学 技術 大学
院 大 学支 援 財 団 財 団 法 人 平成 2年 10 月 32．9億 出絹 10億 9

福 岡 県
財 団 法 人福 岡 県青 少 年
科学 教 育 普 及 協 会 財 団 法 人 平成 2年 3月 50，000 福 岡 県 25，000 2 9

大 阪 市 （財 ）大阪 科 学 振 興 協 会 財 団 法 人 平成 元 年 7月 l
500，000

大 阪 市 25億 、
関 西 電力 2 5億 34

広 島 市
（財 ）広 島市 歴 史 科 学 教
育事 業 団 財 団法 人 平成 2年 4月 30 ，000 広 島 市30，000 7 0

企 画 ・

総 務 系 富 山 県 （財）高 岡短 期大 学 協 力会 財 団法 人 昭 和 58年 9月 30 ，000

県 15 ，000
市 町 村 15，000

5（県職員
が職専免
で対応）

長 野 県 （財 ）長 野 県 科 学 振興 会 財 団 法 人 昭 和 35年 136 ，155

県 野 県 の 出資 等

は 無 1

大 阪 府
株 式 会社 千 里ライフサ

イエンスセ ンター 株 式 会社 昭和 6 3年 3 月 602 ，000

大 阪 府 125，000

その他 42者 出資 9

奈 良県
（財 ）関 西 文化 学術 研 究
都 市推 進 機 構 財 団 法 人 昭和 6 1年 6 月 500，000 6 2，500 2 1

奈 良 県
（財 ）奈 艮 先端 科 学 技 術
大 学院 大 学 支 援 財 団 財 団 法 人 平成 3年 7月 2，000，000 2 50 ，000 9

奈 良 県 （株 ）けいはん な 株 式 会社 平成 元 年 8月 10，00 0，000 2 50 ，000 3 5
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財団法人・第3セクター支援（その他）の概要（問8－－1）

所 管 部 局
平成 7 年度 平 成 7 年 度 平 成 7 年 度 の
収 入 の概 要 支 出の概 要 事 業 概 要

教 育 庁
38，6 13
（基 本財 産利 息 収入 等 ）

事業 費 2 0 ，7 1 3 、管 理 費 2 ，5
4 2 その他 1 5 ，0 3 0 、計 3 8 ，

2 8 5 研 究 助成

企 画 開 発 部 （高

23 3 ，70 3 1 6 8，9 84

先端 大 の教 官 ・字 生 の併 発精 勤 への 助
成 、
先 端 大 主催 の 学 会 等 開催 へ の 助成 、

等 教 育振 興室 ） 産 学 官 交流 事 業

教 育庁 48 7 ，75 4 4 7 9，2 4 4 福 岡 県青 少 年 科 学 館 の管 理 ・運 営

教 育委 員 会 67 2 ，17 1 68 5，7 1 6 大 阪 市 立科 学 館 の 管理 運 営

教 育委 員 会

1，U Tリ，’73 7　　 円 訳 ：

1，0 72 ，23 7

敦 育昔 及 早 業 （資 料 の公 開 ・施 竜更の企 倒
広 島 市補 助 金 収 入 ： 展 ）

2 5 0，54 4 調 査 研 究 事 業 （埋 蔵 文化 財 発 掘 調 査 ・－

広 島 市受 託 収入 ： 般 文 化 財 調 査 ）

6 1 9，22 3 情 報 の提 供
文化 課 そ の他 ：20 9 ，9 70 講 座 ・教室 等 の 実施 な ど

総務 部

運 用財 産 収入 2 ，92 7
設備 文 芸 4 ，42 9
同短 大 の将 来構 想 の検 討 高 岡短 期 大 学 の設 備 支 援 を行 うとともに

負 担 金 収 入 1，50 0 5 3 4 同短 大 の 将来 構 想 の検 討 を行 う。
襖 越 金 3 ，52 5 事 務 費 65 （同短 大 は同期 、漆 等 地 元伝 統 産 業 に根

計 7，9 5 2 計 5，02 8 ざした教 育 、研 究 を行 っている。）

総務 部 9，18 2 8 ，13 0

；′竺・　　　　　　　　　　　　　　　　 l だ・　　　　　 、′竺・
科 千　　　　　　　　 、　 千　　 、　 千
映 画 ・ビデオ を 観 る会 、くらしの科 学 講 座
等

企 幽調 整 部

1，7 1 1，30 1 2 ，24 6 ，65 0

ライフサイエ ンス に関 する研 究 交 流 拠 点
企 画室 としての 千里 ライフサイエンスセンタービ

開発 チ ー ム ル の 管理 ・運 営
企 画 部

23 1，44 0 2 4 9 ，12 9 0

字 研 都 市 建 設等 にかか る調 査 研 究 及 び
学研 都 市 推 進 提 案 等

企 画部
学研 都 市推 進 78，7 13 75 ，64 8 大 学 院 大 学 に対 す る支 援 事業

企 画 部

1，23 3＿，2 1 1 1，96 5 ，36 3

文 化 学 術 研 究 交 流施 設 の設 置及 び その
学研 都 市推 進 運 営
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財団法人等（研究開発以外）（問8－2）

部 局名 団体 名 事 業 名 所 管部 局 決 算額

商 工 系 岐 阜 県 （社 ）岐 阜 県 工業 会 商 工 労働 部 1，000

岐 阜 県 （社 ）発 明 協 会岐 阜 県 支 部 商 工 労働 部 5，500
岐 阜 県 （社 ）つ くば ・けいは んな岐 阜 県 情報 セ ンター 商 工 労働 部 44，601

静 岡 県 （財）浜松 地域 テクノポ リス推 進機 構 商 工 労働 部 6，472
滋 賀 県 財 団 法 人滋 賀 県 工業 振 興 協 会 商 工 労働 部 0
鳥 取 県 財 団 法 人 鳥 取 県 工業 技 術 振 興協 会 商 工 労働 部 工 業 振 興 課 39，192
香 川 県 ㈱ 香川 産 業頭 脳 化 センター 商 工 労働 部 3，000
川 崎 市 ケイエスピー 経 済 局産 業 政 策 課 35，000
京 都 市 （株 ）京都 ソフトアフリケー ション 産 業観 光 局 10，007

農 林
水 産 系 宮城 県 翠 生農 学振 興会 農 政部 5，000

宮城 県 財 団 法 人 宮城 県水 産 公 社 水 産林 業 部 119，58 9
保 1廷・
環 境 ・
衛 生 系 愛 知 県 愛 知 県健 康 づ くり振 興 事 業 団 衛 生部 558，63 1

京 都 市 （財 ）京都 衛 生検 査 研 究 センター 衛 生 局 30，340
県 民 ・
生 活 系 秋 田 県 （財 ）秋 田県 分析 化 学 センター 生 活環 境 部 5，0 00

大 阪府 （財 ）大 阪府 大 学学 術 振 興 基 金 生活 文 化 部 1，560
香川 県 ㈱ 香川 産 業頭 脳 化 センター 警 察本 部 47，2 77

教 育 系 福 島 県 財 団 法 人福 島 県学 術 教 育 振 興財 団 教 育庁 15，0 00
福 岡 県 財 団 法 人福 岡 県青 少 年 科 学 教 育 普及 協 会 教 育庁指導第 二部 ・社会教育課 444 ，4 3 6
大 阪 市 （財 ）大 阪 科 学振 興 協会 教 育委 員 会 39 5，6 1 6
広 島 市 （財 ）広 島 市歴 史科 学 教 育 事 業 団 教 育委 員 会 文 化 課 869 ，76 7

企 画 ・
総 務 系 富 山 県 （財 ）高 岡短 期 大学 協 力 会 総 務 部 5 00

石 川 県 北 陸 先端 科 学技 術 大 学 院 大 学支 援 財 団
企 画 開発 部
（高等 教 育振 興 室 ）′ 42 ，8 30

長 野 県 （財 ）長 野 県 科 学振 興 会 総 務 部 4 ，500

奈 良 県 （財 ）関 西 文化 学 術 研 究 都 市推 進 機 構 企 画 部 学 研 都 市 推進 室 37 ，000
奈 艮 県 （財 ）奈 艮先 端科 学 技 術 大 学 院 大 学支 援 財 団 企 画部 学 研都 市 推進 室 5 ，000
奈 良 県 （株 ）けい はんな 企 画 部 学 研 都 市推 進 室 0
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財団法人等（研究開発以外）（間8－2）

県 単 基 金 造 成 又 は 出 資 補 助 、委 託 等 の 事 業 資 金

県 誉 0 1 ，0 0 0
県 堂 0 5 ，5 0 0
県 単 0 ぎふ 技 術 情 報 収 集 提 供 事 業 費

国 関 連 ・県 単 ・県 単

（2 ，3 5 2 ・2 ，5 0 0 ・1 ，6 2 0） 0 2 ，3 5 2 ・ 2 ，5 0 0 ・ 1，6 2 0

国 関 連 基 金 造 成 （研 究 開 発 基 金 ） 0
県 単 0 委 託 費 3 ，0 0 0
市 単 0 3 5 ，0 0 0
市 単 0 10 ，0 0 7

県 単 0 5 ，0 0 0
凶 関 遷

出 摘 金 ；50 ，0 00

アワビ種 苗 生 産 委 託 ；2 5 ，8 5 3　′
9 3 ，5 69 （県 単 ） 種 苗 飼 育 業 務 委 託 三17 ，7 1 6
2 6 ，0 20 （国 関 連 ） ヒラメパ イロット事 業 補 助 金 ；2 6 ，0 2 0

県 単 分 5 3 1 ，3 8 5 、

国 庫 分 2 7 ，2 4 6 5 5 8 ，6 3 1
市 単 0 30 ，3 4 0

県 単 5 ，00 0
府 単 独 0 1 ，56 0
県 単 0 委 託 費 4 7 ，2 7 7
県 単 15 ，0 0 0
県 単 0 4 4 4 ，4 3 6
市 単 0 3 9 5 ，6 16 ，
市 単 0 8 6 9 ，7 6 7 （内 訳 ）補 助 金 2 5 0 ，54 4 、委 託 料 6 19 ，2 2 3

県 単 0 5 0 0

県 単 委 託 4 2 ，8 3 0
県 単 0 4 ，5 0 0
県 単 ：7 ，0 0 0

国 関 連 ：3 0 ，0 0 0 0 3 7 ，0 0 0
県 単 0 5 ，0 0 0

0 0
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基金（法人以外）（間9）

間9－1

部局名 団体名 基金の名称 基金の管理運営者 （機関） 所管部局

商工系 埼玉県 さいたま博覧会記念人材育成基金 県 商工部

愛知県 科学技術振興基金 愛知県 商工部
滋賀県 工業技術振興基金 県 商工労働部
広島県 科学技術振興基金 （財）広島県産業技術振興機構 商工労働部
香川県 香川県産業技術開発等基金 香川県 商工労働部
京都市 情報化基盤整備促進基金 （財）京都産業情報センター 産業観光局
京都市 京都市・山本文二郎漆科学研究基金 理財局財務部主計課 産業観光局（工業試験場）

京都市 松井悦造基金 理財局財務部主計課 産業観光局 （工業試験場）

広島市 技術振興基金 （財）広島県産業技術振興機構 経済局
教育系 ▼ 大阪市立大学振興基金 大阪市立大学 市立大学
企画・
総務系 岡山県 岡山県科学技術振興基金 岡山県 総務部

間9－2

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額

商工系 愛知県 科学技術振興基金 商工部 500，000
滋賀県 工業技術振興基金 商工労働部 360

広島県 科学技術振興基金
（財）広島県産業技術振興機構
（県商工労働部） 1，000，000

香川県 香川県産業技術開発等基金 商工労働部 12，363
教育系 大阪市 大阪市立大学振興基金 市立大学 38，639
企画・
総務系 岡山県 岡山県科学技術振興基金 総務部 0
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基金（法人以外）（間9）

基 金 額 （目標 基 金 額 ） 平 成 7 年 度 の 事 業 概 要

3 0 0 ，0 0 0

中 小 企 業 技 術 者 海 外 研 修 事 業 （3 ，9 1 6）及 び 、
産 業 教 育 機 器 整 備 事 業 （3 ，0 0 0）を 実 施 した 。

1 ，50 0 ，0 0 0 （1 0 ，0 0 0 ，0 0 0 ） 財 団 法 人 科 学 技 術 交 流 財 団 へ の 補 助 金

7 5 2 ，7 4 0 財 団 法 人 滋 賀 県 工 業 技 術 振 興 協 会 の 事 業 、運 営 経 費 の 補 助 金 の 財 源 に 充 当

1 ，00 0 ，0 0 0 （1 0 ，0 0 0 ，0．0 0 ）出 捕 初 年 度 の た め ，事 業 は な し 。

1，3 8 8 ，5 0 4 ・産 業 技 術 の 開 発 及 び 振 興 ・中 小 企 業 の 振 興

3 0 0 ，0 0 0 産 業 界 向 け パ ソコ ン 通 信 EK Y O N E T 」の 運 用

1 0 0 ，0 0 0 漆 科 学 研 究 助 成 事 業 、京 都 市 漆 科 学 研 究 事 業

8 ，0 0 0 漆 関 i垂 資 料 整 備

7 2 0 ，0 0 0 （うち 、広 島 市 2 4 ，0 0 0 ） 産 学 官 プ ロ ジ ェク ト研 究 推 進 事 業 技 術 開 発 促 進 事 業 技 術 、経 営 交 流 促 進 事 業

1，2 6 1，4 6 7 特 定 研 究 助 成 、大 学 院 生 海 外 派 遣 助 成 、在 外 研 究 員 派 遣 、学 部 学 生 奨 学 金 支 給

4 ，3 5 7 ，3 5 6 （7 年 度 末 現 在 、 目 標 基 金 の 一 部 取 り崩 し 、1 ，54 1 ，3 3 8 千 円

は 定 め て い な い ） ・倉 敷 芸 術 科 学 大 学 設 置 助 成 ・地 域 産 業 活 性 化 事 業 ・バ イオテクノロジ ー研 究 所 建 設

県
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自然科学系博物館・科学技術系教育施設（問10）

部 局名 団体 名 施 設 の名 称 設 立 （予 定 ）年 月 職 員 数
うち

学 芸 員数
所 管 部 局

商 工 系
山形 県 山 形 県産 業 科 学 館 （仮 称 ）

平 成 13年 1月
（予 定 ） 未 定 未 定 商 工 労働 観 光 部

岡 山 県 吉備 高原 ニューサイエ ンス館 昭 和 60年 10月 5 0 商 工 労働 部
農 林 ・
水 産 系

岩 手 県 岩 手 県 立水 産 科 学 館 昭 和 61年 4月 3 0 林 業 水 産 部
茨 城 県 茨城 県きの こ博 物 館 平 成 10年 4月 － － 農 林 水産 部

埼 玉 県 彩 の国ふれ あいの森 森 林科 学館 平 成 6年 6月 1 日 4 0 農 林 部

石 川 県 海 洋 漁業 科 学 館 平 成 6年 4月 3 0 農 林 水 産 部

福 岡 県 福 岡 県農 業 資料 館
昭 和 58年 1 1月
（開館 年 月 ）

4 名

（非常勤職員） 0 農 政 部農 政 課

熊 本 県 熊 本 県 鳥 獣保 護 センター 昭 和 56年

所在 町（御
船 町）に管
理運 営委託 林 務 水 産 部

土 木 系
埼 玉 県 所 沢航 空発 祥 記 念 館 平 成 5年 4月 3 日

10 （うち県
職 員 2 ） 1 住 宅 都 市 部

北 九 州 市 北 九 州 市 立 交通 科 学 館 昭 和 60年 7月 7 0

都 市 計画 局
高速 交通 管 理 課

保 健 ・
環 境 ・
衛 生 系 山 形 県 県 立 自然 博 物 園 環 境 保 健 部

栃 木 県 子 ども総合 科 学 館 昭 和 63年 5月 5 1 0 保 健 福 祉 部

埼 玉 県 環 境 科 学 国 際センター （仮 称 ）
平 成 12年 4月
（予 定 ） 未 定 未 定 環 境 部

埼 玉 県 埼 玉 県 自然 学 習 センター 平 成4 年 7月 6 0 環 境 部

埼 玉 県
埼 玉 県狭 山丘 陵 いきものふ れ あ

いの 里セ ンター 平 成6 年 7月 3 0 環 境 部

埼 玉 県 さいたま緑 の森 博 物館
平 成 7年 7月
（一 部オ ー プン） 3 0 環 境 部

新 潟 県 新 潟 県立 自然 科 学館 昭 和5 6年 11月 44 0 環 境 生 活 部
石 川 県 中 富展 示 館 昭 和4 8年4 月 3 0 環 境 部
石 川 県 のと海 洋 ふ れあいセンター 平成 6年 4 月 7 3 環 境 部

山梨 県 環 境 科 学 研 究 所 平成 9年 4 月 42 0 環 境 局
島根 県 県 立三 瓶 自然館 平成 3年 7月 7 6 環 境 生活 部
島根 県 三瓶 フィー ル ドミュージ アム 平成 5年 4 月 6 0 環 境 生活 部

県 民 ・
生活 系 神 奈 川 県 神 奈 川 県 立 青少 年セ ンター 昭和 37年 3月

101（科 宇
部 関係 26） 0 県 民 部

石 川 県 い しか わこども科 学館 （仮 称 ） 平成 13年 春 県 民文 化 局

石 川 県 ふ れあい昆 虫館 （仮称 ） 平成 10年 春 県 民文 化 局

愛 媛 県 愛 媛 県 総 合 科学 博 物 館 平 成 6年 10月 50 17 生 活 文 化 部

札 幌 市 未 定 2 0 市 民 局 文 化 部
教 育 系 青 森 県 青 森 県 立 郷 土館 昭 和 48年 9月 27 8人 教 育 庁

岩 手 県 岩 手 県 立博 物 館 昭 和 55年 10月 25 18 教 育委 員 会

秋 田県 秋 田県 立農 業 科 学館 平 成 3年 5月 22 日 8 0 教 育 庁文 化 課

秋 田県 子 ども博 物 館 昭 和 55年 4 月
11（内兼 務
9人）

2（職 名　 字
芸主 事） 教 育委 員 会

山形 県 山形 県 立 博 物 館 昭和 46年 4月 12 6 教 育庁

福 島 県 福 島 県 立博 物 館 昭 和 6 1年 4月 25 20 教 育庁
福 島 県 海 洋 文化 学 習施 設 （仮 称 ） 平 成 11年 度 末 4 0 教 育 庁
茨城 県 ミュージアムパーク茨城県 自然博物館 平 成 6年 11月 29 6 教 育 委 員 会
栃 木 県 栃木 県 立博 物 館 昭 和 57年4 月 26 15 教 育 委 員 会
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自然科学系博物館・科学技術系教育施設（間10）

決 算 額
県 単か

国 関連 か
事 業概 要

10 ，0 66 県 単
科 字 技 術 、産 業 技術 に親 しむ 場や 山形 県 工 業 を理 解 す る場 として産 業科 字館 を警備 し、
本 県 産 業 の 将 来 を担 う人 材 を育成 す る。

62 ，3 30 県 単 先 端 的 技 術 の展 示 と技 術 研 修 を行 う同館 の 管 理運 営
39 ，546 県 単 管 理 運 嘗 委 託 （水 産 関係 の資 料 の収 集 、保 存 、展 示 等 ）
35 ，7 18 国 関連 特 用 林 産 物 の展 示 、P R

25 ，409 県 単
展 示 、森 林 教 室 、木 工 教 室 等 を通 じて、森 林 の働 き、森 林 と人 間 との関 わ りに触 れ 、字 ぶ機
会 を提 供 す る。

5 ，422 県 単 海 洋 生 物 漁 業 の展 示 、教 育施 設

0 県 単

県 農 業 の一発澤 の 経 過 を示 す 農機 具や 生 宿 農 具 などを県 内 各 地 から収集 し、保 存 展 不。ま
た、これ まで の農 業 総 合試 験場 の研 究 成果 をパ ネル や ビデ オ等 で 紹介 。

（維 持 経 費 は経 常経 費 の 中で 運用 してい るため 、個 別 計 上 は困 難 ）

47，20 1 県 単 資 料 展示 室 、展 望 室 、図書 館 、野 鳥 園 、シカ園な ど

229，161 県 単
日本 の航 空 発 祥 の地 l所 沢 」に位 置 し、航 空 に関 す る歴 史 、文 化 や 航 空機 の原 理 などにつ
いて学 び 、体験 す ることので きる施 設 。

44 ，666 市 単 数 々 の実 験 装 置 と実物 モ デル で 交 通 に関 す る科 学 の原 理 と応 用 をわか りや す く解 説 す る。

19 ，327 県 単

す ぐれ た 自然 に親 しみなが ら、＝］芥 の仕 j阻み 」や l自然 と人 間 とのかか わりあい 」などを解
説 す る 自然 教 育 の 中核 的施 設 として 自然観 察 会 や 自然 解 説 指 導 員 による案 内 指 導 を行 っ

てい る。
694 ，4 16 県 単 科 学 及 び 科 学 技 術 に 関す る知 識 の普 及 啓 発

77 ，238 県 単

環 埴 科 字 の試 験 研 究を充 冥 させ 、刀ロえて環 覧 字 習 、］莱坑 血で の国 際 貢 献な どの訝「しいニ ー
ズ に対応 した、環 境 科 学 の総 合 的 中核 機 関となる環 境 科 学 国 際 センター （仮 称）を整 備 す

る。
24 ，777 県 単 県民に自然について学習する機会を設け、自然とのふれあいを通じて、自然保護思想の普及を図る。

19 ，86 1 県 単 県民に自然について学習する機会を設け、自然とのふれあいを通じて、自然保護思想 の普及を図る。

11，835 県 単 県民に 自然について学習する機 会を設け、自然とのふれあいを通じ、自然保護思想 の普及を図る。
532，17 1 県 単 l生 活 の科 学 」等 4 テ ーマ の展 示 、各 種 実 験 教 室 、観 察 会 の 開催
18，849 県 単 白 山に 関す る資 料 の展 示
39，78 1 県 単 能 登 半 島 にお ける海 の 自然 保 護 センター としての海 の 自然 に 関す る調 査

747，635
国 関連
（100，000） 環 境 に関 す る研 究 、教 育、情 報 、交 流 の機 能 を有す る「環境 科 学研 究 所 」の建 設

253，196 県 単 自然保護 に関する普及啓発、自然保護 に関する調査研究、自然保護 に関する情報の収集及 び提供
165，506 県 単 自然保 護 普 及 啓 発 、調 査 研 究 、情 報 収 集 及 び 提 供 等

9 ，94 6 県
青少 年 の 健 全 育 成 と併せ て県 民の教 養 の 向 上 に資 す るため の総 合 施設 として文 化 ・科 字 ・
芸術 に関 す る事 業 を実 施 す る。

33，937 県 単 （基本 設 計）

28 ，20 5 県 単
内訳　 基 本 構想 設 計　 3，760、基 本 設 計 13，390、校 舎 解 体 設 計 1，442、土地 調 査 9，6 13、用
地 取得 費 （県 立 高 校 跡 地利 用 ）

460 ，958 県 単
県 民 に 自然や 科 字 に関 す る正 しい 理解 を深 めるため の学 習 機 会 を提 供 し、創 造 的 風 土 の
醸 成 を図 るとともに 、科 学 技 術 の進 歩 と本 県 産業 の 発 展 に 寄与 す ることを 目的 としてい る。

6 ，930 市 単
北 ・そ の 自然 と人 」を基 本 テー マ とす る自然 系 総合 博 物館 を建 設 す る。（平 成 9 年 度 末 まで
こ基本 計 画 の策 定 を行 う予 定 ）（調 査 費 ）

23 ，079 県 単 総 合 博 物 館 の 一部 として 自然 史 関係 の 資料 収 集 、調 査 展 示 及 び 教 育普 及

50 ，05 1 県 単 展 示 活 動 、資料 収 集 、備 品購 入 、機 器 借 上 、機器 修 理 他

138 ，324 県 単
秋 田県 の過 去 の農 業 と農 村 の 姿 につ いて展 示 、農 業 の生 産 体 系 と新 技術 につ いて展 示 、
熱 帯 温 室 コー ナ ー 、農 業科 学館 ふ れ あい教 室

4，459

23，9 11

319，120

県 単

県 単

県 単

科 字 関 連 展示 （宇 野 、地 球 、環 境 、晋 ・光 ・電 気 等物 理 現 象 、プラネタリウム投影 ）、
親 子 日曜 大 工 のつ どい他 子ども・親 子 向け講 座 の 開催
自然 科 学 関連 として は、動 物 、博 物 、地 学 の3 部 門 にわたる資 料 の収 集 、保 存 、字 術 研 究 、
教 育 普 及 を行 う。
1 歴 史 、考 古、民族 、美 術 工 芸 、自然 等 に関 する芙 物 、標 本 等 の資 料 を収 集 し、保 管 し展不
す ること
2　博 物 館 資 料 に 関す る専 門 的 技術 的な調 査 研 究 を行 うこと
3 その 他 、そ の設 置 の 目的 を達成 す るため に必 要 な業 務 を行 うこと

138，958 県 単 水族 館 を中心 に、海 洋博 物 館 ・海 洋 科 学 館 の機 能 を併せ 持 つ複 合 施 設 の整 備
1，178，204 県 単 展 覧会 、資 料 収 集 、教 育 普 及 活 動

338 ，919 県 単 資料の収集保管及び展示、資料に関する専門的・技術的な調査研究講演会、講習会、研究会等の開催
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自然科学系博物館・科学技術系教育施設（間10）

部 局名 団 体 名 施 設 の 名 称 設 立 （予 定 ）年 月 職 員 数
うち

学 芸 員数
所 管 部 局

群 馬 県 自然 史 博 物 館 平 成 8年 10月
18 （建 設 準
備 室 ） 0 教 育委 員 会

埼 玉 県 埼 玉県 立 自然 史 博 物 館 昭 和 56年 12月 17 7 教 育 局

埼 玉 県 小川 少 年 自然 の 家 昭 和 46年 13 － 教 育 局

埼 玉 県 名 栗 少 年 自然 の 家 昭 和 56年 13 － 教 育 局

埼 玉 県 埼 玉県 立 大 滝 グリー ンスクール 平 成 4年 7月 7 － 教 育 局
千 葉 県 千葉 県 立大 利 根 博 物 館 昭 和 54年 4月 8 3 教 育 庁
千 葉 県 干葉 県 立 中央 博 物 館 平 成 元年 1月 98 17 教 育 庁
千 葉 県 千葉 県 立 現 代 産 業 科 学館 平 成 6年4 月 49 1 教 育 庁

千 葉 県 海 の 博 物館 （仮 称 ） 平 成 10年 度 教 育 庁
千 葉 県 山の 博 物館 （仮称 ） 未 定 教 育庁

東 京 都 高尾 自然 科 学 博 物 館 昭 和4 1年 13 3 教 育 委 員 会

神 奈 川 県 神奈川県 立生命 の星・地球博物館 平 成 7年 3 月 37 2 1 教 育 庁

山梨 県 青 少 年 科 学 センター 昭 和46年 4月 11 0 教 育 委 員 会
山梨 県 児 童 ・青 少 年 科 学館 （仮 称 ） 平成 10年 7月 未 定 未 定 教 育 委 員 会
岐 阜 県 岐 阜 県 博 物 館 昭 和5 1年 5月 23 3 教 育 委 員 会
三 重 県 三 重 県 立 博 物 館 昭 和28年 5 3 教 育 委 員 会

三 重 県 三 重 県 センター 博物 館 （仮 称 ） 未 定 ．4 1 教 育 委 員会

滋賀 県 滋 賀 県 立琵 琶 湖 博 物館
＼／　　　　　　　　　　1′ 29 （うち併

任 2）
20 （うち 併
任 2） 教 育委 員 会

平成 8年 4月 （平 成

8年 10 月開 館）
兵 庫 県 兵 庫 県 立 入 と自然 の博 物 館 平成 4年 10月 53 5 教 育委 員会

和 歌 山 県 和 歌 山 県 立 自然博 物館 昭和 57年 15 4 教 育委 員 会

鳥 取 県 鳥 取 県 立博 物 館
開館 ；昭 和 47年 10
月 （設 立 は 同 年 5 2 1 8 教 育委 員 会

山 口県 山 口県 立 山 口博 物 館 大 正 6年 4月 11 6 教 育委 員 会
徳 島 県 徳 島 県 立博 物 館 平 成 2年 4月 20 14 徳 島 県教 育 委 員 会

鹿 島 県 徳 島 県 立 二 十 一 世紀 館 平成 2年 4月 10 0 徳 島 県教 育 委 員 会
香川 県 香川 県 自然 科 学館 昭和 40年 6月 14 0 教 育委 員 会

福 岡 県 福 岡 県 青少 年科 学館 平成 2年 4月 29 0

教育 庁 瘡 導 第 二 部

社 会 教 育 課
佐 賀 県 宇 宙 科 学館 （仮 称 ） 平 成 11年 教 育委 員 会

宮崎 県 宮 崎 県 総合 博 物 館 昭 和 46年 3月 18 7 教 育委 員 会
鹿 児 島 県 鹿 児 島 県 立博 物 館 昭 和 28年 3月 10 7 教 育 委 員 会

沖縄 県 沖縄 県 立博 物 館 昭 和 21年 4月 17 6 教 育 委 員 会

沖縄 県 沖縄 県 立博 物 館 新 館 未 定 未 定 未 定 教 育 委 員 会
札幌 市 札 幌 市 青少 年 科 学 館 昭 和 56年 10月 40 2 教 育 委 員 会

仙 台 市 仙 台 市科 学 館 平 成 2年 9月 23 6 教 育 局
干葉 市 （仮称 ）科学 館 教育委員会生涯 学習部
横 浜 市 ユニバ ー シティプラザ 未 定 未 定 市 立 大 学
川 崎 市 川 崎 市 青少 年 科 学 館 昭 和 46年 8月 1 日 10 3 教 育 委 員 会

名 古 屋 市 名 古屋 市科 学 館

S37年 11月天文館、
S39年 10月理 工館、
H l．4生命館 39 10 名 古 屋 市教 育委 員 会
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自然科学系博物館・科学技術系教育施設（問10）

決算 額
県 単か

国 関連 か
事 業 概 要

7，18 2，193 県 単 自然 史 博物 館 の 建 設 に 関す ること

59，596 県 単
埼玉の 自然界を構成する動物植物 、地質等の資料並びにこれらの変遷を知るための資料を収集、保
管、調査及び研 究するとともに、その活用を図り、もって教育、学術及 び文化 の発展に寄与する。

2 7，044 県 単 プラネタリウム、天 体 望 遠鏡 の設 置 ・運 用
2 9，332 県 単 プラネタリウム、天 体 望 遠鏡 の設 置 ・運 用

9 6，263 県 単

王 に 高校 生 の集 団括 勤 を対 蒙 として、集 団宿 渦 研 修 、体 験 措 動 、観 察 等 の字 習 活 動 、スポ ー
ツ・レクリエー ション等 を行 う。 天 文 台 （400m m 反 射 式 天 体 望遠 鏡 、100m m 屈折 式 天 体 望 遠

鏡）、作 業棟 、生 物 ・地 学 等 実 験 実 習 用 具 等 を有 す る。

3，771 国 関連
76 1，779 国 関連
3 4，46 3 国 関連
9 5，4 50 県 単 建 設 工 事実 施 設 計 、駐 車場 建 設 工 事
4 ，84 1 県 単 地 質 調 査 、測 量調 査

36 ，24 0 都 単
高 尾 山を甲心 とす る東 京 の 地 字 、植 物 、動 物 につ いて人 と自然 とのかか わりをテー マに調
査 及 び 資料 の 収集 展 示 を行 って いる。

486 ，2 52 廉 単
地 球 及 び生 命 の 嘗 み に関 す る資料 の収 集 、保 管及 び 展 示 に 関す る調 査研 究 、情 報 提 供
等 を行 い 、県 民 の学 習 活 動 を支援 す る。

39 ，92 8 県 単 児童 ・青少 年 に 自然科 学 に対 する理 解 と関心 を持 たせ 、創 造性 豊かな人 間性 を形 成 させる。

44 1，570 県 単 児童 ・青少 年 に 自然科 学 に対 する理 解 と関心 を持 たせ 、創 造性 豊 かな人間 性 を形 成 させる。

12 4，18 9 県 単 常 設 及 び特 別 展 示 、資料 の 収集 管 理 、教 育 普 及 活 動 等

15，6 74 県 単 常設 展 教 育普 及 事 業

1，460 ，4 77 県 単

老朽 化 した現 博 物館 に替 わ り、自然 史 系 、人 文 系 を合 わせ 持 つ センター機 能 をもつ 総 合 博

物 館 を建 設 す る。

10 ，72 7，00 0 県 単 「湖 と人 間」の よりよい共 存 を 目指 す 博 物 館 の設 置 ・運 営

57 1，44 3 県 単 展 示 事 業、普 及 活動 （講座 、観 察 会 等 ）、広報 ・出版 活 動 、研 究 活 動

8 5，98 4 県 単

特別 展 ：l自然 博 物 館 だ より」発 行 （季 刊 ）：l観 察 の 手 引き」発 刊 （随 時）：講 演 会 、談 話 会 、自然
観 察 会 実施 ：県 内動植 物 の生 態 の 調 査研 究 ：自然 博 物 館 教 室 （小 5～ 高校 生）：館 報 、解 説 書
発 行 （年 1回）：常 設 展 示 1水 族 館 2動 植 物 展 示 コーナ ー 3視 覚 障 害者 用 の触 察コー ナ ー

3 0，775 県 単
地 宇 ・生物 資料 の 収集 及 び調 査 研 究　 自然 資 料 の整 理 及 び 展 示公 開　 特別 展 l生命
40億 年 のあゆみ 」　 教 育普 及 活 動 及 び巡 回 展

9 5，96 3
県 単94，899、
国関連 1，064 常設 展 の開催 、企画 展 ・テーマ展 の 開催 普及 活 動 （巡 回展 、観 察 ・観 測 会）各種 講座 の 開催

16 6，535 県 単 人 文 科 学 と自然 科 学 を合 わせ た総 合 博 物館 である。

78 1，4 32 県 単
1 最 新 の情 報 システムを利 用 した文 化 情報 セ ンター
2 新 しい芸 術 文化 を探 求 す る文化 発信 センター

18，76 2 県 単 自然 科 学及 び 人 文 科 学 に 関す る教 育活 動

44 4，436 県 単

展 示 部 門 にお いては 展 不 品 目172点 を常 設 展 不 し、ブラネタリワム部 門 におい ては 、直 径
23メー トル の傾 斜 型 ドー ムに263席 を設 置 。
天 体 及 び全 天 周 映 画 を投 影 す るほか、科 学 に関 する各種 事 業 を実施 。

9 6，647 県 単 基 本 設 計

66 5，406

・本 県 特 有 の 自然 をパ ノラマ ・ジオ ラマ等 で表 現 した常 設 展示 や 季 節 毎 に身 近 な動 植 物 を

展 示 す るコー ナ ー 、また 自＿然 観 察会 、標 本 作 成 教 室等 の 実施 。

9 4，491 県 単 自然 科 学 に関 す る資 料 の収 集 ，保 管 ，調 査研 究 ，展 示 及 び 教 育普 及 活 動 を行 う。

164，74 1 県 単

展 示 活 動 としては 、沖 縄 の 自然 ・歴 史 ・文 化 をテーマに した常設 展 をは じめ、特別 展 や 傘 画展
を毎 年実 施 している。教 育 普 及 活 動 としては、移 動博 物 館 、博 物 館 文 化 講座 、こども体 験 教

室 等 を実 施 している。また、学 芸 員 の調 査 研 究 活 動 として 、博 物 館 総 合 調 査 を実 施 している。

0 県 単

総 合 博 物館 ：敷 地面 積 20 ，000 rd 、延 床 面積 14 ，548 Iが、基本 設 計 費 3 1，170実施 設 計 費
68 ，195、用地 取 得 費 1，139，157、建設 工 事費 2 ，220 ，76 1、展示 工事 費 763，000 。※ 総 事 業 費 の

1／5とした。

578，167 市 単 管 理 及 び 普 及 、展 示 及 び 天 文 、特別 展 開催 、科 学館 整 備

445 ，125 市 単
科 学 に関す る知 識 の普 及 啓 発 を図 る。
（展 示 教 育 、学 校 教 育 、生涯 学 習 、コンピューター導 入 、施 設 整 備 ）

0 基 本 構 想 につ い て検 討 中
0 リカレント教 育講座 、大学院、共 同研 究などを推進するための市内大学や研究機 関の共 同利用施設

74 ，533

0

市 単 自然 科 学 に 関す る調 査 研 究 、資料 の収 集 ・保 管 ・展 示 、科 学 知 識 の普 及啓 発

科 学 に関す る資 料 及 び 装 置 の展 示 、科 学 に関 す る図 書 の備 え付 け並 び に研 究 会 、講 習 会 、

映 画 界等 の 開催 。
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自然科学系博物館・科学技術系教育施設（間10）

部局名 団体名 施設の名称 設 立（予定）年月 職員数
うち

学 芸邑数
所管部局

京都市 京都 市青少年科学センター 昭和44年5月 39 3 教育委員会事務局

大阪市 大阪市 立科学館 平成元年 10月 34 9 教育委員会

大阪市 大阪市立 自然史博物館 昭和4 9年4 月 30 13 教育委員会

神戸 市 神 戸市立青少年科学館 昭和5 9年4 月 18 1 教育委員会

広 島市 広島市江波 山気象館 平成4年6月
5人 （嘱託1
名 含む） 1 教育委員会文化課

北九州市 北九州市立 自然史博物館 昭和56年5月 12 7 教育委員会

北九州 市 北九州 市立 自然史博物館 新館 平成14年（予定） 0 0 教育委員会

北九州 市 北九州市立児童文化科学館 昭和35年6月
正規7
嘱託9 0 教育委員会

福 岡市 福岡市立少年科学文化会館 昭和46年 5月 10 0 教育委員会
企画 ・
総務系

富 山県 日本海 博物館 （仮称） 未定 未 定 未定 企画部
岐阜県 先端科 学技術体験センター 未 定 検討 中 検討 中 企画部企画調整課

徳島県
徳島県子ども科学体験施設 平成12年度

0 0
企画調整部

（仮称） 完成予定 プロジェクト推進局
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自然科学系博物館・科学技術系教育施設（間10）

決 算 額
県 単 か

国 関連 か 事 業概 要

380 ，5 76 市 単
l ′ピ・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ヽ 。，l、・　　　　　　　　　　　　　こロC　　　　1．干 ’　　　　　　　 ．　 ス＿　．　　　　　　　　　 」 ・　　　　　　　 目　　 し　　　　　　 、

の事 業 を実 施 。① センター 学 習 ② 教 員研 修 ③ 市 民科 学 事 業
420 ，0．86 市 単 宇 宙 とエネ ル ギー の展 示 、プラネタリウム、オムニマックス上映 、その他 普 及 啓発 事 業

129 ，775 市 単
自然 に対 す る理解 と関心 を深 め、人 と自然 とのか かわ りを大 阪 にある身 近 な 自然 をもとに考
えてい けるよう、学 術 研 究 ・資 料 収集 を基礎 として 、展 示 の ほか 社 会 教 育活 動 を幅 広 く実施

384 ，400 市 単 独 費 常設 展 示 、プラネ タリウム、各種 教 室 等 の 教 育 普及 事業

6 1，998 市 単 各 種企 画 展 、情報 提 供 、教 室 の開催

63 ，023 市 単
市 民一人一人が 自然 に対する興味をもち、関心を寄せ、北九州の 自然について考えるとともに、人間
が自然の中で生活 していく上で、自然環境との調 和をいかに保つか考える導入部作 りを目指す。

105 ，000 市 単
東 田地 区文 化 施設 整 備 構 想 の 第 1 段 階 として、自然 史 博物 館 の新 館 運 殻 を促 進 。
（基 本 計 画 及 び 基本 設 計等 ）

57，160 市 単 幼 児 及 び 児 童 に対 して、児 童 文 化 の 向上 及 び 科 学 教 育 の振 興 を図る。

603，839 市 単
子 どもたちが科 学 や 芸 術 に親 しみ 、楽 しい文 化 活 動 の 甲で教養 を高 め 、情操 を培 い 、心 身
ともに健 や かな成 長 を図るための 施 設

18，923 県 単 環 日本海 文 化 の創 造 拠 点た る海 洋 博 物 館 整備
8，000 県 単 先 端 科 学 技 術 体験 セ ンター 基 本構 想 ・基 本 計 画 策 定 費 用

11，872 県 単
2 1 世紀 を担 う子 ども達 が、遊 びや 体 験 を通して科 学 す る心や 姿勢 を培 い、豊 かな 心 を育 て
る子 ども科 学 体験 施 設 （仮 称 ）を整 備 す る。（計 画策 定調 査 費 ）
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研究交流推進（間11）

部 局 名 団 体 名 事 業 名 所 管部 局 決 算 額
県 単か

国 関連 か

商 工 系 北 海 道 地 域 技術 お こし事 業 商 工 労働 観 光部 65，966
国 関連
（国費 ：32，983）

青 森 県 メカ トロニク云研 究 開発 事 業 商 工観 光 労働 部 27，81 1 県 単

青 森 県 バイオ テクノロジー研 究 開発 事 業 商 工観 光 労働 部 25，878 県 単

青 森 県 青 函 インターブロック技術 研 究 交 流 事 業 商 工観 光 労働 部 5，900 県 単

青 森 県 広 域 共 同研 究事 業 商 工観 光 労働 部 20，979 国 関連

青 森 県 試 験 研 究 （地域 大 プロ） 商 工観 光 労働 部 14，4 35 県単

岩 手 県 産 学 官 共 同研 究 促 進 事 業 商 工 労働 部 8，0 00 県 単
岩 手 県 異 業種 連 携 技 術 開 発 促 進 事 業 商 工 労働 部 10，0 00 県 単

岩 手 県 官 民共 同研 究 推 進 事 業 商 工 労働 部 1，5 75 県 単

岩 手 県 国 立試 験 研 究 機 関 共 同研 究推 進 事 業 商 工 労働 部 2，140 県 単

岩 手 県 広 域 共 同研 究 推 進 事 業 費 商 工 労働 部 32，0 00
国 関連
（補 助 率 1／2）

岩 手 県 高温 超 電 導 体 試 作 開発 事 業 商 工 労働 部 11，129 県 単

岩 手 県 国 際 技術 研 究 推 進 事 業 商 工 労働 部 53，162

国 関連
（補 助 率 1／2）

岩 手 県 県産酒造米育種 のための酒 造適正判定の開発 商 工労働 部、農 政部 0 県 単
岩 手県 吟醸 酵 母 の 開発 商 工労働 部 、農 政 部 0 県 単
岩 手 県 地域 特 産 ワイン、ビール の改 良 ・開発 商 工労働 部、農 政部 0 県 単
宮 城 県 新 素材 応 用 研 究 開 発 事 業 商 工 労働 部 15，54 0 県 単

宮 城 県 共 同研 究 事 業 商 工 労働 部 7，360 県 単

宮 城 県 地域 知 甫旨機 械 開 発 事 業 商 工 労働 部 2 7，9 33 国 関連

秋 田県 高 純度 製 錬 技 術 研 究 事 業 商 工 労働 部 6，0 00 県 単
秋 田県 鉱 産 物 高度 利 用 促 進 事 業 商 工 労働 部 3，9 50 県 単
山形 県 マイクロマシン研 究 開発 事 業 商 工 労働 観 光部 6 3，0 29 県 単

山 形 県 画像 情報 広 域 共 同研 究 開発 事 業 商 工 労働 観 光部 20，702 国 関連 、10 ，291
山形 県 生 物 ラジカル研 究 開発 プ ロジェクト 商 工 労働 観 光 部 337，53 7 県単

山形 県 生 体 光情 報 研 究 プ ロジェクト 商 工 労働 観 光部 6 39，36 2
国 関連 、
372，40 0

福 島県 地域 技術 お こし事 業 商 工 労働 部 6 7，4 19 国 関 連

福 島 県 産 官 共 同研 究 開発 事 業 商 工 労働 部 4 3，195 県 単

福 島 県 広域 共 同研 究開 発 事 業 商 工 労働 部 2 1，749 国 関 連

茨 城 県 つ くば産 学 官 共 同研 究 事 業 商 工 労働 部 2，3 00 県 単

栃 木 県 技術 改 善費 補 助 金 （融 合 化 部 門） 商 工 労働 観 光 部 12 ，4 19 国 関連

栃 木 県 地域 特性 活 用 研 究 事 業 商 工 労働 観 光 部 90 ，966 国 関連
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研究交流推進（問11）

事業概要 共同研 究実施機 関の組合せ

立ち上がり性能のよいロードヒーティングシステムの開発 、凍結防止剤供 給システ
公設武と社団法人ムの開発

メカトロニクスに関する研 究開発を産学官共同で研 究開発を実施する。 研究開

公設試と民間企 業と大学
発テーマ 1）マイクロニクスに関する研究開発 、2）非破壊計測に関する研 究開
発、3）バイオプロセスエンジニアリングに関する研究

バイオテクノロジー に関する研 究開発を産学官 共同で研究開発を実施する。 研

公設試と民間企業と大学

究開発テーマ①機能性食 品の素材化と新規機 能の開発②抗酸化ペプチドの研
究③ペクチンオリゴ糖の物質生産への応 用④バイオプロセスエンジニアリング（バ
イオ処理プロセス）に関する研究
「青函インターブロック交流圏構想」の推進を目的 として、青函ハイテクベル トを構

公設試 と特殊法人

築するため、北海道立工業技術センター （函館 市）と共同研究開発を実施する。
研究開発テーマ 1）ホタテ選別装 置の開発、2）有用乳酸菌の検 索と機能性素材
の開発
北海道 ・東北ブロック広域共同研究事業 は北海道 ・東北地域に広域に分散して

公設試 と他県公設試

いる研究ポテンシャルを集 中的に活用して、先端技術分野における地域 中小企
業技術の活性化を図ることを目的 とする事業。研究開発テーマ「知的イメージプ
ロセッシングシステムに関する研 究」
重要地域技術研 究開発制度 により、東 北工業技術研 究所と共 同研究を冥施。

公設試 と国研研究開発テーマ「微細組織制御 による金 属材料のプロセッシング技術」
中小企業が大字等と共 同研究を行う場合 に要する経費に対 し、その一部を補助 主に民間企 業と大字
異業種 中小企業間の知識の融合 による新分野の開拓と技術開発 の促進 民間企業 間
地域 中小企業からの要請 により共 同研 究を推進 し、地域 中小企業の技術力 向上

公設試 と民間企業と新製品の開発 に資す る。
東北工業技術研 究所 と共同研究を実施 公設講 と国研

東北 ・北海道 ブロックの広域において各道県公設試が共 同研究を実施。 県内公設講と他県公 設試
（財）国際超電導産業技術センターと共 同研 究を実施 公設試 と公益法人

アイルランドのリマリック大学との木材加 工共 同研究 公設試 と海外大学
工業技術センターと農業試験 場との共 同研究 県内公設試
工業技術センターと（財）岩手生物工学研 究センターとの共同研究 県内公設試と公益法人
工業技術センターと農業試験場との共 同研究 県内公設試
微細；阻識制御 による金属材 料のプロセッシング技術 公設許 と国研
新形質米の高度利用化の研 究、県産豚 骨の食品素材化及びその最適飼料の探

県内公設試問求
知的イメージプロセッシングシステムに関する研究 県内公設試と他県公 設試
1．製錬 残涯から品質の高い酸化鉄を製 造するための研 究

民間企業と大学2 ．斬新な製錬 技術 を利用した轟膜金属 を製造するための研究
1．天然ゼオライトの改質等研究　 2 ．珪藻土の高度利用化研究 民間企業と大字
超微細加工によるマイクロマシンの研 究開発を行う。 公設試 と大字と民間企 業
北海道 ・東北地域の画像処理技術の地域ポテンシャルの向上を図るため、共通

県内公設試と他県公 設試 と国研テーマを設定し、技術開発を行う。
生物ラジカル計測とその応用技術 に関する研究 公設試 と民間企業と大字

生体光現象の解 明と、それを計測する装置の開発に関する研究開発 特殊 法人と民間企業と大学

地域の産学官が一体となった研究開発 を行い、地域に密着 した創 造的新製 品開

大学、公設試と民間企 業
発の基幹となる技術 を地域に育成することによって、地域 中小企業及び地域経
済の活性化 を図る。

中小企業が共通に直面している技術課 題を研究テーマとして取り上げ、ハイテク

公設試と民間企 業

国研 ・県内公設試、他県公設試

公設試、国研、大 学、企業
異分野 甲小企業者等 を構成員 と
する事業共 同組 合等
県工業試験研究機 関 1、国立試
験研究所2 、国立大学1、私立大

プラザを中核 として関連 中小企業が共 同で研究開発を行い、その成果を広く業
界に普及することにより、中小企業の技術水準の向上を図る。
地域 内の中小企 業に共通した特定の技術課題 を効果的に解決するため、複数
の公設試験研 究機 関がテーマを分担 して技術開発研 究を実施する
（1）プラズマ浴肘による表面改質．（2）進化 工学を利 用した清酒酵母の開発 ．（3）感
性 工学 による地域 デザイン資源の評価研 究

研 究開発 等に対する助成

地域資源 を有効活用し、地域の活性化 に資す る基礎的 ・先導的研 究を産学官が
連携 して実施する。 学 3、民間企業 1
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研究交流推進（間11）

部 局 名 団体 名 事 業 名 所 管 部 局 決 算 額
県 単 か

匡l関 連 か

栃 木 県 産 学官 共 同研 究 事 業 商 工 労働 観 光 部 115，47 0 県 単

群 馬 県 金型の表面改質層の評価及び向上技術の研 究 商 工 労働 部 24 ，650
国 関連
（国 1／2）

埼 玉県 産 学 官 共 同技 術 開 発 推 進 事 業 費 商工 部 53，4 32 県 単

埼 玉 県
先 導 的技 術 開発 推 進 事 業 費
（テ クノフロント2 1） 商 工 部 5 7，279 県 単

埼 玉 県 地域 独 自技 術 形 成 事 業 （L IN K 2 1）費 商 工 部 6，205 県 単

東 京都 共 同 開発 研 究 労働 経 済 局 21，165 都 単

新 潟 県 共 同 研 究事 業 商工 労 働 部 30，000 県 単

富 山 県 産 学 官 共 同研 究推 進 プロジェクト事 業 商 工 労働 部 18，121 国 関連

石川 県 新 産 業 開拓 事 業
商 工 労働 部
（商 工政 策 課 ） 20，000 県 単

石川 県 生分解性 高分 子材料の加 工技術 （海外 交流）
商工 労 働 部
（工業 試 験 場 ） 252 県 単

石 川 県 和 絵 具 に適 した磁 器 粕 の 実 用化 研 究
商 工 労 働 部
（九谷 焼試 験 場 ） 1，870 県 単

福 井 県 技 術 開発 研 究費 補 助 事 業 商工 労 働 部 15，571 国 関連

福 井 県 重 要 技術 研 究 開 発 事 業 商工 労働 部 41，115 国 関連

山梨 県 創 造 的 中小 企 業 育 成 支援 事 業 商 工労働 観 光部 6，000 県 単

山梨 県 広 域 共 同研 究事 業 商 工 労働 観 光 部 31，940
国 関連
（15，970）

長 野 県 地 域 産 業技 術 交 流移 転 事 業 商工 部 1，588 国補
長野 県 地 元 大 学等 との 連携 強化 事 業 商 工部 8，700 国補
岐 阜 県 地 域 産 字官 共 同研 究 事 業 費 商工 労働 部 6 0，000 国

岐阜 県 研 究 交流 推 進 事 業 （4 テー マ） 商工 労働 部 15，771 県 単と国 関 連
岐 阜 県 V R 研 究開 発 推 進 事 業 商工 労働 部 18，700 国

岐 阜 県 地 域食 品産 業 高 度 化 事 業 商 工 労働 部 4，80 0 国
岐阜 県 地域 中小 企 業 集積 創 造 的発 展 事 業 商 工 労働 部 6 6，90 0 国
静 岡 県 試 験 研 究 機 関等 共 同研 究 事 業費 商 工 労働 部 4 1，8 78 県 単

静 岡県 中小 企 業 研 究 開発 研 究広 域 共 同事 業 費 商 工 労働 部 32 ，280

国 関連
（国 16，140）

愛 知 県 新 分 野 進 出 共 同研 究推 進 事 業 費 商 工 部 4 ，502 県 単

愛 知 県 先 端 技 術 出 共 同研 究推 進 事 業 費 商 工部 15 ，985 県 単

三 重 県 技 術 開発 研 究費 補 助 事 業 商 工 労働 部 17，816
（国 1／2、県 1／2）
（国 8 ，8 58）

三 重 県 先 端 地域 技 術 研 究 開 発 事 業 商 工労 働 部 6，005 県 単

三 重 県 中小 中 堅企 業 地 域 大 プロ事 業 商 工労働 部 5，0 30 県 単
三 重 県 商 工 労働 部 産 官 共 同 研 究 事 業 2，896 県 単

滋 賀 県 滋 賀 の新しい産 業づくりプロジェクト研 究事 業 商 工労働 部 9，9 22 県 単

京 都 府 活 性 化 支 援 事 業 商 工 部 19 ，000 国 補
京 都 府 共 同研 究 推 進 事 業 商 工 部 300 府 単
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研究交流推進（間11）

事業概要 共 同研究実施機 関の組合せ

地域資源を有効活用し、地域の活用化に資する基礎 的・先導的研究を産学官が
県工業試験研究機 関1、国立試
験研 究所2 、国立大学 1、私立大

連携 して実施する。 学3、民間企業 1

レーザー加 工技術 を活用し、金型の品質向上を図るための研究 他県公設試
県内甲小企業が急速な技術革新に対応し、技術の高度化を図るため、産字官が

公設試 、大学、企業共同して研 究開発 を進め、その成果を普及する。
’′≡さ・　′－‾　　　　　　　　　　　　　　　　l’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぜ　　′三か　／ト

公設試 、特殊 法人、国研、大学、
lヽ l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ヽと先導的な研 究を行い、地域の独創 的な技術を開発する。（事業 団の共同研 究

促進事業に参加） 企業
県内工科系大学の研究成果を活 用し、その実用化のための共 同研 究を行う。 公設試 、大学
公設 試験研 究機 関が企業の開発研究 に対する技術支援事 業を強化するため、

民間機 関、特殊 法人、大 学企業、大学等 との共同開発研 究を実施する。
新製 品開発 や製品の商付カロ価値化等を目指し、企業ニーズに基づくテーマにつ

公設試 と民間企業いて企業 と県が共同で研究を行う（6テーマ）
屋内における高齢者移動支援システムの開発研究。来る高齢者社会に貢献する

公設試 と県内民間企業、県内大学

福祉 ・介護支援機器 の開発に取り組むため、次の3つのテーマについて研究を
実施する。・屋 内用電動車椅子の開発 ・高齢者安否確認システムの開発 ・福祉介
護機器 の周辺機器の開発
新規産業分野での開拓 を目指す県内 甲小企業を含 む企業グルーブを対象 とし、

民間企 業間当該グループが行う研究開発を支援。（補助金交付は県内中小企業 のみ）

生分解性高分子材料 の繊維への加 工 公設試と米国大学

新しく開発した上絵具の剥落しない磁器粕の実用化 と企業化 九谷焼試 と窯元 工業協 同組合

生産システムの高度制御技術に関する研究
愛媛県工業技術センターとの共 同
研究

機能性薄膜作成技術研 究
大阪工業技術研究所および近畿
地域公設試、民間企業

中小企業が行う技術 開発 に対 して公設試が共同研究の形で技術 支援を行う。 公設武 と民間企業
地場 中小企業が抱える重要な技術課題を他 県の公設託と共同で研究を行うこと

県内公 設試と他県公設試により先端技術分野での技術基盤の強化を図る。
事例研 究会等 民間企 業と大学
l画像処理技術の共 同研究開発」等 民間企 業、大字、公設試
中小企業の活性化及 び新規産業の創 出を図るため、大型研究開発を行う 公設試 、大学、民間企業
専門技術を保有する他研究機関とのネットワークを構築し外部資産を最大限に

公設試 と他県、国研 、特殊法人活用し研 究を遂行する
V R技 術の活用 により産業の高度化を図る 公設試 、国研、大学、企業
新規加 工食品の開発を行 い、県内主要野菜の需 要拡 大を図る 公設試 、国研

企業、大字
部局を横断す る研究課題 について共 同研究を実施 県試験研 究機 関間

各県の研究ポテンシャルを活かした共 同研究を実施 県試験研究機 関と他県公設試

中小企業の新分野展開を支援す るため、県試験研究機 関の要素技術 を提案し

公設講 と民間企業

応用技術を持 つ中小企業と共 同研究を実施する。
・紙質包装材による容器及びパレットの開発 に関する研 究・金 属粉末 の射 出成形
法による関節部 品の開発 ・高度計測技術 を用いた外国産米からの食酢の製 品開
発

高品質陶磁器 粕薬の開発

公設試 と特殊法人 （1粗戸窯業技術
センターと（財）ファインセラミックス
センター）

金属材料の表 面改質技術の開発 県内公設試と他 県公設試
アルミ系複合材料 の研究開発 県内公設試、国研 、他県公設試

県内公設試、国研 、
他県公設試、民間企 業ファインセラミックスの成形 技術 の開発

射出成形用流動性向上剤 の開発 県内公設試、民間企業
県工業技術センター、
龍谷大学、滋賀大学

公設試 と企業

木質浄化用ゼオライト系多孔質材 料の実用化研 究
鋼板 曲げ加 工機 の開発に関する研究、企業間ネットワーク技術に関する研 究、
鍛造金型の表 面硬化法 に関する研 究
電子部品実装工程におけるマイクロ接合 公設試 と企業
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研究交流推進（間11）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算 額 県単か
国関連か

京都府
共同研究推進事業
（重要地域技術研究 開発事業） 商工部 1，500 府単

京都府
共同研究推進事業
（重要地域技術研 究開発事業） 商工部 500 府単

京都府 丹後ちりめん製織 高度化研究開発事業 商工部 20，000
国関連
（補助率1／2）

大阪府 中核的研 究 商工部 13，4 13 府単

大阪府 地域産学官共同研 究 商工部 113，586
国関連
（51，284）

大阪府 産字官共同研 究開発 商工部 3，906 府単

大阪府 広域共同研 究 商工部 16，75 1
国関連
（7，26 1）

大阪府 イオン工学利 用技術普及推進事業 商工部 15，000 府単

奈 良県
プラスチック系産業廃棄物の高度利用技

商工労働部 27，166
国関連

術 に関する研究 （13，5 15）

和歌 山県 産官学共同研 究事 業 商工労働部 4，27 1 県単
和歌 山県 広域共 同研 究事業 商工労働部 30，75 1 国関連

和歌 山県 新地域技術おこし事業 商工労働部 66，265 国関連

島根県
近赤外分析技術を用いた食 品製造システ
ム開発事業 商工労働部 1，784 国関連

岡山県 共同研究開発事業 商工労働部 50，525 国

岡山県 共同研究開発事業 商工労働部 27，048 県

岡山県 生活 ・地域流動研究事業 商工労働部 9，4 14 国関連

岡山県 地域産業 育成支援事業 商工労働部 39，2 10 国関連

広島県 広島県大型プロジェクト研 究推進事業① 商工労働部 38，500 県単

広島県 広 島県大型プロジェクト研究推進事業② 商工労働部 40，000 国関連
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研究交流推進（問11）

事業概要 共 同研究実施機 関の組合せ

材料表 面の高機能化 に関する研究 公設講 と大阪 工業技術研究所

陶磁器 上絵材料の高品位化 に関する研 究 公設試 と企業

新用途織物の高性能 化技術 に関する研 究 県内公設試と他県公設試
中核 的技術 に関する産学官 の共同研 究 民間企業 ・大字

セラミックスのナノ制御技術 に関する共同研究 民間企業
酵素に関する産学官共 同研 究 民間企業 ・大学

近畿圏の公設試との共 同研 究 他県公設試
デバイス化のためのイオン・プラズマ技術の応用 と硬質化合物の低 温被覆処理

公設試 ・民間企業及 び高温 固体潤滑材料の開発

プラスチック系産業廃 棄物 の高度利用技術を開発するため、改質及 び最適成形

滋賀県工業技術センター、大阪府 立
産業技術総合研究所、兵庫県立
工業技術センター、和歌 山県工業技
術センター、京都市工業試験 場、大

加 工技術の研 究を行った。 阪市立工業研究所
テーマを公募し、共同研究することにより、県内中小企業の技術力 向上をはかる 公設試と民間
熱硬化性樹脂 系産業廃棄物の高度利用技術 開発 を実施する 県内公設試 と他 県公設試
コンピュータ・グラフィックを用いた質感シュミレーションによる試 作工程の高度化

公設試と大学システムの研 究開発

先端技術 による食 品製造工程の高度化及び安定化に関する研究 県内公設講 と他 県公設試

1 国際技術創 造研究 （高性能エラストマーの開発 とその応用）
1マレーシアゴム研 究所

2公設試 （広島県西部工技セ、
2　表 面・界面制御 による素材の高機能化とその応 用 山口県工技セ）

1 表 面加工 による繊維系膜素材の高機能化技術 の開発 1大学 （名古屋 工業大学）
2　切 削／研 削加工 による鏡面加工技術 に関する研 究 2 大学 （岡山大学）
3　知識情報処理による設計支援システムの構 築に関する研究 3 国研 （中国工業技術研 究所）
4　高機能部材等の高エネルギービーム加 工 4 国研 （四国工業技術研 究所）

5　難燃性マグネシウム合金の微細化処理 5国研 （九州工業技術研 究所）
心臓血 管系の疾病の原因究明、医原機器の開発をめざした県内外 の産字官の 大字、民間企業 、国研 、公設試、
研 究者 による基礎 的・先導的研究 特殊法人が参 画
l高度加 工j阻立型産業」及び lライフサイエンス・バイオ関連産業」の振興を図る

大学、民間企業 、公設試 が参画ための産学官共同研究

多次元情報高度映像化システムの研究開発

（産）コトブキ技研（株）等6社
（学）広 島大学，広島県立大学，
福 山大学
（官）県立西部 ・東部工業技術セ

ンター，広 島県先端技術 共同研
究センター （（財）広島県産業技術
振興機構）

焼結プロセス制御 による高機 能新素材の開発研究

（産）マツダ（株），シンコー（株），三
菱重工業（株）等7社
（学）広島大学 ，近畿大学
（官）工業技術院 中国工業技術研
究所，県 立西部工業技術セン
ター，広 島県先端技術共 同研究
センター （（財）広 島県産業技術 振
興機構）
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研究交流推進（間11）

部 局名 団 体名 事 業 名 所 管 部 局 決 算 額
県 単 か

国関 連 か

広 島 県 広 島 県 大 型プ ロジェクト研 究 推進 事業 ③ 商 工 労働 部 250 ，00 0 国 関 連

山 口県 国 際 共 同研 究 開発 事 業 商 工労働 部 30 ，000 県 単

山 口県 新 産 業創 造研 究 開発 事 業 商工 労働 部 9 ，000 県 単

山 口県 地域 産 字 官 共 同研 究事 業 商 工労 働 部 10 7，24 1 国 関連

山 口県 生 産 システム高 度 化促 進事 業 商 工労 働 部 48 ，729 県 単

徳 島 県 県 内企 業 パ ワー アップ 共 同研 究 商 工労 働 部 15 ，000 県 単

香 川 県 産 学官 共 同研 究 推 進 事 業 商 工 労働 部 4 3，266

U 県 早
② 国 関 連
③ 国関 連

愛 媛 県 新 技術 開 発 産 学 官 共 同研 究事 業 経 済労 働 部 105 ，89 4 国関連　 52，947

愛 媛 県 高 付加 価 値 機 能 紙 製 造 技 術確 立事 業 経 済 労働 部 47，182 国関連　 23，591

愛 媛 県 円高対 策新 技術 ・新 商 品開発 共同研究 事業 経 済 労働 部 10 ，573 県単

高 知 県 官公 共 同研 究 開発 事 業 商 工 労働 部 1，940 県単

高 知 県 中四 国公 設 試 共 同研 究 商 工 労働 部 2 ，348 県単

福 岡 県 地 域 流動 研 究事 業

商 工部

新 産業 ・技術 振 興 課 10，539 県 単

福 岡 県 地 域 技術 おこし事 業
商 工部
新 産業 ・技 術 振 興 課 3，154 国 関連

福 岡 県 地 域 産 学 官 共 同研 究 事 業
商 工部
新 産 業 ・技術 振 興課 84，993 国 関連

佐 賀 県 技 術 開発 広 域共 同研 究 事 業 商 工 労働 部 35，200 国 関連

佐 賀 県 戦 略 的 地 域 技術 形 成 事 業 商 工 労働 部 15，042 国 関連

佐 賀 県 先 端 重要 技術 研 究 開発 事 業 商 工 労働 部 17，893 県単
長 崎 県 レー ザ 一割 断 加 工装 置 実 用化 支 援 事 業 商 工 労働 部 2 ，000 県単
熊 本 県 試 験研 究 費 （生産 技 術 部 ） 商 工観 光 労働 部 24，874 県 単
熊 本 県 国 際 技術 創 造研 究事 業 商 工観 光 労働 部 51，828 県 単
熊 本 県 技 術 開発 研 究事 業 商 工観 光 労働 部 34 ，750 県単

熊 本 県
生 活 ・地域 涜動 研 究事 業
（（財）テクノポリス財 団で 実施 ） 商 工観 光 労働 部 50 ，000 県単

大 分 県 2 1テクノ研 究 開発 事 業 産 業振 興 課 10 ，434
県 単
（内補助金5，000）

大 分 県 中小 企 業研 究者 養 成 事 業 産 業振 興課 13，800 県 単

大 分 県 地 域 産学 官 共 同研 究 推 進 事業 産 業振 興 課 3 ，000 県 単

宮 崎 県
食 品原 葉 物 の リサイクル 技 術 による高 機 能

商 工労 働 部 20 ，893
国 関連

食 品 等の 研 究 （10，446）
名 古屋 市 インテリジェントシステムの研 究 開 発 経 済局 3 ，000 市 単
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研究交流推進（間11）

事業概要 共同研 究実施機関の組合せ

水 素吸蔵複合物質の高機能化メカニズムの解 明と創製 に関す る研 究

（産）マツダ（株），中国電力（株）等7
社
（学）広島大学，山 口大学，北見

工業大学
（官）工業技術院物質 工学工業技
術研究所 ・中国工業技術研究所 ・
大 阪工業技術研究所 ，科学技術
庁金属材料技術研究所 ，県立西
部 ・東部工業技術センター，新技
術事業団，広 島県先端技術共同
研究センター（（財）広島県産業技
術振興機構 ）

米 国N A S A の研究機関であるジェット推進研 究所 U P L ）の協力を得て、高性 能
大学と民間企業熱 電変換材料 の研究開発を行う。

大 字等の斬新な技術シースを活用し、謬「産業に結びつくことが期待され、かつ 県
大学と民間企業、内中小企 業に波及効果が大きいと見込まれる研 究開発テーマについて、共同研

究 開発グループに研 究委託する。 公設試と民間企業
産 学官の連携のもとに、薄膜電子デバイス等の研究開発を行う。 公設試と大字と民間企業
生産機械 における状態認識 の制御 とインテリジェント化 に関する研究開発 を行うハ公設試と大学
企 業が直 面する技術的課題 を公募 し、公設試 と共同研 究を行い、新技術の開発

公設試と企業を促進するもの。

① 画像 処理技術 開発 ① 民間企業と大学
② 複合加 工プロセス技術開発 ② 国研他県公設試
③食 品の晶質改 良への加圧装置の応用 ③ 国研他県公設試

国研 、国立大学が有する技術シーズを活用して、金属系新材料や複合材料等の
民間企業、公設試 、国研 、国 立大高機 能材 料開発 と、開発した材料の超精密加 工技術 について研究を行うことに

より、県内 中小企業が今 後進めていく新製品開発の基幹 となる技術を開発する。 学及び国立高専
四国通産局及び 当県他2県が四国地域機能紙 開発技術形成プロジェクト推進

県内公設試と他県公設試委 員会を組織し、機能紙開発のための共同研 究を実施する。
中小企業者の新技術 ・新商品の開発 に対し助成金を交付するとともに、工業 関

公 設試と民 間企業
係 試験研 究機 関が必要な蓄積技術やノウハウを提供しながら共同で研究開発 を
実施する。
機 械部品の高機能化表面処理技術 公 設試 ・国研
高級地酒の開発 公 設試 ・他 県公設試

地域の優れた研究ポテンシャルを活用し、科 学技術水準の向上を図るため、地

公 設試 、大学、民間企業
域 中核オ ーガナイザーの指導のもとに、地域内外の産学官の研 究機 関、研 究者
が有機 的連携をもって基礎研究及び関連研 究を実施。
大字が持 つ技術シーズを活用し、地域の産字 官が一体となって、創造的新製 品

公 設試、大学、民間企業開発の基 幹となる技術を地域に育成するための事業。
本県の産 業政策 上、重要である技術について、産字官選携で実施する大規模研

公 設試 、大学、民間企業究。
県工業技術センターが九州4 県と共 同で研究 開発を行 う 県内公設試と他県公設試
県工業技術センターが地域の産学官連携のもと研究開発を行 う 国研、公設試、民間企業等
技術革新に対応するため、産字官 の有機 的連携 により、先端 重要技術 の研 究開

国研 、公設試、民間企業等発 を促進 する　ノ
レーザ一割断加 工装 置実用化研究 公 設試 と民間
超音波アシスト研削によるセラミックスの穴加 工の研究 公 設試 と国研
蒸 留酒用酵母の改質とその利用技術の研究 公設試 と海外研究機 関
スマートストラクチャーセラミックスに関する研究 県内公設試と他県公設試

県内外の産学行政の研 究者 ・技術者による地域で実施すべき関連研 究
国研 、公設試、大字、電応研 、民
間企業等

中小企業を中心とした研 究開発 に対する補助金 民間企業 ＋大分高専

人材の育成 を目的とした短期間の共 同研究事業 公 設試 ＋民間企業
産字官が連携 し、人的ネットワーク拡大、技術製品開発等を行い地域産業の商

公 設試 ＋民間企業 ＋高専 ・大学度化を推進する。

焼酎廃液処理技術の開発 畜産 副産物利用技術の開発 公 設試験場、大学、企業

ファジイの多変数系拡張 公 設試 と大字
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研究交流推進（問11）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か

名古屋市
欠陥制御 に基 づく電子セラミックスプロセッ
シングの研究 経済局 1，350 市単

名古屋 市
Insitu生成粒子強化型T i基複合材料の創
製と特性評価 経済局 412 市単

名古屋市 微生物 による生分解ポリマーの合成 経済局 412 市単
名古屋 市 ソフトウェアの生産性 と晶質の向上 経済局 1，409 市単

名古屋市
電子機器の信頼性評価並び に電磁環境
技術に関する研究 経済局 5，051 市単

神戸市 技術開発支援事業 産業振興局 4，000 市単独費

広島市 中四国地 区公設試共 同研 究 経済局 295 市単

北九州市 産学官共 同研究助成
経済局
新規事業振興課 10，000 市単

北九州市 特定中小企業集積支援技術開発地元支援事業
経済局
新規事業振興課 16，000 市単

北九州市 中小企業技術振興特別助成
経済局
新規事業振興課 20，000 市単

福岡市
伝統産業の振 興事業 （博多織写真織ハイ
バージョン事 業） 経済振興局 3，200 市単

農林 ・
水産 系 青森 県

±繋コゴl′
水産部 0 県単

雑海藻除去ソスアムの性 肥評価と最i酎 巳
に関す る研 究

岩手県
農業関係特定研究開発促進事業 （1）地域

農政部 4 3，614

国関連
基幹農業技術体系化促進研 究 （補助 率1／2）

岩手県
農業関係特定研究開発促進 事業 （2）実用

農政部 6，800
国関連

化促進支援研 究 （補助 率1／2）

岩手県

′、‾土ヒ‾

農政部 6，000
国関連

地域バイオアクノロ／　 等新技術ハ同研究
開発促進事業 （1）農業 関係地域バイオテ
クノロジー新技術共 同研究開発促進 事業 （補助率 1／2）

岩手県

地域バイオテクノロジー等新技術共同研 究
開発促進事業
（2）農 業関係 地域 重要新技術開発促進事

農政部 11，630
国関連

業 （補助率 1／2）

岩手県 特定研究 開発等促進事業 林業水産部 1，230
国関連
（補助率 1／2）

岩手県 貝毒被 害防止対策事業 林業水産部 5，060
国関連 （国か
らの委託

岩 手県 水 産加 工新原料 開発事業 林業水産部 19，000
国関澤
（補助率 1／2）

岩手県 リンドウのウイルス柄抵抗性付与 農政部 0 県単
岩 手県 水稲 のいもち柄抵抗性 付与 農政部 0 県単

宮城県
品質保持剤 の切花収穫前施用 による鮮度
保持技術 農政部 913 県単

宮城県 高圧ナトリウムランプによる花きの補光栽培 農政部 749 県単
宮城県 木材 の化学処理に関する試験 水産林業部 1，800 県単
宮城県 スギ集 成材 の開発 に関する試験 水産林業部 1，900 県単
宮城県 スギL V L の製造 に関する試験 水産林業部 1，100 県単
宮城県 食用きのこ栽培培 地の開発 水産林業部 1，000 県単

宮城県
水産生物 の遺伝的多様性 の保存及び評
価手法の開発 水産林業部 1，500 国関連

秋 田県 マリノベーション推進事業 （共同研究） 農政部 500 県単
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研究交流推進（間11）

事業概 要 共 同研究実施機 関の組合せ

高周波用誘電体材料の熱処理 公設試と大学

微細粒子を焼結時に反応析出させ均一分散させる。 公設講と大学
D H B 生産菌をクリーニングした 公設試と大学
ソフトウェアの生産性 と晶質の向上 公設試と特殊法人

電子機器の信頼性評価並びに電磁環境対策技術 に関する研 究 公設試と特殊法人

中小企業の行う自社製 晶、自社技術の共同開発について一部助成
甲小企業と大字 ・公設試 ・
中小企業 （異業種）

電子 ・機械技術分野に関する共 同研究 中四国地 区公設試相互

「軸ぶれ、変位 、位置や形状等の精密測定装 置の開発」 九州工業大学と民間企業
・l光ファイバ ー温度計の開発 」

九州工業大学と民 間企業・「防振、防揺 ファジー制御システム付き救急ストレッチャーの開発」
・I6軸A C サーボモーターコントローラの開発 」 九州工業大学、
ハ・「マルチメディア健 康管理 システムの開発 」 産業医科大学と民 間企業

原 画と同様 の色彩柄織物を表現 するため、カラー写真織 ソフトウエアの開発 県公 設試と大学、産地組合
雑海 藻除 去システムの運動特性の把握とシステムの効率的運用方 法・条件の検

公設試 と特殊法人討 （県側として共同研 究のための予算 計上はなし。特殊法人の研究を支援。）

①やませ常襲地帯における水稲低コスト安定栽培技術（H 6～ 10）について青森県

県内公設講 と他県公設試

農試、宮城 県農センターと共同研究②機械の汎用利用 ・複数作業同時化 による
特産産物の高品質畑輪作技術（H 7～11）について山形 県農試、福 島県農試 、長
野県中信 農試 と共同研究③早期多収技術を基幹とした高品質リンゴの低コスト生
産技術 （H 6～ 10）について宮城 県園試 、秋 田県果樹試、福島県果 樹試 、長野県
果樹試と共同研 究④ 放牧利用等による肉牛の大規模低コスト生産技術 （H 6～10）
について北海 道新得 畜試 、青森県畜試 、福島県畜試 と共 同研究

①牛の省力 的安全放牧管理に関する研 究開発 （H 7～11）について熊本 県と共 同

県内公設試 と他県公設試

研 究
②新 規地域特産作物等 の大量増殖 、農地における斜面の整備等 に関する研究
開発 （H 7～H ll）について三重山 口，徳 島，高知 と共 同研究
体外受精技術を活用した良質胚 多量確保技術開発 （H 3～H 7）につ いて畜試、北

県内公設試 と、海 道農試 、東北農試、中国農試、北海道、山梨、滋賀、徳 島、熊本の各県と共同研
究。 国立試 と他 県公設試

①寒冷地気象を活用したニューソフト野菜の省 力、機械化栽培 による作物体系

県内公設試 と、他県公設試

の確 立（H 5～7）について青森県畑作園芸試 、宮城県園試 と共 同研 究②高能力 1
年 1産に向けた地域飼料資源を活用する栄養管理 の確立（H 7～9）について北海
道 新得畜試 、青森県畜試、福 島県畜試と共同研 究③寒冷地野菜産地における
土壌 生態系総合管理技術の確 立（H 5～7）について青森県農 試、福 島県鳥試 と共
同研 究④内部品質を重視した地域農産物及びその加 工製 品の非破壊 品質判 定
技術の開発（H 6～8）について秋 田県総食研、秋 田県農試、秋 田県生物資源総合
開発利 用センター 、岡 山県農試 、大阪府農 技センターと共同研 究
構 造用軸材 料の弓虫度 向上及びカラマツ等を用いた高機能内装材 の開発 （北海

県内公設試と県外公設試、・国立試道 、青森 県等 2 2県及び森林総合研究所）

ホタテ貝の麻痺性貝毒の研究 県内公設 試、国研 と県内大学
秋サケを原料 とした新しい刀日工素材の研 究

県内公 設試、県外公 設武 と国研（北海道釧 路水試、福 島県水試、水産庁 中央水研 ）
園芸試 験場と（財）岩手生物 工学研究センターとの共同研究 県内公設 試と公益法人
農 業試験場と（財 ）岩 手生物 工学研究センターとの共同研 究 県内公設試 と公益法人

切花の鮮度保持技術の研 究 公設試と大学
高圧ナトリウムランプを利用した花き栽培 技術 の研究 公設試と民間企業

－ 大字

－ 大字

－ 大学と民間企業

－ 民間企業等

ヒラメ人工種苗の遺伝 的多様性を適正 に評価する手方を開発する 東 北大学農学部
1．砂浜域 における増殖場 の造成　 2 ．鋼製魚礁 による漁場の造成 公設試と民間企業
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研究交流推進（間11）

部 局名 団体 名 事 業 名 所 管 部 局 決 算額
県 単か

匡l関連 か

福 島県 地 域 重 要 新 技術 開発 促 進 事 業 農 林 水 産 部 3，000

国 関連
（国 1／2）

福 島県 地 域 基 幹 農 業 技 術 体 系 実用 化 研 究 農 林 水 産 部 6，100
国 関連
（国 1／2）

茨 城 県 大 字 共 同研 究 推 進 事 業 農 林 水 産 部 14，781 県 単

埼 玉 県

バ イオ テクノロジ ー実 用 化研 究推 進 事 業
農 林部 6，000

国 関連
（国 からの補 助

（共 同研 究 分 ） 金 等 3，000）

埼 玉県 地域 重要 新 技 術 開発 促 進 事業 農 林 部 10 ，100

国 関 連
（国 からの補 助

金 等 5，050）

千葉 県
地域 バ イオテクノロジ ー等 新 技 術 共 同研 究
開発 促 進 事 業等 農 林 部 3 1，956 国 関連

千葉 県 芝 草 の無 農 薬 管 理試 験 研 究 農 林 部 10 ，523 県 単

千 葉 県 飼 育 技 術研 究事 業 農 林 部 5 ，000 県 単

千 葉 県 肉牛研 究事 業 農 林 部 3，500 県 単

千 葉 県 飼 料研 究事 業 農 林 部 3 ，000 国 関連

神 奈川 県 農 業 総合 研 究所 一 般 共 同 研 究 費 農 政 部 20 ，499 県 単 、国 関連

神 奈川 県 農 業 総合 研 究所 助 成 共 同 研 究 費
ノ

農 政 部 22 ，770 国 関連

神 奈川 県 水 産 総 合研 究所 助 成 共 同 研 究 費 農 政 部 3 ，200 国 関連

神 奈川 県 地域バイテク実用化 技術 研究 開発促進 事 業 農 政 部 2 ，566 国 関連
神 奈川 県 酸 性 雨 等森 林 被 害モ ニタリング調 査 農 政 部 300 国 関連
神 奈川 県 酸性 雨 等衰 退森 林 健 全 化 対策 調 査 農 政 部 2 ，223 国 関連

神 奈 川 県 都 市 近 郊 林 の推 移 解 析 と方策 究 明 農 政 部 728 国 関連

新 潟 県 サケ、マス類 増 養 殖 安 定化 研 究 事 業 農 林 水 産 部 ・9 50 県 単

石 川 県

助 成 研 究
（1）地 域 重 要 新 技術 開発 促 進 事 業、

（2）地 域 基 幹 農 業技 術 体 系 化促 進 研 究 、 農 林 水 産 部
19 ，849 国 関連（3）科 学 技 術 庁委 託 研 究 （農 業 総 合 センター）

福 井 県 地 域 重 要新 技 術 開発 促 進 事 業 農 林 水 産 部 2 ，110 国 関連

福 井 県 地域特 産種量 産放流 技術 開発 事業 （ナマコ）農 林 水 産 部 6 ，600 国 関連
福 井 県 放 流 技 術 開発 事業 （クロイソ） 農 林 水 産 部 9 ，000 国 関連

山梨 県 大 字 との共 同研 究 農 務 部 1，545 県 単
山梨 県 民 間 企 業 との共 同研 究 農 務 部 1，030 県 単

長 野 県 都 道 府 県農 林 水 産 業 関係 試 験研 究事 業 農 政 部 50 ，200 国 補

岐 阜 県 系 統 適応 性 検 定試 験 事 業 農 政 部 1，535 国

岐 阜 県 農 業 関係 特 定研 究 開発 等促 進 事業 農 政 部 17 ，400 国
岐 阜 県 実 用 化促 進 支 援 研 究 農 政 部 3 ，600 国

岐 阜 県 農 業 関係 地 域 重 要 新 技 術 開発 促 進 事 業 農 政部 13，8 14 国
岐 阜 県 カキブランド化 の総 合 的 調 査研 究 農 政部 500 県 単
岐 阜 県 受 精 卵移 植 実 用 化 確 立 事 業 農 政部 7，368 国
岐 阜 県 鶏 精 液 利 用 型 系 統 造 成 事業 農 政部 2，242 国
岐 阜 県 場 鶏 と国保 有 系 統 との組 合せ 検 定 農 政部 2，810 国

岐 阜 県
アユ の採 補 業 務
（水 域 環 境 ・生 態 系 調 査 研 究） 農 政部 766 国

岐 阜 県
イクチオホヌス症 の 防疫 技 術 の検 討
（魚 病 対 策 技 術 開 発研 究） 農 政 部 980 県単

岐 阜 県 アユ及 び モクズガニの種 苗生 産技 術の 開発 農 政 部 1，219 県 単
静 岡 県 農 業 関係 試 験研 究 農 政 部 35，500 国 関連
愛 知 県 特 定 研 究 開発 等 促 進 事 業 農 業 水 産 部 6 ，600 国 関連
愛 知 県 特 定研 究 開発 等 促 進 事 業 農 業 水 産 部 10 ，800 国 関 連

愛 知 県
地 域 バイオテクノロジ ー等 新 技 術 共 同研 究
開 発促 進 事 業 農 業 水 産 部 28 ，598 国 関 連
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研究交流推進（間11）

事業概要 共 同研究 実施機 関の組合せ

商能力午の1年1産にむけた地域飼料資源を活用する栄養管理システムの確 県内公 設試、他 県公設試 （岩手、
立。 北海道、青森）
阿武隈 山系における大規模草地等の高度利用による黒 毛和種放牧午の集 団繁 県内公設試、他 県公設試 （岩手、
殖 ・育成管理技術の確立 北海 道、青森）
茨城県産米の食味 品質の改善 農 業研 究所と茨城大学

複数のウイルスに対する高度防除技術の確立 公設試と国研

4課題 （3試験場） 県内公設試と県外公設試
】酵素及び微生物等の利用 による機能性を有する食 品素材の開発」ほか7課題

農林水産省及び各県につ いて共同研 究を行った。
I芝草害虫性フェロモンに関する研究」ほか5課題につ いて共同研 究を行った。 県内公 設試と国研 、民間企業
牛乳生産性 向上のための高エネル ギー飼料給与技術の開発 県内公設試と他県公設試
高品質牛肉生産のための肥育技術の確 立に関す る研 究 県内公設武と他県公設試
飼料畑等にお ける強害外来雑草被等防止と緊急対策技術の確 立 県内公 設試と他県公 設試
昆 虫機 能の解明と利用技術の確立 公設試 、大学
地球温暖化対策のための土壌管理技術の確立。胚 培養 による新 品種の作出。

公設試、他 県公設試

大規模露地野菜産地にお ける機械化一貫体系の確 立。イチゴの循環式ロック
ウール 高設栽培システムの開発。コンテナを利 用した果樹の移 動式栽培。山間
傾斜 地果樹 園の機械化体系の確 立。

公設試 、他 県公設試 、国研
ヤナギマツタケの品種 改艮の研究 公設試、国研 、他県公 設試
酸性雨の森林影響実態調査 （県内 1箇所） 公設試、国研 、他県公 設試
人工酸性雨を森林 内に散布 して、樹林地土壌へ の影響を調べる。 公設試、国研 、他県公 設試
都市近林を保全するための実態調査 公設試、国研 、他県公 設試
サケ、マス類のより精度の高い診 断法を開発する 公設試と大字

北陸地域ほか各 県に共通する農業 の重要課題 について、関係県が共 同で研究 （1）・（2）は県内公設試 と他 県公設
に当たる。平成7年度は、水稲の直播技術の開発 ほか5課題 と科学技術庁委託 試 、
の 「白山プロ」課題。 （3）県 内公設試と大学
日本海にお けるサヨリの資源構造や資源水準を明らかにするた桝 こ共 同調査を

県内公 設試と他県公設試実施する。
ナマコの種苗 量産と放流技術の開発 県内公 設試と他県公設試
クロイソの種苗生産および放流 技術の開発 県内公設試と他県公設試
形質転換ブ ドウ作 出のための基礎的研究 公設試と大字
農村緑地等向け牧草品種の開発 公設試と民間企業
農林水産省補助 事 業、I施設有効利用によるブドウ二期作栽培技術 の開発 」他 1

県内公設試と他県公 設試0課題
水稲、果樹、野菜、桑 の系統適応性検 定試験 公設試、国研
水稲不耕 起直猪を基幹とした水 田輪 作技術 、傾 斜地 ・林地資源を利用した特産

県内公設 試問肉牛生産技 術に関する研究
機能性素材 等を利用した省力 ・高品質野菜生産 に関する研 究 公設試と企業
コンテナを利 用したカキ栽培、山間傾斜地茶園の機械化栽培、消費者ニーズに

公 設試 と他 県の公設試
対応 した高位企 画鶏卵の生産、家畜ふん尿堆肥のペレット化、大規模経営体に
おける桑園の超省力管理 ・収穫技 術体系に係る研 究
胚培養による早期完全甘ガキの作 出 公設試と大学
受精卵移植 技術の実用化確立研 究 公 設試と他県の公設試
凍結精液利 用技術 を応用した卵殻強度 の高い系統の造成 公 設試 、国研 、他県公 設試
養 鶏試 験場及 び国研 の系統鶏の交配 により実用鶏 を作 出する 公 設試 、国研 、他県公設試
河川に放流される琵琶湖 産アユが資源の再生産 にどのように関係 しているかを、

公 設試 と国研国の研究所と協力して調査研 究する
養殖 サケ科魚類 の養殖サケ科魚類の効果的な防疫技術を確 立するため、柄原

公設試 と他 県の公設試体の理化学的性状、消毒剤等を検討す る
人工採 苗アユの飼育技術 について検討 し、生産コストの低減化を図るとともに、

公 設試 と特殊 法人モクズガニの人工海水 中における種苗生産技術の開発 を行う
農業試験場 等における他県との共 同研究 県内公設 武と他県公設試
地域基幹農 業技術 体系化促進事業 県内公設試 と他 県公設試と国研
実用化促進 支援研究 公 設武 と民間企業

公 設講 と国研
地域バイオテクノロジー冥用化技術研究 開発促進事業、地域重要新技術開発促
進事業
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研究交流推進（問11）

部 局名 団 体名 事 業名 所 管 部 局 決 算 額
県 単か

国 関連 か

京 都 府 研 究 助 成試 験 費 農 林 水 産 部 2，20 0 国 関連

京 都 府 養 豚養 鶏試 験 費 農 林 水 産 部 1，80 0 府 単

京都 府 試 験研 究 費 農 林 水 産 部 6 ，10 0 国 関 連

大 阪府 研 究 総 合 調整 事業 農 林 水 産 部 2 1，65 2 府 単

和 歌 山 県 漁 況 海 況 予 報 事業 農 林 水 産 部 0 国 関 連

島根 県
林 野 放 牧 を活 用 した肉 用小 午 の効 率 的な
育成 技 術 の確 立 農 林 水 産 部 6 ，10 0 国 関 連

島根 県 酸 性 雨 による土 壌影 響調 査 農 林 水 産 部 60 0 国 関 連

島 根 県 酸 性 雨 環 境影 響調 査 農 林 水 産 部 60 0 県 単

島 根 県 特 定 研 究 開発 事 業 農林 水 産 部 1，88 0 国 関 連

島 根 県 特 定 研 究 開発 事 業 農林 水 産 部 2 ，18 8 国 関 連

島 根 県 海 況 情 報 迅 速 化システム開 発 試 験 事 業 農 林 水 産 部 1，57 8 国 関 連

広 島 県 漁 場 生 産 力 モデ ル 開発 基 礎 調 査 農政 部 9 ，00 0 国 費

山 口県 地域 重 要 新 技 術 開発 促 進 事 業 農林 部 12 ，60 0 国 関 連

山 口県 地域 基 幹 農 業 技術 体 系化 促 進 研 究 農林 部 7 ，00 0 国 関 連

山 口県 実用 化 促 進 支 援研 究 農 林 部 9 ，5 14 国 関 連

山 口県 林 業 関係 特 定 研 究 開発 促 進 事 業 農 林部 2 ，02 2 国 関 連

山 口県 林 業 関係 情 報 活 動システム事 業 農 林 部 4 ，82 0 国 関 連

山 口県 酸性 雨等 森 林 衰 退対 策 事 業 農 林 部 2 ，89 0 国 関 連

山 口県 わが 国周 辺 漁 業 資源 調 査 事 業 水 産 部 9 ，54 3 国 関 連

山 口県 漁 況 海 況 予 報 事 業 水 産 部 2 ，06 3 国 関 連

山 口県 海 況 情 報 収 集 迅 速化 システム開 発 試 験 水 産 部 1，65 7 国関 連

山 口県 放 流 技 術 開 発 事 業 水 産 部 10 ，10 0 国関 連

山 口県 資源 管 理 型 漁 業 推進 総合 対 策 事 業 水 産 部 16 ，07 5 国 関 連

山 口県 貝毒成 分・有毒プランクトン等モニタリング調査 水 産 部 34 4 国 関 連
山 口県 クロアワビへ い 死要 因 調 査 水 産 部 2 ，50 0 国 関 連
山 口県 生千 品 品質 保 持 技術 開発 研 究 水 産 部 1，88 0 国 関 連

山 口県 農 林 水 産 物 の食 品素 材 化 技 術 の 開発 農 林 部 ・水 産 部 3，08 7 県 単

徳 島県
地域 産 針 葉 樹 林 甲径 材 を利 用 した住 宅用
高機 能 性 部 材 の 開発 農 林 水 産部 林 野庁 1，50 0 国関 連

徳 島県
混 交林 等 多 面 的機 能発 揮 に適 した森 林 造
成 管理 技 術 の 開発 農 林 水 産部 林 野庁 96 2 国関 連

徳 島県 酸性 雨等 森 林 衰 退 対 策 事業 農 林 水 産 部林 野庁 46 9 国関 連
徳 島県 菌床 栽培 用 キノコの育 種 と栽 培 技術 の改 良 農 林 水 産部 林 野庁 1，80 0 国関 連

徳 島県
野 生 獣類 の 生 息動 態 と森 林被 害 の防 除 技
術 に関 す る調査 農 林 水 産 部林 野庁 89 6 国 関 連

徳 島県 林 業技 術 体 系 化 調 査 農 林 水 産部 林 野庁 20 0 国 関 連

香 川 県 地域 重 要 新 技 術 開発 促 進 事 業 農 林 水 産部 4 ，49 3 国 関 連

愛 媛 県 魚類 成 長 促 進 物 質 開発 研 究 水 産 局 3 ，66 3 県 単

愛 媛 県 伊 方原 発 温 排 水 影 響調 査 費 水 産 局 3 ，60 5 国 関 連 1，80 2

愛 媛 県 三崎 半 島伊 予灘 海 域漁 場 環境 調 査委 託 費 水 産 局 1，44 2 県 単
高 知 県 傾斜地スモモの軽労働 ・省力生産システムの開発 農 林 水 産部 2 ，40 0 国 関 連

高知 県
西 南暖 地 にお ける施 設 軟 弱 野 菜 の生 闇 系
活用 型 生産 体 系 の確 立 農 林 水 産部 3 ，00 0 国 関 連
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研究交流推進（問11）

事業概要 共同研究実施機 関の組合せ

畜産施 設における低コスト悪臭防止 技術 の確立のための試験研 究 府 内公設試と他府県公設試
採卵鶏 の高能力管理技術の検討 府 内公設試と他府県公設試
牛の人工妊娠技術に関する基礎的研 究、高級牛肉の合理的生産技術の確立、

府 内公設試と他府県公 設試及 び胚移植 技術 による和牛子 牛の増産 技術 の確立、短草型牧草地の維持管理技術
の確立、飼料作 物の安定多収栽培技術の確立 大学
府立の8研究機 関との共 同研究 ：（1）間伐材の有効利用研究、（2）オゾンの有効利

府 内公設試
用研 究、（3）大阪特産物の高品質化 のための光学的評価 技術 開発 、の共 同研究
を実施
漁況 ・海 況調査情報処理の迅速化 公設試と国研

中山間地の肉用牛生産 を推進す るための放牧技術の体系化を図る。 県内公設試 と他 県公設試
蝿竜湖流域 において林木と林床植 生の衰退度の変化を調査する。 県内公設試と県内公設試
8地域2 5林布 において林木の生長と衰退度を調査する。 県内公設試と県内公設試
水産加 工品の低塩分化 、高水分化 に伴う加工 ・流通技術の開発 県内公設講と他県公設試
イワガキの再生産機構 の解明と増養殖 技術の開発 県内公設試 と他 県公設試
日本海 の海況情報 を得るための情 報収集 体制及びそれ を支援する情報システ

県 内公設試と他 県公設試ムの開発
○ヒラメの環境収容量・適正種苗放流量の予測 水産庁南西海 区水産研 究所，
○漁場生産力 高度利 用モデルの構築 愛媛県，香川県 ド広島県
寡 日照 地帯 における施設果菜類のC O 2施用高床式栽培による高品位生 産・軽

県内公設試と他 県公設試

作業化技術の確立、内部晶質を重視した地域農 産物及びその加 工製 品の非破
壊品質判定技術の開発、中高年・女性 に適した果樹園の快適 マネージメントシス
テムの開発、果樹サビダニ類 の発生生態に基づく総合的防除技術の確 立
水稲乾 田直播を基幹とした水 田輪作技術 県内公設試 と他 県公設試
貯蔵 前処理 による青果物貯蔵性向上技術の開発 、新規地域特産物等 の大量

県内公設試と他県公設試増殖 、農地における斜 面の整備 ・多 目的利用に関す る研究開発
混交林等森林 管理技術の開発、林業機械作業システムの研 究 県内公設試と他県公設試
スギノアカネトラカミキリの防除技術、野生獣類の生息動態等の調査、ヒノキ漏脂

県内公設試 と他 県公設試病に関する調査、地域振興林産物 に関する調査
酸性 雨等による森林へ の影 響に関する調査 公設試と国研
漁業資源 管理推進の開発研 究 県内公設試と他県公設試
定期観測 による海 況変動の把握 県内公設試と他 県公設試
観測デ ータの有効利用のためのソフト開発 県 内公設試と他県公設試
トラフグの放流技術 開発 県内公設武と他県公設試
マダイ・イサキの資源管理手法の開発 県内公設試と他県公設 試
貝毒原 因プランクトンの出現とマガキの毒化の関係 県内公設 試と他県公設試
クロアワビ種苗の大量へい死原因の究明 県内公設試と他県公設試
低塩分塩千 品の品質保持技術 開発 県内公設試と他県公設試
農林水産物を加工処理し、複合的な食品素材 を利用した製 品化技術を開発 し

県内公設試
て、新たな需要を創 出す ることにより、農林水産物 の利 用価値 を高め、農林水産
業の振興を図る。
徳島スギの利用拡大を図るため、強度性能保証し、安全基準作成の基礎資料と

公設試 と国研する。

自然的 ・社会的な条件に応じた新たな森林造成管理方法 公設試 と国研
酸性雨による森林の影響調査 公 設試 と国研
バイオテクノロジーの活 用による菌床栽培用キノコの作 出、菌床栽培技術の改良 公設試 と国研
獣類の被 害対策を講じるため森 林の環境変化 と野生獣類の動闇を把握し、防除

公設試 と国研技術を確 立
スギの木主材の乾燥時間の短縮とコスト低減が可能であるため、ビデオ化 公設試 と国研

家畜ふん尿 の早期良質堆肥 化技術等の開発 ・鶏卵 ・肉の高付加価値化技術の
四国4 県共同、愛媛県養鶏試験
場、徳島県、高知県香川県畜産

確 立 試験場

中予水産試験場と愛媛 大学

愛媛県と愛媛大学

ハマチの脳 下垂体から抽 田した魚類 成長促進物質の解析と大量生産技術の開
発
四国電力伊方原子力発電所から排出される温排水が漁場に与える影響のモニタ
リング調査
三崎半島伊 予灘海域 における魚介類のへい死原因の究明と漁場環境 のモニタリ愛媛県と三崎半島伊予灘海域漁
ング調査 場環境調査グループ

傾斜地スモモの省力生産システムの開発 公設試 ・他県公設試

軟弱野菜の生態 系活用型栽培マニアル 作成 公設試 ・他県公設試

胃523一



研究交流推進（間11）

部 局 名 団 体名 事 業 名 所 管 部 局 決 算額
県 単か

国 関連 か
高知 県 午受 精 卵 の性 判 別 技 術 の確 立 農 林 水 産 部 1，053 県 単

高 知 県
未 利 用 資 源 活 用 に よる土 佐 ジロー 鶏卵 の
晶質 向上 に関す る研 究 農 林 水 産 部 3，000 国 関連

高 知 県
家 畜糞 尿 の物 理 的 生物 的方 法 による公 害
防止 と効 果 的 利 用 技 術 農 林 水 産 部 2，400 国 関連

福 岡 県
地域基幹農業技術体 系実用化研究 （水稲湛水
直播を基幹とした暖 地水 田輪作技術） 農 政部 農 政 課 14，000 国 関連

福 岡 県
地域基幹農業技術体 系実用化研究 （低コスト
飼料 生産による大規模高能率酪農技術） 農 政部 農 政 課 6，100 国 関連

福 岡 県
実用化促進 支援事業 （カンキツウイロイドの樹
体への影響解明と防除対策の確 立） 農 政部 農 政課 6，660 国 関連

福 岡 県

農業関係 地域バイオテクノロジー実用化技術
研究開発促進事 業 （酵素及び微 生物等の利用
による機能性を有する食 品素材 の開発） 農 政部 農 政課 6，000 国 関連

福 岡 県

農業関係 地域重要新技術 開発促進事業
（九州 ・沖縄地域 のラップサイレージの晶質安
定化技術の確立） 農 政部 農 政課 2，800 国 関連

福 岡 県

農業関係 地域重要新技術 開発促進事業
（イチゴの育苗労力軽減と早期多収生産のため

のクラウン利用育苗 技術 の開発） 農 政部 農 政 課 2，600 国 関連

福 岡 県

農業関係地域重要新 技術 開発促進事業 （環境
保 全型 流通 資材 を用いた遠 隔地野菜 のプレ・
ポストハーベスト一貫品質保 持技術の確立） 農 政部 農 政 課 3，000 国 関連

福 岡 県 遺伝子組換えによるブドウ育種素材 ・品種の育成 農 政部 農 政 課 500 県 単
福 岡 県 稲 こうじ病 発 生 予 察 特殊 調 査 農 政部 農 政 課 22 1 国 関連

福 岡 県
低ランク胚 の 凍結 保 存 法及 び 受 卵 牛 の選

農 政部 農 政 課 0

痕単：経常研究費
の枠内で運用して
いるため、個別計

定 法 の確 立 上は困難
長 崎 県 果樹 省 力 化 対 策 事 業 農 林 部 12，642 国 関連
長 崎 県 飼 料 作物 の 系統 適 応 性 検 定 試 験 農 林 部 1，130 国 関連

熊 本 県 アサ リ増 殖試 験 林 務 水 産 部 3，954 県単
熊 本 県 養 殖 漁 場 底 質 改 善 対 策 試 験 林 務 水 産 部 3，152 県単

熊 本 県 魚 類 成 長 ホル モ ン開発 試 験 林 務 水 産 部 3，10 0 県単
宮 崎 県 普 通 期 水 稲 新 品 種 育成 試 験 農 政 水 産 部 4 9，822 国 関連
宮 崎 県 茶 樹 新 品 種 育成 試 験 農 政 水 産 部 2 1，9 13 国関 連
宮 崎 県 桑 系 統 ・適 応 性検 定試 験 農 政 水 産 部 6 15 国関 連

宮 崎 県 主 要 作 物 系 統適 応 性 及 び特 性 検 定試 験 農 政 水 産 部 1，068 国 関連
宮 崎 県 ナ ス科 疏 粟 耐病 性 特 性 検 定 試 験 農 政水 産 部 285 国 関連
宮 崎 県 水稲主要 品種 同質遺 伝子系統緊急作 出事業 農 政水 産 部 14 ，489 国 関連

鹿 児 島 県 助 成 試 験 事 業 農 政部 3，500 国 関連

鹿 児 島県 指 定試 験 事業 農 政部 987 国 関連

鹿 児 島県

亜 熱 帯 地域 にお ける特 産 果樹 の 高 品質 安
定 生 産技 術 と商 品化 向上 技 術 の 開発

（地域 重 要新 技 術 開 発 促 進 事 業） 農 政 部 2，600 国 関連

鹿 児 島 県

暖 地 の落 葉果 樹 にお ける早 期 出荷 のため

の開 花調 節 技術 の確 立
（地域 重 要 新 技 術 開 発促 進 事業 ） 農 政 部 2 ，800 国関 連

鹿 児 島 県 暖 地 における桑 のローラー 収穫 法確 立試 験 農 政 部． 200．県 単

鹿 児 島 県

地 域 重 要 新 技術 開発 促 進 事 業
（茶 園 周 辺水 域 へ の窒 素負 荷低 減 ため の
施 肥 技術 の確 立） 農 政部 2，600 国 関連

鹿 児 島 県 ラップサイレージ の品 質 安 定技 術 の確 立 農 政部 2，400 国 関連
鹿 児 島 県 赤 潮被 害 防止 対 策 事 業　　 F 林務 水 産 部 2，653 国 関連
鹿 児 島県 外 国産 ウナ ギ養 殖 技術 開発 試 験 林 務 水 産 部 1，904 国 関連
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研究交流推進（間11）

事業概要 共同研究実施機関の組合せ

目的別産子の産み分 けの可能性 の検討 公設試 ・京都大学農 学部

農林海産物等を飼料添加物として活用し、卵の晶質向上を図る 公設試 ・他県公設試
糞尿の省力 的な悪臭防止、早期発酵処理及び商付加価値技術を確 立し晋及の

公設試 ・国研 ・他県公設試ためのマニアルを作成する
大規模 経常における水稲 ・麦類二毛作体系の省力 、低コスト技術 と経官的評価、

県内公設試と他県公設試モデル化を行う。

大規模酪農経営構 築のための省 力的な牛群使用管理技術の開発を行う。 県内公設武と他 県公設試
カンキツウイロイド病の被害実体や樹体に及ぼす影響 を解 明し、防除技術を確立

県内公設試と国研する。

酵素及び微生物を固定化したバイオリアクターを用いて、機能性有する食品素材
所轄の異なる県内公設試や新規果実飲料の開発。

乳牛及び 肉用牛の飼料 自給率の向上を図るため、ラップサイレー ジの飼料晶質
県内公設試と他 県公設試改善技術を確 立する。

クラウン利 用によるイチゴの省力的な新育苗技術及び早期多収 の生産技術を確
県内公設試と他 県公設試立する。

遠隔地輸送をされている主要野菜について、プレ・ポストハーベスト一貫の品質
県 内公設試 と他県公設試保持流通技術を確 立する。

遺伝子組換え技術を利用して耐病性を付与したブドウ育種素材、品種 の育成。 県内公設試と国研
稲こうじ柄 の発生実態調査並び に発生生態 についての研究 県内公設試と国研

凍結低ランク胚の受胎性や受卵牛の選定法についての研究 県内公設試と他県公設試
傾斜地果樹園における高度省 力化技術の開発 県内公設試と他 県公設試
牧草の適応性検定 公設試と国研
水産生物の資源量解析、ビデオ画像解析システムの開発及びアサリ漁場保全へ

公設試と県立大学の適応についての研 究
魚類養殖場直下の海底に堆積した有機汚泥についての生物浄化の研究 公設誅と県立大学
魚類成長ホルモンをハイテク技術を使って大量生産し養殖魚 に与えることにより

公設試と民間企業成長を促進させ養殖技術を高める研究
普通期水稲の新 品種育成 国研
中晩生品種の育成 国研
優秀桑品種検 定 国研
ばれいしょ、麦頬 、落花生の新育成系統適応性検定、水稲。　 白葉枯濁抵抗性

国研検定
ナス科野菜の耐病性特性 の検定 国研
ヒノヒカリ等艮食 味品種 に病 虫害抵抗性を付与する。 図研

新規作物の導入，輪作によるさとうきびの連作障害回避 技術の確 立
九州農業試験場
沖縄県農 業試験場

さとうきび系統現地選抜試 験　 さとうきび系統適応性検定試験
九州農業試験場
沖縄県農業試験場

果樹の安定生産 ・品質向上に関する研 究

宮崎県総農試　 沖縄県農業試験
場 県内公設試験場　 他県公設試
験場

果樹における落葉果樹の休眠完了の要因と，その制御 について共通する課題の
長崎県果樹試験場
大分県農業技術センター

解決を図る 宮崎県総農試
草本化桑園を主体として収穫方法が単純で桑の生育程度に合 わせて収穫 を順

大分県　 熊本県　 宮崎県に繰 り返 すローラー収穫 法を確 立する

茶園周辺水域 への窒素負荷が少なく収益性を確保できる施肥技術を確 立する

京都府 立茶業研 究所 奈良県農
業試 験場 佐賀県茶 業試験場
熊本 県農業研究センター

暖地型 牧草のラップサイレージ調整 法，品質評価法等について，3県共 同研究 福岡県
し，良質粗飼料の生産性向上を図る 沖縄県
赤潮発 生予知予報技術の開発 水産庁，関係 県，企業
諸外国産ウナギ種苗の養殖技術開発 水産庁　 関係 県
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研究交流推進（間11）

部局名 団体名 事業名 所管部 局 決算額
県単か

国関連か
鹿 児島県 着色防波堤による漁場効果調査 林務水産部 1，3 24 県 単

鹿 児島県 マグロ類養殖システム開発試験 林務水産部 28，0 21

国 関連（国出
資の社 団法人

の補助あり）
沖縄 県 放射線による突然変異を利用した新品種育成 農林水産部 1，2 28 県単
沖縄 県 農林業特定開発促進事業 農 林水産部 12・，2 00 国 関連

沖縄 県
地域バイオテクノロジー等新技術共 同研究
開発促進事業 農 林水産部 6，000 国関連

沖縄 県 地域重要新技術 開発促進事業 農 林水産部 5，4 00 国関連
土木系

札幌市 由一ドヒーティング舗装の耐久性調査研究 建 設局道 路維持部 6－，118 市 単

京都 市 下水道に関する新技術 開発の共同研究 下水道局 4，120 市単

保健 ・
環境 ・

北海道
厚生科学研 究費補助金

保 健環境 部 2，2 00

国関連
衛生系 （エイズ医薬品等開発推進事業） （国費 ：2，200）

北海道
厚生科学研 究費補助 金

保 健環境部 800
国関連

（H IV 疫学研 究班研究事業） （国費 ：800）

北海道 北の文化交流史研究事業 保 健環境部 5，9 76 道単

茨城 県 アオコ発生抑止調査 生活環境部 7，4 24 県単
茨城 県 霞ケ浦流域エコシステム研究事業 生活環境部 9，8 12 国関連

千葉 県
組換えワクチ干アウイルスを用いた 日本脳
炎ワクチンの開発 血清研 究所 2，060 県単

千葉 県
粗換えワクチニアウイルスの作製
（成人T 細胞 白血病） 血清研 究所 8 59 県単

千葉 県 耐熱麻しんワクチンの開発 血清研 究所 3 00 県単

富山県 医薬 品共同開発研 究費 厚生部 3，548 県単

富山県 樹木のホルムアルデヒド吸収速度 の測定 生活環境部 500 県単
福 井県 衛生研究所調査研究事業 福 祉保 健部 139 県 単
岐阜県 調査研究費 衛生環境部 776 県単

静岡県
地域 医原研究奨励 事業のうち地域連携医
師研究研修奨励 事業 保健衛生部 600 県単

愛知県
科学技術庁委託研 究
（がんセンター） 衛生部 5，0 77 国関連

兵庫県
共 同研究推進費
（県立病院共 同研究推進事業） 保健環境部 5，150 県単

奈良県
薬用植物栽培品種の品質芙懲調査事 業 ：
筍薬の成分研 究 福祉部健康局 941 県単

奈 良県
薬用植物栽培品種の品質実態調査事業 ：
伝 統的和漢生薬薬効評価事業 福祉部健康局 1，333 県単

奈良県
薬用植物栽培品種の晶質芙闇調査事業 ：

福祉部健康局 4，709
県単 （薬事指

配 置薬生産県共同研究 導所費 内）

島根県
東アジアにおける酸性、酸化性物質の動
態解 明に関する研究 環境生活部 1，406 国関連

島根県 日常食 中の汚染物質採取量調査 健康福祉部 650 国関連

島根県 食 品添加物 1 日摂取量調査研究 健康福祉部 450 国関連
徳島県 クロム化合物の安 定性に関する研究 環境生活部 0 県単
佐賀県 佐賀 平野地 下水管理計画策定事業 保健環境部 30，362 県単

長崎県
日揮帝峡沿岸環境技術交涜会議
（酸性 雨共同研究） 生活環境部 2，000 県単

鹿児 島県 つつが虫病と紅斑熱 に関する研究 保健福祉部 0

国関連（必要
に応じ経常経
費より支出）

鹿児 島県 D N A増幅法による微生物遺伝子の検出方と解析 保健福祉部 0

因開運（必要
に応じ経常経
費より支 出）
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研究交流推進（問11）

事業概要 共 同研究実施機 関の組合せ

魚 群行 動調査 ，漁業実態調査 実証試験 鹿児島大学

マグロ養殖技術の確 立 （社）マリノフォーラム2 1
亜熱 帯作物の優 艮品種 の育成 公設 試と国研
野菜類 の機 械化 を主体とした畑輪作技術 県内公設試 と他県公 設試

ウイルスに対する高度防除技術の確立 公設試 と国研
特産果樹の高品質安定生産技術の確立 県内公設試と他県公 設試
ロー ドヒーティング施 設全体の延命化のため、施 工個所の舗装の耐久性 の向上

公設試 と民間企業を目指した調 査研究を行う。
下水道施設管理ロボットの開発基礎調査 ：下水道施設からの有 用物 回収技術 に

公設試 と特殊法人関する基礎調査 ：下水道の長期的技術 開発 に関する基礎調査

エイズ医薬 品等の開発研 究の推進 道立試と国研

H IV の分離 、H IV 感染 実態 の解 明、検査法の改良開発。 道 立試と国研

8 ～1 6世紀 の 日本列島北部と大陸との文化交流の解 明。
道立試と甲国黒竜江省、

ロシア連邦の博物館 等
微生物製剤を用いた水 質及 び底質の浄化 県、筑波大学
公共用水域の流域管理手法の開発及び生活排水等の浄化技術開発 公設試と国研 、大字

種痘ウイルスを利用した 日本脳炎ワクチンの開発 公設試と国研

種痘ウイルスを利用した成 人 白血病ワクチンの開発 公設試と国研
常温で安定性を有する麻 しんワクチンの開発 公設試と国研
1 マボヤからの抗潰瘍薬の開発　 2　植物精油からの生理活性植物の医薬へ

民間企業の応 用化研 究　 3　海洋 資源からの有用植物の探求と応用化研 究
主要な有機 大気汚染物質 であるホルムアルデヒドの樹木による吸収速度を測定

国立環境研究所 との共同研究し、その浄化作用を検討
1水銀アレルギーと水銀 暴露量 との関連 に関する研究」 福井医科大学
未利用資源の有効利用、高付加価値化に関する研 究 公設許と企業
複数の医原機 関にまたがる自主的な医学研究 ・研修を行う医師の研 究グループ

県内の医療機関間に助成 補助 率1／3以 内　限度額 300以内
科学技術研究において先端 的、基礎 的研究及び国が強力に推進する研究につ

国と公設試験機 関いて特に成果が期待されるものの委託研 究
、　廿　　　　　　　　　　　　 」‾一　　亡7　　　　　　　±ヒ‾

県立病院間
、＼　　　　 失　　 　ゝ　 ノ、上⊥　 冗　 失 ノ、ロ

研究に対して研究費を支 出
県 内栽培品 （当所含 む）と他胴＝県栽培品及び輸入 品を含 めた市販品とを評価す

京都薬大ることにより至的栽培条件及び調製加 工技術の向上を目的とする
伝統的な和一粟生薬製剤 の細胞増殖等 により活性 生薬及びその成分を研究する

大阪府公衛研薬事指導部ことにより、承認内容外薬効評価をみつ ける
配置薬生産県 （冨 山、滋賀、佐 賀、奈艮）の各指導所 が統一テーマのもとに共 同

富山薬研、滋賀薬指、佐賀薬指で研 究する
隠岐 島で捕集 した降水エアロゾル 甲の硫黄、鉛 同位体比の測定を行い、大陸か

公設試と国研らの大気汚染物質の寄与を推定す る。
日本 国民が 日常食 甲から汚染物質を1 日にどれだけ摂取するかを調査し、地域

県内公設試と他県公設試特性と経年変化を把握する。
全 国各 地で採 取した検体を食 品株加物ごとに測 定し、日本 国民の食品添刀口物摂

県内公設試と他県公設試取量の実体 を調査する。
クロム鉱さいの放置実験及び溶 出試験 公設試 と国研 （国立環境研 究所）
佐賀 平野における地下水位の変動等を調査し、地盤 沈下対策 に寄与する 本庁 と佐賀大学

酸性 雨 （P H 、E C 、イオン成分）調査
県内公設講と他県公設試及び
韓国研 究機 関

リケッチアの分離と，その詳しい性状の調査 鹿児島大学医学部

大腸菌の毒素産生遺伝子の検 出法と解析 鹿児島大学医学部
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研究交流推進（間11）

部 局 名 団 体名 事 業名 所 管部 局 決 算 額
県 単か

国 関連 か

沖縄 県
東アジア にお ける酸性 ・酸化 性 物 質 の動 闇

環 境 保健 部 1，181
国 関連 （国費

解 明 に関 す る調 査研 究 1053，県費 128）

沖縄 県 温室効果ガスの長期的環境濃度モニタリング調査 環 境 保 健部 1，938

国 関連
（国 100叫

北 九 州 市 アクア研 究セ ンター 調 査研 究 事 業
環 厚 局
環 境 科 学研 究所 10，400 市単

企 画 ・
総 務 系

北海 道 共 同研 究推 進 費 企 画 振 興 部 163，08 9 道 単

岩 手 県 トリアジンチオ ー ル 応 用 開発 研 究事 業 企 画調 整 部 44，204 県 単

岩 手 県 超 電 導 研 究推 進 企 画調 整 部 23，449 県 単

岩 手 県 地 域 共 同研 究 開発 事 業 企 画 調 整 部 25，000 県 単

埼 玉 県 共 同研 究

企 画 財 政 部 （研 究 の
実施 は関係 各 部 局 ） 3，935 県 単

東 京都 共 同研 究 総 務 局 1，366 都 単

東 京都 受 託 事 業 総 務 局 5 ，200 都 単

東 京都 教 育 研 究 奨励 寄 付金 総 務 局 2 ，000 都 単

神 奈川 県 産 学 公 地 域 総 合研 究推 進 事 業 企 画部 48 ，256 県 単

神 奈 川 県 生活 基 盤 地 域 交 流研 究事 業 企画 部 22 ，000 国 関 連

富 山県
富 山県 立 大 学　 特別 研 究 費 共 同研 究
（の学 内 の連 携 強 化 に資 す る共 同研 究 総務 部 8 ，600 県 単

富 山県
富 山 県立 大 字　 特別 研 究 費 共 同研 究
（b）県試 験 研 究 機 関 との共 同研 究 総務 部 8 ，400 県 単

富 山県 富山県立大学　 学術交流推進事業費　 共同研究 総務 部 7 ，0 12 県 単

富 山県 富山県立大学　 総合研究所研 究費　 共 同研究 総務 部 10 ，000 県 単

山梨 県 産学 官 共 同研 究 促進 事業 企 画 県 民局 6 ，192 県 単

岐 阜 県

有 用 生 理 活性 化 物 質遺 伝 子 を組 み 込 ん
だ トランスジェニック植 物 体 の作 出 に関 す
る研 究 企 画部 9 ，400 県 単

岐 阜 県
P C R によるウシ胚 の性 判別 のための プライ

マ ーの 開発 企 画 部 4 ，600 県 単

岐 阜 県 ぎふ ハイテク共 同 研 究 総務 部 7 ，496 県 単

岐 阜 県

1）「メディアテクノロジーとアートコンシャスネス」

2）「マルチメディア情報通信 におけるデータ圧
縮技術の実用化のための基礎研 究とその応
用」 企 画 部 47 ，427 県 単
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研究交流推進（問11）

事 業 概 要 共 同研 究 実施 機 関の組 合 せ

沖縄 本 島 北 端 にある観測 施 設 で 、雨水 、エ アロゾル 等 の調 査 を行 い 、大 気 甲の 酸 ′‾　　　　　　　　　　　 ＼
ヽ

性 酸 化性 物 質 の発 生 メカニズムの研 究 を行 う。 究所
竹 冨 町渡 照 間 の温 室 効 果 ガス観 測 施設 で 、大 気 甲のエアロゾル の 調査 を行 い、 県衛 生 環 境 研 究 所 と国 立環 境 研
温 室効 果 ガ スのバ ックグランド濃 度 を把 握 す る。 究 所 ＿

水 質 に関 す る各 種 調 査 研 究
国 立環 境 研 究所 、香 川 大 字 、愛
媛 大 学 、九州 工業 大

研 究 内容 の高 度 化 、複 雑化 に対応 し、道 立試 験研 究 機 関 が道 立 試 相 互や 大
・道 立試 相 互 ・道 立武 と大 学 ・道 立

試 、大 学及 び 民間 企 業 等 ・道 立
学 、民 間 等 と学 際 的、横 断 的な連 携 により行 う共 同研 究 。 試 と民 間 企 業 等
生活 ・地域 流 動研 究 に関 連 してトリアジンチオ ール の応 用 研 究 を実施 大字 、民 間 、公 設試
県 が高 度 技 術 振 興 協 会 に 、（財 ）国 際超 電 導 産 業 技 術研 究 セ ンター 超 電 導 工 学

県 、公 益 法 人研 究 所 との共 同研 究を委 託
県 が海 洋 科 学 技 術 研 究 センターとi押 合 海 中空 間利 用 拡 大 技術 の 開発 」を実施 県と特 殊 法 人
部 局 の枠 を超 えた行 政 課題 につ いて、複 数 の試 験研 究 機 関 が 共 同 でその解 決

県公 設 試 問に取 り組 むた め、共 同研 究 を実 施 す る。
地 域 の産 業 試 験 研 究 機 関 等 の研 究 者 と共 同研 究 を実施す る。 民 間機 関等
科 学 技術 大 学 の学 術 研 究 に資す るため 、外 部か らの委 託 を受 けて行 う。 民間 機 関 等
教 育研 究 の奨 励 を 目的 として、地 域 の産 業 団 体な どか ら寄 付 金 を受 け入れ 、先

民 間機 関 等端 科 学 技術 研 究 を行 う。

県 政 推進 上 、重 要か つ横 断 的な研 究 課 題 であり、県独 自で解 決 困難 な研 究 課
公 設 試 、大 学 、他 県公 設試 、第 3題 に つい て、産 学公 の連 携 により、共 同研 究 を実施 する。

（課題 名 ）「高 齢 者 ・障 害 者 へ のヒュー マンテクノロジー応 用 研 究 」 セ クター

産 字 公 の連 携 体 制 のもとに、国の 生活 社 会 基 盤 研 究 の委託 研 究で ある 】プラス
公 設 試 、国研 、民 間企 業チック、有機 性 廃 棄 物 の再 資 源化 の研 究 」を行 った。

富 山県 立 大 学 教 員 の冥 施 す る共 同研 究 に対 して特 別 研 究 費 を交 付 。
学 内（学 内 で交 付 対 象 を選 定 ）

富 山県 立 大 学 教 員 の芙 施 す る共 同研 究 に対 して特 別 研 究 貫 を交 付 。 富 山 県立 大 学 教 員 と
（学 内 で交 付 対 象 を選 定 ） 県試 験 研 究 機 関
富 山県 立 大 学 教 員 が外 部 か ら研 究 資 金や 研 究 者 を受 け入 れ て共 同研 究 を芙

民 間企 業 等施 。

富 山県 立 大 学 総 合 研 究所 研 究貝 が他 の機 関 と共 同 して実施 す る研 究 に対 して 富 山 県立 大 字 教 員 と宇 内、他 大
研 究 費 を交 付 。（学 内 で選 定して知 事 が決 定 ） 学 、県 試 験研 究機 関 、民間 企 業

県 立 試験 研 究 機 関 と大 字 、企 業 等 との共 同研 究 を促 進 し、県 立試 験研 究 機 関を 公 設 武 と国 研 、大字 、他 県公 設
は じめ県 内 の研 究機 能 の 向 上 を図 る。 試 、民 間 企 業 等

卵 など天 然 資源 に存在 す る有用 生 理 活 性 化物 質 を検 索評 価 し、分 子構 造 の改

公 設 試 大 学　 民 間研 究所
良を行 った後 、改 良 後 の遺 伝 子 を植 物 体 に組 み 込 み 、食 材 の改 良 により健 康 づ

くりに活 用
ウシ雄 のみ がもつ 、ウシS R Y 遺 伝 子 を検 索 し性 判 別 用 プライマー を作 成 す る。開

公 設 試　 大 学 、
発 され たプ ライマ ー がウシ胚 の性 判 別 に応 用 可 能 か検 討 、新 プライマー の 開発

により、ウシの 雄 雌 産 み分 けによる生 産効 率 を高 める。
ヤマブ ドウ、アケビの優 良系 統 選 抜 ・栽 培 法の確 立 と加 工 品 の開 発 県 内公 設 試 問

1）二つ の離 れ た地 点 をコンピュータ ・ネ ットワー クで結 ぶ システムを構 築 し、ネット

財 団 法人 ソフトピアジャパ ンと
ワー クを通 じたバ ーチ ャル ・スペ ース上で の情 報 を共 有 す るシステムの構 築 、ネ ッ
トワー ク専 用 インター フェース構 築 に 関す る研 究 、3C G の研 究な ど 2 ）画像 圧 縮 の

ための効 率 的 な新 技術 の開 発 など 慶應 義 塾 大 学 及 び岐 阜 大 学
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研究交流推進（その他の研究交流）（間12－1）

部 局名 団体 名 事業 名 所 管 部 局 決 算額
県 単か

国 関連 か

商 工 系
北 海 道 先 端 技術 振 興 対 策 費 商 工 労働 観 光 部 16，2 12
北海 道 先 端技 術 移 転 促 進 事 業費 補 助 金 商 工 労働 観 光 部 2，500

岩 手 県 技術 ・市場 交流 プラザ 開催 事 業 商 工 労働 部 1，624
国 関連
（補 助 率 1／2）

岩 手 県 地域 研 究 交 流 促 進 事 業費 商 工 労働 部 948 県 単

岩 手 県 海 洋バ イオ研 究 交 流 セミナ ー 商 工 労働 部 1，269 県 単

岩 手 県
地 域技 術 波 及 促 進 事 業
（（財 ）岩 手 県高 度 技 術 振 興協 会 ） 商 工 労働 部 2，352 県 単

宮城 県 技 術 ・市場 交流 プラダ 開催 事 業 商 工 労働 部 1，520

秋 田 県 異 業種 技 術 ・市 場 交 流 プラザ 事 業 商 工 労働 部 1，500 国 関連

山形 県 3 県 工 業技 術 センター連 携 促 進 事 業 商 工 労働 観 光 部 1，335 県 単

山形 県 山形 県ライフサポートテクノロジー研 究開発機 構 商工 労働 観 光 部 6，069 県 単

福 島 県 技 術 ・市場 交 流 プラザ事 業 商 工 労働 部 1，522 国 関連

福 島 県 つ くば 技 術 交流 会 の 開催 事 業 商 工 労働 部 859 県 単

福 島 県 ハ イテクプラザ 研 究成 果 発 表 会 開 催 事 業 商 工 労働 部 579 県 単

茨 城 県 大 字研 究成 果 企 業 化 交流 会 商 工 労働 部 3，000 県 単

栃 木 県
組 撒化 指 導 費 補助 金
（多 角 的連 携 指 導 強 化 事業 ） 商 工 労働 観 光 部 7，230 国 1／2

栃 木 県 栃 木 県 商 工三 団 体 補助 金 （融 合 化 促 進 事 業 ） 商 工 労働 観 光 部 3，6 10 県 単

栃 木 県 技 術 ・市場 交流 プラザ 開催 事 業 商 工 労働 観 光 部 1，384 国 関連

栃 木 県 技 術融 合 化 促 進 事 業 商 工 労働 観 光 部 3，402 県 単

群 馬 県 技 術 市場 交流 プラザ 商 工 労働 部 1，434 国 関連 （国 1／2）

埼 玉 県 地 域独 自技術 形 成 事 業 （L IN K 2 1）費 商 工部 6，205 県 単

埼 玉 県
新 製 品新 技術 開 発 推 進 事業 費
（うち、テクノプ ラザ 開 催 事 業） 商 工部 3，990 県 単

埼 玉 県 技 術 指 導 育成 事 業 費 商 工部 1，748
国関連 （国からの
補助金額 等 671）

埼 玉 県 新 経 営 開発 指 導 事 業 商 工部 1，500 県 単

千 葉 県 中小 企 業 融合 化 開発促 進 事 業 商 工 労働 部 27，000 県 単
千 葉 県 技 術 市 場 交流 プラザ 開催 事 業 商 工 労働 部 2，7 12 国 関連

神 奈 川 県 産 字 公 交 流研 究 成 果発 表会 開催 商 工 部 1，749 県 単
神 奈 川 県 技 術 交 流 フォーラム 商 工部 3，600 県 単
新 潟 県 技 術 ・市 場 交流 プラザ 事業 商 工 労働 部 934 国 関連

富 山県 富 山県 地 域技 術 ネットワーク形成 事 業 商 工 労働 部 2 ，500
福 井 県 福 井 県 技 術 交流 研 究 会 開催 事 業 商 工 労働 部 1，522
福 井 県 福 井 筑 波 交 流会 商 工 労働 部 762
福 井 県 技 術 交 流 促 進事 業 補 助 金 商 工 労働 部 6 ，000
山梨 県 技術 交流事業 （（財）山梨 2 1世紀 産業 開発 機構） 商 工 労働 観 光部 4 ，435

山梨 県
異 業 種 交 流 促進 事業
（（財 ）山梨 2 1 世紀 産 業 開発 機 構 ） 商 工 労働 観 光部 4 ，000

長 野 県 技 術 交 流 プラザ事 業 商 工 部 3 ，000 国 補 （1，500）
岐 阜 県 技 術 ・市 場 交 流研 究 開会 開催 費 商 工 労働 部 1，488 国
静 岡県 テクノサロン開催 事 業 費 商 工 労働 部 2 ，479
静 岡県 技 術 ・市 場 交 流プラ ザ開催 事 業 費 商 工 労働 部 3 ，957

愛 知 県 技 術 指 導 等 育成 事業 （技 術 市 場 交 流プ ラザ） 商 工 部 1，5 18 県 単

愛 知 県

研 究 交流 事 業 、共 同研 究促 進 事 業 、甲小 企
業 技 術 支 援 事 業
実施 主体 財 団法 人 科 学 技術 交 流財 団 商 工 部 0 県 単

三重 県 地域 技 術 ネットワー ク形 成 事 業 商 工 労働 部 2 ，8 77 県 単
滋 賀 県 技 術 ・市場 交 流プ ラザ開催 事 業 商 工 労働 部 し400
滋 賀 県 滋 賀 県異 業 種 交 流 大会 開催 費 補 助 事 業 商 工 労働 部 6 50

府 単
滋 賀 県 ‾9 5 京 滋産 学ジョイントイベント開催 費 補助 事業 商 工 労働 部 500
京 都 府 産 学 官 共 同研 究 開発 推 進 事 業 商 工 部 5 ，200
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研究交流推進（その他の研究交流）（問12－1）

事業概要

産字官共 同研究ワーキング・グルーブ会議の開催　 ＊先端技術産業 育成セミナーの開催 ＊北海道バイオ産業振興
協会への支援
大字研究内容説明会 の開催

異業種企業の交流促進
筑波研 究学園都 市内の研 究機 関との人的交流
海洋バイオ研 究者 間の交流及び研究成果の発表等

産学技術交流展示会 、地域産学官交流会の開催
企業等が異業種交流会を括成し、工業技術センターが参加することでその事業化を促 進する。
県内中小企業の技術移転 ・技術開発及び市場開拓等 を支援するための交流の場を提供する
山形 ・福島 ・新潟 3県の公設試の職員が集まる交流会を行い、研究開発力・技術指導力の向上を図り、相互の連携
を図りながら地域の技術振興に寄与する。
マイクロマシン勉 盛会、マシンビジョン勉 弓虫会、新素材勉 強会、食品科 学勉強会、マルチメディア勉 発会、山形県オ
プトエレクトロニクス研究会
異分 野甲小企業相互にお ける技術もしくは市場開運の問題等に関して、当該課題 の解決のための認識を深 め、知
識 、経営資源の融合化 による新分野の開拓の促進 を図る。

県内企業の技術者 、県の関係職員及び国立試験研究機関が一堂に会し、交流会を行い、技術の交流を図る。
ハイテクプラザの研究成果を広く県内企業 に普及 し、技術力 向上を図る。
中小企業 を対象に大字の研究成果を紹介する。
栃木 県中小企業団体 中央会が実施する事業協 同組合等以外の任憲グループ等の実態把握などに要す る経費 に
対する補助
栃木県 中小企業団体 中央会が実施する異業種交流推進のための研 究会等 に要する経費に対する補助
新技術 ・新製 品開発等を促進するため、異業種 による技術交流の場の設置

異業種交流団体 「テクノプラザとちぎ」の新製 品開発事業等に対する補助、地域融合化促進室の運営 に要する経費
中小企業と異業種交流の場を提供
県内工科 系大学と企業との技術 交流を促進するため、交流会、研 究会 、実用化 のための共同研究を行う。

県内中小企業の技術 開発を促進するため、各試験場で異業種交流事業を行う。

県内中小企業の技術 開発を促進するため、技術交流プラザを開催する。
新 しい経常手法 ・産業起こし等を研 究する中小企業者のグループ活動を支援する。（2グループを指導）
中小企業者のグループ （2名以上。法人格 不要）が行う新製品等の開発 に要する経費を補助
異業種企業の交流促進
神奈川 県産業技術総合研 究所、大学及 び企業の研 究成果を発表する。
技術分 野別 に情報フォーラムを開催する。
技術 、市場両面の異業種からなるグループを組織し、交流活動を支援するための出会いの場を設定する
地域産業の技術的課題の解決 ・技術力の向上を図るため、先端技術 の紹介、個別要素技術、応用製品事例の研究
会を開催する。
異業種の 中小企業者の交流会開催
福井 県の工業技術 センター職員や企業の技術者 と本 県ゆかりの筑波の研究者との交流
北陸技術交流テクノフェアへの開催助成
企業間 、産学官の技術交流及び共 同研究開発の促進

共同して企業化を目指すグループに対してその活動費の一部を助成する。
見学会 、意見交換 会、研究開発等
異業種 が集 まった研究会を開催し中小企業の技術力向上、新製 品開発を目的とする
研 究者 と技術者の交流会を開催
異業種 の中小企業者による技術面 ・市場面の課題 について、意見 ・情報の交換
異業種 甲小企業の技術 開発及び技術関連問題等 について経験及 び意見を交換し、問題解決のための認識を深 め
るとともに、技術移転 ・技術 交流の促進を図る。 技術交流会の開催　 年 12回

研究会の開催、実現可能性調査の実施、異業種交流会の開催、技術普及会の開催、分野別研究会の開催
（財 団支出42，316）
地域の研究開発テーマを発掘する。
異業種 交流の場の提供 （年 12 回開催）
異業種交流大会に係る経費の一部助成 （年 1回の大会）
京都府 と滋賀県の工業技術 に関する産 学交流大会の経費の一部助成
新技術研究会の開催、共 同研究相談会の開催、情報提供、研究交流フェア、シーズ発信会

一531－



研究交流推進（その他の研究交流）（問12－1）

部 局 名 団体 名 事 業名 所 管 部 局 決 算 額
県 単 か

国 関 連 か

大 阪府 大 阪府 中小企 業融 合 化 センター 事 業 商 工 部 2 ，245 府 単

大 阪府 大 阪府 融合 化 補 助 金 商 工部 38 ，698 府 単

兵庫 県 工 業 振 興対 策費 （新 産業 創 造 クラブ開設 事 業 ） 商 工 部 4 ，500 県 単

兵 庫 県
企 業 融 合 化 推 進 費 （異 業種 交流 グル ープ共
同研 究 開発 促 進 費 補 助事 業 ） 商 工 部 2 ，500 県 単

兵 庫 県
企 業 融 合 化 推 進 費

商 工 部 1，750
国 関連 （国 から

（異 業 種 交 流 グループ活 動促 進事 業） の補 助 金 750 ）

奈 良県 技 術 交流 事 業 商 工 労 働 部 3，56 2 県 単

奈 艮 県 技術 普及 講 習 会 商 工労 働 部 308 国 開運 （154）

奈 良 県
異 菜 種 交流 促 進 事 業

商 工 労 働 部 4，371
国関連 （融合化促

（奈 良 県 異業 種 交流 促 進 協 議 会 ） 進財団 1，121）

和 歌 山 県 異 業 種 交流 活 動 促 進 事 業 商工 労 働 部 2，00 0

鳥 取 県 産 業 技 術研 究機 関連 携 構 想 策 定 事 業
商 工労 働 部
工業 振 興 課 3，100

島根 県 技 術 ・市 場 交 流プラザ 開催 事 業 商 工労 働 部 1，500 県 単

島根 県 技 術 普 及講 習 事業 商 工労 働 部 62 県 単

岡 山 県 技 術 ・市 場 交 流プラザ 開 催 事 業 商 工労 働 部 1，503 国 関連

岡 山県 融 合 化 促 進 事 業 商 工 労働 部 1，787 県 単

岡 山県 医 用 工 学 関 連 産 業振 興事 業 商 工 労働 部 2，357 県 単
岡 山県 お かや ま・つ くば 交 流会 商 工 労働 部 9 15 県 単

広 島 県 国 税 庁 醸 造研 究所 技 術 交 流 推 進 協議 会 事 業 商 工 労働 部 1，000 県 単

広 島 県
技 術 ・市 場 交 流 フラ ザ 開催 事 業

商 工 労働 部 1，100

国 関連

［（財）広 島県 産 業 技術 振興 機 構 事 業 ］ （国 費 550）

広 島 県
産 芋 官 連 携 強 化 支援 事業 し（財 ）広 島 県産 業 技
術 振 興 機構 ・（株 ）広 島テクノプラザ事 業 ］ 商 工 労働 部 2，352

国 関連
（国 費 1，176）

山 口県 技 術 ・市 場 交 流 プラザ 開催 事 業 商 工 労働 部 2，030
徳 島 県 中小 企 業 融 合 化促 進 事業 商 工 労働 部 1，512 国補

徳 島 県 技 術 普 及 対 策 費 商 工 労働 部 2，761 国補
香 川 県 技 術 ・市場 交 流 プラザ 商 工 労働 部 0 国 関 連

香 川 県 産 学 官 交 流 会 商 工 労働 部 1，091
県
（協議 会 と共 同）

愛 媛 県 地 域 技 術 普 及促 進 事 業 経 済 労働 部 2，352 国 関連 1，176

愛 媛 県 異 業 種 間交 流 促 進 事 業 経 済 労働 部 2 ，824 国 関 連 1，4 12

愛 媛 県 技 術 リサ ーチ フォーラム開催 事 業 経 済 労働 部 1，903 県 単

高 知 県 サイエンスウッド開発 協議 会 商 工 労働 部 4 ，559 県 単

福 岡県 地 域 科 学 技 術 フォー ラム事 業
商 工部
新 産業 ・技術 振 興 課 4，405 国 関 連

福 岡 県 地 域 技 術ネ ットワー ク形 成 事 業
商 工部
新 産業 ・技 術 振 興 課 6，085 国関 連

福 岡 県 工 業 技 術 センター
商 工部
新 産 業 ・技 術 振 興 課 422

佐 賀 県 地 域 技 術ネ ットワー ク形 成 事 業 商 工労 働 部 6，280 国 関連
佐 賀 県 技 術 ・市 場 交 流フラ ザ 事 業 商 工労 働 部 1，4 12 国 関連
長 崎 県 異 業 種 交 流 長 崎 県 大 会 商 工 労働 部 1，007 県 単
長 崎 県 異 業 種 交 流 団 体 育成 事業 商 工労 働 部 4，550 国 関係 、県 単
熊 本 県 技 術 ・市 場 交 流プ ラザ 事 業 商 工観 光 労 働 部 3，04 4 国 関連
熊本 県 産 学 官 地域 技術 連 帯促 進 事 業 商工 観 光 労 働 部 59 1 県 単

熊本 県 熊 本 知 能システ ム研 究会 負 担金 商工 観 光 労 働 部 2，00 0 県 単
熊 本 県 くまもと科 学 ・技術 振興 クラブ負 担金 商 工 観 光 労 働 部 4 ，000 県 単

熊本 県
I回 路 とシステム、コンピュー タと通 信 合 同技 術
会議 」開催 事 業 費 補 助 金 商 工 観 光 労 働 部 700 県 単

大 分 県 技術 ・市 場 交流 プ ラザ 開催 事 業 産 業 振 興 課 2 ，826 国 関 連 （1／2）
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研究交流推進（その他の研究交流）（間12－1）

事業概要

カタライザー派遣事業 （甲小企業診断士等からなるカタライザーを派這）、
融合 化センター事業 （異業種交流の拠 点として相談 ・交流等 を実施）
異分 野甲小企業者のグルーブに対し、研 究開発事業等への補助を行う
勉 弓虫会 ・情報 交流の場を提供し、産業界における新産業創造 に対する気運の一層の醸成を凶る ・セミナー、事例発
表 会等
新製 品の開発をめざす 異業種交流グルーブが、開発に移る前段階の取組として開発 に必要な技術、ニーズ等につ
いての企画 ・調査 ・研究を実施する場合の経費を補助 ・6グループに補助金を交付
異業種交流グルー；ブを桔成し、技術 課題 に対す る意 見交換、字識者 による指導助言等を行う
・異業種交流グループ結成のためのフォーラム等
工業技術センターと企業技術者の交流活動をより活発化 し、企業ニーズに沿った情報 交換、技術交流、研 究会活動
等を行う。
1）技術フォーラム開催事業 2）移動工業技術センター開催事業 （技術講座） 3）工学塾開催事業 4）テクノリサーチ
運営事業
主に中小企業の技術者を対象 に専門の講師を招き、講習会を行 う。
県内異業種 交流の促 進を目的とする交流会、情報提供事業等。
又、県内外の大学等 との交流会の実施。
異業種交流グループの行う研究 開発事業に対して補助をする

県内 試験研究機 関の連携 推進のための構想策定、研 究機 関視察等
定例会、研修会、講習会 、先進地視 察等
工業技術センターの技術成果を普及する講習会
中小企業の異業種間技術 交流促進
中小企業の異業種間の技術融合化の促進
医用工学関連産業の振興を図るためシンポジウム・セミナーを開催する
つくばの最先端技術情報を入 手するため岡山とつくばの研 究者 の交流を行う
国税庁醇造研究所 の移転を機 に，地域企業・大学・公設試との研 究交流を実施する。

異業種の中小企業者が意見交換 ・情報交換 ・技術交流等を行う会 を開催する。

企業の技術 的課題への技術相談を行うほか，共 同研究会等を開催する。
異業種の甲小企業を1年間指定して、技術市場プラザを設置し、発表、見字、意 見交換等を通じ、発想 の転換、技
術交流 、技術移転を促進する。
異分野 中小企業者 の知識 の融合 による新製品開発を促 進するためlプラザ」を開催する
工業技術センターの研究成果を普及す るため講 習会を開催 する
異なる経営資源 を融合化し新分野の開拓 を促進 するため、異業種企業による交流事業を実施する。

産学官等による共同研 究の実施
開発された技術等を周辺地域の中小企 業に普及 ・指 導を行う。
中小企業相互の技術開発及び技術 ・市場 関連の経営 問題に関する経験及 び意見交換の場づくりを行い、融合化の
第一段 階としての人的交流、技術交流を促進する。
県内中小企業が直面している技術的課題 、あるいは2、3 歩先を見据えた新しい技術について 自由な意見 ・情報交
換等を行う産 ・学・官の研 究会を開催 する。

－

地域 における科 学技術の振 興を図るため、有識者、研 究者の参画を得てフォーラムを開催。
地域の産字官が連携した恒 常的技術ニーズ把握体制の確 立、技術課題の解決 、開発成果 の企業化及 び技術移転
の円滑化を図ることを 目的とした地域技術研 究会の運営。

研究成果発表会の開催
県内の産学官が連携し、技術的課矧 こついて研究会活動を行い地域技術のネットワークを形成 する
異業種 中小企業者 の知識又は経 営資源の融合化を図り、新分野の開拓等を行う
異業種 交流7 団体によるシンポジウム、交流会等
異業種 交流団体への助成
県内中小企業異業種間の交流促進
産学官技術交流会の開催

産学官 が連携し、知能システム技術に関して地域企業の技術 高度化 を目指す研究会に、会員 として負担金を拠 出
産学官 が連携を深めるための交流会、技術セミナー等を実施するクラブに、会員として負担金 を拠出

本 県工業振興 にとって重要な電子分野 に関する国際会議の熊本市での開催に対する補助

中小企 業間の交流を促 進するために情報交換 の場を提供する。
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研究交流推進（その他の研究交流）（間12－1）

部 局 名 団体 名 事 業名 所 管 部 局 決 算額
県 単 か

国 関 連 か

宮 崎 県 技 術 市場 交流 プラザ
商 工 労働 部
工業 振 興 課 1，136 国 関連

宮 崎 県
技 術 ・市場 交流 プラザ 九州 沖縄 ブ ロック大 会 商 工 労働 部

500 県 単運 営費 補 助 工 業振 興 課

鹿 児 島 県 技術 ・市場 交 流 プラザ 開催 事 業 商 工 労働 部 1，412 国 関連

鹿 児 島 県 産 学 交流 推 進 事 業 商 工 労働 部 1，685 県 単

鹿 児 島 県 研 究 開発 企画 調 整 事 業 商 工 労働 部 15，932 県 単
鹿 児 島 県 工 業 技術 支援 事 業 商 工 労働 部 11，1 11 県 単

鹿 児 島 県 研 究 交流 事業 商 工 労働 部 1，7 16 県 単

横 浜 市 異 業種 交流 促 進 事 業 経 済局 7，242
名 古屋 市 技 術 ・市 場 交流 プラザ の 開催 経 済局 4，5 18 国 （1，518補 助）

名 古屋 市 マイクロマシン研 究会 の 運 営 経 済 局 3，000 市 単
名 古屋 市 マイクロマシン研 究 開発 の 推 進 経 済 局 5，000 市 単

名 古屋 市
インバ ース ・マ ニュファクチャリング ・システム研
究 会 の運 営 経 済局 1，500 市 単

名 古屋 市 イメー ジウェア研 究会 の運 営 経 済局 1，500 市 単

大 阪 市 新 分 野 開拓 促 進 事 業 経 済局 7，056 国 関連

神 戸 市 神 戸 市技 術 交 流 会 産 業振 興 局 1，758 市 単独 費

広 島 市 技 術 交流 経 済 局 2，437 市 単
北 九州 市 産 字 官 ・異業 種 交 流 指 導 事 業 経 済局 工 業 課 2 ，800 市 単
福 岡 市 中小企 業 融 合 化 促 進 事 業 経 済振 興 局 1，769 国 関連

農 林
水 産 系

北 海 道 林 業試 験 場 研 究 成 果 発 表 会 林務 部 0
宮 城 県 教 育研 修 事業 水 産林 業 部 55 県 単

埼 玉 県
バイオテ クノロジ ー 実用 化 研 究 推 進 事 業
（研 究 交流 会） 農林 部 855 県 単

新 潟 県 沿 岸 諸 国 との 水 産 交流 事 業 農 林 水 産 部 4 ，008 県 単

石 川 県 特 別研 究員 招 請 事 業
農 林 水 産 部
（農 業総合 センター） 3，335 県 単

愛 知 県 企 画 情 報 費 （共 同研 究 推 進 費 ） 農 業水 産 部 9，767 県 単
広 島 県 アグリフラ ザ 人 的 交 流 事 業 農 政部 2，850 県 単

愛 媛 県
農 林 水 産 業バ イオテクノロジ ー等 研 究 交 流 促
進 事 業 費 農林 水 産 部 3，045 県 単

高 知 県 アグリ情 報システム化 推 進 事 業 農林 水 産 部 2，547 県 単
高 知 県 高 知 県 林 業 作業 ロボット開発 会 議 森林 局 52，000 県 単

福 岡 県 福 岡 県 農 業 関係 試 験 研 究 成 果 発 表 会
農 業 総合 試 験 場
（企 画経 営部 企 画 課） 0

福 岡県 産 ・学 ・官 研 修 会 の開 催 農 政 部農 政 課 222
佐 賀 県 ハイテク農 業研 究推 進 事 業 農林 部 1，142 県 単

保健 ・
環 境 ・
衛 生 系

埼 玉 県 さいたま環 境研 究 フォー ラム 環境 部 0

岐 阜 県 ぎふ 生命 科 学研 究推 進 協 議 会 費 衛 生環 境 部 1，200 県 単

愛 知 県 国際 長 寿 科 学シ ンポジウム開 催 費 負担 金 衛 生 部 12，000 県 単

奈 良県 薬 用植物 栽培 ・品質 評価 指 針作 成検 討委 員 会 福祉 部 健 康 局 1，441 厚 生省 、県

奈 艮県 一 般 用 医 薬 品統 一試 験 法 作 成 福祉 部 健 康 局 0 厚 生省 、県
企 画 ・
総 務 系 岩 手 県 リモ ー トセンシング活 用 調 査 事 業 企 画調 整 部 907 県 単

岩 手 県
試 験 研 究機 関 フォー ラム （東 北インテリジェン
ト・コスモス構 想 推 進 岩 手 県 協 議 会） 企 画 調整 部 0 県 単
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研究交流推進（その他の研究交流）（問12胃1）

事 業概 要

中小 企 業 の 技術 市 場 問題 等 に 関す る意 見 交 換 等 の場 の 開催 （異業 種 交 流 ）

技術 市 場 交 流 プラザの 九 州 沖縄 ブ ロック大 会 開 催 経 費 の実 行 委 員 会 へ の補 助 （単年 ）

公 募 により，県 内の 異 分野 甲小 企 業 者 約 2 0 名 程 度 を技術 ・市場 交 流 プラザ参 刀口者 として指 定 し，月 1回 年 12 回程
度 開 催 す る定例 会 （公 園，情 報 交換 ，工 場 見 学 等）を通 じて，参 加 企 業 間 の知 識 ・ノウハ ウ・経 営 資 源 の相 互活 用 を

図る。
産 字 の相 互 の 人 的 ・技術 的 ・知 的 交 流 の推 進 を図 り，字 の技 術 シーズ と産 の 技術 ニー ズを有機 的 に結 び つ け，当 県
地 域 企 業 等 の新 技 術 ・新 製 品 開発 等 を支援 す る。
外 部 の研 究 機 関か ら人材 の招 聯 及 び研 究機 関へ の研 究 員の 派 遣研 究

工 業 技術 セ ンター 研 究 成果 発 表 会 の開催 ，研 究 会 の組 織 化
試 験研 究業 務 の 効 率 的な運 営 を図 るた め，県 立研 究機 関，大 字 等 の専 門研 究員 を招 将 して指 導 を受 ける。
また，これ らの先 進 地 へ研 究職 員 を派 遣 して専 門的 知 識 ・技 術 の研 修 を受 けさせ る。
異 業種 交 流 を促 進 させ るため の活 動 費の 補 助
異 業種 交流 事 業 け クノプラグナゴヤ」を開催
マイクロマシンに関 す る研 究 会 の実 施
名 古屋 地域 の 産 字 官 の連 携 によりマイクロマシンのプ ロトタイプ の研 究 開発 を行 う。

資源 循 環 型 生 産 システムにつ いての研 究会 の実 施 。

次世 代 の情 報産 業 につ いての研 究会 の 実施

・大 阪 市融 合 化 センター管 理 運 営 事 業 （異 業種 中小 企 業 の 拠 点となる場 の提 供 及 び 融合 化 に関 す る指 導 ・相 談 業務 や
情報 の 提供 ）

・大 阪 市異 業 種 交 流 プラザ 事 業（中小 企 業 間 で交 流 を行 い、新 たな製 品、新 たなサ ー ビスを開 発）
・大阪 市 テクノコミュニケー ションプ ラザ 事 業 （異 業 種 企業 が技術 の交 流 、情 報 の交 換 を行 い 、新 製 品 、新 技 術 の 開発 、
新 市 場 の拡 大を図 る場 を提 供）

・なにわ のハ イテクパ ー トナ ーバ ンク事業 （先 端 技 術 分 野 、従 来 型 技 術分 野 に精 通 す る人 材 、研 究 機 関 をデ ータバ ン
クに登 録 し、中小 企 業 の求 める適 切 な人 材 、研 究 機 関の 情報 を提供 ）
市 内産 学 官 の連 携 に基 づく技術 研 究グル ーブ の交 流 促 進
新 素 材 ・資 源 高 度利 用 ・生 活 環 境 ・エコロジー 技 術 交 流 部会 を開 催
産 学 官 ・異 業 種 交 流 あるい は企 業 交 流促 進 、融 合 化 等 の促 進 を図るた めの事 務 局 運 営。
技 術 、市場 交 流 プラザ の開 催 。異業 種 交 流 グル ー プ の育 成 。
平 成 7 年 度
一 般 県 民 を対 象 として、水 産 関係 試 験研 究機 関 の研 究 成果 を公 表 す る。

産 官 学 の関 係 者 を構 成 員 に して交 流 会 を開催 す る。
内 水 面水 産 試 験 場 と甲国 黒 竜 江省 との水 産 技 術 交 流 （養 殖 技 術 指 導 等 ）、
水 産 試 験場 とロシア極 東 地 域 との水 産 技 術 交 流 （スル メイカ、マイワシの水 産 資 源 調 査等 ）

（1）米 （米飯 ）の物 性 評 価 法 の確 立 、
（2）リンゴ果 実 の成 熟 特 性 の解 明 と晶質 向上 技 術 の確 立
共 同研 究の 推 進と研 究 の高 度 化 を図 る。
○ マツダ （株 ）・中 国電 力 （株 ）との交 流 会　 ○ 島 根 県 ，宮 城 県 ，鳥 取 県との 技術 交 流

（1）農 林 水 産 業研 究 開発 交 流 事 業 、 （2）バイオ研 究 交流 会 事 業 、（3 ）テーマ別 交流 研 究 会 事 業、担）先 進 地 調 査
研 究 成果 普 及 の ための 交流 会

－

農 業 総 合試 験 場 の 最 近 の主 要 な成 果 を紹 介。（経 常経 費 の枠 内 で運 用 してい るため 、個 別 計 上 は 困難 ）

福 岡 県バ イオテクノロジ ー研 修 会 の 開催
研 究 課題 に対 し外 部 か ら助 言 を得 る。研 修 のた め、職 員 を外 部 へ派 遣 す る。
県 の試 験 研 究 機 関 による研 究成 果 の発 表 。

生命 科 学 の研 究 に携 わ る産 学官 の 関係 者 で構 成す る協議 会 を設 置 し情 報 交 流 、研 修 等 の場 づ くりを行 う

内外 の有 識 者 を招 き、心 豊か な長 寿 社 会 の形 成 をめざす た め開催 す る。
・特 別 講 演　 2題 ・パ ネル デ ィスカッション ・分 科 会 4 セ ッション

薬 用 植 物 の 品質 保 存 、栽 培 方 法 の確 立 のための 指針 作成 及 び その 栽培 品の 品 質評 価 を行 い、優 艮 品種 の保 存 、
確 保 を図る
一 般 用 医 薬 品 （O T C ）の統 一 試 験 の作 成 を 目的 とす る（4，709：薬 事 指 導所 事 業 費 内 ）

宇 宙 開発 事 業 団 が実 施 す る自治体 プ ロジェクト事 業 の導 入 準備 のための 産学 官研 究 会

県 内の試 験 研 究 機 関の 交流 や 共 同研 究 を促 進 す るためのフォー ラムを開催
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研究交流推進（その他の研究交流）（間12－1）

部 局名 団体名 事業名 所管部局 決算額 県単か
国関連か

埼玉県 学際交流研 究集会 企 画財政部 168
東京都 産学交流会議 総務 局 336 都単
東京都 交流事業協議会 総務 局 606 都単

神奈川県 科学技術ネットワーク化推進事業 企画部 14，373
県単（県負担額
は8，740）

山梨県 科学技術シンポジウム 企画県民局 58 1 県単

岐阜県 東海テクノハイランド研 究交流会の開催
総務部総合政策課（岐
阜県研究開発財団） 2，000 県単

岐阜 県 ハイテク得意技術研 究会 総務 部 1，200 県単
岐阜 県 先端技術交流講演会 総務部 500 県単

大阪府 研 究開発推進事業
農林水産部、
環境保健部 、商工部 180 府 単

奈 良県 高山サイエンス交流会推進事業
企画部
学研都 市推進室 5，000

奈 良県 奈 良県研究交流 会 企画部 4，709 県単
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研究交流推進（その他の研究交流）（間12－1）

事業概要

県の研究職員の若 手を中心 に産 ・字・行政の研 究者を交えた交流集会 を開催する。
産 業界や研究開発機 関と大学が研究教育の振興推進に関して意見交換などを行う。
科 学技術 交流事業の推進に当たり、広 く学外 の意見を反映させることを目的とする。

県内の研 究機 関、研究者 の交流の場 として設立した「かながわ研 究交流推進協議会」の運営を支援する。
県立試験研究機関をはじめとする県内研究者 の研究内容を紹介するとともに、研究者相互の情報交換や交流を通
じ、研究シーズの発掘や共同研 究の促進を図る。

県内の産学官の研究者の研究交流を促進する
産官学でのテーマ別検討会
研 究成果 の発表 と先端科学技術 に関する講演

府 立試験研究機関の職員間の連携 を図り分科会活動などを行なう

奈良先端科学技術大学院大学の活用を目的とした産学官交流
奈艮県公設試験研究機 関を通じて、本 大字 （奈 艮県先端科学技術 大字院大字）と各企業が効率的な交流精勤など
を展開することを目的とする（4，709：薬事指導所事業費内）
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研究所・研究開発型企業支援（間13－2）

部 局 名 団 体名 事 業名 所 管 部 局 決 算 額
県 単か

国 関 連か

商 工 系 北海 道
北 の技 術 開 発ネ ットワー ク形 成 推 進費
（技 術 開発 コンソーシアム形 成 促 進 費 補助 金 ） 商 工 労働 観 光 部 10，000 道 単

北海 道 技 術 開発 派 遣 指 導 事 業 費 商 工 労働 観 光部 34，618 道 単

北海 道 移 動 工 業試 験 場 費 商 工 労働 観 光部 1，284 道 単

北海 道 技 術 指 導費 商 工 労働 観 光部 1，210 道 単

北海 道 地 域 技 術 高度 化 促 進 費 商 工 労働 観 光部 3，804 道 単

北海 道 創 造 的 中小企 業技 術 開発 事 業費 補 助 金 商 工 労働 観 光部 89，554

国 関連
（補 助金 ）
（国 費 ：44 ，777）

北海 道 創 造 的 中小企 業 創 出支 援 事 業 商 工 労働 観 光 部 50，000

国 関連
（国 費 ：33，500）

北海 道 地 域 工 業技 術 ネ ットワークの推 進 商 工 労働 観 光 部 7，930 道 単

北海 道 技 術 開 発 指 導 費 商 工 労働 観 光 部 10，587

国 関 連
（国 費 ：5，294）

北海 道 地 場 工 業 等 育成 強 化 促 進 事 業 商 工 労働 観 光 部 109，000 道 単

北海 道 技 術 高 度化 プ ロモー ション事 業 商 工 労働 観 光 部 13，000 道 草

青森 県 研 究 開 発スーパ ーバ イザー 活 用促 進 事業 商 工 観 光 労働 部 3 ，500 県 単

青森 県 地 場 企 業 新 商 品 開発 支 援 事 業 商 工 観 光 労働 部 20 ，285 県 単

青森 県 地 域 産 業 技術 補 助事 業 商 工 観 光 労 働 部 88 ，490 国 関 連

岩 手 県 海 洋バ イオテクノロジー研 究 開発 促 進 事業 商 工 労 働 部 4 ，800 県 単

岩 手 県 中小 企 業 技 術 改 善費 補 助 商 工 労 働 部 128 ，600
国 関 連
（補 助 率 1／2）

岩 手 県 産 字 官 共 同研 究促 進 事業 商 工 労 働 部 8 ，000 県 単

岩 手 県 異業 種 連 携 技 術 開発 促 進 事 業 商 工労 働 部 10 ，000 県 単

岩 手 県 新 技 術 開発 企 業 育成 資金 利 子 補 給 補助 商 工 労 働 部 5 ，506 県 単
宮城 県 技 術 改 善 費 補 助 事 業 商 工 労働 部 31，800 国 関連

宮 城 県 中小 企 業 新 分 野 進 出 等補 助 金 商工 労働 部 6 ，866 国関 連

秋 田県 地域 技 術 改 善 費 補 助 事業 商 工 労 働 部 154 ，000 国 関連
秋 田県 テクノサテライト企 業 育成 事 業 商 工 労働 部 12 ，000 県 単
山形 県 技術 改 善費 補 助 事 業 商 工 労働 観 光 部 86 ，9 31 国 関連 、43 ，465

福 島 県 産 学 官共 同研 究 助 成 事 業
（財 ）福 島 県 工業 技
術 振 興 財 団 1，200 県単

福 島県 先 端 技術 研 究 開発 助 成 事業
（財 ）福 島 県 工業 技
術 振 興財 団 1，200 県単

福 島県 中小企業リストラ促進緊急支援モデル事業
（財 ）福 島 県 工 業技
術 振 興財 団 50，000 県 単

茨 城 県 新製 品 等 開発 支 援 事 業 商 工 労働 部 237，94 0 国補 112 ，114

栃 木 県 新 技術 ・新製 品 開発 促 進 事 業費 商 工 労働 観 光部 53，398
県単 、

一部 国 関連

栃 木 県 技 術 開発 活 性 化 事 業 商 工 労働 観 光部 155，616
県単 、

一 部 国 関連

栃 木 県 技 術 交 流 事業 商 工 労働 観 光部 4，786

県単 、

一部 国 関連
栃 木 県 地 域 共 同研 究 等推 進 事 業 商 工 労働 観 光部 213 県 単

栃 木 県 技 術 指 導 事業 商 工 労働 観 光部 16，914

県 単 、

一部 国 関連
栃 木 県 省 資源 リサイクル 技 術 開発 事業 商 工 労働 観 光部 20，115 県単

栃 木 県 地 域 特 性活 用 研 究 事 業 商 工 労働 観 光部 90，966

県 単 、

一部 国 関連
群 馬 県 インキュベ ー ト促 進 対 策 商 工 労働 部 1，199 県単
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研究所・研究開発型企業支援（間13ー2）

事 業 概 要

（社）植 物 情 報 物 質研 究セ ンター へ の支 援

中小 事 業者 等 が行 う技 術 開発 を人材 面か ら支 援 す るため、工 業技 術 指 導 センター の研 究職 員 を現 地 に派 還 し、甲
長 期 間 、技 術 指 導 を行 う。

道 内 各 地 のニー ズ に基 づ き、移 動 工 業試 験場 を開催 し、講 演 、懇 談 会 を通 じて技 術 相 談 、指 導 を行 う。
中 小企 業 等 の依 頼 により、工 業 試 験 場 及 び企 業の 現 場 にお いて技 術 指 導 を行 う。甲小企 業 等 の技 術 者 等 を研 修 生
として受 け入 れ 、新 技 術 等 に対 応で きるように技 術 者 を養 成 す る。展 示 会 への 出 展 、技 術 情 報 誌 の発 行
技 術 移 転 地域 交 流 会 を開催 し、地 域 企 業 の‾技 術 力 の 同上 、産業 構 造 の 高度 化 、技術 移 転 の 促 進 を図る。
地 域 技 術 普 及 振 興 展 を開催 し、試 験 、研 究 の成 果 を紹 介 す る。

中小 企 業 創 造 活 動 促 進 法 の認 定を受 けて行 う研 究 開発 等 に対す る補 助 。

中小 企 業 創 造 活 動 促 進 法 の認 定 等 を受 けて行 う研 究 開 発 等 に対 す る投 資 等。
地 元 企 業 の研 究 グル ー プが 行 う研 究 開発 を支 援 するため 、工業 試 験 場 や食 品加 工研 究 センター の研 究 員 を派 遣
し、地域 の技 術 開 発 を促 進 す る。

中小 企 業 の依 頼 に応 じ、技 術 アドバ イザ ー を派 遣 して技術 指 導 を行 う。

研 究 開 発 補 助 事 業 ：80，000 中小 企 業 等 が行 う新製 品新 技 術 の 研 究 開発 に関 する基 礎 試 験 、試 験 研 究 などに対す る
補 助 。 従 業 員 等 派 遣 補 助 事 業 ：4，0 00 中小企 業 等 が行 う人材 育成 （従 業 員 等 の先 進 企 業 、試 験 研 究機 関 、大 学 等へ

の派 遣 ）に対 す る補 助。 新 株 等 引 受 事業 ：25 ，000 中小 企 業 等 が行 う場 合 に発 行 す る新 株 等 の 引受
組 合 等 が行 う技 術 開発 ・導 入 等 に対 す る研 修 会 ・研 究 会 などの技 術 向上 対 策事 業 に対 す る補 助 。
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す る。
県 内 甲小 企 業者 に対 し、企 業 化 ・冥 用 化 の段 階 まで 至っていない新 技術 の試 作 ・研 究 開 発 に要す る経 費 の一 部 を
補 助 す る。

海 洋バ イオ テクノロジー研 究 の促 進 のた め、釜 石 市 に 立地 している （株 ）海 洋バ イオテクノロジー研 究所 に研 究 を委
託

中小 企 業 が 自ら行 う新 製 品 ・新 技術 等 に関 す る技 術 開発 に 対し、その 開発 に要 す る経 費 の一 部 を補助

中小 企 業 が大 学 等 と共 同 研 究 を行 う場 合 に要 す る経 費 に対 しその 一部 を補 助
異 業 種 中小 企 業 間 の知 識 の 融合 による新 分 野 の 開拓 と技 術 開発 に要 す る経 費 に対 しそ の一 部 を補 助
先 端 技術 等 の新 技 術 の 導入 、開 発 を行 う技 術 革 新 型 の先 導 的 甲核 企業 を育成 するた め、当該 企 業 が 融資 機 関か ら
借 り入 れ た資 金 にか かる利 子 の 一部 を補助
県 内 の 中小 企 業 が 、新 製 品の 開発 ・新 技 術 の 開発 を行 う際 の経 費 を助 成 す る。
県 内 の 中小 企 業 が 、新 分 野 へ 進 出 す るた めに新 製 品 の 開発 ・新 技 術 の開 発 を行 う際の 経 費 を助 成 す る。
新 製 品 ・新 技 術 の 開発 に対 す る補 助 金 の 交付
新 製 品 ・新 技 術 の 開発 に対 す る補 助 金 の 交付 （テクノポ リス地 域 外 の企 業 が対 象 ）
中小 企 業 が 自ら行 う研 究 開 発 に対 し補 助 する。

中小 企 業 が実 施 す る研 究 開 発 事 業 に補 助 金 を交 付 す る。

中小 企 業 が実 施 す る研 究 開 発 事 業 に補 助 金 を交 付 す る。

事 業 の 多様 化 、生 産 性 の 向上 を図るた めの顔 備 改 良 、工 程 改 善 、管理 技 術 の改 善 等 に対 す る補 助 金 を交 付 す る。

中小 企 業 が行 う新 技術 新 製 品開 発 経 費 の一 部 を助 成 す る。

企 業 や 組 合 等 が行 う新 技 術 ・新 製 品 の研 究 開 発 に対 す る補 助 。
中小 ・中堅 企 業 の技 術 力 向上 を促 進 し、研 究 開発 型 企 業 の育 成 と技 術 開発 の活 性 化 を図 るため 、産 字 官 が連 携 し

て行 う技 術 開発 や 調 査 研 究 等 。
異 分 野 の 甲 小企 業が 行 う交 流 ・開発 ・事業 化 に対す る支 援 として、テクノプラザ とちぎ へ の補 助 や 融 合 化 促進 室 の運

営 。
中小 企 業 者 の 困難 な研 究 課 題 につ いて、工業 試 験 研 究機 関 が代 わ って研 究 開発 を実施 。
甲小 企 業 の 従 業員 等 を対 象 とした 人材 育 成 、技 術 課 題 に対 す る指 導 助 言 等 により、甲小企 業の研 究 開発 等 の技 術

力 向上 を図 る。
工業 試 験 研 究 機 関の技 術 シ ーズを活用 し、産 業廃 棄 物 の 減 量化 ・再 利 用 を促 進 す るため の技 術 開発 の実 施。

地 域 資 源 を有 効 活 用 し、地 域 の活 性 化 に 資す る基 礎 的 ・先 導 的研 究 を産 学官 が連 携 して実 施 。

ぐん ま産 業 高 度化 センター 貸 研 究 室 入 居 企 業 へ の賃 料補 助
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研究所・研究開発型企業支援（間13－2）

部 局名 団 体名 事 業名 所 管 部 局 決 算 額
県単 か

国 関連 か

群 馬 県 新 分 野 進 出 ・新 製 品 企 業化 支 援 補 助 金 商 工 労働 部 19，465 県 単

群 馬 県 研 究 開発 特 別 支 援 補 助金 商 工 労働 部 147 ，605 県 単

群 馬 県 甲小企 業構 造 調 整 支 援 補助 金 商 工 労働 部 50 ，000 県 単

埼 玉 県 彩 の国 創 造 的 技 術 開発 支 援 事 業 商 工 部 23 ，000 国関 連 （6，500）

埼 玉 県 中小 企 業創 造 活 動 促 進 事 業 商 工 部 30 ，000 国 関連 （15，000）

埼 玉 県 中小 企 業 育成 促 進 事 業 商 工 部 1，150 県単

千葉 県 技 術 改 善 費補 助 金 商 工 労働 部 3 1，20 1 国 関連

千葉 県 中小 企 業 技術 開発 促 進 補 助 金 商 工 労働 部 2 ，500 県単

千 葉 県 技 術 市 場 交 流プ ラザ開催 事 業 商 工 労働 部 2，712 国 関連

神 奈 川 県 技 術 向上 奨励 補 助金 商 工 部 50，000 国 関連

神 奈 川 県 先 端 技 術 開発 奨励 補 助 金 商 工 部 14 3，000 県単

神 奈 川 県 創 造 的 中小 企業 振 興 事 業 補 助 金 商 工 部 150 ，000 国 関連

新 潟 県 ゆめ ・わ ざ・ものづ くり補 助 金 商 工労 働 部 275，000 国 関連
新 潟 県 新 分 野進 出事 業 費補 助 金 商 工労 働 部 26，000 国 関連
新 潟 県 地場 産 業 等 振 興 対策 費 補 助 金 商工 労 働 部 17，218 国 関連

富 山県 富 山 県地 域 産 業 技術 振 興 費 補 助金 商 工 労 働 部 78，900 国補

石 川 県 石 川 ブ ランド技 術 開発 補 助 金
商 工労 働 部
（商 工政 策 課 ） 50，000 県 単

石 川 県 石 川 県産 業 技 術 等研 究 開発 補 助金
商 工労 働 部
（商 工政 策 課 ） 102，800 国補

福 井 県 福 井 県技 術 改 善 費 補助 金 商 工労 働 部 62，820 国 関連

福 井 県 中 小 企業 高度 技 術 開拓 事業 補 助 金 商 工労 働 部 50，000 県 単
福 井 県 新 分 野進 出等 事 業 補助 金 商 工労 働 部 12，6 10 国 関連
福 井 県 新 産 業創 造 推 進 人材 育成 事 業 補助 金 商 工労 働 部 4，092 県 単
山梨 県 技術 改善 費 補 助 金 商 工労 働観 光 部 36，000 国 関連 （18，000）
長 野県 中小企 業技 術 開 発 費補 助金 商 工部 35，824 国補
長 野県 中小 企業 技 術 開 発 費補 助金 商 工部 4，000 県 単
岐 阜 県 O R T 事 業 商 工労 働 部 7，169 県 単
岐 阜 県 技術 指 導 促 進 費 商 工労 働 部 11，152 国
岐阜 県 巡 回 技術 指 導費 商 工 労働 部 18，565 国

岐 阜 県 地 域 産 学 官共 同研 究 事 業費 商 工 労働 部 60，000 国
岐 阜県 V R 研 究 開発 推 進 事 業 商 工労 働 部 18，700 国
岐 阜 県 創 造 的 中小 企 業 育 成 事 業 商 工労 働 部 1，300 県 単
岐 阜 県 岐 阜 県 技術 向 上奨 励 費 補助 金 商 工 労働 部 12，726 国

静 岡県 中小企 業 技術 改 善 費助 成 商 工労 働 部 191，628
国 関連
（国95 ，8 14 ）

静 岡県 中小企 業 研 究 開 発 助成 事業 費 商 工労 働 部 97，395 財 団事 業
静 岡 県 創 業 者等 研 究開 発 助成 事 業費 商 工 労働 部 10，000 財 団事 業
静 岡 県 産 学 共 同研 究開 発 委 託 事 業費 商 工 労働 部 170，400 財 団事 業

愛 知県 技 術 改 善費 補 助 金 商 工部 65，354 国 関連

愛 知 県 新製 品・新技術掘り起こし研究開発促進事業費 商 工部 30，560 県 単

愛 知 県
甲小 企 業技 術 支 援 事 業
実 施 主 体 財 団 法 人科 学 技 術 交 流財 団 商 工部 0 県 単

三 重県 中小企 業 技術 改 善 費補 助 事 業 商 工労 働 部 25，000
国 開運
（国 1／2、県 1／2）

三重 県 緊 急 円 高対 策 技 術 改 善費 補 助 事 業 商 工労 働 部 30，000 県単
三重 県 異 業種 共 同技 術 開発 補 助 事 業 商工 労 働 部 22 ，000 県単
滋 賀 県 地 域 産 業 技 術 改 善費 補 助 金 商 工 労働 部 10 ，127 国 関連
滋 賀 県 先 端技 術 開発 促 進 事 業補 助 金 商 工労 働 部 7，000 国 関連
滋 賀 県 滋 賀 の新 しい 産 業 づ くり促 進 費補 助 金 商 工労働 部 32 ，930 県単
滋 賀 県 滋 賀 県 技 術 開発 促 進 費 補 助 金 商工 労働 部 57，504 国関 連
京 都 府 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事業 商 工 部 4 ，6 70 国 補
京 都 府 ハ イテク技 術 巡 回 指 導 事業 商 工 部 1，69 5 府 単
京 都 府 中小 企 業 技 術者 研 修 事 業 商 工 部 7 ，753 国 補
京 都府 人 材 育 成 事 業 商 工 部 1，697 府 単
京 都府

大 阪府

中小 企 業 技 術 改 善費 補 助 事 業 商 工 部

商 工 部

106，000

0

国補
間接ベンチャーキャピタル制度 （直接投 資含 府 単
む、大阪府研 完開発型企業振興財団で実施 ） 712，935
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研究所・研究開発型企業支援（間13－2）

、事業概要

企業の開発の前段階のソフト的経費 に対す る補助
企業の研究開発 経費 に対する補助
企業の開発品の量産化設備に対する補助
県内の中小企 業が行う新製品 ・新技術開発 等に対して補助金を交付す る。
甲小企 業創造活動促進法の認定を受けた事業計画 に従って行う新製品 ・新技術開発等 に対して補助金を交付す
る。
独 自の技術力や製 品開発力等を背景に地域経済を支える甲 核企 業を経営面か ら支援する。
（平成 7年度指導対象企業数　 5社 ）
新技術 の研究、新製品の試作等を行う企業者に対する補助 （1企業3 0，00 0限度 ）
新技術 の研 究、新製品の試作等を行う企業者に対する補助 （1企業5 00限度 ）

中小企 業の実施する新製 品・新技術開発に要する経費の一部を助成する。
中小企 業の実施する新製 品・新技術開発に要する経費の一部を助成する。
中小企 業の実施する新製 品・新技術開発に要する経費の一部を助 成する。
中小企 業者が新技術 開発などの研究開発に取り組 む際の経費の一部を補助
中小企 業者が行う新分野進 出等のための技術開発等 に必要な経費の補助
地場産業の振興のため協 同組合等が行う研 究開発 に必要な経費 の補助
中小企 業の行う技術開発 、試作に対して助成するもの

県内中小企業が開発 した優秀な新製品等の企業化を促進するため、販売促進活動に対し補助 （39件）

県内中小企業 が行 う新製品、新技術の研究開発事業に対し補助 （27件）
生産技術の改善を図るための、技術 開発研究および試 作に対する助成
独 自の技術力等の特色を持つ 中小企業者を育成するため、独創的技術開発 に助成
甲小企 業者の新分野進 出等 のための技術 開発 および商品開発 等に助成
加 工技術に関する企 業技術者の育成 に対する助成
中小企 業が行う新製品、新技術の開発 に対して助成する。
一般技術枠　 補助率2／3以内　 500万円以 内　 創造枠 補助 率2／3以 内　500万 円以上3，000万円以内
一般技術枠　 補助率2／3　500万円以 内　 創造枠 補助率2／3以内　500万円以 上3，000万 円以内
県が行う研究開発に企業技術者を参加させ、技術習得を図る
技術普及講習会 、技術 ・市場交流研修会 、創造的 中小企業の育成等
企業への巡回技術指 導、技術アドバイザーの派遣
中小企業の活性化及 び新規 産業の創 出を図る
V R技術の活用により産業の高度化を図る
試験研 究機 関の特有の技術により、工程改善新製品開発 に成 果が期待できる企業に職員を派遣する
企業の行う研究開発に対し補助する

中小企業等による新製 品・新技術の研 究開発 に対し助成
中小企 業等による新製 品・新技術の研 究開発 に対し助成
創業者 等の新製品 ・新技術 開発 に対し助成
産字共同研 究に対する委託
甲小企業者を対象として新技術の研究 開発 に要する経 費の一都を補助す ることにより　甲小企業者の技術 開発研

ヽ究を促進させる。
甲小企業者を対象として新たな事業展開を進 める上での技術要素を掘 り起こし、研 究開発を支援するため、その経
費の一部 に補助し、研 究開発の裾 野を拡大する。
共同開発グルーブの組織化 、分野別研 究会の開催
（財団支出　 8，323）

新製品、新技術の開発 に対する助成
緊急 円高に対応する新技術の開発 に対する助成
異業種企業グルーブによる新技術の共 同開発 に対する助成
中小企業が行う新技術、新製 品の開発経費 に助成
中小企業が行う新技術、新製 品の開発経費 に助成
中小企業が行う新技術 、新製 品の開発経費 に助成
中小企業が行う新技術、新製 品の開発経費 に助成
企業への技術アドバイス
企業への技術アドバイス
中・短期新技術研修
先端技術セミナー、ハイテク実践化研 究会
中小企業の技術開発 に対する補助
研究開発型企 業へベンチャーキャピタル が投資する場合、その原資を財 団が低利 で預託する。
また、財 団が投資預託先企業 に対し協調投資を実施する。
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研究所・研究開発型企業支援（間13－2）

部 局 名 団 体名 事 業名 所 管部 局 決 算額
県 単か

国 関連 か

大 阪 府 技 術 向 上奨 励 費 補 助 金 商 工部 47 ，6 32 国 関連 （23，8 16）

兵 庫 県 工業振 興対策費 （技術 向上奨励費補助事業） 商 工部 19 ，400 国 関 連 （9，700）

兵 庫 県
工 業振 興 対 策 費
（創 造 的 中小 企 業 技 術 開 発 費 補助 事 業 ） 商 工部 119 ，700 国関連 （59，850）

兵 庫 県
工 業振 興 対 策 費
（新 産 業 創 造 研 究 開発 費 補 助 事 業） 商 工部 246 ，700 県単

兵 庫 県
工業技術センター維持運営及び試験研究費
（技術改善研究事業） 商 工部 8 ，800 県 単

兵 庫 県 産 地振 興対策費 （地場 産業等技術支援事業） 商 工部 1，266 県単

奈 艮県 甲 小企 業 技 術 開 発促 進 補 助金 商 工 労働 部 4 1，340 国 関連 （20670）

和 歌 山県 中 小企 業 技 術 改 善 補 助 事 業 商 工 労働 部 2 3，164 国 関連
和 歌 山県 新 分 野進 出等 支 援 事 業 商 工 労働 部 40 ，000 国 関連

鳥 取 県 研 究 開発 型 企 業 育 成 事 業
商 工 労働 部
工 業振 興 課 6 ，32 7 県 単

島根 県 高 度技 術 エキスパ ー ト養 成 事 業 商 工 労働 部 3 ，300 国 関連

島根 県 技 術 改善 費 補 助 金 商 工 労働 部 15 ，0 00 国 関連

岡 山県 技 術 パイオ ニア養 成 事 業 商 工 労働 部 9 ，486 県単

岡 山県 地域 産業 技 術 改 善 費 補 助 商 工 労働 部 34 ，000 国
岡 山県 中 小企 業 新 分 野 進 出 事 業 費補 助 商 工 労働 部 6 ，133 国
岡 山県 先 端技 術 振 興 事 業 商 工 労働 部 20 ，000 県単

岡 山県 地域 産 業 活 性 化 推 進 事 業 商 工 労働 部 120 ，000 県単

岡 山県
岡 山 県先 端 技術 産 業等 育 成 支援 事 業
（ベ ンチ ャー ビジネス育 成 支 援 ） 商 工 労働 部 15 ，000 県 単

岡 山県
こ塔

商 工 労働 部 14 ，000 県 単
岡 山 県先 端 技 術 産 業 等 日成 支 援事 業
（ヤ ングェジソン育成 支 援 ）

岡 山県 技 術 パイオ ニア養 成事 業 商 工 労働 部 3 ，330 県 単
岡 山県 技 術振 興 研 修 事 業 商 工 労働 部 8 ，312 県単

広 島県
ズヌJ　　　　 －　　 こロF

商 工 労働 部 7 ，500 県 単
異 業種 交 流 グノ　 ブ 日成 事 業 費補助 金
［（財 ）広 島県 産 業 技 術 振 興機 構 事 業］

広 島県
融合 化 開発 促 進 事 業 費 補 助金

商 工 労働 部 32 ，000

国 関 連
［広 島 県 中小 企 業 団 体 中央 会 事 業］ （国 費 16，000）

山 口県 地 域 産業 技 術 改 善 費 補 助 事 業 商 工 労働 部 35 ，9 70 国 関連
山 口県 創 造 的 中小 企 業 研 究 開 発 費 補 助事 業 商 工 労働 部 38 ，309 国 関連

山 口県 特 定 中 小企 業 支 援 技 術 開 発 事 業 商 工 労働 部 74 ，160
県単 24，720、
国関 連 49，440

山 口県 新 地 域産 業集 積 発 展 促 進 事 業 商 工 労働 部 56 ，460 国 関連
山 口県 中小企 業 新 分 野 進 出等 円滑 化 事業 商 工 労働 部 14 ，6 28 国 関連
山 口県 地 域 産業 活 性 化 推 進 事 業 商 工 労働 部 34 ，000 国 関連
山 口県 融 合化 開発 促 進 事 業 商 工 労働 部 38 ，876 国 関連
徳 島県 技 術 改 善 費補 助 金 商 工 労働 部 31，4 38 国補
徳 島県 県 内 企 業パ ワー アップ 共 同研 究 商 工 労働 部 15 ，000 県単
香 川 県 甲小企 業 創 造 的 事 業 活 動 費 補 助事 業 商 工 労働 部 55 ，000 国 関連
香 川 県 地 域 産 業技 術 改 善 費 補 助 事 業 商 工 労働 部 18 ，64 3 国 関連
香川 県 先 端 技 術研 究 開発 促 進 事 業 商 工 労働 部 41，594 県 単
愛媛 県 地 域 産 業 技術 改 善事 業 経 済 労働 部 5，000 国 関連 2，500

愛媛 県 中小 企 業創 造活 動 促 進 事 業 経 済 労働 部 30 ，000 国 関連 15，000

愛 媛 県 地 域 産 業 中 間技 術 開発 促 進 事 業 経 済 労働 部 9，057 県 単

愛 媛 県 円高対策新技術 ・新商 品開発共 同研究事 業 経 済 労働 部 10 ，573 県 単
高 知 県 産 業 構 造 転 換推 進 事 業 商工 労働 部 64，983 国 関連

福 岡 県 技 術 開 発 促進 助 成 事 業
商 工 部
新 産 業 ・技 術 振 興
商 工 部
新 産 業 ・技 術 振 興

商 工 部
新 産 業 ・技 術 振 興

9 ，448 県 単

福 岡 県 地 域 産 業 技術 改 善事 業 26，000 国 関連

福 岡 県 創 造 的 中小企 業 振 興 対 策 事 業 31，486 国 関連
佐 賀 県 中小 企 業 技術 改 善事 業 費 補 助 金 商 工 労働 部 13，788 国 関連
佐 賀 県 創 造 的 中 小企 業 振 興 対 策 費 補 助 金 商 工 労働 部 10000 国 関連
佐 賀 県 たくましい佐 賀企 業づ くり支援 事業 費補助 金 商 工 労働 部 29 526 県 単
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研究所・研究開発型企業支援（間13－－2）

事業概 要

中小企 業等の行う新技術 ・新製 品の研究開発 に係る経費の一部を補助
中小企 業の技術の改善 、向上等の開発 に資する
甲小企業創造活動促進法 に基づき、新製 品の開発や新 技術の研 究を行う企業を支援
・9社 に補助金を交付
新産業創 造事業化計画 に基づ く新製 品等の研 究開発への補助
・2 7社 に補助金を交付
甲小企業 の技術 開発 を支援するため、工業技術センターで研究開発
6テーマについて研 究開発
地場産業のかかえる技術課題である環境に調和するための技術 開発 ・1テーマについて研究開発
甲小企業の新製 品 ・新 技術 の開発 に伴う経費の一部を助成
新製 品の試 作や新 技術 の開発に対し、補助する
新分野 に活路を切り開く、中小企業者が取り組む新商 品開発に対する助成

企業の研 究者 を工業試験場、食 品加工研究所に受け入れての技術指導、共 同研究
県 内中小企業の技術力 向上のため、高度技術者を養成する。
中小企業が行う地域産業の振興に寄与する新製 品・新技術の開発 に要す る経費の一部を助成する。
工業技術センターで実施する研 究に地域 中小企 業の研究技術者を参画させ、実際の技術 開発を通じて高度な研究
開発力を体得 した中核的技術者を養成する。
新製 品・新技術開発に補助
新分野進 出に必要な新製 品・新技術開発 に補助
先端的分野での新製品 ・新技術 開発 に補助
地域産業の活性化のため新技術 ・新商品の研究開発 、販路開拓、人材育成に補助

新製 品製造の企業化事業への支援

大学院生等の研 究開発から創業までの支援
中核的技術者を養成するための先端技術 に関する研修
企業の研 究者 ・技術者 を対象とした新技術 ・新製品開発 のための研修
異業種交流グループが行う企画活動及び研 究開発 に対して助成する。
（企画活動　 500X 5　 10／10，　 研究 開発 5，00 0X l l／2）

融合化の認定を受けた事業協同組合が行う研 究開発 に対して助成する（16，000Ⅹ2 10／1－0）。
中小企業が行う新製 品 ・新技術の開発 への支援 を行う。
創造的事業活動 により新規市場の開拓 を図る中小企業が行う新技術 開発等への支援を行 う。
特定 甲小企業集積の活性化 に関する臨時措置法の計画認定を受 けた、山 口県 下関地域 ・周南地域 内の甲小企業
の技術 開発 グループの行う技術開発テーマに対して、補助 ・委託事業を行う。
中小企業集積を図るため、新 商品・新技術開発 等への支援 を行う。
中小企業の新分 野進出等のための新技術 開発等への支援を行う。
甲小企業者が開拓した地域産業おこしの芽を事業化するための研究開発 ・販 路開拓事業等に対して助成
異業種組合が取り組む研究開発 事業等 に対 して助成
中小企業 が行う新技術開発経費の一部を補助する。
企業が直面する技術 的課題 を公募 し、公設試 と共 同研究を行い、新技術の開発を促進するもの
創造的な研究開発 に対して補助を行う。
新 商品・新技術開発 に対して、補助 を行う。
先端 的な研究 開発 に対して補助を行う。
地域産業 に寄与する新製 品、新技術 の開発に対する助成を行う。
甲小企業創造活動促進法 に基づいて知事 の計画認 定を受け、新製 品・新技術の開発研究を行う中小企業者 への
助成。
甲同技術 の開発を促進するため、地域の独 自性のある新製品等の開発を目指した甲間技術開発を行うものに対す
る助成。
中小企 業者 の新技術 ・新商品の開発に対し助成金を交付するとともに、工業関係試験研究機関が必要な蓄積技術
や ノウハウを提供 しながら共同で研 究開発を実施 。
技術改善費等補助金 、新分野進出等事 業費補助金
中小企業が共 同で研究 開発を行う場合や大字等と共 同研 究を行う場合に補助金を交付し、地域技術の高度化、活
性 化を図る。
地域産業の振興 に寄与する新製品 ・新技術の開発を行う県内の甲小企業者 に対 し、補助金を交付することにより、
中小企業の技術 開発の促進 、技術改善を図る。
甲小企業の創造 的事業活動の促進 に関す る臨時措置法に基づき、中小企業者等の活発な創 業や研究 開発等を多
面的に支援 し、県内 中小企業の創 造的事業活動を促進 する。
中小企業が行う新製 品 ・新技術開発に対 して補助する
創造的な研究開発を行う中小企業に対 して補助する
県内企業の新製 品 ・新技術の開発 、晶質 向上、新市場開拓等に対して補助する
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研究所・研究開発型企業支援（間13－2）

部 局 名 団 体名 事 業 名 所 管 部 局 決 算額
県 単 か

国 関連 か

長 崎 県 技術 改善 費 補 助 金 商 工 労働 部 29 ，620 国 関連

長 崎 県 技術 開発 研 究 委 託 商 工 労働 部 50 ，000 県単

長 崎 県 中小企 業 技 術 シ ーズ顕 在 化 支 援 商 工 労働 部 15 ，000 県単

長崎 県 技 術 改善 費 補 助 金 （融 合 化 部 門） 商 工 労働 部 23 ，256 国 関連

長崎 県 地 域 資源 等 活 用 型 起 業 化 事 業 商 工 労働 部 39 ，4 38 国 関連

長 崎 県 ふ るさと産 業 振 興 事 業 費補 助金 商 工 労働 部 20 ，000 県単

熊本 県 県 地 域 産 業 技術 改 善費 補 助 金 商 工観 光 労働 部 48 ，000 国 関連

熊本 県 中小 企 業 技術 開発 促 進 費 補 助 金 商 工観 光 労働 部 5，000 県 単

熊本 県 融 合 化 開発 促 進 事 業費 補 助 金 商 工観 光 労働 部 19 ，438 国 関連

熊本 県 高 度 技術 起 業化 推進 助 成 事 業 商 工観 光 労働 部 39 ，000 県 単

熊 本 県 先 端 技 術 波 及促 進 事 業 商 工 観 光 労働 部 5，398 国 関連 1，176

熊 本 県 熊 本 テクノポ リス技 術 開発 基金 事 業 商 工観 光 労働 部 364 県 単

大 分 県 地 域 産 業 技術 改 善 費補 助 事 業 産 業 振 興課 60，000 国 関連 （1／2）

大 分 県 2 1テクノ研 究 開 発 事 業 産 業 振 興 課 10434 県 単

宮 崎 県 宮崎 県 地 域 産 業 技 術 改 善賓 補 助 金
商 工 労働 部
工 業 振 興課 15，998 国 関連

鹿 児 島 県 工業 技 術 支 援 事 業 商 工 労働 部 11，1 11 県 単

鹿 児 島 県 融 合 化 開 発 促 進 事 業 商 工 労 働 部 38，844 国 関 連

札 幌 市 札 幌 市 工 業 技 術 力 向上促 進 補 助 事 業 経 済 局 商 工 部 800 市 単

仙 台 市 研 究 施 設 設 置 助 成 金 経 済 局 115，400 市 単
横 浜 市 中 小企 業 融 合 化 ・研 究 開 発促 進 事 業 経 済 局 産業 振 興部 120，000
名 古 屋 市 受 託 研 究 経 済 局 8，623 市 単

名 古 屋 市 都 市型 産 業 研 究 施 設 立 地助 成 経 済 局 34 1 市 単

名 古屋 市 ソフトウェア産 業 等 企 業 化助 成 経 済 局 10，73 1 市 単

京 都 市 ベ ンチャー ビジネ スクラブ 助成 産 業 観 光 局 4，600 市 単

大 阪 市 都 市型 次 世 代 企 業 育 成 事 業 経 済 局 60，05 1 市 単

大 阪 市 中小 企 業 技 術 開 発促 進 事 業 経 済 局 25，588 市 単

神 戸 市 新 規企 業 育成 事 業 産 業 振 興 局 9，347 市 単 独
広 島市 技術 者 研 修 経 済 局 1，826 市 単
広 島市 自動 車 関 連 新 技 術 支援 経 済 局 1，835 市 単

広 島市 新 技 術 共 同研 究 経 済 局 2，890 市 単

北 九州 市 中小 企 業 技 術 開 発 振 興 助成
経 済 局
新 規 事 業 振 興 課 55，500 市 単

福 岡市 福岡ソフトリサーチパークセンタービル建設費補助 経 済 振 興 局 64，402

国 関 連
（128，802）

福 岡 市 （財）九州システム情報技術研究所運営費補助 経 済 振 興 局 410，058 市 単独
農 林
水 産 系 北 海 道 受 託研 究 林 務 部 7，233 道 単

北 海 道 設 備 の使 用 林 務 部 0 道 草
北 海道 試 験 等 の依 頼 林 務 部 0 道 単

青 森 県 農 産 物加 工 品 商 品 性 向 上促 進 事 業 農 林 部 7，165 県 単
青 森 県 （社 ）マリノフォーラム2 1 育 成用 飼 料の 開発 、水 産 部 200 国 関連
秋 田県 木 材 新 製 品 開発 支援 事 業 林 務 部 3，430 県 単
秋 田県 食 品加 工 研 究 開 発 支援 事業 農 政 部 10，000 県 単
秋 田県 食 品加 工 新 商 品 短期 開発 支 援 事 業 農 政 部 7，834 県 単
新 潟 県 ㈱植 物 防御 システム研 究所 へ の 出資 農 林水 産部 5，000 県 単

富 山県 食 品加 工 技術 指 導費 農 林 水 産部 580 県 単

富 山 県 食 品加 工 技術 指 導費 農 林 水 産 部 360 国補 助

山 口県 畜 産物 の加 工 に 関す ること 農 林 部 1，0 74 県 単
保 健 ・
環 境 ・
衛 生 系 静 岡県 ハ イテク看 護 機 器 開発 事 業 費 保 健 衛 生 部 4 ，000 県 単
企 画 ・
総 務 系 岐 阜 県 ソフトピアジャパ ンセンター建 設 企 画 部 12，680 ，373 県 単
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研究所・研究開発型企業支援（間13－2）

事業概 要

研究 開発補助
研究 開発補助
研究 開発補助
研究 開発補助
研究 開発補助
研究 開発補助
県内甲小企業が行う新製 品、新技術の研 究開発を助成
県内中小企業が行う新製 品、新技術の研 究開発を助成
異分野 中小企業で形成する組合が行う新製 品、新技術 の研究開発 を助成
熊本テクノポリス財団及び付属の電子応用機械技術研 究所が行う研 究開発事業、支援事業に対する助成
テクノポリス圏域に蓄積 された先端技術をセミナー、交流会 、技術ポテンシャル調査等を通して圏域外 に晋及させる
ことにより、地域企業の技術力 向上を図る。
（財）熊本テクノポリス技術開発基金が行う研究開発型企業に対する利子補給に対する補助
県内 中小企業の技術 開発 に対する助成
県内 甲小企業の技術 開発 に対する助成

中小企業の行う新製 品新 技術 の開発に要する経費を補助する。
技術的課題を持った企業の要請 に応 じて技術指導を行う。
4社以 上の異分野中小企 業者 が協同組 合を設立し，知識の融合化により新製 品，新分 野の開発を行う。
大字その他の教育研修機関への技術者の派這及び公的試験研 究機 関等からの技術指導者の派遣受入れ にかか
る経費の一部 を補助する。
設置後5ケ年分の固定資産税、都 市計画税及び新 増設 にかかる事業所税 の合計以内の額を助成
融合化による製品開発，先端産業分野の技術 ・製 品開発 に対 して助成を行う。　　　　　　　　　　　　　 ／
P P Sバルブボディ亀裂に関する研究はじめ16件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ／
都市型産業の研 究施設 立地 に要する経費 に対する助成 （所有型に対する補 助）　　　　　　　　　　　 ／
都市型産業の研究施設 立地 に要する経費 に対する助成 （賃借型、インキュベータに対す る補助）　　　　　 ／
ベンチャー企業を育成 、支援するために組織化された団体への助成　　　　　　　　　　　　　 ／／
㌫ 芸㌫ 禁 票 莞賃貸 、技術 ．経営に関する相談 ．指導、セミナーの開催、企業交船 酪 妄孟

中小企業における技術 開発の向上を図るため、コンピュータ等必要な機　 整備 し、中小企業の利用に供する。
研究開発 型の中小企業 に低廉な事業スペースと経営、技術 面の総合 的サービスを提供
研修会 ・講習会の開催
バイオメカニカルエンジニアリング・ショットピーニングの加 工技術 ・新加飾技術研究会の開催
品質工学、N C IT R 機械加工技術、C A E、新製 品デザイン開発 、マイクロプロセッサ利用技術研 究会の開催

市 内 中小企業の技術開発力の向上のため、新技術 ・新製 品の研究開発を行う中小企業に助成。

地場情報関連企業の集 合化や研究開発支援を目的としたセンタービル建設 に対 し補助を行 った。民活法。
情報関連 産業の技術力 ・研究開発力の向上を図るため，（財）九州システム情報技術研究所を設立。

林 産試験 場における企業からの研究の受託
林 産試験 場における企業が行う製 品開発等に試験場の施設 を使 用
林 産試験場 における企業等からの依頼試験、分析、鑑 定を受託
生産者 団体、農産加 工グル ーブ等が行う製品開発 、品質向上技術等の要請に応 じて、試作品 ・新製 品の開発を積
極 的に支援する。
セラメ用魚粉代替雇司料の開発
研究 開発型企業育成のため木材高度加 工研 究所 と一体となって企業等がおこなう新製 品開発 に対し支援する
新 商品の創 出を目的 にして行 う研 究・開発費に対して助成
食 品企業等が総合食 品研 究所 と合 同で短期 間で行う、新商品開発費 に対して助成
㈱植物防御システム研 究所への出資
地場食 品産業及び生産者団体の行う食 品刀日工の技術水準の向上を図るため、技術者の養成及び巡回技術指導を
行う。

地場食品産業技術水準の向上 を図るため、技術アドバイザーによる技術指導の実施及 び技術講習会を開催する。
畜産物及び地域特産品を活 用した畜産加工品の試 作 ・開発 に関する研 究
目的　 看護 業務省 力化機器 の開発支援
対象 県内の中小企業、大学、病院又 はグループ
補助率 1／2　 限度額 2，000
技術開発 室、インキュベートルーム、映像編集室、研究 開発室等の研究開発支援機能を備 えたインテリジェントビル
を建設 する。（総額 ：2 1，567，102）
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研究所・l研究開発型企業支援（融資事業）（間13－3）

部局名 団体名 事項 （事業名） 所管部局
平成7年度
決算額

県単か
国関連か

商工系 北海道 中小企業振興資金貸付金 商工労働観光部 19 7，60 7，92 2 道草
北海道 地場工業等育成強化促進 事業費 商工労働観光部 150，000 道 草

青森 県 地場産業活路 開拓資金融資制度 商工観光 労働部 15000 県単

青森県 起業化 ・創業支援資金融資制度 商工観光労働部 6 1，000 県単

宮城 県 研究開発型企 業育成資金貸付金 商工労働部 69，000 県単

秋 田県 研究開発型企業育成事業 商工労働部 60，375 県単
茨城 県 リストラ支援融資，創業活動支援 融資 商工労働部 不明 県単

栃木 県 ニューフロンティア資金 商工労働観光部 123，000 県単

群馬県 中小企 業新分 野等開拓資金 商工労働部 179，000 県単

群馬 県 産業支援特定業種振興資金 商工労働部 9，000 県単

埼玉県 新技術 開発資金 商工部 113，230
県単 （新規
預託分）

千葉 県 中小企業活性化支援資金 商工労働部 150，000 県単

千葉 県 中小企業高度化資金の貸付 け 商工労働部 116，969 国関連

東京都 新製品・新技術 開発助成 労働経 済局 299，089 国関連

東京都 創造的技術 開発助成 労働経 済局 87，270 国関連

新潟 県 フロンティア企業育成 資金 商工労働部 330，000 県単
長野県 融合化 開発促進 関連技術事業 商工部 38，876 国補

静岡県 新事業・新 技術 開発 ・地場産業振興 資金 商工労働部

貸付金62，097
（融資額

186，300）県単

愛知県
愛知県経済環境適 応資金融資制度
（企業活性化 資金） 商工部 貸付額59，000 県単

愛知県
愛知県経済環境適応 資金融資制度
（創造的事業活動促進資金） 商工部

貸付額
515，000 県単

滋賀 県 技術開発 資金 商工労働部 92，100 県単

京都府
フロンティア産業振興資金

商工部
260，000 国関連

（体質強化資金 融資制度） （斡旋額 13件）（預託金）

大阪府 フロンティア産業振興支援資金融資の運営 商工部
2，560，500
（45，000）国関連

兵庫県
地域経済活性 化資金貸付金
（先端技術育成 資金） 商工部 208，860 県単

奈 艮県 新技術等開発 育成資金 商工労働部 （貸付額5，700）県単

岡山県
岡山県中小企 業振興資金融資制度
（新技術振興、情報化促進資金） 商工労働部 315，530 県単

岡山県
岡山県 甲小企業振興 資金融 資制度
（テクノポリス先端技術振 興資金） 商工労働 部 25，000 県単

広 島県 新 産業おこし促進資金融資 商工労働部
209，000

（融 資実績）

一都国関連
（実績は県 単

のみ）

広島県 産業構造改革支援資金融資 商工労働部
97，500

（融資実績）県単
山 口県 中小企業制度融資新技術等振興貸付 商工労働部 34 1，600 県単

徳 島県 研 究開発支援事業
商工労働部
経営金融課 80，000 県単

香川 県 研 究開発型企業育成資金融 資 商工労働部 24，683 県単
愛媛県 研究開発型企業等投資支援 事業 経済労働部 624，000 国関連

高知県 起業化支援資金 商工労働部 0 県単
長崎 県 先端技術等導入資金 商工労働部 2 17，450 県単
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研究所・研究開発型企業支援（融資事業）（問13－3）

事 業概 要

中小 企 業 者 等 の経 営基 盤 の 強化 、事 業 の活 性 化 を図るため 、金 融機 関 に原 資 を預 託 して融 資 を促 進 す る。
事 業 化 資 金 貸 付 事 業 ：150，00 0 ・中 小企 業 が行 う新製 品 ・新 技 術 の 事業 化 に対 す る貸 付 。
深 器 、水 産加 工 、農 産 食 品 、木 工、機 械 金属 の5 菜 種 の新 商 品 ・新 技術 ・デザイン開発 ・販 路 開 拓 を促 進 す るための
融 資 事 業

新規性 のある商品 開発 、高度 技術 工業に属す る事業 、特許 ・実用新案 等 に基づ く事 業化 等に要する資金 に係る融資 事業
テクノポ リス圏 域 の 中小 企 業 が行 う新 技 術 及 び 高 度 技術 を利 用 した研 究 開 発 に対 す る資 金 をテクノ財 団 （宮 城 県 南
度 技 術 振 興財 団 ）へ 貸 し付 ける。

新 製 品 、新 技 術 の 開発 に対 する融資
新 商 品 新 技術 の研 究 開 発 の支 援 ノ
（融 資 対 象 ）・甲 小 企 業者 、甲堅 企 業者 （資本 金 5億 円未 満 の非 上 場 企 業 で株 式 が店 頭 登 録 され てい ない企 業 ）で
県試 験 研 究機 関 の認 定 を受 けたもの ・中小 創 造 法 に基 づ く「研 究 開発 等 事 業 計 画 」の 認 定 を受 けたもの
特 許 等 に係 る新 技 術 を利 用 した製 品 、これ まで にない新製 品 の開発 や 企 業 化 を行 お うとす る甲小 企 業 者 を対 象 。
設備 資 金 ：総額 の80％ か 1億 円の いず れ か低 い 額。10年 返 済　 運 転資 金 ：3，000 万 円。5 年 返 済
頭脳 立 地 計画 の推 進 地 域 で 自然 科 学研 究所 等 特 定 業 種 に係 る事 業を行 う甲 小 企 業者 を対 象 。
設 備 資 金 ：総 額 の80％ か7 ，500万 円の いず れ か低 い額 。10年 返 済 運 転 資金 ：3 ，000 万 円。5年 返 済

創 造 的 事業 活 動 、新 分 野 進 出 、研 究 開 発 に必 要 な資 金 を融 資 す る。
新製 品 ・新 技 術 の研 究 開発 （先 端 技 術 に係 るもの に限 る）又 は企 業化 並 び に新 技 術 の 導入 を行 う中小 企 業者 及 び
組 合 に必 要 な設備 、運 転 資 金 を融 資す る。
労働 力 不 足又 は安 全 衛 生 設備 に対 す る設備 を導 入 す る甲小 企 業 の組 合 等 に対 して長 期 ・低利 の公 的 資 金 を融 資
する。
甲小 企 業が 新 製 品 や新 技術 の 開発 を行 う場 合 、そ の経 費 の一 都 を助 成 して企 業 の 開 発 リスクを軽 減 し、企 業 の研 究
開発 体 制 、技 術 水 準 の 向上 を図る。

創 造活 動促 進 法の認 定 を受 けた企 業 に資 金 的 に助 成 し、新 たな産 業 を生 み 出 し、経 済 の 活性 化 を図 る。
新製 品 ・新 商 品 ・新 サ ー ビス、新 技術 の開 発 又 は企 業 化 等 に取 り組 む 中小 企 業者 に対 す る長 期 、低 利 融 資
（金 融 機 関 との協 調 融 資 ）

研 究 開発 への 助成 （補 助 率 10／10、19 ，43 8以 内 ／年 ×3 年 ）

新 技 術 ・新 製 品の 開 発 、販 路 開 拓 等 を図るため に必 要な事 業 資 金 を融 資 す る

新 技術 ・新 製 品 の開 発 を行 う中小 企 業 者 に必 要 な資 金 を融 資 す る。

著 しい 新 規性 を有 す る技 術 ・製 品 ・ノウハ ウの研 究 開 発 及 びそ の事 業 化 を行 う中小 企 業 者 に融 資 す る。

先端 技 術 、新 技 術 、新 製 品の研 究 開発 、商 品化 に必 要 な資 金 の 融 資
中 小 企 業等 が 行 う新 技 術 ・新製 品の 開 発 、企 業 化 や 新 規需 要 の 開拓 な どに要 す る資 金 を円滑 に 融資 す ることにより

その体 質強 化 を図 りもって地 域 経 済 の活 性 化 に資 す る。

新技 術 ・新 商 品の 開 発 や企 業化 、新 たなサー ビスや需 要 開 拓 など、新 たな事 業 を行 うの に必 要な資 金 を融資 す る

中 小企 業の 先 端 技術 研 究 開発 、先 端 技術 情 報 機 器 の 導入 に対す る融 資 制 度 ・研 究 開発 貸 付 11件 、先端 機 器 導
人 等貸 付 3 3件

中 小 企 業者 が 新 技 術 等 を開発 す るため に必要 な 資金 の貸 付

新 技術 の開 発 等 を図る中′ト企 業者 に対 す る融 資

新 技 術 の 開発 等 を図 る中小 企 業 者 に対 す る融 資 （テクノポリス地 域 内 ）

中 小 企 業 等 が新 規 事 業 開拓 ，研 究 開 発 をしようとす る事 業 に対 し，資金 的支 援 を行 う
（融 資 限 度 額 中 堅企 業 100，00 0 ，中小 企 業 50 ，000 ，スター トアップ企 業 30，000 ，ビジネスフロンティア 20，000）

i甲小 企 業 の創 造 的 事 業 活 動 の促 進 に 関す る臨時 措 置 法」に基 づ く研 究 開発 等 事 業 計 陶の認 定を受 けた者 等 に
対 す る融 資

（融 資 限 度 額　 中堅 企 業　 300，000 ，中小 企 業　 80 ，000）
新 技 術 の 開発 ・商 品化 等 に対す る長 期 融 資

新 製 品 又 は新 技術 の 開発 ・企 業化 を図 る中 小企 業 者 に対 し、金 融支 援 を行 う
高 度 な技 術 を持 ち、今 後発 展 が期 待 され る甲小 企 業 が行 う、す ぐれ た新 技 術 ・新 製 品 の企 業 化 に要 す る資金 を貸 し

付 ける。
間接 投 資 や 債 務 保 証 を実施 す る愛 媛 テクノポリス財 団 に貸 付 を行 う
技 術 開発 型 企 業 が新 技術 ・新 製 品 を開発 す るため に研 究 開発 施 設 を設 置 又 は 近 代化 しようとす る場合 （2億 円以 内

15年 償 ）
研 究 開発 資金 融 資
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研究所・研究開発型企業支援（融資事業）（間13－3）

部局名 団体名 事項 （事業名） 所管部局
平成7年度
決算額

県単か
国関連か

宮崎県
宮崎県 甲小企業融資制度 商工労働 部

4 89，000 県 単（フロンティア企業 育成貸付） 工業振興課

札幌市 札幌市先端産業立地促進助成事業 経済局商工部 3，5 75，2 15 市単
横 浜市 設備改善資金 経済局 9 74，900 単独

川 崎市 川崎市 中小企業新事業開拓資金融資
経済局中小企 業指
導センター 100，000 国関連

川崎市 川崎市 中小企業経営安定資金融資‾
経済局 中小企 業指
導センター 3，2 30，000 市 単

京都市 京都市技術開発資金融資 産業観光局 153，900 市 単

大阪市 ハイテク融 資 経済局
3，590，000

（預託 ）市単

大阪市 ニュービジネス育成資金融資 経済局
186，000
（預託）市 単

大阪市 研究開発 型 中小企業等集積促進融資 経済局
23，000
（預託）市単

神 戸市 新技術導入資金融資 産業振興局 100 市単独

北九州市 北九州市 中小企業融資　 工業振興資金
経済局中小企業指
導センター

（貸付芙横）
12件 649，592

（預託額）
723，700 市単

福 岡市 新事業開拓資金
経済振興局
中小企業部

50，000
（1件）

市単独
（制度融資）
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研究所・研究開発型企業支援（融資事業）（問13－3）

事業概要

新技術等の研究開発及 び人材育成 、新分野進 出等を行おうとする者に対する融資制度
本市の区域内において、先端技術等の成長性の高い産業の工場や試験研究施設を新 ・増設する企業に対して助
成 （融 資あっせ ん、補助金 の交付）を行う。
新技術 の導入等の 目的で設備の改善を行う中小企業者 に融資する。

市内経済活性化 に資す る新たな事 業を開拓する内発的な中小企業者等を対象 として企業育成を図る
経済環項の変化により事 業精勤 に支障をきたしている市内甲小企業者に対 し事業資金を融資し、経嘗基盤 の確立
を促進させ る
（対象者 は情報化推進及び新製品を開発する企業）
先端 技術及 び新製 品の開発 を促進し、中小企業の技術水準の向上を図る
先端技術の導入、研 究開発 ・企業化または情報処理システムの導入を凶る。
融資限度額 ：2億 円　 融資期間 ：運転資金7年 以内、設備投資 10年 以内
新技術や独創 的なノウハウを括かし、または異業種の分野の企業と結合し、新事業の企業化 を凶る。
（融資限度 額 ：2億 円　 融資期間 ：10年以 内）
中小企業の新製品 ・新技術の開発を支援する施設 に入所し、研究開発を行う。
融資限度額 ：5千万円　 融資期 間 ：運転 資金7年以内 、設備投資10年 以内
中小企業及 び協同組合などの先端技術設備の導入などの支援

中小企業の技術水準の向上、事業転換、事業多角化等を図ることを目的とし、新 技術 ・新製品の開発 、新分野進

出、先端 技術 ・機械設備の近代化 を推進するために必要な資金を融資する。
融資限度額 1企業1億 円以内。期間 10年以内 （但し、5，000万円以下の場合 は7年以内）
中小企業者等が，新製品の商品化又は生産及び生産関連 工程の改善研究等を行う場合 に融資を行う。
・融資限度額 5，000万 ・融資期間　 7年

－549一



研究所・研究開発型企業誘致（問14－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か

商工系
北海 道 旭川リサーチパーク企業誘致推進協議会負担金 商工労働観光部 1，000 道単

北海道 企業立地促進 費補 助金 商工労働観光部 1，662，745 道単

青森県 青森 県高度 技術 工場等 立地促進費補助金 商工観光 労働部 0 県単

岩手県 盛岡酉リサーチパーク企業誘致促進協議会負担金 商工労働部 10，000 県単

栃木県 とちぎソフト・リサーチパ ーク整備 事業 商工労働観光部 実4 7，184 県単

栃木県 工場適正誘 導対策 事業 商工労働観光部 14，046 県単

群馬県 工業開発促進 対策 商工労働部 104，198 県単

埼玉県 先端技術産業導入 対策費 商工部 11，280 県単

埼玉県 むさしの研 究の郷 （仮称）整備促進事業 商工部 900 県単

埼玉県

さいたまインダストリアル・ビジネスパーク（仮称）の
整備
（※平成8年度から「さいたま新産業拠点」と改称） 商工部 21，682 県単

新潟県 研究開発施 設誘致調査 商工労働部 2，000 県単
新潟県 研 究開発施 設誘 致優遇制度パンフレット作成 商工労働部 800 県単

石川県 先端産業等立地促 進補助金 商工労働部 （商工政策課） 629，000 県単

福井県 企業立地奨励補助金 商工労働部 0 県単
山梨県 山梨ビジネスパ ーク立地促進奨励金 商工労働観 光部 0 県単

長野県
県営産業団地造成 事業
（リサーチパークに係 る分） 商工部 1，110，939 県単

静岡県 新成長産業立地事業費助成 商工労働 部 290，563 県単

大阪府 津 田サイエンスヒルズ整備 計画 商工部 4，250 府 単

兵庫県
工業開発推進費
（西播磨テクノポリス企業誘致特別対策事業） 商工部 7，500 県単

和歌 山県 企業 立地セミナー開催 商工労働部 5，035 県単
和歌 山県 企業誘致広報事業 商工労働 部 11，769 国関連
和歌 山県 先端技術産業等誘致促進 事業 商工労働 部 15，076 県単
鳥取県 企業立地促進補助金 商工労働部 工業振興課 211，978 県単
岡山県 企業誘致対策費 （リサーチパーク推進事業 ） 商工労働部 6，170 県単

広 島県
広 島県工場及び試供研究施設等 立地促進
優遇制度 （企業立地促進対策事業） 商工労働 部 0 県単

山 口県 企業 立地促進補助事業 商工労働 部 0 県単
徳 島県 高度技術型産業立地促進事業補助金 商工労働 部 0 県単

香川 県 工場 等立地促進事業 商工労働部 0 県単

香川 県
頭脳 立地構想推進事業
（民間業務用地分譲 関連事務費他） 商工労働 部 4，155 県単

高知県 工業立地促進助成事業 商工労働部 0 県単
長崎県 工場 関連施設整備補助金 商工労働部 30 1，000 県単
熊本 県 テクノリサーチパーク整備 商工観光労働部 83，762 県単

熊本 県 第二テクノパ ーク建設 商工観光労働 部 633，572
国関連、
2 1，499

宮崎 県 工業立地促進補助金 商 工労働部 109，985 県単

沖縄県 頭脳 立地構想推進事業 商工労働部 3，850 県単
横浜市 企業誘 致調整推進事業 経済局 23，204 単独
横浜市 先端 技術 ・デザイン産業等立地促進助成制度 経 済局 75，932 単独
川崎市 マイコンシティ建設事業 経済局・マイコンシティ推進課 2，834，037 市単

京都市 ベンチャービジネス育成助成 産業観光局 6，308 市単
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研究所・研究開発型企業誘致（間14－2）

事業概要

旭川地域頭脳立地構想 の甲核的業務用地であるl旭川リサーチパ ーク」への企業誘致を促進するI旭川リサーチ
パ ーク企業誘致推進協議会」に対する負担金。
道 内に、工場 ・試験研究施設などを新設し、又は増設する者 に対し、助成を行 う。
（条例で言う試験研究施設の実績 は無し。ただし、上記金額 には、施設 に附する研究施設を含む。）
高度技術工場等の立地を促進するため、テクノポリス圏域等本 県工業開発プロジェクト地域等に立地した県の誘致
企業に対 し、工場等新 設に要する経費 に補助金を交付する。
当該リサーチパーク整備 主体である地振公 団、所在地である耀沢村と県の三者により、企業誘致を促進す る協議会
を組織し、パンフレット作成、企 業訪 問、説 明会等を実施
とちぎリサーチパークの整備事業
工業団地、工場適地等への研究開発型企業を含めた企業誘導を推進するための事業

企 業誘 致資料の作成、企 業訪問、企業立地意 向調査、企業 立地説 明会開催、誘 致企業 に対する助成金交付等
産 業構 造の高度化と地域 経済の活性化 を図るため、技術集約度が高く既存産業等への波及効果の大きい先端技
術 産業や研 究所 を誘致する。
県と地 元3市で構成するむさしの研究の郷構想 県市運絡協議会を設 立し、県内試供研究機 関の動同に関するアン
ケー ト調査や 、まちづくりを支援する民間団体の協力を得て民間の 目から見た開発可能性 についての調査を行っ
た。

川 口市に新たな産業拠点を整備 するため、新基本計画検討委員会を設置し、検討を行 った。
研 究開発拠 点展 開の動 向把握 とアンケー ト、訪 問調査を行う
補助金 の紹介等研究施設誘致 のためのパンフレット作成
先 端産業に属する事業を行う工場、研 究所で、助成 対象 として指定を受けた場合 、投下固定資産徴 に応 じて補助
金 を交付 （限度額 10億 円）
研 究所 を設 立する場合投下固定資産額 ×0．1（限度 額1億 円）
土地取得 費の15％を事業開始後に交付する。

上田及 び佐 久リサーチパークの分譲 （分譲収入）
技 術先端型企業・研究所等を誘致
関西文化学術研 究都 市の津 田地区に、イオン工学センター、自由電子 レーザ研究所を核 として、民間研究所等が
集 積するサイエンスパークを整備する

播 磨科学公 園都 市への研 究所及び先端技術型企 業の立地促進 ・企 業訪 問、機 関誌発行 、現地視察会等
県外にお ける企業立地説明会
新 聞 ・雑誌広報等
リーフレット作成、アンケート調査
工業団地等への工場等の新増設のうち要件を満たした企業に対する補助
岡山リサーチパークへの研 究所等を誘致するための広 報媒体 作成経費等

民間試験研究施設 立地 に関する助成
先端技術産業の立地を促進するため、一定の要件を満たした立地企業に対して、設備投資額及び新規雇用従業
者 数に基 づき補助金を交付する。
県が重点的に誘致すべき高度技術型産業の企業誘致を促進するためのインセンティブとなる補助金
l香川 県における先端技術 工場等の立地の促進に関する条例」に基づき、先端技術工場や試験研究施設等の立地
に対 して、一定の条件のもと、最高5億 円の助成を行 う。

・企業訪問 ・分譲アピール他
高知 県企業 立地促進要綱に基づき、進 出企業に助成を行うことにより、企業の立地促進を図る
県外からの製造業、試験研究機 関、ソフ＿トウエア業の企業が立地する場合、工業関連施設に対して補助金 交付
先端技術 関連の研 究所 、ソフトウエア企業等の立地の促進

地域企業の起業化のための開発拠 点の建設 （約96ha）
本県 に立地する誘 致企業 に対し、次の算式による補助金を交付する。
ィ．初期投資額 ×2％or4 ％　 ロ．新規雇 用者 ×3 0 万円／人　 ＊ィ、ロの合計額を交付
頭脳 立地法に基づく特定事業の集積立地の促進及 び沖縄 地域集積促進計画を広報誌 ・パ ンフレット等により啓蒙
普及
企業誘 致調整指導 ・横浜市誘致推進本部の運営他
先端 技術 産業の研究所・工場等を市内に新設した企業 に助成金 交付
エレクトロニクス関連産業をはじめとする先端 的な産業を集積させ、地域産業の活性化 に寄与する
V IL （ベンチャービジネス・インキュベーションラボラトリー）の賃借料に対して助成を行い、新しいベンチャービジネス

の誕 生・育成を推進する
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研究所・研究開発型企業誘致（間14－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か

大阪市 都市型小規模 工場団地 （C IT ）建設促進事業 経済局 228，468 市単

大阪市 都市型次世代企 業育成事業 経済局 60，05 1 市単
神 戸市 企業誘致 産業振興局 9，0 16 市単独

北九州市 企業立地促進補 助金 経済局企業立地課 2 17，472 市単
北九州市 企 業立地促進雇 用奨励金 経済局企業立地課 3，300 市単
北九州 市 企 業立地促進事業 経済局企業立地課 15，739 市単

企画 ・
総務系 埼玉県 地方拠点都市地域推進 費 総務部 3，995 県単

石川県 北陸先端科学技術大学院大学立地推進事業
企 画開発部
（高等教育振興室） 5，95 1 県単

岐阜県 ソフトピアジャパンプロジェクト 企 画部 7，735，004 県単
三重県 三重ハイテクプラネット2 1構想推進事業 企 画振興部 10，562 県単
三重県 鈴鹿 山麓研 究学 園都市推進事業 企 画振興部 7 1，550 県単
三重県 振興拠点地域基本構想推進基金事業 企 画振興部 5 1，939 県単

－552一



研究所・研究開発型企業誘致（問14－2）

事業概 要

工業専用地域の大 ・甲規模 工場跡地を利 用して、周辺の都市環現と調和のとれた工場集約化 用地の造成を行い、
中小企業に区画分譲を行う。
インキュベータの運 嘗 （研 究開発スペースの賃貸、技術 ・経 常に関する相談 ・指導、セミナーの開催、企業 交流活動
の支援）
研究所、ハイテク型 産業等の企業誘致
補助額 ：生産施 設面積 1 Id 当り3000円
補助額 ：市内新規雇用 1人 当り3 0万 円
・立地意向アンケート調査の実施 ・立地説 明会の開催 ・企業訪 問等の開催

本庄地方拠 点都 市地域におけるリサーチパーク形成 のための研 究・教育機関等誘致活動及 び関係機 関との調整
北陸先端科字王支術 大字阪大字立地推進及 び周辺 （石川サイエンスパーク）の整備
（1）北陸先端科学技術大学院大学立地推進 協議会運営費等4，571、協議会の運営費 ・サイエンスパークへの企業誘
致活動費等
（2）学会等開催事業補助金1，380、助成先 ：北陸先端科学技術大学院大学内の各学 会開催 実行委員会 （2件）
マルチメディアなどの映像産業、情報通信産業など情報関連産業の集積地となるソフトピアジャパンを整備する。そ
のセンターゾーンに立地企業及び地域産業 の情報化を支援する中核施設 （ソフトピアジャパンセンター）を建設し、
その周囲に情報産業を集積 させるハ（総額 ：21．56 7．102）
構想推進のための調査等
中核施設の設計等
構想推進に要する基金 の設置
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研究所・研究開発型企業誘致（融資事業）（間14・－3）

部局 名 団 体名 事 項 （事 業 名 ） 所 管 部 局
平成 7 年度

決算 頗
県 単 か国 関連 か

商 工 系 北海 道 中小 企 業 等 振 興 資 金 貸付 金 商 工 労働 観 光 部 19 7，6 0 7，9 2 2 道 単

青 森 県 青 森 県 企 業 立 地 促 進 資金 貸 付 商 工 観 光 労働 部 3，53 2，3 5 1 県 単

青 森 県 青 森 県 工 場 整備 促 進 資金 貸 付 商 工 観 光 労働 部 1，05 3，17 5 県単

青森 県 起 業 化 ・創 業 支 援 資 金 融 資制 度 商 工 観 光 労働 部 6 1，0 0 0 県 単

福 島 県 福 島 県 企 業 立 地 資 金貸 付 制 度 商 工 労働 部 工 業課 0

国関連 （電力移 出
県交付金の積 立基
金が原 資となる）

群馬 県 リサ ーチパー ク支援 特 定業種 振興 資金 商 工 労働 部 0 県 単

埼 玉 県 産 業 立 地 資 金 商 工 部 64 2，2 7 0 県 単

千葉 県 企 業研 究 所 立 地促 進 資金 商 工 労働 部 54 8，0 0 0 県 単

福 井 県 企 業 立 地促 進 資 金貸 付 金 商 工 労働 部 0 国 関 連
山梨 県 企 業 立 地促 進 融 資 商 工 労働 観 光部 0 県 単
長 野 県 新 産 業 開発 資金 融 資 商 工 部 0 県 単

京都 府 地 域 開発 支援 融 資制 度 商 工 部 3，58 0，7 4 0 府 単

和 歌 山 県 企 業 立 地促 進 資 金融 資事 業 商 工 労働 部 10 0，0 0 0 国 関連

鳥 取 県 研 究 開発 型企 業 立 地促進 資金 貸 付金
商 工 労働 部

工 業 振 興課 1，35 3，1 8 1 県 単

広 島 県 商 工 労働 部 0
山 口県 団 地 等 立 地促 進 資金 商 工 労働 部 17 0，4 0 0 国 関連

山 口県 工 場新 設 等貸 付 商 工 労働 部 5，39 1，8 0 0 県 単

山 口県 工場 新 設 等 貸 付 ・特 別 枠 商 工 労働 部 1，10 0 ，50 0 県 単

山 口県 テクノポリス振 興貸 付 商 工 労働 部 95 ，50 0 国 関連

・・・昌　≡ 企 業 立地 資金 貸 付 金 商 工 労働 部 0 県 単
高知 県 中核 企 業 育成 対 策 特 別 資 金 商 工 労働 部 0 県 単
高知 県 中 小企 業 振 興対 策 資 金 商 工 労働 部 0 県 単
長 崎 県 工場 等設 置貸 付 金 商 工 労働 部 90 3 ，2 14 県単

鹿 児 島県 企 業 立地 資 金 貸 付 事 業 商 工 労働 部 17 1，9 4 2 県単

札幌 市 札 幌 市先 端 産 業 立地 促 進 助 成 事 業 経 済 局 商 工 部 3 ，57 5 ，2 15 市 単
横 浜 市 産 業 立地 促 進 資 金 経 済 局 97 4 ，9 0 0 単 独

大 阪 市 中 小 工場 立地 適 正 化 融 資 経済 局 1，77 4 ，0 0 0 市単

大 阪 市 研 究 開発 型 中小企 業等集 積促 進融 資 経 済 局 23 ，0 0 0 市 単 （預 託 ）
北 九州 市 企 業 立 地促 進 資 金 融 資 経 済 局企 業 立 地 課 4 ，73 6 ，7 2 1 市 単

企 画 ・
総 務 系

石 川 県
北 陸先 端 科 学技 術 大 学 院 大 学 企 画 開発 部

3 ，93 1，0 0 0 県 単立 地推 進 事 業 （高 等教 育 振 興 室 ）
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研究所・研究開発型企業誘致（融資事業）（問14－－3）

事業概要

中小企 業者 等の経営基盤 の強化、事業 の活性化を図るため、金融機 関に原 資を預託して融資を促進する。
誘 致企 業に対し、工場等新設 に要する資金の貸付を行う。
地場企 業に対する工場等新 増設 に要する資金の貸付及び誘致企業の工場等増設に要する資金の貸付
新規性 のある商品開発、両度技術工業に属する事業、特許 ・実用新案等 に基づく事業を実施しようとする誘致企業
も対象とした融資制度

本 県に新規立地する企業の設備 投資に対して貸付を行う。
限度額 1億 円、貸付利 率 2．3％、貸付期間 10年以内
特 定菜種（産業支援サービス業）に係る事業を行う甲小企業者で太 田リサーチパークに立地 しようとする者 に対する
設備資金の融資
・限度額 3億 円 ・期間 10年以 内 （内据置 2年）

県内に研 究所等を設置するのに必要な資金を融資する。（新規預託分）
本県の内陸工業 団地等 に立地しようとする企業、又は本県内に研 究所を立地しようとする企業に対し、立地 に必要
な資金を融資することにより、本県工業構造の高度化 と雇用の創 出を図る
対象 …土地、建物 、機械設備 等　 限度額 … 1億 円（特認 2億 円）：期 間… 10年以 内（据置期間 2年以内）
・事業費の 80％ （限度額 5億 円） ・10年償還 （3年据え置き） ・年利 2．7％
土地建物の取得 、研究開発施設 の整備、先端機器の導入等に対する融資 （リサーチパークに係る分）

中小企業が地域 において雇用の促進等 による産業振興を図り地域経済の発展 に寄与するため新 しく工場 を立地す
るのに必要な資金 及び商業施設等を新しく整備するのに必 要な資金を融資し地域の活性化を図る（斡旋額 2 1件）
工場等を新増設して新規に従業員を雇 用する企業に融資を行う

事業所の新増設を行 う要件を満たした研 究開発型企業に対する融資
なし：広島県企業立地促進融 資制度は工場のみ対象 （試験研究施設は対象外）・
事業用施設の新設又は増設 を行う事業者に対する融 資
経常環境の改善、経常の合理化又は事業規模の拡大を図るため、工場適地等へ工場の新 設等 を行う月コ小企業者
に対する融資
地域の甲核 甲小企業の行う大規模で先進 的な工場の整備等であって、県内経済への茨及効果 が認められ、産業
構造の転換 ・高度化、若 者を中心とする人 口の県内定住 に資する事業として、知事の認 定を受けた中小企業者 に
対する融資
既 に確 立され、企業化された高度 技術 を製品の開発又は生産に利用することにより、経 常の合理化 、近代化 を図る
ため、テクノポリス開発 計画地域内 で事業活動を行う中小企業者に対する
上記補助金の対象となる企 業等に対し県が行う融資制度
県の指 定する工業用地等に立地する場合（6億 円以 内 15年据置）
県の指 定する工業用地等に立地する場合（3億 円以内 15年据置）
県外誘致企業が工場を新 ・増設する場合の土地、建物 ，機械設備 に対する融資
本県への先端技術型産業等の立地を促 進し，本県経済の浮揚と雇用機会の別 田を凶ることを目的とするもので、一
定の要件 を満たして事業所等 を設置しようとする企 業に対し、当該事業所 等の設置に要する費用の一部を金融機
関を通 じて融資する
本市の区域 内において、先端技術等の成長性の高い産業の工場や試 験研 究施設を新 ・増設する企業に対 して助
成 （融資あっせん、補助金の交付）を行 う。
市で定める拠 点地域 に進出する中小企業者 に対し融資する。
工場等を工業 専用地域へ移転、または市等が分譲する工場団地 に工場を建設するもの
融資限度額 ：5億 円　 融資期間 ：2億 円以下 10年 以内　 2億 円超 2 0年 以内
甲小企業の新製 品・新技術の開発を支援する施設に入所し、研究開発 を行う。
融資限度額 ：5千万 円　融資期間 ：運転資金 7年以内、設備投 資 10年以 内
工場等の設備投資額の80％以内。一企業当たり10億 円以内 （投資額等の要件あり）
北陸先端科字技術大字院大字 立地推理及び周辺 （いしかわサイエンスパーク）の警備 ・いしかわすイエンスパーク
整備資金貸付 ：3，931，000
いしかわサイエンスパークの造成、埋蔵文化財調査等整備資金の貸付
貸付期間 1年 ：貸付先　 石川 県土地開発公社
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技術相談・技術指導（間15）

部 局 名 団体 名 事 莱 名 所 管部 局 決 算 額
県 単 か

国 関 連 か

商 工 系 北海 道 技 術 開 発 派 遣 指 導 事 業費 商 工 労働 観 光 部 34，6 1 8 道 単

北海 道 移 動 工 業 試 験 場 費 商 工 労働 観 光 部 1，28 4 道 単

北海 道 技 術 指 導 費 商 工 労働 観 光 部 1，2 10 道 単

北海 道 地域 技 術 高 度 化 促 進 費 商 工 労働 観 光 部 3 ，80 4 道 単

北海 道 地域 工 業技 術 ネットワークの推 進 商 工 労働 観 光 部 7 ，93 0 道 単

北海 道 技術 開発 指 導 費 商 工 労働 観 光 部 10 ，5 8 7 国 関連 （5′，29 4）

北海 道 食 品刀日工振 興 対 策 費 商 工 労働 観 光部 5，8 19 道 単

青 森 県 技 術 アドバ イザー 指 導事 業 商 工 観 光 労働 部 9 ，32 6 国 関連

青 森 県 特 定 地域 巡 回技 術 指 導 事 業 商 工観 光 労働 部 80 2 国 関 連

岩 手 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事業 商 工 労 働 部 19，2 98
国 開 運
（補 助 率 1／2）

宮 城 県 技 術 アドパイグー指 導 事 業 商 工 労働 部 8，15 2 国 関連

宮 城 県 技 術 高 度化 支 援 事 業 商 工 労働 部 2，20 0 県 単

宮 城 県 技 術 力 向 上緊 急 支 援 事 業 商 工 労働 部 2 ，180 県 単

宮 城 県 地 域集 中 技術 指 導 事 業 商 工 労働 部 1，8 29 県 単

秋 田県 中小 企 業 技術 アドバ イザー 指 導 事 業 商 工 労働 部 11，4 8 4 国 関連

秋 田県 巡 回 技 術 指導 事 業 商 工 労働 部 1，0 29 県 単

秋 田 県 集 中技 術 指 導事 業 商 工 労 働 部 96 5 県 単
山形 県 技 術 指 導 推進 事 業 商 工 労働 観 光部 17，2 8 1 国 関連 、7 ，3 79

山形 県 巡 回集 中指 導 事 業 商 工 労働 観 光部 8 5 5 県 単
福 島 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事業 商 工 労働 部 8 ，84 1 国
福 島 県 ハイテクプラ ザ技 術 顧 問 事 業 商 工労働 部 2，2 7 1 県単
茨 城 県 技 術 アドバイザ ー 指 導 事 業 商工 労 働 部 10，4 8 8 国 関連
茨 城 県 テクノプラ ンニング指 導 事 業 商 工 労働 部 172 0 7 県 単
栃 木 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事業 商 工 労働 観 光部 10，1 5 5 国 関連
群 馬 県 研 究 開発 アドバ イザ ー 商工 労働 部 3，40 0 県 単
群 馬 県 巡 回 技 術 指 導 事 業 商工 労働 部 39 6 県 単
群 馬 県 技 術 アドバイザ ー 商 工 労 働 部 16，7 8 6 国 関連 （国 1／2）
群 馬 県 先 端 技 術 コンサル タント 商 工 労働 部 6 3 7 県 単
埼 玉 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事業 費 商 工 部 10 ，4 4 0 国 関連 （5，1 1 4）
埼 玉 県 技術 情報 ・指 導事 業費 （のうち技術 指導事 業）商 工 部 2，54 2 県 単
千 葉 県 － 技 術 指 導 事 業 商 工 労働 部 2，2 0 0 国 関連
千 葉 県 中小 企 業 技術 等指 導 顧 問派 遣 事 業 商 工 労働 部 2 ，3 50 県 単

東 京 都 新 技 術 アドバ イザ ー 指導 事 業 労働 経 済 局 27，2 7 0 国 関 連
神 奈 川 県 技 術 指 導 普及 事 業 費 商工 部 20 ，10 3 国 関連

神 奈 川 県 技 術 アドバ イザ ー指 導事 業 商 工 部 17，12 4 国 関 連
新 潟 県 技 術 アドバ イザ ー派 遣 事 業 商 工 労働 部 10 ，2 6 2 国 関連

富 山県 巡 回 技 術 指導 商 工 労働 部 2 ，00 0 県 単
石 川 県 中 小企 業 技術 指 導 商工労働部 （工業 試験場） 6 ，9 13 県 単
石 川 県 自立型 企 業 育 成 指 導 商 工 労働 部 （工業 試験 1，68 2 県 単
石 川 県 技 術 アドバ イザ ー指 導 商工 労働 部 （工業試験場） 8 ，5 70 国 補
石川 県 環境 対 応 型 生 産 システム技 術 指導 商工労働部 （工業試 験場） 2 ，6 12 県 単

石 川 県 技術 振 興 指 導 事 業
商 工 労働 部
（九 谷焼 試 験 場 ） 50 1 県 単

福 井 県 技術 ア ドバイザー 指 導 事 業 商 工 労働 部 12 ，0 8 7 国 関連

山梨 県 技 術 アドバイザ ー 等 指 導 事 業 商 工 労働 観 光 部 11，2 5 1 国 関連 （5 ，7 6 5）
山梨 県 技 術 高 度 化 総合 相 談 窓 口設 置 事 業 商 工 労働 観 光 部 44 0 県 単
長 野 県 技術 アドバイザ ー 指 導 事 業 商 工部 13，2 5 2 国補
長 野 県 巡 回技 術 指 導 事 業 商 工部 2，46 7 県 単
岐 阜 県 O R T 事 業 商 工 労働 部 7，16 9 県単
岐 阜 県 技 術 指 導促 進 費 商 工 労働 部 11，1 5 2 国

静 岡県 技 術 指 導 事業 費 商 工 労働 部 15，6 7 7

国 関連
（国7 ，8 3 9）
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技術相談・技術指導（間15）

事業概要

甲小企業等が行う技術 開発を人材 面から支援するため、工業技術指導センターの研究職貝を現地に派這し、中長
期 間、技術指導を行う。
道 内各地のニーズに基づき、移動工業試験場を開催 し、講演会、懇談会を通じて技術相談 、指導を行う。
甲小企業等の依頼 により、工業試験場及び企業 の現場において技術指導を行う。甲小企業等 の技術斜塔を研修
生 として受け入れ、新技術等に対応できるように技術者を養成す る。展示会への出展、技術情報誌 の発行
技術移転地域交流会を開催し、地域企業の技術力の向上、産業構 造の商度化 、技術移転の促 進を図る。地域技
術普及振興展を開催 し、試験 、研 究の成果を紹介する。
地元企業の研 究グルーブが行う研究開発を支援するため、工業試 験場や食 品加工研究センターの研究員を派這
し、地域の技術開発を促進する。
中小企業の依頼 に応じ技術アドバイザーを派遣して技術指導を行う。
食 品加 工相談室の運営
技術専 門家である技術アドバイザーを中心企 業に派遣し、生産上の諸問題の解決のための技術指導を行う。
集積促進地域にお ける中小企業への技術指導 （技術アドバイザー指導事業の外部委託）

企業の要請 に基づきあらかじめ登録している技術の専 門家を派遣 する。
大字教授や技術士等を技術アドバイザーとして委嘱し、企業 に対して指導 ・相談を行う。
企業の技術 力向上 を図るため職員が企業へ出向き、問題解 決や新 技術導入の支援を行う。
産業空洞化の影響を受けている企業を対象として、自動化 ・省 力化や新 商品開発のための支援 を行う。
年度毎 に地域を指定し、その地域の実情にあった指導 （グループ指導、研修講習会 ）を行 う。
技術 に関する畳冨な知識と経験を有する者をアドバイザーとして登録し、中小企業 の要望 に応 じて生産現場で問題
解決を図る
工業技術センター研 究員及び外部専門家が、中′j、企業を巡 回し技術指導を行う
地域の 中核 的企業 に対し、工業技術センター研究員を一定期間集 中的に派遣し、技術指導を行 う
技術普及講習会の開催、技術 アドバイザー による指導
公設試職貝による生産現場における総合的技術指導
企業の技術 力を側面から支援する体制 として技術 アドバイザー による技術指導を強化する。
先端技術 に対応 し高度技術の基礎、応用 について研究会等により中小企業者 への助言、指導を実施する。
製 品製造工程にかかる技術 的問題 についての専門家 による指導
中小企業の企画設計力の向上を図るための専 門家の派遣
中小企業の技術力 向上と新技術 ・新製 品開発を促進す るため、技術アドバイザーによる技術指導の実施。
企業の研 究開発を技術 面から支援 、指導
指導企業数40社
技術改 善等の 目的でアドバイザーを派遣
技術力の高度化を 首的に先端技術 にかかるコンサルタントを派 遣
技術アドバイザーを中小企業 に派遣 し、技術指導 を行 う。
工業試験場の職員及び外部技術者 が一緒になり、中小企業の技術指導を行う。
技術普及講習会の開催、巡 回技術相談の実施。
中小企業に指導顧 問を派遣し、技術 的諸問題の解決を図る。
都知事から技術指導の委嘱を受 けた技術アドバイザーの技術指導により、甲小企業の新製 品・新技術の開発等を
促し、技術力 の向上を図る。
中小企業及び地域技術の振興を図るため、技術相談 、巡回指導及び技術普及講習会を実施する。
甲小企業が豊かな着想 と斬新なアイデアを新製品、新技術に結びつけるため知事が委嘱する技術 アドバイザー に
よる指導助言を行う。
中小企業からの派遣 申請に基づき、指導分野に最も通した技術アドバイザーを派遣する
中小企業の技術力 向上のため専門指導員と公設試験研 究機 関の職員からなる指導チームにより甲小企業を巡 回
し、各企 業が 当面する技術的問題点を改善 ・指導する。
生産技術の指導 （巡回技術指導、定期技術指導等）
製 品開発の指導
技術アドバイザーによる生産技術製 品開発の指導
産業廃棄物の処理、リサイクルに関する指導

（1）九谷焼製造技術研 究会、（2）技術講演会、（3）技術指導および技術相談 （随時）、（4）研 究発表会
専門的知識をもつ技術アドバイザー による技術指導
中小企業における新技術、新製 品の開発 、生産管理 の合理化 を促進するため、技術アドバイザーによる指導 を行
う。
工業技術センターに技術 高度化相談窓 口を設置し、地場 中小企業の直面する技術的課題について指導する。
中小企業が行う技術開発や新商品開発等 に専 門家を派遣し指導を行う。
試験場職員が中小企業へ出向き中小企業が直面する課題解決 を指導する。
県が行う研 究開発 に企業技術者を参加させ、技術習得を図る
技術普及講習会、技術 ・市場交流研修会、創 造的中小企業の育成等

技術アドバイザー等による指導
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技術相談・技術指導（問15）

部 局名 団 体名 事 業 名 所 管 部 局 決 算 額
県 単か

国 関連 か

静 岡 県 工 業技 術 センター 指 導 事 業 費 商 工 労働 部 19 ，6 0 4 県 単

愛 知 県 技 術 指 導 等 育成 事 業 商 工 部 23 ，4 19 国 関 連

愛 知 県 試 験 研 究 指 導費 （指 導 費 ） 商 工 部 15 ，5 3 0 国 関 連

三 重 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事業 商 工 労働 部 7 ，4 12

国 関 連
（国 1／2、県 1／2）

三 重 県 巡 回技 術 指 導 事 業 商 工 労働 部 85 6 県 単

滋賀 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事業 商 工 労働 部 5 ，0 19 国 関 連

滋賀 県 巡 回技 術 指 導 事 業 商 工 労働 部 90 9 県 単

滋賀 県 地場 産 業 デ ザイン向 上事 業 商 工 労働 部 6 ，45 2 県 単

京都 府 技 術 巡 回 指 導 費 商 工 部 94 1 府 単

京都 府 試 験 分 析 測 定 費 商 工 部 28 0 6 府 単

京都 府 先染 織 物 生 産 技術 強化 対 策 事 業 商 工 部 18 0 府 単

京都 府 丹 後テキスタイル ・テクノ事 業 商 工 部 42 8 府 単

京都 府 ハ イテク技 術 巡 回 指導 事 業 商 工 部 16 9 5 府 単

京都 府 工 業技 術 相 談 指 導事 業 商 工 部 28 16 国 補

京都 府 工 業技 術 試 験研 究 事業 商 工 部 8 16 3 府 単

京都 府 機 器 開放 実 務 講 習事 業 商 工 部 12 4 5 府 単
大 阪府 技術 アドバ イザ ー 指 導 事業 商工 部 15 ，9 2 1 国 関連 （7，24 3）

大 阪府 実 地指 導 商 工 部 0 府 単

大 阪府 指 導 相 談 事 業 商 工 部 0 府 単
大 阪府 開放 試 験 室施 設 設 置 事 業 商 工 部 30 ，8 8 0 国 関連 （14，0 50）

大 阪府 技 術 指 導 施設 設 置 事業 商 工 部 13 ，0 0 0 国 関連 （5，9 15）

兵 庫 県 工業振 興対策 費 （技術 開発指 導員 設置 事業 ）商 工 部 17 ，6 2 1 国 関連 （5，70 0）

兵 庫 県
工 業技 術 センター維 持 運 営及 び 試 験研 究 費
（技 術 指 導 事 業 ） 商 工 部 64 3 県 単

奈 艮 県 技 術 普 及 講 習 会 商 工 労働 部 30 8 国 関 連 （15 4）

奈 良 県 技術 アドバイザ ー 指 導 事業 商 工 労働 部 7 ，37 4 国 関 連 （3，6 8 7）

奈 艮 県 小 規模 企 業 巡 回 指導 事 業 商 工 労働 部 46 3 県 単

奈 良県
人材 養 成 事 業 （研 究者 養 成 研 修 事 業 と研

商 工労 働 部 23 ，4 8 5

研 究 者養 成研
修 事 業 は 国 関
連 （国 からの補

助 額 7，40 9）
研 究 型 エンジ

ニア養 成 事 業
究 型エ ンジニア養 成 事 業） は 県 単

奈 艮県 スポー ツ産 業 技術 巡 回指 導 事 業 商工 労 働 部 1，02 3 国 関 連 （50 0）
和 歌 山県 技 術 指導 事 業 商 工 労 働 部 6 ，49 6 国 関 連
島根 県 技 術 アドバイザ ー 等 指 導事 業 商 工 労 働 部 5 ，26 8 国 関 連
岡 山県 技 術 相談 事 業 商 工 労 働 部 1，50 0 国
岡 山県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事 業 商 工 労 働 部 5 ，36 0 国

広 島県

産 字j蚤隋 強化 事 業 （］支術 不日談 事 業 ）
［（財）広 島 県産 業 技 術振 興機 構 ・（株 ）広 島テ

商工 労 働 部 32 0

国 関 連
クノプラザ 事業 ］ （国 費 16 0）

山 口県 技 術 指導 事 業 商 工労 働 部 9 ，08 2 国 関 連
山 口県 技 術移 転 促 進 事 業 商 工 労 働 部 3 ，33 7 県 単
山 口県 窓 口相 談 商工 労 働 部 0 県 単
山 口県 依 頼試 験 商 工 労 働 部 7 ，33 1 県 単
徳 島県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事 業 商 工 労 働 部 7 ，37 2 国 補
香 川 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事 業 商工 労 働 部 5 ，87 2 国 関 連

愛 媛 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事 業 経 済 労働 部 10 ，0 7 9 国 関 連　 5 ，0 3 9

愛 媛 県 技 術相 談 窓 口事 業 経 済 労働 部 36 4 県 単

愛 媛 県 中小企 業 円高 対 策 技術 指 導 事 業 経 済 労働 部 3 ，35 7 県 単
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技術相談・技術指導（間15）

事業概要

工業技術センター研究貞による指導 ・相談等
0 技術講習会 3 7回 ○技術アドバイザ ー指導　 6 15 日　 ○中小企業への外部専門家の派遣 1 7 0件　 ○技術
市場交流プラザの開催
技術指導の芙施及び講習会、研修会等の開催
常滑窯業技術センター　 799　 瀬 戸窯業技術センター 811 工業技術センター 5，925　食 品工業技術センター
6，182　尾張繊維技術センター 783 三河繊維技術 センター 1，030 ：計 15，530

専門分野別 にアドバイザーが指導を行い、中小企業の技術力の向上を図る。
3試験場職員と指導員が企業現場へ行き、技術 指導を行う。
新製品、新技術の開発等について専門家 による相 談 ・指導を行う。
公設武 と技術 専門家とで企業現場を指導 ・巡回する。
地域産地企業のデザイン向上のため、デザイナーによる相談会を実施する。
一般 簡易 巡回技術指導
各種依頼試験
先染織物の生産 管理技術
織機調整技能士の技術力向上対策
企 業への技術アドバイス
講 習会等の開催
依 頼試験等
貸付 に伴 う研修
外部の専門家を委嘱 し、企 業の生産現場に出向いて技術指導を行う
研 究所の技術職貞が企業等に出向いて技術指 導を行う　756 （8年度予算 し7年度 は研究所移転のため事業を中
断 〕）
企 業等の技術指導相談に対応する　400 （8年度予算 〔7年度 は研 究所移転のため事 業を中断〕）
後 晒タオルの高品質安定化に関する技術指導
インターネットを利用した情報ネットワーク化による技術指導
各分野の民間技術者等を技術開発指導員として委嘱し、企業での技術開発指導を行う ・指導員 59名 （延べ950
名）

研究員等で指導班を編成し、中小企業を巡 回して指導 ・6 7件
主 に中小企業の技術者を対象に専門の講師を招き、講習会を行う。
中小企業の新製品 ・新技術の開発 促進や直面する技術課題 を解決するため、県が委嘱した技術アドバイザー によ
る指導 ・相談を行う。
小規模企業への巡回を行い技術指導を行う。
工業技術センター において、中小企業の技術者を対象 とした各種 固有技術の養成を行う。
1）研究者養成研修事業 県内企業の技術者を対象に下記の4テーマについて、1テーマあたり約50 日間、3名の定員
でO R T（O N T H E R E SEA R C H ）方式で実施した。
a）コンピュータグラフィックスを利 用した画像処理技術 切熱間静水圧 プレス法 によるセラミックスの内部欠陥除去

技術 C）イオンビームミキシング法によって作製した皮膜の硬さ評価技術　 d）C A D ／C A M ／C A E 技術
2）研究型エンジニア養成事業 中小企業の技術力 向上を図るため、中小企業の技術者 と工業技術センター職員との
共 同研究を行う。研究テーマ ：
a）衣料材料の表面改質技術　 b）射 出成形C A E技術　 C）皮革製品の生産管理技術 d）食品加工技術

スポーツ用品業界 を対象にしたデザイン面での技術指導事 業。
技術アドバイザーによる中小企業への技術指導
技術専門家を中小企業等 に派遣 し、技術指導を実施する。
中小企業の要請に基づく、技術相談指導による指導。
中小企業の要請に基 づく、技術アドバイザーによる指導。

企 業の技術的課題解決のため，専門家を技術コーディネータとして委嘱し、企業からの相 談に対応する。
技術アドバイザーによる技術指導
センターで開発した技術について、直接企業 に技術移転する。
中小企業からの技術相談を行う。
中小企業からの依頼により試験を行 う。
中小企業の求桝 こ応じて専門家 を派遣する。
県内中小企業の技術的問題 を解決するため、専門家による長期の指導が受 けられる。
新製 品、新 技術 開発等を行う中小企業が、独 自では解決困難な技術的問題 について、技術 アドバイザーにより週
切な技術指導を実施する。
各工業 関係試険研究機 関に一般 県民を対象とした技術相談 日（毎月1 日）を設定し、専門家が答える相談コーナー
を設置する。
円高の影響を受けている甲小企業者等を対象に、大字の研究者等の外部の技術専門家と県の工業関係試験研究
機 関の研究員がチームを編成し、中小企業の現場において直接技術指導を実施する。
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技術相談・技術指導（間15）

部 局 名 団体 名 事 業 名 所 管 部 局 決 算 額
県 単 か

匡l関 連 か

高知 県 技 術 アドバ イザ ー 等 指 導 事業 商 工 労働 部 4，78 0 国 関連

福 岡 県 技 術 アドバ イザ ー 指 導 事 業
商 工部
新 産 業 ・技 術 振 興 課 13，1 4 1 国 関連

福 岡 県 工業 技 術 センター 指 導 事 業
商 工部
新 産 業 ・技 術 振 興 課 2，97 8 県 単

福 岡 県 先端 技 術 開発 指 導強 化 事 業
商 工部
新 産 業 ・技 術 振 興 課 24 ，6 17 県 単

福 岡 県 生産 管 理 技 術 指 導事 業
商 工部
新 産 業 ・技 術 振 興 課 26 ，8 10 県 単

佐 賀 県 技術 ア ドバイザ ー 指 導 事 業 商 工 労働 部 6 18 9 国 関 連

長 崎 県 技術 アドバイザ ー 等 指 導 事 業 商 工 労働 部 2 ，65 6 国 関係

熊 本 県 技術 アドパイダー指 導 事 業 商 工観 光 労働 部 7 ，98 1 国 関 連

熊 本 県 技術 相 談 ・指 導 業 務 商 工観 光 労働 部 0

県単（工業技術セ
ンター各部の試験
研究費の一部）

大 分 県 技術 ア ドバイザー 指 導 事 業 商 工 労働 観 光部 3，52 4 国 関連

大 分 県 技術 指 導事 業 商 工 労働 観 光 部 42 7 1 県 単

宮 崎 県 技術 ア ドバイザー 指 導 事 業 商 工 労働 部 工 業 振興 課 3，37 4 国 関連 （1，9 4 3）

宮 崎 県 巡 回技 術 事 業 商 工 労働 部 4 ，82 0 県 単

宮崎 県 技 術イノベ ー ター養 成 事 業 商 工 労働 部 工 業 振 興課 6，8 7 2 国 関連 （99 6）

鹿 児 島県 工 業 技 術支 援 事 業 商 工 労働 部 11，1 1 1 県 単

鹿 児 島県 染 織 技術 等 支 援 事 業 商 工 労働 部 2，0 76 県 単

沖 縄 県 技術 指 導事 業 費 商 工 労働 部 6，3 5 5 国 関連
沖縄 県 技術 情 報 事 業 費 商 工 労働 部 178 県 単

横 浜 市 技 術 指 導 事業 等 経 済 局 産 業 振 興 部 26 7，9 3 1 国 補 助 金 1，7 3 2

名 古屋 市 技 術相 談 ・技 術指 導 経 済 局 0 市 単
名 古 屋 市 出 張 技術 指導 経 済 局 0 市 単

京 都 市 技 術 指 導 産業観 光局 （染織試験場 ） 34，9 0 8 国 関連 （12，8 7 0）

京 都 市 技 術 指 導 産業観 光局 （工業試験 場） 21，8 34 市 単
大 阪 市 技 術 指 導 経 済 局 3，3 5 7 国 関連
大阪 市 技 術 者 研修 経 済 局 1，00 2 国 関連
大 阪 市 指 導 普 及 事業 経 済 局 3，2 2 3 市 単
神 戸 市 技 術 相 談 コーナ ー の運 営 産 業 振 興 局 42，4 5 8 市 単 独

広 島 市 特 定 技術 診 断 指 導 経 済 局 62 6 市 単

北 九州 市 中小企 業総 合 相 談 ・コンサル タント派遣
経 済 局
中小 企 業 指 導 センター 25，0 0 0 市 単

福 岡 市 技 術 指 導 経 済 振 興 局 中小 企 業部 4，9 70 市 単
農 林
水 産 系 北海 道 水 産加 工技 術 普 及 指 導 事 業 水 産 部 1，5 58 道 単

北 海 道 水 産 業 改 良普 及 事 業 水 産 部 77，8 5 7
国 関 連
（国 費 ：38，9 2 8）

北 海 道 グリーンダイヤル 林 務部 0 道 単
北海 道 現 地 技 術指 導 林 務 部 1，34 6 道 単

北 海 道 林 産 技術 交 流 プラザ 林 務 部 1，10 0 道 単
北 海 道 技 術相 談 林 務 部 0 道 単

青 森 県 農 産加 工指 導 活 動事 業 農 林部 1，56 7 県 単
青 森 県 水 産加 工技 術 指 導 事 業 水 産部 114 県 単

宮 城 県 養 殖 水 産 動 物保 健 安 全対 策 事 業 水 産林 業 部 6，40 0 国 関連

秋 田県 木 材 産 業 技術 開発 推 進 事 業 林 務 部 2，54 9 県 単

茨城 県
水 産 試 験 場 県 単試 験 研 究 費
（加 工技 術 指 導 事業 ） 農 林 水 産 部 49 7 県 単

新 潟 県 食 品技 術 指 導施 設 設 置事 業 費 農 林 水 産 部 13，6 2 6 国 関連

富 山 県 食 品加 工 技術 指 導 費 農 林 水 産 部 580 県単

富 山 県 食 品加 工 技術 指 導 費 農 林 水 産 部 36 0 国 補 助
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技術相談・技術指導（間15）

事業概要

中小企業の実際の技術課題に予め委嘱 した技術アドバイザーが技術指導する

企業のニーズに応 じ技術アドバイザーを派遣し、技術課題の解決 を図る。

中小企業者が当面している技術課題 について、技術職員が経 常的に指導を実施。

高度加工技締 ・新技術の導入 ・開発 のための情報収集を行うとともに、県内企業 に対し技術指導を実施。

材料や部品の評価試験を行うための施設を設け、企業が自ら試験を行えるよう開放するとともに、企業からの材料や
部 品の評価依頼に対応するなど、県内企業が産業特有 の生産方 式に対応 し得るよう企業指 導等を行う。
技術に関する豊富な知識 、経験を有するアドバイザーにより技術指導を行う
中小企業者が独 自で解決困難な技術 的問題 について技術指 導
専 門的知識を有する技術 アドパイサ」（大学教授 、民間企業技術者等）を派遣し技術指導を行う。

工業技術センター各部 （5部）において、それ ぞれ専門とする分野の技術相談 ・指導を行う。
技術アドバイザーによる中小企業の技術課題解 決のための指導を行う
産業科学技術センター職員による技術指導
予め委嘱 する技術アドバイザーを企業の要望に応 じて派遣
県 内企業を工業試験場等の研究員が巡 回し個別指 導
中期 ・短期の研修会の開催や 、企業技術者 を研究の現場で研修させるO R T 研修
技術 的課題を持った企業の要請に応じて技術 指導を行う。′

技術指導 ，講習会 ，研究会の開催 により中小企業の技術 向上を図る。県内中小企業への技術情報の提供を行う。
技術アドバイザー等による技術指導 及び技術研修
技術情報の収集提供
技術相談指導，技術者養成，依頼試験他
平成 7年度6，722件
平成7年度28件
講習会 の開催、技術情報誌の発行　 研究会 ・開放試験 室での指導、インターネット情報化推進
日常技術指導業務、技術の普及講 習会
専門技術者 （技術アドバイザー）を無料で各企業の生産現場へ派遣
研修会の開催
講演会の開催、刊行物の発行、技術相談 等
中小企業者 の生産現場 における身近な技術上の問題 に対し技術士等が相談に応じた。
鋳 造 ・新素材利用 ・熱処理 ・塗装技術 の巡回指導の実施
独 自技術 の開発 、新分野への進 出、生産管理システムの構築等に取り組もうとする甲小企業に対して、個別相談か
ら長期 間のコンサルタント派遣まで総合的な支援を行う。
技術士等 の専門家を派遣し技術指導を行うとともに技術相談員による相談を行う。　 また、技術 士、電力コンサルタ
ント等で中小 工場を定期的 に巡 回し、安全管理、生産管理等について指導を行 う。
高次刀日工等の商付加価値製品開発 のための技術指導 ・普及を行 う。（移動水産刀日工相談室 ・巡回技術指 導・公設
水産加 工研 究施設連絡指導）

沿岸 漁業者 に対する漁労、増養殖等 の普及指導
森 林づくり及び緑化 技術等 に関する電話 による技術相談
道 内の木材業界、団体、その他の依頼 により、現地の工場等 に林 産試験場の職員を派遣して技術指導 を行う。

道内数か所 （支庁単位）において、林 産試験場が企業等 に対する個別技術相談及 び技術交流会 （講演）を実施。

企業等からの技術相 談
農産加 工品・資料を展示し、加 工品のレベルアップに資するとともに農産加 工グルーブ等からの技術相談 に応じ

る。
水産加 工技術指導 ・講習研修及 び公 害技術指導等を行う。
本県の魚類養 殖業は沿岸 ・内水面漁 業の経官に大きく寄与しているが、魚柄 は年々多様化 、複雑化 しており、被害
も大きい。このようなことから、魚病の発生、伝搬を防止して、被害を軽減するため、関係機 関と密接な連携を図り、

防疫対策 を実施する。
木材産業の技術開発、木材加 工技術の指導及 び研修、企業技術ニーズ等各種調査等

水 産加 工業者への技術指導
食品技術 の指導に必要な施 設を整備する
地場食 品産莱及び生産者 団体 の行う食品加 工の技術水準の向上を図るため、技術者の養成及び巡回技術指導を
行う。

地場食品産業技術水準の向上を図るため、技術アドバイザーによる技術指導の実施及 び技術講習会を開催す る。
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技術相談・技術指導（間15）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額 県単か
国関連か

石川県 水産業改 良普及費
農林 水産部
（水産総合センター） 2，225 国関連

山梨 県 試験指導費 農務 部 2，228 国関連（1，458）

長野県 水環境保全対策技術研 究 （水産技術指導）農政部 819 県単

岐阜 県 農業改 良普及事業 農政部 1，008 国

岐阜 県 製 糸技術指導事業 農政部 4，94 1 県単
岐 阜県 畜産経営技術高度化促進事業 農政部 98 国
岐阜 県 養 鶏技術普及事業 農政部 237 県単

岐 阜県 魚類 防疫対策 ・養殖技術の普及指導等 農政部 2，741 国

京都府 魚病 対策指導事業 農林水産部 5061 国補・（補助2，530）

奈 良県 技術 指導 ・実証事業 農林部 2，100 県単

山 口県 水 産加 工技術開発研究事業 水産部 455 県単
山 口県 水 産加 工技術研修事業 水産部 2，178 県単
佐賀 県 量産技術 の指導普及 水産局 440 県単
長崎 県 水 産物加 工開発研究 水産部　 タ 4，000 県単

熊本 県 水 産加 工業技術育成事業 林 務水産部 1，447 県単

熊本 県 林業研 究指導所への依頼試験 林務水産部 667 県単

鹿 児島県 農 産物流 通加工研修事業 農政部 13，060 県単

土木系
北海道 北方型住 宅普及啓発事業 住宅都市部 28，428 国関連（14，214）

福島県 各種講習会等技術指導 土木部 0
1禾輝 ．
環境 ・
衛 生系

埼玉県 公 害 ・贋葉物 に関する技術相談 ・指導。 環境部 0

奈 良県 薬事指導業務 福祉部健康局 4709
県単（薬事指導
所事業費内）

広島県 医薬品等技術研修会 福祉保健部 130 県単

徳島県 保健環境 センター運営費 環境生活部 0 県単

佐賀県 指導研究費 保健環境部 3，272 県単
企画 ・
総務系 奈 良県

南 山サイエンス交流会推進事業
（科学技術相談） 企画部学研都市推進室 5，000 県単
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技術相談・技術指導（問15）

事業概要

漁 業技術 改良のための普及教育、情報提供
漁協、養殖業者に対する技術指導
養殖業業者 、組合等への技術指導等
改艮普及 員に対する指導助言等
県内の製糸関係者に対し、製糸技術指導を行う
経 常診断 と指 導
養鶏技術 の普及
魚類 防疫対策 ・養殖技術の普及指導等
府 内における魚柄発生の的確な把握、診断、同定、養殖用種苗の魚柄検査を行うことにより魚柄被 害の軽減 防止を
図る
開発 した技術 を晋及するための実証試験、および木材加工業界への技術指導、県民への樹木 管理技術の晋及指
導を行う。
付加価値 の高い水産加工品の開発、保蔵技術の改善
新製 品開発 ・新技術の技術移転、向上
種苗生産技術の指導普及
シイラの冷凍す り身の開発、加 工排水物の利用法の指導，地場産業への技術普及 指導
水研センターの刀口工研 究室を解放 し、加工業者 自身 による製品検査に対し、技術指導を行う。
また要請があれば、職員が現場 を訪問し、指導 ・助言を行う。
木材の材質試 験、強度試験、製 品性能試験
農 産物の流通加工技術研修 会　 オーブンラボラトリー施設の活用　 農産物加工相談の実施　 等
北方型住 宅に関する情報提供を行うことにより、北方型住宅の建設促進を図るとともに、道民の生活 ・福祉 の向上、
住 宅産業 の振興を図る。
施 工管理 、安全管理、建設 副産物 関係の指導等
随時対応 している。
Q）G M P 関連 （バリデーション、キャリブレーション、Q C における統計処理） Q ）製剤技術　 Q ）分析法 也）微生物 （封
薬用植物栽培及 び調製加工 （薬草生産組合） ⑥巡回指導 （①②③④にかかる）
県内の医薬品等製造業者に対して，分析技術，品質管理技術 の指導を行う。
保健衛 生及び環境 関係の試 験検査技術、機器操作方法等についての技術指導等 （食品微生物同定、残留農薬 分
析法、機器操作方法等）
医薬品開発に係わる技術相談 ・指導
奈艮先端 科学技術大学院大字の研 究者が企業の個別 の技術課題の相談 に応 じ、共同研 究事業 の冥現化 の足が
かりとする。
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公募形式研究開発制度（間16－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算 額
県単か

国関連か

商工 系 岩手県 産学官共同研 究促進事業 商工労働部 8，000 県単

I

岩手県 異業種連携技術 開発促進事業 商工労働部 10，000 県単

岩手県 中小企 業融合化 開発促進事業費補助 商工労働部 77，752

国関連
（補助 率 1／2）

宮城 県 公募技術研究 事業 商工労働部 1，000 県単

栃木県 新技術 ・新製 品開発 促進事 業 商工労働観光部 53 ，398

県単、

一部国関連

栃木県 産学官共同研 究事業 商工労働観光部 1 15 ，470

県単、

一部国関連
千葉県 技術改善費補 助金 商工労働部 3 1，20 1 国関連

千葉県 中小企業技術 開発促進補助金 商工労働部 2，500 県単

東京都 共同開発研究 労働経済局 2 1，16 5 都単

神奈川 県
オープンラボ推進事業
（新分野進 出共 同研究事業） 商 工部 8，600 県単

石川県 石川ブランド技術開発補 助金 商工労働部（商工政策課） 50 ，000 県単

石川県 石川県産業技術等研究開発 補助金 商工労働部（商工政策課） 102 ，800 国補

愛知県 新分野進 出共 同研究推進事業費 商工部 4，502 県単

三重県 中小企業技術改善費補助事業 商工労働 部 25 ，000
国関連
（国1／2、県 1／2）

三重県 緊急 円高対策技術改善費補助事業 商工労働部 30 ，000 県単

三重県 異業種共 同技術開発補助事業 商 工労働 部 22 ，000 県単

兵庫 県
工業振 興対策費

商工部 19 ，4 00

国 関連

（技術 向上奨励費補助事業） （補助金 9，700）

兵庫 県
工業振 興対策費

商 工部 119 ，700
国関連

（創 造的中小企業技術開発費補助事業） （補助金 59，850）

兵庫 県
工業振興対策費
（新産業創造研究開発費補助事業） 商工部 246 ，700 県単

兵庫県
工業技術センター維持運営及び試験研究費
（技術改善研究事業） 商工部 8，8 00 県 単

兵庫県
産地振興対策 費
（地場産業等技術支援事業） 商工部 1，266 県単

奈良県 中小企業技術 開発促進補助金 商工労働 部 4 1，340 国関連（20，670）

和歌山県 産官学共同研究事業 商工労働 部 4，2 71 県単
鳥取県 新地域 技術 おこし推進事業 商工労働部工業振興課 23 ，300 県 単
山口県 地域産業技術 改善費補助事業 商工労働 部 35 ，9 70 国 関連
山口県 創造的中小企業研究 開発費補助事業 商工労働 部 38 ，309 国 関連

山口県 特定中小企業支援技術開発事業 商工労働 部 74 ，160
県単 24，720、
国関連 49，4 40

山口県 新地域 産業集積発展促進事業 商工労働 部 56 ，460 国関連
山口県 中′ト企 業新分野進 出等 円滑化事業 商 工労働 部 14 ，628 国関連
山口県 地域産業活性化推進事業 商工労働部 34 ，000 国 関連
山口県 融合化開発促進事業 商工労働 部 38 ，8 76 国関連
徳島県 県内企業パワーアップ共同研 究 商工労働 部 15 ，000 県単
愛媛 県 地域産業技術 改善事業 経済労働 部 5，000 国関連 、2，500

愛媛 県 地域産業中間技術開発促進 事業 経済労働 部 9，057 県単

愛媛県 円高対策新技術 ・新商品開発共同研究事業 経済労働 部 10，573 県単

福岡県 技術開発促進助成事業
商 工部
新産業 ・技術振興課 9，448 県単

福 岡県 地域産業技術改善事業
商工部
新産業 ・技術振興課 26，000 国関連

福岡県
（財）福 岡県科学技術振興財団運営費補 商工部

79，322 県単助金 （産 学官共 同研究事業） 新産業 ・技術振興課
沖縄県 沖縄 県中小企業製品開発費 補助金 商工労働部 9，524 国関連（中企庁）
名 古屋 市 中小企業技術開発 共同研 究 経済局 10，291 市単
北九州 市 産学官共 同研 究助成 経済局新規事業振興課 10，000 市単
北九州市 特定中小企業集積支援技術開発地元支援事業 経済局新規事業振興課 16 ，000 市単
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公募形式研究開発制度（問16－2）

事業概要

中小企業が大字等 と共 同研究を行う場合 に要する経費 に対しその一部を補助

異業種 中小企業間の知識の融合 による新分 野の開拓 と技術開発の促進

異分野の中小企 業が協 同組合 を組織して行う新技術 ・新製品等の開発に対して補助

魚介類 由来の酵 素利用技術の開発

企業や組合が行う新技術 ・新製品の研 究開発に要する経費の補助

公募した研 究参加企 業 302 社 1組合 と大学 、国研 、県工業試 験研究機 関による共同研究の実施

新技術の研 究、新製品の試作等を行う企業者 に対する補助 （1企業 30，000限度）
新技術の研 究、新製品の試作等を行う企業者 に対する補助（1企業 500限度 ）
公設試験研究機 関が企業の開発研究 に対する技術支援事業 を強化するため、企業 、大字等と共 同研究を芙施す
る。

中小企業の新分野進 出等に係る研究開発を共 同で実施する。
県内 中小企業が開発した優秀な新製 品等の企業化 を促 進するため、販売促進活動に対し補助
県内 中小企業が行う新製 品、新技術 の研 究開発事業に対し補助（27件）

／、企　　　 分　　　　　　　　　 ′　　 日　　　 ’u　　　　　　　 す　　　　 、　　 丁　　 つ　 ′、企　　　 p
究を実施 する。 」　　 　ヽヽ　　　　　　　　　　　　　　　　 ノヽ　　　　　　　　　　　　 ル

・紙質包装材による容器及びパ レットの開発に関する研究

・金属粉末の射 出成形 法による関節部 品の開発 ・高度計測技術 を用いた外国産米からの食酢の製 品開発

新製品、新技術の開発 に対する助成

緊急 円高に対応する新技術の開発 に対する助成
異業種企業グループによる新技術の共同開発 に対する助成

中小企業の技術の改善、向上等の開発に資する

中小企業創 造活 動促進 法に基づき、新製品の開発や新 技術の研 究を行う企 業を支援 ・9社 に補助金を交付

新産業創 造事業化 計画 に基づく新製品等の研究開発 への補助 ・2 7社 に補助金 を交付

中小企業の技術開発を支援するため、工業技術センターで研究開発 ・6テーマについて研 究開発

地場産業のかかえる技術課題である環境 に調和するための技術 開発 ・1テーマについて研究開発
中小企業の新製 品・新技術の開発に伴う経費の一部を助成

テーマを公募 し、共同研 究することにより、県内中小企業の技術力 向上をはかる
大字 ・高専への研究委託 （（財）鳥取県工業技術振興協会へ事業委託）
中小企 業が行う新製品 ・新技術 の開発 への支援を行う。
創 造的事業活動 により新規市場の開拓を図る中小企業が行う新技術 開発等への支援 を行う。
特定甲小企業集積の活性化 に関する臨時措置法の計画認定を受 けた、山口県下関地域 ・周南地域内の甲小企業
の技術開発グループの行う技術開発テーマに対して、補助 ・委託事業を行う。
中小企 業集積 を図るため、新商品 ・新技術 開発等への支援を行う。
中小企業の新分野進出等のための新技術開発等への支援を行う。
中小企業者が開拓した地域産業おこしの芽を事業化するための研究開発 ・販路 開拓事業等に対 して助成

異業種組合 が取り組む研究開発 事業等 に対して助成
企業が直面する技術 的課題 を公募し、公設試 と共同研 究を行い、新技術の開発を促進する

地域産業に寄与する新製 品、新技術 の開発に対する助成を行う。
甲間技術 の開発を促進するため、地域の独 自性のある新製 品等の開発を 目指した甲間技術開発を行うものに対す
る助成 を行う。
中小企 業者の新 技術 ・新 商品の開発 に対し助成金を交付するとともに、工業関係試験研 究機 関が必要な蓄積技術
や ノウハウを提供しながら共 同で研究開発を実施する。
中小企業 が共同で研究開発 を行う場合や大字等 と共 同研究を行う場合に補助金を交付 し、地域 技術の高度化 、活

性 化を図る。　 30 0万円以内／件
地域産業 の振興に寄与する新製 品 ・新技術の開発を行う県内の甲小企業者 に対し、補助金 を交付することにより、
中小企 業の技術開発 の促進、技術改善を図る。 100万円以上 500万 円以内／ 件
本 県産業構造の転換を促す新事業を創 出するため、産学官が行う研 究事業に対 し、原則 として3年間で総額 3，000

万円の研 究委託を行う。
中小企業者が行 う新製 品・新技術開発等 に対する補助で、総事業費の2／3以内500万 円を限度 としている。

研 究費 の半額を市が補助
・l軸ぶれ 、変位、位置や形状等の精密測定装置の開発」
・l光ファイバー温度計の開発」 ・l防振、防揺ファジー制御 システム付き救急ストレッチャーの開発」
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公募形式研究開発制度（間16－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か
北九州市 甲小企業技術振興特別助成 経済局新規事業振興課 20，000 市単
北九州市 中小企業技術開発振興助成 経済局新規事業振興課 55，500 市単

農林
水産系 秋 田県 木材新製品開発支援事業 林務部 3，430 県単
保健・
環境・
衛生系 静岡県 ハイテク看護機器開運事業費 保健衛生部 4，000 県単

静岡県 地域医療研究奨励事業 保健衛生部 1，740 県単
企画・
総務系 神奈川県

（財）神奈川科学技術アカデミー補助金（研究
助成事業）（（財）神奈川科学技術アカデミー） 企画部 40，000 県単
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公募形式研究開発制度（間16－2）

事業概要

・16軸A C サーボモーターコントローラの開発」 ・Iマルチメディア健康管理システムの開発」
市内中小企業の技術開発力の向上のため、新技術・新製品の研究開発を行う甲小企業に助成。

研究開発型企業育成のため木材高度加工研究所と一体となって企業等が行う新製品開発に対し支援する。
目的　看護栗務省力化機器の開発支援
対象 県内の中小企業、大学、病院又はグループ
補助率 1／2　限度額 2，000

目的　 医師の行う医字研究に助成する。
対象 ①複数の医療機関にまたがる医師の研究グループ　 ②県内の医療機関等に勤務する医師
補助率 1／3　限度額 ′300
若手研究者の行う創造的、基礎的研究活動に対し、研究費の一都を段階的に助成する。
第1段階50万円程度、第2段階250万円程度、第3段階500万円程度
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科学技術情報制度整備（間17－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か

商工系
北海道 地域産業情報センター事業費補助金 商工労働観 光部 9 7，679 国関連（34，990）

岩 手県 ジョイス U O IS ） 商工労働部 357 県単

岩 手県 ハトリス （P A T O L IS ） 商工労働部 109 県単

宮城 県 先端技術情報提供 事業 商工労働部 553 県単

山形 県 工業技術センター情報基盤 整備 事業 商工労働観 光部 129 ，02 3 国関連、80，429

山形県 工業技術センター情報化対応支援事業 商 工労働観 光部 8，304 国関連、4，152

福 島県 オンライン情報検案事業 商 工労働部 1，460 県単

栃木 県
粗繚化指導費補助金
（多角 的連携指導強化 事業） 商工労働観 光部 7，230 国関連

栃 木県 中小企業情報センター事業費 商 工労働観 光部 3，502 国関連

群馬県 発 明協会群馬県支部補助金 商工労働部 2，570 県単

埼 玉県
技術振興 団体助成費
（発 明協会埼玉県支部に対する助成） 商工部 800 県単

埼 玉県
産業情報センター整備運営事業 商工部（事業主体は（財）埼

7，091 国関連 （3，545）（うち、情報収集加 工費 ） 玉県中小企業振興公社）

神 奈川 県
かながわテクノバンク運 営費
（（財）神奈川高度技術支援財 団） 商工部 9，524 県単 （補助金）

新潟県 技術 高度化情報提供事業 商工労働部 14，12．6 県単
石川県 技術情報 国際ネットワーク推進 事業 商工労働部 （工業試験場） 5，041 国補
石川県 つくば・研究機関交流 （技術情報ネットワーク）商工労働部 （工業試験場） 14，834 県単
福 井県 技術情報提供事業 商工労働部 7，858 国関連

山梨県
情報提供事業
（（財）山梨2 1 世紀産業 開発機構） 商工労働観光部 0

長野県 長野 県中小企業情報センター 商工部 76，794 国補

岐阜県 情報源確保事業 商工労働部 ／　 996 県単

岐阜県 マルチメディア工房 事業費 商工労働部 17，453 国

静岡県 地域研 究交流促進 事業費助成
ノ

商工労働部 1，800 県単

静岡県 特許情報強化対策 費助成 商工労働部 9，182 県単
愛知県 工業技術センター情報ネットワーク機器整備 商工部 20，366 国関連

三重県 技術情報基盤整備 事業 商工労働部 18，874
国関連
（国 1／2、県1／2）

滋賀県 情報提供事業 商工労働部 3，194 県単

大阪府 関西特許情報センター （仮称）構想の推進 商工部
㌦ ，405

府単

兵庫県
工業技術センター維持運営及び試験研究費
（インターネット設置維持事業） 商工部 1，94 5 県単

奈 艮県 技術情報 lジョイス」 商工労働部 128 県単
奈 艮県 特許情報 lハトリス」 商工労働部 20 7 県単
和歌山県 研究成果普及事業 商工労働部 1，676 県単
島根 県 技術情報提供事業 商工労働部 7，19 5 県単
島根 県 中小企業インターネット活用促進事業 商工労働 部 3，4 11 国関連
岡山県 融合化促進事業 商工労働部 209 県
徳 島県 産業支援情報基盤整備事業 商工労働部 35 ，000 国補

徳 島県 端末機設置事業 商工労働 部 39 ，002 国舶連
香川 県 技術情報の提供 商工労働部 55 県単
香川県 技術情報誌 の発行 商工労働部 463 県単

福 岡県 工業技術情報ネットワーク整備 事業 商工部新産業・技術振興課 4 1，452 県単
佐賀県 公設試研 究機 関情報化対策事業 商工振興課 27 ，396 国関連
長崎県 特許 情報等管理委託 商工労働部 4 12 県単

熊本県 情報 提供事業 商工観光労働部 5，585 県単

宮崎県 技術 情報検索
商工労働部
（産業技術情報センター） 436 国関連

鹿 児島県 工業 技術支援事業 商工労働部 11，111 県単
名 古屋 市 インターネットによる情報提供 経済局 11，4 73 国関連
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科学技術情報制度整備（間17－2）

事業概要

（社）北海道商工指導センターに設置している北海道地域産業情報センターの情報提供事業及び維持運嘗事業に
係る経費の一部を補助する。
科学技術検累
特許情報検索
工業技術センターに、JO IS，PA T L IS を配置し、必要に応じ、検票・提供を行う。
工業技術センターにインターネット情報基盤を整備する。
工業技術センターにインターネット情報基盤を整備する。
県内企業から依頼された各種情報 （工業所有権、技術文献等）の検索サービスを行う。
栃木県中小企業団体甲央会が芙施する事業協同組合等以外の任意グルーブ等の実態把握などに要する経費に
対する助成
JO IS（日本科字技術情報センター情報）及びSM IR S （甲小企業事業団情報）の代行検案・提供
（実施主体 ：栃木県中小企業情報センター）
発明に関する情報収集及び提供等を行う事業への補助

発明協会埼玉県支部において、特許情報の閲覧及び検索サービス等を実施する。
パソコン通信により、甲小企業事業団、日本科字技術情報センター等のデータベースの技術情報を提供する。
また、業界紙、専門誌等から技術関係記事を収集し、抄録を光ディスクに蓄積して希望者に提供する。

特許等の需給情報を収集 ・提供する技術移転情報等のデータバンクの設置・運営
情報通信システムにより文献、工業規格、工業所有権等の情報を提供する
インターネットを利用した技術情報の提供と技術指導、技術者相互の交流
地域研究情報ネットワーク（パソコン通信）による技術情報の提供と技術者相互の交流
インターネットを通じた県内中小企業者等の新製品新技術の情報発信

科学技術文献情報、特許情報等をオンラインで提供する。

PA T O L IS，JO IS，SM IR S等の端末機利用による情報提供　 インターネットによる情報発信のための情報収集加工
JO IS、PT O RISで技術情報特許情報を得る
マルチメディア工房を設置しインターネットに接続することで世界中の情報を得る
頓才）浜松地域テクノポリス推進機構が行うl静岡県研究情報ネットワーク」の運営に対し助成し、県内外の研究者情
報を提供

（社）発明協会静岡県支部が行う特許情報のマイクロフィルム化等に対し助成し、特許情報の円滑な利用を図る。
中小企業者へインターネットを活用して技術情報や相談指導を行い、共同研究や情報相互利用を推進

工業系公設試にサーバーを設置し、インターネットに接続する
JO IS 、P A T O L IS による情報提供サービスの実施、科学技術セミナーの開催 （8 回、542名の参加）
特許情報サービス機能の強化と、ペーパーレス計画に対応した機器を持つ関西特許情報センターの設置に向け、
事業化計画を策定

工業技術センターのホームページで、研究論文、技術動向等の情報提供を行う。
JIC S T に接続し、科学文献等をオンラインで検案する。
JA P IO に接続し、工業所有権に関する情報をオンラインで検索する。
技術情報誌を発行して、他府県の技術情報等を提供している
技術指導に併せて技術情報のスピーディーな収集 ・提供を行う。
インターネットを利用した情報ネットワーク化による技術指導
日本科学技術センター、中小企業事業団等の情報検索
工業技術センターがインターネットを活用し、情報の蓄積・提供を行えるよう施設整備を行った
甲小企業情報センターの企業ネットワークを利用し、JO IS （日本科学技術情報センター）のデーターベースにアクセ
スする
JO IS からの情報提供
年 6回の技術情報誌の発行
県内中小企業の新分野進出、新技術研究、新製品開発等の創造活動の支援強化を凶るため、工業技術情報の提
供を行う。
インターネット整備
特許情報を利用者に提供するため（社）発明協会長崎県支部に委託
技術情報センター（テクノポリスセンター内）において、JO IS，PA T O L IS等の外部データベースの代行検霜、産業技
術図書やビデオ等の情報提供を行う。（テクノポリスセンター費97，946に含まれる）

JO IS 及びP A T O L IS による技術情報の検索により、地域企業の碗究開発を支援する。
技術情報の提供（全国工業系公設試験研究機関の研究報告，JO IS ，P A T O L IS ）
http：／／ww w ．nm iri．city．nagaya jp／にてホームページを提供
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科学技術情報制度整備（間17－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か
京都市 中小企業情報化推進事業 産業観光局 850 市単
大阪市 技術開発研究（オンライン文献検索システム）経済局 766 市単

農林
水産系 北海道 インターネット接続機器導入 林務部 10，779 国関連 （5，389）

愛知県 文献アクセス 農業水産部 870 県単
高知県 農業技術センター情報センダー推進事業 農林水産部 2，544 県単
福岡県 M A F F IN 関連機器整備 農政部農政課 9，000 国関連

佐賀県
試験研究成果のデータベース化と検索提
供システムの開発 農林部 937 県単

長崎県 農林水産省研究ネットワーク（M A F F IN ） 農林部 4，000 国関連
宮崎県 農業試験研究情報整備構築事業 農政水産部 4，211 県単

宮崎県 農林水産省研究ネットワーク（M A F F IN ） 農政水産部 8，000 国関連
土木系

北海道 北方型住宅普及啓発事業費 住宅都市部 28，428 国関連（14，2 14）
保健・
環境・
衛生系 愛知県 がん診療施設情報ネットワーク事業費 衛生部 102，138 国関連
教育系

佐賀県 教育情報システム事業 教育庁 35，147 県単
横浜市 医学情報センター 市立大学 3，042 単独
北九州市 特許公報（CD －R O M ）の管理・閲覧サービス 教育委員会中央図書館 0
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科学技術情報制度整備（間17－－2）

事業概要

JO IS、D IA L O G 、P A T O L ISの提供
日本科学技術情報センター等が所有している各種文献のデータファイルをオンラインで検索

インターネットを利 用した情報提供のために必要な林産試験場への機器導入に係 る経 費。
JIC S T － S T N 文 献検 索、日経テレコム検 案
農業技術 センター内の情報データベースの運営
国の農林水産業関係研 究ネットワーク（M A F F IN ）に接続 するための端末整備

試験研 究成果等のデータベース化とパソコン通信等による提供システムの開発
農水省 の地域ネットワーク（N O C ）と接続し、M A F F IN を利用する体制を整え、研 究情報の交換 、データベースの
活用、文献検索等を迅速化して研 究の効率化を図る。
多岐にわたる研究成果等情報の一層の効率 的な活用を図るため、迅速で、的確 に検索できるシステムの開発

農林水産業に関わる試験研究の推進を目的 として、農林水産省が全 国の指定試験地相互のオンライン化を図る。
北方型住宅に関する情報提供を行うことにより、北方型住宅の建設促進を図るともに、道民の生活 ・福祉の向上、任
宅産業の振興を図る。

国立がんセンターのがん診療情報ネットワークシステムと結び、臨床及び研究学術情廟 を共有することにより診断、
治療技術 、研究の向上をはかる
教育センターをシステムのセンターとし、小・甲・県立学校、教育行政機関、教育研究機関等をネットワークで結び、
教師の教育に関する専門的知識 や教育技術の習得 を支援する
資料の整備 ・充実、他図書館との相互協力
特許公報については開架 であるが、利 用者 の必要に応じ、閲覧サービスを行う。
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知的所有権制度普及（間18－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額 県単

商工系 青森県 発明奨励事業 商工観光労働部 400 県単
宮城県 （社）発明協会宮城県支部運営費補助 商工労働部 3，500 県単
福島県 発明奨励費 商工労働部 364 県単
茨城県 中小企業情報化促進事業費補助 商工労働部 1，190 県単
栃木県 発明奨励事業 商工労働観光部 1，995県単
群馬県 発明協会群馬県支部補助金 商工労働部 2，570 県単

埼玉県
工業振興指導費

商工部 2，984 県単（発明創意くふう展の開催、発明相談会の開催）
静岡県 特許情報強化対策費助成 商工労働部 9，182 県単
三重県 特許情報管理整備事業 商工労働部 691 県単
滋賀県 特許公報閲覧室管理事業 商工労働部 1，500 県単
大阪府 特許情報等活用促進事業 商工部 1，000 府単
奈良県 特許等工業所有権活用事業 商工労働部 1，040 県単
山口県 創意工夫奨励事業 商工労働部 600 県単
徳島県 発明奨励事業 商工労働部 663 県単
高知県 特許公報類管理運営委託料 商工労働部 3，147 県単
佐賀県 開発製品コンクール展開催費 商工労働部 562 県単

熊本県 発明奨励指導事業 商工観光労働部 298 県単
宮崎県 発明振興事業 商工労働部 3，591 県単
沖縄県 工業所有権制度の普及奨励事業 商工労働部 1，0 15 県単
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知的所有権制度普及（間18－2）

事業概要

（社）発明協会青森県支部が行う発明奨励事業及び工業所有権の普及活用に係る事業に対する補助
知的所有権制度の普及・相談業務を行っている同協会に対し、運営費の一部を補助するもの。
県民に対する発明考案の奨励及び児童・生徒の創造性の開発、育成
特許情報の閲覧、機関誌による知的所有権制度の紹介
発明展、工業所有権説明会等の開催や（社）発明協会栃木県支部への補助事業
知的所有権制度普及事業費等への補助

発明奨励を図るため、展示会、相談会を開催する。
（社）発明協会静岡県支部が行う特許相談や利用者の組織化等の事業に対し助成し、特許制度の普及を図る。
特許公報の閲覧
特許公報を一般の閲覧に供する。
（社）発明協会大阪支部の特許制度普及事業、特許情報活用促進事業に対し助成
工業所有権関係の閲覧所として、公報閲覧サービズ提供機能の充実と弁理士相談の実施
社団法人発明協会山口県支部への運営費補助
発明協会の事業を補助すること等により、知的所有権制度の普及を促進
特許公報類の管理業務を（社）発明協会高知県支部へ委託
発明考案コンクール及び開発製品展の実施 （発明協会佐賀県支部と共同開催）
県民の発明創作に対する意識の高揚を図るため「発明工夫展」等を開催するとともに、工業所有権につ
いての啓発を図っていく。
発明奨励事業（発明工夫展など）発明振興普及事業（セミナー、発明相談、出顧相談等）
特許情報等の出願状況調査及び収集業務等を社団法人発明協会沖縄県支部へ業務委託
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発明奨励（間19－2）

部局名 団 体名 事業名 所管部局 決算 額
県単か

国関連か

商工系 北海道 工業振興費補助金 商工労働観光部 900 道草

青森県 発明奨励事 業 商工観光労働部 400 県単
岩手 県 発 明くふう展開催費負担金 商工労働部 600 県単

冨城県 みやぎ発 明くふう展’95 開催負担金 商工労働部 300 県単
秋 田県 （社）発明協会秋 田県支部補助金 商工労働部 1，000 県単
山形県 発明教室開催事業 商工労働観光部 1，000 県単

福 島県 創 意工夫功労者等 表彰伝達式 商工労働部 374 県単

福 島県 福ノ島県発明展 商工労働部 763 県単

茨城県 発明発見奨励事業 商工労働部 1，627 県単

栃 木県 発明奨励事業 商工労働観光部 6，6 18 県単
群馬 県 発明協会群馬県支部補助金 商工労働部 2，570 県 単
群馬 県 創意くふう展開催経費、創 意工夫功労者表彰経費等 商工労働部 756 県単

埼 玉県
工業振興指導費
（発明創意くふう展の開催、発 明相談会の開催） 商工部 2，984 県単

埼 玉県
新製品新技術開発推進事業費
（新製品新技術開発奨励事業、新製品新技術フェア） 商工部 9，8 19 県単

千葉 県 発明相談事業 商工労働部 3 12 県単
千葉 県 発明考案展開催事業 商工労働部 540 県単

東京都 新製品開発展示会 労働経済局 5，653 都 単

東 京都 児童生徒発明くふう展 労働経 済局 1，586 都単

東京都 科学技術関係功労者表彰 労働 経済局 499 都単

神奈川 県 神奈川 県発明考案展覧会 商工部 900 県単
新潟 県 新潟県発明工夫展 商工労働部 350 県単
新 潟県 新潟県技術賞表彰 商工労働 部 298 県単

富山県 創意くふう促進事業 商工労働部 2，6 12 県単

福 井県 職務発明奨励事業 商工労働部 1，035 県単
長 野県 発明奨励事業 商工部 3，749 県単
静岡県 産業技術協会助成 商工労働 部 3，000 県単
静岡県 技術開発推進費 （発明考案の奨励） 商工労働部 1，469 県単
愛知県 l発明の 日」記念行事負担金 商工部 30 県単

愛知県 発 明とくふう展 商工部 550 県単
三重県 発明協会 三重県支部事業費補助 金 商工労働 部 24 3 県単
滋賀県 発明協会事業費補助事業 商工労働部 6，8 19 県単
大阪府 （社）発 明協会大阪支部補 助金 商工部 500 府 単
大阪府 （社）全 国発明婦人協会関西支部補助金 商工部 300 府単

奈 良県 奈良県児童、生徒教職員発 明くふう展 商工労働部 876 県単
和歌山県 発 明奨励事業 商工労働 部 1，364 県単
鳥取県 発 明考案奨励事業 商工労働部工業振興課 149 県単
岡 山県 発 明振興事業 （発明協会岡 山県支部） 商工労働部 1，000 単県

広島県 発 明研究奨励賞 商工労働部 2 00 県単
広島県 広 島県児童生徒発明くふう展委託費 商 工労働 部 6 18 県単
広島県 広島県児童生徒発明くふう展展示会負担金 商工労働部 160 県単
山口県 創意 工夫奨励事業 商工労働部 252 県単
徳島県 発 明奨励事業 商工労働部 66 3 県 単
愛媛県 発 明奨励事業 経済労働部 382 県単
高知県 発 明奨励事業費補助金 商工労働 部 270 県単
佐賀県 開発製 品コンクール展開催費 商工労働部 562 県単

熊本県 発 明奨励指導事業 商工観光労働 部 298 県単
大分県 発 明くふう展開催 事業 商 工労働観 光部 494 県単
宮崎県 発 明振 興事業 商工労働部 3，59 1 県単

－574一



発明奨励（間19－2）

事業概 要

北海道発 明協会連合会が行う発 明工夫奨励 事業等 に対する補 助。
（社）発明協会青森 県支部が行 う発 明奨励事業及び工業所有権の普及活 用に係 る事業 に対する補助
（社）発明協会岩 手県支部等が開催する発明くふう展に対する負担金
青少年の発明奨励を目的として開催された同展の開催 費を負担するもの。
秋 田県発 明展 、各地 区発 明展 の開催経費の補助
全 日本学生児童発明くふう展移動展の開催
創 意工天 功労者等表彰は、日頃現場で創 意工夫を実践し、成果をあげた作業者、青少年の創 憲工夫の育成 に携
めた学校を科 学技術庁が表 彰するもの。本伝達式は、表彰状等の伝達 を行 うもの。
県内の発明家、青少年の発 明した成果物を展示し、優れた発明の考案者を表彰する。
（県は発明協会福島県支部に200を補助）
発 明相 談、発明工夫展、地方発明表彰
発 明展、工業所有権説 明会等の開催や （社）発明協会栃木 県支部への補助事業及 び勤務発明事業
l創 意くふう作 品展」開催 事業等への補助
創 惹くふう展開催経費、創意工夫功労者表彰経費等

発 明奨励 を図るため、展示 会、相談会を開催する。

県内企 業の優秀な技術 ・製 品を表彰する研究開発コンクール及 び展示会を開催する。
発 明考案 を行う者のために、発明相 談室を開設 し、各種 出願 手続等 に関する発 明相談を実施する。
県内の発明考案者及 び企業者 の発 明品、新製 品等 を展示紹介 してその実用化 、企業化の促進を図る。
優 秀な発 明考茶 、新製品、新技術の開発や児童生徒 の創 意工夫を奨励することにより、都民の創造性の向上 を図
る。
優秀な発 明考案 、新製 品、新技術の開発や児童生徒 の創 意工夫を奨励することにより、都民の創造性の向上 を図
る。
優秀な発 明考案 、新製品、新技術の開発や児童生徒 の創 意工夫を奨励することにより、都民の創造性の向上を図
る。
発明考案者 の育成、技術 開発の奨励を図るため、県内の発 明考案 晶を一堂に会し、科学技術 の振興を図る。
発明工夫に関する作品を募集し、署査、表彰を行うとともに、展示を行 う
産業の発展及び県民の福祉の向上に寄与する発明発 見、技術 開発を行ったものを表彰する
県民の発 明考案 に対する意欲の高揚を図るため、県内の各層 を対象に以下の事業を芙施する。
・富山県発 明とぐふう廉 ・ワンバク発明教室開催 ・少年少女発明クラブ育成事業 ・発明実施化奨励金交付 事業

工業技術センター職員が職務 に関連 して行った発 明について県として保有していくことにより企業の技術力 向上及
び新規事業の創 出支援を目的とする。
工業所有権制度の啓蒙及び技術情報の提供等
（社）静岡県産業技術協 会の行 う発明・考案の顕彰等 に対して助成
優秀発明考案者 ・産業技術振興功績者等の表彰
l発明の 日」を記念し、関係 団体と共催 して記念 行事を実施する。
様 々な発明、考案等 による作 品を一堂 に展示、紹介し、発明考案思想の啓蒙 ・晋及、科字技術 の振興を図るl発明
とくふう展 」の開催
発明工夫展開催 の補助
発明協会が行う発 明奨励事業等に対し補 助する。
大阪府生徒児童 ・教職員発 明くふう展に対する助成
関西地 区暮らしの発明展 に対する助成
次代をになう青少年に発 明くふ うへの関心と創作意欲を構え付 け、観察力と萱かな創 造力を養うことを目的として開
催する。
同時 に教職員に創意くふう思想の普及振興をはかるため、その発 明考案 晶を展示する。
優秀な発 明等表彰したり、発 明協会和歌 山県支部の実施 する事業を補助する
発 明工夫展への補助、知事冥交付等
・生徒 児童発 明くふう展の委託 ・未 来の科学の夢絵画展 の委託 ・発明工夫講座 の委託
○工業所有権 に関する相談業務及び講習会等の開催　 ○児童生徒発明くふう展の開催　 ○未 来の科字の夢絵画
展の開催　 ○各種発 明表彰
○児童生徒発 明くふう展の開催
○児童生徒発 明くふう展展示会 開催に係る負担金
発明 ・考案に関する表 彰事業 の開催及び他団体が実施する表彰事業に関する調査
発明協会と共催で発 明工夫展等を実施した
児童生徒の発明工夫に対する関心と創作意欲を高めるための児 童生徒発 明工夫展を開催する。
（社）発明協会高知県支部の行う発明奨励事業に対し補助
発明考案コンクール及び開発 製品展の実施 （発 明協会佐賀県支部と共同開催）
県民の発 明創作 に対する意識の高揚を図るため l発 明工夫展 」等を開催す るとともに、工業所有権についての啓発

を図っていく。
発 明協会県支部と共催で、発 明くふう展を開催 し、県民の発明意識の高揚を図る。
発 明奨励事業 （発明工夫展など）　 発 明振興普及事業 （セミナー、発 明相談、出願相談等）
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発明奨励（間19－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額 県単か
国関連か

沖縄県
沖縄の産業まつ りにおける
「沖縄県発明くふう展」の開催事業 商工労働部 167 県単

札幌市 札幌発明協会事業補助金 経済局 商工部 400 市単
横浜市 発明奨励事業 経済局 4，479 単独
川崎 市 発明考案展覧会補助 経済局産業振興課 450 県単 ・市単
川崎市 川崎発 明振 興会補助 経 済局産業振興課 180 市単
広 島市 発明考案奨励 経済局 1，468 市単
福 岡市 発明協会福 岡県支部負担金 経済振興局中小企業部 250 市単

福 岡市 発 明工夫展補助金 経済振興局中小企業部 230 市単
教 育系 埼玉県 埼玉県高等学校産業教育フェア 教育局 6．，475 県単
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発明奨励（間19－2）

事業概 要

日常生活から産業技術 に至る分 野において、独創性に富む発明 ・考察 ・意匠を広く県民に紹介し、その冥施化を促
進すると同時に相互利 用を図ることにより県民生活の向上及 び産業の発展 に役 立つことを目的として開催。
札幌発 明協 会に対し、事業費の一部を補助する。
日曜発 明教 室の開催他
神奈川 県発 明考案展覧会への負担金の拠 出
川崎発 明振興会への補 助
児童生徒発 明くふう展の開催等
発 明考案の奨励と，実用化の促 進等 を図る社 団法人発明協会福 岡県支部に対 し負担金を支 田する。
補助 対象事 業である西 日本地 区l暮らしの発 明工天展」は、昭和4 5年から本市において開催されノ、発 明の奨励 と産
業技術 の発展に貢献していることから、主催者である社団法人全国発明婦人協会西部支部 に対し、補助 金を交付
する。
生徒 の作品展示、職業技術体験、ロボットコンテストなど
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－1）

部 局名 団 体名 事 業名 所 管 部 局 決 算 額
県 単 か

国関 連 か

商 工 系 北 海 道 技術 者 研 修 事 業 商 工 労働 観 光 部 6 ，2 10 国 関連 （2，07＿0）

北 海道 技 術 系 人 材 育 成 推 進 事 業 商工 労 働観 光 部 150 道 単

北 海 道 地域 ハイテク・カレッジ推 進 事 業費 負 担 金 商工 労働 観 光 部 2 ，400 道 単

北 海 道 成 人職 業 訓 棟 費 商 工 労働 観 光 部 28 ，959 国 関連 （1 1，933）

北 海 道 事業 内職 業 訓 練 運 営 費 補 助金 商工 労働 観 光 部 3 19，056 国 関 連 （159，528）

北 海 道 生涯 職 業 能 力 開 発 奨 励 費 商 工労 働 観 光 部 865 ，977 国 関連 （865，977）

青 森 県

給付 金 交付
（1）生涯 能 力 開発 給 付 金
（2）認 定 訓練 派 遣 等 給 付 金

（3）中小 企 業 事 業 転 換 等 能 力 開発 給 付 金 商 工観 光 労 働 部

142 ，843
（1）77 ，24 1
（2）63 ，49 1

（3）2 ，111 国 10／10

青 森 県 中小企 業 人材 育 成 事 業 助 成 金 商 工観 光 労働 部 4 ，000 国 関連

青 森 県 技術 指 導 関連 事 業 商 工観 光 労 働 部 1，8 32 県単

岩 手 県 先端 技 術 開発 推 進 人 材 育 成 事 業 商 工 労働 部 6 ，000 県単

岩 手 県 技 術者 研 修 事 業 商 工 労働 部 2 ，736

国 関連
（補 助 率 1／2）

岩 手 県 向 上 訓練 事 業 商 工 労働 部 36 ，8 72

園 開運
（補 助 率 1／2）

岩 手 県 研修指導事業（（財）岩手県高度技術振興協会）商 工 労働 部 0 県単

宮 城 県 研 修 事 業 商 工 労働 部 4 ，370 国 関連
宮 城 県 ライセンス研 修 事 業 商 工 労働 部 950 県単

宮 城 県 受託 研 修 商 工 労働 部 0 県単
山形 県 技術 者 養 成 事 業 商工 労働 観 光部 24 ，549 国 関連 、4 ，139

山形 県 職 業 訓練 費 商 工 労働 観 光 部 2 ，104 ，38 3 県 単 、国 関連

福 島県 中小企 業技 術 者 研 修 事 業 商 工 労働 部 4 ，626 国

福 島県

先 端 技術 者 研 修 事 業 、技 術箪 格 者 養 成
研 修 事 業 、新 製 品研 修 事 業 、技 術 セミ （財 ）福 島 県 工 業技 術

13，384 県 単ナ 一 問催 事 業 、高度 技 術研 修 事 業 振興 財 団
茨 城 県 茨城 テ クノ大 学 校 講座 推 進事 業 商 工 労働 部 18 ，319 国補 及 び 県 単

茨 城 県 民 間企 業等 訓練 事 業 商 工 労働 部 38 1，154 国 関連

栃 木 県 向上 訓 練 の実 施 商 工 労働 観 光部 8 ，86 3 国 関連

栃 木 県 技 術 者 研修 事業 商 工 労働 観 光 部 1，84 3 国 関連

栃 木 県 移 動研 修 室 商 工 労働 観 光 部 376 県単

栃 木 県 研 修 生 ・研 究 員受 入 事 業 商 工 労働 観 光 部 405 県単
栃 木 県 工業 技 術 基礎 講 座 商 工 労働 観 光 部 26 県単

群 馬 県 中小企 業 技術 者 研 修 商 工 労働 部 36 ，98 1

県 単
国 関連 （1，280）

埼 玉 県 中小 企 業研 究者 養 成 事 業 費 商 工 部 11，9 17 国 関連 （4 ，308）
埼 玉 県 F A 技 術研 修 事 業費 商 工 部 2，159 県 単
埼 玉 県 中小 企 業 技術 者 研 修 事 業費 商 工 部 1，605 国 関連 （535）

埼 玉 県 中小 企 業研 修 セ ンター 整 備 運 営 事 業 商 工部 27，324 県単

埼 玉 県
情 報 産 業 振 興 事 業
（事 業 主 体 ：（株）大 宮 ソフトウェアセンター） 商 工 部 10，000 県 単

埼 玉 県
中小 企 業 技 術者 海 外 研 修 事 業
（実 施 主 体 ：埼 玉 県経 営合 理 化 協 会 ） 高 工 部

3，916 県単
埼 玉 県 産 業 教 育機 器 整 備 事 業 商 工 部 3，000 県単
埼 玉 県 認 定 訓 練 育成 指 導費 労働 部 123，847 国 関連 （6 1，923）
埼 玉 県 機 能 向上 訓 練促 進 費 労働 部 16，409 国 関連 （8，204）
千葉 県 技 術 パイオ ニア養 成 事 業 商 工 労働 部 11，107 県 単

千葉 県 事 業 内職 業 訓 練 事 業 商 工 労働 部 88，695

国 関連
（補 助 金 43 ，847）

千 葉 県
テクノピラミッド管 理 事 業
（（財 ）テクノピラミッド運 営 機 構 ） 商 工 労働 部 92，628 県 単

千 葉 県 生 涯 職 業 能 力 開発 事 業 商 工 労働 部 308，458
国 関連
（補 助 金 308 ，458）

東 京都 生涯 能 力 開 発 等 助成 給 付事 業 労働 経 済 局 5，058，204 国 関連
東 京都 事業 内職 業 能 力 開発 の振 興 労働 経 済 局 301，925 国 関連
東京 都 中小 企 業 技術 者 養 成 労働 経 済 局 33，229 都 単
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－－1）

事業概要

中小企業の技術者を対象に研修を行 い資質の向上を図る。
地域 において技術担い手づくりモデル事業を行う団体に対する補 助。
地域の技術者 に高度かつ最新の技術 を習得させるために、道内の大字等の教官が連 携して行うl移動大字講座 」の
開催 に要する経費 の一部を負担することにより、高度技術者の養成と先端技術 の導入の推進を図る
在職労働者に対し知識 ・技能を付 与す る
認 定職業訓練を行う中小企業事業主等 に対し助成する
労働者に教 育訓練を受講させる事業主に対し助成する

雇用労働者の教 育訓練及び認定事業訓練施設 に派遣 して受講させる事業主に対 して給付金を支給し、企業内職 業
能力開発の促進 を図り、在職 労働者の育成及び職業能力開発 、向上を促進する。
中小企業にお ける事業の商度化に対応した認 定職業訓練を実施するため準備 事業を行う中小企業団体に対し助成
金を支給 し、中小企業における人材 育成を促進する。交付先 ：青森 県印刷工業組合
バイオ ・メカトロ等の先端 技術分野について、県内企業の研究者 等を対象に講演会 、研修会を開催。
（講習会3 回、研修 会6課程）
中小企業が技術者を大学等の研究機 関に派遣する場合 の経費 に対する補助

各種技術者研 修の実施

産業技術の高度化 ・先端化に伴い在職労働者 に対する職業能力開発 を行う。
テクノ大学、各種セミナーの開設
県 内中小企業の技術者を対象に技術的な研修 を行う。
工業技術センターが保有する精密加 工機器等の操作を含 む技術習得の研修を行 う。
県 内中小企業の技術者を研修員 として工業技術センター に受け入れる。
企業 における人材 を高度技術者として養成する研修を行う。
県 立産業技術短期大学校、県立商等技術専門校及び民間職業能力開発施設において学卒者 、企業在職者 、耶転
職者等を対象 に職業能力開発事 業を実施する。
中小企業者又はその従業員を対象 に研修を実施する。

中小企業者又はその従業員を対象 に研修を実施する。
中小企業を対象 に、体系的技術者研修の実施
啓蒙 ・指導 ・情報提供
在職者を対象とした短期 間の普通職業 訓練の実施
技術 に関する専門知識 、基礎理論 等に関する研修
中小企業の要望に応じた研修カリキラムを設定し、講師を企業に派遣しての研修
中小企業 の従業員を工業試験研 究機 関に技術研修生・研究員として受 け入れての研修
窯 業中小企業者を対象 とした工業技術の基礎講座

専門技術研修9テーマ 研究開発要員養成研修 6テーマ 生産システム導入技術 研修2テーマ
工業試験場が企業の研究者、技術者 を受入れ、高度な技術を有する研究者を養成す る。
中小企業 の工場の 自動化に必要な技術者を養成する。
企 業の従業員に対 し、実務 に即した基礎 技術研修を行う。
中小企業 の人材育成のため、各種の研修 を行う。

情報化研修事業 に対する補助を行う。（4 3講座）

県内 中小企業の技術者の海外製造業視察を助成する。
県内専修学校 に産業教育機 器を整備し、技術革新に対応した若 手技術者の育成を図る。
職業能力開発促 進法に基づき認 定した職業 訓練を実施する事業主等に補助金を交付する。
企業等の在職者 に対 する技能 向上訓練を実施する。（アーク・ガス溶接技能講習等 16科 目・22コース）
企業の技術者を公設試験場 に受け入れ、研修を行う。また、先端技術 に関する研 修 （講義）を行う。

認 定職業訓練校等団体補助

千葉 県テクノピラミッド（地域職業訓練センター）への職業能力開発講座等の実施委託

生涯能力開発給付金制度等 の実施

技術研修会又 は講習会
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（問20－1）

部 局名 団 体名 事 業名 所 管 部 局 決 算 額
県 単か

国 関連 か

神 奈 川 県 生涯 職 業 能 力 開 発 の奨 励 労働 部 704 ，483 国 関 連

神 奈 川 県 中小企 業事 業 内訓 練 へ の援 助 労働 部 87 ，804 国 関 連

神 奈 川 県 中小企 業技 術 者 研 修 事 業 費 商 工 部 3 1，770 国 関 連

新 潟 県 技能 向 上 訓練 商 工 労働 部 255 国 関 連

富 山県 能 力 開発 セミナー 商 工 労働 部 8 ，731 国 関 連　 6 ，586

富 山県 中小企 業 ワンランクアップ推 進 事 業 商 工 労働 部 3，0 14 県 単

石 川 県 石 川 県 工 業試 験 場 技 術 研 修
商 工 労働 部
（工 業試 験 場） 0 県 単

石 川 県 石 川 県 産 業 大学 講 座
商 工 労働 部 （石 川 トラ

イアル センター ） 4 ，6 35 国 関連

福 井 県 地 場 産 業 高 等技 術 者 研 修 事 業 商 工 労働 部 1，339 国 関連

福 井 県 中小 企 業 技 術者 研 修 事 業 商 工 労働 部 2 ，220 国 関連

福 井 県 繊 維 技 術者 研 修 事 業 商 工 労働 部 2 ，220 国 関連

山梨 県 中小 企 業 技 術者 研 修 事 業 商 工 労働 観 光部 7，710 国 関連 （2 ，570）

山梨 県
人 材 育 成 事 業
（（財 ）山梨 2 1世 紀 産 業 開発 機 構 ） 商 工 労働 観 光 部 2 ，660

長 野 県 マル チメデ ィア関係 人 材 育 成 事 業 商 工 部 1，196 県 単

長 野 県 技 術 高 度化 講 習会 開催 事 業 商 工 部 317 県 単

長 野 県 工 業 技 術 大 学校 講 座 運 営 事 業 商 工 部 38 ，225 国補

長 野 県 地 域研 究者 養 成 事 業 商 工 部 2 ，4 50 県 単

長 野 県 技 術 専 門校 にお ける人材 育成 事 業 社 会 部 10 ，2 73 国 補
岐 阜 県 高 等 技 能 専 門校 費 商 工 労働 部 124 ，657 国 関連

岐 阜 県 職 業 転 換 等 訓練 費 商 工 労働 部 4 1，6 12 国 関連
岐 阜 県 O R T 事 業 商 工 労働 部 7 ，169 県 単

岐 阜 県 技 術 指 導促 進 費 商 工 労働 部 11，152 国

静 岡 県 技 術 者研 修 事業 費 商 工 労働 部 11，520

国 関 連
（国 3 ，840）

静 岡県 技 術 者 育成 研 修 事 業 費 商 工 労働 部 4 ，268 県 単
静 岡県 新 規 学 卒者 訓練 事 業 費 商 工 労働 部 93 ，064 国 関 連
静 岡県 社 会 人 訓 練 事業 費 商 工 労働 部 116 ，46 1 国 関 連
静 岡県 企 業 内職 業能 力 開発 助 成 事 業 商 工 労働 部 459 ，275 国 関 連
静 岡県 認 定 職 業 訓練 校 運 営 費 助 成 商 工 労働 部 85 ，．496 国 関 連

愛 知 県 技 術 者研 修 費 商 工部 4 ，4 10 国 関 連

愛 知 県 産 業 デ ザイン開発 指 導 事 業 費 商 工部 2 ，156 県 単

愛 知 県 繊維 大 学講 座 開発 指 導 事 業費 商 工部 3 ，36 1 県 単

愛 知 県
甲核 技術 者 研 修
実施 主 体 財 団 法 人 科 学技 術 交 流財 団 商 工部 0 県 単

三 重 県 中小企 業技 術 者 研 修 事 業 商 工 労働 部 1，836
国 関 i要
（国 1／3、県 1／3）

三 重 県 先 端 技術 研 修 事 業 商 工 労働 部 1，0 16 県 単
三 重 県 試 験 場 留学 研 修 事 業 商 工 労働 部 2 ，194 県 単
三 重 県 鋳 造 技術 員 養 成 講 座 商 工 労働 部 600 県 単

滋 賀 県

人材 育成事 業
（財団法人滋賀県工業技術振興協会が実施 。
県は当協会 に人権費等の補助 を行っている） 商 工 労働 部 11，945 県 単

京 都府 認 定 事 業 内訓 練 指 導 費
府 民 労働 部

能 力 開発 課 101，893

国 関連
（補 助 5 1，329）

京 都府 生 涯 職 業 能 力 開 発 事 業等 委 託 費
府 民労 働 部
能 力 開 発 課 363，117 国 関連 （国 100％）

京 都府 中小 企 業 技 術 者研 修 事 業 商 工 部 7，753 国補
京 都府 人 材 育成 事 業 商 工 部 1，69 7 府 単
京都 府 中小 企 業 技 術者 研 修 商 工 部 2，769 国 関連 （国 923）
京都 府 生 産 環 境 整備 費 商 工 部 954 府 単
京都 府 技 術 者 養 成 講 習 費 商 工 部 5 13 府 単

大 阪府 生 涯 職 業 能 力 開発 促 進 事 業 労働 部 1，902 ，565

国 関 連
（機 関 委任 事 務）
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－1）

事業概 要

事業内職業能 力開発計画に基づく、教育訓練 の実施や有給の教育訓棟 、休暇による労働者 の受講派遣等を行う事
業 主に対して、その費用の一部を助成する。
事業主又 はその団体が行う職業能力 開発の一部を助成する。また、従業員に認 定職業訓練派道等給付金 を交付す
る。
中小企業指導法 に基 づく中小企業技術者を対象に専 門的研修を行う。
労働者 に必 要な技能を付与する
在職労働者に対し、その職業に必要な知識 ・技能を追加習得させるために職業訓練を行う。
甲小企業の技術力 向上のためレベルアップ に必要な技術についての基礎講座 を開催する。

中小企業の技術者等 が工業試験場の研 究に参加 し、研 究開発能力を高める

生産技術、計測 技術、研究開発 に関する人材養成のための講習会、研修会の実施
高度かつ横断 的な総合技術に関する研 修を行い、専門的な技術 開発能力の向上を目指す研修
技術に関する基礎理論、応 用知識等の研修を行い、中′」、企業の技術力 向上を図る。
織布、染色などの技術者の育成
甲小企業の経営者、管理者 、技術者 を対象とした研修会を開催し資質の向上を図る。

技術の高度化 に必要な技術者の育成 を図るため、研修会等の開催や研修会等の支援を行う。
映像、音 声、文字等統合的に扱 えるクリエータの養成
技術水準の高度化を目的とした講習会
県内 中小企業の技術水準の高度化を目的として、座字と実習による実地に即した研修を行 う。
工業関係試 験場との共 同研究を通じて、中小企業の技術者 の創造的な研 究開発能力を養成する。
新規学卒者に対し、基礎的な技能及 びこれに関する知識を修得させるための普通職業訓練を実施する。
県立高等技能専門校 におけるの養成訓練及び再開発 訓練 に係る経費等 、高等技能専門校の管理、運営費
県立高等技能専門校 における中 ・高年齢離転職者 等に対する職業 訓練実施費
県が行う研 究開発 に企業技術者を参加させ 、技術習得を図る
技術普及 講習会、技術 ・市 場交流研修会、創造的 中小企業の育成等

分野別 の基礎理論 ・応用技術の講義 ・実習
先端技術分野における技術者 の研 修
新規学卒者 の職業能力開発訓練
社 会人 の職業能力開発 訓練
職 業能 力開発 を行う事業主に給付金を支給
中小企 業事業主等が行う認 定職業 訓練を助成
甲小企 業者またはその従業員に対し、技術に関する基礎理論、応 用知識 、及びこれに関する必要な事項等を芙地
に則して研 修を行う。
，○デザイン開発講習会 ○製品開発実地講習会 ○新製 品開発事業
繊維産業 における先端技術の導入応用を積極 的に推進するため、既存 甲堅技術者を対象 にハイレベルな講座を実
施 し、企業の中核となる人材の養成を図る。
パソコン応用研修、マイコン応用研修 、超精密技術実践研修
（財 団支 出　 6，300）

短期技術者研修2課程 、新技術技術者研修2課程
1 2時間研 修2課程
企業技術者が公設試 にて実務研修する　2 1名　 延べ85月
座字70時間、実習50時間

企業の技術者 を対象に、核技術分野にわたり理論と実習の両面からの研修 を行っている。

職業訓練の質的水 準を確保 し、その社会的評価 を確 立するために事業主等の行う職業訓練について一定の水準に
適合するものに対し知事が認 定するものであり、その振興を図るために運営費 、施設設備費等 に対 して助成する

①生涯能力開発給付金②認定訓練派遣等給付金③中小企業人材 育成事業助成金
中・短期新技術研修
先端技術セミナー、ハイテク実践化研修
短期 ・5課程
精錬 ・染色技術者講 習
省エネ ・公 害技術指導員養成講習
雇用する労働 者に対 し、計 也的な教育訓棟等を芙施する事業主等にその要 した経費の一部の助成を行う。
・生涯能力開発給付金 ・認定訓練派遣等給付金 ・中小企業事業転換等能力開発給付金 ・中小企業人材育成 事
業助成金
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－1）

部 局 名 団 体名 事 業 名 所 管 部局 決 算 額
県 単 か

国 関 連 か

大 阪府 認 定職 業 訓 練 運 営 費等 補 助 金 労働 部 137，863 国 関 連

大 阪府 高 等 職 業 技 術 専 門校 運 営 等 労 働 部 1，240，436 国 関 連

大 阪 府 人材 育 成 事 業 （O R T ．、技術 研 修 生 ） 商 工部 0 府 単

大 阪府 中小 企 業 技 術 者研 修 商工 部 61，440 国 関 連 （18，6 36）

兵 庫 県
産 業 技 術 大 字 事 業 費

商 工部 64，980

国 関 連

（産業 技 術 大 学 開 設 事 業） （23 ，205 ，000）

兵 庫 県
工業 技 術 センター維 持 管 理運 営及 び試 験
研 究 費 （技 術 パイオニア養 成 事 業 ） 商 工部 2，000 県 単

兵 庫 県 皮 革 対 策 費 （皮 革 大 学校 開設 事 業 ） 商 工部 8 ，346 国 関 連 （6，382）

兵 庫 県 産業デダイン振興事業費 （デダイン大学開催事業）商 工 部 1，3 15 県 単

兵 庫 県 事 業 内職 業 訓 練 費 （事 業 内職 業 訓練 費 ） 労働 部 116，248 国 関 連 （58，54 4）

兵 庫 県
教 育 訓練 普 及 事 業 費
（教 育 訓練 普 及 事 業 費 ） 労働 部 567，395 国 関 連 （567，395）

奈 良 県

人材 養 成 事 業

商工 労働 部 23，485

研 究者養 成研修事
業は国関連 （国から
の補助額7，409）研

（研 究者 養 成 研 修 事 業 と研 究型 エ ンジニ

ア養 成 事 業 ）

究型エンジニア養
成事業は県単

奈 良 県 公 共職 業 訓 練 実 施 事 業 商 工 労働 部 157，484 国 関 連

和 歌 山県 認 定職 業 訓練 助 成 事 業 商 工 労働 部 21，622 国 関 連

和 歌 山県 生涯 職 業 訓 練 助 成 事 業 商 工 労働 部 90，646 国 関 連

和 歌 山県 女性 就 業援 助 センター 運 営事 業 商 工 労働 部 75 ，3 15 国 関 連

和 歌 山県 職 業能 力 開発 推 進 者 講 習 事 業 商 工 労働 部 1，050 国 関 連

和 歌 山県 中小 企 業 事 業 転 換 等 能 力 開発 助 成 事 業 商工 労働 瘢 1，427 国 関 連

和 歌 山県 施 設外 訓練 事 業 商 工 労働 部 9 ，048 国 関 連
鳥 取 県 研 究 開発 型 企 業 育 成 事 業 商工労働部 工業振 興課 6，327 県 単
岡 山県 陶 磁 器 技 術 者 研 修 、 商 工 労働 部 2，100 県 単
岡 山県 技 術パ イオニア養 成 事 業 商 工 労働 部 9 ，486 県 単
岡 山県 戦 略 的 地域 技 術 形 成研 修 事 業 商 工 労働 部 3，840 国 （1／2）
岡 山県 中小企 業 人材 育 成 事 業 補 助金 商 工 労働 部 5，702 国 1／1
岡 山県 生 涯能 力 開発 給 付 金 商 工 労働 部 2 10 ，598 国 1／1
岡 山県 中小企 業 事業 転 換 等 能 力 開発 給 付金 商 工 労働 部 455 国 1／1
岡 山県 認 定 訓 練派 遣 等 給 付 金 商 工 労働 部 35 ，487 国 1／1
岡 山 県 技 術パ イオニア養 成 事 業 商 工 労働 部 3 ，330 県 単

岡 山 県 技 術振 興研 修 事 業 商 工 労働 部 8 ，3 12 県 単
広 島 県 認 定職 業 訓練 補 助 金 商 工 労働 部 9 1，557 国 関 連
広 島 県 監 督者 訓 練 費 商 工 労働 部 30 県単
広 島 県 生 涯職 業 訓練 助 成 費 商 工 労働 部 530，5 19 国 関 連
広 島 県 向上 訓 練 費 商 工 労働 部 5 ，38 1 国 関 連
広 島 県 パ ソコンセンター 運 営 事 業 商 工 労働 部 775 県 単

広 島 県 C A P （人 材 開 発 ）支援 事 業 商 工 労働 部 2 ，833 国 関 連

山 口県 技 術パ イオニ ア養 成 事 業 商 工 労働 部 9，66 1 県 単
山 口県 向上 訓 練 実施 事 業 商 工 労働 部 27 ，117 国 関 連
徳 島 県 技 術 普 及 対策 費 商 工 労働 部 2 ，76 1 国 補
徳 島 県 県 立職 業 能力 開発 校 職 業 訓 練事 業 商 工 労働 部 53，742 県 単
徳 島 県 生 涯職 業 能力 開発 奨 励 費 （事 業 ） 商 工 労働 部 93 ，290 国 関 連 93，290

徳 島 県 事 業 内職 業 訓練 強 化 対 策 費 （事 業 ） 商 工 労働 部 89，5 14 国 関 連 44，75 7
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（問20－－1）

事 業 概 要

中小 企 業 事 業 主 ・団 体等 が 行 う認 定 訓 練 に係 る運 営 費 等 を補 助 す る。
労 働 者 の職 業 に必 要な能 力 を開発 、向上 させ るた め、府 下 8か 所 の公 共 職 業 能力 開発 施 設 にお いて 、職 業 訓棟 を
実 施 す る。

企 業 等 の技 術 者 に 、研 究 所 の実 務 を通 じ専 門知 識 ・技 術 を習 得させ る
（12，000（8 年 度 予 算 〔7 年 度 は研 究所 移 転 の ため事 業 を中 断 〕）

長 期 ・中期 ・短 期 、地 場 産 業 振 興等 の新 技 術研 修 を実 施
工 業製 品 の高 度 化 、商付 加 価 値 化 に資 す る高 度 な総 合 的 技 術 力 を養 成 するた め、産 業 技 術 大字 を開 設
・長期 研 修 8 課 程 、短 期 研 修 11課 程 、新 技 術 研 修 12課 程 、高 等研 修 3 課 程

工 業 技術 セ ンター が行 う先 端 技 術 に 関す る研 究 開発 に、甲小 企 業 技 術者 を参刀口させ 、技 術者 を養 成 す る
・事 業テ ーマ 3 課 題 参加 者 3名 120 日間

皮革 関連 業 の技術 者 として必 要 な革 につ い ての知 識 ・技 術 を習得 ・基 礎 課 程 参加 7名　 専 門課 程 参 加 者 100名
甲小企 業 の デダ イン開発 力 を強化 し、効果 的 なデダイン振 興 を推進 す るための 各種 講 習会 等
・受講　 58名

中小 企 業 事 業 主等 が行 う認 定職 業 訓練 へ の補 助 ・38事 業 所 ・団 体 に補 助 金 を交 付
従業 員 に教 育 訓練 の芙 施 等 を行 った事 業 主 に対 す る各種 給付 金
・生涯 能 力 開発 給 付 金 、認 定 訓練 派 遣 等 給 付 金 、中小 企 業 事 業 転換 等給 付 金

工業 技 術 セ ンター にお い て、中小 企 業 の技 術 者 を対 象 とした各 種 固 有 技術 の養 成 を行 う。
1）研 究者 養 成 研 修 事 業　 県 内企 業 の技 術 者 を対 象 に下 記 の4テ ーマ につ いて、1テー マあた り約 50 日間、3名 の 定 員

でO R T （O N T H E R E S E A R C H ）方 式 で実 施 した。 a）コンピュータグラフィックスを利 用 した 画像 処 理 技 術 b ）熱 間 静
水圧 プ レス法 によるセラミックスの 内部 欠 陥 除 去 技 術　 C ）イオ ンビー ムミキシング法 に よって作 製 した皮 膜 の硬 さ評 価
技 術 d）C A D ／C A M ／C A E 技 術
2）研 究 型 エ ンジニア養 成 事 業　 中小 企 業 の技 術 力 向 上を図 るた め、中小 企 業 の技 術 者 と工 業 技 術 センター 職 員 との

共 同研 究 を行 う。研 究 テー マ ：a）衣 料 材 料 の表 面 改 質 技術 b）射 出 成形 C A E 技術 C）皮 革 製 晶の 生 産 管理 技 術 d）
食 品加 工技 術
建 築 科 他 10科 ・12か 月 訓練 8コース 定 員 160名 ・6か 月 訓 練 6コース　 定 員 120名 ・その他 訓練
中小 企 業 事 業 主 が共 同してその雇 用 者 に対 して行 う認 定 訓練 に助 成 し、事業 内訓 練 を推 進 す る。
職 業 能 力 の 開発 向上 を図 るた め雇 用 す る労働 者 に職 業 訓 棟 を受 けさせ た事 業 主 、有 給 教 育 訓練 休 暇 を与えた事 業
主 、並 び に認 定職 業 訓 練 を受 けさせ た中 ′ト企 業 事 業 主 に対 し助 成 を行 う。
就 業 希 望 の 主 婦 、母 子 家庭 の母 等 に対 し就 業 相 談 及 び 技 術講 習 を行 い、女 性 の能 力 を更 に活 用 で きるよう就 業援
助 を図 る。
職 業 能 力 開 発 推 進 者選 任 の促 進 と効果 的 な職 業能 力 開発 を行 うた めに必 要 な知識 、技 能 を習 得 させ るため講 習 会
を開催 し、事 業 内 の生 涯 能 力 開発 体 制 の整 備 を図る。
甲小 企 業 の 事 業転 換 又 は 多角 化 の 円滑 な促 進 を図 るため 、必 要 となる労 働 者 の計 画 的 な能 力 開 発 を実 施 す る事 業
主 に対 し助成 を行 う。

離 転 職 者 等 に対し、公 共 職 業能 力 開 発 施 設 以 外 の施 設 に おい て委託 訓練 を冥施 し、就 業 に必 要 な技 能 を習 得 さ
せ 、就 職 の促 進 を図る。
企 業 の研 究者 を工業試 験場 、食 品 加 工 研 究所 に受 け入 れ ての技 術 指 導 、共 同研 究

備 前焼 陶 工 の養 成
中小 企 業 の研 究技 術 者 の養 成
戦略 地 域 技 術 形 成研 究事 業で 開発 した研 究 成 果 の普 及 、3 テー マ
中小 企 業 が 共 同して人 材 育 成 することを助 成 す る
雇 用 す る労 働 者 に対 し、職 業 訓練 を行 う事 業 主へ 助 成 す る
中 小企 業 の 事 業転 換 、多角 化 へ対 し助 成 す る
雇 用 す る労働 者 に対 し、認 定職 業 訓 練 を受講 させ る中 小企 業 の事業 主 に助 成 す る
中核 的技 術 者 を養 成 す るための 先 端 技術 に関 す る研 修
企 業 の研 究 者 ・技術 者 を対象 とした新 技 術 ・新 製 品 開発 のための研 修 。
マイクロコンピュータ研 修 、N C ・M C 研 修 、E W S 研 修

中小 企 業 事 業 主 等 の行 う認 定職 業 訓 練 に要 す る経 費 の一 部 補 助。
事 業 主等 が 行 う管理 監督 者 訓練 等 に対 し，公 共職 業 能 力 開 発 校 の指 導 員 の派 遣援 助 を行 う。

県 内 の事 業 所 で実 施 した職 業 訓練 に対 す る給 付 金
中小企 業等 に在職 している技 能 労働 者 等 に対 し，その技 能 に応 じて，必 要 な技 能 を追 加 して習 得 させ る。
呉 高 等技 術 専 門校 にお い てパ ソコンの 向 上 訓練 を行 う（入 校 生 はす べ て在 職 者 である）。
地 域 の職 業 訓 練ニ ーズ への 対応 ，産 業 の成 長 ・発 展 可 能 性 分 野 へ の事 業展 開 を支 援 す るた め，新 分 野 在 職 者 訓練
を実 施 す る。
先 端 的 技術 分 野に お ける研 究 開 発 の 手法 や 技 術 を習 得 させ 、創 造 的研 究 開発 を 自ら行 い うる研 究 開発 リー ダー を

養 成 す る。
在 職 者 のため の技術 向 上を 目的 とした訓 練 を実施 す る。
中小 企 業 に対 し、技 術 分 野 ごとの 講 習 会 を実 施
県 立 職 業 能 力 開発 校 にお い て、職 業 訓 練 （普 通 ・短期 過 程 ）を実 施す る
労働 者 の職 業 能 力 の開 発 及 び 向 上 に資 す るため支 給 す る
法 定 の職 業 訓棟 を実 施 す る甲小企 業事 業 主等 に 対 し、補 助金 を交 付 し、その職 業 訓 練 の振 興を図 り、労働 者 の職

業 能 力 の 開発 向上 を促 進 す る
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（問20－1）

部 局 名 団 体名 事 業 名 所 管部 局 決算 額
県単 か

国 関連 か

香 川 県 技 術 者 養 成事 業 商工 労働 部 239 県単

愛 媛 県 新情 報 化 人材 育 成研 修 事業 経 済 労 働 部 2，903 県 単

愛 媛 県 中 小企 業 技 術 者研 修 事 業 経 済 労 働 部 4，162 国 関連 1，384

高 知 県 職 業 訓練 費 商 工労 働 部 852，892 国 関連

高 知 県 技術 パイオ ニア養 成 事 業 商 工労 働 部 10，360 県 単

福 岡県 技術 パ イオ ニア養 成 事 業
商 工部
新 産 業 ・技 術 振 興 課 9，122 県単

福 岡県 中 小企 業技 術 者 研 修 事 業
商 工部
新 産 業 ・技 術 振 興課 17，0 10 県 単

佐 賀 県 中小企 業技 術 者 研 修 事 業 商 工労 働 部 1，080 国 関連

長 崎 県 事 業 内 職 業 訓練 推 進 費 商 工 労働 部 70，2 16 国 関連

長 崎 県 生 涯 能 力 開発 促 進 費 商 工 労働 部 113 ，426 国 関連

長 崎 県 システムエンジニア育 成 推 進 費 商 工労 働 部 870 県 単

熊 本 県 企 業 人材 育成 事 業 商 工観 光 労 働 部 2，980 県 単

熊 本 県
中小企業技術指導 ・研 修事業
（（財）熊本テクノポリス技術開発 基金が実施） 商 工観 光 労働 部 3 ，900 国 関連 1，300

熊 本 運 （財）熊本 テクノポリス技術 開発 基 金 出えん 商 工観 光 労 働 部 150 ，000 国 関連 118 ，478

大分 県 中小 企 業研 究 者 養 成 事 業 商 工 労働 観 光 部 13 ，800 県 単

宮崎 県 技 術イノベイター養 成 事 業 商 工 労働 部 6 ，872 国 関連 （99 6）

鹿 児 島県 工 業 技術 支 援 事 業 商 工 労働 部 11，111 県 単

鹿 児 島県 生 涯 職 業 能力 開発 事 業 商 工 労働 部 154，228 国 関連

札 幌 市 札 幌 市認 定職 業 訓練 費 補 助 金 経 済 局 商 工部 11，04 1 市 単
横 浜 市 テクノマイスター スクール 経 済 局 720 単 独

名 古屋 市 中小 企 業 技術 者 研 修 経 済局 34，964 市 単

京 都 市 中小 企 業 SE 人材 育成 事 業 産 業観 光 局 4 ，485 市 単

京都 市 中小 企 業 技術 者 研 修 産業観光局 （工業試験場） 8 ，000 国 関連

京都 市 伝 統 産 業 後継 者 育成 産業観光局 （工業試験場） 7 ，125 市 単

京 都 市 O R T （事業 研 究 能 力 開発 事 業） 産業観光局 （工業試験場） 1，100 市 単

京 都 市 中小 企 業 技術 者 研 修 産業観光局 （染織試験場） 6 ，578 国 関連
京 都 市 伝 統 産 業 技術 後 継 者 育成 産 業観 光局 4 ，269 市 単

大 阪 市 中小 企 業 に対 す る人材 育成 経 済局 33，3 18 市 単

大 阪 市 技 術 者研 修 経 済局 1，002 国 関連

大 阪 市 技 術研 修 員受 入 れ 制 度 経 済 局 57 市 単
神 戸 市 ソフトウエア人材 育成 事業 産 業振 興局 24 ，537 市 単独

神 戸 市 機 械 製 図 ・毒 劇 物 講 座 産 業振 興 局 1，052 国 関連
広 島 市 技 術 者研 修 経 済局 1，826 市 単
北 九州 市 高 度 人材 育成 事 業 経 済 局 工業 課 13 ，600 市 単

北 九州 市 起 業 家 研 修 経 済局新 規事業 振興課 1，000
国補 助247、市506、
受講者247

福 岡市 生 産 管 理 実践 講 座 経 済振興 局 中小企 業部 3，038 国 関連
農 林
水 産 系 北海 道 森 林 とみ どりの技 術 者 養 成 セ ンター 林務 部 1，609 道 単

北海 道 林 産 試 験 場技 術 研 修 林務 部 0 道 草
北海 道 製 材鋸 目立技 術 研 修 林務 部 745 道 草

青森 県 農 産加 工技 術 研 修 事 業 農 林 部 1，286 県 単

群 馬 県
高性 能林 業 機 械 化 推 進
（オペ レー ター養 成 ） 林 務 部 2，700 県 1／2 国 1／2

千葉 県 家 畜 人 工授 精 師 養 成 講 習 会 農 林 部 256 県 単
千葉 県 人 工授 精技 術 農 林 部 6，591 国 関連

千 葉 県
林 業担 い手確 保 総 合 対 策
（林 業サ ー ビスセンター 管 理運 営事 業 ） 農 林 部 20，394 県単 ＿

千 葉 県 水 産 業後 継 者 技 術研 修 事業 水 産 部 953 県単

神 奈 川 県 短期 研 修 事 業 農 政 部 988 県 単
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－1）

事業概要

・研修 生受入事業（県内企業の技術者 を研修生として受け入れ 、専門技術 を習得してもらう。）
・試験研究機器取扱事業（施設にある高度な試験機器について取扱研修を行う。）
専門的な知識 ・技術を備えた優 秀な人材 を育成するため、財団法人愛媛テクノポリス財団が行う研修事業に対して助
成 を行う
中小企業 における技術後継者 の資質の向上 を図るため、技術者 の研修を行う。
公共及び民間の職業能力開発 を推進し、技能労働者の育成を図る
民間技術者を工業技術センターに6ケ月受入 、技術 開発力を養成する
工業技術センターが行う先端技術 に関する研 究に甲小企業の技術者を参加させることにより、創 造的研 究開発能力
を有する技術者の養成を図る。

中小企業の技術者の資質 向上を図るため、外部機 関に委 託し、技術者研 究を実施 する。
体 系的な技術研修を通して、中小企業の人材育成を図る
職業 訓練を行 う中小企業の事業支援等に対 しての運営費等の助成
労働者に職業訓練を行う事業主に対 し給付金を支給し、労働者 の職業能力の開発 向上と活性化を図る事業
労働者にS E 研修を受 けさせる事業主にその経費の一部を助成L S E 養成を図る事業
（財）熊本テクノポリス技術 開発基金に委 託し、県内 中小企業 を対象にした研修事業を実施

中小企業者の技術力アップのための研修を（財）熊本テクノポリス技術 開発基金に委託して実施
（財）熊本テクノポリス技術 開発基金が行っている人材育成事業の円滑な運営を凶るため、同基金の人材 育成基金
に出えんする。
人材養成を目的に、公設試 と企 業が共 同研 究を行う。
中期 ・短期の研修会の開催や、企業技術者を研 究の現場で研修させるO R T 研 修
人材育成（研 修生の受け入れ）
企業が従 業貞（雇用保険被保険者 に限る）教育を行った際 に要した費用の助成
市 内の認 定職業訓練団体が実施する訓練事業 に係る経費の一部を補助する。
機械加工、電子機器組立の講座
設計技術はじめ14コース研修生262名
ネットワークを利用して行 う初級SE養成 のフレックスコースの受講料 を中小企業が受講しやすい価格帯に設 定するた
め、コースを実施する京都ソフトアプリケーション に助成を行う。
電気課程 ・めっき技術課程
陶磁器技術者・竹 工芸技術者
有機材料コース他

－

職業能力の開発、人材の育成 を図るため、雇 用促進 事業団が建設 した大阪地域職 業訓練センターを管理する（財 ）
大阪生涯職業教 育振興協会に対し補助
研修会の開催
中小企業に勤務する技術者の応 用力等 を養 成するための長期研修
市 内中小企業の従業員を対象にパソコン研修を実施
市内 中小企業の従 業員を対象に実施
研修会 ・講習会の開催
中小企業の人材育成 のための講座 の開催。・パソコン講座 ・ネットワーク通信講座 ・各種専門講座

起業家に必要な基礎 知識の収得 のための研 修の実施。
生産管理に関する夜間講座の開設
林業やみどりの環境づ くりにたずさわる技術者や、自然教育活動の指導者を養成するため、林業試験場の施設を活
用し、新 しい情報や技術を普及する。
林産試験場における木材 乾燥技術、木材加 工技術 、食用菌栽培技術等に係る研 修。
製材鋸 目立て技術技術講習。
生産者団体や農産刀日工グルーブ等を対家に農産物刀日工指導センターに導入された刀口工機器を活用 した技術 指導
や相談に応じ、消費者ニーズにあった加 工食 品、品質管理、保存技術の修得を図る。
また、現地での加工実践研修、食 品衛 生管理などの巡 回指導を実施する。

高性能林業機械 の構 造、換作技術等 の専門的な技能を林業従事者 に習得させ、地域における中核者を育成する。

家畜人工授精及 び受精卵移植技術の習得
技術向上指導及び講習会

高性能林業機械等の操作訓練 ・研修及び安全衛 生教 育
漁業後継者 、青壮年婦人 を対象に漁業等の生産技術、経 営、生産環境改 善等の研修会を実施
すでに自営している農業者 やそこで常雇で雇用されている者等を対象 にバイテクや造園技術等の実践教 育を実施
する。
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（問20調1）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か

富 山県 食 品加 工技術指導費 農林水産部 580 県単

山梨 県 林業技能者養成研修 事業 林務部 2，275 国関連 （1，137）

静岡県 漁業従事者能力 向上対策事業費 林業 ・水産部 3，393 県単

愛知県
林業センター研修事業費
（企業等及び県職員） 農地林務部 7，536 県単

奈良県 農業後継者研修 事業 農林部 2，187 国関連

広島県 l広 島午」受精卵供給 事業 農政部 62，902 県単

広島県 林業技術研修 林務部 7，446 国関連

山口県 家畜人 口受精推進事 業 農林部 671 県単
山口県 家畜経営担い手育成総合推進事業 農林部 1，188 国関連
山口県 ふれあい研修 農林部 926 県単
山口県 畜産試 験場試験者研修事業 農林部 157 県単
山口県 林業教室開催 事業 農林部 58 国関連
山口県 伐木造材模擬 訓練事業 農林部 260 県単
山口県 林業機械作業安全共 同訓練事業 農林部 84 国関連
山口県 振動障害防止啓発普及事業 農林部 390 国関連
山口県 林業新任 技術研修事業 農林部 4，165 国関連

愛媛 県 畜産試験場技術研修費 農林水産部 384 県単

愛媛 県 林業労働 力確保 緊急対策事業費 農林水産部 3，218 国関連 1，609

愛媛 県 高性能林業機械操作技術研修事業費 農林水産部 5，111 国関連　 2，555
愛媛 県 林業普及指導職員等海外派遣研修事業費 農林水産部 964 国関連　 482

愛媛 県 若い漁業者担い手確保促進事業 水産局 2，700 国関連 1，350
福岡県 高性能林業機械オペレーター養成等推進事業 水産林務部林政課 6，200 国関連
福岡県 はつらつ農村女性普及職員研修強化事業費 農政部農業技術課 20，346 県単

福岡県
農業大学校生等研修事業費
（農業大学校先端技術体験講座開催事業） 農政部農業技術課 409 県単

福岡県 農業機 械研修費 農政部農業技術課 1，26 7 県単
福岡県 若い農業者育成対策事業 農政部農業技術課 33，506 国関連

土木系 愛媛 県 生コン技術者研 修 土木部 0 0
愛媛 県 砕石品質管理研修 土木部 0 0

保健 ・
環境 ・
衛生系 神奈川 県 看護教育大学校運 営費 衛生部 135，36 7 国関連

神奈川 県 保健教育センター研修事業費 衛生部 14 ，000 国関連
長野県 医療技術者 専門研修等 衛生部 8，36 7 国補
長野県 医療技術者 専門研修等 衛生部 3，219 県単
愛知県 医原技術者研修 衛生部 40 7 県単
愛知県 看護学生研修 衛生部 3，071 県単

奈良県 後継者育成事業 ：フレッシュマンセミナー 福祉部健康局 4，709

県単 （薬事指導
所事業費内）

奈 良県
後継者育成事 業

福祉部健康局 0
県単 （薬事指導

：医薬品製造管理者講習会 所事業費内）

奈 良県
後継者育成事業

福祉部健康局 0

県単 （薬事指導
：医薬品卸管理薬剤師統一試験法 所事業費内）

広島県 現任者技術者研修 福祉保健部 792 県単
佐賀県 指導研 究費 保健環境部 ． 3，272 県単

教育系 東京都 研修員制度 東京都立大字事務局 3，460 都単
企画 ・
総務系 神奈川 県

（財）神奈川科学 技術アカデミー補助金
（（財）神奈川科学 技術アカデミー（K A ST ））企画部 71，523 県単

岐阜県 ソフトピアジャパンセンターの建設 企画部 628 ，832 県単
岐阜県 マルチメディア実践セミナー 企画部 6，726 県単
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企業等を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－1）

事業概 要

地場食 品産業及び生産者 団体の行う食品加 工の技術水準の 向上を図るため、技術者の養成及 び巡回技術指導を
行 う。
地域の 中核となりうる林業従 事者等を対象に、林 業に関する知識及び技術の研修を行い、機 関となる技術 ・技能者を
養成す る。
指導的漁船乗組員として必要な有資格者の育成

林業労働力の確保と林業技術者等 の育成
優れた農業者の育成確保に資するため、新規参入者、農業後継 者及び甲核的な農業者に対し、農業経官、生産技
術 に関する研修を実施する。
○広 島牛凍結受精卵の供給 ○民間受精卵移植師の養成及び指導
林業就業者及び就 業見込 み者を対象とした各種林業機械の研 修
家 畜人 口受精技術 向上のための講習会の実施
先進農家を活用した飼養 管理技術講 習会の実施
獣 医学生等を対象とした産業動物とのふれあい研修の実施
畜産農家 ・技術者及 び学生を対象 とした研修の実施
集材装置の運転資格取得を目的とした教室
伐木等の業務 に係 る特別教育
林業機械作業安全 向上を 目的とした訓練
伐木等の従 事者安全衛生教育
新規就業者の技能育成を目的とした研修
畜産農家等を対象とした研修 を実施する。
林業の新任技術者を対象 に技術研修を実施する。
高性能林業機械のオペレーターを確保するため学科及び実技研修 を実施する。
若い林業者が海外 の先進林業国を視察する。
担い手となる青年漁業者 に対して学習会 、先進地視察等 を行 うとともに、担い手となりうる青年 に対して、体険研修 を
行う。
高性能林業機械 （プロセッサー等）のオペレーターを養成するための研修を実施。
優れた女性 農業者を育成する。

農業高校生を対象にバイテク体験学習を開催。
農業者等を対象とした高性能農業機械研修及び現地研修
青年農業者 を対象とたゼミナールや海外セミナーの開催、農業者 大学校 （農水省）への派遣を行う。
生コン工場の技術者を対象に技術情報等の内容を講習
砕石工場の技術者を対象 に品質管理を講 習

看護教員の養成、専門的能力を持った看護職 員の育成、看護実習指導者の育成
県 内の保健衛生業務に従事する者 に対して、専 門的研修を行う。
医屏技術者 の専門研修 、養成講習等
医寮技術者 の専門研修 、養成研修 等
医療技術者 に対する研修
看護学生に対する研修

県 内製薬企業の新規採 用技術者を対象に7単元につき、3ケ月にわたり主に基礎 を中心に技術的指導を実施する

県内製薬企業の製 造管理者を対象 に技術的指導を実施する

県内医薬品卸管理者を対象に国試 の試験法に基づいて実地試験法を指導する
保健所等の試験室の技師の技術指導
高度な分析技術 ・製剤技術等の研修 による中堅技術者の育成
日立製作所他民間企業及 び公的機 関からの研修 員の受け入 れ

企業等の研究者 ・技術者を対象に、先端科学技術分 野の7分野 、30コースの講座を実施する。
海外との業務提携、共 同研究の芙施 の核となるマルチメディア開発拠 点であるソフトビアジャパンを整備する。
（総額 ：2 1，567，102）
マルチメディアソフトを制作する人材を養成するためのべ 14 日間の研修を実施。 対象：企業従業員、学生20名
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県職員を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－2）

部 局 名 団 体名 事 業名 所 管 部局 決 算額
県 単か

国 関連 か

商 工 系 宮 城 県 技 術 指 導 者 育 成 事 業 商 工 労働 部 1，244 県 単

農 林

水 産 系

福 島 県 ハイテクプラザ技 術 指 導 員 研 修 事 業 商 工 労働 部 2，099 国

福 島 県 職 員 実 地 研 究 及 び講 習会 参 加 事 業 商 工 労働 部 465 県 単

茨 城 県 中小 企 業 指 導 担 当者 技術 研 修 商 工 労働 部 1，56 1 国 関 連

栃 木 県 職 業 訓 練 指 導 員 研修 商 工 労働 観 光部 5，530 国 関 連

栃 木 県 工 業 技 術 研 修 事 業 商 工 労働 観 光部 1，020 県 単

埼 玉 県 工 業 試 験 場 職 員研 修 費 商 工 部 1，209 国 関 連 （604）

埼 玉 県 高 等 技 術 専 門 校 指 導 費 労働 部 4 ，393 国関連 （2，196）

千 葉 県 研 究 員 能 力 開 発 事 業 商 工 労働 部 57 県 単

東 京 都 職 業 訓練 指 導 員 研 修 労働 経 済 局 16 ，5 12 国 関 連

新 潟 県 指 導 員 研 修 商 工 労働 部 1，942 国関 連

福 井 県 研 究者 派 遣 研 修 事 業 商 工 労働 部 2 ，173 県単

福 井 県 人 事課 研 修 事 業 商 工 労 働 部 1，030 県 単

福 井 県 技 術 指 導 員 養 成 研 修 事 業 商 工 労 働 部 500 国 関連

山梨 県 技 術 指 導 員 研 修 事 業 商 工 労 働観 光 部 657 国 関連 （328）

長 野 県 試 験研 究機 関技 術 対 策 費 商 工 部 2，919 一部 国補 （775）

岐 阜 県 客 員研 究 員制 度 事 業 商 工 労 働 部 1，100 県単

岐 阜 県 岐 阜 県科 学 技術 顧 問設 置 費 商 工 労 働 部 7，600 県単

岐 阜 県 中小 企 業 技術 指 導員 研 修 参 加 費 商工 労 働 部 1，080 国

静 岡 県 客 員研 究員 招 へ い事 業費 商 工 労 働 部 7，9 82 県単

静 岡 県
工 業 技術 センター 運 営 費
（研 究職 員 資 質 向 上研 修 ） 商 工 労 働 部 3，144 県 単

愛 知 県 先 端 技 術研 究 強化 事 業 費 商 工 部 3，897 県単

三 重 県 客 員研 究 員設 置 事業 商工 労 働 部 1，760 県単

滋 賀 県 技 術 指 導 育成 事 業 商 工 労 働 部 2，072 国 関連

京 都府 技 術 育 成 指 導費 商 工部 818
国 関連
（補 助 率 50％）

兵 庫 県
職 業 訓 練 校 指 導 監督 費
（職 業 訓 練 指 導 員 専 門研 修 ） 労働 部 670 国 関連 （157）

奈 良県 技 術 指 導 員養 成 研 修 商 工 労働 部 1，280 国 関連 （3 19）

奈 良県
奈 艮先 端 科 学 技術 大学 院 大 字
職 員 派 遣 事 業 商 工 労働 部 224 県単

島根 県 技 術 指 導 育 成 事 業 商 工 労働 部 752 国 関連
岡 山県 中小 企 業 技 術 指 導研 修 商 工 労働 部 1，209 国
岡 山県 国 内留 学 商 工 労働 部 1，321 県 単
山 口県 技 術 者 研 修 事 業 商 工 労働 部 857 県 単

山 口県 技 術 指 導 員 養 成研 修 商 工 労働 部 1，628、国 関連

山 口県 職 業 訓 練 指 導 員 研修 商 工 労働 部 2，048 国 関連

香 川 県 客 員 研 究 員 設 置 事 業 商 工 労働 部 7，280 県 単

愛 媛 県 試 験 研 究 機 関 職 員 技術 研 修 事 業 経 済 労働 部 1，065 県単
高知 県 技 術 指 導 員 養 成 事 業 商 工 労働 部 2，017 国 関連

福 岡県 研 究 職 員 研 修 商 工部 新 産 業 ・技 術 振 興課 8，647 県単

佐 賀 県 先 端 技 術 指 導 員養 成 事 業 商 工 労働 部 862 県 単
長 崎 県 指 導 員 研 修 商 工 労働 部 3，685 国 関連
熊 本 県 工 技 センター　職 員 研 修 事 業 商 工観 光 労働 部 902 県単
大 分 県 産業科 学技術センター業務 遂行研修事業 商 工 労働 観 光 部 3，870 県単
大 分 県 工業 系 試 険 研 究 機 関研 究員 国 内留 学 商 工 労働 観 光 部 1，695 県単

宮 崎 県 技 術 指 導 員 の養 成 研 修 商 工 労働 部 1，340 国 関連 （437）
横 浜 市 技 術 職 員 研 修 経 済 局 0 単独
京 都 市 技 術 職 員 派 遣研 修 産業 観 光 局 （工 業試 験 場） 357 国 関連
京 都 市 技 術 職 員 派 遣研 修 ′ 産 業 観 光局 2，169 国 関連
広 島市 技 術 職 員 民 間企 業 派遣 研 究 経 済 局 128 市単
福 岡市 中小 企 業 診 断 士研 修 経 済 振 興 局 中小企 業 部 6，350 国 関連
北 海 道 バイオ テクノロジー 研 修 農 政 部 2，400 道 単

北 海 道 森 林 とみ どりの技 術 者養 成 セ ンター 林 務 部 1，609 道 単

青 森 県 魚 病 研 修 事 業 水 産 部 598 県 単
宮 城 県 依 頼 研 究 員 派 遣 事業 農 政 部 2 ，662 県 単
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県職員を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－2）

事業概要

工業技術センターの職員を専門技術研修機関へ派遣する。
技術研修等にハイテクプラザ職員を参加 させ、職員の資質向上を図る。
技術研修等にノF、イテクプラザ職員を参加 させ、職員の資質向上を図る。
中小企業大学校への派 遣研修
指導員の資質向上を図るため、企業や訓練機 関等における研修の実施
技術革新の進展に対応した工業試験研 究機 関職員の養成を図るための研修
職員を中小企業大学校 の研修へ派遣する。
職業訓練指導員の資質の向上のため、企業派遣研修を行う。
客員研修を行い、研究職員の資質の向上を図る。
指導員研修
職業訓練指導員の資質向上を図るために先進企業等へ派遣し研修を受けさせる
工業技術センター職員を国立研 究所や企業研 究所に3ケ月以上派遣
工業技術センター職員を国立研 究所や企業研 究所に1ケ月程度派遣
中小企業事業団中小企業大学校の技術指導員養成研修コースでの研修
技術指導担当者が時代に即応した効果的指導を行うための専門技術指導等について基礎知識を習得する。
研究職員の資質向上を図るため、中小企業事業団、国研、大学等へ派遣し研修を行う。
研究の効率化と資質向上のため外部 専門家を利用する
世界的に活躍する学識 経験者から科 学技術、技術振興施策について提言を受ける
職員を中小企業事業団の実施する指導員養成研修に参加させる
外部専門研究員の招へいによる研究員の能力、研究成果の高度化

研究職員の国立研究機 関や大学・民間企業への派遣による研修
試験研究機関の研究員の資質の向上を図るため、字識経験者を招へいしたり、派遣研修に行かせたり、国立試験
研究機関、学会等に派遣する。
大学等の研究員を講師に招き、公設試職員の研修を行う。
中小企業事業団の専門技術養 成研修に参加 する。

技術者指導員養成研修

職業訓練指導員の資質向上を図る ・職業能力開発大学校等へ派遣
中小企業大学校へ工業技術センター職員を派遣し、技術指導者としての能力を向上させる。
奈艮先端科学技術大字院大字 へ工業技術センター職員を入学させ、職貞の能力向上を凶るとともに、研究成果の
県内産業界への速やかな導 入を図る。
中小企業大学校等の専 門研修に参加
技術研究能力の育成
技術研究能力の育成
国研、大学等における研修
中小企業事業団における研修
最新技術動向について職業能力開発大学校等に職員を派遣し、研修を受講させる。
理工系大字等に属する教授等学識経験を有する研究者を招へいし、 高度な技術に関する研究業務に助言・指導
を得、職員の資質の向上をはかる。
試験研究機関職員の資質向上を図るため、国立の研究機関等への派遣研修を実施する。
工業技術センター、紙産業技術センター職員の中小企業大学校での研修
工業技術センターの研究職貝を中小企業大学校の実施する各種研修コース及び国公設試験研究機関、各大学に
派遣するなど、研究開発能力、技術指導力の向上を図る。
公設試研究員の国内留 学制度 （博士課程）
県立職業能力開発校指導員の資質の向上を図る事業
工業技術センター職員の派遣研修 （国研、中小企業事業団）
産業科学技術センター研 究弓象化業務を中心に企業、公設講へ職員を派遣する。
産業科学技術センターの研究開発力強化のため国内の大字、試験研究機関への留学を行う。
研究員の中小企業大学校への派遣研修
幹部職員等による技術研修
電子技術コース・事例研究短期研 修

民間企業へ 1年間派遣
中小企業診断士養成課程派遣研修 ・中小企業診断士 10 日コース　 ・中小企業大学校直方校研修
先端技術の導入と人材 の育成を図るため、道立農業試験場の研究員の研修派遣。
林業やみどりの環境づくりにたず さわる技術者 や、自然教育活動の指導者を養成するため、林業試験場の施設を活
用し、新しい情報や技術を普及する。
魚病に対応できる技術の修得を行 う。
農林水産省依頼研究員受入れ規則 に基づき，本県の研究員を同省の試験研究機関に派遣する。
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県職員を対象とする人材育成（専門的技術分野）（問20－2）

部 局名 団体 名 事 業名 所 管 部 局 決 算 額
県 単か

国 関連 か

土 木 系

福 島 県
農 業技 術 開発 推 進 費
（研 究職 員 資 質 向 上研 修） 農 林 水 産 部 2 ，14 5 県単

福 島 県
バ イオテクノロジ ー活 用 新 品 種 育 成 開
発 事業 費 （研 究 職 員 資 質 向 上研 修 ） 農 林 水 産 部 1，417 県単

埼 玉 県
バ イオテクノロジ ー実 用 化 研 究 推 進 事
業 （研 究職 員 の 派 遣研 修 ） 農 林 部 1，276 県単

埼 玉 県 改 艮普 及 職 員 研 修 費 農 林 部 16，749 国関連 （5，219）

千 葉 県 畜 産 病性 鑑 定技 術 講 習 会 農 林 部 0 県単

千 葉 県 農 林 水産 省 依 頼 研 究 員 制 度 農 林 部 351 国 関連

千 葉 県 家 畜衛 生講 習 会 農 林 部 484 国 関連

東 京都 農 林 水産試 験研 究総合 推進 事業 （一部） 労働 経 済 局 3，800 都 単

新 潟 県 普 及職 員 経 営 ・技術 指 導 能力 向上 研修 農 林 水 産 部 19，528 国 関連

石 川 県 依 頼研 究 員長 期 派 遣 研 修
農 林 水 産 部 （農 業 総合 センター）
総 務 部 1，182 県 単

山梨 県 農 林 水 産省 依 頼 研 究 員 制 度 農 務 部 2，88r3 県 単

山梨 県 農 林 水 産省 依 頼 研 究 員 派 遣 事 業 林 務 部 236 県 単

山梨 県 一 般 研 修 開催 事 業 林 務 部 1，786 県 単

長 野 県
農 林 水 産省 依頼 研 究 員 制 度 に 基づ く
職 員 派 遣 事 業 農 政 部 2，10 1 県 単

岐 阜 県 研 究 員 の 国 内派 遣 研修 農 政 部 1，032 県 単

岐 阜 県 短 期 集 合 研修 農 政 部 45 県 単

岐 阜 県 依 頼 研 究 員 （一般 ） 農 政 部 464 県 単

岐 阜 県 中央 畜 産 研 修 農政 部 60 国

岐 阜 県 D N A 育種 手法 実 用 化 事 業 農 政部 20 1 県 単
岐 阜 県 魚病技術者研修・魚類防疫士養成コース受講 農 政部 149 県 単

岐 阜 県 森 林 総 合 研 究 所 長期 研 修 林 政部 53 1 県 単

静 岡県 先 端 技 術 研 修 派 遣 事業 費 林 業 ・水 産部 1，289 県 単

静 岡県 外 部 研 究 員 招 へ い事 業 費 林 業 ・水 産部 1，106 県 単

静 岡県 農 業 関係 試験 場研 究員 派遣研 修事 業費 農 政部 3 ，89 1 県 単

愛 知 県 先 端 技 術 海 外 派 遣研 修 事 業 費 農 業水 産部 3 ，320 県 単

愛 知 県 農 林 水 産 技 術 会 議 費 農 業 水 産部 3 ，58 1 県 単

愛 知 県 水 産 高度 技 術 専 門 員養 成 農 業 水 産 部 425 県 単

愛 知 県
林 業 センター研 修 事 業費
（企 業等 及 び 県 職 員 ） 農 地 林 務 部 7 ，5 36 県 単

和 歌 山 県 受精 卵 移 植 普 及 定 着 化 事 業 農 林 水 産 部 1，2 32 県 単 ・国 関連

和 歌 山 県 受精 卵 移 植 技 術 確 立 普及 化 事 業 農 林 水 産 部 1，6 56 県 単 ・国 関連

岡 山 県
バ イオテクノロジ ー研 究所 費
（先 端 技術 研 究 会 ） 農 林 部 2 ，8 18 県 単

広 島 県 アグリプラザ 人 的 交 流促 進 事 業 農 政 部 2，8 50 県 単

広 島 県 バ イオテクノロジ ー研 究推 進 事 業 農 政 部 3，0 00 国 関連

広 島 県 畜 産 技術 職 員 研 修 農 政 部 3，390 県単

山 口県 学 会研 修 会 事 業 農 林 部 300 県単
山 口県 獣 医 技術 研 修 事 業 農 林 部 239 県 単
山 口県 指 導 職 員研 修 事 業 農 林 部 180 国 関連

愛 媛 県 改 艮 普 及職 員研 修 費 農 林 水 産 部 31，232 国関連、15，616
愛 媛 県 普 及 職 員海 外 派遣 研 修 事 業 費 農 林 水 産 部 8，034 国関連　 4 ，017

愛 媛 県 林 業 改 良普 及 事業 費 農 林 水 産 部 9，290 国関連　 4 ，645

愛 媛 県 林 業 普 及 指 導職 員 等 海 外 研 修 事 業 費 農 林 水 産 部 2，644 国関連 1，322

愛 媛 県 依 頼 研 究 員 派遣 水 産 局 725 県 単

愛 媛 県 普 及 職 員研 修 事業 水 産 局 360 国 関連 180

高 知 県 経 営 戦 略 技 術者 養 成 研 修 事 業 森 林 局 4，458 国 関連

高 知 県 職 員 研 修 費 農 林 水 産 部 1，986 県 単

福 岡 県
普 及 職 員 研 修 強化 事 業 費
（技 術 指 導 能 力 向 上研 修 ） 農 政部 農 業 技 術 課 12，199 国庫

佐 賀 県 ハイテ ク農 業 研 究 推進 事 業 農 林 部 1，142 県 単
佐 賀 県 農 業 関係 試 験研 究員 研 修 費 農 林 部 2，380 県 単
熊 本 県 農研 センター　 試 験研 究 高度化推進 事業 農 政部 9，297 県 単
熊 本 県 水 研 センター　 研 究 開 発研 修 事 業 林 務 水 産 部 1，378 県 単
青 森 県 土木 部 技 術 職 員試 験 研 修 実 習 委 託 土木 部 1，000 県 単
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県職員を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20調2）

事業概要

農林水産省試験研究機関及び国立大学への長期派遣研修

農林水産省試験研究機関及び国立大学への長期派遣研修

バイテクに関する研修派遣
改艮普及職員の研修（普及活動基本研修、課題解決研修、職務研修、派遣研修）
病性鑑定に係る実技演習
農林水産省主催の研修
農林水産省主催の研修
派遣研修（国の試験研究機関や大字への派遣）・専門図書等の購入
効率的かつ安定的な経常体の育成等に向けた晋及指導活動を推進するため、晋及職貞の経営・技術指導刀の‾
層の向上を図る
県の依頼により農水省の試験研究機関が、研究能力向上のための指導を行うもの。平成7年度は農水省東北農試
へ派遣。
国の試験研究機関へ研究員を派遣し研修を行う。
林野庁森林総合研究所へ若手研究員を派遣し、研修を通して最新の研究手法を修得する。
県職員や市町村職員、森林組合職員等を対象に、林業に係る専門的技術、知識を習得するための研修を行う。
農林水産省の試験研究機関に職員を派還して、国の研究者の指導を受けながら試験研究を行うことにより研究能力
の向上を図る。
農林水産省依頼研究員制度による研修
農水省の研修
農水省の研修
中央畜産研修施設での先端技術研修
D N A 分析研修
魚病の発生及びまん延を未然に防止し、魚病被害の軽減化を図る
国の研修
研究職員の資質、研究水準の向上を図るため、国等の試験研究機関において、先端の技術を修得する。
重要研究課題関連分野の外部専門研究員を招へいし、研究に関する助言、指導を受ける。
農業試験場等の研究員を農林水産省の試験研究機関等へ派遣し、先端技術等を修得させる。
研究員の海外派遣研修を実施する。
大字派遣研修、農林水産省依頼研究員、農林水産省短期集合研修の実施。
大学、国機関等への派遣研修

林業労働力の確保と林業技術者等の育成
生産のための受精卵移植を農家等において実施し、受精卵移植の普及・定着化を図る。
受精卵移植技術者の養成と技術向上に係る研修等

大学、産業界の研究者を講師にバイオテクノロジー等先端技術に関する研究会を開催

人的交流（研究者との技術交流，研究員の派遣）
バイオテクノロジー関連の研究員を国又は大字の研究機関に派遣し，資質の向上と各種の情報収集を行い，研究
のレベルアップを図る。
技術習得のための研修派遣
獣医技術の研環、習得を図るための研修会の実施
家畜疾病の診断技術向上のための農林水産省主催の家畜衛生講習会を受講させる。
林業改艮指導員の資質向上研修
（1）農業改良普及職員研修 （2）生活改良普及職員研修 （3）専門技術員研修 （4）経常指導能力向上研修
普及職員を海外に派遣して資質の向上を努める。

林業普及指導職員に対し、国及び県が研修を実施する。（国の中央研修、県の研修、林業機械研修、造林・保護）

林業普及指導職員が、海外の先進林業国を視察研修する。
国の研究機関へ長期派遣する。
水産業改艮普及員のため、研修会へ派遣及び研修会を開催する。
素材生産、木材加工エキスパート育成2名（6ケ月、企業派遣）
国研、大学等での研修

高度先進的な農業技術等に関する指導能力を有する普及員を養成。
研修のため研究員を大字等へ派遣する
研修のため研究員を国の試験研究機関へ派遣する
農研センターへの有識者の招へい、職員の国内外への研修派遣
技術革新に対応するための職員の技術研修
コンクリート試験、アスファルト試験、土質試験、骨材試験
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県職員を対象とする人材育成（専門的技術分野）（問20－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か
福島県 土木部専門研 修 土木部 41，109 県単

埼玉県 土木職員技術研修 土木部 0 県単
富山県 土木技術研修費 土木部 3，895 県単
愛知県 建設技術研修（土木 ・建築関係） 建築部 2，775 県単
愛媛県 土木技術者研 修 土木部 0 0
愛媛県 農林技術者研 修 土木部 0 0

保健 ・
環境 ・
衛生系

岩手県 保健所試験検査担当者研修 環境保健部 1，390 国関連（463）
岩手県 公害担 当者研 修 環境保健部 1，0 50 県単
宮城県 公 害担 当職員技術研修 環境生活部（環境対策課） 632 県単
埼玉県 研修 環境部 0
埼玉県 衛生研究所業務研修会 衛生部 280 県単
千葉県 学会参加事業 血清研究所 200 県単
福井県 衛生研究所　 管理運営試験検査費 福祉保健部 34 1 県単
福井県 保健所運営費 福祉保健部 56 5 国関連
福井県 保健婦研修費 福祉保健部 619 国関連
長野県 保健所職員等専門研修 衛生部 3，583 国補
長野県 保健所職員等専門研修 衛生部 1，86 1 県単
岐阜県 技術向上対策費 衛生環境部 3，490 県単
愛知県 環境保全業務研修費 環境部 137 県単
愛知県 新任保健婦等保健 指導研修 衛生部 61 国関連
愛知県 公衆衛生看護指導者研修 衛生部 159 国関連
愛知県 保健婦中間管理者研修 衛生部 210 国関連

愛知県 老人保健機能訓練研修 衛生部 258 国関連
愛知県 母子保健指導者研修 衛生部 75 県単
愛知県 難病研修会 衛生部 255 県単
愛知県 保健所母子栄養担当者研修会 衛生部 26 県単
愛知県 成人病検診従事者講習 衛生部 1，0 18 国関連
愛知県 成人病検診従事者研修 衛生部 1，0 37 国関連
愛知県 結核予防技術者講習 衛生部 111 国関連
愛知県 臨床技術研修 衛生部 83 国関連
愛知県 難病技術研修 衛生部 83 国関連
愛知県 医寮技術員研 修 衛生部 259 県単
愛知県 看護婦国内実務研修 衛生部 2，56 1 県単
愛知県 看護婦海外派遣研修 衛生部 2，087 県単
愛知県 医師海外派遣研修 衛生部 993 県単
愛知県 食品衛生監視 指導費 衛生部 1，194 県単
愛知県 食品工場監視 指導費 衛生部 34 1 県単
愛知県 食肉衛生検査 所費 衛生部 1，114 県単
愛知県 食鳥処理検査 指導費 衛生部 353 県単
愛知県 狂犬病予防費 衛生部 115 県単
愛知県 寄生虫検査技術研修会 衛生部 40 国開運
愛知県 国立公衆衛 生院エイズ対策研修 衛生部 438 国関連
愛知県 ビル管理研究集 会 衛生部 21 県単
愛知県 国立公衆衛生院細菌コース 衛生部 233 県単
愛知県 ダニ同定研修会 衛生部 17 県単
愛知県 花粉研修会 衛生部 137 県単
愛知県 水道大字基礎講座 衛生部 67 県単
愛知県 試験検査職員技術研修 衛生部 2，830 県単
愛知県 保健所等情報研修 衛生部 3，352 国関連 1／3
愛知県 衛生部技術職員研修 衛生部 8，789 県単
三重県 地域保健対策推進研修事業 健康福祉部 2，270 県単
福岡県 保健所職員検査技術研修 保健環境部衛生総務課 12，808 国関連
佐賀県 衛生関係職員技術研修費 保健環境部 6，758 県単
鹿児島県 技術職員研修 保健福祉部 15 1 県単
大阪市 技術研修 環境保健局 0 市単

教育系

宮城県

商等字校瀞「盲実科 目付「修講座

・総合理科
・情報技術基礎
・家庭科新科 目実技研修会 教育庁 927 県単

宮城県 情報処理教育促進事業 教育庁 14，297 県単
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県職員を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－2）

事業概要

土木部職員の専門研 修（1）建設技術研究所での研修 （2）建設大学校等への派遣研修
土木技術職員 （土木部及び住宅都市部）の技術向上のため、必要に応じて研修を行っている。
土木部職員の専門研修
県、市町村及び中小建設事業所 の職員を対象に研修を行っている。（対象者を区別していない。）
甲堅土木技術職 員を対象に技術講習を実施
土地改良関係技術職員を対象 に土質試験を講習
実務研修
芙務研修
国立環境研究所環境研修センターが実施する研修を職員に受講させる
必要に応じ、環境研修センター、公衆衛生院等が行う研修に職員を派遣している。
研修事業
研究所の業務に関連 のある学会に職貝を出席 させ、最新専門知識を習得させる。
職員の技術研修
職員の技術研修
職員の技術研修
医師、保健婦等の専門研修等
医師、保健婦等の専門研修等
講演会開催、研修会参加
環境保全担当職員の情報処理及び測定分析技術の向上、知識の向上を図るための研修
新任保健婦に対して、保健活動の充実 と質的向上を図るための研修を実施する。
後輩（実習生含む）を指導するのに必要な知識・技術 ・方法等について研修を実施する。
保健活動の活性化のために、保健所の中間管理者に対する研修を実施する。
老人保健事業の機能訓練に従事する者 を対象にリハビリテーションの基礎論と実技を習得する。（受講者は市町村
職員を含む。）
母子保健事業に従事する者 を対象に研修を行う。
難病に関する知識の修得を行 う。
近年の栄養改善に即応できる知識の習得 により県民の健康増進に寄与する。
老人保健法に基づく各種健康診査について、その基礎理論と実技を習得する。
子宮がん検診、肺がん検診における細胞診検査の基礎理論と実技を習得する。
放射線技師を対象 に結核対策等の講習を行う。
在宅寮養者のケアに必要な技術を修得し、地域と医療機関の連携を図る目的で研修を実施する。
難病に対する理解を含 め、難病相談・在宅ケアの推進を図るため研修を実施する。
職員の識見と資質を高め医療の向上をはかるため、調査研究、情報収集、研究発表を行う
職員の識見と資質を高め医療の向上をはかるため、調査研究、情報収集、研究発表を行う。
職員の識見と資質を高め医療の 向上をはかるため、調査研究、情報収集、研究発表を行う
職員の識見と資質を高め医療の向上をはかるため、調査研究、情報収集、研究発表を行う
食品衛生監視員研修会の開催等
大規模食品工場監視 技術研修会の開催等
と畜検査技術講習会の開催 等
食鳥検査講習会の開催等
動物管理指導員研修の開催等
保健所試験検査担当職員等を対象に寄生虫の技術研修を行う
国立公衆衛生院が実施するエイズ対策研修に職員を派遣する
建築物の衛生指導に携 わる保健所職員を対象 に研修を行う。
国立公衆衛生院特別 課程 の細菌コースへ職員を派遣する。
保健所の環境衛生監視員等を対象にダニの同定に関する技術指導を行う
保健所及び衛生研 究所の花粉事業担当者を対象に花粉に関する技術指導を行う
全国簡易水道協議会 が実施 する水道大字基礎講座へ職員を派遣する
保健所試験検査担当職員の技術研 修を行う。
保健所の情報化推進に対応できる情報処理技術習得を目的とした研修
公衆衛生関係業務に従事する各種技術職員に対して、高度な最新の知識、技能を修得させる研修
保健所の医師等及び衛生研究所職員の専門性を高めるための研修を実施。
保健環境研究所に研修備品を購入し、検査課職員の研修を実施。
衛生関係技術職員の技術向上を図るため各種研修会等へ派遣
日本原子力研究所の第 1種放射源取扱主任者講習会への技術職員の派遣
保健所食品衛生監視 員、保健衛生検 査所検査員の、高度な業務関連技術の修得を図る。

理科実験実習等の研修、三次元CA D の講義・実習、電気・電子についての研修
（高等学校新設科 目研修講座 ・総合理科：379・情報技術基礎 ：186・家庭科新科 目実技研修会：362）

ワープロ、パソコンの実技指導
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県職員を対象とする人材育成（専門的技術分野）（問20－－2）

部局名 団体名 事業名 所 管部 局 決算額
県単か

国関連か

宮城 県

教 官研修センター各種研修事業

・情報教育研修
・産業教育研修
・中学校理科 、技術 ・家庭研修 教育庁 8 36 県単

宮城県 中学校技術 ・家庭 科実技研修 教育庁 81 国関連

福島県 高等学校教員先端技術等研修 県教育委員会 12，4 42 県単
神戸市 国内留学 教育委員会 594 市 単独

企 画・
総務系

富山県 技術開発派遣研修 費 総務部 6，834 県単

徳島県 専 門技術研修 人事課 14，6 91 県単
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県職員を対象とする人材育成（専門的技術分野）（間20－－2）

事業概 要

マルチメディア等研修、農業 ・工業 ・商業・水産 ・家庭 ・看護研 修 中学校の理科、技術 e家庭研修
（教育研修センター各種研修事業 ・情報教育研修 ：323 ・産業教育研修 ：379 ・中学校理科 、技術 ・家庭研修 ：134）
中学校の技術 ・家庭科研修
県立高等学校 （職業学科）の教員を大字、研究機関または企業等 に派還 し，先端技術を始めとする専 門的な知識 、
技術を習得 させ、その資質の向上と実践的指導力の向上を図る。
国内の大 字へ半年もしくは1年間派遣
国内の試験研 究機 関、教育機 関に職員 を派遣する。
目的として、専門的・技術的業務に従事する職員 を国 ・都道府県 ・その他試験研究機関等へ派這し、新しい知識 ・技
能を習得せ しめること　期間は、1ケ月以上6ケ月以内
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企業等を対象とする人材育成（研究ポテンシャル向上）（問21－1）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か

商工系 岩手県 技術パイオニア養成事業 商工労働部 5，19 1 県単

宮城 県 地域技術ネットワーク形成事業 商工労働部 4，000．国関連

茨城 県 中小企業オンリーワン技術支援事業 商工労働部 28 ，418 県単

神奈川県 オープンラボ推進事業 商工部 2，600 県単

福井県 新 産業創造技術人材育成事業 商工労働部 5，000 県単

岐阜県 O R T 事業 商工労働部 7，169 県単

岐阜県 技術指導促進費 商工労働部 11，152 国

京都府 丹後オリジナルファッション育成事業 商工部 3，603 県単

京都府 丹後機業 生産基盤強化対策事業 商工部 3，420 府 単

大阪府 技術研修 生 商工部 927 府 単

奈 良県

人材養成 事業

商工労働 部 23，485

研 究者養成研修
事業 は国関連

（国からの補助額

7，40 9）研 究型
（研究者養成研修 事業 と研 究型エンジニ エンジニア養成

ア養成 事業） 事業 は県単

岡山県 技術パイオニア養成事 業 商工労働 部 9，486 県単
岡山県 戦略的地域 技術形成事業 商工労働 部 3，840 国関連 （1／2）

岡山県 医用工学関連産 業振興 事業 商 工労働 部 2，357 県単
岡山県 おかやま・つくば交流 会 商工労働 部 915 県単

徳 島県 県内企業パワーアップ共同研 究 商工労働部 15，000 県単

愛媛県 研究開発 リーダー養成 事業 経済労働 部 6，321 県単

福 岡県 技術パイオニア養成事業
商工部
新産業 ・技術振興課 9，122 県単

佐賀 県 中小企業技術者研修事業 商工労働 部 1，080 国関連

熊本 県 熊本知能システム研究会負担金 商工観光労働部 2，000 県単

熊本県 くまもと科学 ・技術振興 クラブ負担金 商工観光労働部 4，000 県単

大分県 中小企 業研 究者養成事業 商工労働観 光部 13，800 県単
宮崎県 技術イノベイター養成事業 商工労働部 6，872 国関連（996）
鹿児 島県 工業技術 支援事業 商工労働部 11，111 県単
名古屋市 中小企業研 究者 育成研修 経済局 84 1 市単
広 島市 技術者研修事業 経済局 1，826 市単
広 島市 自動車関連新技術支援 経済局 1，8 35 市単
広 島市 新技術共 同研究 経済局 2，890 市単
広 島市 洗浄技術 開発研究 経済局 286 市単
広 島市 地域産業活性化推進 経済局 74 1 市単
広 島市 特定技術後継者育成 経済局 555 市単

農林
水産系

青森県 潜水技術普及事業 水産部 2，700 国関連
青森県 漁業後継者海外研修事業 水産部 1，040 県単

1禾健 ．
環境・
衛 生系

長野県
看護職員 字術研修負担金事業

衛生部 1，050 県単
愛知県 医師海外派遣研修 衛 生部 995 県単
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企業等を対象とする人材育成（研究ポテシシャル向上）（問21－1）

事業概要

中小企業の人材育成のための受入研修事業
県内の中小企業、大字、関連団体の産字官が連携して研究会活動を行い、人的なネットワークを形成し甲小企業の
技術的課題の解決や人材を育成する。
技術課題毎の研究会を組織する。、
甲小企業の研究人材の育成を支援するため、技術開発課題を抱える甲小企業の技術者に技術創出能力をもつ研
究者の育成を図る。
企業が行う、加工技術に関する専門技術者を育成する事業に対し助成を行う。
県が行う研究開発に企業技術者を参加させ、技術習得を図る
技術普及講習会、技術・市場交流研修会、創造的中小企業の育成等
染織新製品試作研究委託
青年経営者育成対策
企業からの要請により、特定技術の習得を目的とした研修生に対し指導する（移転のため、通年の研修事業を一都
中止）

工業技術センターにおいて、中小企業の技術者を対象とした各種固有技術の養成を行う。
1）研究者養成研修事業　 県内企業の技術者を対象に下記の4テーマについて、1テーマあたり約50 日間、3名の
定員でO R T （O N T H E R E SE A R C H ）方式で実施した。
a）コンピュータグラフィックスを利用した画像処理技術 b）熱間静水圧プレス法によるセラミックスの内部欠陥除去技
術 C）イオンビームミキシング法によって作製した皮膜の硬さ評価　 技術 d）C A D／C A M ／C A E技術
2）研究型エンジニア養成事業　 中小企業の技術力向上を図るため中小企業の技術者と工業技術センター職員と
の共同研究を行う。研究テーマ：
a）衣料材料の表面改質技術 b）射出成形C A E 技術 C）皮革製品の生産管理技術 d）食品加工技術
中小企業の研究技術者の養成
戦略地域技術形成研究事業で開発した研究成果の普及、3テーマ
医用工学関連産業の振興を図るためシンポジウム・セミナーを開催する
つくばの最先端技術情報を入手するため岡山とつくばの研究者の交流を行う
企業の課題を公募し、工技センター職員と共同で研究することにより、課題解決と研究者の養成を行う
県内中小企業の研究者を、工業技術センターで行う研究に参加させ、研究開発のリーダーを養成する。
工業技術センターが行う先端技術に関する研究に中小企業の技術者を参加させることにより、創造的研究開発能力
を有する技術者の養成を図る。
体系的な技術研修を通して、中小企業の人材育成を図る
熊本知能システム技術に関する技術研究会、共同研究会の他、月1回のフォーラムや国際シンポジウム等の開催を
通じて、研究ポテンシャルの向上に努めている同研究会の会員として負担金を支出
産字行政交流のための交流会冥施、技術セミナーの開催、県内で実施される学会への助成等を通じて、研究ポテ
ンシャルの向上に努めている同クラブの会員として負担金を支出
人材養成を目的に、公設試と企業が共同研究を行う。
中期・短期の研修会の開催や、企業技術者を研究の現場で研修させるO R T 研修
人材育成（研究会の支援）
表面処理技術はじめ5件
研修会・講習会の開催
バイオメカニカルエンジニアリング・ショットピーニングの加工技術・新加飾技術研究会の開催
品質工学、N C IT R 機械加工技術、C A E、新製品デザイン開発、マイクロプロセッサ利用技術研究会の開催
自動車関連部品洗浄技術を対象
鋳物・家具産業を対象
メッキ業界を対象
潜水技術を有する科学する漁業者を養成する。
国際的視野でものを考える能力のある優れた中核的漁業者を養成する。

高度な知識技術修得
研究員を海外に派遣し識見及び資質を高め、がん研究の進展を図る
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県職員を対象とする人材育成（研究ポテンシャル向上）（間21－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か
商工系 北海道 地域技術高度化促進費 商工労働観光部 3，804 道草

岩手県 基盤的・先導的技術研究推進事業 商工労働部 11200 県単

岩手県 中小企業大学校研修 商工労働部 2120
国関連
（補助率1／2）

福島県 大字、試験研究機関等派遣事業 商工労働部 1，731 県単
福島県 学会等参加事業 ′ 商工労働部 500 県単
栃木県 客員高度技術者招へい事業 商工労働観光部 5，017 県単

神奈川県 職業訓練指導員研修費 労働部 3，435 国関連

神奈川県 高度職業訓練指導員育成事業費 労働部 3，469 県単

神奈川県 研究人材育成事業費 商工部 18，150 県単

新潟県 外部頭脳活用事業 商工労働部 2，030 県単
山梨県 職員能力開発支援事業 商工労働観光部 925 県単

長野県 試験研究機関技術対策費 商工部 232 県単
岐阜県 客員研究員制度事業 商工労働部 1，100 県単
岐阜県 岐阜県科学技術顧問設置費 商工労働部 7，600 県単
岐阜県 中小企業技術指導員研修参加費 商工労働部 1，080 国
三重県 試験場技術人材育成事業 商工労働部 2，298 県単
奈艮県 技術指導員養成研修 商工労働部 1，280 国開運（319）

奈良県
奈艮先端科学技術大学院大字
職員派遣事業 商工労働部 224 県単

和歌山県 研究能力開発事業 商工労働部 1，422 県単
和歌山県 研究テーマ創製事業 商工労働部 3，44 5 県単
鳥取県 技術力強化事業 商工労働部工業振興課 5，052 県単
岡山県 中小企業技術指導研修 商工労働部 1，209 国
岡山県 国内留学 商工労働部 1，321 県単
愛媛県 試験研究機関職員技術研修事業 経済労働部 1，065 県単
佐賀県 先端技術指導員養成事業 商工労働部 862．県単
大分県 産業科学技術センター業務遂行研修事業 商工労働観光部 3870 県単
大分県 工業系試験研究機関研究員国内留学 商工労働観光部 169 5 県単
宮崎県 技術指導員の養成研修 商工労働部 1，340 国開運（437）
広島市 技術職員民間派遣研究 経済局 128 市単

農林
水産系 青森県 水産技術研修事業 水産部 1，148 県単

岩手県 研究員の派遣研究 （農業関係試験場） 農政部 2375 県単
岩手県 研究員の派遣研究（林業技術センター） 林業水産部 842 県単
岩手県 研究員の派遣研究（水産技術センター） 林業水産部 963 県単

神奈川県 研究人材活性化対策事業費 農政部 5，334 県単
新潟県 先端技術研究開発 農林水産部 1，334 県単

山梨県 客員研究員設置事業 林務部 1，475 県単
長野県 農林水産省依栢研究員制度に基づく職員派遣事業 農政部 2，10 1 県単
岐阜県 研究員の国内派遣研修 農政部 1，032 県単
岐阜県 短期集合研修 農政部 45 県単
岐阜県 依頼研究員（一般） 農政部 464 県単
岐阜県 中央畜産研修 農政部 60 国
岐阜県 D N A 育種手法実用化事業 農政部 201 県単
岐阜県 魚病技術者研修・魚類防疫士養成コース受講 農政部 149 県単
岐阜県 森林総合研究所長期研修 林政部 531 県単
愛知県 先端技術海外派遣研修事業費 農業水産部 3，320 県単
愛知県 農林水産技術会議費 農業水産部 3，58 1 県単

愛知県

大阪府

林業センター試験研究費
（木材加工研究人材養成費）

先行的調査研究事業

農地林務部

農林水産部

1，066

4，560

県単

県単
山口県 農林水産省試験研究機関依頼研修 農林部 497 県単
愛媛県 林業試験場運営費 林業試験場 456 県単
愛媛県 依頼研究員派遣 水産局 725 県単
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県職員を対象とする人材育成（研究ポテンシャル向上）（間21－一2）

事業概要

先端 技術に係る研修のため、工業試験場の研 究職員を試験研究機関等に派遣。
工技センター研究員の技術ポテンシャルの向上と技術シーズの創出を目的とした目的基礎研究を実施

中小企業大学校の研修を受講

ハイァクプラザ研究員の研究能力向上のため、大学や国研へ派遣する。
ハイァクプラザ研究員の研 究能力向上のため学会に参加する。
民間等の高度技術者 を招へいして、指導助言を受けることにより研究開発の円滑な推進を図る
技術革新の進展や産業構造の転換 、労働力の高齢化等に伴い高度化・多様化する訓練ニーズに対応した職業能
力開発を実施するため、職業訓練指導員に対し、研修を実施し、資質・技術の向上を図る。
指導体制の充実を図るため、大学院派遣研修及び大字聴講生派遣を実施する。
産業技術総合研究所において取り組む先端 基礎技術を甲心とする新技術分野について研究職員の人材育成を行
う。
県職員（研究員）を国内の大 学に派遣し、研究をより効率的に行うための知識や技術を習得させる
能力開発支援のため、大字や国立研 究機 関に研 究員を派遣する。
両度で最先端の技術分野について、その分野の第一人任者である大字教授等を招へいし、試験場の技術顧問とす
る。
研究の効率化と資質向上のため外部専門家 を利 用する
世界 的に括躍する学識 経験者から科学技術、技術振興施策について提言を受ける
職員 を中小企業事業団の実施する指導貞養成研修に参加させる
試験場若手研究員を大学、国立研 究機 関へ研修派遣する。
中小企業大学校へ工業技術センター職員を派遣 し、技術指導者としての能力を向上させる。
奈艮先端科字技術大学院大字へ工業技術センター職員を入学させ、職員の能力向上を図るとともに、研究成果の
県内産業界への速やかな導入を図る。
大字 ・研究所等の研究者 を招へいし、指導を受け、研究職員の向上をはかる
基礎研究に要する経費
大字からの客員研究員の招致、中小企業大学校への研修派遣等
技術研究能力の育成
技術研究能力の育成
試験研究機関職員の資質向上を図るため、国立の研究機関等への派遣研修を実施する。
公設試の研究員の国内留学制度
産業科学技術センター研究強化業務 を中心 に企 業、公設試へ職員を派遣する。
産業科学技術センターの研 究開発力強化のため国内の大字、試験研究機関への留学を行う。
研究員の中小企業大学校への派遣研 修
民間企業へ 1年間派遣

バイオテクノロジー等の先端技術 の取得に関する長期研修の実施
農林水産省の依頼研究員制度 の活用 による国立試への派遣（4名）
農林水産省の依頼研 究員制度の活 用による国立試への派遣（2名）
農林水産省の依頼研 究員制度の活 用による国立試への派遣 （2名）
農業総合研究所等で経営科学等についての5 日間の研修や大字等への3～ 12か月の派這研修により、研究者の
資質 向上を図る。
先端的技術集甲研修会の開催
高度で専門的な知識を有する研 究者を客員研 究員として招愕し、試験研究や技術開発に関する助言・指導を受け
る。
若手職員を中心に派遣
農林水産省依頼研究貞制度 による研修
農水省の研修
農水省の研修
中央畜産研修施設での先端 技術研修
D N A 分析研修
魚病の発生及びまん延を未然に防止し、魚病被 害の軽減化を図る
国の研修
研究員の海外派遣研修を実施する。
大字派遣研修、農林水産省依頼研 究員、農林水産省短期集合研修の実施。

森林総合研究所へ派遣（1名 ）
本来研究とは別途に行う試験研 究として位置づけ、その成果を新たな研究の課題化、事業化に有効に活用し、研究
の効率化等を図るため、業務から派生する課題や新たな視点から捉えた課題を先行的な調査研究として実施する。
（11課題）
高性能林業機械作業システムの研 究に要する技術の研修
スギ遺伝子のアイソザイム分析技術研修
国の研究機関への長期派遣
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県職員を対象とする人材育成（研究ポテンシャル向上）（間21－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か
高知県 人事課派遣研修 森林局 2，000 県単
福岡県 試験研究連絡調整費 （研究職員研修事業） 農政部農政課 4，019 県単

長崎県
新技術開発晋及促進事業
（農林業バイオテクノロジー研究推進費） 農林部 3，558 県単

長崎県
依頼研究員長期研修事業
（試験研究総合調整推進費） 農林部 1，011 県単

熊本県 水研センター　研究開発研修事業 林務水産部 1，378 県単
宮崎県 みやざき2 1世紀みらい新技術創出事業 農政水産部 5，000 県単

保健・
環境・
衛生系

岐阜県 技術向上対策費 衛生環境部 3，．490 県単
福岡県 調査研究費 保健環境部衛生総務課 2，733 県単

教育系 東京都 教員の特別研究 東京都立大学事務局 29，950 都単
大阪市 在外研究員制度 市立大学 10，109 市単
大阪市 アジア・日本研究フェローシップ 市立大学 4，496 市単

企画・
総務系 北海道 海外客員研究員招へい事業費 企画振興部 6，364 道単

北海道 長期海外研究事業（一般管理諸費（人事課分））企画振興部（総務部） 17，152 道単

北海道
海外技術導入促進事業
（一般管理諸費（人事課分）） 企画振興部（総務部） 5，888 道単

埼玉県 学会・研究集会等参加事業 企画財政部 1，500 県単

千葉県
かずさD N A 研究所と県立試験研究機関との
交流事業 企画部 716 県単

神奈川県 重点基礎研究推進事業 企画部 69，912 県単
富山県 技術開発派遣研修費 総務部 6，83‾4 県単
岐阜県 試験研究機関交流事業開催費 総務部 1，899 県単
岐阜県 試験研究機関ネットワーク強化推進費 総務部 1，700 県単

大阪府 研究開発推進事業
農林水産部、環境保健
部、商工部 180 県単

徳島県 若手職員海外派遣研修 総務部 3，181 県単
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県職員を対象とする人材育成（研究ポテンシャル向上）（間21－2）

事業概要

緑化樹生産、細胞操作技術の習得 2名（3ケ月）
国の農林水産省依頼研究員制度を利用して、研究職員を国の研究機関へ派遣する。

バイオテクノロジーの研究開発を促進するため国の試験研究機関において研究員の研修を行う。

各研修課題に即して国の試験研究機関において3カ月間の研修を行う。
技術革新に対応するための職員の技術研修
農試、畜試、水試の若手研究員が、目白な発想で、ユニークな課題を提案、実施するもの。

講演会開催、研修会参加
研究テーマを選定の上、研究者の開発能力の育成を図る。
極低温における熱電能測定装置の開発他 14 件
若手大学教員（35歳以下）の海外出張旅費の助成
若手大字教員（35歳以下）を中心とした研究グルーブをアジアに派遣し、現地研究者との国際共同研究を助成
道立試験研究機関に海外の先進研究機関から研究員を受入れ、指導を受ける。
（2名、6か月以内）
道立試験研究機関の研究員を海外の先進的な試験研究機関や大字に派遣し、研究する。
（4名、6か月以上1年以内）
道立試験研究機関の研究員を海外の先進的な研究機関、大学、企業、国際学会等に派遣し、技術シーズの調査、発
掘を行う。
（2班 （2 人×2組）、1か月以内）
研究職貝の資質向上を図るとともに、産字官の研究者との交流を深めるため、研究職貝の各種学会・研究集会等へ
の参加を促進する。

D N A 解析技術に関する講義と実習
社会ニーズに対応できる新たな科学技術シーズを創出するとともに、研究職貞の研究能力向上を凶り、本県におけ
る科学技術資源の蓄積と拡大を促進することを目的とした基礎的研究を実施する。
国内の試験研究機関、教育機関に職員を派遣する。
先端技術交流講演会の開催等
試験研究機関間の連携の強化等

研究職職員研修会、若手研究員交流会等の実施

目的として、職員自らが「研究テーマ」を定め、研修先・研修内容等を設定し、独 自の計画に基づいた諸外国の調査
研究を行うことを通じて資質の向上を図る。
対象として、35歳未満の一般職員、派遣先として研修 目的に適合する諸外国、派遣期間として2週間程度。
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国際交流（拠点整備）（問22－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額 県単か
国関連か

商 工系 秋 田県 商工労働 部 0
海 外鉱業技術　 研 診　　　 王　　　　　　 、
資源技術 開発機構の独 自事業）

愛知県 科学技術 交流センター施設整備事業 商工部 y 99，704 県単
保健 ・
衆境 ・
衛生系

広 島県
放射線被曝者医療国際協力 推進事業
（放射線被曝者医療国際協力推進協議会） 福祉保健 部 36，009 国関連 （8 58）

企画 ・
総務系 岐阜県 ソフトピアジャパンセンターの建設 企画部 一一！522 ，893 県単

大阪府 千里ライフサイエンスセンタービルの整備
企画調整部企 画室
開発チーム 0

（民活 法の適
用有り）

広 島県 広島国際協力センター整備事業 総務部 ご、2 ，036，4 14 県単

神戸市 W H O 神戸センターの設 立 ・運営支援 震災復興本部総括 局 467，020

市、及び県及び
地元経済界
（三者負担）
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国際交流（拠点整備）（間22－2）

事巣概 要

8 月 21 日～ 11月 10 日 2 1ヶ国 21人
施設整備のための基本設計を実施
（lJ研修 医呂巾の党人 ，専 門医等の】脈遭
（2）放射線被曝者 医療国際協力普及啓発事業
（3）調査 ・検討事業
（4）被爆 50周年 事業 （放射線 被曝者 医療 に関する国際シンポジウム・パネル展）
海外 との業務提携 、共 同研 究の冥施の核となるマルチメディア開発拠点であるソフトビアジャパンを整備 する。
（総額 ：2 1，56 7，102 ）
ライフサイエンスに関する国際的な研究交流拠点
（第 3セクター方式により平成 4年 7月 開業）
広 島の特性 を生かしながら，開発途上国の国づくりに貢献するとともに，県民の国際化や草の根レベルの国際 協力
活動 の支援などを行う，総合的な国際人材育成拠点を整備する。

管理運営 費一部負担、W H O 神 戸センター事業支援
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国際交流（交流推進）（間23－2）

部 局名 団 体 名 事業 名 所 管部 局 決 算 額
県 単 か

国 関 連か

商 工系 北 海 道 フォノン 9 5 国 際 会議 開催 事 業 商 工労 働観 光 部 50 0 道 草

北 海 道
第 7 回インジウム燐 及 び 関連 材 料 に関す る
国 際 会 議 開催 事 業 商 工 労働 観 光 部 ．1，0 0 0 道 単

岩 手 県 国 際 技 術研 究推 進 事 業 商工 労働 部 53，1 6 2
国 関連
（補 助 率 1／2）

岩 手 県 国 際 会 議 にお ける研 究 発 表 商 工 労働 部 75 3 県 単

宮 城 県 宮 城 県 工 業 関係 国際 学 会 補 助 事 業 商 工 労働 部 2，0 00 県単

宮 城 県 海 外 技 術 交流 推 進 事 業 商 工 労働 部 4，6 4 9

山形 県 国際 産 学 官 交流 推 進 事 業 商 工 労働 観 光 部 0 県 単

茨 城 県 国際 学 会 等 参加 経 費 助 成 事 業 商 工 労働 部 5，0 0 0 県 単

栃 木 県 漸 江 省 技 術 交 流 事業 商 工労 働 観 光 部 3，0 8 9 県 単

東京 都 北京 市 経 済 技 術 交流 事業 労働 経 済 局 12，2 17 都 単

神 奈 川 県 国 際研 究交 流 推進 事 業 商 工 部 1，5 0 0 国 関連

石川 県 海外研究交流 （石川ハイテクサテライトセンター）事業 商 工労働 部 （工業試 験場 ） 2，6 17 県 単

山梨 県 研 究 員 海 外 派 遣 事 業 商 工 労働 観 光部 14 1 県 単

静 岡 県
17 1　 1 、　　　　　　　　　　　 、、‾　　∠ゝ ≡

商 工 労働 部 2，0 0 0 県 単
アンア ・太 平洋 マ リンバ イオアクノロソー 石 議
開催 事 業 費 助 成

静 岡 県 9 5国 際超 電 導 シンポ ジウム 開催 事 業 費助 成 商 工 労働 部 10，0 0 0 県 単

岡 山 県 国 際技 術 交 流 事 業 商 工 労働 部 1，4 9 5 県 単

岡 山県 国 際技 術 交 流 事 業 商 工 労働 部 33 ，4 7 2 国

広 島 県 国際 科 学技 術 交 流促 進 支援 事 業 商 工 労働 部 3，0 0 0 県 単

佐 賀 県 有 田国 際や きものフォーラム開催 費補 助事 業 商 工 労働 部 5，0 0 0 県 単

熊本 県 国 際技 術 創 造研 究 事 業 商 工 観 光 労働 部 5 1，8 2 8 国 関連

熊 本 県 国際 テクノポ リス協 会 費 商 工 観 光 労働 部 1，0 3 1 県 単

名 古屋 市 新 技 術 開発 等 の研 究 （国 際 技 術創 造研 究 ） 経 済 局 50，0 2 8 国 関連
名 古屋 市 マイクロマ シン国際 シンポジウムの 開催 経 済 局 5，0 0 0 市 単

大 阪 市 海 外 技 術 協 力 経 済 局 ・環境 保 健 局 20，0 0 0 市 単

大 阪 市 中小 企 業 先 端 技 術 国 際 交 流 事業 経 済 局 4 ，0 0 0 市 単

大 阪 市 大 阪 ビジネスステイ事 業 経 済 局 1，2 0 0 市 単

大 阪 市 国 際ハ イテク・フォーラム ’95 経 済 局 8，0 0 0 市 単
大 阪 市 インフォテック 79 5 経 済 局 2 ，0 0 0 市 単
北 九 州 市 第 16 回国際低温 工学会議／ 国際低温材料会議 経 済 局 新 規事 業振 興 課 6 ，0 0 0 市 の負 担 金

農 林
水 産 系 北海 道 水 産 技 術 国 際 交 流 事 業 水 産 部 4，8 4 5 道 単

栃 木 県 漸 江 省 農 業 技 術 交 流 事 業 農 務 部 90 0 県 単
栃 木 県 漸 江 省 林 業 技 術 交流 事 業 林 務 部 1，6 6 1 県 単
埼 玉 県 埼 玉 県 ・山西 省農 業 交 流 事 業 農 林 部 7，0 0 2 県 単
富 山 県 日中農 業 技 術 交 流 事 業 農林 水 産部 （普 及技 術課 ） 6，5 3 7 県 単

石 川 県 海 外 技 術研 修 員受 け入 れ
県 民 生 活局 ・農 林 水 産 部
（農 業 総合 セ ンター ） 14 0 国補

福 井 県 中国 漸 江省 農 林 水 産 技 術 交 流 事 業 農 林水 産部 4，3 1 6 県 単
愛 知 県 企 画情 報費 （先 端 技術 海外 派遣 研 修事業 費 ）農 業 水 産部 3，3 2 0 県 単

三重 県 国 際 農 林 水 産技 術 交 流 促 進 事 業 農 林 水 産部 2，7 2 5 県 単
鳥 取 県 河 北省 農 業研 究者 受 入 事 業 農 林 水 産部 69 3 県 単
鳥 取 県 河 北省 農 業研 究 者 派 遣 事 業 農 林 水 産 部 64 5 国 関連
鳥 取 県 日韓農 林 業研 究 者 相 互 派 遣 事 業 農 林 水 産 部 2，2 5 1 国 関連
島根 県 島 根 県 ・中国農 業 技 術 交 流 促 進 事 業 農林 水 産 部 2，0 19 県単
広 島 県 JIC A （国 際 協力 事 業 団 ） 農 政 部 120 国 関連

広 島 県 中国 ・四川 省 緑 の長 城 造成 協力 事 業 林 務 部 30，14 8 県単
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国際交流（交流推進）（間23－2）

事業概要

フォノン95国際会議開催に係る経費の一部補助。

第7 回インジウム燐及び 関連材 料に関する国際会議開催 に係 る経費の一部補助

アイル ランド・リマリック大学との木材加工共同研究
国際超電導ワークショップへの研究員派遣 （アメリカ）
工業 関係の国際学会の開催費 の一部 を補助するもの。
中国吉林省より毎年2名を工業技術研修員として工業技術センターに受け入れているもの。
生物ラジカル 国際会議の開催
海外で開催 される国際学会等 において研究成果の発 表を行う若手研究者に対する助成 を行う。
中国漸江省との経済 ・技術交流を推進するために、民間企業及び工業試験研究機関の職員を派還し、企業診 断を
行う。
東京都より、技術指 導団等を北京市に派遣し、現地企 業の技術指導等を実施するとともに、北京市から技術研修生
を受け入れている。
プラスチックの分解、無害化 に関する研 究 （S T A フェローシップ制度 の利用）
国際共 同研究及び海外技術情報の収集
本 県と海外の研 究機 関等が研究員を相 互に派還し、デザインや技術の交流を行い、その成果を普及することにより
地場産業の振興を図る。

第1回アジア・太平洋マリンバイオテクノロジー会議の開催 に対し助成
超電導技術に関する国際会議の開催 に対 し助成
国際会議等での研 究発表
国際技術創造研究 （マレーシアゴム研究所との共同研究推進 及び技術交流）
地域の科学技術水準の向上に資する字会誘致を行い、科学技術 に関する情報の発信を広島から行うなど、科字技
術振興を通じた地域産業活性化 の促進を図る。
窯業 に関する字識経験者、研 究者 、企業が一堂に会して、研 究成果や技術の発表、意 見交換を行うやきものフォー
ラム開催に対する補 助
イギリスのヘイオットワット大学と共同で蒸留酒 用酵母の改質とその利用技術の研究

国際テクノポリス協会総会 （開催 地 ：北京）及びアジア太 平洋部会 （開催地 ：シンガポール）に参加 し、外国のサイエ
ンスパーク推進手法を学び情報収集 を行うとともに，人的交流を深めることで、熊本テクノポリス建設の推進を図るこ
先進 めっきプロセスによる高性能合金メッキの開発
マイクロマシンに関する国際シンポジウムを開催し、情 報交換 、研究者交流 を図る。
アジア・中南米を中心とした開発 途上国の経済開発等 に協力するため、技術者を受け入れ、研修 等を行う。
アジア・太平洋地域をはじめとする各都 市との新たな交流機芸の創 出・拡大と相互理解 の進展をめざし、褥 外技術
情報 、研究実績等を中小企業に提供
研究者 の相互交流 、シンポジウムの開催等
上海 市を甲心とした甲国の鋳 物技術者を、大阪鋳鉄 工業組合加入企業が受 け入れ、各企業の工場での実地研修
を中心とする技術研修を行う。
海外企業及び国内企業に加え、内外 の知識 人が一堂に会して、国際シンポジウムの開催や海外企業からのプレゼ
ンテーションを行い、中小企業の国際化を図る。
コンピュータ関連の最新の研 究状況を紹介し、産業分野への利 用促進 と関連産業の振興に寄与する。
低温 工学、低温材料 に関する会議 と展示会の実施。

ロシア共和国サハリン州と北海道の研究交流
中国漸 江省 との友好 交流の一環として、農 業技術を推進する。
中国漸 江省 との技術 交流をベースに中国各地における本県林業に資する林業技術の調査 ・導入を図る。
農業技術研究員の受け入れ　 8人　 農業専門家派遣　 2人
農業研修生の受入

中国2名 、韓国2名
農林 水産業 における漸 江省 との技術 交流
研究員の海外派遣研修を実施する。
ブラジル ・サンパウロ州との技術交流を推進するため、農業及び水産分野において研究員の受入を行 う。
中国 ・河南省 との共同研 究を推進するため、農業分野において研 究員 の派遣及び受入れを行う。
中国河北省 の研究者 1名 を1ケ月間受入、本県の農業実態を理解 してもらい、試験研究を共同で行った。
本県職 員1名 を中国河北省 に派遣し、果樹の栽培技術指導等を行った。
韓国江原道 との間で、それぞれ3名ずつを相互の試験 場に1ケ月派遣 し、共同研 究を行った。
日本 ・中国農 業関係研究員技術交流
カンボジアからの研修生受入等
〇 日甲友好 の森造成 ○乾燥 山地試験林造成　 ○山地緑化研修生の受入 ○乾燥山地試験林造成 のための専
門家の派遣　 ○ 中堅林業技能研修生の受入
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国際交流（交流推進）（間23－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か
広 島県 マレーシア・サラワク州熱 帯林保全対策事業 林務部 2，950 県単
山 口県 中国 山東省からの研究員受入れ 農林部 100 県単
福 岡県 漁業友好親善事業 水産林務 部漁政課 7，289 県単
福 岡県 福 岡県ハワイ州農業技術交流事 業費 農政部農政課 1，759 県単

福 岡県 福 岡県江蘇省農 業技術 交流事業費 農政部農政課 8 79 県単

長崎 県 海外農業技術交流事業 農林部 2，513 県単
熊本 県 農研センター　試験研究高度化推進 事業 農政部 9，29 7 県単

鹿児 島県 中国との農業技術交流推進事業 農政部 932 県単

沖縄 県 運官費 （海外研修） 農林水産部 472 県単
沖縄 県 試験研究費 農林水産部 2，940 県単
沖縄 県 JIC A 研修生受入事業 農林水産部 8，260 国関連

土木 系 北海道 寒地建築技術国際交流事業費 住宅都市部 1，562 道単
保健 ・
環境 ・
衛生系 宮城 県 中国吉林省公害防止技術研修員受入事業 環境生活部 2，739 県単

宮城 県 吉林省 医療技術交流 保健福祉部 3，916 県単

群馬 県 中国研修 医受け入れ事業 衛生環境部 999 県単
埼 玉県 W H O 研究協力センター事業 衛生部 1，932 県単

埼 玉県 埼 玉県・山西省友好県省 医療衛生交流事業 衛生 部 6，82 1 県単
神奈川 県 海外 協力員推進事業費 渉外部 ・衛生部 1，050 県単

新潟 県
国際協力事業団インドネシア国別特設研修
（環境中微 量有害金属分析コース） 福祉保健部 0 国関連

富山県 環 日本海環境協力推進事業費 生活環境部 2，94 1 県単

福井県 漸 江省 高度 医療技術研修員受入事業 福祉保健部 3，4 13 県単
長野県 日中医学交流事業 衛生部 1，500 県単
愛知県 医師海外派遣研修 衛 生部 1，988 県単
愛知県 看護 婦海外派遣研修 衛 生部 2，087 県単
愛知県 がんセンター国際シンポジウム 衛 生部 2，585 県単

愛知県 国際長寿科学シンポジウム開催費負担金 衛 生部 12，000 県単
島根県 島根県と韓国慶尚北道との酸性雨現象に関する研究 健康福祉部 2，478 県単

佐賀県 日韓海峡 沿岸環境技術交流事 業 保健 環境部 6，000 県単
大阪市 海外留学 環境保健局 49 1 市単

広 島市 重慶市との環境保全交流 衛生局 1，195 市単

広島市 放射線被曝者 医療 国際協力の推進事業 衛生局 26，765 市単
県民・
生活系 三重県 海外技術 生活文化部 26，147 国関連（1／2）

広 島県 環境国際協力事業 県民生活部 6，80、7
県単
（一部国関連）

教 育系 東京都 外国人研究者の受け入れ 東京都立大学事務局 10，572 都単
東京都 研究者の海外派遣 東京都 立大学事務局 16，636 都単
大 阪市 国際学術交流 市立大学 11，286 市単
大阪市 外国人研 究者招 へい 市立大学 3，65 1 市単
大阪市 アジア・日本研 究フェローシップ 市立大学 4，496 市単
大阪市 大学院生海外派遣 市立大学 2，853 市単
大阪市 国際シンポジウム 市立大学 5，000 市単
神戸市 モスクワ大学との学術交流 外国語大学事務局 4，736 市単独
神戸市 北京大学との学術交流 外国語大字事務局 4，790 市単独
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国際交流（交流推進）（問23－2）

事 業 概 要

林 業技 術 研 修 員 の受 入
外 国 人研 究 者 の受 入 れ
日刊 漁 業 セミナ ー 及 びハ ワイ州 との水 産 技 術 交 流
ハ ワイ州 へ職 員 を派 遣 し、農 業 技 術 の交 流 を通 じて、双 方 の農 業 技 術 の 向 上と相 互 理 解 及 び 友 好親 善 を図 る。

甲 国江 蘇省 へ 職 員 を派 遣 し、遺 伝 資 源 の情 報 交 換 や農 業技 術 の 交流 を通 じて 、双 方 の農 業 技 術 の 向上 と相 互 理
解 及 び友 好 親 善 を図る。

中 国福 建 省 及 び韓 国全 羅 両道 の研 究 機 関との農 林 業 技 術 交 流
農 研 センターへ の有 識 者 の招 へ い 、職 員 の 国 内外 へ の研 修 派 遣
毎年 交 互 に訪 問を行 い 試 験研 究機 関等 との 技術 交 流 ，遺伝 子 資源 等 の情 報 交 換 等 を芙施 して，両 国の親 善 と農 ノ
業 生 産 の 向上 に資す る。
先 進 地 域 の技 術 習 得

研 究 交 流 、先 端 技 術 調 査 、種 苗 の検 査 収集
JIC A 沖縄 センターの依 頼 による海 外 研 修 生 の受 入
北 海 道 ・アル バ ー タ州 ・黒 竜江 省 にお ける寒 地 建 築 技 術 関係 試 験 研 究 機 関 の研 究 員 及 び 技 術者 による交 流 、共 同
研 究 を進 めることにより、三 地 域 の友 好 提 携 関係 の発 展 と相互 の建 築 技 術の 向 上 を図 る

中国 吉 林省 との交 流 計 画 協議 書 に基 づ き、吉 林省 との環 境 問題 に関 す る測 定方 法 と防 止 技術 の公 用 を図 るため、
吉 林 省 の派 遣 す る研 修 員 を 1名 受 け入 れ 研 修 を実 施 した。

医原 技 術研 修貞 受 入 れ　 医 師　 2 名　 6 か月 間
漢 方 医 学研 修 員 派 遣　 薬 剤 師 1名 1 1 日間
医療 情 報 資 料 の提 供　 医 学 に関 す る図書 の 提供

′、　－　　ウ 7 1†　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ∃芸†　　　　　　　　　　　 ノ　　　　　　　　 ゝクも　」　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1　　日 」　　　　　　　　　 、目　　　　 口 、一押　　　　　　　 し　　ヽ
県 内 の 医療 期 間 にお い て研 修 医を受 け入れ てい る。平 成 7 年 度 実 績 3 カ月 2 人

癌 疼 痛 治 療 とクオ リティ・オ ブ ・ライフに 関す るW H O 研 究協 力 センター として活 動 。
中国 山西省 との l交 流 事 業 に 関す る合 意 書」に基 づ き山西省 の 医原 衛 生 技 術 者 （研 修 生 ）の受 入 れ 等 を行 う。
（がん センター、小児 医療 セ ンター 、衛 生 研 究 所 ）
海 外 の技 術 研 修 員 を長 期 間 受 け入 れ 、専 門技 術研 修 を行 う。

インドネ シア政 府 の 環境 汚 染 監 視 試 験研 究機 関の職 員 を受 け入 れ 、分 析 技 術 を研 修 させ る （現 物 支 給 ）
環 日本 海 地 域 にお ける環境 保 全 の 推進 を図 るたり、本 県 と友 好 提 携 等 をしているロシア沿海 地 万、韓 国 江原 道 及
び 中国 遼 寧省 との間 で、本 県 が環 境保 全 に関 してこれ まで蓄 積 してきた神 西 、技 術等 を生 かした環 境 協力 を推 進
す る。
漸 江 省 人 民 医院 か ら技 術 研 修 員 を受 け入 れ 、医硬 技 術 を習 得 してもらうことにより、漸 江省 の 医 原 水 準の 向 上を凶
り、両 県 省 相 互 理解 を促 進 す る。

中国 医 師 等 の研 修
医師 を海 外 に派 遣し、識 見及 び 資質 の 向 上を図 る。

看 護 婦 を海 外 に派遣 し識 見 及 び 資 質の 向上 を図 る
看 護 婦 を海 外 に派 遣 し識 見 及 び 資 質の 向 上 を図 る。
内外 の有 識 者 を招 き心豊 かな長 寿 社 会 の形 成 をめざすため 開催 す る。
・特 別 講 演 2 題 ・パ ネル ディスカッション・ 分 科 会 4 セッション
島根 県 と韓 国慶 尚北 道 が 共 同で 酸性 雨 現象 の機 構 解 明を図る
九州 北 部 3 県 （佐賀 ・福 岡 ・長 崎 ）と韓 国 南岸 一 市 三通 （釜 山市 等 ）と環境 保 全 技 術 に関す る共 同事 業 の展 開 を図る

（県あたり2 ，0 0 0）
環 境 科 学 研 究所 研 究員 を海 外 へ派 遣
平 成 5年 1 0月 に董 慶 市 に設 立 した 1酸性 雨研 究 交流 センター 」へ 本 市 から環 境保 全技 術 者 を派這 す るとともに、重
慶 市 か ら環 境 保 護視 察 団を受 入 れ 、技 術 協力 を行 う。
派 遣 人 数 ：2人　 派 遣 期 間 ：2週 間　　 受 入 人数 ：5人　 受入 期 間 ：12 日間
世 界 各 地 で発 生 している放 射 線被 曝 事故 等 の被 災地 で被 曝 者 の治 原 に直接 あたってい る医 原 従事 者 の受 入 、専
門 医師 の派 遣 す ることにより技術 支援 を行 う

対 外 技 術 協 力 事業 の一 環 により開 発 途 上 国 の 中堅 技術 者 に技 術研 修 を修 得 させ る。
○ 四川 省 との環 境 保 護 合 作 事 業 （研 究員 の 受入 ，技 術 協 力員 の 派 這 ，共 同研 究 員 の相 互 派 遣 ）○開 発 途 上 国か
らの研 修 員 受 入 （国 関 連 ）O IC A の集 団研 修 支 援 ）○研 修 体 制 の整備

国際 共 同研 究 及 び 友好 都 市提 携 に係 る大 学 交 流
科 学 技 術 分 野 の研 究 などを 目的 とす る派 遣
大 阪 市の 姉妹 ・友 好 都 市 に所 在 す る大 学 と協 定 を締 結 し、教員 の相 互 交 流 を主とした学 術 交 流を行 う。

優 れ た業 績 を有 する外 国 の研 究 者 を招 き、共 同研 究プ ロジェクトを実 施
若 手大 学 教 員 （3 5 歳 以 下 ）を中 心 とした研 究グル ー ブをアジア に派遣 し、現 地研 究者 との 国 際 共 同研 究 を助 成

大 学院 生が海 外 で 開催 され る国 際 学術 会 議 ・セミナ ー 等 に参 加 す るための海 外渡 航 費 を助 成
世界 各 国が 直 面す る諸 問 題 につ い て、内 外 の第 一 級 の研 究 者 によるシンポ ジウム を開催
教 員 の相 互 交換
教 員 の相 互 交換
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国際交流（交流推進）（問23胃2）

部 局名 団体 名 事 業名 所 管部 局 決 算 額
県 単か

国 関 連 か

神 戸 市 アルカラ・デ・エナーレス大学 （スペイン）との学術交流 外 国語 大 学 事 務 局 4，739 市 単独

企 画 ・
総 務 系 北海 道 海 外 客員 研 究 員 招 へ い事 業 費 企 画振 興 部 6，364 道 単

北海 道
長 期海 外 研 究事 業
（一 般 管理 諸 費 （人 事 課 分）） 企 画振 興 部 （総 務 部 ） 17，152 道 単

北海 道
海 外 技術 導入 促 進 事 業
（一 般 管理 諸 費 （人 事 課 分）） 企 画 振 興部 （総 務 部 ） 5，888 道 単

岩 手 県 高エネルギー物理学国際ワークショップ開催事業 企 画 調整 部 9，765 県 単

岩 手 県 高温 超 電 導 国際 学 術 シンポジウム開 催 事 業 企 画 調整 部 3 ，500 県 単

岩 手 県 海 外 研 修 員 受入 事 業 総 務 部 260

国 関連
（補 助率 1／2）

岩 手 県 職 員 長 期 海外 派 遣 研 修 （全職 員 向 け） 総 務 部 3 ，000 県 単

宮城 県 宮城 県 海 外 技術 研 修 員 受 入事 業 総 務 部 35 ，218 国 関連

福 島 県 国際 、学術 交 流 推 進 事業 総 務 部 （会 津 大学 ） 15 ，293 県 単

埼 玉 県 埼 玉 県 海 外 技術 研 修 員 受 入れ 事業 総 務 部 33 ，385

国 関連
（16，692）

東 京都 T A F E （N S W との海 外 交 流 事業 ） 総 務 局 1，976 都 単

神 奈川 県

（財 ）神 奈 川 科 字技 術 アカデミー研 究 プ ロジェ
クトへの S T A フェロー受 け入 れ
（（財 ）神 奈 川 科 学技 術 アカデミー） 企 画 部 7 ，327 国 関連

神奈 川 県
コロンビア大 学 との 共 同研 究 プ ロジェクトの
実施 （（財）神 奈 川 科 学 技 術 アカデ ミー） 企 画 部 9 1，216 県 単

長 野 県 長 野 県 海 外 技術 研 修 員 受 入事 業 総 務 部 29 ，152 国 補 （14 ，295）

岐 阜 県 ユ タ州 研 修 生 受入 れ 事 業 企 画 部 1，592 県 単
三 重 県 国際 環境 技 術移 転研 究 センター の支 援事 業 企 画 振 興 部 17 ，991 県 単
滋 賀 県 リオ・グランデ・ド・スール州科学技術交流団派遣事業 国 際 交流 課 5 ，259 県 単
大 阪府 研 究 職 員 海外 派 遣 研 修 事 業 総務 部人 事課 職員 研修 所 1，462 県 単

大 阪府 大阪 府 国 際 友好 奨 学 金 制度 企 画 調整 部　 国際 室 60 ，850 県 単
福 岡 県 国際 交 流 費 （九州 歯 科 大 学） 総 務 部 学 事課 755 県 単
福 岡 県 国際 交 流 費 （福 岡県 立 大 学） 総 務 部 学 事課 3，804 県 単

佐 賀 県 海 外 技 術研 修 員 受 入 事 業 総 務 部 33，027 国 関連

仙 台 市 仙 台 市 国 際 学術 都 市 推 進補 助 金 交 付 事 業 企 画 局 6，000 市 単
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国際交流（交流推進）（問23－2）

事業概 要

教員の相互交換

道立試験研 究機 関に海外の先進研究機関から研 究員を受入れ 、指導を受ける。（2名、6か月以内）
道立試 験研 究機 関の研究員を海外の先進的な試験研究機 関や 大字に派遣し、研究する。
（4名、6か月以上 1年以内）
道立試 験研究機 関の研究員を海外の先進的な研究機関、大字、企業 、国際学会等に派這し、技術シーズの調査 、
発振を行う。（2班 （2人 ×2組）、1か月以内）
高エネルギー物理学国際ワークショップ及びノーベル貫学者 との交流会の開催
高温超 電導国際学術シンポジウム超電導及 び公 開講演会の開催

工業技術センターが中国から研修生 1名を受入
平成 7年度に、林 業技術センターと園試の研究員を派遣 （2名）（研究員実績）
海外 （アジア・アフリカ ・甲南米）か ら技術者を招将し、技術協力 を行う。
平成7年度は1 1名 を招聴し、うち1名 （ガーナ）は、鑑識技術 として県警で受け入れた。
世界のトップレベル にある大学等との研究交流を行う。（ワークショップ、セミナー等開催）
海外からの技術研修員を県内の試験研究機関、企業等に受け入れている。
（平成7年度 ：8か国・8 人）
オーストラリア、ニュー ・サウスウェルズ州立技術 高等教育機 関（T A F E ）と毎年相互に研究員を派遣

科学技術庁フェローシップ制度による外国人研究員の受 け入れ （6 人分）

「生体高分子機 能」プロジェクトの共同実施 （運営委託）
開発途上国から研修員を受入 、技術研 修を実施することにより、研修員の属する国の経済社 会開発と国際的友好
関係の増進 に貢献しうる人材 を養成するとともに、県民との交流を通じて相互理解の増進を図る。
ユタ州 大学連合より、研修生の受入れ
人件費負担 8，239　調査委託 3，000 5 周年記念シンポ負担金　 6，000　 連絡調整費 752
姉妹州リオ・グランデ ・ド・スール州へ同州から要請のある分野を中心 に、本県の専 門家を派遣する。
府立試験研究機関の研究職 員の1年間の海外派遣の実施。（毎年 3名以 内）（3名 、旅費のみ）
アジア・太平洋地域の開発途上 国における優秀な青年を大阪に招聯 し、府 内の大字院での勉字 ・研 究の機 会を提
供する（6人／年 ×3年間 ＝18人）
講座間交流
調査研究事業
本県と交流のある開発途上国から研修生を受け入れ、我が国の技術を習得させることにより、当該 国の社会 、経済
の発展に寄与するとともに、研修員 と地域住民との交流 を通じて国際親善を推進する
市内で開催 される国際学会 に30～ 100 万補助金を交付する。
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国際交流（姉妹県州関係について）（間23－3）

団 体 名 相 手 の国 名 相 手 の州 等 の名 称
姉 妹 関係

締 結 時期

北海 道 カナダ アルバ ータ州 昭和 55年 9月

北海 道 中 国 黒 竜江 省 昭 和6 1年 6月

北海 道 アメリカ マ サチ ューセ ッツ州 平成 2年2 月

青森 県 ブラジル 連 邦 共 和 国 サ ンタ・カタリー ナ州 昭 和 55年 10 月

青森 県 ロシア連 邦 ハ バ ロフスク地方 平 成4 年 8 月

青森 県 アメリカ合 衆 国 メーン州 平 成 6 年 6 月

宮城 県 中華 人 民共 和 国 吉 林省 昭 和 62年 6 月

福 島 県 カナダ （姉妹提 携ではなく、交流 同意 書等 に基 づく交流） ブ リティッシュコロンビア州 平 成 5年 10月

中国 （姉妹 提携 で はなく、交 流 同意 書等 に基 づ く交流 ）湖 北省 平 成6年 5 月

ニュージーランド
（姉妹提携ではなく、交流同意書等に基づく交流。平成8年10
月、ニュージーランド訪 問により交流 の同意を得た。）

茨城 県 フランス エソンヌ県 昭 和 61年 4 月22 日
イタリア エミリア ・ロマー ニヤ州 昭 和 61年4 月 17 日
コスタリカ アラフェラ県 昭 和 61年4 月30 日

栃 木 県 中 国 漸 江省 平 成 5年 10 月 13 日

埼 玉 県 メキシコ合 衆 国 メキシコ州 昭 和 54 年 10月 2 日

中華 人 民共 和 国 山 西省 昭 和 57年 10 月27 日

オ ーストラリア クイー ンズランド州 昭 和 59 年 10月2 7 日
アメリカ合 衆 国 オ ハイオ州 平 成 2年 10 月22 日
ドイツ連 邦共 和 国 ブ ランデ ンブル グ州 平 成 7年 5月9 日（＊）

千 葉 県 アメリカ ウィスコンシン州 平 成 2年
ブラジル パ ラー 州 昭 和 54年

東 京 都 オ ーストラリア ニュー ・サ ウスウェルズ 州 昭 和 59年

オ ーストラリア ニュー ・サ ウスウェル ズ州 昭 和6 1年

中 華人 民共 和 国 北 京 市 昭 和 61年
アメリカ ニューヨーク 昭 和 57年
中華 人 民共 和 国 北京 市 昭 和 54年

新 潟 県 中 国 黒 竜江 省 昭 和 58年
米 国 イリノイ州 平 成 元年

富 山県 中 国 遼 寧省 昭 和 59年 5月9 日

福 井 県 中 国 漸 江省 平 成 2年6 月
米 国 ニュー ジャー ジー 州 平 成 2年 10月

山梨 県 アメリカ合 衆 国 アイオワ州 昭 和 35年 3月
ブラジル 連 邦 共 和 国 ミナス ・ジェライス州 昭 和4 8年 7月
中 華人 民共 和 国 四川 省 昭 和 60年 6月
大韓 民 国 思 清 北通 平 成4年 3 月

長 野 県 アメリカ ミズ ー リ洲 昭 和 40年

中 国 河 北省 昭 和 58年
岐 阜 県 アメリカ合 衆 国 ユタ州 平 成 5年 10 月 16 日
静 岡 県 中 国 漸 江省 昭 和 57年 4 月
愛 知 県 中 国 江蘇 省 昭 和 55年

オ ーストラリア ビクトリア州 昭 和 55年
三 重 県 ブラジル 連 邦共 和 国 サンパ ウロ州 昭 和48年 11月7 日

中 国 河 南省 昭 和6 1年 11月 19 日
スペイン バ レンシア州 平成 4年 11月 2 日
パ ラオ

－ 平 成8年 7 月25 日
滋賀 県 アメリカ合 衆 国 ミシガ ン州 昭 和43年 11月 14 日

中華 人 民共 和 国 湖 南省 昭和 58年 3月 25 日
ブラジル 連 邦 共 和 国 リオ ・グランデ ・ド・スー ル 州 昭 和55年 5月 5 日
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国際交流（姉妹県州関係について）（問23－3）

近年における科学技術 関係の交流実績

・海外客員研究 員確へい事業 （平成6年度1名 （農務省レスブリッジ農業研究伊rH
・寒 地建 築技術国際交流事業 （平成7年度 派遣2名 、受入2名）
・北方 医学研 究事業 （平成7年度　 派遣4名、受入3名 ほか）
・黒電口二者 医字董支術交流事業 （平成 7年度　 派這3名、受入2名）
・中国農業技術交流促進事業 （平成 7年度 派遣2名、受入2名）
・寒地建築技術 国際交流事業 （平成7年度 派遣2名、受入2名　 ほか）
・長期拇外研究事業（平成5年度 1名（ハーバード大字），平成6年度1名 （ワッスホール侮拝生物研究所），平成8年度 1名
（タフツ大学））・海外客員研究員招へい事 業（平成7年 度 1名（マサチューセッツ大学）”平成 8年度 1名（海洋生物学研
究所））

医療 、工業、公害防止、農 業等の技術研修員の受入れ。漢方医学研修 員の派遣、医療技術視 察団の相互派遣
特 になし
技術研修員の受入 （2名 、10ケ月間）

平成 7年度 ・漸江省技術交流事業　 技術者7名を1 0 日同派這 ・漸江省農業技術 交流事業　 技術者2名を10

日間派遣　 ・漸江省林業技術交流事業　 技術者 2名 を1 2 日間派遣

l埼玉県と山西省 との交流事業 に関する合意書 」に基づき山西省医原衛生技術者 （研修生）の受入れ、及 び埼 玉県
医療衛生交流団の派遣等の事業を行っている。

＊ブランデンブルグ州とはl友好の確認 」を行っており、姉妹 関係 は締結していない。

平成8年度派這 lオーストラリアにおける科字教育 ・研究の調査」、
平成8年度受入 「日本における職業教育の調査」
信号処理の情報通信への応用 に関する共 同研究など
中国の設 計、製造技術の発展過程と到達点に関する調査研究など
多重機能を有する金錯体集合体の合性、構造、物性 に関する研究など
北京市派遣、技術指導団4名 （金型、めっき等）経済視察団4名 、 北京 市技術研修生受入 4名
内水面水産専 門家の相互派遣
農 業改艮普及員の派遣研修
農業技術者の毎年3名受入及び農業研究者 の各年2名の相互交流を、水稲、園芸分野において幅広く芙施 し、技
術 向上に寄与した。

技術研 修員の受入　 平成7年 医字　 3人 （6ケ月）平成 8年 医学　 2人 （6ケ月）
工業技術指導者 の派遣　 平成7年 3人 （2～3週間）平成8年 3 人 （2～3週間）

研修生の受入れ 、職員の現地駐在
なし
研究員の交流
なし
海外技術研修員の受入。研究員の受入 （農業、水産等）
海外技術研修員の受入。共同研究による研究員の相互派遣 （農 業）
なし
海外技術研修員の受入。調査団の派遣 （水 産）
特になし
特になし
科学 技術 交流団の派遣および受入れ
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国際交流（姉妹県州関係について）（問23－3）

団 体名 相 手 の国名 相 手 の州 等 の名 称
姉 妹 関係
締 結 時期

京 都 府 中華 人 民共 和 国 駅 西 省 昭 和 58年 7月 16 日

インドネシア共 和 国 ジョクジャカルタ特 別 区 昭 和 60年 7月 16 日

アメリカ合 衆 国 オ クラホマ 州 昭 和 60年 9月 20 日

ロシア連 邦 レニングラー ド州 平成 6年 11月 4 日

英 国スコットランド 日ロージアン県 （友 好 宣言 ）平 成 6年 11月 7 日

大 阪府 中国 上海 市 昭和 55年 11月 2 1 日

インドネ シア 東 ジャワ州 昭和 59年 11月 26 日

フランス ヴアル ドワース県 昭和 62年 7月 2 1 日

オー ストラリア クイー ンズランド州 昭和 63年 5月 4 日

ロシア 沿 海 地 方 平成 4年 12月 8 日

アメリカ カリフォル ニア州 平成 6年 11月 15 日

兵 庫 県 アメリカ合 衆 国 ワシントン州 昭 和3 8年 1月

ロシア連 邦 ハバ ロフスク州 昭 和4 4年4 月

ブ ラジル 連 邦 共 和 国 パ ラナ州 昭 和4 5年 5月

オ ーストラリア 西 オー ストラリア州 昭 和 56年6 月

中華 人 民共 和 国 広 東 省 昭 和 58年 3月

パ ラオ 共 和 国 パ ラオ 共 和 国 昭 和 58年 6月

中華 人 民共 和 国 海 南 省 平 成 2年 9月

和 歌 山県 中国 山東 省 昭 和 59年 4月 18 日

フランス ピレネー オリアンクル 県 平 成 5年 9月 15 日

アメリカ フロリダ州 平 成 7年 10月 4 日

鳥 取 県 中国 河 北省 昭 和 61年 6月

韓 国 江原 道 平 成 6年 11月

島 根 県 韓 国 、 慶 尚北 道 平 成 元 年 ．

岡 山 県 オー ストラリア 南オーストラリア州 アデレード市 平成 5年 5月

中国 江 西省 平成 4年 6月

昭和 57年山 口県 中華 人 民共 和 国 山 東省

大 韓 民 国 慶 尚両 道 昭和 62年

徳 島 県 ブラジル連 邦共 和 国 サンパウロ州 昭和 59年 11月 6 日

中華 人 民 共 和 国

広 東省 （友 好 提 携 まで には
至 っていない が、友好 交 流
と協 力 につ い．て合 意 ） 平成 8年 10月 28 日

高 知 県 中 国 安 徽省 平成 6年 11月 8 日

福 岡 県 中華 人 民 共 和 国 江 蘇省 平成 4年 11月

大韓 民国 ソウル 市 延 世 大 学 平成 4年 1月
中華 人 民 共 和 国 上 海 市 上海 鉄 道 医学 院 平成 6年 6 月
中 華人 民 共 和 国 江 蘇省 南京 師 範 大 学 平成 6年 11月

アメリカ合 衆 国 ハ ワイ州 昭 和56 年9月

中華 人 民共 和 国 江 蘇省 平成 4年 11月

長 崎 県 中国 福 建省 昭 和57 年

熊 本 県 中華 人民 共 和 国 広 西 壮 族 自治 区 昭 和57年 5 月

アメリカ合 衆 国 モンタナ 州 昭 和57 年 7月
大韓 民 国 思 清 両 道 昭 和58年 1月

札 幌 市 アメリカ合 衆 国 ポー トランド市 （オ レゴン州 ）昭 和34年 11月 17 日
ドイツ連 邦共 和 国 ミュンヘ ン市 （バイエルン州 ）昭 和47 年8月 2 8 日
中華 人 民共 和 国 藩 陽 市 （遼 寧省 ） 昭 和55年 11月 18 日
ロシア連 邦 ノボシビルスク市（ノボシビルスク州）平成 2年 6 月 13 日

仙 台 市 アメリカ合 衆 国 カリフォル ニア州リバ サイド市 昭 和32年 3月 9 日

フランス共 和 国 イレ・ビレーヌ県 レンヌ市 昭 和42年 9月 6 日

ベラル ーシ 共和 国 ミンスク市 昭 和48年 4月 6 日

メキシコ共 和 国 アカプル コ市 昭和 48年 10月 2 3 日

中華 人 民共 和 国 長 春 市 昭和 55年 10月 2 7 日
横 浜 市 アメリカ サンディエゴ 昭和 32年

フランス リヨン 昭和 34年
中 国　 その 他 5 カ所 上 海 昭和 48年
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国際交流（姉妹県州関係について）（問23－3）

近年 にお ける科 学 技 術 関係 の 交流 実 績

省 医学 研 究 生 の受 入 （2 名 1年 間 ）、省 農 業 研 究 生 の受 入 （1名 1年 間）

環 境 保 全 、医学 、消 防 防災 等 技 術 交 流
大 学 間 交 流 や保 健 衛 生 等 の技 術 交 流

なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

本 県 と河 北省 の研 究者 を相 互 の試 験 場 に派 遣 し、果 樹 ・野 菜 等 の栽 培 技 術 につ い て共 同研 究 を行 った。

韓 国 江原 道 との 間 で、それ ぞ れ 3 名 ず つ を相 互 の試 験 場 に 1ケ月 派這 し、高冷 地野 菜 ・森 林 病 害 虫 ・農 林 水 産 加工
分 野 の共 同研 究 を行 った。
酸性 雨現 象 に関す る研 究 （H 5 ～ H 7 ）

南オ ーストラリア州 政 府 へ の派 遣 研 修 （アデ レー ド大 学 、南 オ ーストラリア州製 造 業セ ンター 、企 業 調 査 ）

環境 技術 協力 ニーズ調 査 のため 江 西省 へ 職 員 派 遣
研 究員 の 相 互訪 問の 実 施
な し
特 になし

特 になし
H 7．6～ H 8．3　冥徽 管 林 業 庁 林 業研 修 生 党 人 2 名
H 8．6～ H 9．3安徽 省 林 業 庁 林 業 研 修 生 受入 2 名

H 9．1安徽 省 林 業 庁 視 察 団 受 入 5名
H 9．3県 技 術職 員 の安 徽 省 派 遣 1名

H 7．6～H 8．2研 究 員 の受 入
講 座 間交 流
講 座 間交 流
調 査 研 究 事 業
平成 3 、4 年 度 ；行 政 交 流
平成 5 ～7 年 度 ：生 態 系 活 用 型農 業 に関 す る情 報 交 換 や 天 敵 微 生 物 の調 査

平成 5年 度 ；行 政 交 流　 平 成 6 、7 年度 ；農 業 技 術 の 交流 や 農 業 用 遺 伝 資源 の調 査
研 究員 の 交 互派 遣 、農 作 物 遺 伝 子 源 の導 入 、学術 文 献 の 交 換
毎 年 、研修 生 5名 を3 カ月 間 受 け入 れ 、県 の研 究機 関 等 にお い て研 修 を実 施
特 になし
特 になし
特 になし
特 になし
特 になし
特 にな し
な し
なし
なし
なし

なし

横 浜 ・上 海 経 済 技術 交 流 会 議 の 開催 他
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国際交流（姉妹県州関係について）（問23－3）

団 体名 相 手の 国名 相 手 の州 等 の名 称
姉 妹 関係
締 結 時 期

川 崎 市 クロアチア共 和 国 リエカ市 昭和 52年 6月
アメリカ合 衆 国 ボル チモ ア市 昭和 54年 6月

中 国 渚 陽 市 昭和 56年 8月

オ ー ストラリア クー ロンゴン市 昭 和 63年 5月
イギリス シェフイー ル ド市 平 成 2年 7月
オ ー ストリア ザル ツブ ル ク市 平成 4年 4月

ドイツ リュー ベ ック市 平 成 4年 5月

大 韓 民 国 富 川 市 平 成 8年 7月

名 古 屋 市 中国 南 京 市

マレー シア マレーシ ア
京 都 市 フランス共和 国 （F R E N C H R E P U B L IC ） パ リ（PA R IS） 昭 和 33年 6月 15 日

アメリカ合 衆 国 （U N IT E D ST A T E S O F A M E R IC A ） ボストン（B O ST O N ） 昭 和 34年 6月 24 日

ドイツ連邦共和国 （FED E RA L R EP U BL IC O F G ERM A N Y ）ケル ン（C O L O G N E ） 昭和 38年 5月 29 日

イタリア共 和 国 （R E PU B L IC O F IT A L Y ） フイエンツ工（F IR E N Z E ） 昭和 40年 9月 22 日
ウクライナ （U K R A IN E ） キエフ （K IE V ） 昭 和 46年 9月 7 日

中 華 人民 共 和 国 （P EO PL E ’s RE P U B LIC O F C H IN A ） 西 安 （X IA N ） 昭 和 49年 5月 10 日

メキシコ合 衆 国 （U N IT E D M EX IC A N ST A T E S） グアダラハラ（G U A D A L A JA RA ）昭和 55年 10月 20 日
クロアチア共 和 国 （R E PU L IC O F C R O A T IA ） ザ グレブ （ZA G R E B ） 昭和 56年 10月 22 日
チェコ共 和 国 （T H E C ZE C H R E P U B LIC ） プラハ （P R A G U E ） 平成 8年 4月 15 日

大 阪 市 アメリカ合 衆 国 サンフランシスコ 昭 和 32年 10月
ブ ラジル サンパ ウロ 昭和 44年 10月

アメリカ合 衆 国 シカゴ 昭和 48年 11月

中華 人 民共 和国 上 海 昭和 49年 4月
オ ー ストラリア メル ボル ン 昭 和 53年 4月

ロシ ア サンクト・ペ テル ブル グ 昭 和 54年 8月
イタリア ミラノ 昭和 56年 6月
ドイツ ハ ンブル ク 平成 元 年 5月

神 戸 市 アメリカ合 衆 国 シアトル 市 昭 和 32年 10月
中 国 天 津 市 昭 和 48年 6月

ブラジル リオ ・デ ・ジヤネイロ市 昭和 44年 5月
フランス マル セイユ市 昭和 36年 7月
ラトビア リガ市 昭 和 49年 6月
オ ー ストラリア ブリスベ ーン市 昭 和 60年 7月
スペ イン バル セ ロナ 市 平成 5年 4月

広 島市 アメリカ合 衆 国 ハ ワイ州 ホノル ル 市 昭和 34年 6月 15 日
ロシア連 邦 ポ／げ グラード州 ガルゴグラード市 昭 和4 7年 9月 28 日
ドイツ連 邦 共 和 国 ニーダーグクセン州 ハノーバー市 昭 和 58年 6月 27 日
中華 人 民 共 和 国 四川省 重 慶 市 昭 和 61年 10月 23 日

北 九州 市 米 国 ヴァージニア州ノーフォーク市 昭 和 34年 7月 14 日
米 国 ワシントン州 タコマ市 昭 和 34年 6月 8 日
中国 遼 寧省 大 連 市 昭 和 54年 5月 1 日
韓 国 仁 川 広 域 市 昭 和 63年 12月 20 日
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国際交流（姉妹県州関係について）（間23－3）

近年 にお ける．科 学 技術 関係 の 交 流 実績

交 流 実婿 なし
交 流 実 績 なし
交 流 実績 なし
交 流 実績 なし
交 流 実清 なし
交 流 実 績 なし
交 流 実績 な し
交 流 実績 なし
研 修 生 の受 入
研 修 生 の受 入

－
－
－
－
－
－
－

環境 保 全 交 流 （技術 者 の派遣 及 び 受 入 ）
特 になし
特 になし
特 になし

特 になし
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科学技術教育（問24）

部 局名 団体名 事業名 所管部局 決算額
県単か

国関連か

商工系 山形 県 産 業科学館 （仮称）整備 事業 商工労働観光部 10，066 県単

奈良県 奈 良県児童、生徒 教職員発明くふう展 商工労働部 876 県単

高知県 子ども科学教室（テクノウイーク開催事業） 商工労働部 400 県単

横浜市 横 浜市小 中学校創 意くふう展 経済局 2，200 単独

川崎市 川崎市青少年創意くふう展覧会 経済局産業振興課 857 市単

農林
水産系 北海道 漁村青少年育成対策事業 水産部 1，303 国関連 （国費：652）

北海道 漁業の担い手育成確保対策事業 水産部 1，775 国関連 （国費：887）

北海道 夏休みグリーンフェスティバル 林務部 0 道単
青森 県 漁業生産の担い手育成事業 水産部 7，6 12 国関連

千葉県 農業教育連携事業 農林部 10，82 5 国関連

京都府 青年漁業者育成対策事業 （水産教室） 農林水産部 520 国関連

広 島県 アグリプラザ人的交流促進 事業 農政部 2，850 県単

香川県 （財）経営改善研 究奨学事業 農林水産部 270 県単
香川県 （財）先進技術研修事業 農林水産部 210 県単

熊本県 農村青少年教育・集 団活動促進事業 農政部 15，730 国関連

熊本 県 農業農村生涯教 育施設整備 事業 農政部
2払 。77

国関連

1禾1煙．
環境 ・
衛生系

栃木 県 （財）子ども総合科 学館運営費 保健福祉部 694，416 県単
愛知 県 がんセンター公開講座 衛生部 4 26 県単
愛知県 がん制圧 講演会 衛生部 526 県単
愛知県 がんセンター国際シンポジウム 衛生部 2，585 県単

県民 ・
生活系 神奈川 県 青少年科学活動推進事業 県民部 9，507 県単

愛媛 県
博物館管理運営費
（総合科学博物館普及啓発事業費） 生活文化部 52，79．7 県単

愛媛 県
生涯学習講座 開設事業
（コミュニティ・カレッジの開設） 生活文化部 19，595 県単

教育系 北海道 青少年科学技術振興費補助金 教育庁 1，000 道単

青森県 青少年科学体験セミナー 開設事業 教育委員会 1，374 県単
宮城 県 教育研修センター ・情報処理生徒実習費 教 育庁 1，9 26 県単
宮城県 教育研修センター科学巡回指導 教育庁 1，4 15 県単

山形県 ハイスクール公 開講座 教育庁 520 国関連 （国庫1／2）

福 島県 中学校 ・高等学校生徒の科学研究論文募集 県教育委員会 3，389 県単

群馬県 少年科学館事業 教育委員会 25，20 1 県単

埼玉県 科学に親 しむ教育総合推進事業 教育局 11，76 1 県単
埼玉県 科 学教育振興展覧会費補助 教育局 280 県単
埼玉県 理科教育研究発 表会 教育局 157 県単
千葉県 コミュニティーカレッジ（高等学校開放講座）教育庁 生涯学習部 3，000 国関連
千葉県 コミュニティーカレッジ（高等学校開放講座）教育庁 生涯学習部 1，350 県単
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科学技術教育（問24）

事 業概 要

科 学 技術 、産 業 技 術 に親 しむ 場 や 山 形 県 工業 を理解 す る場 として産 業 科 学館 を整 備 し、本 県 産 業 の将 来 を担 う人
材 を育 成 す る。
次 代 をになり青 少 年 に発 明 くふ うへ の 関心 と創 作 意欲 を植 え付 け、観 察力 と豊かな創 造 力 を養 うことを 目的 として開
催 す る。
同 時 に教 職 員 に創 意 くふ う思想 の 普及 振 興 をはか るた め、そ の発 明 考 案 品 を展 示 す る。

こうちテクノピア ’95開 催 に合 わせ 、中学 生 を対 象 に半 日で電 子 機 器 の製 作 を体 験 させ る
市 内小 中学 生 の創 意 くふ うをこらした作 品 を募 集 展 示 す る。
将 来 にお ける科 字 技術 の 開 発 、産 業 文 化 の発 展 の 基礎 とす べ く、広 く青少 年 に創 意 とくふ うを呼 びか けるため の作
晶 展 の開 催

生 産技 術 研 修 会 の 開催 、水 産先 進 地 視 察 による技 術 導 入等

沿岸 漁 業 者 に対 す る技 術 指 導 ．
主 として小 中学 生 を対 象 とし、森 林 の役 割 や林 業 活 動 お よび 林 業試 験場 の 業務 内容 を紹介 し、それ らにつ いての
理 解 を深 めてもらう。
漁 村 の 青少 年 、高 齢 者 、婦 人を対象 とした講 習 、研 修 事 業 等 を行 っている。
農 業 高 校 にお ける就 農 予 定 の生 徒 を対 象 に、普及 セ ンター と高 校 が連 携 し、就 農 の 円滑 化 を図 るとともに、農 業 副
読 本 を作 成 し、小 学 校 5 年 生 に配 布 す る。

小 中学 校 等 の生 徒 を対 象 に水 産 業 の概 要 を紹 介 す る
○アグリプラザ運 営 ・展 示 コー ナ ー ，ロビー 技 術 展 示 場 の運 営 ・ふ れ あい展 示 館 ，展 示 ハ ウスの運 嘗 ・農 業 技 術 セ
ンター の開 放
農 村 青 少 年 が 自らの経 嘗 改 善 を図るため の、個 人プ ロジ ェクト又 は 、集 団 で農 業 経 嘗 ・技術 の 改 善 を図 るための 共
同プ ロジェクトを設 け、調査 研 究を行 う。
先 進 農 家 、試 験 研 究機 関 等 にお いて、先 進 的 な技 術 の習 得
本 県 の基 盤 産 業 としての農 業 の 次代 を担 う後継 者 の育 成 を図 るため 、体 系 的 な計 画 のもとに経 常能 力 や 技 術 の研
修 を行 うとともに 自主的 な活 動 を助 ける。
本 県 農 業 後継 者 養 成 の 中核 的 な教 育機 関である県 立 農 業 大 字 校 にお い て、時 代 に応 じた農 業教 育 を行 うため、計
画 的 に教 育施 設 及 び 内 容 の整 備 を図 る。
科 学 及 び 科 学技 術 に関 す る知識 の普及 啓発 施 設 並 び に児 童 厚 生 施 設 としての機 能 を併 せ 持 つ 子 ども総 合 科 字 館
の 管理 運 営 に要す る経 費
一 般 県 民 にが んに対 す る正 しい知 識 を提供 し、が んの 予 防、早 期 発 見 に役 立 てる。
一 般 県 民 にが んに対 す る正 しい知 識 を提供 し、が んの 予 防、早 期 発 見 に役 立 てる。
一 般 県 民 にがん に対 す る正 しい知 識 を提 供 し、が んの予 防、早 期発 見 に役 立 てる。

青 少 年公 開事 業 、青 少 年 センター 体 験 活 動 事 業 、科 学 活 動 啓 発 活 動

県 民 に 自然 や 科 字 技 術 、郷 土の 産業 につ いての理 解 を深 める機 会 を提供 す るため 、愛 媛 県総 合 科 字 博 物 館 にお
いて、次 の事 業 を行 う。① 各 種 講座 の開 催 ② プラネタリウムの運 営 ③ 講 演 ④ 映 画 会 の開催 ⑤ 印刷 物 の刊 行
⑥ 友 の会 の 育成 支 援
愛 媛 県生 涯 字 習 センター で冥 施 しているコミュニティ・カレッジ にお いて 、l科 学 技 術 講座 」を開設 し、科 学 技術 に関
す る学 習機 会 を提 供 する。
青少 年の 惰 り意 工 夫 する心 」を養 うため、創 意 工夫 教 育 の意 欲 の高 揚 を図 り、青 少 年 の健 全 な育 成 に寄 与 す るため
「北海 道 発 明 工夫 教 育 連 盟 」が 開催 す る作 品展 に対 し助 成 す る。（全 道 展 1 会場 、地 方 展 14会 場 ）・

場 所 ）県 内 6 地 区 の高 等 学校 、対 象 ）小 学校 高 学年 、中学 生　 内 容 ）科 学 実験 、科 学 工 作 、野 外観 察 、科 学 遊 び

情 報処 理 の生 徒 実 習及 び科 学 巡 回 車 のへ き地 校 訪 問 指導 等 を行 う。
情 報 処 理 の 生徒 実習 及 び 科 学 巡 回 車 のへ き地 校訪 問指 導 等 を行 う。
高等 学 校 が 有 す る専 門的 な教 育 機 能 を地 域 住 民 に 開放 す る。
・北村 山 高等 学 校 （ワー プロ、パ ソコン講 座 ）・米 沢 商 業 高等 学 校 （ビジネスソフトを使 ったパ ソコン講 座 ）

甲 字校 ・商等 字 校 の生 徒 を対 家 に、人類 の 生 存 と福 祉 に貢 献 し得 る科 字 技 術 のあり方 や 自然 科 字の 個 別 のテー マ
に基 づ く研 究 論 文 を募 集 し、科 学 技 術 の進 展 に関す る生 徒 の意 識 と関 心及 び 科 学 す る態度 の 育成 を図 り、明 日の
社 会 の発 展 を担 う優 れ た人 材 の育 成 に務 める。
子 供 たちの l科 学す る心 」を育 てるた めに科 学 展 示 と科 学実 験 。 子供 たちの夢 と希 望 を育 むプ ラネタリウムを柱 とし
て 、特 に 体験 的 な学 習 を重 視 して運 営 してい る。

児 董 竺E 徒 の科 芋 王支冊 へ の興 ［策・関 心JP l科 写 す る心 」を育て る7この、地 域 や 関 1糸機 関 との］蟄鰐 を区凹ながら、科 芋荻
育 推 進 施 策 を県 下全 域 で幅 広 く多 面 的、総合 的 に実施 して、「創 造性 に富 んだ 人 材 の育 成 」を図る。

・「サイエ ンスウイー ク」の 実 施 ：パ ネル デ ィスカッション、講 演 会 等
・「わくわ く科 学 体 験 教 室 」：児 童 生 徒対 象 の科 学 体験 教 室事 業

・「サイエンスインストラクター 」の 育成 ：各 市 町 村 にお ける科 学 の振 興 と普 及 を図 るた め、その推 進 者 としての科 学 教
青 のボ ランティアを育成 す る。

補 助 事 業 1 件 ・地 区展 （小 ・中学 校　 9 会場 、高 等 学 校　 4 会 場 ） ・中 央展 （1会 場 ）
委 託 事 業 1件 ・教 員の 部 ・児 童 生 徒 の部 （小 ・中学 校 、高等 学 校 ）
情 報 ・科 学 技術 関連 教 育講 座 を10校 で実 施
情 報 ・科 学 技術 関連 教 育講 座 を9校 で実 施
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科学技術教育（問24）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額 県 単か
国関連か

千葉県 コミュニティーカレッジ（専修学校 開放講座）教 育庁生涯学習部 4，200 国関連

東京都
東京都 立大学 における教育上の例外措置
に関するパイロット事業 東京都立大学事務局 1，855 国関連

東京都 工業技術教 育センターの設置 教育委員会 262，291 都 単

神奈川 県 リカレント学習セミナー事業費 教育庁 2，400 県単

富山県 ふるさと発見科 学創造体験推進事業 教育委員会 624 県単

岐 阜県
学校教 育設備整備 費等補助金 （理科教育

教育委員会 42，442

国関連
等設備整備費補助）事業 （国負担率 1／2）

三重県 県立総合教育センター科学技術教育棟運営費 教育委員会 27，273 県単

滋賀 県 青少年科学活動促 進モデル事 業 教育委員会 1，500
国庫補助（地方生涯
学習振興費補助金）

大阪府 （参考）ガイドブック配布 0
兵庫 県 高等学校教育推進費 教育委員会 2，138 県単
兵庫 県 教職 員研修推進費 教育委員会 1，682 県単
鳥取県 鳥取県科学技術研 究優秀 貫表彰 教育委員会 4 5 県単
山 口県 生涯学習情報ネットワーク整備事業 教育委員会 5，776 国関連

香川 県 天体観測実技講習会 教育委員会 66 県単

香川 県 天文教室 教育委員会 66 県単

福 岡県 地域少年少女サークル活動開発事業
教育庁指導第二都
社会教育課 600 国関連

福 岡県 青少年科学館運営費
教育庁指導第二都
社会教育課 444，4 36 県単

福 岡県 青少年科学館展示 更新費
教育庁指導第二都
社会教育課 115，207 県単

長崎 県 移動天体観測車整備事業 教育庁 102，290 県単

鹿児 島県 生涯学習県民大学

！

教育委員会

ヽ

7，708 国関連
鹿児 島県 パソコン入門講座 教育委員会 50 県単
鹿児 島県 ビデオ撮影講座 教育委員会 50 県単
鹿児 島県 ビデオ編集講座 教育委員会 50 県単
鹿児 島県 訪ねよう科学の世界 教育委員会 1，972 県単
鹿児 島県 自然つながりリサーチ事業 教育委員会 4，252 県単
鹿児 島県 自然へのアプローチ普及活動事業 教育委員会 5，425 県単

沖縄 県
国際化及び情報化 への対応事 業
（第 二次情報教育五ヶ年計画） 教育委員 会 64 1 県単

沖縄 県
国際化及び情報化 への対応 事業

教育委員 会 10，807
国関連

（情報処理技術者 委嘱事業） （地方交付税措置）

沖縄県
国際化及び情報化 への対応事 業
（C A I開発検討委員会） 教育委員 会 1，732 県単

沖縄県
国際化及び情報化 への対応事 業
（教育情報ネットワーク事業） 教育委員 会 793 県単

札幌市 科学実験 ・講座 事業 教育委員会 1，340 市単
札幌市 工作 関連事業 教育委員 会 29 1 市単
仙 台市 科学教室 教育局 174 市単

京都 市 センター学習
教育委員会事務局
（青少年科学センター） 44，977 市単

京都市 市民科学事業
教育委員会事務局
（青少年科学センター） 27，426 市単

神戸市 神戸市立青少年科学館の教育普及事業 教 育委員会 4，205 市単独
広 島市 （財）広島市歴 史科学教育事業団事業 教 育委員会文化課 869，767 市単
北 九州市 科学と遊ぼう、ジュニア・サマースクール 教 育委員会 18，800 市単
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科学技術教育（問24）

事 実概 要

情 報 ・科 学 技 術 関 連 教 育講 座 を7 校 で実 施

高校 生 を対 象 に理 学部 数 学 科 と物 理 学 科 におい て、公 開講座 を実 施 してい る。

都 立学 校 生 徒 の実 習 指 導 及 び公 立 学校 の教 職 員 の研 修 など

高度 最 先 端 技 術 の知識 ・技 術 を有 す る試 験 研 究 機 関 （民 間）の機 能 を活 用 し、専 門 的 ・系 統 的な 講座 を開 設 す る。

児 童 生 徒 の野 外 体 験 活動 を支 援 す るため 、ふ るさと発 見 科 学創 造 体 験 コースを設 け、自然科 学 上の観 察 、天 然 記
念 物 、伝 統ある歴 史 ・文 化 等 を、解 説 ガイドの適 切 な指 導 ・助 言 により、郷 土 理解 を深 める機 会 と場 を提 供 す る。

理 科 教 育 の振 興 を凶るため 、S28年 に制 定 された 理科 教 育振 興 法 に基 づ き、理 科 設備 及 び算 数 ・数 字 古賀備 の整 備 に
要 す る経 費 の 1／2を国 が補 助 す る。H 7年 度 は 県 立高 校 25校 と県 立 特殊 教 育 学 校 4校 で 事 業 を実 施 。

小 中学 校 につ いて は、事 業 費 85，650（国 補 助 1／2、市 町 村 支 出 1／2）で 実施 。
科 学 技 術 教 育 に関 す る教 員 の研 修 、教 材 研 究 、調 査 、生 徒 実 習等 を行 う
科 字 へ の興 味 ・関 心 を持 統 的 に 高 め、科 字 的 なものの 見方 、考 え方 を育 むた め、3 個所 にお いて青 少 年 科 字 教 室 を
開設 した。
平成 7 年 度 に設 置 した教 育委 員 会 と大 阪 工業 会 の委 員 か ら成 る】科 字技 術 教 育 振 興懇 談 会 」発 行 の企 業 にお ける
施 設 ・設備 の見 学 等及 び 企 業 人 の講 師派 遣 に関 す るガイドブ ック「科 学 技術 振興 の ため に」を全 府 立 高 校 に配 布 し

た。
ニューメディアに関 す る教 育 の推 進
情 報 教 育 、学 校 コンピュータ教 育 に関す る教 育 の研 修
児 童 生 徒 を対 象 として、科 学 技術 研 究 を募 集 し、優 秀 な作 品 につ いて表 彰 す る。
県民 の生 涯 学 習 活 動で の多 様 な学 習メディアの利 活 用 を図る。
天 体 に親 しみ 、天 体 観 測 を身 近 にしてもらうため、小型 望 遠 鏡 の操 作 実 習 を甲心 に研 修 した。
対 象 者 小 ・中 ・保 護 者 89人

宇 宙 へ の興 味 、関心 を高 め るため、天 体 につ いて基 礎 的 な研 修 をした。
対 象 者 小4 ～ 中 3　89人

天 体 サー クル 活 動 を県下 3 地 域 で実 施 。
展 示 部 門 にお いて は展 示 品 目172点 を常 設展 示 し、プラネタリウム部 門 にお いて は、直 径 23メー トル の傾 斜 型 ドーム
に263席 を設 置。天 体 及 び全 天 周 映 画 を投影 す るほか 、科 学 に関す る各 種 事業 を実施 。

展 示 部 門 にお ける展 示 品 目の 更新 。
移 動 天 体観 測 車 lビュースター 」の整 備
字 校 ・敬 育機 関等 の 1守つ 人 的 ・三脚的教 育機 能 を生か した生涯 字 習 県 民 大 字講 姪 を県 立の 教 育機 関等 に開 盲証し、l心
の豊 か さと学 ぶ 意欲 にあ ふれ る生 涯 学 習 社 会 」の 実現 を 目指す 。
・開設 講 座 数 75講座 うち科 学 技 術 教 育 に 関す る講 座 数 28講座

・主な講座 内 容 ワー プ ロ、パ ソコン、ビデオ
・28講 座 の総 時間 数 941時 間 総 参加 者数 996 人
期 日 ‥日日年 7 回 （2 日間） 対 象 … … 県 民 一般 （16 歳 以 上） 内容 ＝… ㌧パ ソコンの基本 操 作 等
期 日 … … 年 1 回（2 日間） 対 象 … … 県 民 一般 （1 6 歳 以 上） 内容 ‥‥‥ビデオ 撮 影 の基 本
期 日 … … 年 1 回 （2 日間） 対 象 … … 県 民 一 般 （16 歳 以 上） 内容 …・＝ビデ オ編 集 の基 本
サイエンスファミリー の育 成 （楽 しい実 験 ，博物 館 科 学 教 室 ，博 物 館 映 画 会 ，天 体観 望 会）
路 傍 3 0 0 種 探 索 会 （年 3 回） 郷 土 の生 態 系 調 査 会 （毎 月）
展 示 活 動 ・自然 体験 活 動 （年 3 回），科 学 教 室 ，天 体観 望 会，自然 観 察 会 等 の実 施

情 報 教 育 の充 実 を図 るため、情 報 教 育 担 当者 の 情報 活 用 能 力 及 び指 導 力 の 向 上を 目的 とした研 修 を行 う。

情 報 処 理技 術 者 を各学 校 へ 派 遣 し、情 報 教 育 担 当者 の養 成 を図る。

学 習 用 ソフけ エアの研 究 開 発 に取 り組 む ことと、市 販 され ている教材 ソフトの活 用 を図る。

県 内外 か ら収集 され た教 育情 報 を迅 速 、確 実 に 学校 現場 に提 供 し、教 育 関係 情報 の 交通 整 理 に務 める。

気 象 講座 、女 性 科 学講 座 等 の 開催
毎 週 日曜 日ごとのか んたん 工作 室 等 の 開催
パ ソコン言 語 の学 習 、化 学 の実 験 を通 じて科 学 知 識 の普 及 を図る。

児 童 生 徒 を対 象 に実 験 室 、展 示 場 、プラネ タリウム等 を利 用 した学 習 指 導 を行 っている
展 示 場 ・プラネタリウム・屋 外 園 等 を広 く市 民 に公 開 （有 料 ）し生 涯 学 習 の実 践 の場 として提供 する他 、科 学 に 関す る
講 演 会 や 講座 、その他 様 々な催 しを実施 してい る

科 学 工 作 教 育 、パ ソコン教 室 、天 体観 望 会

－
自然観 察 や 実験 、工 作な どを通 じて、子供 たちに科 学 の楽 しさを学 ばせ る。
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科学技術教育（間24）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算 額 県単か
国関連か

福 岡市 科学技術 週間関連事業 少年科学文化 会館 78 市単
福 岡市 科学講演会 少年科学文化 会館 806 市単

企画 ・
総務系 岩 手県 ノーベル 賞受賞者 と高校生との交流会 企 画調整部 0 県単

岩 手県 青少年のための科学の祭典 企画調整部 300 県単

岩手県
高校理科教師の研究機関視察派遣（東北イン
テリジェントコスモス構想推進岩手県協議会） 企 画調整部 0 県単

岩 手県
宇宙少年団分団への助成
（岩手県宇宙航空開発推進協議会） 企画調整部 0 県単

岩 手県
宇宙航空開発 関i事催事支援
（岩手県宇宙航空開発推進協議会） 企画調整部 0 県単

埼玉県 科学技術推進校モデル事業 企 画財政部 1，294 県単

埼玉県 宇宙ふれあい塾 ’9 5 企画財政部 7，200
県単 （ただし、国等
と同時共 同開催）

東京都 公 開講座 総務局 9，83．3 都 単

神奈川 県 科学技術人材育成推進 事業 企画部 690 県単

高知県 第 1回高知サマー ・サイエンススクール 企画部 1，026 県単
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科学技術教育（問24）

事業概要

・科学 映画会　 ・チャレンジエアプレーンづくり
科 学講演会

高エネルギー物理学国際ワークショップの際に来県したノーベル 賞物理学者と高校生との交流会を開催
青少年 に科学の楽しさ、すばらしさを体験して貰うための科学の祭典を開催 （科 学技術庁等との共催）

理科 教育を担 当している高校 教師4名 を筑波の研究所 に派遣し、視察と実験を行った。

宇宙少年 団県内各分団の運営費の一部を助成

釜石市サイエンス次世代育成事業 、Y A C 岩手ジャンボリー等、青少年 を対象 とした催事に助成
県内の中学校から科学技術推進校を指定し、科学技術 教育のモデル事業を実施 している。
衛星3元 甲継による毛利 （埼 玉）、向井 （東京）、君 田 （アメリカ）3宇苗飛行士のトークショーなど。
参加者 ：小中学生等 1，00 0人 （埼 玉会場）
生涯 学習の助けとなるよう、科学技術 に関する講座を実施している。
子ども達が参加しやすい夏休み期間中最後の 1週間をIかながわサイエンスウイーク」に設 定し、県内の科字館 、博
物館、県試験研究機関等で関連行事を実施した。
H 7．7．29～8．1、高知青少年の家　 高知及び全国の甲字生　 50人
科学の好きな中学生を対象 に、日頃体験できなような手作りの実験等を通じて、科学する心や創 造性を育む
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住民理解（間25－2）

部局名 団体名 事業名 所管部局 決算額 ・県単か
国関連か

商工系 北海道 先端技術振 興対策費 商工労働観光部 16，2 12 道単
宮城県 クイズT 79 5開催 事業 商工労働部 0 県単

宮城県 みやぎ工業フェスティバル’9 5開催事業 商工労働部 15，000 県単

宮城県 情報活動事業 商工労働部 15，000 県単
茨城県 技術交流推進事業 商工労働部 2，526 県単
福井県 科学技術週 間行事開催事業 商工労働部 111 県単
岐阜県 l技術情報誌ぎふ」発行事業費 商工労働部 2，436 県単
岐阜県 技術ビデオライブラリー整備事業費 商工労働部 125 県単
岐阜県 技術情報提供事業費 商工労働部 1，640 国
岐阜県 研 究成果発表会及び場内一般公 開 商工労働部 0 県単
静岡県 親 子ふれあい技術広場 開催事業 商工労働部 1，200 財団事業
静岡県 県工業技術センター研 究発表会 商工労働部 0 県単
愛知県 科学技術交流センター推 進事業 商工部 5，226 県単
三重県 科学技術振興事業 商工労働部 124 県単

奈良県 奈良県児童、生徒教職員発明くふう展 商工労働部 876 県単
岡 山県 吉備 高原ニューサイエンス館整備事業 商工労働部 17，680 県単

広島県 国際科学技術交流促進 支援事 業 商工労働部 3，000 県単
山口県 地域科学技術振興事業 商工労働部 4，200 県単

愛媛 県 商工関係試験研究機 関一般 開放事業 経済労働部 1，749 県単

福岡県 工業技術センター一般公 開
工業技術センター
（企 画管理部） 628 県単

熊本県 発 明奨励指導事業 商工観光労働 部 298 県単

熊本県 熊本 県テクノポリスセンター委 託費 商工観光労働 部 97，946 県単

札幌市 マルチメディア・イベント事業負担金 経済局商工部 12，500 市単
農林
水産系 北海 道 水 産或験研究プラザ推進事業 水産部 18，353 道単

北海道 緑の情報館 林務部 0 道草
北海道 木のグランドフェア 林務部 600 国関連（300）
北海道 木 と暮 らしの情報館 林務部 3，162 道 草
茨城 県 公 開デー 農林水産部 1，147 県単

千葉県
科学技術週 間における試験研究機 関の

一般公 開 農林部 0
東京都 農林 水産試験研究総合 推進事 業 労働経済局 1，3 17 都 単
東京都 農業啓発総合推進事業 労働経済局 10，0 16 都 単

山梨県 森 の教室管理事業 林務部 16，050 県単
岐阜県 試 験場一般公開 農政部 1，800 県単
岐阜県 水試だより」の発行 農政部 37 県単
岐阜県 親子わくわく森林塾 林政部 317 県単
岐阜県 森林、林業普及啓発推進運動 林政部 959 国
愛知県 林業センター運営費 農地林務部 809 県単
京都府 研 究成果発表会 農林水産部 0
愛媛県 農林 関係試験研究機 関一般開放事業費 農林水産部 1，796 県単
愛媛県 水産関係試験研究機 関一般開放事業費 水産局 1，376 県単
福岡県 福 岡県農業総合試験場 ふれあい事 業 農業総合試験場（管理部） 0 県単
宮崎県 きて、見て、ふれて「技術の広場」公開事業 農政水産部 2，400・県単
宮崎県 宮崎 県農業科学公園整備 事業 農政水産部 1，612，087 県単

土木系 北海 道 北方型住宅普及啓発事 業費 住宅都 市部 28，4 28 国関連（14，214）

愛媛 県 土木学会 「土木の 目」催し 土木部 0 0
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住民理解（間25－2）

事業概要

先端技術産業 育成セミナーの開催 、やさしいバイオ講座開催 経費の一部補助。
科学技術 週間に合わせ て工業技術センターを一般公 開し、科学技術及び工業技術の啓蒙を行うもの。
県内産業界、大字、字術研 究機 関及び行政の連携 のもとに、県内の優れた工業製 品及 び研 究成果を展示発表 し、
広く紹介し「モノづくり」に対する理解を深 めるとともに、時代を担う若者 に科学技術への興 味関心を高 める機会 を提
供する。
県内中小企業 に対し、工業技術情報、研 究成果等 の情報を工業技術センターが発行する情報誌やインターネットを
通じて提供する
工業技術センター一般公開
科学技術週間に一般公開を行い、科学技術 に関する普及啓蒙を行う。
技術情報誌の発行
自主制作ビデオを制作し試験研究、指導の内容、機器 のPR等を行う
インターネットホームページの作成
科学技術週間の内一 日を左記の行事 に充てる
小学校 5、6年生とその父兄を対象 とする技術 工作実習等
一般企業、一般 県民を対象 とする研究成果の発表会
普及啓発のためのパンフレット及び広報誌の作製
創 意工夫功労者の表彰
次代をになう青少年に発明くふうへの関心と創 作意欲 を植え付 け、観察力と畳かな創 造力を養 うことを目的として開
催する。同時に教職員 に創意くふう思想の普及振興をはかるため、その発 明考案晶を展示する。
同館 において、先端技術の常設展示物の毎年 の更新と特別展の開催を行 い、科学技術の普及啓発を行う。
地域の科学技術水準の向上に資する学会誘致を行 い，科学技術に関する情報の発信を広 島から行うなど，科字技
術振興 を通じた地域産業活性化の促進を図る。
科学技術 に関する意識 の高揚を図るため、産字官フォーラムを開催する。
県民に親 しまれる開かれた試験研 究機 関とするため、公 開スクールの開催や技術相 談窓 口の設置を行い、県民と
研 究員の交流 を深 めるとともに、中小企業者及び県民に新技術の紹介を行う技術講習会を実施する。

工業技術センターの一般公 開。
県民の発 明創作に対する意識の高揚を図るためl発明工夫展」等 を開催するとともに、工業所有権についての啓発
を図っていく。
熊本テクノポリスの推進拠点として昭和6 1年 のオ ープ∵／以来、科字技術に関する展示やキャプテン端末機 の設置、
その他科学技術関係の情報提供等を通じて、科学技術についての県民の関心を高める施策を行っている。
エレクトロニクス関運企業の技術の発展 とビジネスの創 出及び高度情報社会 を担う最新技術 を一般市民に晋及啓蒙
す るイベントを通しての提唱 事業

沿岸地域からのニーズの汲み上げと普及啓発
林業試験場が、森林 、林業、緑 に関する教育、普及を効果的 に行 うための展示施 設。
林 業試験場が行う木のおもちゃ展、木 工作品コンクール、場内一般公 開等。
道内の優れた木製 品や林産試験場 の開発技術の展示 ・紹介
農林 関係研究機関の一般公開

試験研 究機関を一般の人 に公 開した。
東京都農林水産技術合 同発表会の開催
東京の農林水産情報誌 lいきいき東京」作成配布　 65，0 00 ×4回 （季刊）
森林、林業に関する県民の理解を深めるため、山梨 県森林総合研究所内に晋及啓発施設 l森の教室」を設 置して、
展示や講習会、木 工教室を実施する。
試 験場 の一般公 開と関連イベントの実施
水産試 験場の広報誌
試験場見学 と関連イベント
森林 、林業教育実施
研究報告書の作成（700部）・公開発表 （2箇所）
林業者 、関係団体を対象とし、最近の研究成果等 について、口頭発表 ・ポスターセッションの実施
試験場を広く開放し、県民の試験研究への理解 を深める。
一 日相 談室、試 験場体験学習などを行い、県民の水産 に対する理解を深める。
県農業総合試験場の一般公 開。経 常経費の枠内で運用しているため、個別計上困難
試験研 究施設 、成果の公開
県民の農業とのふれあいの場を提供するとともに、農業 に対する意識の啓発に資する施設の建設
北方型住宅に関する情報提供を行うことにより、北方型住宅の建設促進を図るともに、道民の生活 ・福祉の向上、住
宅産業の振興を図る。
（1）県 内の甲学生を対象 に土木事業 現場見字会を冥施 （土木管理課）
（2）近 隣の小学生を対象 に施設見学会を実施 （建設研究所）
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住民理解（間25－2）

部 局 名 団 体名 事 業 名 所 管部 局 決 算 額
県 単か

国 関連 か

保 健 ・
環 境 ・
衛 生 系

栃 木 県 （財 ）子 ども総 合 科 学館 運 営 費 保 健 福祉 部 694，416 県単

岐 阜 県 技 術 向 上 対 策 費 衛 生 環 境 部 1，455 県単

愛 知 県 が んセンター公 開講 座 衛 生 部 426 県単
愛 知 県 がん制 圧 講 演 会 衛 生 部 526 県単

愛 知 県 がんセンター 国際 シンポジウム 衛 生 部 2，585 県 単
愛 知 県 心臓 病 友 の会 衛 生 部 0 県単

奈 良 県
くす りの正 しい使 い 方 （薬 草 、生 薬 、漢 方
製 剤 を通 して）の 啓発 福 祉 部 健 康局 4，709

県単 （薬 事 指 導

所 事 業 費 内 ）
県 民 ・
生 活 系 大 阪 府 公 開講 座 等 の 開催 生 活 文 化 部 3，161 府 単 独

横 浜 市 横 浜 こども科学 館 市 民局 593，72 1 単独

教 育 系 埼 玉 県 科 学 に親 しむ 教 育総 合 推 進 事 業 教 育 局 11，761 県単

佐 賀 県 宇 宙 科 学 館 （仮 称 ）整 備 事 業 教 育 委 員 会 X 96，64 7 県単
鹿 児 島 県 訪 ねよう科 学 の世 界 教 育 委 員 会 1，972 県 単
鹿 児 島 県 自然 つ なが りリサー チ 事 業 教 育 委 員 会 4，252 県単
鹿 児 島 県 自然 へ の アプ ローチ 普 及活 動事 業 教 育 委 員 会 5，425 県単

京 都 市 市 民科 学 事 業
教 育 委 員 会 事務 局
（青 少 年 科 学 センター ） 27，426 市単

北 九 州 市 科 学 と遊 ぼ う、ジュニア ・サマ ースクール 教 育 委 員 会 18，800 市単
企 画 ・
総 務 系 北 海道 試 験 研 究機 関公 開 講座 等 事 業 費 企 画 振 興 部 788 道 単

岩 手 県 超 電 導 公 開 講 演会 の開催 企 画 調整 部 0 県単
岩 手 県 最 先 端 科 学 講 演会 の開催 企 画 調整 部 0 県単

埼 玉 県 宇 宙 ふ れ あい塾 ’9 5 企 画 財 政 部 7，200
県単 （ただし、国等
と同時共 同開催）

千 葉 県 千 葉 県 科 学 講 演会 企 画 部 5，000 県 単
東 京都 公 開講 座 総 務 局 9，8 33 都 単

神 奈川 県 科 学 技 術 政 策普 及 啓 発 事 業 企 画 部 3，499 県 単

神 奈川 県 科 学 技 術 政 策 事業 広 報 費 企 画 部 6，000 県 単

山 梨 県 や さしい科 学技 術 セミナ ー 企 画 県 民 局 3 15 県 単

三 重 県 三重ハイテクプラネット2 1構 想シンポジウム 企 画 振興 部 1，962 県 単
佐 賀 県 科 学 技 術 シンポジウム 企 画 局 1，208 県 単
佐 賀 県 生 活 科 学 セミナ ー事 業 企 画 局 4 12 県 単
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住民理解（間25－2）

事 業概 要

科 学 及 び 科 学技 術 に関す る知 識 の 晋及 啓 発 施 設 並 び に児 童厚 生施 設 としての機 能 を併 せ 持 つ 子 ども総 合科 宇野
の 管理 運 営 に要す る経 費

ニュー スレター 、業 務 概 要 、研 究 所 報 の発 行
一 般 県 民 にが んに対 す る正 しい 知識 を提 供 し、が んの予 防 、早 期 発 見 に役 立てる。
一 般 県 民 にがん に対 す る正 しい 知 識 を提 供 しがん の予 防 、早 期 発 見 に役 立てる。
一 般 県 民 にがん に対 す る正 しい 知 識 を提 供 しがん の予 防 、早 期発 見 に役 立 てる。
一 般 県 民 にが んに対 す る正 しい 知 識 を提 供 しがん の予 防 、早 期 発 見 に役 立 てる。
希 望 す る各 種 凹停 （老 人 大 字 、農 業 及 び 林 業 ク1ループ等 ）に薬 草、生 薬 、漢 方製 剤 につ いて説 明 し、そ の採 取 、栽 培 、調
製 加 工 、用 い 方を通 して、薬 の正 しい使 い方 の啓 発 に努 めるとともに薬 草 園 、庁 内 の見 学 をさせ る。

なお 8年 度 か ら科 学技 術 週 間 内 に薬 草 園の 一般 公 開を実施 し、説 明 等を行 ってい る。

7 年 度 実 績 中、科 学 技 術 関 連 のテー マ ：「コンピュー ターを利 用 した最 近 の機 械 工場 」「生 活 を支 える化 学 の世 界 」

宇 宙 と横 浜 をテー マ にした子 供か ら大 人 まで体 験 しな がら科 学 を楽 しく学 べ る場

児 童 生 徒 の科 学 技 術 へ の興 味 ・関 心 や 「科 学 す る心 」を育てるため、地 域や 関係 機 関との連 携 を図 りなが ら、科 学 教

育 推 進 施 策 を県 下 全 域 で幅 広 く多 面 的 、総 合 的 に実 施 して、「創 造 性 に 富ん だ人 材 の育 成」を図る。そ の際 、市 町 村
に お ける科 学教 育 の振 興 と普 及 を推 進 す るボランティアである「サイエンスインストラクター 」を募 集 ・育 成 ・活 用 す るこ

とによって県 民の 科 学 技術 につ いての 関 心 を高 めることに資す る。
・「サイエンスウイー ク」の実 施 ：パ ネル デ ィスカッション、講 演会 等

・「わくわ く科 学 体 験教 室」：児童 生 徒 対 象 の科 学 体 験 教 室 事 業
・「サ イエンスインストラクラー」の育 成 ：各 市 町村 にお ける科 学の 振 興 と普 及 を図 るため、その 推進 者 としての科 学 教 育
のボランティアを育 成す る。

基 本 計 画
サイエ ンスファミリー の 育成 （楽 しい実 験 ，博物 館 科 学 教 室 ，博 物 館 映 画 会 ，天 体 観 望 会）
路 傍 300種 探 索 会 （年3 回）郷 土 の 生態 系調 査 会 （毎 月）
展 示 活 動 ・自然 体験 活 動 （年 3回），科 学 教 室 ，天 体観 望 会 ，自然 観 察 会 等 の実 施
展 示 場 ・プラネ タリウム ・屋外 園 等 を広 く市 民 に公 開 （有 料 ）し生 涯 字 背 の実 践の場 として提供 す る他 、科 字 に関す る
講 演 会 や 講座 、その他 様 々な催 しを実施 している
自然 観 察 や 実験 、工 作 などを通 じて、子供 た ちに科 学 の楽 しさを学 ばせ る。

各 分 野 の道 立 試 験研 究機 関 による研 究 内容 や 成 果 の普 及 。

高 温 超 電 導 国 際学 術 シンポ ジウム超 電 導 の 開催 に併せ て 、県 民を対 象 とした公 開講 演 会 を開 催
県 民 を対 象 としたミクロ宇 宙 とマクロ宇 宙 などにつ いての講 演 を実 施
衛 星 3 元 甲継 による毛利 （埼 玉）、向 井 （東 京 ）、君 田 （アメリカ）3 宇 宙飛 行 士 の トー クショー など。
参 加 者 ：小 中学 生等 1，000人 （埼 玉 会 場）
著 名 な科 学者 の講 演 を通 じ、科 学 振 興 に対 す る県 民 の理 解 を促 進 す るため 開催 。
生 涯 学 習 の助 けとなるよう、科 学 技 術 に 関す る講座 を実 施 してい る。
本 県 が 取 りj阻む科 字 技 術 政策 の 当面 す る課題 及 びこれまでの成 果 につ いてとりまとめた I神 奈 川 県科 字技 術 日吉 」
を刊 行 した。

科 学 技 術 政策 を紹 介 す るビデオ 「オ ープ ン・ザ ・フュー チャー ～ 神 奈川 の豊 かな未 来 をめ ざして～ 」等 を作 成 した。
県 民 の科 学 技 術 に対 す る認識 や 関 心 を高 めるとともに 山梨 の 将 来 を担 う青 少 年 の科 字 す る心を培い創 造性 や 独 創
性 を育 むた め、科 学 技 術 に親 しめる、わか りや すい セミナ ー を開 催 す る。

構 想 の推 進 を図るため 、I地 域 にお ける科 学 （産 業 ）技 術 の振 興 」をテー マ にシンポを行った。
科 学 技 術 に対 す る、県 民 の理解 を深 め るため、県 民の 関 心が 大きい テー マを選 び 、シンポジウムを開催 す る
消 費 者 に科 学 的な視 野か ら合 理 的 な消 費 生 活 を営 ん でもらうため身 近 なテー マを取り上げ 体験 学習 を実施 す る
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重点的研究課題（間26－2）

部局名 団体名 課題名 事項（事業名） 所管部局

商工系

北海道 エレクトロニクス分野 次世代産業技術創出支援方策検討事業 商工労働観光部

岩手県 トリアジンチオール研究
トリアジンチオールのスーパーファイ

ン化に関する総合的研究 商工労働部

岩手県 超電導研 究 高温超電導試作開発事業 商工労働部

岩手県 バイオテクノロジー研究
海洋バイオテクノロジー研究開発促
進事業 商工労働部

岩手県 バイオテクノロジー研 究 食品バイオテクノロジー研究開発事業 商工労働部

岩手県 軟質材の高度利用開発研究 国際技術創造研究推進事業 商工労働部

宮城県

「能動的視覚セッシングによる三次元情
報の認識とその応用」及び「高機能マニ
ピュレーターの開発 」 地域知能機械開発事業 商工労働部

宮城県 新素材の成形加工技術の確立 新素材応用研究開発事業 商工労働部

宮城県 醸造 ・食品加 工技術の開発 醸造・食品加工技術高度化事業 商工労働部

山形県 ライフサポートテクノロジー研究開発構想の推進 ライフサポートテクノロジー研究開発構想 商工労働観光部

福島県 金型任 意曲面の磨き加 工装 置の開発 地域技術おこし事業 商工労働部

福島県
軽金属合金加 工の省 力化、高品質化

に関する研究 産官共同研究開発事業 商工労働部

福島県
画像データ圧縮による高速画像処理に
関する研 究 広域共同研究開発事業 商工労働部

茨城県 産業の先端分野開拓 高齢者の生活支援技術開発事業 商工労働部

埼玉県
各種反応 ・プロセスにおける磁気効果 先導的技術開発推進事業

商工部に関する研究 （テクノフロント2 1）

埼玉県 超精密研削法による自由曲面研削
先導的技術開・発推進事業
（テクノフロント2 1） 商工部

神奈川県 産業技術研究開発事業費 超微粒子技術研究事業ほか 商工部

新潟県 レーザー応用技術研究

実用研究

①金型の微細欠陥除去等
②レーザーによる薄板の精密安定化溶接 商工労働部

岐阜県 リサイクル技術 開発
未利用資源等リサイクル技術開発
支援事業 商工労働部

岐阜県 V R 研究 V R 研究開発推進事業 商工労働部

静岡県 生産用金型の高度化・高精度化研究 中小企業技術開発研究広域共同事業費 商工労働部
静岡県 先端的技術研究 プロジェクト研究事業費 商工労働部

愛知県 自動検査エキスパ 肩トシステム開発の推進
自動検査エキスパートシステム開発
推進事業費 商工部

愛知県 産業廃棄物資源化の推進 産業廃棄物資源化推進事業費 商工部
愛知県 機能性タイル開発の推進 環境浄化セラミックス開発推進事業費 商工部
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重点的研究課題（間26－2）

決 算 額
県 単 か

国 関 連 か
事 業概 要 理 由 ・根 拠

2，227 道 単

次 世代 産業 の創 出 を支 援 す るた め、北海 道 内で 取 り組 まれ ている

先 端 技 術 推 進 会 議 提 言

先 端 的か つ 革新 的な基 盤 技 術 で 、本 道 の産 業 構 造 の 高度 化 に
寄 与す ることが見 込 まれ る技術 につ い て、産 学 官 で栖 成 す る研 究
会 を設 置 し、研 究 プ ロジェクト化 や R ＆D 会 社 の設 立 に繋 がる国
等 の支 援 策 の導 入 につ い て調 査 ・研 究 し、センターオ ブェクセレ

ンスの 形 成 を推 進 す る。

17，450 県 単

科 学技 術 庁 か ら生 活 地 域流 動 研 究 の 指 定 を受 けたテクニア岩 手

三 県 総 （第 三 次岩 手 県総
合 発 展 計 画 後期 実施 計 画

重 点 事 業 ）
（協）か らの 受託 研 究 （生 活 地 域 流 動研 究）

11，129 県 単
国 際超 電 導 産 業 技 術研 究センター 超 電 導 工 学研 究所 と共 阿研 三 県 総 （超 電 導 工 学研 究
究 を実 施 所 との 共 同研 究 ）

4，800 県 単
海 洋 バ イオ テクノロジ⊥ 研 究 の促 進 のた め釜 石 市 に立 地 している
（株 ）海 洋 バイオ テクノロジー研 究所 に研 究 を委 託

6 ，076 県 単
植 物 たん ば く食 品 の開発 、未 利 用 資 源 からの機 能 性 物 質 の分 離
精 製

53，162

国 関 連
（補 助 率 1／2）アイルランド・リマリック大 学 との木 材加 工 共 同研 究 三 県 総

27，933 国．関 連

複 雑 形 状 の表 面傷 の検 出を可 能 とす る画像 処 理 技 術 及 び 農 産

予 算 上位 置付 け
物 などの外 観 にバ ラツキの多 い対 象 物 を扱 うことが 可能 なマ ニ
ピュレ一 夕ーを開発 す る。

15，540 県 単 新 素 材 の成 形 加 工 技 術 の確 立 、工 業製 品 へ の応 用 を図る。 予 算 上位 置付 け

11，000 県 単
醸 造 ・食 品などの省 力化 、商付 カロ価 値 化 につ いての 技術 の研 究

本 県 主 要 産 業の 支援開発 を行 う。

396，362 県 単 生 物 ラジカル 研 究 開 発 、生 体 光 情 報 研 究　 等

県 新 総合 発 展 計 画 にお い

て主 要プ ロジェクトに位 置
づ けられ てい る。

67，419 国 関 連

地域 の 産 字官 が一 体 となった研 究 開発 を行 い 、地 域 に著 者 した

予 算 上 の位 置 づ け
磨り造 的 新 製 品 開発 の基 幹 とな る技術 を地 域 に 育成 す ることによっ

J　　ヽて 、　　 ′、企　　　　　 、 の　　　 、、る。

43，195 県 単

中小 企 業 が共 通 に直 面している技 術 課 題 を研 究テ ーマ として取 り

予 舞 上 の位 置 づ け

上 げ、ハ イテクプラザ を中核 として関連 中 小企 業 が 共 同 で研 究 開

発 を行 い、その成 果 を広 く業界 に普 及 す ることにより、中小 企 業 の

技 術 水 準 の 向 上を図 る。

21，749 国 関 連

地域 内の 甲小 企 業 に共通 した特 定 の技 術 課 題 を効果 的 に解 決

予 算 上 の位 置 づ け
す るため 、複 数 の公 設 試 験 研 究機 関 がテー マを分 担 して技 術 問
発 研 究 を実 施す る

80，000 国 関 連 高齢 者 用 生 活 支 援機 器

57，279 県 単

科 学 技 術 振 興 事 業 団 、金 属材 料 技術 研 究所 、理 化 学研 究所 等
工 業 技術 センター 先 行 事の国 の研 究 機 関 及 び 大 学 、企 業 と先 導 的な研 究を行 い 、地 域 の

独 創 的な技 術 を開発 す る。 業

0 県 単

科 学技 術 振 興 事 業 団 、金 属材 料 技 術研 究所 、理 化 学研 究所 等
工 業 技 術 センター 先 行 事の国 の研 究機 関 及 び 大 学 、企 業 と先 導 的 な研 究 を行 い 、地 域 の

独 創 的な技 術 を開発 す る。 業

15 1，365

国 関 連 ・ 将 来 の基盤 技術 となる超 微 粒 子 の製 作 技 術 ・取 扱 技 術 を確 立 し、 神 奈 川 県 科 字技 術 政 策 大

県 単 中 小企 業へ 技 術 移 転 す るための応 用 を研 究 開発 する。 綱 推 進 計 画

34 ，586 国 関連

県 内 へ のレー ザ 一刀日工技 術 の晋 及 を図 るため、㈱ レー ザー 応 用 信 越 スー パ ー テクノゾー ン
工 学 センター の機 器 を用 いて、レー ザー 加 工 の応 用 技 術 に つい 構 想 にお ける重 点 技 術 分

て研 究 開発 を行 った 野

19 ，200 県単 リサイクル 技 術 開 発

18 ，700 国 V R 技 術 の 活 用 による産業 の 高度 化 頭 脳 立地 計 画

32 ，280 国 関連

金 型 のダイヤモ ンド皮 膜 、複 合 層 及 び 隊 形 性 皮 膜 形 成 技術 に関
なしす る研 究

5 ，9 73 県単 C A E システムの 活 用状 況 及 び 電 磁 波 技 術 に 関す る調 査 研 究 なし

58 ，836 県 単

自動 化 の最 も遅れ てい る目視 検 査 につ いて熟 練 技 能 者 に替 わる
大 型研 究「機 械 部 品検査 システム」及 び 「毛 織 物 自動 検 反システム」の 開発

13，979 県 単 l薄 形 ・軽 量 セラミックス建 材 の 開発 」に 関す る研 究 を行 う。 大型 研 究

9 ，491 県 単 l環 境 浄 化 セラミックスの研 究 開発 」に関 す る研 究 を行 う。 大 型研 究
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重点的研究課題（間26－2）

部局名 団体名 課題名 事項（事業名） 所管部局

愛知県 高品質陶磁器和英の開発 先端技術共同研究推進事業費 商工部
愛知県 高品質磁器素地開発の推進 高品質磁器素地開発推進事業費 商工部

愛知県 超精密加工技術研究開発の推進 超精密加工技術研究開発推進事業費 商工部

愛知県 天然醸造食品バイオテクノロジー開発の推進
天然酷造食品バイオテクノロジー開
発推進事業費 商工部

愛知県 高圧処理食品開発の推進 高圧処理食品開発推進事業費 商工部

愛知県 新分野進出共同研究開発の推進 新分野進出共同研究推進事業費 商工部

愛知県
インテリア織物の企画設計力の強化と
新製品開発 インテリア織物産地活性化支援事業費 商工部

三重県 バイオテクノロジー 地域技術おこし事業 商工労働部

大阪府

ナノ制御材料の開発による商機能部品
産業の育成と環境保全・浄化産業への
応用 地域産学官共同研究 商工部

大阪府
繊維及びプラスティック産業廃棄物の
高度利用技術に関する研究 広域共同研究 商工部

兵庫県 S R 関連技術

’　rJ・≡計

商工部．

工業技術センタ　 維持運呂費及び
試験研究費（SR 関連技術推進事
業）

奈良県
プラスチック産業の振興及びリサイクル プラスチック系産業廃棄物の高度利

商工労働部技術の確立 用技術に関する研究

奈良県 機械金属産業の振興 複合セラミックス材料の研究開発 商工労働部

奈良県 情報化の推進 インターネット情報研究事業 商工労働部

岡山県

I 医療用画像からの特徴抽出とその
診断への応用に関する研究
Ⅱ廃食用油の有効利用技術
Ⅲ 透過気化法による海水の高効率淡
水化技術に関する研究 特別研究 商工労働部

山口県 高性能熱電変換材料の研究開発 国際共同研究開発事業 商工労働部

山口県
生産機械における状態認識の制御とイ

ンテリジェント化に関する研究 生産システム高度化促進事業 商工労働部
山口県 薄膜電子デバイス等の研究 地域産字官共同研究事業 商工労働部

徳島県 「機能性包装資材の開発技術の形成」 特別研究費 商工労働部

愛媛県 金属系新材料の創製と超精密加工技術開発 新技術開発産学官共同研究事業 経済労働部

愛媛県 不織布製造技術 高付加価値機能紙製造技術確立事業 経済労働部

一628－



重点的研究課題（問26－2）

決 算 額
県 単 か

国 関 連 か
事 業概 要 理 由 ・根 拠

15，985 県 単 】高 品 質陶 磁 器 和 英 の 開発 」に関 す る研 究 を行 う。 大 型 研 究
13，576 県 単 】高 強度 ・高 品質 磁 器 素 地 の製 造 技 術 」に 関す る研 究 を行 う。 大 型 研 究

29，220 県 単
l超 精密 研 削 加 工 の研 究 」とl複 合 計 測 の超 精 密 加 工 へ の応 用 」

大 型 研 究を行 う。

17，865 県 単
l遺伝 子j阻換 え技 術 による麹 菌 の高 度 利 用 」に 関す る研 究 を行

大 型 研 究つ。

15，702

国 開 運

6，987

l遺伝 子j阻換 え技 術 による麹 菌 の高 度 利 用 」に 関す る研 究 を行
大 型 研 究つ。

4 ，502 県 単
甲 小企 業 の新 分 野 展 開 を支援 す るため 、県 試 験研 究機 関 の要 素

大 型 研 究技術 を提 案 し応 用 技 術 を持 つ 中小 企 業 と共 同研 究 を実 施 す る。

19 ，432
国 関 連 lインテリア織 物の 緑 上 がり予 測 技 術 の研 究 」及 び l機 首旨性 織 物 生

大 型 研 究5，9 13 産技 術 の研 究」

33，154 県 単 酵 母の 高度 利 用 による新 製 品開 発

113，586

国 関 連 ナ ノ制 御 によるセラミックスの強 靭 化 とその 多 孔性 を利 用 し、吸 着剤 と
新 事 業 、新 産 業 の別 田に
寄 与 するもの と考 え予 算も

（5 1，284） しての応 用 開 発 研 究　 ， 重 点 的 に配 分 して いる

16 ，751

国 関 連 熱 硬 化 性 樹 脂 の分 解 と分解 物 の再 利 用 及び 繊 維 の微 細化 と抗
新 事 業 、新 産 業 の別 田 に
寄 与 するものと考 え予 算も

（7，621） 菌材 としての活 用 技 術 の研 究 重 点 的 に配 分 してい る

3 ，978 県 単
工業 技 術 センター等 の研 究員 の S R 利 用 技術 能力 の 向 上 ・研 究

大 型放 射 光 嘩 設 SPring－8
の供 用 開 始 を控 え、研 究

会 ・勉 強 会 の設 置 、講 演会 の 開催 員 の技 術 向 上 を図 る

27 ，166

国 関連 プラスチ ック系産 業 廃 棄 物 の高 度 利 用 技 術 を開発 す るため、改 質

本 県 にお いてプラスチ ック

は基 幹 産 業 である。しか し
プ ラスチック製 廃 棄物 の排

出 量 が近 年ますます増 加
して お り、その 対応 としてリ
サ イクル 技術 が 重 要 に

（13，515） 及 び 最 適成 形加 工技 術 の研 究を行 った。 な ってきているため。

80 ，8 14

国 関連 セラミックスの脆 さを改 善 す る高靭 化 及 び 切 削 材 料 等機 械 構 造材
本 県 にお いて機械 金属 産
業 は基 幹 産 業 であるた
め。（39 ，9 64） 料 へ の適 用 のた めの研 究開 発 を行 う。

2 1，574

国 関連
工業 技 術セ ンター にインターネ ットの 専用 線 1夢続 を先 端 大 を通 じ

本 県 におい て情 報化 の推行 い 、技 術情 報 の受発 信 を開 始 す るとともに 、ネットワー ク研 究 を

（10 ，000） 開 始 した。 進 は大 きな課 題 なため。

3 1，036 県 単

I 医療用 画 像 の 改質 と特 徴 抽 出

I 岡 山県 総 合福 祉 計 画

Ⅱ 環 境 保護 及び エネル
Ⅲ 廃 食用 油の燃 料 へ のリサイクル ギー 資 源 の有 効 利 用

Ⅲ 透 過気 化 法 による海 水 の淡 水 化 Ⅲ 行 政 的な ニーズ

30 ，000 県 単
米 国 N A S A の研 究 機 関 であるジェット推進 研 究 所 U P L ）の 協力

山 口県 科 学技 術 振 興 指 針を得 て、高性 能 熱 電 変 換 材 料 の研 究 開 発 を行 う。

48 ，729 県 単

県 内 甲 小企 業 の技 術 開発 刀 を強化 し、地域 経 済の 宿性 化 を図 る
ため 、製 造 工程 の省 力化 、自動 化 、高 精 度 加 工 技 術 のシステム

化 を産 学 官 が一 体 となって行 う。

107 ，24 1 国 関 連 産 字 官 の連 携 のもとに、薄 膜 電 子 デ バイス等の 研 究 開発 を行 う。

46，84 3 国 補

本 県 の主 要農 産物 1菜 の 花 」の開 花 を調 整 できる段 ボー ル 箱 の 開
産 業 上 主 要な 地位 を 占め発 ・従 来 の発 泡スチ ロール による箱 より、環 境 負 荷 も少 なくリサイ

クルも容 易 る分 野 であるた め

105，894

国 関 連

国研 、国 立 大 学 が有 す る技術 シ ーズ を活 用 した、金 属 系新 材 料 西 中 ・四 国スーパ ー テクノ

や複 合 材 料 等 の高 性 能 材 料 開 発 と、開発 した材料 の超 精密 加 工 ゾーン形成 のソフト事業 の

技術 につ いて研 究 を行 うことにより、県 内 中 小企 業 が今 後 進 めて 一 つ として位 置 付 けてい

る。52，947 いく新 製 品開発 の基 幹 となる技 術 を開 発 す る。

4 7，182

国 関 連 四 国 通産 局 及 び 当 県他 2 県 が 四国 地 域機 能紙 開発 技 術 形成 プ

本 県 の重 要な 地場 産業 で

ある製 紙 ・紙加 工 業 の高
度 化 を支援 す る重 点研 究

課題 として位 置 付 けてい
る。23，591 ロジ工クトを組 織 し、共 同研 究 を実 施 す る。
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重点的研究課題（問26－2）

部局名 団体名 課題名 事項（事業名） 所管部局

愛媛県

機能性有機材料複合化パルプ紙開発
研究、レーザ高度利用技術研究、おぼ
ろ調捺染タオル開発研究、畜産物高度
加工技術 開発研究の4 課題 トリガー産業育成関連試験研究事業 経済労働部

福岡県
高分子材料のリサイクル技術と自動車

戦略的地域技術形成事業
P

部品等への応用開発 術振興課

福岡県
食品産業廃棄物を利用した有効物質

戦略的地域技術形成事業
商工部新産業・技

及びその製造プロセスに関する研究 術振興課

福岡県 福祉用具開発のための調査研究 福祉機器研究開発事業
商工部新産業・技
術振興課

福岡県
ヒューマンメディア型遠隔 ・集中監視制

地域産学官共同研究事業
商工部新産業・技

御システム構築に関する研究開発 術振興課

佐賀県 新素材 開発 と応用技 術の開発
ファインセラミックス等新素材開発関
連研究 商工労働部

佐賀県 陶磁器研究 陶磁器研究事業 商工労働部

佐賀県 応用電子研究 計測制御・知能情報処理技術研究事業 商工労働部

熊本県
環境適応型自立作業知能視覚ロボット
に関する研究 生活・地域流動研究事業 商工観光労働部

大分県 検査工程の省力化、自動化研究 地域技術おこし事業 産業振興課

京都市
高分子系産業廃 棄物 の高度利用技術
に関する研究

プラスチック系産業贋葉物の高度利
用技術に関する研究

産業観光局
（工業試験場）

広島市 バイオ産業の育成・瘢興 バイオ産業の育成・振興 経済局

北九州市

次の重点5分野の研究開発に力を入れる。
環境・エネルギー、航空宇宙・新素材、医

産学官連携研究開発助成
経済局

療・福祉、情報・通信、プラントメンテナンス 新規事業振興課

農林
水産系 北海道

（項　 目）～課題多数 ・減化学肥料試験
研究・減農薬試験研究・クリーン農業総
合経済評価 ・環境保全機 能向上試験

・品質評価 向上試験 環境調和型農業技術開発推進対策 農政部

北海道 栽培漁業技術開発研究費（課題多数） 栽培漁業技術開発研究費 水産部

岩手県 リモートセンシング研究 リモートセンシング利用技術開発事業 林業水産部

岩手県 バイオテクノロジー研究 基礎的バイオテクノロジー技術開発促進事業 農政部

岩手県 バイオテクノロジー研 究 バイオテクノロジー応用化推進事業 農政部
岩手県 バイオテクノロジー研 究 D N A 育種基盤整備事業 農政部

岩手県 バイオテクノロジー研究 先端技術開発導入試験事業 林業水産部
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重点的研究課題（間26－2）

決算額
県単か

国関連か
事業概要 理 由・根拠

7，100 県単

トリガー産業を育成 するため、各工業関係試験研究機関がトリ
当県の長期ビジョンである
「生活文化県政新プラン

ガ一産業として選 定された産業が抱える技術 的問題点を解決 す 21」の中でトリガー産業の
るための試 験研 究を実施する。 育成を位置付 けている。

20 ，000 国関連
九州ケミカルリプロセッシング技術形成事業 としてプラスチック犀

福 岡県産業振興ビジョン乗物 （自動車用バンパ ー等）の処理、有効利用 技術を確立する。

14 ，000 国 関連
九州エコバイオ技 術形成事業として、食品靡葉物 （オカラ、焼酎、

福 岡県産業振興ビジョン廃液、酒粕等）の処理 、有効利 用技術を確 立する。

3，227 県単
高齢者や身 障者のニーズに対応した、よりよい福祉機器 の研究 開

福 岡県産業振興ビジョン発を促進。

84，993 国関連

来るべきマルチメディア時代におけるキーテクノロジーである画像

福岡県産業振興ビジョン

認識 、通信、C A D ／ C A M 、制御、ソフトウェア、C G 、V R 、マンマ
シンインターフェイス、システム統合等の要素技術を開発 し、製造
業の高度化 、マルチメディアを利用した新規産業の創 出を図る。

61，758 国庫県単 新 しい電子セラミックス及び表面改質技術等 に関する研究 予算上

8，388 県単 無鉛 上絵の具の開発、陶磁器デザイン、加飾技法等の研究 予算上

13，358 県単
計測制御システムの実用化、カオス等ファジイ制御技術との融合

予算上化研 究

50 ，00 0

国関連 、国

県内外の産 学行政 の研 究者 ・技術者による共同研 究

地域企業の技術力 向上を

・研 究期間 ：3年間 （H 6～ H 8）

・研 究内容 ：工業をはじめ農業さらには福祉など幅広い分野に応
用可能な汎用性 の高い知能ロボットの研究 開発、実用化を 目指し
た基礎研究を実施

からの委託 ・事業費：（3年間）総事業費 5．4億 円 図 るため、産学行政による
費 2．2億 円 科学技術庁委託費2．2億 円 大規模な共同研 究を実施
（3年間） 地元負担 （関連研究）県 1．5億 円、企業等 1．7億 円 する。

65 ，476 国関連 1／2

甲小企業の技術的支援を目的 に、産業科 字技術センターが （財）

予算上大きい
大分県高度 技術 開発研 究所等とともにライン自動化のための研
究開発及び検査機 の試 作に取り組んだ。

24 ，56 8 国関連
熱硬化性樹脂 を刀口熱処理して得られるカーボン前駆体の粉末化 近畿の公設試験研究機 関
技術の開発 の広域共同研究

17 ，209 市単
バイオテクノロジーを利用した産業を振興することにより、産業構 ひろしま新世紀都市ビジョ

ン‡造の多角化 ・高度化に資する。

0 市単
産学官から構 成される研 究開発グループに対して助成。 市産業振興懇 話会の提言

（平成 8年度実施分 50，0 00） によるもの。

58 ，968

国関連

農業試験場 で、関係部 門からなるプロジェクトチーム体制により実

近年、消費者の健康志 向

を背景として、より安全で

良質な農産物を求める

ニーズや地球規模 による
施してきた、研究成果を基礎に、これまで開発 した農薬や化学肥 環境保全への意識が益 々
料を減らす技術 をより確かなものにするとともに、クリーン農業技術 高まっていることなどから、

により生産される農産物 の品質評価など安全で良質な農産物を これまで以上に環境と調

生産する技術の研 究開発 を一層強化し、環境 との調和に配慮し 和した農業を推進すること
（9，225） たクリーン農 業技術の開発を促進する。 が必要である。

43 ，519

道 単・一部

国関連 種苗生産技術 ・放 流技術などの栽培漁業 に関す る技術開発及び

研究。

2 0 0 拇里体制の定着に伴
う沿岸漁業への依存度の
高まりを反映した栽培漁業

（19，錮 0） のより一層の振興。

15 ，86 1 県単
リモー トセンシング技術を活用した森林 資源 管理及び公益機 能の

三県総評価方法の確立

376 ，184 県単

農林水産業及び食 品工業等の各専門試験場におけるバイオテクノロ
ジー応 用化研究の支援 ・促進を図るため、バイオテクノロジーの基礎 的

研究を（財）岩手生物工学研 究センターに委託

5，42 5 県単
バイオテクノロジーの先端技術を応用し、本県独 自の優 艮品種を
開発するとともに優 良品種の安定供給を図る

6，0 35 県単 遺伝子解析 による牛の育種技術の開発

3，332
国関連（補助
率 1／2） バイオテクノロジーによる優良形態魚 （さけます類）の作 出
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重点的研究課題（問26－2）

部局名 団体名 課題名 事項 （事業名） 所管部局

岩手県 バイオテクノロジー研 究 わかめ優良品種作出技術開発事業 林業水産部

宮城県
生産性 が高く，気象変動に耐え得る農 レ、イパー稲作」大規模稲作を目指

農政部業の確 立 した超省力栽培体系の確立

秋田県 食品加 工の振興 新技術の開発普及 農政部

福島県
バイオテクノロジー活用による水稲園芸
作物の新 品種育成開発 バイオテクノロジー活用新品種育成事業 農林水産部

茨城県 先端技術開発促進 農林水産部

茨城県 P C R 法による性 判別技術 農林水産部

茨城県 系統豚の維持とその利用 農林水産部

栃木県 水田・畑作の省 力化技術の確 立 特定技術開発研究費 農務部

栃木県 園芸新品種新技術の開発 首都圏農業の新生産技術開発事業費 農務部

埼玉県 バイオテクノロジーの研究・実用化の推進 バイオテクノロジー実用化研究推進事業 農林部

千葉県
農薬や化学肥料の使用量を減らした生
産技術の開発 環境保全型農林業技術開発研究事業 農林部

千葉県 芝草の無農薬管理技術の開発 芝草の無農薬管理試験研究事業 農林部

神奈川県 先端技術を活用した研究開発 特定研究費（重点課題研究費） 農政部

神奈川県 先端技術を活用した研究開発 共同試験研究費 農政部

神奈川県 受精卵移植 技術高度化に関する試験 受精卵移植技術高度化事業費 農政部

神奈川県 系統豚の維持に関する試験 優良系統豚維持事業費 農政部

神奈川県 希少魚保護対 策研 究 水域環境研究費のうち生態系復元研究 農政部

神奈川県 資源培養管理 開発試験 水産資源培養管理推進対策事業費 農政部

神奈川県 沿岸重要資源 有効利用技術開発試験 沿岸重要資源有効利用技術開発事業費 農政部

神奈川県 主要魚 種の資源管理研究 水域環境研究費のうち資源管理研究 農政部

神奈川県 新魚種栽培技術開発 新魚種栽培技術開発事業費 農政部

神奈川県 アユ全雌三倍 作出研 究 生物工学研究費のうち先端技術導入研究 農政部

神奈川県 省力省 コスト保育技術開発研 究 重点課題研究費 農政部

神奈川県 ブナ林再生技術開発研究 重点課題研究費 農政部

神奈川県 ノ酸性 雨による森林衰退調査 重点課題研究費 農政部

石川県
（1）水稲の高品質安定栽培技術、 農林水産部
（2）水稲の直接栽培技術 （農業総合センター）
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重点的研究課題（問26－2）

決 算 額
県 単か

匡l関連 か
事 業概 要 理 由 ・根 拠

1，104 県 単
バイオ テクノロジー 導 入 によるクロー ンわか めの 量産 技 術 の開 発
等

16，000 県 単 水 田の 不耕 起栽 培 技 術 の研 究
農 業試 験 研 究推 進 構 想 で

の基 本 方 向

102，795
県単、国関連 重 要 研 究 課 題 として I味噌 用 乳 酸 菌 の検 案 と乳 酸 菌利 用技 術 」外

秋 田県新 総合 発 展 計 画（一部） 2 6課 題 を設 定 している

82，831 県 単

1 ．水 稲新 品 種 の 開発
バ イオテクノロジー 活用 新2 ．野 菜 、花 きの 新 品種 の開 発 （イチゴ、アスパ ラガス、リンドウ）

3 ．果 樹 の新 品種 の 育成 （リンゴ、モ モ、ナシ） 品 種 育成 開発 基 本 構 想

134，896 県 単 新 技 術 新 品 種 の 開発

2，8 18 県 単
P C R 法 につ い てバ イオ プシ ー胚 の 反応 時 間 、D N A 汚 染 の課 題
研 究

31，577 県 単 大 ヨー クシャー 種 系 統 豚 、ランドレース種 系 統 豚

6，100 国 関連
水 稲 直 播 技 術 の確 立、新 輪 作 による環 境 保 全型 高 収益 生産 技 術 県 農 業推 進 ブランでの位
の確 立 置 付 け

24，307
県早 、一 部
国 関連

‾・．・・．ロ　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　ヽ 県 農 業推 進 プランでの位
置 付 け

筒口ロ質 ・繭 生 産 技 術 の開 発 、省 力 ・労働 快 適 化 技 術 の開発 、計
ノニ　ーー生 ・・lL通 ・心　 丁の

51，287

国 関連

1 課 題 別 実 用 化 推 進 ・試 験研 究 の 実 施 （2・1課 題）

埼 玉 県 5か 年 計 画

2 研 究 高 度 化 推 進 ・研 究 交 流 会 ・成 果 発 表 会 の実 施 ・研 究者 の派
遣 研 修 他

（3，000） 3 研 究 用 施 設 ・備 品 の整 備 他

74，350 県 単 農 業 試 験 場 及 び 林 業試 験 場 にお いて試 験 研 究 に取 り組 んだ 。
環 境 と調 和 した農 林 業 の
推 進

66，580 県 単
ゴル フ場 の無 農 薬 化 技 術 開発 を促 進 させ るため の施 設整 備 及 び ゴル フ場 の 窯 農 薬化 の 県
芝 草 プロジェクトチー ムによる試 験 研 究 に取 り組 んだ。 方 針

34，682 県単

① 県 内 農 産 物 のマ ーケティング戦 略 の 開発

県 科 学技 術 政 策 大 綱 推進
② 高 品 質化 のため の品 質 評 価 技術 の開 発

③ バイテク利 用 によるかなが わ特 産 品 の 開発 ④メカ トロ利 用 による
高 能 率 高 品 質 生 産 技術 の 開発 計 画

43，269

県 単 、

地 球 温 暖化 対 策 のため の土壌 管理 技 術 の確 立。胚 培養 による新

県 科 学技 術 政 策 大 綱 推進

品種 の作 出。大 規模 露 地野 菜 産 地 にお ける機 械 化 一 貫 体 系 の確

立 。イチ ゴの循 環 式 ロックウー ル 高設 栽 培 システムの 開発 。コンテ
ナ を利 用 した果 樹 の移 動 式 栽培 。山 間傾 斜 地 果 樹 園の機 械 化 体

国 関連 系 の確 立。 計 画

6，586 県単
受 精 卵移 構 技 術 の 高度化 を図 る 県 科 学技 術 政 策 大 綱 推 進
（受 胎 率 向 上 ，採 卵 数 増加 ，受 卵 牛 選 定 基 準 等 ） 計 画

9，500 県単 造 成 系 統豚 の長 期 維 持
県 科 学技 術 政 策 大 綱推 進
計 画

2，000 県単 希 少魚 を増 殖 し、生態 系 を復 元す る
県科 字 技 術 政 策 大 綱 推進
計 画

12 ，785 国 関連 ヒラメ，キンメ，マダイの 資源 管 理 を推 進 す る
県科 学 技 術 政 策 大 綱推 進
計 画

1，0 93 国 関連
東 京 湾 ロサ バ 資源 の資 源 管 理 型 漁市 況 予 測。 県 科字 技 術 政策 大 綱推 進

定 置 網 の混 獲 幼 稚 魚 の資 源 管 理 。 計 画

3，000 県単 アユ 、ワカサ ギの管 理 技 術 の 開発

県科 字 技 術 政 策 大 綱推 進
計 画

1，600 県単 カレイ類 の 栽 培 技 術 開発

県科 字 技 術 政 策 大 綱推 進
計 画

1，500 県 単 アユ 全雌 三倍 体 作 出技 術 を開発 す る

県科 字 技 術 政 策 大 綱推 進
計 画

1，184 県単
保 育 作 業の省 力 経 費節 減 を図 り収 益 増 を冥 現 できる育 林 技 術 の 県科 字 技 術 政 策 大 綱推 進

確 立 を図 る 計 画

6 ，408 県 単
丹 沢 山 地の ブナ 枯 れ が運 行 してお り、後継 樹 の育成 技 術 を開発 県 科 字 技 術 政 策 大綱 推 進

す る 計 画

1，726 県 単 丹 沢 、大 山 山地 のブ ナ ・モミ枯れ の 実 態 と原 因 を解 明す る
県 科 学 技 術 政 策 大綱 推 進
計 画

17 ，337

（1）県 単
（1）良食 味米 産 のための施 肥 技 術 等 栽 培 管 理 技 術 の開発 、

（1）良食 味 米 産 地 としての

地 位 の確 保 、
（2）省 力 ・低 コスト生産 を 目指 した安 定 性 の 高 い直接 栽 培 技 術 の 開 （2）大規 模 化 に対 応 した低

（2）国 関連 発 、これ らを支 える新 品種 の 開発 コスト生 産 技 術 の 開発
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重点的研究課題（間26－2）

部局名 団体名 課題名 事項 （事業名） 所管部局

石川県 凍結胚の受胎要因に関する研 究 繁殖試験費
農林水産部
（畜産・肉牛）

岐阜県 バイオテクロジー
農業関係バイオテクノロジー実用化
技術研究開発促進事業他数事業 農政部

静岡県 新しい作 目、優良品種の開発 研究
′

オリジナル品種育成緊急整備事業費 農政部
静岡県 新しい作目、優艮品種の研究開発 農業試験場作物部移転整備事業費 農政部

静岡県 低コスト生産技術の開発研究 先途的茶業経営実証モデル事業費 農政部

愛知県 実用化促進支援研究 特定研究開発等促進事業 農業水産部

愛知県 地域に適合した林業機械作業システム研究 林業センター試験研究費 農地林務部

愛知県
地域産針葉樹甲径材 を利用した住宅
用高性能部材の開発 林業センター試験研究費 農地林務部

愛知県 エリンギィの栽培に関する研究 林業センター試験研究費 農地林務部

三重県 新品種の育成 三重の優良園芸種苗供給体制整備事業 農林水産部
三重県 新品種の育成 水稲新品種育成事業 農林水産部
三重県 生産性の向上 ウルグアイラウンド対策緊急研究事業 農林水産部

三重県 木材加工技術 林産物ブランド化推進事業 農林水産部
三重県 栽培技術確 立試験 新地場産きのこ生産技術開発事業 農林水産部
三重県 新品種の育成 新品種作出基礎技術開発事業 農林水産部
三重県 種苗生産 新魚種量産技術開発事業 農林水産部
京都府 バイオテクノロジー研 究開発推進事業 バイオテクノロジー研究開発推進事業 農産流通課

和歌山県 高生産性農業技術開発
軟弱野菜の生理機能性向上生産技
術開発 農林水産部

和歌山県 低樹高省 力栽培体系の確 立
傾斜地カンキツ園における快適・省
力生産システムの開発 農林水産部

和歌　 県 新品種の育成 バイオテクノロジー導入優良品種育種 農林水産部

和歌山県 超音波照射 による産卵性向上試験 超音波等多目的実用化試験事業 農林水産部
和歌山県 木材加工 木質新素材の高度利用に関する研究 農林水産部

岡山県 地域特産物の育成
バイオテクノロジーを利用した三倍
体カキの開発 農林部

広島県 バイオテクノロジー等による200 1年育種研究

○生物工学的手法による種苗の改
良増殖並びに新品種育成
○次世代バイオ技術の開発とその
利用による新品種育成 農政部

広島県

○広島牛高品質生産のための微量栄
養素給与技術の確 立
○分割卵 による種雄牛造成のシステム
化に関する研 究
○体外受精技術実用化試験
○雌雄産み分け技術の開発
○クローン牛生産技術の開発
○ふん尿 の高速コンポスト化技術の開
発 （国関連） 畜産試験研究費 農政部

－634－



重点的研究課題（間26－2）

決 算 額
県 単か

国 関連 か
事 業 概 要 理 由 ・根 拠

2，360 県 単 受 精卵 移 植 関 連 試 験

32，24 2 国
胚 培 養 及 び 蔚 ・花 粉培 養 を利 用 した半 数 体 作物 の 育成 他 蚕 、水

5 次 総 合 計 画産 、畜産 関係 バ イオ技 術 の 開 発研 究

14 3，0 58 県 単
イチ ゴ、メロン、キク、バ ラ等 につ い て高 品質 な 品種 を育 成 す るた

試 験 研 究 の基 本 方 針め に必 要な機 器 ・温 室 等 の整 備
394 ，5 17 県単 水 稲 の優 良 品種 の 育 成等 のため の新 しいは場 ・施 設 等 の整 備 試 験研 究 の基 本 方針

439 ，54 1 県 単
大型 機 械 の 導入 による生産 性 が高 い茶 業 経 常 のモデ ル となる茶

試験 研 究の 基本 方針実証 ほ の新 設 ［

10 ，800 国 関連

大 区画 水 田に お ける水 管 理 の 高度 化 に関す る研 究開 発 、低コス

ガット対 策
ト・高 品質 ・環 境 保 全 的養 豚 に関 す る研 究 開発 、果樹 栽 培 にお け
る低 コスト化 ・省 力化 ・高 品 質 化 に関 す る研 究 開発

1，110 国 関連 高性 能 林 業 機 械 の導 入 に対 応 した施 業 体 系 の構 築
愛知 県農 林 水 産 業 の試 験
研 究推 進 構 想

976 国 関 連 県産 中径 材 の有 効 利 用 と高性 能 部材 の開 発
愛知 県農 林 水 産 業 の試 験
研 究推 進 構 想

500 県 単 外 国産 キノコ「エリンギィ」の 栽培 技 術 の 確 立
愛知 県農 林 水 産 業 の試 験
研 究推 進 構 想

37 ，93 1 県 単
イチゴ、ナバ ナ 、サ ツキにつ い て優 れた 品質 の 新 品種 を育 成 す
る。

7 ，409 県 単 艮食 味 で早 生 ～ 中生 の水 稲 新 品 種 を育 成 す る。
14 ，943 県 単 外 国か らの低 価 格 農 産 物 の輸 入 増 大 に打ち勝 つ 技 術 の確 立。

3 ，469 一 部 国 補
住 宅用 高機 能性 部材 の 開発 （県 産材 強 度 、スギ荏材 乾 燥 試 験
等 ）

1，775 一 部 国 補 ハ タケシメジ等 の栽 培 技 術 の確 立試 験
3 ，347 国 補 アコヤガイの 品種 改 良
1，500 県 単 クエ、マハ タの 種 苗生 産 養 殖 技 術 の 開発

13 ，300 国 関 連 新 品種 の 育成 や 有 益 な微 生 物利 用技 術 を開発 予 算 上位 置 づ け

2 ，700

県 単 ・
軟 弱 野 菜 （ホウレンソウ、ネギ 等）が持 つ洒 等 になり難 くす る生 理
機 能 成 分 （抗 変 異原 性 ）を向 上 させ る諸 技 術 を検 討 し、付 加 価 値

国 関係 化 を 目指す 。

11，989

県 単 ・
高 齢 者 、女 性 にも対 応 できる栽 培 管 理 の軽 作 業 化 技術 の開 発 と
担 い 手 に魅 力 ある省 力 生 産 を 目的 とした快 適 管 理システムの 開

国 関 連 発 と実 証 を行 う。

11，203

県 単 ・

遺 伝 子 組 換 え等 先端 技 術 を利 用 した特 産 品 目の育 種 手 法 、組 織
培 養 に よる優 良 品 種 の育 成 、優 良種 苗 の増 殖 及 び ウイル スフリー
化 技 術 の 開発 を行 う。さらに国公 立研 究 機 関との共 同研 究 で培 養
苗 の順 化 及 び 育 成ステー ジ別 の保 存 技 術 を開発 し、種 苗 の計 画

国 関 連 的 生 産 、供 給 システムを確 立す る。

2 ，373 県 単
採 卵 鶏 に超 音 波 を照射 す ることにより、産卵 率の 向 上及 び 飼 料 効
率 の 改 善 を図 る。

3 ，384 国 庫 県産 材 の総 合 的 高 度利 用 を図 るための 木 質新 素材 の 開発 県総 合 計 画

2，207 県 単
三倍 体 カキ種苗 の 量 産技 術 を確 立す るとともに 、実 用規 模 で の養
殖 試 験 を行 い 、三 倍 体 カキの特 性 を再 確 認 す る。

34 ，110 国 関 連
蔚培 養 ，細 胞 融 合 ，遺伝 子組 み換 え等 のバ イオテクノロジー を駆

「2 0 0 1年 育 種 計 画 」に基

づき，農 業 の活 性 化 を図
る。使 した育種 研 究 ，有 料 種 苗 の大 量 増 殖 技 術 の開 発 等

46 ，487

県 単

・広 島牛 高 品質 生 産 のため の微 量 栄養 素 給 与 技術 の確 立

・広 島 牛 高付 加 価 値 生 産 技 術 の開 発
・分割 卵 による種 雄 牛 造 成 のシステム化 に 関す る研 究
・体 外 受精 技 術 実 用 化試 験 ・雌 雄 産 み 分 け技術 の開発
・クロー ン牛 生 産 技 術 の開 発 ・広 島牛 改 良のスピー ドアップ技 術 の

開発
（一 部 国 関 ・ふ ん尿 の 高速 コンポスト化 技術 の開発 （国 関 連）
連 ） ・適 切 な家 畜 ふん尿 処理 技 術 の 開発
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重点的研究課題（問26－2）

部局名 団体名 課題名 事項（事業名） 所管部局

広島県 特選広島かき事業推進

○三倍体かき作出条件改良調査
（国関連）
○一粒かき養殖試験
○付着稚貝生産配布 農政部

広島県 マツタケ等菌根性きのこ栽培技術の開発 マツタケ等菌根性きのこ栽培技術の開発 林務部

広島県 材質改良によるアカマツ材の加工技術の開発
材質改艮によるアカマツ材の刀日工技
術の開発 林務部

広島県 酸性 雨等の森林への影響調査 酸性雨等の森林への影響調査 林務部

広島県 マツ材線虫抵抗性種苗の生産技術の開発 マツ材線虫抵抗性種苗の生産技術の開発 林務部

山口県

蔚・胚培養等による新 品種の育成
細胞融合 ・遺伝子導入技術 による新育
種素材 の開発
培養苗の順化 率の向上と保存技術によ
る計画的種苗生産システムの開発 第2期農業バイオテクノワジー開発

農林部遺伝資源の保存 促進事業

山口県

和牛遺伝資源の高度利用技術

シバを取り入れた放牧利用技術
ビタミンA 無添加飼料による飼育技術
肉用牛 の肥育期間短縮技術 肉用牛に関する研究 農林部

山口県
受精卵移植冥用化事業
核移植クローン技術利 用促進事業 畜産技術先端化促進事業 農林部

香川県 主要作物省力安定生産機械システムの確立 香川型農業基幹技術確立事業 農林水産部

香川県 さぬきうどん原料高晶質小麦品種育成事業 農林水産部

福岡県 栽培漁業・資源管理型漁業 の強化 栽培漁業放流技術開発事業
水産林務郡
水産振興課

福岡県 栽培漁業・資源 管理型漁業 の強化 地域特産種増強技術開発
水産林務部
水産振興課

福岡県 栽培漁業・資源 管理型漁業の強化 栽培漁業技術推進事業
水産林務都
水産振興課

福岡県 栽培漁業・資源 管理型漁業の強化 資源管理型漁業推進総合対策事業 水産林務部漁政課

福岡県
遺伝子組換えによる園芸作物の育種技

バイオテクノロジー技術高度化事業費

農政部農政課
（事業担当：農業

術開発、他2課題 総合試験場）

福岡県
早生～中晩生の良食味・安定多収品種

国際化に対応した水稲育成事業費

農政部農政課
（事業担当：農業

の育成 、他2課題 総合試験場）

福岡県 いちじくの新品種 育成 、他 1課題
ブランド化推進地域特産物新品種
開発研究事業費

農政部農政課
（事業担当：農業
総合試験場）

福岡県
野菜 （イチゴ）超省力生産システムの開

超省力低コスト農業技術開発事業費

農政部農政課
（事業担当：農業

発、他2課題 総合試験場）

福岡県
中山間地の地域 資源 を活用した農業生 中山間地域活性化農業生産技術開

農政部農政課
（事業担当：農業

産技術の開発 、他 1課題 発事業費 総合試験場）
佐賀県 海底牧場 海底牧場基礎技術導入 水産局
佐賀県 海洋牧場 海洋牧場技術導入事業 水産局

佐賀県 土地利用型大規模 経営モデル事業 土地利用型大規模経営モデル事業 農林部
佐賀県 先端的科学技術を活用した革新的技術の開発 バイオテクノロジーによる新品種の開発 農林部
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重点的研究課題（間26－2）

決算 額
県 単 か

国 関連 か
事 業 概 要 理 由 ・根 拠

13，088

県 単

○ 三 倍 体か き作 出条件 改 良調 査 （国 関連 ）・三倍 体 作 出技 術 の改

事 業 化 に向 けた優 先課 題

良及 び 養 殖海 域で の三 倍 体か きの特 性 把 握
○ 一 粒 かき養 殖 試 験 ・三倍 体か きを用 いた一 粒 かき養 殖 技 術 の

開 発
（一 部 国 関 ○ 付 着 稚 貝 生 産配 布 ・三倍 体 かきの付 着 稚 貝 12万 枚 分 を配 布 す
連 ） るとともに、付 着 技 術 の改 良 を図 る。

11，14 5 マツタケ等 の 量産 化

1，430 国 関連 アカマ ツ材 の住 宅 用 高機 能性 部 材 の 開発
5，446 国 関連 酸性 雨 の影 響 調 査 及 び対 策 技 術 の確 立
3，528 国 関連 マツ材 原 虫抵 抗 性 種 苗 の量 産 化

40 ，000 県単

先端 技術 で あるバイオ テクノロジー につ いて、第 1 期 で得 た技術 を
基 に、地域 癖 産 物 の 育種 や 微 生 物利 用 による病 害 防 除 対 策 等 を

確 立 し、地 域農 業 の振 興 を図 る。

23 ，70 1 一 部 国 関 連

F l雌 牛 を繁 殖 牛 として活 用 す る飼 養 技 術 、受 精 卵 の雌 雄 判 別 を

県農 林 業 ・農 山村 振 興 の

実用 化 す るため の技術 開発
シバ 草 地 へ の周 年 放 牧 による生 産性 等 に関す る研 究
ビタミンA 無 添加 飼 科 の給 与 が発 育 や 肉 質 に与 える影 響 を調 査
肥 育 期 間 を短縮 す ることにより生 産性 等 を向 上 させ る研 究 基 本 構 想 での位 置 づ け

30 ，77 1 国 関 連
受 精 卵 移植 技 術 の実 用 化 促進 県農 林 業 ・農 山村 振 興 の‾
核 移 植 技 術 の習 得 基 本 構 想 での位 置 づ け

19，500 県 単 レタスの機 械 による一 貫栽 培 体 系や 麦 の多 収穫 栽 培 技 術 の確 立

農 業 者 の高 齢化 や 担 い 手

の 育成 に向 けた機 械 化 ・
省 力 化 が求 められ ている。

36，159

県 ・園 （国

3，000　一 般
33，159 ） 新 品 種 の育 成 長 期構 想

20，000 国 関連 栽 培 漁 業推 進 のための放 流 技 術 開発 福 岡 県漁 業 振 興 基本 構 想

24，000 国 関連 栽 培 漁 業推 進 の ための放 流 技 術 開発 福 岡 県漁 業 振 興基 本 構 想

4 ，0 30 県 単 栽培 漁 業 推 進 の ための放 流 技 術 開発 福 岡県 漁 業 振 興基 本 構 想

8 6，56 2 国関 連
水産 資源 の 持続 的利 用 を図 るた め、生 物 特性 や需 給 関係 を生か

福 岡 県漁 業 振興 基 本 構 想した漁 業 管 理 技 術 を開発 し、管 理 計 画 を策 定 す る。

6 ，19 9 県 単
バ イオテクノロジ ー に係 る産 ・学 ・官交 流 及 び これ までに 開発 した 特別 研 究 課題 として県 の
バ イオテクノロジ ー技 術 を活 用 した細胞 レベル 等 の研 究 開発 。 施 策 的 経 費 に計 上。

6 ，5 10 県 単
本 県の栽 培 条件 に適 した 、早 生か ら中晩 生 の 良食 味 品種 や 病 害 特 別 研 究課 題 として県 の
抵 抗 性 品種 、直播 栽 培 に 適した品種 を育 成 す る。 施 策 的 経費 に計 上。

3 ，7 15 県 単
本 県 農 産 物 のブ ランド化 推 進 を図るた め、本 県独 自のい ちじくや 特 別 研 究課 題 として県 の
高 品質 カンキツの新 品 種 の早 期 育成 を図 る。 施 策 的 経費 に計 上。

7 ，800 県 単
収 益 性 の 高い農 業経 営 の 実 現 と労働 条 件 の 向上 を図るため 、超 特 別研 究課 題 として県の
省 力 低 コストな農 業 技術 を開発 す る。 施 策 的経 費 に計 上 。

15，203 県 単

甲 山間 ］独得 有 の 自然 条 件 を措 用 した農 業 生 産 王支術 を借 用 し、新

特 別 研 究課 題 として県の
規 導 入 作 物 の現 地 実 証 を行 うとともに 、中 山間 地域 に新 たに 導入
した技 術 体 系 の経 営 的評 価 を行 い、中 山 間地 域農 業 ・農村 の活

性 化 を図 る。 施策 的経 費 に計 上 。

3，768 県 単 ウニ ・アワビ等 を対 象 とした電 気 牧柵 施 設 に よる飼 育 技 術 の開発 総合 計画
18，577 県 単 マダイを対 象 とした音 響 訓致 型 海 洋 牧場 の実 用 化 の推 進 総合 計画

22，807 県 単
大 規模 土 地利 用 型 のモ デル 経 常 に取 り組 み 、農 業所 得 一千 万 円

総合 計画を実証
13，362 国補 県単 野 菜 、花 、茶 、乳 用 牛 等 の育 成 総合 計画
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重点的研究課題（間26－2）

部局名 団体名 課題名 事項（事業名） 所管部局

佐賀県 環境保全型農業技術 の開発 有用天敵類を利用した害虫の制御技術 農林部

長崎県 雲仙岳噴火降灰 に伴う農作物被害対策 農林試験場試験研究費 農林部
長崎県 牛の核移植 技術 畜産試験場試験研究費 農林部
長崎県 肉用牛一 貫生産技術の確立 畜産試験場試験研究費 農林部

熊本県 養殖クルマエビウイルス疾病対策試験 養殖クルマエビウイルス疾病対策試験 林務水産部

熊本県 ノリ品質 向上対策試験 ノリ晶質向上対策試験 林務水産部

熊本県 二枚 貝有 害赤潮対策試験 二枚貝有害赤潮対策試験 林務水産部

熊本県 魚類養殖対策試験 魚類養殖対策試験 林務水産部

熊本県 アサリ増殖試験 アサリ増殖試験 林務水産部

熊本県
風等危険地域の判定及び風害に抵抗
力のある森林施業手法の解明 地域先端技術等研究開発促進事業 林務水産部

熊本県
地域産 甲径材を利用した住宅用高機
能部材の開発 特定研究開発等促進事業 林務水産部

沖縄県

・高収野菜新規品目の開発 ・土砂流出
防止技術の確 立・高品質デンファレ生
産技術の確 立・パパイヤの施設栽培技
術の確立・野菜類の省力化栽培体系の
確立・移出野菜類の輸送技術試験 主要事業 農林水産部

土木系 愛媛県 トンネル用吹付コンクリートの強度特性実験
土木部
（建設研究所）

愛媛県 河川発生材（砂）の再利用実験
土木部
（建設研究所）

札幌市 脱スパイク後の冬期 路面管理 凍結防止剤による環境影響調査 建設局道路維持部

札幌市 脱スパイク後の冬期路面管理 冬期路面性状調査 建設局道路維持部

札幌市 脱スパイク後の冬期路面管理 凍結路面対策の評価に関する調査 建設局道路維持部

京都市 返流水脱リン
ドロマイトを用いた汚泥返流水中の
リン除去に関する調査 下水道局

京都市 高度処理
PV A 包括固定化担体を用いた脱窒
に関する調査 下水道局

1未健 ・
環境 ・
衛生系 愛知県 公害防止 に関する技術等 公害防止研究費 環境部

愛知県 P C R を利用した下痢症の分子疫学的研究 衛生研究所特別調査研究事業 衛生部

愛知県 小型球形ウイルス（愛知株）の遺伝子解析 衛生研究所特別調査研究事業 衛生部

愛知県
呼吸器系疾患におけるクラミジア・

ニューモニエの実態調査 衛生研究所特別調査研究事業 衛生部
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重点的研究課題（問26－2）

決 算 額
県単 か

国 関連 か
事 業概 要 理 由 ・根 拠

8，400 国補 県単 イチゴの 主要 害 虫の 制御 技 術 等 総 合 計 画

5，54 5 県単
雲仙 岳 頃火 に伴 う降 灰 地 区基 盤 整備 畑 土壌 の 理化 字 性 の 改 善 、

緊 急か つ 重 要 な課 題営農 再 開 に 向けた花 き栽培 技 術 の確 立等
8 ，296 県単 核 移 横 技術 の確 立 改 艮 の推 進

17 ，108 県単 肥 育 素 牛の 育 成 技 術及 び 高 品質 牛 肉 生 産技 術 の検 討 高 生 産システムの確 立

13 ，8 19 県 単 感 染 源 と経 路 の 究 明 を行 なうとともに予 防 法 の開 発 を図る。

平 成 5～6 年 に本 県 大 矢野
島 を中心 に発 生 し、多木 ・
な被 害 をもた らした養 殖 ク

ル マエ ビの ウイルス疾 病
対策

2 ，2 16 県 単
本 県 産 ノリ製 品 の 特性 と加 工 処 理 の実 態 を把 握 し、問 題 点 の抽 出 本 県産 ノリ製 品 の 品 質 向…
と加 工技 術 の 開発 を行 い、価 格 の 向上 を図 る。 上

1，769 県 単
赤 潮 （ヘ テロカブ サ ）につ いて発 生状 況を調 査し、被 害 の防 止 を

1′半成 年 に一発　　 具　 養
殖 業 や アサリ等 の 二枚 貝

に被 害 をもた らした赤 潮 対
策行 なうとともに被 害 発 生 のメカニズムを解 明 す る。

6，844 県 単
養 殖 技 法 の 改 良 による予 防 法 の 開発 を図るとともに、マダイ、ブリ 近 年 多 発 す る養 殖 魚 類 の
に代 わる新 しい養 殖 魚 種 の開 発 を図 る。 疾 病 対 策

3，954 県 単
稚 貝 の発 生 状 況 、生 育環 境 等 の 調査 研 究 及 び 人 口苗 種 生 産 技

アサ リ資源 の 回復術 の 開発 を行 なう。

2，356 国 関連
森 林 の風 等 実 態 調 査 を行 い 、風 害 を受 けや す い地 域 を判 定 す る 公Lとゝ宝、口P　　　　　　　　　 す
手 法 を明 らか にし風 害 に強 い森 林 を育 成 す る手法 を検 討 す る。 発 の推 進 －

1，30 0 国 関連
県 産 甲径材 の材 質 を解 明す ることにより、丸 太 での 強度 等 等 級 区 県 総 合 計 画 一林 業 技 術 開
分 法 を確 立し、適 切 な製 材 技 術 を推 進 す る。 発 の推 進 －

2 9，00 0 県 単 亜 熱 帯 農 要 の確 立 予 算 上位 置 づ け

0 0 急 結 材 の使 用 量 と吹 付コンクリー ト強 度 の経 時 変化 の 相 関 を確 認
コンクリートの 長 期 強度 の
確 認

0 0 県 内 主 要河 川 の砂 につ い て各種 試 験 によりそ の特性 を把 握
河川 掘 削発 生 材 の有 効 利
用

9，88 8 市 単 凍 結 防 止剤 が環 境 に与 える影響 を調 査 す る。
冬期 間の 都 市機 能 維 持 の
ため に必要 。

5，92 3 市 単 冬 期 間 、市 内 の数 地 点で 毎 日路 面 状況 の観 測 を行 う。
冬期 間 の都 市機 能 維 持 の
ために必 要 。

7，694 市 単
凍 結 防 止剤 のフィー ル ドで の性 能 調査 と坂 道 での 砂散 布 効 果 の 冬期 間 の都 市機 能 維 持 の
確 認 。 た めに必 要 。

4，0 17 市 単

脱 リンを 目的 とす る水処 理 に影 響 を及 ほす リン負 荷 の 商い 汚 泥返
流水 中か らリンを除 去 するため にドロマイトを使 用 した場合 の調 査 公 共 水 域 の水 質汚 濁 ・負

研 究 荷 軽 減

4，84 1 市 単

下 水 甲の軍 素 を除去 す る方 法 のうちの生 物 処 理 法 にお いて反 応
公 共 水 域 の水 質 汚 濁 ・負

荷軽 減
槽 にPV A 包 括 固 定 化担 体を投入 し、そ の脱 窒性 能 を調 査研 究す

る

1，6 22 県 単 公 害 防 止 等 に関 す る技術 等 の 基礎 研 究

公 害防 止 研 究 費 として認

められ た事業 であるため。

36 4 県 単

P C R 法 を用 いて 下痢 症 の重 要 な原 因となる細 菌 につ いて調 査 し

関係 機 関等 に科 学 的デ ー

タを提供 し、今 後 の衛 生
病 原 大 腸 菌 の発 症機 構 を検 討 す る。 行 政活 動 に利 用す る。

364 県 単

下 痢 症 患者 か ら分 離 され た愛 知株 遺 伝 子 の精 製 と分 子 量の 測 定 関係 機 関等 に科 学 的 デ ー

及 び 塩 基 配 列 の解 析 等 を行 うことにより、当該 株 の検 査 法 の確 立 タを提 供 し、今 後 の衛 生

並 び にウイルス分類 学 上の位 置付 けを行 う。 行 政活 動 に利 用す る

364 県 単

呼 吸 器 系 疾 患 患者 か らのニ ューモニ工 の分 離 及 び P C R による遺 関係 機 関等 に 科 学 的 デー

伝 子 検 出 を併 用 し、当該 患 者 の原 因 菌 のなかでニ ュー モニ エ株 タを提 供 し、今 後 の衛 生

の 占める割 合 を検 索 す る 行 政 活 動 に利 用 す る
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重点的研究課題（問26－2）

部局名 団体名 課題名 事項 （事業名 ） 所管部局

奈 艮県 伝統的和漢生薬薬効評価事業 福祉部健康局

島根県 湖沼における赤潮発生メカニズムの解明 赤潮 対策検討調査事業 環境生活部

高知県 自動循環方式水処理技術の研究 文化環境部

県民 ・
生活系 富山県 雪 に関する研究 総合雪対策調査研究事業 生活環境部

教育系 横浜市 遺伝子工学を利用した蛋白質の機能解析 プロジェクト研究 横浜市 立大学

企画 ・
北海道

ゴルフ場の環境保全対策技術 に関す 共 同研究推進費 （重点研究）

予算計上　企画振
興部（研究実施 保
健環境部、商工労
働観光部、農政部、
林務部に属する試

総務系 る研究 開発 （平成3～7年度 ） 験研究機関

北海道
ホタテガイ副産物 の処理 ・利用技術に 共 同研究推進費 （重点研究）

予算計上　企画振
興部　 研究実施
保健環境部、商工
労働観光部、農政
部、水産部に属す

画する研究開発 （平成3～7年度） る試験研究機関

岩手県 トリアジンチオール研究 トリアジンチオール応用開発研究事業 企画調整部

岩手県 超電導研究 超電導研 究推進事業 企画調整部

岩手県 リモートセンシング研究 リモー トセンシング活用調査事業 企画調整部

神奈川 県
プラスチック、有機性贋 葉物の再資源
化の研 究 生活基盤地域交流研究事業 企画部

神奈川 県
高齢者 ・障筈者へのヒューマンテクノロ
ジー応用 研究 産学公地域総合研究推進事業 企 画部

富山県 非水産分野における深層水の利用研 究 非水産分野深層水利用研究推進事業費 企画部

大阪府

間伐材の有効利用研究、オゾンの有効

研 究総合調整事業

環境保健部、農
利用技術の研究、大阪特産物の高 品 麻水産部、商工
質化のための光学的評価技術の研究 部

岡山県 児島湖の環境保全 児島湖環境保全調査研 究事業 地域振興部
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重点的研究課題（問26－2）

決 算額
県 単か

国 関連 か
事 業 概 要 理 由 ・根 拠

1，3 33 県 単

582 県単 宍 道 湖 ・中海 の水 質 保 全 を図るための 事前 調 査
宍 道 湖 ・中海 の水 質 保 全
を図 るた め

1，350 県単

本 来 自然 が持 っている物 質循 環 の 自然 浄 化機 能を 活 か し、自然

四万 十 川 清 流保 全 計 画

の 素材 を使 った生 活排 水 路 の浄 化施 設 の 処理 機 構 及 び 機 能 の

検 証

34 ，400 県 単
雪 による障 害 の克 服 及 び 等 の利 用 に関 す る調 査 研 究 を総 合 的 に 瓜A　 一、　　　 l T

【ヽコI　　　　　　　　　　　　L－
推 進 する。 よる。

4，804 単 独 特 定 の研 究 テー マに対 し3 年 間 継続 して研 究 を行 う

11，000
道 単

環 境 中 に放 出 され た農 薬 の分 解 ・拡 散メカニズ ム等 の 解 明 、適 正

ゴル フ場 で使 用 され る農

薬 による周 辺 環境 の汚染
や動 植 物 等 の環 境 生態 系

へ の影 響 が強 く懸 念 され
農 薬 散 布 量 の検 討 、農 薬 の除 去 技術 の開発 確 立など、ゴル フ場 てお り、この対 策 が 重要 な

（予算ベ ース）の 環 境 保 全 のため の総 合 的 な研 究を行 う。 課題 となっている。

5，000

道 単 ホタテガイの副 産 物 の飼 肥 料 化 等 へ の有 効利 用 や 有 価 物 の検

ホタテガイ漁 業 にお い て、

生産 量 の増 大 に伴 う副産
物 の 処理 ・利 用 が 重 要な

（予算ベ ース）索 、廃 棄物 の低 コス ト処 理 技術 の 開発 の研 究を行 う。 課 題 となってい る。

44，204 県 単
生 活 ・地 域 流 動研 究 に 関遷 して、トリアジンチオールの応 用 研 究 を実
施

三 県 総
（生 活 地 域 流 動研 究）

23，449 県 単
県 が 高度 技 術 振 興 協 会 に対 して国 際超 電 導 産 業 技術 研 究セン 三 県 総 （超 電導 工字 研 究
ター超 電 導 工 学研 究所 との 共 同研 究 を委 託 所 との 共 同研 究 ）

907 県 単
宇 宙 開 発 事 業 団 が実 施 す る自治 体プ ロジェクト事 業 導入 準備 の

三 県 総ため の産 学 官研 究 会

22 ，000 国 関連
プラスチ ック贋 葉 物 の 選別 ・油化 装 置 の開 発 及 び有 機 性 家 庭 ゴミ

予 算の堆 肥 化 装 置 の 開発

48 ，256 県単
高 齢 者 ・障 害者 を考 慮 した移 動 システムの研 究及 びニ ュー メデイ 　ヽ上±ト11卜4子
アによる高 齢者 ・障 害者 の社 会 参加 に 関す る研 究 綱 推 進 計 画

2 ，133 県単
全 体 調 整 及 び事 業 別 調 整 ワー キンググル ープ の設 置 、富 山 県 非 新 富 山 県 民総 合 計 画 にお
水 産 分 野深 層 水 利 用 研 究 推 進委 員 会 の設 置 いて位 置 づ けられ ている

2 1，652 県単 府 の公 設試 が共 同で 3魂 題 の研 究を実施 。 研 究 開発 大 綱 で位 置 づ け

2 ，089 県 単
・窒 素 、リンの動 態 に 関す る基 礎 調査 ・研 究

岡 山県 総 合福 祉 計 画・植 生 回復 技 術 に 関す る基 礎研 究調 査
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